
 

  

 

 

 

 

道州制を見据えた新たな大都市制度の在り方 

についての提言 

 

［ 資料編 ］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年 1月 

指定都市市長会 

大都市制度調査研究プロジェクト 



 
 
 
 
 
 

余  白 

Administrator
長方形



資 料 目 次 

 

 Ⅰ 調査研究の基本方針等 
  １ 地方分権改革推進会議「地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備につ

いての意見」（平成 16 年５月）（抜粋） 

 

 Ⅱ 大都市制度改革の背景 

  １ 大都市制度の経過に関する年表 

  ２ 地方制度調査会答申（昭和 21 年 12 月）（抜粋） 

  ３ 地方自治法案要綱（昭和 22 年 3 月）（抜粋）及び地方自治法（制定時）における特別市

に関する規定 

  ４ 地方行政調査委員会議勧告 

   (1) 行政事務再配分に関する勧告（昭和 25 年 12 月）（抜粋） 

   (2) 行政事務再配分に関する第２次勧告（昭和 26 年９月）（抜粋） 

  ５ 第１次地方制度調査会「地方制度の改革に関する答申」（昭和 28 年 10 月）（抜粋） 

  ６ 大都市制度確立に関する要望（昭和 28 年 12 月） 

  ７ 地方自治法の一部を改正する法律案要綱（昭和 31 年１月）（抜粋） 

  ８ 参議院地方行政委員会議事録（昭和 31 年５月）（抜粋） 

９ 国における地方分権に関する経過（平成５年６月～） 

  10 地方分権一括法の概要 

  11 地方分権推進委員会最終報告（平成 13 年６月）（抜粋） 

12 第 27 次地方制度調査会｢今後の地方自治制度のあり方に関する答申｣（平成 15 年 11

月）（抜粋） 

  13 第 28 次地方制度調査会諮問書並びに審議項目及びその論点について 

 

 Ⅲ 現行の政令指定都市制度の現状と問題点 

  １ 指定都市の比較一覧表 

  ２ 指定都市の都市問題に対する先駆的な取組の例 

  ３ 指定都市市長会大都市特例税制検討会「指定都市の事務配分の特例に対応した大

都市特例税制についての提言」 

４ 指定都市に対する一体性を欠いた事務配分により生じている問題の具体例 

５ 第 27 次地方制度調査会審議事項に係る論点整理について（抜粋） 

  ６ 大都市の市域内で行われている道府県の補完行政の例（二重行政の弊害・非効率の例） 

 

 

 

 

１ 

 

 

３ 

８ 

 

10 

 

14 

15 

17 

18 

19 

20 

22 

23 

25 

 

26 

28 

 

 

37 

41 

 

49 

102 

105 

106 



 

Ⅳ 新たな大都市制度 

  １ 地方自治法（抜粋） 第１条の２、第２条第２項、第３項、第５項、第６項 

  ２ 第 28 次地方制度調査会第 31 回専門小委員会の資料１｢道州制の制度設計に関す

る調査審議の概要｣ 

  ３ 「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表 

４ 「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類比率の算出方法 

 ―三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱作成 

５ 第 28 次地方制度調査会第 24 回専門小委員会の資料２｢道州と市町村の事務配分

について｣ 

６ 第 28 次地方制度調査会第 24 回専門小委員会の資料２－別紙の「道州制の下で道州

が担うこととなる事務のイメージ」 

  ７ 第 28 次地方制度調査会第 24回専門小委員会の資料２－別紙－参考１ 

８ 「道州の事務のメルクマール」による事務の分類に基づき大阪府から大阪市に

移譲されるべき事務に要する経費の試算について ―三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱作成 

  ９ 税制調査会「あるべき税制の構築に向けた基本方針」（平成 14 年６月）（抜粋） 

  10 大阪府の主な租税収入（平成 15 年度決算） 

  11 政令指定都市における事務の共同処理の状況 

  12 第 28 次地方制度調査会第 24 回専門小委員会の資料５｢道州と市町村の関係につ

いて｣ 

13 「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表 

14 「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類比率の算出方

法 ―三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱作成 

  15 「道府県の事務のメルクマール」による事務の分類に基づき大阪府から大阪市

に移譲されるべき事務に要する経費の試算について ―三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱作成 

 

 

 

 

109 

 

110 

120 

 

171 

 

176 

 

178 

180 

 

193 

201 

202 

203 

 

205 

207 

 

259 

 

264 

 

 



 
 

地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備についての意見 
―地方分権改革の一層の推進による自主・自立の地方社会をめざして― 

（抜粋） 

 

平成 16 年５月 12 日 

地方分権改革推進会議 

 
Ⅲ 地方分権改革推進のための地方行政体制整備 
 
⒈ 地方分権改革の推進と新しい地方行政体制の方向 
 
 （３）市町村（基礎自治体）への権限移譲の推進と都市の活性化 
    住民に最も近い立場にある基礎自治体には、地域の実情に応じた総合的な行政が可能と

なるよう、優先して権限が配分されるなど行財政基盤の確立が図られることが必要である。 
（略） 

    また、現行の政令指定都市制度、中核市制度、特例市制度においても、更に権限移譲を

進めることが必要である。政令指定都市については現在の都道府県と同等の権限を、中核

市については現在の政令指定都市と同等の権限を、特例市については現在の中核市と同等

の権限を有することを目途に、権限移譲を進めることが必要であると考えられる。 
（以下略） 
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大都市制度の経過に関する年表 

 
年  月  日 事        項 

明治２２・ ４・ １ 
 
  ２３・ ５・１７ 
  ２３・１１・２９ 
  ３１・ ９・３０ 
  ２９～４４ 
 
大正１１・１０・ ２ 
  １５・ ６・２４ 
昭和 ４・１２・２４ 
  １０・ ３・２２ 
  １２・ ８・ ３ 
  １８・ ６・ １ 
  ２０・１１・１６ 
  ２０・１１・２５ 
  ２１・ ９・２７ 
 
 
  ２１・ ９・２８ 
  ２１・１１・ ３ 
  ２１・１２・２５ 
  ２２・ ３・１１ 
  ２２・ ３・２２ 
 
  ２２・ ３・２５ 
 
  ２２・ ４・１７ 
  ２２・ ５・ ３ 
  ２２・ ７・ ５ 
  ２２・ ７・２６ 
 
  ２２・ ８・ ７ 
  ２２・ ８・２１ 
  ２２・ ８・３０ 
 
 

市制・町村制施行 
「市制中東京市、京都市、大阪市ニ特例ヲ設クルノ件」施行 
府県制、郡制公布 
大日本帝国憲法施行 
「市制中東京市、京都市、大阪市ニ特例ヲ設クルノ件」廃止 
「東京市制案」、「東京市ニ関スル法律案」又は「東京都制並ビニソノ附属法

案」等が議会に提出されるが、いずれも未成立 
「六大都市行政監督ニ関スル件」公布、即日施行 
六大都市行政監督特例中改正（勅令第 212 号）公布（7 月 1 日施行） 
大都市制度調査会設置 
六大都市行政監督特例中改正ノ件（勅令第 26 号）公布 
地方制度調査会官制公布 
東京都制公布（10 月 1 日施行） 
五大市、特別市制促進のため大都市制度調査会設置 
五大市市長、幣原内閣総理大臣等に特別市制促進を建議 
東京都制・府県制・市制・町村制改正法律公布（10 月 5 日施行） 
（内容は、住民の選挙権、被選挙権の拡充、都長官・府県知事・市長村長の

公選、議会の権限の強化等） 
地方制度調査会官制（勅令 472 号）公布（10 月 5 日地方制度調査会発足） 
日本国憲法公布 
地方制度調査会答申、五大都市を特別市とする 
地方制度調査会の答申を基にした「地方自治法案要綱」を閣議決定 
衆議院、地方自治法附帯決議を付して議決 
 附帯決議：五大都市を特別市に指定する法案を次期国会に提案すべし 
「特別市実施についての住民投票の範囲は当該特別市の住民の一般投票に付

せられる」と政府見解表明（林地方局長答弁） 
地方自治法公布（特別市制度創設） 
日本国憲法、地方自治法施行 
衆議院治安及び地方制度委員会、特別市指定法案の審議を自主的に開始 
政府、臨時閣議で見解を改め、特別市制施行に関する住民投票の範囲を「府

県全般の住民投票」と決定 
五大都市特別市制小委員会、五大都市を特別市に指定する法律案起草 
五大市市長、マッカーサー元帥と会見し、特別市制を要望 
衆議院治安及び地方制度委員会、五大都市を特別市に指定すること及び住民

投票の範囲を当該市民に限定することを明文化した特別市制法案を、議員提

出案として上程することを決定 
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年  月  日 事        項 
昭和２２・ ９・２３ 
 
 
  ２２・ ９・２９ 
 
  ２２・１２・１２ 
 
  ２２・１２・１７ 
  ２２・１２・２３ 
  ２２・１２・３１ 
  ２３・ １・ １ 
 
  ２３・ １・ ７ 
  ２４・ ５・１０ 
  ２４・ ８・ １ 
  ２４・ ９・１５ 
  ２４・１０・ ３ 
  ２４・１０～１１ 
  ２４・１２・２６ 
  ２５・ ５・３０ 
  ２５・１２・２２ 
 
 
  ２６・ ６・１５ 
 
  ２６・ ９・２２ 
 
 
  ２６・１０・３１ 
  ２６・１１ 
 
  ２７・ ２ 
  ２７・ ４・２１ 
 
  ２７・ ４ 
  ２７・ ５・１４ 
 
 
 

GHＱテイルトン大佐、五大府県知事・五大市長等に対し、「特別市制は早急

実施の要なし、実施するとせば府県住民投票とする」と指示 
衆議院治安及び地方制度委員会、特別市制法案上程を断念 
五大市市長連名で共同声明発表し、特別市実現への不退転の意思を内外へ表

明 
地方自治法の一部を改正する法律公布（23 年 1 月 1 日施行）（特別市設置の

ための住民投票にかけるべき住民は関係都道府県住民とする） 
警察法公布（23 年 3 月 6 日施行） 
消防組織法公布（23 年 3 月 7 日施行） 
内務省廃止 
総理庁の外局として旧内務省の警保局、調査局及び地方局行政課を吸収し内

事局発足 
旧内務省の地方局財政課が地方財政委員会として発足 
シャウプ税制使節団来日 
総理府の外局として地方自治庁設置、総理府自治課と地方財政委員会を統合 
シャウプ勧告全文発表 
シャウプ勧告附録書公表 
五大府県知事及び議長、特別市条項の削除を陳情 
地方行政調査委員会議（神戸委員会）設置 
地方財政委員会設置（地方自治庁から分離独立） 
地方行政調査委員会議、行政事務の再配分に関する第 1 次勧告を国会・内閣

に提出（大都市の特例として事務の配分及び監督面での特例を認めるべきこ

とを勧告） 
五大市市長、議長、市会特別市委員長会議を開き、地方行政調査委員会議へ

「大都市制度確立に関する陳情書」を提出 
地方行政調査委員会議、行政事務の再配分に関する第２次勧告を国会・内閣

に提出（府県から大都市への事務再配分の拡大、特別市については残存区域

の問題から結論を避ける） 
五大市連名で「特別市制理由書」発表 
五大府県、特別市条項抹消を内容とする「特別市制反対に関する意見書」を

関係各方面に配布 
五大府県、「特別市制反対理由書」を発表 
吉田内閣総理大臣、道州制創設を表明し、特別市制については道州制の方向

に逆行するものとして反対意向を示す 
五大市、「特別市制反対理由書について」を発表 
五大市選出衆議院議員、連名により「五大市を特別市に指定する法律案」及

び「地方自治法の一部を改正する法律案」（住民投票の範囲を府県民から市民

に変更）を正式提案 
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年  月  日 事        項 
昭和２７・ ５・１５ 
 

２７・ ７・３１ 
 
 
 
  ２７・ ８・１５ 
 
 
  ２７・ ８・１８ 
  ２７・１１・１５ 
 
  ２７・１１ 
  ２７・１２・１７ 
  ２８・ １・１３ 
 
  ２８・ ７・１８ 
 
 
  ２８・１０・１６ 
 
 
 
 
  ２８・１２・１９ 
 
  ２９・ １・ ９ 
  ２９・ ６・ ８ 
 
 
  ３０・ ６・１５ 
 
 
  ３１・ １・２７ 
  ３１・ ３・１０ 
 
 
  ３１・ ６・１２ 
 

五大府県郡部選出衆議院議員、連名により「地方自治法の一部を改正する法

律案」（特別市削除法案）を正式提案 
特別市制関係法案審議終了 
 第 13 回国会も最終日に至り、特別市関係法案の提案理由説明が各委員に配

付され、委員長からその趣旨が説明されたが、同日夜、国会は閉会、審議未

了となる 
地方自治法の一部を改正する法律公布（27 年 9 月 1 日施行） 
（機関委任事務等を別表掲載、区長公選制の廃止（特別区）、共同処理方式の

導入等） 
地方制度調査会設置法公布、施行 
全国知事会、地方制度調査会発足を前に、「地方制度改革に関する意見」（そ

の１）を発表、知事公選制の維持、道州制反対を主張 
全国市長会、「地方制度改革意見」を発表し、府県制度の再検討を主張 
地方制度調査会第 1 回総会 
五大市市会議長会、「大都市制度確立に関する決議」を行い、地方制度調査会

に提出 
五大市市長・議長・特別市委員長会議開催 
 「大都市制度として特別市制の実施を基本方針とするが、当面は事務再配

分と財源移譲による解決を認める」との方針を決定 
第 1 次地方制度調査会「地方制度の改革に関する答申」を提出 
・ 市の基準を人口 5 万人に引下げ 
・ 警察は府県及び大都市単位の自治体警察とする 
・ 教育委員会は府県・五大市は現行通り、市町村は廃止 
・ 大都市制度は事務財源の配分方式で 

五大市市長・議長会、地方制度調査会の答申に沿って大都市制度を確立する

ことを政府に要望 
五大市市長・議長、大都市警察存置に関する決議を行い、各方面へ要望 
警察法公布（29 年 7 月 1 日施行） 
 国家地方警察及び自治体警察の 2 本建制度を廃止し、都道府県警察に一本

化された（ただし、五大市に限り 1 年間存続を認める） 
地方自治法の一部改正案国会提出 
・ 指定都市制度 
・ 議会権限の縮小 

「地方自治法改正法律案要綱」を発表 
地方自治法の一部改正案国会提出 
・ 大都市に関する特例（16 項目の事務移譲） 
・ 特別市条項の削除 

地方自治法の一部を改正する法律公布 
 指定都市制度の創設と特別市条項の削除 
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年  月  日 事        項 
昭和３１・ ７・３１ 

３１・ ９・ １ 
  ３１・１１・ １ 
  ３８・ ４・ １ 
  ４０・ ３・２９ 

４５・１１・２０ 
  ４７・ ４・ １ 

５４・ ９・１０ 
 

５５・ ４・ １ 
平成 元・ ４・ １ 

４・ ４・ １ 
５・ ４・１９ 
５・ ６・ ３ 
５・ ６・ ４ 
５・ ６・１８ 
５・１０．２７ 
６・ ２．１５ 
６・ ９・２６ 
６・１１・２２ 
６・１２・２５ 
７・ １・１７ 
７・ ４・ １ 
７・ ５・１９ 
７・ ７・ ３ 

１０・ ５・２９ 
１１・ ３・２６ 
１１・ ７・１６ 
１２・ ４・ １ 
１２・１０・２５ 

 
１２・１１・ １ 
１３・ １・ ６ 
１３・ ６・１４ 
１３・ ６・２６ 

 
１３・ ７・ ３ 
１４．１０．３１ 

 

地方自治法第 252 条の 19 第 1 項の指定都市を指定する政令公布 
指定都市の発足（横浜、名古屋、京都、大阪、神戸の５市） 
五大府県から五大市へ 16 項目の大都市特例事務移譲 
北九州市、指定都市へ移行（指定都市６市） 
市町村の合併の特例に関する法律公布 
第 14 次地方制度調査会｢大都市制度に関する｣答申 
札幌市、川崎市、福岡市、指定都市へ移行（指定都市９市） 
第 17 次地方制度調査会「新しい社会経済情勢に即応した今後の地方行財政制

度のあり方について」答申 
広島市、指定都市へ移行（指定都市１０市） 
仙台市、指定都市へ移行（指定都市１１市） 
千葉市、指定都市へ移行（指定都市１２市） 
第 23 次地方制度調査会「広域連合及び中核市に関する答申」を提出 
衆議院本会議「地方分権の推進に関する決議」 
参議院本会議「地方分権の推進に関する決議」 
地方自治法改正（地方 6 団体の意見具申権創設） 
第３次行政改革審議会「最終答申」を提出 
「今後における行政改革の推進方策について」閣議決定 
地方 6 団体「地方分権の推進に関する意見書」を内閣に提出 
第 24 次地方制度調査会「市町村の自主的な合併の推進に関する答申」提出 
「地方分権の推進に関する大綱方針」閣議決定 
阪神淡路大震災 
中核市制度の発足 
地方分権推進法公布 
地方分権推進法施行、地方分権推進委員会設置 
地方分権推進計画を閣議決定 
第２次地方分権推進計画閣議決定 
地方分権一括法公布 
地方分権一括法施行（機関委任事務制度の廃止、地方への国の関与の見直し） 
第２６次地方制度調査会「地方分権時代の住民自治制度のあり方及び地方税

財源の充実確保に関する答申」提出 
特例市制度の発足 
中央省庁再編 
地方分権推進委員会が最終報告を提出 
「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」（骨太の方

針）閣議決定 
地方分権改革推進会議発足 
地方分権改革推進会議「事務事業のあり方と国庫補助負担金見直しに関する

最終報告」を内閣総理大臣に提出 
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年  月  日 事        項 
平成１４・１１・ １ 

 
１５・ ４・ １ 
１５・ ６・ ６ 

 
１５・１１・１３ 
 
 
１５・１２・２１ 
１６・ ５・１２ 
 
１７・ ４・ １ 
１７・１１・３０ 
１７・１２・ ９ 
 

西尾 勝 地方制度調査会副会長「今後の基礎的自治体のあり方について（私

案）」を提出 
さいたま市、指定都市へ移行（指定都市１３市） 
地方分権改革推進会議「三位一体の改革についての意見」を内閣総理大臣に

提出 

第 27 次地方制度調査会「今後の地方自治制度のあり方に関する答申」提出 

（大都市制度のあり方については、都市の規模能力に応じた事務権限の移譲、

基礎自治体から都道府県への事務処理特例の条例制定申出を制度化など） 

指定都市市長会発足 
地方分権改革推進会議「地方公共団体の行財政改革の推進等行政体制の整備

についての意見」を内閣総理大臣に提出 
静岡市、指定都市へ移行（指定都市１４市） 
三位一体の改革、政府与党合意 
第 28 次地方制度調査会「地方の自主性･自律性の拡大及び地方議会のあり方

に関する答申」提出 
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  地方制度調査会答申（抜粋） 

 

昭和 21 年 12 月 25 日 

 

 

諮問第三 大都市の現行制度について改正を加える必要があると認められる。これに対する改正

の要綱を示されたい。 

 右に対する答申 

第二 五大都市 

(一) 五大都市は夫々その市の区域により特別市として現在所属している府県から独立させるこ

と。 

(二) 特別市には、原則として道府県の制度を適用すること。 

(三) 特別市における国政事務(警察事務を含む。)の処理は、原則として、道府県に準ずること。 

(四) 下部組織 

   (ｲ) 区はすべて行政区とすること。 

  (ﾛ) 町内会及び同連合会等について、なるべく煩瑣な規定を設けないこと。 

 (五) 財政 

  (ｲ) 国税の一部を移譲すること。 

  (ﾛ) 独立税種を創設すること。 

  (ﾊ) 公企業の経営権を拡張すると共に或る程度収益主義を認めること。 

  (ﾆ) 事務の担任区分を明かにし、国費、地方費の費用負担区分を是正すること。 

  (ﾎ) 起債認可の手続を簡易化すること。 

  (ﾍ) 各種の国庫補助金を整理統合してこれを一般財源として賦与すること。 

 (六) 残存郡部は、独立の府県として存置し、五大都市との関係は、府県市組合を組織させる等

の方法によりこれを調整すること。 

 (七) その他 

  (ｲ) 区長の選任は、次の何れかによるものとすること。 

甲 市会の同意を得て市長が選任する。 

乙 市長が任免する。 

丙 選挙人が直接選挙するものとする。 

  (ﾛ) 残存郡部を独立の府県とした場合の名称、府県庁の所在地は一応従来通りとし、残存郡

部の意思により適宜決定すものとすること。 

  (ﾊ) 実施の時期は、なるべく速かならしめること。 

  (ﾆ) 復興に伴う人口激増の趨勢に鑑み、市会議員の定数を特例により増加する方法を講ずる

こと。 

 

    附帯決議 

資料Ⅱ－２ 
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諮問第三に対する答申の取扱に関しては、五大府県及び五大都市が円満な協調を遂げられるよ

うに、政府の善処を要望する。 

 

 

（原文は縦書き） 
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地方自治法案要綱（抜粋） 
 

昭和 22 年 3月 11 日 閣議決定 

 

 

第一 総括的事項 

一 地方自治法において地方公共団体とは、普通地方公共団体及び特別地方公共団体をいうも

のとすること。普通地方公共団体は、都道府県及び市町村、特別地方公共団体は、特別市、

特別区、地方公共団体の組合及び財産区をいうものとすること。 
二～五 （略） 

 
第七 特別市に関する事項 
一 特別市は、人口五十万以上の市の中から法津で指定するものとすること。 
二 特別市は、都道府県の区域外にあるものとすること。 
三 特別市には、市長、助役、収入役及び副収入役を置くものとすること。 
四 特別市は、行政区を設けるものとすること。 
五 行政区に、区長、区助役、区収入役、区副収入役、選挙管理委員会等の機関を置くものと

すること。 
六 特別市に対しては、法律に特別の定があるものを除く外、都道府県に関する規定を適用す

るものとすること。 
七 東京都の区は、これを特別区と称し、原則として市に関する規定を適用するものとするこ

と。但し、都は条例で特別区について必要な規定を設けることができるものとすること。 
 

 

（原文は縦書き） 

 

資料Ⅱ－３ 
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地方自治法(制定時)における特別市に関する規定 

 

 

 第三編 特別地方公共団体及び地方公共団体に関する特例 

  第一章 特別地方公共団体 

   第一節 特別市 

第二百六十四条 特別市は、その公共事務及び法律又は政令により特別市に属する事務並びに政

令で特別の定をするものを除く外、従来法令により都道府県及び市に属する事務を処理する。 

第二百六十五条 特別市は、都道府県の区域外とする。 

② 特別市は、人口五十万以上の市につき、法律でこれを指定する。その指定を廃止する場合も、

また、同様とする。 

③ 特別市の廃置分合又は境界変更をしようとするときは、法律でこれを定める。但し、特別市

の区域に市町村若しくは、特別区の区域又は所属未定地を編入する場合においては、関係地

方公共団体の議会の議決を経て内務大臣がこれを定める。 

④ 第二項の規定により特別市の指定があったとき、又は前項但書の規定により境界の変更、が

あったときは、都道府県の境界は、自ら変更する。 

⑤ 前二項の場合において財産処分を必要とするときは、関係地方公共団体の協議によってこれ

を定める。その協議が調わないときは、関係方公共団体の議会の意見を聴き、内務大臣がこ

れを定める。 

⑥ 前項の協議については、関係地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

第二百六十六条 第九条の規定は、特別市と市町村若しくは特別区との境界に争論がある場合又

はその境界が判明でない場合において争論がない場合にこれを準用する。 

第二百六十七条 特別市の区域内に住所を有する者は、当該特別市の住民とする。 

第二百六十八条 特別市に市長及び助役を置く。 

② 助役の定数は、条例でこれを定める。 

③ 特別市の市長は、当該特別市の事務及び都内の行政事務並びに法律又は政令によりその権限

に属する他の地方公共団体その他公共団体の事務及び政令で特別の定をするものを除く外、

従来法令により都道府県知事及び市長の権限に属する他の地方公共団体その他公共団体の事

務を管理し及び執行する。 

第二百六十九条 特別市に収入役一人及び副収入役若干人を置く。 

② 副収入役の定数は、条例でこれを定める。 

第二百七十条 特別市は、市長の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、その区域を分け

て行政区を設け、その事務所を置くものとする。 

② 特別市の市長は、区長の権限に属する事務を分掌させるため、条例で、必要な地に行政区の

支所を設けることができる。 

③ 行政区の事務所又は支所の位置、名称及び所管区域は、条例でこれを定めなければならない。 

第二百七十一条 行政区に区長及び区助役一人を置く。 

② 区長は、その被選挙権を有する者について選挙人が投票によりこれを選挙する。 

③ 区助役は、特別市の事務吏員の中から特別市の市長がこれを命ずる。 
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④ 区長は、特別市の市長の定めるところにより、区内に関する特別市の事務及び特別市の市長

の権限に属する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務並びに法律又は政令によりその

権限に属する国、他の地方公共団体の事務を掌理する。 

⑤ 区助役は、区長の事務を補佐し、区長に故障があるときその職務を代理する。 

第二百七十二条 行政区に区収入役及び区副収入役各々一人を置く。 

② 区収入役及び区副収入役は、特別市の事務吏員の中から特別市の市長がこれを命ずる。 

③ 特別市の市長、助役、収入役、副収入役若しくは監査委員又は区長若しくは区助役と親子、

夫婦又は兄弟姉妹の関係にある者は、区収入役又は区副収入役となることができない。 

④ 区収入役又は区副収入役は、前項に規定する関係を生じたるときは、その職を失う。 

⑤ 第三項の規定は、区収入役及び区副収入役相互の間において区収入役又は区副収入役に、前

項の規定は、区収入役及び区副収入役相互の間において区副収入役にこれを適用する。 

第二百七十三条 区収入役は、特別市の収入役の命を受け、特別市の出納その他の会計事務並び

に特別市の市長及び区長その他特別市の吏員並びに特別市及び行政区の選挙管理委員会の権

限に属する国他の地方公共団体その他公共団体の事務に関する出納その他の会計事務を掌る。 

② 特別市の市長は、収入役の事務の一部を区収入役に委任させることができる。但し、特別市

の出納その他の会計事務については、予め議会の同意を得なければたらない。 

③ 区長は、特別市の市長の許可を得て、区収入役の事務の一部を区副収入役に委任させること

ができる。 

④ 前二項に定めるものを除く外、区収入役及び区副収入役の権限に関しては、市の収入役及び

副収入役に関する規定を準用する。 

第二百七十四条 行政区に区出納員を置くことができる。 

② 区出納員は、特別市の事務吏員の中から特別市の市長がこれを命ずる。 

③ 区出納員は、区収入役の命を受け、出納事務を掌る。 

第二百七十五条 前四条に定める者を除く外、行政区に必要な吏員を置き、区長の申請により、

特別市の市長がこれを任免する。 

② 前項の吏員は、特別市の吏員とし、その定数は、条例でこれを定める。 

③ 第一項の吏員は、区長の命を受け、事務又は技術を掌る。 

④ 区長は、その権限に属する事務の一部を第一項の吏員に委任し又はこれをして臨時に代理さ

せることができる。 

第二百七十六条 行政区に選挙管理委員会を置く。 

② 前項の選挙管理委員会に関しては、第二編第七章第二節中市の選挙管理委員会に関する規定

を準用する。 

第二百七十七条 第十三条、第十八条、第二十二条第七項、第八十六条第一項、第八十八条第一

項、第九十一条、第百四十五条、第百五十二条、第百六十条、第百六十二条乃至第百六十七

条、第百六十八条第五項及び第六項、第百六十九条乃至第百七十一条、第二百九条、第二百

十八条、第二百二十一条、第二百二十四条、第二百三十二条、第二百四十二条第一項及び第

二百六十条中市に関する規定は、これを特別市に適用する。 

第二百七十八条 この法律又はこれに基く政令に特別の定があるものを除く外、第二編中都道府

県に関する規定は、特別市にこれを適用する。 
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第二百七十九条 特別市の選挙について前条の規定により第二編第四章中都道府県の選挙に関す

る規定を適用する場合においては、市に関する規定は、行政区にこれを適用する。 

② 第二編第四章中選挙人名簿に関する規定についても、また、前項と同様とする。 

第二百八十条 この法律に規定するものを除く外、特別市に関し必要な事項は、政令でこれを定

める。 

 

 

（原文は縦書き） 
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行政事務再配分に関する勧告（抜粋） 
 

昭和 25 年 12 月 22 日 

地方行政調査委員会議 

 

 

    総   論 

   第一 行政事務再配分の基本方針 

三 府県と市町村との間における事務の配分 

 (一) 市町村は、住民に直結する基礎的地方団体であるから、地方公共団体の事務とされるもの

は、原則として市町村に配分するという方針を採るべきである。 

 (二) 府県は、その地域的範囲において市町村を包括する関係にあるという意味において、次の

ような事務が府県に配分されるべきである。 

  １ 市町村の区域をこえて処理しなければならない事務 

  ２ 市町村で処理することが著しく非能率又は著しく不適当である事務 

 (三) （一）及び(二)に揚げる方針を個個の事務に適用するにあたつては、それぞれの事務の内容を

詳細に検討する必要があると同時に、市町村の能力の実際上の差異が充分に考慮されなけれ

ばならない。その能力の差異に応じて、大都市、市及び町村の間において事務配分上いかな

る差異を認めるべきかについては、各論において述べるが、大都市については、更に総合的

に現行制度上の扱い方について検討を加える必要があると考えるので、これについては、引

き続き研究する予定である。 

 

 

（原文は縦書き） 

 

資料Ⅱ－４-(1) 
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行政事務再配分に関する第２次勧告（抜粋） 
 

昭和 26 年９月 22 日 

地方行政調査委員会議 

 

 

   第一 行政事務再配分に関する特例 

 第一次勧告は、大都市については事務配分上の特例から更に総合的に現行制度上の扱い方につ

いて検討を加えること、東京都及び北海道については事務配分上の特例を考慮する必要があるこ

とを認めて、後日勧告する旨を明らかにしたが、これらについては、次のように勧告する。 

一 大都市に関する特例 

  大都市行政の特殊性及び大都市の行財政能力の優越性は、事務の再配分にあたり、十分に考

慮されるべきであり、他の市町村との画一的な取扱は、避けなければならない。既に、第一次

勧告において高等学校、児童相談所、卸売市場及び道路に関する事務につき特例を設けたが、

同勧告において府県の事務とされたもののうち、更に次に掲げるものは、これを大都市の事務

とすべきである。これらの事務を除いたもの、たとえば、地方計画、職業安定、農地調整、自

動車運送等に関する事務は、大都市の区域を含む広い区域において行うことを適当とするもの

である。 

 １ 生活保護施設の設置及び管理並びに公益法人の設置する生活保護施設についての監督に関

する事務 

 ２ 精神薄弱児施設、盲ろうあ児施設等の特殊児童の福祉施設の設置及び管理並びに国及び地

方公共団体以外のものの設置するこれらの児童福祉施設の監督に関する事務 

 ３ 伝染病院の設置及び管理並びに主として大都市の区域のみを運行する電車等の検疫に関す

る事務 

 ４ 食品検査施設の設置及び食品検査に関する事務 
 ５ 結核療養所及び性病病院の管理及び設置に関する事務 
 ６ 医薬品等の検査施設の設置並びに医薬品等の検査及び検定に関する事務 
 ７ 家畜伝染病防疫に関する事務並びに動物用医薬品の検査及び取締に関する事務 
 ８ 家畜保健衛生所の設置及び運営並びに家畜人工授精所及び家畜人工授精師に関する事務 
 ９ 小規模の自家用電気工作物の監督、電気用品の取締並びに工場、事業場及び一般消費者に

関する電気保安に関する事務 
10 度量衡に関する事務（きわめて高度の技術を要する検定を除く。） 
11 火薬類の取締及び圧縮ガス液化ガスの取締に関する事務 
12 熱管理に関する事務 

 13 中小企業協同組合、農業協同組合、土地改良区、農業共済組合、森林組合及び水産業協同

組合に関する事務 

  大都市における事務の再配分に関連して、大都市の区域における特別市制の実施が問題とさ
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れている。従来、大都市に特別市制を必要とする主な理由として、その区域における二重監督

及び二重行政の弊が指摘されて来たのであるが、当会議は、事務の再配分が勧告通り実施され

ることにより、これらの弊害は、ほとんど除去されるものと考える。また、大都市における自

治行政を更に積極的に推進する制度を考えるにあたつては、各都市は、それぞれ人口、面積は

もちろん、文化的、社会的、経済的諸条件において特殊の事情を存しておるから、これら諸般

の事情を考慮すべきであり、且つ、ひとり大都市の事情ばかりでなく、大都市と残存区域との

関係及び残存区域における自治行政を進展させる方途を考慮する必要があるので、現行の特別

市制が適当か、その他いかなる制度が適当であるかは、各都市について具体的に取り扱うべき

である。 
 
 

（原文は縦書き） 
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地方制度の改革に関する答申（抜粋） 

 

昭和 28 年 10 月 16 日 

第１次地方制度調査会 

 
第一 地方行政制度の改革に関する事項 

 三 大都市制度に関する事項 

  (一) 差し当つて事務及び財源の配分により、大都市行政の運営の合理化を図るものとするこ

と。 

  (二) 右に関しては、左の方針によるものとすること。 

   １ 大都市に対する府県知事の許認可権を整理するものとすること。 

   ２ 大都市の区域内において府県が行う補完行政に属する事務とみなされるものは、大都

市の事務とするものとすること。 

   ３ 法令による委任事務で広域的又は統一的処理を必要とする事務以外の事務は、原則と

して大都市の事務とするものとすること。 

     なお、営造物、施設の設置等サーヴイス行政に属する事務については、府県と大都市

との協議によりその範囲を定めるものとすること。 

   ４ 府県の区域内における大都市とその他の市町村との間の連絡調整は、府県が行うもの

とすること。 

  (三) 事務の配分については、例えば左のようなものを考えるものとすること。 

   １ 建築基準法に関する事務 

   ２ 旅館業法、興業場法及び公衆浴場法に関する事務 

   ３ 結核予防法に関する事務 

   ４ 屋外広告物法に関する事務 

    なお右の外、左のようなもの（(二)の原則に照らし特に府県に留保する必要があるものを

除く。）を考えるものとすること。 

   １ 伝染病予防法に関する事務 

   ２ 児童福祉法に関する事務 

   ３ 生活保護法に関する事務 

   ４ 社会教育法に関する事務 

   ５ 図書館法及び博物館法に関する事務 

   ６ 教育公務員特例法に関する事務 

   ７ 教科書の発行に関する臨時措置法に関する事務 

   ８ その他(二)の方針に則り、法令による委任事務で大都市に配分することが適当と認めら

れるもの 

 

（原文は縦書き） 
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大都市制度確立に関する要望 

 

昭 和 2 8 年 1 2 月 1 9 日 

五大市市長、市議会議長連名 

 

 

 地方制度調査会は、政府の諮問に答えて昭和二九年度より当面実施を要すべき地方制度の改革

につき答申し、そのうちに大都市制度として行財政に関する特別の措置を提案致しております。

即ち、警察及び義務教育の事務につき大都市の自主性を認めると共に、一般行政についても、府

県行政との間を調整し、両者の重複を避けつつ大都市行政の可及的な一元化を図り、且つこれら

に対する財政上の特例を定めたものであります。 

大都市制度としては別に地方自治法中に特別市制の定めがあり、五大市が多年その実現を求め

て参ったのでありますが、今回の提案は、これと異り、現行の府県の枠内において、大都市行政

の一元化、合理化を図るものでありまして、制度自体としては必ずしも十全のものとは云いえな

いのであります。しかしながら、府県と大都市の間を調整しつつ大都市の特殊性を生かすものと

して、その現実性の点よりは高く評価さるべきものがあります。われわれも多年の特別市制の主

張に拘らず、当面緊急の措置として、答申の提案の速かなる実現を切に要望致すものであります。 

政府当局におかれては、屢次地方制度調査会の結論を尊重して地方制度の改革を実施すべき旨

を強調せられ、且つこれが検討を続けておられるに承ります。われわれは、この際警察、義務教

育、一般行政及び財政を通じて、調査会の答申の線に沿って、大都市制度を速かに確立せられる

よう政府の善処方を強くお願い致すものであります。 

 

 

（原文は縦書き） 
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 地方自治法の一部を改正する法律案要綱（抜粋） 

 

昭和 31 年１月 27 日 

 

    第七 大都市の特例に関する事項 

一 政令で指定する人口五十万以上の市（指定都市）又はその機関は、左に掲げる事務の中都道

府県又はその機関の事務とされているものを、政令の定めるところにより、その事務として処

理することができるものとすること（二五二の一九１）。 

１ 児童福祉に関する事務 

２ 民生委員に関する事務 

３ 身体障害者の福祉に関する事務 

４ 生活保護に関する事務 

５ 行旅病人及び行旅死亡人の取扱に関する事務 

６ 母子福祉資金の貸付等に関する事務 

７ 伝染病の予防に関する事務 

８ 寄生虫病の予防に関する事務 

９ 食品衛生に関する事務 

 10 墓地、埋葬等の規制に関する事務 

11 興行場、旅館及び公衆浴場の営業の規制に関する事務 

12 結核の予防に関する事務 

13 都市計画に関する事務 

14 土地区画整理事業に関する事務 

15 屋外広告物の規制に関する事務 

16 建築基準行政の実施に関する事務 

17 指定都市の設置する小学校、中学校、高等学校等において使用する教科書の展示会の開

催等に関する事務 

18 指定都市の設置する小学校、中学校等の学校給食に関する企画並びに学校給食のための

配給物資の管理及び利用に関する事務 

二 指定都市又はその機関の処理する事務に関する都道府県知事又は都道府県の委員会が行う指

揮監督は、政令の定めるところにより、受けることを要しないこととし又は、直接主務大臣の

指揮監督を受けるものとすること（二五二の一九２）。 

右に伴い、五大都市行政監督の特例に関する法律を廃止すること（附則２）。 

三 指定都市又はその機関に対する事務移譲に伴い、その事務に従事している府県の職員はそれ

ぞれ指定都市の相当の職員となるものとし、恩給、退職年金等の算定の基礎となる在職年数は

指定都市の職員の在職年数として通算する等該当職員の身分保障について必要な経過措置を講

ずること（附則 11 から 17 まで）。 

（原文は縦書き） 
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参議院地方行政委員会議事録（抜粋） 

 

昭和 31 年５月 22 日 

 

 

○委員長（松岡平市君） 速記を起して。 

   先ほど来、特別市の本法案における削除、特別市の規定の削除の問題についての質疑応答

を委員長として聞いておりまして、政府の答弁が政府委員あるいは次官、大臣、大ぜいでお

答えになった関係上、徹底いたしておりません。この機会に、よく徹底的な最後的な御答弁

を大臣からしていただきたいと思います。 

 

○国務大臣（太田正孝君） 政府側の答弁が区々にわたったごとき感じを皆様方に与えましたこ

とは、私のまことに恐縮するところでございます。今、委員長のお言葉もありまするし、こ

こに政府の答弁を統一して、はっきり申し上げたいと思います。 

 すなわち現行府県制度のもとにおいて、現行法のままの特別市制を実施することはきわめ

て困難な問題がございまして、差しあたっては、大都市の実情に即した事務配分によって大

都市問題を解決したいと思うのでございます。もっとも右の事務配分のみによっては、大都

市問題は根本的に解決するものとは考えておりません。いわゆる特別市問題につきましては、

さらに根本的に検討すべきものと考えておりますが、これは、府県制度の根本的改革の問題

とあわせて解決すべきものと考えております。従って、大都市問題に関する差しあたっての

二つの措置をとったのでございます。一つは、地方制度調査会の答申に基きまして、指定都

市制度を設けて事務配分を行うこと、もう一つは、特別市の規定を削除することといたした

のでございます。さよう御了承を願いたいと思います。 

 

○森下政一君 今の大臣の最後的な御答弁を納得するわけじゃありませんが、現段階においては、

自治庁としてはそうお答えになるより答えようがないということだけは、私は了解すること

ができます。そういう意味において、ひとまず午前中からの大都市並びに特別市の問題の質

疑に対して、一応の、今日のところ終止符を打っておこう、こう思います。ところで、そう

なってくると、今度の地方自治法の改正の中で大都市に関する特例ですね。いわゆる 16 項

目の事務移譲という問題が非常にまた大きく取り上げられなければならぬと私は思うのです。

ことに特別市の制度が全面的に抹消され、その代償のような感じを与えておるわけなんで、

これは、この法文の上で体裁よく委譲するかのごとくうたうというだけでなしに、真実全面

的にこれを委譲する、自治庁側のお答えを聞いておると、原則として全面委譲だということ

を言われるけれども厳密に言えば、法文の上にも私はその点あいまいだと、問題を将来に残

していると、またそこで、五大府県と五大指定市の力の関係で、どちらの陳情が勝つかとい

うことによって、16 項目が府県側に 10 項目まで留保せられ、６項目だけ指定市側に委譲す

るというようなことがないとも限らぬという危険を感ずる。そうなったんでは、特別市なん

資料Ⅱ－８ 

 

Ⅱ－８（1/2） 

20



というのはもう問題にならなくなってしまうというだけでなく、実際指定市の行政の運営と

いうものに、市民の便益どころじゃない、かえって不便になるというような結果が招来され

ぬとも限らぬ、こう思うのです。･････（以下略） 
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地方分権推進委員会等

平成５年６月 地方分権の推進に関する衆参両院決議

平成６年12月
地方分権の推進に関する大綱方針を閣議
決定

平成７年５月
地方分権推進法の公布（平成７年７月施
行、５年間の時限立法）

　　　　　　　７月 地方分権推進委員会の発足

平成８年３月 地方分権推進委員会中間報告

12月 第１次勧告を内閣総理大臣に提出

平成９年７月 第２次勧告を内閣総理大臣に提出

９月 第３次勧告を内閣総理大臣に提出

10月 第４次勧告を内閣総理大臣に提出

平成10年５月 地方分権推進計画を閣議決定

　　　　　　 11月 第５次勧告を内閣総理大臣に提出

平成11年３月 第２次地方分権推進計画を閣議決定

３月
地方分権の推進を図るための関係法律の
整備等に関する法律案（地方分権一括法
案）を閣議決定、国会提出

７月 同法の成立・公布

平成12年４月 同法（一部を除く）の施行

５月
地方分権推進法の改正（有効期間の１年
延長）

８月
地方分権推進委員会が「意見－分権型社
会の創造－」を内閣総理大臣に提出

11月
地方分権推進委員会が「市町村合併の推
進についての意見-分権型社会の創造-」
を内閣総理大臣に提出

平成13年６月
地方分権推進委員会が「最終報告－分権
型社会の創造：その道筋－」を内閣総理
大臣に提出

７月

平成14年６月

10月

平成15年６月

平成16年５月

国における地方分権に関する経過（平成５年６月～）

地方分権改革推進会議が「三位一体の改革
についての意見」を内閣総理大臣に提出

地方分権改革推進会議が「地方公共団体の
行財政改革の推進等行政体制の整備につい
ての意見」を内閣総理大臣に提出

地方分権改革推進会議

地方分権改革推進会議の発足

地方分権改革推進会議が「事務・事業の在
り方に関する中間報告」を内閣総理大臣に
提出

地方分権改革推進会議が「事務・事業の在
り方に関する意見」を内閣総理大臣に提出
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地方分権の推進を図るための関係法律の整備等 
に関する法律（地方分権一括法）の概要 

 

 

１ 国及び地方公共団体が分担すべき役割の明確化 

  〇 地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主

的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。 

  〇 国は、国際社会における国家としての存立にかかわる事務、全国的に統一して定めるこ

とが望ましい国民の諸活動若しくは地方自治に関する基本的な準則に関する事務又は全国

的な規模で若しくは全国的な視点に立って行わなければならない施策及び事業の実施その

他の国が果たすべき役割を重点的に担い、住民に身近な行政はできる限り地方公共団体に

委ねることを基本とする。 

 

２ 機関委任事務制度の廃止及びそれに伴う事務区分の再構成 

  〇 都道府県知事や市町村長を国の機関と構成して国の事務を処理させる仕組みである機関

委任事務制度を廃止し、地方公共団体の処理する事務を自治事務と法定受託事務とに再構

成する。 

 

３ 国の関与等の見直し 

  〇 法定主義の原則、一般法主義の原則、公正・透明の原則に基づき、地方公共団体に対す

る国又は都道府県の関与の見直し・整備を行う。 

  〇 このため、国と地方の関係を定める基本法である地方自治法において、関与に係る基本

原則、新たな事務区分ごとの関与の基本類型、関与の手続及び関与に係る係争処理手続を

定めるとともに、個別法における関与は基本類型に沿った必要最小限のものにするべく所

要の改正を行う。 

 

４ 権限移譲の推進 

  〇 権限移譲を積極的に推進することとし、国の権限を都道府県に、都道府県の権限を市町

村に移譲する。 

  〇 20 万以上の人口規模を有する市を当該市からの申し出に基づき「特例市」として指定

することにより、権限をまとめて移譲するための必要な法制上の措置を講じる。（特例市

制度の創設） 

 

５ 必置規制の見直し 

  〇 地方公共団体の自主組織権を尊重し、行政の総合化・効率化を進めるため、必置規制の
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廃止・緩和を推進する 

 

６ 地方公共団体の行政体制の整備・確立 

   地方公共団体の行財政能力の一層の向上と行政体制の積極的な整備・確立を進めるため、

次のような改正を行う。 

〇 自主的な市町村合併の推進 

〇 地方議会の活性化及び議員定数の見直し 

〇 中核市の指定要件のうち、人口 30万以上 50万未満の市について必要とされていた昼夜

間人口比率の要件を廃止 

〇 特例市制度の創設（前出） 
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地方分権推進委員会最終報告 

― 分権型社会の創造：その道筋 ― 
（抜粋） 

平成 13 年６月 14 日 

 

 

第１章 第１次分権改革を回顧して 

   Ⅳ 未完の分権改革 

      しかしながら、今次の分権改革の成果は、これを登山にたとえれば、まだようやく

ベースキャンプを設営した段階に到達したにすぎないのである。委員会が中間報告以

来揚げ続けてきた「分権型社会の創造」という究極目標に照らしてみれば、改革の前

途の道筋は遼遠である。言い換えれば、今次の分権改革は第１次分権改革と呼ぶべき

ものであって、分権改革を完遂するためには、これに続いて第２次、第３次の分権改

革を断行しなければならない。 

（略） 

 

第４章 分権改革の更なる飛躍を展望して 

    委員会が推進してきた今次の分権改革は、既に第１章で述べたように、第１次分権改革

というべきものにとどまっている。この未完の分権改革をこれから更に完成に近づけてい

くためには、まだまだ数多くの改革課題が残っている。 

    これらを大きく分類すれば、以下の６項目に整理することができると考えられる。 

   Ⅰ～Ⅱ （略） 

Ⅲ 地方分権や市町村の合併の推進を踏まえた新たな地方自治の仕組みに関する検討 

      第３に、平成 17 年３月までの時限法である市町村の合併の特例に関する法律（昭

和 40 年法律第６号）に基づいて進められている市町村合併の帰趨を慎重に見極めな

がら、道州制論、連邦制論、廃藩置県論など、現行の都道府県と市町村の二層の地方

公共団体からなる現行制度を改める観点から各方面においてなされている新たな地方

自治制度に関する様々な提言の当否について、改めて検討を深めることである。 

   Ⅳ～Ⅵ （略） 
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  今後の地方自治制度のあり方に関する答申（抜粋） 

 

平成 15 年 11 月 13 日 

第 27 次地方制度調査会 

 

 

第２ 大都市のあり方 

２ 今後における大都市制度のあり方 

(1) 大都市に共通する課題 

   基礎自治体の権能の強化は重要な課題であり続けてきた。多くの国民が居住する大都市地

域において、身近な行政を基礎自治体が担えるように制度改革を行っていくことは、地方分

権の実を多くの国民が実感できる方途である。このような見地から、これまでも、中核市制

度・特例市制度の創設、地方分権一括法等による市町村への権限の移譲などが行われてきた

ところであるが、引き続きこのような都市の規模・能力に応じた一層の事務権限の移譲を進

める必要がある。 

（略） 

 (2) 指定都市制度 

   指定都市は、一般の市町村よりも幅広い事務権限を有しているが、指定都市を含む大都市

地域においても、環境保全、防災、交通ネットワークなど区域を越える広域的な取組を必要

とする行政分野が存在している。また、沿革的には、当初制定された地方自治法に都道府県

から独立した特別市の制度が設けられたが、実際には指定されることなく、昭和 31 年の地

方自治法改正により同制度は廃止され、これに代えて指定都市制度が創設されたという経緯

がある。 

   このような状況や経緯を踏まえれば、指定都市については現行制度の大枠の中で、その権

能を強化するという方向を目指すべきである。その上で、大都市圏全体で行政課題を解決す

ることが求められる分野については、指定都市と周辺市町村との連携を強化するとともに、

都道府県がこれに対応した調整の役割を果たすことが求められる。 

（略） 

 

第３ 広域自治体のあり方 

３ 広域自治体のあり方（都道府県合併と道州制） 

(2) 道州制 

  ⑥ 検討事項 

    道州制の検討を行う際には、（中略）d)道州制の導入に伴い、大都市圏域においては、

現行の指定都市制度よりも道州との関係において独立性の高い大都市制度を考えるのかど

うか、といった観点についても、併せて検討することが必要である。 

    なお、道州制の導入については、都道府県も住民に身近な行政を担っており、また、小
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規模な市町村を補完するような都道府県の機能が引き続き必要であり、従来の都道府県の

役割が依然として大きいものであること、また一方で、道州制を議論する前に圏域的なテ

ーマについては既存の制度である都道府県間の広域連合を活用する方法もあると考えられ

ることなどを踏まえ、道州制の導入については慎重な検討を要するとする意見もある。 
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１．人口

指定都市の比較一覧表

人口（平成17年9月1日の推計人口）
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２．産業

昼夜間人口比率（国勢調査、平成12年）
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産業大分類別の事業所数の比率（事業所・企業統計、平成13年）

8.7 8.6 9.4 9.2 9.2 9.0 9.6 6.7 5.6 5.1 6.1 8.6 8.8 7.0 9.6
3.9 3.8 7.2 4.3

10.5 7.4
11.9

11.1 13.3 12.8 7.4 5.9 4.7 3.7
10.3

41.9 44.7 40.7 43.1
40.6

40.8
43.3 46.2 45.1 45.9

46.7 44.8 45.3 47.4
41.0

10.9 5.6 6.7 5.8
6.9

7.3
3.6 4.3 5.7 6.2

5.5 5.4 5.6 5.8 4.6

29.0 31.2 31.2 31.8 27.2 30.0 26.4 26.8 26.0 25.2 28.3 29.3 29.3 30.1 28.8

0%

20%

40%

60%

80%

100%

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

川
崎
市

横
浜
市

静
岡
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

神
戸
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

全
国
平
均

公務（他に分類
されないもの）

サービス業

不動産業

金融・保険業

卸売・小売業、
飲食店

運輸・通信業

電気・ガス・熱
供給・水道事業

製造業

建設業

鉱業

農林漁業

製造品出荷額等（工業統計、平成15年）

556
737 686

874

3,835
4,103

1,378

3,454

2,136

4,152

2,382

1,727
1,580

595

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

川
崎
市

横
浜
市

静
岡
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

神
戸
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

(十億円)

年間商品販売額（商業統計、平成14年）

7,979 7,188
3,365 2,627 1,687

6,059
2,657

25,868

3,564

44,095

3,943
7,275

1,978

12,193

1,809

1,114

1,408

1,776

4,524

2,005
3,618

3,179

7981,1401,0361,014

1,283
2,264

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

札
幌
市

仙
台
市

さ
い
た
ま
市

千
葉
市

川
崎
市

横
浜
市

静
岡
市

名
古
屋
市

京
都
市

大
阪
市

神
戸
市

広
島
市

北
九
州
市

福
岡
市

(十億円)

小売業

卸売業

273,734

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

全
国
計

指定都市計
28,196
(10.3%)

(十億円)

413,354

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

全
国
計

全
国
計

指定都市
130,480
(31.6%)

(十億円)

指定都市
26,967
(20.0%)

135,109

<卸売業> <小売業>

Ⅲ－１（3/4）

39



３．都市基盤・生活

下水道普及率（各市資料、平成15年）
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指定都市の都市問題に対する先駆的な取組の例 

 

 

○ 景観の保全・再生の取組み（京都市） 

    京都市では、昭和５年から「風致地区」制度を活用するなど、全国に先駆けて景観保

全の取組みに努めてきた。昭和 41 年には、本市の双ヶ丘の開発問題等がきっかけとなり、

市長や知事の働きかけで議員立法により「古都における歴史的風土の保全に関する特別

措置法」が制定された。 

    さらに、昭和 47 年４月、歴史的な景観の保全と一層の市街地景観の向上のため、「京

都市市街地景観条例」を制定。同条例で規定していた歴史的な景観を保全するための「特

別保全修景地区」の制度は、昭和 50 年の文化財保護法改正で創設された「伝統的建造

物群保存地区」制度のモデルとなった。 

    平成７年３月、同条例はそれまで以上にきめ細かい規制・誘導を行うため、全部改正

され「京都市市街地景観整備条例」となった。改正後のこの条例は、平成 16 年６月に

制定された「景観法」のモデルとなっている。 

 

○ 地盤沈下対策（大阪市） 

    大阪市では、昭和９年に地盤沈下、地下水位観測所を設置し、常時測定を開始。昭和

24 年に大阪港湾技術調査会が「大阪の地盤沈下に関する研究」を発表し、地下水の汲み

上げが地盤沈下の大きな原因であることを明らかにすると、昭和 30 年には工業用水道を

完工、また、昭和 36 年には地下水汲み上げ施設転換融資と助成措置を実施するなど、地

盤沈下対策を次々と打ち出していった。 

    さらに、大阪市は昭和 34 年、独自の地盤沈下防止条例を公布し、昭和 36 年には大阪

市長を会長とし、大阪府知事、大阪府選出国会議員、マスコミ関係者等をメンバーとす

る大阪地盤沈下総合対策協議会は中央省庁や国会関係者に対して高潮対策の促進や強

力な地下水汲み上げ規制立法の制定を求める活動を行った結果、昭和 37 年に工業用水

法の改正及びビル用水の規制を図る「建築物用地下水の採取の規制に関する法律」の制

定が行われ、全国の地盤沈下対策の強化が図られることとなった。 

 

○ 不動産侵奪罪の創設（大阪市） 

    昭和 20 年代後半から昭和 30年代にかけて、第２次大戦時に戦災に遭遇した全国の多

くの主要都市において、土地の不法占拠が横行しており、大阪市では、昭和 27年 12 月

に発生した「梅田村事件」と呼ばれる土地の不法占拠をめぐる刑事事件を発端に、昭和

32 年５月に「市有不動産一斉調査」を実施し、全市有地の５％ほどが不法占拠されてい

るという調査結果は、マスメディアを通して広く社会に公表されるとともに、土地の不

法占拠の処罰を求めて国の諸機関に陳情を行う際の説得材料としても利用された。 
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こうした大阪の動きに連動するかたちで土地不法占拠の処罰を求める動きが全国に広

まった結果、国を動かすこととなり、昭和 35 年の不動産侵奪罪と境界損壊罪の新設を主

たる内容とする刑法の改正につながった。 

 

○ 市街地改造事業（大阪市） 

    大阪市では、大阪駅前地区の再開発にあたり、従来の面的な整備ではなく、土地の高

度利用による再開発を計画したが、従来の法制度では限界があるため、密集市街地の円

滑な再開発を実現するための新たな手法の制度化を国とともに研究し、また国に働きか

けた。 

その結果、昭和 36 年６月に市街地改造法（公共施設の整備に関連する市街地の改造に

関する法律）が制定され、この法律の適用を受ける最初の市街地改造事業として大阪駅

前市街地改造事業が実施されることになった。 

 

○ 山・海へ行く（神戸市） 

    神戸市では、人口の増加による新たな都市機能の拡充、貨物取扱量の増加に伴う港湾

機能の近代化、高潮等の防災対策を推進するため、昭和 39 年に海上都市「ポートアイラ

ンド」構想を発表、昭和 41 年に建設を着工した。ポートアイランドは、従来の埋立地の

ように工業用地としてではなく、中心部には良好な住宅地・商業地・文化施設・コンベ

ンションセンターを、周辺部には港湾区域としてコンテナターミナル等を整備した。 

埋立にあたっては、「海と山に挟まれた狭隘な市街地」という地理的条件を克服するた

め、山を削って採取した土砂を用いるとともに、土砂を採取した跡地には大規模なニュ

ータウン開発を実施した。さらに土砂運搬については、環境への配慮から、土取り現場

から海岸部までベルトコンベヤにより運搬し、船に積み替えて埋立現場へ搬送すること

とした。 

    また、ポートアイランドの完成記念として、地方博のはしりとなる「ポートピア’８

１」を開催した。 

 

○ 第二種市街地再開発事業（大阪市） 

    昭和 44 年６月に制定された都市再開発法では、すべての権利者との調整のもと、一斉

に権利変換を行う方式での事業手法のみが定められていたが、この手法は権利者が多く

なる大規模な再開発事業では権利者との調整に時間を要すため、円滑な事業施行が困難

であった。 

そのため、阿倍野地区において、当時の一般的な事業規模の数倍にもなる大規模な市

街地再開発事業を計画していた大阪市では、用地買収・収用による再開発事業の制度化

を国に働きかけ、その結果、昭和 50 年７月に都市再開発法が改正され、用地買収方式に

よる第二種市街地再開発事業の制度が新設されることになった。 

 

○ ごみの分別収集等、ゼロエミッションの取組み（広島市） 
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    昭和 40 年代の高度経済成長期にごみ排出量が急増したことに伴い、広島市では、昭和

50 年にごみ非常事態宣言を発表するとともに、全国に先駆けてごみの５種類分別収集を

実施し、市民の協力のもと、ごみの減量、リサイクルに成功した。また、平成 16 年に「ゼ

ロエミッションシティ広島を目指す減量プログラム～110 万人のごみゼロ宣言～」を策

定し各種取組みを進めている。取組みの一つとして家庭から出る「燃やせないごみ」を

「リサイクルプラ」、「その他プラ」、「不燃ごみ」の３種類とする分別収集を進め、その

結果、家庭ごみの埋立処分量が５分の１となり、分別した「リサイクルプラ」の 93％が

実際にリサイクルできるなど、ごみに対する市民の高い意識に支えられ、大きな成果を

あげている。 

 

○ 新交通システムの導入（神戸市、大阪市） 

    昭和 56 年、神戸市と大阪市が新交通システム（ポートライナー〔神戸市〕、ニュート

ラム〔大阪市〕）を全国で初めて導入。バスと地下鉄の中間の輸送力を持ち、コンピュー

ター制御で専用軌道を自動運転で運行する低公害の新交通システムは、開業当初は神戸

市と大阪市だけであったが、現在では横浜、東京等各地で導入されている。 

 

○ 基幹バスの運行（名古屋市） 

    基幹バスは、市バスの抱える問題点を解決し、その活性化を図るため、昭和 54 年５月

に名古屋市総合交通計画研究会が提案したもので、①道路中央のバスレーン、②専用優

先信号、③地下鉄並みの停留所間隔と表示速度 25ｋｍ／ｈ、④大型、低床、多扉で快適

性の高いバス車両、⑤乗り換え抵抗の少ない施設、料金体系とすることなどを理念とし

たシステムとなっている。昭和 57 年３月より東郊線（栄～星崎など）が路側走行方式で、

昭和 60 年４月より新出来町線（栄～引山など）が、全国で初めて採用した中央走行方式

で運行されている。 

 

○ 空き缶散乱防止条例の制定（京都市） 

    昭和 50 年代に自動販売機の急速な普及に伴って、京都の代表的な観光地や行楽地に

空き缶の散乱が目立つようになり、昭和 57 年に全国に先駆けて、空き缶の散乱防止を

定めた「京都市飲料容器の散乱防止及び再資源化の促進に関する条例」を施行した。こ

の条例は、事業者、販売業者の責任を明確化しており、自動販売機の届出制、回収容器

設置の義務付け、京都市と飲料、容器、販売関連企業や観光団体による共同事業組織に

よる散乱防止に向けた取組み等を実施した。 

    平成９年には、条例を全部改正し、その他の散乱ごみへの対応、ポイ捨て行為の禁止、

美化推進強化区域内での悪質行為者への罰則規定を新たに加え、散乱防止に取り組んで

いる。 

 

○ 不登校児童生徒に対する適応指導教室（名古屋市） 

    名古屋市では、昭和 50 年代から不登校の児童生徒が急に増え始めたので、早期に学校
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に復帰させるための対策として昭和 63年 12 月に治療教育相談センターを開設し、教育

相談・適応指導等の事業を行っている。（平成 12 年４月に「名古屋市子ども適応相談セ

ンター（愛称 フレンドリーナウ）」に変更） 

    教育相談は、子ども、保護者との個人面接・グループカウンセリングを通して、「子ど

もの望ましい人格形成」、「養育態度の見直し」、「家族関係の調整」を図っている。適応

指導は、集団の中での生活体験（学習やスポーツ、ゲーム、創作活動等）を通して、「自

主性・自発性の育成」、「対人関係の改善」、「学力の補充」を図っている。キャンプやフ

ィールドワークなど、所外での活動も行っている。 

    学校復帰については、学校、保護者及び子どもと話し合い、その子に応じた対応を行

う。学校、フレンドリーナウのどちらでも通えるような環境づくりを行い、時間・日数

を増やしたり、教育に入ることを促したりして、安定した登校を目指す。 

    こうした学校・家庭、フレンドリーナウの三者の連携による不登校対策事業は、全国

に先駆けて実施され、その後、県内外の地方自治体の不登校対策に大きな影響を与えた。 

 

○ バイオディーゼル燃料化事業（京都市） 

    京都市では、全国の自治体に先駆けて平成９年 11 月から、一般家庭及び食堂等の事

業所から排出される廃食用油を精製したバイオディーゼル燃料をごみ収集車全車に使用

するとともに、平成 12 年４月からは一部の市バスの燃料として使用している。また、

学識経験者等による技術検討会を設置し、燃料品質の暫定規格（京都スタンダード）の

策定にも取り組み、その暫定規格を満足する高品質の燃料を安定供給するため、平成 16
年６月からは政令指定都市初、自治体設置では国内最大の燃料化プラントを稼動してい

る。これらの取組みを契機として、地域でのバイオマス資源の利活用が全国的に広がり

を見せている。 

 

○ ホームレス対策（大阪市） 

    大阪市では全国に先駆けてホームレス対策を進めてきており、平成 10 年度から 11 年

度にかけてホームレスに関する総合的調査を実施し、平成 11 年に巡回相談事業を開始

するとともに、平成 12 年 10 月には「自立支援センター」を開設し、同センターにおい

て、就労意欲・能力のあるホームレスを対象に、一定の期間入所してもらい、健康診断

や生活相談・指導等を行うとともに、公共職業安定所との密接な連携のもとで職業相談

や斡旋等を行い、就労による自立を支援している。 
    また、大阪市は早くから国に対し、全国レベルでの早急なホームレス対策を進めるよ

う要望してきており、平成 13 年 3 月には市会においても「ホームレス対策に関する特

別立法の制定を求める意見書」を採択している。こうした国への働きかけもあり、平成

14 年 7 月に「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」が成立し、全国レベルで

ホームレスの自立の支援等に関する施策が総合的に進められていくこととなった。 

 

○ 市民・事業者との協働によるごみ減量の取組み（名古屋市） 

 

Ⅲ－２（4/7） 

44



    埋立処分場の建設計画の中止を機とする平成 11 年２月の「ごみ非常事態宣言」で、市

民・事業者に対し、市のごみ処理の現状を率直に伝えるとともに、市民・事業者・行政

の協働のもとでの大幅なごみ減量を訴え、容器包装リサイクル法の完全実施など可能な

限りのごみ減量施策を矢継ぎ早に実施した。 

    その結果、危機意識を共有した市民・事業者との協働により、「宣言」当時 102 万トン

あったごみ量を、２年間で約４分の３にまで減少させ、大都市では困難と言われていた

ごみ減量に成果をあげた。その後もごみ量は漸減し、平成 16 年度には約３割減の 73 万

トン、昭和 60 年度を下回る水準にまで減少した。 

    この協働による取組みが評価され、平成 15 年５月には、「自治体環境グランプリ」に

おいて、名古屋市と 220 万名古屋市民が連名で、環境大臣賞とグランプリを同時受賞し

た。 

 

○ ガイドウェイバスシステムの導入（名古屋市） 

    平成 13 年３月、日本で初めてのガイドウェイバスシステムを導入した交通機関「ゆと

りーとライン」の運行を開始した。ガイドウェイバスシステムは、高架の専用軌道と一

般道路を乗り換えなしで利用できる定時制、高速性に優れた新交通システムである。 

    事業主体は運行区間により異なり、大曽根小幡緑地間の高架専用軌道区間は、第三セ

クター「名古屋ガイドウェイバス㈱」、平面区間の小幡緑地・中志段味間は名古屋市交通

局、名鉄、ジェイアール東海バスの３社が共同運行を行っている。 

 

○ 子どもの権利保障の制度化（川崎市） 

    平成 13 年４月１日、川崎市が「子どもの権利に関する条例」を全国で初めて制定。

人として生きるために大切な子どもの権利として、「安心して生きる権利」「ありのまま

の自分でいられる権利」など７つの権利を創設し、その保障のために市長の諮問委員会

としての「子どもの権利委員会」を設置し、是正措置の勧告や政策提言を可能にすると

ともに、市長や教育委員会、議会に意見を提出できる機能として「子ども会議」が設け

られている。 

 

○ 暴走族対策（広島市） 

    広島市では、暴走族の暴走行為、い集、集会等が市民に不安感、恐怖感を与え、市民

生活や少年の健全育成に多大な影響を及ぼしているのみならず、国際平和文化都市の印

象を著しく傷つけていることから、平成 14 年４月、懲役を含めた罰則規定を盛り込んだ

「暴走族追放条例」を施行した。 

    この条例施行にあたっては、その準備段階から市職員と警察、地域住民が一体となっ

て声かけ運動を行い、繁華街でたむろする暴走族の子どもたちに暴走族からの離脱や帰

宅を呼びかけた。この際、単に捕まえて罰するということではなく、子どもたちを社会

の一員として立派に育てるということを主眼に、啓発活動や暴走行為をさせない環境づ

くり、暴走族加入防止・離脱相談の実施、居場所づくりなど様々な施策に取り組んだ結
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果、グループ数は２分の１以下に減少した。 

 

○ 違反広告物の簡易除却（大阪市） 

    平成 14 年９月、大阪市は、全国に先駆けて、条例による違反広告物簡易除却制度を創

設する改正屋外広告物条例を施行した。 

    同条例は、当時、屋外広告物法における違反広告物の簡易除却制度の対象外とされて

いた金属板・プラスチック板等に直接塗装された看板やのぼり旗（広告旗）について、

新たに簡易除却の対象としたものであり、平成 16 年６月の屋外広告物法の改正に影響を

与えた。 

 

○ 伝統的景観保全に係る制度の創設（京都市） 

    平成 14 年 10 月、京都市が「伝統的景観保全に係る防火上の措置に係る条例（防火条

例）」を制定。この条例により、平成 15 年２月に祇園町南側を「伝統的景観保全地区」

に指定し、京都市独自の防火基準を設けることによって、安全なまちの環境を図りつつ、

都市計画により準防火地域（一部防火地域）の指定を解除した。この仕組みにより、こ

れまで準防火地域に係る建築基準法の規定によりできなかった外壁土塗り真壁や軒裏の

化粧張り、木製建具を使用した出格子等伝統的な意匠の外観の建築が可能となった。 

 

○ ピンクちらし張り対策の強化（福岡市） 

    平成 15 年３月、福岡市が全国で初めて悪質なピンクちらし張りに懲役刑を科す「ピン

クちらし根絶条例」を制定。風俗営業用の張り紙やビラなどを張ったり配布したりする

常習者や、市長の除去命令に従わない者を、最高６月以下の懲役又は 100 万円以下の罰

金に処すことなどを規定している。 

 

○ 教員版「フリーエージェント（ＦＡ）制」の導入（京都市） 

    平成 15 年 11 月、京都市教育委員会が「希望転任制度」を全国で初めて導入。同制度

は、校長・教頭を除く、採用後 10 年以上、現任校での勤務３年以上の教諭を対象とし、

希望者は校長の理解を得たうえで、得意分野や意欲を訴えた自己アピール書と申請書を

提出し、自分を求める学校を募るものであり、教員の自己研鑽や職場の活性化を図るも

のとなっている。 

 

○ 地下室マンションの規制（横浜市） 

   平成 16 年６月、横浜市が「斜面地における地下室建築物の建築及び開発の制限等に関

する条例」を全国で初めて制定。建築基準法の改正によって建築可能となった斜面地を

利用した中高層マンション建設により、地域において紛争が多発していることを受けて、

近隣との調和を図り、良好な住環境に配慮した建築活動を誘導することを目的としてい

る。 

 

 

Ⅲ－２（6/7） 

46



○ 京（みやこ）の安心安全ネット総合プランの策定（京都市） 

   自然災害や犯罪が増加・深刻化する今日の状況を踏まえ、平成 17 年３月に「京（みや

こ）の安心安全ネット総合プラン」を策定した。 

    本プランにおいては、京都市の約 340の安心・安全関係施策について、市民の目線に

立って横断的に総点検することで充実・強化を図っており、市民の暮らしを取り巻く危

険や不安をこれだけ幅広く網羅的にとらえて、取組みの方策を総合的に示したプランは

全国にも例がない。 

    また、自治の伝統が息づき、自治会や各種団体の熱心な取組みが行われる京都ならで

はの「地域の力」を重視し、その強化を取組みの柱の一つに位置づけていることも特徴

の一つであり、市民と行政とのパートナーシップにより「京都型の安心安全ネット」を

構築することで、市民の誰もが安心できる安全なまちの実現を目指している。 

 

○ 地球温暖化対策条例の制定（京都市） 

京都市では平成 17 年４月、温室効果ガスを平成 22年までに平成２年比の 10％を削減

するという具体的な削減目標を定めた、全国初の地球温暖化対策に特化した条例「京都

市地球温暖化対策条例」を施行した。この条例は、概ね３年ごとに地球温暖化対策に係

る技術水準や社会情勢の変化を踏まえて見直しを行う「進化する条例」である。 

平成 17 年 10 月には、大規模なエネルギー使用者及び大規模建築物の建築主による温

室効果ガス削減のための計画書の提出、店頭のエアコンへの販売者による省エネラベル

の貼付など、具体的な事業者の義務規定をスタートさせるなど、同条例に基づく取組み

を推進している。 
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指定都市の事務配分の特例に対応した 

大都市特例税制についての提言 
― 今後の事務権限移譲の進展に対応する制度設計に向けて ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 １ ７ 年 １ １ 月 

大都市特例税制検討会 

資料Ⅲ－３ 
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はしがき 

 

指定都市の数は平成 17 年 4 月 1 日の静岡市の移行により 14 市となり、その居住人口はわが国の

人口の約 6分の１を占めている。 

指定都市には事務配分の特例による道府県の事務権限が一部移譲されているが、それに必要な税

制上の措置がなされないという不合理な状況が、およそ半世紀にわたって続いている。 

このような状況の中、地方分権改革推進会議の「事務・事業の在り方に関する意見」（平成 14 年

10 月）や「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2003」（平成 15年 6 月）などで、道府県費負

担教職員給与費負担を指定都市に移譲する趣旨の提言がなされている。この制度見直しに伴う必要

な財源は 5,800 億円にのぼり、指定都市の財政運営基盤をゆるがすほどの規模である。 

こうした認識にもとづいて、指定都市市長会においては、平成 16 年 11 月に学識経験者と指定都

市の職員を委員とする大都市特例税制検討会を設置した。このような検討会の設置は前例がない。

検討会では今後の大都市特例事務に対応した税制とそのあるべき方向性について 6回に及ぶ検討を

重ねてきた。 

その結果、財政民主主義の原則、行政責任の明確化という観点から、大都市特例事務に対する大

都市特例税制の創設が不可欠であるとの結論に到達したため、ここにそれを公表するものである。 

大都市特例税制の創設は、指定都市だけの問題ではない。今後の事務権限移譲の進展による地方

自治制度の一層の多様化に対応する制度である。すなわち受益と負担の関係を明確化し、地方が自

らの支出を自らの財源で賄う割合を増やし、真の地方分権をはかるための税制のあり方を示す第一

歩である。 

本提言を契機として、大都市特例税制の必要性について、幅広い議論が行われ、早期にその実現

が図られることを期待したい。 

 

平成１７年１１月 

大都市特例税制検討会 

座長 持田信樹 
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はじめに 

現在、我が国の地方自治は大きな転換期を迎え、「地方にできることは地方に」という政府の方針

の下、地方の権限と責任を大幅に拡大し、自主・自立の地域社会からなる新しい行政システムの構築

を目指して､地方分権改革が推進されており、行政面、財政面の両面から国と地方の役割分担が見直

されようとしている。 

指定都市市長会においては、平成16年11月に学識経験者と指定都市の職員を委員とする大都市特例

税制検討会を設置した。三位一体の改革が進展する中､従来の大都市の事務配分の特例とあわせて、

道府県費負担教職員給与費負担が指定都市へ移譲され、新たな事務配分の特例が具体化されようとし

ている。検討会では､このような状況を念頭に、今後の大都市特例事務に対応した税制とそのあるべ

き方向性について、歴史的な経過も振り返りながら検討を重ねてきた。 

平成17年6月21日に「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」（資料１参照）が閣議決定さ

れた。ここでは、昨年11月の政府・与党合意及び累次の基本方針を踏まえ、三位一体の改革の基本で

ある税源移譲に関して、概ね３兆円規模を目指すこと、平成18年度税制改正において、所得税から個

人住民税への税源移譲を個人住民税の税率フラット化を基本として実現することが示されている。 

三位一体の改革は、住民に身近な地方に事務権限を移すとともに、税源移譲により国と地方の事務

配分と税源配分の乖離を縮小させ、歳入・歳出両面での地方の自由度を高めて、地方の責任において

自主的・自立的な行財政運営を可能とするものである。 

指定都市制度は、基礎自治体への特例的事務権限移譲のさきがけであり、昭和31年に地方自治法に

位置づけられ、間もなく50年を迎えようとしている。元来、大都市（京都市、大阪市、横浜市、神戸

市、名古屋市の五大市）は､府県より独立し、事務権限と財源の一致する特別市制度の実施を求めて

いた。しかし、実際に導入された現行の指定都市制度は、大都市行政の特殊性及び行政能力を考慮し

て､事務配分上の特例を設けるものであった。これにより大都市の実態に即して多くの事務事業が実

施できるようにはなったが、基本的には都道府県と市町村との二層制の関係は維持されたままであっ

た。特に税財政制度は、道路特定財源の措置以外には税源の配分について特別な措置は講じられてお

らず、地方交付税の態容補正等による財源措置に留まっている。 

こうした中、地方分権改革推進会議の「事務・事業の在り方に関する意見－自主・自立の地域社会

をめざして－」（資料２参照）や「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003」など（資料３・

４参照）で道府県費負担教職員給与費負担を指定都市に移譲する主旨の提言がなされているが、その

税財源措置に関する議論は後回しとなっている。 

また、中央教育審議会においては、人事権を「当面、全ての中核市に移譲し、その状況を踏まえつ

つ、特例市などその他の市町村への人事権移譲について検討することが適当である」（中央教育審議

会義務教育特別部会「審議経過報告（その１）」（平成17年５月23日））（資料５参照）とされているほ

か、広く市町村への人事権の移譲と給与負担のあり方について議論されている。 

道府県費負担教職員給与費負担が指定都市へ移譲される場合、その影響額は、道府県財政の負担軽

減となる一方で、指定都市にあっては、現在の税財源で負担できるような額では到底なく、今後の指

定都市の行財政運営に甚大な影響を与えることとなるものである。 
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道府県費負担教職員給与費の財政負担制度の見直しに際して必要な財源については、自主的・自立

的な地方財政を確立する見地から、当然、自主財源である税源によって措置されなければならない。 

地方分権の進展とともに、指定都市や中核市、特例市の制度が設けられるなど地方制度の改革が進

む中、地方税財政制度の改革もあわせて検討されるべき時期にきている。 

この提言では、指定都市の事務配分の特例に対応した大都市特例税制の必要性を述べることとなる

が、これは指定都市だけの問題ではなく、道府県(広域自治体)から市町村(基礎自治体)への事務権限

移譲の進展に対応し、真の地方分権の実現を図るための税制のあり方を示す第一歩となるものである。 

 

１ 地方分権の時代にふさわしい税制度の構築 

(1) 国から地方への事務権限移譲に係る議論の経過 

第27次地方制度調査会は、社会経済情勢の変化に対応した地方行財政制度の構造改革について

審議を行い､平成15年４月30日に「今後の地方自治制度のあり方についての中間報告」として取

りまとめ、さらに同年11月13日に一定の結論について「今後の地方自治制度のあり方に関する答

申」として内閣総理大臣に提出した。この答申においては、「今後における大都市制度のあり方」

について、「多くの国民が居住する大都市地域において、身近な行政を基礎自治体が担えるよう

に制度改革を行っていくことは、地方分権の実を多くの国民が実感できる方途である。このよう

な見地から、これまでも中核市制度・特例市制度の創設、地方分権一括法等による市町村への権

限の移譲が行われてきたところであるが、引き続きこのような都市の規模・能力に応じた一層の

事務権限の移譲を進める必要がある」（資料６参照）と述べられている。 

また、平成16年３月１日に内閣総理大臣から諮問を受けた､第28次地方制度調査会においては、

「道州制のあり方」、「大都市制度のあり方」、「地方の自主性・自律性の拡大のあり方」、「議

会のあり方」及び「地方税財政制度のあり方」等を審議項目として検討が進められており、その

際、国と地方の役割分担の整理や国の関与のあり方等国と地方との調整のあり方の整理を行うこ

ととされている（資料７参照）。 

現在､第28次地方制度調査会専門小委員会の議論においては､「補完性の原理」や「近接性の原

理」に基づき、都道府県が実施している事務は規模・能力に応じて､積極的に市町村に移譲する

との方向性が基本的な考え方となっている。 

(2) 受益と負担の対応関係の明確な税制度の構築 

基礎自治体への事務権限の大幅な移譲に先鞭をつけた指定都市制度が昭和31年に発足して以

降、指定都市の数は平成17年４月１日の静岡市の移行により14市となり、その居住人口はわが国

の人口の約６分の１を占めるまでに至っている。また、地方自治法の改正により、平成６年には

中核市制度が、平成11年には特例市制度が設けられるなど、事務配分の特例を持つ団体は数多く

誕生しており、地方は二層制と言いながらもその権能は多様化している（資料８参照）。 

現在、市町村合併が進められており、さらに道州制の検討が進む中で、基礎自治体に対する国・

都道府県からの事務権限移譲がさらに進むことが見込まれ、これにより基礎自治体が担う事務権

限は今後もさらに多様化が進むものと考えられる。 
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一方、地方税制度は事務権限に関係なく画一化されており、事務権限配分の多様性と税源配分

の画一性がアンバランスなかたちで並存している状況にある。 

道府県が提供する行政サービスは道府県税によって賄われることが基本であり、受益と負担の

関係を前提とすると、当該道府県の住民は、居住する市町村に関係なく、負担した道府県税によ

って均質な行政サービスを当該道府県から提供されることを当然期待するものである。 

しかしながら、事務権限の多様性と税制の画一性が並存している現状の下では、一般市町村で

は道府県が道府県税で提供するサービスを、指定都市等の区域においては指定都市等が市税によ

って提供しており、指定都市等の住民は、道府県税を等しく負担しているにもかかわらず、道府

県からの受益が他の地域の住民よりも少ないという不均衡が生じている。言い換えれば､指定都

市の住民は、指定都市以外の他の地域の住民と、市町村税を等しく負担しているにもかかわらず、

市町村(指定都市)からの受益が、他の地域の住民よりも多いという不均衡が生じている。 

また、特例事務を抱える指定都市、中核市、特例市が行政区域内に存在する道府県の住民と、

全く特例事務を抱える市が存在していない道府県の住民においては、道府県税の負担と道府県の

行政サービスに顕著な不均衡が生じている。このように受益と負担の関係にねじれが生じている

現状では、住民が受益と負担のバランスを判断することが困難となり、住民自治のプロセスを阻

害しかねない。今後、受益と負担の関係を明確化する観点から、税制度についても役割分担に応

じて多様性を反映させる時期にきていると考える。このことは、地方自治体が提供するサービス

の量と住民の税負担の関係を目に見えるかたちで提示することにほかならず、説明責任の一層の

具体化につながるものである。 

 

２ 事務配分の特例に伴う財政需要 

(1) 既存の事務配分の特例に伴う財政需要 

指定都市においては、地方自治法に基づく児童福祉に関する事務や国・道府県道の管理その他

事務配分の特例が設けられている。 

大都市の特例事務の所要経費は、平成17年度予算において､指定都市全体で5,593億円に上って

おり､市税を中心に賄っている所要一般財源は合計で3,773億円になっている（資料９参照）。大

都市の特例事務は、制度が設けられて以降拡大の方向にあるが、近年では平成８年度には精神保

健福祉の関係事務が、平成12年度には都市計画決定の関係事務が移譲された。 

しかしながら、これらの特例事務の負担に見合った財源として税源で保障されているのは、譲

与税・税交付金として配分されている道路特定財源のみである。 

国・道府県道を管理しているがゆえに特別に配分されている譲与税・税交付金の合計額は、

1,344億円であり（資料10参照）、この措置額と所要一般財源の合計額3,773億円との差引き、2,429

億円は、税制上の措置不足額であると考えられ（資料11参照）、指定都市としてはこれまでも事

務配分に見合った税源による措置を強く要望してきた。 
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大都市の事務配分の特例に基づく財政需要（平成17年度予算） 

(単位：億円)

項    目 経      費 一 般 財 源 

(1)  地方自治法に基づくもの １，９９０ １，４９９ 

 （１，３４４） 
(2) その他の法令に基づくもの 

３，６０３ ２，２７４ 

 （１，３４４） 
①  国・道府県道の管理 

２，８８２ １，６８６ 

②  土木出張所   ３１５   ２７３ 

③  衛生研究所    ７０    ６０ 

④  定時制高校人件費   １０４   １０４ 

⑤  道府県費教職員の任免・研修    ３９    ３８ 

内 
 
 
 

訳 

⑥  その他   １９３   １１３ 

 （１，３４４） 
計 

５，５９３ ３，７７３ 

(注)１ 国・道府県道の管理の一般財源上段（ ）書は、道路特定財源(地方道路譲与税、石油ガス譲与税、
軽油引取税交付金、自動車取得税交付金)の内書である。 

  ２ その他とは、駐車場、宅地規制、都市緑地保全、老人保健及び一・二級河川維持管理である。 

 

(2) 新たな事務配分の特例に伴う財政需要～道府県費負担教職員制度の見直し～ 

① 議論の経過と指定都市の意見 

平成14年６月、地方分権改革推進会議が公表した「事務・事業の在り方に関する中間報告」

において、教職員の任命権者と給与負担者を一致させ、事務の合理化を図る観点などから、道

府県費負担教職員制度（以下「県費負担教職員制度」という。）の見直しが「直ちに検討・措

置すべき課題」として提言された（資料12参照）。 

さらに、平成14年10月30日、同会議から、「事務・事業の在り方に関する意見－自主・自立

の地域社会をめざして－」（以下、「事務・事業の在り方に関する意見」という）が公表され、

この中で、「都道府県と政令指定都市間の県費負担教職員制度の見直し」については、平成14

年度から検討を開始し、関係各方面の理解を得つつ､平成15年度内に意見を集約し、その結果

を踏まえ直ちに見直しに着手するという方針が示された（資料２参照）。 

小中学校教育は市町村の自治事務であるが､その教職員給与費は設置者負担の例外とされ､

都道府県が市町村に代わって負担しており、この県費負担教職員の任命権も都道府県が有して

いる。しかしながら、指定都市は、給与負担者ではないものの教職員の任命権を有しており、

ここにゆがみが生じていることから、この不一致を解消するために、指定都市が小中学校教職

員の給与費も負担する方向での見直しが義務教育に関する事務権限の移譲とともに検討され

ている。この点については、例えば、教員の勤務評定を指定都市が行ってもその教員の給与に

結果を反映できない、また、少子化に伴い小・中学校統合が必要となるが、教員の給与負担が

ないため大きな財政的課題が生じず、必ずしも積極的に進まないなどの指摘もある。 
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この問題は､指定都市の財政基盤に大きな影響を与える問題であるにもかかわらず、新たに

必要となる税財源措置の方策については何ら示されていなかった。 

「事務・事業の在り方に関する意見」に対して、指定都市は市長連名で同日に緊急共同アピ

ールを行い、「道府県と指定都市間の道府県費負担教職員制度の見直しにあたっては、道府県

から指定都市への税源移譲等による財源措置を行うよう強く要望する」ことが表明された（資

料13参照）。また、全国知事会を含む地方六団体も、「多くの分野で国庫補助負担金の廃止・縮

減について提言されている」が、「税源移譲を含む税源配分の在り方についての視点が取り入

れられていないことは、誠に遺憾である」として、平成14年11月６日に緊急要望を行っており､

特に「約5,000億円という巨額にのぼる共済費長期給付負担金と退職手当等に係る経費を義務

教育費国庫負担金の負担対象経費から外すという提言」については、「税源移譲を含む財源措

置が講じられなければ、到底受け容れることはできない」ものであり、この点は「都道府県と

政令指定都市間の県費負担教職員制度の見直しの提言についても、同様である」ことが述べら

れている（資料14参照）。全国知事会を含む地方六団体内においては、県費負担教職員制度の

見直しに際しては税源移譲を含む財源措置を講じる必要があるという認識で一致している。 

なお、地方分権改革推進会議からは、平成15年６月６日に「三位一体の改革についての意見」

が内閣総理大臣に提出され、この中では､税源配分の見直しと関連して指定都市や中核市の事

務配分と税源配分の問題について、「政令指定都市や中核市は、都道府県から多くの事務を移

譲されているにもかかわらず、それに対応した税源が必ずしも十分に配分されていない」とい

う認識が示されており、指定都市の多くが地方交付税の交付団体となっている状況に対して、

「都道府県との事務配分を踏まえ、本来自立可能な財政力を有する大都市の税制の在り方につ

いて、今後の検討を行うことが必要である」旨が記述されている（資料15参照）。 

その後、同年６月27日、国庫補助負担金の改革について概ね４兆円程度を目途に廃止・縮減

する方針を打ち出した「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003」が閣議決定され､こ

の際、県費負担教職員制度の見直しについては、平成15年度内に意見を集約し、その結果を踏

まえ実現を図ることとされた（資料３参照）。 

これを受けて、県費負担教職員制度の見直しに関する意見集約は、中央教育審議会において

作業が進められ、平成16年５月に「義務教育費に係る経費負担の在り方について」の中間報告

が提出されたが、「政令指定都市が負担する給与費の財源問題の解決なしに結論を得ることは

困難な問題」であるとの認識は示されたが、財政措置についての具体的な方策は示されず、「財

源問題について、関係省間で協議の上、方向性が示されることを期待する」との記述にとどま

り（資料４参照）、結果的には今後の調整に委ねるという結論のまま今日に至っている。 

② 制度見直しが指定都市に与える影響 

県費負担教職員制度の見直しが実施された場合､指定都市に対する新たな事務配分の特例が

追加されることとなり､その所要一般財源は5,800億円、今後税源移譲が想定される国庫負担金

も含めると9,500億円にも上る巨額の影響額（平成15年度決算から試算）が発生するため､税制

上の措置がその対応策として緊急に必要となる。 
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なお、県費負担教職員制度の見直しにあたっては、都道府県の自主的な判断で実施されてき

た教員の加配に関する増加費用について、一体的に取り組む必要があると考える。 

地方の根幹的な行政サービスである義務教育において、同一道府県内で財政的な不均衡が生

じることは認め難い状態である。仮に、教員の加配に対する財政措置がない場合には､指定都

市は財政的な裏づけがないまま、加配を実施せざるを得ないと考えられる。各道府県はこれま

で税源の存在を裏づけとして、地域の実態を勘案して教員の加配を実施してきたことから、教

職員給与費が指定都市に移譲された場合も、実態に変化がなければ加配教員は必要であり、基

本的には税源移譲による財源措置の対象に含むべきである。 

 
道府県費負担教職員の給与費負担の見直しに伴う影響額（試算）-15年度- 

 教職員数 人件費総額 A 国庫負担金 B 
一般財源 （A－B） 

（影響額） 
 （人） （億円） （億円） （億円） 

札 幌 市  7,859 757 303 454 

仙 台 市 4,716 445 182 263 

さいたま市 4,216 423 165 258 

千 葉 市 3,943 381 149 232 

川 崎 市 5,069 552 221 331 

横 浜 市 14,247 1,552 621 931 

静 岡 市 3,115 293 114 179 

名古屋市 9,179 977 361 616 

京 都 市 6,487 649 253 396 

大 阪 市 11,630 1,263 493 770 

神 戸 市 6,989 719 280 439 

広 島 市 5,243 524 204 320 

北九州市 4,937 452 181 271 

福 岡 市 6,089 558 223 335 

合     計 93,719 9,545 3,750 5,795 

（注１）教職員数は、平成15年度版「公共施設状況調」における小・中学校費の教員及び事務職員数と養護学校の道府

県費負教職員数（平成15年5月1日現在）の合計。 

（注２）人件費総額・国庫補助負担金については、道府県の「平成15年度地方財政状況調査」及び平成15年度版「公共

施設状況調」等から算出。 

 

３ 歴史的な経緯における大都市特例税制と税制改正 

(1) 第１次地方制度調査会答申における指摘 

明治、大正の時代、大都市においては二重監督、二重行政の廃止という観点から特別市制度が
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要望されてきたが、その改革はまず国・府県道の管理や一部の許認可権の委譲からなされ、財源

措置の伴わないものであった。 

昭和の時代に入っても、大都市の特別市制度を求める運動は引き続き行われ､昭和22年の地方

自治法の成立によって、法制度上、基礎自治体である市であるとともに、都道府県及び市の両者

の権能を併有する特別な地方公共団体である特別市制度が創設された。特別市は税制においても

道府県税と市税を併せて課税する特別市税制となっていた。しかしながら、特別市設置のために

は法律による指定が別途必要であり､その成立には住民投票を要したが、投票の範囲について、

当初「当該特別市の住民」という見解が示されながらも、残された地域の問題などから「関係都

道府県の住民」に解釈が変更され、結果として特別市制の実現にはいたらなかった。 

その後、道府県からの事務権限移譲、税源移譲によって大都市問題を解決することが模索され、

地方行政調査委員会議の勧告を経て、第１次地方制度調査会より昭和28年10月16日に「地方制度

の改革に関する答申」が出された。 

この答申においては、「府県及び大都市単位の自治体警察を設け」、「義務教育に従事する教職

員は、府県及び五大市の公務員とし、教職員に係る行政及び財政上の責任は、府県及び五大市が

負うものとする」こととし、警察事務及び教育事務その他の行政事務配分に関する大都市特例の

導入が示されるとともに、警察制度及び教育制度の改革その他大都市財政の実情を踏まえ､「大

都市の存する区域に係る道府県税について左の特例を設けること」として、大都市区域にかかる

償却資産税、煙草消費税及び自動車税の移譲、さらに、遊興飲食税及び入場税の配付など、都市

的税目の移譲を措置し､大都市特例税制の実施案が示された（資料16参照）。 

このように、歴史的にも、事務配分の特例に対しては、大都市特例税制による財源措置を実施

すべきであるとの考え方が示されている。「県費負担教職員制度の見直し」にあたって指定都市

が求めている特例税制の創設の問題は、古くから存在する課題であり、早期に実現が図られるべ

き制度である。 

(2) 事務権限移譲に伴う市町村税から道府県税への税源移譲 

前述したように、第一次地方制度調査会の答申においては、事務配分の特例として、大都市に

おける市警察の継続、教員給与費の道府県からの移譲が前提とされていたが、昭和29年度の制度

改正の段階では、中央集権化を図る「逆コース」の流れの中で、警察及び人事権を除く教員給与

費負担については、道府県のもとに置かれることとなった。警察及び教員給与費を除いた事務権

限の特例では、地方交付税制度による財源措置もあり、税源移譲の必要性はないとの考えから、

税源の手当てがなされることなく大都市特例事務がスタートした。 

一方、自治体警察（市町村）が都道府県警察へ統合されたことに伴い、経費移転の必要性が生

じたことなどを背景として、昭和29年には個人・法人市町村民税、固定資産税の一部を道府県に

税源移譲し、個人・法人道府県民税、不動産取得税、地方たばこ消費税が創設された（資料17・

18参照）。 

大きな事務再編にあたっては、財源措置として地方税制の改正がされてきており、「県費負担

教職員制度の見直し」は、移譲される事務権限に伴う経費負担の規模から､財政措置が必要であ
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るとともに、道府県と指定都市等の間での税源調整の問題として、地方税制改正の契機とするの

に十分な理由がある。 

 

４ 大都市特例税制の必要性 

(1) 道府県からの税源移譲 

指定都市には事務配分の特例により道府県の事務権限が移譲されているが、この道府県から移

譲された事務事業に必要な財源について、税源として保障されているのは譲与税・税交付金とし

て配分されている道路特定財源のみであり、指定都市の財政負担は、地方交付税の態容補正等に

よって措置するものとされているに留まっている。 

事務配分の特例によって移譲された､本来は道府県が行う事務事業に必要な経費負担は、道府

県から支出されることなく､税制上の措置は道府県になされたままで、指定都市に講じられてい

ない状況の下で指定都市が支出し負担している状況にある。このような不合理な状況が、指定都

市が誕生し、大都市の事務配分の特例制度が創設された昭和31年以来、およそ半世紀にわたって

続いている。 

指定都市は、自主的・自立的な行政運営を確保するために、税源移譲による自主財源の拡充を

柱に据え、財政基盤の充実に向けて、大都市の事務配分の特例にともなう税制措置の必要性等を

訴え、その実現を求めてきているが、前述したように財政需要に対する税制上の特例は、道路特

定財源以外には皆無に等しく、抜本的な解決が図られないまま、永年にわたり放置されている。 

このような状況の中、「都道府県と政令指定都市間の県費負担教職員制度の見直し」が課題と

して言及されているが､この制度の見直しに伴う必要な財源は、指定都市の財政運営基盤を揺る

がすほどの規模であり、指定都市が、地方税中心の自主的・自立的な財政基盤を確立するために

は、「県費負担教職員制度の見直し」における道府県からの財政負担の移転を行うに際しては、

当然に、併せて必要な財源についての指定都市への税制上の措置が必要である。 

この税源移譲による財源措置を契機としつつ、特例事務等の全般を対象に道府県と指定都市等

の役割分担に応じた税源配分の見直しを進め、指定都市等の財政需要の実態に応じた特例税制の

構築を実現していかなければならない。 

なお、指定都市等の大都市は、一般の市町村が果たしている地域住民に対して日常生活に必要

な行政サービスを提供するという基本的な役割に加えて、各都市圏の母都市及び地域の拠点都市

としての特有の役割も果たしている。 

経済活動の拠点であるがゆえに集積の利益を求めて企業等が集中することに伴い､指定都市等

には巨大な税源が存在するとともに、企業等の集積から生じる各種の特別な財政需要が存在して

いるが、現行の画一的な地方税制の下では、人口が100万人を優に超える大都市も1,000人に満た

ない町村も同列に扱われており、なおかつ、市町村税には、法人所得課税や消費流通課税などの

いわゆる都市的税目の配分が乏しいことから、大都市の経済活動に伴う巨大な市域内税収を、大

都市の市税収入として十分反映できない状況にある。 

このような状況のなかで、指定都市等は、企業等の集積から生じる財政需要の増大に対応する
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ために､法人市民税の超過課税を実施し、昭和50年度に創設された事業所税なども活用してきた

ものである。 

指定都市等が担っている特例事務に対応する税制を構築するにあたって、特別な財政需要や追

加的な行政サービスに対応するのと同様に､法定外税の創設や超過課税の実施による課税自主権

の活用に頼った場合､標準的には道府県が道府県税で担うべきサービスについて、指定都市等の

市民のみに新たに追加的な税負担を求めることとなり、受益と負担の観点から不適切であるばか

りでなく、平等原則からも逸脱することとなる。 

したがって、特例事務によって指定都市等が道府県にかわって提供するサービスに係る財政需

要は、道府県から指定都市等への税源移譲による税源配分の見直しによって財源措置されるべき

ものである。 

(2) 三位一体の改革の推進に不可欠な大都市特例税制 

① 三位一体の改革の趣旨 

平成16年11月26日に政府・与党により合意された「三位一体の改革について」（平成16年12

月24日閣議決定）では、「国と地方に関する『三位一体の改革』を推進することにより、地方

の権限と責任を大幅に拡大し、歳入・歳出両面での地方の自由度を高めることで、真に住民に

必要な行政サービスを地方が自らの責任で自主的、効率的に選択できる幅を拡大するとともに、

国・地方を通じた簡素で効率的な行財政システムの構築を図る」ことが冒頭に示されている。 

三位一体の改革の趣旨は、受益と負担の関係を明確化するために、基幹税の充実により国か

ら地方へ税源移譲を行い、自らの支出を自らの権限、責任、財源で賄う割合を増やすことにあ

る（資料19参照）。 

三位一体の改革の趣旨を踏まえると、県費負担教職員制度の見直しを含め、大都市の事務配

分の特例によって生じる指定都市の財政需要を賄うためには、道府県から指定都市への税源移

譲が不可欠であり、これにより、実際にサービスを提供する指定都市が、市民の税負担に対す

る説明責任を負っていることが明確となる。 

② 県費負担教職員制度の見直しにより高まる地方交付税への依存度 

平成17年度において、川崎市を除く全ての指定都市が、地方交付税の交付団体となっている

が、その要因の一つに指定都市に対する事務配分の特例の存在があげられる。事務配分の特例

に対する財源措置は、主に地方交付税によって行われてきた。 

県費負担教職員制度の見直しによる給与負担の指定都市への移譲が、税源移譲によってでは

なく､従来どおり地方交付税によって財源措置されるものと仮定すると、現在の国庫負担金制

度を前提にして平成14年度の数値により試算すると、指定都市の基準財政需要額は4,930億円

ほど増やす必要があり、財政力指数は0.807から0.717に低下し､地方交付税額は現在の7,910

億円から１兆2,850億円へと62.4％程度増やさなければならないという結果になる。 

一方､指定都市を抱えた道府県においては､財政力指数は0.589から0.626に高まり､地方交付

税額は３兆4,250億円から２兆9,310億円へと14.4％の低下が見込まれる（資料20参照）。 

指定都市の財政は、益々地方交付税に依存する構造となり、今後とも不交付団体となること
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はほぼ不可能である。日本の人口の約６分の１を占める指定都市の住民は、恒常的に交付団体

に居住することとなる。 

これは、三位一体の改革の下、地方交付税の不交付団体（市町村）の割合（人口ベース）を

大幅に高めることを目指すという政府の方針に逆行することともなるものである。県費負担教

職員制度の見直しという大きな制度変更を機に、これまで税源措置がなされてこなかった既存

の事務配分の特例も含め、大都市特例税制の創設により道府県との税源配分の見直しを行うこ

とは、住民の受益と負担、事務配分に対応する税源配分の観点から必要である。 

③ 平成18年度税制改正による税源移譲と今後の見通し 

「三位一体の改革について」の政府・与党合意（平成16年12月24日閣議決定）により、税源

移譲については所得税から個人住民税への概ね３兆円規模の移譲が示され､また、国庫補助負

担金については３兆円の８割方の削減が示されたところである（資料19参照）。地方全体の自

主財源の拡充にはつながると考えられるが、現在、税源移譲後の都道府県民税と市町村民税の

税率の配分や税源移譲につながる具体的な国庫補助負担金の削減額が未確定なため、正確な試

算はできないものの、必ずしも指定都市の事務事業に見合う規模の税源が移譲され、不交付団

体に近づくことにはならないと予測される。 

いずれにしても、人口ベースにおける不交付団体の割合を大幅に高めるという政府の方針を

達成するためには、大都市特例事務に対する税源措置である大都市特例税制の創設が不可欠で

あると考える。 

 

５ 大都市特例税制にふさわしい税目 

(1) 税源移譲にふさわしい税目の要件 

① 基幹的な税目であること 

前述したように、事務配分の特例に伴う財政需要は、従前からの措置不足分で約2,400億円

（平成17年度予算ベース）（４頁参照）、県費負担教職員給与費の移譲により約5,800億円（平

成15年度決算ベース）（６頁参照）と多大なものであり、道府県からの税源移譲を検討する際

には、この金額に見合うように基幹的な税目によることが不可欠である。 

② 三位一体の改革との整合が図れること 

三位一体の改革では、義務教育費国庫負担金等を含む国庫補助負担金の削減と同時に所得税

から個人住民税への税源移譲が検討されており、また、地方六団体として消費税を含む基幹税

からの移譲を求めていることや麻生総務大臣が公表した「地方税財政改革の推進」の中で地方

消費税の充実等が示されていることから､義務教育関係を含む事務配分の特例に対応した税制

を検討する場合、こうした見直しに併せて、まず個人道府県民税から個人市民税への移譲が、

さらには地方消費税の指定都市への移譲が検討されるべきである。 

③ 都市的な税目であること 

第27次地方制度調査会答申では、引き続き、都市の規模・能力に応じた一層の事務権限の移

譲を進める必要性が述べられている。指定都市の規模・能力に応じて配分される特例事務に伴
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う財政需要を賄うにふさわしい移譲税目については、指定都市の経済活動を反映する都市的な

税目を検討するべきである。 

また、現在の道府県税の税収構造は、消費流通課税が全体の38.0％、法人課税が36.6％とな

っており（平成15年度決算）（資料21参照）、都市的税目が多く配分されている。道府県に代わ

って事務を実施することを考えると、道府県に配分されている都市的税目からの移譲を検討す

ることが現実的である。 

(2) 税源移譲にふさわしい税目 

道府県からの税源移譲に際しては、新たに増加する指定都市の負担額に見合うことが必要であ

り、移譲する税目や税額の組合せについては、義務教育に直接・間接に関連し受益と負担の関係

が理解されやすいもの及び地方行財政制度の改正を背景として昭和29年度に道府県税重視の税

制改正が行われた際に市町村から道府県へ移譲された税目によることなどが理解を得やすいと

考える。 

基幹的な税目であること、三位一体改革との整合性を有すること、都市的な税目であることに

加えて、指定都市への移譲結果のバランス、市町村から道府県に移譲した税目の歴史的な経緯な

どから総合的に勘案すると、個人道府県民税、地方消費税、法人道府県民税の複数税目に係る指

定都市の市域内税収の一部移譲を検討していくことが現実的であり妥当であると考えられる。 

① 具体的税目の検討 

ⅰ 個人道府県民税 

個人道府県民税は、地域行政サービスの費用について、言わば会費として幅広く負担を求

めるために課される税であり、昭和29年度に個人市町村民税からの一部移譲により創設され

たものである。 

現在、道州制の導入が検討されており、長期的な視点で捉えた場合､個人住民税について

は、住民に近い市町村で課税し徴収することが基本的なあり方であると考える。個人住民税

は応益性が強く､行政サービスに対する対価であるとの実感が得やすい税であるため､地方

自治体の施策に自らの意思を反映させようとするイニシアチブが働く､住民参加型の税とい

う要素がある。 
また、指定都市としても、市民税と道府県民税は併せて賦課徴収する税として、徴収努力

を積み重ねてきた実績があり、また、基礎自治体が行う社会福祉サービスの適正な執行にお

いても住民の所得把握は大きな意味を有していることから、道府県からの移譲対象としてふ

さわしい。 
ⅱ 法人道府県民税 

法人道府県民税は、地域社会の費用について、幅広く負担を求めるために課される、負担

分任の性格を持っており、個人道府県民税と同様に昭和29年度に法人市町村民税からの一部

移譲により創設されたものである。 
法人住民税は、昼間人口や消費にも関連性を有する税であり､現在､企業の集積が見られる

都市部においてその重要性が極めて高い、主要な税源となっている。また、一般の市町村に
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おいては、工業団地や港湾整備などの産業振興施策や企業の誘致などは、独自の施策ではな

く、道府県の施策として行っている場合が多い。しかしながら、指定都市においては､この

ような産業施策も独自の施策として実施しており、法人の受益と行政サービスの関連性とい

う観点も考慮すれば、法人住民税について道府県から指定都市への税源移譲が行われること

は理に適っているといえる。 
ⅲ 地方消費税 

地方消費税は、個人・法人を問わず、幅広く負担される税であり、平成６年度の税制改正

において、所得･消費･資産等の間でバランスが取れた税制を構築するため、個人所得課税の

負担軽減に対して地方消費税を含む消費課税の充実が図られており、個人所得課税の代替的

な要素があると考えられる。また、今後の福祉・教育等を支える財源としての地方消費税の

必要性は、税制調査会の答申などでも示されており、清算等により偏在性が非常に少なくな

っているという特徴もあることから、少子高齢社会の進展の中、都市の基幹収入として重要

である。 

なお、地方税において、住民税は基本的にはメンバーシップ課税であり、居住者にしか負

担を求められないため、大都市が幅広く提供するあらゆるサービスへの負担については、地

方消費税によってこれを補完することが可能であると考える。 

② 税率配分の差異について 

前述した３税目は、現行制度でも道府県と指定都市との間で税源が配分されている税であり、

税率の変更などによって税源配分の見直しが可能であり、税務行政上は特段の追加コストなく

税源移譲を仕組みやすい税目であると考えられる。 

道府県費負担教職員給与費が指定都市へ移譲されるのにあわせて、道府県から税源として住

民税を移譲するという考え方に関して、住民税という同じ税目であるにもかかわらず、指定都

市は同じ道府県内の指定都市を除く地域と税率が異なるということが制度的に許されるかと

いう点については以下のような整理が可能であると考える。 

画一的な二層制の行財政制度の下では、道府県と市町村が住民に提供する行政サービスは、

指定都市の区域内外を問わず、本来一律であり、この行政サービスの道府県と市町村間の事務

配分も一律である。しかし、大都市特例事務はこの関係に差異を持ち込んだものであり、大都

市特例税制により、税率配分に差異を生じるのは、大都市特例事務に係る受益と負担関係を明

確化し、応益原則を貫こうとすれば当然生じる結果である。 

地方税法には、受益に因る不均一課税及び一部課税を可能とする第７条の規定があり､これ

は､応益原則の適用を強く表現する手段を与えようとする制度であり、また、従前、個人市町

村民税均等割については、自治体の行政サービスの実施状況において人口規模による格差が存

在したことにより、人口段階別の税率区分が設けられていたが、この行政サービスの格差が解

消されたとの理由により税率の均一化が図られている。 

地方税法上も受益と負担の相関によって税率は調整し得ることを認めており、自治体の実施

する事務事業の違いにより税率を区分することは、十分に妥当性を持つものである。 
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さらに、東京都の特例や大規模償却資産の特例など、都道府県の一部地域での特例的扱いが

制度上許容されていることからも、一部地域のみ税率が異なることも許容されるものと考えら

れ、税源移譲の方法により原則として個々の納税義務者の税負担に変化が生じない以上は、不

公平な税制度にもあたらないと考える（資料22参照）。 

道府県と指定都市等の間において税率を調整することにより、事務事業配分と相関関係のあ

るかたちで税源配分を調整することは、レベニュー・ニュートラルの下であるから、個々の納

税義務者の税負担に不公平をもたらすものではない。そのうえで、道府県税と道府県からの行

政サービス、および、指定都市等税と指定都市等からの行政サービスとが、それぞれ対応する

ように改めることは、財政民主主義の原則、および、行政責任（アカウンタビリティ）の明確

化の原則をより明確にするものである。道府県にのみ着目すれば、道府県民間での道府県税の

不均一が生じるが、これは応益原則の観点から認められることは上述の通りである。このよう

に税率調整をすることで、身近な行政に対する住民の関心を喚起し、住民に行政サービスと財

務状況の関連を意識づける意味でも有効な手立てとなり得ると考える。 

 

(参考) 道府県費負担教職員の制度の見直しに伴う影響額と市域内税収額の比較 
（単位：億円） 

指定都市名 札幌 仙台 
さい 

たま 
千葉 川崎 横浜 静岡 名古屋 京都 大阪 神戸 広島 北九州 福岡 合計 

人件費総額A 757 445 423 381 552 1,552 293 977 649 1,263 719 524 452 558 9,545

国庫負担金B 303 182 165 149 221 621 114 361 253 493 280 204 181 223 3,750

県費負担教職員 

給与費の見直しに 
係る影響額（一般財源） 

 (A-B)   ① 

454 263 258 232 331 931 179 616 396 770 439 320 271 335 5,795

事務配分の特例に伴う 
税制上の措置不足額② 

132 51 86 43 139 407 62 175 189 551 149 94 126 225 2,429

小 計   ①＋② 586 314 344 275 470 1,338 241 791 585 1,321 588 414 397 560 8,224

個人道府県民税 
③

304 185 249 196 326 891 140 492 252 410 283 219 139 249 4,335

法人道府県民税 
④

123 101 64 65 79 201 51 260 105 431 88 93 46 149 1,856

地方消費税 
⑤

183 98 84 84 105 286 71 250 157 368 142 108 93 143 2,172

市
域
内
税
収
額 

合計③+④+⑤ 610 384 397 345 510 1,378 262 1,002 514 1,209 513 420 278 541 8,363

*１ 人件費総額・国庫負担金については、道府県の「平成15年度地方財政状況調査」及び平成15年度版「公共施設状況調」等から算出 
*２ 税制上の措置不足額は平成17年度予算による数値（平成18年度指定都市の財源拡充要望より） 

*３ 個人道府県民税額は平成16年度市･府民税課税状況等に関する調の報告数値 

*４ 法人道府県民税は平成15年度市町村税の徴収実績及び市町村民税課税状況等に関する調より算出 
*５ 地方消費税額は平成15年度地方消費税交付金決算額 
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終わりに 

以上、歴史的な経過も踏まえ、大都市特例税制の必要性とふさわしい税目について述べてきたが、

実際の制度設計にあたっては、次のような点に留意すべきであると考える。 

 

まず、地方消費税について、大都市特例税制の趣旨を勘案すると、原則として､指定都市を課税団

体に加える方向での制度変更を図るべきである。しかし、そのためには抜本的な制度改正が必要とな

ることから、当面、現行制度で採用されている税交付金制度を活用することもやむを得ないと考える。

税交付金は地方税法に配分の方法が明確に規定されており、交付者の恣意の働く余地がないため、税

交付金によっても実質的には税源移譲に近いものとなると考えられる。また、指定都市を課税団体に

加えた場合、指定都市が所在する道府県内の他市町村の地方消費税交付金額に影響を与える可能性が

あることからも、税交付金の制度を活用することが現実的であると考える。 

 

次に､地方交付税との関係について述べておきたい。現在、大都市からは多くのサービスが明確な

負担を伴わず域外に移転している。その一方で、市域内から得られる税収も十分に市税に反映されて

いない状況に加え、大都市特例事務に関しての税制上の措置が実施されていないことから、多くの指

定都市が地方交付税の交付を受ける結果となっている。都市で収入された税が地方交付税として還元

されているものであり、効率的な資源の配分とはいえない状況にあることから、大都市特例税制の創

設により、直接市域内の税源が都市税収に反映する制度を構築することが望まれる。なお、税源の偏

在が現実として存在する以上、すべての指定都市について特例事務の所要全額を道府県からの税源移

譲によって措置することは、技術上不可能である。住民が必要とする事務事業の適切な執行を確保す

るためには、不足財源分の地方交付税による補完も視野に入れざるを得ない部分もあると考える。 

 

本提言は、地方分権改革が推進され、行政面、財政面の両面から国と地方の役割分担が大きく見直

されようとしている中､指定都市の事務配分の特例に対応した大都市特例税制の必要性やそのあるべ

き方向性を幅広く検討したものである。 

大都市特例税制の創設は、指定都市だけの問題ではない。今後の事務権限移譲の進展による地方自

治制度の一層の多様化に対応する制度である。すなわち、受益と負担の関係を明確化し、地方が自ら

の支出を自らの財源で賄う割合を増やし、地方自らの権限と責任のもとで、真に住民に必要な行政サ

ービスを効率的に選択する幅を拡大する、真の地方分権の実現を図るための税制のあり方を示す第一

歩である。今後の地方税制の構築にあたり、目指すべき方向を示せたのではないかと考える。 

本提言を契機として､現状の指定都市制度の課題と大都市特例税制の必要性について、幅広い議論

が行われ､早期にその実現が図られることを期待したい。 
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道府県費負担教職員の給与費負担の見直しに伴う影響額(試算)－15年度－ 

 

「三位一体の改革について」（平成17年11月30日 政府・与党合意）による

負担率変更(県負担1/2→2/3)により影響額は約5,800億円から約7,000億円に

拡大することとなる。 

 

教職員数 
人件費総額 

A 
国庫負担金 

B 

一般財源 
 （A－B） 

（影響額） 

国庫負担金 
B´ 

一般財源 
 （A－B´） 
（影響額） 

（人） （億円） （億円） （億円） （億円） （億円）  

  
国負担1/2、県負担1/2 

（現 行） 

国負担1/3、県負担2/3 

（政府・与党合意） 

札 幌 市  7,859 757 303 454 202 555 

仙 台 市 4,716 445 182 263 121 324 

さいたま市 4,216 423 165 258 110 313 

千 葉 市 3,943 381 149 232 99 282 

川 崎 市 5,069 552 221 331 147 405 

横 浜 市 14,247 1,552 621 931 414 1,138 

静 岡 市 3,115 293 114 179 76 217 

名古屋市 9,179 977 361 616 241 736 

京 都 市 6,487 649 253 396 169 480 

大 阪 市 11,630 1,263 493 770 329 934 

神 戸 市 6,989 719 280 439 187 532 

広 島 市 5,243 524 204 320 136 388 

北九州市 4,937 452 181 271 121 331 

福 岡 市 6,089 558 223 335 149 409 

合     計 93,719 9,545 3,750 5,795 2,501 7,044 

（注１）教職員数は、平成15年度版「公共施設状況調」における小・中学校費の教員及び事務職員数と養護学校の

道府県費負教職員数（平成15年5月1日現在）の合計。 

（注２）人件費総額・国庫補助負担金については、道府県の「平成15年度地方財政状況調査」及び平成15年度版「公

共施設状況調」等から算出。 

（注３）国庫負担金Ｂ´は、国庫負担金Ｂに2/3を単純に乗じて算出。 

 

 

(参 考) 

 

Ⅲ－３（19/47） 

71



 
 
 
 
 
 

余  白 

72



Ⅲ－３(20/47)

73



74

Administrator
長方形



Ⅲ－３(21/47)

75



資料１ 

経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005 

（平成17年６月21日 閣議決定） 

 

第２章  「小さくて効率的な政府」のための３つの変革 

２．仕事の流れを変える 

（１）国から地方への改革 

平成18年度までに三位一体の改革を確実に実現するため、以下の取組を行う。 

①平成18年度までの三位一体の改革の全体像に係る「政府・与党合意」及び累次の「基

本方針」を踏まえ、改革を確実に実現する。そのため、経済財政諮問会議において、

進捗状況をフォローアップする。また、国と地方の協議の場においても、地方の意見

を聞きつつ議論を進める。 

②税源移譲はおおむね３兆円規模を目指す。 

③国庫補助負担金改革については、税源移譲に結びつく改革、地方の裁量度を高め自

主性を大幅に拡大する改革を実施する。このため、残された課題については、平成

17年秋までに結論を得る。あわせて、国・地方を通じた行政のスリム化の改革を推

進する。 

④税源移譲については、上記③の結果を踏まえ、平成18 年度税制改正において、所

得税から個人住民税への税源移譲を実施する。その際、個人住民税所得割の税率をフ

ラット化することを基本とする。 

⑤地方交付税については、累次の「基本方針」に基づき、国の歳出の見直しと歩調を

合わせて、地方歳出を見直し、抑制する等の改革を行う。また、税源移譲に伴う財

政力格差が拡大しないよう、適切に対応する。平成18 年度においては、地域にお

いて必要な行政課題に対しては適切に財源措置を行い、地方団体の安定的な財政運

営に必要な地方交付税、地方税などの一般財源の総額を確保する。あわせて、2010 

年代初頭における基礎的財政収支の黒字化を目指して、国・地方の双方が納得でき

るかたちで歳出削減に引き続き努める。また、交付税の算定方法の簡素化、透明化

に取り組む。 

 

また、地方財政計画の透明性・予見可能性を高める等、以下の取組を行う。 

 

①地方財政の決算状況を早期に開示する。また、経費の性質に応じて決算状況を分析

し、国民への分かりやすい説明に一層配意する。このような取組を進める中で、地

方財政計画の計画と決算の乖離の是正を図り、重点強化期間内に解消の目途をつけ

るよう努める。このため、おおむね今後１年以内を目途に、経済財政諮問会議にお

いて解消に向けての選択肢、方法等について、議論し、整理する。 

②上記①及び今後の経済財政運営に係る見通しを踏まえつつ、地方財政の予見可能性

を向上させ、地方公共団体が経営努力を発揮できるよう、「中期地方財政ビジョン」

を策定する。 

③また、三位一体の改革を進めることを通じて、不交付団体（市町村）の人口の割合

を大幅に高めていく。 
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資料２ 

 

２．教育・文化 

（２）義務教育費国庫負担制度の見直し 

【義務教育費国庫負担制度の見直しに関連する具体的措置】 

〇 都道府県と政令指定都市間の県費負担教職員制度の見直し・学級編制の

基準の設定権限の移譲            【平成15年度中に結論】 

 

市町村立小中学校等の教職員給与は都道府県が負担する一方、教職員の

任命権は、既に都道府県から政令指定都市に移譲されている。その結果、

政令指定都市においては、教職員の任命権は有するものの給与負担者では

ないという歪みが生じており、任命権者であるにもかかわらず給与関係事

務処理は、常に都道府県を介して行わなければならない｡ 

教職員の任命権と給与支払い権の所在を一致させ、事務の合理化を図ると

ともに、義務教育経費全額負担を政令指定都市において実現するために、

県費負担とされている教職員給与を政令指定都市負担とする方向で見直す。 

それとともに、義務教育に関する権限の政令指定都市への移譲も行うこ

ととし、具体的には学級編制の基準や教職員定数の設定に関する都道府県

の権限を政令指定都市に移譲する方向で検討する。 

これらについては、平成14年度から検討を開始し、関係道府県及び政令

指定都市の教育委員会等関係各方面の理解を得つつ、平成15年度内に意見

を集約し、その結果を踏まえ直ちに見直しに着手する。
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資料３ 

 

第２部 構造改革への具体的な取組 

６．「国と地方」の改革 

―――「三位一体の改革」を推進し、地方が決定すべきことは地方が自ら決定

するという地方自治の本来の姿の実現に向け改革。

（２）三位一体の改革の具体的な改革工程 

① 国庫補助負担金の改革 

地方の権限と責任を大幅に拡大するとともに、国・地方を通じた行政の

スリム化を図る観点から、「自助と自律」にふさわしい国と地方の役割分

担に応じた事務事業及び国庫補助負担金のあり方の抜本的な見直しを行う。 

このため、「改革と展望」の期間（当初策定時の期間で平成18 年度まで

をいう。以下、「６．『国と地方』の改革」において同じ。）において、

別紙２の「国庫補助負担金等整理合理化方針」に掲げる措置及びスケジュ

ールに基づき、事務事業の徹底的な見直しを行いつつ、国庫補助負担金に

ついては、広範な検討を更に進め、概ね４兆円程度を目途に廃止、縮減等

の改革を行う。その際、国・地方を通じた行財政の効率化・合理化を強力

に進めることにより、公共事業関係の国庫補助負担金等についても改革す

る。

（別紙２）国庫補助負担金等整理合理化方針

２ 重点項目の改革工程 

【教育・文化】

〇 学級編制の基準の設定権限等の県から市への権限移譲 

県と政令市間の県費負担教職員制度の見直し、学級編制の基準の設定権

限の移譲については、関係道府県及び政令市等関係方面の理解を得つつ、

平成15 年度内に意見を集約し、その結果を踏まえ、実現を図る。 

政令市立の高等学校及び中核市立の幼稚園の設置認可の見直しにつ

いては、認可制を届出制とすることにつき、関係各方面の意見を平成15 

年度内に集約し、その結果を踏まえ、実現を図る。
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資料４ 

(中間報告） 

（平成１６年５月２５日 中央教育審議会初等中等教育分科会教育行財政部会

教育条件整備に関する作業部会） 

第７章 市町村の権限と責任の拡大 

２ 教職員給与費負担と学級編制・教職員定数に係る権限の政令指定都市への移

譲 

政令指定都市は、財政的に見ても、児童生徒数や学校数などの面から見ても、

都道府県と同等の規模を有しているが、現行制度上は、教職員の給与を道府県

の負担としつつ、その任命権は政令指定都市が行うこととされており、給与を

負担する者と任命権を行使する者が異なるという制度の「ねじれ」により弊害

が生じているとの指摘がある。 

この問題について制度の見直しを行うため、当作業部会では、関係の道府県

及び政令指定都市から意見を聴取した。（指定都市及び関係道府県の意見につい

て、表３、表４参照） 

その結果、多くの意見は、次のとおりであった。 

・ 任命権者と給与負担者を一致させるべきであり、政令指定都市が給与負担

を行うよう制度の見直しを行うべき。 

・ ただし、税源移譲等により適切な財源措置がなされることが前提。 

・ 制度の見直しにあわせて、学級編制基準の設定及び教職員定数の設定の権

限についても政令指定都市に移譲していくべき。 

・ 給与負担と権限の移譲を実施するためには、給与条例の整備や給与システ

ムの構築等、移行のための一定の準備期間が必要。 

一方、域内に政令指定都市が存在する道府県の中には、道府県内の義務教育

の機会均等や教育水準の確保に果たしている道府県の役割にかんがみ、給与負

担と権限の移譲については慎重に対処すべきであるとの反対意見もあった。 

意見聴取の結果、方向性としては、給与を負担する者と任命権を行使する者

を一致させる方向で見直すべきとの意見が大半であったが、この問題について

は関係者間でも必ずしも意見が一致していないところもあり、また、政令指定

都市が負担する給与費の財源問題の解決なしに結論を得ることは困難な問題で

ある。

当作業部会としては、給与負担と権限をあわせて移譲する方向で取り組むべき

ものと考えるが、その円滑な移譲のためには政令指定都市に対する国庫負担が

必要であると考える。財源問題について、関係省間で協議の上、方向性が示さ

れることを期待するとともに、権限と負担の移譲に伴う政令指定都市の事務体

制の整備に向けた具体的な検討が進められることを期待する。 

なお、中核市など一定規模以上の市についても、政令指定都市と同様、任命

権や給与負担などの移譲について、市町村の権限と責任を拡大する観点から、

引き続き検討することとしたい。 
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資料５ 

中央教育審議会義務教育特別部会における審議経過報告（その１） （抄） 

 

４ 現場の主体性と創意工夫で教育の質を高める －学校・教育委員会の改革－ 

（３）国と地方、都道府県と市町村の関係・役割 

イ 市町村への教職員人事権の移譲 

 

○ 現在、県費負担教職員の給与負担（給与の支出責任）と人事（任命）権は、基

本的に都道府県にあるが、例外的に政令指定都市については人事権が、中核市に

ついては人事権のうち研修に関する実施義務のみが、都道府県から移譲されてい

る。

 

○ これについて、義務教育諸学校は、市町村が設置し教職員も市町村の職員であ

りながら、給与負担と人事権が県にあるのは制度の不統一であり好ましくないと

の意見や、県費負担教職員が地域に根ざす意識を持ちにくくなっているとの意見、

また、より現場に近いところに権限をおろすべきであり、人事権についても県か

ら市町村にできる限り移譲すべきとの意見、さらに、人事権は基本的に義務教育

の実施主体である市町村にあるべきものであり早期に移譲すべきとの意見など

があった。 

 

○ とりわけ、中核市については、既に研修実施義務が移譲されており、これに加

えて人事権全体についての移譲を求める意見が強くあるとともに、一部の都道府

県の県庁所在地や大都市周辺部には、中核市の要件（人口３０万人以上）には届

かないものの、それに準ずる規模を有する市も多いことなど、一定の規模を有す

る市町村についても人事権の移譲を求める意見が多かった。 

 

○ 一方、とりわけ町村には小規模なところも多く、給与や人事権の行使に伴う負

担には耐えられないとの意見や、中核市など大規模な市町村抜きでの広域の人事

異動は考えられないなどの意見、また、県内に一又は複数の人口３０万人以上の

広域組織を作るなどの意見があった。 

 

○ これらの意見を踏まえ、教職員の人事権については、市町村に移譲する方向で

見直すことを検討することが適当である。 

一方、現在の市町村の事務体制で人事関係事務を処理できるか、離島・山間の

市町村を含め県域で人材が確保できるかにも留意する必要がある。 

このため、当面､全ての中核市に移譲し、その状況を踏まえつつ、特例市など

その他の市町村への人事権移譲について検討することが適当である。

また、人事権の移譲に伴い、都市部と離島・山間部等が採用や異動において協

力し、広域で一定水準の人材が確保されるような仕組みを新たに設けることが不

可欠である。 

なお、教職員人事権を市町村に移譲する場合には、その給与負担についても併せ

て市町村に移譲すべきとの意見も出された。これについては、今後、義務教育に

係る費用負担の在り方について議論する中で検討することとする。 

 

中央教育審議会第48回総会(平成17年5月23日)提出資料 
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資料６ 

今後の地方自治制度のあり方に関する答申(抜粋) 

 

平 成 15年 11月 13日 

第27次地方制度調査会 

 

第２ 大都市のあり方 

２ 今後における大都市制度のあり方 

(1) 大都市に共通する課題 

基礎自治体の権能の強化は重要な課題であり続けてきた。多くの国民が居住す

る大都市地域において、身近な行政を基礎自治体が担えるように制度改革を行っ

ていくことは、地方分権の実を多くの国民が実感できる方途である。このような

見地から、これまでも、中核市制度・特例市制度の創設、地方分権一括法等によ

る市町村への権限の移譲などが行われてきたところであるが、引き続きこのよう

な都市の規模・能力に応じた一層の事務権限の移譲を進める必要がある。 

(以下略) 

 

(2) 指定都市制度 

指定都市は、一般の市町村よりも幅広い事務権限を有しているが、指定都市を

含む大都市地域においても、環境保全、防災、交通ネットワ－クなど区域を越え

る広域的な取組を必要とする行政分野が存在している。また、沿革的には、当初

制定された地方自治法に都道府県から独立した特別市の制度が設けられたが、実

際には指定されることなく、昭和31年の地方自治法改正により同制度は廃止され、

これに代えて指定都市制度が創設されたという経緯がある。 

(以下略) 
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資料７ 

平成１６年６月８日 

 

 

第２８次地方制度調査会においては、最近の社会経済情勢の変化に対応

した地方行財政制度の構造改革について、地方自治の一層の推進を図る観

点から、 
 

・道州制のあり方 

・大都市制度のあり方 

・地方の自主性・自律性の拡大のあり方 

・議会のあり方 

・地方税財政制度のあり方 

・その他 

を審議項目とするものとし、それぞれの項目について、概ね別紙の内容に

ついて審議を行うものとする。 

その際、国と地方公共団体の役割分担に関する原則を踏まえ、 

・主要な行政分野における国と地方の役割分担の整理 

・国と地方との調整のあり方（地方に対する国の関与、国に対する地方 

の意見の反映等）の整理 

を行うものとする。 

 

なお、別紙の内容については、今後、審議の状況等に応じ、適宜、追加・ 

変更を行うものとする。 
 

 

（別紙略） 
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資料８ 

 

指定都市の処理する主な事務 

○民生行政に関する事務 
・児童相談所の設置 

○都市計画等に関する事務 
・都道府県道、産廃施設、流通業務団地等に関する都市計画決定 
・市街地開発事業に関する都市計画決定 

○土木行政に関する事務 
・市内の指定区間外の国道の管理  ・市内の県道の管理 

○文教行政に関する事務 
・県費負担教職員の任免、給与の決定

 

中核市の処理する主な事務 

○民生行政に関する事務 
 ・身体障害者手帳の交付 
 ・母子椙談員の設置  ・母子・寡婦福祉資金の貸付け 
 ・養護老人ホームの設置認可・監督 
○保健所の設置（保健所設置市が行う事務） 
 ・地域住民の健康保持、増進のための事業の実施 
 ・飲食店営業等の許可 
 ・一般廃棄物処理施設、産業廃棄物処理施設の許可 
 ・浄化槽設置等の届出 
 ・温泉の供用許可 
○都市計画等に関する事務 
 ・屋外広告物の条例による設置制限 
○環境保全行政に関する事務 
 ・ばい煙発生施設、一般粉じん発生施設の設置の届出 
○文教行政に関する事務 
 ・県費負担教職員の研修 

 

特例市の処理する主な事務 

 

 

○都市計画等に関する事務 
 ・市街化区域又は市街化調整区域内の開発行為の許可 
 ・市街地開発事業の区域内における建築の許可 
 ・都市計画事業の施行地区内における建築等の許可 
 ・市街地再開発事業の施行地区内における建築等の許可 
 ・土地区画整理組合の設立の許可 
 ・土地区画整理事業の施行地区内の建築行為等の許可 
 ・住宅地区改良事業の改良地区内の建築等の許可 
 ・宅地造成の規制区域内における宅地造成工事の許可
○環境保全行政に関する事務
 ・騒音を規制する地域、規制基準の指定
 ・悪臭原因物の排出を規制する地域の指定
 ・振動を規制する地域の指定 
○その他 
 ・計量法に基づく勧告、定期検査 

 

 

 

 

＊ 総務省資料 
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資料９    

(単位：百万円）

項 目
指 定 都 市 計

経 費 一 般 財 源

地

方

自

治

法

第

二

五

二

条

の

一

九

の

規

定

に

基

づ

く

も

の

児 童 福 祉 89,097 70,549
民 生 委 員 2,566 2,566
身 体 障 害 者 福 祉 11,885 9,899
生 活 保 護 2,539 8,041
行 旅 病 人 ・ 死 亡 人 119 120
社 会 福 祉 事 業 331 331
知 的 障 害 者 福 祉 18,772 16,257
母子家庭・寡婦福祉 6,855 2,224
老 人 福 祉 17,266 10,689
母 子 保 健 1,923 1,149
食 品 衛 生 2,967 2,189
墓 地 埋 葬 等 規 制 55 55
興行場・旅館・公衆浴場 73 72
精 神 保 健 福 祉 37,015 20,464
結 核 予 防 787 473
都 市 計 画 1,940 1,767
土 地 区 画 整 理 事 業 3,857 2,429
屋 外 広 告 物 規 制 926 609

計 198,973 149,883

そ

の

他

の

法

令

に

基

づ

く

も

の

国 ・ 道 府 県 道 管 理 288,233 168,575
土 木 出 張 所 31,471 27,340
衛 生 研 究 所 6,981 6,035
定 時 制 高 校 人 件 費 10,415 10,350
道府県費教職員の任免・研修 3,925 3,774
そ の 他 19,342 11,347

駐 車 場 786 140
宅 地 規 制 1,230 1,121
都 市 緑 地 保 全 5,770 958
老 人 保 健 9,102 8,143
一級・二級河川維持管理 2,454 985

計 360,367 227,421
合 計 559,340 377,304
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資料 10 

 

国・道府県道分道路特定財源の内訳 

(指定都市計 平成 17年度予算) 

(単位：億円) 

譲与税・税交付金 配 分 額 

地方道路 

譲与税 
127 

石油ガス 

譲与税 
17 

軽油引取税 

交付金 
1,044 

自動車取得 

税交付金 
156 

合 計 1,344 
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資料 11 

大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（抄） 

（平成 18 年度 指定都市） 

Ⅱ 税制の改正

 ３ 事務配分の特例に対応した大都市特例税制の創設

大都市においては、国・道府県道の管理その他事務配分の特例が設け

られ、道府県に代わってこれらの事務を行っていること、また、県費負

担教職員給与費が指定都市に移管されようとしている状況等を考慮し、

大都市特例税制を創設すること。

大都市の事務配分の特例に伴う税制上の措置不足

（平成 17年度予算）

特例経費一般財源所要額   同左税制上の措置

3,773億円

地方自治法に基づくもの

土 木 出 張 所

衛 生 研 究 所

定時制 高校人件費等

税 制 上 の

措置不足額

税 制 上 の

措 置 済 額

（道路特定財源）

国・道 府県道の管理
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資料 12 

 

別表 国と地方の事務事業の見直しに関する諸課題 

教育・文化分野における具体的見直し案等 

Ⅱ 義務教育に関する国と地方の経費負担の在り方の見直し

 

〔県費負担教職員制度〕

○ 都道府県と政令指定都市間の県費負担教職員制度の見直し

【直ちに検討･措置すべき課題】

現在、市町村立小中学校等の教職員については、その給与は都道府県が

負担（実際には、その２分の１を国庫負担）することとなっている一方で、

教職員の任命権は、既に政令指定都市に移譲が行われている。その結果、

政令指定都市においては、教職員の任命権は有するものの給与負担者では

ないという状況が生じているため、任命権者であるにも拘らず給与関係の

国との事務処理は常に都道府県を介して行わなければならない｡

都道府県から市町村への権限移譲を進め、事務処理の合理化、効率化を図

る観点から、任命権者と給与負担者を一致させることとし、政令指定都市

については教職員給与を県負担から自己負担とする方向で、都道府県や政

令指定都市の教育委員会等関係各方面の意見を聞きつつ検討を行う｡

○ 学級編制の基準の設定権限の移譲   【直ちに検討･措置すべき課題】

都道府県と政令指定都市間の県費負担教職員制度の見直しに際しては、

学級編制の基準の決定権限等も都道府県から政令指定都市に移譲するこ

とについても併せて検討を行う。
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資料 13 

本日、地方分権改革推進会議から内閣総理大臣に対して、「事務・事業の在り方

に関する意見」が提出された。

指定都市は、地方分権改革推進会議が、昨年７月の発足以来精力的に調査審議を

重ねられ、国庫補助負担金、交付税、税源移譲を含む税源配分の在り方の三位一体

の改革につながる国と地方の役割分担に応じた事務及び事業の在り方を提言され

るとともに、国庫補助負担事業の在り方についても改革の方向性を示されたことに

対し、敬意を表するものである。

地方分権改革推進会議におかれては、今後、この意見で示された国と地方の役割

分担に基づき、国と地方の税財源配分の在り方について検討を進められるにあたっ

て、地方分権の一層の推進のため、国・地方間の租税配分を当面１：１に是正する

など、指定都市が強く要望している国から地方への税源の移譲等による地方税財源

の充実確保の早期実現に向けた調査審議を行うよう要望する。

また、政府におかれては、この意見の趣旨に沿って速やかに適切な措置を講じら

れるとともに、国庫補助負担金の見直しにあたっては、地方の自主的な財政運営の

確保等の観点から税源移譲等による財政措置を行うこととし、単に地方に財政負担

を転嫁するような措置を行わないことを要望する。

特に義務教育費国庫負担金制度の見直しについては、退職手当等義務的な経費に

ついてのみ財源の明示もされないまま部分的な見直しが提案されているが、これは

地方公共団体への単なる負担転嫁に過ぎず、指定都市としては、そのような実質的

な税源移譲を伴わない部分的見直しは行わないよう強く要望する。

さらに、道府県と指定都市間の県費負担教職員制度の見直しにあたっては、道府

県から指定都市への税源移譲等による財源措置を行うよう強く要望する。

指定都市としても、今後とも、地方分権の推進について、市民の理解を深めるた

めの努力をするとともに、地方分権の時代にふさわしい行政体制の整備などについ

て積極的に取り組み、地方自治体の先頭に立って地方分権を推進していく所存であ

る。

平成１４年１０月３０日

札幌市長    桂    信 雄

仙台市長    藤 井    黎

千葉市長    鶴 岡  啓 一

川崎市長    阿 部  孝 夫

横浜市長    中 田    宏

名古屋市長   松 原  武 久

京都市長    桝 本  賴 兼

大阪市長    磯 村  隆 文

神戸市長    矢 田  立 郎

広島市長    秋 葉  忠 利

北九州市長   末 吉  興 一

福岡市長    山 崎  広太郎
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資料 14 

地方分権改革推進会議は、国と地方の事務事業の在り方、国庫補助負担金の廃

止・縮減に関する論点を整理され「事務・事業の在り方に関する意見」を報告され

たことに敬意を表する。

今回の意見では、多くの分野で国庫補助負担金の廃止・縮減について提言されて

いるが、小泉総理大臣の指示する三位一体の改革につながる税源移譲を含む税源配

分の在り方についての視点が取り入れられていないことは、誠に遺憾である。

特に、約５０００億円という巨額にのぼる共済費長期給付負担金と退職手当等に係

る経費を義務教育費国庫負担金の負担対象経費から外すという提言については、歳

出削減が不可能な重要な義務的経費に係るものであり、また、地方財政に与える影

響も甚大なものであることから、税源移譲を含む税財源措置が講じられなければ、

到底受け容れることはできない。

このことは、都道府県と政令指定都市間の県費負担教職員制度の見直しの提言につ

いても、同様である。

また、文部科学大臣が、平成１６年度から義務教育費国庫負担金の定額化を実施

すべく、直ちに検討に着手するとしたことは、更に地方を混乱に陥れるものである。

平成１５年度の国の予算編成に当たって、予算編成上の都合等により、国の歳出

の削減のみを目的とした国庫補助負担金の廃止・縮減を先行して実施することは、

単なる地方への負担転嫁である。

税源移譲等を含む税財源措置を伴わない国庫補助負担金の廃止・縮減には反対で

ある。

平成１４年１１月６日

全国知事会

全国都道府県議会議長会

全国市長会

全国市議会議長会

全国町村会

全国町村議会議長会
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資料 15 

（平成15年６月６日 地方分権改革推進会議） 

 

Ⅲ 三位一体の改革 

２．三位一体の改革の具体的内容 

（３）税源移譲を含む税源配分の見直し 

③地方分権改革の観点からの税源配分の見直し 

個人住民税は、地方が受益と負担の関係を認識し、税負担を自己決定できる税で

あり、地域住民が広く負担を分かち合うことから地方の基幹税としてふさわしい。

個人住民税の応益性を徹底し、広く負担を分かち合うとの観点から、均等割の課税

対象の拡大とその税額の引き上げ、所得割の諸控除の見直しによる課税ベースの拡

大、税率のフラット化とそれに伴う所得税との調整を行うべきである。また、平成

１１年度に実施され、現在も継続している「恒久的な減税」は、地方財政に大きな

負担をもたらしており、特に定率減税については、経済情勢も見極めつつ、廃止し

ていくことが必要である。 

 

地方消費税は、清算を行うことにより税収の偏在性が少なく、安定的な基幹税目

の一つとして、今後とも引き続き大きな役割を果たすことが期待される。 

 

平成１５年度の税制改正により、法人事業税に外形標準課税が導入されることと

なり、応益原則により広く薄く負担を求める税制へと改革の歩を進めたことは評価

すべきことであり、引き続き応益性を高めるための改革を推進すべきである。 

 

課税自主権は、地方公共団体が住民に向き合って受益と負担の関係を明確にする

手段であり、個人住民税への超過課税などにまずその活用が検討されるべきである。

地方公共団体が、自らの責任において実際に地方税の増減税が可能となるよう、そ

れを妨げている制度の見直しなど課税自主権が活用されやすい制度改革が検討さ

れるべきである。 

 

政令指定都市や中核市は、都道府県から多くの事務を移譲されているにもかかわら

ず、それに対応した税源が必ずしも十分に配分されていない。都道府県との事務配

分を踏まえ、本来自立可能な財政力を有する大都市の税制の在り方について、今後

検討を行うことが必要である。 
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資料 16 

地方制度の改革に関する答申 

（昭和 28 年 10 月 16 日 地方制度調査会） 

 

第 1 地方行政制度の改革に関する事項 

１．地方公共団体の種類、性格、規模及び事務の配分に関する事項 

（２）地方公共団体の規模の合理化に関する事項 

２ 新しく設置される市の人口要件は、これを五万とするものとすること 

（中 略） 

（３）警察、教育その他の事務の配分に関する事項 

１ 警察事務の配分に関する事項 

イ．現在の国家地方警察及び市町村自治体警察を廃止して、府県及び大都市単位の自治体

警察を設け、公安委員会の下に置くものとすること。この場合においては、中央機関を

設け、警察相互の連絡調整及び教育、鑑識、通信等の施設の維持管理に当たらしめるも

のとすること。 

（中 略） 

２ 教育事務の配分に関する事項 

ロ．義務教育に従事する教職員は、府県及び五大市の公務員とし、教職員に係る行政及び

財政上の責任は、府県及び五大市が負うものとすること。 

（中 略） 

２．大都市制度に関する事項 

（１）差し当たって事務及び財源の配分により、大都市行政の運営の合理化を図るものとするこ

と。 

（２）右に関しては、左の方針によるものとすること。 

１ 大都市に対する府県知事の許認可権を整理するものとすること。 

２ 大都市の区域内において府県が行う補完行政に属する事務とみなされるものは、大都市

の事務とするものとすること。 

３ 法令による委任事務で広域的又は統一的処理を必要とする事務以外の事務は、原則とし

て大都市の事務とするものとすること。 

なお、営造物、施設の設置等サービス行政に属する事務については、府県と大都市との

協議によりその範囲を定めるものとすること。 

４ 府県の区域内における大都市とその他の市町村との間の連絡調整は、府県が行うものと

すること。 

（３）事務の配分については、例えば左のようなものを考えるものとすること。

１ 建築基準法に関する事務 

２ 旅館業法、興行場法及び公衆浴場法に関する事務 

３ 結核予防法に関する事務 

４ 屋外広告物法に関する事務 

なお、右の外、左のようなもの（（２）の原則に照らし特に府県に留保する必要があるもの

を除く。）を考えるものとすること。 
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１ 伝染病予防法に関する事務 

２ 児童福祉法に関する事務 

３ 生活保護法に関する事務 

４ 社会教育法に関する事務 

５ 図書館法及び博物館法に関する事務 

６ 教育公務員特例法に関する事務 

７ 教科書の発行に関する臨時措置法に関する事務 

８ その他（２）の方針に則り、法令による委任事務で大都市に配分することが適当と認め

られるもの 

（中 略） 

７．大都市制度に関する事項 

警察制度及び教育制度の改革その他大都市財政の実情に鑑み、左の措置を採るものとするこ

と。 

（１）大都市の存する区域に係る道府県税について左の特例を設けること。 

１ 大都市の区域に係る償却資産税、煙草消費税及び自動車税は、当該大都市に移譲するこ

と。

２ 道府県に配付すべき遊興飲食税及び入場税のうち、大都市の区域に係る部分は、当該大

都市に配付すること。

（２）地方交付税の交付基準について特別の配慮を加えること。 

（３）地方債の配分について特別の配慮を加えること。 
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資料 17 

第２章 経済自立期における税制改正 

 

第５節 昭和 29 年度の税制改正－地方税制におけるシャウプ税制の崩壊－ 

１ 税制改正の背景 

（３）シャウプ地方税制崩壊の原因および背景 

昭和 29 年度に地方税制の抜本改正が行われ,シャウプ地方税制の理念と体系が崩壊

した原因および背景は次のような事情であった。(ⅰ)昭和 27年以来、行政制度におけ

る市町村中心主義が次第に覆され、広域行政単位重視、特に旧来の府県重視の行政改

革が進められたこと(昭和28年から29年にかけてはたとえば町村合併促進法の制定や

新警察法の施行などがある)。(ⅱ)それにもかかわらず、地方税制の基本はシャウプ税

制以来の市町村中心主義が維持されたため、都道府県への税源配分が不十分であり、

かつ税源の地域的偏在が著しかったこと。(ⅲ)このため、今回の不況によって地方財

政、特に都道府県財政の危機が深刻化し、たとえば昭和 29年度には都道府県の 7 割強,

市町村の 4 割弱が実質赤字を計上し、しかもその赤字団体が当然のごとく経済的後進

地域に集中していたこと。(ⅳ)地方財政の赤字が増大したのにともない、平衡交付金

も増大しつつあったため、これを財政規模膨脹要因とみた政府が緊縮財政の方針のも

とに圧縮を図ったこと。

特に最後の事情が重要であり、そこには次のような政府・大蔵省の強い意向が働い

ていた。すなわち、地方税源の充実にあたりシャウプ税制のような独立税主義をとれ

ばとるほど税源偏在傾向は強まるにもかかわらず、富裕団体の余剰財源を財政調整に

利用できないばかりか、義務教育費国庫負担金制度で富裕団体にも補助をせざるをえ

ず、国の地方財政費は増嵩するばかりで、これでは国の財政需要の充足もまた減税の

実施も不可能になる、と。 

以上のような背景・原因から、昭和 29 年度には都道府県への税源再配分、税源偏在

の是正、それによる財致調整制度の改組という抜本的な地方税制改正が行われ、シャ

ウプ地方税制は崩壊するのである。 

（以下、略） 

 

佐藤進 宮島洋 共著『戦後税制史』 昭和 54 年、税務経理協会、45、46 頁 
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資料 18 

 

 
昭和29年の税制改正の主な内容 

 

（義務教育費国庫負担制度の復活及び自治体警察の道府県警察への

統合等を背景として） 

 

【道府県民税の創設】 

○個人均等割及び個人所得割 

・個人市町村民税均等割の税率の一部を移譲(税率700円を600円

に引下げ）、個人道府県民税均等割を創設（税率100円）。 

・個人市町村民税所得割の税率の一部を移譲(税率18％を13％に

引下げ（オプションⅠの場合）)、個人道府県民税所得割を創

設（税率５％）。 

○法人均等割及び法人税割 

・法人市町村民税均等割を創設（税率600円）。 

・法人市町村民税法人税割の税率の一定部分を移譲（税率12.5％

を7.5％に引下げ）、法人道府県民税法人税割を創設（税率

５％）。 

 

【不動産取得税の創設】 

○不動産取得税を税率３％で新たに創設。これに対応して、固定

資産税の税率を1.6％から1.4％に引下げ。 

 

【地方たばこ消費税の創設】 

○地方たばこ消費税を創設（道府県たばこ消費税率5/115、市町村

たばこ消費税率10/115）。 

 

【その他】 

○大規模償却資産に対する課税権の一部を道府県へ移譲、入場税

の譲与税化、揮発油譲与税の創設など 
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資料 19 

 

三位一体の改革について（抜粋） 
 

平成16年11月26日 

政 府 ・ 与 党 

 
国と地方に関する「三位一体の改革」を推進することにより、地方の権

限と責任を大幅に拡大し、歳入・歳出両面での地方の自由度を高めるこ

とで、真に住民に必要な行政サービスを地方が自らの責任で自主的、効

率的に選択できる幅を拡大するとともに、国・地方を通じた簡素で効率

的な行財政システムの構築を図る。 

 

（中 略） 
記 

 

１．国庫補助負担金の改革について 

（２）各分野 

文教 

①義務教育制度については、その根幹を維持し、国の責任を引き

続き堅持する。その方針の下、費用負担についての地方案を活

かす方策を検討し、また教育水準の維持向上を含む義務教育の

在り方について幅広く検討する。 

こうした問題については、平成１７年秋までに中央教育審議会

において結論を得る。 

②中央教育審議会の結論が出るまでの平成１７年度予算について

は、暫定措置を講ずる。 

（中 略） 

 

２．税源移譲について 

税源移譲は、別紙１のとおり、平成１６年度に所得譲与税及び税源移

譲予定特例交付金として措置した額を含め、概ね３兆円規模を目指す。 

この税源移譲は、所得税から個人住民税への移譲によって行うものと

し、個人住民税所得割の税率をフラット化することを基本として実施

する。あわせて、国・地方を通じた個人所得課税の抜本的見直しを行

う。また、地域間の財政力格差の拡大について確実な対応を図る。 

 

 

３．地方交付税の改革について 
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（１）平成１７年度、平成１８年度は、地域において必要な行政課題に

対しては、適切に財源措置を行うなど「基本方針２００４」を遵

守することとし、地方団体の安定的な財政運営に必要な地方交付

税、地方税などの一般財源の総額を確保する。あわせて、２０１

０年代初頭の基礎的財政収支黒字化を目指して、国・地方の双方

が納得できるかたちで歳出削減に引き続き努め、平成１７年度以

降も地方財政計画の合理化、透明化を進める。 

 

（２）税源移譲に伴う財政力格差が拡大しないようにしつつ、円滑な財

政運営、制度の移行を確保するため、税源移譲に伴う増収分を、

当面基準財政収入額に１００％算入（現行７５％）する。 

 

（３）決算を早期に国民に分かりやすく開示する。平成１７年度以降､地

方財政計画の計画と決算の乖離を是正し、適正計上を行う。 

その上で、中期地方財政ビジョンを策定する。 

 

（４）不交付団体（人口）の割合の拡大に向けた改革を検討する。

 

（５）引き続き交付税の算定方法の簡素化、透明化に取り組む。また､算

定プロセスに地方関係団体の参画を図る。 

 

（後 略） 
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別紙１
 

 

 

１． 概ね３兆円規模の税源移譲を目指す。 

 

２． 概ね３兆円規模の税源移譲のうち、その８割方について次のと

おりとする。 
・ 義務教育費国庫負担金（暫定）   ８,500億円程度 

（平成17年度分（暫定）  4,250億円） 

・ 国民健康保険     7,000 億円程度 

・ 文教（義務教育費国庫負担金を除く）   170 億円程度 

・ 社会保障（国民健康保険を除く）    850 億円程度 

・ 農水省       250 億円程度 

・ 経産省       100 億円程度 

・ 公営住宅家賃収入補助     640 億円程度 

・ 総務省、環境省       90 億円程度 

平成 16 年度分     6,560 億円程度 

税源移譲額 合計    24,160 億円程度
 

 

３． 平成 17 年度中に、以下について検討を行い、結論を得る。 

(1) 生活保護・児童扶養手当に関する負担金の改革 

(2) 公立文教施設等、建設国債対象経費である施設費の取扱い 

(3) その他 

(注） 

① 生活保護費負担金及び児童扶養手当の補助率の見直しについては、地方

団体関係者が参加する協議機関を設置して検討を行い,平成 17 年秋まで

に結論を得て、平成 18 年度から実施する。 

② 公立文教施設費の取り扱いについては､義務教育のあり方等について平

成 17 年秋までに結論を出す中央教育審議会の審議結果を踏まえ、決定す

る。 
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資料 22 

 

（受益に因る不均一課税及び一部課税） 

  地方団体は、その一部に対して特に利益がある事件に関しては、不均一

の課税をし、又はその一部に課税をすることができる。 

 

（大規模の償却資産に対する固定資産税の課税標準の特例等） 

  市町村（地方自治法第二百五十二条の十九第一項の市を除

く。以下本項、次項、第五項及び第七項並びに次条において同じ。）は、一の納

税義務者が所有する償却資産で、その価額（第三百四十九条の二及び第三百四十

九条の三の規定によつて固定資産税の課税標準となるべき額をいう。以下本条及

び次条において同様とする。）の合計額が次の表の上欄に掲げる市町村において

同表の下欄に掲げる金額を超えるもの（以下「大規模の償却資産」という。）に

対しては、第三百四十九条の二及び第三百四十九条の三の規定にかかわらず、同

表の下欄に掲げる金額（人口三万人以上の市町村にあつては、当該大規模の償却

資産の価額の十分の四の額が当該市町村に係る同表の下欄に掲げる金額を超え

るときは、当該大規模の償却資産の価額の十分の四の額）を課税標準として固定

資産税を課するものとする。 

市町村の区分 金額

人口五千人未満の町村 五億円

人口五千人以上 

一万人未満の市町村

人口六千人未満の場合にあつては五億四千四百万円、人口六千人以

上の場合にあつては五億四千四百万円に人口五千人から計算して

人口千人を増すごとに四千四百万円を加算した額

人口一万人以上 

三万人未満の市町村

人口一万二千人未満の場合にあつては七億六千八百万円、人口一万

二千人以上の場合にあつては七億六千八百万円に人口一万人から

計算して人口二千人を増すごとに四千八百万円を加算した額

人口三万人以上 

二十万人未満の市町村

人口三万五千人未満の場合にあつては十二億八千万円、人口三万五

千人以上の場合にあつては十二億八千万円に人口三万人から計算

して人口五千人を増すごとに八千万円を加算した額

人口二十万人以上の市 四十億円
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（都における普通税の特例） 

  都は、その特別区の存する区域において、普通税として、第四

条第二項に掲げるものを課するほか、第一条第二項の規定にかかわらず、第五条

第二項第二号及び第六号に掲げるものを課するものとする。この場合においては、

都を市とみなして第三章第二節及び第八節の規定を準用する。 

 都は、その特別区の存する区域内において、第一条第二項の規定にかかわら

ず、都民税として次に掲げるものを課するものとする。 

 第四条第二項第一号に掲げる税のうち個人に対して課するもの（利子等に

係るものを除く。）  

 第四条第二項第一号に掲げる税のうち利子等に係るもの  

 第四条第二項第一号に掲げる税及び第五条第二項第一号に掲げる税のうち、

それぞれ法人等に対して課するもの（利子等に係るものを除く。）  

(中略) 

 都は、その特別区の存する区域において、第一項に掲げるものを除くほか、

別に税目を起こして、普通税を課することができる。この場合においては、都を

市とみなして、第三章第九節の規定を準用する。  

 

（都における目的税の特例） 

  都は、その特別区の存する区域において、目的税として、道府

県が課することができる目的税を課することができるほか、第一条第二項の規定

にかかわらず、第五条第五項及び第六項第一号に掲げる目的税を課することがで

きる。この場合においては、都を市（同条第五項に掲げる目的税については、指

定都市等）とみなして第四章中市町村の目的税に関する部分の規定を準用する。  

 都は、その特別区の存する区域において、前項に掲げるものを除くほか、別

に税目を起こして、目的税を課することができる。この場合においては、都を市

とみなして、第四章第八節の規定を準用する。  

 

 26

Ⅲ－３(47/47)

101



 
 

指定都市に対する一体性を欠いた事務配分により 
生じている問題の具体例 

 

 

〇 地域の実情に即した施策の実施に支障が生じているもの 

市民の安全で快適な生活の確保や地域特性をいかしたまちづくりを推進する上で必要な

事務権限が指定都市に移譲されていないため、指定都市が地域の実情に応じた行政を行う

際に支障が生じている。 

 

＜例＞ 

 ・ 地域の環境目標の設定、目標を達成するための規制基準の設定等 

     工場や自動車が集中し、大気汚染が心配される大都市では、市域レベルで、その実

情に応じて個々の発生源を規制する必要があるが、環境汚染物質の削減目標及び特定

工場等における硫黄酸化物及び窒素酸化物の排出量に関する基準は道府県知事が定め

ることとなっている。 

 

 ・ 環境影響評価法に基づく主務大臣及び事業者等への意見提出 

     環境影響評価法では、第２種事業に係る判定についての意見や法対象事業に係る環

境影響評価方法書・準備書についての環境の保全の見地からの意見は道府県知事が述

べることとなっている。 

市長は、環境影響評価方法書・準備書についての意見を知事に述べることはできる

が、事業の実施が本市域内に限られる場合であっても直接事業者に意見を述べること

はできない規定となっている。 

 

 ・ 農業振興地域整備基本方針の作成、農業振興地域の指定及び農地の転用許可等 

     これらの権限については道府県知事の権限とされており、指定都市が、市域内の土

地利用について、地域の実情に即したきめ細かな施策を実施する上で、支障が生じて

いる。 

 

 

 

〇 市民や事業者にとって二重の規制・負担となっているもの 

市民や事業者の事業実施等に際して、道府県と指定都市の双方に許認可申請等の手続が

必要とされるなど、市民や事業者にとって二重の規制・負担となっている。 

 

＜例＞ 

 ・ 介護老人保健施設に係る国庫補助申請と開設・変更許可 
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     指定都市に所在する介護老人保健施設の整備に係る国庫補助申請は、指定都市及び

中核市については市長を経由して行うこととされているが、施設の開設・変更の許可

については道府県知事の権限とされている。 

     このため、事業者は、知事と市長の双方に対し、申請手続を行い同様の書類を提出

する必要があり、事業者にとって二重の負担となっている。 

 

 ・ 危険物施設等に関する規制権限と高圧ガスに関する規制権限 

     特定の危険物施設の所有者等は、消防法に基づく予防規程を定めて市長の許可を受

けなければならないこととされており、一方で、特定の高圧ガス事業者は、高圧ガス

保安法に基づく危害予防規程を定めて道府県知事に届け出ることとされている。 

     このため、同一の者がこれらの事業者にあたる場合は、当該事業者にとって二重の

規制・負担となっている。 

     また、石油コンビナート等災害防止法に基づく特定事業者は、防災規程を定めて市

長に届け出ることとされているが、当該事業者は、通常は、高圧ガス事業者として、

高圧ガス保安法に基づく危害予防規程を定めて道府県知事に届け出ることになるの

で、二重の規制・負担を受けている。 

 

 ・ 市街地再開発事業における組合の設立及び個人施行の認可等 

     当該認可の申請は市町村長を経由して行うこととされ、実質的には指定都市が窓口

となって申請内容の審査・指導を行っているが、認可権者が道府県知事となっている

ため協議が必要となり、事務処理に時間がかかっている。 

 

 

 

〇 行政目的の効果的な達成に支障が生じているもの 

   事務権限の一部が移譲されていないため、一体的に実施することができず、効果的・効

率的な施策の実施や行政サービスの提供に支障が生じている。 

 

＜例＞ 

 ・ 市域内で完結する医療法人に対する設立許可等の権限 

     指定都市に所在する診療所の開設許可や医療機関の医療監視は市長の権限とされて

いるが、医療法人の設立許可は、市域内で完結するものであっても、道府県知事の権

限とされているため、医療法人による医療活動に対する一貫した効果的な指導監督に

支障が生じている。 

 

 ・ 介護老人保健施設の実地指導と開設・変更許可 

     指定都市に所在する介護老人保健施設の実地指導は市長の権限とされているが、施

設の開設・変更の許可については道府県知事の権限とされているため、施設に対する

一貫した効果的な指導監督に支障が生じている。 
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 ・ 高圧ガスや液化石油ガスに関する規制権限 

     高圧ガス事業所への立入検査は消防長等の権限とされているが、高圧ガスの製造、

販売及び貯蔵の許可は道府県知事の権限とされているため、事業者に対する一貫した

効果的な指導監督に支障が生じている。 

     液化石油ガスについても、販売事業所への立入検査は消防長等の権限とされている

が、貯蔵施設等の設置・変更の許可は道府県知事の権限とされているため、事業者に

対する一貫した効果的な指導監督に支障が生じている。 

 

 

 

○ 市の事務の効率的又は円滑な執行に支障が生じているもの 

指定都市による事務事業の実施に際して、道府県知事による許認可や協議が必要とされ

ていることから、事務の効率的又は円滑な処理に支障が生じている。 

＜例＞ 

 ・ 指定都市が施行する都市計画事業の施行・変更及び市街地再開発事業における事業計画

の設計の概要、権利変換・管理処分計画の決定・変更についての知事の認可 

 ・ 指定都市が施行する土地区画整理事業における事業計画の設計の概要についての地方整

備局長の認可 

     これらの関与により、関係資料の作成や協議に時間と労力を要することになり、事

務処理の円滑な処理に支障が出ている。 

まちづくりは、地方自治体の根幹に関わるものであり、各地域の実情に応じて進め

るべきである。指定都市は、個人施行者や組合に対して指導監督する立場にあり、そ

の能力から見て道府県等による関与の必要性はないと考えられる。 

      

 

 

 

Ⅲ－４（3/3） 

104



 
 

 第 27 次地方制度調査会審議事項に係る論点整理について（抜粋） 

 

平 成 1 4 年 ８ 月 ８ 日 

第 27 次地方制度調査 会 

第５回専門小委員会提出資料 

 

 

第 27 次地方制度調査会においては、今後の総会及び専門小委員会における審議の参考と

すべく、審議事項案の作成及びこれに関連する論点整理を行ってきた。 

 このたび、地方制度に関する重要事項についての意見交換を行い、以下のとおり論点整

理をしたところである。 

 

第１ 基礎的自治体のあり方（略） 

 

第２ 大都市のあり方 

 大都市 

  〇 大都市自治体の基本的なイメージとしては、中核市程度の規模を想定すべきか、

政令市並の規模を想定するのか。 

  〇 政令市等の中には、周辺部を合併して市域を拡大し、その中で業務、商業、居住

等の様々な都市的機能を完結的にカバーしている団体と、区域内に多くの昼間人口

が流入し、中枢業務機能等に特化した団体と、さらには、三大都市圏において主に

居住機能を担い、昼夜間人口比率の低い団体とが存在しうるが、大都市制度のある

べき姿を検討するにあたり、その違いをどう考えるか｡ 

 大都市と都道府県の関係 

   （略） 

 

第３ 都道府県のあり方（略） 

 

第４ 地方税財政のあり方（略） 
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 大都市の市域内で行われている道府県の補完行政の例 

（二重行政の弊害・非効率の例） 

 

 

産業振興分野 

○ 商店街振興施策 

     道府県・大都市それぞれが商店街振興に係るソフト施策・事業を企画・実施し

ており、どちらにも助成制度があるが、窓口が異なることから申請手続が煩雑と

なっていることや、交付決定時期も一致しないことがあることなどから、非効率

となっている。 

 

都市基盤整備分野 

 ○ 住宅供給施策 

     道府県・大都市それぞれが公営住宅法に基づき公営住宅を建設し、維持管理を

行っている。また、ともに住宅供給公社を設置し、公社住宅の分譲、賃貸等を行

っている。 

     そのため、大都市の魅力あるまちづくりと密接に関係する、公的住宅の適正配

置や一体的・効率的な管理等についての支障などの弊害が生じている。 

 

保健・福祉分野 

○ 高齢者福祉施策 

道府県・大都市それぞれにおいて高齢者のいきがいづくりや社会参加の促進に

関する行政サービスを提供しており、生涯学習講座や人材養成セミナーなどのソ

フト事業面における重複が生じ、非効率となっている。 

 

社会教育等分野 

 ○ 図書館の設置・運営 

道府県・大都市それぞれが拠点的で大規模な図書館を設置していることから、

住民に身近な公共サービスでありながら重複が生じており、非効率となっている。 

 

○ 消費者施策 

    道府県・大都市それぞれが消費者からの契約上のトラブル等に関する相談や苦

情処理、情報提供を行うとともに、消費者教育などの啓発事業を企画・実施する

ための拠点的な施設を設置しているが、事業内容についてはほとんど同じである
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にもかかわらず、別々の窓口となっていることから、非効率となっている。 

 

規制行政分野 
 〇 薬局の開設許可 

薬局の開設許可権限が道府県知事にあるほか、医薬品販売業の許可権限が道府

県知事と保健所設置市長に分かれているため、医薬品の販売業全般にわたる統一

的な指導ができない。 
  
 〇 市域内で完結する医療法人に対する設立認可 

病院の開設許可権限は、事務処理特例条例により指定都市の市長が有すること

が多いが、法人自体の設置許可権限は道府県知事にあるため、総合的な指導がで

きない。 
 
コミュニティ分野 
 〇 地域活動支援策 

住民団体等を対象としたきめ細かな地域活動支援施策について、市の施策と同

種の施策を重複実施し、地域の混乱を招いている。 
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 地方自治法（抜粋） 

 

 

第一条の二  地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政

を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。  

②  国は、前項の規定の趣旨を達成するため、国においては国際社会における国家としての存

立にかかわる事務、全国的に統一して定めることが望ましい国民の諸活動若しくは地方自治に

関する基本的な準則に関する事務又は全国的な規模で若しくは全国的な視点に立つて行わなけ

ればならない施策及び事業の実施その他の国が本来果たすべき役割を重点的に担い、住民に身

近な行政はできる限り地方公共団体にゆだねることを基本として、地方公共団体との間で適切

に役割を分担するとともに、地方公共団体に関する制度の策定及び施策の実施に当たつて、地

方公共団体の自主性及び自立性が十分に発揮されるようにしなければならない。  

 

第二条  （略）  

②  普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく政令に

より処理することとされるものを処理する。  

③  市町村は、基礎的な地方公共団体として、第五項において都道府県が処理するものとされ

ているものを除き、一般的に、前項の事務を処理するものとする。ただし、第五項に規定する

事務のうち、その規模又は性質において一般の市町村が処理することが適当でないと認められ

るものについては、当該市町村の規模及び能力に応じて、これを処理することができる。  

④  （略）  

⑤  都道府県は、市町村を包括する広域の地方公共団体として、第二項の事務で、広域にわた

るもの、市町村に関する連絡調整に関するもの及びその規模又は性質において一般の市町村が

処理することが適当でないと認められるものを処理するものとする。  

⑥  都道府県及び市町村は、その事務を処理するに当つては、相互に競合しないようにしなけ

ればならない。  

⑦～⑰   

 

 

（原文は縦書き） 
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｢道州の事務のメルクマール｣による大阪府の事務事業の分類整理表 

 

 

〇 この分類表は、平成 16 年度「大阪府施策集」（http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sisaku/）

に掲載されている大阪府の全事務事業について、別紙２「道州の事務のメルクマール」に基づ

いて、「広域事務」「規模・性質対応事務」「連絡調整事務」「共通事務」「内部管理事務」の５つ

の事務に分類したものである。 

 
〇 「事務事業名」及び「事務事業の概要」の記載については「大阪府施策集」の記載をそのま

ま転記したが、｢大阪府施策集｣で重複して掲載されている事務事業は、煩雑を避けるため、本

資料では初出のみを掲載し、それ以降の分は掲載を省略した。また、掲載順については、メル

クマールによる分類ごとに整理し、同一の項目の分類の中では、｢大阪府施策集｣の掲載順に並

べている。 

 

〇 メルクマールを適用するに際しては、「大阪府施策集」の「事務事業の概要」の記載内容及び

「担当室課」の名称から事務事業の内容を推測しており、特段、事業内容の確認や分析・調査

は行っていない。また、当該事務事業が大都市特例事務に該当する（既に大阪市域では大阪市

が一元的に実施している事務事業）と考えられる場合は、｢特例事務｣の欄に「１」を記入して

いる。 

 

〇 予算に関する記載（「事業費（当初予算）」「うち一般財源」「一般財源比率」「人件費」「総事

業費」）については、「大阪府施策集」の記載をそのまま転記した（平成 16 年度予算ベース）。 

 

〇 なお、「大阪市分の算出」の項目に関する説明については、資料Ⅳ－４の２－⑴を参照のこと。 
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

284

ダム施設の維持管理

ダムの環境や機能を正常に保つため、維持管理を実施する。また、狭山池の治水及びかんがい
に関する資料等を収集、保管しこれらを展示して府民の利用に供し、土木事業の歴史的役割に
ついて府民に理解を深めるとともに、府民の文化的向上に資するため、大阪府立狭山池博物館
を運営する。

１（１）ア 0

260,036 256,282 260,036 216,285 213,163 13,651 229,936 476,321 469,445 13,651 489,972 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 76,748 75,640 0 76,748 140,584 138,554 4,029 144,613
771

周辺山系保全利用事業
府民の森林に対する多様なニーズに応え、活力ある周辺山系の森づくりを進めるため、府立自
然公園など各山系の特性に応じた森林利用活動拠点のネットワーク化を図る。

１（１）ア 0
25,000 25,000 7,350 32,350 20,794 20,794 1,698 22,492 45,794 45,794 9,048 54,842 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1065 通常砂防事業 土砂災害の防止を図るため、土砂災害危険箇所に対して砂防設備等を整備する。 １（１）ア 0 1,969,775 248,615 285,495 2,255,270 1,638,364 206,786 118,393 1,756,758 3,608,139 455,401 403,888 4,012,028 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1998

大阪平野地下構造調査事業
地震による強震動を予測するための基礎資料を得ることを目的に大阪平野の地表から地下の
基盤までの地下構造モデルを作成するための大阪平野地下構造調査を実施する。

１（１）ア 0
107,053 0 7,350 114,403 89,042 0 6,006 95,047 196,095 0 13,356 209,450 総面積 222 1,894 11.7% 12,547 0 861 13,409 22,984 0 1,565 24,549

1999
地域防災計画推進事業

府の地域並びに府民の生命、身体及び財産を災害から守るため、災害予防対策、災害応急対
策及び災害復旧・復興対策に関し、関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱等を定めた「大
阪府地域防災計画」を推進する。

１（１）ア 0
400 400 31,500 31,900 333 333 1,675 2,007 733 733 33,175 33,907 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 118 118 9,297 9,415 216 216 9,791 10,008

2000 地震防災緊急事業五箇年計画推進
事業

地震により、著しい被害が生じるおそれがあると認められる地区における地震防災上緊急に整
備すべき施設等に関するものについて作成した地震防災緊急五箇年計画を推進する。

１（１）ア 0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

2001
東南海・南海地震対策事業

平成15年度に施行された「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」
を踏まえ、東南海、南海地震対策の推進を図る。

１（１）ア 0
21,794 21,794 31,500 53,294 18,127 18,127 2,798 20,925 39,921 39,921 34,298 74,219 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,432 6,432 9,297 15,729 11,783 11,783 10,123 21,905

2009
災害要員公舎確保費

災害発生時等に災害対策要員が直ちに登庁し、被害の状況を迅速かつ正確に把握の上、応急
対策の指揮命令を行うことができるよう、概ね徒歩３０分程度で登庁が可能な位置に災害要員
公舎の確保を行う。

１（１）ア 0
23,447 23,447 1,050 24,497 19,502 19,502 1,286 20,788 42,949 42,949 2,336 45,285 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,920 6,920 310 7,230 12,676 12,676 689 13,366

2010 震度情報ネットワークシステムの管
理・運用

府内44市町村（44地点）及び臨海部３地点に設置してある計測震度計の管理・運用を通じて、き
め細かな震度情報を収集し、被害地域の推定等に活用するとともに、初動体制の確立と応急対
策の早期発動を図る。

１（１）ア 0
12,656 12,656 4,705 17,361 10,527 10,527 911 11,438 23,183 23,183 5,616 28,799 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,735 3,735 1,389 5,124 6,842 6,842 1,658 8,500

2011
防災行政無線等の運営

防災活動・災害復旧に関する業務を迅速かつ的確に遂行するため、防災行政無線の管理・運営
を行う。

１（１）ア 0
272,338 272,338 14,745 287,083 226,518 226,518 15,071 241,588 498,856 498,856 29,816 528,671 総面積 222 1,894 11.7% 31,920 31,920 1,728 33,648 58,470 58,470 3,495 61,964

2012
防災情報センターの運営

災害時に被害の状況を迅速に把握し、的確な応急対策を実施するため、防災情報センターの管
理・運用を行う。

１（１）ア 0
44,281 0 12,368 56,649 36,831 0 2,974 39,805 81,112 0 15,342 96,454 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 13,069 0 3,650 16,720 23,940 0 4,528 28,468

2013
地域防災推進室（７ブロック）の運営

平常時には市町村等と連携・協力して防災対策の実施に努め、災害時には地域連絡部として本
庁と連携を図りながら、府の出先機関や消防・警察等の応急対策実施機関との連絡調整を行
う。

１（１）ア 0
15,398 15,398 147,000 162,398 12,807 12,807 8,525 21,333 28,205 28,205 155,525 183,731 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,545 4,545 43,386 47,931 8,325 8,325 45,902 54,227

2014 大阪府（北部・中部・南部）広域防災
拠点の運営

大規模災害発生時に備えた応急対策活動拠点としての、備蓄拠点、物資集配拠点、防災関係
機関の活動拠点などの各種機能を維持していくため、本施設の適正な維持管理を行う。

１（１）ア 0
35,273 1,819 11,025 46,298 29,338 1,513 2,430 31,769 64,611 3,332 13,455 78,067 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,411 537 3,254 13,665 19,070 983 3,971 23,041

2015
近畿府県合同防災訓練の実施

近畿府県（２府７県）間における広域応援体制の確立と住民の防災意識の高揚を図るため本訓
練を実施する。

１（１）ア 0
858 858 0 0 45 45 0 0 903 903 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 253 253 0 0 267 267

2016
災害用備蓄物資購入事業

災害時に被災者に対し迅速な応急救助を行うため、被害想定調査結果を基にして、災害用物資
を備蓄していく。

１（１）ア 0
504,414 0 3,102 507,516 419,547 0 26,643 446,190 923,961 0 29,745 953,706 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148,875 0 916 149,791 272,702 0 8,779 281,481

2018
災害救助用食料備蓄事業

被災府民に対し、発災後できるだけ早期に食糧を供給することができるよう、災害時用食糧を備
蓄する。

１（１）ア 0
4,891 0 1,050 5,941 4,068 0 312 4,380 8,959 0 1,362 10,321 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,444 0 310 1,753 2,644 0 402 3,046

2019
昼間人口対策事業

昼間時の地震発生により公共交通機関が運行停止した場合、駅、事業所、学校等に大量の通
勤者、通学者等（帰宅困難者）が停留するので、徒歩帰宅を支援するための対策を検討する。

１（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

2024
緊急消防援助隊大阪府隊訓練費

国内で発生した地震等の大規模災害は発生時における人命救助活動等を行う緊急消防援助隊
大阪府隊が行う合同訓練に要する経費の一部を負担する。

１（１）ア 0
1,000 1,000 1,579 2,579 832 832 135 967 1,832 1,832 1,714 3,546 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 466 761 541 541 506 1,047

2058 地震防災アクションプログラムの推
進

「災害に強いまちづくり」を目指し、防災活動拠点の整備・道路の整備及び耐震強化・河川堤防
及び下水施設等の耐震強化・水上輸送基地・河川防災ｽﾃｰｼｮﾝの整備といった計画を推進す
る。

１（１）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2064 高潮・耐震対策事業（高潮対策、
スーパー堤防整備、都市河川耐震

伊勢湾台風級の超大型台風による高潮に対処しうる防潮施設の整備を行う。震度Ⅵ弱の地震
に対して安全であるよう、西大阪地域の防潮堤の耐震補強を行う。

１（１）ア 0
5,557,629 437,939 314,370 5,871,999 4,622,569 364,257 308,259 4,930,828 10,180,198 802,196 622,629 10,802,827 海岸線の長さ 74 159 46.5% 2,586,569 203,821 146,311 2,732,880 4,737,954 373,349 289,777 5,027,731

2079 滝畑ダム建設関連水道事業債元利
補給事業

滝畑ダム建設にあたり、本来府が負担すべき経費を地元市（富田林市、河内長野市）に負担さ
せたため、その元利補給を行う。

１（１）ア 0
210,271 210,271 1,050 211,321 174,893 174,893 11,094 185,987 385,164 385,164 12,144 397,308 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2083 林業振興助成事業（大阪府治山治
水協会補助）

治山事業を実施する技術者の技術力の向上、事業実施に不可欠な国への要望、情報収集等を
行う大阪府治山治水協会に対して助成を行う。

１（１）ア 0
36 36 2,100 2,136 30 30 112 142 66 66 2,212 2,278

従業者数
（林業） 103 411 25.1% 9 9 526 535 17 17 554 571

2084 治山事業 森林の維持造成を通じて、山地に起因する災害から府民の生命財産を保全する。 １（１）ア 0 1,225,534 84,152 225,750 1,451,284 1,019,340 69,994 76,187 1,095,527 2,244,874 154,146 301,937 2,546,811 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2085

保安林整備緊急対策事業
規模が零細な荒廃保安林の整備を行い、保安林の持つ国土の保全等公益的機能の回復及び
維持・増進を図る。

１（１）ア 0
35,694 18,025 8,400 44,094 29,689 14,992 2,315 32,003 65,383 33,017 10,715 76,097 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2088
ダム建設事業

主要河川の河川改修とあわせてダムの建設を行うことにより、早期に１００年に一度の大雨に対
する流下能力を確保する。

１（１）ア 0
10,796,506 2,047,522 610,890 11,407,396 8,980,015 1,703,030 598,847 9,578,862 19,776,521 3,750,552 1,209,737 20,986,258 総面積 222 1,894 11.7% 1,265,435 239,986 71,601 1,337,036 2,317,963 439,594 141,791 2,459,754

2095 淀川・大和川スーパー堤防事業の
促進

超過洪水対策として国が実施する淀川･大和川スーパー堤防の整備を促進するため、「淀川沿
川整備協議会」、「大和川沿川協議会」のまちづくり側の事務局として、事業促進の総合調整を
行う。

１（１）ア 0
400 400 12,600 13,000 333 333 682 1,015 733 733 13,282 14,015 河川延長 148,054 670,032 22.1% 88 88 2,784 2,873 162 162 2,935 3,097

2098
土砂災害予警報システムの構築

土砂災害情報に関する情報基盤を整備することにより土砂災害に対する警戒避難体制の確立
を図ることにより、土砂災害防止対策に役立てる。

１（１）ア 0
593,000 325,000 33,600 626,600 493,229 270,319 32,894 526,123 1,086,229 595,319 66,494 1,152,723 総面積 222 1,894 11.7% 69,504 38,093 3,938 73,442 127,315 69,776 7,794 135,108

2100 地すべり対策事業 土砂災害の防止を図るため、地すべり危険箇所に対して地すべり対策工等を整備する。 １（１）ア 0 21,460 21,460 1,260 22,720 17,849 17,849 1,193 19,042 39,309 39,309 2,453 41,762 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2101

急傾斜地崩壊対策事業
土砂災害の防止を図るため、急傾斜地崩壊危険箇所に対して急傾斜地崩壊防止施設等を整備
する。

１（１）ア 0
917,785 179,935 51,975 969,760 763,369 149,661 50,909 814,278 1,681,154 329,596 102,884 1,784,038 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2102
砂防修繕事業

砂防設備を適切な状態に維持することによって、土砂災害の防止効果を確実に発揮するため、
砂防設備の修繕を行う。

１（１）ア 0
117,350 107,350 1,680 119,030 97,606 89,289 6,249 103,855 214,956 196,639 7,929 222,885 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2110 府有建築物耐震性能向上事業 「災害時に重要な役割を果たす」既存府有建築物の耐震改修等を計画的に実施する。 １（１）ア 0 303,905 33,005 6,090 309,995 252,774 27,452 16,274 269,047 556,679 60,457 22,364 579,042 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 89,696 9,741 1,797 91,493 164,301 17,844 6,601 170,901
2113 防災都市づくり広域計画の策定及

び都市防災施設の整備促進
市境界を越える広域的な観点から防災都市づくり広域計画を策定し、広域避難地･避難路など，
骨格となる都市防災施設の整備を促進する。

１（１）ア 0
11,550 11,550 0 0 606 606 0 0 12,156 12,156 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,409 3,409 0 0 3,588 3,588

2114
都市防災推進協議会の運営

全国の主要な地方公共団体（６２団体）が一致、連携し、都市防災の推進を図るため、調査研
究、情報交換を行う。

１（１）ア 0
60 60 1,050 1,110 50 50 58 108 110 110 1,108 1,218 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18 18 310 328 32 32 327 360

2133 基幹的広域防災拠点構想の推進 基幹的広域防災拠点構想の実現に向けて国に要望する。 １（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2253

水源の確保
将来の水需要に対応するのに必要な水資源の確保のため､国､水資源機構、並びに大阪府が実
施するダム等の水資源開発施設建設事業に参画（所要経費の分担等）する。

１（１）ア 0
16,622,797 0 16,622,797 13,826,044 0 872,637 14,698,681 30,448,841 0 872,637 31,321,478 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,906,132 0 0 4,906,132 8,986,818 0 257,554 9,244,372

2554 保安林整備推進事業 森林法に基づき保安林指定及び保安林の適正な管理に努める。 １（１）ア 0 5,704 3,801 24,150 29,854 4,744 3,161 1,567 6,312 10,448 6,962 25,717 36,166 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2557

森林保全管理事業（森林保全員）
保安林・府営林の適正管理を図り、健全な森林として維持するため、森林保全員を任命し森林
巡視活動を行う。

１（１）ア 0
11,426 10,627 2,100 13,526 9,504 8,839 710 10,214 20,930 19,466 2,810 23,740 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1448 災害時医薬品等確保供給体制整備
事業

災害時に必要な医薬品等の医療物資を確保するため、災害拠点病院等において災害時に必要
な量の医薬品を常時確保する。

１（１）イ 0
8,895 232 2,100 10,995 7,398 193 577 7,976 16,293 425 2,677 18,971 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,625 68 620 3,245 4,809 125 790 5,599

2038 危機管理対策事業 自然災害等以外の事故や事件が発生した場合の危機管理について総合的な対策を推進する。 １（１）イ 0 2,163 2,163 26,250 28,413 1,799 1,799 1,492 3,291 3,962 3,962 27,742 31,704 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 638 638 7,748 8,386 1,169 1,169 8,188 9,357
2039

【新】国民保護法制関連事業
武力攻撃事態対処法等を踏まえ、事態等が発生した場合に実施する、国民の生命・身体・財産
を保護するための措置について検討する。

１（１）イ 0
4,600 4,600 36,750 41,350 3,826 3,826 2,171 5,997 8,426 8,426 38,921 47,347 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,358 1,358 10,847 12,204 2,487 2,487 11,487 13,974

839
消費生活協同組合事業資金融資

消費生活協同組合の適正な運営を確保するため、消費生活協同組合を対象とし、設備整備、運
転資金に対する融資を行う。

１（１）ウ 0
76,110 -160 2,100 78,210 63,305 0 4,106 67,410 139,415 -160 6,206 145,620 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,463 -47 620 23,083 41,148 -47 1,832 42,979

1008
ブナ林保全整備管理事業

国の天然記念物である和泉葛城山のブナ林を保全するため、府が買収した周辺森林約５４ｈａ
で、ブナの森づくりを目指した保全整備事業を行う（財）大阪みどりのトラスト協会に対して助成す
る。

１（１）ウ 0
4,109 4,109 0 4,109 3,418 3,418 216 3,633 7,527 7,527 216 7,742 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1070
カワウ食害防止対策事業

府内ため池養魚場及び漁業権河川においてカワウによる食害が発生していることから、関係漁
協が実施するカワウ食害防止対策に助成する。

１（１）ウ 0
600 0 1,050 1,650 499 0 87 586 1,099 0 1,137 2,236 総面積 222 1,894 11.7% 70 0 123 193 129 0 133 262

1072 漁場環境保全創造事業（覆砂等な
ぎさ保全創造）

沿岸域の底質改善を行い、水産資源の保護回復を図るとともに、水辺空間を府民の憩いの場と
して有効活用する。

１（１）ウ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 0 0 977 977 0 0 1,029 1,029

1491
生活衛生同業組合の指導・監督

府内の生活衛生営業の適正化及び振興を図るため、府内生活衛生同業組合の監督指導を行
う。

１（１）ウ 0
73 0 7,350 7,423 61 0 390 450 134 0 7,740 7,873 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22 0 2,169 2,191 39 0 2,284 2,324

2556 森林保全管理事業（森林国営保険
受託）

森林災害による森林所有者の被害を補填するため、林野庁から森林国営保険契約事務を受託
する。

１（１）ウ 0
2,124 0 2,100 4,224 1,767 0 222 1,988 3,891 0 2,322 6,212 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2569
森林病害虫等防除事業

森林病害虫等による森林被害の防止を図るため、被害調査の実施や森林病害虫防除の命令、
奨励等を実施する。

１（１）ウ 0
17,676 7,707 8,400 26,076 14,702 6,410 1,369 16,071 32,378 14,117 9,769 42,147 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2571
漁民の森づくり活動推進事業

大阪湾を豊かな漁場として育むため、森、川、海を一体としてとらえ、漁業者、府、市町村、森林
関係者、ボランティアが連携を図りつつ府内河川上流域の森林への植樹、育林活動を通じ、組
織的に漁民の森づくりを行うことを支援する。

１（１）ウ 0
2,700 0 1,050 3,750 2,246 0 197 2,443 4,946 0 1,247 6,193 漁獲量 262 17,388 1.5% 41 0 16 57 75 0 19 93

2855 (財)アジア太平洋観光交流センター
事業推進費

外国人観光客を誘致するため、世界観光機関の活動支援等を行う（財）アジア太平洋観光交流
センターに対して補助する。

１（１）ウ 0
36,697 36,697 6,300 42,997 30,523 30,523 2,257 32,780 67,220 67,220 8,557 75,777 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,831 10,831 1,859 12,690 19,840 19,840 2,526 22,365

2856 ＶＩＳＩＴ　ＯＳＡＫＡ　キャンペーン事
業

今後大幅な観光客の増加が期待される中国、韓国をはじめとする東アジアを重点とした観光プ
ロモーションを大阪市等と共同展開することにより、一層の外国人観光客の誘致を図る。

１（１）ウ 0
59,355 14,700 74,055 49,369 0 3,888 53,256 108,724 0 18,588 127,311 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 30,145 0 7,466 37,611 55,218 0 9,440 64,658
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2857
大阪観光キャンペーン事業

市町村・市町村観光推進協議会・民間事業者とタイアップした観光キャンペーンを展開すること
により、府外からの集客、府域各地域間の交流を促進し、府内観光客の集客力の向上を図る。

１（１）ウ 0
2,300 2,300 4,200 6,500 1,913 1,913 341 2,254 4,213 4,213 4,541 8,754 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 679 679 1,240 1,918 1,243 1,243 1,340 2,584

2861 観光促進費（（社）日本観光協会等
負担金）

府内への観光客の増加を図るため、観光振興事業を実施する観光組織へ参画するとともに、負
担金を拠出する。

１（１）ウ 0
5,648 5,648 6,300 11,948 4,698 4,698 627 5,325 10,346 10,346 6,927 17,273 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,667 1,667 1,859 3,526 3,053 3,053 2,045 5,098

2862 観光促進費（在阪道府県協議会分
担金）

産業・観光情報の収集・発信を行うため、在阪道府県協議会へ参画するとともに、分担金を拠出
する。

１（１）ウ 0
180 180 4,200 4,380 150 150 230 380 330 330 4,430 4,760 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 53 53 1,240 1,293 97 97 1,307 1,405

2864 観光統計調査費 観光施策の企画・立案のための基礎データを収集するため、観光統計調査を実施する。 １（１）ウ 0 8,605 8,605 4,200 12,805 7,157 7,157 672 7,829 15,762 15,762 4,872 20,634 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,540 2,540 1,240 3,779 4,652 4,652 1,438 6,090
2865

関西観光情報センター運営費
関西空港を利用する来阪観光客に対して観光情報を提供するため、関西国際空港内観光案内
所の運営費負担金を拠出する。

１（１）ウ 0
4,557 4,557 3,150 7,707 3,790 3,790 405 4,195 8,347 8,347 3,555 11,902 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,345 1,345 930 2,275 2,464 2,464 1,049 3,513

2866 他の都道府県との連携強化による
観光振興の促進

他の都道府県と観光交流協定を結ぶなど、相互に観光客の誘致を促進するとともに、観光プロ
モーションの共同実施、協定提携先の観光情報の発信などを行う。

１（１）ウ 0
700 700 4,200 4,900 582 582 257 839 1,282 1,282 4,457 5,739 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 207 207 1,240 1,446 378 378 1,316 1,694

2960 大阪湾における漁業振興と環境保
全に関する調査研究

大阪湾における漁場環境を保全し、生産活動の振興を図るため、漁場環境の調査、漁業資源の
適切な利用を行うための研究指導など、大阪の漁業が直面する課題や今後の施策推進に対応
した試験研究を進める。

１（１）ウ 0
115,587 115,587 96,140 0 6,068 102,208 211,727 0 6,068 217,795

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 5,663 0 0 5,663 10,373 0 297 10,670

3047
沿岸漁業構造改善事業

漁家経営の安定を図るため、共同利用施設の整備やこのための基本計画方針の策定及び事業
計画の樹立等を行う。

１（１）ウ 0
19,889 4,949 8,400 28,289 16,543 4,116 1,485 18,028 36,432 9,065 9,885 46,317 漁獲量 262 17,388 1.5% 300 75 127 426 549 137 149 698

3048 沿岸漁場整備開発事業 漁獲量の増大を図るため、魚介類の産卵場、稚仔魚の育成場である増殖場を造成する。 １（１）ウ 0 120,000 6,000 5,250 125,250 99,810 4,991 6,575 106,385 219,810 10,991 11,825 231,635 漁獲量 262 17,388 1.5% 1,808 90 79 1,887 3,312 166 178 3,490
3049 漁獲情報処理システム整備事業

（ネットワーク維持管理）
大阪府における漁獲可能量（ＴＡＣ）設定魚種の資源管理を図るため、構築された漁獲情報に関
するコンピュータネットワークを維持管理する。

１（１）ウ 0
3,991 1,996 3,150 7,141 3,320 1,660 375 3,694 7,311 3,656 3,525 10,835 漁獲量 262 17,388 1.5% 60 30 47 108 110 55 53 163

3050 漁獲情報処理システム整備事業
（大阪府計画策定）

全国的に漁獲量、消費量が多く、適切な資源管理を行わなければ国民生活上影響が生じる魚種
について、資源管理と保存を行うため、大阪府計画の策定等を行う。

１（１）ウ 0
2,123 1,062 2,100 4,223 1,766 883 222 1,988 3,889 1,945 2,322 6,211 漁獲量 262 17,388 1.5% 32 16 32 64 59 29 35 94

3051 漁業取締 取締船による漁業取締を行うとともに、漁業紛争の未然防止や現地処理を円滑に進める。 １（１）ウ 0 42,754 42,754 52,500 95,254 35,561 35,561 5,000 40,561 78,315 78,315 57,500 135,815 漁獲量 262 17,388 1.5% 644 644 791 1,435 1,180 1,180 866 2,046
3052

水産業指導事業（府漁連助成）
漁業協同組合の健全経営を図るため、大阪府漁業協同組合連合会が実施する組合指導事業に
対して補助する。

１（１）ウ 0
725 725 21,000 21,725 603 603 1,140 1,744 1,328 1,328 22,140 23,469 漁獲量 262 17,388 1.5% 11 11 316 327 20 20 334 354

3053
漁業調整

各種漁業の許可を行うとともに、漁業紛争を未然に防止し、漁業秩序の確立を図るほか、漁業と
遊漁の調整を行う。

１（１）ウ 0
3,264 418 12,600 15,864 2,715 348 833 3,548 5,979 766 13,433 19,412 漁獲量 262 17,388 1.5% 49 6 190 239 90 12 202 292

3054 漁場保全対策事業(漁場環境美化
事業)

魚介類の生息環境（漁場）を保全し漁場生産力の回復を図るため、漁場の浮遊ゴミの除去を大
阪府海域美化安全協会に委託する。

１（１）ウ 0
2,580 1,290 1,050 3,630 2,146 1,073 191 2,336 4,726 2,363 1,241 5,966 漁獲量 262 17,388 1.5% 39 19 16 55 71 36 19 90

3057
漁場保全対策事業（漁場監視事業）

赤潮、有害プランクトン、油濁等による漁業被害を防止するため、漁場の水質監視や赤潮発生
等の情報収集・防除措置を行う。

１（１）ウ 0
4,419 2,421 2,100 6,519 3,676 2,014 342 4,018 8,095 4,435 2,442 10,537 漁獲量 262 17,388 1.5% 67 36 32 98 122 67 37 159

3058 漁場環境保全創造事業（堆積物除
去）

漁業生産や漁業操業等の障害となっている漁場における海底堆積物を回収除去して漁場生産
力の回復及び漁業操業の効率化を図る。

１（１）ウ 0
21,000 10,500 3,150 24,150 17,467 8,733 1,268 18,735 38,467 19,233 4,418 42,885 漁獲量 262 17,388 1.5% 316 158 47 364 580 290 67 646

3059 漁船登録等 漁船の建造調整、検査及び登録等を行う。 １（１）ウ 0 436 -3,008 14,700 15,136 363 0 795 1,157 799 -3,008 15,495 16,293 漁獲量 262 17,388 1.5% 7 -45 221 228 12 -45 233 246
3060 水産業指導事業（水産業協同組合

指導）
水産業協同組合法に基づき組合事業の健全化を図るため、常例検査や業務指導などを行う。 １（１）ウ 0

162 162 17,850 18,012 135 135 946 1,080 297 297 18,796 19,092 漁獲量 262 17,388 1.5% 2 2 269 271 4 4 283 288
3062 空港周辺海域管理事業 水産資源の再生産機能の高い海域の創造を目指し、空港周辺海域の適切な管理を行う。 １（１）ウ 0 6,720 6,720 1,050 7,770 5,589 5,589 408 5,997 12,309 12,309 1,458 13,767 漁獲量 262 17,388 1.5% 101 101 16 117 185 185 22 207
3063

広域的資源増大緊急モデル事業
栽培漁業の効果を高めるため、隣接県と共同して種苗の生産・放流を行い、水産資源の維持増
大を図る。

１（１）ウ 0
2,900 1,450 2,100 5,000 2,412 1,206 262 2,675 5,312 2,656 2,362 7,675 漁獲量 262 17,388 1.5% 44 22 32 75 80 40 36 116

3066
栽培漁業推進事業

漁業生産の向上を図るため、栽培漁業推進協議会を開催し、栽培漁業基本計画を策定するとと
もに、栽培漁業センターにおいて栽培対象魚介類の種苗生産・放流を行い、栽培漁業を推進す
る。

１（１）ウ 0
4,367 4,017 2,100 6,467 3,632 3,341 339 3,972 7,999 7,358 2,439 10,439 漁獲量 262 17,388 1.5% 66 61 32 97 121 111 37 157

3067
資源管理推進事業（資源回復計画）

瀬戸内海レベルでの水産資源の適正な管理と持続的な利用を目的とし、乱獲により緊急に資源
の回復が必要な魚種について「資源回復計画｣に基づき、漁獲努力量の削減を計画的、総合的
に進める。

１（１）ウ 0
2,953 1,477 3,150 6,103 2,456 1,228 320 2,777 5,409 2,705 3,470 8,880 漁獲量 262 17,388 1.5% 44 22 47 92 82 41 52 134

3069 資源管理推進事業（複合的資源管
理）

「資源管理型漁業」を推進し、漁家所得の向上を図る。そのため、網の目合制限、操業時間の短
縮、小型魚の再放流などの管理計画を策定し、実践・検証を行う漁業者検討会を開催する。ま
た、資源状況等を調査し漁業者に具体的提案や助言を行う。

１（１）ウ 0
11,219 5,237 13,650 24,869 9,331 4,356 1,306 10,637 20,550 9,593 14,956 35,506 漁獲量 262 17,388 1.5% 169 79 206 375 310 145 225 535

3073 【新】大阪府漁場環境保全方針策定
事業

府県レベルの海域における健全な生態系を維持し、それを基礎として漁業の持続的な発展を可
能とするために「大阪府漁場環境保全方針」を策定する。

１（１）ウ 0
5,311 2,656 10,500 15,811 4,417 2,209 830 5,247 9,728 4,865 11,330 21,058 漁獲量 262 17,388 1.5% 80 40 158 238 147 73 171 317

217
モノレール道整備事業

国文モノレールについては､国文都市へのアクセスとして都市の開発熟度に合わせた整備を図
るとともに、既設区間については､早期の耐震対策に努める。

１（１）エ 0
6,609,000 311,754 378,000 6,987,000 5,497,049 259,302 366,792 5,863,841 12,106,049 571,056 744,792 12,850,841 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

219
大阪外環状線鉄道建設促進事業

既存貨物線を利用した広域鉄道網の形成により、都心部の混雑緩和、沿線の利便性向上に寄
与することから、将来の採算性に留意しつつ早期整備に努める。

１（１）エ 0
1,268,980 0 1,268,980 1,055,477 0 66,617 1,122,093 2,324,457 0 66,617 2,391,073 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 499,565 0 0 499,565 915,079 0 26,225 941,304

2061
ニュータウン鉄道建設費補助金

ニュータウンまでの鉄道輸送を確保するため、鉄道事業者に対し、鉄道延伸等に要する建設費
の一部を補助する。

１（１）エ 0
24,741 24,741 0 24,741 20,578 20,578 1,299 21,877 45,319 45,319 1,299 46,618 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,302 7,302 0 7,302 13,376 13,376 383 13,759

2351
ＴＤＭ社会実験

新しい施策の導入に先立ち、時間と場所を限定してTDM施策を試行し、試行結果の評価を行うと
ともに、企業をはじめとする個人のもつ意識改革を図り、TDMに関する理解を深めてもらい、交
通行動の転換を促していく。

１（１）エ 0
64,500 29,750 25,200 89,700 53,648 24,745 4,709 58,357 118,148 54,495 29,909 148,057 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,037 8,781 7,438 26,474 34,871 16,084 8,827 43,698

2352
総合都市交通体系調査事業

自動車交通のみならず公共交通機関も含めた適切な交通体系の実現及び維持のため、交通実
態の調査、各種施策の検討･提案･施策推進に向けての連絡･調整を行う。

１（１）エ 0
21,000 14,000 6,300 27,300 17,467 11,645 1,433 18,900 38,467 25,645 7,733 46,200 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,198 4,132 1,859 8,057 11,353 7,569 2,282 13,636

2822 第二名神高速道路等の広域幹線道
路網の整備

国土軸の強化及び大阪、関西圏の交通ネットワークの強化に大きく寄与することから、建設に必
要な事業調整・支援を継続し事業の促進を図る。

１（１）エ 0
750 0 0 750 624 0 39 663 1,374 0 39 1,413 道路面積 37,425 161,327 23.2% 174 0 0 174 319 0 9 328

2823
有料道路整備事業

有料道路制度を活用し、大阪府道路公社による道路整備を行ない、渋滞の解消・緩和を推進す
る。

１（１）エ 0
165,000 0 94,500 259,500 137,239 0 13,623 150,862 302,239 0 108,123 410,362 道路面積 37,425 161,327 23.2% 38,277 0 21,922 60,199 70,114 0 25,083 95,197

2846 ２期事業に係る関西国際空港（株）
への出資・貸付

関西国際空港全体構想のうち、2本目の滑走路と諸施設を整備する２期事業を推進するため、
用地造成事業費として出資及び無利子貸付を行う。

１（１）エ 0
16,860,000 168,600 273,000 17,133,000 14,023,338 140,233 899,420 14,922,759 30,883,338 308,833 1,172,420 32,055,759 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3205
国土利用計画及び土地利用基本計
画の策定と運営

府域の土地利用の長期構想である国土利用計画を策定・運営していくとともに、都市計画法、森
林法、自然公園法などの各個別法の適用対象地域である都市地域、森林地域等の区域指定・
変更を行い、各地域が相互に重複する土地における調整方針及び利用の方向を示すことによ
り、適切な土地利用を規制・誘導していく。

１（１）エ 0

6,163 6,163 18,480 24,643 5,126 5,126 1,294 6,420 11,289 11,289 19,774 31,063 総面積 222 1,894 11.7% 722 722 2,166 2,888 1,323 1,323 2,318 3,641
3262

大阪府都市基盤整備中期計画（案）
の推進

ストックを活用しながら、限られた資源で最大限の効果を上げるための行動指針として、平成１３
年９月に策定した大阪府都市基盤整備中期計画（案）に基づき、事業の透明性、公平性を担保
するため、毎年度アクションプログラムの進捗状況を公表し、進捗管理の充実に努めるとともに、
計画全体について、点検、評価を実施する。

１（１）エ 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262
3314

大阪湾ベイエリア整備推進事業
大阪湾ベイエリアの開発整備を進めるため、産・官・学の連携の下、開発整備に関する調査研究
や合意形成の促進及び広報活動を行っている（財）大阪湾ベイエリア開発推進機構へ職員を派
遣するなどの活動の支援を行う。

１（１）エ 0
14,931 14,931 5,250 20,181 12,419 12,419 1,059 13,478 27,350 27,350 6,309 33,659 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,407 4,407 1,550 5,956 8,072 8,072 1,862 9,934

3567 交通網整備計画推進費
・北陸新幹線建設促進同盟会・リニ
ア中央エクスプレス建設促進期成
同盟会・全国地域航空システム推
進協議会

我が国の均衡ある発展と府民の交通利便性の向上及び安心、安全な国土を形成するため、広
域的かつ根幹的な交通網の整備を目指す各種同盟会等に参画する。

１（１）エ 0

2,579 2,579 7,829 10,408 2,145 2,145 546 2,691 4,724 4,724 8,375 13,099 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 761 761 2,311 3,072 1,394 1,394 2,472 3,866
3569

本州四国連絡橋公団出資事業
大阪、関西圏と四国の広域的な連携強化に大きく寄与しており、建設に要した費用の安定した償
還に必要と認められる部分について出資を行う。

１（１）エ 0
1,142,020 5,020 63,000 1,205,020 949,877 4,175 63,259 1,013,137 2,091,897 9,195 126,259 2,218,157 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 337,061 1,482 18,594 355,655 617,413 2,714 37,265 654,677

3571 関西国際空港全体構想促進協議会
分担金

関西国際空港全体構想の具体化及び２期事業の推進に向けて、地元関係者との協議・調整、合
意形成の促進、調査研究及び要望等を行う。

１（１）エ 0
3,327 3,327 42,000 45,327 2,767 2,767 2,380 5,147 6,094 6,094 44,380 50,474 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 982 982 12,396 13,378 1,799 1,799 13,098 14,897

3589
紀淡連絡道路構想の推進

四国圏・中部圏を含む広域的な連携を強化し、関西の発展に資する関西大環状道路、関西中央
環状道路、大阪湾環状道路の要であり、また、太平洋新国土軸の一翼を担う紀淡連絡道路の構
想を推進する。

１（１）エ 0
3,500 2,500 0 3,500 2,911 2,079 184 3,095 6,411 4,579 184 6,595 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,033 738 0 1,033 1,892 1,352 54 1,946

3670 近畿圏整備推進事業費（近畿開発
促進協議会、阪和開発連絡協議
会、阪奈振興連絡協議会）

近畿圏の整備及び開発に関する各種計画の策定にあたって、他府県等との意見交換を通じ、国
及び関係自治体間の総合調整を行うことを目的とする各種協議会等に参画する。

１（１）エ 0
1,522 1,522 21,000 22,522 1,266 1,266 1,182 2,448 2,788 2,788 22,182 24,970 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 449 449 6,198 6,647 823 823 6,547 7,370

3683 近畿圏整備推進事業・紀淡海峡交
流会議

紀淡海峡ルートの早期実現と新たな交流圏の形成を図るため、必要な調査研究、広報、連絡調
整、要望活動を行う。

１（１）エ 0
840 840 2,100 2,940 699 699 154 853 1,539 1,539 2,254 3,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 248 248 620 868 454 454 665 1,119

3684 企画調整事業・太平洋新国土軸構
想推進協議会

太平洋新国土軸構想推進構想の早期実現を目指し、協議・検討、要望活動等を行う。 １（１）エ 0
180 180 1,050 1,230 150 150 65 214 330 330 1,115 1,444 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 53 53 310 363 97 97 329 426

2435 有線テレビ放送施設に係る手続き
の円滑な実施

電波障害対策の一環として有線テレビジョン放送法に基づく有線テレビジョン放送施設の設置及
び変更手続きを円滑に実施する。

１（１）オ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2699 府立インターネットデータセンター事
業

ＩＴ都市の形成を図るため、府民・国・市町村等が安心して活用できる２４時間対応可能でセキュ
リティの高い、高機能データセンターである「大阪府立インターネットデータセンター」について、
（財）関西情報・産業活性化センターに管理運営を委託する。

１（１）オ 0
60,000 10,500 70,500 49,905 0 3,701 53,606 109,905 0 14,201 124,106 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 17,709 0 3,099 20,808 32,438 0 4,191 36,629
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2703

コンテンツアクセラレータ事業

ブロードバンド通信の普及や平成１５年１２月からの東名阪一部地域での地上波デジタルＴＶ放
送開始など、新たな情報コンテンツの開発が求められており、大阪において、次世代コンテンツ
産業を担える高度な技術を持ったコンテンツクリエータを育成し、来るべき本格的ブロードバンド
時代にコンテンツ供給で全国的に一定の地歩を固めるための準備を進める。

１（１）オ 0

5,000 5,000 10,500 15,500 4,159 4,159 814 4,972 9,159 9,159 11,314 20,472 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,405 2,405 5,051 7,456 4,406 4,406 5,442 9,848
770

自然公園整備事業
明治の森箕面国定公園及び金剛生駒紀泉国定公園を保全するとともに、府民に憩いの場を提
供するため、施設の整備、改良を行う。

１（１）カ 0
192,669 41,319 34,650 227,319 160,253 34,367 11,933 172,186 352,922 75,686 46,583 399,505 公園面積 851 4,248 20.0% 38,579 8,274 6,938 45,517 70,667 15,155 9,328 79,995

1056 府立自然公園構想推進事業（泉州
西部地区）

泉州西部地区の景観の保全と活用を図るため、府立自然公園制度の適用可能性の検討や地元
の土地利用に対する意向調査のほか、自然景観、動植物、歴史・文化等の基礎資料の収集を行
う。

１（１）カ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 551 551 0 0 580 580

2251
滋賀県造林公社貸付事業

琵琶湖周辺で造林を行い、森林の持つ水源涵養機能の維持、向上を図るため、（社）滋賀県造
林公社に資金の貸付を行う。

１（１）カ 0
122,520 122,520 0 122,520 101,906 101,906 6,432 108,338 224,426 224,426 6,432 230,858 総面積 222 1,894 11.7% 14,360 14,360 0 14,360 26,305 26,305 754 27,058

2252
水資源開発促進事業

水資源の安定確保を図るため、淀川水系における水資源開発の推進、水利用の合理化・高度化
の促進、及び水に関する啓発活動を行う各種協議会等に参画する。

１（１）カ 0
2,397 1,949 3,150 5,547 1,994 1,621 291 2,285 4,391 3,570 3,441 7,832 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 707 575 930 1,637 1,296 1,054 1,016 2,312

2257 水質保全対策事業（企画調整室広
域調整課）

琵琶湖・淀川流域における河川・湖沼水の水質浄化技術及びこの関連技術に関する研究開発・
水質浄化事業の支援のため、府県の境界を越え流域一体となって共同で取り組み、良質な水質
の保全を図る。

１（１）カ 0
11,186 11,186 0 11,186 9,304 9,304 587 9,891 20,490 20,490 587 21,077 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,301 3,301 0 3,301 6,048 6,048 173 6,221

2261

環境総合計画の推進

平成14年３月に策定した「大阪21世紀の環境総合計画」に基づき、豊かな環境の保全及び創造
に関する施策を総合的かつ効果的に推進するとともに、毎年度、計画に掲げられている施策に
関して、講じようとする施策及び講じた施策について取りまとめ府議会に報告するなど、適切な
進行管理を行う。

１（１）カ 0

976 976 31,500 32,476 812 812 1,705 2,517 1,788 1,788 33,205 34,993 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 288 288 9,297 9,585 528 528 9,800 10,328
2262 公害防止計画に基づく各種事業の

円滑な推進

平成１４年度に策定した「第７次大阪地域公害防止計画」に基づき、「公害の防止に関する事業
に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の適用を受ける事業を中心とした各種の公害対策
事業及び公害関連事業について、環境総合計画との整合性に配慮し、円滑な推進を図る。

１（１）カ 0
40 40 2,100 2,140 33 33 112 146 73 73 2,212 2,286 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12 12 620 632 22 22 653 675

2263 府の機関相互の連携による施策の
推進

府の環境に関する重要な方針決定や意見交換等を行う場として設定した「大阪府環境行政推進
会議」の円滑な運営により、府内関係機関相互の緊密な連携及び施策の調整を図る。

１（１）カ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2277 エコエネルギー都市・大阪計画の推
進

平成１1年度に策定した「エコ・エネルギー都市・大阪計画」に基づき導入の促進及び進捗状況管
理を行う。

１（１）カ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316

2333 自動車排出ガス総量削減計画の進
行管理事業

「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」に基づく自動車排出ガス総量削減計画の進行管理を行う。 １（１）カ 0
13,884 -5 40,950 54,834 11,548 0 2,879 14,427 25,432 -5 43,829 69,261 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,098 -1 12,086 16,184 7,506 -1 12,936 20,442

2433 微小粒子状物質曝露影響調査受託
事業

環境基準設定の基礎資料とするため、調査票を用いて、ディーゼル排ガス由来の微小粒子状物
質と健康影響との関連を調査する。

１（１）カ 0
4,463 0 15,750 20,213 3,712 0 1,061 4,773 8,175 0 16,811 24,986 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,317 0 4,649 5,966 2,413 0 4,962 7,375

2499
鳥獣保護事業（鳥獣の保護）

野生鳥獣の保護を図るため、救護ドクターや愛鳥モデル校の指定、鳥獣保護区や銃猟禁止区域
の設定等を行う。

１（１）カ 0
8,435 5,435 5,250 13,685 7,016 4,521 718 7,734 15,451 9,956 5,968 21,419 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2502
大阪府種の多様性調査

大阪府における自然環境保全施策及び生物多様性保全施策の基礎資料とするため、野生動植
物種の分布、生息・生育の現況を調査する。

１（１）カ 0
1,664 832 1,050 2,714 1,384 692 142 1,527 3,048 1,524 1,192 4,241 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2555
森林計画事業

森林資源の保続培養と森林生産力の増大を図るため、地域森林計画の基礎資料として森林区
域の現況調査、資料整理等を行う。

１（１）カ 0
5,209 3,595 17,850 23,059 4,333 2,990 1,211 5,543 9,542 6,585 19,061 28,602 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2598
経済的負担の調査・検討

製品・サービスの価格に環境保全の費用を適切に反映させるなど、都市・生活型公害の防止、
廃棄物の抑制、二酸化炭素排出抑制などの環境負荷の低減につながる経済的手法について、
情報収集を行う。

１（１）カ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2054
災害対策のための庁舎整備

既存建築物の耐震診断により、耐震性能が低いと診断された施設の改修を推進し、大災害にお
ける安全性の向上を図る。

１（１）キ 0
306,033 306,033 254,544 0 16,066 270,609 560,577 0 16,066 576,642 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 90,324 0 0 90,324 165,451 0 4,742 170,193

2153 初動捜査の推進 事故処理車、捜査用車等現場の活動に必要な車両の充実を図り、迅速な初動捜査を推進する。 １（１）キ 0 29,550 0 29,550 24,578 0 1,551 26,130 54,128 0 1,551 55,680 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,722 0 0 8,722 15,976 0 458 16,434
2154

科学的捜査体制の強化
迅速かつ適正な捜査活動を行うための装備資器材の開発・改善及び整備充実を図り、科学的捜
査体制を強化する。

１（１）キ 0
21,695 0 21,695 18,045 0 1,139 19,184 39,740 0 1,139 40,879 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,403 0 0 6,403 11,729 0 336 12,065

2187 【新】「大阪府自動車盗難等防止対
策協議会」による自動車盗等防止
対策の推進

自動車関係事業者、自治体等関係機関と一体となり、自動車盗、オートバイ盗、車上ねらい及び
盗難自動車の不正輸出等自動車に関する犯罪を防止するための取組を推進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2206
新本部庁舎の整備

大規模災害や事件・事故発生時に迅速・的確な警察活動を行うため、新本部庁舎を整備し、そ
の機能の充実強化を図る。

１（１）キ 0
1,204,918 1,204,918 1,002,193 0 63,254 1,065,447 2,207,111 0 63,254 2,270,365 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 355,625 0 0 355,625 651,417 0 18,669 670,086

2207 警察署の整備 狭隘化や老朽化が進んでいる警察署庁舎の建て替え等を推進し、その機能の充実強化を図る。 １（１）キ 0 154,441 154,441 128,457 0 8,108 136,564 282,898 0 8,108 291,005 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 45,582 0 0 45,582 83,496 0 2,393 85,889
2208 警察装備の整備 悪質、巧妙化する各種犯罪に迅速・的確に対応するため、装備資器材の充実強化を図る。 １（１）キ 0 1,747,248 1,747,248 1,453,277 0 91,724 1,545,001 3,200,525 0 91,724 3,292,249 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 515,691 0 0 515,691 944,618 0 27,072 971,690
2209

情報処理基盤の整備
情報通信ネットワークの整備・充実、情報処理システムの開発を推進し、警察業務の合理化・能
率化、府民サービスの向上を図る。

１（１）キ 0
16,782 16,782 13,958 0 881 14,839 30,740 0 881 31,621 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,953 0 0 4,953 9,073 0 260 9,333

2211
組織犯罪対策の推進

「暴力団組織を弱体化させ壊滅に追い込む」、「来日外国人犯罪組織を大阪に根付かせない」こ
とを戦略目標として、組織犯罪対策本部を中心に情報の一元化を図り、部門が密接に連携し、
府警の総力を挙げて組織犯罪対策を推進する。

１（１）キ 0
4,315 0 4,315 3,589 0 227 3,816 7,904 0 227 8,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,274 0 0 1,274 2,333 0 67 2,400

2212 府民の日常生活に密着した事犯に
対する諸対策の推進

昨年来大きな社会問題となっているヤミ金融等の悪質経済事犯や、コンピュータ・ネットワークの
急速な発展・普及に伴うハイテク犯罪等、府民に著しい不安を与える日常生活に密着した事犯に
対する取締を推進する。

１（１）キ 0
12,328 0 12,328 10,254 0 647 10,901 22,582 0 647 23,229 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,639 0 0 3,639 6,665 0 191 6,856

2213
悪質重要犯罪対策の推進

犯罪の発生実態に応じ、各警察署・関係所属等が連携をとって、殺人、強盗、放火等をはじめと
する悪質重要犯罪対策を推進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2222
被害相談窓口の充実

性犯罪被害者専用電話である「ウーマンライン」をはじめ、「ちかん被害相談所」「ストーカー１１０
番」「暴力団犯罪１１０番」などの各種相談専用電話等により被害相談を受理するとともに、警察
署における相談窓口を充実する。

１（１）キ 0
2,354 0 2,354 1,958 0 124 2,082 4,312 0 124 4,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 695 0 0 695 1,273 0 36 1,309

2223 被害者等への適切な情報提供活動
の推進

必要な情報をわかりやすく記載した「被害者の手引」の交付、捜査経過等の被害者連絡、訪問連
絡活動の実施等、被害者に対する積極的な情報提供活動を推進する。

１（１）キ 0
3,038 0 3,038 2,527 0 159 2,686 5,565 0 159 5,724 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 897 0 0 897 1,642 0 47 1,690

2224 被害者カウンセリング制度の効果
的な運用

性犯罪被害者等の精神的ダメージの軽減を図るため、カウンセリング専門機関と連携して、委嘱
カウンセラーの派遣及び紹介による面接カウンセリング制度を効果的に運用する。

１（１）キ 0
6,941 0 6,941 5,773 0 364 6,138 12,714 0 364 13,079 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,049 0 0 2,049 3,753 0 108 3,860

2225 被害者支援協議会等による積極的
な支援活動の推進

地域における被害者支援の中核となる、警察署単位の被害者支援協議会や府レベルの大阪府
被害者支援会議を中心に、行政機関、民間団体、自助グループ等の関係機関・団体との連携を
図り、被害者支援意識の高揚と効果的な支援活動を推進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2226 【新】性犯罪被害者の負担軽減 性犯罪被害者の経済的負担を軽減し、事件の潜在化防止及び捜査への理解と協力を得る。 １（１）キ 0 919 919 764 0 48 813 1,683 0 48 1,732 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 271 0 0 271 497 0 14 511
3253 寝屋川待機宿舎整備事業 ＰＦＩ方式による寝屋川待機宿舎の整備を図り、待機宿舎の計画的集約化を推進する。 １（１）キ 0 16,841 16,841 14,008 0 884 14,892 30,849 0 884 31,733 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,971 0 0 4,971 9,105 0 261 9,366
3269

警察施設庁舎等改修事業
老朽化と、経年劣化が進んでいる警察施設の建物・設備等について、改修による維持改善を推
進し、警察施設の機能維持充実を図る。

１（１）キ 0
725,101 725,101 603,104 0 38,065 641,169 1,328,205 0 38,065 1,366,270 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 214,010 0 0 214,010 392,013 0 11,235 403,248

20
私学団体人権教育推進事業

私立学校教育において、人権教育が適切かつ効果的に行われるよう、大阪府私立中学校高等
学校連合会等へ補助金を交付し、人権教育事業を実施するための指導員の設置や教職員研修
事業などを実施する。

１（１）ク 0
34,444 34,444 5,250 39,694 28,649 28,649 2,084 30,733 63,093 63,093 7,334 70,427

学校数（私
立中・高） 61 164 37.2% 12,811 12,811 1,953 14,764 23,467 23,467 2,728 26,195

33
同和地区大学修学奨励等助成費

同和地区生徒の教育の機会均等や進路保障を図るために、大学等に在学する者等に対し、奨
学金の貸与等を行う。

１（１）ク 0
170,794 167,429 5,250 176,044 142,058 139,259 9,242 151,300 312,852 306,688 14,492 327,344 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 50,409 49,416 1,550 51,958 92,337 90,517 4,277 96,614

304
私立外国人学校振興補助金

私立外国人学校の健全な発達を図るため、府内に私立外国人学校を設置する学校法人に対
し、人件費、教育研究費等に要する経費を対象として補助する。

１（１）ク 0
208,978 208,978 3,150 212,128 173,818 173,818 11,136 184,954 382,796 382,796 14,286 397,082

学校数（私
立外国人
学校） 9 14 64.3% 134,343 134,343 2,025 136,368 246,083 246,083 9,184 255,267

347
私立学校教育活性化事業

私立学校における教育活動の多様化・活性化を図るため、社会人を活用した研究事業を実施す
るとともに、特色ある取組を進める私学の教育内容や就学支援施策を周知する。

１（１）ク 0
17,836 0 2,100 19,936 14,835 0 1,047 15,882 32,671 0 3,147 35,818

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 7,092 0 835 7,927 12,991 0 1,251 14,242

348
私学団体補助金

私学における教育内容の充実を目指し、大阪府私立中学校高等学校連合会等の私学団体を対
象とし、教職員の研究・研修事業等の実施に対して補助する。

１（１）ク 0
12,588 12,588 0 12,588 10,470 10,470 661 11,131 23,058 23,058 661 23,719

学校数（私
立中・高） 61 164 37.2% 4,682 4,682 0 4,682 8,576 8,576 246 8,822

349
私学情報システム推進費

学校法人及び私立学校（幼稚園・小中高校・専修学校・各種学校）に関する業務全般をＩＴ化する
ことにより、私学行政のＢＰＲによる効率化及び府民サービス（私立学校等）の向上を図る。

１（１）ク 0
5,180 0 3,150 8,330 4,308 0 437 4,746 9,488 0 3,587 13,076

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 2,060 0 1,253 3,312 3,773 0 1,426 5,199

350
私立学校教職員共済事業補助金

日本私立学校振興・共済事業団が行う長期給付事業の安定化を図るため、長期給付事業に対
する私立学校教職員及び設置者の掛金の一部について、同事業団に対して補助する。

１（１）ク 0
668,640 668,640 1,050 669,690 556,143 556,143 35,156 591,299 1,224,783 1,224,783 36,206 1,260,989

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 265,869 265,869 418 266,286 487,006 487,006 14,397 501,402

351
私立学校審議会の運営

学校法人の設立及び私立学校等の設置廃止等に関する認可を行うにあたり、意見を聞くため私
立学校審議会を開催する。

１（１）ク 0
838 838 0 838 697 697 44 741 1,535 1,535 44 1,579

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 333 333 0 333 610 610 17 628

352
私立学校退職金財団補助金

府内に幼・小・中・高を設置している学校法人等の退職金給付の安定化を図るため、教職員の退
職手当資金の当該年度給付並びに将来の給付に要する資金の積立について、（財）大阪府私立
学校退職金財団に対して補助する。

１（１）ク 0
1,592,000 1,592,000 3,150 1,595,150 1,324,149 1,324,149 83,740 1,407,889 2,916,149 2,916,149 86,890 3,003,039

学校数（私
立小・中・
高） 68 180 37.8% 601,422 601,422 1,190 602,612 1,101,656 1,101,656 32,825 1,134,481

353
公私立高等学校教員相互派遣交流
研修事業

私立学校と公立学校の双方が所管教員を相互に派遣し、派遣先における教育活動に従事しな
がら、組織体制や学校運営、人材育成等について、教員としての視野を広げ、資質の向上を図
る。

１（１）ク 0
404 404 3,150 3,554 336 336 187 523 740 740 3,337 4,077

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 122 122 951 1,073 223 223 1,008 1,231
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
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総事業費
a+c

事業費等
うち一般財
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人件費 総事業費 事業費等
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大阪市
データ

d

大阪府
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e

大阪市の
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d/e
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a''

うち一般
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b''
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c''
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等

（該当
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「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

354
私立高等学校定時制及び通信教育
振興奨励助成費

勤労青少年の高等学校定時制・通信制課程への修学促進を図るため、府下に定時制・通信制
高校を有している学校法人に対し、受給資格を有する生徒の教科書代、学習書代を対象として
補助する。

１（１）ク 0
9,059 0 2,100 11,159 7,535 0 586 8,121 16,594 0 2,686 19,280

学校数（定
時制・通信
制） 10 50 20.0% 1,812 0 420 2,232 3,319 0 537 3,856

355
私立高等学校等振興助成費

私立高等学校等の教育条件の維持向上、保護者の経済的負担軽減・経営健全化を図るため、
府内に高等学校等を設置する学校法人に対し、人件費、教育研究経費等に要する経費を対象と
して補助する。

１（１）ク 0
33,002,270 28,802,522 21,000 33,023,270 27,449,703 23,956,555 1,733,602 29,183,305 60,451,973 52,759,077 1,754,602 62,206,575

学校数（私
立高校） 38 101 37.6% 12,416,696 10,836,592 7,901 12,424,597 22,744,307 19,849,950 660,147 23,404,454

356
私立高等学校等教育振興助成費

私立高等学校等における特色ある教育等の推進を図るため、府域内に高等学校等を設置する
学校法人を対象とし、施設・設備の整備等、特色ある教育活動や教育環境整備に要する経費に
対して補助する。

１（１）ク 0
580,043 518,893 10,500 590,543 482,452 431,590 31,001 513,453 1,062,495 950,483 41,501 1,103,996

学校数（私
立高校） 38 101 37.6% 218,234 195,227 3,950 222,184 399,751 357,608 15,614 415,365

357
私立小・中・高等学校に関する認
可、届出

学校教育法等に基づく学校法人の設立認可、学校の設置、廃止、解散の認可申請及び各種届
出事項の受理をするとともに、各学校における管理運営、健全な育成に向けた助言指導を行う。

１（１）ク 0
10,363 10,163 36,750 47,113 8,619 8,453 2,473 11,093 18,982 18,616 39,223 58,206

学校数（私
立小・中・
高） 68 180 37.8% 3,915 3,839 13,883 17,798 7,171 7,033 14,818 21,989

358
私立小・中・高等学校生徒知事賞

私立小・中・高等学校の児童・生徒で学業に励み優秀な成果をおさめた者について、卒業時に知
事賞を授与する。

１（１）ク 0
1,255 1,050 2,305 1,044 0 121 1,165 2,299 0 1,171 3,470

学校数（私
立小・中・
高） 68 180 37.8% 474 0 397 871 868 0 442 1,311

359 【新】なにわっ子みらい適塾推進事
業

教育委員会との連携の下、夏休み等の長期休業中等に公立中学校の生徒を対象として、私立
高校等の教員による公開講座を開催する。

１（１）ク 0
1,500 1,500 1,050 2,550 1,248 1,248 134 1,381 2,748 2,748 1,184 3,931

学校数（公
立中学） 127 464 27.4% 411 411 287 698 752 752 324 1,076

360
私立専修学校高等課程経常費補助
金

私立専修学校高等課程の健全な発達を図るため、府内に私立専修学校高等課程を設置する学
校法人に対し、人件費、教育研究費等に要する経費を対象として補助する。

１（１）ク 0
820,196 820,196 3,150 823,346 682,200 682,200 43,223 725,422 1,502,396 1,502,396 46,373 1,548,768

学校数（私
立専修学
校） 144 227 63.4% 520,301 520,301 1,998 522,299 953,062 953,062 29,417 982,479

361
私立専修学校専門課程振興補助金

私立専修学校専門課程の振興発展を図るため、府内に私立専修学校専門課程を設置する学校
法人に対し、教育研究費等に要する経費を対象として補助する。

１（１）ク 0
288,792 288,792 3,150 291,942 240,203 240,203 15,326 255,529 528,995 528,995 18,476 547,471

学校数（私
立専修学
校） 144 227 63.4% 183,198 183,198 1,998 185,197 335,574 335,574 11,720 347,295

364

私学団体補助金
私立専修学校・各種学校における教育内容の充実を目指し、（社）大阪府専修学校各種学校連
合会を対象とし、教職員の研究・研修事業等の実施に対して補助する。

１（１）ク 0

12,588 12,588 0 12,588 10,470 10,470 661 11,131 23,058 23,058 661 23,719

学校数（私
立専修学
校・各種学
校） 182 305 59.7% 7,512 7,512 0 7,512 13,759 13,759 394 14,154

365
私立専修学校、各種学校に関する
認可、届出

学校教育法等に基づく学校法人の設立認可、学校の設置、廃止、解散の認可申請及び各種届
出事項を受理するとともに、各学校における管理運営、健全な育成に向けた助言指導を行う。

１（１）ク 0

10,363 10,363 10,363 8,619 8,619 544 9,163 18,982 18,982 544 19,526

学校数（私
立専修学
校・各種学
校） 182 305 59.7% 6,184 6,184 0 6,184 11,327 11,327 325 11,652

366
私立専修学校、各種学校生徒知事
賞

私立専修学校・各種学校の生徒で学業に励み優秀な成果を修めた者について、卒業時に知事
賞を授与する。

１（１）ク 0

1,255 1,255 1,255 1,044 1,044 66 1,110 2,299 2,299 66 2,365

学校数（私
立専修学
校・各種学
校） 182 305 59.7% 749 749 0 749 1,372 1,372 39 1,411

368
大阪府育英会助成費

経済的理由により修学が困難な学生・生徒の進学を促進するため、必要な学資を貸与する大阪
府育英会に対して補助する。

１（１）ク 0
41,743,915 -511,316 15,750 41,759,665 34,720,584 0 2,192,231 36,912,815 76,464,499 -511,316 2,207,981 78,672,480 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,320,500 -150,912 4,649 12,325,149 22,568,100 -150,912 651,674 23,219,775

369
私立高等学校定時制・通信制課程
修学奨励費貸付金

勤労青少年の高等学校定時制・通信制課程への修学促進を図るため、府内の私立高等学校の
定時制課程又は通信制課程に在学している生徒を対象（受給資格あり）として、修学資金を貸し
付ける。

１（１）ク 0
840 420 1,050 1,890 699 349 99 798 1,539 769 1,149 2,688

生徒数（定
時制・通信
制高校） 10,874 40,941 26.6% 223 112 279 502 409 204 305 714

370 私立高等学校・専修学校等授業料
軽減補助金

私立高等学校等に在学する生徒の学資を負担している府民の経済的負担を軽減するため、私
立高等学校を設置する学校法人等に対し、府が定めた基準により生徒の授業料軽減を行った金
額を対象として補助する。

１（１）ク 0
840 420 15,750 16,590 699 349 871 1,570 1,539 769 16,621 18,160

学校数（私
立高校） 38 101 37.6% 316 158 5,926 6,242 579 289 6,253 6,832

694 高等職業技術専門校再編整備事業
費

平成14年12月に策定した「府立高等職業技術専門校再編基本構想」に基づき、大阪府南部地域
（テクノステージ和泉）に南大阪高等職業技術専門校（仮称）を建設する。

１（１）ク 0
278,194 90,194 73,500 351,694 231,388 75,019 18,463 249,851 509,582 165,213 91,963 601,545 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 84,720 27,467 22,383 107,103 155,186 50,313 28,006 183,192

703 産学連携による専修学校高度職業
人育成総合プロジェクト

専修学校において、産学連携による専修学校教育の高度化及び起業家育成事業等、先導的な
教育を展開するなど、高度職業人を育成するための総合プロジェクトを推進する。

１（１）ク 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（専
修学校） 151 239 63.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

757
教育総合情報ネットワーク事業（教
育情報センター事業）

教育総合情報ネットワークに付置する形でコンテンツサーバ群一式及びコンテンツ作成に１７台
のパソコンを設置する。

１（１）ク 0
3,906 3,906 3,249 0 205 3,454 7,155 0 205 7,360

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 1,179 0 0 1,179 2,161 0 62 2,222

1110
平成１８年度全国高等学校総合体
育大会開催事業

高等学校教育の一環として、広くスポーツの実践の機会を与え、技能の向上とスポーツ精神の
高揚を図り、心身ともに健全な高等学校の生徒の育成を目的に、本府を中心に近畿２府４県に
おいて２８競技を開催する。

１（１）ク 0
275,365 275,365 2,100 277,465 229,035 229,035 14,566 243,601 504,400 504,400 16,666 521,066

学校数（私
立・府立高
校） 74 262 28.2% 77,775 77,775 593 78,368 142,464 142,464 4,707 147,171

1245
府立千里看護専門学校の運営

看護師を養成するため、（財）大阪府保健医療財団に千里看護専門学校の管理運営を委託す
る。

１（１）ク 0
179,470 176,518 10,500 189,970 149,275 146,819 9,973 159,247 328,745 323,337 20,473 349,217

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 141,985 139,650 8,307 150,292 260,081 255,803 16,197 276,278

1303
がん診療拠点病院の機能強化事業

2次医療圏単位で｢地域がん診療拠点病院」を指定し、がん診療情報の収集、分析及び情報発
信、医療機関相互の診療連携を図るとともに、最新の診療方法に関する研修会の開催等によ
り、地域におけるがん医療の水準向上及び均てん化を図る。

１（１）ケ 0
13,874 12,874 4,200 18,074 11,540 10,708 949 12,489 25,414 23,582 5,149 30,563 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,095 3,800 1,240 5,334 7,501 6,960 1,520 9,020

1384
保健医療計画推進事業

府保健医療計画の策定及び円滑な推進を図るため、二次医療圏ごとに保健医療協議会を設置
し、計画の具体的方策について協議検討する。

１（１）ケ 0
22,835 20,788 5,250 28,085 18,993 17,290 1,474 20,467 41,828 38,078 6,724 48,552 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,740 6,135 1,550 8,289 12,345 11,239 1,985 14,330

1431
小児救急医確保支援事業

小児救急医の不足に対応するため、救急業務に従事可能な小児科医を広域的に確保し、医師
が手薄な地域における小児救急医療体制の確保を支援する。

１（１）ケ 0
23,100 23,100 2,100 25,200 19,213 19,213 1,323 20,536 42,313 42,313 3,423 45,736 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 6,059 6,059 551 6,610 11,098 11,098 898 11,996

1441
【新】救命都市おおさか戦略事業

大阪府内で発生する年間約5,000例の院外心停止患者を可能な限り救命するため、現場・救急
車・病院にまたがる救命の鎖（Chain of Survival）を強化するための方策を検討し、実行する。

１（１）ケ 0
12,624 12,624 2,625 15,249 10,500 10,500 801 11,301 23,124 23,124 3,426 26,550 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,726 3,726 775 4,501 6,825 6,825 1,011 7,836

1209 介護支援専門員実務研修受講試験
の実施

介護支援専門員の養成を図るため、介護支援専門員実務研修受講試験を実施する。 １（２）イ 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 4,153 4,153 0 0 4,372 4,372

1210
保育士対策費（保育士試験の実施） 保育士の技術水準を確保するため、保育士試験を行う。 １（２）イ 0

28,172 -9,928 15,750 43,922 23,432 0 2,306 25,738 51,604 -9,928 18,056 69,660
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 22,288 -7,854 12,460 34,748 40,826 -7,854 14,285 55,110

1225
歯科技工士試験の実施

歯科技工士法により、法定受託事務として都道府県が実施することと規定されている歯科技工
士試験を実施する。

１（２）イ 0
6,571 -13,229 3,099 9,670 5,465 0 508 5,973 12,036 -13,229 3,607 15,643

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 5,199 -10,466 2,452 7,650 9,522 -10,466 2,853 12,376

1480
調理師等資格試験事業費

調理師及び製菓衛生師の資格を定めることにより、調理業務及び菓子製造に従事する者の資
質を向上させ、もって府民の公衆衛生の向上及び増進を図る。

１（２）イ 0
7,120 -67,701 8,640 15,760 5,922 0 827 6,749 13,042 -67,701 9,467 22,509

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 5,633 -53,561 6,835 12,468 10,318 -53,561 7,490 17,808

1490 クリーニング師試験の実施及び免
許証の交付

クリーニング師について法律で定められた知識・技能の試験を行い、合格者に対し免許を交付す
る。

１（２）イ 0
283 0 3,150 3,433 235 0 180 416 518 0 3,330 3,849 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 84 0 930 1,013 153 0 983 1,136

2498 鳥獣保護事業（狩猟免許試験登録
事務）

狩猟者の適正管理を行うため、狩猟免許試験の実施や狩猟者登録証の発行等を行う。 １（２）イ 0
2,522 -1,375 3,150 5,672 2,098 0 298 2,395 4,620 -1,375 3,448 8,067 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

569
青少年健全育成審議会の運営

青少年を取り巻く社会環境を整備するため、青少年健全育成条例に基づく有害図書、有害がん
具類の指定や書店、図書類自動販売機設置業者などへの立入調査等を行う。

１（２）ウ 0
13,103 13,103 13,103 10,898 10,898 688 11,586 24,001 24,001 688 24,689 書店数 176 285 61.8% 8,092 8,092 0 8,092 14,822 14,822 425 15,247

838
消費生活協同組合指導事業

消費生活協同組合の適正な運営を確保するため、消費生活協同組合を対象とし、指導検査の
実施や役職員研修などを実施する。

１（２）ウ 0
3,569 3,569 24,150 27,719 2,969 2,969 1,455 4,424 6,538 6,538 25,605 32,143 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,053 1,053 7,128 8,181 1,930 1,930 7,557 9,487

944 特定非営利活動法人認証等管理事 特定非営利活動法人の設立認証、管理監督に係る事務を行う。 １（２）ウ 0 5,476 36,750 42,226 4,555 0 2,217 6,771 10,031 0 38,967 48,997 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,616 0 10,847 12,463 2,961 0 11,501 14,461
1223 歯科衛生士・歯科技工士学校養成

所の指導、監督
歯科衛生士学校養成所・歯科技工士学校養成所指定規則に基づき、学校養成所を指導監督す
るとともに、指定事項の変更届を国に進達する。

１（２）ウ 0
1,033 1,033 0 0 54 54 0 0 1,087 1,087

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 817 817 0 0 860 860

1398 医療法人許認可事業 医療機関の永続的な運営を図るため、医療機関の法人化を認可する。 １（２）ウ 0 52,500 52,500 0 0 2,756 2,756 0 0 55,256 55,256 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 15,495 15,495 0 0 16,309 16,309
1401 公益法人許認可事業 医療を主事業とする公益法人の設立等、指導・許認可を行う。 １（２）ウ 0 3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979
1428 薬事法地方委譲関係事業 医薬品等製造･輸入販売業に係る知事権限の承認･許可関係の事業を実施する。 １（２）ウ 0 14,991 -68,537 27,300 42,291 12,469 0 2,220 14,689 27,460 -68,537 29,520 56,980 事業所数 232,804 483,964 48.1% 7,211 -32,969 13,132 20,343 13,209 -32,969 14,200 27,409
2295 【新】自動車解体業許可・監督指導

業務
自動車リサイクル法に基づき、解体業等の許可及び指導監督等を行う。併せて、自動車所有者
に対する啓発を行う。

１（２）ウ 0
4,938 -47,084 36,120 41,058 4,107 0 2,155 6,263 9,045 -47,084 38,275 47,321 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,375 -22,649 17,375 19,750 4,351 -22,649 18,412 22,763

2299 建設リサイクル法に基づく事業の実
施

建設リサイクル法に基づき、対象建設工事の届出制、解体工事業の登録制度を実施するととも
に、建設リサイクルの推進のため必要な業者指導や啓発・普及を実施する。

１（２）ウ 0
3,061 946 63,000 66,061 2,546 787 3,468 6,014 5,607 1,733 66,468 72,075

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 1,217 376 25,043 26,260 2,229 689 26,422 28,650

2308
フロン回収・引取業者登録業務

フロン類の充填された機器の引取や、フロン類の回収を業として行う者の登録及び登録業者の
指導を行うとともに、これらの制度等の広報・啓発を行う。

１（２）ウ 0
484 -860 18,060 18,544 403 0 973 1,376 887 -860 19,033 19,920 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 143 -254 5,330 5,473 262 -254 5,618 5,879

2412
浄化槽関係事業

浄化槽の適正な維持管理を図るため、浄化槽保守点検業者の登録・立入検査・指導並びに浄化
槽法定検査の啓発を行う。

１（２）ウ 0
202 -1,200 10,500 10,702 168 0 562 730 370 -1,200 11,062 11,432 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 60 -354 3,099 3,159 109 -354 3,265 3,374

2860 観光促進費（旅行業登録事務、通
訳案内業免許交付事務）

旅行業者・通訳案内業者の健全な育成を通じて消費者保護を図るため、旅行業法・通訳案内業
法に基づき、旅行業者・通訳案内業者の登録事務を行う。

１（２）ウ 0
4,986 -1,133 35,910 40,896 4,147 0 2,147 6,294 9,133 -1,133 38,057 47,190 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,472 -334 10,599 12,070 2,696 -334 11,232 13,928

2992
動物用医薬品検査指導事業

薬事法に基づく動物用医薬品等の製造業及び販売業の許可申請等に係る業務と適正化を図る
ための立入検査・指導を行う。

１（２）ウ 0
1,467 -2,307 15,750 17,217 1,220 0 904 2,124 2,687 -2,307 16,654 19,341

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 643 -1,011 6,904 7,547 1,178 -1,011 7,300 8,478
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2995
ふ化業者登録等事務 養鶏振興法に基づくふ化業者の登録・登録証交付・ふ化場の確認等を行う。 １（２）ウ 0

350 350 0 0 18 18 0 0 368 368
従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 0 0 153 153 0 0 161 161

2996
みつばちの転飼許可等事務

養ほう振興法及び府みつばちの飼育の規制に関する条例に基づき、みつばちの転飼調整・許
可・飼育届の受理を行う。

１（２）ウ 0
350 350 0 0 18 18 0 0 368 368

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 0 0 153 153 0 0 161 161

2998
家畜商免許の許可事務 家畜商法に基づく家畜商の登録・免許証交付を行う。 １（２）ウ 0

350 350 0 0 18 18 0 0 368 368
従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 0 0 153 153 0 0 161 161

3002

飼料製造業者等届け出受理等事務
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律に基づく飼料製造業者等の届出を審査・受
理し、農林水産大臣へ提出する。

１（２）ウ 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（飲料・飼
料・たばこ
製造業） 29 184 15.8% 0 0 165 165 0 0 174 174

3011
農業共済組合等指導監督事業

農業災害補償事業の適正な運営を図るため、農業共済組合に対し、農業災害補償法第１４３条
の３に基づく検査をはじめ、業務及び会計の指導監督を行う。

１（２）ウ 0
687 687 17,535 18,222 571 571 957 1,528 1,258 1,258 18,492 19,750 農家数 592 29,801 2.0% 14 14 348 362 25 25 367 392

3523
建設業等の指導

建設業の許可、経営事項審査や建設業者・業界団体の指導監督を行い、建設業者の資質の向
上、建設工事の適正な施工を確保し、建設業の健全な発展を促進する。

１（２）ウ 0
69,054 -389,135 231,000 300,054 57,436 0 15,752 73,188 126,490 -389,135 246,752 373,242

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 27,450 -154,685 91,825 119,274 50,281 -154,685 98,086 148,367

3525
宅地建物取引業等の指導

宅地建物取引業等の許認可及び指導監督を行い、その業務の適正な運営と宅地建物取引の公
正を確保し、もって購入者等の利益の保護を図る。

１（２）ウ 0
66,530 -104,693 168,000 234,530 55,336 0 12,312 67,648 121,866 -104,693 180,312 302,178

事業所数
（不動産
業） 14,377 26,772 53.7% 35,728 -56,222 90,219 125,946 65,444 -56,222 96,830 162,275

3870 政治資金規正法に基づく事務 政治資金規正法に基づく政治団体の各種届出の受理、収支報告書の受理及び公表等を行う。 １（２）ウ 0 1,409 1,409 68,250 69,659 1,172 1,172 3,657 4,829 2,581 2,581 71,907 74,488 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 416 416 20,144 20,559 762 762 21,223 21,985
3871 政党助成法に基づく事務 政党助成法に基づく支部報告書の受理等を行う。 １（２）ウ 0 4,793 0 5,250 10,043 3,987 0 527 4,514 8,780 0 5,777 14,557 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,415 0 1,550 2,964 2,591 0 1,705 4,296
3879

宗教法人に関する認証、指導等
宗教法人設立時の規則認証や合併、解散、規則変更にかかる認証事務、登録免許税に係る非
課税証明をはじめとする諸証明を行うほか、事務所備付書類に関する事務、不活動法人の整理
指導に関する事務等を行う。

１（２）ウ 0
2,948 2,948 36,750 39,698 2,452 2,452 2,084 4,536 5,400 5,400 38,834 44,234 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 870 870 10,847 11,717 1,594 1,594 11,462 13,055

11
個人情報保護条例の周知啓発

大阪府における個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めるとともに、府民や事
業者においては個人情報保護の重要性を認識する等の責務を定め、個人の権利利益の保護を
図り、もって基本的人権の擁護に資する。

１（２）ウ、
４（２）ウ

0
961 349 23,100 24,061 799 290 1,263 2,062 1,760 639 24,363 26,123 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 284 103 6,818 7,101 520 189 7,191 7,710

935 ＮＰＯ法人制度ＰＲリーフレットの作
成

府民のNPO法人に対する理解や、積極的な参画の推進、また、NPO法人の情報公開等の責務
への認識を深めてもらうため、啓発冊子等を作成・配布する。

１（２）ウ、
４（２）ウ

0
1,000 1,000 0 1,000 832 832 52 884 1,832 1,832 52 1,884 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 0 295 541 541 15 556

1555 戦傷病者援護事業費 戦傷病者を援護するため、戦傷病者に対し、年末慰問品を贈呈する。 １（３） 0 2,160 2,160 1,050 3,210 1,797 1,797 169 1,965 3,957 3,957 1,219 5,175 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 638 638 310 947 1,168 1,168 360 1,527
1556 戦傷病者援護事業費（財団法人大

阪府傷痍軍人会補助金）
戦傷病者を援護するため、健康管理を目的とする交流促進事業等を行う財団法人大阪府傷痍
軍人会に対して補助する。

１（３） 0
12,112 12,112 4,200 16,312 10,074 10,074 856 10,931 22,186 22,186 5,056 27,243 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,575 3,575 1,240 4,814 6,548 6,548 1,492 8,040

1557 全国戦没者追悼式参列費 戦没者を追悼するため、遺族に全国戦没者追悼式に参列してもらう。 １（３） 0 7,915 7,915 2,100 10,015 6,583 6,583 526 7,109 14,498 14,498 2,626 17,124 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,336 2,336 620 2,956 4,279 4,279 775 5,054
1558 大阪府戦没者追悼式費 戦没者を追悼するため、大阪府戦没者追悼式を行う。 １（３） 0 1,403 1,403 3,150 4,553 1,167 1,167 239 1,406 2,570 2,570 3,389 5,959 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 414 414 930 1,344 759 759 1,000 1,759
1559 遺家族等援護事業費（財団法人大

阪府遺族連合会補助金）
戦没者遺族の援護を行うため、沖縄なにわの塔の維持管理や慰霊事業等を行う財団法人大阪
府遺族連合会に対して補助する。

１（３） 0
10,291 10,291 4,200 14,491 8,560 8,560 761 9,320 18,851 18,851 4,961 23,811 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,037 3,037 1,240 4,277 5,564 5,564 1,464 7,028

1560 引揚者住宅疎開促進事業費 引揚者住宅からの入居者退去を促進するため、退去交渉、補償金の支払等を行う。 １（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
1561 遺家族等援護事業費 戦没者遺族の援護を行うため、戦没者遺族に対し、年末慰問品を贈呈する。 １（３） 0 7,200 7,200 1,050 8,250 5,989 5,989 433 6,422 13,189 13,189 1,483 14,672 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,125 2,125 310 2,435 3,893 3,893 438 4,330
1562

在日弔慰金支給事業
「平和条約国籍離脱者等である戦没者遺族等に対する弔慰金等の支給に関する法律」に基づ
き、朝鮮半島・台湾出身の旧軍人軍属等であった者及びその遺族に対し弔慰金等を支給する。

１（３） 0
3,884 0 0 3,884 3,231 0 204 3,434 7,115 0 204 7,318

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 2,226 0 0 2,226 4,078 0 117 4,194

1563 旧軍人等恩給進達事務費（大阪軍
恩連盟補助金）

旧軍人軍属に対する恩給制度を周知するため、広報誌の配布等を行う大阪軍恩連盟に対して
補助する。

１（３） 0
350 350 0 350 291 291 18 309 641 641 18 659 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 103 103 0 103 189 189 5 195

1564 帰国者援護事業 中国帰国者の自立を促進するため、中国帰国者に対し、必要な助言や指導、補助等を行う。 １（３） 0 60,316 7,828 23,100 83,416 50,168 6,511 4,379 54,547 110,484 14,339 27,479 137,963 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 17,802 2,310 6,818 24,620 32,609 4,232 8,110 40,719
1565 大阪府原爆被爆者介護保険利用等

助成事業
「大阪府原爆被爆者介護保険利用等助成事業実施要綱」に基づき、被爆者に対する助成制度を
実施する。

１（３） 0
67,314 34,292 2,100 69,414 55,989 28,522 3,644 59,633 123,303 62,814 5,744 129,047 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,867 10,121 620 20,487 36,392 18,539 1,695 38,087

1566 原爆被爆者各種手当金支給事業 「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、被爆者に対して各種手当を支給する。 １（３） 0 3,408,709 20,626 15,750 3,424,459 2,835,200 17,156 179,772 3,014,972 6,243,909 37,782 195,522 6,439,431 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,006,063 6,088 4,649 1,010,711 1,842,857 11,151 57,707 1,900,565
1567

原爆被爆者対策事業
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、被爆者に対して健康診断等を実施す
る。

１（３） 0
90,755 6,851 3,150 93,905 75,486 5,698 4,930 80,415 166,241 12,549 8,080 174,320 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 26,786 2,022 930 27,716 49,065 3,704 2,385 51,450

1568 大阪府原爆被害者団体協議会補助
金

被爆者とその家族の健康保持及び福祉の向上を目的とする被爆者団体を育成するため、（社）
大阪府原爆被害者団体協議会の運営費に対し補助する。

１（３） 0
1,050 1,050 0 1,050 873 873 55 928 1,923 1,923 55 1,978 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 310 310 0 310 568 568 16 584

1569
【新】在外被爆者渡日支援事業

渡日して被爆者健康手帳の交付を受け、また国内の医療機関での治療を希望する在外被爆者
を支援する。

１（３） 0
9,356 0 2,310 11,666 7,782 0 612 8,394 17,138 0 2,922 20,060

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 5,362 0 1,324 6,686 9,822 0 1,675 11,497

2437 公害健康被害対策事業 公害病の認定患者が死亡した際、その遺族の申請に基づき見舞金を給付する。 １（３） 0 19,250 0 5,250 24,500 16,011 0 1,286 17,297 35,261 0 6,536 41,797 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,682 0 1,550 7,231 10,407 0 1,929 12,336
73 大阪地域職業訓練センター運営補

助

職業に関して困難な課題を抱える労働者等に対する職業能力の向上を図るため、大阪地域職
業訓練センターを運営管理する（財）大阪生涯職業教育振興協会が行うパソコン入門講座等の
事業費について補助する。

２（２） 0
54,236 54,236 10,500 64,736 45,111 45,111 3,398 48,509 99,347 99,347 13,898 113,245 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 16,517 16,517 3,198 19,714 30,255 30,255 4,233 34,487

78
府立女性自立支援センターの運営

女性の自立支援を図るため、婦人保護施設機能に加え、妊産婦や乳幼児を連れた女性を対象
とするなど、新たなニーズに対応できる施設として、府立女性自立支援センターを管理運営す
る。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

79
婦人相談所費

保護や援助を必要とする女性からの相談に応じ、また保護の必要な女性を一時保護し、自立に
向けた援助を行うとともに、配偶者暴力相談支援センターとしての業務を行う。

２（２） 0
79,125 79,125 126,000 205,125 65,812 65,812 10,768 76,581 144,937 144,937 136,768 281,706 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 23,304 23,304 37,110 60,414 42,687 42,687 40,281 82,969

90
障害者問題啓発事業

障害及び障害者に対する府民の正しい理解と認識を深めるため、啓発イベント等を行う社会福
祉法人大阪障害者団体連合会等に対して補助する。

２（２） 0
1,832 1,832 4,200 6,032 1,524 1,524 317 1,840 3,356 3,356 4,517 7,872 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 541 541 1,240 1,780 990 990 1,333 2,324

92 障害者社会参加促進センター運営
費

障害者の社会参加を促進するため、障害者社会参加促進センターを管理する社会福祉法人大
阪障害者団体連合会に対して補助する。

２（２） 0
6,200 6,200 2,100 8,300 5,157 5,157 436 5,593 11,357 11,357 2,536 13,893 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,830 1,830 620 2,450 3,352 3,352 748 4,100

105
精神保健対策費

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、巡回指導相談等の活動を行っている
（社）大阪府精神障害者家族会連合会等の団体の運営費に対し補助する。

２（２） 0
5,607 5,607 1,050 6,657 4,664 4,664 349 5,013 10,271 10,271 1,399 11,670 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,655 1,655 310 1,965 3,031 3,031 413 3,444

118 身体障害者福祉センター附属病院
事業

総合リハビリテーション承認施設として、障害の原因となる傷病の治療及び予防，急性期医療後
の患者に対するリハビリテーションサービスの提供を行う。

２（２） 0
616,072 -896,789 1,732,500 2,348,572 512,419 0 123,292 635,711 1,128,491 -896,789 1,855,792 2,984,283 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 181,830 -264,683 511,338 693,169 333,068 -264,683 547,727 880,796

173 金剛コロニー管理運営 知的障害児等の自立更生を促進するため、府立金剛コロニーの管理運営を行う。 ２（２） 0 2,091,555 2,090,554 13,125 2,104,680 1,739,655 1,738,822 110,488 1,850,143 3,831,210 3,829,376 123,613 3,954,823 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 617,312 617,016 3,874 621,185 1,130,762 1,130,221 36,484 1,167,246
174 砂川厚生福祉センター管理運営 心身障害者の自立更生を促進するため、府立砂川厚生福祉センターの管理運営を行う。 ２（２） 0 458,168 9,892 2,184,000 2,642,168 381,082 8,228 138,704 519,786 839,250 18,120 2,322,704 3,161,954 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 135,226 2,920 644,596 779,822 247,700 5,348 685,534 933,234
177

整肢学院運営補助金
整肢学院は社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会によって運営されており、肢体不
自由児に対して治療、訓練等を行い、肢体機能向上に努めている。処遇機能を低下せず、円滑
に事業運営を行っていけるよう運営費の補助を行う。

２（２） 0
26,000 26,000 1,050 27,050 21,626 21,626 1,420 23,046 47,626 47,626 2,470 50,096 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,674 7,674 310 7,984 14,056 14,056 729 14,785

178
大手前整肢学園運営補助金

大手前整肢学園は日本赤十字社大阪府支部によって運営されており、肢体不自由児に対して
治療、訓練等を行い、肢体機能向上に努めている。処遇機能を低下せず、円滑に事業運営を
行っていけるよう運営費の補助を行う。

２（２） 0
52,360 52,360 1,050 53,410 43,551 43,551 2,804 46,354 95,911 95,911 3,854 99,764 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 13,734 13,734 275 14,009 25,156 25,156 1,011 26,167

183
金剛コロニー管理費(臨時）

府立金剛コロニーの老朽化した施設、備品の改修、更新を行い適切な施設運営を図るとともに
入所者の安全確保や処遇改善のための整備を推進する。

２（２） 0
29,400 29,400 1,050 30,450 24,454 24,454 1,599 26,052 53,854 53,854 2,649 56,502 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,677 8,677 310 8,987 15,895 15,895 782 16,676

185
箕面育成園運営補助

高齢知的障害者の生活を支援するため、箕面育成園の運営を行う社会福祉法人大阪知的障害
者育成会に対して補助する。

２（２） 0
7,378 5,062 1,050 8,428 6,137 4,210 442 6,579 13,515 9,272 1,492 15,007 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,178 1,494 310 2,487 3,989 2,737 440 4,429

186 箕面通勤寮管理運営 就労している知的障害者の自立を支援するため、箕面通勤寮を管理運営する。 ２（２） 0 34,380 31,699 2,100 36,480 28,596 26,366 1,915 30,511 62,976 58,065 4,015 66,991 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,147 9,356 620 10,767 18,587 17,137 1,185 19,772
187 身体障害者福祉センター管理運営 身体障害者の自立更生を促進するため、身体障害者福祉センターの管理運営を行う。 ２（２） 0 196,288 80,951 535,500 731,788 163,263 67,331 38,416 201,679 359,551 148,282 573,916 933,467 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 57,933 23,892 158,050 215,983 106,120 43,765 169,388 275,508
192 【新】砂川厚生福祉センター再編整

備推進費
砂川厚生福祉センターの再編を図るため、新たに整備する強度行動障害者への支援施設の基
本計画の策定等を行う。

２（２） 0
8,139 8,139 5,250 13,389 6,770 6,770 703 7,473 14,909 14,909 5,953 20,862 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,402 2,402 1,550 3,952 4,400 4,400 1,757 6,157

193 【新】障害者医療リハビリテーション
センター（仮称）の整備（身体障害者
福祉センター再編整備）

府立急性期・総合医療センターとの統合に向けて、基本設計、実施設計の策定を行う。 ２（２） 0
146,653 146,653 10,500 157,153 121,979 121,979 8,250 130,229 268,632 268,632 18,750 287,382 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 43,284 43,284 3,099 46,383 79,285 79,285 5,534 84,819

194 【新】交野自立センター整備費（臨 施設運営上、必要な改修工事を行う。 ２（２） 0 19,700 9,850 1,050 20,750 16,386 8,193 1,089 17,475 36,086 18,043 2,139 38,225 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,814 2,907 310 6,124 10,650 5,325 631 11,282
198

身体障害者福祉事業費
身体障害者の社会参加を促進するため、スポーツ大会や生活相談を行う財団法人大阪府身体
障害者福祉協会に対して補助する。

２（２） 0
4,715 4,715 1,050 5,765 3,922 3,922 303 4,224 8,637 8,637 1,353 9,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,392 1,392 310 1,702 2,549 2,549 399 2,948

199 身体障害者福祉事業費（社会福祉
法人大阪障害者団体連合会）

身体障害者の社会参加を促進するため、社会福祉法人大阪障害者団体連合会に対して補助す
る。

２（２） 0
1,309 1,309 1,050 2,359 1,089 1,089 124 1,213 2,398 2,398 1,174 3,572 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 386 386 310 696 708 708 346 1,054

202
聴言語障害者福祉事業

聴覚障害者の社会参加を促進するため、手話通訳者の派遣を行うとともに、相談業務等を行う
社団法人大阪聴力障害者協会等に対して補助する。

２（２） 0
26,822 26,822 5,250 32,072 22,309 22,309 1,684 23,993 49,131 49,131 6,934 56,065 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,916 7,916 1,550 9,466 14,501 14,501 2,046 16,547

204
障害者ＩＴ総合推進事業

障害者のＩＴ利用を総合的に支援するため、「大阪府ＩＴステーション(仮称)」を活用しながら、障害
者ＩＴ講習会、パソコンボランティアの養成、企業や府民から提供されたパソコンを障害者に提供
するパソコンリサイクルの推進等を実施する。

２（２） 0
30,379 24,241 5,250 35,629 25,268 20,162 1,870 27,138 55,647 44,403 7,120 62,767 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,966 7,155 1,550 10,516 16,424 13,105 2,102 18,525
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「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

205
視覚障害者福祉事業

視覚障害者の自立と社会参加を促進するため、生業指導事業等を行う財団法人大阪府視覚障
害者福祉協会に対して補助する。

２（２） 0
51,718 51,718 3,150 54,868 43,017 43,017 2,880 45,897 94,735 94,735 6,030 100,765 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,264 15,264 930 16,194 27,960 27,960 1,780 29,740

206 視覚障害者福祉事業（国庫補助事
業）

視覚障害者の自立を促進するため、盲人福祉センター点字図書館を管理運営する財団法人大
阪府視覚障害者福祉協会等に対して補助する。

２（２） 0
42,868 21,433 2,100 44,968 35,656 17,827 2,361 38,016 78,524 39,260 4,461 82,984 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,652 6,326 620 13,272 23,176 11,587 1,317 24,492

207 視覚障害者福祉事業（財団法人大
阪府視覚障害者福祉協会）

視覚障害者の社会参加を促進するため、福祉研修会等を行う財団法人大阪府視覚障害者福祉
協会に対して補助する。

２（２） 0
420 420 1,050 1,470 349 349 77 427 769 769 1,127 1,897 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 124 124 310 434 227 227 333 560

208 リフト付き福祉タクシー利用促進事
業

障害者の外出・移動を支援するため、リフト付き福祉タクシーのＰＲ等を行う大阪福祉タクシー運
営連絡協議会に対して補助する。

２（２） 0
2,000 0 1,050 3,050 1,664 0 160 1,824 3,664 0 1,210 4,874 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 0 310 900 1,081 0 357 1,438

210 【新】大阪府ＩＴステーション(仮称)運
営費

障害者を含め誰もがＩＴを主体的に利用でき、個々の能力を最大限に発揮するための情報と通信
技術のサポート拠点となる「大阪府ＩＴステーション（仮称）」を運営し、障害者のＩＴ利用日本一を
めざす。

２（２） 0
35,273 35,273 10,500 45,773 29,338 29,338 2,403 31,741 64,611 64,611 12,903 77,514 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,411 10,411 3,099 13,510 19,070 19,070 3,808 22,878

214 障害者交流促進センター管理運営 障害者の社会参加を促進するため、障害者交流促進センターを管理運営する。 ２（２） 0 191,581 169,813 5,250 196,831 159,348 141,242 10,333 169,681 350,929 311,055 15,583 366,512 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 56,544 50,119 1,550 58,094 103,575 91,806 4,599 108,174
215 稲スポーツセンター管理運営 障害者のスポーツ・レクリエーション活動を促進するため、稲スポーツセンターを管理運営する。 ２（２） 0 69,228 66,830 2,100 71,328 57,581 55,586 3,744 61,325 126,809 122,416 5,844 132,653 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,432 19,725 620 21,052 37,427 36,130 1,725 39,152
235

大阪障害者雇用推進会議助成事業
企業の障害者雇用への取組を促進するため、府内の障害者雇用支援機関で構成し、一元的な
情報提供と啓発活動を展開する「大阪障害者雇用推進会議」の運営費の一部を助成する。

２（２） 0
1,000 1,000 2,100 3,100 832 832 163 994 1,832 1,832 2,263 4,094 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 620 915 541 541 668 1,208

247 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）障害者
雇用企業相談事業

（社）大阪府障害者雇用促進協会のノウハウを活かし、企業ニーズの高い障害者雇用に関する
助成金や雇用管理相談を実施し、障害者雇用支援プラザ（仮称）への企業の集客を図る。

２（２） 0
353 353 2,100 2,453 294 294 129 422 647 647 2,229 2,875 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 104 104 620 724 191 191 658 849

248 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）障害者
IT人材情報ナビ事業

大阪府ITステーション（仮称）等における訓練修了生の情報をWEBページで公開することにより、
障害者雇用の促進を図る。

２（２） 0
6,089 6,089 4,200 10,289 5,065 5,065 540 5,605 11,154 11,154 4,740 15,894 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,797 1,797 1,240 3,037 3,292 3,292 1,399 4,691

249 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）重度視
覚障害者職域開発推進事業

視覚障害者が活用できる音声読み上げ対応の事務処理ソフトを開発し、ITを活用した職域にお
ける視覚障害者の雇用を促進する。

２（２） 0
17,700 17,700 4,200 21,900 14,722 14,722 1,150 15,872 32,422 32,422 5,350 37,772 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,224 5,224 1,240 6,464 9,569 9,569 1,579 11,148

250 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）雇用支
援コーディネート業務委託事業

大阪府ITステーション（仮称）等における訓練修了生を雇用に結びつけるため、障害者雇用支援
プラザ（仮称）において実施する雇用支援コーディネート業務を民間就職支援事業者に委託して
実施する。

２（２） 0
10,253 10,253 4,200 14,453 8,528 8,528 759 9,287 18,781 18,781 4,959 23,740 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,026 3,026 1,240 4,266 5,543 5,543 1,464 7,007

251 知的障害者等自立就労訓練助成事
業

知的障害者等を対象に大阪府福祉人権推進センターの日常清掃業務及び職場定着指導を行
い、自立支援に資する。

２（２） 0
4,320 4,320 1,050 5,370 3,593 3,593 282 3,875 7,913 7,913 1,332 9,245 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,275 1,275 310 1,585 2,336 2,336 393 2,729

257 大阪府授産事業振興センター管理
費

授産施設等で製作された商品の販路拡大を図るため、広報･啓発事業等を行う大阪府授産事業
振興センターの運営を大阪府社会福祉協議会に委託する。

２（２） 0
12,493 12,493 2,100 14,593 10,391 10,391 766 11,157 22,884 22,884 2,866 25,750 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,687 3,687 620 4,307 6,754 6,754 846 7,600

267
ふれ愛ゾーン運営助成費

障害者福祉作業所等の製品販売を促進するため、「ふれ愛たかつき」を運営する大阪府社会福
祉協議会に対して補助する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

275 交野自立センター管理運営 重度身体障害者の自立を促進するため、交野自立センターの管理運営を行う。 ２（２） 0 65,909 59,921 4,200 70,109 54,820 49,839 3,680 58,500 120,729 109,760 7,880 128,609 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,453 17,685 1,240 20,692 35,633 32,395 2,326 37,958
276 大阪ＩＮＡ職業支援センター運営補

助
知的障害者の就労自立を支援するため、大阪ＩＮＡ職業支援センターを管理運営する社会福祉
法人府障害者福祉事業団に対して補助する。

２（２） 0
35,055 35,055 35,055 70,110 29,157 29,157 3,681 32,838 64,212 64,212 38,736 102,948 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,346 10,346 10,346 20,693 18,952 18,952 11,433 30,384

277
明光ワークス管理運営

知的障害者の就労自立を促進するため、職業的訓練と生活指導を行う明光ワークスを管理運営
する。

２（２） 0
74,824 74,824 4,200 79,024 62,235 62,235 4,148 66,383 137,059 137,059 8,348 145,407 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,084 22,084 1,240 23,324 40,452 40,452 2,464 42,916

283
府立花の文化園の管理運営

「花に憩い、花に学び、花で交流する」を基本方針に花とみどりの街づくりをすすめていく拠点植
物園として整備した「花の文化園」の管理運営を（財）大阪府みどり公社に委託する。

２（２） 0
189,301 0 189,301 157,451 0 9,938 167,389 346,752 0 9,938 356,690 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 55,871 0 0 55,871 102,342 0 2,933 105,275

313
府立青少年会館の管理運営

青少年活動を促進し、青少年の健全な育成に資するため、自主的な文化活動の場を提供する青
少年会館の管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

314 府立青少年海洋センターの管理運
営

海を通じて、青少年に自然と親しむ健康で文化的なレクリエーション活動の場を提供し、もって青
少年の健全な育成を図る青少年海洋センターの管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託
する。

２（２） 0
267,255 267,255 222,290 0 14,030 236,320 489,545 0 14,030 503,575

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 75,323 0 0 75,323 137,973 0 3,954 141,927

315 府立青少年海洋センターファミリー
棟の管理運営

青少年を中心とした小グループや家族が気軽に宿泊できる施設として、青少年海洋センターに
ファミリー棟を設置し、その管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託する。

２（２） 0
4,845 4,845 4,030 0 254 4,284 8,875 0 254 9,129

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 1,366 0 0 1,366 2,501 0 72 2,573

316 府立総合青少年野外活動センター
の管理運営

キャンプ等の共同生活を通じて、青少年に自然と親しむ健康で文化的なレクリエーション活動の
場を提供し、もって青少年の健全な育成を図る総合的な野外活動施設として青少年野外活動セ
ンターの管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託する。

２（２） 0
203,096 203,096 168,925 0 10,662 179,587 372,021 0 10,662 382,683

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 57,241 0 0 57,241 104,850 0 3,005 107,855

317 (財）大阪府青少年活動財団への運
営助成

青少年の健全育成事業及び青少年施設の運営を行っている(財）大阪府青少年活動財団に対
し、その事業内容の充実と運営基盤の確立を図るため助成を行う。

２（２） 0
558,502 558,502 5,250 563,752 464,535 464,535 29,595 494,130 1,023,037 1,023,037 34,845 1,057,882

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 157,408 157,408 1,480 158,888 288,332 288,332 9,821 298,153

318 府立羽衣青少年センターの管理運
営

青少年に健康で文化的なレクリエーション活動の場を提供し、もって青少年の健全な育成を図る
都市型野外活動施設として、羽衣青少年センターを運営する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

320
プラネットステーション（府立青少年
会館）事業

青少年の自主的・主体的な文化活動への参加を促進するため、（財）大阪府青少年活動財団へ
の委託などにより、プラネットステーション主催事業等を実施する。

２（２） 0
11,264 4,200 15,464 9,369 0 812 10,181 20,633 0 5,012 25,645

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 3,118 0 1,163 4,281 5,712 0 1,387 7,099

408 中高年齢者再就職サポート事業（中
高年就職支援センター運営事業）

厳しい雇用環境にある中高年齢者の再就職を支援するため、雇用就業相談やキャリア形成を図
るカウンセリングを実施するとともに、職業に関するセミナー、求人情報の検索等を一貫して提供
する「中高年就職支援センター」を運営する。

２（２） 0
26,404 26,404 14,700 41,104 21,962 21,962 2,158 24,119 48,366 48,366 16,858 65,223

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 7,668 7,668 4,269 11,938 14,047 14,047 4,896 18,942

445
【新】高齢者医療・健康・福祉サポー
ト機能等支援事業

老人福祉施設が社会貢献事業の一環として実施する「高齢者等の要援護者からの相談対応や
経済的援助等により、医療・健康・福祉の必要なサービスに結びつける事業（医療・健康・福祉サ
ポート機能）」の円滑な推進を図るため、これらの業務を支援する人員を養成し、配置する大阪
府社会福祉協議会に対して助成する。

２（２） 0

171,419 171,419 2,100 173,519 142,578 142,578 9,109 151,687 313,997 313,997 11,209 325,206
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 57,965 57,965 710 58,676 106,178 106,178 3,790 109,969

446
かかりつけ薬局の育成強化事業

府民が薬について身近に相談できる「かかりつけ薬局」の育成・強化を図るため、（社）大阪府薬
剤師会が実施する薬局マップ・リーフレットの配付や府民向け講演会等の事業に対して補助す
る。

２（２） 0
4,750 4,750 1,307 6,057 3,951 3,951 318 4,269 8,701 8,701 1,625 10,326 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,402 1,402 386 1,788 2,568 2,568 480 3,048

453
府立老人福祉施設管理費 要介護高齢者等に対する施設サービスを充実するため、府立老人福祉施設の管理運営を行う。 ２（２） 0

35,619 35,619 1,050 36,669 29,626 29,626 1,925 31,551 65,245 65,245 2,975 68,220
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 12,045 12,045 355 12,400 22,063 22,063 1,006 23,069

474 介護保険苦情処理体制整備運営費
補助事業

介護保険の指定サービスに関する苦情対応及び事業者の指導を行う国保連合会に補助を行
う。

２（２） 0
27,894 27,894 2,100 29,994 23,201 23,201 1,575 24,775 51,095 51,095 3,675 54,769

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 9,432 9,432 710 10,142 17,278 17,278 1,243 18,520

483 介護保険事業者運営支援事業（緊
急地域雇用創出特別基金事業）

国の「緊急地域雇用創出特別基金」を活用し、介護保険事業者が自立的、安定的な事業運営が
できるよう、「介護保険事業者支援センター」を設置し、相談、情報提供等の事業を実施する。

２（２） 0
127,164 0 3,150 130,314 105,769 0 6,841 112,610 232,933 0 9,991 242,924

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 43,001 0 1,065 44,066 78,766 0 3,378 82,145

487 高齢者総合相談情報センター（ｼﾙ
ﾊﾞｰ110 番）運営委託

高齢者等の悩みや不安を解消するため、各種相談事業等を行う。 ２（２） 0
30,491 25,684 2,100 32,591 25,361 21,363 1,711 27,072 55,852 47,047 3,811 59,663

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,311 8,685 710 11,021 18,886 15,909 1,289 20,175

490

府立老人総合センターの運営

市町村立老人福祉センターの中枢的・指導的役割を果たすとともに、急速に進行する高齢社会
に対応し、積極的に高齢者の生きがいづくりを推進するため、高齢者に対する相談、健康の増
進、教養の向上、レクリエーションなどの事業を行うほか、高齢者及び高齢者福祉関係者に対す
る研修等を総合的に実施運営する。

２（２） 0

41,688 34,853 41,688 34,674 28,989 2,188 36,863 76,362 63,842 2,188 78,551
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 14,097 11,786 0 14,097 25,822 21,588 740 26,562

492 老人地域活動促進事業（大阪府老
人クラブ連合会補助）

高齢者の健康･生きがいづくりを促進するため、大阪府老人クラブ連合会に対して補助する。 ２（２） 0
16,802 9,325 10,500 27,302 13,975 7,756 1,433 15,408 30,777 17,081 11,933 42,710

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 5,682 3,153 3,551 9,232 10,407 5,776 4,035 14,443

501 高齢者職業相談室・高齢者職業相
談プラザの運営

高年齢者の適性と能力にふさわしい再就職の促進を図るため、府内に相談室を設置し、相談員
が職業に関する情報の提供と必要な助言及び職業紹介等を行う。

２（２） 0
33,686 33,686 10,500 44,186 28,018 28,018 2,320 30,338 61,704 61,704 12,820 74,524

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 11,391 11,391 3,551 14,942 20,865 20,865 4,335 25,200

504
高年齢者労働能力活用事業

高年齢者の就業機会の確保と社会参加の促進を図るため、府内各シルバー人材センター及び
（社）大阪府シルバー人材センター協議会に対する育成指導を行う。

２（２） 0
72,604 72,604 10,500 83,104 60,389 60,389 4,363 64,751 132,993 132,993 14,863 147,855

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 24,551 24,551 3,551 28,102 44,971 44,971 5,026 49,997

720 府立少年自然の家の運営 府立少年自然の家の運営 ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
722

視聴覚教育振興事業
学校教育及び社会教育における視聴覚教育のための学習教材を提供するため、府立中央図書
館にある視聴覚ライブラリーを運営する。

２（２） 0
2,921 2,921 1,050 3,971 2,430 2,430 208 2,638 5,351 5,351 1,258 6,609 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 862 862 310 1,172 1,579 1,579 371 1,951

723
識字推進事業

識字問題の解決を図るため、「識字・日本語連絡会」が実施する交流会や啓発事業等に対して
補助する。

２（２） 0
8,623 8,623 1,050 9,673 7,172 7,172 508 7,680 15,795 15,795 1,558 17,353 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,545 2,545 310 2,855 4,662 4,662 460 5,122

725 大阪地域職業訓練センター教育推
進事業

若者の失業者や高校中退者の就労・就学支援を図るため、各種の事業を実施する（財）大阪生
涯職業教育振興協会に対して補助する。

２（２） 0
10,804 10,804 1,050 11,854 8,986 8,986 622 9,609 19,790 19,790 1,672 21,463 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,290 3,290 320 3,610 6,027 6,027 509 6,536

726
ビジネス支援図書館機能整備事業

都心部に位置する中之島図書館の立地特性を活かし、図書館のネットワーク機能を駆使して創
業支援、中小企業支援、社会人のキャリアアップのための知的インフラを整備する。

２（２） 0
22,666 22,666 18,852 0 1,190 20,042 41,518 0 1,190 42,708 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,690 0 0 6,690 12,254 0 351 12,605

760
府立介護実習・普及センターの運営

介護知識･技術の普及を促進するため、（財）大阪府地域福祉推進財団に対し、介護の実技実習
や福祉機器の展示等を委託する。

２（２） 0
97,078 86,017 1,050 98,128 80,745 71,545 5,151 85,896 177,823 157,562 6,201 184,024 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 28,652 25,387 310 28,962 52,483 46,504 1,830 54,314

765
大阪府民牧場の管理運営

牧場が持つみどり豊かな自然の中で、家畜とのふれあい等を通じて、府民に潤いを提供する府
民牧場の管理運営を行なう。

２（２） 0
98,829 98,829 82,201 0 5,188 87,389 181,030 0 5,188 186,218 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,169 0 0 29,169 53,430 0 1,531 54,961
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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等
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

789
環境情報プラザ管理運営事業

平成１５年２月に環境情報センター内にエコビジネスや環境教育・学習など幅広い環境情報を総
合的に収集・整理して発信できる「環境情報プラザ」を整備したところであり、その管理運営を行
う。

２（２） 0
2,212 2,212 8,400 10,612 1,840 1,840 557 2,397 4,052 4,052 8,957 13,009 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 653 653 2,479 3,132 1,196 1,196 2,644 3,840

904 府立児童福祉施設運営費（府立子
どもライフサポートセンター）

府立子どもライフサポートセンターにおいて、不登校、ひきこもり等の児童に対して、生活・学習・
職業支援や心理的サポート等を行い、社会への自立を図る。

２（２） 0
84,677 39,925 414,750 499,427 70,430 33,208 26,218 96,648 155,107 73,133 440,968 596,075 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 22,210 10,472 108,785 130,995 40,683 19,182 115,662 156,345

922
子ども会育成事業

こども会活動の振興を図るため、優良こども会の表彰などを行うほか、（財）大阪府こども会育成
連合会へ分担金・補助金を交付し、青年指導者研修事業などを実施する。

２（２） 0
3,309 3,309 0 3,309 2,752 2,752 174 2,926 6,061 6,061 174 6,235 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 868 868 0 868 1,590 1,590 46 1,635

925
青少年活動促進事業助成費

青少年活動を支援する体制を充実するため、（財）大阪府青少年活動財団へ補助金を交付し、
研究大会を開催する。

２（２） 0
280 280 1,050 1,330 233 233 70 303 513 513 1,120 1,633

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 79 79 296 375 145 145 316 460

926
青少年指導員費

青少年指導員の資質向上を図るため、大阪府青少年指導員連絡協議会が実施する会員への研
修事業や会報の発行などに対して補助する。

２（２） 0
505 505 6,300 6,805 420 420 357 777 925 925 6,657 7,582

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 142 142 1,776 1,918 261 261 1,876 2,137

1042
府立大型児童館ビッグバンの運営

子どもの豊かな遊びと文化創造の中核拠点である大型児童館ビッグバンの管理運営を（財）大
阪府地域福祉推進財団に委託する。

２（２） 0
122,761 98,259 122,761 102,107 81,727 6,445 108,551 224,868 179,986 6,445 231,312 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 32,199 25,772 0 32,199 58,981 47,209 1,690 60,671

1047 土地改良事業指導費（大阪府土地
改良事業団体連合会補助）

農空間の保全を目指す土地改良事業の適切かつ効率的な運営を図るため、大阪府土地改良事
業団体連合会が行う土地改良管理指導センターや換地センター事業等に対して補助する。

２（２） 0
19,906 9,419 3,150 23,056 16,557 7,834 1,210 17,767 36,463 17,253 4,360 40,823 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 346 164 55 401 634 300 76 710

1049 (財)大阪府みどり公社運営助成事
業

農地保有の合理化を促進し、優良農地の確保等を図るため、農地保有合理化法人であるみどり
公社に助成する。

２（２） 0
41,258 34,562 5,250 46,508 34,316 28,747 2,442 36,758 75,574 63,309 7,692 83,266 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 717 601 91 809 1,314 1,101 134 1,448

1120 府立漕艇センターの運営 府民に漕艇の場を提供し、スポーツ振興に寄与するため、府立漕艇センターの運営を行う。 ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 河川延長 148,054 670,032 22.1% 0 0 0 0 0 0 0 0
1123

府立臨海スポーツセンターの運営
民間のノウハウを活用し、多様なサービスとスポーツの振興に寄与するため、府立臨海スポーツ
センターの管理運営を行う。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1221
保育研究・研修事業

幼児期からの教育や子育て支援の一層の充実を図るため、保育所職員等の研修と保育内容・
教材の研究等を行う「大阪保育子育て人権情報研究センター」に対して補助する。

２（２） 0
48,993 48,863 6,300 55,293 40,750 40,642 2,903 43,653 89,743 89,505 9,203 98,946

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 38,760 38,657 4,984 43,744 70,999 70,810 7,281 78,279

1224 歯科衛生士養成所臨床実習教育費
補助

身体障害者に対する歯科診療補助業務及び歯科疾患予防等に関する技術の習得を進めるた
め、社会福祉施設や障害者歯科診療現場において臨床実習を実施する歯科衛生士養成所に対
し補助する。

２（２） 0
9,730 4,865 0 9,730 8,093 4,046 511 8,604 17,823 8,911 511 18,334

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 7,698 3,849 0 7,698 14,100 7,050 404 14,504

1232
臨床研修指定病院補助事業 地域医療の中核的役割を担う大学付属病院及び臨床研修指定病院の運営に対し助成する ２（２） 0

3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 2,492 2,492 0 0 2,623 2,623

1237
看護師等人材確保促進事業

ナースセンターにおいて、無料職業紹介、各種講習会を（社）大阪府看護協会に委託して実施す
る。

２（２） 0
46,546 45,150 7,350 53,896 38,715 37,554 2,829 41,544 85,261 82,704 10,179 95,440

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 36,824 35,720 5,815 42,639 67,453 65,430 8,053 75,506

1250
歯科技工士研修事業補助

聴覚障害を持つ歯科技工士の自立の促進と資質、技術の向上を図るため、（社）大阪府歯科技
工士会が実施する講演会や実技研修事業に対し補助する。

２（２） 0
397 397 0 397 330 330 21 351 727 727 21 748

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 314 314 0 314 575 575 16 592

1265 救急医療情報システム整備運営事
業

救急傷病者を医療機関へ迅速に搬送するため、（社）大阪府医師会に救急医療情報センター（シ
ステム）の運営を委託するとともに、医療機関の情報を収集し医療連携や府民の主体的な医療
機関の選択を支援する。

２（２） 0
530,457 436,881 5,775 536,232 441,209 363,377 28,150 469,359 971,666 800,258 33,925 1,005,591 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 156,562 128,943 1,704 158,266 286,782 236,192 10,013 296,795

1278 「大阪後見支援センター」運営事業
費補助金（相談事業）

痴呆性高齢者等自己の判断のみでは意思決定に支障のある方の権利擁護を推進するため、電
話相談等を行う大阪府社会福祉協議会（大阪後見支援センター）に対して補助する。

２（２） 0
54,923 35,754 7,350 62,273 45,682 29,738 3,269 48,951 100,605 65,492 10,619 111,224

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 18,572 12,090 2,485 21,058 34,020 22,146 3,591 37,611

1279 「大阪後見支援センター」運営事業
費補助金（地域福祉権利擁護事業）

痴呆性高齢者等自己の判断のみでは意思決定に支障のある方の福祉サービス等利用援助や
財産保全、金銭管理を支援するため、生活支援員の派遣を行う市町村社会福祉協議会等に助
成する大阪府社会福祉協議会に対して補助する。

２（２） 0
139,206 72,560 7,350 146,556 115,785 60,352 7,694 123,479 254,991 132,912 15,044 270,035

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 47,073 24,536 2,485 49,558 86,225 44,944 5,087 91,312

1283
成人病予防事業助成

成人病に関する医療水準の向上並びに知識の啓発普及を図るため、成人病に関する研究活動
等を行う（財）大阪成人病予防協会の運営に対して助成する。

２（２） 0
1,134 1,134 2,100 3,234 943 943 170 1,113 2,077 2,077 2,270 4,347 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 335 335 620 954 613 613 670 1,283

1296 衛生教育活動並びに地区衛生組織
育成強化事業

地域保健活動を推進するため、女性の組織的な力により地域保健の向上を目指す目的で設置
された（社）大阪エイフボランタリーネットワーク等の運営に対し補助する。

２（２） 0
6,088 6,088 3,150 9,238 5,064 5,064 485 5,549 11,152 11,152 3,635 14,787 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 1,793 1,793 928 2,721 3,284 3,284 1,071 4,355

1306 大阪がん予防検診センター事業運
営費補助金交付事業

がんの予防や早期発見を行うため、各種がんの一次検診及び精密検査等の事業を行う（財）大
阪がん予防検診センターの運営に対して補助する。

２（２） 0
482,519 412,253 6,300 488,819 401,336 342,892 25,661 426,997 883,855 755,145 31,961 915,816 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 142,413 121,674 1,859 144,272 260,865 222,877 9,433 270,298

1326
予防接種

予防接種の接種率向上を図るため、市町村に対して定期予防接種の実施の指示と指導を行うと
ともに、要注意者などを対象とした医療相談事業を行う大阪府医師会予防接種センターに補助
を行う。

２（２） 0
2,975 1,488 66,150 69,125 2,474 1,238 3,629 6,103 5,449 2,726 69,779 75,228 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 878 439 19,524 20,402 1,608 804 20,595 22,203

1370
大阪難病医療ネットワーク事業

難病に対する医療機関等の取組を促進するため、府立急性期・総合医療センター内に大阪難病
医療情報センターを設置し府内医療機関のネットワーク化を推進するとともに医療従事者研修
等を実施する。

２（２） 0
21,754 10,928 9,450 31,204 18,094 9,089 1,638 19,732 39,848 20,017 11,088 50,936 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,421 3,225 2,789 9,210 11,761 5,908 3,273 15,034

1376
【新】難病相談支援センター事業

難病患者・家族等の療養上、生活上での悩みや不安の解消を図るため、難病相談支援員を配
置し、相談事業、交流会の開催、就労支援等を行う難病相談支援センターを整備する。

２（２） 0
11,827 5,914 3,150 14,977 9,837 4,919 786 10,623 21,664 10,833 3,936 25,600 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,491 1,745 930 4,420 6,394 3,197 1,162 7,556

1389
【新】保健福祉医療対策事業費

医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会が独自性、専門性を発揮して行う健康福祉施策
を補完する事業をメニュー方式により補助する。

２（２） 0
739,000 3,150 742,150 614,665 0 38,960 653,625 1,353,665 0 42,110 1,395,775 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 218,112 0 930 219,042 399,527 0 12,429 411,956

1394 休日夜間急患診療確保対策事業
（特定科目）

休日・夜間等における特定科目（眼科、耳鼻咽喉科）の二次救急医療体制を確保するため、参加
病院のローテーションの調整等を府医師会に委託して行う。

２（２） 0
78,566 78,566 2,100 80,666 65,347 65,347 4,235 69,582 143,913 143,913 6,335 150,248 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 23,188 23,188 620 23,808 42,475 42,475 1,870 44,345

1406 【新】緊急歯科診療体制確保事業
（夜間・休日）

緊急の歯科診療体制を整備するため、夜間・休日昼間の歯科診療を行う府歯科医師会に対し補
助する。

２（２） 0
16,620 16,620 1,575 18,195 13,824 13,824 955 14,779 30,444 30,444 2,530 32,974 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,905 4,905 465 5,370 8,985 8,985 747 9,732

1422
血液対策事業

府内の医療機関で必要な血液を府内の献血で確保するため、各市町村献血推進協議会の事業
費及び血液センター（森ノ宮等３か所）の施設整備に対して補助する。

２（２） 0
25,868 23,158 3,225 29,093 21,516 19,262 1,527 23,043 47,384 42,420 4,752 52,136 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,635 6,835 952 8,587 13,985 12,520 1,403 15,388

1430
周産期緊急医療体制整備事業

重症新生児や重症妊産婦の緊急搬送体制を確保するため、周産期緊急医療体制の整備を図る
（社）大阪府医師会に対し補助する。

２（２） 0
38,000 30,257 4,200 42,200 31,607 25,166 2,215 33,822 69,607 55,423 6,415 76,022 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 11,192 8,911 1,237 12,429 20,501 16,323 1,889 22,390

1449
地域災害医療センター整備事業

地域災害医療センターが地域における医療救護活動の拠点としての機能を果たすよう、施設・
設備の整備費に対して補助を行う。

２（２） 0
104,078 52,039 1,050 105,128 86,567 43,284 5,519 92,086 190,645 95,323 6,569 197,214 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 30,718 15,359 310 31,028 56,268 28,134 1,939 58,207

1450
臓器移植推進事業

移植医療の適正な実施に資するため、臓器移植コーディネーターの設置、臓器提供意思表示
カードの配付等、普及啓発を図るとともに、（財）大阪腎臓バンクに対し事業助成する。

２（２） 0
10,438 10,438 5,250 15,688 8,682 8,682 824 9,505 19,120 19,120 6,074 25,193 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,081 3,081 1,550 4,630 5,643 5,643 1,793 7,436

1451 （財）大阪アイバンクに対する補助
金

角膜移植を推進するため、（財）大阪アイバンクが実施している角膜のあっせんや啓発事業等に
対して補助する。

２（２） 0
1,134 1,134 1,050 2,184 943 943 115 1,058 2,077 2,077 1,165 3,242 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 335 335 310 645 613 613 344 957

1478
ＢＳＥ（牛海綿状脳症）対策事業 府内２ヶ所の食肉衛生検査所において、牛全頭を対象にＢＳＥスクリーニング検査を行う。 ２（２） 0

131,781 56,832 63,000 194,781 109,609 47,270 10,225 119,834 241,390 104,102 73,225 314,615

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 36,639 15,801 17,516 54,156 67,114 28,944 20,359 87,473

1493 生活衛生関係組合指導事業（(財)
大阪府生活衛生営業指導センター
運営事業補助金）

生活衛生関係営業者の経営の健全化により営業施設等の衛生水準の維持向上を図るため、
（財）大阪府生活衛生営業指導センターの事業運営に対して補助する。

２（２） 0
44,158 30,598 3,150 47,308 36,729 25,450 2,483 39,212 80,887 56,048 5,633 86,520 事業所数 232,804 483,964 48.1% 21,242 14,719 1,515 22,757 38,909 26,961 2,710 41,619

1499 【新】公衆衛生研究所等整備構想事
業

老朽化した公衆衛生研究所及び犬管理事務所について、移転を含めた建替え構想について調
査研究を行う。犬管理事務所については、動物愛護センター（仮称）として機能充実させ、動物に
対する虐待の防止や動物の適正な取扱いについて普及啓発を図る施設として構想を行う。

２（２） 0
5,000 5,000 10,500 15,500 4,159 4,159 814 4,972 9,159 9,159 11,314 20,472 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,476 1,476 3,099 4,575 2,703 2,703 3,339 6,042

1518 大阪府福祉人権推進センター運営
助成費

府域の高齢者等の福祉の向上を図るため、大阪府福祉人権推進センターを運営する大阪府総
合福祉協会に対して助成する。

２（２） 0
189,874 189,874 21,000 210,874 157,928 157,928 11,070 168,998 347,802 347,802 32,070 379,872

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 64,206 64,206 7,101 71,307 117,609 117,609 10,845 128,454

1525 財団法人法律扶助協会大阪支部補
助金

裁判をする必要があるのに経済的余裕がない人々の権利擁護を図るため、少年保護事件付添
扶助事業等を行う財団法人法律扶助協会大阪支部に対して補助する。

２（２） 0
4,950 4,950 0 4,950 4,117 4,117 260 4,377 9,067 9,067 260 9,327 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,461 1,461 0 1,461 2,676 2,676 77 2,753

1526 更生保護法人大阪府更生保護協会
補助金

犯罪者の更生等を図るため、世論啓発活動等を行う大阪府更生保護協会に対して補助する。 ２（２） 0
2,100 2,100 0 2,100 1,747 1,747 110 1,857 3,847 3,847 110 3,957 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 620 620 0 620 1,135 1,135 33 1,168

1532
（財）大阪府地域福祉推進財団事業

府民の増大・多様化するニーズに適切に対応するため、「公民の福祉の総合基地」として設置す
る（財）大阪府地域福祉推進財団の運営経費を補助する。

２（２） 0
197,184 197,184 5,250 202,434 164,008 164,008 10,627 174,635 361,192 361,192 15,877 377,069 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 58,198 58,198 1,550 59,747 106,604 106,604 4,686 111,290

1533
大阪府谷町福祉センター運営費

身体障害者等の交流や活動を活発化するため、活動の場を提供する大阪府地域推進財団に対
して補助する。

２（２） 0
7,315 7,315 2,100 9,415 6,084 6,084 494 6,579 13,399 13,399 2,594 15,994 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,159 2,159 620 2,779 3,955 3,955 766 4,720

1577 「大阪府児童環境づくり推進機構」
の運営助成

親子のふれあいの場を提供するため、イベント開催等を行う児童環境づくり推進機構に対して補
助する。

２（２） 0
14,329 7,165 1,050 15,379 11,918 5,960 807 12,726 26,247 13,125 1,857 28,105 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 3,758 1,879 275 4,034 6,884 3,442 487 7,372

1612
自閉症児対策事業

自閉症児に対する療育及び医療を提供するため、府立松心園において精神療法等の医療の提
供を行うとともに、家族に対するカウンセリング等を実施する。

２（２） 0
58,238 28,516 2,100 60,338 48,440 23,718 3,168 51,607 106,678 52,234 5,268 111,945 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 15,275 7,479 551 15,826 27,980 13,701 1,382 29,362

1643 府立児童福祉施設運営費・整備費
(修徳学院）

府立修徳学院において、非行児童を保護し、生活指導等を通じて、社会生活能力を育成し、その
自立を図る。

２（２） 0
136,196 61,619 676,200 812,396 113,281 51,252 42,648 155,929 249,477 112,871 718,848 968,325 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 35,723 16,162 177,361 213,084 65,435 29,605 188,547 253,982

2031 (財)救急振興財団への運営助成事
業

救命率の向上に対する国民の要請に対応して、救急隊員が行う救急措置の拡大に伴い必要と
なる教育訓練等、救急業務の高度化を推進するため、都道府県共同出資で設立した（財）救急
振興財団の事業に対し運営費の負担を行う。

２（２） 0
22,100 22,100 840 22,940 18,382 18,382 1,204 19,586 40,482 40,482 2,044 42,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,523 6,523 248 6,771 11,948 11,948 603 12,551

2032
(財)大阪府消防協会補助金

消防団員の消防知識・技能の向上等を図るとともに、府民に対する消防思想の普及や消防機関
相互の連絡調整を図っている大阪府消防協会に対して補助を行う。

２（２） 0
21,000 21,000 840 21,840 17,467 17,467 1,147 18,613 38,467 38,467 1,987 40,453 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,198 6,198 248 6,446 11,353 11,353 586 11,940

2282
古紙利用促進事業

古紙需要の拡大を通じて古紙産業の振興を図るため、古紙利用促進に関する情報交換・啓発・
調査研究を実施する古紙利用促進協会へ分担金を支出する。

２（２） 0
1,890 1,890 1,050 2,940 1,572 1,572 154 1,726 3,462 3,462 1,204 4,666 事業所数 232,804 483,964 48.1% 909 909 505 1,414 1,665 1,665 579 2,245

 

―3
 
(
8/

5
1)

 

1
2
7



「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2284
化製場集約化事業

地域の環境改善や資源リサイクルシステムへの支援を図るため、大阪ハイプロテイン協業組合
が実施する集約化、高度化事業に対し、大阪市と共同で支援を行う。

２（２） 0
203,959 0 10,500 214,459 169,643 0 11,258 180,902 373,602 0 21,758 395,361 事業所数 232,804 483,964 48.1% 98,112 0 5,051 103,162 179,716 0 10,467 190,183

2290
廃棄物処理対策整備推進事業

魚あらの適正処理及びリサイクルを推進するため、府・市町村で構成する「大阪府魚腸骨処理対
策協議会」を通じ、小島養殖漁業生産組合に魚あらの処理を委託する。

２（２） 0
32,016 32,016 10,500 42,516 26,629 26,629 2,232 28,861 58,645 58,645 12,732 71,377 事業所数 232,804 483,964 48.1% 15,401 15,401 5,051 20,452 28,211 28,211 6,125 34,335

2466
自然環境保全地域等保全事業

府内に残された貴重な自然環境を保全するため、「大阪府自然環境保全審議会」の審議を経
て、指定された自然環境保全地域等で(財)大阪みどりのトラスト協会が行う保全管理事業に対し
て助成する。

２（２） 0
2,961 2,961 1,050 4,011 2,463 2,463 211 2,673 5,424 5,424 1,261 6,684 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2469 （財）大阪みどりのトラスト協会管理
運営事業

緑化の推進や府域に残された貴重な自然環境を保全するトラスト運動に取り組む（財）大阪みど
りのトラスト協会の管理運営に要する経費を助成する。

２（２） 0
70,233 0 0 70,233 58,416 0 3,687 62,103 128,649 0 3,687 132,336 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2511
農地保有合理化促進事業

農地保有合理化事業を推進し、保有農地の活用による大阪における都市農業の振興を図る中、
予見を超えた地価下落により生じる保有農地の売却差損を適切に処理するため、事業を推進し
た大阪府として、(財)大阪府みどり公社に補助を行う。

２（２） 0
73,890 73,890 5,250 79,140 61,458 61,458 4,155 65,613 135,348 135,348 9,405 144,753 農家数 592 29,801 2.0% 1,468 1,468 104 1,572 2,689 2,689 187 2,876

2519
協同農業普及推進事業

農業経営体育成、地域農業のリーダー育成などにより地域農業の振興を図るため、講習会や研
修会の開催等を行う農業改良普及センターを運営する。

２（２） 0
19,753 8,192 315,000 334,753 16,430 6,814 17,573 34,003 36,183 15,006 332,573 368,756

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 968 401 15,432 16,400 1,773 735 16,293 18,066

2670
ＩＴビジネスインキュベータ施設管理
運営事業

ＩＴ（情報技術）関連産業の起業・創業を支援するため整備した「大阪府ＩＴビジネスインキュベータ
（愛称：ｉｎｃｕｅｉｔ）」において、会員に対し起業に向けたスキルを学ぶセミナーの実施や、アドバイ
ザーによる相談･指導などのソフト支援を実施する。

２（２） 0
105,037 105,037 10,500 115,537 87,365 87,365 6,065 93,430 192,402 192,402 16,565 208,967

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 50,246 50,246 5,023 55,269 92,038 92,038 7,924 99,962

2695
インターネット高度利用研究事業

中小企業におけるインターネットのビジネスへの活用を促進するための支援を行う、マイドーム
おおさかインターネット通信センター運営協議会に分担金を拠出する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2704 関西デジタルイベントネットワーク事
業

ネットビジネス・デジタルコンテンツ市場の拡大及び情報関連産業の分野における新産業・新規
事業の創出を図ることを目的としたＩＴ見本市「インターメディアフォーラム」を主催する実行委員
会に分担金を拠出する。

２（２） 0
2,000 2,000 7,350 9,350 1,664 1,664 491 2,154 3,664 3,664 7,841 11,504 事業所数 232,804 483,964 48.1% 962 962 3,536 4,498 1,762 1,762 3,772 5,534

2773 大阪版ＴＬＯ(Technology Licensing
Organization 技術移転機関)推進事
業

産学官連携の促進全体を事業範囲とする産業インフラとして、産学官のオール大阪の支援体制
のもとに事業を展開する「大阪ＴＬＯ」が、円滑かつ効果的な事業運営を行うことができるよう、事
業主体である（財）大阪産業振興機構の基金に対して出捐する。

２（２） 0
50,000 50,000 15,750 65,750 41,588 41,588 3,452 45,039 91,588 91,588 19,202 110,789 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 25,394 25,394 7,999 33,393 46,515 46,515 9,752 56,267

2778 イオン工学センターの活用･支援
（用地取得費資金貸付金）

（財）大阪府産業基盤整備協会が実施する（株）イオン工学センターへの土地賃貸事業を円滑に
推進するため、資金の貸付を行う。

２（２） 0
2,869,428 0 2,869,428 2,386,652 0 150,635 2,537,287 5,256,080 0 150,635 5,406,715 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,457,315 0 0 1,457,315 2,669,441 0 76,504 2,745,944

2780

試験研究機関提案型調査研究事業

府立試験研究機関から産業再生プログラム(案）で創出が求められている産業分野（情報通信、
バイオ、環境、健康福祉）での企業との共同研究等につながる調査研究テーマを公募し外部評
価委員による選定の上、実施する。なお、1５年度は、大阪再生研究プロジェクトとして府民に安
全・安心を与える調査研究テーマを対象に加えた。

２（２） 0

65,440 65,440 5,250 70,690 54,430 54,430 3,711 58,141 119,870 119,870 8,961 128,831 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 33,235 33,235 2,666 35,902 60,879 60,879 4,551 65,430
2791

大阪府立特許情報センターの運営

産業活動における特許情報の持つ価値について、事業を発展させるためには必須アイテムのひ
とつであるという認識が各企業内で高まっている。このような企業意識の変革に対応するため、
特許情報の収集・閲覧事業を実施するとともに、特許情報を活用した中小企業活動の支援事業
を実施する。

２（２） 0

94,047 67,112 63,000 157,047 78,224 55,821 8,244 86,468 172,271 122,933 71,244 243,515 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 47,764 34,085 31,996 79,761 87,492 62,435 36,183 123,676
2845

運輸事業振興助成事業
公共輸送機関のコスト上昇抑制のため、公営バス事業者、バス・トラック事業者によって構成さ
れる公益法人が行う運輸事業の振興を図るための事業に対して補助する。

２（２） 0
971,338 971,338 2,100 973,438 807,912 807,912 51,102 859,014 1,779,250 1,779,250 53,202 1,832,452 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 493,320 493,320 1,067 494,386 903,640 903,640 27,020 930,660

2885 グローバル・ビジネス振興協議会負
担金

インターネット上（サイバーＧ－BOC)及び大阪で開催される商談会やフォーラム等を通じ、国内
外のビジネス交流の振興や推進を図る。

２（２） 0
11,750 11,750 2,100 13,850 9,773 9,773 727 10,500 21,523 21,523 2,827 24,350 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 5,968 5,968 1,067 7,034 10,931 10,931 1,436 12,367

2902
小規模企業者等設備貸与資金貸付
金

小規模企業者等の創業支援及び経営基盤の強化を図るため、（財）大阪産業振興機構の行う、
設備の割賦販売・リース制度に必要な資金を貸し付ける。

２（２） 0
1,987,796 152,077 88,620 2,076,416 1,653,353 126,490 109,004 1,762,358 3,641,149 278,567 197,624 3,838,774

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 950,889 72,748 42,393 993,281 1,741,792 133,256 94,536 1,836,329

2905
中小企業経営資源強化対策事業

新規創業者及び中小企業者に対する経営ノウハウ、技術、情報等の経営資源の確保を支援す
るため、大阪府中小企業支援センターが実施する事業（民間専門家による経営診断、事業可能
性評価、経営・技術研修等）への補助を行う。

２（２） 0
258,533 203,192 26,250 284,783 215,035 169,005 14,950 229,985 473,568 372,197 41,200 514,768

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 123,673 97,200 12,557 136,230 226,538 178,046 19,709 246,246

2911
創業促進支援事業費補助金

（財）大阪産業振興機構の大阪府中小企業支援センターが実施する事業（事業可能性評価委員
会において、高い評価を得た事業計画について、その実現を支援するために奨励金を交付）へ
の補助を行い、創業の促進を図る。

２（２） 0
27,000 27,000 3,150 30,150 22,457 22,457 1,583 24,040 49,457 49,457 4,733 54,190

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 12,916 12,916 1,507 14,423 23,659 23,659 2,264 25,923

2913
下請中小企業振興対策事業

府内下請中小企業の振興と安定を図るため、（財）大阪産業振興機構が実施する下請企業に対
する仕事の斡旋並びに親企業との間における取引相談事業等への補助を行う。

２（２） 0
151,329 124,328 10,500 161,829 125,868 103,410 8,495 134,364 277,197 227,738 18,995 296,193

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 72,390 59,474 5,023 77,413 132,601 108,942 9,087 141,688

2914
個人事業者創業促進支援事業

創業促進と個人事業者の振興発展を図るため、府及び地域の中小企業支援センターに創業支
援ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ及びﾌﾞﾗﾝﾁ（支所）を設置し、個人事業者等に対するﾜﾝスﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽを実施する
事業等への補助を行う。

２（２） 0
71,520 42,960 2,100 73,620 59,487 35,732 3,865 63,352 131,007 78,692 5,965 136,972

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 34,213 20,550 1,005 35,217 62,669 37,643 2,853 65,522

2922
国際デザイン交流協会支援事業

デザイン産業の振興を図るため、(財）国際デザイン交流協会が実施する国際デザイン･ビジネス
交流及びアジア太平洋交流センターの運営事業に対して補助する。

２（２） 0
37,385 37,385 2,100 39,485 31,095 31,095 2,073 33,168 68,480 68,480 4,173 72,653

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 17,884 17,884 1,005 18,888 32,758 32,758 1,996 34,754

2924
地域産業振興方策調査・研究事業

地域産業の振興、創業の促進を図るため、産業実態の把握、地域特性や業種特性に則した振
興方策についての調査・研究及び具体的提言を取りまとめるため、商工会連合会が実施する調
査・研究事業に対して助成する。

２（２） 0
4,822 4,822 1,050 5,872 4,011 4,011 308 4,319 8,833 8,833 1,358 10,191

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,307 2,307 502 2,809 4,225 4,225 650 4,875

2925
大阪地域職業訓練センター中小企
業振興事業費

人材育成による小規模企業の経営の安定・向上を図るため、（財）大阪生涯職業教育振興協会
の実施する商工サロンの運営に対して補助する。

２（２） 0
2,965 2,965 1,050 4,015 2,466 2,466 211 2,677 5,431 5,431 1,261 6,692

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,418 1,418 502 1,921 2,598 2,598 603 3,201

2927
（株）大阪繊維リソースセンター支援
事業

府内繊維産業の振興を図るため、（株）大阪繊維リソースセンターの実施する新商品開発・新技
術開発事業、研修・人材育成事業、情報提供事業、調査研究事業等への支援を行う。

２（２） 0
12,900 12,900 1,050 13,950 10,730 10,730 732 11,462 23,630 23,630 1,782 25,412

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 6,171 6,171 502 6,673 11,304 11,304 853 12,156

2930
中小企業組織化対策費

組織化を通じた中小企業の経営安定と健全な成長発展を図るため、大阪府中小企業団体中央
会の実施する組織化指導事業に対して補助する。

２（２） 0
265,877 256,706 6,300 272,177 221,144 213,516 14,288 235,432 487,021 470,222 20,588 507,609

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 127,186 122,799 3,014 130,199 232,973 224,937 9,849 242,822

2931 東大阪ものづくり支援拠点施設整
備推進事業費

地域振興整備公団により整備されるものづくり支援拠点（クリエイション・コア東大阪）施設を活用
し、府内ものづくり企業者のイノベーションを促進し新事業の創出を促進するため、大阪独自のも
のづくり支援モデルを構築する。

２（２） 0
211,211 119,211 31,500 242,711 175,675 99,154 12,741 188,417 386,886 218,365 44,241 431,128 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2933
皮革産業振興イベント開催分担金

皮革製品の販路拡大を通じて皮革産業の振興を図るため、百貨店等において展示会等を開催
する「大阪の皮革産業展」実行委員会に対して分担金を支出する。

２（２） 0
7,713 3,857 5,250 12,963 6,415 3,208 681 7,096 14,128 7,065 5,931 20,059

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 3,690 1,845 2,511 6,201 6,758 3,380 2,837 9,595

2936 工業技術向上対策費（(社）大阪府
工業協会補助金、工業技術大学講
座補助金）

中小企業の経営合理化・技術力強化を図るため、（社）大阪府工業協会が実施する経営・技術に
関する研修等に対して補助する。

２（２） 0
1,701 1,701 1,050 2,751 1,415 1,415 144 1,559 3,116 3,116 1,194 4,310

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 814 814 502 1,316 1,490 1,490 571 2,062

2941
商店街組織化推進事業

組織化を通じて中小小売商業の高度化・活性化を図るため、大阪府商店街振興組合連合会の
実施する、商店街振興組合の設立・運営指導、研修・調査等の組織化推進事業に対して補助す
る。

２（２） 0
4,474 2,237 1,050 5,524 3,721 1,861 290 4,011 8,195 4,098 1,340 9,535

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 2,288 1,144 537 2,824 4,190 2,095 685 4,876

2943
商店街等競争力強化推進事業資金
貸付金

中小小売商業の活性化を図るため、（財）大阪商業振興センターに基金を設置し、商店街等が競
争力を強化するために実施するソフト事業への支援を行う。

２（２） 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 0 0 2,684 2,684 0 0 2,825 2,825

2945
小売市場等活性化促進事業

小売市場等中小小売商業の高度化・活性化を図るため、大阪府小売市場食料品小売業共同事
業推進協議会が実施する人材育成事業・共同販売事業等に対して補助する。

２（２） 0
3,381 331 1,050 4,431 2,812 275 233 3,045 6,193 606 1,283 7,476

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 1,729 169 537 2,266 3,167 310 656 3,822

2947
中小小売商業支援事業費（小売商
業支援センター事業費）

中小小売商業の活性化を支援するために中小企業支援センターが実施する相談事業、情報事
業に対して補助する。

２（２） 0
33,375 17,855 1,050 34,425 27,760 14,851 1,807 29,567 61,135 32,706 2,857 63,992

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 17,065 9,130 537 17,602 31,259 16,723 1,461 32,720

2948 中心市街地商業活性化事業資金貸
付金

中心市街地の商業の活性化を図るためタウンマネージメント機関等が実施するソフト事業支援
に必要な基金原資を（財）大阪商業振興センターに貸し付ける。

２（２） 0
513,500 13,500 1,050 514,550 427,105 11,229 27,012 454,117 940,605 24,729 28,062 968,667

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 114,415 3,008 234 114,649 209,579 5,510 6,253 215,832

2951
卸商業振興費（(社)大阪府卸団体
連合会）

中小卸売業の活性化を図るため、経営者研修事業等を実施する（社）大阪府卸団体連合会に対
し補助を行う。

２（２） 0
4,445 4,445 10,500 14,945 3,697 3,697 785 4,482 8,142 8,142 11,285 19,427

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 2,273 2,273 5,369 7,642 4,163 4,163 5,770 9,933

2952
卸商業振興費（卸総合フェスティバ
ル事業分担金）

中小卸売業の新規事業展開と経営革新の促進に資する販路開拓を支援するため、卸総合フェ
スティバル開催委員会へ分担金を支出する。

２（２） 0
2,313 2,313 2,313 1,924 1,924 121 2,045 4,237 4,237 121 4,358

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 1,183 1,183 0 1,183 2,166 2,166 62 2,228
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2959

農林・生物系技術試験研究の推進

「新農林水産業振興ビジョン」（平成14年3月策定）をもとに、効率的・安定的な農業経営体育成
のための技術開発や循環型社会形成のための技術開発、都市環境や自然環境の保全・回復に
向けた技術開発など、中長期的な観点から試験研究を推進する。 また、国や府立試験研究機
関、食品関連企業等との連携により、産官学の共同研究を推進する。

２（２） 0

209,923 209,923 174,604 0 11,020 185,624 384,527 0 11,020 395,547 農家数 592 29,801 2.0% 4,170 0 0 4,170 7,639 0 219 7,858
2980

環境創造型生産調整特別推進事業
米の生産調整（転作）について、景観形成や環境教育田など環境との調和に配慮した手法及び
エコ農産物生産の取組を行う市町村やＪＡ大阪中央会に対して補助する。

２（２） 0
10,480 10,480 6,300 16,780 8,717 8,717 881 9,598 19,197 19,197 7,181 26,378

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 513 513 309 822 940 940 352 1,292

2981
主要食糧対策事業

優良な水稲種子の確保を図るため、採種農家の指導や大阪府種子協会に対する補助等を行
う。

２（２） 0
906 668 1,050 1,956 754 556 103 856 1,660 1,224 1,153 2,812

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 44 33 51 96 81 60 56 138

2987
大家畜生産振興促進事業

肉用牛の合理的な生産と価格の安定により肉用牛生産者の振興を図るため、独立行政法人農
畜産業振興機構が行う価格安定事業等について、事務及び指導、啓発を受託する。

２（２） 0
484 -52 2,100 2,584 403 0 136 538 887 -52 2,236 3,122

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 212 -23 921 1,133 389 -23 980 1,369

2989
畜産振興助成事業

畜産物の安定供給を図るため、（社）大阪府畜産会や大阪府総合畜産農業協同組合連合会等
が行う各種の畜産振興事業に対して助成する。

２（２） 0
23,007 23,007 6,300 29,307 19,136 19,136 1,539 20,675 42,143 42,143 7,839 49,982

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 10,085 10,085 2,762 12,847 18,474 18,474 3,436 21,910

2993
肉用子牛価格安定対策事業

肉用子牛価格の安定を図るため、(社)大阪府畜産会が運営する基金に対する生産者積立金の
１／４に相当する金額を助成する。

２（２） 0
755 15 2,100 2,855 628 12 150 778 1,383 27 2,250 3,633

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 331 7 921 1,252 606 12 986 1,592

2994
乳用牛経営合理化推進事業

乳用牛の改良を推進し乳用牛の生産効率を高めるため、生乳成分等分析・指導を行う大阪府総
合畜産農業協同組合連合会の事業に対して補助する。

２（２） 0
776 378 5,250 6,026 645 314 316 962 1,421 692 5,566 6,988

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 340 166 2,301 2,642 623 304 2,440 3,063

3000
家畜保健衛生所運営事業 家畜保健衛生所の維持管理・業務活動に必要な器具等の整備を行う。 ２（２） 0

13,536 12,918 18,900 32,436 11,259 10,745 1,703 12,961 24,795 23,663 20,603 45,397
従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 5,934 5,663 8,285 14,219 10,869 10,373 9,031 19,900

3013
農業協同組合強化助成事業

府内農協の健全な育成を図るため、府農協中央会が実施する指導・研修等の事業に対して補
助する。

２（２） 0
5,909 5,909 1,050 6,959 4,915 4,915 365 5,280 10,824 10,824 1,415 12,239 農家数 592 29,801 2.0% 117 117 21 138 215 215 28 243

3017
流域林業活性化推進事業

大阪林業の活性化を図るため、全国の流域毎に設置されている流域林業活性化センターの活
動に対して補助する。

２（２） 0
480 80 1,050 1,530 399 67 80 480 879 147 1,130 2,010

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 160 27 350 510 293 49 377 670

3020 林業労働安全衛生管理改善対策事
業

森林労働災害防止の徹底を図り、林業者等の就労環境の向上に資するため、林業労働安全衛
生会議を開催するとともに、事業体の安全巡回指導を行う林業･木材製造業労働災害防止協会
大阪府支部に対して助成する。

２（２） 0
574 203 1,050 1,624 477 169 85 563 1,051 372 1,135 2,187

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 191 68 350 541 350 124 378 729

3021 林業労働力確保支援センター等事
業

事業主の雇用管理の改善及び事業の合理化並びに林業への就業を総合的に支援することによ
り、林業労働力の確保を図る大阪府林業労働力確保支援センターに対して助成する。

２（２） 0
550 50 0 550 457 42 29 486 1,007 92 29 1,036

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 183 17 0 183 336 31 10 345

3023 地域林業振興対策事業（森林組合
経営基盤強化対策事業補助金）

平成１３年に広域合併した大阪府森林組合の森林管理体制の整備や役職員の事務能力向上の
ための研修等への補助を行う。

２（２） 0
500 0 6,300 6,800 416 0 357 773 916 0 6,657 7,573

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 167 0 2,100 2,267 305 0 2,219 2,524

3024 地域林業振興対策事業(森林組合
指導事業)

平成１３年に広域合併した大阪府森林組合の経営安定化及び事業遂行能力の強化を図るた
め、同組合への指導、市町村との連絡会議を開催する。

２（２） 0
700 350 6,300 7,000 582 291 367 950 1,282 641 6,667 7,950

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 233 117 2,100 2,333 427 214 2,222 2,650

3068
大阪府海域美化安全協会負担金

大阪府海域の環境美化、安全・適正な海域利用を推進・支援するため、大阪府海域美化安全協
会が実施する海域ゴミ対策事業に対して補助する。

２（２） 0
2,000 2,000 1,050 3,050 1,664 1,664 160 1,824 3,664 3,664 1,210 4,874 漁獲量 262 17,388 1.5% 30 30 16 46 55 55 18 73

3076

卸売市場活性化事業
府内卸売市場の活性化、機能強化の方策の方向性、卸売市場のあり方等を検討するための懇
談会を運営する。

２（２） 0

898 898 8,400 9,298 747 747 488 1,235 1,645 1,645 8,888 10,533

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 460 460 4,299 4,758 842 842 4,549 5,390

3077

卸売市場近代化資金融通促進事業
大阪府卸売市場整備計画に基づく市場整備を円滑に推進するため、民設の地方卸売市場の開
設者が農林漁業金融公庫から卸売市場近代化資金を借り入れた場合、その借入金に係る利子
の一部を補助する。

２（２） 0

2,609 2,609 1,050 3,659 2,170 2,170 192 2,362 4,779 4,779 1,242 6,021

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 1,335 1,335 537 1,873 2,446 2,446 636 3,081

3078

卸売市場整備推進事業
卸売市場を取り巻く環境の変化に応じた中央卸売市場の活性化方策及び加工食品団地のあり
方について検討を行う。また、地方卸売市場の再編整備・統合の促進及び卸売市場の取引の適
正化、経営の健全化を図るため、引き続き実施する。

２（２） 0

2,061 1,823 22,050 24,111 1,714 1,516 1,266 2,980 3,775 3,339 23,316 27,091

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 1,055 933 11,285 12,339 1,932 1,709 11,932 13,864

3080

中央卸売市場管理運営事業
生鮮食料品等の安定的な供給を確保するとともに、流通の合理化を図り、府民の消費生活の安
定向上に資する卸売市場の管理、運営を行う。

２（２） 0

272 272 226 0 14 241 498 0 14 513

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 139 0 0 139 255 0 7 262

3083
府内食肉地方卸売市場再編整備事
業

府民への食肉の安定供給を図るため、食肉地方卸売市場への支援を行う。 ２（２） 0

575,418 575,418 21,000 596,418 478,605 478,605 31,310 509,915 1,054,023 1,054,023 52,310 1,106,333

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 294,482 294,482 10,747 305,230 539,419 539,419 26,771 566,189

3095
食品産業育成事業

府内の食品産業の育成・発展を図るため、経営指導、技術指導、府内特産品の販売促進等を行
う（社）大阪府食品産業協会に対して補助する。

２（２） 0
4,416 66 12,600 17,016 3,673 55 893 4,566 8,089 121 13,493 21,582

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 1,228 18 3,503 4,731 2,249 34 3,752 6,001

3136 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）IT雇用
イメージビデオ作成事業

大阪府ITステーション（仮称）の訓練修了生のITを活用した、雇用・就労イメージビデオを作成し、
障害者雇用の促進を図る。

２（２） 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 640 640 0 0 673 673

3146 港湾労務推進事業 港湾労働者の福祉の増進を図るため、（財）大阪港湾福利厚生協会の運営に対して補助する。 ２（２） 0 900 900 0 900 749 749 47 796 1,649 1,649 47 1,696 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 274 274 0 274 502 502 14 516
3182

労働福祉団体等助成事業
未組織労働者も含めた全勤労者の労働福祉の向上を図るため、（社）大阪労働者福祉協議会に
対して助成する。

２（２） 0
4,820 4,820 7,350 12,170 4,009 4,009 639 4,648 8,829 8,829 7,989 16,818 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,468 1,468 2,238 3,706 2,689 2,689 2,433 5,122

3474 地域づくりネットワーク事業（大阪府
地域づくり団体協議会補助金）

民間による自主的・主体的な地域づくりの取組の促進を図るため、大阪府地域づくり団体協議会
が行う事業に対して補助する。

２（２） 0
500 500 1,050 1,550 416 416 81 497 916 916 1,131 2,047 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 310 457 270 270 334 604

3840 稲スポーツセンター使用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3841 と畜検査手数料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3843 産業技術総合研究所施設・機器使

用料、依頼試験手数料
ー ２（２） 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3845 府民牧場入場料及び使用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3846 花の文化園入園料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3852 漕艇センター利用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3854 臨海スポーツセンター利用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3857 中央図書館駐車場使用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
327

内閣府海外派遣事業への協力事業 内閣府が実施している海外派遣事業に対し、団員候補者を選考し推薦する｡ ３ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

413 敬老の日記念百歳の高齢者に対す
る祝状及び記念品贈呈

今年度中に百歳を迎える高齢者に対し、内閣総理大臣から祝状及び記念品を贈呈するための
基礎資料の取りまとめ等を行う。

３ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 710 710 0 0 747 747

2026 消防施設の整備事業（国庫補助事
業）

市町村の消防施設の整備充実を図るため、消防施設を整備する市町村に対する国庫補助の進
達事務等を行う。

３ 0
13,650 13,650 0 0 717 717 0 0 14,367 14,367 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,029 4,029 0 0 4,240 4,240

2028
消防統計事務

消防組織法に定められた都道府県の事務として、火災・消防防災・救急・救助・防火対象物等の
各種業務に関する統計業務を実施する。

３ 0
4,104 4,104 9,450 13,554 3,414 3,414 712 4,125 7,518 7,518 10,162 17,679 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,211 1,211 2,789 4,000 2,219 2,219 2,999 5,218

3863
市町村税運用の助言等

税務統計調査のヒアリングや各種説明会･研修会などを通じて、市町村が税務事務を適正かつ
効率的に執行することができるよう助言･支援を行う。

３ 0
12,600 12,600 0 0 661 661 0 0 13,261 13,261 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,719 3,719 0 0 3,914 3,914

3867 市町村職員に対する研修等 国政等各種選挙に携わる市町村職員の資質向上を図るため、研修並びに助言等を行う。 ３ 0 5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631
3869

各種選挙の管理執行
各種選挙の管理執行のため、立候補の受付･投票用紙の作成等の事務及び国･市町村との連
絡調整事務を行うとともに、投票参加を呼びかける啓発事業を行う。

３、５ 0
3,459,375 17,467 68,250 3,527,625 2,877,342 14,528 185,188 3,062,530 6,336,717 31,995 253,438 6,590,155 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,021,017 5,155 20,144 1,041,160 1,870,249 9,443 74,801 1,945,050

212 障害者スポーツ促進事業 障害者のスポーツ活動を促進するため、障害者スポーツ大会の開催等を行う。 ４（１）ア 0 34,835 31,273 36,750 71,585 28,974 26,011 3,758 32,732 63,809 57,284 40,508 104,317 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,281 9,230 10,847 21,128 18,833 16,907 11,956 30,789
489

全国健康福祉祭派遣事業
高齢者の健康･生きがいづくりを促進するため、全国健康福祉祭に府選手団を派遣する財団法
人大阪府地域福祉推進財団に対して補助する。

４（１）ア 0
5,795 2,898 2,100 7,895 4,820 2,410 414 5,234 10,615 5,308 2,514 13,129

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,960 980 710 2,670 3,589 1,795 850 4,440

676
府大学改革推進費

21世紀にふさわしい魅力ある大学づくりを進めるため、平成17年4月を目途に現行の府立3大学
を再編･統合し、新しい「大阪府立大学」の開学に取り組んでいく。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

677 府立大学工学部老朽学舎建替事業
費

府立大学において、教育・研究環境の充実を図り、有為な研究と人材養成を推進するため、老
朽・狭隘化の著しい学舎を建替える。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

678
府立大学サテライト大学院の運営

府立大学において、社会人の再教育ニーズへの対応や起業家育成を目的に、難波にサテライト
教室を設け、戦略的経営学に重点をおいた夜間大学院を開講する。

４（１）ア 0
37,156 37,156 30,905 0 1,951 32,855 68,061 0 1,951 70,011 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,966 0 0 10,966 20,088 0 576 20,663

679 府立大学総合情報センターの図書
館の開放

地域の文化ストックである府立大学総合情報センターの図書館において、生涯学習や学術情報
の拠点として、休日も含めて府民に開放する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

680 社会人特別選抜事業 府立の大学において、社会人の再教育ニーズに応えるため、特別選抜入試を実施する。 ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
681

公開講座開催事業
府立の大学において、研究成果を地域に還元するとともに、府民の生涯学習ニーズに応えるた
め、大学の特色を生かした公開講座等を開催する。

４（１）ア 0
9,821 9,821 8,169 0 516 8,684 17,990 0 516 18,505 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,899 0 0 2,899 5,310 0 152 5,462

681
公開講座開催事業

府立の大学において、研究成果を地域に還元するとともに、府民の生涯学習ニーズに応えるた
め、大学の特色を生かした公開講座等を開催する。

４（１）ア 0
9,821 9,821 8,169 0 516 8,684 17,990 0 516 18,505 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,899 0 0 2,899 5,310 0 152 5,462

682
産学連携推進事業

府立の大学において、研究成果の創出や社会還元を目的に、技術相談や共同研究の推進、人
材育成など、地域社会や企業との連携を推進する。

４（１）ア 0
843,741 843,741 701,783 0 44,293 746,077 1,545,524 0 44,293 1,589,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 249,026 0 0 249,026 456,153 0 13,073 469,226

683
府立大学産業創造研究推進費

府立大学における優位性、独創性の高い共同研究に対し、早期の研究成果の創出や実用化に
結びつけるため、重点的な研究支援を行う。

４（１）ア 0
143,173 143,173 119,084 0 7,516 126,600 262,257 0 7,516 269,773 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 42,257 0 0 42,257 77,404 0 2,218 79,622

684
関西文化学術研究都市整備費

関西文化学術研究都市は、我が国における文化・学術・研究の重要な拠点であり、都市建設を
一層推進することによって、大阪・関西はもとより国内外の文化・学術・研究ならびに我が国経済
の発展に資する。

４（１）ア 0
18,745 18,745 12,600 31,345 15,591 15,591 1,645 17,237 34,336 34,336 14,245 48,582 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,532 5,532 3,719 9,251 10,134 10,134 4,204 14,339

686
府立研究機関ネットワーク事業

府立バイオ関連研究機関（食とみどりの総合技術Ｃ、公衆衛生研究所、母子保健総合医療Ｃ、成
人病Ｃ、環境情報Ｃ）における情報ネットワークを整備し、他大学や研究機関との共同研究を促
進する。

４（１）ア 0
16,627 16,627 2,100 18,727 13,830 13,830 983 14,813 30,457 30,457 3,083 33,540 事業所数 232,804 483,964 48.1% 7,998 7,998 1,010 9,008 14,651 14,651 1,483 16,134

687 彩都におけるライフサイエンス分野
の研究開発拠点の形成等

国際的な文化学術研究やライフサイエンス分野の研究開発拠点の形成を円滑に推進するため、
彩都（国際文化公園都市）建設推進協議会の場等を通じて協議調整を図る。

４（１）ア 0
6,401 6,401 0 6,401 5,324 5,324 336 5,660 11,725 11,725 336 12,061 事業所数 232,804 483,964 48.1% 3,079 3,079 0 3,079 5,640 5,640 162 5,802

704 府立大学における起業家育成講座
の開講

府立大学において、ベンチャービジネスの振興・育成のため、専門的・実践的な「ベンチャービジ
ネス論」を開講する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

711
文化・生涯学習推進本部の運営

文化・生涯学習に取り組む戦略及び施策方向を探るため、知事を本部長とし、各部局長で構成
する推進本部を運営する。

４（１）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

713
府立文化情報センターの運営

府民の文化活動及び生涯学習を推進するため、文化・生涯学習に関する情報提供や学習相談
を行うとともに、講座、セミナー等の学習機会の提供や活動の場の提供を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

719 府立国際児童文学館の運営 府立国際児童文学館の運営 ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 0 0 0 0 0 0
721 府立図書館（中央・中之島）の運営 府立図書館（中央・中之島）の運営 ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
965

文化振興基金の管理
府民に対し、基金の一層の周知を図り、協力を呼びかけることにより、「大阪府文化振興基金｣の
造成に努める。

４（１）ア 0
1,018 1,018 2,120 3,138 847 847 165 1,011 1,865 1,865 2,285 4,149 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 300 300 626 926 550 550 674 1,225

966
文化振興アクションプランの推進

「人が集い、文化が花開く大阪｣を目指すための具体的な行動計画である「大阪府文化振興アク
ションプラン｣の進行管理を行う。

４（１）ア 0
1,767 1,767 9,450 11,217 1,470 1,470 589 2,059 3,237 3,237 10,039 13,276 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 522 522 2,789 3,311 955 955 2,963 3,918

967
おおさか・元気・シリーズ事業

府民が質の高い芸術に触れる機会を低料金で提供することで、青少年をはじめとする鑑賞者の
裾野拡大を図る。

４（１）ア 0
42,507 0 9,765 52,272 35,355 0 2,744 38,099 77,862 0 12,509 90,371 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,546 0 2,882 15,428 22,981 0 3,692 26,673

968
音楽文化振興事業

府民の音楽活動の促進を図り、多彩な音楽鑑賞機会を提供するため、音楽情報サロンにおい
て、音楽情報の提供・相談を行うとともに、多彩なコンサート等を実施する。

４（１）ア 0
10,588 0 44,310 54,898 8,807 0 2,882 11,689 19,395 0 47,192 66,587 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,125 0 13,078 16,203 5,724 0 13,928 19,653

969 大阪センチュリー交響楽団の運営
補助

クラシック音楽に対する府民の興味関心を高めるため、大阪センチュリー交響楽団の運営を行っ
ている（財）大阪府文化振興財団に対して補助する。

４（１）ア 0
463,684 31,405 7,455 471,139 385,670 26,121 24,733 410,403 849,354 57,526 32,188 881,542 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 136,854 9,269 2,200 139,054 250,682 16,979 9,500 260,183

970
府立現代美術センターの管理運営

府民の現代美術の鑑賞活動、創作活動を促進するため、展示室の貸館事業をはじめ、主催展
や講演会等を行う。

４（１）ア 0
28,065 28,065 28,065 23,343 23,343 1,473 24,816 51,408 51,408 1,473 52,881 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,283 8,283 0 8,283 15,173 15,173 435 15,608

971 府立上方演芸資料館（ワッハ上方）
の運営

上方演芸の保存及び振興を図るため、全国から集めた資料などを展示するとともに、ホール等
を活用して府民に上方演芸に親しむ機会を提供する。

４（１）ア 0
471,957 410,652 471,957 392,551 341,561 24,776 417,327 864,508 752,213 24,776 889,284 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 139,296 121,202 0 139,296 255,155 222,012 7,313 262,468

975
インターネット美術館推進事業

府民がいつでも大阪府所蔵美術作品の画像を鑑賞できる、また、作品・作家情報等を検索でき
るようインターネットでの情報提供を行うことによって、より一層、府民が現代美術と親しむことが
できるようにする。

４（１）ア 0
1,810 1,810 2,100 3,910 1,505 1,505 205 1,711 3,315 3,315 2,305 5,621 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 534 534 620 1,154 979 979 680 1,659

976
大阪府所蔵作品展開催

大阪府が所蔵する美術作品を有効活用することにより、府民に現代美術と親しむ機会を提供し、
現代美術に対する理解と関心を深めるため、所蔵作品展を開催する。

４（１）ア 0
2,992 0 5,250 8,242 2,489 0 433 2,921 5,481 0 5,683 11,163 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 883 0 1,550 2,433 1,618 0 1,677 3,295

977
美術作品の展示、収蔵庫の管理

府が所蔵する美術作品を有効活用し、より多くの府民に現代美術の鑑賞機会を提供するため、
大阪府りんくう現代美術空間（ＲＣＡＳ）、海岸通ギャラリー（ＣＡＳＯ）、大阪モノレール美術館、商
店街の空き店舗での常設展示や美術作品貸出事業を行う。

４（１）ア 0
47,109 43,878 2,100 49,209 39,183 36,496 2,583 41,766 86,292 80,374 4,683 90,975 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 13,904 12,950 620 14,524 25,469 23,722 1,382 26,851

992
文化奨励事業

文化事業団体の活動に対して知事表彰や後援名義を提供するとともに、民間の自主的な文化
振興事業に対して補助を行う。

４（１）ア 0
7,660 7,660 10,500 18,160 6,371 6,371 953 7,325 14,031 14,031 11,453 25,485 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,261 2,261 3,099 5,360 4,141 4,141 3,380 7,522

993
大阪舞台芸術賞顕彰事業

大阪府内で1年間に公演されたすべての舞台芸術の中から優れたものを顕彰することにより、舞
台芸術関係者の奨励と育成をはじめ、舞台芸術活動の促進を図る。

４（１）ア 0
4,781 2,894 4,200 8,981 3,977 2,407 471 4,448 8,758 5,301 4,671 13,429 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,411 854 1,240 2,651 2,585 1,565 1,379 3,964

994 大阪文化賞・大阪芸術賞及び大阪
文化祭開催費分担金

大阪における芸術文化活動の促進のため、大阪文化賞・大阪芸術賞の贈呈や大阪文化祭の開
催（大阪文化祭賞の贈呈など）を実施する。

４（１）ア 0
5,167 5,167 7,350 12,517 4,298 4,298 657 4,955 9,465 9,465 8,007 17,472 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,525 1,525 2,169 3,694 2,793 2,793 2,363 5,157

995
芸術家交流事業（ＡＲＴ－ＥＸ）

大阪を中心に活躍する日本人若手芸術家と海外の芸術家との相互派遣を行うことで、,将来活躍
する可能性を秘めた日本人若手芸術家の育成を図るとともに、海外からの招聘作家の制作活動
を支援する。

４（１）ア 0
3,053 0 3,150 6,203 2,539 0 326 2,865 5,592 0 3,476 9,068 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 901 0 930 1,831 1,651 0 1,026 2,676

997
【新】大阪アートフェスティバル（仮
称）開催事業

若手アーティスト・プロデューサーの発表機会の確保、人材育成、文化発信拠点の整備を通じ、
大阪の文化発信力を高めるため、大阪城周辺において一定期間に様々な文化イベントが集う大
阪アートフェスティバル（仮称）を開催する。16～17年度においては、その枠組み・ネットワークづ
くりやモデル事業を実施し、18年度に本格的な開催をめざす。

４（１）ア 0

16,736 16,736 7,455 24,191 13,920 13,920 1,270 15,190 30,656 30,656 8,725 39,381 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,940 4,940 2,200 7,140 9,048 9,048 2,575 11,623
998

芸術文化振興補助金
府民に優れた芸術鑑賞等の機会を提供するため、府の文化振興に寄与していると認められる実
績を有する芸術文化団体を対象とし、有意義な舞台芸術公演や出版等の事業に対して補助す
る。

４（１）ア 0
22,185 0 3,150 25,335 18,452 0 1,330 19,782 40,637 0 4,480 45,117 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,548 0 930 7,477 11,994 0 1,322 13,316

999 芸術文化団体等への助成金確保の
支援

芸術文化振興基金等の各種助成金について、芸術文化団体等への照会及び申請の受付けを
行い、助成金の確保に努める。

４（１）ア 0
6,300 6,300 0 0 331 331 0 0 6,631 6,631 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,859 1,859 0 0 1,957 1,957

1000
国民文化祭への参加激励金

国民の文化活動の水準を高めるために、各県持ち回りで開催される国民文化祭に参加する府
内芸術団体に対し、激励金を交付する。

４（１）ア 0
270 270 1,050 1,320 225 225 69 294 495 495 1,119 1,614 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 80 80 310 390 146 146 330 476

1001 独立行政法人日本万国博覧会記念
機構への支援

日本万国博覧会の成功を記念するために設立された日本万国博覧会記念協会を引き継ぎ、同
博覧会の跡地を文化公園として整備、運営するとともに、記念基金を設置、管理する独立行政法
人日本万国博覧会記念機構への支援を行う。

４（１）ア 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

1002
(株)大阪シティドームへの協力

スポーツ、文化・芸術イベント、その他各種イベントが開催できる全天候型の多目的ドームを管
理運営する（株）大阪シティドームの運営に協力する。

４（１）ア 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

1003 (社)大阪フィルハーモニー協会貸付
事業

（社）大阪フィルハーモニー協会に対し、協会の経営改善計画に合わせた短期の運転資金貸付
けを行い、一時的に収支が悪化している協会の正常化を支援する。

４（１）ア 0
100,000 -1,168 945 100,945 83,175 0 5,299 88,474 183,175 -1,168 6,244 189,419 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,514 -345 279 29,793 54,063 -345 1,843 55,906

1004 (社)大阪フィルハーモニー協会補助
金

大阪の音楽文化の振興を目指し、大阪フィルハーモニー交響楽団を運営する（社）大阪フィル
ハーモニー協会の活性化を図るため、同協会の運営について補助する。

４（１）ア 0
69,300 69,300 945 70,245 57,640 57,640 3,688 61,328 126,940 126,940 4,633 131,573 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,454 20,454 279 20,732 37,466 37,466 1,367 38,833

1006 国立産業技術史博物館（仮称）の誘
致促進

国立の産業技術史博物館を万国博記念公園内に誘致する。 ４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1007 大阪楽座事業 大阪府内にある近代建築物を活用したNPO、ボランティアなどが実施する文化事業を支援する。 ４（１）ア 0 5,540 540 4,200 9,740 4,608 449 511 5,119 10,148 989 4,711 14,859 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,635 159 1,240 2,875 2,995 292 1,391 4,386
1011

近つ飛鳥風土記の丘の運営
「風土記の丘」として整備されている国指定史跡－須賀古墳群の管理運営を(財)大阪府文化財
センターに委託する。

４（１）ア 0
9,564 9,440 9,564 7,955 7,852 502 8,457 17,519 17,292 502 18,021 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,823 2,786 0 2,823 5,171 5,104 148 5,319

1012
府立近つ飛鳥博物館の運営

平成６年３月に開館した古墳・飛鳥時代の専門博物館である本館の管理運営を(財)大阪府文化
財センターに委託する。

４（１）ア 0
202,120 194,426 202,120 168,114 161,714 10,611 178,724 370,234 356,140 10,611 380,844 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 59,655 57,384 0 59,655 109,273 105,113 3,132 112,404

1013
府立泉北考古資料館の運営

泉北ニュータウン建設に伴う発掘調査で出土した膨大な量の須恵器等を保存・管理するととも
に、わが国で唯一の須恵器に関する専門博物館として、府民の利用に供する博物館の運営を行
う。

４（１）ア 0
4,261 4,261 4,261 3,544 3,544 224 3,768 7,805 7,805 224 8,029 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,258 1,258 0 1,258 2,304 2,304 66 2,370

1014
府立弥生文化博物館の運営

平成３年２月に開館した弥生時代の専門博物館である本館の管理運営を(財)大阪府文化財セン
ターに委託する。

４（１）ア 0
184,193 178,089 184,193 153,203 148,126 9,669 162,872 337,396 326,215 9,669 347,065 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 54,364 52,562 0 54,364 99,581 96,281 2,854 102,435

1015 日本民家集落博物館運営費補助事
業

(財)大阪府文化財センターが運営する府営服部緑地公園内の｢日本民家集落博物館」に対し
て、管理運営費の支援を行う。

４（１）ア 0
16,200 16,200 2,100 18,300 13,474 13,474 961 14,435 29,674 29,674 3,061 32,735 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,781 4,781 620 5,401 8,758 8,758 903 9,662

1016 指定有形文化財等保存事業（府指
定民俗文化財等保存伝承）

府指定無形民俗文化財等のうち、保存会及び日本伝統工芸近畿展実行委員会を対象として、
府指定等の無形民俗文化財の伝承公開事業や伝統芸能の展覧会事業を共催するため、補助
金の交付又は負担金を分担する。

４（１）ア 0
978 978 0 978 813 813 51 865 1,791 1,791 51 1,843 総面積 222 1,894 11.7% 115 115 0 115 210 210 6 216

1017 府指定文化財等保存事業
(府指定保存修理等事業）

府が指定した有形文化財の保存修理や防災施設設置、無形文化財等伝承事業、史跡整備事業
等に府が補助金支援を行う。

４（１）ア 0
28,311 28,311 0 28,311 23,548 23,548 1,486 25,034 51,859 51,859 1,486 53,345 総面積 222 1,894 11.7% 3,318 3,318 0 3,318 6,078 6,078 174 6,252
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1018 指定文化財等管理事業（重文所有
者等への防災設備点検・小規模修

重要文化財等の所有者が行う年2回の防災設備の点検並びに小規模な保存修理等に対して補
助する。

４（１）ア 0
4,090 2,045 0 4,090 3,402 1,701 215 3,617 7,492 3,746 215 7,707 総面積 222 1,894 11.7% 479 240 0 479 878 439 25 903

1019 指定文化財等管理事業（文化財愛
護推進委員）

大阪府文化財愛護推進委員及び市町村文化財関係事務職員の啓発・研修事業、文化財保護啓
発を図るための文化財愛護ポスターの作成を行う。

４（１）ア 0
517 517 0 517 430 430 27 457 947 947 27 974 総面積 222 1,894 11.7% 61 61 0 61 111 111 3 114

1020 重要無形文化財「人形浄瑠璃文楽」
伝承事業運営費補助事業

ユネスコの無形世界遺産・国指定重要無形文化財「人形浄瑠璃文楽」の保存・伝承のため、財
団法人文楽協会に対して助成する。

４（１）ア 0
37,440 37,440 0 37,440 31,141 31,141 1,965 33,106 68,581 68,581 1,965 70,546 総面積 222 1,894 11.7% 4,388 4,388 0 4,388 8,038 8,038 230 8,269

1022 文化財資料等整備事業(文化財台
帳整備事業)

文化財台帳を整備することにより、文化財の周知を正確迅速に行い、開発事業との調整を円滑
にする｡

４（１）ア 0
117 117 0 117 97 97 6 103 214 214 6 220 総面積 222 1,894 11.7% 14 14 0 14 25 25 1 26

1023 文化財資料等整備事業(文化財調
査事務所年報刊行事業)

調査事務所で実施している事業を広く公開することにより、文化財の周知を図るとともに、府内
の文化財を保存・活用する一助とする。

４（１）ア 0
478 478 0 478 398 398 25 423 876 876 25 901 総面積 222 1,894 11.7% 56 56 0 56 103 103 3 106

1024 文化財資料等整備事業(文化財分
布図作成事業)

文化財分布図を刊行することにより、広く文化財の周知を図り、開発事業と文化財保護との調整
を円滑にする。遺跡範囲情報等の速やかな更改のため、GIS化を進める。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

1025 埋蔵文化財緊急調査事業(国庫) 主に府環境農林水産部が行う農地基盤整備事業に伴い必要となる発掘調査事業を実施する。 ４（１）ア 0 13,129 6,564 0 13,129 10,920 5,460 689 11,609 24,049 12,024 689 24,738 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 228 114 0 228 418 209 12 430
1027

埋蔵文化財緊急調査事業(府単)
文化財保護法に基づき、埋蔵文化財包蔵地内での開発行為については届出が義務付けられて
おり、しかるべき措置を都道府県が判断し、回答することとなっている。本事業は届出を迅速に
処理し事務の停滞が起こらないよう実施している入力委託事務である。

４（１）ア 0
5,056 5,056 0 5,056 4,205 4,205 265 4,471 9,261 9,261 265 9,527 総面積 222 1,894 11.7% 593 593 0 593 1,086 1,086 31 1,117

1028 芸術文化振興事業（近畿東海北陸
ブロック民俗芸能大会派遣事業等）

近畿（大阪・京都・滋賀・奈良・和歌山）、東海（愛知・岐阜・三重）、北陸（富山・石川・福井）12府
県に伝承されている民俗芸能を一般に公開し、伝統文化に対する理解を含め、無形民俗文化財
の保存・伝承を図り、地域文化の振興に寄与する。

４（１）ア 0
380 380 0 380 316 316 20 336 696 696 20 716 総面積 222 1,894 11.7% 45 45 0 45 82 82 2 84

1029 指定有形文化財等保存事業（法人
所有）

国指定文化財所有者のうち法人を対象として保存修理等に府が補助金支援を行う。 ４（１）ア 0
1,500 1,500 0 1,500 1,248 1,248 79 1,326 2,748 2,748 79 2,826 総面積 222 1,894 11.7% 176 176 0 176 322 322 9 331

1031
【新】近代建築等資料収集発信事業

近代産業遺産の悉皆調査を実施して所在や文化財的価値等を明確にし、保存活用のための基
礎資料を作成するとともに、府民や所有者の保存活用意識の向上を目指す。

４（１）ア 0
5,000 0 5,000 4,159 0 262 4,421 9,159 0 262 9,421 総面積 222 1,894 11.7% 586 0 0 586 1,073 0 31 1,104

1086 「なにわ伝統芸能等功労知事表彰」
事業

地域伝統芸能等の保存・伝承に関する活動を通じて、地域文化の振興とコミュニティの活性化に
功績のあった個人若しくは団体を表彰する。

４（１）ア 0
1,101 1,101 4,200 5,301 916 916 278 1,194 2,017 2,017 4,478 6,495 総面積 222 1,894 11.7% 129 129 492 621 236 236 525 761

1093
なみはやスポーツ振興基金の運営

なみはやｽﾎﾟｰﾂ振興基金の運用益を活用し、地域生涯スポーツ推進協議会事業補助等生涯ス
ポーツ社会づくりの諸施策を展開するとともに、同基金の造成に努める。

４（１）ア 0
2,082 582 1,050 3,132 1,732 484 164 1,896 3,814 1,066 1,214 5,028 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 614 172 310 924 1,126 315 358 1,484

1094
生涯スポーツ推進協議会の運営

生涯ｽﾎﾟｰﾂ社会づくりを社会全体で取り組むため関係団体の代表者で協議、調整を行うため同
協議会を運営する｡

４（１）ア 0
1,363 0 4,200 5,563 1,134 0 292 1,426 2,497 0 4,492 6,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 402 0 1,240 1,642 737 0 1,326 2,063

1095
人材養成派遣事業

生涯スポーツ社会づくりを目指し、ボランティアや指導者の資質向上を図るため、府に登録して
いるボランティアを対象に研修会の開催やイベントへの派遣などを実施するとともに、指導者養
成のための研修会を実施する。

４（１）ア 0
8,744 0 19,950 28,694 7,273 0 1,506 8,779 16,017 0 21,456 37,473 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,581 0 5,888 8,469 4,727 0 6,333 11,060

1096 社会体育関係団体助成事業（（財）
大阪府レクリエーション協会運営事
業補助金）

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ活動の普及振興を目指して、生涯ｽﾎﾟｰﾂ社会の実現を目指すため、府内のｽ
ﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ団体の統括団体である（財）大阪府ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ協会に対して補助し、同団体の活
動の活性化を図る。

４（１）ア 0
567 567 1,050 1,617 472 472 85 556 1,039 1,039 1,135 2,173 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 167 167 310 477 307 307 335 641

1100 【新】広域スポーツセンター整備事
業

府内市町村の総合型地域スポーツクラブ育成を促進するため、門真スポーツセンターに広域ス
ポーツセンターを設置し、クラブの創設や運営段階における支援を行う。

４（１）ア 0
18,000 10,500 28,500 14,972 0 1,496 16,468 32,972 0 11,996 44,968 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,313 0 3,099 8,412 9,731 0 3,541 13,272

1101 スポーツ情報ネットワークシステム
運営事業

生涯スポーツ社会づくりを進める上で、システム調査で得た情報を電子化し、ホームページによ
るネットワークシステムの運営を行う。

４（１）ア 0
2,100 0 3,150 5,250 1,747 0 276 2,022 3,847 0 3,426 7,272 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 620 0 930 1,550 1,135 0 1,011 2,146

1102 スポーツ情報ネットワークシステム
プログラム作成事業

府民のスポーツに対するニーズや関心が高まる中、インターネットを活用して多様なスポーツ情
報を提供するシステムの充実を図る。

４（１）ア 0
6,011 0 7,350 13,361 5,000 0 701 5,701 11,011 0 8,051 19,062 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,774 0 2,169 3,943 3,250 0 2,376 5,626

1104 競技力向上対策事業 府内の競技団体が行う競技力向上対策事業に対し、大阪体育協会を通じて補助する。 ４（１）ア 0 31,821 31,821 4,200 36,021 26,467 26,467 1,891 28,358 58,288 58,288 6,091 64,379 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,392 9,392 1,240 10,631 17,203 17,203 1,798 19,001
1105

国民体育大会派遣事業
国民体育大会及び同近畿ブロック大会へ派遣する選手役員の旅費の一部を大阪体育協会を通
じて補助する。

４（１）ア 0
62,408 62,408 2,100 64,508 51,908 51,908 3,386 55,294 114,316 114,316 5,486 119,802 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18,419 18,419 620 19,039 33,740 33,740 1,619 35,359

1106
社会体育関係団体助成事業

大阪府民体育大会、大阪府総合体育大会、体育指導委員の資質向上を図るための各種研修会
を行う団体等に補助金又は負担金を交付する。

４（１）ア 0
4,854 4,854 8,400 13,254 4,037 4,037 696 4,733 8,891 8,891 9,096 17,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,433 1,433 2,479 3,912 2,624 2,624 2,685 5,309

1107
青少年体育関係団体助成事業

スポーツ指導者の養成並びにスポーツ少年団の育成を担当する大阪体育協会への運営補助及
び派遣職員の人件費･事務費の補助を行う。

４（１）ア 0
25,009 25,009 3,150 28,159 20,801 20,801 1,478 22,280 45,810 45,810 4,628 50,439

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 7,049 7,049 888 7,936 12,911 12,911 1,304 14,216

1108
大阪スポーツ賞事業

大阪府のスポーツ振興に顕著な功績のあった者(団体）及び競技成績優秀者(団体）を表彰す
る。

４（１）ア 0
3,128 3,128 4,200 7,328 2,602 2,602 385 2,986 5,730 5,730 4,585 10,314 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 923 923 1,240 2,163 1,691 1,691 1,353 3,044

1121
府立体育会館の運営

国際的・全国的規模のスポーツ大会の開催とともに、府民のスポーツ振興を担う中核的施設とし
て府立体育会館の管理運営を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1122
府立門真スポーツセンターの運営

国際的・全国的規模のスポーツ大会の開催とともに、府民のスポーツ振興を担う中核的施設とし
て府立門真スポーツセンターの管理運営を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1126
健康・体力つくり推進事業

府民の体力水準を引き上げ、健康な体力と健全な生活を確保するため、健康・体力つくり運動大
阪推進会議を設置し、関係団体と協力して府民の健康増進と体力増強を図るための実践活動を
実施する｡

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1128 全国スポーツレクリエーション祭派
遣事業

全国ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ祭に選手を派遣することを通して、ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動に対する府民
の参加意欲を喚起し、生涯を通じたｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動の振興を図る。

４（１）ア 0
3,260 3,260 0 3,260 2,712 2,712 171 2,883 5,972 5,972 171 6,143 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 962 962 0 962 1,762 1,762 51 1,813

1129
大阪府青年団協議会助成事業

勤労青年のスポーツ活動を推進するため、大阪府青年団協議会へ補助金を交付し、全国青年
大会（スポーツの部）への派遣を実施する。

４（１）ア 0
1,054 1,054 0 1,054 877 877 55 932 1,931 1,931 55 1,986 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 311 311 0 311 569 569 16 585

1130 府民スポーツ・レクリエーションフェ
スティバル開催事業

府民にスポーツ・レクリエーション活動実践の場を提供するため、府民スポーツ・レクリエーション
フェスティバル組織委員会に負担金を交付し、各種スポーツ大会などを実施する。

４（１）ア 0
11,907 0 0 11,907 9,904 0 625 10,529 21,811 0 625 22,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,514 0 0 3,514 6,437 0 184 6,622

1131
文化事業費

民間団体等が実施する各種のスポーツイベントに対し、本府の後援名義の使用承認や知事賞
等の奨励・啓発事業を実施することによって、生涯スポーツ社会づくりを社会全体で推進していく
ための気運の醸成を図る。

４（１）ア 0
4,025 4,025 4,025 3,348 3,348 211 3,559 7,373 7,373 211 7,584 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,188 1,188 0 1,188 2,176 2,176 62 2,238

1133 大阪マリンフェスティバルの開催支
援

淡輪･箱作海岸一帯を舞台に多彩なイベントを展開し、マリンスポーツを中心としたレクリエーショ
ン活動への府民の参加を促すこと等を目的に、主催団体の一員として、広報活動への協力や人
的支援を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1134
女子ビーチバレー世界大会事業費

国際大会の開催による府民のスポーツへの参加機会の提供を目的として、女子ビーチバレー世
界大会実行委員会に対する負担金の支出及び大会運営への人的支援を行う。

４（１）ア 0
18,000 18,000 0 18,000 14,972 14,972 945 15,916 32,972 32,972 945 33,916

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 8,377 8,377 0 8,377 15,345 15,345 440 15,785

1135 (財)大阪府マリーナ協会の運営支
援

青少年をはじめ、府民のマリンスポーツ･レクリエーション活動等の振興を図ることを目的に、府
が出資の上、設立された（財）大阪府マリーナ協会の運営に対し、適正な指導、助言、監理を行
う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1146
大阪現代美術フェスティバルの開催

世界に向けて大阪の魅力をアピールするとともに、現代美術の鑑賞者の裾野拡大を図るため、
大阪の地域性を踏まえた上で、現代社会における普遍的・今日的なテーマを設定した展覧会を
継続的に開催する。

４（１）ア 0
35,382 0 5,250 40,632 29,429 0 2,133 31,562 64,811 0 7,383 72,194 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,443 0 1,550 11,992 19,129 0 2,179 21,308

1147
四天王寺ワッソの開催支援

大阪らしい歴史文化として、古代の優雅で豊かな国際交流の様子を現代に再現し、大阪の活性
化を図ろうとするオール大阪の取り組みに対して、側面的に支援する。

４（１）ア 0
10,000 10,000 1,050 11,050 8,318 8,318 580 8,898 18,318 18,318 1,630 19,948 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,951 2,951 310 3,261 5,406 5,406 481 5,887

1153
歴史街道推進協議会分担金

歴史街道計画のあり方や各種の共同事業実現について協議し、合意形成を図るとともに、諸事
業を円滑に推進することを目的とする「歴史街道推進協議会」に参加する。

４（１）ア 0
500 500 1,050 1,550 416 416 81 497 916 916 1,131 2,047 事業所数 232,804 483,964 48.1% 241 241 505 746 441 441 544 985

1154
近畿文化体系策定協議会分担金

近畿２府６県の文化担当課長で組織し、共同して文化事業を行う同協議会に負担金を拠出す
る。

４（１）ア 0
400 400 333 0 21 354 733 0 21 754 事業所数 232,804 483,964 48.1% 192 0 0 192 352 0 10 363

1156
山片蟠桃賞顕彰事業

国外において刊行された、日本文化の国際通用性を高めるにふさわしい著作とその著者を対象
に、３年毎に顕彰事業を実施する。

４（１）ア 0
6,462 0 4,200 10,662 5,375 0 560 5,934 11,837 0 4,760 16,596 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,907 0 1,240 3,147 3,494 0 1,405 4,898

1157 大阪国際室内楽コンクール事業補
助金

国の内外に大阪における音楽文化を発信するため、大阪国際室内楽コンクール&フェスタ事業を
実施する（財）日本室内楽振興財団に対して補助する。（3年に1回開催）

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1160
海外大学との国際交流事業

府立の大学において、海外の大学との学術交流に関する協定の締結などを通じ、研究者の交流
や留学生の受入れなどの連携を推進する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（大
学・大学
院） 7 47 14.9% 0 0 0 0 0 0 0 0

1244
府立看護大学の運営

高齢化や医療の高度・専門化に対応した資質の高い看護職等医療技術者を育成することを目
的として、府立看護大学を運営する。

４（１）ア 0
614,216 0 614,216 510,875 0 32,244 543,119 1,125,091 0 32,244 1,157,335

学校数（大
学・大学
院） 7 47 14.9% 91,479 0 0 91,479 167,567 0 4,802 172,369

1503
先端技術開発事業

バイオテクノロジーを応用して、薬剤耐性結核菌の迅速鑑別法、細菌性下痢症・ウイルス性下痢
症の遺伝子診断法、魚介類天然毒素の測定法、即時型アレルギー反応を抑制する食品の探索
法等を開発し、衛生行政に必要な科学的技術的能力の向上を図る。

４（１）ア 0
10,300 0 10,300 8,567 0 541 9,108 18,867 0 541 19,408 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,955 0 0 4,955 9,076 0 260 9,336

1504 先導的研究事業「組み換えｺﾗｰｹﾞﾝ
生産系の構築」

大阪府産業再生プログラム(案)の一環として、当研究所が所有する遺伝子組換え技術を活用
し、再生医療等に用いられる安全なヒト型コラーゲンの組換え大量生産系を府内の製薬会社と
の共同で開発する。

４（１）ア 0
10,734 10,734 8,928 0 563 9,492 19,662 0 563 20,226 事業所数 232,804 483,964 48.1% 5,163 0 0 5,163 9,458 0 271 9,729

1536 民間団体による児童・青少年への
助成事業の実施支援

（財）日本生命財団、（財）是川奨学財団が実施する児童・青少年への奨学金給付、地域活動費
用助成等の事業に対し、知事の推薦等の意見を付し、各事業の支援・振興を図る。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1635
施設児童指導費

児童福祉施設入所児童の健康増進を図るため、近畿児童福祉施設スポーツ大会を開催する実
行委員会に対し、負担金を支出する。

４（１）ア 0
100 100 0 100 83 83 5 88 183 183 5 188 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 26 26 0 26 48 48 1 49

2276 【新】新エネルギー開発支援型研究
事業

府立試験研究機関が国等の研究機関や企業等と共同で、新エネルギー分野（特に燃料電池及
びその関連技術）の技術開発研究を行い、実用化を目指す。

４（１）ア 0
20,000 20,000 1,050 21,050 16,635 16,635 1,105 17,740 36,635 36,635 2,155 38,790 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 5,903 310 6,213 10,813 10,813 636 11,449

2278 【新】地中熱ヒートポンプシステム導
入事業

環境負荷の少ないエネルギーシステムである「地中熱ヒートポンプシステム」を府有施設に試験
導入し、有効性の検証及び普及方策の検討を行う。

４（１）ア 0
18,387 18,387 10,500 28,887 15,293 15,293 1,516 16,810 33,680 33,680 12,016 45,697 事業所数 232,804 483,964 48.1% 8,845 8,845 5,051 13,896 16,201 16,201 5,780 21,982

2279
【新】バイオマス利活用推進事業

地域における再生利用率の低い食品系廃棄物や家畜排泄物、林地残材などの生物由来の有機
性資源であるバイオマスの利活用を推進し、循環型社会の形成を図る。

４（１）ア 0
3,000 1,500 3,150 6,150 2,495 1,248 323 2,818 5,495 2,748 3,473 8,968

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 147 73 154 301 269 135 170 439

2280 【新】燃料電池自動車プロジェクト推
進事業

「おおさかＦＣＶ推進会議」に参画し、燃料電池自動車の普及促進を図るとともに、国等に対し、
各種提案等を行う。また、大阪府に燃料電池自動車を公用車として率先導入し、府民に対し燃料
電池自動車の普及啓発を図る。

４（１）ア 0
4,891 4,891 5,250 10,141 4,068 4,068 532 4,600 8,959 8,959 5,782 14,741 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,444 1,444 1,550 2,993 2,644 2,644 1,707 4,351

2281 【新】地球温暖化対策技術開発促進
事業

地球温暖化対策に有効な技術として、屋内・屋外ＬＥＤ照明技術・デシカント空調システム技術及
びバイオエタノール利用技術について企業と共同で技術開発を行う。

４（１）ア 0
181,550 -3,450 21,000 202,550 151,005 0 10,633 161,638 332,555 -3,450 31,633 364,188 事業所数 232,804 483,964 48.1% 87,332 -1,660 10,102 97,434 159,971 -1,660 15,217 175,187

2455 狭山池・水の文化園構想の推進 水の文化園構想に係る大阪狭山市及び庁内関係課との連絡調整を行う。 ４（１）ア 0 1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 123 123 0 0 130 130
2719

バイオ知的クラスター創成推進事業
大阪大学などが有する研究成果を活用した彩都地域での知的クラスター形成を目指し、産学官
連携体制の整備や共同研究の実施など国の事業による取組みと連携し、バイオ関連の大学や
企業等の交流を促進するためのシンポジウム等を開催することにより産学官連携を促進する。

４（１）ア 0
10,000 10,000 10,500 20,500 8,318 8,318 1,076 9,394 18,318 18,318 11,576 29,894 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 4,810 5,051 9,861 8,811 8,811 5,569 14,380

2727 バイオ関連産業振興のための研究
開発の推進

府内の研究機関のもつバイオ関連技術シーズを発掘し、研究開発意欲の高い中小中堅企業と
共同研究を実施し、国プロに応募するなど、共同研究を推進する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2787 光・マイクロデバイス（微小電子部
品・微小機械部品）開発支援事業

大型研究プロジェクトにより産業技術総合研究所に蓄積された知見・ノウハウ等を活用して、産
技研内に設置した「マイクロデバイス開発支援センター」及び「フォトニクス研究開発支援セン
ター」において研究開発型企業のマイクロデバイス、光デバイス製品の開発を支援する。

４（１）ア 0
37,000 37,000 30,775 0 1,942 32,717 67,775 0 1,942 69,717 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 18,791 0 0 18,791 34,421 0 986 35,408

2789 技術シーズの実用化指導制度の実
施

新商品開発や新規市場開拓を目指す中小企業等に対して、研究所のもつノウハウや研究成果
を積極的に技術移転するため、開発から製造工程の立ち上げまで重点的な技術指導を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2799
津田サイエンスヒルズ事業

関西文化学術研究都市の一翼を担う枚方市津田地区において､研究開発等の拠点を形成し､大
阪の産業構造の高度化等に資する文化学術研究地区として整備する。

４（１）ア 0
108,163 108,163 108,163 89,965 89,965 5,678 95,643 198,128 198,128 5,678 203,806 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 54,933 54,933 0 54,933 100,624 100,624 2,884 103,508

3174
(財)大阪社会運動協会事業補助

戦前戦後を通じた大阪の社会・労働運動に関する文献・資料等の収集整理及び資料の公開事
業を行う（財）大阪社会運動協会に対し補助する。

４（１）ア 0
3,777 3,777 1,050 4,827 3,142 3,142 253 3,395 6,919 6,919 1,303 8,222 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,150 1,150 320 1,470 2,107 2,107 397 2,504

3185
全国勤労者ふるさと交流会事業

全国の勤労者がスポーツを通じて心身のリフレッシュを図るとともに、勤労者相互の交流を促進
して、活力に満ちた勤労者生活の実現に寄与することを目的としている同交流会の関係団体へ
の周知及び出場者の推薦を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3837 大学授業料 ー ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3851 体育会館利用料 ー ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3855 博物館使用料 ー ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
302

外国人医療費未収金助成事業
救急救命センターにおいて、公的保険の適用をうけない重篤な外国人の診療に伴い発生した未
収医療費の一部を助成する。

４（１）イ 0
842 421 525 1,367 700 350 72 772 1,542 771 597 2,139

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 483 241 301 783 884 442 342 1,226

1284 先天性代謝異常・神経芽細胞腫検
査事業

フェニ―ルケトン尿症等の先天性代謝異常、先天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成症
及び小児がんの一種である神経芽細胞腫の早期発見、早期治療が図られるよう乳児を対象に
血液、尿によるマス・スクリーニング検査を母子保健総合医療センターに委託して実施する。

４（１）イ 0
136,876 136,776 2,100 138,976 113,847 113,764 7,296 121,143 250,723 250,540 9,396 260,119 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 35,901 35,875 551 36,452 65,762 65,714 2,464 68,227

1302
悪性新生物患者登録事業

悪性新生物（がん）医療水準を向上させるため、府内医療機関におけるがん患者の登録業務を
（社）大阪府医師会に委託するとともに、府立成人病センターにおいて登録されたデータの解析
を行う。

４（１）イ 0
27,799 27,799 4,200 31,999 23,122 23,122 1,680 24,802 50,921 50,921 5,880 56,801 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,205 8,205 1,240 9,444 15,029 15,029 1,735 16,764

1311
健康科学センターの管理運営

がん、循環器疾患の予防、治療、さらに積極的な健康づくり施策を進めるため、生活習慣病に関
する専門施設が集中する「森ノ宮健康ゾーン」の中核施設である健康科学センターを運営する。

４（１）イ 0
747,406 419,915 747,406 621,656 349,265 39,236 660,893 1,369,062 769,180 39,236 1,408,299 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 220,593 123,936 0 220,593 404,072 227,020 11,580 415,652

1395
救命救急センター事業

救命救急体制を確保するため、２４時間体制で救命処置を必要とする重篤救急患者の診療にあ
たる救命救急センターを運営する医科大学等に対し補助する。

４（１）イ 0
534,628 318,058 3,150 537,778 444,678 264,545 28,231 472,909 979,306 582,603 31,381 1,010,687 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 157,793 93,873 930 158,722 289,037 171,952 9,262 298,299

1411 府立急性期・総合医療センター事業 府立急性期・総合医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 17,589,800 0 17,589,800 14,630,351 0 923,401 15,553,752 32,220,151 0 923,401 33,143,552 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,191,538 0 0 5,191,538 9,509,610 0 272,537 9,782,147
1412 府立呼吸器・アレルギー医療セン

ター事業
府立呼吸器・アレルギー医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0

11,979,400 0 11,979,400 9,963,890 0 628,875 10,592,765 21,943,290 0 628,875 22,572,165 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,535,658 0 0 3,535,658 6,476,448 0 185,609 6,662,057
1413 府立精神医療センター事業 府立精神医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 5,785,000 0 5,785,000 4,811,685 0 303,692 5,115,377 10,596,685 0 303,692 10,900,377 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,707,413 0 0 1,707,413 3,127,557 0 89,633 3,217,190
1414 府立成人病センター事業 府立成人病センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 16,419,300 0 16,419,300 13,656,785 0 861,954 14,518,739 30,076,085 0 861,954 30,938,039 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,846,071 0 0 4,846,071 8,876,801 0 254,401 9,131,202
1415 府立母子保健総合医療センター事

業
府立母子保健総合医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 10,605,200 0 10,605,200 8,820,896 0 556,735 9,377,631 19,426,096 0 556,735 19,982,831 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 2,781,640 0 0 2,781,640 5,095,275 0 146,026 5,241,301

1417 府立精神医療センター事業／精神
医療センター再編整備推進事業

重症患者の受入機能の拡充や、療養環境の改善等の観点から、建替えによる再編整備を着実
に推進するため、平成15年度の「再編整備実現化方策」の検討結果をもとに、必要となる病院施
設の内容や整備手法等について、より具体的な検討を行う。

４（１）イ 0
32,030 0 32,030 26,641 0 1,681 28,322 58,671 0 1,681 60,352 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,453 0 0 9,453 17,316 0 496 17,813

1418 【新】府立成人病センター事業／成
人病センター外来化学療法室の拡
充

増加傾向にある外来化学療法適用患者に対応するため、治療用専用ベッドを20床に増床する
等、外来化学療法室を拡充・整備することにより、がん治療におけるＱＯＬ（生活の質）向上と快
適な医療環境の提供を図る。

４（１）イ 0
84,823 84,823 70,552 0 4,453 75,005 155,375 0 4,453 159,828 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 25,035 0 0 25,035 45,858 0 1,314 47,172

1438
千里救命救急センター運営費

救命救急体制を確保するため、社会福祉法人に対し、主として豊能地域の救急医療体制の中核
的機能を果たす千里救命救急センターの管理運営を委託する。

４（１）イ 0
2,091,947 776,146 6,300 2,098,247 1,739,981 645,561 110,150 1,850,131 3,831,928 1,421,707 116,450 3,948,378 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 617,427 229,075 1,859 619,287 1,130,974 419,609 34,370 1,165,343

1439
泉州救命救急センター運営費

救命救急体制を確保するため、泉佐野市（市立泉佐野病院）に対し、主として泉州地域の救急医
療体制の中核的機能を果たす泉州救命救急センターの管理運営を委託する。

４（１）イ 0
2,081,033 800,738 6,300 2,087,333 1,730,903 666,015 109,577 1,840,481 3,811,936 1,466,753 115,877 3,927,814 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 614,206 236,334 1,859 616,066 1,125,073 432,905 34,201 1,159,274

1440
中河内救命救急センター運営費

救命救急体制を確保するため、（財）大阪府保健医療財団に対し、主として中河内地域の救急医
療体制の中核的機能を果たす中河内救命救急センターの管理運営を委託する。

４（１）イ 0
1,885,028 555,125 6,300 1,891,328 1,567,876 461,726 99,288 1,667,164 3,452,904 1,016,851 105,588 3,558,492 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 556,356 163,842 1,859 558,216 1,019,107 300,118 31,164 1,050,270

2725

創薬シンポジウム開催事業

「医薬基盤技術研究所」での研究テーマや研究体制に企業ニーズが反映されるよう国に働きか
けるとともに、北大阪におけるバイオ構想の産業界への浸透を図ることにより、医薬品産業をは
じめとするバイオ産業の振興につなげるため、創薬シンポジウムを大阪医薬品協会との共催、
厚生労働省の後援により開催する。

４（１）イ 0

1,000 1,000 1,575 2,575 832 832 135 967 1,832 1,832 1,710 3,542 事業所数 232,804 483,964 48.1% 481 481 758 1,239 881 881 823 1,704
1119 港湾整備事業 府営港湾の物流機能の強化を図るため、ふ頭用地や分譲用地の整備を行う。 ４（１）ウ 0 1,652,588 0 194,250 1,846,838 1,374,543 0 96,952 1,471,496 3,027,131 0 291,202 3,318,334 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2069 港湾建設事業 府営港湾の物流機能の強化を図るため、港湾施設の新設、改良、大規模な補修等を行う。 ４（１）ウ 0 1,602,730 117,530 215,250 1,817,980 1,333,074 97,756 95,437 1,428,511 2,935,804 215,286 310,687 3,246,491 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2348

港湾振興事業（ポートセールス）
府営港湾への貨物誘致のため、国内の港湾を利用する事業者、アジア地域における港湾関係
事業者などに対し、個別訪問やセミナーの開催を行う。

４（１）ウ 0
3,901 0 57,750 61,651 3,245 0 3,236 6,481 7,146 0 60,986 68,132 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2713 港湾施設維持管理事業 府営港湾の適切な運営を図るため、港湾施設等の維持管理を行う。 ４（１）ウ 0 1,400,221 -608,343 727,650 2,127,871 1,164,637 0 111,706 1,276,342 2,564,858 -608,343 839,356 3,404,213 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2802

港湾整備調査事業（企業誘致）
港湾機能を活用する企業を誘致するため、倉庫業・港湾運送業・製造業・卸売業・小売業等物流
関連事業者に対し、企業訪問、企業誘致説明会、営業用資料の作成・配付を行う。

４（１）ウ 0
1,385 0 47,250 48,635 1,152 0 2,553 3,705 2,537 0 49,803 52,340 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2849 港湾調査事業 府営港湾を計画的に整備し、利用を促進するため、港湾計画等港湾事業にかかる調査を行う。 ４（１）ウ 0 107,286 83,168 52,500 159,786 89,235 69,175 8,388 97,624 196,521 152,343 60,888 257,410 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
3055 漁港管理業務 漁港の維持管理、岸壁使用許可、占用許可、普通財産の分譲、貸付、使用承認などを行う。 ４（１）ウ 0 47,449 -22,033 47,250 94,699 39,466 0 4,971 44,437 86,915 -22,033 52,221 139,136 漁獲量 262 17,388 1.5% 715 -332 712 1,427 1,310 -332 787 2,096
3056 漁港整備事業（ふれあい漁港漁村

整備事業を除く漁港・海岸建設事
府内１２漁港について、漁業生産構造の変化に対応した生産・流通の基地としての整備を行う。 ４（１）ウ 0

84,733 84,733 4,200 88,933 70,477 70,477 4,669 75,146 155,210 155,210 8,869 164,079 漁獲量 262 17,388 1.5% 1,277 1,277 63 1,340 2,339 2,339 134 2,472
3064

佐野漁港施設整備事業
佐野漁港内(食品コンビナート地区）の分譲用地の分譲促進及び老朽化した諸施設の補修を行
う。

４（１）ウ 0
67,183 57,380 2,100 69,283 55,880 47,726 3,637 59,517 123,063 105,106 5,737 128,800 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3065
佐野漁港特別修築事業

阪神高速道路湾岸線及び府道大阪臨海線の建設に伴い、佐野漁港の埋め立て及び沖への移
転整備を行う。

４（１）ウ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3070
漁港移管整備事業

府管理第1種漁港について、円滑な市町への移管が進められるよう、緊急性、必要性の高いもの
について整備を行う。

４（１）ウ 0
5,467 5,467 5,250 10,717 4,547 4,547 563 5,110 10,014 10,014 5,813 15,827 漁獲量 262 17,388 1.5% 82 82 79 161 151 151 88 238

1085
【新】水の都大阪・舟運まつり事業

水都大阪を大阪文化の顔として内外に発信し大阪のブランドイメージの向上を図るとともに、ま
ちの賑わいづくりを進めるため、住民・ＮＰＯ・ボランティアや大阪市とともに「水の都」をテーマと
した各種水上イベント（水上コンサート、リバーパレード、水辺オーク等）を実施する。

４（１）エ 0
10,000 10,000 2,100 12,100 8,318 8,318 635 8,953 18,318 18,318 2,735 21,053

大阪市
100% 100 100 100.0% 10,000 10,000 2,100 12,100 18,318 18,318 2,735 21,053

2810 大阪誘致推進協議会の運営機能拡 府を挙げたプロモーションの展開と情報収集・調査の強化とそのための推進体制を整備する。 ４（１）エ 0 21,556 21,556 10,500 32,056 17,929 17,929 1,683 19,612 39,485 39,485 12,183 51,668 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 10,948 10,948 5,333 16,280 20,054 20,054 6,187 26,241
2814 工業再配置促進法の見直しに関す

る国への要望

工場の地方への移転促進を図る工業再配置促進法の廃止若しくは都市部に新たな産業の集積
を促すという観点から、同法を抜本的に見直し、移転促進地域の指定解除や都市部工場適地の
誘導地域指定を行うことを国に要望する。

４（１）エ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2819 大阪外国企業誘致センター整備事
業費

大阪市、大阪商工会議所と共同で、大阪における情報・支援サービスの一元的提供機関として
「大阪外国企業誘致センター」を大阪商工会議所内に設置し、外国企業誘致活動を推進する。

４（１）エ 0
8,000 8,000 4,200 12,200 6,654 6,654 640 7,294 14,654 14,654 4,840 19,494 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 4,063 4,063 2,133 6,196 7,442 7,442 2,458 9,901

2820
外国企業誘致推進業務

事業所に対して投資動向等の訪問調査を実施するとともに、府内産業拠点に関する情報提供を
行い企業立地を促進する。

４（１）エ 0
39,900 39,900 0 0 2,095 2,095 0 0 41,995 41,995 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 20,264 20,264 0 0 21,328 21,328

2821 【新】先進的投資モデル企画コンペ
事業

外国企業誘致を推進するために、対象地域や対象分野を限定した誘致モデルを構築する。 ４（１）エ 0
2,713 2,713 4,200 6,913 2,257 2,257 363 2,619 4,970 4,970 4,563 9,532 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,378 1,378 2,133 3,511 2,524 2,524 2,317 4,841
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2875
ファッション振興事業負担金

世界に活躍できるデザイナーの発掘･育成を通じてファッション関連産業の振興を図るため、大
阪コレクション等の開催に対し、分担金を支出する。

４（１）エ 0
10,000 10,000 6,300 16,300 8,318 8,318 856 9,173 18,318 18,318 7,156 25,473 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 5,079 5,079 3,200 8,278 9,303 9,303 3,634 12,937

2876 大阪ロケーション・サービス協議会
分担金

大阪ロケーション・サービス協議会と連携して国内外の映画等のロケーションの大阪への誘致を
推進する。

４（１）エ 0
5,000 5,000 3,150 8,150 4,159 4,159 428 4,587 9,159 9,159 3,578 12,737 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,476 1,476 930 2,405 2,703 2,703 1,056 3,759

3270

「水の都大阪再生協議会」の運営

都市再生プロジェクトに決定された「水の都大阪の再生」について、平成14年度に公民協働して
取り組む指針として策定した「水の都大阪再生構想」の具体化を図るため、行政、経済界、企
業、市民、ＮＰＯ等水都再生に関わる様々な主体間の事業調整や個別課題に関わる専門的検
討を行う。

４（１）エ 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051
大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 10,500 10,500 0 0 11,051 11,051

3830
企業等の誘致

首都圏における企業等の誘致のため、関係方面とのネットワークを構築し、誘致情報の提供及
び企業情報の収集を行う。また、個別企業訪問による意向調査及びアプローチを実施するととも
に、誘致プロモーション、誘致業務に関連するトップセールス等の企画・実施業務を行う。

４（１）エ 0
42,000 42,000 0 0 2,205 2,205 0 0 44,205 44,205 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 12,396 12,396 0 0 13,047 13,047

281 府立国際会議場（グランキューブ大
阪）の運営

大阪の経済及び文化の発展に寄与するため、国際交流、情報発信の拠点となり、府民にも開か
れた施設として国際会議を運営する。

４（２）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

299
大阪府留学生会館運営費補助事業 大阪府留学生会館の運営支援を行うため、（財）大阪府国際交流財団に対して補助等を行う。 ４（２）ア 0

99,791 -24 4,200 103,991 83,001 0 5,459 88,461 182,792 -24 9,659 192,452
外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 57,193 -14 2,407 59,600 104,763 -14 5,536 110,299

300 【新】災害時外国人サポーター認証
事業

地震等大規模災害発生時において、在日外国人への円滑な情報提供・支援を行うための体制
づくりとして、災害時外国人サポーターを認証する。

４（２）ア 0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 0 0 1,805 1,805 0 0 1,900 1,900

813 大阪府・上海市高等学校スポーツ
友好交流事業

スポーツを通じた国際交流・友好を行うことによって日中相互の国際親善と青少年の国際意識
の高揚を図る。

４（２）ア 0
1,321 1,321 1,050 2,371 1,099 1,099 124 1,223 2,420 2,420 1,174 3,594

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 295 295 235 530 541 541 263 804

819
日中友好交流事業

友好交流先である中国・上海市及び実質的な友好交流を行っている江蘇省との相互理解を深め
るため、友好交流代表団の受入れ・派遣を行う。

４（２）ア 0
2,725 2,725 8,400 11,125 2,267 2,267 584 2,851 4,992 4,992 8,984 13,976 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 804 804 2,479 3,283 1,473 1,473 2,652 4,125

820 ドバイ（アラブ首長国連邦）友好交
流事業

友好交流先であるアラブ首長国連邦・ドバイとの相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
1,395 1,395 4,200 5,595 1,160 1,160 294 1,454 2,555 2,555 4,494 7,049 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 412 412 1,240 1,651 754 754 1,326 2,080

821 ロンバルディア州（イタリア）友好交
流事業

友好交流先であるイタリア・ロンバルディア州との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
1,395 1,395 3,150 4,545 1,160 1,160 239 1,399 2,555 2,555 3,389 5,944 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 412 412 930 1,341 754 754 1,000 1,754

822 東ジャワ州（インドネシア）友好交流
事業

友好交流先であるインドネシア・東ジャワ州との相互理解を深めるため、友好交流団の受入れ等
を行う。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

823 外事事業 各国との円滑な関係を築くため、外国使節や外国公館を国際儀礼に則って接遇する。 ４（２）ア 0 4,738 4,738 33,600 38,338 3,941 3,941 2,013 5,953 8,679 8,679 35,613 44,291 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,398 1,398 9,917 11,315 2,562 2,562 10,511 13,072
824 ヴァルドワーズ県（フランス）友好交

流事業
友好交流先であるフランス・ヴァルﾄﾞワーズ県との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
1,283 1,283 4,200 5,483 1,067 1,067 288 1,355 2,350 2,350 4,488 6,838 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 379 379 1,240 1,618 694 694 1,325 2,018

825 カリフォルニア州（アメリカ）友好交
流事業

友好交流先であるアメリカ・カリフォルニア州との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
346 346 4,200 4,546 288 288 239 526 634 634 4,439 5,072 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 102 102 1,240 1,342 187 187 1,310 1,497

826 クイーンズランド州（オーストラリア）
友好交流事業

友好交流先であるオーストラリア・クィーンズランド州との相互理解を深めるため、友好交流代表
団と教員の受入れ等を行う。

４（２）ア 0
472 472 3,150 3,622 393 393 190 583 865 865 3,340 4,205 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 139 139 930 1,069 255 255 986 1,241

827
ロシア・沿海地方友好交流事業

友好交流先であるロシア・沿海地方との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受入れ等を
行う。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

828 大阪府、東ジャワ州保健衛生交流
事業

友好交流都市の医療技術の向上を図るため、東ジャワ州の医師を受け入れ、研修を行う。 ４（２）ア 0
641 641 1,050 1,691 533 533 89 622 1,174 1,174 1,139 2,313 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 189 189 310 499 347 347 336 683

829
日中医学交流事業

友好交流都市の医療技術の向上を図るため、上海市及び江蘇省の医師を受け入れ、研修を行
う。

４（２）ア 0
2,153 2,153 1,050 3,203 1,791 1,791 168 1,959 3,944 3,944 1,218 5,162 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 635 635 310 945 1,164 1,164 360 1,524

830 日中友好技術交流事業（上海市都
市開発）

大阪府・上海市都市開発技術交流実行委員会を通じて、大阪府と上海市との間で、都市開発専
門家の相互派遣を行う。

４（２）ア 0
911 911 3,150 4,061 758 758 213 971 1,669 1,669 3,363 5,032 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 269 269 930 1,199 493 493 993 1,485

2309
国際機関への支援

地球環境問題の解決を図るため、開発途上国に対する技術移転や環境に関する革新的技術開
発等を行う（財）地球環境センター（GEC)、（財）地球環境産業技術研究機構（RITE）に対し、補助
を行う。

４（２）ア 0
36,201 36,201 4,200 40,401 30,110 30,110 2,121 32,231 66,311 66,311 6,321 72,632 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,685 10,685 1,240 11,924 19,571 19,571 1,866 21,437

2310
ＡＰＥＣ環境技術交流促進事業

環境保全技術の先進地大阪から海外に環境情報を発信し、アジア・太平洋地域の環境問題解
決に貢献するため、関西の自治体、経済界と協力して、「APEC環境技術交流促進事業」を推進
する。

４（２）ア 0
2,000 2,000 3,150 5,150 1,664 1,664 270 1,934 3,664 3,664 3,420 7,084 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 590 930 1,520 1,081 1,081 1,010 2,091

2311
ＪＩＣＡとの連携

国際協力事業団（ＪＩＣＡ）の専門家として職員を途上国に派遣するとともに、途上国からの研修
生を受け入れる。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2853 グローバル・ダイレクト・プロモーショ
ン事業

大阪にゆかりがあり海外での活躍が期待できる外国人のデータベースを作成し、ｅ－ｍａｉｌにより
大阪のグローバル・プロモーションを推進する。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2888 経済交流協定、友好交流協定に基
づく交流促進

大阪府と海外の交流協定先の双方の経済活性化を図るため､民間レベルでのビジネス交流の
促進に努める。

４（２）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

3634
大阪府国際アドバイザー制度

大阪の国際化や国際交流施策の推進にあたり、国際的な視野から的確な助言を得るため、実務
家、有識者を招聘し、意見交換を行う。

４（２）ア 0
150 150 1,050 1,200 125 125 63 188 275 275 1,113 1,388 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 44 44 310 354 81 81 328 410

3635
外国青年招致・活用事業

本府に国際交流員として外国青年を招致し、国際化関連施策への参画を図るとともに、ＪＥＴ事
業により招致される外国青年に係る事業の取りまとめを行う。

４（２）ア 0
9,322 7,844 8,400 17,722 7,754 6,524 930 8,684 17,076 14,368 9,330 26,406 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,751 2,315 2,479 5,231 5,040 4,241 2,754 7,794

3658 (財）大阪府国際交流財団奨学金事
業

優秀な外国人青年に、府内の大学院で勉学・研究の機会を提供し、大阪の発展や母国と大阪の
交流に資する人材を育成する。

４（２）ア 0
5,025 5,025 0 0 264 264 0 0 5,289 5,289 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,483 1,483 0 0 1,561 1,561

3659 外国人被災災害援助事業 外国の大規模災害に対する積極的な援助を行うため、見舞金支給等を行う。 ４（２）ア 0 500 500 0 500 416 416 26 442 916 916 26 942 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 0 148 270 270 8 278
3660 海外移住対策事業 本府出身の海外移住者と府民との交流を行うため、その橋渡し役を行う団体に対し補助する。 ４（２）ア 0 500 500 2,100 2,600 416 416 136 552 916 916 2,236 3,152 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 620 767 270 270 660 930
3662 国際交流推進事業 本府の国際交流の裾野を広げるため、民間非営利団体の活動等に対する補助等を行う。 ４（２）ア 0 112,438 112,438 10,500 122,938 93,521 93,521 6,454 99,974 205,959 205,959 16,954 222,912 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 33,185 33,185 3,099 36,285 60,788 60,788 5,004 65,791
3663

ＮＰＯ協働海外研修員受入事業
国際協力分野でのＮＰＯとの協働を図り、海外ＮＰＯ等の人材の受入れ研修を行うことにより、ア
ジア地域の開発課題の解決に資するとともに、大阪プロモーションを実施する。

４（２）ア 0
7,800 7,800 5,025 12,825 6,488 6,488 673 7,161 14,288 14,288 5,698 19,986 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,302 2,302 1,483 3,785 4,217 4,217 1,682 5,899

503
高年齢職業情報総合ｼｽﾃﾑ

求職活動中にある高年齢者の再就職を支援するため、ハローワークで受理した５５歳以上の求
人情報を庁内に設置した情報センターで収集・整理し、府内の高齢者職業相談室等に提供す
る。

４（２）イ 0
4,143 4,143 1,050 5,193 3,446 3,446 273 3,719 7,589 7,589 1,323 8,912

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,401 1,401 355 1,756 2,566 2,566 447 3,013

706
中小企業事業資金融資促進費

府内中小企業者に対する事業資金の円滑な供給を図ることを目的に、大阪府中小企業信用保
証協会を通じて金融機関に融資原資の一部を貸し付け、金融機関の実質利回りを確保すること
により、低利の融資制度を実施する。

４（２）イ 0
47,079,000 0 38,850 47,117,850 39,158,051 0 2,473,516 41,631,568 86,237,051 0 2,512,366 88,749,418

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 22,520,868 0 18,584 22,539,452 41,252,644 0 1,201,824 42,454,468

1043 (財)大阪観光コンベンション協会コ
ンベンション事業等負担金

大阪国際会議場をはじめ大阪府域における国際会議等コンベンションの誘致を行う(財)大阪観
光コンベンション協会にコンベンション誘致に係る分担金を支出する。

４（２）イ 0
86,694 68,987 4,200 90,894 72,108 57,380 4,772 76,880 158,802 126,367 8,972 167,774 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 25,587 20,361 1,240 26,827 46,870 37,297 2,648 49,517

1058
ふれあい漁港漁村整備事業

府民が気軽に海と接することのできるふれあいとゆとりの場や漁業者と府民の交流の場を備え
た多目的な機能を有する漁港を整備する。

４（２）イ 0
505,000 21,000 6,300 511,300 420,035 17,467 26,841 446,876 925,035 38,467 33,141 958,176 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1151
【新】大阪ブランド戦略の推進

大阪が様々な分野で築いてきた魅力を資産として再認識しつつ、大阪の新たなブランドイメージ
を確立するため、経済界等と共同で、大阪ブランド戦略の推進母体となる「大阪ブランドコミッ
ティ」（仮称）を設置して、大阪の都市イメージの向上を目指す。

４（２）イ 0
10,000 10,500 20,500 8,318 0 1,076 9,394 18,318 0 11,576 29,894 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 0 5,051 9,861 8,811 0 5,569 14,380

1537 財団法人中央競馬馬主福祉財団助
成事業

財団が実施する助成事業（施設の新築・増改築、修繕・各種工事、車両及び備品の購入等を対
象）についての申請事務等の取りまとめを行うとともに、知事の推薦を付し、本事業の支援・振興
を図る。

４（２）イ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1538
財団法人日本船舶振興会助成事業

財団が実施する助成事業（施設の新築・増改築、修繕・各種工事、車両及び備品の購入等を対
象）についての申請事務等の取りまとめを行うとともに、知事の推薦を付し、本事業の支援・振興
を図る。

４（２）イ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2354
物流検討会の開催

効率的で環境にやさしい都市物流システムの構築を実現するため、ＩＴＳ（高度道路情報システ
ム）の活用等、新たな対策などを検討する。

４（２）イ 0
0 11,550 11,550 0 0 606 606 0 0 12,156 12,156 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,409 3,409 0 0 3,588 3,588

2543
「なにわの食品」普及展開支援事業

府内食品産業の健全な発展を図るため、（社）大阪府食品産業協会その他業界団体が実施する
「なにわの食品」の販売促進活動等に対して補助する。

４（２）イ 0
663 0 1,050 1,713 551 0 90 641 1,214 0 1,140 2,354

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 184 0 292 476 338 0 317 655

2663
中小企業構造改善促進融資資金貸
付金

府内中小企業者が経営革新等に必要とする資金の円滑な供給を図ることを目的に、大阪府中
小企業信用保証協会を通じて金融機関に融資原資の一部を貸し付け、金融機関の実質利回り
を確保することにより、低利の融資制度を実施する。

４（２）イ 0
8,816,000 8,816,000 28,350 8,844,350 7,332,725 7,332,725 464,296 7,797,022 16,148,725 16,148,725 492,646 16,641,372

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,217,251 4,217,251 13,562 4,230,813 7,724,958 7,724,958 235,664 7,960,622

2696
アイパークITビジネス交流促進事業

「大阪―韓国ＩＴビジネス交流ネットワーク」を運営し、韓国ＩＴ企業の海外進出拠点である「ｉＰａｒｋ
Ｏｓａｋａ」との協力関係のもと、大阪・関西のＩＴ企業と韓国ＩＴ企業のビジネス連携･交流を促進す
る。

４（２）イ 0
4,700 4,700 8,400 13,100 3,909 3,909 688 4,597 8,609 8,609 9,088 17,697 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,261 2,261 4,041 6,302 4,141 4,141 4,372 8,513

2717 （財）千里ライフサイエンス振興財団
によるライフサイエンスの振興

産学官の連携によるライフサイエンスの振興、(財）千里ライフサイエンス振興財団の指導・監督
を行う。

４（２）イ 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 2,525 2,525 0 0 2,658 2,658

2720 【新】彩都バイオベンチャー設備費
補助金

彩都バイオインキュベータに入居するバイオベンチャー企業等に対して、バイオに関する研究を
行う際に必要となる設備導入に要する経費の助成を行う。

４（２）イ 0
32,000 32,000 10,500 42,500 26,616 26,616 2,231 28,847 58,616 58,616 12,731 71,347 事業所数 232,804 483,964 48.1% 15,393 15,393 5,051 20,444 28,196 28,196 6,124 34,321
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2721 （財）大阪産業振興機構によるバイ
オベンチャー企業向け支援の強化

「バイオビジネスコンペ」で応募のあったビジネスプランの事業化促進のため、（財）大阪産業振
興機構にバイオ分野の専門家を確保し、特許戦略や事業計画策定などの相談・指導のために、
アドバイザーとして関係先に派遣する。

４（２）イ 0
4,734 4,734 5,250 9,984 3,938 3,938 524 4,462 8,672 8,672 5,774 14,446 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,277 2,277 2,525 4,803 4,171 4,171 2,778 6,949

2722
バイオビジネスコンペ事業の実施

経済団体等と連携して、大学や研究機関が有する研究成果を活用したバイオビジネスプランの
コンテストである「バイオビジネスコンペ事業」を実施する。

４（２）イ 0
500 500 10,500 11,000 416 416 577 993 916 916 11,077 11,993 事業所数 232,804 483,964 48.1% 241 241 5,051 5,291 441 441 5,329 5,769

2752 【新】生活創造ビジネスマーケティン
グ調査事業費

今後成長が期待される生活関連産業に関するマーケティング調査を、生活者の立場に立つNPO
との協働により実施するとともに、調査結果を広くPRすることにより、新しい「生活創造ビジネス」
の創出につなげる。

４（２）イ 0
16,000 0 0 16,000 13,308 0 840 14,148 29,308 0 840 30,148 事業所数 232,804 483,964 48.1% 7,697 0 0 7,697 14,098 0 404 14,502

2779 大阪/和泉エリア 都市エリア産学官
連携促進事業

国の公募型事業（都市エリア産学官連携促進事業）を活用し、南大阪（和泉）地域でナノテクノロ
ジーに関する産学官連携促進事業を行う。南大阪地域にナノテクノロジーを核としたクラスターを
形成する。

４（２）イ 0
4,600 4,600 5,250 9,850 3,826 3,826 517 4,343 8,426 8,426 5,767 14,193 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2782 【新】大阪府地域結集型共同研究事
業

ナノテクノロジーの研究ポテンシャルを有する府内の大学・研究機関・研究開発型企業が結集し
て共同研究を行うことにより、新技術・新産業の創出を図る。

４（２）イ 0
7,797 7,797 10,500 18,297 6,485 6,485 961 7,446 14,282 14,282 11,461 25,743 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 3,960 3,960 5,333 9,293 7,254 7,254 5,821 13,074

2800
和泉コスモポリス事業

関西国際空港の立地インパクトを活用して、大阪産業の活性化と高度化を目指し、多様な分野
における企業が集積する産業団地の形成を図る。

４（２）イ 0
13,163,333 -19,574 13,163,333 10,948,628 0 691,027 11,639,656 24,111,961 -19,574 691,027 24,802,989 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 6,685,349 -9,941 0 6,685,349 12,245,902 -9,941 350,957 12,596,859

2811

産業拠点立地企業事業展開補助金

新商品の生産、開発や新生産方式の導入などの新規事業展開等を行うため、府内産業拠点（テ
クノステージ和泉、津田サイエンスヒルズ、りんくうタウン、二色南町地区、阪南スカイタウン、彩
都ライフサイエンスパーク）へ立地する企業等が必要とする投下固定資本額(土地取得費を除く)
又は研究開発事業費の一部を補助する。

４（２）イ 0

2,483,392 2,483,392 17,850 2,501,242 2,065,566 2,065,566 131,306 2,196,872 4,548,958 4,548,958 149,156 4,698,114 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,261,257 1,261,257 9,066 1,270,322 2,310,310 2,310,310 75,753 2,386,063
2812

産業立地促進融資
産業拠点（テクノステージ和泉、津田サイエンスヒルズ、りんくうタウン、二色南町地区、阪南スカ
イタウン、彩都ライフサイエンスパーク）への企業誘致を促進するため、金融機関に融資原資の
一部を預託することにより、立地企業に対し金融機関からの低利の融資を実施する。

４（２）イ 0
981,466 0 6,300 987,766 816,336 0 51,854 868,190 1,797,802 0 58,154 1,855,956 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 498,464 0 3,200 501,663 913,062 0 29,535 942,597

2813
産業集積促進税制の実施

府内における産業集積を税制面から促進するため、産業集積促進地域における土地や家屋の
取得に係る不動産取得税を軽減する。

４（２）イ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2818 外国系企業インキュベートオフィス
運営費

関西国際空港の立地インパクトを活用し、外国系企業を誘致するため、りんくうゲートタワービル
内に設置しているインキュベートオフィスを整備、拡充する。

４（２）イ 0
28,011 7,997 3,150 31,161 23,298 6,652 1,636 24,934 51,309 14,649 4,786 56,095 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 14,226 4,061 1,600 15,826 26,059 7,440 2,431 28,489

2879
水上交通の振興

魅力ある観光資源、道路交通渋滞の緩和、災害時の緊急輸送などの様々な要請が高まる中
で、河川空間をより有効に活用するため、水上交通の振興を図る。

４（２）イ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2883
海外施設運営費

府内企業の海外展開、貿易振興等を図るため、海外事務所において、国際ビジネス支援や国際
経済情報の収集・提供を行う。

４（２）イ 0
183,278 183,278 85,050 268,328 152,442 152,442 14,086 166,528 335,720 335,720 99,136 434,856 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 93,083 93,083 43,195 136,278 170,504 170,504 50,349 220,853

2899
中小企業経営安定資金融資資金貸
付金

府内中小企業者が経営の安定に必要とする資金の円滑な供給を図ることを目的に、大阪府中
小企業信用保証協会を通じて金融機関に融資原資の一部を貸し付け、金融機関の実質利回り
を確保することにより、低利の融資制度を実施する。

４（２）イ 0
267,204,000 0 28,350 267,232,350 222,247,456 0 14,028,730 236,276,185 489,451,456 0 14,057,080 503,508,535

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 127,820,597 0 13,562 127,834,159 234,135,632 0 6,724,392 240,860,024

2900
各種融資制度損失補償金

府内中小企業への資金供給を図ることを目的とする大阪府制度融資の円滑な実施のため、代
位弁済を行った大阪府中小企業信用保証協会に対して、損失補償金を交付する。

４（２）イ 0
3,353,000 2,130,000 15,750 3,368,750 2,788,864 1,771,632 176,847 2,965,712 6,141,864 3,901,632 192,597 6,334,462

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,603,952 1,018,914 7,534 1,611,486 2,938,043 1,866,398 92,131 3,030,174

2903
信用組合経営安定化資金貸付金 信用組合再編にあたり、運用資金を預託して、受け皿信用組合に対して支援を実施する。 ４（２）イ 0

30,000,000 -29,917 1,050 30,001,050 24,952,559 0 1,574,946 26,527,506 54,952,559 -29,917 1,575,996 56,528,556

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 14,350,900 -14,311 502 14,351,402 26,287,290 -14,311 753,899 27,041,189

2904
信用組合整備強化資金貸付金

地方の信用秩序維持を図るため、全国信用協同組合連合会・大阪府信用組合協会に対し、信
用の維持が困難となった組合の不良債権を償却するための資金を得るための運用資金を低利
融資する。

４（２）イ 0
10,000,000 -100,000 1,050 10,001,050 8,317,520 0 525,019 8,842,539 18,317,520 -100,000 526,069 18,843,589

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,783,633 -47,836 502 4,784,136 8,762,430 -47,836 251,652 9,014,082

2912
創業促進税制に係る確認事務 創業促進税制に基づく特定業種中小創業法人であることについての確認を行う。 ４（２）イ 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 5,023 5,023 0 0 5,286 5,286

2915
皮革製品デザインコンテスト開催事
業

革製履物製造業界のデザイン企画力・技術力の向上を図るため、靴デザインコンテストを実施す
る。

４（２）イ 0
2,638 1,436 4,200 6,838 2,194 1,194 359 2,553 4,832 2,630 4,559 9,391

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,262 687 2,009 3,271 2,312 1,258 2,181 4,492

2954
経済経営に関する調査研究事業

大阪の産業・経済の構造を中長期的な観点から調査研究するとともに、景気動向や中小企業の
経営実態について調査研究する。また、本府が新たな事業や施策を展開する際に､産業・経済
面からの基礎データの提供や緊急課題等についての調査研究を併せて行う。

４（２）イ 0
12,251 12,251 10,190 0 643 10,833 22,441 0 643 23,084

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 5,860 0 0 5,860 10,735 0 308 11,043

3102
大阪府産業労働政策推進会議

総合的な産業労働政策を推進するため、労働者団体、使用者団体、学識経験者、関係行政機関
で構成する産業労働政策推進会議を運営する。

４（２）イ 0
3,815 3,515 3,150 6,965 3,173 2,924 366 3,539 6,988 6,439 3,516 10,504 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,162 1,070 959 2,121 2,128 1,961 1,071 3,199

3109

大阪府庁ワークシェアリング事業

若年者雇用問題への対応とワークシェアリングの推奨事例とするため、大阪府庁において職員
の時間外勤務を削減し、若年者を短期雇用する大阪府庁ワークシェアリング事業を、雇用人数
及び対象年齢を拡大して実施する。また、短期雇用と職業訓練を組み合わせたデュアルシステ
ムを実施することにより、就業経験や訓練で習得したビジネススキルを活かして民間企業での常
用雇用につなげる。（再生予算枠活用事業）

４（２）イ 0

225,619 10,500 236,119 187,659 0 12,395 200,054 413,278 0 22,895 436,173 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 68,709 0 3,198 71,907 125,858 0 6,972 132,830
3110

【新】ＪＯＢカフェOSAKA事業

若年者が抱える職業に関する課題・ニーズに対応するため、産業･教育･地域社会・行政の連携
のもと、情報提供、カウンセリング、人材育成、職業紹介等の幅広い就職支援を行うワンストップ
サービスセンターとして、JOBカフェＯＳＡＫＡをエル・おおさかに設置する。（再生予算枠活用事
業）

４（２）イ 0

35,666 35,666 10,500 46,166 29,665 29,665 2,424 32,089 65,331 65,331 12,924 78,255 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 10,509 10,509 3,094 13,602 19,249 19,249 3,808 23,057
3134

人材雇用開発支援事業
就職に際して困難な課題を抱える人々の安定的雇用を促進するため、企業に対する求人開発
や求職者に対する教育・訓練等を計画的に推進する(社)おおさか人材雇用開発人権センターの
事業に対して助成する。

４（２）イ 0
36,000 36,000 5,250 41,250 29,943 29,943 2,165 32,109 65,943 65,943 7,415 73,359 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,963 10,963 1,599 12,562 20,082 20,082 2,258 22,340

3147 【新】公正採用選考人権啓発推進員
制度推進事業（基金事業）

公正採用選考人権啓発推進員制度の活性化を図るため、平成15年度から新たな研修制度を実
施しており、この研修制度の実行性を高めるために、事業所を訪問し、推進員の役割・研修への
参加等について啓発を行う。（16年度限り）

４（２）イ 0
10,380 0 2,100 12,480 8,634 0 655 9,289 19,014 0 2,755 21,769 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,993 0 1,010 6,003 9,146 0 1,325 10,472

3158
技能検定推進費

労働者の技能習得意欲を増進させ技能の向上を図るため、技能検定を実施する大阪府職業能
力開発協会に対して補助する。

４（２）イ 0
101,115 50,256 13,650 114,765 84,103 41,801 6,025 90,127 185,218 92,057 19,675 204,892 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 30,793 15,305 4,157 34,950 56,405 28,034 5,992 62,397

3475 地域活性化事業債事業に対する助
言

地域の活性化につながる基盤整備を進めるため、国の地域活性化事業債の活用について助言
等を行う。

４（２）イ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262

1 （財）アジア・太平洋人権情報セン
ター（ヒューライツ大阪）の運営

国際化時代に対応した府民の人権意識の高揚と、アジア･太平洋地域への多面的な交流の一
環として、国際人権情報交流拠点となる同センターの運営等に対して補助等を行う。

４（２）ウ 0
63,346 63,346 12,600 75,946 52,688 52,688 3,987 56,675 116,034 116,034 16,587 132,621 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18,696 18,696 3,719 22,415 34,247 34,247 4,896 39,142

2 (財)大阪国際平和センター（ピース
おおさか）の運営

府民の平和意識の醸成を図るとともに、平和首都大阪としての都市イメージの向上を図るため、
戦争や平和に関する資料の収集・保存・展示、講演会の開催、調査研究等を行う標記財団に対
して補助する｡

４（２）ウ 0
99,464 99,464 10,500 109,964 82,729 82,729 5,773 88,502 182,193 182,193 16,273 198,466 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,356 29,356 3,099 32,455 53,773 53,773 4,803 58,576

3
（財）大阪府人権協会補助事業

府と市町村が同和問題解決のための施策をはじめ、人権施策を推進していくための協力機関で
ある当法人の活動を支援するため補助する。

４（２）ウ 0
158,312 158,312 15,750 174,062 131,676 131,676 9,138 140,814 289,988 289,988 24,888 314,876 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 46,725 46,725 4,649 51,373 85,589 85,589 7,345 92,934

4 「国際人権大学院大学（夜間）の実
現をめざす大阪府民会議」への参

　「国際人権大学院大学（夜間）の実現をめざす大阪府民会議」に対し負担金を拠出する。 ４（２）ウ 0
500 500 4,200 4,700 416 416 247 663 916 916 4,447 5,363 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 1,240 1,387 270 270 1,312 1,583

5 人権教育のための国連１０年大阪
府後期行動計画に基づく施策の推

人権教育のための国連１０年(1995年から2004年まで）の趣旨を踏まえ、平成13年３月に策定し
た「人権教育のための国連１０年大阪府後期行動計画」の具体化を図る。

４（２）ウ 0
10,455 3,855 31,500 41,955 8,696 3,206 2,202 10,898 19,151 7,061 33,702 52,853 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,086 1,138 9,297 12,383 5,652 2,084 9,947 15,599

6
人権啓発事業

平成１２年度末に策定した「大阪府人権施策推進基本方針」の具体化を図るため、各種啓発事
業を継続的かつ効果的に実施するなど、人権意識の高揚を図る。

４（２）ウ 0
96,576 33,702 31,500 128,076 80,327 28,032 6,724 87,051 176,903 61,734 38,224 215,127 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 28,504 9,947 9,297 37,801 52,212 18,220 11,281 63,494

7
人権相談推進事業

府内における人権相談体制の整備を図るため、相談員の専門性を醸成しつつ、身近な相談窓口
体制を整備するとともに、人権にかかわる相談機関のネットワーク化を図る。

４（２）ウ 0
72,480 72,480 21,000 93,480 60,285 60,285 4,907 65,193 132,765 132,765 25,907 158,673 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 21,392 21,392 6,198 27,590 39,185 39,185 7,646 46,831

8 大阪府人権尊重の社会づくり条例
等推進事業

総合的な人権施策を構築するため、条例の趣旨の周知を進めるほか、「大阪府人権施策推進審
議会」を運営する。

４（２）ウ 0
4,665 966 10,500 15,165 3,880 803 796 4,676 8,545 1,769 11,296 19,841 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,377 285 3,099 4,476 2,522 522 3,334 5,856

9
人権問題学習支援事業

（社）部落解放・人権研究所がこれまでに蓄積されてきた実績とノウハウを活かし、より専門的な
人権教育・啓発や人権に関する情報収集・提供、人材養成に取り組みを通じ、人権情報収集・提
供事業、人権教育・啓発相談事業、人材養成事業を行う。

４（２）ウ 0
44,476 44,476 2,100 46,576 36,993 36,993 2,445 39,438 81,469 81,469 4,545 86,014 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 13,127 13,127 620 13,747 24,045 24,045 1,341 25,387

10 （財）大阪人権博物館（リバティおお
さか）事業助成事業

同和問題､女性､民族､障害者､環境問題など人権に関する歴史資料を収集保存､公開し、人権思
想の普及と人間性豊かな文化の発展に貢献する同博物館の運営費等に対して助成する。

４（２）ウ 0
336,196 336,196 15,750 351,946 279,632 279,632 18,476 298,108 615,828 615,828 34,226 650,054 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 99,227 99,227 4,649 103,875 181,758 181,758 10,102 191,860

17
地域青年人材育成事業

府内青年の人権意識の高揚を図るため、財団法人大阪府人権協会が実施する府内青年を対象
とした研修事業や交流事業に対して補助する。

４（２）ウ 0
1,000 1,000 1,050 2,050 832 832 108 939 1,832 1,832 1,158 2,989 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 295 295 309 604 540 540 341 881

18 子どもの権利条約リーフレットの作
成・配布

｢児童の権利に関する条約連絡会議」において作成した同条約リーフレットを、市町村、学校、関
係機関等に配布し、広く啓発を行う。

４（２）ウ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 296 296 0 0 311 311

21 「人権教育基本方針」「人権教育推
進プラン」に基づく人権教育の推進

児童・生徒及び府民の豊かな人権感覚を育むため、人権教育を推進する。 ４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

26 人権教育推進事業(人権教育副読
本の購入・配付）

人権教育の体系的な推進を図るために、副読本を人権教育教材として内容を抜本的に改訂し、
府内市町村教育委員会からの要望数に従い、小・中学生に無償配布する。

４（２）ウ 0
107,034 107,034 1,050 108,084 89,026 89,026 5,674 94,700 196,060 196,060 6,724 202,784

児童数
（小） 126,583 489,032 25.9% 27,705 27,705 272 27,977 50,749 50,749 1,740 52,489
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

29
企画調整事業（人権室）

同和問題をはじめあらゆる人権問題の解決を目指し、必要な施策を促進するための事業を行う
各種協議会に参画する。

４（２）ウ 0
5,943 5,943 5,250 11,193 4,943 4,943 588 5,531 10,886 10,886 5,838 16,724 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,754 1,754 1,550 3,304 3,213 3,213 1,723 4,936

30 大阪府同和問題解決推進審議会及
び大阪府同和問題解決推進本部の

同和問題解決のための施策をより効果的、効率的に推進するために、同審議会の審議状況を
踏まえつつ同推進本部を中心に庁内の調整を行う。

４（２）ウ 0
822 822 5,250 6,072 684 684 319 1,002 1,506 1,506 5,569 7,074 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 243 243 1,550 1,792 444 444 1,644 2,088

31 大阪府部落差別事象に係る調査等
の規制等に関する条例の啓発

部落差別事象を引き起こすおそれのある調査、報告等の行為をなくしていくために府民に条例
の周知、徹底を図っていく。

４（２）ウ 0
20,115 13,730 10,500 30,615 16,731 11,420 1,607 18,338 36,846 25,150 12,107 48,953 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,937 4,052 3,099 9,036 10,875 7,423 3,573 14,448

32 同和地区青少年施設設置用地費貸
付金償還助成

同和地区青少年健全育成施設における青少年活動の促進を図るため、市町村に対して、同施
設の建設や用地費貸付金の償還について補助する。

４（２）ウ 0
212,783 -114,576 0 212,783 176,983 0 11,170 188,153 389,766 -114,576 11,170 400,936 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 62,802 -33,817 0 62,802 115,037 -33,817 3,297 118,334

34 同和地区施設建設用地費貸付金償
還補助金（隣保館等）

府が貸し付けた隣保館等の施設の用地費貸付金を償還する市町に対して償還補助金を交付す
る。

４（２）ウ 0
116,702 -54,962 2,100 118,802 97,067 0 6,237 103,304 213,769 -54,962 8,337 222,106 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 34,444 -16,222 620 35,064 63,093 -16,222 2,461 65,553

35 同和地区医療施設建設用地費貸付
金償還補助金

同和地区住民の保健増進を図るため、府内同和地区医療施設を有する市町村に対し、府が貸し
付けた府内同和地区医療施設建設用地費の償還金の一部を補助する。

４（２）ウ 0
33,946 -13,049 1,050 34,996 28,235 0 1,837 30,072 62,181 -13,049 2,887 65,068 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,019 -3,851 310 10,329 18,352 -3,851 852 19,204

36 同和地区身体障害者施設整備事業
助成費（償還補助金）

同和地区の在宅身体障害者の生活を支援するため、身体障害者施設を整備する市町に対して
補助する。

４（２）ウ 0
545 -294 1,050 1,595 453 0 84 537 998 -294 1,134 2,132 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 161 -87 310 471 295 -87 335 629

37 同和地区老人福祉施設整備費補助
金（償還補助金）

同和地区高齢者に対する施設サービスを充実するため、老人福祉センター等を整備する市町に
対して補助する。

４（２）ウ 0
9,666 -5,146 1,050 10,716 8,040 0 563 8,602 17,706 -5,146 1,613 19,318 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,853 -1,519 310 3,163 5,226 -1,519 476 5,702

42
男女共同参画の推進

男女共同参画の推進のため、法定計画である「おおさか男女共同参画プラン」及び「大阪府男女
共同参画推進条例」に基づき、総合的かつ計画的に男女共同参画施策を推進する。

４（２）ウ 0
15,151 15,151 39,900 55,051 12,602 12,602 2,890 15,492 27,753 27,753 42,790 70,543 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,472 4,472 11,776 16,248 8,191 8,191 12,629 20,820

43 大阪府女性基金設置運営費 男女
共同参画活動助成事業

男女共同参画社会の実現をめざす女性団体・グループを支援し、NGO・NPOとの連携を図るとと
もに、民間活力を利用して男女共同参画社会の実現への啓発を図る。

４（２）ウ 0
8,495 0 6,300 14,795 7,066 0 777 7,842 15,561 0 7,077 22,637 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,507 0 1,859 4,367 4,593 0 2,089 6,681

44 大阪府女性基金設置運営費 女性
基金プリムラ賞顕彰事業

男女の自立と対等な参加・参画に基づく、男女共同参画による新しい社会づくりへの気運を高
め、府民の意識啓発を図る。

４（２）ウ 0
1,527 0 3,150 4,677 1,270 0 246 1,516 2,797 0 3,396 6,193 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 451 0 930 1,380 826 0 1,002 1,828

45
男女共同参画推進条例の普及促進

平成１４年４月１日に施行された「大阪府男女共同参画推進条例」に基づき、事業者の男女共同
参画への取組を促進するための顕彰制度や府民の声を施策に生かすための施策苦情処理制
度を適切に運用するなど、より積極的に男女共同参画施策を推進する。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

46 男女共同参画地域社会づくり支援
事業

男女共同参画社会の実現に向け、府内各地で講座等事業を行う財団法人大阪府人権協会に対
して補助金を交付する。

４（２）ウ 0
3,826 3,826 1,050 4,876 3,182 3,182 256 3,438 7,008 7,008 1,306 8,314 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,129 1,129 310 1,439 2,068 2,068 385 2,454

47
ＮＰＯ協働フロア整備事業

「ＮＰＯとの協働モデル施設」として位置づけている大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）
において、男女共同参画をＮＰＯとの協働により推進するため、ＮＰＯの活動を支援するためのス
ペースのあり方について検討を行う。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

48
ドーンセンター運営費

大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）の管理運営を行う(財）大阪府男女共同参画推進財
団の運営費を補助する。

４（２）ウ 0
162,281 162,281 1,050 163,331 134,978 134,978 8,574 143,552 297,259 297,259 9,624 306,883 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47,896 47,896 310 48,206 87,734 87,734 2,841 90,575

48
ドーンセンター運営費

大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）の管理運営を行う(財）大阪府男女共同参画推進財
団の運営費を補助する。

４（２）ウ 0
162,281 162,281 1,050 163,331 134,978 134,978 8,574 143,552 297,259 297,259 9,624 306,883 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47,896 47,896 310 48,206 87,734 87,734 2,841 90,575

49
ドーンセンター事業

大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）において実施される各種の啓発学習等の事業につ
いて、（財）大阪府男女共同参画推進財団へ委託金及び補助金を交付する。

４（２）ウ 0
78,103 0 1,050 79,153 64,962 0 4,155 69,118 143,065 0 5,205 148,271 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 23,052 0 310 23,362 42,225 0 1,536 43,761

50
ドーンセンターの管理・運営

ドーンセンターの維持管理を大阪府立女性総合センター条例に基づき、財団法人大阪府男女共
同参画推進財団に委託する。

４（２）ウ 0
61,250 55,642 61,250 50,945 46,280 3,215 54,160 112,195 101,922 3,215 115,410 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18,078 16,422 0 18,078 33,114 30,082 949 34,063

52
情報誌の発行

ドーンセンター主催講座・イベントの案内、グループの活動紹介、センター施設紹介等を内容とす
る情報誌を作成し、配布する。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

54 男女共同参画社会づくり重点啓発
事業

男女共同参画社会の形成を促進するために、府民への重点的な啓発事業を実施する。 ４（２）ウ 0
875 875 2,100 2,975 728 728 156 884 1,603 1,603 2,256 3,859 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 258 258 620 878 473 473 666 1,139

55 ドーンセンター情報ステーション事
業

女性問題関連の図書・資料・ビデオ等を収集し、閲覧・視聴・貸出サービスを行うほか、利用者か
らの情報相談に応じる。また、情報システム「情報ＣＡＮ・ドーンネット」を運営し、インターネットで
情報提供を行う。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

56 ドーンセンター啓発学習事業 男女共同参画社会の実現のための啓発活動を行うとともに、自主的な学習活動を支援する。 ４（２）ウ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
66

男女雇用機会均等推進事業
雇用における男女の均等な機会等の確保などを図るため、事業主や労働者などに対し、セミ
ナーの開催や啓発冊子の作成・配付を行う。

４（２）ウ 0
35,939 3,481 17,850 53,789 29,892 2,895 2,824 32,716 65,831 6,376 20,674 86,505 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,945 1,060 5,436 16,381 20,048 1,942 6,296 26,344

74
外国人行政サービス体制推進事業

本府に在住する外国人の生活利便性を高めるため、七カ国語により各種の情報提供や生活相
談を行う。

４（２）ウ 0
7,660 7,660 5,250 12,910 6,371 6,371 678 7,049 14,031 14,031 5,928 19,959

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 4,390 4,390 3,009 7,399 8,042 8,042 3,397 11,439

75
女性に対する暴力対策事業

女性に対する暴力対策として、関係機関の連携を強化するとともに、『女性に対する暴力をなく
す』キャンペーンの実施、ドーンセンターにおける相談体制の強化等を図る。

４（２）ウ 0
20,121 20,121 26,250 46,371 16,736 16,736 2,434 19,170 36,857 36,857 28,684 65,541 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 5,926 5,926 7,731 13,657 10,855 10,855 8,448 19,303

76 ドーンセンター相談カウンセリング
事業

女性の直面している様々な問題について、女性の視点から自立と主体的な生き方をめざし、相
談カウンセリングによる必要な援助と解決のサポートを行う。

４（２）ウ 0
16,764 0 16,764 13,943 0 880 14,824 30,707 0 880 31,588 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 4,937 0 0 4,937 9,044 0 259 9,303

240 障害者雇用促進事業（企業研修会
開催事業）

企業の障害者雇用に対する取組みとして研修会を開催する。 ４（２）ウ 0
415 415 2,100 2,515 345 345 132 477 760 760 2,232 2,992 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122 122 620 742 224 224 659 883

241 障害者雇用促進事業（重度障害者
職域、訓練科目開発研究事業）

視覚障害者の新しい職業分野、訓練科目の開発を行うため、視覚障害者の職域並びに訓練科
目開発研究会を開催する。

４（２）ウ 0
2,086 2,086 3,150 5,236 1,735 1,735 275 2,010 3,821 3,821 3,425 7,246 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 616 616 930 1,545 1,128 1,128 1,011 2,139

242 障害者雇用促進事業（障害者雇用
企業体験事業）

障害者雇用経験のない事業主等が、障害者雇用企業で障害者とともに働く機会を提供する｢体
験セミナー」を開催する。

４（２）ウ 0
1,349 1,349 4,200 5,549 1,122 1,122 291 1,413 2,471 2,471 4,491 6,962 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 398 398 1,240 1,638 729 729 1,326 2,055

244 障害者雇用促進事業（地域障害者
雇用啓発事業）

地域における障害者雇用に対する理解の促進を図るため、啓発イベントを開催する。 ４（２）ウ 0
600 600 499 0 31 531 1,099 0 31 1,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 177 0 0 177 324 0 9 334

294 「大阪府在日外国人施策に関する
指針」に基づく施策の推進

平成14年12月に策定した「大阪府在日外国人施策に関する指針」に基づき、国籍や民族の違い
を認めあい、ともに暮らすことのできる共生社会の実現に向け、在日外国人施策を総合的に推
進する。

４（２）ウ 0
13,650 13,650 0 0 717 717 0 0 14,367 14,367 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,029 4,029 0 0 4,240 4,240

295
在日外国人問題等啓発推進事業

在日外国人に関わる諸問題及び本府が取り組むべき方策について幅広く意見を求めるため、大
阪府在日外国人問題有識者会議の設置・運営や啓発等を行う。

４（２）ウ 0
1,701 1,001 12,600 14,301 1,415 833 751 2,166 3,116 1,834 13,351 16,467 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 502 295 3,719 4,221 920 541 3,940 4,860

296 「在日韓国・朝鮮人問題に関する指
導の指針」に基づく指導と助言

各学校において、教職員が在日韓国・朝鮮人問題に関する指導内容、方法について共通理解を
深め、全ての児童・生徒に対し、適切な教育を推進するため、「指針」の趣旨に則った指導助言を
行う。

４（２）ウ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

298
大阪府多言語情報提供事業 多言語による各種行政情報を府内自治体と共同で提供し、充実を図る。 ４（２）ウ 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105
外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 0 0 602 602 0 0 633 633

306 教育研究団体助成事業（大阪府在
日外国人教育研究協議会補助）

在日外国人児童生徒に対する適応指導と、違いを認め合い共に生きる社会の実現を目指す教
育の推進を図るため、研究集会や各種研修会等を実施する大阪府在日外国人教育研究協議会
（府外教）に対して補助する。

４（２）ウ 0
567 567 0 567 472 472 30 501 1,039 1,039 30 1,068 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 167 167 0 167 307 307 9 315

707
女性の起業支援

女性の新しい働き方の創造を目的として、自己実現につながり、社会的に意義のある仕事を起
業しようとする女性に対し支援する。

４（２）ウ 0
1,012 1,012 842 0 53 895 1,854 0 53 1,907 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 298 0 0 298 546 0 16 562

724
社会教育普及啓発事業

社会の急激な変化に対応した諸課題の啓発と課題に取り組む府民の活動の振興を図るため、
地域社会における先導的事業を実施し、その成果を広めるため映像教材を制作・配布する「まな
びふれあいまちづくりプロジェクト」に取り組むとともに、人権教育啓発映画を製作・放送する。

４（２）ウ 0
30,400 30,400 10,500 40,900 25,285 25,285 2,147 27,432 55,685 55,685 12,647 68,332 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,972 8,972 3,099 12,071 16,435 16,435 3,733 20,168

782 ローカルアジェンダ２１推進事業（行
動計画等の普及、グリーンコン
シューマー運動推進事業、おおさか
環境賞、環境活動リーダー研修、環
境配慮型活動啓発事業）

環境に配慮した消費行動を通じて、府民の環境に与える負荷の少ない行動を推進するため、
「環境に配慮した買い物キャンペーン」、企業向けセミナーや府民向けシンポジウムを開催する。
また、府民、事業者に対して環境問題に関する意識の向上を図るため「おおさか環境賞表彰式」
を開催する。

４（２）ウ 0

1,906 0 17,850 19,756 1,585 0 1,037 2,622 3,491 0 18,887 22,378 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 563 0 5,268 5,831 1,030 0 5,574 6,605
784

【新】環境保全活動啓発事業
｢環境教育推進方針」の策定及び環境問題に対する理解と認識を深め、自主的な取組の促進、
府民・事業者・ＮＰＯ・行政とのパートナーシップの構築を図るための啓発イベントを開催する。

４（２）ウ 0
2,000 15,750 17,750 1,664 0 932 2,595 3,664 0 16,682 20,345 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 0 4,649 5,239 1,081 0 4,924 6,005

785
みどりのボランティア養成事業

緑化の推進や府域に残された貴重な自然環境を保全するトラスト運動に取り組むボランティア
（みどりすと）を育成するため、ボランティア登録や研修等を実施し、緑の少年団等、子どもたちを
対象に次代のボランティアを養成する。

４（２）ウ 0
1,547 0 0 1,547 1,287 0 81 1,368 2,834 0 81 2,915 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 457 0 0 457 836 0 24 860

834 省資源運動推進事業 大阪府省資源運動推進会議との連携により、省資源・省エネルギー府民運動を推進する。 ４（２）ウ 0 868 0 3,150 4,018 722 0 211 933 1,590 0 3,361 4,951 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 256 0 930 1,186 469 0 992 1,461
928 大阪府ボランティア・ＮＰＯ施策推進

会議の運営
全庁的な総合企画・調整を行うため、ボランティア・NPO施策推進会議の運営等を行う。 ４（２）ウ 0

386 386 2,100 2,486 321 321 131 452 707 707 2,231 2,938 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114 114 620 734 209 209 658 867
929 大阪府ボランティア・市民活動セン

ター事業補助金
府ボランティア・市民活動センターが行うボランティア研修事業などに対して補助する。 ４（２）ウ 0

16,030 8,015 0 16,030 13,333 6,666 842 14,175 29,363 14,681 842 30,205 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,731 2,366 0 4,731 8,666 4,333 248 8,915
930 ボランティア・NPOホームページの

運営
ボランティア・NPOに関する大阪府の取り組みを紹介するとともに、こうした活動を行っている府
民に役立つ情報を提供する。

４（２）ウ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

932 ボランティア活動推進補助金 大阪ボランティア協会が実施する情報誌の発行等に対して補助する。 ４（２）ウ 0 851 851 0 851 708 708 45 752 1,559 1,559 45 1,603 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 251 251 0 251 460 460 13 473
933

ボランティア活動振興事業費
ボランティア意識を高めるため、情報誌の発行等を行う市町村社会福祉協議会及び指導援助す
る府社協に対して補助する。

４（２）ウ 0
15,100 7,550 2,100 17,200 12,559 6,280 903 13,462 27,659 13,830 3,003 30,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,457 2,228 620 5,076 8,164 4,082 886 9,050

 

―3
 
(
16

/
51

)
 

1
3
5



「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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事業費(当
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a''
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等
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

934
ＮＰＯとの協働相談事業

協働を希望するＮＰＯの情報をデータベース化するとともに、協働に関して各部局が相談できる
窓口をＮＰＯサイドに設置するなど、協働事業の推進に集中的に取り組んでいく。

４（２）ウ 0
1,227 1,227 1,021 0 64 1,085 2,248 0 64 2,312 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 362 0 0 362 663 0 19 682

940 ＮＰＯ運営マネジメント支援プログラ
ム事業

経理・情報等の実務経験者を雇用し、ＮＰＯの抱える課題を解決し、マネジメント能力を向上させ
る。

４（２）ウ 0
29,738 0 2,100 31,838 24,735 0 1,671 26,406 54,473 0 3,771 58,244 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,777 0 620 9,397 16,077 0 1,113 17,190

941 大阪ＮＰＯプラザ管理・運営支援事
業

大阪ＮＰＯプラザの管理運営を支援するため、管理団体である社会福祉法人大阪ボランティア協
会に対して助成する。

４（２）ウ 0
53,615 8,198 3,150 56,765 44,594 6,819 2,980 47,574 98,209 15,017 6,130 104,339 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,824 2,420 930 16,754 28,986 4,432 1,809 30,795

943
提案公募型委託事業推進費

計画段階からＮＰＯとの協働を進めるため、各部局における提案公募型委託事業の推進に集中
的に取り組んでいく。

４（２）ウ 0
12,600 12,600 6,300 18,900 10,480 10,480 992 11,472 23,080 23,080 7,292 30,372 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,719 3,719 1,859 5,578 6,812 6,812 2,152 8,964

949 花いっぱいの街づくりボランティア養
成支援事業

花いっぱいの街づくりをすすめるボランティアを養成するため、その核となるコーディネーターを
雇用し、効果的な事業展開を図る。

４（２）ウ 0
5,809 0 1,575 7,384 4,832 0 388 5,219 10,641 0 1,963 12,603 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,714 0 465 2,179 3,141 0 579 3,720

2270 【新】エコスタイル・キャンペーン普
及促進事業

夏季における適正冷蔵の徹底と軽装勤務の奨励を内容とする「関西夏のエコスタイル・キャン
ペーン」について、ファッションショー等を開催するとともに、キャンペーンバッチを作成・配布し、
一層の定着を図る。

４（２）ウ 0
1,968 0 3,150 5,118 1,637 0 269 1,906 3,605 0 3,419 7,024 事業所数 232,804 483,964 48.1% 947 0 1,515 2,462 1,734 0 1,645 3,379

2291
リサイクル製品認定制度の創設

リサイクル製品に対する需要の拡大を通じて循環型社会の形成に寄与する事業者を育成し、府
内における廃棄物リサイクルをより一層促進するため、リサイクル製品認定制度の創設について
検討する。

４（２）ウ 0
5,434 5,434 21,000 26,434 4,520 4,520 1,388 5,907 9,954 9,954 22,388 32,341 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,614 2,614 10,102 12,716 4,788 4,788 10,769 15,557

2588
大阪府植樹祭開催事業

みどりに対する府民の関心を高め、府民参加による緑化推進の輪を広げるため、大阪府植樹祭
を開催し、記念植樹や功労者の表彰、記念式典等を行う。

４（２）ウ 0
2,000 1,000 4,200 6,200 1,664 832 325 1,989 3,664 1,832 4,525 8,189 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 295 1,240 1,830 1,081 541 1,336 2,417

3088
食育実践地域活動支援事業

食育推進ボランティアを育成し、地域における「食育」啓発活動を推進し、健康で豊かな食生活
の実現を図る。

４（２）ウ 0
5,892 324 15,750 21,642 4,901 269 1,136 6,037 10,793 593 16,886 27,679 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,739 96 4,649 6,388 3,185 175 4,984 8,169

3175 財団法人労働安全衛生研修所運営
補助

勤労者福祉の向上を図るため、労働安全衛生大学講座等を行う財団法人労働安全衛生研修所
に対し補助する。

４（２）ウ 0
567 567 0 567 472 472 30 501 1,039 1,039 30 1,068 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 173 173 0 173 316 316 9 325

3667
平和施策推進事業

世界平和の達成や平和への意識啓発など、府の平和施策の理念と合致した活動を積極的に
行っている団体に対して補助する。

４（２）ウ 0
897 897 1,050 1,947 746 746 102 848 1,643 1,643 1,152 2,795 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 265 265 310 575 485 485 340 825

1148

(財)大阪２１世紀協会運営費分担金

住民、行政、産業界、各種団体などが一体となって、そのエネルギーと英知を結集し、計画的に
行事や事業を展開することにより、２１世紀にふさわしい国際的で文化的な「世界都市・大阪」の
創生を目指す「大阪２１世紀計画」を推進している財団法人大阪２１世紀協会に対して負担金を
交付する。

４（２）エ 0

250,000 250,000 5,250 255,250 207,938 207,938 13,400 221,338 457,938 457,938 18,650 476,588 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 73,786 73,786 1,550 75,336 135,158 135,158 5,504 140,662
1152

関西広域連携協議会負担金
広域化･多様化した地域課題に対応するとともに、関西の総合力と効率性を高め、他府県や経
済界等と様々な分野で連携を図り、関西の発展に寄与するため、「関西広域連携協議会」に参画
する。

４（２）エ 0
5,344 5,344 12,600 17,944 4,445 4,445 942 5,387 9,789 9,789 13,542 23,331 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,571 2,571 6,061 8,632 4,709 4,709 6,514 11,223

1161 関西国際広報センター分担金 関西の文化、歴史、観光、経済、ビジネスなど関西からの総合的な情報発信の強化を図る。 ４（２）エ 0 22,680 22,680 21,000 43,680 18,864 18,864 2,293 21,157 41,544 41,544 23,293 64,837 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,694 6,694 6,198 12,892 12,262 12,262 6,875 19,136
2306

地球環境関西フォーラムへの参加
地球環境問題の克服に寄与することを目的として、関西の企業、自治体、消費者団体、学識経
験者等で組織する地球環境関西フォーラムに参画し、より実践的な取り組みや調査・研究を行
う。

４（２）エ 0
300 300 1,050 1,350 250 250 71 320 550 550 1,121 1,670 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 89 89 310 398 162 162 331 493

2330
自動車公害対策事業

官民が協力し、自動車公害（自動車排出ガス、自動車騒音）の改善を図るため、関係３１機関で
構成する「大阪自動車公害対策推進会議」や「京阪神六府県市自動車排出ガス対策協議会」の
活動等を行う。

４（２）エ 0
3,905 3,905 7,455 11,360 3,248 3,248 596 3,844 7,153 7,153 8,051 15,204 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,153 1,153 2,200 3,353 2,111 2,111 2,376 4,487

2863 観光促進費（関西広域連携協議会
負担金）

関西府県の集客力の向上・外国人観光客の誘致を図るため、国際旅行見本市への出展やイン
ターネットによる情報提供事業を行う関西広域連携協議会へ参画するとともに、負担金を拠出す
る。

４（２）エ 0
3,380 3,380 4,200 7,580 2,811 2,811 398 3,209 6,191 6,191 4,598 10,789 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 998 998 1,240 2,237 1,827 1,827 1,357 3,184

3682
京阪神都市圏整備促進協議会の運
営

本協議会は、京阪神大都市圏の都市再生を促進するために、６府県・政令市及び地元経済界、
国土交通省により平成１０年に結成。各団体の意見を反映させた整備戦略を構築し、提言とする
ため、協議・調整を行うなど、京阪神の各団体と連携を図る。提言については、各方面に広くア
ピールし、国等の関係機関に対して要望活動を実施する。

４（２）エ 0

4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,240 1,240 0 0 1,305 1,305
282

環境美化等障害者雇用促進事業
清掃・除草作業など大阪府の業務を外部発注するとともに新たな職域を開拓することで、障害者
の雇用を促進する。

５ 0
59,338 0 4,200 63,538 49,354 0 3,336 52,690 108,692 0 7,536 116,228 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 17,513 0 1,240 18,753 32,080 0 2,224 34,304

307
「大阪府青少年白書」等の発行 青少年の健全育成に関する情報を充実するため、「大阪府青少年白書」等を発行する。 ５ 0

1,187 1,187 3,150 4,337 987 987 228 1,215 2,174 2,174 3,378 5,552
青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 335 335 888 1,222 613 613 952 1,565

712
大阪府公文書館の運営

大阪の歴史を後世に残すため、府に関する歴史的文書資料類等を収集・保存するとともに、府
民や行政機関等の閲覧や調査研究に供する。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

931 ボランティア協働推進ワークショップ
研修

ボランティアやNPOと連携して事業を円滑に進めるため、職員を対象としたワークショップ形式の
研修を実施する。

５ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

936
ＮＰＯ法人白書等の作成

NPO法人白書の作成及びNPO法のあらまし、法人設立の手引き、法人運営の手引き等の作成
を行う。

５ 0
413 413 413 344 344 22 365 757 757 22 778 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122 122 0 122 223 223 6 230

939
ＮＰＯとの協働推進研修事業

府職員向けのＮＰＯ協働推進研修テキスト等を活用した研修を実施していくなど、協働に対する
職員の意識改革に集中的に取り組んでいく。

５ 0
829 829 2,100 2,929 690 690 154 843 1,519 1,519 2,254 3,772 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 245 245 620 864 448 448 665 1,113

963 府政の文化化推進事業 府の施策に文化的視点を取り入れていくため、研修などを通じて職員の意識改革を図る。 ５ 0 2,120 2,120 0 0 111 111 0 0 2,231 2,231 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 626 626 0 0 659 659
1242

自治医科大学経常運営費負担金 行政分野における医師の確保を図るため、自治医科大学の運営に要する負担金を支払う。 ５ 0
127,477 127,477 3,150 130,627 106,029 106,029 6,857 112,887 233,506 233,506 10,007 243,514

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 14,623 14,623 361 14,984 26,785 26,785 1,148 27,933

1410
旧泉南病院及び旧泉南特養管理費

平成１３年度末に、移転を終えた旧済生会泉南病院跡地と、平成１４年４月１日をもって府立施
設としては廃止した府立泉南特別養護老人ホーム跡地の府有施設を適正に管理する。

５ 0
4,987 4,987 1,050 6,037 4,148 4,148 317 4,465 9,135 9,135 1,367 10,502 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1416 【新】府立呼吸器・アレルギー医療
センター事業／呼吸器・アレルギー
医療センターＥＳＣＯ事業の導入

光熱水費の削減を図るため、呼吸器・アレルギー医療センターにおいてＥＳＣＯ事業を導入する。 ５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1553 【新】生活保護施設整備事業 府立砂川厚生福祉センター内の救護施設を移転整備し、民営化を図る。 ５ 0 785,273 542,796 5,250 790,523 653,152 451,472 41,500 694,652 1,438,425 994,268 46,750 1,485,175 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 231,769 160,203 1,550 233,319 424,544 293,453 13,798 438,342
2109

府有建築物再編整備の推進
府有建築物の整備にあたり、府民サービスの向上と有効かつ効率的な財源・資産の活用のため
策定した「複合化による効率的な公共建築整備基本方針」に基づき、公共建築物の効率的な整
備を推進する。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2256
【新】災害時支援協力員制度の創設

水道部において、大震災などの災害時にボランティアの活用を図るため、「災害時支援協力員」
の登録制度を創設する。

５ 0
1,194 1,194 993 0 63 1,056 2,187 0 63 2,250 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 352 0 0 352 646 0 18 664

2260 【新】水質検査に係る信頼性保証体
制の導入

水道水質検査の精度と信頼性を保証するため、分析技術と検査結果の品質保証に関する国際
規格であるＩＳＯ１７０２５を取得する。

５ 0
7,149 7,149 5,946 0 375 6,321 13,095 0 375 13,470 総面積 222 1,894 11.7% 838 0 0 838 1,535 0 44 1,579

2265
ＩＳＯ14001（環境ＩＳＯ）の推進

平成１１年２月に本庁舎において認証取得した環境管理の国際規格であるＩＳＯ１４００１（環境ＩＳ
Ｏ）の取り組みを推進するとともに、府民、事業者、市町村に対し、自主的な環境管理活動の普
及を図る。

５ 0
1,709 1,709 21,000 22,709 1,421 1,421 1,192 2,614 3,130 3,130 22,192 25,323 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 504 504 6,198 6,702 924 924 6,550 7,474

2267 環境配慮の大阪府庁率先行動計画
の推進

あらゆる事務事業に環境への配慮を徹底することをめざして、平成１４年度に策定した府庁率先
行動計画に基づき、これまでの取組みの更なる拡大を図る。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2305
地球温暖化防止対策の推進

平成１２年３月に改定した「大阪府地球温暖化対策地域推進計画」に基づき普及・啓発などの対
策を実施するとともに、府自らの率先行動計画である「大阪府温室効果ガス排出抑制等実行計
画」に基づき取り組みを進める。

５ 0
20,000 0 21,200 41,200 16,635 0 2,163 18,798 36,635 0 23,363 59,998 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 0 6,257 12,160 10,813 0 6,895 17,708

2320
【新】府立労働センターESCO事業

ESCO事業者から施設改修提案を公募し、採用された提案内容に基づいてESCO事業者からの
資金で施設改修を行う。ESCO事業者は省エネルギー改修により削減された光熱水費の一部を
ESCOサービス料として徴収することにより工事費用を償還し、利益を得る。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2321
ＥＳＣＯ事業による本府施設の省エ
ネ改修

民間資金により既存庁舎等の省エネルギー化改修を行い、省エネにより削減された光熱水費の
一部で工事費用を償還し、残余を府とＥＳＣＯ 事業者の利益とする事業（ＥＳＣＯ ：Energy
Service Company 事業)を実施する。また、平成15年度は、事業のさらなる展開に資するため「Ｅ
ＳＣＯアクションプラン」の策定を行う。

５ 0

140,911 73,071 10,500 151,411 117,203 60,777 7,949 125,152 258,114 133,848 18,449 276,563 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2322

【新】ＥＳＣＯ普及促進事業

地球温暖化防止等に寄与するＥＳＣＯ事業を府内市町村・民間ﾋﾞﾙへ普及させるために、ＥＳＣＯ
可能性簡易診断ｼｽﾃﾑの構築支援、ＥＳＣＯ事業者登録評価制度の創設及び市町村ＥＳＣＯ事
業実施導入ﾏﾆｭｱﾙ等の策定を行う。あわせて、府域における環境対策を図るともに、ＥＳＣＯﾋﾞｼﾞ
ﾈｽを育成する。

５ 0

12,313 12,313 10,500 22,813 10,241 10,241 1,198 11,439 22,554 22,554 11,698 34,252 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,634 3,634 3,099 6,733 6,657 6,657 3,452 10,109
2323

グリーン配送運動の展開
環境負荷の少ない車両の使用による配送業務の普及促進を図るため、府の率先的な取り組み
を行うための準備と事業者、市町村、他府県等への取り組みの要請を行う。

５ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262

2325 府公用車の計画的な低公害化の推
進

府自らが自動車の使用を抑制するとともに、「公用車の低公害車への代替方針」に基づき、公用
車の低公害化を図る。

５ 0
109,531 62,082 21,000 130,531 91,103 51,637 6,852 97,955 200,634 113,719 27,852 228,486 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 32,328 18,323 6,198 38,526 59,216 33,564 8,220 67,436

2360
ＰＣＢ廃棄物適正処理推進事業

ＰＣＢ廃棄物の適正処理促進のため、国が創設する中小事業者支援のための基金に拠出すると
ともに、府保有のＰＣＢ廃棄物の集中管理を進める。

５ 0
139,000 139,000 21,000 160,000 115,614 115,614 8,399 124,013 254,614 254,614 29,399 284,013 事業所数 232,804 483,964 48.1% 66,864 66,864 10,102 76,966 122,478 122,478 14,142 136,620

2530 土地改良財産の管理 府営土地改良事業により取得した府有財産の適正管理を行う。 ５ 0 3,917 3,917 1,050 4,967 3,258 3,258 261 3,519 7,175 7,175 1,311 8,486 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 68 68 18 86 125 125 23 148
2581 環境緑化推進事業（公共緑化促進

事業）
緑豊かな潤いのあるまちづくりを図るため、府が管理する公共施設に対して緑化苗木の配付等
を行う。

５ 0
5,498 5,498 1,050 6,548 4,573 4,573 344 4,917 10,071 10,071 1,394 11,465

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 1,225 1,225 234 1,459 2,244 2,244 311 2,554

2595
環境影響評価制度運営事業

平成１０年３月に制定された「大阪府環境影響評価条例」に基づき環境アセスメント事務を実施
する。

５ 0
1,755 1,755 56,700 58,455 1,460 1,460 3,069 4,528 3,215 3,215 59,769 62,983 事業所数 232,804 483,964 48.1% 844 844 27,275 28,119 1,546 1,546 28,751 30,297
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2596
戦略的環境アセスメント検討事業

事業に先立つ計画や施策策定段階における環境配慮を行う手法である戦略的環境アセスメント
の制度化にむけて、庁内関係課で構成する検討会において、調査及び検討を行う。

５ 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 2,525 2,525 0 0 2,658 2,658

2642
環境白書等の作成

環境基本条例に基づき議会に対して報告した府域の環境の状況及び府の環境施策を取りまと
め、「大阪府環境白書」、「おおさかの環境」を作成し、広く府民等へ周知する。

５ 0
1,814 1,814 2,100 3,914 1,509 1,509 205 1,714 3,323 3,323 2,305 5,628 事業所数 232,804 483,964 48.1% 873 873 1,010 1,883 1,598 1,598 1,109 2,707

2668
大阪版ＳＢＩＲ事業

本府の抱える技術的課題の解決に中小・ベンチャー企業の技術を共同研究等により活用し、こ
れら企業の新製品、技術の開発とその事業化の促進を図るとともに、本府事業課題の早期かつ
低コストでの解決を目指す。

５ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 5,023 5,023 0 0 5,286 5,286

2705

電子申請システム整備事業

各種申請・届出等手続きをインターネットで可能とする汎用電子申請システムの整備運用を行
う。
１６年度は、既に電子化を行っているメニューの継続と、認証機能を使用した手続等の電子化に
取り組む。

５ 0

68,564 52,500 121,064 57,028 0 6,355 63,384 125,592 0 58,855 184,448

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 32,799 0 25,114 57,913 60,079 0 28,154 88,233

2706
総合行政ネットワーク整備事業

全地方公共団体を網羅し、国の霞ヶ関ＷＡＮとも接続された総合行政ネットワークへ参加。１５年
度中に全国の自治体や国との広域ネットワークが完成。平成16年度は、行政手続のオンライン
化への活用など利用拡大に取組む。

５ 0
87,870 87,870 10,500 98,370 73,086 73,086 5,164 78,250 160,956 160,956 15,664 176,620 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2707 情報基盤整備事業 情報セキュリティ対策を充実させるなど、庁内ネットワークの円滑な運用を図る。 ５ 0 512,017 512,017 425,871 0 26,879 452,750 937,888 0 26,879 964,767 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2709 基幹系業務システム総合整備事業

（総務サービスセンターの整備）
人事・給与・福利厚生、財務会計、物品調達等の基幹システムを再構築し、総務サービスを庁内
イントラネットで提供する総務サービスセンター（平成１６年度から運用）の整備を行う。

５ 0
473,488 473,488 393,825 0 24,856 418,681 867,313 0 24,856 892,169 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2710 行政文書管理システムの運用・改
造

行政文書管理システムの運用及び出先機関への展開に伴うシステムの増強と総務サービスセ
ンターとの連携に伴うシステム改造等を行う。

５ 0
223,760 223,760 186,113 0 11,747 197,859 409,873 0 11,747 421,619 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2711 建設ＣＡＬＳ／ＥＣ（Continuous
Acquisition and Life-cycle Support
／Electronic Commerce）（公共事業
支援統合情報システム）の推進

工事計画から設計・積算、工事施工、維持管理にいたるまでの情報を電子化し、相互連携体制
を構築することにより業務の効率化を図る。

５ 0

257,857 257,857 214,473 0 13,537 228,010 472,330 0 13,537 485,867
事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 102,500 0 0 102,500 187,755 0 5,381 193,136

2714
電子調達システムの導入

建設工事等の調達に係る電子化について、入札の透明性･客観性の確保、コスト縮減、事務の
効率化を図るため電子調達システムを開発･導入する。

５ 0
656,652 656,652 546,172 0 34,472 580,643 1,202,824 0 34,472 1,237,295

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 261,025 0 0 261,025 478,133 0 13,703 491,836

2795
府庁内知的財産管理事業

本府職員の知的財産の創造・保護を進めるとともに、産業界における活用を促進し、知的創造サ
イクルの構築を図る。

５ 0
3,594 3,594 8,400 11,994 2,989 2,989 630 3,619 6,583 6,583 9,030 15,613 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,825 1,825 4,266 6,091 3,344 3,344 4,586 7,929

2958
新農林水産業振興ビジョン推進事
業

新農林水産業振興ビジョンの具体化に向け、進行管理および点検評価を行うとともに、毎年度の
ビジョンの推進状況および府内農林水産業の動向等を取りまとめた年次動向報告書を作成す
る。

５ 0
351 351 5,275 5,626 292 292 295 587 643 643 5,570 6,213

従業者数
（農林水産
業） 210 1,324 15.9% 56 56 837 892 102 102 884 985

3032 木材需要拡大対策事業（大阪府木
材利用促進庁内連絡会及び間伐材
利用促進庁内連絡会の運営）

庁内の関係部局による情報交換等を行い、公共事業への木材利用を促進するため、大阪府木
材利用促進庁内連絡会を運営する。

５ 0
69 69 1,050 1,119 57 57 59 116 126 126 1,109 1,235

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 23 23 350 373 42 42 370 412

3101
大阪経済・労働白書の編集・発行

広く府民に対し大阪の経済・労働情勢等について情報提供するため、大阪経済・労働白書を発
行する。

５ 0
1,709 4,200 5,909 1,421 0 310 1,732 3,130 0 4,510 7,641 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 504 0 1,240 1,744 924 0 1,331 2,255

3103
刊行物等点字化事業

視覚障害者への情報提供を充実するため、商工労働部において発行する各種刊行物を点字化
し供給する。

５ 0
365 365 1,050 1,415 304 304 74 378 669 669 1,124 1,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 108 108 310 418 197 197 332 529

3234 庁舎・周辺整備事業 行政棟・議会棟の規模、機能、整備手法などについて検討する ５ 0 1,703 1,703 1,416 0 89 1,506 3,119 0 89 3,209 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 503 0 0 503 921 0 26 947
3251

ＰＦＩ検討委員会の運営
ＰＦＩ検討委員会において庁内横断的な検討を行い、府における公共施設等の整備に対するＰＦＩ
の導入を推進する。

５ 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631

3252 土木部ＰＦＩ研究会の運営 土木部所管事業において、ＰＦＩの導入可能性を検討・調査する。 ５ 0 10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262
3259 大阪府公有財産活用検討委員会の

運営
低・未利用財産及び用途廃止予定財産の効率的な運営を図り、各部局間の財産の流動化を促
進し、財産の滞留と遊休化を防止する。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3260
未利用地処理促進事業

土木部が所管する土地について、その必要性を厳しく精査し、現在利用されていない土地で将
来も利用計画のないものの処分を積極的に行う。

５ 0
114,750 114,750 95,444 0 6,024 101,467 210,194 0 6,024 216,217 総面積 222 1,894 11.7% 13,450 0 0 13,450 24,636 0 706 25,342

3263
公共工事コスト縮減の推進

厳しい財政事情の下、財源を有効に活用し、効率的な事業の執行を通じて、社会資本整備を着
実に進め、本格的な高齢化社会到来に備えるため、平成１３年５月に改定した「公共工事コスト
縮減対策に関する新行動計画」に基づき、引き続きコスト縮減に取り組んでいく。

５ 0
630 630 0 0 33 33 0 0 663 663 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 186 186 0 0 196 196

3266
府有建築物計画保全整備事業

老朽化が進む既存府有建築物の安全性・利便性の確保、長寿命化を図るため、屋上防水や外
壁改修などの計画的・予防的な保全を実施する。

５ 0
72,900 72,900 1,680 74,580 60,635 60,635 3,915 64,550 133,535 133,535 5,595 139,130 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 21,516 21,516 496 22,012 39,412 39,412 1,651 41,063

3267
財産管理費庁･公舎維持修繕事業

既存府有建築物を適切な状態で維持管理するため、建築後の経過年数による損耗、破損、故障
等について、部分的な改修・補修を行う。

５ 0
415,781 415,781 10,500 426,281 345,827 345,827 22,378 368,205 761,608 761,608 32,878 794,486 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122,716 122,716 3,099 125,815 224,785 224,785 9,704 234,488

3614 【新】大阪のデジタルアーカイブ推進
事業

大阪に集積するデジタルコンテンツ・ビジネスを強化して大阪産業の再生を図るため、コンテンツ
供給策の一環であるデジタルアーカイブ事業について、１５年度の成果を活かし、今後関係部
局・課とともに一層の取組みを進めていく。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3615 高度情報化推進事業（地域映像情
報発信事業）

（財）自治体衛星通信機構が有する「地域衛星通信ネットワーク」を利用し、全国に向けて大阪府
の映像情報を提供する。

５ 0
868 868 262 1,130 722 722 59 781 1,590 1,590 321 1,911 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 256 256 77 334 469 469 95 564

3821
報道連絡調整事業

府政に関する情報の的確かつ円滑な情報提供を図るため、報道機関との連絡を密にし、パブリ
シティ活動の推進を行うとともに、選挙報道等の連絡調整を行う。

５ 0
13,571 13,571 64,360 77,931 11,288 11,288 4,091 15,379 24,859 24,859 68,451 93,310 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,005 4,005 18,996 23,001 7,337 7,337 20,203 27,540

3822
印刷媒体事業

府の施策や事業に対する理解と協力を求めるため、「府政だより」や「週刊ふちょう」などにより、
府政の多様な情報を広く府民に提供する。

５ 0
257,295 221,385 31,500 288,795 214,006 184,137 15,161 229,166 471,301 405,522 46,661 517,961 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 75,939 65,341 9,297 85,236 139,102 119,688 13,772 152,874

3824 情報連絡強化事業
府や府内市町村等の広報担当職員の資質向上に努めるため、日本広報協会の活動に参画す
る。

５ 0 765 765 10,500 11,265 636 636 591 1,228 1,401 1,401 11,091 12,493 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 226 226 3,099 3,325 414 414 3,274 3,687
3825

電波・映像媒体事業
府の施策や事業に対する理解と協力を求めるため、テレビやラジオ等により、府政の多様な情
報を広く府民に提供する。

５ 0
83,628 76,357 31,500 115,128 69,558 63,510 6,044 75,602 153,186 139,867 37,544 190,730 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24,682 22,536 9,297 33,979 45,212 41,281 11,081 56,293

3826
広聴活動推進事業

府政に対する府民ニーズを的確に把握し、府政に反映させるため、「府民との対話事業」や「世
論調査」、「府政モニター制度」などを実施する。

５ 0
17,073 17,073 75,810 92,883 14,201 14,201 4,876 19,077 31,274 31,274 80,686 111,960 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,039 5,039 22,375 27,414 9,230 9,230 23,814 33,044

3827 情報公開制度推進事業 開かれた府政の推進を図るため、情報公開条例等の運用を図る。 ５ 0 26,978 18,978 81,690 108,668 22,439 15,785 5,705 28,144 49,417 34,763 87,395 136,812 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,962 5,601 24,110 32,073 14,585 10,260 25,794 40,379
3828 府民相談事業 府政相談及び交通事故相談を希望する府民に対する相談事業を行う。 ５ 0 53,829 46,642 42,000 95,829 44,772 38,795 5,031 49,803 98,601 85,437 47,031 145,632 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,887 13,766 12,396 28,283 29,102 25,216 13,881 42,983
3831

国の施策等要望活動の支援
6月と11月の本府国家要望活動をはじめ、部局単位の個別要望や他団体と連携しての要望活動
が効果的・円滑に実施されるよう情報収集や連絡調整を行う。

５ 0
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,649 4,649 0 0 4,893 4,893

3832
栄典等その他の事務

栄典事務の円滑な推進を図るほか、府幹部職員や国会議員への対応、国の文書の収受、各種
会議出席、他府県担当者との情報交換など東京における唯一の府の機関としての事務を行う。

５ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262

3833
情報収集・連絡調整

国会の審議状況や各省庁の予算要求、府県の行政に関する制度・指導方針等の動向につい
て、提案・要望項目を中心に情報収集するとともに本庁各部局との連絡調整を行う。

５ 0
130,601 130,601 47,250 177,851 108,628 108,628 9,337 117,964 239,229 239,229 56,587 295,815 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 38,546 38,546 13,946 52,492 70,607 70,607 16,701 87,308

3858
新しい大都市自治システム研究会

大阪都市圏の抱える諸課題を解決するため、新しいタイプの地方自治システムのあり方につい
て、府と大阪市で設置した研究会において研究する。

５ 0
732 732 10,600 11,332 609 609 595 1,204 1,341 1,341 11,195 12,536 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 216 216 3,129 3,345 396 396 3,304 3,700

3859
分権推進協議会の運営

市町村の自主的な判断と選択に基づく権限移譲を進めるため、地方分権に関する検討や啓発
の活動を行う。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3860 市町村行政への助言等 市町村の行政運営能力向上のため各種の情報提供や助言等の運営支援を行う。 ５ 0 52,500 52,500 0 0 2,756 2,756 0 0 55,256 55,256 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 15,495 15,495 0 0 16,309 16,309
3868

明るい選挙推進事業
府民の政治意識の高揚と選挙制度の周知を図るため、大阪府明るい選挙推進協議会と協調し、
啓発資料の作成・研修会の開催・市に対する補助金の交付等を行う。

５ 0
14,813 14,813 21,000 35,813 12,321 12,321 1,880 14,201 27,134 27,134 22,880 50,014 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,372 4,372 6,198 10,570 8,008 8,008 6,753 14,761

3872
選挙管理委員会の運営

定例委員会及び臨時委員会を開催し、選挙の執行に関する案件等を処理するとともに、選挙の
優良団体(市町村選管）に対する表彰等を行う。

５ 0
19,651 19,651 15,750 35,401 16,345 16,345 1,858 18,203 35,996 35,996 17,608 53,604 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,800 5,800 4,649 10,448 10,624 10,624 5,197 15,821

3873
総合計画推進事業

総合計画の推進のため、大阪府総合計画審議会の運営などを通じて進行管理を行うとともに、
広く府民への周知を図る。

５ 0
6,234 6,234 21,000 27,234 5,185 5,185 1,430 6,615 11,419 11,419 22,430 33,849 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,840 1,840 6,198 8,038 3,370 3,370 6,620 9,990

3874 総合調査事業 中長期的な社会経済動向を踏まえ、計画的な府政の推進を図るために必要な調査を行う。 ５ 0 23,497 23,497 8,400 31,897 19,544 19,544 1,674 21,218 43,041 43,041 10,074 53,115 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,935 6,935 2,479 9,414 12,703 12,703 2,973 15,677
3875

統計情報提供システム整備事業
集計処理や統計表作成作業の効率化を図るため、統計データ処理に必要なハードウエア･ソフト
ウエアについての整備を推進する。

５ 0
3,178 3,178 52,500 55,678 2,643 2,643 2,923 5,566 5,821 5,821 55,423 61,244 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 938 938 15,495 16,433 1,718 1,718 16,358 18,076

3876
統計調査員対策事業

各種統計調査の円滑な推進を図るため、統計調査員（知事任命の特別職非常勤地方公務員）
の確保と、その資質の向上を目指した研修事業を実施する。

５ 0
7,874 3,362 2,100 9,974 6,549 2,796 524 7,073 14,423 6,158 2,624 17,047 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,324 992 620 2,944 4,257 1,818 774 5,031

3877
統計普及事業

統計の普及と統計調査への協力を推進するため、統計刊行物の発行やインターネットによる「大
阪の統計情報」の提供等を行う。

５ 0
16,330 15,385 73,500 89,830 13,583 12,797 4,716 18,298 29,913 28,182 78,216 108,128 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,820 4,541 21,693 26,513 8,829 8,318 23,085 31,913

3878
加工統計整備事業

一次統計等を活用し、府独自の加工統計（大阪府民経済計算、大阪府産業連関表、地域メッ
シュ統計、人口動向分析）を作成することで、府民に対し広く府の状況を明らかにするとともに、
施策立案に活用する。

５ 0
636 636 73,500 74,136 529 529 3,892 4,421 1,165 1,165 77,392 78,557 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 188 188 21,693 21,881 344 344 22,842 23,186

19 市町村青少年施設連絡協議会助成
費

青少年会館事業の活性化を図るため、青少年交流事業や職場研究会などを実施する大阪府青
少年会館等教育施設運営協議会に対して補助する。

0
7,886 7,886 1,050 8,936 6,559 6,559 469 7,028 14,445 14,445 1,519 15,964

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 2,223 2,223 296 2,519 4,071 4,071 428 4,499

22
「人権教育のための資料」の作成

「人権教育基本方針」「人権教育推進プラン」の具体化を図るため、最新の理念や方法、取組の
事例を「資料」として作成。府内の公立小中学校に配布して人権教育実践の推進を図る。

0
592 592 1,050 1,642 492 492 86 579 1,084 1,084 1,136 2,221

学校数（公
立小・中
学） 424 1,501 28.2% 167 167 297 464 306 306 321 627
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

23
人権教育推進事業
(人権教育推進の課題調査研究）

学校における人権教育・研究等を一層充実させるため、人権教育課題について調査研究を行
う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

学校数（公
立小・中
学） 424 1,501 28.2% 0 0 890 890 0 0 937 937

24
人権教育推進事業(人権教育団体
への助成）（大人教）

児童生徒の長欠・不就学の問題、高校進学率の格差の問題、等の教育課題の克服のため、教
員の資質の向上や学校における人権教育推進に資する活動を行っている大人教に対して助成
を行う。

0
5,747 5,747 1,050 6,797 4,780 4,780 357 5,137 10,527 10,527 1,407 11,934

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 1,735 1,735 317 2,052 3,179 3,179 425 3,604

25 人権教育推進事業(人権教育団体
への助成）（府立人研）

府立学校教員による人権教育に関する自主的な研究・研修を行う研究団体に対し助成し、府立
学校における人権教育の推進を図っている。

0
1,636 1,636 1,050 2,686 1,361 1,361 141 1,502 2,997 2,997 1,191 4,188

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 366 366 235 601 670 670 266 936

27 人権教育総合推進事業（人権教育
研究センター校及び人権教育課題
研究校の設置）

府立学校における人権教育の一層の推進を図るため、人権教育研究センター校及び人権教育
課題研究校を指定し、「人権教育基本方針・プラン」に基づいた実践的研究を進め、その成果を
すべての府立高校に普及させる。

0
3,572 3,572 3,150 6,722 2,971 2,971 353 3,324 6,543 6,543 3,503 10,046

生徒数（高
校） 84,297 271,152 31.1% 1,110 1,110 979 2,090 2,034 2,034 1,089 3,123

28 【新】人権教育推進事業（学校にお
ける子どもの人権侵害防止推進事
業）

学校における子どもの人権の尊重と侵害を防止し、安心して学べる環境を提供するため、教育
指導事例集の開発と被害者救済システムを構築するとともに教員の出前研修を行い、子どもの
人権を擁護する。

0
3,123 3,123 5,250 8,373 2,598 2,598 440 3,037 5,721 5,721 5,690 11,410

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 943 943 1,585 2,528 1,727 1,727 1,718 3,445

38 と畜場施設整備助成事業
(と畜場整備事業起債償還補助、府
貸付金償還補助金）

羽曳野市立南食ミートセンターの整備に要した起債償還金に対する償還補助及び施設整備に
要した府貸付金に対する償還補助

0
134,602 124,029 0 134,602 111,955 103,161 7,066 119,022 246,557 227,190 7,066 253,624 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

39 不良住宅地区改善事業（同和分）
（住宅地区改良事業（小集落地区改
良事業含む）（償還補助）、住宅新
築資金等貸付助成事業）

同和地区にある不良住宅が密集する地区等の居住環境の改善を図るため、不良住宅の除却、
土地の取得・整備等を実施する市町村に対する補助を行う。

0

379,292 -134,716 1,050 380,342 315,477 0 19,967 335,443 694,769 -134,716 21,017 715,785 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 111,946 -39,761 310 112,256 205,057 -39,761 6,203 211,260
40

高等学校等修学奨励事業
教育の機会均等の精神に基づき、経済的理由により進学後の修学が困難な者に対し、修学奨
励金を支給する。

0
102,589 100,590 7,350 109,939 85,329 83,666 5,771 91,100 187,918 184,256 13,121 201,039 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 30,279 29,689 2,169 32,448 55,463 54,382 3,873 59,336

41 大阪府同和地区小中学校施設整備
事業資金貸付金償還補助事業

同和地区小中学校における学級編成基準の引き下げ（４０人学級→３５人学級）を円滑に実施す
るため、市町に対して教育施設整備資金貸付金の償還金を補助する。

0
54,569 -23,494 1,050 55,619 45,388 0 2,920 48,308 99,957 -23,494 3,970 103,927 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 16,106 -6,934 310 16,416 29,502 -6,934 1,172 30,673

57
施設職員現任訓練費 児童福祉施設職員の資質向上を図るため、研修事業を行う。 1

500 0 3,150 3,650 416 0 192 607 916 0 3,342 4,257
児童福祉
施設数 412 1,372 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

58
普及活動特別事業

生産情報の開示や、女性の農業への進出等、農政の緊急かつ重要な課題の解決を促進するた
め、普及センターが農業者に対して研修会の開催等を行う。

0
6,584 3,042 147,000 153,584 5,476 2,530 8,063 13,539 12,060 5,572 155,063 167,123

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 323 149 7,202 7,524 591 273 7,597 8,187

59
「小中学校における男女平等教育
指導事例集」の活用

男女平等教育を推進するうえで、適切な学校指導と相談体制の整備を行う。 1
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

60 「教職員による児童生徒に対するセ
クシュアル・ハラスメント防止のため
に」の活用

作成したリーフレットを活用して学校指導を行うとともに、相談体制の整備を図る。 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 0 0 317 317 0 0 334 334

61
幼稚園新規採用教員に対する研修 幼稚園新規採用教員に対する研修 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0
学校数（幼
稚園） 203 831 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

62
職場におけるセクシュアル・ハラスメ
ントの防止及び対応

府立学校長等に対する研修会の実施や相談体制の整備などセクシュアル・ハラスメントについて
の総合的な対策を講じる。また、市町村教育委員会に対しても会議・研修会等を通じて啓発活動
を行うとともに、適切な対応が図られるよう取り組む。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

63
教職員の研修（総合研修、分掌別・
課題別研修、教科別研修）

教職員の資質向上を図るため、教育センター等において研修を実施する。 0
28,146 28,146 340,200 368,346 23,410 23,410 19,337 42,747 51,556 51,556 359,537 411,093

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 8,499 8,499 102,729 111,228 15,568 15,568 108,568 124,137

64 ゆとり基金設置運営費（労働時間短
縮促進の普及啓発・ゆとり基金の設
置運営）

勤労者のゆとりある生活の実現を目的として、ゆとり基金を運営し、労働時間の短縮促進等を図
るため、広報啓発などの事業を実施する。

0
2,500 0 7,350 9,850 2,079 0 517 2,596 4,579 0 7,867 12,446 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 761 0 2,238 3,000 1,395 0 2,396 3,790

65
労働相談事業

労使をめぐるトラブルの自主的解決を支援するため、労働者又は使用者に対し、職員等による
面接・電話相談、さらに個別労使紛争解決支援制度などを実施する。

0
36,032 30,587 135,450 171,482 29,970 25,441 9,002 38,972 66,002 56,028 144,452 210,454 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,973 9,315 41,249 52,222 20,100 17,062 43,991 64,091

67
中高年・在職者等能力開発推進費

在職者に対する職業能力開発の機会の提供を行うため、技術専門校において短期間の講座を
実施し、職業に必要な技能や知識を付与する。

0
49,701 1,075 66,150 115,851 41,339 894 6,082 47,421 91,040 1,969 72,232 163,272 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 15,136 327 20,145 35,281 27,725 600 21,997 49,722

68
認定訓練推進費

民間における認定職業訓練の普及を図るため、雇用保険事業主に対し、職業訓練の認定及び
認定職業訓練の運営費、施設設備費補助を行う。

0
88,210 44,177 11,550 99,760 73,369 36,744 5,237 78,606 161,579 80,921 16,787 178,366 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 26,863 13,453 3,517 30,380 49,206 24,643 5,112 54,319

69
緊急離職者支援能力開発事業費

厳しい雇用情勢に対応し、国からの委託に基づく緊急雇用対策として求職者に対する職業訓練
を実施する。

0
364,135 0 42,000 406,135 302,870 0 21,321 324,191 667,005 0 63,321 730,326 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 110,892 0 12,790 123,682 203,126 0 19,283 222,410

70 高等職業技術専門校運営費、施設
整備費

求職者の就職促進を図るため、職業に必要な技能及び知識を付与する。 0
329,515 166,422 1,506,750 1,836,265 274,075 138,422 96,397 370,472 603,590 304,844 1,603,147 2,206,737 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 100,349 50,681 458,858 559,207 183,814 92,836 488,215 672,029

71 就職支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業費、求人開
拓促進事業費

委託訓練受講生及び技術専門校の生徒の就職活動に関する助言等の就職支援を実施する。 0
22,613 0 1,050 23,663 18,808 0 1,242 20,051 41,421 0 2,292 43,714 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 6,886 0 320 7,206 12,614 0 698 13,312

72
技能尊重対策費 技能を尊重する社会づくりを進めるため、技能者表彰や技能フェアの開催等を行う。 0

54,236 54,236 10,500 64,736 45,111 45,111 3,398 48,509 99,347 99,347 13,898 113,245 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 16,517 16,517 3,198 19,714 30,255 30,255 4,233 34,487
77

介護保険制度の円滑な運営 － 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

80
保育所運営費補助金(国制度）

保育サービスの充実を図るため、保育所において長時間保育等を行う保育所を運営する市町村
に対して補助する。

0
3,296,079 1,232,587 5,250 3,301,329 2,741,520 1,025,207 173,308 2,914,828 6,037,599 2,257,794 178,558 6,216,157 保育所数 337 1,110 30.4% 1,000,701 374,218 1,594 1,002,295 1,833,037 685,474 54,211 1,887,248

81
保育所運営費補助金(府単独分）

保育サービスの充実を図るため、保育所において長時間保育等を行う保育所を運営する市町村
に対して補助する。

0
3,300 3,300 2,100 5,400 2,745 2,745 283 3,028 6,045 6,045 2,383 8,428 保育所数 337 1,110 30.4% 1,002 1,002 638 1,639 1,835 1,835 724 2,559

82
保育所整備費補助金（負担金） 保育サービスの充実を図るため、保育所の増築等を行う市町村等に対して補助する。 0

3,662,985 1,239,311 36,750 3,699,735 3,046,695 1,030,799 194,223 3,240,918 6,709,680 2,270,110 230,973 6,940,653 保育所数 337 1,110 30.4% 1,112,095 376,259 11,157 1,123,253 2,037,083 689,214 70,124 2,107,207
83 府営住宅の「福祉世帯向け募集」事

務（DV被害等により母子世帯に準じ
る状況にある世帯を募集対象に追

子ども家庭センター等と連携し、法的に婚姻関係が継続しているため府営住宅の入居申込みが
できないDV被害等の母子世帯を、福祉世帯向け募集の母子世帯として募集する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

母子世帯
数 19,671 56,138 35.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

84
障害保健福祉圏域調整会議の運営

市町村の区域を超える一定の人口規模を単位とした基本圏域の下、広域的かつ重層的な視点
からの施策の計画的推進を図る。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

85 大阪府障害者施策推進協議会の運
営

大阪府障害者施策推進協議会の開催等障害者施策の企画調整を行う。 0
2,157 2,157 10,500 12,657 1,794 1,794 664 2,459 3,951 3,951 11,164 15,116 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 637 637 3,099 3,736 1,166 1,166 3,295 4,461

86
支援費制度総合推進事業

平成１５年度から導入された支援費制度のもと、援護の実施者である市町村に対して、適正な支
給決定、支援費の支払い等の制度関連業務の推進を支援するとともに、制度の運用向上を図る
ための委員会を運営する。

1
6,616 1,282 31,500 38,116 5,503 1,066 2,001 7,504 12,119 2,348 33,501 45,620 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

87 指定事業者指定・指導監査・参入促
進事業

支援費制度の施行を踏まえ、福祉サービスの安定供給と質の向上を図るため、サービスの供給
主体である事業者・施設を国が定める指定基準に基づき指定するとともに、指定事業者等を指
導・育成する。

1
5,522 5,522 84,000 89,522 4,593 4,593 4,700 9,293 10,115 10,115 88,700 98,815 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

88
市町村障害者計画の策定促進

大阪府市町村障害者計画策定マニュアルの活用等により、ニーズ調査をはじめとする市町村障
害者計画策定への技術的支援を行う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

89 支援費指定事業者・施設管理シス
テム支援事業

事業者･施設の指定事務について、迅速かつ適切な処理を行うため、データベースシステムを整
備する。

0
1,060 1,060 10,500 11,560 882 882 607 1,489 1,942 1,942 11,107 13,049 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 313 313 3,099 3,412 573 573 3,278 3,851

91
障害者週間事業 障害及び障害者に対する府民の正しい理解と認識を深めるため、啓発イベントの開催等を行う。 1

1,418 1,418 6,300 7,718 1,179 1,179 405 1,585 2,597 2,597 6,705 9,303 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
93

精神障害者理解促進事業
大阪教育大学附属池田小学校児童等殺傷事件に関する報道等を契機に、助長傾向にある精神
障害者への差別・偏見に歯止めをかけ、精神障害者への理解を促進する。

1
3,907 0 1,050 4,957 3,250 0 260 3,510 7,157 0 1,310 8,467 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

94
精神障害者家族啓発普及事業委託 精神障害者の家族を対象とした研修等を実施する。 1

2,060 1,030 1,050 3,110 1,713 857 163 1,877 3,773 1,887 1,213 4,987 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
95

地域交流事業
精神障害者に対する地域住民の理解と協力を拡大していくため、（財）精神障害者社会復帰促
進協会及び（社福）大阪府総合福祉協会に対し、ハイキング等の精神障害者と地域住民が交流
できるような事業を委託する。

0
6,000 3,000 1,050 7,050 4,991 2,495 370 5,361 10,991 5,495 1,420 12,411 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,771 885 310 2,081 3,244 1,622 419 3,663

96
地域精神保健福祉情報提供事業

精神障害福祉関係の社会復帰施設や市町村などの職員の資質を向上するため、精神保健福祉
施策等の冊子を作成し情報提供などを行う。

1
349 175 4,200 4,549 290 146 239 529 639 321 4,439 5,078 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

97 身体障害者福祉法運営費（身体障
害者相談員）

身体障害者等の悩みや不安を解消するため、身体障害者相談員を設置し、各種相談に応ずる。 1
7,761 7,761 1,050 8,811 6,455 6,455 463 6,918 14,216 14,216 1,513 15,729 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

98
身体障害者更生相談所の運営

身体障害者の更生を援助するとともに、市町村の援護の適切な実施を支援し、もって身体障害
者の福祉の向上を図る。

1
8,923 4,344 115,500 124,423 7,422 3,613 6,532 13,953 16,345 7,957 122,032 138,376 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

99
知的障害者更生相談所の運営

知的障害者の更生を援助するとともに、必要な保護を行い、もって知的障害者の福祉の向上を
図る。

1
31,666 31,441 210,000 241,666 26,338 26,151 12,687 39,025 58,004 57,592 222,687 280,691 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

100
知的障害者生活支援事業 在宅単身知的障害者の生活を支援するため、生活上の相談等を行う。 1

5,246 2,624 1,050 6,296 4,363 2,183 331 4,694 9,609 4,807 1,381 10,990 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
101 知的障害者福祉法運営費（知的障

害者相談員他）
知的障害者等の悩みや不安を解消するため、保護者の中から相談員を選び、各種相談に応ず
る。

1
17,905 17,035 1,050 18,955 14,893 14,169 995 15,888 32,798 31,204 2,045 34,843 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

102
市町村障害者生活支援事業

在宅障害者の自立生活を支援するため、日常生活上の不安に関する相談や在宅福祉サービス
の利用の援助等総合的な支援体制を整備する市町村を支援する。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

103
障害児（者）地域療育等支援事業 在宅重症心身障害児等の生活を支援するため、療育指導、相談等を行う。 1

321,323 321,323 5,250 326,573 267,261 267,261 17,144 284,405 588,584 588,584 22,394 610,978 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
106

精神障害者相談事業 精神障害者の相談に応じ、必要な助言を行う相談員を委託する。 1
2,448 2,448 1,050 3,498 2,036 2,036 184 2,220 4,484 4,484 1,234 5,718 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

107
視覚障害幼児療育指導事業費 視覚障害幼児の進路を確保するため、個別療育指導や保護者に対する研修等を行う。 1

2,639 2,639 1,050 3,689 2,195 2,195 194 2,389 4,834 4,834 1,244 6,078 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
108 障害・難病児等の療育システム推

進事業
保健所において、身体障害児・慢性疾患児とその家族に対して、専門相談や集団での療育指導
を実施するとともに、地域での総合的な支援体制づくりを推進する。

1
27,802 26,025 115,500 143,302 23,124 21,646 7,523 30,647 50,926 47,671 123,023 173,949 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

109 肢体不自由児歯科診療センター運
営委託

障害者歯科診療を確保するため、（社）大阪府歯科医師会に対し、肢体不自由児歯科診療セン
ターにおける障害者歯科診療業務を委託する。

0
17,000 16,057 0 17,000 14,140 13,355 892 15,032 31,140 29,412 892 32,032 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,017 4,739 0 5,017 9,191 8,681 263 9,454

110
障害者歯科診療施設運営補助

障害者歯科診療を確保するため、障害者歯科診療を実施する公的医療機関等の人件費及び施
設整備費に対し補助する。

0
21,457 21,457 0 21,457 17,847 17,847 1,126 18,973 39,304 39,304 1,126 40,430 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,333 6,333 0 6,333 11,600 11,600 332 11,933

111
【新】障害者地域医療ネットワーク推
進事業

障害者が安心して医療を受けられるよう、地域のかかりつけ医から病状に応じて、二次医療圏
の公的医療機関や民間医療機関などの拠点病院へつなぐ、連携ネットワークを構築する。また、
二次医療圏の医療機関で対応が困難な障害者の診療については、障害者医療リハビリテーショ
ンセンター（仮称）がバックアップするための体制を整備する。

0

3,802 3,802 25,200 29,002 3,162 3,162 1,522 4,685 6,964 6,964 26,722 33,687 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,122 1,122 7,438 8,560 2,055 2,055 7,887 9,942
112

地域在宅難病療養システム化事業
在宅難病患者の療養生活の質の向上と自立を支援するため、在宅難病患者の支援に携わる地
域医療機関等のシステム化を図る。

0
12,833 6,418 90,300 103,133 10,674 5,338 5,414 16,088 23,507 11,756 95,714 119,221 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,788 1,894 26,652 30,439 6,938 3,470 28,250 35,187

113
在宅難病患者ケア推進事業

在宅難病患者の療養生活の安定を図るため、保健所において理学療法士等の専門家による訪
問指導を実施する。

1
20,854 10,428 69,300 90,154 17,345 8,674 4,733 22,078 38,199 19,102 74,033 112,232 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

114
在宅難病患者訪問指導事業 在宅難病患者の療養生活の安定を図るため、保健所保健師が訪問指導等を実施する。 1

15,148 7,574 315,000 330,148 12,599 6,300 17,332 29,931 27,747 13,874 332,332 360,079 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
115 在宅障害者健康管理システム整備

事業
在宅障害者の健康増進を図るため、訪問健康診査等を行う市町村に対して補助する。 0

5,722 5,722 1,050 6,772 4,759 4,759 356 5,115 10,481 10,481 1,406 11,887 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,689 1,689 310 1,999 3,093 3,093 415 3,508
116 重度障害者訪問看護利用料助成事

業
重度障害者の在宅療養を促進するため、訪問看護利用料を助成する市町村に対して補助する。 0

42,339 42,339 2,100 44,439 35,216 35,216 2,333 37,548 77,555 77,555 4,433 81,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,496 12,496 620 13,116 22,890 22,890 1,308 24,198
117 【新】身体障害者手帳指定医師情報

データベース化事業（緊急地域雇用
創出特別基金事業）

身体障害者福祉法第15条に規定する指定医師の名簿を管理し、ホームページ上で情報を公開
することによって、府民への情報提供の迅速化と業務の効率化を図る。

0
2,512 0 1,050 3,562 2,089 0 187 2,276 4,601 0 1,237 5,838 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 741 0 310 1,051 1,358 0 365 1,723

119
精神衛生鑑定費

一般府民からの申請あるいは警察官等からの通報等により、精神保健指定医による診断を実施
する。

0
11,584 11,470 5,250 16,834 9,635 9,540 884 10,519 21,219 21,010 6,134 27,353 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,419 3,385 1,550 4,968 6,263 6,201 1,810 8,073

120 措置入院及び通院医療費公費負担
事業

精神保健福祉法に基づく措置入院者の医療・保護を行うとともに、在宅精神障害者の医療を促
進するため通院医療費の公費負担を実施する。

1
9,699,664 4,877,439 10,500 9,710,164 8,067,715 4,056,820 509,748 8,577,463 17,767,379 8,934,259 520,248 18,287,627 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

121
自閉症児療育・訓練強化事業 松心園での待機児童の緩和を図るため、自閉症児に有効な療育事業を行う。 1

9,559 9,559 2,100 11,659 7,951 7,951 612 8,563 17,510 17,510 2,712 20,222 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
122 【新】自閉症児支援のための拠点・

ネットワークづくり事業

自閉症・発達障害児を抱える家庭を支援するため、自閉症児の診断を行う医療機関等の現状調
査、「相談、診断、療育」のためのシステム構築に向けた検討委員会の開催、精神科医・指導員
等に対する研修を行う。

1
3,288 3,288 5,250 8,538 2,735 2,735 448 3,183 6,023 6,023 5,698 11,721 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

123 【新】高次脳機能障害支援モデル事
業

高次脳機能障害者に対する支援体制を確立するため、平成１３年度から１５年度までのモデル
事業の成果を踏まえ、既存施策等を活用したサービス提供を試行的に実施する。

0
20,000 10,000 43,050 63,050 16,635 8,318 3,310 19,945 36,635 18,318 46,360 82,995 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 2,951 12,706 18,609 10,813 5,406 13,683 24,496

124 重度障害者（児）医療費公費負担事
業

障害者の健康保持、生活の安定を図るため、医療費の一部を助成する市町村に対して補助す
る。

0
7,019,641 7,019,641 10,500 7,030,141 5,838,600 5,838,600 369,057 6,207,657 12,858,241 12,858,241 379,557 13,237,798 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,071,811 2,071,811 3,099 2,074,910 3,795,043 3,795,043 112,024 3,907,067

125 重度障害者（児）医療費公費負担事
業（国民健康保険事業費補助金・医
療費波及分補助金）

単独医療費助成事業実施に伴い減額される国庫負担金相当額及び国民健康保険事業におい
て増加する医療費の負担軽減を図るため、各保険者（市町村等）に対して補助する。

0
1,298,104 1,298,104 1,050 1,299,154 1,079,701 1,079,701 68,201 1,147,901 2,377,805 2,377,805 69,251 2,447,055 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 383,129 383,129 310 383,439 701,797 701,797 20,439 722,236

126
更生医療給付費 身体障害者福祉法に基づく更生医療給付費に係る府の負担金及び事務費を支弁する。 0

4,555 4,555 1,050 5,605 3,789 3,789 294 4,083 8,344 8,344 1,344 9,688 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,344 1,344 310 1,654 2,463 2,463 397 2,859
127

在宅重度障害児（者）介護手当 在宅重度障害者の介護者の経済的負担を軽減するため、介護手当を支給する。 1
274,814 274,814 5,250 280,064 228,577 228,577 14,702 243,279 503,391 503,391 19,952 523,343 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

128
重度障害者特例支援事業

制度上の理由により障害基礎年金等を受給できない重度の障害がある在日外国人等に対し経
済的支援を行うため、給付金を支給する。

1
55,955 0 3,150 59,105 46,541 0 3,103 49,643 102,496 0 6,253 108,748 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

129
重度身体障害者日常生活設備費

在宅重度障害者の日常生活の利便性を向上させるため、日常生活用具を給付又は貸与する市
町村に対して補助する。

0
214,382 7,162 3,150 217,532 178,313 5,957 11,420 189,732 392,695 13,119 14,570 407,264 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 63,274 2,114 930 64,203 115,902 3,872 4,300 120,202

130
障害児（者）施設地域療育事業

在宅重症心身障害児等の生活を支援するため、短期入所事業等を行う市町村に対して補助す
る。

0
100,763 100,763 5,250 106,013 83,810 83,810 5,565 89,375 184,573 184,573 10,815 195,388 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,740 29,740 1,550 31,289 54,476 54,476 3,192 57,668

131 障害者ケアマネジメント体制支援事
業

地域における複合的なニーズを有する障害者の生活を支援するため、在宅保健福祉サービス等
を活用してケアマネジメントを行うための体制整備を図る。特に、その中心的な役割を担う人材
の養成を重点的に行う。

1
6,391 3,196 5,250 11,641 5,316 2,658 611 5,927 11,707 5,854 5,861 17,568 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

132
盲ろう者向け通訳・介助者派遣事業 盲ろう者の自立と社会参加を促進するため、通訳･介助者を派遣する。 1

16,491 8,246 3,150 19,641 13,716 6,859 1,031 14,748 30,207 15,105 4,181 34,389 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
133 障害児（者）短期入所事業送迎事業

助成費
支援費制度の施行を踏まえ、障害児（者）短期入所事業において、宿泊を伴わない利用時の移
送について、市町村に対し必要な補助を行う。

0
2,380 2,380 2,100 4,480 1,980 1,980 235 2,215 4,360 4,360 2,335 6,695 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 702 702 620 1,322 1,287 1,287 689 1,976

134 施設入所者ガイドヘルパー派遣事
業

支援費制度の施行を踏まえ、施設入所者にガイドヘルパーを派遣する市町村に対し補助を行
う。

0
3,928 3,928 2,100 6,028 3,267 3,267 316 3,584 7,195 7,195 2,416 9,612 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,159 1,159 620 1,779 2,124 2,124 713 2,837

135
特別障害者手当等支給費

日常生活において、常時介護を必要とする在宅の障害者に、手当を支給することにより、生活の
向上を図る。

1
66,568 16,691 1,050 67,618 55,368 13,883 3,550 58,918 121,936 30,574 4,600 126,536 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

135
特別障害者手当等支給費

日常生活において、常時介護を必要とする在宅の障害者に、手当を支給することにより、生活の
向上を図る。

1
66,568 16,691 1,050 67,618 55,368 13,883 3,550 58,918 121,936 30,574 4,600 126,536 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

136 難病患者等ホームヘルプサービス
事業助成費

在宅難病患者に対する介護サービスを充実するため、ホームヘルパー派遣を行う市町村に対し
て補助する。

0
3,085 3,085 2,100 5,185 2,566 2,566 272 2,838 5,651 5,651 2,372 8,023 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 911 911 620 1,530 1,668 1,668 700 2,368

137
難病患者等日常生活用具給付事業 難病患者等の在宅生活を支援するため、日常生活用具を給付する市町村に対して補助する。 0

3,954 60 2,100 6,054 3,289 50 318 3,607 7,243 110 2,418 9,661 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,167 18 620 1,787 2,138 32 714 2,851
138

身体障害者自立支援事業
身体障害者向け公営住宅等に居住する重度身体障害者の自立を支援するため、介助サービス
等を行う市町村に対して補助する。

0
16,316 5,440 1,050 17,366 13,571 4,525 912 14,483 29,887 9,965 1,962 31,849 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,816 1,606 310 5,125 8,821 2,941 579 9,400

139
身体障害者手帳診断助成費

低所得者の身体障害者手帳受領に係る経済的負担を軽減するため、診断料を助成する市町村
に対して補助する。

0
36,000 36,000 2,100 38,100 29,943 29,943 2,000 31,943 65,943 65,943 4,100 70,043 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,625 10,625 620 11,245 19,463 19,463 1,210 20,673

140
身体障害者短期入所事業

身体障害者の家族の介護負担を軽減するため、短期入所事業等を行う市町村に対して補助す
る。

0
28,912 28,912 4,200 33,112 24,048 24,048 1,738 25,786 52,960 52,960 5,938 58,898 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,533 8,533 1,240 9,773 15,631 15,631 1,753 17,383

141
心身障害児（者）日常生活設備費

在宅心身障害児（者）等の日常生活の利便性を向上させるため、日常生活用具を給付する市町
村に対して補助する。

0
27,707 606 3,150 30,857 23,045 504 1,620 24,665 50,752 1,110 4,770 55,522 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,178 179 930 9,107 14,979 328 1,408 16,387

142
身体障害児援護費 身体障害児の身体機能を補うため、補装具の交付等を行う市町村に対して補助する。 0

3,515 3,515 3,150 6,665 2,924 2,924 350 3,273 6,439 6,439 3,500 9,938 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 922 922 826 1,748 1,689 1,689 918 2,607
143 身体障害者・心身障害児（者）ホー

ムヘルプサービス事業助成費
在宅障害者等に対する福祉サービスを充実するため、ホームヘルパー派遣を行う市町村に対
し、補助金を交付する。

0
1,435,722 1,435,722 2,100 1,437,822 1,194,165 1,194,165 75,480 1,269,645 2,629,887 2,629,887 77,580 2,707,467 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 423,746 423,746 620 424,366 776,197 776,197 22,897 799,095

144 障害者ピアカウンセラー派遣事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

障害者生活支援センター未整備圏域など、地域で自立生活を目指す障害者が、ピアカウンセリ
ングを受けることができない地域の相談機関等に対して、ピアカウンセラーを派遣し、心理サ
ポートを含めた自立生活支援を行うことで、当該障害者の福祉の向上を図る。

1
10,041 0 1,050 11,091 8,352 0 582 8,934 18,393 0 1,632 20,025 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c
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d
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

145 【新】障害者サービス利用サポート
（障害者生活支援センターパワー

障害者生活支援センターの機能の強化を図るため、コーディネーターに加え、新たにケアマネジ
メント従事者を配置し、より専門的な相談体制を構築する市町村に対し補助する。

0
96,000 96,000 5,250 101,250 79,848 79,848 5,315 85,163 175,848 175,848 10,565 186,413 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 28,334 28,334 1,550 29,883 51,901 51,901 3,118 55,019

146 【新】障害者地域生活推進特別モデ
ル事業

施設に入所している障害者の地域移行及び在宅障害者の地域生活支援ステップアップに取り組
む市町村に対し必要な補助を行う。

0
11,250 3,750 1,050 12,300 9,357 3,119 646 10,003 20,607 6,869 1,696 22,303 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,320 1,107 310 3,630 6,082 2,027 500 6,583

147
身体障害者地域生活援助事業

身体障害者の地域における自立生活の一層の促進を図るため、グループホームの運営費を補
助する。

0
7,953 7,953 3,150 11,103 6,615 6,615 583 7,198 14,568 14,568 3,733 18,301 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,347 2,347 930 3,277 4,300 4,300 1,102 5,401

148 障害者グループホーム設置促進事
業

グループホームの設置促進を図るため、グループホーム利用に向けた訓練を実施する授産施設
等に対して、市町村を通じて補助するとともに、世話人を確保するため、養成研修を実施する。

0
38,550 38,550 3,150 41,700 32,064 32,064 2,189 34,253 70,614 70,614 5,339 75,953 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,378 11,378 930 12,308 20,841 20,841 1,576 22,417

149
知的障害者地域生活援助事業

知的障害者の地域における自立生活の一層の促進を図るため、グループホームの利用に対し
て補助する。

1
623,961 623,961 7,350 631,311 518,981 518,981 33,142 552,122 1,142,942 1,142,942 40,492 1,183,433 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

150 【新】身体障害者グループホーム事
業

身体障害者グループホームの運営補助水準を改善し、グループホームの介護機能・自立支援に
向けた訓練機能の拡充を図る。

1
5,758 5,758 1,050 6,808 4,789 4,789 357 5,147 10,547 10,547 1,407 11,955 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

151
地域移行促進事業

入所型施設利用者の地域生活への移行の促進や、施設における自活訓練事業への取り組みを
促進させるため、必要となる設備等への助成や、各種事業を実施する。

1
18,232 18,232 4,200 22,432 15,165 15,165 1,178 16,342 33,397 33,397 5,378 38,774 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

152
障害児デイサービス推進事業

国の障害者デイサービス事業の利用対象外となる養護学校中等部以上を中心とする在宅障害
児（18歳未満）に対し、既存デイサービス事業と同様のサービスを提供し、日中活動の場の提
供、家族等の介護者の負担軽減を図る。

1
33,136 33,136 2,100 35,236 27,561 27,561 1,850 29,411 60,697 60,697 3,950 64,647 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

153 身体障害者デイサービス支援費補
助金

在宅身体障害者に対する介護サービスを充実するため、デイサービス事業支援費を支出する市
町村に対して補助する。

0
221,443 221,443 3,150 224,593 184,186 184,186 11,790 195,976 405,629 405,629 14,940 420,569 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 65,358 65,358 930 66,287 119,719 119,719 4,410 124,129

154
児童デイサービス支援費補助金

在宅心身障害児の生活能力を高めるため、療育指導や日常訓練等を行う児童デイサービス事
業支援費を支出する市町村に対して補助する。

0
95,446 95,446 3,150 98,596 79,387 79,387 5,176 84,563 174,833 174,833 8,326 183,159 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 25,035 25,035 826 25,861 45,857 45,857 2,184 48,041

155 知的障害者デイサービス支援費補
助金

在宅知的障害者の自立を促進するため、機能訓練等を行うデイサービス事業支援費を支出する
市町村に対して補助する。

0
72,039 72,039 1,050 73,089 59,919 59,919 3,837 63,755 131,958 131,958 4,887 136,844 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 21,262 21,262 310 21,572 38,947 38,947 1,442 40,389

156
重症心身障害児通園事業運営費 在宅重症心身障害児等の運動能力等の向上を図るため、機能回復訓練等を行う。 1

95,963 44,986 4,200 100,163 79,817 37,417 5,258 85,076 175,780 82,403 9,458 185,239 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
157

社会生活適応訓練事業費
精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、精神障害者に理解のある事業所に
対して精神障害者の生活訓練を委託する。

1
11,719 11,719 1,050 12,769 9,747 9,747 670 10,418 21,466 21,466 1,720 23,187 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

158 精神障害者居宅介護等（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ
ｻｰﾋﾞｽ）事業

平成１４年度から市町村において開始された居宅介護等事業に対し、国とともに、市町村に補助
する。

0
340,511 113,504 2,100 342,611 283,221 94,407 17,986 301,207 623,732 207,911 20,086 643,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 100,500 33,500 620 101,120 184,091 61,364 5,928 190,019

160 精神障害者社会復帰施設運営等助
成事業

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、社会復帰施設（援護寮）、福祉ホー
ム及び通所授産施設等）の運営に助成する。

0
1,448,396 724,214 2,100 1,450,496 1,204,706 602,366 76,146 1,280,852 2,653,102 1,326,580 78,246 2,731,348 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 427,487 213,748 620 428,106 783,049 391,533 23,094 806,143

161 精神障害者地域生活援助事業（グ
ループホーム）

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、グループホームを運営している非営
利法人に対し補助する。

0
261,792 87,309 1,050 262,842 217,746 72,619 13,798 231,544 479,538 159,928 14,848 494,386 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 77,267 25,769 310 77,576 141,533 47,202 4,382 145,916

162
精神障害者保健福祉手帳交付事業

精神障害者について、一定の精神障害の状態にあることを証する手段となり、手帳交付により各
種の支援策を講じやすくし、精神障害者の自立と社会参加の促進を図る。

1
6,258 3,677 9,450 15,708 5,205 3,058 825 6,030 11,463 6,735 10,275 21,738 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

163 精神障害者地域生活援助事業にお
ける加算事業

社会的入院者等を受け入れるグループホームに対し、補助を行う。 0
67,577 67,577 2,100 69,677 56,207 56,207 3,658 59,865 123,784 123,784 5,758 129,542 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,945 19,945 620 20,565 36,534 36,534 1,699 38,234

164 精神障害者短期入所(ショートステ
イ)事業補助金

介護等を行う者が、疾病等の理由により介護等を行うことが困難となった場合に、一時的にサー
ビスを提供する。

1
11,052 3,684 1,050 12,102 9,193 3,064 635 9,828 20,245 6,748 1,685 21,930 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

165 精神障害者社会復帰施設整備助成
事業

精神障害者社会復帰施設を整備する非営利法人等に対して助成を行う。 0
121,243 40,415 2,100 123,343 100,844 33,615 6,475 107,319 222,087 74,030 8,575 230,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 35,784 11,928 620 36,404 65,548 21,850 2,531 68,079

166 【新】精神障害者地域生活移行・自
立生活サポート事業

ケアマネジメント従事者や自立支援員による病院から地域への移行支援を行うとともに、生活上
のフォローアップを行い、地域における自立生活を支援する。

1
38,930 35,836 2,100 41,030 32,380 29,807 2,154 34,534 71,310 65,643 4,254 75,564 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

167 地域における障害児の受入れのた
めの支援事業

地域における障害児の受入を促進するため、保育所及び学童保育において障害児を受入れる
事業等を実施する市町村を支援する。

0
238,100 238,100 1,050 239,150 198,040 198,040 12,555 210,595 436,140 436,140 13,605 449,745 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 62,451 62,451 275 62,727 114,395 114,395 3,568 117,964

168
重度障害者等住宅改造助成事業 障害者の生活利便性を高めるため、住宅の改造に対する補助を行う市町村に対して補助する。 0

130,000 130,000 3,150 133,150 108,128 108,128 6,990 115,118 238,128 238,128 10,140 248,268 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 38,369 38,369 930 39,299 70,282 70,282 2,993 73,275
169 【新】住宅改造相談員有効活用促進

事業
高齢者・障害者向けの住宅改造相談員の実践的な相談能力のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを図るとともに、効果的
な相談業務の実施に向けた制度の検討、創設及び運営等を行う。

1
2,473 0 5,250 7,723 2,057 0 405 2,462 4,530 0 5,655 10,185 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

170
府営住宅の建設

狭小で老朽化が著しく最低居住水準未満世帯の多い住宅の建て替えを中心に、良質・多様な耐
火住宅の建設を進める。これにより、居住水準の向上と住宅のバリアフリー化を進めるとともに、
防災性の高い良好な住環境を整備する。

0
24,702,408 3,524,996 1,058,400 25,760,808 20,546,277 2,931,922 1,352,349 21,898,626 45,248,685 6,456,918 2,410,749 47,659,434

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 2,626,167 374,750 112,521 2,738,688 4,810,487 686,449 256,292 5,066,779

171
府営住宅改善事業（車いす改善） 既存府営住宅の住戸を車いす常用者世帯向けに改善する。 0

37,524 3,355 5,250 42,774 31,211 2,791 2,245 33,456 68,735 6,146 7,495 76,230
府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 3,989 357 558 4,547 7,307 653 797 8,104

172 既存府営中層住宅エレベーター設
置事業

入居者の高齢化対策の一環として既存の府営中層住宅にエレベーターを設置する。 0
633,481 22,316 85,050 718,531 526,899 18,561 37,720 564,619 1,160,380 40,877 122,770 1,283,150

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 67,347 2,372 9,042 76,389 123,363 4,346 13,052 136,415

175
障害児施設整備事業助成費

障害児に対する施設サービスを充実するため、障害児施設を整備する社会福祉法人等に対して
補助する。

0
122,329 55,409 1,050 123,379 101,747 46,087 6,477 108,224 224,076 101,496 7,527 231,603 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 32,086 14,533 275 32,361 58,773 26,621 1,974 60,747

179
児童福祉施設扶助事業 児童福祉施設（障害児施設）への措置に要する経費を支弁する。 1

6,534,660 3,069,591 3,150 6,537,810 5,435,216 2,553,138 343,211 5,778,428 11,969,876 5,622,729 346,361 12,316,238 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
180 身体障害者更生援護施設事務事業

等
居所不明者及び福祉事務所未設置町村の身体障害者援護（施設措置等）に要する費用を負担
する。

0
82,892 82,892 1,050 83,942 68,946 68,946 4,407 73,352 151,838 151,838 5,457 157,294 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24,465 24,465 310 24,775 44,814 44,814 1,611 46,425

181
知的障害者福祉施設扶助事業 知的障害者の施設入所援護に要する経費（措置費、医療審査手数料）を支弁する。 1

174,782 174,782 1,050 175,832 145,375 145,375 9,231 154,606 320,157 320,157 10,281 330,438 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
182

知的障害者通勤寮運営事業 居所不明者及び福祉事務所未設置町村にかかる利用者の通勤寮等利用料を支弁する。 0
526 526 0 526 438 438 28 465 964 964 28 991 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 155 155 0 155 284 284 8 293

184
補装具製作施設費 無料または低額な料金で、補装具の製作または修理を行う。 1

5,396 -2,312 28,350 33,746 4,488 0 1,772 6,260 9,884 -2,312 30,122 40,006 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
188

身体障害者施設整備事業助成費
身体障害者に対する施設サービスを充実するため、身体障害者施設を整備する社会福祉法人
等に対して補助する。

0
550,032 183,346 2,100 552,132 457,490 152,498 28,985 486,475 1,007,522 335,844 31,085 1,038,607 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 162,339 54,114 620 162,959 297,365 99,123 9,175 306,540

189
知的障害者施設整備事業助成費

知的障害者に対する施設サービスを充実するため、施設整備等を行う社会福祉法人等に対して
補助する。

0
833,075 277,695 10,500 843,575 692,912 230,973 44,285 737,196 1,525,987 508,668 54,785 1,580,771 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 245,878 81,960 3,099 248,977 450,387 150,131 16,169 466,556

190 心身障害児施設運営助成費（肢体
不自由児、知的障害児通園施設）

肢体不自由児等の生活能力を高めるため、日常生活指導等を行う通園施設を運営する社会福
祉法人等に対して補助する。

0
17,184 17,184 1,050 18,234 14,293 14,293 957 15,250 31,477 31,477 2,007 33,484 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 4,507 4,507 275 4,783 8,256 8,256 526 8,783

191 障害者福祉施設機能強化推進事業
費（障害児施設）加算事業

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 0
233,121 233,121 2,100 235,221 193,899 193,899 12,348 206,247 427,020 427,020 14,448 441,468 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 68,804 68,804 620 69,424 126,033 126,033 4,264 130,297

197
大阪府障害者扶養共済制度 保護者死亡後の障害者の生活を安定させるため、扶養共済制度を運用し、年金を給付する。 1

830,294 208,502 26,250 856,544 690,599 173,422 44,965 735,564 1,520,893 381,924 71,215 1,592,108 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
201

障害者社会参加促進事業
障害者の自立を促進するため、奉仕員等の養成、派遣、訓練、指導等の事業を社会福祉法人等
に委託する。

0
77,070 38,535 26,250 103,320 64,103 32,052 5,424 69,527 141,173 70,587 31,674 172,847 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,747 11,373 7,748 30,494 41,667 20,833 9,348 51,015

203
身体障害者補助犬育成事業

身体障害者補助犬法の施行に伴い、身体障害者補助犬の育成を図り、障害者の自立と社会参
加の促進を図る。

0
5,670 2,835 1,050 6,720 4,716 2,358 353 5,069 10,386 5,193 1,403 11,789 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,673 837 310 1,983 3,065 1,533 414 3,479

209 市町村障害者社会参加等総合補助
金

障害者の社会参加を促進するため、奉仕員の養成、派遣事業等を行う市町村に対して補助す
る。

0
431,566 215,783 5,250 436,816 358,956 179,478 22,931 381,887 790,522 395,261 28,181 818,703 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 127,374 63,687 1,550 128,924 233,318 116,659 8,318 241,636

211
自主活動育成事業

高齢者、障害者、母子父子世帯を対象とする文化･スポーツなどの地域の自主的な活動を支援
する。

0
3,200 3,200 1,050 4,250 2,662 2,662 223 2,885 5,862 5,862 1,273 7,135 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 944 944 310 1,254 1,730 1,730 376 2,106

213
障害者芸術・文化促進事業

本事業は、芸術・文化活動を行っている障害者を対象に専門知識（技能）の習得をしていただく
オープンカレッジの開催や国際障害者交流センターにおける府主催事業時などにおいて活動す
る文化ボランティアの養成を行う。

0
28,377 -111,211 5,250 33,627 23,603 0 1,765 25,368 51,980 -111,211 7,015 58,995 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,375 -32,823 1,550 9,925 15,342 -32,823 2,071 17,412

216 【新】地域の魅力・顔づくりプロジェク
ト

日常生活の中で誰もが利用する「駅」周辺を、行政・地域住民を含めた多くの関係者（鉄道・バ
ス・タクシー事業者、商店等）が協働して、美しく個性がきらめき魅力ある空間に再生し、まちの
活性化を図ることで、駅周辺から大阪の活性化を目指す。

0
10,000 73,500 83,500 8,318 0 4,383 12,701 18,318 0 77,883 96,201 鉄道駅数 203 296 68.6% 6,858 0 50,407 57,265 12,562 0 53,413 65,976

218
交通安全施設等の整備

道路交通の安全・円滑を確保するため、交通安全施設の整備・充実や事故危険箇所等における
交差点改良を推進する。

1
6,331,435 1,941,435 357,000 6,688,435 5,266,184 1,614,792 351,119 5,617,302 11,597,619 3,556,227 708,119 12,305,737 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

220
大阪地下鉄建設費補助金

府民の交通利便性向上のため、大阪市交通局に対し、市域外延伸等に要する建設費の一部を
補助する。

0
193,050 193,050 10,500 203,550 160,570 160,570 10,686 171,255 353,620 353,620 21,186 374,805 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

221
西大阪延伸線整備促進事業

西大阪延伸線は、阪神地域と阪奈地域を結ぶ広域的な鉄道ネットワークへの寄与とともに、阪
神電鉄と近畿日本鉄道との相互直通運転により、府民の利便性の向上を図る。

0
1,233,011 0 1,233,011 1,025,559 0 64,729 1,090,288 2,258,570 0 64,729 2,323,299 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

222
中之島新線整備促進事業

中之島新線は、中之島西部地区の再開発に伴い発生する輸送需要への対応とともに、広域交
通ネットワークを充実することにより、府民の利便性の向上を図る。

0
2,579,162 0 2,579,162 2,145,223 0 135,397 2,280,620 4,724,385 0 135,397 4,859,782 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

223
電線共同溝整備事業

現在、道路上にある電柱や電線類を、道路の歩行空間を利用して地中化することにより、通行空
間の確保、都市景観の向上、都市防災の強化を図る。

1
1,167,000 140,500 63,000 1,230,000 970,655 116,861 64,571 1,035,225 2,137,655 257,361 127,571 2,265,225

市街地面
積 21,145 94,900 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

224
府道緑化事業

都市の景観形成や環境改善に重要な役割を果たす街路樹を、良好な状態に維持管理すると共
に、防災や福祉の視点に立った街路樹の再整備を行い、良好な道路環境の推進に努める。

1
1,145,654 1,145,633 102,900 1,248,554 952,900 952,883 65,545 1,018,445 2,098,554 2,098,516 168,445 2,266,999

府道総延
長 260 1,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

225
公園維持管理事業

府民が府営公園を常に安心･安全で快適に利用できるよう、公園施設の補修及び清掃・除草な
ど適切な維持管理を実施する

0
4,459,330 3,704,811 375,900 4,835,230 3,709,057 3,081,484 253,832 3,962,889 8,168,387 6,786,295 629,732 8,798,119 公園面積 851 4,248 20.0% 892,914 741,833 75,268 968,182 1,635,596 1,358,853 126,094 1,761,691

226
公園緑地整備事業

快適な環境の創造や都市景観の向上、災害時における広域避難地の機能確保のため、府営公
園の整備を進める。

0
5,483,386 1,015,855 706,650 6,190,036 4,560,817 844,939 324,954 4,885,772 10,044,203 1,860,794 1,031,604 11,075,808 公園面積 851 4,248 20.0% 1,097,965 203,410 141,496 1,239,461 2,011,200 372,596 206,563 2,217,764

227 歩いてくらせるまちづくりの普及・啓
発

国の構想も踏まえつつ、「歩いてくらせるまちづくり」の理念を、府内市町村や府民の様々な取り
組みに対して普及・啓発に努める。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

228 福祉のまちづくり推進事業（既存民
間施設の改善の促進）

既存民間施設のバリアフリー化を促進するため、事業者による改善計画の届出を踏まえ、定期
報告の要請を行う。また、既存民間施設のバリアフリー化工事に必要な借入資金に対して利子
補給を実施する。

0
8,131 8,131 13,650 21,781 6,763 6,763 1,143 7,906 14,894 14,894 14,793 29,687 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,400 2,400 4,029 6,429 4,396 4,396 4,366 8,762

229 福祉のまちづくり推進事業（事前協
議に係る市町村への事務処理交付

市町村が実施する特定施設の事前協議等に係る財源を措置するため、市町村へ事務処理交付
金を交付する.

0
8,634 8,634 6,300 14,934 7,181 7,181 784 7,965 15,815 15,815 7,084 22,899 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,548 2,548 1,859 4,408 4,668 4,668 2,091 6,759

230 福祉のまちづくり推進事業（整備基
準適合証交付事務補助業務）

福祉のまちづくり条例の整備基準の普及と同基準適合施設に関する情報提供を行なうため、適
合施設に適合証を交付する。

0
1,041 1,041 3,150 4,191 866 866 220 1,086 1,907 1,907 3,370 5,277 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 307 307 930 1,237 563 563 995 1,557

231 福祉のまちづくり推進事業（鉄道駅
バリアフリー化設備整備費補助）

鉄道駅舎及び周辺地区のバリアフリー化を促進するため既存駅舎のエレベーター整備を行なう
事業者に対し補助する。

0
136,230 41,230 10,500 146,730 113,310 34,293 7,703 121,012 249,540 75,523 18,203 267,742 鉄道駅数 203 296 68.6% 93,428 28,276 7,201 100,629 171,137 51,795 12,484 183,621

232 福祉のまちづくり推進事業（福祉の
まちづくり推進委員会の運営）

福祉のまちづくりの進行管理や推進方策について検討するため、「福祉のまちづくり推進委員
会」を運営する。

0
523 523 0 523 435 435 27 462 958 958 27 985 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 154 154 0 154 283 283 8 291

233
内職あっせん事業

勤労意欲を持ちながら家庭外就労の困難な障害者等の労働条件の向上と就業機会の確保を図
るため、一定の基準を満たす認定内職あっせん所を認定し、助成を行う。

0
33,606 33,606 4,200 37,806 27,952 27,952 1,985 29,937 61,558 61,558 6,185 67,743 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,234 10,234 1,279 11,513 18,747 18,747 1,883 20,630

234

地域就労支援事業

就労支援センター、就労支援コーディネーターを設置し、就職困難者等の雇用・就労支援を実施
する府内市町村に対し助成する。　また、地域就労支援コーディネーター養成のため研修を実施
し、　さらに、スーパーバイザーの配置などコーディネーターを日常的にフォローする体制の整
備、企業のアウトソーシングの促進を通じたＮＰＯや授産施設等の受注業務の拡大等により事業
を拡充し、就職困難者の雇用促進を図る。また、新たな課題等の検討のため調査を行う。(一部
再生予算枠活用事業)

0

220,896 201,696 37,800 258,696 183,731 167,761 13,581 197,311 404,627 369,457 51,381 456,007 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 67,271 61,424 11,511 78,782 123,223 112,513 15,647 138,870
236 おおさか障害者の雇用を支える企

業ネット事業
障害者雇用を促進するとともに、企業が障害者雇用を継続することを容易にするため、情報提供
やコンサルティング体制を充実させ、企業相互援助ネットワーク体制を構築する。

0
3,480 3,480 4,200 7,680 2,894 2,894 403 3,298 6,374 6,374 4,603 10,978 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,027 1,027 1,240 2,267 1,881 1,881 1,359 3,240

237 障害者雇用促進事業（障害者就職
ガイダンス事業）

就職への準備性の向上を図るため、就職への心構えや面接の受け方のセミナー及び模擬面接
等の「就職ガイダンス」を実施する。

0
900 900 4,200 5,100 749 749 268 1,016 1,649 1,649 4,468 6,116 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 266 266 1,240 1,505 487 487 1,319 1,805

238
障害者就職準備訓練事業 作業環境に適応することを容易にするため、事業所に委託して短期職場適応訓練を実施する。 0

13,565 7,031 4,200 17,765 11,283 5,848 933 12,215 24,848 12,879 5,133 29,980 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,004 2,075 1,240 5,243 7,334 3,801 1,515 8,849
239

障害者雇用貢献企業顕彰事業 障害者雇用への企業の貢献活動の自己申告システムを構築するとともに、企業の顕彰を行う。 0
7,168 7,168 4,200 11,368 5,962 5,962 597 6,559 13,130 13,130 4,797 17,927 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,116 2,116 1,240 3,355 3,875 3,875 1,416 5,291

243 障害者雇用促進事業（障害者雇用
情報誌発行事業）

障害者が就職するため、あるいは職業生活を充実するために必要な情報を提供する情報誌を発
行する。

0
1,664 1,664 4,200 5,864 1,384 1,384 308 1,692 3,048 3,048 4,508 7,556 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 491 491 1,240 1,731 900 900 1,330 2,230

245
障害者地域雇用支援事業

障害者就業・生活支援センターの設置促進を図るため、指定のために必要な事業に対し助成す
る。

0
38,435 38,435 4,200 42,635 31,968 31,968 2,238 34,207 70,403 70,403 6,438 76,842 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,344 11,344 1,240 12,583 20,779 20,779 1,900 22,679

246 重度聴覚障害者等ワークライフ支
援事業

重度聴覚障害者等支援ワーカー(２名)を配置し、職業上の悩みやトラブルの解決を支援する。 0
8,825 8,825 4,200 13,025 7,340 7,340 684 8,024 16,165 16,165 4,884 21,049 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,605 2,605 1,240 3,844 4,771 4,771 1,441 6,212

252
視覚障害者施術所指導推進事業

施療技術の資格を持つ視覚障害者の施術技術の向上を図るため、（財）大阪府視覚障害者福祉
協会に講習会の開催を委託する。

0
10,722 4,811 2,100 12,822 8,918 4,002 673 9,591 19,640 8,813 2,773 22,413 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,165 1,420 620 3,784 5,797 2,601 818 6,615

253 大阪府社会福祉事業振興対策資金
貸付金

ミニ授産施設の法認可施設への移行を促進するため、土地を取得して施設を整備する法人に対
し、必要な資金を貸し付ける。

0
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,240 1,240 0 0 1,305 1,305

254 聴覚障害者ホームヘルパー養成研
修特別事業

未就労の聴覚障害者を対象にホームヘルパー養成研修（２級）を実施し、聴覚障害者に対する
居宅介護サービスに係るマンパワーの確保と、聴覚障害者の就労の促進を図る。

0
8,190 0 1,050 9,240 6,812 0 485 7,297 15,002 0 1,535 16,537 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,417 0 310 2,727 4,428 0 453 4,881

255 施設外授産の活用による就職促進
事業

授産施設の入・通所者を対象に、企業等の事業所において授産活動を行うことにより、当該事業
所等との連携を深め、施設外授産終了後、企業等への就職促進を図る。

0
3,474 1,737 1,050 4,524 2,890 1,445 237 3,127 6,364 3,182 1,287 7,651 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,025 513 310 1,335 1,878 939 380 2,258

256 知的障害者ホームヘルパー養成委
託事業

知的障害者にとって有望な職域である介護補助業務を担える人材を養成するため、社会福祉法
人に知的障害者を対象としたホームヘルパー（３級）の養成を委託し、就労機会の拡大を図る。

0
1,000 500 1,050 2,050 832 416 108 939 1,832 916 1,158 2,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 148 310 605 541 270 342 882

258 知的障害者施設整備事業助成費
（授産施設分）

知的障害者に対する施設サービスを充実するため、施設整備等を行う社会福祉法人等に対して
補助する。

0
1,144,233 399,516 10,500 1,154,733 951,718 332,298 60,619 1,012,337 2,095,951 731,814 71,119 2,167,070 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 337,714 117,915 3,099 340,813 618,609 215,991 20,990 639,600

259 身体障害者施設整備事業助成費
（授産施設分）

身体障害者に対する施設サービスを充実するため、身体障害者施設を整備する社会福祉法人
等に対して補助する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

260 精神障害者グループ就労支援事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

精神障害者の就労を進めるため、地域の精神障害者に対し清掃やクリーニング、ビル管理業
務、買い物代行サービスなどの実習訓練や職場実習を実施する。

0
42,121 0 1,050 43,171 35,034 0 2,266 37,301 77,155 0 3,316 80,472 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,432 0 310 12,742 22,772 0 979 23,751

261 障害者福祉作業所（ミニ）認可移行
促進事業

ミニ授産施設の法認可施設への移行を促進するため、設備整備を行う社会福祉法人等に対して
補助する。

0
38,403 0 1,050 39,453 31,942 0 2,071 34,013 70,345 0 3,121 73,466 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,334 0 310 11,644 20,762 0 921 21,683

262
障害者福祉作業所運営助成費

在宅障害者の日中活動の場を充実するため、障害者福祉作業所に助成を行う市町村に対して
補助する。

0
700,175 700,175 10,500 710,675 582,372 582,372 37,308 619,680 1,282,547 1,282,547 47,808 1,330,355 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 206,653 206,653 3,099 209,752 378,537 378,537 14,110 392,647

263 身体障害者更生援護施設運営助成
費（身体障害者福祉工場分、身体
障害者福祉ホーム分）

在宅身体障害者に対する介護サービスを充実するため、デイサービス事業等を行う市町村等に
対して補助する。

0
49,866 24,933 3,150 53,016 41,476 20,738 2,783 44,259 91,342 45,671 5,933 97,275 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 14,718 7,359 930 15,647 26,959 13,480 1,751 28,710

264 障害者就労・生活支援の拠点づくり
事業

障害者就労・生活支援の拠点作り推進事業の発展を図るため、知的障害者生活支援事業を社
会福祉法人に委託する。

0
70,247 35,303 1,050 71,297 58,428 29,363 3,743 62,171 128,675 64,666 4,793 133,468 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,733 10,419 310 21,043 37,978 19,086 1,415 39,392

265 障害者在宅就労支援事業所開拓事
業（緊急地域雇用創出特別基金事

開拓員が府内の事業所３，０００社を目標に訪問し、障害者在宅就労者に対しホームページ作成
やシステム構築・管理等の発注してもらえる支援事業者を開拓する。

0
1,982 0 1,050 3,032 1,649 0 159 1,808 3,631 0 1,209 4,840 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 585 0 310 895 1,072 0 357 1,428

266 ジョブ･サポーター養成派遣モデル
事業（緊急地域雇用創出特別基金

ＮＰＯ法人へジョブ・サポーターの養成研修の実施、及び修了者を登録し、授産施設等の要請に
基づき派遣する事業を委託する。

0
24,092 0 1,050 25,142 20,039 0 1,320 21,358 44,131 0 2,370 46,500 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,111 0 310 7,421 13,025 0 699 13,724

268 障害者小規模通所授産施設運営費
等助成費

従来の授産施設に比べ、緩やかな施設基準等で設置可能な「小規模通所授産施設」に運営助
成を行う市町村に対し運営費を助成する。また、小規模通所授産施設を設置するために必要な
増改築や備品の購入などに要する費用を、当該施設を設置する社会福祉法人等に助成する。

0
1,542,706 742,211 2,100 1,544,806 1,283,149 617,335 81,097 1,364,245 2,825,855 1,359,546 83,197 2,909,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 455,322 219,060 620 455,941 834,036 401,263 24,555 858,591

269 社会福祉法人化支援事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

福祉作業所の法人化に伴う事務手続き等の支援をするため、全作業所に対する研修や個別相
談を行い、円滑な認可移行の促進を図る。

0
17,464 0 1,050 18,514 14,526 0 972 15,498 31,990 0 2,022 34,012 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,154 0 310 5,464 9,442 0 597 10,038

270 授産活動活性化総合事業
(緊急地域雇用創出特別基金事業）

授産施設及び福祉作業所の経営近代化を図るため一定の要件を満たす施設等に専門技術者
等の派遣を行うとともに授産製品の販路を拡大するため企業等に対する働きかけや共同生産及
び共同仕入れなどのシステムづくりを行う。

0
66,871 0 5,250 72,121 55,620 0 3,786 59,406 122,491 0 9,036 131,527 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,737 0 1,550 21,286 36,153 0 2,667 38,820

271 【新】ＩＴを活用した授産製品販売促
進事業

授産製品データベースを更新し、府民に最新情報を提供するとともに、授産製品の通信販売サ
イト構築の検討を行う。

0
7,667 7,667 3,150 10,817 6,377 6,377 568 6,945 14,044 14,044 3,718 17,762 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,263 2,263 930 3,193 4,145 4,145 1,097 5,242

272
【新】障害者テレワーク推進事業

テレワーク作業等の環境整備や就労支援コーディネーター等の配置により、実地のテレワーク
作業による就労訓練を行い、障害者テレワーク就労の推進を図り、もって障害者の就労・自立に
資する。

0
22,365 22,365 8,400 30,765 18,602 18,602 1,615 20,217 40,967 40,967 10,015 50,982 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,601 6,601 2,479 9,080 12,091 12,091 2,956 15,047

273 【新】ＮＰＯとの連携による授産活動
活性化事業

授産事業に理解のある企業ＯＢやＮＰＯ法人を通じ、授産製品が市場に参入する機会を提供し、
販売促進を図る。

0
2,809 2,809 3,150 5,959 2,336 2,336 313 2,649 5,145 5,145 3,463 8,608 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 829 829 930 1,759 1,519 1,519 1,022 2,541

274
【新】就労支援研究事業

障害者の就職に向けた事例の発表や、参加者と双方向で議論を深めるワークショップを実施し、
障害者の就労の可能性の向上を図る。

0
1,178 1,178 3,150 4,328 980 980 227 1,207 2,158 2,158 3,377 5,535 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 348 348 930 1,277 637 637 997 1,634

278
精神障害者福祉作業所運営助成

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、市町村を通じて福祉作業所の運営
費に対し補助する。

0
144,821 144,821 1,050 145,871 120,455 120,455 7,658 128,113 265,276 265,276 8,708 273,984 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 42,743 42,743 310 43,053 78,295 78,295 2,570 80,865

279 【新】精神障害者ピア・ヘルパー養
成事業

精神障害者の就労機会の拡大を図るため、精神障害者が精神障害者を支援するピア・ヘル
パーを養成する。

0
1,105 553 1,050 2,155 919 460 113 1,032 2,024 1,013 1,163 3,187 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 326 163 310 636 597 299 343 941

287 障害者職業能力開発校運営費・障
害者委託訓練実施費・障害者雇用
対策短期訓練事業

障害者の就職促進を図るため、職業に必要な技能及び知識を付与する。また、社会福祉法人や
企業などを活用し、障害者が就職に必要な知識・技能を習得できるよう、能力、適性及び地域の
障害者雇用ニーズに対応した短期の職業訓練を機能的に実施する。

0
258,325 19,917 258,325 214,862 16,566 13,561 228,423 473,187 36,483 13,561 486,748 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 76,243 5,878 0 76,243 139,659 10,768 4,002 143,661
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

291
【新】障害者雇用対策短期訓練事業

社会福祉法人や企業などを活用し、障害者が就職に必要な知識･技能を修得できるよう、能力･
適性及び地域の障害者雇用のニーズに対応した短期の職業訓練を機能的に実施する。

0
111,291 0 10,500 121,791 92,567 0 6,394 98,960 203,858 0 16,894 220,751 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 32,847 0 3,099 35,946 60,167 0 4,986 65,154

292
福祉のまちづくり啓発事業 福祉のまちづくりに関する啓発、情報提供・情報交換等に努める。 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326
293 福祉のまちづくり推進事業（大阪・心

ふれあうまちづくり賞）

障害者や高齢者等にやさしいまちづくりに対する意識の高揚を図ることにより、福祉のまちづくり
を推進するため、福祉的整備に優れた施設を、やさしいまちづくりの模範となる都市施設等とし
て表彰する。

0
1,000 1,000 5,250 6,250 832 832 328 1,160 1,832 1,832 5,578 7,410 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 1,550 1,845 541 541 1,646 2,187

301
外国人医療相談助成事業

外国人への医療相談や情報提供を行っている団体に対し、助成及びホームページを開設し、充
実を図る。

0
850 850 525 1,375 707 707 72 779 1,557 1,557 597 2,154

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 487 487 301 788 892 892 342 1,235

305

帰国・渡日児童生徒学校生活サ
ポート事業（ＮＰＯとの協働）

帰国・渡日児童生徒及び保護者を支援するために、NPOとの協働で、平成１３年度に作成した多
言語（中国語、韓国・朝鮮語、ベトナム語、ポルトガル語及び日本語）による進路情報、就学ガイ
ド、学校連絡文書等をデータベース化したホームページを更新・充実して提供する。また、４地域
から府内全７地域に協働者間ネットワークを広め、学校生活ガイダンス、進路相談会など学校・
地域で、きめ細かな相談体制がとれるよう、効果的・効率的な施策の実施に努めていく。

0

5,402 5,402 2,100 7,502 4,493 4,493 394 4,887 9,895 9,895 2,494 12,389 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,594 1,594 620 2,214 2,920 2,920 736 3,657
308

大阪府青少年問題協議会の運営
大阪府青少年問題協議会を設置し、青少年問題の施策の企画推進についての調査・審議や関
係行政機関及び青少年団体との連絡調整を行う｡

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 592 592 0 0 623 623

309 第３次大阪府青少年育成計画の推
進

成果指標について報告書を作成し、これを基に、計画の進行を管理する特別委員会や庁内関係
課長会議で、評価検討と必要な進行管理を行い、効果的な計画の推進を図る。

0
920 920 3,150 4,070 765 765 214 979 1,685 1,685 3,364 5,049

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 259 259 888 1,147 475 475 948 1,423

319 ティーンズライン（青少年相談員電
話）事業

不安定な心の状態の中で過ごしている多感な中高生の心と行動を、問題行動が顕在化する前
に、年齢が近く気持ちが通いやすい大学生との電話による気軽な会話などによってサポートす
る。

0
10,152 10,152 3,150 13,302 8,444 8,444 698 9,142 18,596 18,596 3,848 22,444

生徒数
（中・高） 151,027 513,824 29.4% 2,984 2,984 926 3,910 5,466 5,466 1,131 6,597

322
大阪府公共建築設計コンクール

親しまれる公共建築づくりの推進と将来の建築技術者の育成を図るため、建築学科の学生等を
対象に公共建築物の基本アイデアのコンクールを実施する。

0
296 296 2,100 2,396 246 246 126 372 542 542 2,226 2,768

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 34 34 241 275 62 62 255 318

323
地域青少年社会教育総合事業

青少年の学習活動と保護者の子育て等を支援し、地域における青少年の健全育成と人権教育
の推進を図るため、市町村等に対する補助等を行う｡

0
255,985 255,985 2,100 258,085 212,916 212,916 13,549 226,465 468,901 468,901 15,649 484,550

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 72,147 72,147 592 72,739 132,155 132,155 4,410 136,565

325
青年政策会議

青少年施策を効果的に推進するため、常に若者の声を聞きながら施策の進行管理、点検を図っ
ていく。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 888 888 0 0 934 934

326
【新】不登校・ひきこもり青少年自立
支援事業

フリースクール等民間施設に通っている青少年を対象に、自立に必要な積極性や社会性を養う
ため、グループ活動や様々な体験活動を青少年の状況に応じて企画・実施し､学校や社会復帰
の支援を行う。また、フリースクール等民間施設と関係機関との接点づくりやネットワークづくりを
推進する。

0

4,649 4,649 0 4,649 3,867 3,867 244 4,111 8,516 8,516 244 8,760
不登校児
童数 2,930 10,705 27.4% 1,272 1,272 0 1,272 2,331 2,331 67 2,398

328
訪日青年交流事業

府内の青少年が、訪日外国青少年との共同作業や意見交換会などの体験型交流プログラムを
通じて、国際理解と社会参加活動の意識高揚を図る｡

0
783 783 0 783 651 651 41 692 1,434 1,434 41 1,475

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 221 221 0 221 404 404 12 416

329 青少年国際交流ボランティアバンク
の運営

来阪する外国青年にホームステイのためのホストファミリーや見学案内のための通訳、交流会に
おける技術提供者（茶道、華道他）等のボランティアを斡旋する「青少年国際交流ボランティアバ
ンク」を大阪府青少年育成センターに設置している。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

330
【新】青少年育成地域国際交流リー
ダー養成事業

青少年が国際的視野を持ち、他者との共存・平和を思いやり、異なる文化や価値観を理解・尊重
し、自分の意志を表現できる能力を育むため、青少年が国際交流事業に参加する機会を提供す
るとともに、地域で積極的に活動する青少年育成の新しい担い手として国際交流事業を実践で
きる地域リーダーを養成する。

0

1,676 1,676 3,150 4,826 1,394 1,394 253 1,647 3,070 3,070 3,403 6,473
青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 472 472 888 1,360 865 865 959 1,824

331
総合学科教育指導事業 総合学科について、生徒の出欠管理をコンピュータで行う。 0

8,539 8,539 0 8,539 7,102 7,102 448 7,551 15,641 15,641 448 16,090
学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 1,909 1,909 0 1,909 3,497 3,497 100 3,598

332
府立高校特色づくり・再編整備事業

府立高校の特色づくりと併せて、再編整備の推進を図る。〔全日制、多部制単位制高校（クリエイ
ティブスクール）、夜間定時制等〕

0
1,743,420 1,404,141 199,500 1,942,920 1,450,093 1,167,897 101,996 1,552,089 3,193,513 2,572,038 301,496 3,495,009

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 389,833 313,969 44,609 434,442 714,077 575,114 67,415 781,493

333
全日制府立高等学校の特色づくり

生徒一人ひとりが興味・関心、能力・適性、進路希望等に対応し、多様な学習と幅広い進路選択
ができるよう、校長のリーダーシップの下、計画的に高等学校の特色づくりを推進する学校全体
の取組に対し、予算面で支援する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

334
中高一貫教育推進事業

能勢地域において平成16年度から連携型中高一貫教育の実施及び府立能勢高校の総合学科
への改編を行う。

0
26,445 26,445 1,050 27,495 21,996 21,996 1,443 23,439 48,441 48,441 2,493 50,934 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

335 スーパー･サイエンス･ハイスクール
事業

科学技術、理科、数学教育に関する教育課程等の改善に資する実証的資料を得るため、府立
高校において研究開発校を指定し、事業を実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

336 大阪府産業教育フェア開催助成事
業

大阪府内の専門高校等（工業・農業・総合学科等）の学習成果を発表する場としてのフェアの開
催事業費を補助する。

0
1,000 1,000 0 1,000 832 832 52 884 1,832 1,832 52 1,884

学校数（専
修学校） 151 239 63.2% 632 632 0 632 1,157 1,157 33 1,190

337 次代をリードする人材育成推進事
業

２１世紀をリードする創造力溢れた人材や先端的な科学技術を支える人材などを育成し、その実
践成果を他の高等学校の教育活動に提供する。

0
4,006 4,006 0 4,006 3,332 3,332 210 3,542 7,338 7,338 210 7,548

学校数（高
校） 100 294 34.0% 1,363 1,363 0 1,363 2,496 2,496 72 2,567

338
外国人英語講師（T-NET)派遣事業

英語によるコミュニケーション能力の育成と国際理解教育を推進するため、語学学校等に勤務す
る外国人を英語講師として府立高校に派遣する。

0
73,244 73,244 5,250 78,494 60,921 60,921 4,121 65,041 134,165 134,165 9,371 143,535

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 16,378 16,378 1,174 17,551 30,000 30,000 2,095 32,095

339 大阪府外国人英語指導員（NET）配
置事業

外国語によるコミュニケーション能力の育成と異文化理解を目的とし、JETプログラムを補完する
事業として大阪府内及び近隣府県に在住する英語を母国語とする外国人を英語指導員（NET)と
して府立学校に配置する。

0
145,035 145,035 5,250 150,285 120,633 120,633 7,889 128,523 265,668 265,668 13,139 278,808

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 32,430 32,430 1,174 33,604 59,404 59,404 2,938 62,342

340 外国青年「外国語指導助手（ALT)」
等招致事業

外国語によるコミュニケーション能力の育成と異文化理解を目的とし、国のJETプログラムを活用
し、語学指導を行う外国青年（ALT）を招致し、府立学校に配置する。

0
476,906 475,516 5,250 482,156 396,668 395,511 25,311 421,979 873,574 871,027 30,561 904,135

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 106,637 106,327 1,174 107,811 195,333 194,764 6,834 202,167

341
学校支援人材バンク活用事業

教育活動の多様化・活性化を図るため､優れた知識や技能を有する社会人を学校教育に活用す
る。

0
116,355 116,355 4,200 120,555 96,779 96,779 6,329 103,107 213,134 213,134 10,529 223,662

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 35,135 35,135 1,268 36,404 64,359 64,359 3,179 67,539

342
大阪府高等学校芸術文化振興事業

府内の高校（養護教育諸学校の高等部を含む）の生徒の芸術文化活動の健全な発展と本府に
おける芸術文化の振興に寄与することを目的として、大阪府高等学校芸術文化連盟の活動を支
援する。

0
2,380 2,380 1,050 3,430 1,980 1,980 180 2,160 4,360 4,360 1,230 5,590

学校数（高
校） 100 294 34.0% 810 810 357 1,167 1,483 1,483 418 1,901

343 府立高等学校合同学校説明会開催
事業

小・中学校の生徒・保護者等に対し、市町村や学区等の地域単位で、府立高等学校が合同で学
校説明会を開催することで、複数校の情報を同時に提供し、効率的に高等学校の情報提供を行
う。

0
3,555 3,555 1,050 4,605 2,957 2,957 242 3,199 6,512 6,512 1,292 7,804

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 795 795 235 1,030 1,456 1,456 289 1,745

344
体験入学推進事業

中学校の生徒、教員、保護者に対し、各高等学校における特色ある取り組みについて周知し、中
学生の進路選択に資するとともに、学校生活に対する不適応に起因する中退等の防止を図る。

0
7,951 7,951 1,050 9,001 6,613 6,613 473 7,086 14,564 14,564 1,523 16,087

学校数（中
学校） 150 527 28.5% 2,263 2,263 299 2,562 4,145 4,145 433 4,579

345
学校支援人材バンク活用事業( 部
活動）

教育活動の多様化・活性化を図るため､優れた知識や技能を有する社会人を学校教育に活用す
る。

0
82,382 29,160 4,200 86,582 68,521 24,254 4,545 73,067 150,903 53,414 8,745 159,649

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 24,877 8,805 1,268 26,145 45,568 16,129 2,641 48,209

346
府立高校大規模改造事業

建築後、概ね20～30年以上経過した建物で、著しい損耗又は機能低下している建物を対象と
し、屋上防水　サッシ取り替え、外壁補修等により施設本来の耐久性確保及び教育環境の改善
を図る。

0
506,599 255,444 42,000 548,599 421,365 212,466 28,799 450,164 927,964 467,910 70,799 998,763

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 113,277 57,118 9,391 122,668 207,495 104,626 15,831 223,326

371
定時制・通信制高校生徒に対する
就学奨励事業

定時制及び通信制高校に在学する勤労青少年の就学を奨励し、生徒の経済的負担を軽減する
ことにより学業の継続を図り､中途退学の防止に資するため､就学奨励費の貸与、教科書の無償
給与及び給食費の補助を行う。

0
103,671 53,897 5,775 109,446 86,229 44,829 5,746 91,974 189,900 98,726 11,521 201,420

生徒数（定
時制・通信
制高校） 10,874 40,941 26.6% 27,535 14,315 1,534 29,069 50,438 26,222 3,060 53,498

372

進路選択支援事業

全ての子ども達が家庭事情や経済的理由により進学をあきらめることなく、また、進学後におい
ても中退することなく、卒業から就職へ子ども達それぞれの夢や希望を実現することを支援する
ため、相談活動等を通じ奨学金活用や進学後の継続相談、さらには自主活動や学習機会等の
情報提供などを行い、自立心や自己責任の意識を育て、主体的な進路選択の実現を図る。

0

43,999 43,999 5,250 49,249 36,596 36,596 2,585 39,182 80,595 80,595 7,835 88,431
学校数（高
校） 100 294 34.0% 14,966 14,966 1,786 16,751 27,413 27,413 2,665 30,078

374 義務就学指導事業（中学校夜間学
級就学援助費補助）
【夜間中学生に対する就学援助補
助事業】

中学校夜間学級を設置し、経済的に就学が困難な生徒の就学援助を実施する市に対して就学
援助費補助金を交付する。

0

2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210
学校数（中
学校） 150 527 28.5% 0 0 598 598 0 0 629 629

375 学校給食指導充実事業(市立高校
定時制課程生徒への援助費補助
金)

定時制課程の学校給食援助を実施する高校がある市に対して国の補助金を交付する。 0
4,424 0 0 4,424 3,680 0 232 3,912 8,104 0 232 8,336

生徒数（定
時制市立
高校） 1,738 2,669 65.1% 2,881 0 0 2,881 5,277 0 151 5,428

376
学校給食実施事業(府立高校定時
制課程生徒の給食実施事業)

府立高校定時制課程においてデリバリー給食を実施する。 0
101,746 96,644 13,125 114,871 84,627 80,384 6,030 90,658 186,373 177,028 19,155 205,529

生徒数（定
時制府立
高校） 1,738 6,851 25.4% 25,811 24,517 3,330 29,141 47,280 44,909 4,859 52,140

377
府立高等学校授業料の減免 授業料の納入が困難な者に対し、減額・免除を行う 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
生徒数（府
立高校） 28,853 134,452 21.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

378
【新】乳幼児虐待予防対策事業

保健医療従事者に対し、保健医療分野での乳幼児虐待、とりわけネグレクト（養育放棄、怠慢）
の発見や予防のための支援体制を整備する。

0
2,527 2,527 3,150 5,677 2,102 2,102 298 2,400 4,629 4,629 3,448 8,077 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 663 663 826 1,489 1,214 1,214 904 2,118
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
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e
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d/e
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事業費(当
初予算)

a''

うち一般
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b''

人件費
c''
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a''+c''

事業費(当
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人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

379
家庭訪問等支援事業

地域で家庭訪問による育児支援や相談等を行う「家庭支援員」を配置し、必要な相談援助を行
う。

1
1,362 454 1,362 1,133 378 72 1,204 2,495 832 72 2,566 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

380
地域虐待防止ネットワーク推進事業

地域における虐待の未然防止を一層推進するため、全市町村でのネットワークの設置・運営を
促進する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 551 551 0 0 580 580

381
里親支援事業（専門里親養成事業）

被虐待児に対し、家庭できめ細やかなサービスを提供し、自立を促進するため、専門的技術を
持った専門里親を養成する。

1
734 493 1,050 1,784 611 410 94 704 1,345 903 1,144 2,488 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

382
緊急対応等基盤整備事業

虐待の通報を確実に受信するとともに、迅速に安全確認や児童の緊急保護を行えるよう、子ども
家庭センターに虐待専用電話、緊急出動用車両の整備を図る。

1
3,282 3,282 2,100 5,382 2,730 2,730 283 3,012 6,012 6,012 2,383 8,394 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

383
関係機関連携強化事業

児童福祉に携わる医師や保健師、福祉関係者等を対象に研修事業を実施することにより、関係
機関の連携の強化を図る。

1
1,652 1,102 2,100 3,752 1,374 917 197 1,571 3,026 2,019 2,297 5,323 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

384
子どもの育成支援事業

被虐待児の早期発見・治療を行うため、学校派遣相談事業等を行うとともに、子どもの悩み相談
フリーダイヤルを運営する児童環境づくり推進機構に対して補助する。

0
2,143 1,072 1,050 3,193 1,782 892 168 1,950 3,925 1,964 1,218 5,143 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 562 281 275 837 1,030 515 319 1,349

385
子ども家庭センター運営費 援護が必要な児童を保護するため、助言、指導、児童福祉施設への入所措置等を行う。 1

122,339 84,561 2,121,000 2,243,339 101,756 70,334 117,767 219,523 224,095 154,895 2,238,767 2,462,862 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
386 子ども虐待防止アドバイザー推進

事業

児童虐待の発生防止、早期発見等を図るとともに、地域において子育てに関する問題を解決す
る能力を高めるため、親と子、それぞれの年齢層に合わせて気軽に相談できるボランティアを養
成するとともに、活動支援を行う。

1
3,190 2,571 2,100 5,290 2,653 2,138 278 2,931 5,843 4,709 2,378 8,221 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

387 児童虐待危機介入援助チーム設置
費

増大、深刻化する児童虐待に的確に対応するため、弁護士、医師からなる危機介入援助チーム
を設置し、子ども家庭センターと連携して、虐待を受ける子どもの救済、援助を行う。

0
5,352 4,067 2,100 7,452 4,452 3,383 391 4,843 9,804 7,450 2,491 12,295 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,404 1,067 551 1,955 2,571 1,954 653 3,225

388
早期家庭復帰対策事業

虐待する保護者を対象にカウンセリング等を実施することにより、親子関係の改善等を行うこと
により、被虐待児の早期家庭復帰を図る。

1
4,768 2,343 2,100 6,868 3,966 1,949 361 4,326 8,734 4,292 2,461 11,194 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

389
【新】子ども家庭センター機能強化
事業

各子ども家庭センターの組織体制を強化（「非行防止子ども家庭支援チーム（仮称）」を設置）し、
非行問題への相談、心理治療等を要する子どもへの対応、非行の背景となる虐待や経済的困
難等複雑な問題を抱える家庭の調整など、個々の子どもと家庭の事情に即したきめ細かな援助
に力点をおいた支援を行う。

1

2,642 2,642 147,000 149,642 2,197 2,197 7,856 10,053 4,839 4,839 154,856 159,695 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
390 児童養護施設心理療法機能強化事

業
児童虐待により心的外傷を受けた児童に対し、より継続的かつきめ細やかな治療等を実施する
ため、心的療法担当職員の常勤化を推進する。

1
3,520 1,174 2,100 5,620 2,928 976 295 3,223 6,448 2,150 2,395 8,843 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

398
老人保健サービス推進事業

市町村が行う健康診査の受診を促進するための啓発事業及び老人保健事業における先駆的事
例の検討を行う。

0
5,979 0 4,200 10,179 4,973 0 534 5,507 10,952 0 4,734 15,686

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,022 0 1,420 3,442 3,703 0 1,601 5,304

399

老人保健市町村総合支援事業

府民の健康の維持と生活習慣病の予防や早期発見のため、地域住民が市町村保健センターや
身近な医療機関で基本健康診査、がん検診と同時に歯周疾患検診、骨粗鬆症検診を受けること
ができる「健やかドック事業」や検診後指導として医師から生活習慣病改善の指導箋を交付する
「強化型生活習慣改善指導事業」を行う市町村に対し補助を行う。

0

100,000 100,000 1,050 101,050 83,175 83,175 5,305 88,480 183,175 183,175 6,355 189,530
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 33,815 33,815 355 34,170 61,941 61,941 2,149 64,090

400
老人保健事業

壮年期からの健康づくりと生活習慣病の予防、早期発見、早期治療を図るため、市町村が実施
する医療等以外の老人保健事業に要する経費について補助する。

0
1,574,954 1,574,954 10,500 1,585,454 1,309,971 1,309,971 83,231 1,393,202 2,884,925 2,884,925 93,731 2,978,656

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 532,572 532,572 3,551 536,122 975,539 975,539 31,695 1,007,234

401
【新】がん検診強化促進事業

大阪府においては、がんの早期発見につながる「検診受診率」が全国平均を下回っていることか
ら、がん検診受診率の向上を図り、効果的効率的ながん検診手法の導入や室の高い検診の導
入を市町村に促進する。

0
136,214 36,464 10,500 146,714 113,296 30,329 7,702 120,998 249,510 66,793 18,202 267,712 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 40,203 10,762 3,099 43,302 73,642 19,714 5,372 79,014

402 老人医療費公費負担事業（医療費
本体助成、一部負担金相当額等助
成）

65歳以上の市町村民税非課税世帯の高齢者等の医療費の一部を助成することにより、健康保
持と経済的負担を軽減する老人医療費助成事業を市町村が実施できるよう、補助金を交付す
る。

0
13,062,632 13,062,632 10,500 13,073,132 10,864,870 10,864,870 686,292 11,551,162 23,927,502 23,927,502 696,792 24,624,294

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 4,417,136 4,417,136 3,551 4,420,687 8,091,098 8,091,098 235,621 8,326,719

403 老人医療費公費負担事業（国民健
康保険事業費補助金・医療費波及
分補助金）

単独医療費助成事業の実施により、国から減額された国庫負担金及び国民健康保険事業にお
いて増加する市町村等保険者の医療費負担の軽減を行う。

0
1,147,784 1,147,784 1,050 1,148,834 954,672 954,672 60,310 1,014,981 2,102,456 2,102,456 61,360 2,163,815

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 388,124 388,124 355 388,479 710,947 710,947 20,749 731,695

404 老人医療費公費負担事業（老人保
健法に基づく府費負担金）

老人保健法の規定に基づき、７５歳以上の高齢者及び６５歳～７４歳の一定の障害を有する者
等の健康保持と適切な医療の確保を図るため、対象者に係る医療費の一定割合を実施主体で
ある市町村に負担金として交付する。

0
40,096,282 40,096,282 10,500 40,106,782 33,350,162 33,350,162 2,105,461 35,455,623 73,446,444 73,446,444 2,115,961 75,562,405

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 13,558,580 13,558,580 3,551 13,562,130 24,835,955 24,835,955 715,513 25,551,469

405
【新】福祉医療制度再構築関連費

福祉医療制度再構築の円滑実施のために必要な事業の実施、関係機関への費用負担等を行
う。

0
160,000 160,000 1,050 161,050 133,080 133,080 8,455 141,535 293,080 293,080 9,505 302,585 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47,223 47,223 310 47,533 86,501 86,501 2,805 89,306

406
【新】福祉医療制度推進事業

市町村が実施する各医療費助成事業の円滑な運営を支援するため、各医療関係団体が医療費
助成事業の推進に取り組む啓発普及等事業を補助する。

0
48,095 48,095 1,050 49,145 40,003 40,003 2,580 42,583 88,098 88,098 3,630 91,728 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 14,195 14,195 310 14,505 26,002 26,002 1,071 27,073

407

人材ニーズ発掘事業

中高年齢者等の就職を促進するため、中高年の失業者を求人開拓員として期間雇用し、中高年
齢者等の求職の受け皿となる府内企業を訪問することにより、求人情報の開拓等を行う。また障
害者雇用促進事業への参加勧奨及び情報提供を行う。さらに、再就職支援会社も活用し、求職
者に応じたきめ細かな求人開拓を行う。

0

82,062 0 1,050 83,112 68,255 0 4,363 72,618 150,317 0 5,413 155,730
中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 23,833 0 305 24,138 43,656 0 1,572 45,228

410
ジョブカウンセリング事業

中高年齢者等の雇用の安定を図るため、府内事業主及び労働者等に対し、職業相談室を設置
し、カウンセラーによる職業相談等を実施する。

0
2,656 2,656 2,100 4,756 2,209 2,209 250 2,459 4,865 4,865 2,350 7,215

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 771 771 610 1,381 1,413 1,413 682 2,095

411 中高年齢者等就職促進費(求人啓
発事業)

就職困難者の円滑な就職促進と公正な採用選考が行われるよう、企業等に対し、啓発講演会や
講習会などを実施する。

0
16,288 16,288 49,350 65,638 13,548 13,548 3,446 16,993 29,836 29,836 52,796 82,631

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 4,730 4,730 14,332 19,063 8,665 8,665 15,333 23,998

412
長寿社会対策推進本部の運営

誰もが健康でよろこびあえる長寿社会づくりを推進するため、長寿社会対策に関する施策を総合
的かつ効果的に実施する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

414
高齢者保健福祉計画等推進事業

「ふれあいおおさか高齢者計画2003」の進行管理及び見直しに向けた検討を行うとともに、大阪
府高齢者保健福祉計画推進委員会を運営する。

0
7,140 0 3,150 10,290 5,939 0 540 6,479 13,079 0 3,690 16,769

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,414 0 1,065 3,480 4,423 0 1,248 5,670

415
高齢者保健福祉月間行事推進費

多年にわたって社会に貢献してきた高齢者の長寿を祝うとともに、広く敬愛の思想を普及し、高
齢者の積極的な社会参加を促進する。

1
1,029 0 2,100 3,129 856 0 164 1,020 1,885 0 2,264 4,149

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

416
【新】高齢者虐待防止推進事業

高齢者虐待の未然防止、早期発見と適切な対応を図るため、保健・医療・福祉をはじめとする関
係者、関係機関の連携による推進体制を構築するとともに、人材養成等の市町村に対する支援
やシンポジウムの開催を通じた虐待防止の機運醸成に取り組む。

0
10,077 0 10,500 20,577 8,382 0 1,080 9,462 18,459 0 11,580 30,039

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,408 0 3,551 6,958 6,242 0 3,916 10,158

417 【新】ユニバーサルデザイン社会実
現に向けた高齢者の生活調査事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

「ユニバーサルデザイン社会」実現に向け、行政サービスや民間サービスの改善、開発に資する
ため、一人暮らし高齢者等の生活実態や生活ニーズを把握するための調査研究事業を実施す
る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 710 710 0 0 747 747

418
老人日常生活用具給付事業

ひとり暮らしの高齢者等に対し、介護保険制度において、福祉用具貸与･購入の対象とならない
電磁調理器等の日常生活用具を給付･貸与する市町村に助成する。

0
14,009 7,005 2,100 16,109 11,652 5,826 846 12,498 25,661 12,831 2,946 28,607

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 4,737 2,369 710 5,447 8,677 4,339 996 9,673

419
高齢者在宅生活総合支援事業

配食サービスなどの介護保険外サービスや保険給付対象外の高齢者に対する各種在宅保健福
祉サービスなどを市町村が地域の実情に応じて実施できるよう、メニュー方式による総合的な補
助制度で支援する。

0
2,604,198 1,279,954 31,500 2,635,698 2,166,047 1,064,604 138,365 2,304,411 4,770,245 2,344,558 169,865 4,940,109

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 880,611 432,817 10,652 891,263 1,613,061 792,814 57,440 1,670,501

420
街かどデイハウス支援事業

高齢者に対する在宅福祉を充実するため、日帰りサービスを提供する民間非営利団体に助成す
る市町村に対して補助する。

0
588,841 588,841 15,750 604,591 489,770 489,770 31,739 521,509 1,078,611 1,078,611 47,489 1,126,100

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 199,117 199,117 5,326 204,443 364,733 364,733 16,058 380,791

421
在宅介護支援センター運営事業

高齢者に対する在宅福祉を充実するため、在宅介護支援センターを運営する市町村に対して補
助する。

0
754,713 251,571 10,500 765,213 627,734 209,245 40,171 667,905 1,382,447 460,816 50,671 1,433,118

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 255,207 85,069 3,551 258,757 467,475 155,825 17,134 484,610

422
高齢者引きこもり対策事業

高齢者の孤独死等の事故防止や介護予防等を図るため、老人福祉センター等を拠点として活動
し、自宅に引きこもりがちな高齢者を地域の様々な高齢者保健福祉事業に誘導するサポーター
を養成する。

0
3,000 3,000 1,050 4,050 2,495 2,495 213 2,708 5,495 5,495 1,263 6,758

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,014 1,014 355 1,370 1,858 1,858 427 2,285

423
高齢者住宅対策費 高齢者住宅整備資金貸付金の債権管理を行う。 0

557 557 3,150 3,707 463 463 195 658 1,020 1,020 3,345 4,365
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 188 188 1,065 1,254 345 345 1,131 1,476

424 高齢者円滑入居登録住宅バリアフ
リーリフォーム補助事業

高齢者円滑入居登録住宅の共用部分のバリアフリーリフォームに補助を行うことにより、高齢者
に適した良質な居住環境を確保する。

0
30,000 0 6,300 36,300 24,953 0 1,906 26,858 54,953 0 8,206 63,158

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,145 0 2,130 12,275 18,582 0 2,775 21,357

425
高齢者居住法関連事務事業

高齢者に対する賃貸住宅情報を提供するため、高齢者の入居を拒まない賃貸住宅の登録・閲覧
事務を行う。

0
180 0 13,650 13,830 150 0 726 876 330 0 14,376 14,706

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 61 0 4,616 4,677 111 0 4,861 4,973

426 高齢者向け優良賃貸住宅供給促進
事業

高齢者向けの良質な賃貸住宅の供給促進を図るため、住宅を建設する土地所有者等に対し、
供給計画を認定し、建設費及び家賃減額補助に対する助成を行う。

0
870,829 435,420 20,790 891,619 724,314 362,161 46,807 771,121 1,595,143 797,581 67,597 1,662,740

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 294,471 147,238 7,030 301,501 539,398 269,703 22,858 562,256

429
府営住宅高齢化等対策事業

既設府営住宅において、高齢者等の生活に配慮し、住戸内部において床段差の解消、手すり設
置等を行う。また、団地内の住棟アプローチ及び住宅敷地内主要通路部分の段差整備等を行
う。

0
778,050 61,500 15,750 793,800 647,145 51,153 41,672 688,816 1,425,195 112,653 57,422 1,482,616

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 82,716 6,538 1,674 84,391 151,516 11,976 6,105 157,620

439
地域リハビリテーション推進事業

障害者（児）や高齢者の自立と社会参加を支援するため、身近な地域におけるリハビリテーショ
ンを充実するとともに、保健・医療・福祉のサービスを切れ目なく効果的に提供する地域リハビリ
テーションシステムの構築を図る。

1
25,763 13,760 114,450 140,213 21,428 11,445 7,361 28,789 47,191 25,205 121,811 169,002 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

440
かかりつけ歯科医機能支援事業

「かかりつけ歯科医」機能の普及定着を図るため、かかりつけ歯科医機能推進委員会の設置、
運営や研修、広報活動等を実施する市町村に対し補助する。

0
8,000 8,000 3,150 11,150 6,654 6,654 585 7,239 14,654 14,654 3,735 18,389 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,361 2,361 930 3,291 4,325 4,325 1,102 5,428
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

441
在宅寝たきり老人等訪問歯科事業

在宅寝たきり老人等要介護者の口腔衛生の向上を図るため、歯科医師、歯科衛生士による訪
問歯科事業等を実施する市町村に対し補助する。

0
17,612 17,612 3,150 20,762 14,649 14,649 1,090 15,739 32,261 32,261 4,240 36,501

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 5,956 5,956 1,065 7,021 10,909 10,909 1,434 12,343

442
【新】脳卒中等地域リハビリテーショ
ン支援実践モデル事業

脳卒中患者等の自立と社会参加を支援するため、保健所と医療機関等との連携を強化し、発症
早期に患者・家族に対して急性期・回復期・維持期の地域リハビリテーション情報を提供するとと
もに、地域支援センター等と連携して、介護予防対策の充実及び保健、医療、福祉のサービスを
切れ目なく効果的に提供する地域ケア支援体制を整備する。

0

7,073 7,073 18,900 25,973 5,883 5,883 1,363 7,246 12,956 12,956 20,263 33,219 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,088 2,088 5,578 7,666 3,824 3,824 5,981 9,805
443

在宅医療推進事業
在宅寝たきり高齢者等の在宅医療を推進するため、郡市区医師会が実施する紹介窓口の設置
や在宅医療協力医の登録事業等に対し補助する。

0
172,000 172,000 10,500 182,500 143,061 143,061 9,581 152,642 315,061 315,061 20,081 335,142

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 58,162 58,162 3,551 61,712 106,538 106,538 6,790 113,328

444 かかりつけ医推進事業（地域医療
連携推進事業）

かかりつけ医制度の定着を図るため、郡市区医師会に対し、かかりつけ医や府民を対象とする
研修や講演会の開催等を委託する。

0
8,000 8,000 4,200 12,200 6,654 6,654 640 7,294 14,654 14,654 4,840 19,494 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,361 2,361 1,240 3,601 4,325 4,325 1,429 5,754

447
老人性痴呆疾患センター事業

市町村が行う、高齢者やその家族に対する痴呆に関する正しい知識の付与、相談対応等につい
て、技術援助を行う業務を、老人性痴呆疾患センターに委託し、地域の痴呆性高齢者等の保健
医療・福祉サービスの向上を図る。

0
32,271 16,158 2,100 34,371 26,841 13,439 1,804 28,646 59,112 29,597 3,904 63,017

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,912 5,464 710 11,623 19,989 10,008 1,320 21,309

448 【新】痴呆性高齢者グループホーム
外部評価調査員養成事業

グループホームの外部評価に必要な評価調査員の養成研修を実施し、外部評価システムの基
盤整備を図る。

0
1,798 1,759 10,500 12,298 1,495 1,463 646 2,141 3,293 3,222 11,146 14,439

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 608 595 3,551 4,159 1,114 1,090 3,769 4,883

449 痴呆性高齢者向けグループホーム
（改修型）整備事業

高齢者が要介護状態になっても地域住民に支えられながら、住み慣れた地域で暮らし続けるこ
とができるよう、NPO法人が民家を改修して痴呆性高齢者向けグループホームを整備する場合
に府単独の助成を行う。

0
90,000 90,000 5,350 95,350 74,858 74,858 5,006 79,863 164,858 164,858 10,356 175,213

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 30,434 30,434 1,809 32,243 55,747 55,747 3,502 59,248

450 痴呆性高齢者向けグループホーム
整備促進事業

痴呆の進行を遅らせ症状を安定させるため、社会福祉法人等が設置する痴呆性高齢者グルー
プホームに対して整備助成を行う。

0
463,452 33,485 463,452 385,477 27,851 24,330 409,807 848,929 61,336 24,330 873,259

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 156,717 11,323 0 156,717 287,066 20,741 8,227 295,293

452 社会福祉施設機能強化事業（痴呆
性老人加算）

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 0
11,040 11,040 1,050 12,090 9,183 9,183 635 9,817 20,223 20,223 1,685 21,907

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,733 3,733 355 4,088 6,838 6,838 570 7,408

454
老人保護措置費

老人福祉法に基づき、市町村が措置した高齢者のうち、居住地が明らかでない高齢者及び福祉
事務所を設置していない町村に対し、措置に要する経費を交付する.

0
113,989 113,989 1,050 115,039 94,811 94,811 6,039 100,850 208,800 208,800 7,089 215,889

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 38,545 38,545 355 38,901 70,606 70,606 2,397 73,003

455 老人保健施設整備資金借入金利子
補助事業費

高齢者に対する施設サービスを充実するため、老人保健施設を建設する医療法人等に対して補
助する。

0
147,477 147,477 1,050 148,527 122,664 122,664 7,797 130,461 270,141 270,141 8,847 278,988

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 49,869 49,869 355 50,224 91,348 91,348 2,992 94,340

456
介護老人保健施設等補助金

高齢者に対する施設福祉を充実するため、介護老人保健施設を建設する社会福祉法人等に対
して補助する。

0
252,018 53 21,000 273,018 209,616 44 14,332 223,949 461,634 97 35,332 496,967

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 85,220 18 7,101 92,321 156,102 33 11,948 168,050

457 老人福祉施設運営助成費（軽費老
人ホーム事務費補助金）

軽費老人ホーム入所者の経済的負担を軽減するため、施設を運営する社会福祉法人等に対し
て補助する。

0
3,004,783 3,004,783 2,100 3,006,883 2,499,234 2,499,234 157,850 2,657,085 5,504,017 5,504,017 159,950 5,663,968

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,016,069 1,016,069 710 1,016,779 1,861,186 1,861,186 54,087 1,915,274

458 老人福祉施設整備助成事業（ケア
ハウス）

高齢者に対する施設福祉を充実するため、ケアハウスを建設する社会福祉法人に対して補助す
る。

0
1,473,003 144,003 18,900 1,491,903 1,225,173 119,775 78,319 1,303,493 2,698,176 263,778 97,219 2,795,396

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 498,097 48,695 6,391 504,488 912,390 89,197 32,875 945,265

459 老人福祉施設整備助成事業（デイ
サービスセンター）

高齢者に対する在宅福祉を充実するため、デイサービスセンターを建設する社会福祉法人等に
対して補助する。

0
1,099,283 92,446 6,300 1,105,583 914,331 76,892 58,039 972,370 2,013,614 169,338 64,339 2,077,953

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 371,723 31,261 2,130 373,854 680,905 57,262 21,756 702,661

460 老人福祉施設整備助成事業（大規
模改修）

高齢者に対する施設福祉を充実するため、特別養護老人ホーム等の大規模改修を行う社会福
祉法人等に補助する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

461 老人福祉施設整備助成事業（特別
養護老人ホーム）

高齢者に対する施設福祉を充実するため、特別養護老人ホームを建設する社会福祉法人等に
対して補助する。

0
8,222,737 698,222 14,700 8,237,437 6,839,278 580,748 432,436 7,271,713 15,062,015 1,278,970 447,136 15,509,150

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,780,523 236,104 4,971 2,785,494 5,093,229 432,484 151,199 5,244,428

462 老人福祉施設等の開設･指導等業
務

介護保険施設以外の老人福祉施設を開設する社会福祉法人等に対して、開設及び運営の適正
化のために指導を行う。

1
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

463 生活支援ハウス（高齢者生活福祉
センター）整備促進及び同運営費補

高齢者に対する施設福祉を充実するため、生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）を整備し
運営する社会福祉法人に対して補助する。

0
62,777 20,929 10,500 73,277 52,215 17,408 3,847 56,062 114,992 38,337 14,347 129,339

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 21,228 7,077 3,551 24,779 38,885 12,964 4,851 43,736

464
圏域調整会議施設部会の運営

介護保険施設等の整備計画を達成させるため各圏域ごとに、圏域内の施設の整備に関する広
域調整、意見交換等を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 710 710 0 0 747 747

465
【新】ユニットケア施設研修等事業

ユニットケアの特徴を活かしたサービス提供を確保するため、ユニットケアを導入する特別養護
老人ホームの管理者等に対して研修を実施する。

0
11,340 5,670 5,250 16,590 9,432 4,716 871 10,303 20,772 10,386 6,121 26,893

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,835 1,917 1,775 5,610 7,024 3,512 2,070 9,094

466
介護支援専門員研修・支援事業

介護支援専門員の資質向上を図るため、研修等の養成を行うとともに、介護支援専門員の活動
に対する支援を行う。

0
28,142 0 28,142 23,407 0 1,477 24,885 51,549 0 1,477 53,027

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 9,516 0 0 9,516 17,431 0 500 17,931

467
認定調査員等研修事業

要介護認定等の事務が公平・公正かつ適正に行われるよう、認定審査会委員、認定調査員、主
治医に対する研修を実施する。

0
5,007 0 5,007 4,165 0 263 4,427 9,172 0 263 9,434

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,693 0 0 1,693 3,101 0 89 3,190

468
低所得者利用者負担対策事業

国の特別対策に基づき、低所得者がサービスを利用できるよう、低所得者の利用料負担につい
て軽減措置を行う市町村に対し助成する。

0
401,466 133,823 1,050 402,516 333,920 111,308 21,131 355,051 735,386 245,131 22,181 757,567 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 118,491 39,497 310 118,801 217,045 72,349 6,546 223,592

469 居宅介護支援事業者、居宅サービ
ス事業者指定・指導監査事業

介護保険法に基づく指定居宅介護支援事業者及び居宅サービス事業者の指定を行うとともに、
介護給付費等対象サービスの質の確保及び給付の適正化を図るため、指定居宅介護支援事業
者及び指定居宅サービス事業者の指導監査を行う。

0
10,760 10,760 213,150 223,910 8,950 8,950 11,754 20,704 19,710 19,710 224,904 244,614

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,638 3,638 72,077 75,715 6,665 6,665 76,052 82,716

470
介護保険審査会運営業務

介護保険法において、保険者の行った要介護認定等の行政処分に対する審査請求の審理・裁
決を行う第三者的機関である介護保険審査会を適切に運営するとともに審査会委員、専門調査
員等の資質の向上を図る。

0
15,982 15,982 63,000 78,982 13,293 13,293 4,146 17,439 29,275 29,275 67,146 96,421

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 5,404 5,404 21,303 26,708 9,899 9,899 22,706 32,605

471
介護給付費負担金事業

介護保険法の規定により、保険者である市町村の給付に要する費用の12．5％を府が負担す
る。

0
45,489,115 45,489,115 12,600 45,501,715 37,835,661 37,835,661 2,388,675 40,224,336 83,324,776 83,324,776 2,401,275 85,726,051

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 15,382,169 15,382,169 4,261 15,386,430 28,176,319 28,176,319 811,992 28,988,312

472
介護支援専門員名簿作成事業

介護支援専門員名簿の作成及び管理並びに登録証明書の交付等により介護支援専門員の機
能的な管理を行う。

0
329 -111 1,050 1,379 274 0 72 346 603 -111 1,122 1,725

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 111 -38 355 466 204 -38 380 583

473 介護保険関連情報ネットワーク整備
事業

ワムネットによる介護保険事業者等の情報入力、更新を行う。 0
487 487 0 487 405 405 26 431 892 892 26 918

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 165 165 0 165 302 302 9 310

475 介護保険財政安定化基金設置運営
費

介護保険法の規定により、一定の事由により市町村の介護保険財政に不足が生じた場合に資
金の交付又は貸付を行うための基金を設置･運営する。

0
1,053,438 336,004 2,100 1,055,538 876,199 279,472 55,412 931,611 1,929,637 615,476 57,512 1,987,149

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 356,221 113,620 710 356,931 652,508 208,124 19,448 671,956

476
介護保険指導事業

介護保険の保険者である市町村及びくすのき広域連合について、保険事業運営の適正化を図
るため保険者に対する実地指導・監査等を行い、介護保険事業の適正な執行を期する。

0
1,509 1,509 63,000 64,509 1,255 1,255 3,386 4,642 2,764 2,764 66,386 69,151

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 510 510 21,303 21,814 935 935 22,449 23,383

477
市町村等支援事業

介護保険関連事務については全市町村共通であり、制度の円滑な運営を図るため、市町村の
事務が効率的かつ効果的に進むよう、府が支援を行う。

0
4,398 3,313 14,700 19,098 3,658 2,756 1,003 4,661 8,056 6,069 15,703 23,759

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,487 1,120 4,971 6,458 2,724 2,052 5,310 8,034

478
市町村要介護認定事務支援事業

市町村において公平･公正な要介護認定が実施されるよう、要介護認定にかかる指針を示すと
ともに、国の対応方針をふまえた技術的な助言を行う。

0
13,650 13,650 0 0 717 717 0 0 14,367 14,367

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 4,616 4,616 0 0 4,858 4,858

479 【新】介護保険事業者管理システム
構築事業

事業所数の増大に伴う業務処理の効率化及び事業者の申請・届出の負担軽減を図るため、電
子申請に対応したシステムを開発する。

0
40,741 40,741 21,000 61,741 33,886 33,886 3,241 37,128 74,627 74,627 24,241 98,869

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 13,777 13,777 7,101 20,878 25,235 25,235 8,197 33,432

480 【新】介護サービスの第三者評価モ
デル事業

利用者に対して介護サービス事業者の適切な選択に資する情報提供を行うとともに、事業者が
提供する介護サービスの質の向上を図るため、第三者による介護サービスの質の評価、利用者
への評価結果の開示等をモデル的に実施し、必要な検証を行う。

0
11,623 5,812 3,150 14,773 9,667 4,834 776 10,443 21,290 10,646 3,926 25,216

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,930 1,965 1,065 4,995 7,199 3,600 1,327 8,527

481
市町村苦情解決支援事業

市町村、国保連合会、府に寄せられた苦情を分析し、対応の検証及び市町村等への苦情対応
への助言･指導を行う。

0
9,450 9,450 0 0 496 496 0 0 9,946 9,946 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 2,789 2,789 0 0 2,936 2,936

482 市町村苦情相談ネットワーク構築事
業(介護相談員派遣事業を含む）

苦情の初期対応や早期発見及びサービスの利用促進を行うための市町村における身近な相談
窓口の設置及びネットワーク体制の構築を図る。

0
8,400 8,400 0 0 441 441 0 0 8,841 8,841

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 2,840 2,840 0 0 2,990 2,990

484
介護保険施設指定・指導監査事業

介護保険施設の指定を行うとともに介護サービスにかかる運営基準の遵守、適正な保険給付の
確保並びに介護サービス利用者の利益保護を図るため、実地指導をはじめとする介護保険施
設の運営指導を行い、介護保険制度運営の健全化に資する。

0
5,612 4,412 94,500 100,112 4,668 3,670 5,256 9,923 10,280 8,082 99,756 110,035

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,898 1,492 31,955 33,853 3,476 2,733 33,732 37,209

485 身体拘束ゼロ作戦大阪府推進会議
運営事業

介護保険法の施行にともない、介護保険施設等において身体拘束が原則として禁止されたこと
から、身体拘束の廃止に向けて幅広い取組みを行う「身体拘束ゼロ作戦」を展開する。

0
2,182 1,093 3,150 5,332 1,815 909 280 2,095 3,997 2,002 3,430 7,427

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 738 370 1,065 1,803 1,352 677 1,160 2,511

488 高齢者の就労的生きがいづくり活動
支援事業

高齢者の生きがいづくりを促進するため、生きがいづくりと就労を併せた活動等を行うグループ
に対し、助言、指導を行い、補助する。

0
20,000 15,050 12,600 32,600 16,635 12,518 1,711 18,346 36,635 27,568 14,311 50,946

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 6,763 5,089 4,261 11,024 12,388 9,322 4,839 17,228

491
老人大学講座運営事業

高齢者の生きがいづくりを促進し、地域福祉活動のリーダー的役割を担う人材を育成するため、
老人大学講座を行う。

0
30,037 15,019 8,400 38,437 24,983 12,492 2,018 27,001 55,020 27,511 10,418 65,438

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,157 5,079 2,840 12,997 18,605 9,303 3,523 22,128

493 老人地域活動促進事業（老人クラブ
活動助成）

高齢者の健康･生きがいづくりを促進するため、老人クラブ等に対して補助する。 0
138,600 69,300 4,200 142,800 115,281 57,640 7,496 122,777 253,881 126,940 11,696 265,577

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 46,868 23,434 1,420 48,288 85,850 42,925 3,955 89,805

494 シルバーアドバイザー養成講座運
営事業

高齢者の地域福祉活動のリーダーを育成するため、シルバーアドバイザー養成講座を行う。 0
18,764 14,881 6,300 25,064 15,607 12,377 1,316 16,923 34,371 27,258 7,616 41,987

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 6,345 5,032 2,130 8,475 11,623 9,217 2,575 14,198

497
ミニパートバンクの運営

パートタイム労働者の再就職の促進を図るため、ミニパートバンクを設置するとともに、相談員を
設置して職業紹介を行う。

0
7,184 7,184 1,050 8,234 5,975 5,975 432 6,408 13,159 13,159 1,482 14,642 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,188 2,188 320 2,508 4,007 4,007 451 4,459

498 シルバー人材センター自立化促進
事業

シルバー人材センターの自立化を促進するため、コンペ方式（会員等からの提案募集）により採
択した独自事業を推進し、自主的･自立的な就業機会創出活動の促進と普及啓発を図る。

0
4,825 4,825 5,250 10,075 4,013 4,013 529 4,542 8,838 8,838 5,779 14,617

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,632 1,632 1,775 3,407 2,989 2,989 1,954 4,943
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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等
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

499 中高年齢者再就職サポート事業（中
高年齢者再就職アプローチ事業費）

厳しい雇用環境にある中高年齢者の再就職を支援するため、「中高年就職支援センター」におけ
る再就職支援に加え、①求職者情報の登録・提供､②講習・職場実習の推進を通じ､府内業界団
体及び企業等へのアプローチを図る｡（再生予算枠活用事業）

0
14,501 14,501 10,500 25,001 12,061 12,061 1,312 13,374 26,562 26,562 11,812 38,375

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 4,211 4,211 3,049 7,261 7,714 7,714 3,431 11,145

502
高年齢者雇用対策

継続雇用の推進に係る普及啓発を図るため、高年齢者雇用促進月間（１０月）における普及啓
発事業や高年齢者雇用促進啓発事業に対する助成を行う。

0
4,607 4,097 2,100 6,707 3,832 3,408 352 4,184 8,439 7,505 2,452 10,891

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,558 1,385 710 2,268 2,854 2,538 829 3,683

505
【新】シニア･ワークサポート事業

地域における高年齢者の活用と多様な就業ニーズに対応した雇用･就業を促進するため、求職
者と求人者の相互理解を促進するための啓発･誘導活動や､多様な就業形態の職業情報の提
供による支援を、高年齢者雇用促進月間を中心に府内３ヶ所で実施する。

0
4,000 0 4,200 8,200 3,327 0 430 3,757 7,327 0 4,630 11,957

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,353 0 1,420 2,773 2,478 0 1,566 4,043

513 道路施設維持管理事業（道路維持
管理・舗装道補修・道路防災・橋梁
補修）

路面や道路構造物の補修及び路面清掃、路肩の除草などの維持・管理を行い、道路の構造・機
能を保全し、安全で円滑な交通を確保するとともに、低騒音舗装等による沿道環境の改善を図
る。

1
9,833,902 4,801,255 9,833,902 8,179,367 3,993,453 516,244 8,695,612 18,013,269 8,794,708 516,244 18,529,514 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

514 河川管理施設維持事業（河川調
査、河川維持、水防管理団体補助

水門・排水機場等の防災施設の機能を正常に保つため､修理・改善などの維持管理を行う。 0
3,600,563 1,346,409 208,110 3,808,673 2,994,775 1,119,878 199,942 3,194,717 6,595,338 2,466,287 408,052 7,003,390 河川延長 148,054 670,032 22.1% 795,600 297,510 45,985 841,586 1,457,343 544,965 90,165 1,547,508

535
スクラム相談員配置事業

再生枠を活用し、問題行動等の小学校段階での兆候の把握及び早期対応するため、身近な相
談相手として教育相談員を配置する。

1
14,310 14,310 1,050 15,360 11,902 11,902 806 12,709 26,212 26,212 1,856 28,069

学校数（小
学校） 313 1,057 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

536
いじめ・不登校対策事業（スクーリン
グサポートネットワーク整備事業）

不登校児童生徒の早期発見・早期対応、より一層のきめ細かな支援等を行うため、国事業を活
用して、学校・家庭・関係諸機関が連携した地域のネットワーク整備に係る実践的な調査研究を
行う。

1
38,471 0 1,050 39,521 31,998 0 2,075 34,073 70,469 0 3,125 73,594

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

537
いじめ・不登校対策事業（対策会議
等）

府内小・中学校のいじめ・不登校問題の解消を図るため､引き続き市町村教委と対策会議等を行
う。

0
1,821 1,821 2,100 3,921 1,515 1,515 206 1,720 3,336 3,336 2,306 5,641

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 537 537 619 1,156 984 984 680 1,664

538
ハートケア・サポーター派遣事業

府立高等学校の生徒の問題行動の未然防止等を図るため、臨床心理士をめざす大学院生等を
ハートケア・サポーターとして派遣することにより、生徒の悩みやストレス等を早期に発見し、心
のケアを行う。

0
13,382 13,382 3,150 16,532 11,131 11,131 868 11,998 24,513 24,513 4,018 28,530

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 2,992 2,992 704 3,697 5,481 5,481 898 6,379

539
教育相談体制整備事業

府立高校の教育相談機能の充実を図るため、臨床心理士をスクールカウンセリング・スーパー
バイザーとして各学区に１～３名配置し、教員が行うカウンセリング等に関する指導・助言を行
う。

0
29,701 29,701 1,050 30,751 24,704 24,704 1,614 26,318 54,405 54,405 2,664 57,069

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 6,641 6,641 235 6,876 12,165 12,165 596 12,761

542
スクールカウンセラー配置事業

府内小・中学校のいじめ・不登校問題の解消を図るため、スクールカウンセラーの配置を進め
る。

1
400,478 201,436 10,500 410,978 333,098 167,545 21,575 354,673 733,576 368,981 32,075 765,651

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

547
子どもサポート推進事業

再生予算枠の活用により、関係機関との連携のもと、「サポートチーム」を中心に地区対応チー
ムを編成し、少年非行やいじめ・不登校などの問題行動等の早期解決を図る。（｢学校応援かけ
つけ隊」）

0
45,089 45,089 3,150 48,239 37,503 37,503 2,532 40,035 82,592 82,592 5,682 88,274

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 13,615 13,615 951 14,567 24,940 24,940 1,716 26,656

548
生徒指導サポート推進事業

青少年指導の経験者等をスクールサポーターとして中学校に配置することにより、少年非行等
の問題行動を未然に防止し、学校の生徒指導体制の充実を図る市町村を支援する。

0
113,015 0 1,050 114,065 94,000 0 5,988 99,988 207,015 0 7,038 214,053

学校数（中
学校） 150 527 28.5% 32,167 0 299 32,466 58,923 0 2,003 60,926

549
【新】ハートフレンド派遣事業

様々な形態の不登校児童・生徒に対して、個々の実態に応じたサポートをするため、心理系学
部及び教育学部の大学生を府に登録し、府内小中学校に派遣する。

0
31,755 31,755 5,250 37,005 26,412 26,412 1,943 28,355 58,167 58,167 7,193 65,360

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 9,364 9,364 1,548 10,913 17,153 17,153 2,121 19,274

550
【新】ＩＴを活用した学校復帰支援事
業

不登校児童・生徒や保護者・学校などを支援するためホームページを開設し、人と直接的な関わ
りが苦手な児童生徒に対して情報機器を有効に活用して、コミュニケーション力を身につけて学
校復帰のきっかけとする。また引きこもり傾向のある児童生徒に対して学力低下を防止するため
学習支援を行う。

0

5,000 5,000 3,150 8,150 4,159 4,159 428 4,587 9,159 9,159 3,578 12,737

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 1,510 1,510 951 2,461 2,766 2,766 1,080 3,846

551
教育総合相談事業

教育をめぐる諸問題に対応するため、すこやか教育相談、ふれ愛ホットラインなどの相談事業を
改編・再構築し、総合的な教育相談事業を実施する.

0
19,651 19,651 72,450 92,101 16,345 16,345 4,835 21,180 35,996 35,996 77,285 113,281

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 5,934 5,934 21,878 27,811 10,870 10,870 23,338 34,207

552
フレンドシップキャンプ事業

相互理解を促進するため、視覚障害のある青少年や視覚障害のある青少年との交流を希望す
る青少年を対象に、野外活動（キャンプ）を実施する。

0
712 586 1,050 1,762 592 487 92 685 1,304 1,073 1,142 2,447 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 210 173 310 520 385 317 337 722

558
少年非行防止特別対策事業

増加する少年非行問題に適切に対処するため、少年非行防止のための府民啓発や「生きる力」
を身につけた青少年の育成に有効な具体的なプログラムを実施する。

0
1,674 1,674 7,350 9,024 1,392 1,392 474 1,866 3,066 3,066 7,824 10,890

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 472 472 2,072 2,543 864 864 2,205 3,069

559 【新】青少年健全育成ハンドブック開
発事業

少年非行や問題行動、不登校・ひきこもり、犯罪からの被害等地域が抱える諸問題について
テーマ設定し、テーマ毎の未然防止策として、具体的な想定ケース等を例示しながら対処法等を
とりまとめたハンドブックを作成し、地域への普及を図る。

0
3,366 3,366 3,150 6,516 2,800 2,800 342 3,142 6,166 6,166 3,492 9,658

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 949 949 888 1,836 1,738 1,738 984 2,722

560
少年サポートセンター（仮称）機能
強化事業

府内10箇所の少年サポートセンターに、新たに専門職を配置して、非行少年の立直り支援をす
るため、育成支援室（仮称）を設置し､様々な体験活動など、少年に適したグループ活動等を実施
する。

0
164,783 164,783 0 164,783 137,059 137,059 8,651 145,709 301,842 301,842 8,651 310,492

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 45,615 45,615 0 45,615 83,556 83,556 2,395 85,950

562
少年サポートセンター(仮称）運営費

深刻な少年非行の現状に対応し、青少年の健全な育成を図るため、非行防止から立直り支援ま
で総合的な事業を展開し、あらゆる面から少年をサポートする。

0
10,034 5,747 0 10,034 8,346 4,780 527 8,873 18,380 10,527 527 18,907

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 2,778 1,591 0 2,778 5,088 2,914 146 5,234

563
少年非行集団等補導費

中学生を中心とする非行少年・グループを補導・解体するため、少年補導協助員を委嘱し、対象
の少年・グループに対する個別・集団指導を実施する。

0
4,620 4,620 3,150 7,770 3,843 3,843 408 4,251 8,463 8,463 3,558 12,021

学校数（中
学校） 150 527 28.5% 1,315 1,315 897 2,212 2,409 2,409 1,013 3,421

564
防災訓練等の実施

災害時に迅速かつ適切な応急救急活動を実施することができるよう、防災関係機関・地域住民
等の参加を得て実践的な防災訓練を実施する。

0
11,802 11,802 20,141 31,943 9,816 9,816 1,677 11,493 21,618 21,618 21,818 43,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,483 3,483 5,945 9,428 6,381 6,381 6,439 12,820

567
「こども１１０番の家」運動推進事業

安全な地域コミュニティづくりをより一層推進するため、「こども１１０番月間」を設けるなど事業の
拡大を図るとともに、「こども１１０番の家」運動の周知を図る。

0
12,543 0 12,543 10,433 0 658 11,091 22,976 0 658 23,634

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 3,472 0 0 3,472 6,360 0 182 6,542

568
青少年育成国民運動推進事業

青少年育成について府民啓発を図るため、青少年育成大阪府民会議が実施する研修会や啓発
物品の配付などの事業に対して補助する。

0
5,577 5,577 0 5,577 4,639 4,639 293 4,931 10,216 10,216 293 10,508

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 1,572 1,572 0 1,572 2,879 2,879 83 2,962

570 【新】メディアリテラシー教育プログラ
ム開発･普及啓発事業

青少年を取り巻く情報環境が大きく変化する中で、青少年がより健全に成長できるメディア環境
を整備するため、フィルタリングの導入やメディアリテラシー教育に手軽に取り組めるプログラム
を開発し､普及､啓発を図る。

0
7,242 7,242 3,150 10,392 6,024 6,024 546 6,569 13,266 13,266 3,696 16,961

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 2,041 2,041 888 2,929 3,739 3,739 1,042 4,780

571
【新】「大人が変われば、子どもも変
わる」府民運動の推進

子どもの規範意識に低下の傾向が見られるなか、「子どもは、社会を映す鏡」と言われるよう大
人自身のあり方を見直す必要がある。このようなことから、今一度、大人たちが自分の姿を省み
るきっかけとなるメッセージを発信することにより、府民の宝である子ども達が健やかに育つ環境
作りを推進する。

0

29,907 29,907 3,150 33,057 24,875 24,875 1,735 26,611 54,782 54,782 4,885 59,668
青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 8,429 8,429 888 9,317 15,440 15,440 1,377 16,817

572
児童厚生施設整備費補助金 児童の健康増進等を図るため、児童館を整備する市町村等に対して補助する。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 0 0 0 0 0 0
574 民間児童厚生施設等活動推進事業

費等補助金
児童の健康増進等を図るため、児童館を運営する社会福祉法人等に対して補助する。 0

14,933 7,467 1,050 15,983 12,421 6,211 839 13,260 27,354 13,678 1,889 29,243 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 3,917 1,959 275 4,192 7,175 3,588 495 7,670
575

少年非行防止対策事業

非行少年グループからの離脱促進、非行少年グループへの加入防止のための継続補導等の立
ち直り支援を推進するとともに、中学生等を対象とした犯罪防止教室の実施等による非行防止
対策を強化する。
　・　少年立直り支援アドバイザー制度の活用
　・　大学生少年育成ボランティア制度の活用
　・　中学校非行防止支援員制度の活用
　・　（仮称）少年サポート推進員制度の活用
また、出会い系サイト等を利用した児童買春などの福祉犯罪の指導取締りの強化及び営業者に
対する広告等の自粛など少年に対する有害環境の浄化並びにインターネット上等の違法、有害
なコンテンツから少年を守るための対策を推進する。

0

100,267 0 100,267 83,397 0 5,264 88,661 183,664 0 5,264 188,928
学校数（中
学校） 150 527 28.5% 28,539 0 0 28,539 52,276 0 1,498 53,775

576
市町村教員研修事業等助成事業

義務教育諸学校の教職員を対象とする研修を実施する市町村に対して、事業費の一部を助成
する。

0
24,650 24,650 2,100 26,750 20,503 20,503 1,404 21,907 45,153 45,153 3,504 48,657

教員数
（小・中） 11,369 43,302 26.3% 6,472 6,472 551 7,023 11,855 11,855 920 12,775

577
教科等研究団体助成事業

教職員が自主的な研究等を行う教科等研究団体の活動を支援することにより、職員の資質向上
を図る。

0
6,221 6,221 1,050 7,271 5,174 5,174 382 5,556 11,395 11,395 1,432 12,827

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 1,161 1,161 196 1,357 2,126 2,126 267 2,393

578
新教育大学派遣研修

専門の分野における理論と応用の研究能力及び教育実践の場における教育研究の推進者とし
ての能力を養い､中等教育としての資質や指導力の向上を図る。

1
6,006 6,006 1,050 7,056 4,996 4,996 370 5,366 11,002 11,002 1,420 12,422

教員数（中
学） 4,645 17,185 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

579
民間企業派遣研修

民間企業等に派遣し、組織や経営理念、人材育成等、幅広く研修させることにより、社会の構成
員としての視野を広げるとともに資質の向上と指導力の充実を図り、学校教育を活性化する。

0
375 375 1,050 1,425 312 312 75 387 687 687 1,125 1,812

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 70 70 196 266 128 128 210 338

582
地域教育体験講座事業

「地域教育協議会」の活動の推進を図るため、小中学校教員を対象にして、地域における様々な
子どもにかかる教育活動の体験などの講座を行う。

1
2,481 2,481 3,150 5,631 2,064 2,064 296 2,359 4,545 4,545 3,446 7,990

教員数
（小・中） 11,369 43,302 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

584
教職員の評価・育成システムの導
入

教職員の意欲、資質能力の向上や学校の活性化を目的に試行実施の検証を踏まえ、制度・運
用の改善を図った上で本格実施に移行する。

0
4,000 0 12,810 16,810 3,327 0 882 4,209 7,327 0 13,692 21,019

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 746 0 2,390 3,136 1,367 0 2,555 3,922

585
指導力不足等教員の資質向上推進
事業

指導力不足等教員の資質向上のための具体的な方策を講じ、府民に信頼される学校教育や学
校運営に資する。

0
6,697 6,697 10,500 17,197 5,570 5,570 903 6,473 12,267 12,267 11,403 23,670

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 1,249 1,249 1,959 3,209 2,289 2,289 2,127 4,416

586
熱中先生獲得戦略推進事業

１５年度の実態調査及び分析評価を踏まえ、今後の大量採用時代に対応したより良い人材確保
に向けて、教員採用のあり方を抜本的に改革する。

0
21,949 21,949 73,500 95,449 18,256 18,256 5,011 23,267 40,205 40,205 78,511 118,716

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 4,095 4,095 13,713 17,808 7,501 7,501 14,648 22,149

587
教育センターの運営 教育センターの施設・設備の維持管理を行う。 0

119,124 119,124 99,082 0 6,254 105,335 218,206 0 6,254 224,459

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 22,226 0 0 22,226 40,712 0 1,167 41,879

589
青少年団体指導育成事業

地域社会の教育力の向上に寄与するよう､青少年教育指導者の資質向上を図るため､青少年団
体が行う事業に対して補助する。

0
1,500 1,500 3,150 4,650 1,248 1,248 244 1,492 2,748 2,748 3,394 6,142

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 423 423 888 1,311 774 774 957 1,731

590
成人教育振興事業

地域社会の教育力の向上に寄与するよう、ＰＴＡ指導者の資質向上を図るため､研修や啓発事
業を実施するとともに、ＰＴＡ等社会教育関係団体が行う事業に対して補助する。

0
8,417 8,417 15,750 24,167 7,001 7,001 1,269 8,270 15,418 15,418 17,019 32,437 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,484 2,484 4,649 7,133 4,551 4,551 5,023 9,573

591
社会教育指導普及事業

府及び市町村の社会教育関係職員の資質向上を図るため、現代的課題（人権尊重・国際理解・
家庭教育等）の取組に向けた研修等を実施する。

0
6,581 6,581 21,000 27,581 5,474 5,474 1,448 6,922 12,055 12,055 22,448 34,503 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,942 1,942 6,198 8,140 3,558 3,558 6,625 10,183

592
婦人教育振興事業

地域社会の教育力の向上に寄与するよう、婦人教育指導者の資質向上を図るため､研究集会を
開催するとともに、婦人教育団体の行う事業に対して補助する。

0
762 762 0 762 634 634 40 674 1,396 1,396 40 1,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 225 225 0 225 412 412 12 424

593
府立学校給食食中毒防止対策事
業、給食等食中毒対策事業

安全な学校給食を実施するため､老朽化している給食用備品の更新や食材検査等を行う。 0
7,975 7,975 6,300 14,275 6,633 6,633 749 7,383 14,608 14,608 7,049 21,658

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 2,408 2,408 1,902 4,311 4,411 4,411 2,129 6,540

594
教職員・児童生徒健康管理事業

府立高等学校及び盲・聾・養護学校の児童生徒・教職員に対する健康増進を図るため、健康診
断や診断結果に基づく健康相談等を実施する。

0
304,808 304,808 15,750 320,558 253,525 253,525 16,828 270,353 558,333 558,333 32,578 590,911

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 92,042 92,042 4,756 96,798 168,598 168,598 9,838 178,436

595
学校給食指導充実事業（研修会、
講習会等の開催事業）

学校給食を実施するうえで重要な衛生・安全管理や栄養管理などを確保しながら学校給食の円
滑な運営を図るため､学校給食を実施する市町村に対して各種研修会や講習会等を開催する。

0
349 349 8,400 8,749 290 290 459 750 639 639 8,859 9,499

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 105 105 2,537 2,642 193 193 2,675 2,868

596
学校給食実施事業（府立高校の給
食実施に係る食器の購入等事業）

学校給食の円滑な実施を図るため、学校給食を実施する府立盲・聾・養護学校、夜間定時制課
程の学校に対し、食器の購入や調理従事関係者の検便等を行う。

0
17,265 17,265 4,200 21,465 14,360 14,360 1,127 15,487 31,625 31,625 5,327 36,952

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 5,213 5,213 1,268 6,482 9,550 9,550 1,609 11,158

597
学校体育関係助成事業

中・高等学校のスポーツ活動の振興を図るため、各種学校体育大会等を実施する中学校体育
連盟及び高等学校体育連盟に補助する。

0
13,165 10,615 8,400 21,565 10,950 8,829 1,132 12,082 24,115 19,444 9,532 33,647

学校数
（中・高校） 255 824 30.9% 4,074 3,285 2,600 6,674 7,463 6,017 2,950 10,413

598
生活習慣改善事業

子どもの生活習慣の改善と健康的な生活習慣の定着を図るため、「げんきアップノート」を作成
し、配布するとともに、遊び・スポーツ・体験学習の実践機会を促進するため、「おおさかキッズパ
スポート」を作成し配布する。（再生予算枠活用事業）

0
11,152 11,152 2,100 13,252 9,276 9,276 696 9,971 20,428 20,428 2,796 23,223 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 2,925 2,925 551 3,476 5,358 5,358 733 6,091

599
教職員・児童生徒健康管理事業（腎
検診・結核対策）

腎臓疾患管理を必要とする生徒の適切な保健管理を行うことを目的に専門医からなる判定委員
会を設置。２次検査後の有所見生徒の健康管理・指導を充実させる。また、結核の専門家等を
含む対策委員会において児童生徒の精密検査対象者を抽出し、府立学校の結核管理方針等を
検討する。

0

648 648 2,100 2,748 539 539 144 683 1,187 1,187 2,244 3,431

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 196 196 634 830 358 358 678 1,036

600
府立学校環境衛生検査事業

平成１４年２月に改定された国の「学校環境衛生の基準」に基づき、定期環境衛生検査（教室等
の空気）において新たに「ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物」についての検査を実施す
る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

601
【新】こころの健康相談サポート事業

生徒の心の健康問題に対処するため、学区単位で精神科医を配置し、希望する学校に派遣す
る。

0
5,450 5,450 4,200 9,650 4,533 4,533 507 5,040 9,983 9,983 4,707 14,690

生徒数
（中・高） 151,027 513,824 29.4% 1,602 1,602 1,234 2,836 2,934 2,934 1,383 4,318

602 私立幼稚園と家庭・地域との連携事
業補助金

私立幼稚園における子育て支援機能の充実を図るため、府内の私立幼稚園設置者が地域や家
庭と連携して実施する子育て支援事業に対して補助する。

0
34,000 18,000 5,250 39,250 28,280 14,972 2,060 30,340 62,280 32,972 7,310 69,590

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 10,874 5,757 1,679 12,553 19,918 10,545 2,338 22,256

603
私立幼稚園教員研修費

私立幼稚園の新規採用教員に教育者としての使命を自覚させ、併せて、その資質の向上を図る
ため教育指導についての研修を実施する。

0
1,570 1,570 2,100 3,670 1,306 1,306 193 1,499 2,876 2,876 2,293 5,169

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 502 502 672 1,174 920 920 733 1,653

604
私立幼稚園教材費補助金

私立幼稚園の教育条件の維持向上・保護者の経済的負担の軽減を図るため、府内に幼稚園を
設置する宗教法人等に対し、教育研究経費を対象として補助する。

0
152,389 152,389 5,250 157,639 126,750 126,750 8,275 135,025 279,139 279,139 13,525 292,664

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 48,737 48,737 1,679 50,416 89,274 89,274 4,326 93,600

605
私立幼稚園経常費補助金

私立幼稚園の教育条件の維持向上・保護者の経済的負担の軽減・幼稚園経営の健全化を図る
ため、府内に幼稚園を設置する学校法人等に対し、人件費、教育研究経費・管理経費等を対象
として補助する。

0
15,905,790 13,716,533 23,100 15,928,890 13,229,672 11,408,753 836,209 14,065,881 29,135,462 25,125,286 859,309 29,994,771

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 5,086,987 4,386,819 7,388 5,094,375 9,318,098 8,035,565 274,824 9,592,922

606
私立幼稚園保育料軽減補助金

私立幼稚園に係る府民の学資負担の軽減と就園促進を図るため、府内の私立幼稚園の設置者
に対し、府が定めた基準により園児の保育料軽減を行った金額を対象として補助する。

0
630,384 630,384 8,400 638,784 524,323 524,323 33,534 557,857 1,154,707 1,154,707 41,934 1,196,641

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 201,609 201,609 2,686 204,296 369,298 369,298 13,411 382,710

607 私立幼稚園養護教育助成費・私立
幼稚園振興助成費（養護教育分）

私立幼稚園における心身障害児の受入れを促進するため、心身障害児の就園する幼稚園の設
置者に対して、心身障害児の保育に直接必要な人件費、教育研究経費を対象として補助する。

0
319,917 166,645 8,400 328,317 266,092 138,607 17,235 283,327 586,009 305,252 25,635 611,644

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 102,316 53,296 2,686 105,002 187,417 97,626 8,199 195,616

608
預かり保育推進事業補助金

私立幼稚園の預かり保育の実施促進を図るため、府内の私立幼稚園の設置者に対し、府が定
めた基準により預かり保育の実施状況に応じて補助する。

0
300,400 0 2,100 302,500 249,858 0 15,880 265,738 550,258 0 17,980 568,238

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 96,074 0 672 96,745 175,984 0 5,750 181,734

609 私立幼稚園の認可、届出の受理及
び指導

学校法人の設立の認可、私立幼稚園の設置、廃止、解散の認可申請及び各種届出事項を受理
するとともに、各園における管理運営、健全な育成に向けた指導助言を行う。

0
10,363 10,163 10,363 8,619 8,453 544 9,163 18,982 18,616 544 19,526

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 3,314 3,250 0 3,314 6,071 5,954 174 6,245

610
私学団体補助金

私学における教育内容の充実を目指し、（社）大阪府私立幼稚園連盟を対象とし、教職員の研
究・研修事業等の実施に対して補助する。

0
12,588 12,588 0 12,588 10,470 10,470 661 11,131 23,058 23,058 661 23,719

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 4,026 4,026 0 4,026 7,374 7,374 211 7,586

612 【新】預かり保育延長推進事業補助
金

私立幼稚園の預かり保育の実施時間の延長促進を図るため、府内の私立幼稚園の設置者に対
し、府が定めた基準により預かり保育の実施状況に応じて補助する。

0
59,800 2,100 61,900 49,739 0 3,250 52,988 109,539 0 5,350 114,888

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 19,125 0 672 19,797 35,033 0 1,711 36,744

613 【新】私立幼稚園「親と子の育ちの
場」モデル推進事業補助金

私立幼稚園が地域の子育て家庭を対象に行う土・日曜日や長期休業中の親と子の体験活動
（父親の保育参加、中高生や高齢者との交流等）を支援する。

0
12,000 12,000 5,250 17,250 9,981 9,981 906 10,887 21,981 21,981 6,156 28,137

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 3,838 3,838 1,679 5,517 7,030 7,030 1,969 8,999

615
学校支援社会人等指導者活用事業
【学校支援人材バンク活用事業】

教育内容の多様化の一環として、地域や社会の各界で活躍する優れた技能や専門的な知識を
有する社会人等を学校教育の指導者として広く活用する。

1
16,350 16,350 1,050 17,400 13,599 13,599 913 14,513 29,949 29,949 1,963 31,913

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

616
学力向上プロジェクト事業

新学習指導要領のねらいとする基礎・基本の確実な定着と学力の向上を図るため、児童生徒の
個に応じた教育を促進する各種事業を実施する。

1
193,693 177,814 5,250 198,943 161,105 147,897 10,444 171,548 354,798 325,711 15,694 370,491

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

619
子ども体力アップサポート事業

子どもの体力向上の強化重点課題や推奨種目を定めるとともに、イベント等の開催により、小学
校の体力づくりへの取組を推進する。（再生予算枠活用事業）

0
711 711 2,100 2,811 591 591 148 739 1,302 1,302 2,248 3,550

児童数
（小） 126,583 489,032 25.9% 184 184 544 728 337 337 582 919

630
創造的人材育成推進事業費

将来の大阪の産業界を担うチャレンジ精神あふれる人材の育成をすすめるため、教育関係団体
と経済団体,労働団体等の連携により、チャレンジ精神の涵養、起業家育成の取組の推進と普及
啓発を図る。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

631
コンピュータ活用教育推進事業

府立高等学校におけるコンピュータ活用教育の推進を図るため、ＬＡＮ教室のコンピュータの整
備及び更新を行う。

0
461,335 461,335 2,100 463,435 383,716 383,716 24,329 408,045 845,051 845,051 26,429 871,480

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 103,156 103,156 470 103,625 188,956 188,956 5,910 194,865

634 府立高等学校におけるチャレンジ精
神の育成

チャレンジ精神や創造性豊かな人材を育成するため、産・学・官の協働関係を構築することによ
り、職業・就業体験等、児童・生徒の直接体験や自発的な活動を充実させる。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

635 府立高等学校における科学技術・
理科教育の推進

より確かな科学的素養と創造性豊かな力を育むため、自然に対する興味・関心や科学技術の楽
しさ・すばらしさに触れる直接体験の機会を拡充するなど、科学技術・理科教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

636
豊かな職業観の育成

生徒一人ひとりの興味・関心、能力・適性、進路希望等に対応した職業観の育成、進路指導を行
う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（高
校） 100 294 34.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

637
産業教育設備整備事業

産業教育振興国庫補助事業（産振）の対象として、本府専門高校等（工業・農業・総合学科等）の
産業教育に関する施設設備の整備を行う。

0
329,724 257,369 0 329,724 274,249 214,067 17,309 291,558 603,973 471,436 17,309 621,282

学校数（専
修学校） 151 239 63.2% 208,319 162,606 0 208,319 381,589 297,853 10,936 392,525

638 大阪府キャリア体験学習等推進事
業（インターンシップ推進事業）

高等学校の生徒に豊かな勤労観・職業観を育み、実際の職場について理解を深め、主体的に進
路選択する能力・態度を育成するため、インターンシップの実施を推進する。

0
12,238 12,238 2,100 14,338 10,179 10,179 753 10,932 22,417 22,417 2,853 25,270

学校数（高
校） 100 294 34.0% 4,163 4,163 714 4,877 7,625 7,625 970 8,595

639
インターンシップ推進センター事業

府立高等学校におけるインターンシップを推進するために、実施に関するノウハウの提供と事業
所と学校間の調整などの支援を行う。

0
18,093 0 2,100 20,193 15,049 0 1,060 16,109 33,142 0 3,160 36,302

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 4,046 0 470 4,515 7,411 0 707 8,117

640 大阪府キャリア体験学習等推進事
業（キャリア体験学習等推進連絡協
議会）

府内公立中学校、府立高等学校等のキャリア体験学習を産学協同でトータルに支援・活性化す
る組織として「大阪府キャリア体験学習等推進連絡協議会」の設置・運営を行う。

0
792 792 1,050 1,842 659 659 97 755 1,451 1,451 1,147 2,597

学校数
（中・府立
高校） 191 691 27.6% 219 219 290 509 401 401 317 718
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

641
教育総合情報ネットワーク基盤整備
事業

盲・聾・養護学校において、教科「情報」に対応するため、インターネットを活用した教育を実施す
るために教育センターとの専用回線を整備充実する。

0
198,482 1,050 199,532 165,088 0 10,475 175,563 363,570 0 11,525 375,095

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 78,348 0 414 78,763 143,514 0 4,549 148,064

654
新規高卒求人拡大支援事業

求人拡大支援員を雇用し、府内の事業所を訪問し、高卒求人拡大を依頼するとともに、求人及
びインターンシップの協力事業所等の情報を学校へ提供する。

0
56,743 0 1,050 57,793 47,196 0 3,034 50,230 103,939 0 4,084 108,023

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 12,688 0 235 12,923 23,241 0 913 24,154

660
学校環境改善事業

快適な学習環境づくりを図るため、光熱水費などの維持管理や教材費の充実等を行うとともに、
机･椅子のセパレート化の推進を図る。また、施設面に対し、必要な学習環境の整備を図る。

0
365,000 365,000 5,250 370,250 303,589 303,589 19,437 323,026 668,589 668,589 24,687 693,276

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 110,218 110,218 1,585 111,803 201,892 201,892 7,455 209,347

688
大阪科学賞顕彰事業

学術上の顕著な業績または画期的な新技術の開発を行った者に対する顕彰を行うことにより、
大阪における創造的科学技術の振興を図る。

0
2,169 2,169 1,050 3,219 1,804 1,804 169 1,973 3,973 3,973 1,219 5,192 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 640 640 310 950 1,173 1,173 360 1,532

701
進路指導・アフターケア体制整備事
業

養護教育諸学校高等部生徒の進路指導の充実、卒業後の社会自立・職場定着を促すため、福
祉・労働の分野と連携し、手引書の作成や企業向け学校見学会の開催を行う。

0
350 350 1,060 1,410 291 291 74 365 641 641 1,134 1,775

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 138 138 418 557 253 253 448 701

702
養護教育諸学校職業教育事業 盲・聾・養護学校の生徒が職業自立を果たすため、職業教育を円滑に実施し、就労促進を図る。 0

7,681 7,681 1,050 8,731 6,389 6,389 458 6,847 14,070 14,070 1,508 15,578

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 3,032 3,032 414 3,446 5,554 5,554 595 6,149

705
府内大学インターンシップの促進

学生の企業家精神を涵養し、起業やベンチャー企業への就職を志す動機付けを行うため、学生
のベンチャー企業等におけるインターンシップの実施を振興する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

709
中小企業顕彰事業

経営革新や創業への機運の醸成と府内優良企業の成功事例等をＰＲするため、経営革新等で
成功している中小企業を民間と共同で表彰する。

0
1,400 1,400 3,150 4,550 1,164 1,164 239 1,403 2,564 2,564 3,389 5,953

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 670 670 1,507 2,177 1,227 1,227 1,621 2,848

710
新生涯学習プランの推進

府民による生涯学習の積極的な促進を図るため、「新大阪府生涯学習推進プラン」に基づいた
施策の総合的・体系的な展開を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

716 大阪府生涯学習情報提供システム
の運営

文化・生涯学習情報提供の充実を図るため、インターネット等を活用し、府内市町村など生涯学
習実施機関の講座・イベント情報を24時間提供する。

0
7,871 7,871 2,100 9,971 6,547 6,547 523 7,070 14,418 14,418 2,623 17,041 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,323 2,323 620 2,943 4,255 4,255 774 5,030

717 府立定時制高等学校聴講制度の実
施

生涯学習の観点から、学校の教育課程に位置づけられている教科・科目について、聴講生を受
け入れ、再学習を希望する府民に開かれた学校とする。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

718 府立高等学校余裕教室等活用推進
事業

府民の多様化・高度化する学習のニーズに応えるため、府民の主体的な学習活動等の場やＮＰ
Ｏとの連携構築等を視野に入れて、「場の提供」を中心に余裕教室等の開放を実施する。

0
5,181 5,060 10,500 15,681 4,309 4,209 823 5,133 9,490 9,269 11,323 20,814 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,529 1,493 3,099 4,628 2,801 2,736 3,342 6,143

727 おはなしボランティア指導者養成事
業

地域において、子どもの読書活動の推進に取組む指導的な人材を養成するとともに、すでに活
動しているボランティア等のスキルアップを行う。

0
3,385 3,385 1,050 4,435 2,815 2,815 233 3,048 6,200 6,200 1,283 7,483 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 999 999 310 1,309 1,830 1,830 379 2,209

732 障害児理解推進事業（交流・啓発・
支援事業）

盲・聾・養護学校と小中学校等との交流を深め、障害児理解の促進を図る。 0
700 0 1,050 1,750 582 0 92 674 1,282 0 1,142 2,424 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 207 0 310 517 378 0 337 715

733
学校支援人材バンク活用事業（盲・
聾・養護学校）

学校支援人材バンクを活用し、児童・生徒の障害に応じた様々なニーズに対応するため、福祉
や医療等の関係機関と連携し、専門知識を持つ人材による盲・聾・養護学校の支援を行う。

0
2,235 2,235 1,050 3,285 1,859 1,859 172 2,031 4,094 4,094 1,222 5,316

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 882 882 414 1,297 1,616 1,616 483 2,099

734
養護教育諸学校健康安全対策事業

養護教育諸学校の児童・生徒が宿泊行事や修学旅行に安全に参加できるようにするため、看護
師を配置する。

0
3,001 3,001 1,050 4,051 2,496 2,496 213 2,709 5,497 5,497 1,263 6,760

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 1,185 1,185 414 1,599 2,170 2,170 498 2,668

736
府立高等聾学校（仮称）再編整備費

高等部教育の分離独立のため、生野高等聾学校と堺聾学校高等部を再編統合し、白菊高校の
跡地・校舎を活用して府立高等聾学校（仮称）を整備する。

0
70,886 37,886 10,500 81,386 58,960 31,512 4,272 63,232 129,846 69,398 14,772 144,618 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,922 11,182 3,099 24,021 38,323 20,482 4,360 42,683

737
知的障害養護学校増築費 在籍児童生徒数の増加に伴い、佐野養護学校の教室棟（９教室）を増築する。 0

328,524 86,010 5,250 333,774 273,250 71,539 17,522 290,772 601,774 157,549 22,772 624,546 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 96,962 25,385 1,550 98,512 177,611 46,500 6,721 184,332
738 障害児理解推進事業（巡回就学相

談）
障害のある就学前の子ども及び保護者を対象に、盲・聾・養護学校の見学会を実施し、学校の
状況を理解してもらうとともに、就学相談等を実施し、個々の児童に応じた就学の実現を図る。

0
1,591 796 1,050 2,641 1,323 662 139 1,462 2,914 1,458 1,189 4,103 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 470 235 310 779 860 430 351 1,211

739 府立学校修学旅行看護師付き添い
措置

重度の障害を有する府立高等学校生徒が安全に修学旅行へ参加できるよう看護師を同行させ、
医療行為や突発的な事故に対応する。

0
549 549 1,050 1,599 457 457 84 541 1,006 1,006 1,134 2,140

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 123 123 235 358 225 225 254 478

740
視覚障害者生徒就学対策事業

全盲生徒の学習指導上の配慮として行う教科書点訳のボランティアを養成し、安定して教科書
の点訳を行う。

0
3,541 3,541 0 3,541 2,945 2,945 186 3,131 6,486 6,486 186 6,672 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,045 1,045 0 1,045 1,914 1,914 55 1,969

741 学校支援人材バンク（介助ボラン
ティア）

府立高校に在籍する障害のある生徒のうち、学校生活に介助を要する生徒に対し、食事介助、
トイレ介助のためのボランティアを配置する。

0
20,208 20,208 0 20,208 16,808 16,808 1,061 17,869 37,016 37,016 1,061 38,077

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 4,519 4,519 0 4,519 8,277 8,277 237 8,514

742
養護教育諸学校就学指導充実事業

障害を持つ児童生徒の適正な就学を図るため､就学措置に関する協議及び市町村教育委員会
の就学措置にかかる指導助言を行うとともに、府立盲・聾・養護学校入学対象者に対し､適正な
就学を図るための指導を行う。

0
6,425 6,425 1,050 7,475 5,344 5,344 392 5,736 11,769 11,769 1,442 13,211

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 2,536 2,536 414 2,951 4,646 4,646 569 5,215

743
養護教育学校通学バス運行事業及
び低公害車の導入促進

自力通学が困難な盲・聾・養護学校の児童・生徒のため、通学バスを運行する。 0
1,498,704 1,498,704 10,500 1,509,204 1,246,550 1,246,550 79,228 1,325,778 2,745,254 2,745,254 89,728 2,834,982

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 591,594 591,594 4,145 595,738 1,083,653 1,083,653 35,419 1,119,072

744
養護教育学習改善指導事業

府立金剛コロニーと一体で給食を実施している富田林養護学校の保護者の給食費負担につい
て、自校で学校給食を実施する他の府立養護学校等との均衡を図る。

0
17,994 17,994 1,050 19,044 14,967 14,967 1,000 15,966 32,961 32,961 2,050 35,010 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,311 5,311 310 5,621 9,728 9,728 605 10,333

747 知的障害のある生徒の高校受入れ
調査研究

知的障害のある生徒の後期中等教育のあり方について、学教審で一定の方向性を見出していく
ため、府立高校において調査研究校を指定し、知的障害のある生徒を受け入れ、具体的・実証
的研究を行う

0
17,187 17,187 10,500 27,687 14,295 14,295 1,453 15,749 31,482 31,482 11,953 43,436

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 3,843 3,843 2,348 6,191 7,040 7,040 2,673 9,712

748
【新】社会的・職業的自立支援事業

昨今、景気が低迷するなかで、高校や養護学校等に在籍する障害のある生徒に対して社会的
自立を支援するとともに、雇用・就労を目指すための教育活動を充実させるため、相談・研修マ
ニュアルを作成する。

0
4,074 4,074 2,100 6,174 3,389 3,389 324 3,713 7,463 7,463 2,424 9,887

学校数（高
校） 100 294 34.0% 1,386 1,386 714 2,100 2,538 2,538 825 3,363

749
【新】特別支援教育推進基盤整備事
業

小中学校に在籍する障害のある児童生徒一人一人の教育ニーズに応じて適切な教育的支援を
行うための基盤整備を行う。

0
4,007 4,007 2,100 6,107 3,333 3,333 321 3,653 7,340 7,340 2,421 9,760

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 1,182 1,182 619 1,801 2,164 2,164 714 2,878

750 【新】府立特別支援学校・体育実技
研修センター（仮称）整備事業

障害のある生徒の就労を通じた社会的自立推進拠点として、新しいコンセプトの養護学校を整
備する。また、体育実技指導の研修の場として体育実技研修センターを整備する。整備にあたっ
ては、旧玉川高校の跡地を活用する。

0
23,673 7,673 5,250 28,923 19,690 6,382 1,518 21,208 43,363 14,055 6,768 50,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,987 2,265 1,550 8,536 12,798 4,148 1,998 14,796

753
学校情報ネットワーク整備事業

高度情報通信社会の進展に対応した学校教育を推進するため、府立高等学校の学校図書館に
インターネットをはじめとする情報通信機能を付加し、専用回線により府教育センターを核とした
学校間ネットワークを運用する。

0
819,171 819,171 2,100 821,271 681,347 681,347 43,114 724,461 1,500,518 1,500,518 45,214 1,545,732

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 183,169 183,169 470 183,638 335,520 335,520 10,110 345,629

755
養護教育諸学校教育用コンピュー
タ整備事業

府立盲・聾・養護学校におけるコンピュータ活用教育の推進を図るため、ＬＡＮ教室のコンピュー
タの整備を行う。

0
23,265 23,265 2,100 25,365 19,351 19,351 1,332 20,682 42,616 42,616 3,432 46,047

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 9,184 9,184 829 10,013 16,822 16,822 1,355 18,177

756
養護教育諸学校教育総合情報ネッ
トワーク整備事業

全府立盲･聾･養護学校に校内ＬＡＮを整備し、インターネット等が活用できる学習環境の整備を
行う。

0
80,962 80,962 1,050 82,012 67,340 67,340 4,305 71,646 148,302 148,302 5,355 153,658

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 31,959 31,959 414 32,373 58,540 58,540 2,114 60,654

758 府立高等学校における「福祉一般」
「福祉実習」等の科目の設定

社会生活の中で人々が互いに支えあい、一人ひとりが生きる喜びを味わうことができるよう、子
どもたちの成長発達の過程で、人とのふれあい（実体験）を通して、他人を思いやるこころや社会
に貢献する意義を認識、実践する態度を養う教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

759 府立高等学校における福祉に関す
る系列を有する総合学科や福祉に
関するコースの設置・運営

社会生活の中で人々が互いに支えあい、一人ひとりが生きる喜びを味わうことができるよう、子
どもたちの成長発達の過程で、人とのふれあい（実体験）を通して、他人を思いやるこころや社会
に貢献する意義を認識、実践する態度を養う教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

761
府学生科学賞

児童生徒に、より確かな科学的素養と創造性豊かなちからを育むため、府内小・中・高・養諸校
から科学研究作品を募集し、優れた作品の表彰と展示を行うことにより、科学教育の振興を図
る。

0
83 83 1,050 1,133 69 69 59 129 152 152 1,109 1,262

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 25 25 317 342 46 46 335 381

762 府立高等学校における工業・農業
に関する学科や理数科等の設置・
運営

生徒一人ひとりの興味・関心、能力・適性、進路希望等に対応した職業教育を充実する。 また、
科学技術、自然等についての学習機会を充実するため、府立高等学校に工業・農業に関する学
科や理数科等を設置・運営する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

766
府民の森環境改善対策事業

府民の森において、利用者の安全性、快適性を確保するとともに、景観保全を図るため、施設の
周辺を中心に枯損木の処理や散在するゴミの撤去等を行う。

0
25,410 0 1,050 26,460 21,135 0 1,389 22,524 46,545 0 2,439 48,984 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

767
府民の森管理事業 大阪府民の森の維持、管理を行う。 0

313,630 307,530 9,450 323,080 260,862 255,789 16,961 277,823 574,492 563,319 26,411 600,903 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
768

自然公園環境改善対策事業
自然公園の環境や景観保全を図るため、自然歩道や自然公園施設周辺を中心に枯損木の処理
や散在するゴミの撤去等を行う。

0
36,120 0 5,250 41,370 30,043 0 2,172 32,215 66,163 0 7,422 73,585 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

769
自然公園管理事業 長距離自然歩道や自然公園施設の維持・管理等を行う。 0

84,507 59,738 16,800 101,307 70,289 49,687 5,318 75,607 154,796 109,425 22,118 176,914 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
773 河川管理施設改修事業（中小河川

改良、調整池整備、寝屋川水系改
良、都市小河川改良、都市河川地
盤沈下対策）

市街地のネック部、人家連担地域等において時間雨量50ミリ対策を概成させるとともに、過去に
大きな災害が発生した河川等において1/100確率降雨対策を進める。寝屋川総合治水対策に基
づく河道、遊水地、流域調節池、地下河川の整備を行う。

0

28,622,319 3,146,239 1,619,625 30,241,944 23,806,670 2,616,891 1,587,592 25,394,263 52,428,989 5,763,130 3,207,217 55,636,207 河川延長 148,054 670,032 22.1% 6,324,547 695,210 357,881 6,682,428 11,585,001 1,273,453 708,685 12,293,686
774

河川管理事業
河川クリーンキャンペーンや河川見学会を実施し、府民の河川への愛護精神を醸成するととも
に、地域活動の一環として、住民と行政の協働を推進する。また、府管理河川の不法占拠対策
等を行う。

0
134,495 0 270,165 404,660 111,866 0 21,243 133,110 246,361 0 291,408 537,770 河川延長 148,054 670,032 22.1% 29,719 0 59,697 89,416 54,437 0 64,391 118,829

775
流域下水道維持操作事務補助金

流域下水道の維持操作事務処理の適正化を図るため、一部事務組合等に対して補助金を交付
する。

0
2,868,805 2,868,805 10,500 2,879,305 2,386,134 2,386,134 151,153 2,537,287 5,254,939 5,254,939 161,653 5,416,592 総面積 222 1,894 11.7% 336,246 336,246 1,231 337,477 615,920 615,920 18,947 634,867

776
流域下水道事業

生活環境の改善、浸水の防除、公共用水域の水質保全を効率的に行うため、市町村で管理する
公共下水道により排除された下水を幹線に集め、処理場において処理を行う。

0
53,388,495 236,702 2,331,000 55,719,495 44,405,986 196,877 2,925,072 47,331,058 97,794,481 433,579 5,256,072 103,050,553 総面積 222 1,894 11.7% 6,257,550 27,743 273,211 6,530,762 11,462,280 50,819 616,053 12,078,333

777
都市緑化振興事業

府民に対して都市緑化への啓発活動を行うことや、ボランティアの養成、条例による風致地区に
おける建築物などへの規制による良好な住環境の創出によって,都市における良好な環境の創
出を図る。

0
22,138 22,138 26,250 48,388 18,413 18,413 2,540 20,954 40,551 40,551 28,790 69,342

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 4,933 4,933 5,849 10,781 9,035 9,035 6,415 15,450

780 海岸維持管理事業（海岸施設改
修、海岸維持管理）

津波や高潮等の海岸災害から堤防背後地の府民の生命・財産を防護するため、老朽化等により
著しく機能が低下した海岸保全施設の補修及び維持管理を行い、施設を適切かつ安全に機能さ
せる。

0
359,030 214,190 232,680 591,710 298,624 178,153 31,063 329,687 657,654 392,343 263,743 921,397

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 167,096 99,686 108,291 275,387 306,078 182,600 122,748 428,826

781 府立高等学校における環境に関す
る系列を有する総合学科や環境に
関するコースの設置・運営

様々な体験活動を通じて自然に対する豊かな感性や環境に対する関心等を養い、自然や環境
の人間との関わり、とりわけ日常生活との関わり等について理解を深めるとともに、環境の保全
やよりよい環境の創造のため主体的に実践する態度を育成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

783
環境学習人材支援事業

環境分野の専門家が学校に出向き、子どもたちへの体験的な環境学習の展開を通して、教員に
環境教育のノウハウを習得してもらうよう講座を実施する。

0
5,340 0 6,300 11,640 4,442 0 611 5,053 9,782 0 6,911 16,693 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,576 0 1,859 3,435 2,887 0 2,040 4,927

786 【新】「校庭にみどりのじゅうたん
を！」モデル事業

学校・ＮＰＯ・地域住民等が協働して整備・管理を行う校庭等の芝生化・草地化のモデルを示すこ
とにより、緑豊かなまちづくりの府民運動を展開する。併せて、学校の校庭を芝生化し、子どもた
ちが裸足で駆け回り、寝転ぶ緑のじゅうたんをつくり、健全な心と体を育てる。

0
10,000 10,000 5,250 15,250 8,318 8,318 801 9,118 18,318 18,318 6,051 24,368 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,951 2,951 1,550 4,501 5,406 5,406 1,786 7,192

787
【新】共生の森づくり活動支援事業

堺７－３区産業廃棄物最終処分場跡地において自然再生のシンボルとなる共生の森を整備し、
府民・ＮＰＯ・企業等多様な主体との協働による森づくり活動を支援する。

0
5,000 0 7,350 12,350 4,159 0 648 4,807 9,159 0 7,998 17,157 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

788 環境教育事業（こどもエコクラブ交
流会）

府内の「こどもエコクラブ」を対象に、他のクラブとの交流や活動についての情報提供など、子ど
もたちの自主的な活動とサポーターの指導に対する支援を行う。

0
500 0 6,300 6,800 416 0 357 773 916 0 6,657 7,573 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 0 1,859 2,007 270 0 1,965 2,235

790
府民環境大学講座事業

地域において環境保全活動を積極的に推進するリーダーを育成するため、環境保全活動経験
のある府民を対象に専門的かつ実践的な講座を行う。

0
1,180 0 1,180 981 0 62 1,043 2,161 0 62 2,223 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 348 0 0 348 638 0 18 656

795
木になる夢銀行活動推進事業

子どもたちが集めたドングリから苗を育て植樹等を行う仕組みづくりにより、自然とのふれあいを
大切にしながら、自然環境学習やまちのみどりづくりなどの取組を進める。
（再生予算枠活用事業）

0
4,574 4,574 15,750 20,324 3,804 3,804 1,067 4,871 8,378 8,378 16,817 25,195 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,350 1,350 4,649 5,999 2,473 2,473 4,963 7,436

800 府民協働推進啓発事業（子どもすく
すく学習プラン）

主に小学生を対象とした出前講座・体験学習・見学会・発表会を通じ、子どものまちに対する愛
着・愛情の醸成や生きる力の育成を目指す。

0
6,000 6,000 4,991 0 315 5,305 10,991 0 315 11,305

学校数（小
学校） 313 1,057 29.6% 1,777 0 0 1,777 3,255 0 93 3,348

812 府立高等学校における国際教養科
の設置・運営

国際社会、情報社会において活躍・貢献することができる人材を育成することを目的とし、コミュ
ニケーション能力、情報活用能力及び幅広い国際理解に関する教養を育成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

831 大阪府ゆとり創造推進本部自由時
間活用対策に関する分科会

労働時間の短縮に伴い増大する自由時間を背景に、府民の自由時間活用に資する諸施策を総
合的かつ効果的に推進するため、分科会に置く｢自由時間活用対策部会｣において施策の検討
を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

832
金融広報活動

金融分野における規制緩和の進展や高齢社会の到来など、社会経済環境が変化する中で、府
民の暮らし、貯蓄、生活設計の立て方に役立つ、金融経済に関する情報提供を行う。

0
1,248 0 1,050 2,298 1,038 0 121 1,159 2,286 0 1,171 3,457 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 368 0 310 678 675 0 346 1,020

833 消費者啓発事業（大阪府消費者フェ
ア、くらしの府民講座、消費者研究
発表大会の開催等）

複雑多様化する消費者問題に対応し、消費者の自立支援に資するため、小中高生を含めた府
民に対し、講座やｲﾍﾞﾝﾄ等を開催する。

0
35,510 0 5,250 40,760 29,536 0 2,140 31,675 65,046 0 7,390 72,435 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,481 0 1,550 12,030 19,198 0 2,181 21,379

835
【新】ＩＴを活用した中学生向け消費
者教育支援モデル事業

小・中学生を対象に、効果的効率的に消費者教育を実施できるよう、専門家団体等と連携してビ
ジュアルな学習教材を開発し、インターネットを活用して府内の小中学校等に提供する。

0
10,922 0 3,150 14,072 9,084 0 739 9,823 20,006 0 3,889 23,895

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 3,221 0 929 4,150 5,900 0 1,147 7,047

836 【新】中核センターとしての相談・情
報提供機能の充実強化事業

府及び各市町村の消費生活相談窓口が受けた、被害が予見される相談及びその対処策等につ
いて、即時に府及び各市町村の職員間で共有できる「職員専用ＨＰ」を開設するとともに、府ＨＰ
を通じて府民への迅速、的確な情報提供を行う。

0
4,233 4,233 3,150 7,383 3,521 3,521 388 3,908 7,754 7,754 3,538 11,291 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,249 1,249 930 2,179 2,288 2,288 1,044 3,333

837
住宅相談事業

府民を対象に、公共賃貸住宅の入居案内や、住宅の新築・増改築、建設業者及び土地建物取
引業者との紛争の相談等、住宅・宅地問題に関する各種相談に応じるため、住宅相談室の総合
的・機能的な運営を図る。

0
17,578 8,789 17,578 14,621 7,310 923 15,543 32,199 16,099 923 33,121 宅地面積 103,096,688 494,248,430 20.9% 3,667 1,833 0 3,667 6,716 3,358 192 6,909

840
消費者団体育成指導事業 消費者団体の事業活動の活性化を図るため、消費者団体を対象として研究発表大会等を行う。 0

5,033 5,033 3,150 8,183 4,186 4,186 430 4,616 9,219 9,219 3,580 12,799 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,485 1,485 930 2,415 2,721 2,721 1,056 3,777
841

学校の評価システムの確立に関す
る調査研究事業

学校運営や教育活動について、学校・地域の実情に応じた学校評価を行うための具体的方策に
ついて調査・研究を実施する。

0
1,320 0 1,050 2,370 1,098 0 124 1,222 2,418 0 1,174 3,592

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 399 0 317 716 730 0 355 1,085

842
学校協議会の設置・運営

学校運営の透明性の確保と保護者や地域住民の意向を把握する体制を整備するため、府立学
校に学校協議会を設置する。

0
13,854 13,854 1,050 14,904 11,523 11,523 782 12,305 25,377 25,377 1,832 27,209

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 3,098 3,098 235 3,333 5,674 5,674 410 6,084

843
学校教育自己診断 学校運営の透明性を確保し、開かれた学校づくりの一環として学校教育自己診断を実施する。 0

3,290 3,290 1,050 4,340 2,736 2,736 228 2,964 6,026 6,026 1,278 7,304

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 993 993 317 1,311 1,820 1,820 386 2,206

847
地域総合オアシス整備事業

ため池が広範囲に点在している地域において、ため池を群としてとらえ老朽ため池の改修、関連
水路の整備のほか、オアシス整備等の多面的機能を活かした総合整備を行う。

0
283,500 27,875 45,098 328,598 235,802 23,185 17,250 253,052 519,302 51,060 62,348 581,650 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

848
いきいき水路モデル事業

農業用用排水路の改修による農業用水の確保のほか、安全なまちづくりの活用、水と緑豊かな
水辺づくりを目指して、多面的な整備を行う。

0
233,600 19,600 44,148 277,748 194,297 16,302 14,581 208,878 427,897 35,902 58,729 486,626 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

849
オアシス構想推進事業

ため池の持つ多面的機能の保全・活用を図り、地域の貴重な自然資源として総合的に整備を行
う。

0
244,936 44,698 48,701 293,637 203,726 37,178 15,415 219,141 448,662 81,876 64,116 512,778 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

850
まちづくり水路整備事業

網の目状に展開する農業用水が持つ多面的な機能を有効に活用し、地域の快適な水辺環境づ
くりと、安全で快適なまちづくりを進めるため、親水施設や防災施設の整備を行う。

0
413,755 88,439 28,029 441,784 344,142 73,559 23,192 367,334 757,897 161,998 51,221 809,118 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

896
家庭教育総合支援事業

家庭教育の支援を図るため、異年齢交流事業等を実施するとともに、モデル事業を通じて、家庭
教育支援方策の調査研究を行う。

0
96,820 96,820 2,100 98,920 80,530 80,530 5,193 85,723 177,350 177,350 7,293 184,643

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 26,802 26,802 581 27,383 49,094 49,094 2,019 51,113

897
【新】「親をまなぶ・親をつたえる」学
習推進事業

「親学習プログラム」の普及を図るため、学習を進める中核となる人材の養成を中心に、実践事
例をふまえた調査・研究、指導用教材の作成など総合的に実施する。

0
8,701 8,701 6,300 15,001 7,237 7,237 787 8,025 15,938 15,938 7,087 23,026

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 2,627 2,627 1,902 4,530 4,813 4,813 2,140 6,953

902 ひきこもり等要支援児童バックアッ
プ強化事業

ひきこもり等、支援を必要としている児童等に対し、子ども家庭センター職員の家庭訪問による
支援やチームによる支援を強化するとともに相談業務のＩＴ化を図る。

1
7,150 0 25,200 32,350 5,947 0 1,698 7,645 13,097 0 26,898 39,995 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

903
児童家庭支援センター事業費 子育てに関する課題を解決するため、相談事業、在宅援助等を行う。 0

9,751 0 1,050 10,801 8,110 0 567 8,677 17,861 0 1,617 19,478 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 2,558 0 275 2,833 4,685 0 424 5,109
905

地域コーディネーター養成事業
地域の教育力の向上を図るため、学校や青少年育成団体等の連携による地域の教育環境づく
りや「地域教育協議会」の推進役となる「地域コーディネーター」を養成する。

0
1,989 1,989 6,300 8,289 1,654 1,654 435 2,089 3,643 3,643 6,735 10,378 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 587 587 1,859 2,446 1,075 1,075 1,988 3,063

913
総合的教育力活性化事業

中学校区を単位として、学校・ＰＴＡ・自治会、青少年育成団体等による｢地域教育協議会｣を設置
し、学校・家庭・地域の総合的な教育力の向上を図り、子どものすこやかな成長を促進する。

0
136,730 0 4,200 140,930 113,725 0 7,398 121,124 250,455 0 11,598 262,054

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 35,292 0 1,084 36,376 64,646 0 2,994 67,640

917
電話相談事業 青少年の悩みを解消するため、電話や面接による相談事業を実施する。 0

1,830 1,830 6,300 8,130 1,522 1,522 427 1,949 3,352 3,352 6,727 10,079

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 507 507 1,744 2,251 928 928 1,862 2,790

947
大阪府福祉基金による助成事業

大阪府からの拠出金により積み立てられた運用益等を財源として、民間社会福祉事業者や市町
村が行う先駆的・先進的な福祉活動や在宅サービスの推進のための事業に補助する。

0
94,358 0 94,358 78,482 0 4,953 83,436 172,840 0 4,953 177,794 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 27,849 0 0 27,849 51,013 0 1,462 52,475
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

950
棚田・ふるさと保全事業

府民が棚田のもつ多面的機能に対する理解を深め、失われつつある棚田地域を保全するため
に、棚田基金を設置し、基金を用いて棚田・ふるさとファンクラブの運営や府民による保全活動を
支援する。

0
1,600 1,600 5,250 6,850 1,331 1,331 360 1,690 2,931 2,931 5,610 8,540 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

951
里山トラスト事業

大阪府、市町村、府民、企業等が一体となって、森林の保全活動に取り組むため、財団法人大
阪みどりのトラスト協会等が実施する森林保全活動（里山トラスト）を支援する。

0
250 0 7,350 7,600 208 0 399 607 458 0 7,749 8,207 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

953
みどり世紀の森づくり事業

国民参加による森林づくりの拠点となる「みどり世紀の森」の整備とともにボランティア団体、市
町村、地域住民が連携して森林整備活動事業を行う市町村に対し補助する。

0
200 0 0 200 166 0 10 177 366 0 10 377 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 59 0 0 59 108 0 3 111

972
アーティストと子どもの文化体験交
流事業

すこやかネットや地域の子ども会などの地域レベルの子育て支援として、芸術家との交流体験
活動に助成する。（再生予算枠活用事業）

0
9,100 9,100 4,935 14,035 7,569 7,569 737 8,306 16,669 16,669 5,672 22,341

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 2,519 2,519 1,366 3,885 4,614 4,614 1,570 6,184

984 府立高等学校における音楽科、美
術科、モダンクラフト科の設置・運営

音楽や美術、造形を通して、人間形成をはかり、専門家として活躍する人や生涯にわたって芸術
等に親しみ愛好する人材、広く芸術文化の発展に寄与する態度を育成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

996 新進芸術家育成・市町村文化施設
活性化支援事業

才能ある新進舞台芸術家を育成するとともに、市町村公立文化施設の企画・制作力の向上及び
活性化を図るため、公立文化施設が企画する事業に対して補助金を交付する。

0
35,525 0 5,300 40,825 29,548 0 2,143 31,691 65,073 0 7,443 72,516 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,485 0 1,564 12,049 19,206 0 2,197 21,403

1010 海岸高潮対策事業（港湾防災、海
岸高潮対策、海岸調査）

津波や高潮等の海岸災害から堤防背後地の府民の生命・財産を防護するため、海岸保全施設
の新設もしくは改良を行う。

0
501,000 38,000 47,250 548,250 416,708 31,607 28,781 445,489 917,708 69,607 76,031 993,739

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 233,170 17,686 21,991 255,160 427,109 32,396 35,386 462,495

1021
銃砲刀剣類登録事業 銃砲刀剣類の登録審査及び製作承認を行い､登録された銃砲刀剣類の所有者の変更等を行う｡ 0

798 -4,132 0 798 664 0 42 706 1,462 -4,132 42 1,504 事業所数 232,804 483,964 48.1% 384 -1,988 0 384 703 -1,988 20 723
1026

埋蔵文化財緊急調査事業(受託) 公団等から発掘調査を受託し、実施する。 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

1030 指定有形文化財等保存事業（市町
村所有）

国指定文化財のうち市町村が事業主体となるものを対象として、史跡整備事業に府が補助金支
援を行う。

0
95,830 95,380 0 95,830 79,707 79,333 5,031 84,738 175,537 174,713 5,031 180,568 総面積 222 1,894 11.7% 11,232 11,179 0 11,232 20,574 20,478 590 21,164

1033
民間施設緑化推進事業 市街地の緑被率向上を図るため、モデルとなる民間施設の緑化に対する補助を行う。 0

19,000 0 12,600 31,600 15,803 0 1,659 17,462 34,803 0 14,259 49,062
市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 4,233 0 2,807 7,041 7,755 0 3,177 10,932

1036
道路施設整備事業 府下の道路網の骨格を形成する、幹線道路を整備し、渋滞の解消・緩和を推進する。 1

40,472,541 5,067,991 2,226,000 42,698,541 33,663,116 4,215,312 2,241,519 35,904,635 74,135,657 9,283,303 4,467,519 78,603,176 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1037 美しい景観づくり推進事業（景観条

例の施行）
府内の景観の向上を図るため、景観形成地域の指定や誘導等を行う。 1

1,535 1,535 29,400 30,935 1,277 1,277 1,624 2,901 2,812 2,812 31,024 33,836 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1038 美しい景観づくり推進事業（大阪府

景観形成誘導推進協議会の運営）
市町村による景観づくりを促進するため、市町村とともに大阪府景観形成誘導推進協議会を運
営し、研修会や情報交換等を行う。

0
90 90 1,050 1,140 75 75 60 135 165 165 1,110 1,275 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 27 27 310 336 49 49 328 376

1039
建築協定制度推進事業

良好な居住環境の形成を図るため、協定制度の普及・啓発活動等を実施する大阪府建築協定
地区連絡協議会に対して、市町村とともに助成を行う。

0
420 420 3,150 3,570 349 349 187 537 769 769 3,337 4,107 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 124 124 930 1,054 227 227 985 1,212

1040
広告物指導調査 良好な景観の形成を図るため、屋外広告物の掲出の許可、違法屋外広告物の撤去等を行う。 1

11,834 -27,106 36,750 48,584 9,843 0 2,550 12,393 21,677 -27,106 39,300 60,977 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1041

都市における美観創出事業
美しい景観づくりに対する府民意識の向上を図るため、景観上優れた建物やまちなみについて、
府民から推薦を公募し、優秀な建物等を顕彰する。

0
945 945 2,100 3,045 786 786 160 946 1,731 1,731 2,260 3,991 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 279 279 620 899 511 511 667 1,178

1048
農空間整備事業

農空間の持つ多面的機能の持続的保全活用と地域整備としての農空間整備を目的として、農
業生産・交流・生活環境基盤等の総合的な整備を行うことにより、都市と共生した地域づくりを図
る。

0
3,052,358 492,980 395,010 3,447,368 2,538,805 410,037 180,974 2,719,779 5,591,163 903,017 575,984 6,167,147 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 53,067 8,571 6,868 59,935 97,206 15,700 10,014 107,220

1057
自然海浜保全地区管理事業

府域に残された貴重な自然海浜（岬町）を保全するため、岬町に助成を行い、自然海浜保全地
区内のトイレの維持管理やごみの回収を行う。

0
2,077 2,077 1,050 3,127 1,728 1,728 164 1,892 3,805 3,805 1,214 5,019 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1060
港湾建設事業（環境）

海浜や緑地など港湾の環境に資する施設整備を実施するとともに、「野鳥や海生生物の生息環
境の形成場」及び「生物による水質浄化を行う場」としての積極的活用を目的として、人工干潟を
整備する。

0
22,580 21,860 42,000 64,580 18,781 18,182 3,390 22,171 41,361 40,042 45,390 86,751 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1062
内水面振興対策推進事業

内水面漁業の振興を図るため、漁業権河川のクリーンアップ、河川利用者に対するマナー等の
巡回指導を実施する。

1
600 300 2,100 2,700 499 250 142 641 1,099 550 2,242 3,341 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1067
河川環境整備事業

人々が自然にふれあえる場を提供するため、それぞれの川の特色や地域のニーズに応じた河
川環境の整備を進める。

1
1,206,140 233,140 84,000 1,290,140 1,003,209 193,915 67,728 1,070,937 2,209,349 427,055 151,728 2,361,077 河川延長 148,054 670,032 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1071
外来魚緊急総合対策事業

ブラックバス、ブルーギル等の外来魚の生息域拡大により、漁業や生態系への影響が生じてい
ることから、生息・影響状況等調査及び密放流防止のため啓発活動を行う。

0
2,900 1,450 2,100 5,000 2,412 1,206 262 2,675 5,312 2,656 2,362 7,675 総面積 222 1,894 11.7% 340 170 246 586 623 311 277 900

1088 府立高等学校芸能文化科の設置・
運営

府立高等学校の芸能文化科（府立東住吉高等学校）を運営し、能、狂言、歌舞伎、文楽、落語、
漫才など大阪の誇りとする伝統芸能を保存・継承するとともに、新しい時代の芸能文化の発展・
創造に貢献できる人材の育成を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

生徒数（高
校） 84,297 271,152 31.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

1097 地域生涯スポーツ推進協議会運営
補助

府民にスポーツへの参加機会を拡大するため、府内７地域に組織された地域生涯スポーツ推進
協議会の運営経費、総合調整事業、調査研究事業などに対して補助する。

0
4,200 0 3,150 7,350 3,493 0 386 3,879 7,693 0 3,536 11,229 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,240 0 930 2,169 2,271 0 1,044 3,314

1098 地域生涯スポーツ推進協議会事業
補助

府民にスポーツへの参加機会を拡大するため、府内７地域に組織された地域生涯スポーツ推進
協議会が実施するスポーツ大会や関連事業などに対して補助する。

0
25,200 0 13,650 38,850 20,960 0 2,039 23,000 46,160 0 15,689 61,850 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,438 0 4,029 11,466 13,624 0 4,631 18,255

1099
【新】地域スポーツ拠点整備事業

府内市町村の総合型地域スポーツクラブ育成を促進するため、既存の大規模施設を活用して有
名選手による多種目のスポーツ教室など、地域の拠点施設における総合型地域スポーツクラブ
づくりモデル事業を実施する。

0
3,722 0 0 3,722 3,096 0 195 3,291 6,818 0 195 7,013 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,099 0 0 1,099 2,012 0 58 2,070

1109
生涯スポーツ振興事業

府立高等学校等の学校体育施設を府民が広く、かつ効率的に利用できるよう活用するため管理
指導員を配置するとともに、消耗品等を配備する。

0
14,040 8,215 10,500 24,540 11,678 6,833 1,288 12,966 25,718 15,048 11,788 37,506 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,144 2,425 3,099 7,243 7,590 4,441 3,479 11,070

1111
【新】運動部活動サポート事業

専門的知識や技能をもつドクターやスポーツトレーナーを府立学校に派遣して講習会を開催す
ることにより、部活動における安全・技術面での意識高揚と競技力向上及び安全対策の強化等
を支援し、活性化を図る。

0
5,058 5,058 1,050 6,108 4,207 4,207 321 4,528 9,265 9,265 1,371 10,636

学校数（公
立中学） 127 464 27.4% 1,384 1,384 287 1,672 2,536 2,536 375 2,911

1124
府立高等学校体育科の設置・運営

府立高等学校の体育科（府立大塚高等学校）を運営し、スポーツ指導者となる資質を養うととも
に、専門的に体育・スポーツについて学び、生涯スポーツに貢献できる人材の育成を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

1127
泉州国際市民マラソン

泉州地域のさらなる活性化と国際化を目指すとともに、関西国際空港の全体構想の早期実現へ
の啓発と地域住民の健康並びにスポーツの振興に寄与することを目的に開催される泉州国際
市民マラソンを支援する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1150
【新】大阪・まちの賑わいづくり事業

府民の自由な発想でまち・コミュニティに働きかけ、文化の力でまちの活性化を図ろうとする様々
な取り組みに対して、個別事業に対するサポートを行うほか、まちづくりの仲間同士の情報・人材
などを結びつけ、大阪の活性化をめざすムーブメントの府域全体への拡大を図る。

0
1,860 0 3,150 5,010 1,547 0 263 1,810 3,407 0 3,413 6,820 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 549 0 930 1,479 1,006 0 1,007 2,013

1193
ふれあいハウジング整備事業

府営住宅において、良好な団地コミュニティの形成によって自治会活動の活性化を図るため、団
地内維持管理活動、サークル活動等を実施する既存集会所の改修等を行う。

0
16,691 0 10,500 27,191 13,883 0 1,427 15,310 30,574 0 11,927 42,501

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 1,774 0 1,116 2,891 3,250 0 1,268 4,518

1195 訪問介護員養成研修事業手話通訳
派遣事業（緊急地域雇用創出特別
基金事業）

訪問介護員養成研修２級課程を修了した聴覚障害者が、府の実施する１級課程研修を受講する
際に必要な手話通訳を派遣することで、聴覚障害者が主任級ヘルパーとして就労する先行事例
を創出する。

0
2,352 0 1,050 3,402 1,956 0 179 2,135 4,308 0 1,229 5,537 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 694 0 310 1,004 1,272 0 363 1,634

1196
介護福祉士等修学資金貸付事業費

介護福祉士等の府内社会福祉施設等での確保を図るため、養成施設等に在学する者に対し、
修学資金を貸し付ける。

1
43,280 21,739 4,200 47,480 35,998 18,081 2,493 38,491 79,278 39,820 6,693 85,971

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1198
福祉人材センター事業

資質の高い福祉人材を確保するため、社会福祉事業に従事しようとする者に対し、研修、相談
等の就業援助を行う。

1
40,932 26,918 2,100 43,032 34,045 22,389 2,259 36,304 74,977 49,307 4,359 79,336 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1199 訪問介護員（ホームヘルパー）養成
研修事業

高齢者や障害者の介護ニーズに応じた適切なホームヘルプサービスを提供するため、必要な知
識、技術を有するホームヘルパーを養成する。

1
4,847 2,713 10,500 15,347 4,032 2,257 806 4,837 8,879 4,970 11,306 20,184

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1200 訪問介護員養成研修事業管理支援
システム構築事業（緊急地域雇用
創出特別基金事業）

訪問介護員養成研修事業の管理システムを構築し、府民への研修情報の迅速な提供を図り修
了者名簿の適正な管理を行うとともに、障害者等の新たな雇用を創出する。

0
3,061 0 0 3,061 2,546 0 161 2,707 5,607 0 161 5,768

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,035 0 0 1,035 1,896 0 54 1,950

1201 【新】「コミュニティソーシャルワーク
機能」配置促進事業費

概ね中学校区を単位に要援護者の「見守り・発見・相談・サービスへのつなぎ」機能を強化する
ため、「コミュニティソーシャルワーカー」の配置促進を図る。　　　また、コミュニティソーシャル
ワーカーの養成を行うとともに福祉課題が重複・複合化している要援護者の支援を検証する。

0
180,673 180,673 12,600 193,273 150,275 150,275 10,146 160,421 330,948 330,948 22,746 353,694

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 61,095 61,095 4,261 65,355 111,910 111,910 7,692 119,602

1202 民間社会福祉施設従事職員給与改
善費補助金

民間社会福祉施設における優れた人材の確保・育成を図るため、民間社会福祉施設に対して補
助する。

1
2,280,679 2,280,679 31,500 2,312,179 1,896,959 1,896,959 121,381 2,018,340 4,177,638 4,177,638 152,881 4,330,519

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1203
社会福祉施設従事者福利厚生費

社会福祉施設に勤務する者の福利厚生の増進に要する経費に、基金の運用から生ずる収益を
充てることにより、社会福祉施設における人材の確保と職員の定着を図ることを目的とする。

1
695 0 0 695 578 0 36 615 1,273 0 36 1,310

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1204
障害者ヘルパー養成研修事業

障害者へのホームヘルパー派遣を充実するための、障害者向けヘルパーの確保と資質の向上
を図るため、養成研修を実施する。

1
3,376 1,688 2,100 5,476 2,808 1,404 287 3,095 6,184 3,092 2,387 8,571 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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類
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1205
盲ろう者通訳・介助者養成研修事業

視覚と聴覚に障害のある盲ろう者のコミュニケーションの確保と移動を支援するための通訳･介
助者を養成する。

1
1,185 593 2,100 3,285 986 493 172 1,158 2,171 1,086 2,272 4,443 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1206
ガイドヘルパー養成研修事業

視覚障害者等の外出を支援するため、ガイドヘルパーの養成研修を行い、ガイドヘルパーの数
を確保する。

1
3,952 1,976 2,100 6,052 3,287 1,644 318 3,605 7,239 3,620 2,418 9,657 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1207 精神障害者ホームヘルパー指導者
養成研修事業

精神障害者が住み慣れた家庭や地域社会で日常生活の維持・向上ができるよう支援する精神
障害者ホームヘルパーを養成する。

1
128 64 1,050 1,178 106 53 62 168 234 117 1,112 1,346 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1211
保育士養成所運営費補助金

児童福祉施設に就職する人材を確保するため、保育士養成所を運営する社会福祉法人に対し
て補助する。

1
27,018 9,006 1,050 28,068 22,472 7,491 1,473 23,946 49,490 16,497 2,523 52,014

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1212 福祉サービス事業従事者現任職員
研修

介護サービス事業現任職員への研修の場を提供することで、現任職員の資質向上を図り、サー
ビス供給基盤の整備を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

1213
痴呆介護指導者養成事業

介護老人福祉施設や痴呆性高齢者グループホーム等の高齢者介護実務者に対し、痴呆介護に
関する研修を実施し、痴呆性高齢者に対する介護サービスの充実を図る。

0
8,482 4,550 2,100 10,582 7,055 3,784 556 7,610 15,537 8,334 2,656 18,192

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,868 1,539 710 3,578 5,254 2,818 898 6,152

1214
大阪府社会福祉大会 福祉に対する意識啓発を図るため、社会福祉施設職員等に対し、表彰を行う。 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326
1215 【新】障害者ピアカウンセラー現任

研修事業
これまでに養成された障害者ピアカウンセラーの資質向上と専門性の強化を図るため現任研修
を行う。

0
5,039 5,039 2,100 7,139 4,191 4,191 375 4,566 9,230 9,230 2,475 11,705 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,487 1,487 620 2,107 2,724 2,724 730 3,455

1216
介護支援専門員現任研修事業

介護支援専門員が、利用者本位・公正中立な立場で業務に従事し、ケアプラン作成等における
課題に的確に対応できるよう、実務に携わっている介護支援専門員を対象とした研修を行う。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 1,775 1,775 0 0 1,868 1,868

1217
ケアマネリーダー養成･研修事業

介護支援専門員に対する指導・支援を行うケアマネジメントリーダー養成するための研修を実施
するとともに、ケアマネジメントリーダーを活用した事業を行う市町村に対して補助する。

0
22,716 8,730 6,300 29,016 18,894 7,261 1,523 20,417 41,610 15,991 7,823 49,433

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 7,681 2,952 2,130 9,812 14,070 5,407 2,645 16,716

1220
保育士登録制度推進事業

児童福祉法の改正（保育士資格の国家資格化）に伴い、保育士となる資格を有する者が保育士
となるために、登録を行い、保育士登録証を交付する。

0
214,185 -27,292 15,750 229,935 178,149 0 12,071 190,220 392,334 -27,292 27,821 420,155

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 169,449 -21,592 12,460 181,910 310,389 -21,592 22,010 332,399

1222
地域保健関係職員研修事業

地域保健関係職員の資質を向上するため、府及び市町村の地域保健関係職員に対し、地域保
健対策に関する研修を行う。

0
3,842 937 14,700 18,542 3,196 779 973 4,169 7,038 1,716 15,673 22,711 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,134 277 4,339 5,473 2,077 507 4,626 6,703

1226
歯科技工士免許申請の進達 歯科技工士免許申請等を国へ進達する。 0

1,033 1,033 0 0 54 54 0 0 1,087 1,087
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 817 817 0 0 860 860

1227 【新】障害者歯科保健医療従事歯科
医師、歯科衛生士確保事業

地域の歯科診療所の歯科医師、歯科衛生士に対し、軽度の障害者の歯科診療が行えるよう研
修を実施し、地域に密着した障害者歯科診療体制を整備する。

0
4,230 4,230 3,150 7,380 3,518 3,518 387 3,906 7,748 7,748 3,537 11,286

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 3,347 3,347 2,492 5,839 6,130 6,130 2,799 8,929

1228 【新】歯科衛生士養成所施設・設備
整備事業

歯科保健医療の向上を図るため、歯科衛生士学校養成所の修業年限が２年以上から３年以上
に規則改正され、それにともない整備を行う養成所に補助を行う。

0
62,900 0 1,050 63,950 52,317 0 3,357 55,674 115,217 0 4,407 119,624

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 49,762 0 831 50,593 91,152 0 3,487 94,639

1229 【新】健康食品アドバイザーリーダー
養成事業

健康食品の過剰摂取等による健康障害を防止するため、健康食品アドバイザーリーダー（仮称）
を養成し、身近で気軽に相談できる基盤を整備する。

0
1,976 0 2,100 4,076 1,644 0 214 1,858 3,620 0 2,314 5,934 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 583 0 620 1,203 1,068 0 683 1,751

1230
准看護師免許試験関係費 准看護師試験及び免許交付等に関する事務を行う。 0

5,755 -11,875 3,150 8,905 4,787 0 467 5,254 10,542 -11,875 3,617 14,159
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 4,553 -9,395 2,492 7,045 8,340 -9,395 2,862 11,202

1231
ＯＴ・ＰＴ養成校指定事業 ＯＴ、ＰＴ養成校の指定に関し、厚生労働省への設置計画書の副申、設置申請書の進達を行う。 0

2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 1,661 1,661 0 0 1,749 1,749

1233
視能訓練士養成校指定事業 視能訓練士養成校の指定に関し、厚生労働省への設置申請書の進達を行う。 0

525 525 0 0 28 28 0 0 553 553
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 415 415 0 0 437 437

1234
病院内保育所運営助成事業

看護職員をはじめとする医療従事者の定着を図るため、院内に保育施設を有する病院等の設置
主体に対し、保育士等の人件費を補助する。

0
389,186 194,549 10,500 399,686 323,706 161,817 20,982 344,688 712,892 356,366 31,482 744,374 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114,866 57,420 3,099 117,965 210,406 105,179 9,292 219,698

1235 施術（柔道整復・あん摩マッサージ
指圧・はり・きゅう）養成校指定事業

施術養成校の指定に関し、厚生労働省への設置計画書の副申、設置申請書の進達を行う。 0
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 3,323 3,323 0 0 3,497 3,497

1236 看護師等確保対策（修学資金貸与）
事業

看護職員の確保（府内定着）と質の向上を図るため、府内看護職員養成所に在学中で、資格取
得後、府内の対象医療機関等に従事する意思を持つ者に対し、修学資金の貸与を行う。

0
365,071 120,007 17,430 382,501 303,649 99,816 20,080 323,728 668,720 219,823 37,510 706,229

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 288,820 94,942 13,789 302,610 529,047 173,910 29,675 558,723

1238
看護師等養成所運営助成事業

看護職員の新規養成の円滑化を図るため、養成所を計画する学校法人等に対し、運営費の一
部を補助する。

0
1,157,966 598,074 10,500 1,168,466 963,141 497,449 61,340 1,024,481 2,121,107 1,095,523 71,840 2,192,947

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 916,107 473,157 8,307 924,414 1,678,082 866,707 56,835 1,734,917

1239 看護師等養成所大規模修繕費補助
事業

施設の老朽化に伴う改修（屋上防水、外壁改修、内装改修、空調設備改修等）に対して工事費
の一部を補助する。

0
96,000 96,000 3,150 99,150 79,848 79,848 5,205 85,053 175,848 175,848 8,355 184,203

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 75,949 75,949 2,492 78,441 139,120 139,120 6,610 145,730

1240
看護師養成所施設設備整備事業

看護師等の養成の強化及び充実を行い、もって養成力の増強、資質の向上を図るため、養成所
の新増改築にともなう建築工事費、初年度設備整備費等に対し、補助を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

1241
医師免許等申請経由

医師法等に基づく医師免許等について、申請書の厚生労働省への進達、免許の申請書に対す
る交付を行う。

0
2,516 2,516 10,500 13,016 2,093 2,093 683 2,776 4,609 4,609 11,183 15,792

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 289 289 1,204 1,493 529 529 1,283 1,811

1243
診療放射線技師養成校指定事業

診療放射線技師養成校の指定に関し、厚生労働省への設置計画書の副申、設置申請書の進達
を行う。

0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 415 415 0 0 437 437

1246
地域医療研修施設設備整備補助事
業

地域医療の中核的役割を担う大学付属病院及び臨床研修指定病院の施設整備に対し助成す
る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（大
学・大学
院） 7 47 14.9% 0 0 0 0 0 0 0 0

1247
保健師等の教育及び定着対策事業

看護師養成所の教員の確保と実習施設における指導者の確保のため、各種講習会を開催す
る。また、医療の高度化・専門化への対応や在宅看護における自律的な判断など、看護職員の
資質の向上が必要とされているため、資質向上推進計画を策定し、各種研修を実施する。

0
26,439 1,679 10,500 36,939 21,991 1,397 1,939 23,930 48,430 3,076 12,439 60,869 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,803 496 3,099 10,902 14,294 908 3,671 17,965

1248 【新】医療安全対策指導者育成・研
修事業

近年医療事故が多発していることを踏まえ、医療機関における安全対策推進の中心となる指導
者を養成することにより、府内医療機関における安全体制の向上に資する。（大阪府医師会に委
託）

0
7,382 7,382 1,050 8,432 6,140 6,140 443 6,583 13,522 13,522 1,493 15,015 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,179 2,179 310 2,489 3,991 3,991 441 4,431

1249
公衆衛生技術者確保対策事業

医師、保健師等の専門職及び医学生等に対し、地域保健法及び府民健康プラザ構想に基づき
高度な専門性を有する人材の確保・養成とその定着のための調査・研究及び実習生指導を実施
する。

0
5,411 2,162 30,450 35,861 4,501 1,798 1,883 6,383 9,912 3,960 32,333 42,244

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 621 248 3,493 4,114 1,137 454 3,709 4,846

1251 保健所の感染症に関する専門性の
向上

感染症対策における保健所及び市町村職員等の専門性を向上させるため研修を実施する。 1
710 141 10,500 11,210 591 117 588 1,179 1,301 258 11,088 12,389 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1252
エイズ対策研修

エイズ対策に従事する職員の専門性を向上させるため、保健所の医師や保健師等を対象に国
が実施するエイズ対策研修へ派遣するとともに、府独自でエイズカウンセリング研修等を実施す
る。

1
806 403 2,100 2,906 670 335 153 823 1,476 738 2,253 3,729 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1253
看護師勤務環境改善事業

看護職員の離職防止を図るため、ナースステーション、処置室及びカンファレンスルームの整備
に対し、補助を行う。

0
11,806 5,903 3,150 14,956 9,820 4,910 785 10,605 21,626 10,813 3,935 25,561 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,484 1,742 930 4,414 6,383 3,191 1,161 7,544

1254
看護師宿舎施設整備事業

看護師の住環境改善を促進することにより、定着促進を図るため、看護師宿舎の建設等に補助
する。

0
65,241 0 3,150 68,391 54,264 0 3,590 57,855 119,505 0 6,740 126,246 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,256 0 930 20,185 35,271 0 1,989 37,261

1255
救急医療研修等推進事業

救急医療に従事する医師等の救急医療知識の向上を図るため、（社）大阪府医師会に救急医療
に関する知識・技術の取得のための研修会の開催の委託等を行う。

0
4,942 4,692 9,450 14,392 4,111 3,903 756 4,866 9,053 8,595 10,206 19,258 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,459 1,385 2,789 4,248 2,672 2,537 3,012 5,684

1261
保健衛生許認可システム

保健所における食品衛生・環境衛生の許認可業務にかかる台帳処理を電算化することにより本
庁と保健所等でのデータの共有を図り、保健所衛生課並びに食品衛生課、環境衛生課業務の
効率化、高度化を図る。

1
36,245 36,245 232,461 268,706 30,147 30,147 14,106 44,253 66,392 66,392 246,567 312,959 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1262
保健福祉情報システム推進事業

健康福祉部の情報ネットワークを推進し、府民や関係機関の情報ニーズに対応するため、情報
機器を活用した保健福祉情報システムの運用を行い、府民や関係機関に利用しやすい効果的
な情報システムを構築する。

0
25,582 25,582 82,653 108,235 21,278 21,278 5,682 26,960 46,860 46,860 88,335 135,195 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,550 7,550 24,395 31,945 13,830 13,830 26,072 39,902

1263
第三者評価システム推進支援事業

府内における福祉サービスの第三者評価システムが円滑に機能するよう、第三者評価事業を推
進・支援する機関に対する補助を行う。

0
1,000 1,000 7,350 8,350 832 832 438 1,270 1,832 1,832 7,788 9,620 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 2,169 2,464 541 541 2,299 2,839

1264 【新】介護・福祉サービス総合情報
提供システム管理運営費

利用者自らによる介護・福祉サービスの選択に不可欠な情報の提供及びサービス提供主体の
情報の透明性の確保を図ることによるサービスの質の向上を図るため、介護・福祉サービス総
合情報提供システムの管理運営を行う。

0
5,216 5,216 0 5,216 4,338 4,338 274 4,612 9,554 9,554 274 9,828

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,764 1,764 0 1,764 3,231 3,231 93 3,323

1267 【新】福祉サービス総合情報システ
ムデータベース化推進事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

利用者自らが適切な福祉サービスの選択を行うにあたり、社会福祉法人等の情報を一元的に容
易に入手できる環境を整備するため、社会福祉法人に関する基本情報をデータベース化する。

1
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1270 福祉サービスに関する苦情解決制
度の運用

福祉サービスの利用に関する当事者での解決が困難な苦情について、相談やあっせんを行う大
阪府社会福祉協議会「運営適正化委員会」に対して補助する。

1
14,318 7,159 7,350 21,668 11,909 5,955 1,137 13,047 26,227 13,114 8,487 34,715 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1280
精神障害者権利擁護システム事業 精神医療オンブズマンの活動の保障及び権利擁護連絡協議会を運営する。 0

2,281 2,281 3,150 5,431 1,897 1,897 285 2,182 4,178 4,178 3,435 7,613 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 673 673 930 1,603 1,233 1,233 1,014 2,247
1281

アトピー性皮膚炎対策事業
アトピー性皮膚炎に対する正しい知識の伝達や保護者の不安感を除去するため、保健所におい
て専門医による専門相談、栄養指導やアレルギー検査等を実施する。

0
5,518 5,518 21,000 26,518 4,590 4,590 1,392 5,982 10,108 10,108 22,392 32,500 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,629 1,629 6,198 7,827 2,983 2,983 6,609 9,592

1285
保健所運営事業 保健所の管理･運営を行う。 1

373,728 369,790 472,500 846,228 310,849 307,574 44,424 355,273 684,577 677,364 516,924 1,201,501 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
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うち一般
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人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1286
保健所試験・検査事業

尿糞便検査、微生物検査、水質検査及び健康診査等により、府民ニーズの多様化や大規模か
つ広域的な食中毒、感染症発生等の緊急時に的確に対応できるよう試験・検査体制を充実す
る。

1
130,918 -121,238 325,500 456,418 108,891 0 23,960 132,852 239,809 -121,238 349,460 589,270 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1287
保健所整備事業

保健所施設の老朽狭隘化の解消及び保健所事業の推進に必要なスペースの確保を図るため、
保健所の建替整備を進めていく。平成16年度は、支所統合に伴う撤去・移設を行う。

1
298,697 298,697 4,200 302,897 248,442 248,442 15,901 264,343 547,139 547,139 20,101 567,240 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1288
母乳栄養推進事業

母乳の安全性を確認し母乳による育児の推進を図るため、母乳中の有機塩素系化合物の濃度
測定調査及び母子健康調査を行い、専門家で構成する委員会で結果を検討する。

0
1,733 0 1,050 2,783 1,441 0 146 1,588 3,174 0 1,196 4,371 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 510 0 309 820 935 0 352 1,287

1289 不妊専門相談センター事業（不妊対
策事業）

不妊等に関する専門的な相談窓口の開設及び情報提供体制の整備を行い、不妊に悩む人々の
身体的、精神的負担の軽減と出産を望む人の支援を図る。

0
4,436 2,218 5,250 9,686 3,690 1,845 508 4,198 8,126 4,063 5,758 13,884 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 1,307 653 1,546 2,853 2,393 1,197 1,696 4,089

1290
未熟児保健推進事業

保健所において、未熟児及び保護者に対し、適切な育児支援を行うため、訪問指導や未熟児教
室を開催する。

1
5,173 5,173 110,250 115,423 4,303 4,303 6,059 10,362 9,476 9,476 116,309 125,785 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1294 老人保健事業健康診査管理指導事
業

健康診断の精度を向上させるため、府内市町村が実施する健康診査について、精密検査受診
率や要精密検査率等の指標の調査を（財）大阪がん予防検診センターに委託する。

0
9,502 9,502 5,250 14,752 7,903 7,903 774 8,678 17,405 17,405 6,024 23,430

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,213 3,213 1,775 4,988 5,886 5,886 2,037 7,923

1295
乳幼児の不慮の事故防止対策事業

乳幼児の死亡原因の上位を占める不慮の事故（窒息、転落、溺水、交通事故など）の防止を図
るため、乳幼児の保護者などへの啓発･教育を行う。

0
5,275 0 5,250 10,525 4,387 0 553 4,940 9,662 0 5,803 15,465 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,384 0 1,377 2,761 2,534 0 1,522 4,056

1297
市町村母子保健事業

地域母子保健の向上を図るため、住民に密着した市町村において実施される各種母子保健事
業に対し補助する。

1
70,041 57,871 10,500 80,541 58,257 48,134 4,228 62,485 128,298 106,005 14,728 143,026 女性人口 1,325,653 4,501,022 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1298
【新】不妊治療費助成事業

次世代育成支援の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用さ
れず高額の医療費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する。

0
201,393 100,699 5,250 206,643 167,509 83,757 10,848 178,357 368,902 184,456 16,098 385,000 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 59,315 29,658 1,546 60,861 108,650 54,326 4,741 113,391

1299

たばこ対策推進事業

子どもをたばこの煙による健康被害から守るために、未成年者の喫煙開始を防止するための防
煙教育、喫煙者の受動喫煙を防止するための学校・公共の施設等における分煙・禁煙対策、禁
煙を希望する者への禁煙支援対策を学校、家庭、地域、保健所等が連携して総合的に展開し、
たばこ対策を推進する。

1

5,834 5,834 2,100 7,934 4,852 4,852 417 5,269 10,686 10,686 2,517 13,203

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1300
食育推進プロジェクト

子どもの頃から規則正しく朝食をとり、野菜や果物を多く摂取する等の健康的な生活習慣を身に
つけるために、学校と家庭、地域、外食や流通産業、産地とが連携した総合的な食育を推進す
る。（再生予算枠活用事業）

1
13,860 13,860 35,700 49,560 11,528 11,528 2,602 14,130 25,388 25,388 38,302 63,690 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1301
８０２０運動推進支援事業

８０２０を早期に達成するため、８０２０達成支援会議において、府民の口腔内の現状を把握する
とともに地域独自の８０２０歯科保健推進支援策を策定する。

0
11,000 0 0 11,000 9,149 0 577 9,727 20,149 0 577 20,727 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,247 0 0 3,247 5,947 0 170 6,117

1304
肝炎肝がん緊急総合対策事業

保健所で感染予防に関する普及啓発を行うとともに、肝炎ウィルス検査を実施し、企業に勤める
府民等の肝炎ウィルス検査の受診機会を確保する。併せて、肝炎ウィルスキャリアに対する継続
的な保健指導システムの整備と後方専門医療体制の確保を図る。

0
10,272 4,289 8,400 18,672 8,544 3,567 980 9,524 18,816 7,856 9,380 28,196 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,032 1,266 2,479 5,511 5,553 2,319 2,769 8,322

1305
食生活改善地域推進事業

府内全体で健康づくり活動並びに地域の特性に応じた健康づくり活動を推進するため、府域の
食生活改善推進員で構成される大阪府食生活改善連絡協議会に対し支援する。

0
2,540 0 2,100 4,640 2,113 0 244 2,356 4,653 0 2,344 6,996 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 750 0 620 1,369 1,373 0 692 2,065

1307 「健康おおさか２１食環境づくり」推
進事業

生活習慣病の一次予防に重点を置いた健康づくり運動として、個人の行動変容とともに、それを
支援する環境づくりを含めた総合的な取組みを進めるため、外食産業や職域に介入し、多様な
健康づくりの推進を図る。

0
6,063 630 30,450 36,513 5,043 524 1,917 6,960 11,106 1,154 32,367 43,473 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,789 186 8,987 10,777 3,278 341 9,553 12,831

1308
生涯歯科保健推進事業

生涯を通じた歯科保健の向上を図るため、（社）大阪府歯科医師会に対し、大阪府生涯歯科保
健推進協議会等の運営及び市町村ごとの生涯歯科保健推進員の確保による指導、助言等の業
務を委託する。

0
4,000 4,000 2,100 6,100 3,327 3,327 320 3,647 7,327 7,327 2,420 9,747 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,181 1,181 620 1,800 2,163 2,163 714 2,877

1309
生活習慣病克服モデル事業

NPO等と協働して健康づくり事業に取り組む地域に対して支援する市町村に対して補助金を交
付する。また、NPO等が行う府域の地域医療の推進・発展のための研究事業・普及啓発に係る
経費の一部を補助する。

0
2,730 2,730 2,100 4,830 2,271 2,271 254 2,524 5,001 5,001 2,354 7,354 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 806 806 620 1,426 1,476 1,476 695 2,171

1310
在宅障害者口腔保健活動推進事業

障害者施設に通所・入所していない障害者に対する口腔保健活動のあり方を確立し、障害児の
生活の質を高め、健康的な生活の実現を図るためのモデル的な事業を実施する。

0
3,800 2,920 4,200 8,000 3,161 2,429 420 3,581 6,961 5,349 4,620 11,581 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,122 862 1,240 2,361 2,054 1,579 1,364 3,418

1312 大阪南部地域健康指標改善検討事
業

泉州地域におけるがん対策の推進に向けた調査検討を行う。 0
1,000 1,000 2,100 3,100 832 832 163 994 1,832 1,832 2,263 4,094 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1313
栄養士法等関係事業

栄養士法に基づき、栄養士免許書交付事務並びに栄養士養成施設の指導事務を行う。また、健
康増進法に基づき、特定給食施設指導、食品栄養表示基準制度などを行う。

1
1,229 -7,547 5,250 6,479 1,022 0 340 1,362 2,251 -7,547 5,590 7,841 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1314
循環器検診事業

小規模企業従業員等の健康状況の改善を図るため、保健所において循環器科集団検診事業等
を実施することにより、受診啓発を行う。

1
83,698 -33,007 210,000 293,698 69,616 0 15,418 85,034 153,314 -33,007 225,418 378,732 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1315
国民健康・栄養調査

健康増進法第１０条の規定に基づき、府民の身体状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を調
査する。

1
5,361 0 18,900 24,261 4,459 0 1,274 5,733 9,820 0 20,174 29,994 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1317
健康おおさか２１推進事業

２１世紀における府民の健康づくり運動「健康おおさか２１」を府民に普及啓発していくとともに、
保健所圏域においても健康づくりを行う組織・団体等と協力し、健康づくり計画を策定するなど、
総合的な運動の推進を図る。

1
13,582 13,582 26,250 39,832 11,297 11,297 2,091 13,388 24,879 24,879 28,341 53,220 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1319
健康増進事業

府民の健康づくりと生活習慣改善を支援するため、保健所において生活習慣病にかかる恐れの
高い府民に対して、運動や栄養、ストレスなどの生活改善プログラムの提供等を行う。

1
8,381 0 40,950 49,331 6,971 0 2,590 9,561 15,352 0 43,540 58,892 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1322 地域薬局を活用した「健康づくり情
報｣提供事業

地域住民の健康づくり活動を支援するため、薬局薬剤師の職能を活用し、住民個々の体質等を
考慮した情報提供を行う。

0
4,200 4,200 7,350 11,550 3,493 3,493 606 4,100 7,693 7,693 7,956 15,650 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,240 1,240 2,169 3,409 2,271 2,271 2,348 4,619

1323
こころの健康総合センター事業

精神障害者の自立と社会復帰を目指した医療と福祉を提供し、府民の精神的健康の保持増進、
精神障害の予防を行う。

1
118,724 -77,862 378,000 496,724 98,749 0 26,076 124,825 217,473 -77,862 404,076 621,549 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1324
こころの健康づくり推進事業

痴呆性疾患などを有する高齢者やその家族に対するこころの健康づくりを推進するため、保健
所において精神保健福祉相談員等による専門相談、訪問指導等を実施する。

1
68,405 68,405 331,800 400,205 56,896 56,896 21,009 77,905 125,301 125,301 352,809 478,110

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1325
自殺防止対策事業

自殺防止に向けて、医療従事者等への研修を実施するとともに、精神科医療と地域医療との連
携を図る。

0
3,269 0 1,050 4,319 2,719 0 227 2,946 5,988 0 1,277 7,265 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 965 0 310 1,275 1,767 0 377 2,144

1327
予防接種事故救済等対策

予防接種事故の未然防止を図るため、予防接種医に対する最新情報の提供等の研修を行うと
ともに、「予防接種法」に基づき市町村の実施する予防接種健康被害者救済について補助を行
う。

0
138,328 46,125 37,800 176,128 115,055 38,365 9,246 124,301 253,383 84,490 47,046 300,429 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 40,827 13,614 11,156 51,983 74,785 24,937 13,885 88,670

1328 ハンセン病に関する正しい知識の
普及啓発

ハンセン病に関する正しい知識を普及するため、国が実施する「ハンセン病を正しく理解する週
間」等に啓発冊子等を作成配付する。

1
175 175 1,050 1,225 146 146 64 210 321 321 1,114 1,435 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1329 ハンセン病療養所入所者家族生活
援護

療養所に入所している入所者の家族のうち生活困窮者に対して生活保護法に準じて生活援護
扶助を行う。

0
5,411 83 1,050 6,461 4,501 69 339 4,840 9,912 152 1,389 11,301 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,597 24 310 1,907 2,925 45 410 3,335

1330 ハンセン病療養所入所者及び家族
支援

ハンセン病療養所入所者及び家族の福祉の向上を図るため、療養所を訪問し面談等を行う。 0
1,803 1,803 3,150 4,953 1,500 1,500 260 1,760 3,303 3,303 3,410 6,713 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 532 532 930 1,462 975 975 1,006 1,981

1331
ハンセン病療養所入所者社会復帰
等支援事業

ハンセン病療養所に入所している本府出身者を対象として相談窓口の設置や里帰り事業の充
実及び体験交流事業等の普及啓発事業を実施することにより、社会復帰の総合的な支援を行
う。また、平成16年度から社会復帰について、ニーズの把握と各種の支援を行うコーディネー
ターを設置する。

0

10,851 10,851 5,250 16,101 9,025 9,025 845 9,871 19,876 19,876 6,095 25,972 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,203 3,203 1,550 4,752 5,866 5,866 1,799 7,665
1332

医療費公費負担
感染症患者に良質かつ適切な医療を提供することで早期に社会復帰させ、もって感染症のまん
延を防止するため、入院患者の医療費を負担する。

1
1,109 280 0 1,109 922 233 58 981 2,031 513 58 2,090 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1333
感染拡大防止対策

一類から三類感染症のまん延を防止するため、感染した恐れのある者に対し、健康診断の勧告
等を行うとともに、感染症の発生の状況及び原因を明らかにするために必要な調査を行う。

1
20,317 10,890 91,350 111,667 16,899 9,058 5,862 22,761 37,216 19,948 97,212 134,428 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1334
検査能力の向上（研修）

民間検査機関等の資質向上を図るため技術研修を行うとともに、疫学調査に必要な行政検査の
能力を獲得するため、国等が行う技術研修への職員派遣や専門知識を有する各種機関との情
報交換等を行う。

1
1,200 600 24,150 25,350 998 499 1,331 2,329 2,198 1,099 25,481 27,679 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1335
感染症に関する普及啓発

感染症に関する正しい知識の普及啓発を図るため、啓発用リーフレットを作成し配付するととも
に、保健所、市町村、医師会等関係機関との間で連携した取り組みを進める。

1
3,229 1,090 12,600 15,829 2,686 907 831 3,517 5,915 1,997 13,431 19,346 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1336
感染症患者移送

感染症のまん延を防止するとともに感染症の患者に良質かつ適切な医療を提供するため、入院
勧告等を行った患者を感染症指定医療機関等の医療機関まで移送する。

1
1,234 617 0 1,234 1,026 513 65 1,091 2,260 1,130 65 2,325 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1337
感染症指定医療機関運営費補助金

感染症患者に良質かつ適切な医療を提供することで早期に社会復帰させ、もって感染症のまん
延を防止するため、知事が指定した感染症指定医療機関の運営費の一部を補助する。

0
84,000 39,000 0 84,000 69,867 32,438 4,410 74,277 153,867 71,438 4,410 158,277 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24,792 11,511 0 24,792 45,413 21,085 1,301 46,715

1338
感染症診査協議会経費

感染症患者の人権への配慮から、入院の必要性及びその期間の判断について、行政の独断を
排除し、その妥当性を担保するために設置される第三者機関である感染症診査協議会の運営を
行う。

1
294 294 1,050 1,344 245 245 71 315 539 539 1,121 1,659 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1339
結核感染症発生動向調査

感染症の発生の予防及び二次感染の防止を図るため、府内全医療機関及び指定届出機関から
感染症の発生情報を収集し、国に報告するとともに解析委員会で分析した上で府内市町村、医
師会等に情報提供を行う。

1
35,244 17,967 99,750 134,994 29,314 14,944 7,087 36,401 64,558 32,911 106,837 171,395 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1340
感染症予防事業費負担金

感染症のまん延を防止するため、市町村が行う消毒等に要した経費について負担金を交付す
る。

1
114 57 2,100 2,214 95 47 116 211 209 104 2,216 2,425 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

 

―3
 (

3
2
/5

1
) 

1
5
1



「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1341
【新】動物由来感染症対策

動物由来感染症に関する正しい知識の普及、人または動物における動物由来感染症の保有状
況に関する情報の収集、分析、提供体制の整備を行う。

1
4,879 2,440 0 4,879 4,058 2,029 256 4,314 8,937 4,469 256 9,193 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1342 ハンセン病療養所入所者等への府
営住宅の優先的な入居制度の実施

ハンセン病療養所入所者等の社会復帰を支援するため、感染症・難病対策課による希望状況調
査の結果を踏まえ､住宅の斡旋を行っている。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1343
啓発普及活動事業

結核予防意識の向上と結核検診の促進を図るため、保健所において街頭キャンペーンや胸部レ
ントゲン無料検診等を実施する。

1
4,911 2,456 30,450 35,361 4,085 2,043 1,856 5,941 8,996 4,499 32,306 41,302 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1344
結核レントゲン関係施設整備事業

結核予防法に定める健康診断を実施するため、府内の保健所のＸ線撮影関係機器（自動現像
機）を計画的に更新する。

1
3,308 2,206 2,100 5,408 2,751 1,835 284 3,035 6,059 4,041 2,384 8,443 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1345
結核医療療養関係事業

結核予防法に基づき、結核患者に対する医療費の公費負担の実施及び保健所結核審査協議
会の適正な運営を図る。

1
523,936 145,535 2,100 526,036 435,785 121,049 27,615 463,400 959,721 266,584 29,715 989,436 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1346
結核患者治療成績評価推進事業

保健所と結核専門病院とが連携し、結核患者の治療成績評価を積極的に推進することにより、
治療成功率の向上を図る。

1
3,838 0 36,750 40,588 3,192 0 2,131 5,323 7,030 0 38,881 45,911 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1347 結核菌検査及び医療中断防止強化
事業

在宅結核患者等の結核菌検査の実施及び医療中断を防止するため、保健所において菌検査や
訪問指導を実施する。

1
6,672 6,672 84,000 90,672 5,549 5,549 4,760 10,309 12,221 12,221 88,760 100,981 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1348
結核検診関係事業（受託検診）

学校長、施設長及び市町村長に義務づけている結核の定期健康診断及び予防接種について、
保健所が受託して検診を行う。

1
2,030 -3,004 16,800 18,830 1,688 0 989 2,677 3,718 -3,004 17,789 21,507 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1349
結核検診関係事業（補助金）

私立の学校や施設設置者の実施する定期健康診断・予防接種に要する経費に対して補助す
る。

1
55,939 55,939 1,050 56,989 46,527 46,527 2,992 49,519 102,466 102,466 4,042 106,508 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1350
結核検診精度管理事業

結核患者発見対策の柱となる検診精度の向上及び結核医療従事者の育成を図るため、（財）結
核予防会大阪府支部に対し、府内の臨床医への研修事業等を委託する。

1
4,565 2,283 2,100 6,665 3,797 1,899 350 4,147 8,362 4,182 2,450 10,812 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1351
結核再発予防・呼吸機能回復事業

結核等を起因とする低肺機能者の結核再発を防止するため、個別援助活動や検診医療相談会
等を実施する。

1
1,158 579 8,400 9,558 963 482 502 1,465 2,121 1,061 8,902 11,023 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1352
結核定期病状調査事業

結核登録者の病状把握を行うため、公費負担制度、管理検診制度等により病状把握困難な者
について書面により医療機関に照会を行い、保健所による訪問指導などにより二次感染防止を
図る。

1
7,426 3,901 50,400 57,826 6,177 3,245 3,036 9,212 13,603 7,146 53,436 67,038 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1353
野宿生活者結核検診推進事業

健診機会に恵まれない野宿生活者を対象とした結核検診を行い、患者の早期発見・治療を通じ
て感染の拡大防止を図る。

1
1,234 0 21,000 22,234 1,026 0 1,167 2,194 2,260 0 22,167 24,428 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1354
小規模事業所検診事業

小規模事業所における定期健康診断の実施率の向上を図るため、Ｘ線装置搭載検診車（はと
号）を利用して検診未実施事業所に対し受診勧奨のための訪問指導など啓発活動を実施する。

1
7,829 7,138 136,500 144,329 6,512 5,937 7,577 14,089 14,341 13,075 144,077 158,418 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1355
調査活動事業

大阪の結核を疫学的に分析し、固有の対策を講じるため、専門家による研究会を設置して検討
を行う。

0
394 197 1,050 1,444 328 164 76 404 722 361 1,126 1,848 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 116 58 310 426 213 107 332 545

1356 定期外健康診断・予防接種及び患
者管理事業

結核感染者の発見や感染源の追求のため、保健所において定期外健康診断等を実施する。 1
56,470 44,576 163,800 220,270 46,969 37,076 11,563 58,532 103,439 81,652 175,363 278,802 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1357
高齢者に対する結核予防総合事業

高齢者の結核発病を防止するため、保健所が老人福祉施設や老人クラブにおいて結核検診や
相談事業等を実施する。

1
15,636 0 15,750 31,386 13,005 0 1,648 14,653 28,641 0 17,398 46,039

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1358
集団感染防止対策強化事業

結核集団感染の発生に迅速かつ的確に対応するため、専門家チームによる大規模感染発生時
における保健所への相談・指導や結核院内感染を防止するための医療機関に対する指導等の
強化を図る。

1
2,724 1,362 21,000 23,724 2,266 1,133 1,245 3,511 4,990 2,495 22,245 27,235 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1359 木曜夜間・土曜昼間ＨＩＶ抗体検査
事業

ＨＩＶ感染者の早期発見と二次感染を予防するため、（財）大阪予防医学協会に対し木曜夜間に、
ＮＰO法人チャームへ土曜昼間にＨＩＶ抗体検査事業を委託する。

1
9,188 4,594 1,050 10,238 7,642 3,821 537 8,180 16,830 8,415 1,587 18,418 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1360 保健所におけるＨＩＶ抗体検査、クラ
ミジア抗体検査及び梅毒血清反応

早期発見、早期治療の推進と二次感染の予防を図るため、保健所においてＨＩＶ抗体検査（無
料・匿名）、クラミジア抗体検査及び梅毒血清反応検査（一部無料）を実施する。

1
9,993 3,147 21,100 31,093 8,312 2,618 1,632 9,944 18,305 5,765 22,732 41,037 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1361 エイズに関する正しい知識の普及
啓発事業

エイズのまん延防止及び患者・感染者に対する偏見・差別の解消を図るため、啓発用リーフレッ
トの作成・配布、個別施策層を対象とした講習会等の各種啓発事業及びエイズ予防週間事業を
実施する。

1
7,645 3,823 16,800 24,445 6,359 3,180 1,283 7,642 14,004 7,003 18,083 32,087 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1362
エイズ医療体制推進協議会の運営

患者、感染者に対するエイズ医療提供体制の充実を図るため、エイズ治療拠点（協力）病院、医
療関係団体、行政からなる協議会を開催する。

1
176 88 2,110 2,286 146 73 120 266 322 161 2,230 2,552 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1363
エイズ専門相談員派遣事業

府内のエイズ治療拠点病院等に受診する患者・感染者等の心理的サポートを行い、円滑なＨＩＶ
診療を推進するため、主治医の要請に基づきエイズ専門相談員（カウンセラー）を派遣し、カウン
セリングを実施する。

1
440 220 3,150 3,590 366 183 188 554 806 403 3,338 4,144 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1364
エイズ相談事業

感染不安の解消を図るため、保健所においてエイズ相談を実施するとともに、外国人相談窓口と
して、外国語によるエイズ電話相談事業をＮＰＯへの委託により実施する。

1
582 291 2,110 2,692 484 242 141 625 1,066 533 2,251 3,317 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1365
エイズ予防対策医師会補助事業

エイズ医療に関する医療従事者の資質向上及び正しい知識の普及啓発を図ることを目的とし
て、（社）大阪府医師会が実施する医療従事者を対象とした講習会・研修の開催及び府民を対象
とした普及啓発事業に対して補助する。

1
8,316 8,316 2,110 10,426 6,917 6,917 547 7,464 15,233 15,233 2,657 17,890 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1366 エイズ予防対策歯科医師会補助事
業

歯科医療機関におけるＨＩＶ感染の防止を目的として、（社）大阪府歯科医師会が実施するＨＩＶ等
感染症予防講習会事業に対し補助する。

1
154 154 1,050 1,204 128 128 63 191 282 282 1,113 1,395 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1367 大阪神経難病医療推進協議会運営
事業

専門病院、行政等で組織する神経難病医療ネットワーク「大阪神経難病医療推進協議会」の円
滑な運営と患者・家族の支援体制を確保し事業の効果的な実施を図る。

0
4,870 4,496 2,100 6,970 4,051 3,740 366 4,417 8,921 8,236 2,466 11,387 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,437 1,327 620 2,057 2,633 2,431 728 3,361

1368
特定疾患研究会事業

難病対策事業の適正かつ円滑な実施を図る特定疾患研究会（国の要綱に基づき設置）の運営
と、特定疾患研究セミナーの開催、ホームページの運営等調査研究成果の普及を図る。

0
1,341 454 5,250 6,591 1,115 378 346 1,461 2,456 832 5,596 8,052 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 396 134 1,550 1,945 725 245 1,652 2,377

1369
難病患者等短期入所事業

難病患者等及び介護者の負担軽減を図るため、難病患者等短期入所事業を実施する市町村に
対し補助する。

0
824 824 2,100 2,924 685 685 153 839 1,509 1,509 2,253 3,763 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 243 243 620 863 445 445 665 1,111

1371
大阪府指定疾患医療援助事業

府が指定する疾患（蛋白喪失性腸症、肺線維症、悪性腎硬化症）の患者に対して医療援助金を
支給する。

0
780 780 1,050 1,830 649 649 96 745 1,429 1,429 1,146 2,575 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 230 230 310 540 422 422 338 760

1372
大阪府特定疾患医療費援助事業

難病患者への適正医療の普及を図るため、厚生労働省が定める特定疾患の患者に対して医療
費援助を実施するとともに、難病患者認定審査の適正化を図る。

0
4,885,432 3,097,430 23,100 4,908,532 4,063,468 2,576,294 257,680 4,321,148 8,948,900 5,673,724 280,780 9,229,680 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,441,910 914,190 6,818 1,448,728 2,641,221 1,674,570 82,871 2,724,092

1377
覚せい剤中毒者特別対策事業費

覚せい剤中毒者の再使用（再発）を防止するため、（社）大阪精神病院協会に対し、再発防止教
室や家族教室等の事業を委託する。

0
1,169 1,169 1,050 2,219 972 972 116 1,089 2,141 2,141 1,166 3,308 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 345 345 310 655 632 632 344 976

1378 覚せい剤等薬物乱用防止対策事業
費

覚せい剤等による薬物乱用の終息を目指すため、警察、市町村等と構成する「大阪府麻薬覚せ
い剤等対策本部」において、講習会や研修、啓発イベント等を実施する。

0
4,903 3,039 38,640 43,543 4,078 2,528 2,286 6,364 8,981 5,567 40,926 49,907 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,447 897 11,404 12,851 2,651 1,643 12,079 14,730

1379
麻薬等取締指導事業

麻薬覚せい剤等取扱者の指定免許事務を行うとともに、これらの施設に対し立入指導を行うこと
により、麻薬等の乱用による保健衛生上の危害発生の防止につとめる。

0
5,482 -3,224 72,765 78,247 4,560 0 4,108 8,667 10,042 -3,224 76,873 86,914 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,618 -952 21,476 23,094 2,964 -952 22,689 25,652

1387 【新】子どもの「かかりつけ医」普及
事業

子どもの体や病気に関し、気軽に相談できる子どもをよく知る「かかりつけ医」を持つことや、急
病の応急処置・事故予防策などの知識を普及することで、保護者の医療機関への適切な受診行
動につなげる。

0
4,000 4,000 2,100 6,100 3,327 3,327 320 3,647 7,327 7,327 2,420 9,747 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,049 1,049 551 1,600 1,922 1,922 635 2,557

1390
母子医療施設整備事業

新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）、母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）を整備する医療機関に
対し、補助金を交付する。

0
234,593 117,297 3,150 237,743 195,123 97,562 12,481 207,604 429,716 214,859 15,631 445,347 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 61,531 30,766 826 62,358 112,710 56,355 4,100 116,810

1391 臨床・衛生検査技師及び検査所等
関係事業費

医療及び公衆衛生の向上に寄与するため、臨床検査技師、衛生検査技師の免許に関する事
務、臨床検査技師養成所に関する届け出等の経由事務、衛生検査所指導事業等を行う。

1
819 670 10,500 11,319 681 557 594 1,275 1,500 1,227 11,094 12,594 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1392 病院診療所開設許可、医療監視、
医療機関経営指導

医療法に基づき、府内の病院・診療所について、開設や設備等の変更の際に審査・許可し、医
療機関を科学的でかつ適正な医療を行うにふさわしい場としていくため、法令に沿った適正な管
理を行うよう指導していく。

1
2,818 -9,069 109,200 112,018 2,344 0 5,881 8,224 5,162 -9,069 115,081 120,242 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1393
近代化施設整備費補助事業 病院の患者療養環境、医療従事者の職場環境の改善のための施設整備に対して助成する。 0

1,467,475 0 2,100 1,469,575 1,220,575 0 77,147 1,297,723 2,688,050 0 79,247 2,767,298 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 433,118 0 620 433,737 793,364 0 23,389 816,754
1396

診療用放射線装置等届出 診療用の放射線装置を医療機関が設置する際に届け出を受理する。 1
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1397
医療相談 特定の医療に関する相談に応じるため、医療相談コーナーを設置している。 0

6,474 6,474 2,100 8,574 5,385 5,385 450 5,835 11,859 11,859 2,550 14,409 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,911 1,911 620 2,531 3,500 3,500 753 4,253
1399

遠隔医療設備整備事業 通信技術を応用した遠隔医療設備を整備する医療機関に対し助成する。 0
7,090 0 525 7,615 5,897 0 400 6,297 12,987 0 925 13,912 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,093 0 155 2,248 3,833 0 273 4,106

1400 休日夜間急患診療確保対策事業
（二次）

二次救急診療体制を確保するため、二次救急診療体制を整備運営する市町村（ブロックの幹事
市)に対し、運営費補助を行う。

0
340,137 183,079 10,500 350,637 282,910 152,276 18,407 301,317 623,047 335,355 28,907 651,954 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 100,390 54,035 3,099 103,489 183,889 98,978 8,532 192,421

1402 公的医療機関がん・リハ施設設備
整備補助事業

がん診療施設設備、リハ診療施設設備を整備する公的病院に対して助成する。 0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 155 155 0 0 163 163

1404
【新】医療相談窓口整備事業

府民に身近な保健所に医療相談窓口を設置し、府民からの相談や苦情に迅速に対応するととも
に、必要に応じて医療機関に対し問合せや指導等を行うことにより、患者サービスの向上と医療
の安全を高める。

1
2,550 2,550 4,200 6,750 2,121 2,121 354 2,475 4,671 4,671 4,554 9,225 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

 

―3
 
(
33

/
51

)
 

1
5
2



「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1407
精神医療適正化対策事業

精神保健福祉法に基づき、府内の精神病院に入院する患者の人権に配慮した適正な医療の提
供及び保護の確保を図る。

1
29,646 29,646 10,500 40,146 24,658 24,658 2,108 26,766 54,304 54,304 12,608 66,912 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1408
措置入院患者医療対策事業費

知事が指定した民間病院での措置入院患者（自傷、他害の恐れのある精神疾患患者）の受入れ
を円滑に行うため、患者の受入れ日数に応じ協力謝金を支払う。

1
7,212 7,212 1,050 8,262 5,999 5,999 434 6,432 13,211 13,211 1,484 14,694 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1409
公的病院運営資金貸付金 公的医療機関の経営安定を図るため、公的医療機関に対し、運営資金を貸し付ける。 0

998,000 0 105 998,105 830,088 0 52,397 882,485 1,828,088 0 52,502 1,880,590 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 294,555 0 31 294,586 539,551 0 15,496 555,046
1421 医療用後発医薬品再評価品質規格

策定事業
安価な医療用後発医薬品の普及を促進し、その品質を確保するため、国からの委託事業として
溶出試験規格の策定等を行う。

0
5,643 -626 5,775 11,418 4,694 0 599 5,293 10,337 -626 6,374 16,711 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,714 -301 2,778 5,492 4,972 -301 3,066 8,039

1423
医薬品情報（副作用等）収集提供事
業

医薬品による副作用被害の拡大を防止するため、医療機関で発生している医薬品による副作用
が疑われる症例をデータベース化し、複数の医療機関の医療従事者が共有することができるシ
ステムの充実を図るとともに、このシステムから得られる情報を、薬剤師会を活用し、府民に提供
する。

0

40,946 40,946 8,715 49,661 34,057 34,057 2,607 36,664 75,003 75,003 11,322 86,325 事業所数 232,804 483,964 48.1% 19,696 19,696 4,192 23,889 36,079 36,079 5,446 41,525
1424

地域における調剤事故防止対策
（薬薬連携モデル）検討事業

医薬品による健康被害を未然に防止するため、病院薬剤師と薬局薬剤師のよる「薬薬連携」を
推進することにより、病院の医師・薬剤師と薬局薬剤師が患者情報 の共有化できるシステムを
構築する。併せて、上記システムを活用した、調剤事故の未然防止及び調剤事故発生時の対応
（ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの確立）方策も検討する。

0

2,069 0 10,500 12,569 1,721 0 660 2,381 3,790 0 11,160 14,950 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 611 0 3,099 3,710 1,119 0 3,294 4,412
1425

毒物劇物取締事業
毒物劇物製造、輸入、販売業者並びに届け出を要する毒物劇物業務上取扱者に対し、立入検
査を実施するなど、毒物劇物による危害発生の防止に努める。

1
2,358 -10,965 44,174 46,532 1,961 0 2,443 4,404 4,319 -10,965 46,617 50,936 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1426
薬価等調査事業

府内の事業所における医薬品等の生産金額の調査、保健医療で使用される医薬品の価格調
査、医薬品等の製造業等の経営分析を行うための調査他5種類の調査を実施する。

0
5,009 0 4,200 9,209 4,166 0 483 4,650 9,175 0 4,683 13,859 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,410 0 2,020 4,430 4,414 0 2,253 6,667

1427

薬事監視指導

医薬品等の製造・輸入・販売業等の申請や医薬品等の表示・広告に関し審査・相談等及び承
認・許可を行うとともに、GPMSPの定着促進を含め、これらの許可施設への立入調査等の指導
を行う。さらに、健康食品と称する無承認医薬品の検査と取扱業者への指導等を行う。また、こ
れらの許可業者の台帳管理を電算化により行う。

1

30,512 -88,505 375,952 406,464 25,378 0 21,338 46,716 55,890 -88,505 397,290 453,180 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1429 【新】小児等への医薬品の適正使用

普及啓発事業
小児を持つ母親や妊婦または授乳婦のいる家庭向けに、医薬品の使用方法等を解説した小冊
子を作成し、医師会、薬剤師会や保健所等と連携して適正使用のための普及啓発を行う。

0
6,063 6,063 2,520 8,583 5,043 5,043 451 5,493 11,106 11,106 2,971 14,076 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 1,786 1,786 742 2,528 3,271 3,271 875 4,146

1437
休日夜間急病診療所施設整備事業

市町村が行う休日夜間の初期救急医療体制の整備事業に対し計画的に助成を行い、救急患者
の受入体制の強化を図る。

0
2,800 1,400 6,300 9,100 2,329 1,164 478 2,807 5,129 2,564 6,778 11,907 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 826 413 1,859 2,686 1,514 757 2,000 3,514

1442
【新】小児救急電話相談事業

夜間の子どもの急病等に関する保護者の不安を解消するため､小児科医又は看護師による夜
間電話相談体制を構築する。

0
20,664 20,664 2,625 23,289 17,187 17,187 1,223 18,410 37,851 37,851 3,848 41,699 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 5,420 5,420 689 6,108 9,928 9,928 1,009 10,937

1443
【新】小児救急広域連携促進事業

夜間小児初期救急医療体制を共同して整備する市町村に､施設･設備整備費の一部を助成する
とともに､夜間の診療体制の充実にかかる運営費に助成する。

0
138,500 138,500 2,625 141,125 115,198 115,198 7,409 122,606 253,698 253,698 10,034 263,731 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 36,327 36,327 689 37,016 66,542 66,542 2,632 69,174

1445
精神科救急医療体制整備事業

休日・夜間等における精神科救急医療体制の確保を図るため、救急入院を受け入れた病院に対
して協力謝金等を支払う。

0
25,219 14,189 10,500 35,719 20,976 11,802 1,875 22,851 46,195 25,991 12,375 58,570 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,443 4,188 3,099 10,542 13,634 7,671 3,652 17,287

1446
精神障害者24時間医療相談事業

夜間・休日の急な精神症状の発症により、受診や入院の必要性を相談する場として、医療相談
窓口を設置し、そこで受診等必要な助言、救急当番病院の紹介を行い、府民の夜間・休日の医
療相談体制の充実を図る。

0
47,672 13,398 10,500 58,172 39,651 11,144 3,054 42,705 87,323 24,542 13,554 100,877 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 14,070 3,954 3,099 17,169 25,773 7,243 4,000 29,773

1447
災害医療体制推進事業

災害医療体制の整備・充実を図るため、府立急性期・総合医療センターの患者受入れ体制を整
備するとともに、トリアージタッグを作成する。

0
628 492 1,050 1,678 522 409 88 610 1,150 901 1,138 2,288 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 185 145 310 495 340 266 336 675

1452
骨髄移植対策推進事業

骨髄移植についての正しい知識の普及啓発と、保健所等においてドナー登録の受付を推進す
る。

0
1,799 1,799 4,200 5,999 1,496 1,496 315 1,811 3,295 3,295 4,515 7,810 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 531 531 1,240 1,771 973 973 1,333 2,305

1453
国民健康保険安定化推進事業費

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、安定化計画の策定指導、国民健康保険制度の
周知徹底等を行う。

0
2,705 0 1,050 3,755 2,250 0 197 2,447 4,955 0 1,247 6,202 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 798 0 310 1,108 1,462 0 368 1,830

1454
国民健康保険基準超過費用負担金

高医療費指定市町村が安定化計画を実施した状況を踏まえ、指定市町村の実績給付費が基準
給付費の1.17倍を超える額について、その1/2を指定年度の翌々年度に国・大阪府・市町村が
各々1/3ずつ負担する。※実績に応じて２月補正対応

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

1455
国民健康保険基盤安定事業負担金

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、市町村が行う低所得者の保険料軽減及び保険
者支援分に対し、公費（国1/2・府1/4・市町村1/4）による補助を行う。

0
12,050,088 12,050,088 1,050 12,051,138 10,022,685 10,022,685 632,641 10,655,326 22,072,773 22,072,773 633,691 22,706,464 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,556,521 3,556,521 310 3,556,831 6,514,664 6,514,664 187,031 6,701,695

1456 国民健康保険高額医療費共同事業
負担金

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、市町村が国民健康保険団体連合会に納付する
高額療養費共同事業拠出金に対し、相当額を負担する。（国１／４・府１／４・市町村１／２）

0
3,966,416 3,966,416 1,050 3,967,466 3,299,074 3,299,074 208,278 3,507,352 7,265,490 7,265,490 209,328 7,474,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,170,667 1,170,667 310 1,170,977 2,144,372 2,144,372 61,782 2,206,154

1457
国民健康保険事業費補助金

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、保健事業、収納率向上対策事業等を行う国民
健康保険事業保険者（市町村等）に対して補助する。

0
388,033 388,033 2,100 390,133 322,747 322,747 20,481 343,228 710,780 710,780 22,581 733,361 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114,526 114,526 620 115,146 209,783 209,783 6,665 216,448

1458 国民健康保険診療報酬審査支払事
務費補助金

不正請求の摘発及び保険医療機関の指導を推進するため、診療報酬審査支払事務等を行う国
民健康保険団体連合会に対して補助する。

0
22,625 22,625 1,050 23,675 18,818 18,818 1,243 20,061 41,443 41,443 2,293 43,736 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,678 6,678 310 6,988 12,232 12,232 677 12,909

1459
国民健康保険団体連合会補助金 国民健康保険制度の円滑な運営を図るため、国民健康保険団体連合会に対して補助する。 0

2,268 2,268 1,050 3,318 1,886 1,886 174 2,061 4,154 4,154 1,224 5,379 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 669 669 310 979 1,226 1,226 361 1,587
1460

国民健康保険特別対策支援事業
国民健康保険事業に対する府民の理解を深めるため、新聞広告やポスター掲示等による広報
を行う。

0
20,584 0 1,050 21,634 17,121 0 1,136 18,256 37,705 0 2,186 39,890 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,075 0 310 6,385 11,128 0 645 11,773

1461 国民健康保険広域化等支援基金事
業

市町村国保の運営の広域化及び国保財政の安定化に資するため、府に国保広域化等支援基
金を設置し、市町村保険者に対し無利子貸付を行う。

0
461,077 230,493 1,050 462,127 383,502 191,713 24,260 407,762 844,579 422,206 25,310 869,889 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 136,084 68,029 310 136,394 249,273 124,612 7,470 256,743

1462
保険医等講習事務委託

保険診療報酬請求の適正化を進めるため、保険医師等に対し、指導者講習会及び地区講習会
を行う。

0
21,322 21,322 105 21,427 17,735 17,735 1,125 18,859 39,057 39,057 1,230 40,286 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,293 6,293 31 6,324 11,527 11,527 363 11,890

1463 保険医療機関等及び保険医等の監
査

保険医療機関等及び保険医等の監査を行い、国民健康保険事業の健全な運営を図る。 0
5,066 5,066 0 0 266 266 0 0 5,332 5,332 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,495 1,495 0 0 1,574 1,574

1464 保険医療機関等及び保険医等の指
導

保険医療機関等及び保険医等の指導を行い、国民健康保険事業の健全な運営を図る。 0
45,596 45,596 0 0 2,394 2,394 0 0 47,990 47,990 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 13,457 13,457 0 0 14,164 14,164

1467
食中毒予防啓発事業

食中毒予防の注意喚起を促し、食中毒の発生防止の徹底を図るため、あらゆる機会を利用し、
各種啓発媒体を用いた啓発を行う。また、効率的・効果的な啓発としてビジュアルな方法も取り
入れて実施していく。

1
1,000 0 18,042 19,042 832 0 1,000 1,831 1,832 0 19,042 20,873

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1468
食肉衛生検査所運営事業 食肉の安全性を確保するため、と畜検査等を行う食肉衛生検査所を運営する。 1

29,923 22,523 180,600 210,523 24,889 18,734 11,052 35,940 54,812 41,257 191,652 246,463

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1469
食品の安全確保対策事業

輸入食品の著しい増加､食品製造技術の高度化､流通の広域化等に伴い起こりうる新たな危害
を未然に防止するための対応､流通の拠点である中央卸売市場における迅速的､効率的な検査
体制を整備する。

1
14,214 13,087 7,968 22,182 11,823 10,885 1,164 12,987 26,037 23,972 9,132 35,169

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1470
食品安全対策事業

府内で流通している食品の安全確保を図るため、国内外で生産、製造された食品を収去、ある
いは買い上げ、付着又は残留する農薬、抗生物質、ＰＣＢ等を検査する。

1
13,881 13,881 129,515 143,396 11,546 11,546 7,528 19,073 25,427 25,427 137,043 162,469

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1471

食品営業指導事業

食品関係営業施設の許可及び処分、並びに広域製造施設監視や大量調理施設等に対する衛
生指導のための監視及び検査を実施する。さらに、特定の食品に苦情が多発した場合、「食品
事故対策特別チーム」による事故発生要因の分析・究明を行い関係機関への指導・啓発を実施
する。

1

9,813 -173,551 458,456 468,269 8,162 0 24,582 32,744 17,975 -173,551 483,038 501,013

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1472
食品衛生監視事業

食の安全性を確保するため、流通食品等の収去検査､添加物の製品検査、営業施設の監視、食
中毒事件調査並びに食品衛生監視員研修会を実施する。

1
43,090 39,039 364,276 407,366 35,840 32,471 21,385 57,225 78,930 71,510 385,661 464,591

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1473
食品衛生関係優良施設の表彰に関
する業務

食品衛生関係の施設･設備の維持管理等の衛生面において他の模範となる施設を表彰し、関係
者の保健衛生意識の高揚を図る。

0
1,081 1,081 2,086 3,167 899 899 166 1,065 1,980 1,980 2,252 4,232

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 301 301 580 881 551 551 626 1,177

1474
食品衛生検査所運営費

大阪府中央卸売市場及び同付設関連卸売団地内の食品取扱施設の監視指導と、大量に入荷
する食品の検査を集中的に実施し、府民に対し安全な食品の供給を図る。

1
21,881 21,881 62,650 84,531 18,200 18,200 4,438 22,637 40,081 40,081 67,088 107,168

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1475
食品衛生消費者対策事業

食品衛生に関する正しい知識の普及啓発を図るため、消費者及び食品関係営業者・従事者に
対し食品衛生講習会等を実施する。　また、ポスター、広報誌による啓発をはじめ、インターネッ
トを利用したホームページによる各種情報の提供を行う。

1
4,232 4,071 56,661 60,893 3,520 3,386 3,197 6,717 7,752 7,457 59,858 67,610

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1476
食品衛生専門監視事業

乳製品、食肉製品並びに集団給食等大量調理食品による事故防止と安全対策の一環として、
食品衛生上の問題点を探り、HACCP手法を用いたモデルシステムの作成及び普及を推進する
とともに､食品衛生監視員のために最新の監視方法と技術を開発する。

1
3,362 3,362 56,173 59,535 2,796 2,796 3,125 5,922 6,158 6,158 59,298 65,457

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
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d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
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b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
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うち一般
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人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1477
食品検査施設の業務管理

府立公衆衛生研究所をはじめ府内８ヶ所の食品衛生検査施設での検査業務を管理するため、
内部、外部精度管理及び検査機器の保守点検を行う。

1
27,587 27,587 141,057 168,644 22,946 22,946 8,853 31,799 50,533 50,533 149,910 200,443

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1479
熱媒体の人体影響とその治療等に
関する研究

PCB中毒症（油症）患者の有効的な治療法等の解明を図るため、全国油症治療研究班長から委
託を受けて、油症患者の検診並びに追跡調査を実施する。

0
700 -300 2,506 3,206 582 0 168 751 1,282 -300 2,674 3,957

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 195 -83 697 891 357 -83 744 1,100

1481
食鳥検査事業費

食鳥肉の安全性を確保するため、食鳥検査を指定検査機関に委任して実施するとともに、監視・
検査により安全な食鳥肉の供給を図る。

1
84,382 84,382 1,050 85,432 70,185 70,185 4,485 74,670 154,567 154,567 5,535 160,102 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1482
ふぐ処理講習会開催経費

ふぐによる食中毒を防止するため、ふぐ販売営業の許可や立入調査及びふぐ処理講習会を実
施する。

0
3,110 -15,459 10,500 13,610 2,587 0 714 3,301 5,697 -15,459 11,214 16,911 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 918 -4,563 3,099 4,017 1,681 -4,563 3,310 4,991

1483
食の安全・安心推進事業費

行政をはじめ食の生産から流通、販売に携わる事業者や消費者の団体等が参画する府民会議
を設置し、啓発活動等に取り組む。(再生予算枠活用事業）

0
13,797 13,797 31,500 45,297 11,476 11,476 2,378 13,854 25,273 25,273 33,878 59,151 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,072 4,072 9,297 13,369 7,459 7,459 9,999 17,458

1484
水道水の安全性確保事業

飲料水の安全で安定した供給を確保するため、上水道、簡易水道、専用水道等の水道事業者
等をはじめ、簡易専用水道等貯水槽水道、飲用井戸設置者等に対し、適切な維持管理について
指導・監督を行うとともに、水道水源等の水質監視を行う。

0
7,855 6,655 294,138 301,993 6,533 5,535 15,854 22,387 14,388 12,190 309,992 324,380 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,318 1,964 86,813 89,132 4,247 3,598 91,492 95,739

1485
住居衛生対策事業

快適で健康的な住居衛生環境の確保を図るため、保健所において住まいの衛生に関する相談
を行うとともに、住まい方に関する講習会や展示会等を開催する。

1
2,354 2,354 45,150 47,504 1,958 1,958 2,494 4,452 4,312 4,312 47,644 51,956

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1486
建築物衛生関係事業

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づき、特定建築物の届出、維持管理指
導及び建築物衛生管理業者の登録を行う。

1
9,234 -3,611 78,750 87,984 7,680 0 4,619 12,299 16,914 -3,611 83,369 100,283

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1487
家庭用品安全対策事業

有害物質を含有する家庭用品による府民の健康被害を防止するため、家庭用品を製造・輸入・
販売する者に対して基準適合検査等を実施する。

1
1,864 1,864 45,150 47,014 1,550 1,550 2,468 4,018 3,414 3,414 47,618 51,032 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1489
公衆浴場対策事業

府民の公衆浴場の利用の機会の確保を図るため、経営改善を含む事業を実施し、公衆衛生の
向上を図る。

1
44,792 1,839 13,650 58,442 37,256 1,530 3,068 40,324 82,048 3,369 16,718 98,766 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1492

環境衛生関係営業施設の開設許可
等・監視指導、遊泳場の検査実施
等、温泉に関する許可・指導等

《環境衛生関係営業施設の開設許可等》
生活衛生関係営業六法及び関係条例の運用・指導を行う。
《環境衛生関係営業施設の監視指導》
保健所の環境衛生監視員が生活衛生関係営業施設の立入検査を実施するほか、これに関係す
る各種相談、連絡調整を行う。
《遊泳場の検査実施等》
大阪府遊泳場条例に基づく遊泳場の許可等を行う。
《温泉に関する許可・指導等》
温泉法に基づく温泉掘削、動力装置、利用の許可等と大阪府自然環境保全審議会温泉部会の
運営などを行う。

1

9,793 -3,814 27,300 37,093 8,145 0 1,947 10,093 17,938 -3,814 29,247 47,186 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1494 環境衛生関係優良施設の表彰に関

する業務
環境衛生関係の施設・整備の維持管理等の衛生面において他の模範となる施設を表彰し、関係
者の保健衛生意識の高揚を図る。

0
514 514 1,050 1,564 428 428 82 510 942 942 1,132 2,074 事業所数 232,804 483,964 48.1% 247 247 505 752 453 453 545 997

1495 環境功労者等の表彰等に関する業
務

保健衛生の向上に尽力し、その功績が顕著な者及び団体を表彰し、関係者の功労に報いるとと
もに保健衛生意識の高揚を図る。

0
323 323 1,050 1,373 269 269 72 341 592 592 1,122 1,714 事業所数 232,804 483,964 48.1% 155 155 505 660 285 285 540 824

1496
墓地等指導監督事業

墓地、納骨堂、火葬場施設、化製場、死亡獣畜取扱場及び動物飼養場、産汚物取扱者及び処
理施設の許可等及び指導監督を行う。

1
546 546 43,050 43,596 454 454 2,289 2,743 1,000 1,000 45,339 46,339 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1498
監察医事業

異状死体またはその疑いのある死体(犯罪性のあるものを除く）の死因を明らかにするために監
察医をおいて解剖等を行う。

0
90,251 74,799 105,000 195,251 75,066 62,214 10,250 85,316 165,317 137,013 115,250 280,567 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 26,637 22,077 30,990 57,627 48,793 40,439 34,015 82,808

1500
輸入食品の安全性評価事業

食品衛生法により、食品に残留する農薬の許容限度が定められており、国内産のみならず輸入
農産物にも適用されることから、輸入農作物の残留農薬検査の迅速化、省力化を検討し、食品
の安全性の向上に寄与する。

1
12,336 0 12,336 10,260 0 648 10,908 22,596 0 648 23,244

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1501
検査研究用備品整備費

近年頻発する健康危機被害等に対応するため、検査研究用機器を計画的に更新・整備し、府民
の健康を守るための科学的・技術的中核機関の役割を果たす。

0
41,511 0 41,511 34,527 0 2,179 36,706 76,038 0 2,179 78,217 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,252 0 0 12,252 22,442 0 643 23,085

1502
赤潮・貝毒被害防止対策受託事業

水産庁の委託を受け、毒化した二枚貝の摂取による下痢、嘔吐等の食中毒対策として、大阪府
が開発した下痢性貝毒簡易測定キットのモニタリング検査への有効性を実証するとともに、関連
する基礎的研究を実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1505
地域における健康危機管理のため
の迅速検査体制の整備事業

大阪府が整備する5種類の健康危機対策のための要綱等とそれを受けて策定した公衆衛生研
究所の「健康危機管理要領」が、危機発生時に機能し、役割を十分果たせるよう、府内保健所等
を中心に平常時の連携を強化するための情報連携基盤の整備、危機対応シミュレーションの実
施等を行う。

0

5,400 5,400 4,491 0 283 4,775 9,891 0 283 10,175 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,594 0 0 1,594 2,919 0 84 3,003
1506

猫の引取り事業
府民センタービルで猫の引き取りを行うとともに、所有者不明の犬猫等の死体収容業務を行う市
町村に対し交付金を交付する。

1
22,146 22,146 19,110 41,256 18,420 18,420 2,166 20,586 40,566 40,566 21,276 61,842 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1507
飼い犬の管理強化推進事業

飼い主のモラル向上及び飼い犬による危害の防止を図るため、苦情相談に対する助言や指導
等を行う。

1
1,586 1,578 11,550 13,136 1,319 1,313 690 2,009 2,905 2,891 12,240 15,145 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1508
狂犬病予防事業 狂犬病の発生を防止するため、浮浪犬を捕獲・抑留するとともに、啓発・指導等を行う。 0

37,256 9,299 473,340 510,596 30,988 7,734 26,804 57,792 68,244 17,033 500,144 568,388 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,996 2,745 139,704 150,700 20,142 5,027 147,615 167,757
1510 大阪府地域福祉推進支援モデル事

業

地域・市町村がその創意と工夫による主体的取組みとして、地域福祉の諸活動を進めていくこと
により、府域の福祉水準の向上を図っていけるよう、地域福祉の推進に資するモデル事業等を
実施する市町村を支援する。

0
43,228 43,228 7,350 50,578 35,955 35,955 2,655 38,610 79,183 79,183 10,005 89,188 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,759 12,759 2,169 14,928 23,370 23,370 2,953 26,323

1511 地域福祉課題解決型コミュニティ・
ビジネス育成支援事業

商工労働部の「コミュニティ・ビジネス起業家応援事業」と連携しながら、「社会起業家育成支援
モデル事業」と「社会起業家ナレッジバンク事業」を２年間モデル実施することにより、民・民の
パートナーシップによる地域福祉推進体制の構築を図る。

0
10,000 10,000 9,450 19,450 8,318 8,318 1,021 9,339 18,318 18,318 10,471 28,789 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 4,810 4,546 9,356 8,811 8,811 5,037 13,848

1512 大阪府社会福祉協議会プラットホー
ム化支援事業

社会福祉法に「地域福祉を推進する団体」として位置付けられた社会福祉協議会が、その位置
付けに即した役割を担うことができるよう、新たな福祉課題の調査・研究等を実施し、計画的な
課題解決の推進・組織強化を図る大阪府社会福祉協議会に対して補助を行う。

1
8,500 8,500 2,100 10,600 7,070 7,070 556 7,626 15,570 15,570 2,656 18,226 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1513 「大阪府地域福祉サポーターズ倶
楽部」運営事業

学識経験者等で構成する第三者機関を中心とした産・学のネットワークを構築することにより、
市町村に対する助言等の支援と地域福祉のシンクタンク的機能を強化する。

0
2,500 2,500 7,350 9,850 2,079 2,079 517 2,596 4,579 4,579 7,867 12,446 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 738 738 2,169 2,907 1,352 1,352 2,322 3,674

1514
社会福祉協議会活動促進費

社会福祉施設の適正かつ安定的な経営とサービス向上を図るため、経営相談等を行う大阪府
社会福祉協議会に対して補助する。

1
19,636 19,636 2,100 21,736 16,332 16,332 1,141 17,473 35,968 35,968 3,241 39,209 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1515 社会福祉協議会活動促進費（大阪
府社会福祉協議会運営費補助金）

地域福祉活動を充実させるため、大阪府社会福祉協議会に対し、運営費を補助する。 1
9,413 9,413 1,050 10,463 7,829 7,829 549 8,379 17,242 17,242 1,599 18,842 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1516
小地域ネットワーク活動推進事業

地域の寝たきり高齢者等援護を要する人に対する支援を充実するため、地区福祉委員会が小
地域で行う住民の参加と協力による援助活動を支援する市町村社会福祉協議会に対して、大阪
府社会福祉協議会等を通じて補助する。

0
468,771 468,771 5,250 474,021 389,901 389,901 24,884 414,786 858,672 858,672 30,134 888,807 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 138,355 138,355 1,550 139,905 253,433 253,433 8,894 262,327

1517 大阪社会福祉指導センター運営助
成費

社会福祉施設職員等の資質向上を図るため、研修等を行う大阪府社会福祉協議会（大阪府社
会福祉指導センター）に対して補助する。

1
64,119 57,568 2,100 66,219 53,331 47,882 3,476 56,807 117,450 105,450 5,576 123,026 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1519 地域福祉活動育成事業補助金（国
庫）

地域福祉の向上を図るため、ふれあいのまちづくり事業を行う市町村社会福祉協議会に対して、
府社協を通じて補助する。

0
4,000 2,000 1,050 5,050 3,327 1,664 265 3,592 7,327 3,664 1,315 8,642 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,181 590 310 1,490 2,163 1,081 388 2,551

1520
民生委員活動費（活動費等負担金） 民生委員の活動を促進するため、民生委員に対し、活動費の実費弁償等を行う。 1

445,236 445,236 2,100 447,336 370,326 370,326 23,484 393,809 815,562 815,562 25,584 841,145 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1521

民生委員活動費（民生委員指導費）
民生委員としての意識を高め、活動の強化を図るため、民生委員に対し、永年勤続の表彰等を
行う。また、任期満了に伴なう一斉改選を行う。

1
11,437 11,437 10,500 21,937 9,513 9,513 1,152 10,664 20,950 20,950 11,652 32,601 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1522
隣保館運営事業費

人権問題に対する府民の理解を深めるため、相談事業等を行う隣保館を設置している市町に対
して補助する。

1
524,985 308,096 10,500 535,485 436,657 256,259 28,111 464,768 961,642 564,355 38,611 1,000,253 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1524 【新】地域活動活性化等促進支援事
業

子どもの健全育成や高齢者の生きがいづくりなど多様化する福祉課題に地域で的確に対応する
ため、ニーズの発見・把握、人材の紹介等までの一連のサイクルを構築する。

0
4,155 4,155 1,050 5,205 3,456 3,456 273 3,729 7,611 7,611 1,323 8,934 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,226 1,226 310 1,536 2,246 2,246 391 2,637

1535 日本自転車振興会、日本小型自動
車振興会助成事業

財団が実施する助成事業（施設の新築・増改築、修繕・各種工事、車両及び備品の購入等を対
象）についての申請事務等の取りまとめを行うとともに、知事の推薦を付し、本事業の支援・振興
を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

1539
社会福祉法運営費

社会福祉法に基づいて設立、運営される社会福祉法人の認可監査及び適正な運営のための指
導監督事務を行う。また、大阪府社会福祉協議会の活動を促進することにより、府民福祉の向
上を図る。

1
19,898 11,440 220,500 240,398 16,550 9,515 12,620 29,170 36,448 20,955 233,120 269,568 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1540

社会福祉施設管理費（運営補助金
及び管理委託費）

《養護老人ホーム》
養護が必要な高齢者に対してサービスを提供するため、府立養護老人ホームを管理運営する。
《軽費老人ホーム》
居宅において生活することが困難な高齢者に必要なサービスを提供するため、府立軽費老人
ホームを管理運営する。
《女性自立支援センター》
女性の自立支援を図るため、府立女性自立支援センターを管理運営する。

1

1,025,836 502,218 10,500 1,036,336 853,241 417,721 54,404 907,645 1,879,077 919,939 64,904 1,943,981
高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1541 民間社会福祉施設整備資金借入金
利子補助金

民間社会福祉施設の整備を促進するため、社会福祉法人等に対し、施設整備資金（平成15年4
月以降の新規契約分を除く）の償還に係る利子の一部を補助する。

1
365,326 365,326 10,500 375,826 303,861 303,861 19,730 323,590 669,187 669,187 30,230 699,416 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1548 救護施設機能強化推進費（高齢障
害者加算事業）

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 1
4,416 4,416 1,050 5,466 3,673 3,673 287 3,960 8,089 8,089 1,337 9,426

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1549
生活困窮者援護費

生活保護受給者を支援するため、生活保護受給者に対し、夏期及び歳末に一時金等を支給す
る。

1
382,110 382,110 10,500 392,610 317,821 317,821 20,611 338,431 699,931 699,931 31,111 731,041 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1550
生活保護受給者自立促進支援事業

生活保護受給者の自立を促進するため、相談・援助に携わる人材の育成や地域の関係機関に
対する技術的指導、情報提供等の事業を(社福)大阪府総合福祉協会に委託し実施する。

1
720 720 1,050 1,770 599 599 93 692 1,319 1,319 1,143 2,462 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1551
長期療養者更生援護費

結核、難病等により長期入院中の患者の更生等を支援するため、生活等の相談に応ずる第２種
社会福祉事業団体大阪府患者同盟に対して補助する。

1
9,500 9,500 1,050 10,550 7,902 7,902 554 8,455 17,402 17,402 1,604 19,005 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1552
行旅病人及び行旅死亡人取扱費

行旅病人及び行旅死亡人が発生したとき、その所在地の市町村が病人を救護し、又は、死体の
埋葬等に要した経費について弁償する。

1
9,696 9,696 1,050 10,746 8,065 8,065 564 8,629 17,761 17,761 1,614 19,375 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1554
生活福祉資金貸付事業費 低所得世帯等の自立を図るため、必要な資金を貸し付ける。 0

189,740 133,838 10,500 200,240 157,817 111,320 10,512 168,328 347,557 245,158 21,012 368,568 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 56,001 39,502 3,099 59,100 102,580 72,357 6,202 108,781
1570

ホームレス自立支援等事業 大阪市を除く府内市町村との共同で、ホームレスの自立の支援等に関する事業を推進する。 0
150,000 64,000 150,000 124,763 53,232 7,874 132,637 274,763 117,232 7,874 282,637 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1571 ホームレスに対する実践的・援助手
法に関する調査・研究事業

自立に阻害要因をかかえるホームレスに対して、生活相談、保健、福祉等に関する専門的知
識、技術を有する社会福祉士によるソーシャルワークを中心とした支援（指導・援助等）を実践的
に行い、自立阻害要因に応じた指導・援助手法の開発等を行う。

0
6,000 0 2,100 8,100 4,991 0 425 5,416 10,991 0 2,525 13,516 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,771 0 620 2,391 3,244 0 745 3,989

1572 ホームレス対策推進事業会議運営
等事務費

府内市町村及び関係機関との連携・協力のもと、ホームレスに対する自立支援施策を推進する
ための会議を運営する。

0
1,500 1,500 1,050 2,550 1,248 1,248 134 1,381 2,748 2,748 1,184 3,931 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 443 443 310 753 811 811 349 1,160

1573 ホームレス動向把握調査事業（緊
急地域雇用創出特別基金事業）

大阪府内（大阪市を除く）全域を定期的に巡回し、ホームレスの動向を把握する。 0
17,850 0 1,050 18,900 14,847 0 992 15,839 32,697 0 2,042 34,739 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1574 【新】ホームレス自立支援協力事業
所開拓事業（緊急地域雇用創出特
別基金事業）

ホームレスの自立を支援するため、生活保護法による勤労意欲助長事業の協力事業所開拓を
行う。

0
10,500 0 1,050 11,550 8,733 0 606 9,340 19,233 0 1,656 20,890 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,099 0 310 3,409 5,677 0 489 6,165

1575
【新】次世代育成支援対策推進事業

次世代育成支援対策推進法に基づき平成16年度中に策定が義務付けられている行動計画の
策定について、学識経験者等で構成する検討会議において検討を行うとともに、市町村や関係
団体などと連携しながら、幅広い府民の意見の反映を図る。

0
6,862 6,862 5,707 0 360 6,068 12,569 0 360 12,930 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,025 0 0 2,025 3,710 0 106 3,816

1576
子ども夢づくり月間行事の実施

国の児童福祉週間等の行事が実施される５月を「子ども夢づくり月間」と定め、府民への啓発を
実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1578
【新】全国家庭児童調査委託事業

全国の家庭にいる児童及びその世帯の状況を把握し、児童福祉行政推進のための基礎資料を
得る。
（５年に一度の全国調査）

0
350 0 1,050 1,400 291 0 73 365 641 0 1,123 1,765 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 92 0 275 367 168 0 295 463

1584 駅前保育サービス提供施設等設置
促進事業

駅前等の利便性の高い場所に保育サービス提供施設等を整備する市町村に対して補助する。 1
4,000 2,000 1,050 5,050 3,327 1,664 265 3,592 7,327 3,664 1,315 8,642 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1585
子育て短期支援事業

家庭の児童養育機能を補完するため、家庭での養育が一時的に困難になった児童を児童福祉
施設に受け入れる事業を行う市町村に対して補助する。

1
7,405 2,469 1,050 8,455 6,159 2,054 444 6,603 13,564 4,523 1,494 15,058 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1586
放課後児童健全育成事業費補助金 育児と就労の両立を図るため、放課後児童クラブを運営する市町村に対して補助する。 1

852,487 426,380 2,100 854,587 709,058 354,642 44,863 753,920 1,561,545 781,022 46,963 1,608,507 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1589

特定保育事業
パート就労の増大等に伴う多様な保育需要に対応するため、週2～3日程度、または午前か午後
のみの柔軟かつ安定的な保育サービスの提供に必要な経費を補助する。（再生予算枠活用事
業）

1
40,220 13,408 1,050 41,270 33,453 11,152 2,167 35,620 73,673 24,560 3,217 76,890 労働人口 1,353,792 4,445,438 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1590
送迎保育ステーション試行事業

駅前等に送迎拠点を設置し、郊外の受入余裕のある保育所への送迎サービスを行う市町村に
対して補助する。

1
20,698 10,349 1,050 21,748 17,216 8,608 1,142 18,357 37,914 18,957 2,192 40,105 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1591 乳幼児健康支援一時預かり事業補
助金

子育てと就労の両立を支援するため、病気回復期にある児童の一時預かり事業を行う市町村に
対して補助する。

1
101,510 50,755 2,100 103,610 84,431 42,216 5,439 89,870 185,941 92,971 7,539 193,480 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1592 【新】乳幼児健康支援一時預かり事
業実施施設整備費補助金

集団保育の困難な児童を保育所や病院、診療所に付設された専用スペース等で一時的に預か
る施設を整備する市町村に対して補助する。

1
3,400 1,700 0 3,400 2,828 1,414 178 3,006 6,228 3,114 178 6,406 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1593
市町村児童保護費負担金

市町村が、保育所等に入所契約した者の処遇及び最低基準の維持に要する経費の一部を負担
することにより、入所者の処遇の向上を図る。

1
5,046,094 5,046,094 6,300 5,052,394 4,197,099 4,197,099 265,232 4,462,331 9,243,193 9,243,193 271,532 9,514,725 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1595 認可外保育施設の指導監督強化事
業

認可外保育施設の適切な運営を確保するため、立入調査、施設設置者等に対する研修を実施
するとともに、認可外保育施設職員の健康診断を実施する市町村に対して補助する。

1
2,848 2,113 31,500 34,348 2,369 1,757 1,803 4,172 5,217 3,870 33,303 38,520 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1596
認可外保育施設の認可化促進事業

良質な認可外保育施設の認可化を支援し、保育サービスの供給増を図るため、認可施設に移
行するのに必要な経費を市町村に対して補助する。

1
2,666 1,333 1,050 3,716 2,217 1,109 195 2,413 4,883 2,442 1,245 6,129 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1597
児童手当の支給

六歳就学前の児童を養育している者に対し、児童手当を支給することにより、家庭における生活
の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資する。

0
5,793,425 5,793,425 10,500 5,803,925 4,818,693 4,818,693 304,685 5,123,378 10,612,118 10,612,118 315,185 10,927,303 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,519,559 1,519,559 2,754 1,522,313 2,783,455 2,783,455 82,670 2,866,125

1598
児童扶養手当の支給

父と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するた
め、児童扶養手当を支給し、もって児童の福祉の増進を図る。

1
444,850 115,379 10,500 455,350 370,005 95,967 23,904 393,909 814,855 211,346 34,404 849,259 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1599
交通遺児授業料軽減助成費 交通遺児の就学を支援するため、高校授業料を助成する市に対して補助する。 0

1,107 -3,766 1,050 2,157 921 0 113 1,034 2,028 -3,766 1,163 3,191
生徒数（高
校） 84,297 271,152 31.1% 344 -1,171 326 671 630 -1,171 362 992

1600
特別児童扶養手当の支給

精神又は身体に障害を有する児童を監護する父母等に対して特別児童扶養手当を支給し、これ
らの者の福祉の増進を図る。

0
20,877 0 31,500 52,377 17,364 0 2,750 20,114 38,241 0 34,250 72,491 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 5,476 0 8,262 13,738 10,030 0 8,983 19,014

1605
未熟児養育医療給付事業 入院養育を必要とする未熟児に対し。その養育に必要な医療の給付を行う。 1

197,580 84,048 3,150 200,730 164,338 69,907 10,538 174,875 361,918 153,955 13,688 375,605 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1606

結核児童療育給付事業
結核にり患し、長期の入院治療を必要とする児童に対し、その療育に必要な医療の給付を行う。
また、日常学習用品等を支給する。

1
667 311 0 667 555 259 35 590 1,222 570 35 1,257 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1607
小児慢性特定疾患治療研究事業

悪性新生物、慢性腎疾患等の小児慢性特定疾患にり患している患者の医療の確立･普及及び
患者福祉の向上を図るため、医療費の援助を行う。また症状の急変に速やかに対応できるよう
手帳を交付する。

1
1,253,732 717,293 27,300 1,281,032 1,042,794 596,610 67,250 1,110,044 2,296,526 1,313,903 94,550 2,391,076 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1608
身体障害児育成医療給付事業

身体に障害のある児童に対し、その障害を解消し、日常生活能力を回復するために必要な医療
の給付を行う。

1
171,944 86,362 8,400 180,344 143,015 71,832 9,467 152,482 314,959 158,194 17,867 332,826 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1610 【新】慢性疾患児家族等宿泊施設設
置支援事業

慢性疾患児及びその家族の支援のために設置されるサポートハウスに対し、土地を貸し付ける
ことにより安心して治療が受けられる体制を支援する。

0
402,500 402,500 2,100 404,600 334,780 334,780 21,240 356,020 737,280 737,280 23,340 760,620 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 105,572 105,572 551 106,123 193,381 193,381 6,122 199,503

1613
乳幼児入院時食事療養費助成事業

乳幼児の健康保持と家庭の経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助成する市町村に
対して補助する。

0
162,161 162,161 5,250 167,411 134,878 134,878 8,788 143,666 297,039 297,039 14,038 311,077 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 42,533 42,533 1,377 43,910 77,910 77,910 3,682 81,593

1614
乳幼児医療費助成事業

乳幼児の健康保持と家庭の経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助成する市町村に
対して補助する。

0
3,666,976 3,666,976 5,250 3,672,226 3,050,015 3,050,015 192,779 3,242,793 6,716,991 6,716,991 198,029 6,915,019 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 961,812 961,812 1,377 963,189 1,761,801 1,761,801 51,941 1,813,742

1621
子育て支援のための拠点施設整備

地域における子育てしやすい環境の整備の促進を図ることを目的として、市町村が保育所、学
校等に付設して子育て支援のための拠点整備を行う事業に対し補助する。

0
324,807 28,847 3,150 327,957 270,159 23,994 17,217 287,375 594,966 52,841 20,367 615,332 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 85,194 7,566 826 86,020 156,054 13,860 5,342 161,396

1623 市町村少子化対策推進強化特別事
業

市町村において、実効性のある少子化対策の推進が図られるよう、子育てバリアフリー化の推
進等の市町村の取組を支援する。

0
16,250 0 15,752 32,002 13,516 0 1,680 15,196 29,766 0 17,432 47,198 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,796 0 4,649 9,445 8,785 0 5,145 13,930

1624 地域子育て支援センター事業補助
金

地域での子育てを支援するため、保育所を活用して子育て相談、親子教室、子育てサークルの
育成などの支援を行う地域子育て支援センター事業を実施する市町村に対して補助する。

0
362,093 182,369 5,250 367,343 301,172 151,686 19,284 320,456 663,265 334,055 24,534 687,799 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 94,973 47,834 1,377 96,350 173,968 87,619 6,435 180,403

1625
地域組織活動育成費補助金

児童館等との公共施設と連携しながら活動する一定規模を有する母親クラブ、子育てサークル、
ＮＰＯ等に対して補助する。

0
378 189 0 378 314 157 20 334 692 346 20 712 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 99 50 0 99 182 91 5 187

1626
【新】親子交流の場設置運営事業

在宅の子育て家庭の親子が、身近な場所で、気軽に集い、多様な子育て支援を受けることがで
きる居場所（交流の場）の設置運営を行う市町村に対して補助する。

0
45,417 15,139 2,100 47,517 37,776 12,592 2,494 40,270 83,193 27,731 4,594 87,787 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 11,912 3,971 551 12,463 21,821 7,274 1,205 23,026

1627 【新】子育て支援総合コーディネート
事業

子育て支援総合コーディネーターを配置するなど、地域に応じたきめ細かな子育て支援サービス
を実施する市町村に対して補助する。

0
18,417 6,140 1,050 19,467 15,318 5,107 1,022 16,340 33,735 11,247 2,072 35,807 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 4,831 1,610 275 5,106 8,848 2,950 543 9,392

1628 【新】子育て支援総合推進モデル市
町村事業

総合的な子育て支援事業推進を目指し、地域ぐるみで子育て支援について、意識啓発、機運の
醸成等に取り組むモデル市町村に対して補助する。、

0
20,213 0 1,050 21,263 16,812 0 1,116 17,928 37,025 0 2,166 39,191 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 5,302 0 275 5,577 9,711 0 568 10,280
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

1629 【新】在宅子育て家庭サポート事業
（家庭支援推進保育所事業）

家庭環境に配慮を要する「入所児童及びその家庭」並びに「在宅の家庭」（特に引きこもりがちな
家庭）を対象に保育士の家庭訪問や出前の育児相談・親子教室など保育所機能を持った家庭
支援推進保育所（仮称）を地域に展開する。

0
160,307 103,361 5,250 165,557 133,336 85,971 8,691 142,027 293,643 189,332 13,941 307,584 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 42,047 27,111 1,377 43,424 77,020 49,660 3,657 80,676

1633
里親開拓費 里親に託されている児童の処遇向上を図るため、支度品の支給や里親の研修等を行う。 1

1,081 1,012 0 1,081 899 842 57 956 1,980 1,854 57 2,037 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1636

施設児童等援護費
施設入所児童、里親委託児童の医療費の支払に係る審査手数料等を大阪府社会保険診療報
酬支払基金等に支出することにより、適正な医療費の執行を図る。

1
3,004 3,004 0 3,004 2,499 2,499 158 2,656 5,503 5,503 158 5,660 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1637
社会福祉施設整備費補助金

入所児童の処遇向上を図るため、児童福祉施設の改築等を行う社会福祉法人に対して補助す
る。

1
415,421 135,765 9,450 424,871 345,527 112,923 22,304 367,831 760,948 248,688 31,754 792,702 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1639 児童福祉施設等機能強化推進費
（処遇向上分）

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 1
117,734 117,734 1,050 118,784 97,925 97,925 6,236 104,161 215,659 215,659 7,286 222,945 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1640
児童福祉施設扶助費

児童福祉法の規定により、児童養護施設等へ要保護児童を入所させた者の処遇及び最低基準
の維持に要する経費の一部を負担することにより入所者の処遇の向上を図るとともに処遇職員
の人件費等を支給する。

1
6,333,869 3,138,249 5,250 6,339,119 5,268,208 2,610,245 332,781 5,600,989 11,602,077 5,748,494 338,031 11,940,108 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1641
児童福祉団体育成事業費 児童福祉施設退所児童の自立を促進するため、余暇利用指導会や家庭環境指導事業を行う。 1

1,208 1,208 1,050 2,258 1,005 1,005 119 1,123 2,213 2,213 1,169 3,381 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1642

児童養護施設家族療法室整備事業
施設に入所する被虐待児の早期家庭復帰を図るため、施設内に親子関係の改善のための訓練
の場（親子生活訓練室）を整備する社会福祉法人に対して整備費を助成する。

1
3,520 1,174 1,050 4,570 2,928 976 240 3,168 6,448 2,150 1,290 7,738 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1659 母子家庭等就業・自立支援センター
事業

母子家庭の母等に対して、就業相談から就業支援講習会の実施、就職情報の提供など一貫し
た就業支援サービスや養育費の相談など生活支援サービスを提供する。

1
22,835 11,418 4,200 27,035 18,993 9,497 1,419 20,412 41,828 20,915 5,619 47,447 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1660
ひとり親家庭生活支援事業

ひとり親家庭の生活基盤の安定を図るため、生活支援講習、健康支援、土日・夜間電話相談、
児童訪問援助（ホームフレンド）、情報交換の場の提供など各種事業を地域の実情に応じて選択
実施する。

1
11,801 4,375 1,050 12,851 9,816 3,639 675 10,490 21,617 8,014 1,725 23,341 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1661
母子家庭自立支援給付金事業

母子家庭の母の就業を促進するため、府が指定する職業能力開発のための講座を受講する場
合に受講料を補助するとともに、就職に有利な資格取得を行うため介護福祉士等の養成機関で
2年以上受講する場合に、生活費の負担軽減のための給付等を行う。

1
6,096 1,524 1,050 7,146 5,070 1,268 375 5,445 11,166 2,792 1,425 12,591 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1662
母子家庭等日常生活支援事業

母子家庭の母等が、自立するための就学や疾病などにより一時的に介護、保育のサービスが必
要となった場合に、家庭生活支援員を派遣する。

1
15,225 6,668 2,100 17,325 12,663 5,546 909 13,573 27,888 12,214 3,009 30,898 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1663 母子家庭等ＩＴ技術サポート事業（緊
急地域雇用創出特別基金事業）

母子家庭の母等の求職に活かせるようパソコン講座を開催するとともに、既に技能習得した者
には指導者として従事することにより、ステップアップを図る。

1
11,897 0 1,050 12,947 9,895 0 680 10,575 21,792 0 1,730 23,522 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1664
母子福祉推進事業費

母子家庭の母等の自立を促進するため、母子相談員による相談や母子福祉センターにおける
相談等を行う。

1
11,745 11,745 45,150 56,895 9,769 9,769 2,987 12,756 21,514 21,514 48,137 69,651 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1665
大阪府母子寡婦福祉資金貸付金

母子家庭の生活の安定向上及びその自立支援を図るため、母子家庭の母等に対し、資金の貸
付を行う。

1
914,300 0 120,540 1,034,840 760,471 0 54,325 814,796 1,674,771 0 174,865 1,849,636 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1666
母子家庭医療費公費負担事業

母子家庭の母子の健康保持と経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助成する市町村
に対して補助する。

1
3,041,627 3,041,627 5,250 3,046,877 2,529,879 2,529,879 159,950 2,689,829 5,571,506 5,571,506 165,200 5,736,706 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1667 母子家庭医療費公費負担事業（国
民健康保険事業費補助金）

単独医療費助成事業実施に伴い減額される国庫負担金を補填するため、各保険者（市町村）に
対して補助する。

1
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2002 幼年・少年消防クラブ、婦人防火ク
ラブの指導

火災予防思想の高揚と安全な地域社会づくりのため、民間防火組織の育成指導を行う。 0
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,240 1,240 0 0 1,305 1,305

2003
火災予防運動 防火思想の普及啓発を図るため、防火図画の募集等を行う。 0

3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979
2004 災害時におけるボランティア活動支

援事業
災害時におけるボランティア活動を支援するため、ボランティアリーダーやコーディネーター育成
講習会等を行う。

0
383 191 2,100 2,483 319 159 130 449 702 350 2,230 2,932 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 113 56 620 733 207 103 658 865

2005
防災意識啓発事業 日頃から災害に対する備えを心がけてもらうため、啓発イベント等を行う。 0

844 301 3,150 3,994 702 250 210 912 1,546 551 3,360 4,906 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 249 89 930 1,179 456 163 992 1,448
2007

自主防災組織育成事業 地域住民による自主的な防災活動を促進するため、リーダー養成研修会等を行う。 0
1,130 565 4,200 5,330 940 470 280 1,220 2,070 1,035 4,480 6,550 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 334 167 1,240 1,573 611 305 1,322 1,933

2017
市町村に対する備蓄の指導 市町村に対する指導を通じて、災害時用物資の市町村備蓄を促進する。 0

143 143 0 0 8 8 0 0 151 151 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 42 42 0 0 44 44
2020

原子力防災対策事業
原子力災害発生時に防災機能が発揮できるよう、原子力防災資機材の整備を行うとともに、緊
急時応急対策拠点施設（オフサイトセンター）や環境放射線監視システムなどの施設機能の維
持管理に努める。

0
250,899 0 21,000 271,899 208,686 0 14,274 222,959 459,585 0 35,274 494,858 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2021
危険物取扱者等免状交付等事業

消防法に定められた都道府県知事の業務である危険物取扱者・消防設備士免状の交付等の事
務を実施する。

0
36,658 -16,750 840 37,498 30,490 0 1,969 32,459 67,148 -16,750 2,809 69,957 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,819 -4,944 248 11,067 19,818 -4,944 829 20,647

2022
危険物取扱者保安講習の実施事業

消防法に定められた都道府県知事の業務である危険物の取り扱いの保安に関する講習事務を
行う。

0
38,296 -7,294 840 39,136 31,853 0 2,054 33,907 70,149 -7,294 2,894 73,043 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,303 -2,153 248 11,551 20,704 -2,153 854 21,558

2023
救急業務高度化推進事業

消防機関の救急業務において、救急救命士に対する指示体制等(メディカルコントロール)の充実
を図るため、都道府県単位及び各医療地域単位の協議会を運営する。

0
2,076 2,076 6,825 8,901 1,727 1,727 467 2,194 3,803 3,803 7,292 11,095 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 613 613 2,014 2,627 1,122 1,122 2,152 3,275

2025 消防行事の実施事業（消防・操法大
会、大阪府消防表彰式）

市町村消防団員の規律及び士気の高揚と、ポンプ操法技術の向上を図るとともに、消防の振興
と防火思想の普及向上を図るべく、各種消防行事を実施する。

0
1,893 1,893 4,200 6,093 1,575 1,575 320 1,894 3,468 3,468 4,520 7,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 559 559 1,240 1,798 1,023 1,023 1,334 2,357

2027
消防設備士講習会の実施事業

消防法に定められた都道府県知事の業務である消防設備士に対する消防用設備等の工事・整
備に関する講習事務を行う。

0
33,516 -6,384 840 34,356 27,877 0 1,804 29,681 61,393 -6,384 2,644 64,037 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,892 -1,884 248 10,140 18,120 -1,884 780 18,900

2029
消防用ヘリコプター運営費補助金

大阪市が保有する消防ヘリコプターを府内の衛星都市と共同で運行し、迅速かつ効率的に消防
活動や広域災害に備えるため、大阪市を除く府内衛星都市・消防組合に対して、運営費の一部
を補助する。

0
55,328 55,328 1,575 56,903 46,019 46,019 2,987 49,006 101,347 101,347 4,562 105,909 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 16,330 16,330 465 16,795 29,912 29,912 1,347 31,259

2030 市町村に対する指導、連絡調整事
務

市町村消防体制の充実を図るため、消防組織・体制に関する指導助言を行う。 0
23,625 23,625 0 0 1,240 1,240 0 0 24,865 24,865 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 6,973 6,973 0 0 7,339 7,339

2033
大阪府危険物安全大会の実施事業

危険物の保安に対する意識の高揚及び啓発を推進し、各事業所における自主保安体制の確立
を図るため、国が主唱した危険物安全週間に呼応し、毎年６月を「大阪府危険物安全月間」と定
め、各種普及啓発事業を府内で積極的に推進する。

0
453 453 1,575 2,028 377 377 106 483 830 830 1,681 2,511 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 134 134 465 599 245 245 496 741

2034 【新】消防用ヘリコプター更新補助
金

大阪府区域内においては、大阪市消防局が所有する２機のヘリコプターを衛星都市と共同で運
航し、迅速かつ効果的な消防防災活動を確保している。
今回、うち１機が経年劣化、老朽化したため、大阪市消防局と共同で整備を図る。

0
389,000 389,000 323,552 0 20,421 343,973 712,552 0 20,421 732,973 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114,811 0 0 114,811 210,306 0 6,027 216,333

2035
救急救命士養成教育実施事業

救急救命士を養成するため、府立消防学校において、府内市町村の消防本部から実費を徴収
し、救急隊員の教育を行う。

0
27,000 0 1,575 28,575 22,457 0 1,500 23,957 49,457 0 3,075 52,532 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,969 0 465 8,434 14,597 0 908 15,505

2036
消防教育訓練事業

地震時の火災や高層建築物の火災など、複雑・多様化した災害に対応するため、市町村消防職
員及び消防団員の教育訓練を消防学校において効果的かつ効率的に実施する。

0
124,345 121,629 52,500 176,845 103,424 101,165 9,284 112,708 227,769 222,794 61,784 289,553 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 36,700 35,898 15,495 52,195 67,225 65,757 18,235 85,460

2037
被災者生活再建支援事業 自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対し、支援金を支給する。 0

1,905,326 326 1,050 1,906,376 1,584,759 271 100,078 1,684,836 3,490,085 597 101,128 3,591,212 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 562,347 96 310 562,657 1,030,080 176 29,847 1,059,928
2040

石油コンビナート等防災対策事業
石油コンビナート等災害防止法に基づき設置された防災本部を運営し,防災関係機関との連絡
調整,防災訓練の実施,化学消火薬剤の備蓄等,災害の発生及び拡大の防止のための総合的な
施策の推進を図る。

0
1,894 1,894 13,650 15,544 1,575 1,575 816 2,391 3,469 3,469 14,466 17,935 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 559 559 4,029 4,588 1,024 1,024 4,270 5,294

2041
銃砲・火薬類の規制指導事業

武器等製造法及び火薬類取締法に基づく申請・届出が、法の基準に適合しており、安全性が確
保されているかを審査・検査する。また、立入検査を行い、事故の未然防止及び保安意識の啓
発に努める。

0
2,388 -2,607 36,750 39,138 1,986 0 2,055 4,041 4,374 -2,607 38,805 43,179 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 705 -769 10,847 11,551 1,291 -769 11,453 12,744

2042
電気工事業者の規制指導事業

電気工事業の業務の適正化に関する法律に基づく申請・届出が法の基準に適合しており、安全
性が確保されているかを審査・検査する。また、関係団体と協力し、保安意識の啓発に努める。

0
1,131 0 17,850 18,981 941 0 996 1,937 2,072 0 18,846 20,918 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 334 0 5,268 5,602 611 0 5,562 6,174

2043
電気工事士の免状交付 電気工事士法に基づき、試験合格者等の申請により免状を交付する。 0

2,260 0 5,250 7,510 1,880 0 394 2,274 4,140 0 5,644 9,784 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 667 0 1,550 2,217 1,222 0 1,666 2,888
2044 産業保安業務情報システム推進事

業
高圧ガス、火薬類、電気等の許認可、届出、登録等の事務について、平成15年度に開発を行っ
たシステムの維持管理を行うとともに、電子申請等にも対応できるよう検討を進める。

0
3,952 3,952 8,400 12,352 3,287 3,287 648 3,936 7,239 7,239 9,048 16,288 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,166 1,166 2,479 3,646 2,137 2,137 2,671 4,807

2045
ガス、電気用品の立入検査 ガス事業法及び電気用品安全法に基づき、立入検査を実施する｡ 0

18 0 1,050 1,068 15 0 56 71 33 0 1,106 1,139 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5 0 310 315 10 0 326 336
2046

火薬類取扱責任者等免状交付 火薬類取締法に基づき、試験合格者の申請により免状を交付する。 0
452 0 0 452 376 0 24 400 828 0 24 852 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 133 0 0 133 244 0 7 251

2047
危険物の規制指導事業

消防法に基づく申請・届出が、法の基準に適合しており、安全性が確保されているかを審査・検
査する。また、立入検査を行い、事故の未然防止及び保安意識の啓発に努める。

1
455 422 5,250 5,705 378 351 299 678 833 773 5,549 6,383 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2048 高圧ガス・液化石油ガスの規制指
導事業

高圧ガス保安法及びＬＰ法に基づく申請・届出が、法の基準に適合しており、安全性が確保され
ているかを審査・検査する。また、危害予防週間における事業の一環として、高圧ガス大会（知
事表彰）・防災訓練を行い、事業者の保安意識の啓発を図る。

0
18,924 -42,408 188,370 207,294 15,740 0 10,882 26,622 34,664 -42,408 199,252 233,916 事業所数 232,804 483,964 48.1% 9,103 -20,400 90,613 99,716 16,675 -20,400 95,847 112,522

2049 高圧ガス消費事業者等への保安講
習会

高圧ガスの事故原因の多くを占めている消費過程での事故防止に資するため、消費事業者の
保安意識の高揚と保安技術の向上を図るため講習会を行う。

0
202 0 1,050 1,252 168 0 66 234 370 0 1,116 1,486 事業所数 232,804 483,964 48.1% 97 0 505 602 178 0 537 715

2050
高圧ガス販売主任者等の免状交付 高圧ガス保安法・ＬＰ法に基づき、試験合格者の申請により、免状を交付する。 0

3,968 -1,616 0 3,968 3,300 0 208 3,509 7,268 -1,616 208 7,477 事業所数 232,804 483,964 48.1% 1,909 -777 0 1,909 3,496 -777 100 3,597
2055

災害対策資器材の整備 警察本部、警察署及び交番に配置されている災害対策資器材の点検、整備を図る。 0
16,775 16,775 13,953 0 881 14,833 30,728 0 881 31,608 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,951 0 0 4,951 9,069 0 260 9,329

2056
災害警備活動の練度の向上

平素から現場に即した訓練を実施するとともに、関係機関主催の各種防災訓練へ参画し、災害
対策資器材の取扱技術の向上を図る。

0
1,557 1,557 1,295 0 82 1,377 2,852 0 82 2,934 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 460 0 0 460 842 0 24 866

2057
防災啓発活動の推進

「防災週間」、「防災とボランティア週間」等において、防災資器材の展示、取扱訓練等を行い、地
域住民に対する防災意識の啓発活動を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2059
街路事業

都市交通を円滑にし、府民生活の安全性、快適性の向上を図り，都市活動の活性化に寄与する
ため、都市計画道路の整備を進める。

1
21,262,783 5,260,359 1,207,500 22,470,283 17,685,362 4,375,314 1,179,608 18,864,970 38,948,145 9,635,673 2,387,108 41,335,253 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2072
ため池愛護月間の実施

５月を「ため池愛護月間」と定め、ため池の維持管理の万全を図り、災害の未然防止に努めると
ともに、水辺空間を保全活用する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

2073
ため池防災事業

ため池や水路の老朽化した箇所の改修により、農業用水の確保と豪雨時の洪水災害を未然に
防止する。

0
831,873 88,363 110,117 941,990 691,912 73,496 49,451 741,363 1,523,785 161,859 159,568 1,683,353 総面積 222 1,894 11.7% 97,502 10,357 12,907 110,409 178,600 18,971 18,703 197,302

2076 土地改良事業指導費（維持管理助
成）

農業団体が保有する農業水利施設（ため池、水路等）の維持管理を支援するため、農業団体が
施設の維持補修を行う際に必要な事業費の３割について大阪府土地改良事業団体連合会に補
助する。

0
8,505 8,505 1,050 9,555 7,074 7,074 502 7,576 15,579 15,579 1,552 17,131 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 148 148 18 166 271 271 27 298

2078
湛水防除事業

都市化の進展に伴う水路流域内の開発や住宅化により、豪雨時に水路や農地が湛水し農業生
産の障害となるため、排水機の増設・修繕及び排水路の整備を行う。

0
112,179 4,429 12,619 124,798 93,305 3,684 6,551 99,857 205,484 8,113 19,170 224,655 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2080

水防ため池点検調査

府内にある約11,000ヵ所のため池のうち、水防上重要なものを水防法に基づく大阪府水防計画
に水防ため池として指定を行う。５月の「ため池愛護月間」に、これら指定ため池を、府、市町村
が管理状況を調査し、その結果をため池関係者に通知することにより、ため池水防に万全を期
する。

0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326
2081

【新】土地改良施設耐震対策事業
今世紀前半に発生する可能性が高いと言われている東南海・南海地震について、甚大な２次被
害を引き起こすおそれのある土地改良施設の耐震調査を実施し、耐震性の不足している施設に
対しては、耐震補強工事を実施する。

0
10,500 5,250 1,750 12,250 8,733 4,367 643 9,376 19,233 9,617 2,393 21,626 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,099 1,550 517 3,616 5,677 2,838 706 6,383

2082
【新】地域ぐるみため池防災機能増
進事業

複数のため池の管理者が連携し、農業上、防災上の維持管理を適正に行う体制を構築すること
により、ため池の洪水調節機能の保全及び増進を図り、安全で快適なまちづくりに資する。

0
12,000 0 2,625 14,625 9,981 0 768 10,749 21,981 0 3,393 25,374 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,542 0 775 4,316 6,488 0 1,001 7,489

2091 水防施設機材事業（防災テレメー
タ、情報関連施設、洪水ハザード
マップの整備促進)

水防活動上重要となる水位や雨量データやその他の情報を遠隔で収集・発信できるテレメータ
設備の新設及び更新を行う。津波、高潮対策として水門等、防潮施設の遠隔操作化等を行う。ま
た、市町村における洪水ハザードマップの整備を促進し、洪水が発生した場合に想定される浸水
区域や浸水深、避難経路等の情報を住民に周知していく。

0

90,306 90,306 5,145 95,451 75,112 75,112 5,011 80,123 165,418 165,418 10,156 175,574 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 26,653 26,653 1,519 28,172 48,822 48,822 2,997 51,820
2096

都市計画規制指導
開発行為等について、都市計画法に基づき適正な規制と誘導を行うことによって、都市の健全な
発展と秩序あるまちづくりを推進する。

1
29,278 -34,455 157,500 186,778 24,352 0 9,805 34,157 53,630 -34,455 167,305 220,935

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2103
建築防災事業

がけ地の崩壊による危険から住民の生命の安全を確保するため「災害危険区域」を指定し、住
宅の建築制限を行うとともに危険住宅の移転に際して補助を行う。

0
763 744 1,050 1,813 635 619 95 730 1,398 1,363 1,145 2,543 総面積 222 1,894 11.7% 89 87 123 212 164 160 134 298

2104
震災対策推進事業

民間の既存建築物の耐震性を向上するため、所有者に耐震診断補助を行う市町村に補助する
と共に所有者等に対して普及・啓発等を行う。

0
7,754 7,102 10,500 18,254 6,449 5,907 958 7,408 14,203 13,009 11,458 25,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,289 2,096 3,099 5,388 4,192 3,840 3,382 7,574

2105
宅地造成等規制指導事業

宅地造成工事等について、宅地造成等規制法に基づき必要な規制と指導を行うことにより、が
け崩れ等の災害の防止を図る。

1
3,290 -3,596 26,250 29,540 2,736 0 1,551 4,287 6,026 -3,596 27,801 33,827 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2107
建築基準指導事業

建築物を建築するに際し、建築基準法及び建築基準関係規定に基づく必要な指導を行うことに
より、建築物の安全性の向上を図る。

1
18,345 -23,855 189,000 207,345 15,258 0 10,885 26,143 33,603 -23,855 199,885 233,488

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2108
違反建築等防止対策事業

違反建築等の摘発と是正指導を行うと共に、関係機関・団体と協力して違反建築等防止の各種
施策を推進する。

1
15,083 13,508 94,500 109,583 12,545 11,235 5,753 18,298 27,628 24,743 100,253 127,881

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2112
防火･準防火地域の指定の促進 都市の不燃化を促進するため,都市計画において定める防火・準防火地域の指定を促進する。 0

2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652
2115

都市防災総合推進事業の促進
市町村などが、市街地の防災性の向上を図ることを目的に、都市の防災構造化や住民の防災に
対する意識向上を推進するための事業。府は、災害危険度判定マニュアルの普及や、技術的支
援や情報提供を行い、市町村の事業を促進する。

0
7,350 7,350 0 0 386 386 0 0 7,736 7,736 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 2,169 2,169 0 0 2,283 2,283

2118 民間賃貸住宅建設資金利子補給制
度

住宅金融公庫、都市基盤整備公団の制度を利用して賃貸住宅を取得する者に利子補給を行う。 0
31,420 31,420 7,350 38,770 26,134 26,134 2,035 28,169 57,554 57,554 9,385 66,939 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,273 9,273 2,169 11,443 16,987 16,987 2,770 19,757

2119
不良住宅地区改善事業（一般分）

不良住宅が密集する地区等の環境改善を目的として建設された公営・改良住宅の更新を図るた
め、住民主体のまちづくり活動を支援する市町村に対し、補助金を交付する。

0
21,482 21,482 2,100 23,582 17,868 17,868 1,238 19,106 39,350 39,350 3,338 42,688 宅地面積 103,096,688 494,248,430 20.9% 4,481 4,481 438 4,919 8,208 8,208 696 8,904

2120
都市再生総合整備事業

大都市圏のリノベーションを実施するため、面的整備事業等を実施する市町村等の関係機関に
対し、指導・調整を行うことにより、大都市圏の再生を図る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 0 0 438 438 0 0 461 461

2121
まちづくり交付金事業

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを実施し、都市の再生
を効率的に推進することにより、地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図る。

0
1,987 8,400 10,387 1,653 0 545 2,198 3,640 0 8,945 12,585 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 586 0 2,479 3,066 1,074 0 2,640 3,714

2122
大阪府インナーエリア再生指針に
基づく事業の推進

密集市街地の再生にあたり､「幹線道路と沿道の一体的整備」等の具体化を図るために策定した
｢大阪府インナーエリア再生指針｣に基づき､公民連携のもと、インナーエリアの再生に向け、多
様な事業手法等を総合的に推進するとともに、制度の拡充や特段の財源措置について国に働き
かけていく。

0

21,000 21,000 0 0 1,102 1,102 0 0 22,102 22,102
市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 4,679 4,679 0 0 4,925 4,925

2123
土地区画整理補助

都市計画道路等の整備を行う市町村や土地区画整理組合に対し、補助・指導等を行うことによ
り、健全な市街地の造成を図る。

1
2,558,022 1,076,269 89,250 2,647,272 2,127,640 895,189 138,972 2,266,612 4,685,662 1,971,458 228,222 4,913,884

市街地面
積 21,145 94,900 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2124
密集住宅市街地整備促進事業

木造密集市街地において、老朽住宅の除却・建替え、公共施設の整備等を行うことにより、防災
性を向上させ良好な住環境の形成を図る。

0
372,231 371,474 36,750 408,981 309,604 308,974 21,470 331,074 681,835 680,448 58,220 740,055

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 82,938 82,769 8,188 91,126 151,922 151,613 12,972 164,894

2125
住宅市街地総合整備事業

既成市街地における低未利用地等を活用した拠点開発による良質な住宅供給とあわせて、周辺
の公共施設を一体的に整備する事業に対し、指導・調整等を行うことにより都市の再生を図る。

0
757 21,000 21,757 630 0 1,142 1,772 1,387 0 22,142 23,529

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 158 0 4,380 4,538 289 0 4,619 4,908

2126
市街地再開発補助

公共施設を含めた都市の総合的な整備を行う市街地再開発組合等に対して補助・指導等を行う
ことにより、土地の高度利用と都市機能の更新を図る。

0
3,667,340 1,831,000 31,500 3,698,840 3,050,317 1,522,938 194,176 3,244,493 6,717,657 3,353,938 225,676 6,943,333

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 817,133 407,971 7,019 824,151 1,496,785 747,303 50,284 1,547,068

2127
農地、農業用施設災害復旧事業 府及び市町村が実施する災害復旧事業に対して国庫補助金の補助を行う。 0

66,750 1,745 4,283 71,033 55,519 1,451 3,729 59,248 122,269 3,196 8,012 130,281 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 1,160 30 74 1,235 2,126 56 139 2,265
2128

土木災害復旧事業 異常な天然現象に起因する公共土木施設の災害復旧を行う。 0
480,000 480,000 399,241 0 25,198 424,439 879,241 0 25,198 904,439 総面積 222 1,894 11.7% 56,260 0 0 56,260 103,054 0 2,953 106,007

2129 宅地防災推進事業（被災宅地危険
度判定体制の整備）

大地震等により被災した宅地における二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るため、「被災
宅地危険度判定士」を養成、登録し、迅速かつ的確な実施・相互支援体制を整備する。

0
722 722 6,300 7,022 601 601 369 969 1,323 1,323 6,669 7,991 宅地面積 103,096,688 494,248,430 20.9% 151 151 1,314 1,465 276 276 1,391 1,667

2130 震災対策推進事業（被災建築物応
急危険度判定体制の整備）

大地震により被災した建築物の余震等による二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るた
め、「被災建築物応急危険度判定士」を養成、登録し、迅速かつ的確な実施・相互支援体制を整
備する。

0
1,838 1,838 21,000 22,838 1,529 1,529 1,199 2,728 3,367 3,367 22,199 25,566 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 542 542 6,198 6,741 994 994 6,552 7,546

2131
信号機電源付加装置の整備

災害発生に伴う停電時において主要幹線道路の信号機が自動的に作動する「信号機電源付加
装置」を整備する。

0
4,000 0 4,000 3,327 0 210 3,537 7,327 0 210 7,537 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,181 0 0 1,181 2,163 0 62 2,225

2132
情報提供機能の充実

災害発生時における交通情報提供機能の強化を図るため、交通監視用テレビ、交通情報板等
の交通情報収集・提供装置の拡充・整備を行い、きめ細かな情報提供を行う。

0
492,419 0 492,419 409,570 0 25,850 435,421 901,989 0 25,850 927,840 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 145,335 0 0 145,335 266,218 0 7,630 273,847

2135
事故危険箇所対策の推進

幹線道路等の交差点や単路部の事故危険箇所における死傷事故を抑止するため、交通安全施
設等の整備を集中的に推進する。

0
531,172 0 531,172 441,803 0 27,885 469,688 972,975 0 27,885 1,000,860 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 156,773 0 0 156,773 287,169 0 8,230 295,399

2136 歩行者等の安全通行を確保するた
めの対策の推進

歩行者・自転車利用者の安全な通行を確保するため「あんしん歩行エリア」等において、総合的
な死傷事故抑止対策を推進するとともに、「交通バリアフリー法」の特定経路を構成する道路に
おいてバリアフリー対応型信号機を整備するなど、歩行空間のバリアフリー化を推進する。

0
381,277 0 381,277 317,128 0 20,016 337,144 698,405 0 20,016 718,421 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 112,532 0 0 112,532 206,131 0 5,908 212,038

2137 高度道路交通システム（ITS）の推
進

光ビーコンの整備拡充、新交通管理システム（UTMS）の整備推進、中央処理装置の高度化等に
よる交通管理の最適化を図る。

0
270,646 0 270,646 225,110 0 14,208 239,318 495,756 0 14,208 509,964 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 79,880 0 0 79,880 146,320 0 4,193 150,513
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2138
道路交通の円滑化対策の推進

幹線道路における交通渋滞を解消するため、渋滞の原因となっている交差点において進行方向
別通行区分規制等交通規制の見直し、信号機の改良及び運用改善等を図り、交通処理能力を
高め、交通流量の適切な分散・誘導を図る。

0
636,501 0 636,501 529,411 0 33,414 562,825 1,165,912 0 33,414 1,199,326 道路面積 37,425 161,327 23.2% 147,657 0 0 147,657 270,471 0 7,751 278,222

2139 信号機等の高度化・更新対策の推
進

交通の安全と円滑を確保するため、信号機等の機能を高度化するとともに、老朽化した信号機
等の更新を推進する。

0
2,860,745 0 2,860,745 2,379,430 0 150,179 2,529,609 5,240,175 0 150,179 5,390,354 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 844,334 0 0 844,334 1,546,611 0 44,324 1,590,935

2140 その他交通安全施設等整備事業の
推進

道路における危険を防止し、交通の安全と円滑を図るとともに、道路交通に起因する障害の防
止に資するため、交通の実態に応じた効果的な交通規制・管制を実施する。

0
1,179,716 0 1,179,716 981,231 0 61,931 1,043,162 2,160,947 0 61,931 2,222,878 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 348,187 0 0 348,187 637,792 0 18,279 656,071

2141
パークアンドライド事業

交通渋滞の緩和、違法路上駐車の削減を図るため、駅近くの大型商業施設の駐車場や公共駐
車場等を有効活用し、パークアンドライドを推進する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2142 めいわく駐車追放のための広報・啓
発

違法駐車の問題を解消するため、すべての府民に「めいわく駐車をしない、させない」意識を強く
浸透させるための広報啓発・府民運動を展開する。

0
114,262 1,549 11,550 125,812 95,038 1,288 6,605 101,642 209,300 2,837 18,155 227,454 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 33,724 457 3,409 37,133 61,774 837 5,358 67,132

2143
路外駐車場の届出事務 駐車場法に基づく路外駐車場の届出業務の処理を行う。 1

12 12 0 12 10 10 1 11 22 22 1 23 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2144

駐車場整備事業 「大阪府駐車場整備マスタープラン」に基づいて府営駐車場等の公共駐車場の整備を進める。 0
990,000 264,275 15,750 1,005,750 823,434 219,811 52,798 876,233 1,813,434 484,086 68,548 1,881,983 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 292,193 77,999 4,649 296,842 535,226 142,876 20,232 555,457

2145
府営駐車場の管理運営

「大阪府駐車場整備マスタープラン」に基づいて整備した府営駐車場の管理運営を委託により行
う。

0
85,730 -48,569 3,150 88,880 71,306 0 4,666 75,972 157,036 -48,569 7,816 164,852

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 9,114 -5,163 335 9,449 16,695 -5,163 831 17,526

2146
「違法駐車防止条例」制定の促進

交通の安全と円滑に著しい障害を及ぼしている違法駐車車両の排除に取り組むため、違法駐車
防止条例の制定を促進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2147
適正な駐車規制の推進

地域の特性、道路形態、駐車が他の交通に及ぼす影響、路外駐車場の整備状況などを総合的
かつ多角的に勘案した合理的な駐車規制を実施する。

0
824,811 824,811 686,038 0 43,300 729,338 1,510,849 0 43,300 1,554,149

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 206,825 0 0 206,825 378,852 0 10,858 389,710

2148
違法駐車取締りの推進 悪質・迷惑・危険性の高い違法駐車に重点指向した指導取締活動を推進する。 0

688,180 688,180 572,395 0 36,127 608,522 1,260,575 0 36,127 1,296,702
自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 172,564 0 0 172,564 316,095 0 9,059 325,154

2149
クリアウェイセンターの運用

駐車取締専従の警察官を２４時間配置し、レッカー移動車両の保管・返還業務等の駐車違反の
処理を一括して行う施設と体制を整備したクリアウェイセンター（キタ・ミナミ）を運用し、都心部の
駐車実態に即応した強力かつ効率的な取締りを実施する。

0
25,216 25,216 20,973 0 1,324 22,297 46,189 0 1,324 47,513

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 6,323 0 0 6,323 11,582 0 332 11,914

2150 一般道路における指導取締りの推
進

交通事故の発生実態に的確に対応して、重大な交通事故に直結する速度超過、飲酒運転、信
号無視等、悪質・危険性の高い違反を重点とした指導取締りを効果的に推進するとともに、交差
点活動により歩行者、自転車利用者等の保護誘導活動を積極的に推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2151
高速道路における指導取締りの推
進

高速道路においては、重大な違反行為はもちろんのこと軽微な違反行為であっても重大事故に
直結するおそれがあることに鑑み、交通の指導取締体制の整備に努め、交通流や交通事故実
態に応じた効果的な機動警ら等を実施することにより、悪質・危険性の高い違反の未然防止及
び交通流の整序を図る。

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2152

科学的な指導取締りの推進
交通事故及び交通情勢の分析結果に基づいた効果的な指導取締りの手段・方法を研究開発
し、積極的な導入を図るとともに、取締用装備資器材の開発・改善に努めるなど科学的かつ効果
的な指導取締りの推進を図る。

0
12,473 0 12,473 10,374 0 655 11,029 22,847 0 655 23,502 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,681 0 0 3,681 6,743 0 193 6,937

2155 暴走族追放気運の醸成及び家庭、
学校等における青少年の指導の充
実

暴走族追放の気運を高めるため、自治体等関係機関・団体と連携し、さらに報道機関、車両販
売店等の理解と協力を求めつつ、広報活動を積極的に行うとともに、家庭、学校、職場、地域等
における青少年に対する適切な指導の実施等を促進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2156 暴走行為をさせないための環境づく
り

暴走族のい集場所として利用されやすい施設等の管理の徹底を図り、暴走族をい集させないた
めの環境づくりを推進するとともに、暴走行為をさせないため、地域における関係機関等と協力
し、必要な道路交通環境の整備を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2157
暴走族に対する指導取締りの強化

暴走族の取締体制及び取締用装備資器材を整備するとともに、集団暴走行為、爆音暴走その
他悪質事犯の検挙及び補導を徹底し、併せて解散指導を積極的に行うなど暴走族に対する指
導取締りの強化を図る。

0
3,182 0 3,182 2,647 0 167 2,814 5,829 0 167 5,996 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 939 0 0 939 1,720 0 49 1,770

2158
暴走族関連事犯者の再犯防止

暴走族関連事犯の捜査に当たって、個々の犯罪事実を究明することはもとより、組織の実態や
それぞれの被疑者の非行の背景となっている行状、性格、環境等の諸事情をも明らかにしつ
つ、速やかな事件処理を行うなどして、再犯防止を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2159
車両の不法改造の防止

暴走行為を助長するような車両の改造を防止するよう、また、車両の部品等が不法改造に使用
されることのないよう、企業、関係団体等に対する指導を強化する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2160 地域ぐるみによる交通安全教育普
及事業

交通安全意識の高揚を図るため、「交通マナーを高めよう」府民運動を推進し、地域ぐるみの交
通安全教育・広報啓発を展開する。

0
31,925 0 37,800 69,725 26,554 0 3,660 30,214 58,479 0 41,460 99,939 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,422 0 11,156 20,579 17,260 0 12,237 29,496

2161
交通安全教育指導員派遣事業

高齢者と幼児に交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣づけるため、地域交通安
全推進団体等が主催する交通安全教育の場に指導員を派遣する。

0
4,865 0 1,050 5,915 4,046 0 311 4,357 8,911 0 1,361 10,272 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,436 0 310 1,746 2,630 0 402 3,032

2162
交通安全教育事業

学校はもとより家庭における交通安全教育の充実を図るため､小学校一年生の保護者を対象に
交通安全教育テキストを配布し､交通安全教育の徹底を図る。

0
555 0 1,050 1,605 462 0 84 546 1,017 0 1,134 2,151 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 164 0 310 474 300 0 335 635

2163
交通安全教育推進事業 安全教育用資器材・教材の整備を図り、効果的な交通安全教育を推進する。 0

2,864 0 2,864 2,382 0 150 2,532 5,246 0 150 5,396 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 845 0 0 845 1,548 0 44 1,593
2164

交通安全思想普及及び啓発活動
「交通マナーを高めよう」府民運動や春・秋の全国交通安全運動などを通じ、広く府民に対して交
通安全教育と一体となった広報啓発活動を実施することにより交通安全思想を普及し、交通事
故の抑止を図る。

0
5,728 0 5,728 4,764 0 301 5,065 10,492 0 301 10,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,691 0 0 1,691 3,097 0 89 3,185

2165 自治体・民間団体等と一体となった
交通安全教育の推進

自治体をはじめ、関係機関･団体等と連携し、交通安全教育指導者の育成を図り、年齢層に応じ
た交通安全教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2166
高齢者等交通安全支援事業

高齢者の交通事故が増加の一途をたどっていることから、その抑止対策として主要交差点にお
いて高齢者等の保護誘導活動等を実施する。

0
162,762 0 162,762 135,378 0 8,544 143,922 298,140 0 8,544 306,684

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 55,038 0 0 55,038 100,816 0 2,889 103,705

2167
「リーダー養成講座」の開催 地域における安全なまちづくり活動のリーダーを養成するための講座を開催する。 0

945 945 10,500 11,445 786 786 601 1,387 1,731 1,731 11,101 12,832 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 279 279 3,099 3,378 511 511 3,276 3,787
2168 「安全ガイドブック」などの啓発冊子

の作成
府民一人ひとりの「安全なまちづくり」に対する意識啓発を図るため、安全ガイドブック等を作成
し、配布する。

0
1,270 1,270 5,250 6,520 1,056 1,056 342 1,399 2,326 2,326 5,592 7,919 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 375 375 1,550 1,924 687 687 1,651 2,337

2169 「安全なまちづくり」に関する情報の
提供

安全なまちづくりに関する周知・啓発を図るため、「府政だより」等の広報媒体による情報提供を
行う。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631

2170 「大阪府安全なまちづくり推進会議」
の運営

オール大阪で府民運動に取り組む推進体制として、府、府警本部、市町村、事業者団体等の代
表者で構成する「大阪府安全なまちづくり推進会議」を運営し、安全なまちづくりに関する広報、
啓発活動など府民運動の推進を行う。

0
3,218 3,218 5,250 8,468 2,677 2,677 445 3,121 5,895 5,895 5,695 11,589 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 950 950 1,550 2,499 1,740 1,740 1,681 3,420

2171
安全キャンペーン事業

府民の安全に対する危機意識を高めていただくため、「ひったくり」等に焦点をあて、府域全域に
わたる安全キャンペーン事業を展開する。

0
8,656 8,656 15,750 24,406 7,200 7,200 1,281 8,481 15,856 15,856 17,031 32,887 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,555 2,555 4,649 7,203 4,680 4,680 5,027 9,706

2172
ひったくり防止重点対策事業補助金

市町村が地域の実情を踏まえて実施するひったくり防止対策の重点的な取り組みを支援するこ
とにより、ひったくりの防止を図る。

0
37,000 37,000 10,500 47,500 30,775 30,775 2,494 33,268 67,775 67,775 12,994 80,768 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,920 10,920 3,099 14,019 20,003 20,003 3,835 23,838

2173
商店街等活力再生推進事業費

商店街等が地域と一体となって取り組む街の安全性、快適性、賑わいづくり等に資する事業に
対して補助金を交付する。

0
75,000 75,000 10,500 85,500 62,381 62,381 4,488 66,870 137,381 137,381 14,988 152,370

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 38,349 38,349 5,369 43,717 70,245 70,245 7,664 77,909

2174
【新】商店街等防犯対応設備設置支
援事業

商業者の視点から安全・安心まちづくりに寄与するため、安全性の向上を図る商店街等に対し、
防犯カメラ等の防犯対応設備を設置する経費について、府内市町村とともに連携して補助する。

0
70,000 70,000 10,500 80,500 58,223 58,223 4,226 62,449 128,223 128,223 14,726 142,949

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 35,792 35,792 5,369 41,161 65,562 65,562 7,530 73,092

2175

「地域安全運動」の推進

「安全で安心なまち・大阪」の実現を目指して、春・秋に地域安全運動を実施し、各警察署におい
てキャンペーン等による府民の危機意識の醸成に努める。特に、秋には、「全国地域安全運動
大阪府民大会」を開催し、府民、警察、関係機関・団体等が一体となって活動していく気運を盛り
上げる。

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2176

「犯罪発生マップ」等の作成
犯罪被害に遭いにくいまちづくりを推進するため、府民の身近で起こる犯罪の発生状況をポイン
ト表示した略図を大阪府警察ホームページで公開する等、地域の犯罪発生状況を目で見る情報
として提供し、府民に注意喚起するとともに防犯意識の高揚を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2179
学校安全教育推進事業

学校・家庭・地域住民が協働して子どもを守るという機運の醸成を図るとともに、その取組みを推
進するため、啓発ポスターを作成し、府内の全学校園、保育所、市町村、地域関係団体や警察
等関係機関に配付する。

0
1,205 0 1,205 1,002 0 63 1,066 2,207 0 63 2,271

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 334 0 0 334 611 0 18 629

2181 「安全なまちづくり推進協議会」を核
とした活動の活性化

条例に基づき各署に設置している「安全なまちづくり推進協議会」により、地域の特性や実情を
十分に踏まえ、より具体的な事業計画を策定し、活発な取組を進める。

0
13,507 0 13,507 11,234 0 709 11,944 24,741 0 709 25,451

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 3,010 0 0 3,010 5,513 0 158 5,671

2182
安全なまちづくりアドバイザー事業

「ひったくり抑止パイロット地区」において住民等に対する犯罪情報の提供や防犯ボランティア団
体の核となり犯罪発生実態に応じたキャンペーン等の抑止活動を推進する。

0
26,462 0 26,462 22,010 0 1,389 23,399 48,472 0 1,389 49,861

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 5,896 0 0 5,896 10,800 0 310 11,110
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2183
生活安全指導支援事業

緊急地域雇用創出特別基金事業を活用し、（社）大阪府警備業協会に委託して、セーフティーサ
ポート隊の名称で、子どもを犯罪から守る保護活動、ひったくり防止のための警戒活動などの生
活安全指導支援活動を推進する。

0
787,645 0 787,645 655,125 0 41,349 696,474 1,442,770 0 41,349 1,484,119

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 203,302 0 0 203,302 372,398 0 10,673 383,071

2184
「子どもを犯罪から守るモデル地区
活動」の推進

府内６２警察署において小学校区１地区を「子どもを犯罪から守るモデル地区」として指定し、警
察、自治体、学校、民間ボランティア及びＰＴＡ等とによる活動を推進する。

0
772 0 772 642 0 41 683 1,414 0 41 1,455

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 199 0 0 199 365 0 10 375

2185
「地域安全活動パイロット地区」にお
ける活動の推進

地域安全活動パイロット地区において、地域安全活動推進員と連携して地域安全活動を効果的
に推進する。

0
2,160 0 2,160 1,797 0 113 1,910 3,957 0 113 4,070

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 558 0 0 558 1,021 0 29 1,051

2186 長寿社会対策パイロット地区活動の
推進

高齢者の占める割合が高い地区を指定し、高齢者の保護及び社会参加を中心とした総合的な
長寿社会対策を重点的に推進する。

0
480 0 480 399 0 25 424 879 0 25 904

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 162 0 0 162 297 0 9 306

2188
交番・駐在所の整備

老朽化している交番・駐在所の改築等を推進し、地域の安全確保の基盤であり、地域住民の最
も身近な「生活安全センター」としての役割を果たしている交番・駐在所機能の充実、強化を図
る。

0
277,338 0 277,338 230,676 0 14,559 245,236 508,014 0 14,559 522,574 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 81,855 0 0 81,855 149,938 0 4,297 154,235

2189
交番・駐在所連絡協議会等地域住
民との連携活動

交番・駐在所勤務員がコミュニティ・リーダーをはじめとする地域住民との会合等を通じて、様々
な意見・要望等を把握し、安全なまちづくりを推進するための警察活動に反映させるとともに、適
切な地域安全情報を提供するなど、警察と地域住民等が相互に協力し、安全・安心な地域社会
の実現に努める。

0

1,372 0 1,372 1,141 0 72 1,213 2,513 0 72 2,585 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 405 0 0 405 742 0 21 763
2190

交番相談員の配置
交番勤務員がパトロール等所外活動に従事している間等に警察官に代わって交番を訪れた府
民に適切な対応ができるよう、交番相談員（警察OB）の計画的配置を推進する。

0
359,301 0 359,301 298,849 0 18,862 317,711 658,150 0 18,862 677,012 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 106,046 0 0 106,046 194,250 0 5,567 199,817

2191 「大阪府警察地域安全サポーター
制度」の推進

警察OBである警友会会員を大阪府警察地域安全サポーターとして委嘱し、警察活動への協力
を得ることにより、地域の安全と平穏を確保する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2192
「交番位置マップ」の作成

警察署ごとに交番・駐在所の所在地を表示した「交番位置マップ」を大阪府警察ホームページに
掲載し、府民の利便性を図るとともに、親近感・安心感を醸成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2210
街頭犯罪総合対策の推進

ひったくりや路上強盗等の街頭犯罪への的確な対応は治安確保上の最重要課題である。府警
の総力を挙げて抑止・検挙両面にわたる総合的な街頭犯罪対策を強力に推進する。

0
1,327,768 0 1,327,768 1,104,374 0 69,703 1,174,077 2,432,142 0 69,703 2,501,845 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 391,884 0 0 391,884 717,834 0 20,572 738,406

2214 女性や子どもを犯罪被害から守る
取組みの推進

女性に対するストーカー・ＤＶ事案及び児童に対する暴行、虐待事案等、女性や子どもが被害者
となる犯罪の未然防止と被害拡大防止対策を関係機関と連携して推進する。

0
6,764 0 6,764 5,626 0 355 5,981 12,390 0 355 12,745

女性・子ど
も人口 1,493,481 5,111,410 29.2% 1,976 0 0 1,976 3,620 0 104 3,724

2218
防犯面に配慮した府営住宅の建設 防犯に配慮した共同住宅の設計指針」に基づき、府営住宅を防犯仕様に整備する。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2219 ひったくり抑止パイロット地区事業

の推進
ひったくり多発地区を「ひったくり抑止パイロット地区」として指定し、街頭緊急通報システムの整
備等、ハード面の対策を推進する。

0
75,089 75,089 62,455 0 3,942 66,397 137,544 0 3,942 141,486 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,162 0 0 22,162 40,596 0 1,163 41,759

2220 防犯モデルマンション登録制度の推
進

共同住宅における安全対策の一環として防犯モデルマンション登録制度の普及促進を図る。 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2221
防犯モデル駐車場登録制度の推進 駐車場における安全対策の一環として、防犯モデル駐車場登録制度の普及促進を図る。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2227

大阪消費者保護審議会の運営
消費者保護に関する施策の重要事項について、学識経験者、消費者、事業者等の意見を取り入
れ、消費者施策の充実を図る。

0
622 622 622 517 517 33 550 1,139 1,139 33 1,172 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 184 184 0 184 336 336 10 346

2228
府内消費者行政関係機関との連携

消費者行政を効果的に推進するため、市町村消費者行政担当課長会議や、相談員研修会等を
開催するなど、市町村との連携を深めるとともに、庁内関係部局との連携を図るため、消費者行
政推進本部会議を開催する。

0
697 697 6,300 6,997 580 580 367 947 1,277 1,277 6,667 7,944 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 206 206 1,859 2,065 377 377 1,968 2,345

2233
消費者関連情報の提供 暮らしの情報誌「美しい暮し」（月刊）の発行と講演会、講座の開催等を行う。 0

6,870 6,870 1,050 7,920 5,714 5,714 416 6,130 12,584 12,584 1,466 14,050 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,028 2,028 310 2,338 3,714 3,714 433 4,147
2238 市町村相談窓口の整備充実の支援

事業
府内市町村における消費生活相談窓口の設置を支援するため、未設置の市町村へ消費生活相
談員を派遣する。

0
306 306 0 306 255 255 16 271 561 561 16 577 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 90 90 0 90 165 165 5 170

2239 消費生活相談・消費生活情報コン
ピューター処理事業

消費者生活情報の有効な活用を図るため、全国の消費生活情報オンラインネットワークシステ
ム(PIO-NET)の運営を行う。

0
2,773 670 2,100 4,873 2,306 557 256 2,562 5,079 1,227 2,356 7,435 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 818 198 620 1,438 1,499 362 695 2,194

2240
消費生活相談の実施 消費者被害の防止・救済を図るため、消費生活相談を行う。 0

29,049 29,049 4,200 33,249 24,162 24,162 1,745 25,907 53,211 53,211 5,945 59,156 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,574 8,574 1,240 9,813 15,705 15,705 1,755 17,460
2241 消費生活相談処理支援システム事

業
苦情処理機能や消費者被害の未然防止機能の充実を図るため、相談員への即時対応支援や
被害情報の迅速な集約と情報提供が可能となるシステムの運営を行う。

0
10,792 6,000 5,250 16,042 8,976 4,991 842 9,818 19,768 10,991 6,092 25,860 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,185 1,771 1,550 4,735 5,835 3,244 1,798 7,633

2242
訴訟資金貸付制度

審査会によるあっせん・調停によっては解決できない場合等に訴訟に要する資金の貸付その他
の援助を行う。

0
375 375 0 375 312 312 20 332 687 687 20 707 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 111 111 0 111 203 203 6 209

2243
商品テスト事業

消費者被害の防止・救済を図るため、消費者相談・苦情品の原因究明のための商品テストを実
施する。

0
9,023 9,023 1,050 10,073 7,505 7,505 529 8,034 16,528 16,528 1,579 18,107 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,663 2,663 310 2,973 4,878 4,878 466 5,344

2244
大阪府消費生活苦情審査会の運営

消費生活センターでの処理では解決が困難な苦情を解決するために設置している苦情審査会
の機動的かつ積極的な運営を図る。

0
499 499 3,150 3,649 415 415 192 607 914 914 3,342 4,256 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 147 147 930 1,077 270 270 986 1,256

2245 大阪府地域ネットワークシステム整
備事業

市町村における消費者生活相談の迅速かつ的確な処理を図るため、PIO-NETシステムを活用し
たネットワークの運営を行う。

0
32,489 3,692 2,100 34,589 27,023 3,071 1,816 28,839 59,512 6,763 3,916 63,428 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,589 1,090 620 10,209 17,565 1,996 1,156 18,720

2248
表示の適正化

｢不当景品類及び不当表示防止法」や｢家庭用品品質表示法｣等に基づく事業者指導や小売店
舗等への立入調査を行う。

0
1,581 1,581 3,150 4,731 1,315 1,315 248 1,563 2,896 2,896 3,398 6,294 事業所数 232,804 483,964 48.1% 761 761 1,515 2,276 1,393 1,393 1,635 3,028

2249
不当な取引行為の防止 ｢大阪府消費者保護条例｣及び「特定商取引に関する法律｣等に基づく事業者指導を行う。 0

3,971 3,971 6,300 10,271 3,303 3,303 539 3,842 7,274 7,274 6,839 14,113 事業所数 232,804 483,964 48.1% 1,910 1,910 3,031 4,941 3,499 3,499 3,290 6,789
2250

「食の安全の取組宣言」事業

府内の食品関係事業者が、食の安全・安心確保のため消費者にとって具体的でわかりやすい取
り組みを自主的に決定し「食の安全・安心大阪府民会議」に宣言するとともに、ホームページ上
に登録する。また、宣言後の取り組み状況についても､ホームページ上で積極的に消費者へ情
報提供していく。

0

2,377 2,377 2,100 4,477 1,977 1,977 235 2,212 4,354 4,354 2,335 6,689 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 702 702 620 1,321 1,285 1,285 689 1,974
2254

拡張事業

計画目標年次を平成22年度とする本事業は、水源を淀川､紀の川及び安威川に求め､府内市町
村の水需要に対処しつつ､安全で良質な水を供給することを目的としている。平成16年度は､引
き続き､府営水道の給水対象として新たに追加した豊能町・能勢町への給水に伴う水道施設の
整備等を行う。

0

6,680,000 0 6,680,000 5,556,103 0 350,676 5,906,779 12,236,103 0 350,676 12,586,779 総面積 222 1,894 11.7% 782,948 0 0 782,948 1,434,167 0 41,102 1,475,269
2255

改良事業
府営水道は通水開始以来50年を経過し、施設の老朽化が進んでおり、浄水及び送水施設等の
更新と安定給水を図るために、改良事業を進めていく。

0
14,664,996 0 14,664,996 12,197,639 0 769,859 12,967,499 26,862,635 0 769,859 27,632,495 総面積 222 1,894 11.7% 1,718,852 0 0 1,718,852 3,148,511 0 90,234 3,238,745

2259
高度浄水施設の整備（拡張事業の
一環）

平成17年度に庭窪浄水場の高度浄水処理の全計画施設を供用開始するため、引き続き高度浄
水処理施設の整備を推進する。

0
3,244,000 0 3,244,000 2,698,203 0 170,298 2,868,502 5,942,203 0 170,298 6,112,502 総面積 222 1,894 11.7% 380,222 0 0 380,222 696,473 0 19,960 716,433

2264 大阪府生活環境の保全等に関する
条例委任事務交付金

大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく公害防止に係る事務の適正な執行を図るた
め、同条例の規定により、事務の処理を行った市町村長に対し、交付金を交付する。

1
82,036 82,036 3,150 85,186 68,234 68,234 4,472 72,706 150,270 150,270 7,622 157,892 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2266
ヒートアイランド対策推進事業

ヒートアイランド対策推進計画を策定するとともに、ヒートアイランド現象の現状について継続的
かつ定量的に把握する仕組みづくりを行う。

0
3,005 3,005 15,750 18,755 2,499 2,499 985 3,484 5,504 5,504 16,735 22,239 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 1,183 1,183 6,200 7,383 2,167 2,167 6,588 8,755

2268 【新】ヒートアイランド対策モデル事
業

ヒートアイランド現象を「点」から「面」に広げ、まちづくりの視点で取り組んでいくため、ヒートアイ
ランド対策を複合的に実施するモデル事業に取り組む。

0
50,000 21,000 71,000 41,588 0 3,727 45,315 91,588 0 24,727 116,315 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 19,684 0 8,267 27,951 36,056 0 9,734 45,790

2273
大阪エコアクション宣言事業

家族などのグループ単位で、生活行動等に応じて、二酸化炭素の削減量など環境保全目標を設
定し、目標達成に向けた環境にやさしい行動「エコアクション」を宣言し、府に登録する。府は、Ｈ
Ｐ等を通じて、目標・取組内容等を情報提供する。

0
200 200 2,100 2,300 166 166 121 287 366 366 2,221 2,587 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 59 59 620 679 108 108 655 764

2274
【新】エコアクション促進事業

エコアクション(省エネなど地球にやさしい行動）に対する府民の理解を深め、その活動の拡大を
図るため、実践型の普及啓発事業を実施する。

0
2,743 0 10,500 13,243 2,281 0 695 2,977 5,024 0 11,195 16,220 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 810 0 3,099 3,909 1,483 0 3,304 4,787

2283
再生資源循環対策促進事業

再生資源の循環対策を推進するため、府・市町村で組織する「大阪府再生資源集団回収推進協
議会」を通じて事業を実施する。

0
6,670 6,670 10,500 17,170 5,548 5,548 901 6,449 12,218 12,218 11,401 23,619 事業所数 232,804 483,964 48.1% 3,209 3,209 5,051 8,259 5,877 5,877 5,484 11,362

2285
大阪エコエリア構想推進業務

廃棄物最終処分場跡地等を活用し、民間事業者を主体としたリサイクル施設の整備や、森林・ビ
オトープ等の自然とふれあう場「共生の森」等の創造などを目的とした「大阪エコエリア構想」を推
進する。

0
622,788 261,438 36,750 659,538 518,005 217,452 34,623 552,629 1,140,793 478,890 71,373 1,212,167 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2286
大阪府分別収集促進計画推進事業

大阪府分別収集促進計画（現在第３期：平成15～19年度）を円滑に推進するため、市町村の分
別収集実施状況や、リサイクル施設の整備状況を把握し、市町村に対する技術支援を行う。

0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316

2287
ごみゼロ型社会推進事業

平成１３年度に策定した大阪府廃棄物処理計画の普及啓発や広域化の推進などの進行管理等
を行う。

0
1,000 1,000 14,700 15,700 832 832 824 1,656 1,832 1,832 15,524 17,356 事業所数 232,804 483,964 48.1% 481 481 7,071 7,552 881 881 7,468 8,349

2288
きれいな環境都市創造推進事業

「大阪府循環型社会形成推進条例」に基づき、廃棄物の減量化、リサイクルを推進するとともに、
不適正処理を撲滅するため、周知を行う。

0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
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うち一般財
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d
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等
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「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2289
廃棄物減量化対策推進事業

ごみの減量化・リサイクルを推進するため、住民団体、事業者団体、市町村等とともに設置した
「大阪府廃棄物減量化・リサイクル推進会議」において、啓発活動、調査・研究を行う。

0
2,530 2,530 31,500 34,030 2,104 2,104 1,786 3,891 4,634 4,634 33,286 37,921 事業所数 232,804 483,964 48.1% 1,217 1,217 15,153 16,370 2,229 2,229 16,012 18,241

2292 【新】家電リサイクル大阪方式推進
事業

「家電リサイクル大阪方式」の定着に向け、消費者や小売店等関係者の理解を得るため、周知・
啓発を行うとともに、消費者団体等を通じて具体の方式についての説明を行い、効果的なＰＲを
進める。

0
8,134 8,134 15,750 23,884 6,765 6,765 1,254 8,019 14,899 14,899 17,004 31,903 事業所数 232,804 483,964 48.1% 3,913 3,913 7,576 11,489 7,167 7,167 8,179 15,347

2293 【新】中古衣料リユース流通情報整
理事業

他の品目に比べて、リサイクル率が低位である故繊維について、今後リユースやリサイクルを促
進するため、府民の故繊維処分の状況や意識調査を行うとともに、中古衣料を中心とした故繊
維事業者やリサイクルショップに関する情報を収集整理する。

0
9,368 0 3,150 12,518 7,792 0 657 8,449 17,160 0 3,807 20,967 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,506 0 1,515 6,022 8,255 0 1,831 10,086

2296
【新】放置自動車対策推進事業

大阪府が管理する道路、施設等において放置される自動車が自動車リサイクル法によるリサイ
クル料金の前払いが完了する19年度末までに増加することが見込まれることから、放置自動車
対策を推進する。

0
1,023 1,023 26,250 27,273 851 851 1,432 2,283 1,874 1,874 27,682 29,556 事業所数 232,804 483,964 48.1% 492 492 12,627 13,119 901 901 13,316 14,217

2297 産業廃棄物減量化・適正処理対策
事業

産業廃棄物の減量化や適正処理の推進を図るため、「多量要綱」の対象事業所に対し処理実績
の報告を求め、必要な指導を行うとともに、関係団体を通じて法律の周知などを行う。

1
1,432 0 42,000 43,432 1,191 0 2,280 3,471 2,623 0 44,280 46,903 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2298

建設リサイクルの推進

大阪府における建設リサイクルの推進に向けた基本的考え方、目標、具体的施策を内容とする
「大阪府建設リサイクル推進計画」(平成１５年３月作成)に基づき、建設副産物の排出抑制、建設
資材の再使用及び建設副産物の再資源化・縮減の促進という観点をもった、環境への負荷の少
ない循環型社会経済システムを構築する。

0

200 7,665 7,865 166 0 413 579 366 0 8,078 8,444
事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 80 0 3,047 3,126 146 0 3,211 3,357

2303
温暖化防止活動推進事業

地球温暖化防止活動推進員を環境カウンセラーや地域で活躍するNPO等の構成員に委嘱し、
地域に根ざした温暖化対策を推進する。

0
75 75 5,250 5,325 62 62 280 342 137 137 5,530 5,667 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22 22 1,550 1,572 41 41 1,632 1,673

2304 ローカルアジェンダ２１推進事業（豊
かな環境づくり大阪府民会議の運
営・環境保全活動補助事業）

大阪府のローカルアジェンダである「豊かな環境づくり大阪行動計画」を広く普及し、また、民間
団体が自主的に行う先進的で他の模範となる環境保全活動に対して補助金を交付する。

0
2,758 574 6,300 9,058 2,294 477 476 2,769 5,052 1,051 6,776 11,827 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 814 169 1,859 2,673 1,491 310 2,000 3,491

2307
オゾン層保護対策の推進

オゾン層破壊物質であるフロンの回収と適正処理を図るため、市町村、事業者と共同で事業実
施を行う。

0
284 284 10,500 10,784 236 236 566 802 520 520 11,066 11,586 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 84 84 3,099 3,183 154 154 3,266 3,420

2312 水質分析方法検討試験等国庫委託
事業

環境省の委託を受け、水中、大気中、底質及び生物内の微量化学物質の分析法の開発、環境
調査、モニタリング、特に毒性の強いものについての特別調査等を行い、有害化学物質対策の
基礎資料を得る。

0
4,500 -500 21,000 25,500 3,743 0 1,339 5,082 8,243 -500 22,339 30,582 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,328 -148 6,198 7,526 2,433 -148 6,593 9,026

2313
大気水質調査研究事業

酸性雨、酸性沈着物実態調査、温室効果ガス等、地域及び地球レベルで問題となっている物質
に関する調査を行う。

0
6,319 6,319 39,900 46,219 5,256 5,256 2,426 7,682 11,575 11,575 42,326 53,901 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,865 1,865 11,776 13,641 3,416 3,416 12,492 15,909

2324
低公害車普及促進事業

低公害車の普及を促進するため、トラックやバスなど民間事業者の低公害車への代替に向けて
助成や中小企業者を対象に低利融資のあっせんと利子補給を行う。また、府民、事業者を対象
に啓発型イベントを関係機関や民間との連携により実施する。

0
271,047 181,270 37,950 308,997 225,444 150,772 16,221 241,665 496,491 332,042 54,171 550,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 79,998 53,501 11,201 91,199 146,537 98,000 15,988 162,525

2326
沿道環境対策の推進

大阪府道路環境対策連絡会議が平成９年３月に策定した「大阪府域の沿道環境対策について」
に基づき、関係諸機関の連携の下、沿道における環境対策の推進を図る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2327
局地汚染対策の推進 大気の直接浄化手法の実用化、普及促進を図るなど、沿道環境の改善方策を検討・推進する。 0

80 0 5,250 5,330 67 0 280 346 147 0 5,530 5,676 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24 0 1,550 1,573 43 0 1,632 1,675
2328 使用過程ディーゼル自動車対策事

業

自動車から排出される粒子状物質の低減を図るため、大型バス、トラックへのディーゼル排気微
粒子除去装置（ＤＰＦ）の装着に対して補助を行う。また、整備不良ディーゼル車の府民モニター
による通報制度を実施する。

0
7,241 7,241 6,510 13,751 6,023 6,023 722 6,745 13,264 13,264 7,232 20,496 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,137 2,137 1,921 4,059 3,915 3,915 2,134 6,049

2329 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく事業者
指導

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づき、府内38市町に使用の本拠を有する自動車（軽自動車、特殊自動
車を除く）を30台以上使用する事業者（道路運送事業者等を除く）に、自動車から排出されるＮＯ
ｘ・ＰＭを抑制するための計画書や実績報告書の提出を求め、指導を行っていく。

0
2,560 2,560 52,500 55,060 2,129 2,129 2,890 5,020 4,689 4,689 55,390 60,080

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 642 642 13,165 13,807 1,176 1,176 13,889 15,065

2331
自動車騒音の環境モニタリング

府内の自動車騒音の状況を把握し、騒音低減対策の基礎資料を得るために、騒音規制法に基
づく自動車騒音の常時監視を実施する。

0
12,188 0 12,188 10,137 0 640 10,777 22,325 0 640 22,965 道路面積 37,425 161,327 23.2% 2,827 0 0 2,827 5,179 0 148 5,328

2332 自動車窒素酸化物排出量実態調査
事業

大阪府自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画の進捗状況の把握を行うため、府域を走行する自動車の
車種や規制年度、排出ガス原単位等を調査し、窒素酸化物排出量の推計を行う。

0
8,010 8,010 3,150 11,160 6,662 6,662 586 7,248 14,672 14,672 3,736 18,408 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,364 2,364 930 3,294 4,330 4,330 1,103 5,433

2334 【新】ディーゼル車買替緊急融資事
業

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の規制によるディーゼル車等の買い替えについて、民間金融機関等と共同
で中小企業向けの新たな融資制度を創設・運営する。

0
412,900 412,900 17,850 430,750 343,430 343,430 22,613 366,043 756,330 756,330 40,463 796,793

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 103,537 103,537 4,476 108,013 189,653 189,653 10,146 199,800

2338
道路橋りょう等調査

重点的、効率的に道路整備事業を実施するために、調査・計画策定を行ない、道路ネットワーク
の形成により渋滞の解消・緩和を推進する。

1
13,724 10,724 0 13,724 11,415 8,920 720 12,135 25,139 19,644 720 25,859 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2339
阪神高速道路建設協力

大阪都市再生環状道路を構成する阪神高速大和川線、淀川左岸線の建設等を推進し、大阪経
済の再生を図るため、阪神高速道路公団に出資する。

0
3,053,000 306,000 168,000 3,221,000 2,539,339 254,516 169,091 2,708,430 5,592,339 560,516 337,091 5,929,430 道路面積 37,425 161,327 23.2% 708,242 70,987 38,973 747,215 1,297,323 130,030 78,199 1,375,522

2340
連続立体交差事業

都市交通の円滑化、市街地の一体整備を図り、区画整理事業などの面整備を促すため、鉄道を
連続して高架化する。

1
9,131,550 113,962 514,500 9,646,050 7,595,185 94,788 506,383 8,101,567 16,726,735 208,750 1,020,883 17,747,617 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2342
バス運行対策費補助金

府域における広域的・幹線的なバス路線のうち、地域住民の生活に必要不可欠でありながら、
輸送人員の減少等により、その運行の維持が困難となっているものについて、国と協調補助を
実施し、府民の生活交通を確保する。

0
17,905 8,955 0 17,905 14,893 7,448 940 15,832 32,798 16,403 940 33,737 道路面積 37,425 161,327 23.2% 4,154 2,077 0 4,154 7,608 3,805 218 7,826

2355
ごみ処理広域化計画推進事業 平成１３年度に策定した「ごみ処理広域化計画」の進行管理を行う。 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316
2356

一般廃棄物指導監督費 市町村の一般廃棄物処理施設の整備及び維持管理について、指導監督を行う。 1
5,341 2,756 5,341 4,442 2,292 280 4,723 9,783 5,048 280 10,064 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2357
広域廃棄物処分場整備促進費

「広域臨海環境整備センター法」に基づく大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス計画）を
進めるため、関係地方公共団体と協力し、その促進に努める。

0
397 397 2,100 2,497 330 330 131 461 727 727 2,231 2,958 事業所数 232,804 483,964 48.1% 191 191 1,010 1,201 350 350 1,073 1,423

2359
廃棄物処理対策推進等事業

生活環境影響評価委員会を運営し、意見を聴取することにより、処理施設設置にかかる環境影
響調査を実施する。

0
1,400 1,400 19,950 21,350 1,164 1,164 1,121 2,285 2,564 2,564 21,071 23,635 事業所数 232,804 483,964 48.1% 673 673 9,597 10,270 1,234 1,234 10,136 11,369

2361
広域廃棄物受入監視事業

埋立処分場（泉大津沖・神戸沖）及び周辺の環境保全のため、搬入予定搬出事業所への立入、
検体採取・分析を行い、適正受入協議会において審査する。

0
5,016 5,016 3,150 8,166 4,172 4,172 429 4,601 9,188 9,188 3,579 12,767 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,413 2,413 1,515 3,928 4,420 4,420 1,721 6,141

2364
不法投棄防止事業

産業廃棄物の不適正処理の監視や未然防止、早期是正を図るため、不法投棄防止事業を行
う。

1
6,847 0 5,721 12,568 5,695 0 660 6,355 12,542 0 6,381 18,923 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2365 産業廃棄物不適正処理監視パト
ロール委託事業

産業廃棄物やテレビ等の廃家電などの不法投棄等不適正処理を未然に防止するとともに早期
に発見・是正することを目的に、監視パトロールなどの取り組みを強化する。

1
77,645 0 52,500 130,145 64,581 0 6,832 71,414 142,226 0 59,332 201,559 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2366
産業廃棄物処理指導監督費

産業廃棄物処理業者の許可、同処理施設の許可及び事業所への立入検査を実施し、指導監督
を行う。また、処理の過程を管理する産業廃棄物管理票（マニフェスト）の使用徹底による適正処
理を指導する。

1
34,558 -98,522 168,000 202,558 28,744 0 10,634 39,377 63,302 -98,522 178,634 241,935 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2367
産業廃棄物処理団体育成事業

産業廃棄物の適正処理に関する正しい知識の普及啓発を図るため、大阪市、堺市、東大阪市や
（社）大阪府産業廃棄物協会と協力して、排出事業者や処理業者、府民を対象にした研修・啓発
事業（さんぱいフォーラム）を実施する。

0
346 346 1,144 1,490 288 288 78 366 634 634 1,222 1,856 事業所数 232,804 483,964 48.1% 166 166 550 717 305 305 588 893

2368
ウェイストデータバンク整備事業

廃棄物に関する各種情報を適切に管理し、廃棄物の減量化・適正処理を推進するためウェイス
トデータバンク（産業廃棄物情報管理システム）を運用する。

0
5,609 5,609 11,441 17,050 4,665 4,665 895 5,560 10,274 10,274 12,336 22,610 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,698 2,698 5,504 8,202 4,942 4,942 5,934 10,876

2369 【新】強酸性産業廃棄物処理行政代
執行事業

平成10年度において、行政代執行により移し替えた硫酸ピッチが5年以上にわたり保管され、ド
ラム缶の経年劣化による流出の恐れが生じており、環境保全上の支障発生の恐れがあることか
ら全量を行政代執行により処分する。

0
47,312 24,011 1,050 48,362 39,352 19,971 2,539 41,891 86,664 43,982 3,589 90,253 事業所数 232,804 483,964 48.1% 22,759 11,550 505 23,264 41,688 21,157 1,726 43,415

2370
大気汚染防止計画推進事業

「大阪２１世紀の環境総合計画」に基づき、大気汚染物質に係る環境保全目標を維持・達成する
ため、大気汚染防止に係る各種対策・調査を行う。

1
1,362 1,362 21,000 22,362 1,133 1,133 1,174 2,307 2,495 2,495 22,174 24,669 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2371
光化学スモッグ対策事業

光化学スモッグ発生時における府民への周知、緊急時対象工場へのばい煙量等削減要請や各
種調査を行う。

1
1,340 1,340 15,330 16,670 1,115 1,115 875 1,990 2,455 2,455 16,205 18,660 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2372
悪臭防止規制指導事業

悪臭防止法の円滑な施行を図るため、市町村に対し、悪臭物質の濃度の測定方法、排出防止
技術等の指導、助言を行う。

1
499 499 6,404 6,903 415 415 362 777 914 914 6,766 7,680 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2373
大気汚染防止規制指導事業

大気汚染防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制基準の遵守徹底など
の指導を図るため、対象工場・事業場に対し、立入検査や改善指導等を行う。

1
8,800 8,800 157,500 166,300 7,319 7,319 8,730 16,050 16,119 16,119 166,230 182,350 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2374 大気汚染発生源常時監視システム
整備･運営事業

府内の大規模発生源における窒素酸化物等の排出量の把握及び規制基準等の遵守徹底を図
るため、テレメーターシステムにより常時監視を行う。

1
10,265 10,265 10,265 8,538 8,538 539 9,077 18,803 18,803 539 19,342 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2375 【新】有害大気汚染物質発生源対策
調査事業

有害大気汚染物質の削減を推進するため、工場・事業場における排出実態等調査について、国
の事業を受託して実施する。

1
1,170 -130 1,050 2,220 973 0 117 1,090 2,143 -130 1,167 3,310 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2376 有害大気汚染物質モニタリング事
業

長期曝露により人への健康被害が懸念される有害大気汚染物質のうち、環境基準が設定され
ているベンゼン等環境省が指定する19物質について、府内７地点においてモニタリングを実施す
る。

1
21,878 0 18,900 40,778 18,197 0 2,141 20,338 40,075 0 21,041 61,116 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2377
大気検査業務

法令等に基づく規制指導及び苦情案件に係る検査分析や外部委託に係る精度管理調査並びに
未規制物質等の分析法の開発等を行う。

1
45,940 45,940 47,250 93,190 38,211 38,211 4,892 43,103 84,151 84,151 52,142 136,293 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2378
浮遊粒子状物質環境調査

自動車排ガス中の微小粒子状物質削減対策に資するため、浮遊粒子状物質（SPM）の成分分
析を行い、府内の汚染状況の実態把握、発生源寄与率の解析及び対策の効果確認を行う。

1
5,864 5,864 18,900 24,764 4,877 4,877 1,300 6,177 10,741 10,741 20,200 30,941 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2379 関西国際空港周辺大気汚染状況解
析

（財）関西空港調査会からの受託で、泉州地域の大気汚染測定データを収集、処理し、高濃度時
等の解析を行い、日報、月報、年報という形式で報告する。

0
906 -966 1,050 1,956 754 0 103 856 1,660 -966 1,153 2,812 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2380 国設四条畷自動車交通環境測定所
（環境省）管理

環境省からの委託を受けて、国設四条畷自動車交通環境測定所の維持管理を実施するととも
に、窒素酸化物、浮遊粒子状物質等の測定を行う。

0
5,500 0 1,050 6,550 4,575 0 344 4,918 10,075 0 1,394 11,468 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2381
国設大気汚染測定網（環境省）管理

環境省からの委託を受けて、全国大気汚染測定網大阪測定所の維持管理を実施するとともに、
窒素酸化物・浮遊粒子状物質等及び発ガン性等が懸念され、大気汚染防止法により規定されて
いる「有害大気汚染物質」の測定を行う。

0
10,700 -800 19,950 30,650 8,900 0 1,609 10,509 19,600 -800 21,559 41,159 事業所数 232,804 483,964 48.1% 5,147 -385 9,597 14,744 9,428 -385 10,371 19,799

2382
大気汚染常時監視

大気汚染防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、大気汚染の常時監視を
行い、環境基準の達成状況を把握するとともに、光化学スモッグ注意報等の緊急時措置を行う。

1
189,052 189,052 105,000 294,052 157,244 157,244 15,437 172,681 346,296 346,296 120,437 466,733 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2383
大気汚染測定局整備 大気汚染の状況を適正に監視するため、大気汚染測定機器等の設置や更新をして整備する。 1

10,765 6,272 2,100 12,865 8,954 5,217 675 9,629 19,719 11,489 2,775 22,494 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2384

水質保全啓発推進事業
国直轄河川の中で水質がワースト上位になっている大和川の水質改善を図り、府民活動による
快適な水辺環境の保全と創造を実現するため、国・市町村と連携して啓発活動を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2385
生活排水処理実施計画推進事業

平成１４年度に策定した「府生活排水処理実施計画」に基づき、効率的かつ計画的な生活排水
処理施設の整備、普及促進を図るとともに、市町村による生活排水処理計画の策定について、
技術的支援を行う。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 2,525 2,525 0 0 2,658 2,658

2386
生活排水対策推進事業

生活排水対策を重点的に実施する必要がある地域を重点地域に指定し、市町村の推進計画策
定業務の支援等を行う。

1
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2387
総量削減計画の進行管理

閉鎖性水域である大阪湾の水質改善を図るため、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）､窒素、りんを削減
対象とする第5次総量削減計画の進行管理を行う。

1
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2388
発生負荷量管理等調査事業

水質総量削減計画の進捗管理を行うため、対象工場・事業場及びその他の発生源の調査及び
集計等を行う。

1
5,628 3,753 11,550 17,178 4,681 3,122 902 5,583 10,309 6,875 12,452 22,761 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2389
水質保全対策事業

都市化の進展に伴い、家庭雑排水が農業用施設に流入し農業用水が著しく汚濁している区域に
おいて、用排水路の分離又は水源水質の改善を行い、水質汚濁による被害を除去する。

1
74,491 23,491 25,638 100,129 61,958 19,539 5,256 67,214 136,449 43,030 30,894 167,343 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2390 指定地域特定施設水質汚濁防止規
制指導事業

水質汚濁防止法に基づく排水基準等の遵守徹底を図るため、指定地域特定施設（２０１～５００
人槽）に対し立入検査や届出審査及び改善指導等を行う。

1
2,570 2,570 2,100 4,670 2,138 2,138 245 2,383 4,708 4,708 2,345 7,053 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2391
水質汚濁防止規制指導事業

水質汚濁防止法や条例等に基づく排水基準等の遵守徹底を図るため、対象工場や事業場に対
し、立入検査や届出審査及び改善指導等を行う。

1
14,203 0 152,250 166,453 11,813 0 8,738 20,552 26,016 0 160,988 187,005 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2392
水質総量規制推進事業

水質汚濁防止法に基づく総量規制基準の遵守徹底を図るため、対象工場・事業場に対し立入検
査及び改善指導等を行う。

1
2,699 2,699 16,800 19,499 2,245 2,245 1,024 3,269 4,944 4,944 17,824 22,768 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2393
農薬に係る水質監視事業

大阪府ゴルフ場農薬適正使用等指導要綱に基づき、ゴルフ場からの農薬等の流出を監視する
ため水質検査及び立入指導を行う。

1
752 752 6,300 7,052 625 625 370 996 1,377 1,377 6,670 8,048 農地面積 19,513 1,122,357 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2394
水質汚濁常時監視事業

総量規制基準の遵守徹底のため、大規模発生源のＣＯＤ排出量を常時監視し、改善指導等を行
う。

1
300 300 6,300 6,600 250 250 346 596 550 550 6,646 7,196 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2395
水質検査業務

法令等に基づく河川水、海水、地下水等の水質分析、苦情、事故等緊急検体に係る検査分析及
び外部委託に係る精度管理調査並びに未規制物質等の分析法の開発等を行う。

1
26,707 0 47,250 73,957 22,214 0 3,882 26,096 48,921 0 51,132 100,053 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2396
広域総合水質調査国庫委託事業

大阪湾を含む瀬戸内海における水質汚濁、富栄養化の実態を広域的かつ統一的に把握するた
めの調査のうちで、大阪湾の調査を行う。

1
1,261 -140 1,050 2,311 1,049 0 121 1,170 2,310 -140 1,171 3,481 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2397
公共用水域常時監視

法に基づいて、河川及び海域における水質等の常時監視の測定計画の策定及び監視を行い、
環境基準の達成状況を把握する。

1
134,233 118,745 21,000 155,233 111,649 98,766 8,149 119,798 245,882 217,511 29,149 275,031 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2398
農薬に係る水質監視

府内で使用されている農薬による水質汚濁を防止するため、上水道水源のうち代表的な河川の
農薬に係る水質監視を行う。

1
185 185 2,100 2,285 154 154 120 274 339 339 2,220 2,559 農地面積 19,513 1,122,357 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2399
地下水質常時監視事業

地下水質の常時監視を行うため、府域の地下水質の概況調査、汚染井戸周辺地区調査、定期
的モニタリング調査を実施する。

1
9,064 7,364 38,850 47,914 7,539 6,125 2,515 10,054 16,603 13,489 41,365 57,968 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2402
環境整備事業 海域における快適な環境を保全するため、内湾、内海におけるゴミや油の回収を行う。 1

206,979 204,032 21,000 227,979 172,155 169,704 11,968 184,123 379,134 373,736 32,968 412,102 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2411 小型合併処理浄化槽設置整備補助

事業
生活排水対策を推進するため、合併処理浄化槽の設置者にその費用の一部を助成する市町村
に対し補助する。

0
79,833 0 10,500 90,333 66,401 0 4,742 71,143 146,234 0 15,242 161,476 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 23,562 0 3,099 26,661 43,160 0 4,499 47,659

2413
指定地域特定施設の維持管理指導

府域（政令委任市を除く）の指定地域特定施設（201人槽以上500人槽以下の浄化槽）について、
水質汚濁防止法に基づく届出及び審査･指導を行う。

1
2,570 2,570 10,500 13,070 2,138 2,138 686 2,824 4,708 4,708 11,186 15,894 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2414 下水道終末処理施設の維持管理指
導事業

下水道終末処理場の適正な維持管理を確保するため、その維持管理について指導、水質検査
を行う。

1
380 380 10,500 10,880 316 316 571 887 696 696 11,071 11,767 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2415 一般廃棄物処理施設等（し尿処理
施設・浄化槽）の維持管理指導

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「浄化槽法」に基づき、し尿処理施設及び浄化槽の
維持管理状況について、立入検査、水質検査を実施し、適正な管理を指導する。

1
1,237 1,237 10,500 11,737 1,029 1,029 616 1,645 2,266 2,266 11,116 13,382 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2416
地盤沈下規制指導事業

地盤沈下を未然防止するため、地盤沈下観測所での地下水位及び地盤沈下量の常時監視、地
下水採取量の調査、地下水採取事業場に対する指導等を行う。

1
9,309 8,647 11,550 20,859 7,743 7,192 1,095 8,838 17,052 15,839 12,645 29,697 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2417
土壌・地下水汚染対策推進事業

土壌・地下水汚染による府民の健康影響の防止を図るため、国の土壌汚染対策法・水質汚濁防
止法の施行に加え、平成15年３月に改正した生活環境保全条例の周知を図るとともに、同条例
の施行により、土地所有者が行う汚染調査や除去等の措置に対する指導を行う。

1
3,274 2,537 44,100 47,374 2,723 2,110 2,487 5,210 5,997 4,647 46,587 52,584 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2419
工業用水道の安定供給

工業用水法に基づく地下水汲み上げ規制の代替として､将来にわたり安定した給水をすすめて
いく。

1
6,125,493 0 6,125,493 5,094,891 0 321,566 5,416,457 11,220,384 0 321,566 11,541,950 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2420 市町村環境担当職員騒音振動研修
会の開催

市町村の騒音・振動担当職員の事務・技術能力の向上を図るため、研修会を開催する。 0
40 40 1,050 1,090 33 33 57 90 73 73 1,107 1,180 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12 12 310 322 22 22 327 348

2421
低周波音実態調査

低周波音対策の基礎資料を得るため、環境庁が策定した「低周波音の測定方法に関するマニュ
アル」に基づいた統一的な測定方法により低周波音の実態把握を行う。

1
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2422
法・条例に基づく規制指導

工場・事業場や建設作業等の騒音・振動に関する規制・指導権限を有している市町村に対して
指導を行うとともに、航空機による商業宣伝放送の規制等について、事業者の指導を行う。

1
1,131 1,131 6,300 7,431 941 941 390 1,331 2,072 2,072 6,690 8,762 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2423
空港周辺住民助成事業

国が行う移転補償及び緑地整備事業により住宅等を移転する者に対し、移転資金の利子補給
を行う。また、大阪国際空港周辺地域及び緑地地域から移転する営業者に対し、移転資金の
あっせん融資等を行う。

0
11,782 1,131 2,100 13,882 9,800 941 729 10,528 21,582 2,072 2,829 24,410 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,477 334 620 4,097 6,370 611 835 7,205

2424 空港周辺整備機構助成事業（民家
防音工事への助成等）

航空機騒音防止法に基づき設立した「空港周辺整備機構」が行う民家防音工事助成事業に対し
補助を行うとともに、固有事業について資金の一部を貸し付ける。

0
330,420 194,420 10,500 340,920 274,827 161,709 17,897 292,725 605,247 356,129 28,397 633,645 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 97,522 57,382 3,099 100,621 178,636 105,110 8,381 187,017

2425
空港周辺整備事業

大阪国際空港周辺地域において、関係市が生活環境の改善を図るため、移転跡地等を利用し
て行う周辺環境基盤施設の整備に対し、国と共同して補助を行うとともに、法定受託事務として
指導・監督を行う。（平成１５年度まで補助対象事業なし）

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

2426
空港周辺緑地整備事業

大阪国際空港周辺の騒音激甚地域における住環境の向上を図るため、国と協力して同地域の
緑地整備を進める。

0
977,252 838,741 21,000 998,252 812,831 697,624 52,405 865,236 1,790,083 1,536,365 73,405 1,863,488 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 288,431 247,550 6,198 294,629 528,334 453,450 21,665 549,999

2428 鉄軌道騒音・振動の実態把握及び
対策の促進

鉄軌道騒音・振動問題への適切な対応を図るため、鉄軌道騒音・振動の実態を把握する。 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2429 大阪国際空港周辺における航空機
騒音の常時監視等

大阪空港周辺における航空機騒音の状況を把握し、航空機公害対策の基礎資料を得るため、
常時測定を行うとともに、関係市と連携し航空機騒音の随時測定を行う。

0
7,096 7,096 4,200 11,296 5,902 5,902 593 6,495 12,998 12,998 4,793 17,791 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,094 2,094 1,240 3,334 3,836 3,836 1,415 5,251

2431 関西国際空港周辺における航空機
騒音実態調査事業

関西国際空港周辺において、航空機騒音の実態調査を行い、航空機騒音に係る環境基準の達
成状況を把握する。

0
2,650 2,650 2,100 4,750 2,204 2,204 249 2,454 4,854 4,854 2,349 7,204 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2432 環境保健サーベイランス調査受託
事業

全国的に実施されている大気汚染濃度と呼吸器症状等の関係を示す調査の一環として大阪府
の現状を把握する。

0
3,258 0 8,400 11,658 2,710 0 612 3,322 5,968 0 9,012 14,980 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 962 0 2,479 3,441 1,761 0 2,660 4,421

2434
中小企業公害防止資金特別融資促
進事業

府内中小企業者による公害防止対策を支援するため、融資斡旋及び利子補給を行う。 0
206,932 7,186 11,550 218,482 172,116 5,977 11,470 183,586 379,048 13,163 23,020 402,068

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 98,989 3,438 5,525 104,514 181,323 6,297 11,012 192,334

2436 公害に係る健康被害救済制度等の
円滑な実施

公害健康被害補償予防協会からの助成を受け、大阪府及び旧指定７市が行う健康被害予防事
業が円滑に実施されるよう調整を行う。

0
433 0 3,150 3,583 360 0 188 548 793 0 3,338 4,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 128 0 930 1,058 234 0 985 1,219

2438
公害審査会の運営

公害に係る民事上の紛争が発生した場合に、あっせん、調停、仲裁により、その迅速かつ適正
な解決を図る。

0
356 349 10,500 10,856 296 290 570 866 652 639 11,070 11,722 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 105 103 3,099 3,204 192 189 3,267 3,460

2439
公害防止組織の整備

特定工場内において、事業者自身が公害防止を目的とする人的組織を設置するなど、公害の発
生を未然に防ぐための自主的な取り組みを要請する。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631

2440
苦情の処理

公害紛争処理法に基づき、府及び府内市町村に寄せられた公害に関する苦情の処理状況を調
査し、取りまとめる。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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事業費(当
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うち一般財
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データ
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a''
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等

（該当
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「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2441 大気汚染・水質汚濁関係苦情相談
処理事業

大気汚染、悪臭、水質汚濁等の府民からの苦情を適切に処理するため、発生源の工場・事業場
への立入指導等を行うとともに、市町村に対し助言・指導等を行う。

1
757 757 77,596 78,353 630 630 4,113 4,743 1,387 1,387 81,709 83,096 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2442 ダイオキシン類対策事業（発生源対
策）

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく規制基準の遵守指導を図るため、規制対象工場や事
業場に対し、立入検査や改善指導等を行う。

1
2,435 2,435 15,750 18,185 2,025 2,025 955 2,980 4,460 4,460 16,705 21,165 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2443
ダイオキシン類常時監視

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、水質（底質を含む）、地下水、土壌のダイオキ
シン類の常時監視を行い、府域の汚染状況を把握するとともに、追跡調査や精度管理、排出規
制に係る測定を行う。

1
125,327 95,325 73,500 198,827 104,241 79,287 10,438 114,679 229,568 174,612 83,938 313,506 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2444
化学物質対策推進事業

化学物質に関する情報提供に努めていくとともに、有害化学物質の管理を促進するための体系
的な施策戦略をとりまとめる。

0
26,250 26,250 0 0 1,378 1,378 0 0 27,628 27,628 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 12,627 12,627 0 0 13,290 13,290

2445 ＰＲＴＲ法（特定化学物質の環境へ
の排出量の把握及び管理の改善の
促進に関する法律）推進事業

法に基づく排出量、移動量の届出を受け付けるとともに、データの集計・公表や事業者に対する
技術的助言等を行う。

0
576 576 21,000 21,576 479 479 1,133 1,612 1,055 1,055 22,133 23,188 事業所数 232,804 483,964 48.1% 277 277 10,102 10,379 508 508 10,647 11,154

2446
【新】ＰＲＴＲフォローアップ事業

環境省のフォローアップ事業を受託し、実施することにより、ＰＲＴＲ対象外の事業者や物質の排
出量、代替物質への移行状況等を把握するとともに、化学物質管理施策の検討等を行い、府域
における化学物質による環境リスクの低減を図る。

0
2,250 -250 5,250 7,500 1,871 0 394 2,265 4,121 -250 5,644 9,765

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,076 -120 2,511 3,588 1,972 -120 2,700 4,671

2447
有害化学物質排出抑制事業

化学物質適正管理指針に基づき、工場等に使用量の報告を求めることで、工場等が自主的に化
学物質の適正管理を行うことを促進させる。

0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316

2454
有害化学物質管理推進事業 環境ホルモンやPRTR法の対象化学物質について、一般環境中の濃度状況などを調査する。 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 505 505 0 0 532 532
2465

三草山緑地環境保全事業
府自然環境保全条例に基づく緑地環境保全地域に指定した三草山の保全管理事業を行う（財）
大阪みどりのトラスト協会に対して助成する。

0
2,686 2,686 0 2,686 2,234 2,234 141 2,375 4,920 4,920 141 5,061 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2497 ビオトープ（野生生物の生息空間）
の普及啓発

野生生物と共生できる環境づくりの推進に資するため、生き物の生息空間を確保するビオトープ
の考え方の普及促進を図る。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2500
鳥獣保護事業（鳥獣保護員）

野生鳥獣の保護を図るため、鳥獣保護員を任命し鳥獣保護区の管理、狩猟の取り締まり等を行
う。

0
4,839 4,839 2,100 6,939 4,025 4,025 364 4,389 8,864 8,864 2,464 11,328 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2501
鳥獣保護事業（野生鹿被害防止事
業）

野生鹿による農林業被害の防止を図るため、防鹿柵の設置や有害鳥獣駆除を実施する市町に
対して補助する。

0
5,772 4,332 6,300 12,072 4,801 3,603 634 5,435 10,573 7,935 6,934 17,507 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2503
希少野生動植物種保護増殖事業

国指定の天然記念物で種の保存法による国内希少野生動植物種に指定されているイタセンパ
ラの保護増殖を図るため、密漁パトロールの実施や研究会の運営等を行う。

0
1,500 1,500 1,050 2,550 1,248 1,248 134 1,381 2,748 2,748 1,184 3,931 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2504
自然環境保全方策検討事業

自然環境保全施策を講ずるために必要な自然環境の現状を把握するため､環境省からの委託
調査の結果を踏まえ、府域における野生動植物の保全方策について検討する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2505
動物愛護推進事業

犬、猫等の動物の愛護と適正な飼養を推進するため、動物取扱業者への指導を徹底し、府民の
動物に対する愛護精神の高揚、府民の安全の確保及び公衆衛生の向上を図る。

1
31,430 28,476 120,750 152,180 26,142 23,685 7,989 34,131 57,572 52,161 128,739 186,311 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2507
農業振興地域整備促進事業

農地の適正な保全活用を図るため、農業振興地域の指定を受けた市町村に対して、計画の策
定や見直しに係る指導等を行う。

0
259 259 10,500 10,759 215 215 565 780 474 474 11,065 11,539 農家数 592 29,801 2.0% 5 5 209 214 9 9 220 229

2508
野菜産地強化特別対策事業

国際競争力のある野菜産地を形成するため、省力化や農産物の高品質化等を図るハウス等の
導入を図る。

0
26,750 0 3,150 29,900 22,249 0 1,570 23,819 48,999 0 4,720 53,719

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,311 0 154 1,465 2,401 0 231 2,632

2509
府内産農産物安全・安心提供シス
テム推進事業

地域特産野菜の農薬登録拡大や消費者と生産者の顔の見える関係づくり、農薬に関する消費
者の知識向上等のための啓発活動を行うことにより、府民への安全・安心な府内産農産物の提
供を推進する。

0
7,419 7,419 10,500 17,919 6,171 6,171 941 7,111 13,590 13,590 11,441 25,030 農家数 592 29,801 2.0% 147 147 209 356 270 270 227 497

2510
遊休農地解消総合対策事業 遊休農地の解消とその有効利用を図るため、遊休農地活用計画策定市町村に対して補助する。 0

904 152 1,050 1,954 752 126 103 854 1,656 278 1,153 2,808
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 44 7 51 96 81 14 56 138

2512
国有農地等の管理

農地法等関係法令に基づき国有農地の貸付、維持保存、財産台帳の整備等国有農地等の適正
な管理に努める。

0
22,375 0 89,250 111,625 18,610 0 5,860 24,470 40,985 0 95,110 136,095 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 389 0 1,552 1,941 713 0 1,654 2,366

2513
農業委員会等助成事業

農業委員会及び農業会議の組織と業務の執行に要する経費の一部を助成して、法令業務の執
行について円滑な運営を図る。

0
183,060 70,540 2,100 185,160 152,261 58,672 9,720 161,981 335,321 129,212 11,820 347,141 農家数 592 29,801 2.0% 3,637 1,401 42 3,678 6,661 2,567 235 6,896

2514
農空間づくりプラン推進事業

地域住民が主体となって、地域ごとの特色や課題を踏まえた、良好な農空間を中心としたまちづ
くりを保全・創造するためのプラン策定を支援する。

0
6,550 2,050 21,000 27,550 5,448 1,705 1,446 6,894 11,998 3,755 22,446 34,444 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 114 36 365 479 209 65 390 599

2515
大阪府農空間保全・活用指針に基
づく施策の進行管理

大阪の良好な農空間を保全・活用するために策定した「大阪府農空間保全・活用指針」に基づく
施策の進行管理を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

2516
農地に関する法規制の運用

農地法に基づき農地の権利移転及び農地の転用手続きの励行指導を適正に行い、無秩序な農
地の転用を防止するとともに、優良農地の確保、地域農業の振興及び土地の農業上の効率的
な利用調整を図る。

0
2,109 762 55,650 57,759 1,754 634 3,032 4,786 3,863 1,396 58,682 62,545 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 37 13 968 1,004 67 24 1,020 1,087

2517
農業担い手対策総合推進事業

農業の多様な担い手の確保を図るため、就農希望者や高齢者に対する支援体制の整備や新規
就農者の研修資金の貸し出し等を行う。

0
29,901 10,958 135,450 165,351 24,870 9,114 8,680 33,551 54,771 20,072 144,130 198,902 農家数 592 29,801 2.0% 594 218 2,691 3,285 1,088 399 2,863 3,951

2518
経営構造対策事業

農業の持続的な発展と農空間の有する多面的機能の発揮を図るため、地域の認定農業者等担
い手の育成及びこれら担い手に対する農地の利用集積を進めるなど、地域農業の変革に資す
る生産・加工・流通・販売施設等の整備に対して補助する。

0
59,915 5,386 21,000 80,915 49,834 4,480 4,248 54,082 109,749 9,866 25,248 134,997

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 2,935 264 1,029 3,964 5,377 483 1,237 6,614

2520

中山間直接支払事業

耕作放棄等により、国土保全や水源の涵養、景観の保全といった多面的機能の低下が危惧され
ている中山間地域等において、多面的機能の確保を図る観点から、適切な農業生産活動等が
継続的に行われるよう、農業者等に農業生産条件の不利性を補正するための直接支払交付金
を交付する事業を行う市町村に対して補助する。

0

60,818 20,141 8,400 69,218 50,585 16,752 3,634 54,219 111,403 36,893 12,034 123,437 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 1,057 350 146 1,203 1,937 641 209 2,146
2521 【新】育てて食べよう野菜バリバリ推

進事業

子どもの頃から規則正しい食生活と健康な食習慣を身につけるため、学校と家庭、地域や産地
等の連携のもとに、学校における野菜栽培の実践と学校給食への活用等「食」と「農」が有する
教育的機能を活用した総合的な食育を推進する。

0
3,032 3,032 2,100 5,132 2,522 2,522 269 2,791 5,554 5,554 2,369 7,923

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 149 149 103 251 272 272 116 388

2525
防災農地整備事業

周辺の土地利用状況から、避難地等の防災上の役割が期待される地域の農地を「防災農地」と
位置づけ、都市防災機能の強化を図るとともに、農空間の保全及び農地を中心とした地域コミュ
ニティの形成を図る。

0
9,669 2,273 10,500 20,169 8,042 1,891 1,059 9,101 17,711 4,164 11,559 29,270 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 168 40 183 351 308 72 201 509

2529
土地改良区の運営指導 府域の８１の土地改良区の適正運営指導を行う。 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 0 0 183 183 0 0 192 192
2542

農林水産祭開催事業
農林水産物の消費拡大を図るため、毎年農林水産省等が主催し東京等で開催される農林水産
祭に参加する。

0
1,250 1,250 1,050 2,300 1,040 1,040 121 1,160 2,290 2,290 1,171 3,460

事業所数
（農林漁
業） 35 132 26.5% 331 331 278 610 607 607 310 918

2546
地域環境コミュニティの支援

都市の貴重な環境資源であるため池や農業用水利施設を将来にわたって保全していくために
は、地域住民や農家で組織する「地域環境コミュニティの活動」や住民参加による保全活動の継
続が不可欠である。このため、これらの活動に対する支援を行う。

0
4,600 600 1,932 6,532 3,826 499 343 4,169 8,426 1,099 2,275 10,701 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,358 177 570 1,928 2,487 324 671 3,158

2549
あぜ道とせせらぎづくり推進事業

ため池や農業用水路を子供たちの自然体験や総合学習等の場として提供・活用を図るもので、
文部科学省と農林水産省との連携により、関係機関、団体との総合的な調整を行う。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

2552 自然環境の保全と回復に関する協
定の締結に係る事務

開発と自然環境の調和を図るとともに、積極的な自然回復を行わせるため、開発者と協定を締
結する。

0
26,250 26,250 0 0 1,378 1,378 0 0 27,628 27,628 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2553 自然公園特別地域（特別保護地区）
内許可、同普通地域内届出及び近
郊緑地保全区域内届出に係る事務

自然公園区域内及び近郊緑地保全区域内の各種行為について、適正に審査・指導を行うととも
に、違法行為等の未然防止に努める。

0
44 44 52,520 52,564 37 37 2,759 2,796 81 81 55,279 55,360 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2558
林地開発許可及び保安林（保安施
設地区）内作業許可に係る事務

地域森林計画対象民有林における開発行為及び保安林等における各種行為を適正に審査・指
導するとともに、当該地域における違法行為等の未然防止に努める。

0
529 529 52,520 53,049 440 440 2,785 3,225 969 969 55,305 56,274 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2563 スギ花粉生産森林情報調査整備事
業

花粉生産量の多いスギ人工林を特定して地理情報化するとともに、花粉生産量が多い要因、特
に、立地要件を解明し、花粉生産量を抑制する技術を開発するため、調査を行う。

0
450 -50 2,100 2,550 374 0 134 508 824 -50 2,234 3,058 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2564
種苗養成事業

優良な山林を造成するため、府の気候や土壌等の条件にあった生育の良好な母樹を指定し、優
良種子の採取と苗木の無料配布を行う。

0
858 488 1,050 1,908 714 406 100 814 1,572 894 1,150 2,722 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2565
教育の森整備事業

老朽化した野外活動施設等を自然環境や森林・林業体験学習のフィールドとして再編整備を行
う市町村に対し補助を行う。

0
12,060 0 2,100 14,160 10,031 0 743 10,774 22,091 0 2,843 24,934 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2566
府営林整備事業 民有地に地上権を設定した「府営林」において、植栽を中心とした森林整備を行う。 0

105,227 39,104 29,400 134,627 87,523 32,525 7,067 94,590 192,750 71,629 36,467 229,217 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2567

緑の元気回復事業
緊急地域雇用創出特別基金を活用して、病害虫被害木の搬出処理、竹林、雑木林などの森林
整備を行う。

0
243,600 0 2,100 245,700 202,615 0 12,898 215,513 446,215 0 14,998 461,213 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2568
森林造成事業

山地災害の防止や水源のかん養を図るため、荒廃森林を整備する森林所有者や森林組合に対
して補助する。

0
139,959 50,075 35,700 175,659 116,411 41,650 9,221 125,633 256,370 91,725 44,921 301,292 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2570
森林整備促進事業

都市周辺の花粉発生量の多い森林において、雄花着花量に着目した抜切りや枝落とし等を行
う。

0
3,500 0 6,300 9,800 2,911 0 514 3,426 6,411 0 6,814 13,226 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2572
自然保護指導事業

良好な自然環境を保全するため、自然環境保全指導員を任命し、国定公園区域や自然環境保
全地域等の巡視を行う。

0
11,373 11,373 2,100 13,473 9,460 9,460 707 10,167 20,833 20,833 2,807 23,640 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2579
地域緑化促進事業 市街地の緑被率向上を図るため,大阪府みどりの基金事業として、緑化苗木の配付等を行う。 0

21,550 0 7,350 28,900 17,924 0 1,517 19,441 39,474 0 8,867 48,341
市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 4,802 0 1,638 6,439 8,795 0 1,976 10,771

2582 環境緑化推進事業（緑化樹木需給
安定対策事業）

緑化木の需給安定を図るため、府内の緑化木の生産状況や需要量を調査する。 0
74 37 0 74 62 31 4 65 136 68 4 139

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 16 8 0 16 30 15 1 31

2597
大阪府域環境保全協議会運営事業

地域住民の生活環境の保全を図るため、府、大阪市、堺市、泉大津市で設立した「大阪府域環
境保全協議会」により大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス事業）に対する環境監視を
行う。

0
232 232 1,050 1,282 193 193 67 260 425 425 1,117 1,542 事業所数 232,804 483,964 48.1% 112 112 505 617 204 204 537 742

2602
環境保全基金の運営 環境保全活動のより一層の推進を図るため、環境保全基金の積み立て、運営を行う。 0

5,291 291 2,100 7,391 4,401 242 388 4,789 9,692 533 2,488 12,180 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,545 140 1,010 3,555 4,662 256 1,197 5,859
2645

環境情報システムの整備
地球環境に関する諸条件を体系的に蓄積する環境情報データベースや環境の現況解析・将来
予測等を行う解析予測手法の充実に努め、環境情報システムの整備を図る。

0
72,158 72,158 42,000 114,158 60,018 60,018 5,993 66,010 132,176 132,176 47,993 180,168 事業所数 232,804 483,964 48.1% 34,711 34,711 20,204 54,914 63,581 63,581 23,086 86,667

2658 【新】環境指導室業務システム整備
事業

事業所指導に係る業務の効率化を図るため、大気・水質・産業廃棄物の事業所データベースを
再構築し一元化を図る。

0
8,925 8,925 31,500 40,425 7,423 7,423 2,122 9,546 16,348 16,348 33,622 49,971 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,293 4,293 15,153 19,446 7,864 7,864 16,173 24,038

2660
創造的中小企業振興事業

中小企業創造活動促進法に基づき「研究開発等事業計画」についての相談・助言・認定を行うと
ともに、認定企業に対し、新技術の研究開発に伴う費用の一部を補助する。

0
136,595 68,465 26,250 162,845 113,613 56,946 8,549 122,162 250,208 125,411 34,799 285,007 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 69,373 34,772 13,332 82,705 127,075 63,693 17,673 144,748

2661
ベンチャービジネス振興事業

ベンチャー企業の成長を図るため、新しい技術・ビジネスモデルを有するベンチャー企業への投
資・融資（債務保証）による資金支援､相談・助言による技術・経営支援を行う。

0
112,714 112,714 18,900 131,614 93,750 93,750 6,909 100,659 206,464 206,464 25,809 232,273 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 57,245 57,245 9,599 66,844 104,858 104,858 13,108 117,966

2662
大阪府中小企業等債券市場構想 中小企業等向け債券市場の運営を行う。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2665
グローバルベンチャーフォーラムの
開催

大阪において、国内外の優れたベンチャー企業とこれら企業のビジネスに関心を持つ企業との
出会いの場を提供することにより、新規産業・雇用機会の創出に寄与することを目的とし、ビジネ
スプラン発表会、個別相談・情報交換を実施する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 502 502 0 0 529 529

2666
ハンズ・オン・ナビゲーター派遣委
託事業

研究機関や金融機関等を退職し、技術面・経営面の知識を有している専門家を雇用し、府のベ
ンチャービジネス・プラットフォーム関係機関の支援先企業をはじめとした府下のベンチャー企業
に対し、指導・助言等を行う。

0
24,180 0 0 24,180 20,112 0 1,269 21,381 44,292 0 1,269 45,561 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 12,280 0 0 12,280 22,495 0 645 23,139

2667
ベンチャービジネス・プラットフォー
ムによる支援

新事業創出促進法に基づき、財団法人大阪産業振興機構を中核的支援機関とした、ベンチャー
支援機関のネットワーク体制を構築し、各種情報発信事業等を通じ、支援機関とベンチャー企業
とのマッチングやビジネスチャンス拡大のための場等を提供するとともに、ベンチャービジネスに
対する機運の醸成を図る。

0

5,000 4,000 7,350 12,350 4,159 3,327 648 4,807 9,159 7,327 7,998 17,157

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,392 1,913 3,516 5,908 4,381 3,505 3,826 8,207

2669
内外企業創業支援インキュベータ
整備事業

ＩＴ関連の創業を促進するため、資金面等で脆弱な状況にある創業間もない起業家を対象とした
インキュベート施設を運営し、創業のための支援を行なう。また、国外のＩＴベンチャー企業を誘致
し、日本の企業とのコラボレートによりニュービジネスの創出を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2671
企業育成支援事業費（フォレックス
インキュベーターの運営）

府立産業技術総合研究所の開放研究室（14室）を活用して府内中小製造業者のうち新規創業を
目指す個人や研究開発型の中堅・中小企業が行う新技術・新製品開発を(財）大阪産業振興機
構が支援する。

0
11,156 11,156 8,400 19,556 9,279 9,279 1,027 10,306 20,435 20,435 9,427 29,862

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 5,337 5,337 4,018 9,355 9,775 9,775 4,509 14,285

2672
【新】先端技術創出型産学官研究開
発補助金事業

対象インキュベーション施設に入居する府内中小企業が大学等と共同で行う先端技術を用いた
研究開発に資金補助することにより、成長分野における新産業の創出と産業クラスターの形成
を促進する。

0
20,000 20,000 10,500 30,500 16,635 16,635 1,601 18,236 36,635 36,635 12,101 48,736

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 9,567 9,567 5,023 14,590 17,525 17,525 5,789 23,314

2673
特許インキュベート施設｢パテントラ
ボ｣の運営

中小企業の新分野進出あるいはベンチャー起業者の創業に際して、特許等の知的所有権分野
に関しての経営戦略作成支援を短期間集中的に行うことによって新産業の創成を図るとともに、
支援ノウハウの蓄積を図る 。

0
1,081 1,081 8,400 9,481 899 899 498 1,397 1,980 1,980 8,898 10,878

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 517 517 4,018 4,535 947 947 4,256 5,204

2695
インターネット高度利用研究事業

中小企業におけるインターネットのビジネスへの活用を促進するための支援を行う、マイドーム
おおさかインターネット通信センター運営協議会に分担金を拠出する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2697

中小企業ＩＴ化推進事業

大阪の中小企業の活性化を図るため、中小企業におけるＡＳＰサービス活用を促進する相談窓
口の設定やマッチングなどの仕組みづくり、ＩＴ導入事例の紹介、中小企業経営者の交流、情報
交換を図り、先進的な取り組みを行う企業に続いて、できる限り多くの中小企業がＩＴ化を進め経
営の高度化・高付加価値化を実現することを目指す。

0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 5,023 5,023 0 0 5,286 5,286

2698
ＩＴ対応の技術支援事業

中小企業のＩＴ支援及び所内OA化を推進するにあたり、整備後5年を経過して老朽化し、外部と
の情報交換に支障をきたしている情報システムを最新の情報利用環境に対応できるシステムに
更新整備を行う。

0
14,250 14,250 11,852 0 748 12,601 26,102 0 748 26,851

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 6,817 0 0 6,817 12,486 0 358 12,844

2708
大阪電子自治体推進協議会事業

府・市町村共通の課題である電子自治体の円滑・効率的な実現のため、共同取組の企画・調整
やシステムの共同開発などを行う。１６年度は、市町村共同利用電子入札システムの運用を開
始するとともに、電子申請システムの共同開発に取り組む。.

0
750 750 52,500 53,250 624 624 2,795 3,419 1,374 1,374 55,295 56,669 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2715 府営住宅の電子申込システムの運
用

府民の利便性の向上に寄与することを目的として、府営住宅の入居申込について、平成１５年度
に創設した電子申請制度の運用を行う。

0
1,904 0 1,904 1,584 0 100 1,684 3,488 0 100 3,588

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 202 0 0 202 371 0 11 381

2716 基幹系業務システム総合整備事業
（総務サービスセンターの整備）【教
育委員会】

総務事務システムの構築により、平成16年度から人事・給与・福利厚生、財務会計、物品調達の
事務をイントラネットで提供する総務サービスセンターの運用を府立学校において開始する。

0
684,563 684,563 569,387 0 35,937 605,324 1,253,950 0 35,937 1,289,887

学校数
（小・中・府
立高校） 504 1,748 28.8% 197,380 0 0 197,380 361,551 0 10,362 371,912

2736
水道事業の環境会計の公表

環境保全のためのコストと､その活動により得られた効果を、貨幣単位や物量単位で定量的に把
握・分析し､パンフレットやインターネットを活用して、広く府民に公表する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2737
新エネルギーの導入、省エネル
ギーへの対応

村野浄水場、三島浄水場における太陽光パネルの設置など、引き続き、自然エネルギーの有効
利用を図る。また、平成16年度は、大庭浄水場において、排熱が再利用可能な発電機などのｺｰ
ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ施設を導入し、「水道残渣の減量化・有効利用」の推進を図る。

0
157,500 157,500 131,001 0 8,268 139,269 288,501 0 8,268 296,769 事業所数 232,804 483,964 48.1% 75,763 0 0 75,763 138,779 0 3,977 142,757

2745

資源循環促進事業

資源循環型社会システムの構築と産業育成に関する検討委員会における検討結果を踏まえ、
資源の有効利用等に関し、技術的に先進的な取組みを行っている企業の事例情報、技術情報を
収集・提供するとともに、排出企業、利用企業等に交流の機会を提供することにより、資源、技術
の発掘や製品開発を促進し、企業における環境配慮対応の促進や環境関連産業の育成を図
る。

0

500 500 5,250 5,750 416 416 302 718 916 916 5,552 6,468 事業所数 232,804 483,964 48.1% 241 241 2,525 2,766 441 441 2,671 3,111
2748

環境技術コーディネート事業
大阪産業や自治体の抱える環境課題の克服のため、大阪府の関係機関と連携して環境関連産
業に対する研究開発の奨励、技術評価、情報提供など環境保全のための環境コーディネートを
推進する。

0
10,000 0 31,500 41,500 8,318 0 2,179 10,496 18,318 0 33,679 51,996 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 0 15,153 19,963 8,811 0 16,201 25,012

2751

CB起業家応援事業

地域課題解決型の新しいビジネススタイル、高齢者や女性などの新しい起業スタイル、働き方と
して注目されているコミュニティ・ビジネスを創出するため、先導役づくり(先導的CB創出支援事
業、モデル提案型CB創出支援事業)、融資制度(CB創設支援資金貸付事業)、運営サポート(CB
創出環境整備事業)を一体的に実施する。

0

124,452 10,500 134,952 103,513 0 7,084 110,598 227,965 0 17,584 245,550 事業所数 232,804 483,964 48.1% 59,866 0 5,051 64,917 109,659 0 8,459 118,118
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2770

【新】科学・情報戦略推進費

ナノバイオやロボット、ＩＴといった科学技術の融合分野など新テーマに戦略的に対応する科学技
術推進方策「科学技術推進戦略（仮称）」の策定、及びこの戦略策定へのアドバイスや国に提案
する研究開発プロジェクト内容を検討する科学技術の専門家組織「科学技術戦略ボード（仮称）」
を設置する。

0

3,000 3,000 3,000 2,495 2,495 157 2,653 5,495 5,495 157 5,653 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,524 1,524 0 1,524 2,791 2,791 80 2,871
2774

研究成果活用プラザの活用
科学技術振興事業団の「研究成果活用プラザ大阪」（平成13年12月オープン）を活用し、産学官
の共同研究を促進するとともに、特許化支援・企業化支援に係る科学技術振興事業団事業等を
活用して新産業の創出を図る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2775 国等の提案公募型研究開発事業の
制度情報の収集・活用

産学官共同研究事業を促進するため、国等のプロジェクト（提案公募型研究開発事業）の制度情
報を収集し、ホームページにより提供する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 533 533 0 0 561 561

2777
技術・市場交流移転促進事業

異業種中小企業間での技術移転・技術交流を促進するため、府内の中小企業支援機関が実施
する事業に対して補助を行う。

0
1,558 1,558 1,050 2,608 1,296 1,296 137 1,433 2,854 2,854 1,187 4,041 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 791 791 533 1,325 1,449 1,449 603 2,052

2781 【新】大阪東部エリア都市エリア産学
官連携促進事業

国の公募型事業（都市エリア産学官連携促進事業）を活用し、大阪東部地域で次世代の製造技
術開発に関する産学官連携促進事業を行い、大阪東部地域のものづくりクラスター形成に資す
る。

0
31,361 31,361 5,250 36,611 26,085 26,085 1,922 28,007 57,446 57,446 7,172 64,618 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2790
【新】外国特許出願助成事業

模倣品被害の防止や外国マーケットの確保を促すため、府内中小企業の外国への特許出願を
支援し、知的財産を活用した大阪経済の活性化を図る。

0
38,000 38,000 8,400 46,400 31,607 31,607 2,436 34,042 69,607 69,607 10,836 80,442 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 19,299 19,299 4,266 23,565 35,352 35,352 5,503 40,855

2793
特許活用新産業創出事業

開放特許や大学等の研究成果を活用し、中小企業等へ技術移転することにより、新製品開発や
新分野進出を支援する。

0
4,014 4,014 8,400 12,414 3,339 3,339 652 3,990 7,353 7,353 9,052 16,404 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 2,039 2,039 4,266 6,305 3,734 3,734 4,597 8,331

2794
特許関連イベントセミナー等の開催

関西特許情報センターフェスタの開催や、近畿特許流通フェア等マッチングイベントに出展を行う
とともに、特許相談を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2796
【新】知的財産セミナー開催事業

知的財産の創造・保護・活用を促進するため、府内各地域において中小企業等を対象とした知
的財産セミナーを開催し、知的財産制度の普及啓発等を行う。

0
1,477 1,477 7,350 8,827 1,228 1,228 463 1,692 2,705 2,705 7,813 10,519 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 750 750 3,733 4,483 1,374 1,374 3,968 5,342

2797
【新】特許情報活用支援事業

中小企業等における知的財産の創造・保護・活用を促進するため、特許情報の効果的な活用に
よる管理・検索等についての指導・相談や普及啓発を実施する。

0
3,770 3,770 10,500 14,270 3,136 3,136 749 3,885 6,906 6,906 11,249 18,155 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,915 1,915 5,333 7,247 3,507 3,507 5,713 9,220

2798
【新】知的財産相談事業

中小企業等における知的財産の創造・保護・活用を促進するため、府内各地域において弁理士
による相談事業を展開する。

0
5,184 5,184 7,350 12,534 4,312 4,312 658 4,970 9,496 9,496 8,008 17,504 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 2,633 2,633 3,733 6,366 4,823 4,823 4,067 8,890

2804
堺北エリア開発整備協議会の運営

平成8年12月に大臣承認を受けた「大阪府大阪湾臨海地域整備計画」に位置付けられた「堺北
臨海部地区」の開発整備の具体化を図るため、「堺北エリア開発整備協議会（事務局総合計画
課）」において検討調査、協議調整等を行う。

0
2,300 2,300 18,900 21,200 1,913 1,913 1,113 3,026 4,213 4,213 20,013 24,226 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2805
水と緑の健康都市事業

箕面北部丘陵において､余野川ダムの水際空間や周辺の豊かな自然環境を活かしながら、世代
を超えてだれもが生き生きと暮らせる長寿社会に対応したニュータウンを建設する。

0
1,695,458 1,695,458 1,410,201 0 89,005 1,499,206 3,105,659 0 89,005 3,194,664 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2806
まちづくり促進事業

りんくうタウン整備事業､阪南スカイタウン開発事業等の整備区域内のまちづくりの促進を図るた
め､当該地域内の産業用地の貸付け等を行う。

0
23,882,002 23,882,002 19,863,902 0 1,253,719 21,117,621 43,745,904 0 1,253,719 44,999,623 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2807
阪南スカイタウン開発事業

関西国際空港に関連する地域整備として、関西国際空港及びりんくうタウンの埋立用土砂採取
跡地を有効に利用し､緑豊かなゆとりと潤いある住宅地の形成と産業・文化・レクリエーション施
設の誘致による複合的なまちづくりを進める。

0
1,237,409 1,237,409 1,029,217 0 64,959 1,094,177 2,266,626 0 64,959 2,331,586 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2808
りんくうタウン整備事業

関西国際空港の対岸部において埋立を行い､空港機能の支援・補完と大阪湾及び地域の環境
改善を図り､あわせて地域の振興に資する。

0
4,437,337 4,437,337 3,690,764 0 232,944 3,923,708 8,128,101 0 232,944 8,361,045 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2809
工業用水道の安定供給（改築事業）

府営工業用水道は、供用開始以来約40年を経過し､施設の老朽化が進んでおり､将来にわたる
安定供給を図るため､改築事業を進めていく。

0
3,082,591 3,082,591 2,563,951 0 161,825 2,725,776 5,646,542 0 161,825 5,808,367 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,565,576 0 0 1,565,576 2,867,747 0 82,187 2,949,934

2816
海外アドバイザー設置事業

外国企業等の誘致活動を効果的に進めるため、海外での経済情勢や現地事情に精通し、豊富
なネットワークを持つ専門家に情報提供やアドバイスを受ける。

0
3,000 3,000 6,300 9,300 2,495 2,495 488 2,983 5,495 5,495 6,788 12,283 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,524 1,524 3,200 4,723 2,791 2,791 3,448 6,238

2817
外国企業ナビゲーター設置事業

日本進出を検討している外国企業に対して、専門知識を有する専門家をナビゲーターとして配置
し、法人設立や雇用、税務処理などの支援を行う。

0
6,943 0 2,100 9,043 5,775 0 475 6,250 12,718 0 2,575 15,293 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 3,526 0 1,067 4,593 6,459 0 1,308 7,767

2854
【新】観光コンテンツ制作事業

地域性のあるコンテンツ素材を対象として、動画による映像コンテンツを制作し、インターネット
上において大阪の観光魅力・情報などを内外に発信する。

0
32,806 0 1,050 33,856 27,286 0 1,777 29,064 60,092 0 2,827 62,920 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 16,661 0 533 17,195 30,520 0 1,436 31,955

2858
観光案内板整備事業

観光地における日本語、英語、ハングル、中国語の観光案内板の整備の充実を図り、外国人旅
行者の利便性向上に努める。

0
2,000 2,000 2,100 4,100 1,664 1,664 215 1,879 3,664 3,664 2,315 5,979 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 590 620 1,210 1,081 1,081 683 1,765

2859
観光情報発信促進事業 観光情報データベースをインターネットで発信する（外国語を含む）。 0

5,295 5,295 8,400 13,695 4,404 4,404 719 5,123 9,699 9,699 9,119 18,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,563 1,563 2,479 4,042 2,863 2,863 2,691 5,554
2884

小規模事業者等啓発事業
海外でのビジネスに関係の深い企業・団体等の人事・研修担当者を対象として、人権意識の啓
発のための研修会を実施する。

0
231 0 2,100 2,331 192 0 122 315 423 0 2,222 2,646 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 117 0 1,067 1,184 215 0 1,129 1,344

2886
貿易促進事業費

貿易振興団体の育成を通じて府内の国際ビジネス関連企業の振興を図るため、貿易振興団体
に対する事業費の補助、貿易関連情報の収集を行う。

0
18,364 18,364 13,650 32,014 15,274 15,274 1,681 16,955 33,638 33,638 15,331 48,969 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 9,327 9,327 6,933 16,259 17,084 17,084 7,786 24,870

2887
輸出手形損失てん補金

輸出手形買取りの円滑化を図るため、輸出手形を買い取った府内の金融機関に対し、回収不能
額の一部を補償する。

0
443 -7,669 2,100 2,543 368 0 133 502 811 -7,669 2,233 3,045 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 225 -3,895 1,067 1,292 412 -3,895 1,134 1,546

2892
【新】中小企業金融新戦略策定費

中小企業の多様化する資金ニーズに的確に対応し、資金供給の一層の円滑化を図るため、学
識経験者等からなる「金融新戦略検討会議」を設置し、大阪独自の中小企業金融新戦略を策定
する。

0
5,000 5,000 36,750 41,750 4,159 4,159 2,192 6,350 9,159 9,159 38,942 48,100

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,392 2,392 17,580 19,972 4,381 4,381 18,628 23,010

2893
元気出せ大阪ファンド事業

金融機関の不良債権処理の加速により、事業の継続・存続可能性を有する中小企業等までもが
破綻を余儀なくされることを回避し、企業に対する早期の再生着手と迅速な再生を図る。

0
35,903 35,903 3,937 39,840 29,862 29,862 2,091 31,954 65,765 65,765 6,028 71,794

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 17,175 17,175 1,883 19,058 31,460 31,460 2,884 34,344

2895 【新】リレーションシップバンキング
促進費(中小企業経営革新等支援
事業）

地域金融機関がリレーションシップバンキングをすすめていることに呼応して、経営革新や技術
開発等を行う中小企業に、自らのリスクにより積極的な融資を行う地域金融機関に対し、府が融
資原資を預託し、長期低利の融資を促進する。

0
1,250,000 0 4,593 1,254,593 1,039,690 0 65,862 1,105,552 2,289,690 0 70,455 2,360,145

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 597,954 0 2,197 600,151 1,095,304 0 33,703 1,129,007

2898
設備導入等促進診断事業費

中小企業高度化資金の貸付けを効果的に行うため、貸付先組合等を対象として事業計画・財務
等の企業診断を実施する。

0
2,417 0 15,750 18,167 2,010 0 954 2,964 4,427 0 16,704 21,131

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,156 0 7,534 8,690 2,118 0 7,990 10,108

2901
中小企業高度化資金貸付金

中小企業の組合等の高度化事業を支援するため、中小企業総合事業団と協力して必要な資金
を長期低利で融資する。

0
526,440 171,093 15,750 542,190 437,868 142,307 28,463 466,331 964,308 313,400 44,213 1,008,521

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 251,830 81,845 7,534 259,364 461,289 149,919 21,150 482,439

2907
中小企業経営推進費

中小企業者を対象として巡回相談や後継者育成研修を実施し、中小企業者の経営の改善を図
る。

0
8,493 0 5,250 13,743 7,064 0 721 7,786 15,557 0 5,971 21,529

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,063 0 2,511 6,574 7,442 0 2,857 10,298

2908
中小企業経営革新支援事業

中小企業経営革新支援法に基づく計画の承認を行うとともに、中小企業者が承認計画に基づき
実施する事業への補助を行い、企業の経営革新を促進する。

0
194,487 97,346 57,750 252,237 161,765 80,968 13,242 175,006 356,252 178,314 70,992 427,243

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 93,035 46,567 27,625 120,661 170,418 85,299 33,960 204,378

2910
小規模事業対策費

小規模企業の振興と経営の安定を図るため、商工会・商工会議所及び商工会連合会が実施す
る事業（経営指導員等を設置して行う経営・技術に関する相談指導や講習会の開催、記帳継続
指導、地域中小企業支援センターにおける創業、経営革新支援事業等）への補助を行う。

0
2,880,686 2,607,900 55,650 2,936,336 2,396,016 2,169,126 154,147 2,550,163 5,276,702 4,777,026 209,797 5,486,499

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,378,015 1,247,524 26,621 1,404,635 2,524,181 2,285,154 100,359 2,624,540

2916
デザイン研究事業

府内産業界のデザイン課題解決に資するため、特定のテーマについて研究を行うとともに、国等
の試験研究機関、大学等との共同研究を行う。また、中小企業が独自に解決することが困難な
デザイン課題について、企業の要請により随時受託による研究を行う。

0
2,618 1,718 22,050 24,668 2,178 1,429 1,295 3,473 4,796 3,147 23,345 28,141

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,252 822 10,548 11,800 2,294 1,505 11,167 13,461

2917
デザイン情報サービス事業

デザインビジネスの拡大・支援を図るため、内外の諸情報を分析・収集し、さまざまなメディアを
通じて発信する。

0
2,942 2,942 31,500 34,442 2,447 2,447 1,808 4,255 5,389 5,389 33,308 38,697

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,407 1,407 15,068 16,476 2,578 2,578 15,933 18,511

2918
デザイン振興費

中小企業のデザイン力・企画開発力の強化を図るため、デザイン開発・高度化を図ろうとする中
小企業に対して補助等の支援を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2919
デザイン人材育成事業

中小企業、デザイン業を対象に、デザイン分野の先端知識・技術と最新情報の移転、及びデザイ
ンを取り巻く新たな時代・環境に対応できる人材の育成をめざした研修事業を行う。

0
4,896 2,572 31,500 36,396 4,072 2,139 1,911 5,983 8,968 4,711 33,411 42,379

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,342 1,230 15,068 17,411 4,290 2,254 15,982 20,273

2920
デザイン相談・指導事業

デザイン開発、デザイン活用、デザイン管理・高度化等に関する相談・指導を行うとともに、必要
に応じて外部の専門デザイナーの協力を得て、デザイン指導を行う。

0
985 835 31,500 32,485 819 695 1,705 2,525 1,804 1,530 33,205 35,010

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 471 399 15,068 15,540 863 732 15,884 16,747

2923
商品開発事業

地場産業のデザイン開発力・商品開発力の強化を図るため、地場産業に携わる中小企業者を対
象として、新しいデザインの開発、試作品の製作・展示等を行う。

0
6,296 3,148 6,300 12,596 5,237 2,618 661 5,898 11,533 5,766 6,961 18,494

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 3,012 1,506 3,014 6,025 5,517 2,758 3,330 8,847
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2926
地域産業集積活性化促進事業

地域産業集積の機能強化と地域内中小企業の活性化を図るため、地域産業集積活性化法に基
づき指定を受けた地域・業種の中小製造業者に対し、計画の承認、補助金の交付を行う。

0
31,134 15,567 13,650 44,784 25,896 12,948 2,351 28,247 57,030 28,515 16,001 73,031

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 14,893 7,447 6,530 21,423 27,281 13,640 7,654 34,935

2928
工芸振興事業

伝統工芸品産業の振興を図るため、伝統工芸品展の開催、需要開拓事業、啓発冊子の作成・配
布、大阪の伝統工芸品の指定、工芸の振興普及事業を行う。

0
10,999 10,999 15,750 26,749 9,148 9,148 1,404 10,553 20,147 20,147 17,154 37,302

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 5,262 5,262 7,534 12,796 9,638 9,638 8,206 17,844

2929
皮革産業振興対策事業（皮革業界
総合研修）

靴卸売業、皮製履物製造業・なめし革製造業の振興を図るため、府内の革製履物製造業・なめ
し革製造業の経営者・管理者及びその従業員に対し、国の委託により研修を実施する。

0
2,520 0 3,150 5,670 2,096 0 298 2,394 4,616 0 3,448 8,064

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,205 0 1,507 2,712 2,208 0 1,649 3,857

2932
皮革産業意匠技術研修生派遣事業

革製履物製造業界の製造技術の向上を図るため、府内の革製履物製造業者及びその従業員
が、技術力の向上を図るため、内外の教育機関へ研修生を派遣する。

0
8,854 4,427 1,050 9,904 7,364 3,682 520 7,884 16,218 8,109 1,570 17,788

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,235 2,118 502 4,738 7,758 3,879 751 8,509

2934
皮革産業振興対策事業 皮革産業の振興を図るため、大阪皮革産業会館の管理・運営を行う大阪市に対して補助する。 0

4,620 4,620 1,050 5,670 3,843 3,843 298 4,140 8,463 8,463 1,348 9,810

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,210 2,210 502 2,712 4,048 4,048 645 4,693

2935
【新】地場産業等振興対策事業

府内の特色ある地場産業等の活性化を図るため、新たな事業を展開する産地組合や地域グ
ループ等に対して補助する。

0
29,100 28,050 4,200 33,300 24,204 23,331 1,748 25,952 53,304 51,381 5,948 59,252

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 13,920 13,418 2,009 15,929 25,499 24,579 2,845 28,344

2937 【新】技能尊重啓発推進費（技能伝
承事業）

高度熟練技能者等の優れた技能・技術を維持・継承するための「高度技能塾」を開設することに
より、ものづくり基盤技術を担う優秀な人材を育成し、ものづくりの振興、さらには大阪産業の再
生を図る。

0
1,500 480 2,100 3,600 1,248 399 189 1,437 2,748 879 2,289 5,037 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 457 146 640 1,096 837 268 697 1,534

2938
建設工事等の分離・分割発注 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小建設
業） 11,818 29,803 39.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

2939
商業活性化総合支援事業

市町村が実施する商店街等の空き店舗対策事業及び、大阪府商店街振興組合連合会等が実
施する中心市街地における街づくりの専門家養成研修事業に対し補助する。

0
21,666 21,666 21,666 18,021 18,021 1,137 19,158 39,687 39,687 1,137 40,824

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 11,078 11,078 0 11,078 20,292 20,292 582 20,874

2940
商業基盤施設整備費補助金

中小小売商業の活性化を図るため、商店街振興組合等が実施するアーケード等の整備事業に
対し補助する。

0
858,454 429,227 21,000 879,454 714,021 357,010 46,168 760,189 1,572,475 786,237 67,168 1,639,643

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 438,939 219,470 10,738 449,677 804,028 402,014 34,344 838,372

2944
大規模小売店舗指導調整費

大規模小売店舗の立地に関し、その周辺地域の生活環境の保持のため、大規模小売店舗を設
置する者により、その施設の配置及び運営方法について適切な配慮がなされることを確保する。

0
4,551 4,551 73,500 78,051 3,785 3,785 4,097 7,883 8,336 8,336 77,597 85,934

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 2,327 2,327 37,582 39,909 4,262 4,262 39,677 43,939

2946
小売商業振興費

研修会等の人材育成事業、共同販売事業、情報提供事業等を行う、府域の商業団体に対する
運営経費を補助する。

0
6,075 6,004 1,050 7,125 5,053 4,994 374 5,427 11,128 10,998 1,424 12,552

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 3,106 3,070 537 3,643 5,690 5,623 728 6,418

2949
【新】商店街活性化サポート体制整
備支援事業

「まちづくりと一体となった商店街活性化」の効果的な推進には、地域の実情に最も詳しい地元
市町村、商工会、商工会議所の積極的なサポートが不可欠であるため、市町村が実施する商店
街活性化に向けた合意形成事業を支援し、市町村や商工会、商工会議所によるサポート体制の
整備を促すことにより、商店街の自律的な活性化を推進する。

0

8,000 8,000 10,500 18,500 6,654 6,654 971 7,625 14,654 14,654 11,471 26,125

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 4,091 4,091 5,369 9,459 7,493 7,493 5,865 13,358

2953
地場産業振興対策事業費（大阪産
品開発促進事業補助金）

卸売業、製造業が一体となった高付加価値な大阪産品の開発、販路開拓を図る新たな取り組み
に対して補助金を交付する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2955

計量器検定事業

正確な特定計量器の供給を図るため、特定計量器製造者及び修理事業者において製造・修理
される特定計量器の検定を実施する。
また、取引もしくは証明に使用されている特定計量器の適正な使用を図るため立入検査を実施
し、必要な指導を行う。

1

8,688 -37,324 178,500 187,188 7,226 0 9,827 17,053 15,914 -37,324 188,327 204,241

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2956
計量器定期検査事業

適正計量の確保を図るため、日常商取引や証明に使用している特定計量器について検査を実
施する。また、商品の販売に係る事業者、計量関係事業者及び特定計量器の使用者に対して立
入検査を実施する。

1
47,495 20,950 63,000 110,495 39,504 17,425 5,801 45,305 86,999 38,375 68,801 155,800

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2957
計量指導普及事業

正確な特定計量器の供給と計量の正確性を確保するため、計量器関係事業者の登録、指定、
届出の受理を行うとともに、計量関係団体の事業の支援を行う。
また、府民の計量思想の普及啓発を行う。

1
3,145 1,183 63,000 66,145 2,616 984 3,472 6,088 5,761 2,167 66,472 72,233

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2961
大阪をたべよう推進事業（ソフト事
業）

新農林水産業ビジョンに掲げる府内産農林水産物地産地消を推進するとともに、「なにわ特産
品」をはじめとする府内産農林水産物のブランド化や新たな消費拡大策を行う．

0
2,000 0 4,200 6,200 1,664 0 325 1,989 3,664 0 4,525 8,189

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 98 0 206 304 179 0 222 401

2963
農政企画諸事業 市街化区域内の農地の動向を把握するため、市街化区域内農地の実態調査等を行う。 1

950 0 1,050 2,000 790 0 105 895 1,740 0 1,155 2,895 農家数 592 29,801 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2970

就農支援資金貸付事業
地域農業の担い手育成のため、府青年農業者等育成センター等が新規就農者に対して研修資
金等を無利子で貸付けるために必要な資金原資を造成する。

0
28,400 2,800 10,500 38,900 23,622 2,329 2,042 25,664 52,022 5,129 12,542 64,564

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,391 137 514 1,906 2,549 251 614 3,163

2972
地域ぐるみ耕作推進事業

地域の核となる農業経営体を育成し、地域農業の振興を図るため、認定農業者等に対して研修
会等を実施する。

0
1,432 716 51,450 52,882 1,191 596 2,776 3,967 2,623 1,312 54,226 56,849

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 70 35 2,521 2,591 129 64 2,657 2,785

2973
地域農政推進対策事業

効率的かつ安定的な農業経営体の育成を図るため、経営改善計画を作成した認定農業者を支
援する市町村と農業団体に対して補助する。

0
39,222 1,680 24,150 63,372 32,623 1,397 3,327 35,950 71,845 3,077 27,477 99,322

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,922 82 1,183 3,105 3,520 151 1,346 4,866

2974
大阪を食べよう推進事業(ハード事
業）

生産地と消費地が隣接した本府の立地条件を生かし、府民に安全で新鮮な農作物を提供すると
ともに、持続的な農業経営を通じ農業の多面的な機能の向上を図るため、農業者の組織する団
体等が実施する直売施設、農作業受託や協業化を推進するのに必要な施設等の整備に対して
補助する。

0

2,000 0 10,500 12,500 1,664 0 656 2,320 3,664 0 11,156 14,820
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 98 0 514 612 179 0 547 726

2976
果樹対策事業

バランスのとれた果樹農業の振興を図るため、大阪府果樹振興会の活動を補助するほか、果実
の需給均衡化対策を実施する。

0
3,573 2,844 3,150 6,723 2,972 2,366 353 3,325 6,545 5,210 3,503 10,048

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 175 139 154 329 321 255 172 492

2977
花き・種苗対策事業 優良健全種苗の育成・配布事業及び花き生産者団体の育成を図る。 0

1,651 994 3,150 4,801 1,373 827 252 1,625 3,024 1,821 3,402 6,426
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 81 49 154 235 148 89 167 315

2978
野菜対策事業 野菜指定産地の計画的育成を図るため、産地の実態調査や指導を行う。 0

4,172 2,041 7,350 11,522 3,470 1,698 605 4,075 7,642 3,739 7,955 15,597
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 204 100 360 564 374 183 390 764

2979
農業生産総合対策事業（生産振興
総合対策事業）

土地利用型作物等の諸課題の解決を図るため、担い手を中心とした産地体制の構築、低コスト・
高品質化をめざす取組に対する補助を行う。

0
300 150 1,050 1,350 250 125 71 320 550 275 1,121 1,670 農家数 592 29,801 2.0% 6 3 21 27 11 5 22 33

2982
水田農業経営確立対策事業

水田農業の確立を図るため、市町村等に対し助成と指導を行い、水田農業経営確立対策の円
滑な推進を図る。

0
29,163 3,946 38,850 68,013 24,256 3,282 3,570 27,827 53,419 7,228 42,420 95,840

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,429 193 1,903 3,332 2,617 354 2,078 4,695

2983
大阪エコ農業総合推進対策事業

環境への負荷軽減に配慮した農法の普及を図り、府民が求める安心な農産物を生産することを
基本に、農業の持つ物質循環機能を活かしながら、地域環境の保全に寄与していく大阪エコ農
業を推進する。

0
25,625 9,848 58,800 84,425 21,314 8,191 4,432 25,746 46,939 18,039 63,232 110,171

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,255 482 2,881 4,136 2,300 884 3,098 5,397

2988
畜産技術指導事業

畜産経営体の経営・生産技術の高度化による体質強化を図るため、畜産農家に対して経営診断
や指導等を行う。

0
3,200 1,600 5,250 8,450 2,662 1,331 444 3,105 5,862 2,931 5,694 11,555

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 1,403 701 2,301 3,704 2,569 1,285 2,496 5,065

2990
畜産振興対策事業

畜産物の計画的生産、飼料の安全性の確保等の各畜種別の畜産振興対策を行い、経営安定を
図る。

0
4,995 1,557 19,950 24,945 4,155 1,295 1,310 5,464 9,150 2,852 21,260 30,409

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 2,190 683 8,745 10,935 4,011 1,250 9,319 13,330

2991
畜舎環境整備対策事業

畜舎糞尿処理施設の整備及び家畜排せつ物のリサイクルの推進等を図るため、施設整備を行
う市町に対して助成する。

0
10,494 8,933 19,950 30,444 8,728 7,430 1,598 10,327 19,222 16,363 21,548 40,771

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 4,600 3,916 8,745 13,345 8,426 7,173 9,446 17,872
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

2997
家畜衛生対策事業

Ｏ１５７やサルモネラ等による家畜感染症の発生を防止するため、家畜飼育場に対して家畜衛生
検査等の実施や感染予防のための巡回指導を実施する。

0
20,650 11,000 33,600 54,250 17,176 9,149 2,848 20,024 37,826 20,149 36,448 74,274

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 9,052 4,822 14,729 23,781 16,581 8,833 15,977 32,558

2999
家畜伝染病予防事業

家畜伝染病予防法に基づき、監視伝染病の発生予防及びまん延防止を図るため、検査・注射等
を実施する。

0
13,365 603 214,620 227,985 11,116 502 11,968 23,085 24,481 1,105 226,588 251,070

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 5,859 264 94,080 99,939 10,732 484 99,326 110,058

3001
飼育動物診療施設関係事業 獣医療法に基づく飼育動物診療施設の開設届等を受理する。 0

5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631
3003

農林漁業経営安定資金融通促進事
業

災害等不測の事態で経営が急激に悪化した農林漁業者を緊急に支援するため、資金融資を行
う金融機関に利子補給を行い、借受者の金利負担を軽減する。

0
1,408 1,408 2,100 3,508 1,171 1,171 184 1,355 2,579 2,579 2,284 4,863

事業所数
（農林漁
業） 35 132 26.5% 373 373 557 930 684 684 606 1,290

3004
農業改良資金貸付事業

農業経営の安定と向上を図るため、新たな生産方式の導入等を図る資金を融資する。（無利子・
無担保・有保証人）

0
78,699 0 7,350 86,049 65,458 0 4,517 69,975 144,157 0 11,867 156,024 農家数 592 29,801 2.0% 1,563 0 146 1,709 2,864 0 236 3,099

3005
農業近代化資金融通促進事業

農業経営の向上を図るため、当資金の貸付けを行う金融機関に利子補給を行い、借受者の金
利負担を軽減する。

0
25,554 18,949 10,500 36,054 21,255 15,761 1,893 23,147 46,809 34,710 12,393 59,201 農家数 592 29,801 2.0% 508 376 209 716 930 690 246 1,176

3006
農業経営改善促進資金利子助成事
業

農協等が認定農業者に貸付ける短期運転資金の原資を調達する府農業信用基金協会に対し
て、調達金利の一部を補助し、借受者の金利負担を軽減する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 農家数 592 29,801 2.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3007
農業経営基盤強化資金利子助成事
業

認定農業者が設備導入等のために農林漁業金融公庫から長期借入を行う際の利子に対して助
成する市町村に補助を行い、借受者の金利負担を軽減する。

0
3,142 3,142 5,250 8,392 2,613 2,613 441 3,054 5,755 5,755 5,691 11,446 農家数 592 29,801 2.0% 62 62 104 167 114 114 113 227

3008
農業指導金融等推進事業 各資金制度に係る計画認定、指導、調査等を行う。 0

1,662 -25 13,650 15,312 1,382 0 804 2,186 3,044 -25 14,454 17,498 農家数 592 29,801 2.0% 33 -0 271 304 60 -0 287 348
3009

農業者年金の監査指導
農業者年金基金法の規定により、農業者年金基金の業務を受託した府内の農協及び市町村農
業委員会に対し、受託業務を関係法令等に従って適正に実施しているかどうか監査し、必要な
指導を行う。

0
200 0 10,500 10,700 166 0 562 728 366 0 11,062 11,428 農家数 592 29,801 2.0% 4 0 209 213 7 0 220 227

3012
農業共済団体助成事業

農業共済制度の円滑な運営を図るため、府内農業共済組合等に国の負担金等により援助す
る。

0
312,275 3,406 3,150 315,425 259,735 2,833 16,559 276,294 572,010 6,239 19,709 591,719 農家数 592 29,801 2.0% 6,203 68 63 6,266 11,363 124 392 11,755

3014
農業協同組合合併促進事業

農業協同組合の経営基盤強化を図るため、合併に係る認可事務や、合併農協に対する低利融
資（経営刷新資金制度）等により支援を行う。

0
10,397,200 -10,329 2,100 10,399,300 8,647,892 0 545,926 9,193,817 19,045,092 -10,329 548,026 19,593,117 農家数 592 29,801 2.0% 206,541 -205 42 206,583 378,333 -205 10,887 389,219

3015
農業協同組合等指導監督事業

健全な農協運営等を指導し、農協の育成を図るため、農協法に基づき、検査、指導を行う。ま
た、農協等の財務、組織、事業等の実態を把握するための調査等を行う。

0
10,370 10,370 214,830 225,200 8,625 8,625 11,822 20,447 18,995 18,995 226,652 245,647 農家数 592 29,801 2.0% 206 206 4,268 4,474 377 377 4,502 4,880

3016
地場産業等活性化事業

小規模零細な産業である高槻市富田地域の植木業を広く府民に紹介し、植木の販路開拓と活
発な取引の進展を図り、府内植木業全体の振興につなげるとともに、都市緑化に寄与する。

0
4,851 2,526 1,050 5,901 4,035 2,101 310 4,345 8,886 4,627 1,360 10,246 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3018
林業改良普及指導事業

林業専門技術員及び林業改良指導員を設置し、林業技術及び林業経営の合理化に関する普及
指導を行い、林業活動の活性化を図る。

0
8,407 441 1,050 9,457 6,993 367 496 7,489 15,400 808 1,546 16,946

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 2,802 147 350 3,152 5,133 269 515 5,649

3019
林業・木材産業構造改革事業

林業の振興と活性化を図るため、市町村が策定する林業構造改善計画を認定するとともに、林
業経営に必要な基盤施設を整備する市町村・森林組合等に補助する。

0
32,228 4,388 8,400 40,628 26,806 3,650 2,133 28,939 59,034 8,038 10,533 69,567

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 10,743 1,463 2,800 13,543 19,678 2,679 3,511 23,189

3022
林道開設改良事業 森林管理の効率化を図るため、林道開設や林道改良を実施する市町村に対して補助する。 0

4,130 490 11,550 15,680 3,435 408 823 4,258 7,565 898 12,373 19,938
事業所数
（林業） 3 9 33.3% 1,377 163 3,850 5,227 2,522 299 4,124 6,646

3025
木材産業等高度化推進資金融資促
進事業

林業・木材産業の振興を図るため、林業者等の合理化計画を認定するとともに、府が農林漁業
信用基金から資金借入れして同額を積増した上、融資機関へ資金供給を行い、融資を促進す
る。

0
25,005 -2 2,100 27,105 20,798 0 1,423 22,221 45,803 -2 3,523 49,326

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 8,335 -1 700 9,035 15,268 -1 1,174 16,442

3026
林業改善資金貸付事業

林業経営の改善等を図るため、林業者・森林組合等が必要とする森林の維持管理経費を融資
する。（無利子・無担保・有保証人）

0
20,000 0 3,150 23,150 16,635 0 1,215 17,850 36,635 0 4,365 41,000

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 6,667 0 1,050 7,717 12,212 0 1,455 13,667

3027
木材流通対策事業（木材産業高次
加工化等促進事業）

木材製造・加工業者の設備投資の促進を図るため、木材産業高次加工化等促進事業実施計画
の認定を行うとともに事業者が全国木材協同組合連合会に出捐する経費に対して補助する。

0
2,588 2,483 0 2,588 2,153 2,065 136 2,288 4,741 4,548 136 4,876

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 863 828 0 863 1,580 1,516 45 1,625

3028
林業振興助成事業（出資金）

林業者等の資金調達を支援するため、林業者が経営改善に必要な資金を融資機関から借りる
際に債務保証を行う農林漁業信用基金に対して出資しており、林業者の出資に対する指導、出
資譲渡の斡旋を行う。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 0 0 350 350 0 0 368 368

3029
木材流通対策事業(木材利用推進
地方活動事業)

府内産木材の利用促進を図るため、木材利用に関するセミナーや木材利用普及啓発イベントを
開催する団体に対して補助等を行う。

0
5,581 705 3,150 8,731 4,642 586 458 5,100 10,223 1,291 3,608 13,831

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 1,860 235 1,050 2,910 3,408 430 1,203 4,610

3030
木材流通対策事業(木材流通対策
協議会)

国産材の円滑な流通対策を図るため、木材関連業界、学識経験者、関係行政機関等で構成す
る協議会を運営し、流通に関する基礎調査等を行う。

0
274 138 2,100 2,374 228 115 125 353 502 253 2,225 2,727

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 91 46 700 791 167 84 742 909

3031
木材需要拡大対策事業（「ふるさと
の木で住宅を」普及促進事業）

府内産木材を活用した良質な木造住宅の建設促進に資するため、モデル住宅を常設展示し、
「ふるさとの木」による家づくり運動を展開する森林組合に対して助成する。

0
7,000 0 3,150 10,150 5,822 0 533 6,355 12,822 0 3,683 16,505

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 2,333 0 1,050 3,383 4,274 0 1,228 5,502

3033
木材需要拡大対策事業（地域材利
用実証事業）

新技術で改良した木材を外構部材や内外装材に導入するなど、木材利用用途の拡大や普及啓
発に努める。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 0 0 350 350 0 0 368 368

3061 泉佐野フィッシャーマンズ・ワールド
推進事業

泉佐野市が計画している泉佐野フィッシャーマンズ・ワールドについて、その具体化を調査検討
する。

0
8,400 8,400 0 0 441 441 0 0 8,841 8,841 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3071
元気な漁村づくり推進事業

魚食普及キャンペーン、全国水産加工たべもの展等により、多様化する府民の食生活に対応し
た魚食普及活動を展開する。

0
1,500 750 5,250 6,750 1,248 624 354 1,602 2,748 1,374 5,604 8,352 漁獲量 262 17,388 1.5% 23 11 79 102 41 21 84 126

3072 【新】関西国際空港周辺海域整備計
画策定調査事業

水産資源の増殖機能の高い関西国際空港周辺海域について、その機能強化の方策を検討する
とともに、必要となる法的整備を進めるための調査・立案、施設整備を行う。

0
2,000 2,000 4,200 6,200 1,664 1,664 325 1,989 3,664 3,664 4,525 8,189 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3074
沿岸漁業改善資金貸付事業

漁業経営の維持向上を図るため、漁業者が経営改善のための設備投資に必要とする資金を融
資する。（無利子・無担保・有保証人）

0
48,600 0 5,250 53,850 40,423 0 2,827 43,250 89,023 0 8,077 97,100 漁獲量 262 17,388 1.5% 732 0 79 811 1,341 0 122 1,463

3075
漁業近代化資金融通促進事業

漁業経営の維持向上を図るため、当資金の貸付けを行う金融機関に利子補給を行い、借受者
の金利負担を軽減する。

0
3,937 2,105 5,250 9,187 3,275 1,751 482 3,757 7,212 3,856 5,732 12,944 漁獲量 262 17,388 1.5% 59 32 79 138 109 58 86 195

3079

地方卸売市場の運営指導
第三セクター方式による地方卸売市場の取引の適正化と流通の円滑化を図るため、経営改善
等の業務指導を行う。

0

5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 0 0 2,687 2,687 0 0 2,828 2,828

3081

青果物価格安定対策事業
青果物（野菜・果樹）生産者の経営安定を図るため、価格が低落した場合に生産者に価格差補
給金を交付する野菜供給安定基金に対する資金造成等を行う。

0

25,619 25,589 6,300 31,919 21,309 21,284 1,676 22,984 46,928 46,873 7,976 54,903

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 13,111 13,096 3,224 16,335 24,016 23,988 4,082 28,098

3082

米穀流通消費改善対策事業 食糧自給率向上のため、米消費拡大を推進する。 0

16,200 0 16,200 13,474 0 850 14,325 29,674 0 850 30,525

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 8,291 0 0 8,291 15,186 0 435 15,622
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
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総事業費
a+c

事業費等
うち一般財
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人件費 総事業費 事業費等
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大阪市
データ

d

大阪府
データ
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指標
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事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

3084
加工原料乳生産者補給金交付業務
受託事業

加工原料乳生産者補給金等暫定措置法に基づき、交付業務の円滑な実施、適正な価格形成等
を図るための生乳の用途別取引数量等の確認を行う。

0

662 -230 1,155 1,817 551 0 95 646 1,213 -230 1,250 2,463

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 339 -118 591 930 621 -118 640 1,260

3085
学校給食用牛乳供給事業

牛乳を学校給食用に年間継続して計画的かつ効率的に供給するため、供給事業者の選定及び
供給価格の決定等を行う。

0
102,130 -151 11,550 113,680 84,947 0 5,968 90,915 187,077 -151 17,518 204,595

児童・生徒
数（小・中・ 277,610 1,002,856 27.7% 28,272 -42 3,197 31,469 51,786 -42 4,849 56,636

3086

食肉流通施設整備推進事業
食肉流通施設を整備し、流通の合理化・近代化を図り、食肉産業の振興と府民への食肉の安定
供給を図る。

0

23,508 0 10,500 34,008 19,553 0 1,785 21,338 43,061 0 12,285 55,346

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 12,031 0 5,374 17,404 22,037 0 6,287 28,325

3087
大阪府Ｅマーク食品認証事業

府内の地域特産品生産者の育成により製造加工業の振興を図るため、地域の技術を用いて製
造された地域特産品に対して全国統一のＥマークを付与する。

0
622 622 4,200 4,822 517 517 253 770 1,139 1,139 4,453 5,592

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 173 173 1,168 1,341 317 317 1,238 1,555

3089
食品流通安全安心システム構築事
業

安全で安心できる食の提供体制を確保するため、府が一定の方向性を示し、食品業界の自らが
安全安心の確保に取組むことにより、府民の食の安全・安心に対する信頼を回復をする。

0
2,000 2,000 3,150 5,150 1,664 1,664 270 1,934 3,664 3,664 3,420 7,084

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 556 556 876 1,432 1,019 1,019 951 1,970

3090
食品表示適正化推進事業

ＪＡＳ法に基づく品質表示の適正化を図るため、①食品表示指導員による巡回点検②事業者に
対する立入検査等の実施③食品表示ウオッチャー兼推進員によるモニター活動④事業者等へ
の研修会の開催を実施する。

0
9,992 7,250 68,670 78,662 8,311 6,030 4,129 12,440 18,303 13,280 72,799 91,102

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 2,778 2,016 19,093 21,871 5,089 3,692 20,241 25,329

3091
特定農産加工業経営改善資金融資
事業

特定農産加工業者の経営改善を図るため、事業者の策定する経営改善計画及び事業提携計画
の承認を行うとともに、事業者が系統金融機関等から経営改善に係る資金を借り入れた場合、
その借入金に係る利子の一部を補助する。

0
1,196 648 2,100 3,296 995 539 173 1,168 2,191 1,187 2,273 4,464

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 333 180 584 916 609 330 632 1,241

3093
地域資源活用新製品開発事業

府内食品産業の健全な発展を図るため、大阪府内産の農産物や水産物を使用した新製品のひ
な型の開発を行う事業を支援する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 0 0 292 292 0 0 307 307

3096
食品産業環境対策推進指導事業
（食品産業育成事業の一部）

食品関連事業者や市町村を対象に、食品リサイクル法の普及啓発のため、リサイクル等の優良
事例の紹介や、取組みに対する助成を行うことにより、府域における食品循環資源の再生利用
等の円滑な推進を図る。

0
3,484 184 1,050 4,534 2,898 153 238 3,136 6,382 337 1,288 7,670

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 969 51 292 1,261 1,774 94 358 2,132

3100
産業労働行政調査事業

総合的な産業労働政策に関する課題を把握するため、大学教員等に委託して、労働者や事業
主等に対するアンケート調査を実施し調査報告書を作成する。

0
1,649 1,649 10,500 12,149 1,372 1,372 638 2,009 3,021 3,021 11,138 14,158 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 837 837 5,333 6,170 1,534 1,534 5,657 7,191

3104
基本的労働条件調査

合理的な労使関係の形成に寄与するため、労働条件に関するアンケート調査を実施し調査報告
書を作成する。

0
5,184 3,132 7,350 12,534 4,312 2,605 658 4,970 9,496 5,737 8,008 17,504 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,579 954 2,238 3,817 2,892 1,747 2,439 5,331

3106
労働行政総合広報事業

労働に関する具体的知識や施策･制度、講座・講習会や統計情報等をホームページ「大阪労働」
等を通じて提供する。

0
762 762 5,250 6,012 634 634 316 949 1,396 1,396 5,566 6,961 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 232 232 1,599 1,831 425 425 1,695 2,120

3107
労働情報総合プラザ事業

労働問題に対する理解・認識の向上を図るため、労働者や事業主等に対し、府立労働センター
南館において図書等の閲覧・貸出などを実施する。

0
13,123 12,899 7,350 20,473 10,915 10,729 1,075 11,990 24,038 23,628 8,425 32,463 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,996 3,928 2,238 6,235 7,320 7,195 2,566 9,886

3108
雇用促進アドバイザー派遣事業

経営相談等の支援強化を図ることにより、新たな雇用就業機会を創出するため、社会保険労務
士の資格を持つ雇用促進アドバイザーが自ら中小企業に赴き、雇用助成金活用等についてのア
ドバイスや求人開拓を行う。

0
16,434 0 1,050 17,484 13,669 0 918 14,587 30,103 0 1,968 32,071 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 5,005 0 320 5,324 9,167 0 599 9,767

3142
家内労働援助相談事業

家内労働者の労働条件の確保・向上を図るため、家内労働に関する情報の収集・情報提供及び
相談・指導を実施する。

0
7,832 7,832 2,100 9,932 6,514 6,514 521 7,036 14,346 14,346 2,621 16,968 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,385 2,385 640 3,025 4,369 4,369 798 5,167

3143 中小企業人材確保対策（雇用創出
特別奨励金事業）

国の雇用助成金制度の対象期間を府独自で最大２年間平成16年度まで延長し、中小企業の新
規雇用を支援するための奨励金を支給する。　（再生予算枠活用事業）

0
58,785 58,785 6,300 65,085 48,895 48,895 3,417 52,311 107,680 107,680 9,717 117,396 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 17,902 17,902 1,919 19,821 32,792 32,792 2,959 35,751

3145 中小企業人材確保対策（改善計画
認定事務）

中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出を図るため、「中小企業労働力
確保法」に基づく改善計画の認定事務を行う。

0
5,447 4,019 15,750 21,197 4,531 3,343 1,113 5,643 9,978 7,362 16,863 26,840 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,659 1,224 4,796 6,455 3,039 2,242 5,135 8,174

3150 【新】大阪府デュアルシステム訓練
事業

卒業後本格的雇用に至らないフリーターや無業者等に対し、一定期間、企業での実習及び教育
訓練を組み合わせて受ける機会を提供し、若年者の未就職を防止しつつ、一人前の職業人を育
成し、内容が高度化している企業の求人ニーズに応える。

0
93,364 13,040 21,000 114,364 77,656 10,846 6,004 83,659 171,020 23,886 27,004 198,023 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 27,509 3,842 6,187 33,697 50,390 7,038 7,956 58,346

3151 ホームレス常用雇用促進事業（基
金事業）

自立支援センターと連携し、ホームレスが府管理施設の環境美化作業に指導員の指示のもと６
か月間継続して従事し、職場経験を積むことにより、常用就職等への円滑な誘導を図る。

0
100,272 0 10,500 110,772 83,401 0 5,815 89,217 183,673 0 16,315 199,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,595 0 3,099 32,694 54,210 0 4,815 59,026

3152 【新】民間ホームレス就労支援活動
推進事業

都市雑業的な職種に関する仕事の開拓・確保と提供を通じてホームレスの就労を支援しようとす
るＮＰＯなどに対し、当該事業の立ち上げ資金を援助することにより円滑な事業開始を支援し、
もって直ちに常用雇用による自立が困難な者に対する就労機会の確保を図る。

0
3,000 3,000 4,200 7,200 2,495 2,495 378 2,873 5,495 5,495 4,578 10,073 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 885 885 1,240 2,125 1,622 1,622 1,351 2,973

3153
【新】ホームレス・アウトプレースメン
ト事業

自立支援センターの就労支援機能を充実・強化し、常用就職による安定した自立を支援するた
め、民間再就職支援業者のノウハウを活用し、個々の職歴や適性等を把握・分析し、これに応じ
た就職アドバイス等を行うキャリアカウンセリングから求人開拓や就職支援までを一貫して実施
する。

0

23,100 23,100 4,200 27,300 19,213 19,213 1,433 20,647 42,313 42,313 5,633 47,947 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,818 6,818 1,240 8,057 12,489 12,489 1,663 14,151
3154

【新】ホームレス就労支援事業
ホームレスの就労を促進するため、技能労働者として必要な知識や技能を習得し、又は向上さ
せるための職業訓練を行う。

0
6,468 6,468 2,100 8,568 5,380 5,380 450 5,830 11,848 11,848 2,550 14,398 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,909 1,909 620 2,529 3,497 3,497 753 4,249

3170
地域労働ネットワーク事業

地域における労働・雇用行政の推進や地域の労使、経済団体の課題解決を支援するため、総合
労働事務所が核となり、地域労働ネットワーク推進会議とその下部組織の部会を設置・運営す
る。

0
3,296 2,994 37,800 41,096 2,741 2,490 2,157 4,899 6,037 5,484 39,957 45,995 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,004 912 11,511 12,515 1,839 1,670 12,168 14,007

3171
労働関係総合調査等事業

大阪府内の労働情勢並びに労働組合に関する調査を行い、労働施策の基礎資料に資するとと
もに、労使関係の安定や労働争議の未然防止、早期解決の促進及び労働相談、労働教育に対
する助言等に活用する。

0
10,198 6,191 107,100 117,298 8,482 5,149 6,158 14,640 18,680 11,340 113,258 131,938 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,106 1,885 32,616 35,721 5,689 3,454 34,491 40,180

3173
労働者安心ネットワーク推進事業

労働情報の収集･把握を一層充実するため、労働施策普及調査員を設置して、府内の無所属労
組を対象にヒアリング調査を行い、労働施策への活用を図る。

0
8,855 0 1,050 9,905 7,365 0 520 7,885 16,220 0 1,570 17,790 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,697 0 320 3,016 4,940 0 478 5,418

3176
大阪労働大学講座

専門的､体系的な労働問題に関する知識の習得により労使関係の合理的安定を図るため、労働
組合員や企業の人事労務担当者などに対し、大阪府、大阪市、日本労働研究機構の３者共催に
より講座を開催する。

0
8,328 8,328 9,450 17,778 6,927 6,927 933 7,860 15,255 15,255 10,383 25,638 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,536 2,536 2,878 5,414 4,646 4,646 3,162 7,808

3179
市町村労働相談支援事業

市町村が実施する労働相談事業を支援するため、全市町村の相談窓口への府職員の派遣、労
働相談担当者への研修などを実施する。

0
9,450 9,450 0 0 496 496 0 0 9,946 9,946 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 2,878 2,878 0 0 3,029 3,029

3181
労働教育普及啓発事業

労働法制や労働関係情報についての労使双方の知識不足、理解不足から起こる労使間の紛
争・トラブルを未然に防止し、雇用管理の改善を図るため、労働者のライフステージも踏まえ、労
働法制等の普及啓発を推進していく。

0
5,085 4,640 52,500 57,585 4,229 3,859 3,023 7,252 9,314 8,499 55,523 64,837 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,549 1,413 15,988 17,537 2,837 2,588 16,909 19,745

3183
中小企業集団等労働福祉事業

中小企業における人事・労務管理の改善、福利厚生の向上を図るため、大阪府及び府から委託
を受けた大阪府中小企業労務改善集団連合会が人事・労務管理改善、福利厚生事業を実施す
る。

0
10,747 5,502 7,350 18,097 8,939 4,576 950 9,889 19,686 10,078 8,300 27,986 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,273 1,676 2,238 5,511 5,995 3,069 2,528 8,523

3184
事業所福祉共済事業費

中小企業勤労者のための共済事業の府内全域への普及・発展を図るため、市町村共済会設置
に対する支援・指導や（財）大阪労働協会の共済事業部の設置及びその運営費補助などを実施
する。

0
3,819 3,710 9,450 13,269 3,176 3,086 697 3,873 6,995 6,796 10,147 17,142 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,940 1,884 4,799 6,739 3,553 3,451 5,153 8,706

3186 勤労者財産形成促進制度（財形制
度）の普及啓発事業

中小企業の従業員の福祉の増進と中小企業の振興を図ることを目的とする、勤労者財産形成
促進制度の普及啓発を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

3187 勤労者退職金共済機構が実施する
各種制度の普及啓発事業

中小企業の従業員の福祉の増進と中小企業の振興を図ることを目的とする、中小企業退職金
共済制度、建設業・清酒製造業・林業退職金共済制度の普及啓発を行う。

0
105 105 0 0 6 6 0 0 111 111 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 53 53 0 0 56 56

3188
勤労青少年福祉推進事業

勤労青少年の職場適応を図るため、勤労青少年向けの啓発冊子を作成・配付し、また、講演会
の開催等を行う。

0
2,554 2,554 10,500 13,054 2,124 2,124 685 2,810 4,678 4,678 11,185 15,864 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 778 778 3,198 3,975 1,425 1,425 3,406 4,831

3190 公立労働福祉施設の設置に関する
指導等

市町村等における総合的な労働行政を促進するため、市町村等が設置する労働福祉施設の設
置に関して指導・調整を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3191
職業相談指導費

自己の職業適性の把握とそれに合った就労の支援を図るため、自己の職業適性を知りたい者に
対するカウンセリングなどの相談助言指導や、学校の進路指導担当者等に対する講習会などを
実施する。

0
1,517 1,517 73,500 75,017 1,262 1,262 3,938 5,200 2,779 2,779 77,438 80,217 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 462 462 22,383 22,845 846 846 23,583 24,429

3192 大阪社会医療センター運営助成事
業

あいりん地区日雇労働者の保健と福祉の増進を図るため、あいりん地区日雇労働者の医療事
業を実施する（社福）大阪社会医療センターの運営補助を行う大阪市に対して補助する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3193 高齢日雇労働者就労自立促進事業
（基金事業）

就労環境が厳しいあいりん地区高齢日雇労働者の雇用の安定を図るとともに、労働意欲の向上
を図るため、あいりん地区外の府管理の道路・河川の除草・清掃等を行い、もって高齢者の自立
を促進させるため、ＮＰＯに委託する。

0
214,369 0 2,100 216,469 178,302 0 11,364 189,666 392,671 0 13,464 406,135

大阪市
100% 100 100 100.0% 214,369 0 2,100 216,469 392,671 0 13,464 406,135

3194 あいりん労働福祉ｾﾝﾀｰ等施設管理
補助事業

あいりん労働福祉センターの適正な管理を図るため、センターを管理する（財）西成労働福祉セ
ンターに対して補助する。

0
261,361 261,361 9,450 270,811 217,388 217,388 14,217 231,604 478,749 478,749 23,667 502,415

大阪市
100% 100 100 100.0% 261,361 261,361 9,450 270,811 478,749 478,749 23,667 502,415
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

3195
あいりん地区越年対策補助事業

あいりん地区日雇労働者の年末年始における援護を図るため、大阪市が実施する年末年始の
臨時宿泊所等の設置・運営に対して補助する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3196
あいりん地区高齢者特別清掃事業

高年齢日雇労働者の雇用確保及び環境美化を図るため、（財）西成労働福祉センターが実施す
る清掃事業に対して補助する。

0
67,142 67,142 2,100 69,242 55,845 55,845 3,635 59,480 122,987 122,987 5,735 128,722

大阪市
100% 100 100 100.0% 67,142 67,142 2,100 69,242 122,987 122,987 5,735 128,722

3197 あいりん地区日雇労働者福利厚生
措置事業

（財）西成労働福祉センターが実施する雇用保険日雇労働被保険者手帳所持者に対する福利
厚生措置事業に対して補助金を交付する。

0
170,480 170,480 7,350 177,830 141,797 141,797 9,335 151,133 312,277 312,277 16,685 328,963

大阪市
100% 100 100 100.0% 170,480 170,480 7,350 177,830 312,277 312,277 16,685 328,963

3198 あいりん労働福祉センター就労斡
旋機能向上事業（基金事業）

あいりん労働福祉センター１階寄場における求人車両の進入路の確保及び長期放置物に対す
る啓発文の貼付等を行い、利用者に対する意識付けを行うため、ＮＰＯへ委託する。

0
63,445 0 2,100 65,545 52,771 0 3,441 56,211 116,216 0 5,541 121,756

大阪市
100% 100 100 100.0% 63,445 0 2,100 65,545 116,216 0 5,541 121,756

3199 財団法人西成労働福祉センター補
助事業（その１：職業紹介関係）

あいりん地区日雇労働者への職業紹介を充実するため、（財）西成労働福祉センターが行う無料
職業紹介などの事業に対して補助する。

0
229,377 229,377 1,575 230,952 190,785 190,785 12,124 202,909 420,162 420,162 13,699 433,861

大阪市
100% 100 100 100.0% 229,377 229,377 1,575 230,952 420,162 420,162 13,699 433,861

3200 財団法人西成労働福祉センター補
助事業（その２：労働福祉関係）

あいりん地区日雇労働者の労働福祉の向上を図るため、（財）西成労働福祉センターが行う各種
相談や労働者災害補償保険法による休業補償給付金の立替貸付等の事業に対して補助する。

0
174,340 174,340 1,575 175,915 145,008 145,008 9,235 154,243 319,348 319,348 10,810 330,158

大阪市
100% 100 100 100.0% 174,340 174,340 1,575 175,915 319,348 319,348 10,810 330,158

3201
土地利用等調整協議会の運営

市街化調整区域における大規模開発（民間宅地開発、ゴルフ場等）についての立地判断を行う
ため、全庁的に協議・調整を行う。

1
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3202 北生駒地域保全整備検討部会の運
営

北生駒地域の緑地環境の保全を図るため、北生駒地域保全整備検討部会を設置し、適正な土
地利用の誘導・調整に努める。

0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3203

地籍調査事業

地域における土地利用に関する企画立案・事業計画の策定・公共用地買収等の基礎資料として
活用するためや、災害復旧・土地取引の円滑化・土地に係るトラブルの未然防止・課税の適正化
に資するため、一筆毎の土地について所有者・地番及び地目調査、並びに境界及び地積の測量
を行い、その結果を地図及び簿冊にするために行う一連の調査を行う市町村に対して事業費の
１／４を負担する。

0

39,300 12,625 5,250 44,550 32,688 10,501 2,339 35,027 71,988 23,126 7,589 79,577 総面積 222 1,894 11.7% 4,606 1,480 615 5,222 8,438 2,711 889 9,327
3204

都市計画基礎調査 都市計画法に基づき、都市計画に関する基礎資料の整備、収集を図る。 0
8,858 8,858 2,520 11,378 7,368 7,368 597 7,965 16,226 16,226 3,117 19,343

都市計画
区域面積 22,496 188,674 11.9% 1,056 1,056 300 1,357 1,935 1,935 372 2,306

3206
土地分類細部調査

国土調査法に基づき市町村が実施する調査で、地域における土地利用構想等を検討する基礎
資料として活用するため、地形・地質･災害の履歴などの土地に関する情報を把握し、調査・分
析する。市町村に対して事業費の１／２を国が、１／４を府が補助する。

0
6,400 2,200 1,680 8,080 5,323 1,830 424 5,747 11,723 4,030 2,104 13,827 総面積 222 1,894 11.7% 750 258 197 947 1,374 472 247 1,621

3207
土地利用現況調査 国土利用計画の管理運営に資するため、各地目ごとの現況を把握する。 0

492 492 4,200 4,692 409 409 246 656 901 901 4,446 5,348 総面積 222 1,894 11.7% 58 58 492 550 106 106 521 627
3208

地図デジタル化の推進
都市計画の管理運営等に必要な地形図（1/2,500）のデジタル化を平成１３年度に完了したの
で、引き続き、土地にかかる各種情報をデジタル化するなど、ＩＴ化へ対応しつつ、行政事務の効
率化、府民サービスの向上を図る。

0
25,000 0 8,400 33,400 20,794 0 1,753 22,547 45,794 0 10,153 55,947 総面積 222 1,894 11.7% 2,930 0 985 3,915 5,367 0 1,190 6,557

3209
都市再生支援緊急地籍調査事業

都市再生特別措置法に基づき府内で８地域が指定されている「都市再生緊急整備地域」におい
て、国土調査法に基づく地籍調査を実施し、街区確定を推進することにより、土地の流動化を促
し、プロジェクトの事業化促進を図る。

0
7,690 2,595 2,520 10,210 6,396 2,158 536 6,932 14,086 4,753 3,056 17,142

都市計画
区域面積 22,496 188,674 11.9% 917 309 300 1,217 1,680 567 364 2,044

3210 地区計画を活用した計画的な整備
等の推進

地域特性に応じた良好な市街地の計画的整備と保全を図るため、地区計画の策定を推進する。 1
50 50 3,150 3,200 42 42 168 210 92 92 3,318 3,410

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3211
市街地開発事業の計画決定

公共施設の整備と宅地または建築物の整備を一体的に行い、面的な市街地の整備を推進する
ため、市街地再開発事業や土地区画整理事業などの市街地開発事業の都市計画を定める。

1
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3212
線引き一斉見直し

都市の健全で秩序ある発展を図るため、積極的に市街化を進める市街化区域と市街化を抑制し
て保全を図る市街化調整区域に区分し、計画的な市街化を図る。

1
7,181 7,181 31,500 38,681 5,973 5,973 2,031 8,003 13,154 13,154 33,531 46,684

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3213 地域地区等の都市計画の適正な運
用

用途地域などの地域地区等の都市計画を適切に定め、必要に応じ見直し、秩序ある市街地の
整備と合理的な土地利用を図る。

1
32,550 32,550 0 0 1,709 1,709 0 0 34,259 34,259

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3215
都市計画区域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの推進

都市計画区域の将来像及び都市計画の目標、区域区分の方針、土地利用・都市施設の整備・
市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定方針を定めた都市計画区域マスタープランに
基づき、適正な都市計画の推進を図る。

1
0 0 0 0 0 0 0 0 0

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3216 都市施設の計画決定及び市町村都
市計画事業の認可

道路、公園、下水道等の位置、区域、構造等を都市計画で定めるとともに、社会情勢等の変化を
踏まえ、既に決定された都市計画道路等について、計画の妥当性・必要性を再検討し、廃止を
含めた見直しを行う。また、市町村の都市計画事業について、必要な認可をする。

0
78,750 78,750 0 0 4,134 4,134 0 0 82,884 82,884

都市計画
区域面積 22,496 188,674 11.9% 0 0 9,390 9,390 0 0 9,882 9,882

3217
土地基本調査

わが国の土地の所有・利用状況等に関する実態を全国・地域別に明らかにすることを目的に、
国及び全都道府県において調査を実施する（指定統計）。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

3218
土地取引規制基礎調査 注視区域制度等の的確な運用を図るため､土地取引動向､地価動向等の調査を実施する。 0

24,894 24,894 23,100 47,994 20,706 20,706 2,520 23,225 45,600 45,600 25,620 71,219 総面積 222 1,894 11.7% 2,918 2,918 2,708 5,625 5,345 5,345 3,003 8,347
3219

土地対策推進 土地取引の適正化を図るための施策の検討を行うため、地価対策検討委員会を開催する。 0
223 223 2,100 2,323 185 185 122 307 408 408 2,222 2,630 総面積 222 1,894 11.7% 26 26 246 272 48 48 260 308

3220
地価調査

一般の土地取引の指標として適性な価格形成に資するため、毎年１回、基準地の標準価格の調
査を実施する。

0
64,909 64,909 23,100 88,009 53,988 53,988 4,620 58,608 118,897 118,897 27,720 146,617 総面積 222 1,894 11.7% 7,608 7,608 2,708 10,315 13,936 13,936 3,249 17,185

3221
公有地拡大推進

都市の健全な発展と秩序ある整備を促進するため､必要な公有地を計画的に先行取得できるよ
う調整する。

0
90 90 8,400 8,490 75 75 446 521 165 165 8,846 9,011 総面積 222 1,894 11.7% 11 11 985 995 19 19 1,037 1,056

3222
遊休土地実態調査

国土利用計画法に基づく届出がなされた土地の有効利用を図るため、その利用現況等を調査
する。

0
652 652 2,100 2,752 542 542 144 687 1,194 1,194 2,244 3,439 総面積 222 1,894 11.7% 76 76 246 323 140 140 263 403

3223
届出勧告事務

国土利用計画法に基づき、適正かつ合理的な土地利用を確保するため、一定面積以上の土地
取引の届出について利用目的を審査し、必要な場合には是正指導及び利用目的の変更の勧告
を行う。

0
8,206 8,206 21,000 29,206 6,825 6,825 1,533 8,359 15,031 15,031 22,533 37,565 総面積 222 1,894 11.7% 962 962 2,461 3,423 1,762 1,762 2,641 4,403

3229
都市再生促進事業費

都市再生特別措置法に基づく「都市再生緊急整備地域」における民間投資の誘発を図るととも
に、新たな地域指定に向けた調査・検討を行い、民間都市再生事業を促進する。

0
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 3,509 3,509 0 0 3,694 3,694

3243
街路調査事業

府が整備予定の都市計画道路を対象に効率的な整備を行うため、道路計画についての基礎調
査を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 道路面積 37,425 161,327 23.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

3261
土木部維持管理計画（案）の推進

平成１３年３月に策定した｢土木部維持管理計画(案)」に基づき、都市基盤既存ストックの機能維
持を行い、維持管理アクションプログラムを順次策定し、計画的・予防的維持管理を行う。

0
21,000 21,000 0 0 1,102 1,102 0 0 22,102 22,102 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 6,198 6,198 0 0 6,523 6,523

3265 府営住宅維持修繕（駐車場維持管
理費を含む）

府営住宅の良好な環境の維持・保全のために一般修繕及び計画修繕等を実施する。 0
11,936,779 -1,143,291 73,500 12,010,279 9,928,440 0 630,496 10,558,936 21,865,219 -1,143,291 703,996 22,569,215

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 1,269,025 -121,546 7,814 1,276,839 2,324,539 -121,546 74,843 2,399,383

3268
学校管理費 校舎等維持補修事業 学校校舎等の維持補修を行う。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

3285 【新】「ご近所の底力向上」社会実験
の実施

「今後のまちづくりでは”コミュニティーの再生”が重要であること」について、社会実験を実施し、
府民へ成果・実例を広く訴え、大阪のまちづくりの新しい方向性を示唆する。

0
3,600 3,600 10,500 14,100 2,994 2,994 740 3,735 6,594 6,594 11,240 17,835 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,063 1,063 3,099 4,162 1,946 1,946 3,317 5,264

3287
タウンマネージャー養成研修

中心市街地活性化にあたり、指導、助言を行う高度な知識を持った街づくりの専門家の養成を図
るため、中小企業総合事業団が実施する研修に参加する経費を助成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 0 0 0 0 0 0

3291
特定優良賃貸住宅供給促進事業

中堅所得者世帯へ良質な賃貸住宅の供給を図るため、特定優良賃貸住宅を建設する土地所有
者等に対し、供給計画を認定し、建設費及び家賃減額に対する助成を行う。

0
3,577,717 1,904,502 43,575 3,621,292 2,975,773 1,584,073 190,105 3,165,878 6,553,490 3,488,575 233,680 6,787,170

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 797,164 424,349 9,709 806,873 1,460,206 777,302 52,067 1,512,273

3291
特定優良賃貸住宅供給促進事業

中堅所得者世帯へ良質な賃貸住宅の供給を図るため、特定優良賃貸住宅を建設する土地所有
者等に対し、供給計画を認定し、建設費及び家賃減額に対する助成を行う。

0
3,577,717 1,904,502 43,575 3,621,292 2,975,773 1,584,073 190,105 3,165,878 6,553,490 3,488,575 233,680 6,787,170 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,055,945 562,104 12,861 1,068,806 1,934,229 1,029,635 68,969 2,003,198

3292
中心市街地の活性化に係る調整

｢中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」に
基づき、まちづくりと商業振興を両輪として、まちのシンボルである中心市街地の活性化を支援
し、大阪府の魅力と活力の向上を図る。

0
6,300 6,300 0 0 331 331 0 0 6,631 6,631

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 1,404 1,404 0 0 1,477 1,477

3399 南河内健康ふれあいの郷構想（羽
曳野市）の推進

明るい長寿社会の実現に向け、若者からお年寄りまで誰もが、緑豊かな自然と親しみながら、ス
ポーツ・レクリエーションを楽しみ、また、ゆとりとうるおいのある居住環境をも備えた地域整備を
行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3400 彩都（国際文化公園都市）（箕面市・
茨木市）の整備推進

茨木市北部から箕面市東部にかけての丘陵部において、国際的な文化学術及びライフサイエン
ス分野の研究開発拠点と､良好な住環境を備えた新しい都市づくりを公共と民間が協力して推進
する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3404 住宅市街地基盤整備事業の指導･
調整

良好な住宅宅地の供給を促進するため、関連する公共施設等の整備を行う市町村等の指導、
調整などを実施する。

0
910 15,750 16,660 757 0 875 1,631 1,667 0 16,625 18,291

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 190 0 3,285 3,475 348 0 3,468 3,815

3409
緑住タウンインフラ整備促進事業 市町村が行う未接道農地の解消や狭小な道路の拡幅工事に補助する。 0

22,775 22,775 2,625 25,400 18,943 18,943 1,333 20,277 41,718 41,718 3,958 45,677
居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 4,751 4,751 548 5,298 8,702 8,702 826 9,528

3410 緑住タウンまちなみデザイン推進事
業

地元まちづくり協議会に対して意向調査、現況調査及び整備手法の検討に補助する。 0
135 135 525 660 112 112 35 147 247 247 560 807

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 28 28 110 138 52 52 117 168

3411
緑住まちづくり事業化推進調査 市町村が行う住民意向調査、現況調査、整備手法の検討に補助する。 0

1,500 0 1,050 2,550 1,248 0 134 1,381 2,748 0 1,184 3,931
居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 313 0 219 532 573 0 247 820
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費(当
初予算)

a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費(当
初予算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

大阪市分の算出

指標

特例
事務
等

（該当
する
場合
は

「1」）

道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

3412
農住組合推進事業 農住組合が行う基盤整備などの事業計画に対する事業認可を実施する。 0

454 227 1,050 1,504 378 189 79 457 832 416 1,129 1,961
居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 95 47 219 314 173 87 235 409

3473
コミュニティ助成の連絡調整

(財）自治総合センターの宝くじ受託事業収入を財源とし、コミュニティ活動に助成することにより、
コミュニティの健全な発展を図る。

0
298 298 2,100 2,398 248 248 126 374 546 546 2,226 2,772 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 88 88 620 708 161 161 657 818

3476 地域総合整備事業債事業に対する
助言

市町村の自主的・主体的なまちづくりを進めるため、国の地域総合整備事業債の活用について
助言等を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

3477
市町村総合計画の策定助言 市町村が円滑に総合計画を策定できるよう助言等を行う。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3479

街なみ環境整備事業
ゆとりと潤いのある住宅地区の形成のため、協議会活動助成地区住民が行う修景整備助成や
道路公園等地区施設の整備改善を行う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

3480
まちづくり推進事業

府民の理解と協力を得て、その積極的な参加のもとに創意と工夫を活かした魅力あるまちづくり
を推進するため、「まちづくり功労者知事表彰」等を実施する。

0
234 234 1,050 1,284 195 195 67 262 429 429 1,117 1,546 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 69 69 310 379 127 127 330 456

3484 市町村住宅マスタープランの策定
指導

都市の特性に応じた住宅政策を即地的、計画的、総合的に推進するための基本となる「市町村
住宅ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ」策定に向けた取組みについての市町村指導を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

3485
大阪府住宅まちづくりマスタープラ
ンの推進

住宅まちづくり政策の課題、目標、施策の展開方向を明らかにし、府民、民間事業者、ＮＰＯ、
府、市町村など住宅まちづくりに関わる様々な主体が、住まいとまちづくりに関する施策を一体
的かつ統合的に展開するための指針として策定した本計画に基づき、住宅まちづくりを推進す
る。

0

6,300 6,300 0 0 331 331 0 0 6,631 6,631 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,859 1,859 0 0 1,957 1,957
3486

住宅需要実態調査の実施
住宅まちづくり政策を企画・立案するための基礎資料を得ることを目的に、府内の普通世帯から
抽出された世帯を対象に住宅及び住環境に関する意識調査等を行い、府内における調査結果
の集計分析を行う。

0
3,224 3,224 2,100 5,324 2,682 2,682 279 2,961 5,906 5,906 2,379 8,285 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 952 952 620 1,571 1,743 1,743 702 2,445

3488 住宅地区改良事業等の整備の指導
監督

住宅地区改良事業等を行う市町村の計画策定や国庫補助の導入の際、必要な報告や資料の提
出を求め技術的、専門的な援助を行う。

0
2,112 5 38,850 40,962 1,757 4 2,150 3,907 3,869 9 41,000 44,869 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 623 1 11,466 12,090 1,142 3 12,101 13,243

3489
公営住宅の整備の指導監督 低所得層の住生活を支える市町営公営住宅の供給を図るため、市町村を指導する。 0

8,459 5 43,050 51,509 7,036 4 2,704 9,740 15,495 9 45,754 61,249 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,497 1 12,706 15,203 4,573 3 13,504 18,077
3491

民活による府営住宅の建替え
府営住宅の建替え及び建替えによる活用用地の生み出しとその活用に関する計画を民間事業
者が提案・事業化することによって、府営住宅ストックの円滑な更新を図る。

0
111,722 0 63,000 174,722 92,925 0 9,172 102,097 204,647 0 72,172 276,819 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 32,974 0 18,594 51,568 60,400 0 21,301 81,702

3496 大阪府住宅供給公社助成事業（賃
貸住宅改善資金貸付金）

住宅供給公社既存賃貸住宅の居住水準の改善向上のため、建設費に対して貸付等を行う。 0
28,788,000 204,000 10,500 28,798,500 23,944,476 169,677 1,511,817 25,456,293 52,732,476 373,677 1,522,317 54,254,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,496,629 60,210 3,099 8,499,728 15,563,717 110,289 449,304 16,013,021

3497
特定賃貸住宅建設資金助成制度 賃貸住宅の建設に低利融資を利用できるよう、利子補給等を行う。 0

1,399,341 343,193 4,200 1,403,541 1,163,905 285,451 73,681 1,237,585 2,563,246 628,644 77,881 2,641,126 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 413,008 101,292 1,240 414,248 756,529 185,541 22,986 779,515
3499

農地所有者等賃貸住宅建設融資利
子補給指導監督

国の制度を利用して、農地に建設される賃貸住宅について指導監督を行う。 0
86 0 1,050 1,136 72 0 60 131 158 0 1,110 1,267 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 25 0 310 335 46 0 328 374

3501 優良建築物等整備事業の指導･調
整

土地の合理的利用、市街地環境の向上、市街地での優良な住宅の供給等を総合的に促進する
ため、国の優良建築物等整備事業の活用等について、市町村に必要な指導・助言等を行う。

0
600 0 6,300 6,900 499 0 362 861 1,099 0 6,662 7,761 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 177 0 1,859 2,036 324 0 1,966 2,291

3504 大阪府優良分譲住宅購入資金助成
制度

比較的所得の低い階層の持家化を図るため、住宅金融公庫の割増融資と連携して、大阪府優
良分譲住宅購入者に対し、利子補給を行う。

0
51,276 51,276 5,250 56,526 42,649 42,649 2,967 45,616 93,925 93,925 8,217 102,142 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,134 15,134 1,550 16,683 27,721 27,721 2,425 30,147

3505
個人住宅建設促進事業 住宅金融公庫だけでは資金の不足する個人住宅取得者に低利融資をあっせんする。 0

1,505,608 0 1,050 1,506,658 1,252,292 0 79,094 1,331,387 2,757,900 0 80,144 2,838,045 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 444,372 0 310 444,682 813,980 0 23,654 837,634
3510 大阪府営住宅ストック総合活用計画

の推進
府営住宅の実情を踏まえ、需要の把握と地域の実情に応じたストックの活用の理念と目標設定
を行い、適切な事業手法の選択のもとに策定した本計画に基づき、ストック活用を推進する。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

3512
公営改良住宅の管理の指導監督

公営・改良住宅の管理及び関係補助金について事業主体である関係市町が適切な事務事業を
推進できるよう指導を行う。

0
19,072 10 46,200 65,272 15,863 8 3,427 19,290 34,935 18 49,627 84,562 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,629 3 13,636 19,265 10,311 5 14,647 24,958

3513
災害復興住宅補修助成事業

阪神淡路大震災により被災した持家住宅及び民間借家住宅の補修について、住宅金融公庫融
資と連携し、融資額の金利の一部を補給する。

0
35 35 0 35 29 29 2 31 64 64 2 66 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10 10 0 10 19 19 1 19

3514
住宅改良資金助成制度 民間借家の増改築・修繕に必要な資金を貸主・借主に融資あっせんする。 0

160 0 0 160 133 0 8 141 293 0 8 301 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47 0 0 47 87 0 2 89
3515 民間分譲ﾏﾝｼｮﾝの適正な管理、建

替えの円滑化等の普及啓発
「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」、「マンション建替えの円滑化に関する法律」
の施行に伴う、新たな制度の普及啓発や、マンション管理にかかる相談対応を実施する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

3520
住宅性能表示制度の普及

｢住宅の品質確保の促進等に関する法律｣に基づく住宅性能表示制度の普及や啓発活動を行
う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3521
住情報の提供

国、庁内、関係機関との連携のもと住宅･まちづくりに関する施設、事業の普及や公的住宅に関
する情報発信等、総合的な広報活動を実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3572 【新】関西国際空港利用促進・活性
化事業

地元自治体、経済界が一体となった海外プロモーションを展開するとともに、開港10年を契機と
した空港の活性化を図るため、国内航空需要の喚起や賑わいづくりに取り組む。

0
6,000 6,000 2,100 8,100 4,991 4,991 425 5,416 10,991 10,991 2,525 13,516 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,771 1,771 620 2,391 3,244 3,244 745 3,989

3573 【新】関空・泉州地域活性化実態調
査事業

関空を含む泉州地域が賑わい、活性化するための施策の参考となるアンケート調査を実施す
る。

0
3,900 0 2,100 6,000 3,244 0 315 3,559 7,144 0 2,415 9,559 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3574 関西国際空港関連地域整備計画の
推進

関空建設の基本理念である「公害のない、地域と共存共栄する空港」の実現に向け、府が策定
した「関空関連地域整備計画」に基づき、地域整備の推進を図るとともに、「関空を活用した地域
振興ビジョン」に基づく地域振興策の具体化を図る。

0
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3575 関西国際空港における環境保全対
策の推進

関西国際空港の運用等にかかる航空機騒音等の環境面の諸課題に関して、関係部局等と協議
を進め、総合的な調整を図る。

0
21,000 21,000 0 0 1,102 1,102 0 0 22,102 22,102 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3576 関西国際空港環境監視機構運営事
業

府と泉州９市４町で設立した「関西国際空港環境監視機構」により、関西国際空港の運営と関連
事業の実施による環境等に及ぼす影響について監視する。

0
6,375 6,375 10,500 16,875 5,302 5,302 886 6,188 11,677 11,677 11,386 23,063 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3577
関西国際空港関連事業推進費

岬町と「岬町多奈川地区整備促進協議会」を設立し、関空２期事業の土砂採取地に関して、用地
集約、用地造成、跡地利用までの一貫した事業を円滑に推進するための調査・検討を行う。

0
6,930 6,930 9,450 16,380 5,764 5,764 860 6,624 12,694 12,694 10,310 23,004 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3580 大阪国際空港周辺地域活性化連絡
会への参画

国内線の基幹空港である大阪国際空港が大阪・関西の空の玄関としてその役割を発揮していけ
るよう、環境面はもとより、空港の利便性の向上並びに空港及びその周辺地域の活性化につい
て関係者間で協議を行う。

0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3616 新世代地域ケーブルテレビ施設整
備事業補助

地域に密着した映像情報を提供するケーブルテレビをエリア拡大、デジタル化やインターネット
事業に向けた施設整備することに補助する市町村へ補助する。

0
21,696 0 1,050 22,746 18,046 0 1,194 19,240 39,742 0 2,244 41,986 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,403 0 310 6,713 11,730 0 662 12,392

3661
青年海外協力活動促進事業 青年海外協力隊の隊員募集事務等に対して協力を行う。 0

3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979
3664 住民基本台帳ネットワークシステム

導入事業
住民基本台帳ネットワークシステムの活用により、申請時の住民票の写しの添付が省略できる
こと等から、府民の利便性向上のため、本システムの導入・運用を図るもの。

0
3,092 3,092 10,500 13,592 2,572 2,572 714 3,285 5,664 5,664 11,214 16,877 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 913 913 3,099 4,012 1,672 1,672 3,310 4,981

3665
渡航情報提供事業

旅券申請者に対して海外情報や安全情報等を提供するため、パスポートセンターにおいて啓発
冊子を発行・配布する。

0
3,000 0 10,500 13,500 2,495 0 709 3,204 5,495 0 11,209 16,704 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 885 0 3,099 3,984 1,622 0 3,308 4,930

3666
旅券発給事務

一般旅券の申請の審査・受理・作成・交付・返納等に関する事務、渡航手続き等の指導相談を行
う。

0
228,358 0 406,350 634,708 189,937 0 33,320 223,257 418,295 0 439,670 857,965 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 67,399 0 119,932 187,331 123,458 0 129,766 253,224

3829
憲法記念日知事表彰事業 憲法施行記念式典に際して、善行者、各界功労者に対して知事表彰を行う。 0

6,059 6,059 4,200 10,259 5,040 5,040 539 5,578 11,099 11,099 4,739 15,837 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,788 1,788 1,240 3,028 3,276 3,276 1,399 4,674
3834

府税 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3835
上方演芸資料館展示室入場料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3836

女性総合センター利用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3838
大阪府障害者扶養共済制度掛金 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3839

障害者交流促進センター使用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3842
駐車場使用料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3844

貿易専門学校授業料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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等
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道州の事
務のメル
クマール
による分

類

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

3847
裁決申請等手数料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3848

公園緑地使用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3849
府営住宅使用料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 0 0 0 0 0 0 0 0

3850
大阪府工業用水道給水料金 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3853

門真スポーツセンター利用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3856
府立高等学校授業料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3861 市町村振興補助金（施設整備等補

助・市町村合併補助）

地方分権型社会に対応した市町村の行財政運営の構築を促進するため、市町村が行う地方分
権の推進、行財政改革及び広域行政の取り組みや市町村合併に伴う公共施設有効活用等の事
業に対して補助する。

0
1,650,000 1,650,000 5,250 1,655,250 1,372,391 1,372,391 86,895 1,459,285 3,022,391 3,022,391 92,145 3,114,535 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 486,989 486,989 1,550 488,538 892,043 892,043 27,196 919,239

3862
自主的な市町村合併に対する支援 自主的な市町村合併を推進するため、機運の醸成や地域での取り組みに対する支援を行う。 0

20,000 20,000 52,500 72,500 16,635 16,635 3,806 20,441 36,635 36,635 56,306 92,941 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 5,903 15,495 21,398 10,813 10,813 16,618 27,431
3864

市町村財政運営への助言等
財政運営計画ヒアリングや行財政調査などを活用して、府内市町村において健全な財政運営が
行えるよう助言する。

0
16,800 16,800 0 0 882 882 0 0 17,682 17,682 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,958 4,958 0 0 5,219 5,219

3865
市町村施設整備資金貸付金の貸付

現行の地方債制度を補完し、市町村の公共施設整備を促進するため、市町村に資金を貸し付け
る。

0
4,100,000 0 3,150 4,103,150 3,410,183 0 215,401 3,625,584 7,510,183 0 218,551 7,728,734 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,210,094 0 930 1,211,023 2,216,592 0 64,504 2,281,096

3866
財政健全化資金貸付金の貸付

市町村の積極的な財政健全化の取組みを支援するため、平成14年度には平成12年度実質収支
赤字団体を対象に財政健全化資金の貸付を行ったところであり、引き続き、財政健全化計画の
達成に向け、積極的に助言等を行う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

3880
教育広報事業 教育広報誌を発行する。 0

4,839 4,839 2,100 6,939 4,025 4,025 364 4,389 8,864 8,864 2,464 11,328 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,428 1,428 620 2,048 2,616 2,616 727 3,343
3881

教育委員会点字化事業 府民向け刊行物の点字化・配付 0
412 412 2,100 2,512 343 343 132 475 755 755 2,232 2,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122 122 620 741 223 223 659 881
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「道州の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類比率の算出方法 

 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱ 

 

資料Ⅳ－３では、大阪府が「大阪府施策集」（http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sisaku/）で

公表している事務事業を、「道州の事務のメルクマール」に基づき「広域事務」「規模・性質対応

事務」「連絡調整事務」「共通事務」「内部管理事務」の５つの事務に分類し、このうち、「広域事

務」「連絡調整事務」「内部管理事務」は道州が担い、「規模・性質対応事務」は指定都市が担うべ

きであるとされている。 
 

規模・性質対応事務

「大阪府施策集」
2,080事業

道州の事務の
メルクマール
による分類

道州が
担うべき事務

指定都市が
担うべき事務

広域事務

連絡調整事務

内部管理事務

共通事務

広域事務

連絡調整事務

内部管理事務

共通事務

 
 
ここでは、現行の大阪府の事務事業のうち道州・指定都市のそれぞれが担うべき事務のボリュ

ーム感を示すため、 
  １ 「大阪府施策集」に掲載されている「総事業費」の総額に対して各事務に係る事務事業

の「総事業費」の合計額が占める比率 
  ２ 前記「総事業費」の総額のうち大阪市域に係る分に対して、各事務に係る事務事業の「総

事業費」のうち大阪市域に係る分が占める比率 

  ３ 「大阪府施策集」に掲載されている事務事業の総数に対して各事務に係る事務事業数の

占める比率 
を試算した。 
 

１ 「総事業費」の総額に対して各事務の「総事業費」の合計額が占める比率 
    まず、大阪府の事務事業のうち道州が担うべき事務のボリューム感を示すため、全体の

事業費に対して「広域事務」「連絡調整事務」「内部管理事務」の事業費が占める比率を試

算することとした。 

 

 ⑴ 比率の算出方法 

     「大阪府施策集」には、大阪府の事務事業とともに、その「事業費」と一定の基準に

基づいて事業別に算出した「人件費」（いずれも平成 16 年度当初予算額）も公表されて

資料Ⅳ－４ 
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おり、この「事業費」と「人件費」を合算したものが「総事業費」とされている。 
     そして、「広域事務」「連絡調整事務」「内部管理事務」「規模・性質対応事務」「共通事

務」ごとに、それぞれ分類された各事務事業の「総事業費」の合計額を算出し、大阪府

全体の「総事業費」に対する比率を算定した。（なお、個々の事務事業の｢総事業費｣につ

いては、資料Ⅳ－３参照） 
     なお、「大阪府施策集」で公表されている「事業費」と「人件費」には、教育・警察関

係の人件費や公債費等が含まれていないと考えられるので、これらの「事業費」と「人

件費」の合計額は大阪府の当初予算額とは一致していない。 

しかし、「大阪府施策集」で「総事業費」としてあげられていない諸経費を、事務事業

別に適正に配賦するのは技術的に困難である。一方、「大阪府施策集」では、大阪府にお

けるすべての施策にかかる事務事業が網羅されているとともに、事業別に「人件費」を

含む事業費の総額である「総事業費」が記載されていることから、大阪府における事業

費ベースの事務事業の全体像が示されているといえる。したがって、事務事業の分類別

の「比率」を算出するにあたっては、事業費ベースで事務事業全体に占める比率を算出

することには妥当性があると考えられることから、ここでは「大阪府施策集」に含まれ

ない人件費や公債費等を考慮しないこととした。 

 
 ⑵ 算出結果 

     算出結果は、次のとおりとなった。 

 

                        「総事業費」の合計額   比率  

  ア 道州が担うべき事務      1,693 億円    12.4％ 
    「広域事務」     1,597 億円 11.7％ 

「連絡調整事務」            18 億円  0.1％ 
「内部管理事務」           78 億円  0.6％ 

  イ 市町村が担うべき事務       7,300 億円 53.4％ 
「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」     7,044 億円 51.5％ 

    「規模・性質対応事務（暫定事務）」    261 億円  1.9％ 
  ウ 共通事務        4,693 億円 34.3％ 
           合 計     1 兆 3,690 億円   100.0％ 
 

事業費

人件費

規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）

（51.5％）

共通事務

（34.3％）

連絡調整事務（0.1％）

規模・性質対応事務（暫定事務）（1.9％）

広域事務（11.7％）

内部管理事務（0.6％）

道州が担うべき事務（道州が担うべき事務（12.412.4％）％）

市町村が担うべき事務（市町村が担うべき事務（53.453.4％）％）

総事業費
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２ 「総事業費」の総額のうち大阪市域に係る分に対して、各事務に係る事務事業の「総事業費」

のうち大阪市域に係る分が占める比率 
   大阪府の事務事業は、当然のことながら大阪府全域を対象としている。そこで、大阪府の

事務事業のうち指定都市が担うべき事務のボリューム感を示すため、大阪府の事務事業のう

ち府下の指定都市である大阪市に係るものについて、全体の事業費に対して各事務の事業費

が占める比率を試算することとした。 

 

⑴ 大阪市域に係る「総事業費」の算出 

各事務事業ごとに、次のとおり、当該事務事業の成果を測るのに適した指標を設定し、

当該指標における「大阪市分のデータ」と「大阪市を除く府下市町村のデータを合計し

たデータ」の比に応じて「総事業費」を按分し、大阪市域に係る「総事業費」を算出し

た。 

そして、「１」と同様に、「規模・性質対応事務」「広域事務」「連絡調整事務」「内部管

理事務」「共通事務」ごとに、それぞれ分類された各事務事業の大阪市域に係る「総事業

費」の合計額を算出し、大阪府全体の「総事業費」のうち大阪市域に係る分に対する比

率を算定した。 
 

    ※ 指標設定の基本的な考え方と設定例 

ア 対人サービス：受益者数を示す指標を設定 

・ 効果が全府民又は不特定多数の府民に及ぶもの：「総人口」 

（例）生涯学習、ボランティア、文化・芸術、保健・医療、防災・防犯等 
・ 受益者が特定できるもの：「高齢者人口」「外国人人口」「従業者数」等 

（例）高齢者福祉、雇用等 
・ 施設単位でサービス提供されるもの：「学校数」「保育所数」「事業所数」等 

（例）教育、子育て・保育、産業等 
・ その他、受益者数の特定が難しく、社会全体で分担すべきもの：「総人口」 

（例）人権、障害者福祉等 
イ 対物サービス：対象物の数量・分布を示す指標を設定 

・ 面的な整備・サービス提供を伴うもの：「総面積」「道路面積」「河川延長」等 

（例）まちづくり、道路、河川管理、自然環境等 
 施設単位で整備・サービス提供されるもの：「公園数」「鉄道駅数」等 

（例）公園整備等 
 その他、効果が広域に及ぶもの：「総人口」 

（例）環境等 
ウ 施設の整備・運営に関する事業：受益が及ぶ範囲に応じて指標（配分）を設定 

 受益者が広域に及ぶもの：「総人口」等 

（例）各種公共施設等 
 受益者が基本的に大阪市を除く地域に限定されるもの：「大阪市０％」 

（例）空港・港湾、モノレール等 
エ その他、事業の対象が地域的に限定される場合：大阪市を対象としているか否か
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によって配分を設定 

 府庁内の取組に関するもの：「大阪市０％」 

 受益者が基本的に大阪市内に限定されるもの：「大阪市 100％」 

大阪市以外の
府下の市町村分

大阪市域分

人口比等に
よる按分

「大阪府施策集」
事業費

人件費

総事業費
総事業費のうち
大阪市域分

 

 
 ⑵ 算出結果 

算出結果は次のとおりとなった。 

 

                        「総事業費」の合計額   比率  

  ア 道州が担うべき事務          433 億円 11.2％ 
    「広域事務」            408 億円  10.6％ 

「連絡調整事務」          5 億円  0.1％ 
    「内部管理事務」         20 億円    0.5％ 
  イ 大阪市が担うべき事務         1,353 億円 35.1％ 

「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）  1,262 億円 32.7％ 
    「規模・性質対応事務（暫定事務）」       91 億円    2.4％  
  ウ 共通事務        2,070 億円 53.7％ 
           合 計      3,856 億円   100.0％ 
 

事業費

人件費

大阪市域内の総事業費

規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）

（32.7％）

共通事務
（53.7％）

連絡調整事務（0.1％）

規模・性質対応事務（暫定事務）（2.4％）

広域事務（10.6％）

内部管理事務（0.5％）

道州が担うべき事務（道州が担うべき事務（11.211.2％）％）

大阪市が担うべき事務（大阪市が担うべき事務（35.135.1％）％）

 
 
 

 

Ⅳ－４（4/5） 

174



３ ｢大阪府施策集｣の事務事業総数のうち、それぞれの事務に係る事務事業総数の占める比率 

    さらに、事業数に着目して、全体の事業総数に対して「広域事務」「連絡調整事務」「内

部管理事務」の事業数が占める比率を試算することとした。 
算出結果は次のとおりとなった。 
 

                        「事業数」の合計      比率  

  ア 道州が担うべき事務       288 事業    13.8％ 
    「広域事務」       208 事業  10.0％ 

「連絡調整事務」        7 事業   0.3％ 
「内部管理事務」     73 事業   3.5％ 

  イ 市町村が担うべき事務      1,498 事業     72.0％ 
「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」    1,318 事業  63.4％ 

    「規模・性質対応事務（暫定事務）」      180 事業    8.7％ 
  ウ 共通事務        295 事業  14.2％ 
           合 計      2,080 事業    100.0％ 
 

2,080事業

総事業数

規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）

（63.4％）

共通事務（14.2％） 連絡調整事務（0.3％）

規模・性質対応事務（暫定事務）（8.7％）

広域事務（10.0％）

内部管理事務（3.5％）

道州が担うべき事務（道州が担うべき事務（13.813.8％）％）

市町村が担うべき事務（市町村が担うべき事務（72.072.0％）％）
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「道州の事務のメルクマール」による事務の分類に基づき 

大阪府から大阪市に移譲されるべき事務に要する経費について 

 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱ 

 

「道州の事務のメルクマール」によれば、現行の道府県の事務のうち「規模・性質対応事務」

に該当する事務は指定都市に移譲されるべき事務となる。当該事務の移譲に伴う税源移譲案を検

討するための参考データとして、次のとおり、大阪府をモデルに当該事務に要する経費を試算す

ることとした。 

すなわち、資料Ⅳ－３では、大阪府の事務事業に「道州の事務のメルクマール」をあてはめて

「規模・性質対応事務」を分類しており、また、大阪府の事務事業については、資料Ⅳ－４に記

載のとおり、教育・警察関係の人件費や公債費等が含まれていないと考えられるものの、各事務

事業に係る「事業費」と「人件費」（いずれも平成 16 年度当初予算額）が公表されている。 

そこで、これらのデータを用いて、大阪府の事務事業のうち「規模・性質対応事務（暫定事務

を除く）」に該当するとして大阪市に移譲されるべきものに要する経費を試算することとした。 

 

１ 算出の方法 

 

 ⑴ 大阪府の事務事業の事業費総額の推計 

     「大阪府施策集」で公表されてい

る「事業費」と「人件費」には教育・

警察関係の人件費や公債費等が含ま

れていないと考えられるので、これ

らの「事業費」と「人件費」の合計

額は大阪府の予算総額とは一致して

いない。 

     そこで、まず、大阪府の予算総額

から教育・警察関係の人件費を控除

した額を人件費と人件費以外のもの

に分け、それぞれについて、公表さ

れている「人件費」と「事業費」と

の差額を算定した。そして、それぞ

れの差額を、事務事業ごとに、全体

の「事業費」に対する当該事務事業

の「事業費」の比率により按分し、

公表されている「人件費」と「事業

費」にそれぞれ配賦して、各事務事

業の「事業費総額」（教育・警察関係

の人件費を除く）を推計した。 

事業費等

人件費

事業費等

人件費

（一般行政）

事業費

人件費

「大阪府施策集」
における総事業費

（教育関係）

（警察関係）

事業費総額の推計
（教育・警察関係の

人件費を除く）

（事務事業
ごとに按分）

（事務事業
ごとに按分）

差額

差額

大阪府における
当初予算総額

資料Ⅳ－８ 
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 ⑵ 「規模・性質対応事務」に該当する教育・警察関係の人件費の推計 

     教育関係の人件費と指定都市に移譲されるべき生活安全及び交通に係る警察関係の人

件費については、以下により推計した。 

  ア 教育関係の人件費 

      義務教育に係る教職員の人件費については、大阪市が府費負担教職員の給与負担の

見直しに伴う影響額を試算しているので（一般財源934億円、平成15年度決算ベース。

資料Ⅲ－３参照）、その試算額を用いることとし、ここでは加算せず、⑸で加算する

こととした。 

また、府立の高等学校及び養護学校の教職員の人件費は、大阪府が公表している「財

政のあらまし」（平成 16年大阪府公報号外第 13 号別冊）における「高等学校教職員費」

及び「養護教育学校教職員費」の金額（計 1,435 億円、平成 16 年度予算）を用いるこ

ととした。 

  イ 警察（生活安全及び交通関係）の人件費 

      警察関係の人件費は、大阪府が公表している「財政のあらまし」（平成 16 年大阪府

公報号外第 13 号別冊）における「警察職員費」の金額（2,285 億円、平成 16 年度予

算）を用いることとし、警察業務に係る総経費に対する「規模・性質対応事務」に分

類される生活安全及び交通関係の業務に係る経費の割合により按分した。 

生活安全及び交通関係の業務に係る経費の割合については、大阪府の「一般会計予

算書」における「警察活動費」（外部に委託している分を除く）のうち「生活安全対策

費」「少年非行防止対策費」「交通指導取締費」の占める割合を用いることとした。 

 

 ⑶ 「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分の算出 

    大阪府の事務事業のうち指定都市に移譲されるべきものに要する経費を試算するために

は、⑴による推計額を「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業に

係るものに絞り込み、これに⑵による推計額を加算した上で、指定都市である大阪市に係

る分を算出する必要がある。 

そこで、まず、⑴で推計した事業費総額について、「規模・性質対応事務（暫定事務を除

く）」に分類される事務事業の事業費総額を算出した。 

なお、算出にあたっては、大都市特例により移譲済みの事務に係る経費については、大

阪市がホームページ上において公表している「大阪市財政の現状」（平成 17 年 4 月発行）

に掲載されている試算額（一般財源 525 億円、平成 16 年度当初予算ベース）を用いること

とし、「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業から当該移譲済み

の事務は除いて算出し、⑸で当該試算額を加算することとした。 

    次に、「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業の事業費総額と、

⑵による推計額との合計額を、資料Ⅳ－４で用いた指標における「大阪市分のデータ」と

「大阪市を除く府下市町村のデータを合計したデータ」の比に応じて按分し、「規模・性質

対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分を算出した。 
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 ⑷ 特定財源による経費の控除 

    ⑶で算出した「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する事業費等のうち大阪市

に係る分には国庫支出金等の「特定財源」をもって充てられているものも含まれているが、

「特定財源」については事務の移譲に伴い財源も移譲されると考えることから、税源移譲

案の検討のための所要経費の試算においては、「特定財源」による経費は事業費総額から控

除することとした。 

    なお、府立の養護教育学校の教職員給与費については、小・中学校部の分に国庫負担金

が含まれている（平成 18 年度からは 1/3）が、大阪府の公表資料ではその額は特定できな

い。そのため、大阪市立の幼稚園、小学校、中学校、及び高等学校の教育職員数（平成 17

年 5 月 1 日現在－平成 17 年度大阪市教育委員会事務事業概要による）のうち、小学校及び

中学校の教育職員数の占める割合によって按分（国庫負担金の割合は 1/3 として計算）し、

｢特定財源｣による経費分を算出した。 

 

事業費等のうち、特定財源分

人件費のうち、一般財源分

大阪市域を対象とする

事務の事業費総額
事業費等のうち、一般財源分

大阪市に税源移譲

されるべき事務の経費

人件費のうち、特定財源分  
 

⑸ 義務教育教職員人件費及び大都市特例事務所要経費の加算 

⑷で算出した「特定財源」を控除した残額には、義務教育に係る教職員の人件費及び大

都市特例により移譲済みの事務に係る経費が含まれていないので、当該残額に、それぞれ

の大阪市の試算額である 934億円と 525 億円を加算した。 
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算出方法のまとめ 

 

①以下の３区分

・広域事務、連絡
調整事務、共通事
務、内部管理事務
のすべてに係る事
業費等

・規模・性質対応事
務のうち大阪市以
外の府下市町村
を対象とした分に
係る事業費等

・大都市特例により
移譲済みの事務
に係る事業費等

上記①に同じ

事業費等

人件費

事業費等

人件費

（一般行政）

事業費

人件費

「大阪府施策集」
における総事業費

※本図は、試算のイメージを模式的に示したものであり、グラフの大きさ・割合等は実際のスケールを表してはいない。

（教育関係）

（警察関係）

大阪府における
当初予算総額

(1)事業費総額

の推計

（事務事業
ごとに按分）

（事務事業
ごとに按分）

事業費等

人件費

（高校・養護学校）

（生活安全・交通）

(2)「規模・性質対応事務」
に該当する教育・警察
関係の人件費の推計

上記②に同じ

(3) 「規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）」に
要する経費のうち

大阪市に係る分の算出

事業費等
（特定財源分）

事業費等
（一般財源分）

(4)特定財源に
よる経費の控除

大阪市に
税源移譲
されるべき
事務の経費

差額

差額

（大都市特例事務
に係る事業費等）

大阪市分

（義務教育教職員）
大阪市分

事業費等
（一般財源分）

人件費（一般財源分）

(5) 義務教育教職員人
件費及び大都市特例
事務所要経費の加算

②「規模・性質対
応事務（暫定事務
を除く）」のうち大
阪市を対象とした
分に係る事業費等

人件費（特定財源分）

人件費（一般財源分）
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２ 大阪市に移譲されるべき事務に要する経費の試算 
 ⑴ 大阪府の事務事業の事業費総額の推計 
  ア 事業費等        2 兆 4,119 億円 

    （内訳） 

    「大阪府施策集」における事業費      1 兆 3,167 億円 

上記以外の当初予算総額における事業費等     1 兆  952 億円 

（別途、準義務的経費（税関連の他府県清算金、市町村交付金等）、 

繰上充用金（前年度までの歳入不足を、翌年度の歳入を繰り上げ 

てその年の歳入に充てるもので、赤字決算の翌年度に計上））   （ 5,073 億円） 

  イ 人件費           1,241 億円 

    （内訳） 

 「大阪府施策集」における人件費          523 億円 

  上記以外の当初予算総額における一般行政人件費        719 億円 

 （別途、教育・警察関係）      （ 8,216 億円） 

  ウ 事業費総額（ア＋イ）       2 兆 5,361 億円 

 （別途、準義務的経費、繰上充用金、教育・警察関係人件費） （1兆 3,289 億円） 

 

   【参考】 

     大阪府当初予算総額（純計）         3 兆 8,649 億円 

 

 ⑵ 「規模・性質対応事務」に該当する教育・警察関係の人件費の推計 

  ア 教育関係の人件費         1,435 億円 

    （内訳） 

  高等学校教職員費          1,043 億円 

  養護教育学校教職員費          392 億円 

  イ 警察（生活安全・交通）関係の人件費       2,285 億円 

  ウ 教育・警察関係の人件費の総額（ア＋イ）    3,720 億円 

 

⑶ 「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分の算出 

  3-1)「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費の算出 

⑴により推計した大阪府の事務事業の事業費総額（2兆 5,361 億円）のうち「規模・

性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業に係る分を算出した結果は、

次のとおりとなった。（なお、各事務事業の経費については資料Ⅳ－３参照） 

ア 事業費等のうち「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に係る分 

          1 兆 2,579 億円 

イ 人件費のうち「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に係る分  820 億円 

   ウ 事業費総額のうち「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に 

係る分（ア＋イ）       1 兆 3,400 億円 

  3-2)「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分の算出 

3-1)により算出した、「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される大阪
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府の各事務事業に要する経費の総額（1 兆 3,400 億円）に、⑵により推計した教育・

警察関係の人件費（3,720 億円）を加算した額について、前記１－⑶⑷⑸の方法によ

り、大阪市に係る分を算出した。 

算出結果は、次のとおりとなった。（なお、各事務事業の⑴による推計額については

資料Ⅳ－３参照） 

  ア 事業費総額のうち大阪市を対象とする「規模・性質対応事務（暫定事務 

を除く）」に係る経費から、特定財源によるものを差し引いたもの  1,358 億円 

    （内訳） 

事業費                   1,244 億円 

     人件費        114 億円 

   イ 教育関係の人件費のうち大阪市を対象とする分      1,216 億円 

    （内訳） 

     高等学校教職員費       226 億円 

     養護教育学校教職員費        56 億円 

     義務教育関係教職員費（大阪市試算額）      934 億円 

   ウ 警察（生活安全・交通）関係の人件費のうち大阪市を対象とする分  220 億円 

   エ 大都市特例事務に係る経費（大阪市試算額）            525 億円 

 

   大阪市に移譲されるべき事務に要する経費（ア＋イ＋ウ＋エ）     3,319 億円 

 

人件費（114億円）

事業費等のうち、一般財源分（1,244億円）

教職員人件費（高校・養護学校）（282億円）

警察人件費（生活安全・交通関係）（220億円）

「規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）」に
おける事業費総額

（1,358億円）

大阪市に移譲される
べき事務の経費
（3,319億円）

教職員人件費（義務教育）（934億円）

大都市特例事務に係る経費（525億円）

 
 

３ 留意事項 

   以上の試算は事業運営に係る経費のみを前提に算定したものであり、施設の整備等の事務

の移譲に伴うイニシャルコストは考慮していないので、実際には、試算額以上の経費が必要

となると考えられる。 
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（百万円）

事業数
事業費

(当初予算)
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
a'

うち一般財源
b'

一般財源比率
b'/a'

人件費
c'

総事業費
a'+c'

事業費等
a+a'

うち一般財源
b+b'

一般財源比率
(b+b')/(a+a')

人件費
c+c'

総事業費
(a+a')+(c+c')

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

道州の事務（小計） 762 649,093 68,644 10.6% 15,534 664,627 539,884 59,666 11.1% 34,891 574,775 1,188,977 128,310 10.8% 50,425 1,239,402 255,552 25,571 10.0% 3,870 259,422 468,107 47,577 10.2% 17,489 485,596

１　広域事務 208 155,145 37,986 24.5% 4,535 159,679 129,042 32,611 25.3% 8,383 137,424 284,186 70,597 24.8% 12,917 297,104 39,878 13,343 33.5% 948 40,827 73,047 24,849 34.0% 3,092 76,139

（１）単一の自治体で実施すべきもの 162 151,199 38,558 25.5% 3,564 154,763 125,760 32,498 25.8% 8,124 133,885 276,959 71,056 25.7% 11,688 288,647 38,659 13,639 35.3% 565 39,224 70,813 25,109 35.5% 2,625 73,438

ア　防災・国土の保全等 37 39,717 4,358 11.0% 1,875 41,592 33,035 3,625 11.0% 2,183 35,218 72,752 7,983 11.0% 4,058 76,810 9,235 622 6.7% 307 9,542 16,915 1,139 6.7% 808 17,724

イ　安全・安心 3 16 7 44.7% 65 81 13 6 44.7% 4 17 29 13 44.7% 69 98 5 2 44.7% 19 24 8 4 44.7% 20 29

ウ　産業・経済・労働 35 592 161 27.2% 248 840 492 137 27.8% 44 536 1,084 298 27.5% 292 1,376 80 19 23.4% 24 103 146 34 23.5% 29 175

エ　社会資本の整備 18 26,189 586 2.2% 948 27,137 21,783 487 2.2% 1,425 23,207 47,972 1,073 2.2% 2,373 50,345 916 30 3.3% 78 995 1,678 55 3.3% 131 1,809

オ　情報通信 3 65 5 7.7% 23 88 54 4 7.7% 5 59 119 9 7.7% 28 147 20 2 12.0% 9 29 37 4 12.0% 10 47

カ　環境 15 363 188 51.7% 167 530 302 156 51.7% 28 330 666 344 51.7% 195 861 63 27 42.8% 41 103 115 49 42.8% 46 161

キ　治安・公安 18 4,253 0 0.0% 0 4,253 3,537 0 0.0% 223 3,760 7,790 0 0.0% 223 8,013 1,255 0 0.0% 0 1,255 2,299 0 0.0% 66 2,365

ク　教育 29 79,932 33,183 41.5% 224 80,156 66,484 28,025 42.2% 4,208 70,691 146,415 61,209 41.8% 4,432 150,847 27,065 12,917 47.7% 83 27,148 49,577 23,787 48.0% 1,508 51,085

ケ　医療・健康 4 72 69 95.8% 14 87 60 58 95.8% 5 65 133 127 95.8% 19 151 21 20 95.6% 4 25 38 36 95.6% 5 43

（２）共同処理等で対応できないもの 30 243 -684 -281.0% 904 1,147 202 19 9.6% 60 263 446 -664 -149.1% 964 1,410 123 -329 -267.2% 362 486 226 -320 -141.8% 388 614

ア　住民等の権利・利害の調整 0 0 0 ー 0 0 0 0 ー 0 0 0 0 ー 0 0 0 0 － 0 0 0 0 ー 0 0

イ　資格の付与 6 45 -92 -206.5% 39 84 37 0 0.0% 4 42 82 -92 -112.7% 43 125 33 -72 -216.5% 27 60 61 -72 -118.2% 30 91

ウ　法人の活動の規制 24 199 -592 -297.8% 865 1,063 165 19 11.7% 56 221 364 -572 -157.2% 920 1,284 90 -257 -285.9% 336 426 165 -248 -150.5% 358 523

（３）少数・散在しているもの 16 3,702 112 3.0% 67 3,769 3,079 93 3.0% 198 3,277 6,781 205 3.0% 265 7,047 1,096 33 3.0% 21 1,117 2,008 61 3.0% 79 2,087

２　規模・性質対応事務（補完事務） 180 19,099 8,656 45.3% 6,963 26,062 15,886 7,946 50.0% 1,368 17,254 34,985 16,602 47.5% 8,331 43,315 7,069 3,116 44.1% 2,011 9,080 12,949 5,929 45.8% 2,487 15,436

（１）高度な技術力や専門的能力を要するもの 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0

（２）暫定的に道州の事務とするもの 180 19,099 8,656 45.3% 6,963 26,062 15,886 7,946 50.0% 1,368 17,254 34,985 16,602 47.5% 8,331 43,315 7,069 3,116 44.1% 2,011 9,080 12,949 5,929 45.8% 2,487 15,436

３　連絡調整事務 7 1,734 13 0.7% 77 1,811 1,442 11 0.7% 95 1,537 3,176 24 0.7% 172 3,348 512 4 0.7% 23 535 937 7 0.7% 51 988

４　共通事務 295 466,393 19,807 4.2% 2,858 469,250 387,923 17,283 4.5% 24,634 412,557 854,316 37,090 4.3% 27,492 881,807 206,447 8,511 4.1% 542 206,989 378,160 15,698 4.2% 11,408 389,568

　 （１）双方が任意に実施するもの 149 79,258 4,323 5.5% 1,841 81,099 65,923 4,123 6.3% 4,257 70,181 145,181 8,446 5.8% 6,099 151,280 21,563 1,391 6.4% 174 21,737 39,497 2,549 6.5% 1,316 40,813

ア　教育・文化・科学技術 112 4,226 1,511 35.8% 330 4,556 3,515 1,261 35.9% 239 3,754 7,741 2,772 35.8% 569 8,310 1,219 465 38.1% 104 1,323 2,233 853 38.2% 174 2,407

イ　医療・健康 16 70,002 3,036 4.3% 30 70,033 58,224 2,525 4.3% 3,676 61,901 128,227 5,561 4.3% 3,707 131,933 20,308 892 4.4% 9 20,318 37,200 1,634 4.4% 1,076 38,276

ウ　社会資本の整備 11 4,973 -282 -5.7% 1,356 6,328 4,136 290 7.0% 332 4,468 9,109 8 0.1% 1,688 10,797 2 1 49.5% 1 3 4 2 56.8% 1 5

エ　市町村の事業への支援・協力 10 57 57 100.0% 125 182 48 48 100.0% 10 57 105 105 100.0% 135 239 33 33 100.0% 60 93 60 60 100.0% 65 125

（２）共同で実施するもの 146 387,134 15,484 4.0% 1,017 388,151 322,000 13,160 4.1% 20,377 342,376 709,134 28,644 4.0% 21,393 730,527 184,884 7,120 3.9% 367 185,252 338,663 13,148 3.9% 10,092 348,755

ア　国際協力・国際交流 28 286 185 64.6% 122 408 238 154 64.6% 21 259 524 339 64.6% 144 668 112 54 48.6% 38 150 205 100 48.6% 46 251

イ　産業・経済・雇用 39 384,396 13,747 3.6% 389 384,784 319,722 11,558 3.6% 20,200 339,922 704,118 25,305 3.6% 20,588 724,706 184,048 6,607 3.6% 171 184,219 337,130 12,162 3.6% 9,842 346,972

ウ　啓発・相談・支援等 72 2,167 1,267 58.5% 450 2,617 1,802 1,211 67.2% 137 1,940 3,969 2,478 62.4% 587 4,556 639 373 58.4% 139 779 1,171 730 62.3% 180 1,351

エ　協議会等への参画 7 286 286 100.0% 56 341 238 238 100.0% 18 255 523 523 100.0% 74 597 85 85 100.0% 19 104 156 156 100.0% 24 180

オ　応急災害対策 0 0 0 ー 0 0 0 0 ー 0 0 0 0 ー 0 0 0 0 － 0 0 0 0 ー 0 0

５　内部管理事務 73 6,723 2,182 32.5% 1,102 7,825 5,592 1,815 32.5% 411 6,003 12,315 3,997 32.5% 1,513 13,828 1,646 598 36.3% 346 1,992 3,014 1,095 36.3% 451 3,465

指定都市が担うべき事務（小計） 1,318 667,642 266,210 39.9% 36,724 704,367 555,313 223,405 40.2% 36,977 592,289 1,222,955 489,614 40.0% 73,701 1,296,656 121,349 67,761 55.8% 4,802 126,151 222,282 124,356 55.9% 11,424 233,706

指定都市が担うべき事務 1,045 520,297 216,822 41.7% 20,140 540,437 432,758 181,695 42.0% 28,371 461,129 953,055 398,517 41.8% 48,511 1,001,566 121,349 67,761 55.8% 4,802 126,151 222,282 124,356 55.9% 11,424 233,706

大都市特例により移譲済みの事務 273 147,345 49,387 33.5% 16,584 163,930 122,555 41,710 34.0% 8,606 131,160 269,900 91,097 33.8% 25,190 295,090 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0

2,080 1,316,735 334,854 25.4% 52,259 1,368,994 1,095,197 283,071 25.8% 71,867 1,167,064 2,411,932 617,925 25.6% 124,126 2,536,058 376,901 93,332 24.8% 8,672 385,573 690,389 171,933 24.9% 28,913 719,302

287 163,601 40,181 24.6% 5,714 169,315 136,076 34,437 25.3% 8,888 144,964 299,677 74,618 24.9% 14,602 314,279 42,036 13,944 33.2% 1,318 43,353 76,999 25,951 33.7% 3,593 80,592

295 466,393 19,807 4.2% 2,858 469,250 387,923 17,283 4.5% 24,634 412,557 854,316 37,090 4.3% 27,492 881,807 206,447 8,511 4.1% 542 206,989 378,160 15,698 4.2% 11,408 389,568

1,498 686,741 274,866 40.0% 43,687 730,428 571,198 231,350 40.5% 38,345 609,543 1,257,939 506,216 40.2% 82,032 1,339,971 128,418 70,877 55.2% 6,812 135,231 235,230 130,285 55.4% 13,911 249,142

別途、事業費等 507,284 507,284 507,284 507,284
準義務的経費 473,084 473,084 473,084 473,084
繰上充用金 34,200 34,200 34,200 34,200

別途、人件費 821,568 821,568 821,568 821,568 143,640 143,640
教育関係人件費 593,037 593,037 593,037 593,037 121,625 121,625

(うち、高等学校教職員費) (104,300) (104,300) (104,326) (104,326) (22,593) (22,593)
(うち、養護教育学校教職員費） (39,200) (39,200) (39,190) (39,190) (5,632) (5,632)
(うち、義務教育教職員費の大阪市域分） (93,400) (93,400) (93,400) (93,400) (93,400) (93,400)

警察関係人件費 228,531 228,531 228,531 228,531 22,016 22,016
別途、大都市特例事務に係る経費 52,500 52,500

507,284 821,568 1,328,852 507,284 821,568 1,328,852 196,140 196,140

1,602,481 893,435 2,495,916 2,919,216 945,694 3,864,910 225,053 915,442

124,356 207,564 331,920

：税源移譲の対象となる事務の経費

別計（規模・性質対応事務の小計）

「大阪府施策集」　Ａ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「道州の事務のメルクマール」による事務の分類に基づき大阪府から大阪市に移譲されるべき事務に要する経費の試算について

別計（共通事務の小計）

メルクマールの分類

大阪府合計のうち、大阪市を対象とする分大阪府における事業費等（H16）

大阪府の事業費総額　Ａ'+Ｂ'「大阪府施策集」の事業費　Ａ'予算総額と「大阪府施策集」との差額　Ｂ

合　　計

総　　計

大阪市に税源移譲されるべき事務の経費計

別計（広域、連絡調整、内部管理事務の小計）

合　　計
（道州の事務＋指定都市が担うべき事務）

資料Ⅳ－８（別表）
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（各事務の事業費等が大阪府の事業費合計額に占める割合）

事業数
事業費

(当初予算)
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

道州の事務（小計） 36.6% 49.3% 20.5% 41.6% 29.7% 48.5% 49.3% 21.1% 42.8% 48.5% 49.2% 40.7% 20.8% 42.1% 5.3% 32.1% 67.8% 27.4% 40.4% 44.6% 67.3% 67.8% 27.7% 40.8% 7.8% 53.0%

１　広域事務 10.0% 11.8% 11.3% 96.3% 8.7% 11.7% 11.8% 11.5% 97.8% 11.7% 11.8% 9.7% 11.4% 97.0% 1.4% 7.7% 10.6% 14.3% 135.1% 10.9% 10.6% 10.6% 14.5% 136.6% 1.4% 8.3%

（１）単一の自治体で実施すべきもの 7.8% 11.5% 11.5% 100.3% 6.8% 11.3% 11.5% 11.5% 100.0% 11.3% 11.5% 9.5% 11.5% 100.1% 1.2% 7.5% 10.3% 14.6% 142.5% 6.5% 10.2% 10.3% 14.6% 142.4% 1.2% 8.0%

ア　防災・国土の保全等 1.8% 3.0% 1.3% 43.2% 3.6% 3.0% 3.0% 1.3% 42.5% 3.0% 3.0% 2.5% 1.3% 42.8% 0.4% 2.0% 2.5% 0.7% 27.2% 3.5% 2.5% 2.5% 0.7% 27.0% 0.4% 1.9%

イ　安全・安心 0.1% 0.0% 0.0% 175.7% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 172.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 174.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 180.4% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 179.4% 0.0% 0.0%

ウ　産業・経済・労働 1.7% 0.0% 0.0% 107.1% 0.5% 0.1% 0.0% 0.0% 107.4% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 107.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 94.6% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 94.3% 0.0% 0.0%

エ　社会資本の整備 0.9% 2.0% 0.2% 8.8% 1.8% 2.0% 2.0% 0.2% 8.7% 2.0% 2.0% 1.6% 0.2% 8.7% 0.3% 1.3% 0.2% 0.0% 13.2% 0.9% 0.3% 0.2% 0.0% 13.2% 0.1% 0.2%

オ　情報通信 0.1% 0.0% 0.0% 30.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 29.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 30.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 48.3% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 48.0% 0.0% 0.0%

カ　環境 0.7% 0.0% 0.1% 203.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.1% 200.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 201.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 172.8% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 171.8% 0.0% 0.0%

キ　治安・公安 0.9% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.3% 0.0% 0.0% 0.3% 0.3% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3%

ク　教育 1.4% 6.1% 9.9% 163.2% 0.4% 5.9% 6.1% 9.9% 163.1% 5.9% 6.1% 5.0% 9.9% 163.2% 0.5% 3.9% 7.2% 13.8% 192.7% 1.0% 7.0% 7.2% 13.8% 192.7% 0.7% 5.6%

ケ　医療・健康 0.2% 0.0% 0.0% 376.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 370.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 373.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 386.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 384.0% 0.0% 0.0%

（２）共同処理等で対応できないもの 1.4% 0.0% -0.2% -1105.0% 1.7% 0.1% 0.0% 0.0% 37.1% 0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -581.8% 0.1% 0.0% 0.0% -0.4% -1078.9% 4.2% 0.1% 0.0% -0.2% -569.4% 0.2% 0.1%

ア　住民等の権利・利害の調整 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

イ　資格の付与 0.3% 0.0% 0.0% -812.0% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -440.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.1% -874.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% -474.6% 0.0% 0.0%

ウ　法人の活動の規制 1.2% 0.0% -0.2% -1170.9% 1.7% 0.1% 0.0% 0.0% 45.4% 0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -613.7% 0.1% 0.0% 0.0% -0.3% -1154.4% 3.9% 0.1% 0.0% -0.1% -604.3% 0.2% 0.1%

（３）少数・散在しているもの 0.8% 0.3% 0.0% 11.9% 0.1% 0.3% 0.3% 0.0% 11.7% 0.3% 0.3% 0.2% 0.0% 11.8% 0.0% 0.2% 0.3% 0.0% 12.2% 0.2% 0.3% 0.3% 0.0% 12.1% 0.0% 0.2%

２　規模・性質対応事務（補完事務） 8.7% 1.5% 2.6% 178.2% 13.3% 1.9% 1.5% 2.8% 193.5% 1.9% 1.5% 1.2% 2.7% 185.2% 0.9% 1.1% 1.9% 3.3% 178.0% 23.2% 2.4% 1.9% 3.4% 183.8% 1.1% 1.7%

（１）高度な技術力や専門的能力を要するもの 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

（２）暫定的に道州の事務とするもの 8.7% 1.5% 2.6% 178.2% 13.3% 1.9% 1.5% 2.8% 193.5% 1.9% 1.5% 1.2% 2.7% 185.2% 0.9% 1.1% 1.9% 3.3% 178.0% 23.2% 2.4% 1.9% 3.4% 183.8% 1.1% 1.7%

３　連絡調整事務 0.3% 0.1% 0.0% 2.9% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 2.9% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 2.9% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 3.0% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 3.0% 0.0% 0.1%

４　共通事務 14.2% 35.4% 5.9% 16.7% 5.5% 34.3% 35.4% 6.1% 17.2% 34.3% 35.3% 29.3% 6.0% 16.9% 2.9% 22.8% 54.8% 9.1% 16.6% 6.2% 53.7% 54.8% 9.1% 16.7% 5.1% 42.6%

　 （１）双方が任意に実施するもの 7.2% 6.0% 1.3% 21.4% 3.5% 5.9% 6.0% 1.5% 24.2% 5.9% 6.0% 5.0% 1.4% 22.7% 0.6% 3.9% 5.7% 1.5% 26.0% 2.0% 5.6% 5.7% 1.5% 25.9% 0.6% 4.5%

ア　教育・文化・科学技術 5.4% 0.3% 0.5% 140.6% 0.6% 0.3% 0.3% 0.4% 138.8% 0.3% 0.3% 0.3% 0.4% 139.8% 0.1% 0.2% 0.3% 0.5% 154.0% 1.2% 0.3% 0.3% 0.5% 153.4% 0.1% 0.3%

イ　医療・健康 0.8% 5.3% 0.9% 17.1% 0.1% 5.1% 5.3% 0.9% 16.8% 5.1% 5.3% 4.4% 0.9% 16.9% 0.4% 3.4% 5.4% 1.0% 17.7% 0.1% 5.3% 5.4% 1.0% 17.6% 0.5% 4.2%

ウ　社会資本の整備 0.5% 0.4% -0.1% -22.3% 2.6% 0.5% 0.4% 0.1% 27.1% 0.5% 0.4% 0.3% 0.0% 0.3% 0.2% 0.3% 0.0% 0.0% 200.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 228.0% 0.0% 0.0%

エ　市町村の事業への支援・協力 0.5% 0.0% 0.0% 393.2% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 386.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 390.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 403.8% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 401.5% 0.0% 0.0%

（２）共同で実施するもの 7.0% 29.4% 4.6% 15.7% 1.9% 28.4% 29.4% 4.6% 15.8% 28.4% 29.3% 24.3% 4.6% 15.8% 2.3% 18.9% 49.1% 7.6% 15.6% 4.2% 48.0% 49.1% 7.6% 15.6% 4.5% 38.1%

ア　国際協力・国際交流 1.3% 0.0% 0.1% 254.0% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1% 249.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 252.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 196.1% 0.4% 0.0% 0.0% 0.1% 195.1% 0.0% 0.0%

イ　産業・経済・雇用 1.9% 29.2% 4.1% 14.1% 0.7% 28.1% 29.2% 4.1% 14.0% 28.1% 29.1% 24.1% 4.1% 14.0% 2.2% 18.8% 48.8% 7.1% 14.5% 2.0% 47.8% 48.8% 7.1% 14.5% 4.4% 37.9%

ウ　啓発・相談・支援等 3.5% 0.2% 0.4% 230.0% 0.9% 0.2% 0.2% 0.4% 259.9% 0.2% 0.2% 0.1% 0.4% 243.7% 0.1% 0.1% 0.2% 0.4% 235.8% 1.6% 0.2% 0.2% 0.4% 250.3% 0.1% 0.1%

エ　協議会等への参画 0.3% 0.0% 0.1% 393.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 386.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 390.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 403.8% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1% 401.5% 0.0% 0.0%

オ　応急災害対策 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

５　内部管理事務 3.5% 0.5% 0.7% 127.6% 2.1% 0.6% 0.5% 0.6% 125.6% 0.6% 0.5% 0.4% 0.6% 126.7% 0.2% 0.4% 0.4% 0.6% 146.7% 4.0% 0.5% 0.4% 0.6% 145.9% 0.2% 0.4%

指定都市が担うべき事務（小計） 63.4% 50.7% 79.5% 156.8% 70.3% 51.5% 50.7% 78.9% 155.7% 51.5% 50.8% 41.9% 79.2% 156.3% 7.8% 33.5% 32.2% 72.6% 225.5% 55.4% 32.7% 32.2% 72.3% 224.6% 5.1% 25.5%

指定都市が担うべき事務 50.2% 39.5% 64.8% 163.9% 38.5% 39.5% 39.5% 64.2% 162.4% 39.5% 39.5% 32.6% 64.5% 163.2% 5.1% 25.9% 32.2% 72.6% 225.5% 55.4% 32.7% 32.2% 72.3% 224.6% 5.1% 25.5%

大都市特例により移譲済みの事務 13.1% 11.2% 14.7% 131.8% 31.7% 12.0% 11.2% 14.7% 131.7% 12.0% 11.2% 9.2% 14.7% 131.7% 2.7% 7.6% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 82.6% 100.0% 100.0% 13.1% 65.6% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 12.8% 78.6%

13.8% 12.4% 12.0% 96.6% 10.9% 12.4% 12.4% 12.2% 97.9% 12.4% 12.4% 12.4% 12.1% 97.2% 11.8% 12.4% 11.2% 14.9% 134.0% 15.2% 11.2% 11.2% 15.1% 135.3% 12.4% 11.2%

14.2% 35.4% 5.9% 16.7% 5.5% 34.3% 35.4% 6.1% 17.2% 34.3% 35.3% 35.4% 6.0% 16.9% 22.1% 34.8% 54.8% 9.1% 16.6% 6.2% 53.7% 54.8% 9.1% 16.7% 39.5% 54.2%

72.0% 52.2% 82.1% 157.4% 83.6% 53.4% 52.2% 81.7% 156.7% 53.4% 52.2% 52.2% 81.9% 157.1% 66.1% 52.8% 34.1% 75.9% 222.9% 78.6% 35.1% 34.1% 75.8% 222.4% 48.1% 34.6%

別途、事業費等 17.4% 13.1%
準義務的経費 16.2% 12.2%
繰上充用金 1.2% 0.9%

別途、人件費 86.9% 21.3% 63.8% 15.7%
教育関係人件費 62.7% 15.3% 54.0% 13.3%

(うち、高等学校教職員費) (11.0%) (2.7%) (10.0%) (2.5%)
(うち、養護教育学校教職員費） (4.1%) (1.0%) (2.5%) (0.6%)
(うち、義務教育教職員費の大阪市域分） (9.9%) (2.4%) (41.5%) (10.2%)

警察関係人件費 24.2% 5.9% 9.8% 2.4%
別途、大都市特例事務に係る経費 23.3% 5.7%

17.4% 86.9% 34.4% 87.2% 21.4%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

72.3% 92.2% 36.3%

：税源移譲の対象となる事務の経費

大阪府合計のうち、大阪市を対象とする分大阪府における事業費等（H16）

「大阪府施策集」の事業費　Ａ'

別計（規模・性質対応事務の小計）

予算総額と「大阪府施策集」との差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ 大阪府の事業費総額　Ａ'+Ｂ'「大阪府施策集」　Ａ

大阪市に税源移譲されるべき事務の経費計

別計（広域、連絡調整、内部管理事務の小計）

総　　計

メルクマールの分類

合　　計
（道州の事務＋指定都市が担うべき事務）

別計（共通事務の小計）

合　　計
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あるべき税制の構築に向けた基本方針（抜粋） 

 

平成 14 年 6 月 14 日 
税 制 調 査 会 

 
 
第二 個別税目の改革 
 三 消費税 
  ２．今後の改革の方向 
   ⑷ 地方消費税 
     地方消費税は、平成６年の税制改革において、地方分権の推進、地域福祉の充実等

のため創設され、平成９年度から実施されて以来、清算を行うことにより税収の偏在性

が少なく、安定的な基幹税目の一つとして大きな役割を果たしている。少子・高齢化等

の進展に伴い、今後、福祉・教育等の幅広い行政需要を賄う税として、地方消費税の充

実確保を図っていく必要がある。 
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41,300,998

54,438,349

8,954,288

241,460,912

24,345,807

[ 清算前相当 ] 184,364,585 [ 清算前 ]

( [ 清算後 ] )

[消費税交付金額] 36,783,982

22,576,242自動車税

308,558,126

43,291,371

(注) 1　個人府民税には配当割、株式等譲渡所得割が含まれる。

 　  2　地方消費税の[清算前相当]は、当初に大阪府に収入された額であり、[清算後]は「消費に相当する

　 　　額」により各府県間で清算後大阪府に収入された額である。

181,423,661

（出典：大阪市税務統計　大阪府税務統計

91,640,095

152,109,921

71,650,511

19,887,309

(単位：千円)

大阪府の主な租税収入（平成15年度決算）

個人府民税

地方消費税

大阪府税収納額

265,712,504

大阪市域内分収納額

法人府民税

区　　分

個人事業税

法人事業税

不動産取得税
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政令指定都市における事務の共同処理の状況 

 

 

１ 地方自治法上の「事務の共同処理」 

○ 協 議 会 〔地方自治法第 252 条の 2〕 

    （主なもの） 

・ 宝くじ事務協議会 〔全国自治宝くじ事務協議会、３ブロックの宝くじ事務協

議会〕 

・ 都市圏広域行政推進協議会 〔仙台市、さいたま市、広島市、北九州市及び福

岡市〕 

   

○ 事務の委託 〔地方自治法第 252 条の 14〕 

    （主なもの） 

他の自治体から指定都市に対しての業務委託 

・ 共同導水施設の維持管理 〔塩釜市⇒仙台市〕 

・ 下水道処理やごみ処理 〔中間市⇒北九州市、春日市ほか２町⇒福岡市 等〕 

・ 養護学校の教育 〔福岡県⇒福岡市〕 

指定都市から他の自治体に対しての業務委託 

・ 児童自立支援 〔千葉市⇒千葉県、さいたま市⇒埼玉県〕 

 

○ 組 合 〔地方自治法第 284 条〕 

    （主なもの） 

・ 水道企業団〔札幌市、神戸市、福岡市 等〕 

・ 下水道組合〔大阪市、広島市〕 

・ 水防事務組合〔京都市、大阪市〕 

・ 名古屋港管理組合 

・ 競馬組合、競艇組合 

・ 人づくり広域連合（職員の人材開発、交流、確保）〔さいたま市〕 

 

２ 地方自治法上の「事務の共同処理」以外の方策 

○ 行政協定の締結 

・ 上水道用水の分水〔仙台市、川崎市、京都市、福岡市〕 等 

・ 大阪市並びに八尾市の行政上の協力に関する協定〔大阪市〕 

・ 市域境界に接する地帯の下水処理〔大阪市〕 

 

○ 任意協議会の設置 

・ 公害防止･水質保全・廃棄物など環境、同和対策、観光、交通対策 〔各指定都市〕

等 
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・ 関西広域連携協議会〔京都市・大阪市・神戸市〕 

・ 大阪市隣接都市協議会、大阪・八尾両市行政協力協議会〔大阪市〕 

・ 神戸・明石都市行政協議会、神戸・三木都市行政協議会〔神戸市〕 

 

○ 首長会議 

・ 八都県市首脳会議、京阪神三都首脳会議、東海三県一市知事市長会議、地域連携会

議〔札幌市〕、名古屋市近隣市町村長懇談会〔名古屋市〕、神戸隣接市・町長懇話会〔神

戸市〕 等 

 

○ 地方自治法以外に基づく共同処理方式 

・ 災害や消防の相互応援協定 〔各指定都市、八都県市〕 等 

 

○ 制度の共同設定 

・ 低公害車指定制度（八都県市） 

 

○ 公共施設の共同利用 

・ 図書館、スポーツ施設等の相互利用〔福岡都市圏、神戸隣接市町、神戸・淡路・徳

島〕 等 

 

○ 公益法人の共同設立 

・ (財)大阪 21 世紀協会〔大阪市・大阪府〕、 

・ (財)大阪観光コンベンション協会〔大阪市・大阪府〕 

・ (財)羽束川・波豆川流域水質保全基金〔神戸市・三田市・宝塚市〕 

・ (財)阪神・淡路大震災記念協会〔神戸市・兵庫県〕  等 
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｢道府県の事務のメルクマール｣による大阪府の事務事業の分類整理表 

 

 

〇 この分類表は、平成 16 年度「大阪府施策集」（http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sisaku/）

に掲載されている大阪府の全事務事業について、別紙８「道府県の事務のメルクマール」に基

づいて、「広域事務」「規模・性質対応事務」「連絡調整事務」「共通事務」「内部管理事務」の５

つの事務に分類したものである。 

 
〇 「事務事業名」及び「事務事業の概要」の記載については「大阪府施策集」の記載をそのま

ま転記したが、｢大阪府施策集｣で重複して掲載されている事務事業は、煩雑を避けるため、本

資料では初出のみを掲載し、それ以降の分は掲載を省略した。また、掲載順については、メル

クマールによる分類ごとに整理し、同一の項目の分類の中では、｢大阪府施策集｣の掲載順に並

べている。 

 

〇 メルクマールを適用するに際しては、「大阪府施策集」の「事務事業の概要」の記載内容及び

「担当室課」の名称から事務事業の内容を推測しており、特段、事業内容の確認や分析・調査

は行っていない。また、当該事務事業が大都市特例事務に該当する（既に大阪市域では大阪市

が一元的に実施している事務事業）と考えられる場合は、｢特例事務｣の欄に「１」を記入して

いる。 

 

〇 予算に関する記載（「事業費（当初予算）」「うち一般財源」「一般財源比率」「人件費」「総事

業費」）については、「大阪府施策集」の記載をそのまま転記した（平成 16 年度予算ベース）。 

 

〇 なお、「大阪市分の算出」の項目に関する説明については、資料Ⅳ－１４の２－⑴を参照のこ

と。 
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

284

ダム施設の維持管理

ダムの環境や機能を正常に保つため、維持管理を実施する。また、狭山池の治水及びかんがい
に関する資料等を収集、保管しこれらを展示して府民の利用に供し、土木事業の歴史的役割に
ついて府民に理解を深めるとともに、府民の文化的向上に資するため、大阪府立狭山池博物館
を運営する。

１（１）ア 0

260,036 256,282 260,036 216,285 213,163 13,651 229,936 476,321 469,445 13,651 489,972 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 76,748 75,640 0 76,748 140,584 138,554 4,029 144,613
771

周辺山系保全利用事業
府民の森林に対する多様なニーズに応え、活力ある周辺山系の森づくりを進めるため、府立自
然公園など各山系の特性に応じた森林利用活動拠点のネットワーク化を図る。

１（１）ア 0
25,000 25,000 7,350 32,350 20,794 20,794 1,698 22,492 45,794 45,794 9,048 54,842 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1065
通常砂防事業 土砂災害の防止を図るため、土砂災害危険箇所に対して砂防設備等を整備する。 １（１）ア 0

1,969,775 248,615 285,495 2,255,270 1,638,364 206,786 118,393 1,756,758 3,608,139 455,401 403,888 4,012,028 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1998

大阪平野地下構造調査事業
地震による強震動を予測するための基礎資料を得ることを目的に大阪平野の地表から地下の
基盤までの地下構造モデルを作成するための大阪平野地下構造調査を実施する。

１（１）ア 0
107,053 0 7,350 114,403 89,042 0 6,006 95,047 196,095 0 13,356 209,450 総面積 222 1,894 11.7% 12,547 0 861 13,409 22,984 0 1,565 24,549

1999
地域防災計画推進事業

府の地域並びに府民の生命、身体及び財産を災害から守るため、災害予防対策、災害応急対
策及び災害復旧・復興対策に関し、関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱等を定めた「大
阪府地域防災計画」を推進する。

１（１）ア 0
400 400 31,500 31,900 333 333 1,675 2,007 733 733 33,175 33,907 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 118 118 9,297 9,415 216 216 9,791 10,008

2000 地震防災緊急事業五箇年計画推進
事業

地震により、著しい被害が生じるおそれがあると認められる地区における地震防災上緊急に整
備すべき施設等に関するものについて作成した地震防災緊急五箇年計画を推進する。

１（１）ア 0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

2001
東南海・南海地震対策事業

平成15年度に施行された「東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」
を踏まえ、東南海、南海地震対策の推進を図る。

１（１）ア 0
21,794 21,794 31,500 53,294 18,127 18,127 2,798 20,925 39,921 39,921 34,298 74,219 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,432 6,432 9,297 15,729 11,783 11,783 10,123 21,905

2009
災害要員公舎確保費

災害発生時等に災害対策要員が直ちに登庁し、被害の状況を迅速かつ正確に把握の上、応急
対策の指揮命令を行うことができるよう、概ね徒歩３０分程度で登庁が可能な位置に災害要員
公舎の確保を行う。

１（１）ア 0
23,447 23,447 1,050 24,497 19,502 19,502 1,286 20,788 42,949 42,949 2,336 45,285 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,920 6,920 310 7,230 12,676 12,676 689 13,366

2010 震度情報ネットワークシステムの管
理・運用

府内44市町村（44地点）及び臨海部３地点に設置してある計測震度計の管理・運用を通じて、き
め細かな震度情報を収集し、被害地域の推定等に活用するとともに、初動体制の確立と応急対
策の早期発動を図る。

１（１）ア 0
12,656 12,656 4,705 17,361 10,527 10,527 911 11,438 23,183 23,183 5,616 28,799 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,735 3,735 1,389 5,124 6,842 6,842 1,658 8,500

2011
防災行政無線等の運営

防災活動・災害復旧に関する業務を迅速かつ的確に遂行するため、防災行政無線の管理・運営
を行う。

１（１）ア 0
272,338 272,338 14,745 287,083 226,518 226,518 15,071 241,588 498,856 498,856 29,816 528,671 総面積 222 1,894 11.7% 31,920 31,920 1,728 33,648 58,470 58,470 3,495 61,964

2012
防災情報センターの運営

災害時に被害の状況を迅速に把握し、的確な応急対策を実施するため、防災情報センターの管
理・運用を行う。

１（１）ア 0
44,281 0 12,368 56,649 36,831 0 2,974 39,805 81,112 0 15,342 96,454 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 13,069 0 3,650 16,720 23,940 0 4,528 28,468

2013
地域防災推進室（７ブロック）の運営

平常時には市町村等と連携・協力して防災対策の実施に努め、災害時には地域連絡部として本
庁と連携を図りながら、府の出先機関や消防・警察等の応急対策実施機関との連絡調整を行
う。

１（１）ア 0
15,398 15,398 147,000 162,398 12,807 12,807 8,525 21,333 28,205 28,205 155,525 183,731 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,545 4,545 43,386 47,931 8,325 8,325 45,902 54,227

2014 大阪府（北部・中部・南部）広域防災
拠点の運営

大規模災害発生時に備えた応急対策活動拠点としての、備蓄拠点、物資集配拠点、防災関係
機関の活動拠点などの各種機能を維持していくため、本施設の適正な維持管理を行う。

１（１）ア 0
35,273 1,819 11,025 46,298 29,338 1,513 2,430 31,769 64,611 3,332 13,455 78,067 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,411 537 3,254 13,665 19,070 983 3,971 23,041

2015
近畿府県合同防災訓練の実施

近畿府県（２府７県）間における広域応援体制の確立と住民の防災意識の高揚を図るため本訓
練を実施する。

１（１）ア 0
858 858 0 0 45 45 0 0 903 903 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 253 253 0 0 267 267

2016
災害用備蓄物資購入事業

災害時に被災者に対し迅速な応急救助を行うため、被害想定調査結果を基にして、災害用物資
を備蓄していく。

１（１）ア 0
504,414 0 3,102 507,516 419,547 0 26,643 446,190 923,961 0 29,745 953,706 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148,875 0 916 149,791 272,702 0 8,779 281,481

2018
災害救助用食料備蓄事業

被災府民に対し、発災後できるだけ早期に食糧を供給することができるよう、災害時用食糧を備
蓄する。

１（１）ア 0
4,891 0 1,050 5,941 4,068 0 312 4,380 8,959 0 1,362 10,321 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,444 0 310 1,753 2,644 0 402 3,046

2019
昼間人口対策事業

昼間時の地震発生により公共交通機関が運行停止した場合、駅、事業所、学校等に大量の通
勤者、通学者等（帰宅困難者）が停留するので、徒歩帰宅を支援するための対策を検討する。

１（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

2024
緊急消防援助隊大阪府隊訓練費

国内で発生した地震等の大規模災害は発生時における人命救助活動等を行う緊急消防援助隊
大阪府隊が行う合同訓練に要する経費の一部を負担する。

１（１）ア 0
1,000 1,000 1,579 2,579 832 832 135 967 1,832 1,832 1,714 3,546 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 466 761 541 541 506 1,047

2058 地震防災アクションプログラムの推
進

「災害に強いまちづくり」を目指し、防災活動拠点の整備・道路の整備及び耐震強化・河川堤防
及び下水施設等の耐震強化・水上輸送基地・河川防災ｽﾃｰｼｮﾝの整備といった計画を推進す
る。

１（１）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2064 高潮・耐震対策事業（高潮対策、
スーパー堤防整備、都市河川耐震

伊勢湾台風級の超大型台風による高潮に対処しうる防潮施設の整備を行う。震度Ⅵ弱の地震
に対して安全であるよう、西大阪地域の防潮堤の耐震補強を行う。

１（１）ア 0
5,557,629 437,939 314,370 5,871,999 4,622,569 364,257 308,259 4,930,828 10,180,198 802,196 622,629 10,802,827

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 2,586,569 203,821 146,311 2,732,880 4,737,954 373,349 289,777 5,027,731

2079 滝畑ダム建設関連水道事業債元利
補給事業

滝畑ダム建設にあたり、本来府が負担すべき経費を地元市（富田林市、河内長野市）に負担さ
せたため、その元利補給を行う。

１（１）ア 0
210,271 210,271 1,050 211,321 174,893 174,893 11,094 185,987 385,164 385,164 12,144 397,308 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2083 林業振興助成事業（大阪府治山治
水協会補助）

治山事業を実施する技術者の技術力の向上、事業実施に不可欠な国への要望、情報収集等を
行う大阪府治山治水協会に対して助成を行う。

１（１）ア 0
36 36 2,100 2,136 30 30 112 142 66 66 2,212 2,278

従業者数
（林業） 103 411 25.1% 9 9 526 535 17 17 554 571

2084 治山事業 森林の維持造成を通じて、山地に起因する災害から府民の生命財産を保全する。 １（１）ア 0 1,225,534 84,152 225,750 1,451,284 1,019,340 69,994 76,187 1,095,527 2,244,874 154,146 301,937 2,546,811 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2085

保安林整備緊急対策事業
規模が零細な荒廃保安林の整備を行い、保安林の持つ国土の保全等公益的機能の回復及び
維持・増進を図る。

１（１）ア 0
35,694 18,025 8,400 44,094 29,689 14,992 2,315 32,003 65,383 33,017 10,715 76,097 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2088
ダム建設事業

主要河川の河川改修とあわせてダムの建設を行うことにより、早期に１００年に一度の大雨に対
する流下能力を確保する。

１（１）ア 0
10,796,506 2,047,522 610,890 11,407,396 8,980,015 1,703,030 598,847 9,578,862 19,776,521 3,750,552 1,209,737 20,986,258 総面積 222 1,894 11.7% 1,265,435 239,986 71,601 1,337,036 2,317,963 439,594 141,791 2,459,754

2095 淀川・大和川スーパー堤防事業の
促進

超過洪水対策として国が実施する淀川･大和川スーパー堤防の整備を促進するため、「淀川沿
川整備協議会」、「大和川沿川協議会」のまちづくり側の事務局として、事業促進の総合調整を
行う。

１（１）ア 0
400 400 12,600 13,000 333 333 682 1,015 733 733 13,282 14,015 河川延長 148,054 670,032 22.1% 88 88 2,784 2,873 162 162 2,935 3,097

2098
土砂災害予警報システムの構築

土砂災害情報に関する情報基盤を整備することにより土砂災害に対する警戒避難体制の確立
を図ることにより、土砂災害防止対策に役立てる。

１（１）ア 0
593,000 325,000 33,600 626,600 493,229 270,319 32,894 526,123 1,086,229 595,319 66,494 1,152,723 総面積 222 1,894 11.7% 69,504 38,093 3,938 73,442 127,315 69,776 7,794 135,108

2100 地すべり対策事業 土砂災害の防止を図るため、地すべり危険箇所に対して地すべり対策工等を整備する。 １（１）ア 0 21,460 21,460 1,260 22,720 17,849 17,849 1,193 19,042 39,309 39,309 2,453 41,762 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2101

急傾斜地崩壊対策事業
土砂災害の防止を図るため、急傾斜地崩壊危険箇所に対して急傾斜地崩壊防止施設等を整備
する。

１（１）ア 0
917,785 179,935 51,975 969,760 763,369 149,661 50,909 814,278 1,681,154 329,596 102,884 1,784,038 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2102
砂防修繕事業

砂防設備を適切な状態に維持することによって、土砂災害の防止効果を確実に発揮するため、
砂防設備の修繕を行う。

１（１）ア 0
117,350 107,350 1,680 119,030 97,606 89,289 6,249 103,855 214,956 196,639 7,929 222,885 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2110 府有建築物耐震性能向上事業 「災害時に重要な役割を果たす」既存府有建築物の耐震改修等を計画的に実施する。 １（１）ア 0 303,905 33,005 6,090 309,995 252,774 27,452 16,274 269,047 556,679 60,457 22,364 579,042 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 89,696 9,741 1,797 91,493 164,301 17,844 6,601 170,901
2113 防災都市づくり広域計画の策定及

び都市防災施設の整備促進
市境界を越える広域的な観点から防災都市づくり広域計画を策定し、広域避難地･避難路など，
骨格となる都市防災施設の整備を促進する。

１（１）ア 0
11,550 11,550 0 0 606 606 0 0 12,156 12,156 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,409 3,409 0 0 3,588 3,588

2114
都市防災推進協議会の運営

全国の主要な地方公共団体（６２団体）が一致、連携し、都市防災の推進を図るため、調査研
究、情報交換を行う。

１（１）ア 0
60 60 1,050 1,110 50 50 58 108 110 110 1,108 1,218 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18 18 310 328 32 32 327 360

2133 基幹的広域防災拠点構想の推進 基幹的広域防災拠点構想の実現に向けて国に要望する。 １（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2253

水源の確保
将来の水需要に対応するのに必要な水資源の確保のため､国､水資源機構、並びに大阪府が実
施するダム等の水資源開発施設建設事業に参画（所要経費の分担等）する。

１（１）ア 0
16,622,797 0 16,622,797 13,826,044 0 872,637 14,698,681 30,448,841 0 872,637 31,321,478 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,906,132 0 0 4,906,132 8,986,818 0 257,554 9,244,372

2554 保安林整備推進事業 森林法に基づき保安林指定及び保安林の適正な管理に努める。 １（１）ア 0 5,704 3,801 24,150 29,854 4,744 3,161 1,567 6,312 10,448 6,962 25,717 36,166 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2557

森林保全管理事業（森林保全員）
保安林・府営林の適正管理を図り、健全な森林として維持するため、森林保全員を任命し森林
巡視活動を行う。

１（１）ア 0
11,426 10,627 2,100 13,526 9,504 8,839 710 10,214 20,930 19,466 2,810 23,740 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1448 災害時医薬品等確保供給体制整備
事業

災害時に必要な医薬品等の医療物資を確保するため、災害拠点病院等において災害時に必要
な量の医薬品を常時確保する。

１（１）イ 0
8,895 232 2,100 10,995 7,398 193 577 7,976 16,293 425 2,677 18,971 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,625 68 620 3,245 4,809 125 790 5,599

2038
危機管理対策事業 自然災害等以外の事故や事件が発生した場合の危機管理について総合的な対策を推進する。 １（１）イ 0

2,163 2,163 26,250 28,413 1,799 1,799 1,492 3,291 3,962 3,962 27,742 31,704 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 638 638 7,748 8,386 1,169 1,169 8,188 9,357
2039

【新】国民保護法制関連事業
武力攻撃事態対処法等を踏まえ、事態等が発生した場合に実施する、国民の生命・身体・財産
を保護するための措置について検討する。

１（１）イ 0
4,600 4,600 36,750 41,350 3,826 3,826 2,171 5,997 8,426 8,426 38,921 47,347 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,358 1,358 10,847 12,204 2,487 2,487 11,487 13,974

839
消費生活協同組合事業資金融資

消費生活協同組合の適正な運営を確保するため、消費生活協同組合を対象とし、設備整備、運
転資金に対する融資を行う。

１（１）ウ 0
76,110 -160 2,100 78,210 63,305 0 4,106 67,410 139,415 -160 6,206 145,620 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,463 -47 620 23,083 41,148 -47 1,832 42,979

1008
ブナ林保全整備管理事業

国の天然記念物である和泉葛城山のブナ林を保全するため、府が買収した周辺森林約５４ｈａ
で、ブナの森づくりを目指した保全整備事業を行う（財）大阪みどりのトラスト協会に対して助成す
る。

１（１）ウ 0
4,109 4,109 0 4,109 3,418 3,418 216 3,633 7,527 7,527 216 7,742 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1070
カワウ食害防止対策事業

府内ため池養魚場及び漁業権河川においてカワウによる食害が発生していることから、関係漁
協が実施するカワウ食害防止対策に助成する。

１（１）ウ 0
600 0 1,050 1,650 499 0 87 586 1,099 0 1,137 2,236 総面積 222 1,894 11.7% 70 0 123 193 129 0 133 262

1072 漁場環境保全創造事業（覆砂等な
ぎさ保全創造）

沿岸域の底質改善を行い、水産資源の保護回復を図るとともに、水辺空間を府民の憩いの場と
して有効活用する。

１（１）ウ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 0 0 977 977 0 0 1,029 1,029

1491
生活衛生同業組合の指導・監督

府内の生活衛生営業の適正化及び振興を図るため、府内生活衛生同業組合の監督指導を行
う。

１（１）ウ 0
73 0 7,350 7,423 61 0 390 450 134 0 7,740 7,873 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22 0 2,169 2,191 39 0 2,284 2,324

2556 森林保全管理事業（森林国営保険
受託）

森林災害による森林所有者の被害を補填するため、林野庁から森林国営保険契約事務を受託
する。

１（１）ウ 0
2,124 0 2,100 4,224 1,767 0 222 1,988 3,891 0 2,322 6,212 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標
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2569
森林病害虫等防除事業

森林病害虫等による森林被害の防止を図るため、被害調査の実施や森林病害虫防除の命令、
奨励等を実施する。

１（１）ウ 0
17,676 7,707 8,400 26,076 14,702 6,410 1,369 16,071 32,378 14,117 9,769 42,147 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2571
漁民の森づくり活動推進事業

大阪湾を豊かな漁場として育むため、森、川、海を一体としてとらえ、漁業者、府、市町村、森林
関係者、ボランティアが連携を図りつつ府内河川上流域の森林への植樹、育林活動を通じ、組
織的に漁民の森づくりを行うことを支援する。

１（１）ウ 0
2,700 0 1,050 3,750 2,246 0 197 2,443 4,946 0 1,247 6,193 漁獲量 262 17,388 1.5% 41 0 16 57 75 0 19 93

2855 (財)アジア太平洋観光交流センター
事業推進費

外国人観光客を誘致するため、世界観光機関の活動支援等を行う（財）アジア太平洋観光交流
センターに対して補助する。

１（１）ウ 0
36,697 36,697 6,300 42,997 30,523 30,523 2,257 32,780 67,220 67,220 8,557 75,777 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,831 10,831 1,859 12,690 19,840 19,840 2,526 22,365

2856 ＶＩＳＩＴ　ＯＳＡＫＡ　キャンペーン事
業

今後大幅な観光客の増加が期待される中国、韓国をはじめとする東アジアを重点とした観光プ
ロモーションを大阪市等と共同展開することにより、一層の外国人観光客の誘致を図る。

１（１）ウ 0
59,355 14,700 74,055 49,369 0 3,888 53,256 108,724 0 18,588 127,311 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 30,145 0 7,466 37,611 55,218 0 9,440 64,658

2857
大阪観光キャンペーン事業

市町村・市町村観光推進協議会・民間事業者とタイアップした観光キャンペーンを展開すること
により、府外からの集客、府域各地域間の交流を促進し、府内観光客の集客力の向上を図る。

１（１）ウ 0
2,300 2,300 4,200 6,500 1,913 1,913 341 2,254 4,213 4,213 4,541 8,754 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 679 679 1,240 1,918 1,243 1,243 1,340 2,584

2861 観光促進費（（社）日本観光協会等
負担金）

府内への観光客の増加を図るため、観光振興事業を実施する観光組織へ参画するとともに、負
担金を拠出する。

１（１）ウ 0
5,648 5,648 6,300 11,948 4,698 4,698 627 5,325 10,346 10,346 6,927 17,273 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,667 1,667 1,859 3,526 3,053 3,053 2,045 5,098

2862 観光促進費（在阪道府県協議会分
担金）

産業・観光情報の収集・発信を行うため、在阪道府県協議会へ参画するとともに、分担金を拠出
する。

１（１）ウ 0
180 180 4,200 4,380 150 150 230 380 330 330 4,430 4,760 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 53 53 1,240 1,293 97 97 1,307 1,405

2864 観光統計調査費 観光施策の企画・立案のための基礎データを収集するため、観光統計調査を実施する。 １（１）ウ 0 8,605 8,605 4,200 12,805 7,157 7,157 672 7,829 15,762 15,762 4,872 20,634 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,540 2,540 1,240 3,779 4,652 4,652 1,438 6,090
2865

関西観光情報センター運営費
関西空港を利用する来阪観光客に対して観光情報を提供するため、関西国際空港内観光案内
所の運営費負担金を拠出する。

１（１）ウ 0
4,557 4,557 3,150 7,707 3,790 3,790 405 4,195 8,347 8,347 3,555 11,902 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,345 1,345 930 2,275 2,464 2,464 1,049 3,513

2866 他の都道府県との連携強化による
観光振興の促進

他の都道府県と観光交流協定を結ぶなど、相互に観光客の誘致を促進するとともに、観光プロ
モーションの共同実施、協定提携先の観光情報の発信などを行う。

１（１）ウ 0
700 700 4,200 4,900 582 582 257 839 1,282 1,282 4,457 5,739 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 207 207 1,240 1,446 378 378 1,316 1,694

2960 大阪湾における漁業振興と環境保
全に関する調査研究

大阪湾における漁場環境を保全し、生産活動の振興を図るため、漁場環境の調査、漁業資源の
適切な利用を行うための研究指導など、大阪の漁業が直面する課題や今後の施策推進に対応
した試験研究を進める。

１（１）ウ 0
115,587 115,587 96,140 0 6,068 102,208 211,727 0 6,068 217,795

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 5,663 0 0 5,663 10,373 0 297 10,670

3047
沿岸漁業構造改善事業

漁家経営の安定を図るため、共同利用施設の整備やこのための基本計画方針の策定及び事業
計画の樹立等を行う。

１（１）ウ 0
19,889 4,949 8,400 28,289 16,543 4,116 1,485 18,028 36,432 9,065 9,885 46,317 漁獲量 262 17,388 1.5% 300 75 127 426 549 137 149 698

3048 沿岸漁場整備開発事業 漁獲量の増大を図るため、魚介類の産卵場、稚仔魚の育成場である増殖場を造成する。 １（１）ウ 0 120,000 6,000 5,250 125,250 99,810 4,991 6,575 106,385 219,810 10,991 11,825 231,635 漁獲量 262 17,388 1.5% 1,808 90 79 1,887 3,312 166 178 3,490
3049 漁獲情報処理システム整備事業

（ネットワーク維持管理）
大阪府における漁獲可能量（ＴＡＣ）設定魚種の資源管理を図るため、構築された漁獲情報に関
するコンピュータネットワークを維持管理する。

１（１）ウ 0
3,991 1,996 3,150 7,141 3,320 1,660 375 3,694 7,311 3,656 3,525 10,835 漁獲量 262 17,388 1.5% 60 30 47 108 110 55 53 163

3050 漁獲情報処理システム整備事業
（大阪府計画策定）

全国的に漁獲量、消費量が多く、適切な資源管理を行わなければ国民生活上影響が生じる魚種
について、資源管理と保存を行うため、大阪府計画の策定等を行う。

１（１）ウ 0
2,123 1,062 2,100 4,223 1,766 883 222 1,988 3,889 1,945 2,322 6,211 漁獲量 262 17,388 1.5% 32 16 32 64 59 29 35 94

3051 漁業取締 取締船による漁業取締を行うとともに、漁業紛争の未然防止や現地処理を円滑に進める。 １（１）ウ 0 42,754 42,754 52,500 95,254 35,561 35,561 5,000 40,561 78,315 78,315 57,500 135,815 漁獲量 262 17,388 1.5% 644 644 791 1,435 1,180 1,180 866 2,046
3052

水産業指導事業（府漁連助成）
漁業協同組合の健全経営を図るため、大阪府漁業協同組合連合会が実施する組合指導事業に
対して補助する。

１（１）ウ 0
725 725 21,000 21,725 603 603 1,140 1,744 1,328 1,328 22,140 23,469 漁獲量 262 17,388 1.5% 11 11 316 327 20 20 334 354

3053
漁業調整

各種漁業の許可を行うとともに、漁業紛争を未然に防止し、漁業秩序の確立を図るほか、漁業と
遊漁の調整を行う。

１（１）ウ 0
3,264 418 12,600 15,864 2,715 348 833 3,548 5,979 766 13,433 19,412 漁獲量 262 17,388 1.5% 49 6 190 239 90 12 202 292

3054 漁場保全対策事業(漁場環境美化
事業)

魚介類の生息環境（漁場）を保全し漁場生産力の回復を図るため、漁場の浮遊ゴミの除去を大
阪府海域美化安全協会に委託する。

１（１）ウ 0
2,580 1,290 1,050 3,630 2,146 1,073 191 2,336 4,726 2,363 1,241 5,966 漁獲量 262 17,388 1.5% 39 19 16 55 71 36 19 90

3057
漁場保全対策事業（漁場監視事業）

赤潮、有害プランクトン、油濁等による漁業被害を防止するため、漁場の水質監視や赤潮発生
等の情報収集・防除措置を行う。

１（１）ウ 0
4,419 2,421 2,100 6,519 3,676 2,014 342 4,018 8,095 4,435 2,442 10,537 漁獲量 262 17,388 1.5% 67 36 32 98 122 67 37 159

3058 漁場環境保全創造事業（堆積物除
去）

漁業生産や漁業操業等の障害となっている漁場における海底堆積物を回収除去して漁場生産
力の回復及び漁業操業の効率化を図る。

１（１）ウ 0
21,000 10,500 3,150 24,150 17,467 8,733 1,268 18,735 38,467 19,233 4,418 42,885 漁獲量 262 17,388 1.5% 316 158 47 364 580 290 67 646

3059 漁船登録等 漁船の建造調整、検査及び登録等を行う。 １（１）ウ 0 436 -3,008 14,700 15,136 363 0 795 1,157 799 -3,008 15,495 16,293 漁獲量 262 17,388 1.5% 7 -45 221 228 12 -45 233 246
3060 水産業指導事業（水産業協同組合

指導）
水産業協同組合法に基づき組合事業の健全化を図るため、常例検査や業務指導などを行う。 １（１）ウ 0

162 162 17,850 18,012 135 135 946 1,080 297 297 18,796 19,092 漁獲量 262 17,388 1.5% 2 2 269 271 4 4 283 288
3062 空港周辺海域管理事業 水産資源の再生産機能の高い海域の創造を目指し、空港周辺海域の適切な管理を行う。 １（１）ウ 0 6,720 6,720 1,050 7,770 5,589 5,589 408 5,997 12,309 12,309 1,458 13,767 漁獲量 262 17,388 1.5% 101 101 16 117 185 185 22 207
3063

広域的資源増大緊急モデル事業
栽培漁業の効果を高めるため、隣接県と共同して種苗の生産・放流を行い、水産資源の維持増
大を図る。

１（１）ウ 0
2,900 1,450 2,100 5,000 2,412 1,206 262 2,675 5,312 2,656 2,362 7,675 漁獲量 262 17,388 1.5% 44 22 32 75 80 40 36 116

3066
栽培漁業推進事業

漁業生産の向上を図るため、栽培漁業推進協議会を開催し、栽培漁業基本計画を策定するとと
もに、栽培漁業センターにおいて栽培対象魚介類の種苗生産・放流を行い、栽培漁業を推進す
る。

１（１）ウ 0
4,367 4,017 2,100 6,467 3,632 3,341 339 3,972 7,999 7,358 2,439 10,439 漁獲量 262 17,388 1.5% 66 61 32 97 121 111 37 157

3067
資源管理推進事業（資源回復計画）

瀬戸内海レベルでの水産資源の適正な管理と持続的な利用を目的とし、乱獲により緊急に資源
の回復が必要な魚種について「資源回復計画｣に基づき、漁獲努力量の削減を計画的、総合的
に進める。

１（１）ウ 0
2,953 1,477 3,150 6,103 2,456 1,228 320 2,777 5,409 2,705 3,470 8,880 漁獲量 262 17,388 1.5% 44 22 47 92 82 41 52 134

3069 資源管理推進事業（複合的資源管
理）

「資源管理型漁業」を推進し、漁家所得の向上を図る。そのため、網の目合制限、操業時間の短
縮、小型魚の再放流などの管理計画を策定し、実践・検証を行う漁業者検討会を開催する。ま
た、資源状況等を調査し漁業者に具体的提案や助言を行う。

１（１）ウ 0
11,219 5,237 13,650 24,869 9,331 4,356 1,306 10,637 20,550 9,593 14,956 35,506 漁獲量 262 17,388 1.5% 169 79 206 375 310 145 225 535

3073 【新】大阪府漁場環境保全方針策定
事業

府県レベルの海域における健全な生態系を維持し、それを基礎として漁業の持続的な発展を可
能とするために「大阪府漁場環境保全方針」を策定する。

１（１）ウ 0
5,311 2,656 10,500 15,811 4,417 2,209 830 5,247 9,728 4,865 11,330 21,058 漁獲量 262 17,388 1.5% 80 40 158 238 147 73 171 317

64 ゆとり基金設置運営費（労働時間短
縮促進の普及啓発・ゆとり基金の設
置運営）

勤労者のゆとりある生活の実現を目的として、ゆとり基金を運営し、労働時間の短縮促進等を図
るため、広報啓発などの事業を実施する。

１（１）ウ 0
2,500 0 7,350 9,850 2,079 0 517 2,596 4,579 0 7,867 12,446 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 761 0 2,238 3,000 1,395 0 2,396 3,790

65
労働相談事業

労使をめぐるトラブルの自主的解決を支援するため、労働者又は使用者に対し、職員等による
面接・電話相談、さらに個別労使紛争解決支援制度などを実施する。

１（１）ウ 0
36,032 30,587 135,450 171,482 29,970 25,441 9,002 38,972 66,002 56,028 144,452 210,454 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,973 9,315 41,249 52,222 20,100 17,062 43,991 64,091

3104
基本的労働条件調査

合理的な労使関係の形成に寄与するため、労働条件に関するアンケート調査を実施し調査報告
書を作成する。

１（１）ウ 0
5,184 3,132 7,350 12,534 4,312 2,605 658 4,970 9,496 5,737 8,008 17,504 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,579 954 2,238 3,817 2,892 1,747 2,439 5,331

3170
地域労働ネットワーク事業

地域における労働・雇用行政の推進や地域の労使、経済団体の課題解決を支援するため、総合
労働事務所が核となり、地域労働ネットワーク推進会議とその下部組織の部会を設置・運営す
る。

１（１）ウ 0
3,296 2,994 37,800 41,096 2,741 2,490 2,157 4,899 6,037 5,484 39,957 45,995 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,004 912 11,511 12,515 1,839 1,670 12,168 14,007

3171
労働関係総合調査等事業

大阪府内の労働情勢並びに労働組合に関する調査を行い、労働施策の基礎資料に資するとと
もに、労使関係の安定や労働争議の未然防止、早期解決の促進及び労働相談、労働教育に対
する助言等に活用する。

１（１）ウ 0
10,198 6,191 107,100 117,298 8,482 5,149 6,158 14,640 18,680 11,340 113,258 131,938 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,106 1,885 32,616 35,721 5,689 3,454 34,491 40,180

217
モノレール道整備事業

国文モノレールについては､国文都市へのアクセスとして都市の開発熟度に合わせた整備を図
るとともに、既設区間については､早期の耐震対策に努める。

１（１）エ 0
6,609,000 311,754 378,000 6,987,000 5,497,049 259,302 366,792 5,863,841 12,106,049 571,056 744,792 12,850,841 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

219
大阪外環状線鉄道建設促進事業

既存貨物線を利用した広域鉄道網の形成により、都心部の混雑緩和、沿線の利便性向上に寄
与することから、将来の採算性に留意しつつ早期整備に努める。

１（１）エ 0
1,268,980 0 1,268,980 1,055,477 0 66,617 1,122,093 2,324,457 0 66,617 2,391,073 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 499,565 0 0 499,565 915,079 0 26,225 941,304

2061
ニュータウン鉄道建設費補助金

ニュータウンまでの鉄道輸送を確保するため、鉄道事業者に対し、鉄道延伸等に要する建設費
の一部を補助する。

１（１）エ 0
24,741 24,741 0 24,741 20,578 20,578 1,299 21,877 45,319 45,319 1,299 46,618 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,302 7,302 0 7,302 13,376 13,376 383 13,759

2351
ＴＤＭ社会実験

新しい施策の導入に先立ち、時間と場所を限定してTDM施策を試行し、試行結果の評価を行うと
ともに、企業をはじめとする個人のもつ意識改革を図り、TDMに関する理解を深めてもらい、交
通行動の転換を促していく。

１（１）エ 0
64,500 29,750 25,200 89,700 53,648 24,745 4,709 58,357 118,148 54,495 29,909 148,057 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,037 8,781 7,438 26,474 34,871 16,084 8,827 43,698

2352
総合都市交通体系調査事業

自動車交通のみならず公共交通機関も含めた適切な交通体系の実現及び維持のため、交通実
態の調査、各種施策の検討･提案･施策推進に向けての連絡･調整を行う。

１（１）エ 0
21,000 14,000 6,300 27,300 17,467 11,645 1,433 18,900 38,467 25,645 7,733 46,200 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,198 4,132 1,859 8,057 11,353 7,569 2,282 13,636

2822 第二名神高速道路等の広域幹線道
路網の整備

国土軸の強化及び大阪、関西圏の交通ネットワークの強化に大きく寄与することから、建設に必
要な事業調整・支援を継続し事業の促進を図る。

１（１）エ 0
750 0 0 750 624 0 39 663 1,374 0 39 1,413 道路面積 37,425 161,327 23.2% 174 0 0 174 319 0 9 328

2823
有料道路整備事業

有料道路制度を活用し、大阪府道路公社による道路整備を行ない、渋滞の解消・緩和を推進す
る。

１（１）エ 0
165,000 0 94,500 259,500 137,239 0 13,623 150,862 302,239 0 108,123 410,362 道路面積 37,425 161,327 23.2% 38,277 0 21,922 60,199 70,114 0 25,083 95,197

2846 ２期事業に係る関西国際空港（株）
への出資・貸付

関西国際空港全体構想のうち、2本目の滑走路と諸施設を整備する２期事業を推進するため、
用地造成事業費として出資及び無利子貸付を行う。

１（１）エ 0
16,860,000 168,600 273,000 17,133,000 14,023,338 140,233 899,420 14,922,759 30,883,338 308,833 1,172,420 32,055,759 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3205
国土利用計画及び土地利用基本計
画の策定と運営

府域の土地利用の長期構想である国土利用計画を策定・運営していくとともに、都市計画法、森
林法、自然公園法などの各個別法の適用対象地域である都市地域、森林地域等の区域指定・
変更を行い、各地域が相互に重複する土地における調整方針及び利用の方向を示すことによ
り、適切な土地利用を規制・誘導していく。

１（１）エ 0

6,163 6,163 18,480 24,643 5,126 5,126 1,294 6,420 11,289 11,289 19,774 31,063 総面積 222 1,894 11.7% 722 722 2,166 2,888 1,323 1,323 2,318 3,641
3262

大阪府都市基盤整備中期計画（案）
の推進

ストックを活用しながら、限られた資源で最大限の効果を上げるための行動指針として、平成１３
年９月に策定した大阪府都市基盤整備中期計画（案）に基づき、事業の透明性、公平性を担保
するため、毎年度アクションプログラムの進捗状況を公表し、進捗管理の充実に努めるとともに、
計画全体について、点検、評価を実施する。

１（１）エ 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262
3314

大阪湾ベイエリア整備推進事業
大阪湾ベイエリアの開発整備を進めるため、産・官・学の連携の下、開発整備に関する調査研究
や合意形成の促進及び広報活動を行っている（財）大阪湾ベイエリア開発推進機構へ職員を派
遣するなどの活動の支援を行う。

１（１）エ 0
14,931 14,931 5,250 20,181 12,419 12,419 1,059 13,478 27,350 27,350 6,309 33,659 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,407 4,407 1,550 5,956 8,072 8,072 1,862 9,934
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3567 交通網整備計画推進費
・北陸新幹線建設促進同盟会・リニ
ア中央エクスプレス建設促進期成
同盟会・全国地域航空システム推
進協議会

我が国の均衡ある発展と府民の交通利便性の向上及び安心、安全な国土を形成するため、広
域的かつ根幹的な交通網の整備を目指す各種同盟会等に参画する。

１（１）エ 0

2,579 2,579 7,829 10,408 2,145 2,145 546 2,691 4,724 4,724 8,375 13,099 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 761 761 2,311 3,072 1,394 1,394 2,472 3,866
3569

本州四国連絡橋公団出資事業
大阪、関西圏と四国の広域的な連携強化に大きく寄与しており、建設に要した費用の安定した償
還に必要と認められる部分について出資を行う。

１（１）エ 0
1,142,020 5,020 63,000 1,205,020 949,877 4,175 63,259 1,013,137 2,091,897 9,195 126,259 2,218,157 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 337,061 1,482 18,594 355,655 617,413 2,714 37,265 654,677

3571 関西国際空港全体構想促進協議会
分担金

関西国際空港全体構想の具体化及び２期事業の推進に向けて、地元関係者との協議・調整、合
意形成の促進、調査研究及び要望等を行う。

１（１）エ 0
3,327 3,327 42,000 45,327 2,767 2,767 2,380 5,147 6,094 6,094 44,380 50,474 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 982 982 12,396 13,378 1,799 1,799 13,098 14,897

3589
紀淡連絡道路構想の推進

四国圏・中部圏を含む広域的な連携を強化し、関西の発展に資する関西大環状道路、関西中央
環状道路、大阪湾環状道路の要であり、また、太平洋新国土軸の一翼を担う紀淡連絡道路の構
想を推進する。

１（１）エ 0
3,500 2,500 0 3,500 2,911 2,079 184 3,095 6,411 4,579 184 6,595 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,033 738 0 1,033 1,892 1,352 54 1,946

3670 近畿圏整備推進事業費（近畿開発
促進協議会、阪和開発連絡協議
会、阪奈振興連絡協議会）

近畿圏の整備及び開発に関する各種計画の策定にあたって、他府県等との意見交換を通じ、国
及び関係自治体間の総合調整を行うことを目的とする各種協議会等に参画する。

１（１）エ 0
1,522 1,522 21,000 22,522 1,266 1,266 1,182 2,448 2,788 2,788 22,182 24,970 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 449 449 6,198 6,647 823 823 6,547 7,370

3683 近畿圏整備推進事業・紀淡海峡交
流会議

紀淡海峡ルートの早期実現と新たな交流圏の形成を図るため、必要な調査研究、広報、連絡調
整、要望活動を行う。

１（１）エ 0
840 840 2,100 2,940 699 699 154 853 1,539 1,539 2,254 3,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 248 248 620 868 454 454 665 1,119

3684 企画調整事業・太平洋新国土軸構
想推進協議会

太平洋新国土軸構想推進構想の早期実現を目指し、協議・検討、要望活動等を行う。 １（１）エ 0
180 180 1,050 1,230 150 150 65 214 330 330 1,115 1,444 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 53 53 310 363 97 97 329 426

2435 有線テレビ放送施設に係る手続き
の円滑な実施

電波障害対策の一環として有線テレビジョン放送法に基づく有線テレビジョン放送施設の設置及
び変更手続きを円滑に実施する。

１（１）オ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2699 府立インターネットデータセンター事
業

ＩＴ都市の形成を図るため、府民・国・市町村等が安心して活用できる２４時間対応可能でセキュ
リティの高い、高機能データセンターである「大阪府立インターネットデータセンター」について、
（財）関西情報・産業活性化センターに管理運営を委託する。

１（１）オ 0
60,000 10,500 70,500 49,905 0 3,701 53,606 109,905 0 14,201 124,106 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 17,709 0 3,099 20,808 32,438 0 4,191 36,629

2703

コンテンツアクセラレータ事業

ブロードバンド通信の普及や平成１５年１２月からの東名阪一部地域での地上波デジタルＴＶ放
送開始など、新たな情報コンテンツの開発が求められており、大阪において、次世代コンテンツ
産業を担える高度な技術を持ったコンテンツクリエータを育成し、来るべき本格的ブロードバンド
時代にコンテンツ供給で全国的に一定の地歩を固めるための準備を進める。

１（１）オ 0

5,000 5,000 10,500 15,500 4,159 4,159 814 4,972 9,159 9,159 11,314 20,472 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,405 2,405 5,051 7,456 4,406 4,406 5,442 9,848
770

自然公園整備事業
明治の森箕面国定公園及び金剛生駒紀泉国定公園を保全するとともに、府民に憩いの場を提
供するため、施設の整備、改良を行う。

１（１）カ 0
192,669 41,319 34,650 227,319 160,253 34,367 11,933 172,186 352,922 75,686 46,583 399,505 公園面積 851 4,248 20.0% 38,579 8,274 6,938 45,517 70,667 15,155 9,328 79,995

1056 府立自然公園構想推進事業（泉州
西部地区）

泉州西部地区の景観の保全と活用を図るため、府立自然公園制度の適用可能性の検討や地元
の土地利用に対する意向調査のほか、自然景観、動植物、歴史・文化等の基礎資料の収集を行
う。

１（１）カ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 551 551 0 0 580 580

2251
滋賀県造林公社貸付事業

琵琶湖周辺で造林を行い、森林の持つ水源涵養機能の維持、向上を図るため、（社）滋賀県造
林公社に資金の貸付を行う。

１（１）カ 0
122,520 122,520 0 122,520 101,906 101,906 6,432 108,338 224,426 224,426 6,432 230,858 総面積 222 1,894 11.7% 14,360 14,360 0 14,360 26,305 26,305 754 27,058

2252
水資源開発促進事業

水資源の安定確保を図るため、淀川水系における水資源開発の推進、水利用の合理化・高度化
の促進、及び水に関する啓発活動を行う各種協議会等に参画する。

１（１）カ 0
2,397 1,949 3,150 5,547 1,994 1,621 291 2,285 4,391 3,570 3,441 7,832 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 707 575 930 1,637 1,296 1,054 1,016 2,312

2257 水質保全対策事業（企画調整室広
域調整課）

琵琶湖・淀川流域における河川・湖沼水の水質浄化技術及びこの関連技術に関する研究開発・
水質浄化事業の支援のため、府県の境界を越え流域一体となって共同で取り組み、良質な水質
の保全を図る。

１（１）カ 0
11,186 11,186 0 11,186 9,304 9,304 587 9,891 20,490 20,490 587 21,077 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,301 3,301 0 3,301 6,048 6,048 173 6,221

2261

環境総合計画の推進

平成14年３月に策定した「大阪21世紀の環境総合計画」に基づき、豊かな環境の保全及び創造
に関する施策を総合的かつ効果的に推進するとともに、毎年度、計画に掲げられている施策に
関して、講じようとする施策及び講じた施策について取りまとめ府議会に報告するなど、適切な
進行管理を行う。

１（１）カ 0

976 976 31,500 32,476 812 812 1,705 2,517 1,788 1,788 33,205 34,993 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 288 288 9,297 9,585 528 528 9,800 10,328
2262 公害防止計画に基づく各種事業の

円滑な推進

平成１４年度に策定した「第７次大阪地域公害防止計画」に基づき、「公害の防止に関する事業
に係る国の財政上の特別措置に関する法律」の適用を受ける事業を中心とした各種の公害対策
事業及び公害関連事業について、環境総合計画との整合性に配慮し、円滑な推進を図る。

１（１）カ 0
40 40 2,100 2,140 33 33 112 146 73 73 2,212 2,286 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12 12 620 632 22 22 653 675

2263 府の機関相互の連携による施策の
推進

府の環境に関する重要な方針決定や意見交換等を行う場として設定した「大阪府環境行政推進
会議」の円滑な運営により、府内関係機関相互の緊密な連携及び施策の調整を図る。

１（１）カ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2277 エコエネルギー都市・大阪計画の推
進

平成１1年度に策定した「エコ・エネルギー都市・大阪計画」に基づき導入の促進及び進捗状況管
理を行う。

１（１）カ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316

2333 自動車排出ガス総量削減計画の進
行管理事業

「自動車ＮＯｘ・ＰＭ法」に基づく自動車排出ガス総量削減計画の進行管理を行う。 １（１）カ 0
13,884 -5 40,950 54,834 11,548 0 2,879 14,427 25,432 -5 43,829 69,261 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,098 -1 12,086 16,184 7,506 -1 12,936 20,442

2433 微小粒子状物質曝露影響調査受託
事業

環境基準設定の基礎資料とするため、調査票を用いて、ディーゼル排ガス由来の微小粒子状物
質と健康影響との関連を調査する。

１（１）カ 0
4,463 0 15,750 20,213 3,712 0 1,061 4,773 8,175 0 16,811 24,986 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,317 0 4,649 5,966 2,413 0 4,962 7,375

2499
鳥獣保護事業（鳥獣の保護）

野生鳥獣の保護を図るため、救護ドクターや愛鳥モデル校の指定、鳥獣保護区や銃猟禁止区域
の設定等を行う。

１（１）カ 0
8,435 5,435 5,250 13,685 7,016 4,521 718 7,734 15,451 9,956 5,968 21,419 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2502
大阪府種の多様性調査

大阪府における自然環境保全施策及び生物多様性保全施策の基礎資料とするため、野生動植
物種の分布、生息・生育の現況を調査する。

１（１）カ 0
1,664 832 1,050 2,714 1,384 692 142 1,527 3,048 1,524 1,192 4,241 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2555
森林計画事業

森林資源の保続培養と森林生産力の増大を図るため、地域森林計画の基礎資料として森林区
域の現況調査、資料整理等を行う。

１（１）カ 0
5,209 3,595 17,850 23,059 4,333 2,990 1,211 5,543 9,542 6,585 19,061 28,602 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2598
経済的負担の調査・検討

製品・サービスの価格に環境保全の費用を適切に反映させるなど、都市・生活型公害の防止、
廃棄物の抑制、二酸化炭素排出抑制などの環境負荷の低減につながる経済的手法について、
情報収集を行う。

１（１）カ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2054
災害対策のための庁舎整備

既存建築物の耐震診断により、耐震性能が低いと診断された施設の改修を推進し、大災害にお
ける安全性の向上を図る。

１（１）キ 0
306,033 306,033 254,544 0 16,066 270,609 560,577 0 16,066 576,642 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 90,324 0 0 90,324 165,451 0 4,742 170,193

2153 初動捜査の推進 事故処理車、捜査用車等現場の活動に必要な車両の充実を図り、迅速な初動捜査を推進する。 １（１）キ 0 29,550 0 29,550 24,578 0 1,551 26,130 54,128 0 1,551 55,680 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,722 0 0 8,722 15,976 0 458 16,434
2154

科学的捜査体制の強化
迅速かつ適正な捜査活動を行うための装備資器材の開発・改善及び整備充実を図り、科学的捜
査体制を強化する。

１（１）キ 0
21,695 0 21,695 18,045 0 1,139 19,184 39,740 0 1,139 40,879 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,403 0 0 6,403 11,729 0 336 12,065

2187 【新】「大阪府自動車盗難等防止対
策協議会」による自動車盗等防止
対策の推進

自動車関係事業者、自治体等関係機関と一体となり、自動車盗、オートバイ盗、車上ねらい及び
盗難自動車の不正輸出等自動車に関する犯罪を防止するための取組を推進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2206
新本部庁舎の整備

大規模災害や事件・事故発生時に迅速・的確な警察活動を行うため、新本部庁舎を整備し、そ
の機能の充実強化を図る。

１（１）キ 0
1,204,918 1,204,918 1,002,193 0 63,254 1,065,447 2,207,111 0 63,254 2,270,365 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 355,625 0 0 355,625 651,417 0 18,669 670,086

2207 警察署の整備 狭隘化や老朽化が進んでいる警察署庁舎の建て替え等を推進し、その機能の充実強化を図る。 １（１）キ 0 154,441 154,441 128,457 0 8,108 136,564 282,898 0 8,108 291,005 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 45,582 0 0 45,582 83,496 0 2,393 85,889
2208 警察装備の整備 悪質、巧妙化する各種犯罪に迅速・的確に対応するため、装備資器材の充実強化を図る。 １（１）キ 0 1,747,248 1,747,248 1,453,277 0 91,724 1,545,001 3,200,525 0 91,724 3,292,249 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 515,691 0 0 515,691 944,618 0 27,072 971,690
2209

情報処理基盤の整備
情報通信ネットワークの整備・充実、情報処理システムの開発を推進し、警察業務の合理化・能
率化、府民サービスの向上を図る。

１（１）キ 0
16,782 16,782 13,958 0 881 14,839 30,740 0 881 31,621 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,953 0 0 4,953 9,073 0 260 9,333

2211
組織犯罪対策の推進

「暴力団組織を弱体化させ壊滅に追い込む」、「来日外国人犯罪組織を大阪に根付かせない」こ
とを戦略目標として、組織犯罪対策本部を中心に情報の一元化を図り、部門が密接に連携し、
府警の総力を挙げて組織犯罪対策を推進する。

１（１）キ 0
4,315 0 4,315 3,589 0 227 3,816 7,904 0 227 8,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,274 0 0 1,274 2,333 0 67 2,400

2212 府民の日常生活に密着した事犯に
対する諸対策の推進

昨年来大きな社会問題となっているヤミ金融等の悪質経済事犯や、コンピュータ・ネットワークの
急速な発展・普及に伴うハイテク犯罪等、府民に著しい不安を与える日常生活に密着した事犯に
対する取締を推進する。

１（１）キ 0
12,328 0 12,328 10,254 0 647 10,901 22,582 0 647 23,229 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,639 0 0 3,639 6,665 0 191 6,856

2213
悪質重要犯罪対策の推進

犯罪の発生実態に応じ、各警察署・関係所属等が連携をとって、殺人、強盗、放火等をはじめと
する悪質重要犯罪対策を推進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2222
被害相談窓口の充実

性犯罪被害者専用電話である「ウーマンライン」をはじめ、「ちかん被害相談所」「ストーカー１１０
番」「暴力団犯罪１１０番」などの各種相談専用電話等により被害相談を受理するとともに、警察
署における相談窓口を充実する。

１（１）キ 0
2,354 0 2,354 1,958 0 124 2,082 4,312 0 124 4,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 695 0 0 695 1,273 0 36 1,309

2223 被害者等への適切な情報提供活動
の推進

必要な情報をわかりやすく記載した「被害者の手引」の交付、捜査経過等の被害者連絡、訪問連
絡活動の実施等、被害者に対する積極的な情報提供活動を推進する。

１（１）キ 0
3,038 0 3,038 2,527 0 159 2,686 5,565 0 159 5,724 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 897 0 0 897 1,642 0 47 1,690

2224 被害者カウンセリング制度の効果
的な運用

性犯罪被害者等の精神的ダメージの軽減を図るため、カウンセリング専門機関と連携して、委嘱
カウンセラーの派遣及び紹介による面接カウンセリング制度を効果的に運用する。

１（１）キ 0
6,941 0 6,941 5,773 0 364 6,138 12,714 0 364 13,079 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,049 0 0 2,049 3,753 0 108 3,860

2225 被害者支援協議会等による積極的
な支援活動の推進

地域における被害者支援の中核となる、警察署単位の被害者支援協議会や府レベルの大阪府
被害者支援会議を中心に、行政機関、民間団体、自助グループ等の関係機関・団体との連携を
図り、被害者支援意識の高揚と効果的な支援活動を推進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2226
【新】性犯罪被害者の負担軽減 性犯罪被害者の経済的負担を軽減し、事件の潜在化防止及び捜査への理解と協力を得る。 １（１）キ 0

919 919 764 0 48 813 1,683 0 48 1,732 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 271 0 0 271 497 0 14 511
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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大阪市
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大阪府
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大阪市の
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a''
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a''+c''
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3253 寝屋川待機宿舎整備事業 ＰＦＩ方式による寝屋川待機宿舎の整備を図り、待機宿舎の計画的集約化を推進する。 １（１）キ 0 16,841 16,841 14,008 0 884 14,892 30,849 0 884 31,733 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,971 0 0 4,971 9,105 0 261 9,366
3269

警察施設庁舎等改修事業
老朽化と、経年劣化が進んでいる警察施設の建物・設備等について、改修による維持改善を推
進し、警察施設の機能維持充実を図る。

１（１）キ 0
725,101 725,101 603,104 0 38,065 641,169 1,328,205 0 38,065 1,366,270 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 214,010 0 0 214,010 392,013 0 11,235 403,248

560
少年サポートセンター（仮称）機能
強化事業

府内10箇所の少年サポートセンターに、新たに専門職を配置して、非行少年の立直り支援をす
るため、育成支援室（仮称）を設置し､様々な体験活動など、少年に適したグループ活動等を実施
する。

１（１）キ 0
164,783 164,783 0 164,783 137,059 137,059 8,651 145,709 301,842 301,842 8,651 310,492

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 45,615 45,615 0 45,615 83,556 83,556 2,395 85,950

562
少年サポートセンター(仮称）運営費

深刻な少年非行の現状に対応し、青少年の健全な育成を図るため、非行防止から立直り支援ま
で総合的な事業を展開し、あらゆる面から少年をサポートする。

１（１）キ 0
10,034 5,747 0 10,034 8,346 4,780 527 8,873 18,380 10,527 527 18,907

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 2,778 1,591 0 2,778 5,088 2,914 146 5,234

575

少年非行防止対策事業

非行少年グループからの離脱促進、非行少年グループへの加入防止のための継続補導等の立
ち直り支援を推進するとともに、中学生等を対象とした犯罪防止教室の実施等による非行防止
対策を強化する。
　・　少年立直り支援アドバイザー制度の活用
　・　大学生少年育成ボランティア制度の活用
　・　中学校非行防止支援員制度の活用
　・　（仮称）少年サポート推進員制度の活用
また、出会い系サイト等を利用した児童買春などの福祉犯罪の指導取締りの強化及び営業者に
対する広告等の自粛など少年に対する有害環境の浄化並びにインターネット上等の違法、有害
なコンテンツから少年を守るための対策を推進する。

１（１）キ 0

100,267 0 100,267 83,397 0 5,264 88,661 183,664 0 5,264 188,928
学校数（中
学校） 150 527 28.5% 28,539 0 0 28,539 52,276 0 1,498 53,775

2055
災害対策資器材の整備 警察本部、警察署及び交番に配置されている災害対策資器材の点検、整備を図る。 １（１）キ 0

16,775 16,775 13,953 0 881 14,833 30,728 0 881 31,608 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,951 0 0 4,951 9,069 0 260 9,329
2056

災害警備活動の練度の向上
平素から現場に即した訓練を実施するとともに、関係機関主催の各種防災訓練へ参画し、災害
対策資器材の取扱技術の向上を図る。

１（１）キ 0
1,557 1,557 1,295 0 82 1,377 2,852 0 82 2,934 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 460 0 0 460 842 0 24 866

2057
防災啓発活動の推進

「防災週間」、「防災とボランティア週間」等において、防災資器材の展示、取扱訓練等を行い、地
域住民に対する防災意識の啓発活動を行う。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2131
信号機電源付加装置の整備

災害発生に伴う停電時において主要幹線道路の信号機が自動的に作動する「信号機電源付加
装置」を整備する。

１（１）キ 0
4,000 0 4,000 3,327 0 210 3,537 7,327 0 210 7,537 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,181 0 0 1,181 2,163 0 62 2,225

2132
情報提供機能の充実

災害発生時における交通情報提供機能の強化を図るため、交通監視用テレビ、交通情報板等
の交通情報収集・提供装置の拡充・整備を行い、きめ細かな情報提供を行う。

１（１）キ 0
492,419 0 492,419 409,570 0 25,850 435,421 901,989 0 25,850 927,840 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 145,335 0 0 145,335 266,218 0 7,630 273,847

2135
事故危険箇所対策の推進

幹線道路等の交差点や単路部の事故危険箇所における死傷事故を抑止するため、交通安全施
設等の整備を集中的に推進する。

１（１）キ 0
531,172 0 531,172 441,803 0 27,885 469,688 972,975 0 27,885 1,000,860 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 156,773 0 0 156,773 287,169 0 8,230 295,399

2136 歩行者等の安全通行を確保するた
めの対策の推進

歩行者・自転車利用者の安全な通行を確保するため「あんしん歩行エリア」等において、総合的
な死傷事故抑止対策を推進するとともに、「交通バリアフリー法」の特定経路を構成する道路に
おいてバリアフリー対応型信号機を整備するなど、歩行空間のバリアフリー化を推進する。

１（１）キ 0
381,277 0 381,277 317,128 0 20,016 337,144 698,405 0 20,016 718,421 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 112,532 0 0 112,532 206,131 0 5,908 212,038

2137 高度道路交通システム（ITS）の推
進

光ビーコンの整備拡充、新交通管理システム（UTMS）の整備推進、中央処理装置の高度化等に
よる交通管理の最適化を図る。

１（１）キ 0
270,646 0 270,646 225,110 0 14,208 239,318 495,756 0 14,208 509,964 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 79,880 0 0 79,880 146,320 0 4,193 150,513

2138
道路交通の円滑化対策の推進

幹線道路における交通渋滞を解消するため、渋滞の原因となっている交差点において進行方向
別通行区分規制等交通規制の見直し、信号機の改良及び運用改善等を図り、交通処理能力を
高め、交通流量の適切な分散・誘導を図る。

１（１）キ 0
636,501 0 636,501 529,411 0 33,414 562,825 1,165,912 0 33,414 1,199,326 道路面積 37,425 161,327 23.2% 147,657 0 0 147,657 270,471 0 7,751 278,222

2139 信号機等の高度化・更新対策の推
進

交通の安全と円滑を確保するため、信号機等の機能を高度化するとともに、老朽化した信号機
等の更新を推進する。

１（１）キ 0
2,860,745 0 2,860,745 2,379,430 0 150,179 2,529,609 5,240,175 0 150,179 5,390,354 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 844,334 0 0 844,334 1,546,611 0 44,324 1,590,935

2140 その他交通安全施設等整備事業の
推進

道路における危険を防止し、交通の安全と円滑を図るとともに、道路交通に起因する障害の防
止に資するため、交通の実態に応じた効果的な交通規制・管制を実施する。

１（１）キ 0
1,179,716 0 1,179,716 981,231 0 61,931 1,043,162 2,160,947 0 61,931 2,222,878 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 348,187 0 0 348,187 637,792 0 18,279 656,071

2146
「違法駐車防止条例」制定の促進

交通の安全と円滑に著しい障害を及ぼしている違法駐車車両の排除に取り組むため、違法駐車
防止条例の制定を促進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2147
適正な駐車規制の推進

地域の特性、道路形態、駐車が他の交通に及ぼす影響、路外駐車場の整備状況などを総合的
かつ多角的に勘案した合理的な駐車規制を実施する。

１（１）キ 0
824,811 824,811 686,038 0 43,300 729,338 1,510,849 0 43,300 1,554,149

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 206,825 0 0 206,825 378,852 0 10,858 389,710

2148
違法駐車取締りの推進 悪質・迷惑・危険性の高い違法駐車に重点指向した指導取締活動を推進する。 １（１）キ 0

688,180 688,180 572,395 0 36,127 608,522 1,260,575 0 36,127 1,296,702
自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 172,564 0 0 172,564 316,095 0 9,059 325,154

2149
クリアウェイセンターの運用

駐車取締専従の警察官を２４時間配置し、レッカー移動車両の保管・返還業務等の駐車違反の
処理を一括して行う施設と体制を整備したクリアウェイセンター（キタ・ミナミ）を運用し、都心部の
駐車実態に即応した強力かつ効率的な取締りを実施する。

１（１）キ 0
25,216 25,216 20,973 0 1,324 22,297 46,189 0 1,324 47,513

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 6,323 0 0 6,323 11,582 0 332 11,914

2150 一般道路における指導取締りの推
進

交通事故の発生実態に的確に対応して、重大な交通事故に直結する速度超過、飲酒運転、信
号無視等、悪質・危険性の高い違反を重点とした指導取締りを効果的に推進するとともに、交差
点活動により歩行者、自転車利用者等の保護誘導活動を積極的に推進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2151
高速道路における指導取締りの推
進

高速道路においては、重大な違反行為はもちろんのこと軽微な違反行為であっても重大事故に
直結するおそれがあることに鑑み、交通の指導取締体制の整備に努め、交通流や交通事故実
態に応じた効果的な機動警ら等を実施することにより、悪質・危険性の高い違反の未然防止及
び交通流の整序を図る。

１（１）キ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2152

科学的な指導取締りの推進
交通事故及び交通情勢の分析結果に基づいた効果的な指導取締りの手段・方法を研究開発
し、積極的な導入を図るとともに、取締用装備資器材の開発・改善に努めるなど科学的かつ効果
的な指導取締りの推進を図る。

１（１）キ 0
12,473 0 12,473 10,374 0 655 11,029 22,847 0 655 23,502 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,681 0 0 3,681 6,743 0 193 6,937

2155 暴走族追放気運の醸成及び家庭、
学校等における青少年の指導の充
実

暴走族追放の気運を高めるため、自治体等関係機関・団体と連携し、さらに報道機関、車両販
売店等の理解と協力を求めつつ、広報活動を積極的に行うとともに、家庭、学校、職場、地域等
における青少年に対する適切な指導の実施等を促進する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2156 暴走行為をさせないための環境づく
り

暴走族のい集場所として利用されやすい施設等の管理の徹底を図り、暴走族をい集させないた
めの環境づくりを推進するとともに、暴走行為をさせないため、地域における関係機関等と協力
し、必要な道路交通環境の整備を図る。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2157
暴走族に対する指導取締りの強化

暴走族の取締体制及び取締用装備資器材を整備するとともに、集団暴走行為、爆音暴走その
他悪質事犯の検挙及び補導を徹底し、併せて解散指導を積極的に行うなど暴走族に対する指
導取締りの強化を図る。

１（１）キ 0
3,182 0 3,182 2,647 0 167 2,814 5,829 0 167 5,996 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 939 0 0 939 1,720 0 49 1,770

2158
暴走族関連事犯者の再犯防止

暴走族関連事犯の捜査に当たって、個々の犯罪事実を究明することはもとより、組織の実態や
それぞれの被疑者の非行の背景となっている行状、性格、環境等の諸事情をも明らかにしつ
つ、速やかな事件処理を行うなどして、再犯防止を図る。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2159
車両の不法改造の防止

暴走行為を助長するような車両の改造を防止するよう、また、車両の部品等が不法改造に使用
されることのないよう、企業、関係団体等に対する指導を強化する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2162
交通安全教育事業

学校はもとより家庭における交通安全教育の充実を図るため､小学校一年生の保護者を対象に
交通安全教育テキストを配布し､交通安全教育の徹底を図る。

１（１）キ 0
555 0 1,050 1,605 462 0 84 546 1,017 0 1,134 2,151 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 164 0 310 474 300 0 335 635

2163
交通安全教育推進事業 安全教育用資器材・教材の整備を図り、効果的な交通安全教育を推進する。 １（１）キ 0

2,864 0 2,864 2,382 0 150 2,532 5,246 0 150 5,396 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 845 0 0 845 1,548 0 44 1,593
2164

交通安全思想普及及び啓発活動
「交通マナーを高めよう」府民運動や春・秋の全国交通安全運動などを通じ、広く府民に対して交
通安全教育と一体となった広報啓発活動を実施することにより交通安全思想を普及し、交通事
故の抑止を図る。

１（１）キ 0
5,728 0 5,728 4,764 0 301 5,065 10,492 0 301 10,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,691 0 0 1,691 3,097 0 89 3,185

2175

「地域安全運動」の推進

「安全で安心なまち・大阪」の実現を目指して、春・秋に地域安全運動を実施し、各警察署におい
てキャンペーン等による府民の危機意識の醸成に努める。特に、秋には、「全国地域安全運動
大阪府民大会」を開催し、府民、警察、関係機関・団体等が一体となって活動していく気運を盛り
上げる。

１（１）キ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2176

「犯罪発生マップ」等の作成
犯罪被害に遭いにくいまちづくりを推進するため、府民の身近で起こる犯罪の発生状況をポイン
ト表示した略図を大阪府警察ホームページで公開する等、地域の犯罪発生状況を目で見る情報
として提供し、府民に注意喚起するとともに防犯意識の高揚を図る。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2181 「安全なまちづくり推進協議会」を核
とした活動の活性化

条例に基づき各署に設置している「安全なまちづくり推進協議会」により、地域の特性や実情を
十分に踏まえ、より具体的な事業計画を策定し、活発な取組を進める。

１（１）キ 0
13,507 0 13,507 11,234 0 709 11,944 24,741 0 709 25,451

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 3,010 0 0 3,010 5,513 0 158 5,671

2182
安全なまちづくりアドバイザー事業

「ひったくり抑止パイロット地区」において住民等に対する犯罪情報の提供や防犯ボランティア団
体の核となり犯罪発生実態に応じたキャンペーン等の抑止活動を推進する。

１（１）キ 0
26,462 0 26,462 22,010 0 1,389 23,399 48,472 0 1,389 49,861

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 5,896 0 0 5,896 10,800 0 310 11,110

2183
生活安全指導支援事業

緊急地域雇用創出特別基金事業を活用し、（社）大阪府警備業協会に委託して、セーフティーサ
ポート隊の名称で、子どもを犯罪から守る保護活動、ひったくり防止のための警戒活動などの生
活安全指導支援活動を推進する。

１（１）キ 0
787,645 0 787,645 655,125 0 41,349 696,474 1,442,770 0 41,349 1,484,119

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 203,302 0 0 203,302 372,398 0 10,673 383,071
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2184
「子どもを犯罪から守るモデル地区
活動」の推進

府内６２警察署において小学校区１地区を「子どもを犯罪から守るモデル地区」として指定し、警
察、自治体、学校、民間ボランティア及びＰＴＡ等とによる活動を推進する。

１（１）キ 0
772 0 772 642 0 41 683 1,414 0 41 1,455

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 199 0 0 199 365 0 10 375

2185
「地域安全活動パイロット地区」にお
ける活動の推進

地域安全活動パイロット地区において、地域安全活動推進員と連携して地域安全活動を効果的
に推進する。

１（１）キ 0
2,160 0 2,160 1,797 0 113 1,910 3,957 0 113 4,070

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 558 0 0 558 1,021 0 29 1,051

2186 長寿社会対策パイロット地区活動の
推進

高齢者の占める割合が高い地区を指定し、高齢者の保護及び社会参加を中心とした総合的な
長寿社会対策を重点的に推進する。

１（１）キ 0
480 0 480 399 0 25 424 879 0 25 904

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 162 0 0 162 297 0 9 306

2188
交番・駐在所の整備

老朽化している交番・駐在所の改築等を推進し、地域の安全確保の基盤であり、地域住民の最
も身近な「生活安全センター」としての役割を果たしている交番・駐在所機能の充実、強化を図
る。

１（１）キ 0
277,338 0 277,338 230,676 0 14,559 245,236 508,014 0 14,559 522,574 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 81,855 0 0 81,855 149,938 0 4,297 154,235

2189
交番・駐在所連絡協議会等地域住
民との連携活動

交番・駐在所勤務員がコミュニティ・リーダーをはじめとする地域住民との会合等を通じて、様々
な意見・要望等を把握し、安全なまちづくりを推進するための警察活動に反映させるとともに、適
切な地域安全情報を提供するなど、警察と地域住民等が相互に協力し、安全・安心な地域社会
の実現に努める。

１（１）キ 0

1,372 0 1,372 1,141 0 72 1,213 2,513 0 72 2,585 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 405 0 0 405 742 0 21 763
2190

交番相談員の配置
交番勤務員がパトロール等所外活動に従事している間等に警察官に代わって交番を訪れた府
民に適切な対応ができるよう、交番相談員（警察OB）の計画的配置を推進する。

１（１）キ 0
359,301 0 359,301 298,849 0 18,862 317,711 658,150 0 18,862 677,012 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 106,046 0 0 106,046 194,250 0 5,567 199,817

2191 「大阪府警察地域安全サポーター
制度」の推進

警察OBである警友会会員を大阪府警察地域安全サポーターとして委嘱し、警察活動への協力
を得ることにより、地域の安全と平穏を確保する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2192
「交番位置マップ」の作成

警察署ごとに交番・駐在所の所在地を表示した「交番位置マップ」を大阪府警察ホームページに
掲載し、府民の利便性を図るとともに、親近感・安心感を醸成する。

１（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2210
街頭犯罪総合対策の推進

ひったくりや路上強盗等の街頭犯罪への的確な対応は治安確保上の最重要課題である。府警
の総力を挙げて抑止・検挙両面にわたる総合的な街頭犯罪対策を強力に推進する。

１（１）キ 0
1,327,768 0 1,327,768 1,104,374 0 69,703 1,174,077 2,432,142 0 69,703 2,501,845 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 391,884 0 0 391,884 717,834 0 20,572 738,406

2214 女性や子どもを犯罪被害から守る
取組みの推進

女性に対するストーカー・ＤＶ事案及び児童に対する暴行、虐待事案等、女性や子どもが被害者
となる犯罪の未然防止と被害拡大防止対策を関係機関と連携して推進する。

１（１）キ 0
6,764 0 6,764 5,626 0 355 5,981 12,390 0 355 12,745

女性・子ど
も人口 1,493,481 5,111,410 29.2% 1,976 0 0 1,976 3,620 0 104 3,724

2219 ひったくり抑止パイロット地区事業
の推進

ひったくり多発地区を「ひったくり抑止パイロット地区」として指定し、街頭緊急通報システムの整
備等、ハード面の対策を推進する。

１（１）キ 0
75,089 75,089 62,455 0 3,942 66,397 137,544 0 3,942 141,486 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,162 0 0 22,162 40,596 0 1,163 41,759

2220 防犯モデルマンション登録制度の推
進

共同住宅における安全対策の一環として防犯モデルマンション登録制度の普及促進を図る。 １（１）キ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2221
防犯モデル駐車場登録制度の推進 駐車場における安全対策の一環として、防犯モデル駐車場登録制度の普及促進を図る。 １（１）キ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
20

私学団体人権教育推進事業
私立学校教育において、人権教育が適切かつ効果的に行われるよう、大阪府私立中学校高等
学校連合会等へ補助金を交付し、人権教育事業を実施するための指導員の設置や教職員研修
事業などを実施する。

１（１）ク 0
34,444 34,444 5,250 39,694 28,649 28,649 2,084 30,733 63,093 63,093 7,334 70,427

学校数（私
立中・高） 61 164 37.2% 12,811 12,811 1,953 14,764 23,467 23,467 2,728 26,195

33
同和地区大学修学奨励等助成費

同和地区生徒の教育の機会均等や進路保障を図るために、大学等に在学する者等に対し、奨
学金の貸与等を行う。

１（１）ク 0
170,794 167,429 5,250 176,044 142,058 139,259 9,242 151,300 312,852 306,688 14,492 327,344 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 50,409 49,416 1,550 51,958 92,337 90,517 4,277 96,614

304
私立外国人学校振興補助金

私立外国人学校の健全な発達を図るため、府内に私立外国人学校を設置する学校法人に対
し、人件費、教育研究費等に要する経費を対象として補助する。

１（１）ク 0
208,978 208,978 3,150 212,128 173,818 173,818 11,136 184,954 382,796 382,796 14,286 397,082

学校数（私
立外国人
学校） 9 14 64.3% 134,343 134,343 2,025 136,368 246,083 246,083 9,184 255,267

347
私立学校教育活性化事業

私立学校における教育活動の多様化・活性化を図るため、社会人を活用した研究事業を実施す
るとともに、特色ある取組を進める私学の教育内容や就学支援施策を周知する。

１（１）ク 0
17,836 0 2,100 19,936 14,835 0 1,047 15,882 32,671 0 3,147 35,818

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 7,092 0 835 7,927 12,991 0 1,251 14,242

348
私学団体補助金

私学における教育内容の充実を目指し、大阪府私立中学校高等学校連合会等の私学団体を対
象とし、教職員の研究・研修事業等の実施に対して補助する。

１（１）ク 0
12,588 12,588 0 12,588 10,470 10,470 661 11,131 23,058 23,058 661 23,719

学校数（私
立中・高） 61 164 37.2% 4,682 4,682 0 4,682 8,576 8,576 246 8,822

349
私学情報システム推進費

学校法人及び私立学校（幼稚園・小中高校・専修学校・各種学校）に関する業務全般をＩＴ化する
ことにより、私学行政のＢＰＲによる効率化及び府民サービス（私立学校等）の向上を図る。

１（１）ク 0
5,180 0 3,150 8,330 4,308 0 437 4,746 9,488 0 3,587 13,076

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 2,060 0 1,253 3,312 3,773 0 1,426 5,199

350
私立学校教職員共済事業補助金

日本私立学校振興・共済事業団が行う長期給付事業の安定化を図るため、長期給付事業に対
する私立学校教職員及び設置者の掛金の一部について、同事業団に対して補助する。

１（１）ク 0
668,640 668,640 1,050 669,690 556,143 556,143 35,156 591,299 1,224,783 1,224,783 36,206 1,260,989

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 265,869 265,869 418 266,286 487,006 487,006 14,397 501,402

351
私立学校審議会の運営

学校法人の設立及び私立学校等の設置廃止等に関する認可を行うにあたり、意見を聞くため私
立学校審議会を開催する。

１（１）ク 0
838 838 0 838 697 697 44 741 1,535 1,535 44 1,579

学校数（私
立学校） 402 1,011 39.8% 333 333 0 333 610 610 17 628

352
私立学校退職金財団補助金

府内に幼・小・中・高を設置している学校法人等の退職金給付の安定化を図るため、教職員の退
職手当資金の当該年度給付並びに将来の給付に要する資金の積立について、（財）大阪府私立
学校退職金財団に対して補助する。

１（１）ク 0
1,592,000 1,592,000 3,150 1,595,150 1,324,149 1,324,149 83,740 1,407,889 2,916,149 2,916,149 86,890 3,003,039

学校数（私
立小・中・
高） 68 180 37.8% 601,422 601,422 1,190 602,612 1,101,656 1,101,656 32,825 1,134,481

353
公私立高等学校教員相互派遣交流
研修事業

私立学校と公立学校の双方が所管教員を相互に派遣し、派遣先における教育活動に従事しな
がら、組織体制や学校運営、人材育成等について、教員としての視野を広げ、資質の向上を図
る。

１（１）ク 0
404 404 3,150 3,554 336 336 187 523 740 740 3,337 4,077

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 122 122 951 1,073 223 223 1,008 1,231

354
私立高等学校定時制及び通信教育
振興奨励助成費

勤労青少年の高等学校定時制・通信制課程への修学促進を図るため、府下に定時制・通信制
高校を有している学校法人に対し、受給資格を有する生徒の教科書代、学習書代を対象として
補助する。

１（１）ク 0
9,059 0 2,100 11,159 7,535 0 586 8,121 16,594 0 2,686 19,280

学校数（定
時制・通信
制） 10 50 20.0% 1,812 0 420 2,232 3,319 0 537 3,856

355
私立高等学校等振興助成費

私立高等学校等の教育条件の維持向上、保護者の経済的負担軽減・経営健全化を図るため、
府内に高等学校等を設置する学校法人に対し、人件費、教育研究経費等に要する経費を対象と
して補助する。

１（１）ク 0
33,002,270 28,802,522 21,000 33,023,270 27,449,703 23,956,555 1,733,602 29,183,305 60,451,973 52,759,077 1,754,602 62,206,575

学校数（私
立高校） 38 101 37.6% 12,416,696 10,836,592 7,901 12,424,597 22,744,307 19,849,950 660,147 23,404,454

356
私立高等学校等教育振興助成費

私立高等学校等における特色ある教育等の推進を図るため、府域内に高等学校等を設置する
学校法人を対象とし、施設・設備の整備等、特色ある教育活動や教育環境整備に要する経費に
対して補助する。

１（１）ク 0
580,043 518,893 10,500 590,543 482,452 431,590 31,001 513,453 1,062,495 950,483 41,501 1,103,996

学校数（私
立高校） 38 101 37.6% 218,234 195,227 3,950 222,184 399,751 357,608 15,614 415,365

357
私立小・中・高等学校に関する認
可、届出

学校教育法等に基づく学校法人の設立認可、学校の設置、廃止、解散の認可申請及び各種届
出事項の受理をするとともに、各学校における管理運営、健全な育成に向けた助言指導を行う。

１（１）ク 0
10,363 10,163 36,750 47,113 8,619 8,453 2,473 11,093 18,982 18,616 39,223 58,206

学校数（私
立小・中・
高） 68 180 37.8% 3,915 3,839 13,883 17,798 7,171 7,033 14,818 21,989

358
私立小・中・高等学校生徒知事賞

私立小・中・高等学校の児童・生徒で学業に励み優秀な成果をおさめた者について、卒業時に知
事賞を授与する。

１（１）ク 0
1,255 1,050 2,305 1,044 0 121 1,165 2,299 0 1,171 3,470

学校数（私
立小・中・
高） 68 180 37.8% 474 0 397 871 868 0 442 1,311

359 【新】なにわっ子みらい適塾推進事
業

教育委員会との連携の下、夏休み等の長期休業中等に公立中学校の生徒を対象として、私立
高校等の教員による公開講座を開催する。

１（１）ク 0
1,500 1,500 1,050 2,550 1,248 1,248 134 1,381 2,748 2,748 1,184 3,931

学校数（公
立中学） 127 464 27.4% 411 411 287 698 752 752 324 1,076

360
私立専修学校高等課程経常費補助
金

私立専修学校高等課程の健全な発達を図るため、府内に私立専修学校高等課程を設置する学
校法人に対し、人件費、教育研究費等に要する経費を対象として補助する。

１（１）ク 0
820,196 820,196 3,150 823,346 682,200 682,200 43,223 725,422 1,502,396 1,502,396 46,373 1,548,768

学校数（私
立専修学
校） 144 227 63.4% 520,301 520,301 1,998 522,299 953,062 953,062 29,417 982,479

361
私立専修学校専門課程振興補助金

私立専修学校専門課程の振興発展を図るため、府内に私立専修学校専門課程を設置する学校
法人に対し、教育研究費等に要する経費を対象として補助する。

１（１）ク 0
288,792 288,792 3,150 291,942 240,203 240,203 15,326 255,529 528,995 528,995 18,476 547,471

学校数（私
立専修学
校） 144 227 63.4% 183,198 183,198 1,998 185,197 335,574 335,574 11,720 347,295

364

私学団体補助金
私立専修学校・各種学校における教育内容の充実を目指し、（社）大阪府専修学校各種学校連
合会を対象とし、教職員の研究・研修事業等の実施に対して補助する。

１（１）ク 0

12,588 12,588 0 12,588 10,470 10,470 661 11,131 23,058 23,058 661 23,719

学校数（私
立専修学
校・各種学
校） 182 305 59.7% 7,512 7,512 0 7,512 13,759 13,759 394 14,154

365
私立専修学校、各種学校に関する
認可、届出

学校教育法等に基づく学校法人の設立認可、学校の設置、廃止、解散の認可申請及び各種届
出事項を受理するとともに、各学校における管理運営、健全な育成に向けた助言指導を行う。

１（１）ク 0

10,363 10,363 10,363 8,619 8,619 544 9,163 18,982 18,982 544 19,526

学校数（私
立専修学
校・各種学
校） 182 305 59.7% 6,184 6,184 0 6,184 11,327 11,327 325 11,652

366
私立専修学校、各種学校生徒知事
賞

私立専修学校・各種学校の生徒で学業に励み優秀な成果を修めた者について、卒業時に知事
賞を授与する。

１（１）ク 0

1,255 1,255 1,255 1,044 1,044 66 1,110 2,299 2,299 66 2,365

学校数（私
立専修学
校・各種学
校） 182 305 59.7% 749 749 0 749 1,372 1,372 39 1,411

368
大阪府育英会助成費

経済的理由により修学が困難な学生・生徒の進学を促進するため、必要な学資を貸与する大阪
府育英会に対して補助する。

１（１）ク 0
41,743,915 -511,316 15,750 41,759,665 34,720,584 0 2,192,231 36,912,815 76,464,499 -511,316 2,207,981 78,672,480 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,320,500 -150,912 4,649 12,325,149 22,568,100 -150,912 651,674 23,219,775

369
私立高等学校定時制・通信制課程
修学奨励費貸付金

勤労青少年の高等学校定時制・通信制課程への修学促進を図るため、府内の私立高等学校の
定時制課程又は通信制課程に在学している生徒を対象（受給資格あり）として、修学資金を貸し
付ける。

１（１）ク 0
840 420 1,050 1,890 699 349 99 798 1,539 769 1,149 2,688

生徒数（定
時制・通信
制高校） 10,874 40,941 26.6% 223 112 279 502 409 204 305 714

370 私立高等学校・専修学校等授業料
軽減補助金

私立高等学校等に在学する生徒の学資を負担している府民の経済的負担を軽減するため、私
立高等学校を設置する学校法人等に対し、府が定めた基準により生徒の授業料軽減を行った金
額を対象として補助する。

１（１）ク 0
840 420 15,750 16,590 699 349 871 1,570 1,539 769 16,621 18,160

学校数（私
立高校） 38 101 37.6% 316 158 5,926 6,242 579 289 6,253 6,832
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
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人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

694 高等職業技術専門校再編整備事業
費

平成14年12月に策定した「府立高等職業技術専門校再編基本構想」に基づき、大阪府南部地域
（テクノステージ和泉）に南大阪高等職業技術専門校（仮称）を建設する。

１（１）ク 0
278,194 90,194 73,500 351,694 231,388 75,019 18,463 249,851 509,582 165,213 91,963 601,545 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 84,720 27,467 22,383 107,103 155,186 50,313 28,006 183,192

703 産学連携による専修学校高度職業
人育成総合プロジェクト

専修学校において、産学連携による専修学校教育の高度化及び起業家育成事業等、先導的な
教育を展開するなど、高度職業人を育成するための総合プロジェクトを推進する。

１（１）ク 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（専
修学校） 151 239 63.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

757
教育総合情報ネットワーク事業（教
育情報センター事業）

教育総合情報ネットワークに付置する形でコンテンツサーバ群一式及びコンテンツ作成に１７台
のパソコンを設置する。

１（１）ク 0
3,906 3,906 3,249 0 205 3,454 7,155 0 205 7,360

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 1,179 0 0 1,179 2,161 0 62 2,222

1110
平成１８年度全国高等学校総合体
育大会開催事業

高等学校教育の一環として、広くスポーツの実践の機会を与え、技能の向上とスポーツ精神の
高揚を図り、心身ともに健全な高等学校の生徒の育成を目的に、本府を中心に近畿２府４県に
おいて２８競技を開催する。

１（１）ク 0
275,365 275,365 2,100 277,465 229,035 229,035 14,566 243,601 504,400 504,400 16,666 521,066

学校数（私
立・府立高
校） 74 262 28.2% 77,775 77,775 593 78,368 142,464 142,464 4,707 147,171

1245
府立千里看護専門学校の運営

看護師を養成するため、（財）大阪府保健医療財団に千里看護専門学校の管理運営を委託す
る。

１（１）ク 0
179,470 176,518 10,500 189,970 149,275 146,819 9,973 159,247 328,745 323,337 20,473 349,217

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 141,985 139,650 8,307 150,292 260,081 255,803 16,197 276,278

1303
がん診療拠点病院の機能強化事業

2次医療圏単位で｢地域がん診療拠点病院」を指定し、がん診療情報の収集、分析及び情報発
信、医療機関相互の診療連携を図るとともに、最新の診療方法に関する研修会の開催等によ
り、地域におけるがん医療の水準向上及び均てん化を図る。

１（１）ケ 0
13,874 12,874 4,200 18,074 11,540 10,708 949 12,489 25,414 23,582 5,149 30,563 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,095 3,800 1,240 5,334 7,501 6,960 1,520 9,020

1384
保健医療計画推進事業

府保健医療計画の策定及び円滑な推進を図るため、二次医療圏ごとに保健医療協議会を設置
し、計画の具体的方策について協議検討する。

１（１）ケ 0
22,835 20,788 5,250 28,085 18,993 17,290 1,474 20,467 41,828 38,078 6,724 48,552 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,740 6,135 1,550 8,289 12,345 11,239 1,985 14,330

1431
小児救急医確保支援事業

小児救急医の不足に対応するため、救急業務に従事可能な小児科医を広域的に確保し、医師
が手薄な地域における小児救急医療体制の確保を支援する。

１（１）ケ 0
23,100 23,100 2,100 25,200 19,213 19,213 1,323 20,536 42,313 42,313 3,423 45,736 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 6,059 6,059 551 6,610 11,098 11,098 898 11,996

1441
【新】救命都市おおさか戦略事業

大阪府内で発生する年間約5,000例の院外心停止患者を可能な限り救命するため、現場・救急
車・病院にまたがる救命の鎖（Chain of Survival）を強化するための方策を検討し、実行する。

１（１）ケ 0
12,624 12,624 2,625 15,249 10,500 10,500 801 11,301 23,124 23,124 3,426 26,550 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,726 3,726 775 4,501 6,825 6,825 1,011 7,836

2438
公害審査会の運営

公害に係る民事上の紛争が発生した場合に、あっせん、調停、仲裁により、その迅速かつ適正
な解決を図る。

１（２）ア 0
356 349 10,500 10,856 296 290 570 866 652 639 11,070 11,722 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 105 103 3,099 3,204 192 189 3,267 3,460

2440
苦情の処理

公害紛争処理法に基づき、府及び府内市町村に寄せられた公害に関する苦情の処理状況を調
査し、取りまとめる。

１（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

3847
裁決申請等手数料 ー １（２）ア 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
1209 介護支援専門員実務研修受講試験

の実施
介護支援専門員の養成を図るため、介護支援専門員実務研修受講試験を実施する。 １（２）イ 0

5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 4,153 4,153 0 0 4,372 4,372

1210
保育士対策費（保育士試験の実施） 保育士の技術水準を確保するため、保育士試験を行う。 １（２）イ 0

28,172 -9,928 15,750 43,922 23,432 0 2,306 25,738 51,604 -9,928 18,056 69,660
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 22,288 -7,854 12,460 34,748 40,826 -7,854 14,285 55,110

1225
歯科技工士試験の実施

歯科技工士法により、法定受託事務として都道府県が実施することと規定されている歯科技工
士試験を実施する。

１（２）イ 0
6,571 -13,229 3,099 9,670 5,465 0 508 5,973 12,036 -13,229 3,607 15,643

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 5,199 -10,466 2,452 7,650 9,522 -10,466 2,853 12,376

1480
調理師等資格試験事業費

調理師及び製菓衛生師の資格を定めることにより、調理業務及び菓子製造に従事する者の資
質を向上させ、もって府民の公衆衛生の向上及び増進を図る。

１（２）イ 0
7,120 -67,701 8,640 15,760 5,922 0 827 6,749 13,042 -67,701 9,467 22,509

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 5,633 -53,561 6,835 12,468 10,318 -53,561 7,490 17,808

1490 クリーニング師試験の実施及び免
許証の交付

クリーニング師について法律で定められた知識・技能の試験を行い、合格者に対し免許を交付す
る。

１（２）イ 0
283 0 3,150 3,433 235 0 180 416 518 0 3,330 3,849 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 84 0 930 1,013 153 0 983 1,136

2498 鳥獣保護事業（狩猟免許試験登録
事務）

狩猟者の適正管理を行うため、狩猟免許試験の実施や狩猟者登録証の発行等を行う。 １（２）イ 0
2,522 -1,375 3,150 5,672 2,098 0 298 2,395 4,620 -1,375 3,448 8,067 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

569
青少年健全育成審議会の運営

青少年を取り巻く社会環境を整備するため、青少年健全育成条例に基づく有害図書、有害がん
具類の指定や書店、図書類自動販売機設置業者などへの立入調査等を行う。

１（２）ウ 0
13,103 13,103 13,103 10,898 10,898 688 11,586 24,001 24,001 688 24,689 書店数 176 285 61.8% 8,092 8,092 0 8,092 14,822 14,822 425 15,247

838
消費生活協同組合指導事業

消費生活協同組合の適正な運営を確保するため、消費生活協同組合を対象とし、指導検査の
実施や役職員研修などを実施する。

１（２）ウ 0
3,569 3,569 24,150 27,719 2,969 2,969 1,455 4,424 6,538 6,538 25,605 32,143 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,053 1,053 7,128 8,181 1,930 1,930 7,557 9,487

944 特定非営利活動法人認証等管理事 特定非営利活動法人の設立認証、管理監督に係る事務を行う。 １（２）ウ 0 5,476 36,750 42,226 4,555 0 2,217 6,771 10,031 0 38,967 48,997 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,616 0 10,847 12,463 2,961 0 11,501 14,461
1223 歯科衛生士・歯科技工士学校養成

所の指導、監督
歯科衛生士学校養成所・歯科技工士学校養成所指定規則に基づき、学校養成所を指導監督す
るとともに、指定事項の変更届を国に進達する。

１（２）ウ 0
1,033 1,033 0 0 54 54 0 0 1,087 1,087

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 817 817 0 0 860 860

1398 医療法人許認可事業 医療機関の永続的な運営を図るため、医療機関の法人化を認可する。 １（２）ウ 0 52,500 52,500 0 0 2,756 2,756 0 0 55,256 55,256 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 15,495 15,495 0 0 16,309 16,309
1401 公益法人許認可事業 医療を主事業とする公益法人の設立等、指導・許認可を行う。 １（２）ウ 0 3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979
1428 薬事法地方委譲関係事業 医薬品等製造･輸入販売業に係る知事権限の承認･許可関係の事業を実施する。 １（２）ウ 0 14,991 -68,537 27,300 42,291 12,469 0 2,220 14,689 27,460 -68,537 29,520 56,980 事業所数 232,804 483,964 48.1% 7,211 -32,969 13,132 20,343 13,209 -32,969 14,200 27,409
2295 【新】自動車解体業許可・監督指導

業務
自動車リサイクル法に基づき、解体業等の許可及び指導監督等を行う。併せて、自動車所有者
に対する啓発を行う。

１（２）ウ 0
4,938 -47,084 36,120 41,058 4,107 0 2,155 6,263 9,045 -47,084 38,275 47,321 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,375 -22,649 17,375 19,750 4,351 -22,649 18,412 22,763

2299 建設リサイクル法に基づく事業の実
施

建設リサイクル法に基づき、対象建設工事の届出制、解体工事業の登録制度を実施するととも
に、建設リサイクルの推進のため必要な業者指導や啓発・普及を実施する。

１（２）ウ 0
3,061 946 63,000 66,061 2,546 787 3,468 6,014 5,607 1,733 66,468 72,075

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 1,217 376 25,043 26,260 2,229 689 26,422 28,650

2308
フロン回収・引取業者登録業務

フロン類の充填された機器の引取や、フロン類の回収を業として行う者の登録及び登録業者の
指導を行うとともに、これらの制度等の広報・啓発を行う。

１（２）ウ 0
484 -860 18,060 18,544 403 0 973 1,376 887 -860 19,033 19,920 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 143 -254 5,330 5,473 262 -254 5,618 5,879

2412
浄化槽関係事業

浄化槽の適正な維持管理を図るため、浄化槽保守点検業者の登録・立入検査・指導並びに浄化
槽法定検査の啓発を行う。

１（２）ウ 0
202 -1,200 10,500 10,702 168 0 562 730 370 -1,200 11,062 11,432 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 60 -354 3,099 3,159 109 -354 3,265 3,374

2860 観光促進費（旅行業登録事務、通
訳案内業免許交付事務）

旅行業者・通訳案内業者の健全な育成を通じて消費者保護を図るため、旅行業法・通訳案内業
法に基づき、旅行業者・通訳案内業者の登録事務を行う。

１（２）ウ 0
4,986 -1,133 35,910 40,896 4,147 0 2,147 6,294 9,133 -1,133 38,057 47,190 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,472 -334 10,599 12,070 2,696 -334 11,232 13,928

2992
動物用医薬品検査指導事業

薬事法に基づく動物用医薬品等の製造業及び販売業の許可申請等に係る業務と適正化を図る
ための立入検査・指導を行う。

１（２）ウ 0
1,467 -2,307 15,750 17,217 1,220 0 904 2,124 2,687 -2,307 16,654 19,341

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 643 -1,011 6,904 7,547 1,178 -1,011 7,300 8,478

2995
ふ化業者登録等事務 養鶏振興法に基づくふ化業者の登録・登録証交付・ふ化場の確認等を行う。 １（２）ウ 0

350 350 0 0 18 18 0 0 368 368
従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 0 0 153 153 0 0 161 161

2996
みつばちの転飼許可等事務

養ほう振興法及び府みつばちの飼育の規制に関する条例に基づき、みつばちの転飼調整・許
可・飼育届の受理を行う。

１（２）ウ 0
350 350 0 0 18 18 0 0 368 368

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 0 0 153 153 0 0 161 161

2998
家畜商免許の許可事務 家畜商法に基づく家畜商の登録・免許証交付を行う。 １（２）ウ 0

350 350 0 0 18 18 0 0 368 368
従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 0 0 153 153 0 0 161 161

3002

飼料製造業者等届け出受理等事務
飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律に基づく飼料製造業者等の届出を審査・受
理し、農林水産大臣へ提出する。

１（２）ウ 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（飲料・飼
料・たばこ
製造業） 29 184 15.8% 0 0 165 165 0 0 174 174

3011
農業共済組合等指導監督事業

農業災害補償事業の適正な運営を図るため、農業共済組合に対し、農業災害補償法第１４３条
の３に基づく検査をはじめ、業務及び会計の指導監督を行う。

１（２）ウ 0
687 687 17,535 18,222 571 571 957 1,528 1,258 1,258 18,492 19,750 農家数 592 29,801 2.0% 14 14 348 362 25 25 367 392

3523
建設業等の指導

建設業の許可、経営事項審査や建設業者・業界団体の指導監督を行い、建設業者の資質の向
上、建設工事の適正な施工を確保し、建設業の健全な発展を促進する。

１（２）ウ 0
69,054 -389,135 231,000 300,054 57,436 0 15,752 73,188 126,490 -389,135 246,752 373,242

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 27,450 -154,685 91,825 119,274 50,281 -154,685 98,086 148,367

3525
宅地建物取引業等の指導

宅地建物取引業等の許認可及び指導監督を行い、その業務の適正な運営と宅地建物取引の公
正を確保し、もって購入者等の利益の保護を図る。

１（２）ウ 0
66,530 -104,693 168,000 234,530 55,336 0 12,312 67,648 121,866 -104,693 180,312 302,178

事業所数
（不動産
業） 14,377 26,772 53.7% 35,728 -56,222 90,219 125,946 65,444 -56,222 96,830 162,275

3870 政治資金規正法に基づく事務 政治資金規正法に基づく政治団体の各種届出の受理、収支報告書の受理及び公表等を行う。 １（２）ウ 0 1,409 1,409 68,250 69,659 1,172 1,172 3,657 4,829 2,581 2,581 71,907 74,488 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 416 416 20,144 20,559 762 762 21,223 21,985
3871 政党助成法に基づく事務 政党助成法に基づく支部報告書の受理等を行う。 １（２）ウ 0 4,793 0 5,250 10,043 3,987 0 527 4,514 8,780 0 5,777 14,557 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,415 0 1,550 2,964 2,591 0 1,705 4,296
3879

宗教法人に関する認証、指導等
宗教法人設立時の規則認証や合併、解散、規則変更にかかる認証事務、登録免許税に係る非
課税証明をはじめとする諸証明を行うほか、事務所備付書類に関する事務、不活動法人の整理
指導に関する事務等を行う。

１（２）ウ 0
2,948 2,948 36,750 39,698 2,452 2,452 2,084 4,536 5,400 5,400 38,834 44,234 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 870 870 10,847 11,717 1,594 1,594 11,462 13,055

11
個人情報保護条例の周知啓発

大阪府における個人情報の適正な取扱いの確保に関し必要な事項を定めるとともに、府民や事
業者においては個人情報保護の重要性を認識する等の責務を定め、個人の権利利益の保護を
図り、もって基本的人権の擁護に資する。

１（２）ウ、
４（２）ウ

0
961 349 23,100 24,061 799 290 1,263 2,062 1,760 639 24,363 26,123 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 284 103 6,818 7,101 520 189 7,191 7,710

935 ＮＰＯ法人制度ＰＲリーフレットの作
成

府民のNPO法人に対する理解や、積極的な参画の推進、また、NPO法人の情報公開等の責務
への認識を深めてもらうため、啓発冊子等を作成・配布する。

１（２）ウ、
４（２）ウ

0
1,000 1,000 0 1,000 832 832 52 884 1,832 1,832 52 1,884 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 0 295 541 541 15 556

1555 戦傷病者援護事業費 戦傷病者を援護するため、戦傷病者に対し、年末慰問品を贈呈する。 １（３） 0 2,160 2,160 1,050 3,210 1,797 1,797 169 1,965 3,957 3,957 1,219 5,175 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 638 638 310 947 1,168 1,168 360 1,527
1556 戦傷病者援護事業費（財団法人大

阪府傷痍軍人会補助金）
戦傷病者を援護するため、健康管理を目的とする交流促進事業等を行う財団法人大阪府傷痍
軍人会に対して補助する。

１（３） 0
12,112 12,112 4,200 16,312 10,074 10,074 856 10,931 22,186 22,186 5,056 27,243 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,575 3,575 1,240 4,814 6,548 6,548 1,492 8,040

1557 全国戦没者追悼式参列費 戦没者を追悼するため、遺族に全国戦没者追悼式に参列してもらう。 １（３） 0 7,915 7,915 2,100 10,015 6,583 6,583 526 7,109 14,498 14,498 2,626 17,124 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,336 2,336 620 2,956 4,279 4,279 775 5,054
1558 大阪府戦没者追悼式費 戦没者を追悼するため、大阪府戦没者追悼式を行う。 １（３） 0 1,403 1,403 3,150 4,553 1,167 1,167 239 1,406 2,570 2,570 3,389 5,959 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 414 414 930 1,344 759 759 1,000 1,759
1559 遺家族等援護事業費（財団法人大

阪府遺族連合会補助金）
戦没者遺族の援護を行うため、沖縄なにわの塔の維持管理や慰霊事業等を行う財団法人大阪
府遺族連合会に対して補助する。

１（３） 0
10,291 10,291 4,200 14,491 8,560 8,560 761 9,320 18,851 18,851 4,961 23,811 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,037 3,037 1,240 4,277 5,564 5,564 1,464 7,028
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる
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特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
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合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''
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c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
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人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

1560 引揚者住宅疎開促進事業費 引揚者住宅からの入居者退去を促進するため、退去交渉、補償金の支払等を行う。 １（３） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
1561 遺家族等援護事業費 戦没者遺族の援護を行うため、戦没者遺族に対し、年末慰問品を贈呈する。 １（３） 0 7,200 7,200 1,050 8,250 5,989 5,989 433 6,422 13,189 13,189 1,483 14,672 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,125 2,125 310 2,435 3,893 3,893 438 4,330
1562

在日弔慰金支給事業
「平和条約国籍離脱者等である戦没者遺族等に対する弔慰金等の支給に関する法律」に基づ
き、朝鮮半島・台湾出身の旧軍人軍属等であった者及びその遺族に対し弔慰金等を支給する。

１（３） 0
3,884 0 0 3,884 3,231 0 204 3,434 7,115 0 204 7,318

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 2,226 0 0 2,226 4,078 0 117 4,194

1563 旧軍人等恩給進達事務費（大阪軍
恩連盟補助金）

旧軍人軍属に対する恩給制度を周知するため、広報誌の配布等を行う大阪軍恩連盟に対して
補助する。

１（３） 0
350 350 0 350 291 291 18 309 641 641 18 659 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 103 103 0 103 189 189 5 195

1564 帰国者援護事業 中国帰国者の自立を促進するため、中国帰国者に対し、必要な助言や指導、補助等を行う。 １（３） 0 60,316 7,828 23,100 83,416 50,168 6,511 4,379 54,547 110,484 14,339 27,479 137,963 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 17,802 2,310 6,818 24,620 32,609 4,232 8,110 40,719
1565 大阪府原爆被爆者介護保険利用等

助成事業
「大阪府原爆被爆者介護保険利用等助成事業実施要綱」に基づき、被爆者に対する助成制度を
実施する。

１（３） 0
67,314 34,292 2,100 69,414 55,989 28,522 3,644 59,633 123,303 62,814 5,744 129,047 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,867 10,121 620 20,487 36,392 18,539 1,695 38,087

1566 原爆被爆者各種手当金支給事業 「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、被爆者に対して各種手当を支給する。 １（３） 0 3,408,709 20,626 15,750 3,424,459 2,835,200 17,156 179,772 3,014,972 6,243,909 37,782 195,522 6,439,431 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,006,063 6,088 4,649 1,010,711 1,842,857 11,151 57,707 1,900,565
1567

原爆被爆者対策事業
「原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律」に基づき、被爆者に対して健康診断等を実施す
る。

１（３） 0
90,755 6,851 3,150 93,905 75,486 5,698 4,930 80,415 166,241 12,549 8,080 174,320 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 26,786 2,022 930 27,716 49,065 3,704 2,385 51,450

1568 大阪府原爆被害者団体協議会補助
金

被爆者とその家族の健康保持及び福祉の向上を目的とする被爆者団体を育成するため、（社）
大阪府原爆被害者団体協議会の運営費に対し補助する。

１（３） 0
1,050 1,050 0 1,050 873 873 55 928 1,923 1,923 55 1,978 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 310 310 0 310 568 568 16 584

1569
【新】在外被爆者渡日支援事業

渡日して被爆者健康手帳の交付を受け、また国内の医療機関での治療を希望する在外被爆者
を支援する。

１（３） 0
9,356 0 2,310 11,666 7,782 0 612 8,394 17,138 0 2,922 20,060

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 5,362 0 1,324 6,686 9,822 0 1,675 11,497

2437 公害健康被害対策事業 公害病の認定患者が死亡した際、その遺族の申請に基づき見舞金を給付する。 １（３） 0 19,250 0 5,250 24,500 16,011 0 1,286 17,297 35,261 0 6,536 41,797 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,682 0 1,550 7,231 10,407 0 1,929 12,336
73 大阪地域職業訓練センター運営補

助

職業に関して困難な課題を抱える労働者等に対する職業能力の向上を図るため、大阪地域職
業訓練センターを運営管理する（財）大阪生涯職業教育振興協会が行うパソコン入門講座等の
事業費について補助する。

２（２） 0
54,236 54,236 10,500 64,736 45,111 45,111 3,398 48,509 99,347 99,347 13,898 113,245 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 16,517 16,517 3,198 19,714 30,255 30,255 4,233 34,487

78
府立女性自立支援センターの運営

女性の自立支援を図るため、婦人保護施設機能に加え、妊産婦や乳幼児を連れた女性を対象
とするなど、新たなニーズに対応できる施設として、府立女性自立支援センターを管理運営す
る。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

79
婦人相談所費

保護や援助を必要とする女性からの相談に応じ、また保護の必要な女性を一時保護し、自立に
向けた援助を行うとともに、配偶者暴力相談支援センターとしての業務を行う。

２（２） 0
79,125 79,125 126,000 205,125 65,812 65,812 10,768 76,581 144,937 144,937 136,768 281,706 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 23,304 23,304 37,110 60,414 42,687 42,687 40,281 82,969

90
障害者問題啓発事業

障害及び障害者に対する府民の正しい理解と認識を深めるため、啓発イベント等を行う社会福
祉法人大阪障害者団体連合会等に対して補助する。

２（２） 0
1,832 1,832 4,200 6,032 1,524 1,524 317 1,840 3,356 3,356 4,517 7,872 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 541 541 1,240 1,780 990 990 1,333 2,324

92 障害者社会参加促進センター運営
費

障害者の社会参加を促進するため、障害者社会参加促進センターを管理する社会福祉法人大
阪障害者団体連合会に対して補助する。

２（２） 0
6,200 6,200 2,100 8,300 5,157 5,157 436 5,593 11,357 11,357 2,536 13,893 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,830 1,830 620 2,450 3,352 3,352 748 4,100

105
精神保健対策費

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、巡回指導相談等の活動を行っている
（社）大阪府精神障害者家族会連合会等の団体の運営費に対し補助する。

２（２） 0
5,607 5,607 1,050 6,657 4,664 4,664 349 5,013 10,271 10,271 1,399 11,670 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,655 1,655 310 1,965 3,031 3,031 413 3,444

118 身体障害者福祉センター附属病院
事業

総合リハビリテーション承認施設として、障害の原因となる傷病の治療及び予防，急性期医療後
の患者に対するリハビリテーションサービスの提供を行う。

２（２） 0
616,072 -896,789 1,732,500 2,348,572 512,419 0 123,292 635,711 1,128,491 -896,789 1,855,792 2,984,283 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 181,830 -264,683 511,338 693,169 333,068 -264,683 547,727 880,796

173 金剛コロニー管理運営 知的障害児等の自立更生を促進するため、府立金剛コロニーの管理運営を行う。 ２（２） 0 2,091,555 2,090,554 13,125 2,104,680 1,739,655 1,738,822 110,488 1,850,143 3,831,210 3,829,376 123,613 3,954,823 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 617,312 617,016 3,874 621,185 1,130,762 1,130,221 36,484 1,167,246
174 砂川厚生福祉センター管理運営 心身障害者の自立更生を促進するため、府立砂川厚生福祉センターの管理運営を行う。 ２（２） 0 458,168 9,892 2,184,000 2,642,168 381,082 8,228 138,704 519,786 839,250 18,120 2,322,704 3,161,954 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 135,226 2,920 644,596 779,822 247,700 5,348 685,534 933,234
177

整肢学院運営補助金
整肢学院は社会福祉法人恩賜財団済生会支部大阪府済生会によって運営されており、肢体不
自由児に対して治療、訓練等を行い、肢体機能向上に努めている。処遇機能を低下せず、円滑
に事業運営を行っていけるよう運営費の補助を行う。

２（２） 0
26,000 26,000 1,050 27,050 21,626 21,626 1,420 23,046 47,626 47,626 2,470 50,096 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,674 7,674 310 7,984 14,056 14,056 729 14,785

178
大手前整肢学園運営補助金

大手前整肢学園は日本赤十字社大阪府支部によって運営されており、肢体不自由児に対して
治療、訓練等を行い、肢体機能向上に努めている。処遇機能を低下せず、円滑に事業運営を
行っていけるよう運営費の補助を行う。

２（２） 0
52,360 52,360 1,050 53,410 43,551 43,551 2,804 46,354 95,911 95,911 3,854 99,764 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 13,734 13,734 275 14,009 25,156 25,156 1,011 26,167

183
金剛コロニー管理費(臨時）

府立金剛コロニーの老朽化した施設、備品の改修、更新を行い適切な施設運営を図るとともに
入所者の安全確保や処遇改善のための整備を推進する。

２（２） 0
29,400 29,400 1,050 30,450 24,454 24,454 1,599 26,052 53,854 53,854 2,649 56,502 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,677 8,677 310 8,987 15,895 15,895 782 16,676

185
箕面育成園運営補助

高齢知的障害者の生活を支援するため、箕面育成園の運営を行う社会福祉法人大阪知的障害
者育成会に対して補助する。

２（２） 0
7,378 5,062 1,050 8,428 6,137 4,210 442 6,579 13,515 9,272 1,492 15,007 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,178 1,494 310 2,487 3,989 2,737 440 4,429

186 箕面通勤寮管理運営 就労している知的障害者の自立を支援するため、箕面通勤寮を管理運営する。 ２（２） 0 34,380 31,699 2,100 36,480 28,596 26,366 1,915 30,511 62,976 58,065 4,015 66,991 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,147 9,356 620 10,767 18,587 17,137 1,185 19,772
187 身体障害者福祉センター管理運営 身体障害者の自立更生を促進するため、身体障害者福祉センターの管理運営を行う。 ２（２） 0 196,288 80,951 535,500 731,788 163,263 67,331 38,416 201,679 359,551 148,282 573,916 933,467 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 57,933 23,892 158,050 215,983 106,120 43,765 169,388 275,508
192 【新】砂川厚生福祉センター再編整

備推進費
砂川厚生福祉センターの再編を図るため、新たに整備する強度行動障害者への支援施設の基
本計画の策定等を行う。

２（２） 0
8,139 8,139 5,250 13,389 6,770 6,770 703 7,473 14,909 14,909 5,953 20,862 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,402 2,402 1,550 3,952 4,400 4,400 1,757 6,157

193 【新】障害者医療リハビリテーション
センター（仮称）の整備（身体障害者
福祉センター再編整備）

府立急性期・総合医療センターとの統合に向けて、基本設計、実施設計の策定を行う。 ２（２） 0
146,653 146,653 10,500 157,153 121,979 121,979 8,250 130,229 268,632 268,632 18,750 287,382 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 43,284 43,284 3,099 46,383 79,285 79,285 5,534 84,819

194 【新】交野自立センター整備費（臨
時）

施設運営上、必要な改修工事を行う。 ２（２） 0 19,700 9,850 1,050 20,750 16,386 8,193 1,089 17,475 36,086 18,043 2,139 38,225 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,814 2,907 310 6,124 10,650 5,325 631 11,282
198

身体障害者福祉事業費
身体障害者の社会参加を促進するため、スポーツ大会や生活相談を行う財団法人大阪府身体
障害者福祉協会に対して補助する。

２（２） 0
4,715 4,715 1,050 5,765 3,922 3,922 303 4,224 8,637 8,637 1,353 9,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,392 1,392 310 1,702 2,549 2,549 399 2,948

199 身体障害者福祉事業費（社会福祉
法人大阪障害者団体連合会）

身体障害者の社会参加を促進するため、社会福祉法人大阪障害者団体連合会に対して補助す
る。

２（２） 0
1,309 1,309 1,050 2,359 1,089 1,089 124 1,213 2,398 2,398 1,174 3,572 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 386 386 310 696 708 708 346 1,054

202
聴言語障害者福祉事業

聴覚障害者の社会参加を促進するため、手話通訳者の派遣を行うとともに、相談業務等を行う
社団法人大阪聴力障害者協会等に対して補助する。

２（２） 0
26,822 26,822 5,250 32,072 22,309 22,309 1,684 23,993 49,131 49,131 6,934 56,065 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,916 7,916 1,550 9,466 14,501 14,501 2,046 16,547

204
障害者ＩＴ総合推進事業

障害者のＩＴ利用を総合的に支援するため、「大阪府ＩＴステーション(仮称)」を活用しながら、障害
者ＩＴ講習会、パソコンボランティアの養成、企業や府民から提供されたパソコンを障害者に提供
するパソコンリサイクルの推進等を実施する。

２（２） 0
30,379 24,241 5,250 35,629 25,268 20,162 1,870 27,138 55,647 44,403 7,120 62,767 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,966 7,155 1,550 10,516 16,424 13,105 2,102 18,525

205
視覚障害者福祉事業

視覚障害者の自立と社会参加を促進するため、生業指導事業等を行う財団法人大阪府視覚障
害者福祉協会に対して補助する。

２（２） 0
51,718 51,718 3,150 54,868 43,017 43,017 2,880 45,897 94,735 94,735 6,030 100,765 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,264 15,264 930 16,194 27,960 27,960 1,780 29,740

206 視覚障害者福祉事業（国庫補助事
業）

視覚障害者の自立を促進するため、盲人福祉センター点字図書館を管理運営する財団法人大
阪府視覚障害者福祉協会等に対して補助する。

２（２） 0
42,868 21,433 2,100 44,968 35,656 17,827 2,361 38,016 78,524 39,260 4,461 82,984 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,652 6,326 620 13,272 23,176 11,587 1,317 24,492

207 視覚障害者福祉事業（財団法人大
阪府視覚障害者福祉協会）

視覚障害者の社会参加を促進するため、福祉研修会等を行う財団法人大阪府視覚障害者福祉
協会に対して補助する。

２（２） 0
420 420 1,050 1,470 349 349 77 427 769 769 1,127 1,897 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 124 124 310 434 227 227 333 560

208 リフト付き福祉タクシー利用促進事
業

障害者の外出・移動を支援するため、リフト付き福祉タクシーのＰＲ等を行う大阪福祉タクシー運
営連絡協議会に対して補助する。

２（２） 0
2,000 0 1,050 3,050 1,664 0 160 1,824 3,664 0 1,210 4,874 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 0 310 900 1,081 0 357 1,438

210 【新】大阪府ＩＴステーション(仮称)運
営費

障害者を含め誰もがＩＴを主体的に利用でき、個々の能力を最大限に発揮するための情報と通信
技術のサポート拠点となる「大阪府ＩＴステーション（仮称）」を運営し、障害者のＩＴ利用日本一を
めざす。

２（２） 0
35,273 35,273 10,500 45,773 29,338 29,338 2,403 31,741 64,611 64,611 12,903 77,514 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,411 10,411 3,099 13,510 19,070 19,070 3,808 22,878

214 障害者交流促進センター管理運営 障害者の社会参加を促進するため、障害者交流促進センターを管理運営する。 ２（２） 0 191,581 169,813 5,250 196,831 159,348 141,242 10,333 169,681 350,929 311,055 15,583 366,512 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 56,544 50,119 1,550 58,094 103,575 91,806 4,599 108,174
215 稲スポーツセンター管理運営 障害者のスポーツ・レクリエーション活動を促進するため、稲スポーツセンターを管理運営する。 ２（２） 0 69,228 66,830 2,100 71,328 57,581 55,586 3,744 61,325 126,809 122,416 5,844 132,653 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,432 19,725 620 21,052 37,427 36,130 1,725 39,152
235

大阪障害者雇用推進会議助成事業
企業の障害者雇用への取組を促進するため、府内の障害者雇用支援機関で構成し、一元的な
情報提供と啓発活動を展開する「大阪障害者雇用推進会議」の運営費の一部を助成する。

２（２） 0
1,000 1,000 2,100 3,100 832 832 163 994 1,832 1,832 2,263 4,094 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 620 915 541 541 668 1,208

247 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）障害者
雇用企業相談事業

（社）大阪府障害者雇用促進協会のノウハウを活かし、企業ニーズの高い障害者雇用に関する
助成金や雇用管理相談を実施し、障害者雇用支援プラザ（仮称）への企業の集客を図る。

２（２） 0
353 353 2,100 2,453 294 294 129 422 647 647 2,229 2,875 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 104 104 620 724 191 191 658 849

248 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）障害者
IT人材情報ナビ事業

大阪府ITステーション（仮称）等における訓練修了生の情報をWEBページで公開することにより、
障害者雇用の促進を図る。

２（２） 0
6,089 6,089 4,200 10,289 5,065 5,065 540 5,605 11,154 11,154 4,740 15,894 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,797 1,797 1,240 3,037 3,292 3,292 1,399 4,691

249 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）重度視
覚障害者職域開発推進事業

視覚障害者が活用できる音声読み上げ対応の事務処理ソフトを開発し、ITを活用した職域にお
ける視覚障害者の雇用を促進する。

２（２） 0
17,700 17,700 4,200 21,900 14,722 14,722 1,150 15,872 32,422 32,422 5,350 37,772 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,224 5,224 1,240 6,464 9,569 9,569 1,579 11,148

250 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）雇用支
援コーディネート業務委託事業

大阪府ITステーション（仮称）等における訓練修了生を雇用に結びつけるため、障害者雇用支援
プラザ（仮称）において実施する雇用支援コーディネート業務を民間就職支援事業者に委託して
実施する。

２（２） 0
10,253 10,253 4,200 14,453 8,528 8,528 759 9,287 18,781 18,781 4,959 23,740 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,026 3,026 1,240 4,266 5,543 5,543 1,464 7,007

251 知的障害者等自立就労訓練助成事
業

知的障害者等を対象に大阪府福祉人権推進センターの日常清掃業務及び職場定着指導を行
い、自立支援に資する。

２（２） 0
4,320 4,320 1,050 5,370 3,593 3,593 282 3,875 7,913 7,913 1,332 9,245 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,275 1,275 310 1,585 2,336 2,336 393 2,729

257 大阪府授産事業振興センター管理
費

授産施設等で製作された商品の販路拡大を図るため、広報･啓発事業等を行う大阪府授産事業
振興センターの運営を大阪府社会福祉協議会に委託する。

２（２） 0
12,493 12,493 2,100 14,593 10,391 10,391 766 11,157 22,884 22,884 2,866 25,750 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,687 3,687 620 4,307 6,754 6,754 846 7,600
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

267
ふれ愛ゾーン運営助成費

障害者福祉作業所等の製品販売を促進するため、「ふれ愛たかつき」を運営する大阪府社会福
祉協議会に対して補助する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

275 交野自立センター管理運営 重度身体障害者の自立を促進するため、交野自立センターの管理運営を行う。 ２（２） 0 65,909 59,921 4,200 70,109 54,820 49,839 3,680 58,500 120,729 109,760 7,880 128,609 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,453 17,685 1,240 20,692 35,633 32,395 2,326 37,958
276 大阪ＩＮＡ職業支援センター運営補

助
知的障害者の就労自立を支援するため、大阪ＩＮＡ職業支援センターを管理運営する社会福祉
法人府障害者福祉事業団に対して補助する。

２（２） 0
35,055 35,055 35,055 70,110 29,157 29,157 3,681 32,838 64,212 64,212 38,736 102,948 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,346 10,346 10,346 20,693 18,952 18,952 11,433 30,384

277
明光ワークス管理運営

知的障害者の就労自立を促進するため、職業的訓練と生活指導を行う明光ワークスを管理運営
する。

２（２） 0
74,824 74,824 4,200 79,024 62,235 62,235 4,148 66,383 137,059 137,059 8,348 145,407 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,084 22,084 1,240 23,324 40,452 40,452 2,464 42,916

283
府立花の文化園の管理運営

「花に憩い、花に学び、花で交流する」を基本方針に花とみどりの街づくりをすすめていく拠点植
物園として整備した「花の文化園」の管理運営を（財）大阪府みどり公社に委託する。

２（２） 0
189,301 0 189,301 157,451 0 9,938 167,389 346,752 0 9,938 356,690 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 55,871 0 0 55,871 102,342 0 2,933 105,275

313
府立青少年会館の管理運営

青少年活動を促進し、青少年の健全な育成に資するため、自主的な文化活動の場を提供する青
少年会館の管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

314 府立青少年海洋センターの管理運
営

海を通じて、青少年に自然と親しむ健康で文化的なレクリエーション活動の場を提供し、もって青
少年の健全な育成を図る青少年海洋センターの管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託
する。

２（２） 0
267,255 267,255 222,290 0 14,030 236,320 489,545 0 14,030 503,575

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 75,323 0 0 75,323 137,973 0 3,954 141,927

315 府立青少年海洋センターファミリー
棟の管理運営

青少年を中心とした小グループや家族が気軽に宿泊できる施設として、青少年海洋センターに
ファミリー棟を設置し、その管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託する。

２（２） 0
4,845 4,845 4,030 0 254 4,284 8,875 0 254 9,129

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 1,366 0 0 1,366 2,501 0 72 2,573

316 府立総合青少年野外活動センター
の管理運営

キャンプ等の共同生活を通じて、青少年に自然と親しむ健康で文化的なレクリエーション活動の
場を提供し、もって青少年の健全な育成を図る総合的な野外活動施設として青少年野外活動セ
ンターの管理運営を（財）大阪府青少年活動財団に委託する。

２（２） 0
203,096 203,096 168,925 0 10,662 179,587 372,021 0 10,662 382,683

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 57,241 0 0 57,241 104,850 0 3,005 107,855

317 (財）大阪府青少年活動財団への運
営助成

青少年の健全育成事業及び青少年施設の運営を行っている(財）大阪府青少年活動財団に対
し、その事業内容の充実と運営基盤の確立を図るため助成を行う。

２（２） 0
558,502 558,502 5,250 563,752 464,535 464,535 29,595 494,130 1,023,037 1,023,037 34,845 1,057,882

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 157,408 157,408 1,480 158,888 288,332 288,332 9,821 298,153

318 府立羽衣青少年センターの管理運
営

青少年に健康で文化的なレクリエーション活動の場を提供し、もって青少年の健全な育成を図る
都市型野外活動施設として、羽衣青少年センターを運営する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

320
プラネットステーション（府立青少年
会館）事業

青少年の自主的・主体的な文化活動への参加を促進するため、（財）大阪府青少年活動財団へ
の委託などにより、プラネットステーション主催事業等を実施する。

２（２） 0
11,264 4,200 15,464 9,369 0 812 10,181 20,633 0 5,012 25,645

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 3,118 0 1,163 4,281 5,712 0 1,387 7,099

408 中高年齢者再就職サポート事業（中
高年就職支援センター運営事業）

厳しい雇用環境にある中高年齢者の再就職を支援するため、雇用就業相談やキャリア形成を図
るカウンセリングを実施するとともに、職業に関するセミナー、求人情報の検索等を一貫して提供
する「中高年就職支援センター」を運営する。

２（２） 0
26,404 26,404 14,700 41,104 21,962 21,962 2,158 24,119 48,366 48,366 16,858 65,223

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 7,668 7,668 4,269 11,938 14,047 14,047 4,896 18,942

445
【新】高齢者医療・健康・福祉サポー
ト機能等支援事業

老人福祉施設が社会貢献事業の一環として実施する「高齢者等の要援護者からの相談対応や
経済的援助等により、医療・健康・福祉の必要なサービスに結びつける事業（医療・健康・福祉サ
ポート機能）」の円滑な推進を図るため、これらの業務を支援する人員を養成し、配置する大阪
府社会福祉協議会に対して助成する。

２（２） 0

171,419 171,419 2,100 173,519 142,578 142,578 9,109 151,687 313,997 313,997 11,209 325,206
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 57,965 57,965 710 58,676 106,178 106,178 3,790 109,969

446
かかりつけ薬局の育成強化事業

府民が薬について身近に相談できる「かかりつけ薬局」の育成・強化を図るため、（社）大阪府薬
剤師会が実施する薬局マップ・リーフレットの配付や府民向け講演会等の事業に対して補助す
る。

２（２） 0
4,750 4,750 1,307 6,057 3,951 3,951 318 4,269 8,701 8,701 1,625 10,326 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,402 1,402 386 1,788 2,568 2,568 480 3,048

453
府立老人福祉施設管理費 要介護高齢者等に対する施設サービスを充実するため、府立老人福祉施設の管理運営を行う。 ２（２） 0

35,619 35,619 1,050 36,669 29,626 29,626 1,925 31,551 65,245 65,245 2,975 68,220
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 12,045 12,045 355 12,400 22,063 22,063 1,006 23,069

474 介護保険苦情処理体制整備運営費
補助事業

介護保険の指定サービスに関する苦情対応及び事業者の指導を行う国保連合会に補助を行
う。

２（２） 0
27,894 27,894 2,100 29,994 23,201 23,201 1,575 24,775 51,095 51,095 3,675 54,769

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 9,432 9,432 710 10,142 17,278 17,278 1,243 18,520

483 介護保険事業者運営支援事業（緊
急地域雇用創出特別基金事業）

国の「緊急地域雇用創出特別基金」を活用し、介護保険事業者が自立的、安定的な事業運営が
できるよう、「介護保険事業者支援センター」を設置し、相談、情報提供等の事業を実施する。

２（２） 0
127,164 0 3,150 130,314 105,769 0 6,841 112,610 232,933 0 9,991 242,924

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 43,001 0 1,065 44,066 78,766 0 3,378 82,145

487 高齢者総合相談情報センター（ｼﾙ
ﾊﾞｰ110 番）運営委託

高齢者等の悩みや不安を解消するため、各種相談事業等を行う。 ２（２） 0
30,491 25,684 2,100 32,591 25,361 21,363 1,711 27,072 55,852 47,047 3,811 59,663

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,311 8,685 710 11,021 18,886 15,909 1,289 20,175

490

府立老人総合センターの運営

市町村立老人福祉センターの中枢的・指導的役割を果たすとともに、急速に進行する高齢社会
に対応し、積極的に高齢者の生きがいづくりを推進するため、高齢者に対する相談、健康の増
進、教養の向上、レクリエーションなどの事業を行うほか、高齢者及び高齢者福祉関係者に対す
る研修等を総合的に実施運営する。

２（２） 0

41,688 34,853 41,688 34,674 28,989 2,188 36,863 76,362 63,842 2,188 78,551
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 14,097 11,786 0 14,097 25,822 21,588 740 26,562

492 老人地域活動促進事業（大阪府老
人クラブ連合会補助）

高齢者の健康･生きがいづくりを促進するため、大阪府老人クラブ連合会に対して補助する。 ２（２） 0
16,802 9,325 10,500 27,302 13,975 7,756 1,433 15,408 30,777 17,081 11,933 42,710

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 5,682 3,153 3,551 9,232 10,407 5,776 4,035 14,443

501 高齢者職業相談室・高齢者職業相
談プラザの運営

高年齢者の適性と能力にふさわしい再就職の促進を図るため、府内に相談室を設置し、相談員
が職業に関する情報の提供と必要な助言及び職業紹介等を行う。

２（２） 0
33,686 33,686 10,500 44,186 28,018 28,018 2,320 30,338 61,704 61,704 12,820 74,524

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 11,391 11,391 3,551 14,942 20,865 20,865 4,335 25,200

504
高年齢者労働能力活用事業

高年齢者の就業機会の確保と社会参加の促進を図るため、府内各シルバー人材センター及び
（社）大阪府シルバー人材センター協議会に対する育成指導を行う。

２（２） 0
72,604 72,604 10,500 83,104 60,389 60,389 4,363 64,751 132,993 132,993 14,863 147,855

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 24,551 24,551 3,551 28,102 44,971 44,971 5,026 49,997

720 府立少年自然の家の運営 府立少年自然の家の運営 ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
722

視聴覚教育振興事業
学校教育及び社会教育における視聴覚教育のための学習教材を提供するため、府立中央図書
館にある視聴覚ライブラリーを運営する。

２（２） 0
2,921 2,921 1,050 3,971 2,430 2,430 208 2,638 5,351 5,351 1,258 6,609 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 862 862 310 1,172 1,579 1,579 371 1,951

723
識字推進事業

識字問題の解決を図るため、「識字・日本語連絡会」が実施する交流会や啓発事業等に対して
補助する。

２（２） 0
8,623 8,623 1,050 9,673 7,172 7,172 508 7,680 15,795 15,795 1,558 17,353 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,545 2,545 310 2,855 4,662 4,662 460 5,122

725 大阪地域職業訓練センター教育推
進事業

若者の失業者や高校中退者の就労・就学支援を図るため、各種の事業を実施する（財）大阪生
涯職業教育振興協会に対して補助する。

２（２） 0
10,804 10,804 1,050 11,854 8,986 8,986 622 9,609 19,790 19,790 1,672 21,463 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,290 3,290 320 3,610 6,027 6,027 509 6,536

726
ビジネス支援図書館機能整備事業

都心部に位置する中之島図書館の立地特性を活かし、図書館のネットワーク機能を駆使して創
業支援、中小企業支援、社会人のキャリアアップのための知的インフラを整備する。

２（２） 0
22,666 22,666 18,852 0 1,190 20,042 41,518 0 1,190 42,708 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,690 0 0 6,690 12,254 0 351 12,605

760
府立介護実習・普及センターの運営

介護知識･技術の普及を促進するため、（財）大阪府地域福祉推進財団に対し、介護の実技実習
や福祉機器の展示等を委託する。

２（２） 0
97,078 86,017 1,050 98,128 80,745 71,545 5,151 85,896 177,823 157,562 6,201 184,024 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 28,652 25,387 310 28,962 52,483 46,504 1,830 54,314

765
大阪府民牧場の管理運営

牧場が持つみどり豊かな自然の中で、家畜とのふれあい等を通じて、府民に潤いを提供する府
民牧場の管理運営を行なう。

２（２） 0
98,829 98,829 82,201 0 5,188 87,389 181,030 0 5,188 186,218 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,169 0 0 29,169 53,430 0 1,531 54,961

789
環境情報プラザ管理運営事業

平成１５年２月に環境情報センター内にエコビジネスや環境教育・学習など幅広い環境情報を総
合的に収集・整理して発信できる「環境情報プラザ」を整備したところであり、その管理運営を行
う。

２（２） 0
2,212 2,212 8,400 10,612 1,840 1,840 557 2,397 4,052 4,052 8,957 13,009 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 653 653 2,479 3,132 1,196 1,196 2,644 3,840

904 府立児童福祉施設運営費（府立子
どもライフサポートセンター）

府立子どもライフサポートセンターにおいて、不登校、ひきこもり等の児童に対して、生活・学習・
職業支援や心理的サポート等を行い、社会への自立を図る。

２（２） 0
84,677 39,925 414,750 499,427 70,430 33,208 26,218 96,648 155,107 73,133 440,968 596,075 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 22,210 10,472 108,785 130,995 40,683 19,182 115,662 156,345

922
子ども会育成事業

こども会活動の振興を図るため、優良こども会の表彰などを行うほか、（財）大阪府こども会育成
連合会へ分担金・補助金を交付し、青年指導者研修事業などを実施する。

２（２） 0
3,309 3,309 0 3,309 2,752 2,752 174 2,926 6,061 6,061 174 6,235 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 868 868 0 868 1,590 1,590 46 1,635

925
青少年活動促進事業助成費

青少年活動を支援する体制を充実するため、（財）大阪府青少年活動財団へ補助金を交付し、
研究大会を開催する。

２（２） 0
280 280 1,050 1,330 233 233 70 303 513 513 1,120 1,633

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 79 79 296 375 145 145 316 460

926
青少年指導員費

青少年指導員の資質向上を図るため、大阪府青少年指導員連絡協議会が実施する会員への研
修事業や会報の発行などに対して補助する。

２（２） 0
505 505 6,300 6,805 420 420 357 777 925 925 6,657 7,582

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 142 142 1,776 1,918 261 261 1,876 2,137

1042
府立大型児童館ビッグバンの運営

子どもの豊かな遊びと文化創造の中核拠点である大型児童館ビッグバンの管理運営を（財）大
阪府地域福祉推進財団に委託する。

２（２） 0
122,761 98,259 122,761 102,107 81,727 6,445 108,551 224,868 179,986 6,445 231,312 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 32,199 25,772 0 32,199 58,981 47,209 1,690 60,671

1047 土地改良事業指導費（大阪府土地
改良事業団体連合会補助）

農空間の保全を目指す土地改良事業の適切かつ効率的な運営を図るため、大阪府土地改良事
業団体連合会が行う土地改良管理指導センターや換地センター事業等に対して補助する。

２（２） 0
19,906 9,419 3,150 23,056 16,557 7,834 1,210 17,767 36,463 17,253 4,360 40,823 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 346 164 55 401 634 300 76 710

1049 (財)大阪府みどり公社運営助成事
業

農地保有の合理化を促進し、優良農地の確保等を図るため、農地保有合理化法人であるみどり
公社に助成する。

２（２） 0
41,258 34,562 5,250 46,508 34,316 28,747 2,442 36,758 75,574 63,309 7,692 83,266 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 717 601 91 809 1,314 1,101 134 1,448

1120 府立漕艇センターの運営 府民に漕艇の場を提供し、スポーツ振興に寄与するため、府立漕艇センターの運営を行う。 ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 河川延長 148,054 670,032 22.1% 0 0 0 0 0 0 0 0
1123

府立臨海スポーツセンターの運営
民間のノウハウを活用し、多様なサービスとスポーツの振興に寄与するため、府立臨海スポーツ
センターの管理運営を行う。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1221
保育研究・研修事業

幼児期からの教育や子育て支援の一層の充実を図るため、保育所職員等の研修と保育内容・
教材の研究等を行う「大阪保育子育て人権情報研究センター」に対して補助する。

２（２） 0
48,993 48,863 6,300 55,293 40,750 40,642 2,903 43,653 89,743 89,505 9,203 98,946

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 38,760 38,657 4,984 43,744 70,999 70,810 7,281 78,279

1224 歯科衛生士養成所臨床実習教育費
補助

身体障害者に対する歯科診療補助業務及び歯科疾患予防等に関する技術の習得を進めるた
め、社会福祉施設や障害者歯科診療現場において臨床実習を実施する歯科衛生士養成所に対
し補助する。

２（２） 0
9,730 4,865 0 9,730 8,093 4,046 511 8,604 17,823 8,911 511 18,334

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 7,698 3,849 0 7,698 14,100 7,050 404 14,504

1232
臨床研修指定病院補助事業 地域医療の中核的役割を担う大学付属病院及び臨床研修指定病院の運営に対し助成する ２（２） 0

3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 2,492 2,492 0 0 2,623 2,623

1237
看護師等人材確保促進事業

ナースセンターにおいて、無料職業紹介、各種講習会を（社）大阪府看護協会に委託して実施す
る。

２（２） 0
46,546 45,150 7,350 53,896 38,715 37,554 2,829 41,544 85,261 82,704 10,179 95,440

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 36,824 35,720 5,815 42,639 67,453 65,430 8,053 75,506

1250
歯科技工士研修事業補助

聴覚障害を持つ歯科技工士の自立の促進と資質、技術の向上を図るため、（社）大阪府歯科技
工士会が実施する講演会や実技研修事業に対し補助する。

２（２） 0
397 397 0 397 330 330 21 351 727 727 21 748

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 314 314 0 314 575 575 16 592
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

1265 救急医療情報システム整備運営事
業

救急傷病者を医療機関へ迅速に搬送するため、（社）大阪府医師会に救急医療情報センター（シ
ステム）の運営を委託するとともに、医療機関の情報を収集し医療連携や府民の主体的な医療
機関の選択を支援する。

２（２） 0
530,457 436,881 5,775 536,232 441,209 363,377 28,150 469,359 971,666 800,258 33,925 1,005,591 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 156,562 128,943 1,704 158,266 286,782 236,192 10,013 296,795

1278 「大阪後見支援センター」運営事業
費補助金（相談事業）

痴呆性高齢者等自己の判断のみでは意思決定に支障のある方の権利擁護を推進するため、電
話相談等を行う大阪府社会福祉協議会（大阪後見支援センター）に対して補助する。

２（２） 0
54,923 35,754 7,350 62,273 45,682 29,738 3,269 48,951 100,605 65,492 10,619 111,224

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 18,572 12,090 2,485 21,058 34,020 22,146 3,591 37,611

1279 「大阪後見支援センター」運営事業
費補助金（地域福祉権利擁護事業）

痴呆性高齢者等自己の判断のみでは意思決定に支障のある方の福祉サービス等利用援助や
財産保全、金銭管理を支援するため、生活支援員の派遣を行う市町村社会福祉協議会等に助
成する大阪府社会福祉協議会に対して補助する。

２（２） 0
139,206 72,560 7,350 146,556 115,785 60,352 7,694 123,479 254,991 132,912 15,044 270,035

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 47,073 24,536 2,485 49,558 86,225 44,944 5,087 91,312

1283
成人病予防事業助成

成人病に関する医療水準の向上並びに知識の啓発普及を図るため、成人病に関する研究活動
等を行う（財）大阪成人病予防協会の運営に対して助成する。

２（２） 0
1,134 1,134 2,100 3,234 943 943 170 1,113 2,077 2,077 2,270 4,347 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 335 335 620 954 613 613 670 1,283

1296 衛生教育活動並びに地区衛生組織
育成強化事業

地域保健活動を推進するため、女性の組織的な力により地域保健の向上を目指す目的で設置
された（社）大阪エイフボランタリーネットワーク等の運営に対し補助する。

２（２） 0
6,088 6,088 3,150 9,238 5,064 5,064 485 5,549 11,152 11,152 3,635 14,787 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 1,793 1,793 928 2,721 3,284 3,284 1,071 4,355

1306 大阪がん予防検診センター事業運
営費補助金交付事業

がんの予防や早期発見を行うため、各種がんの一次検診及び精密検査等の事業を行う（財）大
阪がん予防検診センターの運営に対して補助する。

２（２） 0
482,519 412,253 6,300 488,819 401,336 342,892 25,661 426,997 883,855 755,145 31,961 915,816 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 142,413 121,674 1,859 144,272 260,865 222,877 9,433 270,298

1326
予防接種

予防接種の接種率向上を図るため、市町村に対して定期予防接種の実施の指示と指導を行うと
ともに、要注意者などを対象とした医療相談事業を行う大阪府医師会予防接種センターに補助
を行う。

２（２） 0
2,975 1,488 66,150 69,125 2,474 1,238 3,629 6,103 5,449 2,726 69,779 75,228 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 878 439 19,524 20,402 1,608 804 20,595 22,203

1370
大阪難病医療ネットワーク事業

難病に対する医療機関等の取組を促進するため、府立急性期・総合医療センター内に大阪難病
医療情報センターを設置し府内医療機関のネットワーク化を推進するとともに医療従事者研修
等を実施する。

２（２） 0
21,754 10,928 9,450 31,204 18,094 9,089 1,638 19,732 39,848 20,017 11,088 50,936 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,421 3,225 2,789 9,210 11,761 5,908 3,273 15,034

1376
【新】難病相談支援センター事業

難病患者・家族等の療養上、生活上での悩みや不安の解消を図るため、難病相談支援員を配
置し、相談事業、交流会の開催、就労支援等を行う難病相談支援センターを整備する。

２（２） 0
11,827 5,914 3,150 14,977 9,837 4,919 786 10,623 21,664 10,833 3,936 25,600 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,491 1,745 930 4,420 6,394 3,197 1,162 7,556

1389
【新】保健福祉医療対策事業費

医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会が独自性、専門性を発揮して行う健康福祉施策
を補完する事業をメニュー方式により補助する。

２（２） 0
739,000 3,150 742,150 614,665 0 38,960 653,625 1,353,665 0 42,110 1,395,775 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 218,112 0 930 219,042 399,527 0 12,429 411,956

1394 休日夜間急患診療確保対策事業
（特定科目）

休日・夜間等における特定科目（眼科、耳鼻咽喉科）の二次救急医療体制を確保するため、参加
病院のローテーションの調整等を府医師会に委託して行う。

２（２） 0
78,566 78,566 2,100 80,666 65,347 65,347 4,235 69,582 143,913 143,913 6,335 150,248 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 23,188 23,188 620 23,808 42,475 42,475 1,870 44,345

1406 【新】緊急歯科診療体制確保事業
（夜間・休日）

緊急の歯科診療体制を整備するため、夜間・休日昼間の歯科診療を行う府歯科医師会に対し補
助する。

２（２） 0
16,620 16,620 1,575 18,195 13,824 13,824 955 14,779 30,444 30,444 2,530 32,974 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,905 4,905 465 5,370 8,985 8,985 747 9,732

1422
血液対策事業

府内の医療機関で必要な血液を府内の献血で確保するため、各市町村献血推進協議会の事業
費及び血液センター（森ノ宮等３か所）の施設整備に対して補助する。

２（２） 0
25,868 23,158 3,225 29,093 21,516 19,262 1,527 23,043 47,384 42,420 4,752 52,136 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,635 6,835 952 8,587 13,985 12,520 1,403 15,388

1430
周産期緊急医療体制整備事業

重症新生児や重症妊産婦の緊急搬送体制を確保するため、周産期緊急医療体制の整備を図る
（社）大阪府医師会に対し補助する。

２（２） 0
38,000 30,257 4,200 42,200 31,607 25,166 2,215 33,822 69,607 55,423 6,415 76,022 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 11,192 8,911 1,237 12,429 20,501 16,323 1,889 22,390

1449
地域災害医療センター整備事業

地域災害医療センターが地域における医療救護活動の拠点としての機能を果たすよう、施設・
設備の整備費に対して補助を行う。

２（２） 0
104,078 52,039 1,050 105,128 86,567 43,284 5,519 92,086 190,645 95,323 6,569 197,214 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 30,718 15,359 310 31,028 56,268 28,134 1,939 58,207

1450
臓器移植推進事業

移植医療の適正な実施に資するため、臓器移植コーディネーターの設置、臓器提供意思表示
カードの配付等、普及啓発を図るとともに、（財）大阪腎臓バンクに対し事業助成する。

２（２） 0
10,438 10,438 5,250 15,688 8,682 8,682 824 9,505 19,120 19,120 6,074 25,193 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,081 3,081 1,550 4,630 5,643 5,643 1,793 7,436

1451 （財）大阪アイバンクに対する補助
金

角膜移植を推進するため、（財）大阪アイバンクが実施している角膜のあっせんや啓発事業等に
対して補助する。

２（２） 0
1,134 1,134 1,050 2,184 943 943 115 1,058 2,077 2,077 1,165 3,242 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 335 335 310 645 613 613 344 957

1478
ＢＳＥ（牛海綿状脳症）対策事業 府内２ヶ所の食肉衛生検査所において、牛全頭を対象にＢＳＥスクリーニング検査を行う。 ２（２） 0

131,781 56,832 63,000 194,781 109,609 47,270 10,225 119,834 241,390 104,102 73,225 314,615

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 36,639 15,801 17,516 54,156 67,114 28,944 20,359 87,473

1493 生活衛生関係組合指導事業（(財)
大阪府生活衛生営業指導センター
運営事業補助金）

生活衛生関係営業者の経営の健全化により営業施設等の衛生水準の維持向上を図るため、
（財）大阪府生活衛生営業指導センターの事業運営に対して補助する。

２（２） 0
44,158 30,598 3,150 47,308 36,729 25,450 2,483 39,212 80,887 56,048 5,633 86,520 事業所数 232,804 483,964 48.1% 21,242 14,719 1,515 22,757 38,909 26,961 2,710 41,619

1499 【新】公衆衛生研究所等整備構想事
業

老朽化した公衆衛生研究所及び犬管理事務所について、移転を含めた建替え構想について調
査研究を行う。犬管理事務所については、動物愛護センター（仮称）として機能充実させ、動物に
対する虐待の防止や動物の適正な取扱いについて普及啓発を図る施設として構想を行う。

２（２） 0
5,000 5,000 10,500 15,500 4,159 4,159 814 4,972 9,159 9,159 11,314 20,472 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,476 1,476 3,099 4,575 2,703 2,703 3,339 6,042

1518 大阪府福祉人権推進センター運営
助成費

府域の高齢者等の福祉の向上を図るため、大阪府福祉人権推進センターを運営する大阪府総
合福祉協会に対して助成する。

２（２） 0
189,874 189,874 21,000 210,874 157,928 157,928 11,070 168,998 347,802 347,802 32,070 379,872

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 64,206 64,206 7,101 71,307 117,609 117,609 10,845 128,454

1525 財団法人法律扶助協会大阪支部補
助金

裁判をする必要があるのに経済的余裕がない人々の権利擁護を図るため、少年保護事件付添
扶助事業等を行う財団法人法律扶助協会大阪支部に対して補助する。

２（２） 0
4,950 4,950 0 4,950 4,117 4,117 260 4,377 9,067 9,067 260 9,327 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,461 1,461 0 1,461 2,676 2,676 77 2,753

1526 更生保護法人大阪府更生保護協会
補助金

犯罪者の更生等を図るため、世論啓発活動等を行う大阪府更生保護協会に対して補助する。 ２（２） 0
2,100 2,100 0 2,100 1,747 1,747 110 1,857 3,847 3,847 110 3,957 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 620 620 0 620 1,135 1,135 33 1,168

1532
（財）大阪府地域福祉推進財団事業

府民の増大・多様化するニーズに適切に対応するため、「公民の福祉の総合基地」として設置す
る（財）大阪府地域福祉推進財団の運営経費を補助する。

２（２） 0
197,184 197,184 5,250 202,434 164,008 164,008 10,627 174,635 361,192 361,192 15,877 377,069 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 58,198 58,198 1,550 59,747 106,604 106,604 4,686 111,290

1533
大阪府谷町福祉センター運営費

身体障害者等の交流や活動を活発化するため、活動の場を提供する大阪府地域推進財団に対
して補助する。

２（２） 0
7,315 7,315 2,100 9,415 6,084 6,084 494 6,579 13,399 13,399 2,594 15,994 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,159 2,159 620 2,779 3,955 3,955 766 4,720

1577 「大阪府児童環境づくり推進機構」
の運営助成

親子のふれあいの場を提供するため、イベント開催等を行う児童環境づくり推進機構に対して補
助する。

２（２） 0
14,329 7,165 1,050 15,379 11,918 5,960 807 12,726 26,247 13,125 1,857 28,105 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 3,758 1,879 275 4,034 6,884 3,442 487 7,372

1612
自閉症児対策事業

自閉症児に対する療育及び医療を提供するため、府立松心園において精神療法等の医療の提
供を行うとともに、家族に対するカウンセリング等を実施する。

２（２） 0
58,238 28,516 2,100 60,338 48,440 23,718 3,168 51,607 106,678 52,234 5,268 111,945 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 15,275 7,479 551 15,826 27,980 13,701 1,382 29,362

1643 府立児童福祉施設運営費・整備費
(修徳学院）

府立修徳学院において、非行児童を保護し、生活指導等を通じて、社会生活能力を育成し、その
自立を図る。

２（２） 0
136,196 61,619 676,200 812,396 113,281 51,252 42,648 155,929 249,477 112,871 718,848 968,325 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 35,723 16,162 177,361 213,084 65,435 29,605 188,547 253,982

2031 (財)救急振興財団への運営助成事
業

救命率の向上に対する国民の要請に対応して、救急隊員が行う救急措置の拡大に伴い必要と
なる教育訓練等、救急業務の高度化を推進するため、都道府県共同出資で設立した（財）救急
振興財団の事業に対し運営費の負担を行う。

２（２） 0
22,100 22,100 840 22,940 18,382 18,382 1,204 19,586 40,482 40,482 2,044 42,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,523 6,523 248 6,771 11,948 11,948 603 12,551

2032
(財)大阪府消防協会補助金

消防団員の消防知識・技能の向上等を図るとともに、府民に対する消防思想の普及や消防機関
相互の連絡調整を図っている大阪府消防協会に対して補助を行う。

２（２） 0
21,000 21,000 840 21,840 17,467 17,467 1,147 18,613 38,467 38,467 1,987 40,453 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,198 6,198 248 6,446 11,353 11,353 586 11,940

2282
古紙利用促進事業

古紙需要の拡大を通じて古紙産業の振興を図るため、古紙利用促進に関する情報交換・啓発・
調査研究を実施する古紙利用促進協会へ分担金を支出する。

２（２） 0
1,890 1,890 1,050 2,940 1,572 1,572 154 1,726 3,462 3,462 1,204 4,666 事業所数 232,804 483,964 48.1% 909 909 505 1,414 1,665 1,665 579 2,245

2284
化製場集約化事業

地域の環境改善や資源リサイクルシステムへの支援を図るため、大阪ハイプロテイン協業組合
が実施する集約化、高度化事業に対し、大阪市と共同で支援を行う。

２（２） 0
203,959 0 10,500 214,459 169,643 0 11,258 180,902 373,602 0 21,758 395,361 事業所数 232,804 483,964 48.1% 98,112 0 5,051 103,162 179,716 0 10,467 190,183

2290
廃棄物処理対策整備推進事業

魚あらの適正処理及びリサイクルを推進するため、府・市町村で構成する「大阪府魚腸骨処理対
策協議会」を通じ、小島養殖漁業生産組合に魚あらの処理を委託する。

２（２） 0
32,016 32,016 10,500 42,516 26,629 26,629 2,232 28,861 58,645 58,645 12,732 71,377 事業所数 232,804 483,964 48.1% 15,401 15,401 5,051 20,452 28,211 28,211 6,125 34,335

2466
自然環境保全地域等保全事業

府内に残された貴重な自然環境を保全するため、「大阪府自然環境保全審議会」の審議を経
て、指定された自然環境保全地域等で(財)大阪みどりのトラスト協会が行う保全管理事業に対し
て助成する。

２（２） 0
2,961 2,961 1,050 4,011 2,463 2,463 211 2,673 5,424 5,424 1,261 6,684 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2469 （財）大阪みどりのトラスト協会管理
運営事業

緑化の推進や府域に残された貴重な自然環境を保全するトラスト運動に取り組む（財）大阪みど
りのトラスト協会の管理運営に要する経費を助成する。

２（２） 0
70,233 0 0 70,233 58,416 0 3,687 62,103 128,649 0 3,687 132,336 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2511
農地保有合理化促進事業

農地保有合理化事業を推進し、保有農地の活用による大阪における都市農業の振興を図る中、
予見を超えた地価下落により生じる保有農地の売却差損を適切に処理するため、事業を推進し
た大阪府として、(財)大阪府みどり公社に補助を行う。

２（２） 0
73,890 73,890 5,250 79,140 61,458 61,458 4,155 65,613 135,348 135,348 9,405 144,753 農家数 592 29,801 2.0% 1,468 1,468 104 1,572 2,689 2,689 187 2,876

2519
協同農業普及推進事業

農業経営体育成、地域農業のリーダー育成などにより地域農業の振興を図るため、講習会や研
修会の開催等を行う農業改良普及センターを運営する。

２（２） 0
19,753 8,192 315,000 334,753 16,430 6,814 17,573 34,003 36,183 15,006 332,573 368,756

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 968 401 15,432 16,400 1,773 735 16,293 18,066

2670
ＩＴビジネスインキュベータ施設管理
運営事業

ＩＴ（情報技術）関連産業の起業・創業を支援するため整備した「大阪府ＩＴビジネスインキュベータ
（愛称：ｉｎｃｕｅｉｔ）」において、会員に対し起業に向けたスキルを学ぶセミナーの実施や、アドバイ
ザーによる相談･指導などのソフト支援を実施する。

２（２） 0
105,037 105,037 10,500 115,537 87,365 87,365 6,065 93,430 192,402 192,402 16,565 208,967

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 50,246 50,246 5,023 55,269 92,038 92,038 7,924 99,962

2695
インターネット高度利用研究事業

中小企業におけるインターネットのビジネスへの活用を促進するための支援を行う、マイドーム
おおさかインターネット通信センター運営協議会に分担金を拠出する。

２（２） 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2704 関西デジタルイベントネットワーク事
業

ネットビジネス・デジタルコンテンツ市場の拡大及び情報関連産業の分野における新産業・新規
事業の創出を図ることを目的としたＩＴ見本市「インターメディアフォーラム」を主催する実行委員
会に分担金を拠出する。

２（２） 0
2,000 2,000 7,350 9,350 1,664 1,664 491 2,154 3,664 3,664 7,841 11,504 事業所数 232,804 483,964 48.1% 962 962 3,536 4,498 1,762 1,762 3,772 5,534

2773 大阪版ＴＬＯ(Technology Licensing
Organization 技術移転機関)推進事
業

産学官連携の促進全体を事業範囲とする産業インフラとして、産学官のオール大阪の支援体制
のもとに事業を展開する「大阪ＴＬＯ」が、円滑かつ効果的な事業運営を行うことができるよう、事
業主体である（財）大阪産業振興機構の基金に対して出捐する。

２（２） 0
50,000 50,000 15,750 65,750 41,588 41,588 3,452 45,039 91,588 91,588 19,202 110,789 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 25,394 25,394 7,999 33,393 46,515 46,515 9,752 56,267

2778 イオン工学センターの活用･支援
（用地取得費資金貸付金）

（財）大阪府産業基盤整備協会が実施する（株）イオン工学センターへの土地賃貸事業を円滑に
推進するため、資金の貸付を行う。

２（２） 0
2,869,428 0 2,869,428 2,386,652 0 150,635 2,537,287 5,256,080 0 150,635 5,406,715 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,457,315 0 0 1,457,315 2,669,441 0 76,504 2,745,944
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2780

試験研究機関提案型調査研究事業

府立試験研究機関から産業再生プログラム(案）で創出が求められている産業分野（情報通信、
バイオ、環境、健康福祉）での企業との共同研究等につながる調査研究テーマを公募し外部評
価委員による選定の上、実施する。なお、1５年度は、大阪再生研究プロジェクトとして府民に安
全・安心を与える調査研究テーマを対象に加えた。

２（２） 0

65,440 65,440 5,250 70,690 54,430 54,430 3,711 58,141 119,870 119,870 8,961 128,831 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 33,235 33,235 2,666 35,902 60,879 60,879 4,551 65,430
2791

大阪府立特許情報センターの運営

産業活動における特許情報の持つ価値について、事業を発展させるためには必須アイテムのひ
とつであるという認識が各企業内で高まっている。このような企業意識の変革に対応するため、
特許情報の収集・閲覧事業を実施するとともに、特許情報を活用した中小企業活動の支援事業
を実施する。

２（２） 0

94,047 67,112 63,000 157,047 78,224 55,821 8,244 86,468 172,271 122,933 71,244 243,515 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 47,764 34,085 31,996 79,761 87,492 62,435 36,183 123,676
2845

運輸事業振興助成事業
公共輸送機関のコスト上昇抑制のため、公営バス事業者、バス・トラック事業者によって構成さ
れる公益法人が行う運輸事業の振興を図るための事業に対して補助する。

２（２） 0
971,338 971,338 2,100 973,438 807,912 807,912 51,102 859,014 1,779,250 1,779,250 53,202 1,832,452 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 493,320 493,320 1,067 494,386 903,640 903,640 27,020 930,660

2885 グローバル・ビジネス振興協議会負
担金

インターネット上（サイバーＧ－BOC)及び大阪で開催される商談会やフォーラム等を通じ、国内
外のビジネス交流の振興や推進を図る。

２（２） 0
11,750 11,750 2,100 13,850 9,773 9,773 727 10,500 21,523 21,523 2,827 24,350 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 5,968 5,968 1,067 7,034 10,931 10,931 1,436 12,367

2902
小規模企業者等設備貸与資金貸付
金

小規模企業者等の創業支援及び経営基盤の強化を図るため、（財）大阪産業振興機構の行う、
設備の割賦販売・リース制度に必要な資金を貸し付ける。

２（２） 0
1,987,796 152,077 88,620 2,076,416 1,653,353 126,490 109,004 1,762,358 3,641,149 278,567 197,624 3,838,774

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 950,889 72,748 42,393 993,281 1,741,792 133,256 94,536 1,836,329

2905
中小企業経営資源強化対策事業

新規創業者及び中小企業者に対する経営ノウハウ、技術、情報等の経営資源の確保を支援す
るため、大阪府中小企業支援センターが実施する事業（民間専門家による経営診断、事業可能
性評価、経営・技術研修等）への補助を行う。

２（２） 0
258,533 203,192 26,250 284,783 215,035 169,005 14,950 229,985 473,568 372,197 41,200 514,768

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 123,673 97,200 12,557 136,230 226,538 178,046 19,709 246,246

2911
創業促進支援事業費補助金

（財）大阪産業振興機構の大阪府中小企業支援センターが実施する事業（事業可能性評価委員
会において、高い評価を得た事業計画について、その実現を支援するために奨励金を交付）へ
の補助を行い、創業の促進を図る。

２（２） 0
27,000 27,000 3,150 30,150 22,457 22,457 1,583 24,040 49,457 49,457 4,733 54,190

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 12,916 12,916 1,507 14,423 23,659 23,659 2,264 25,923

2913
下請中小企業振興対策事業

府内下請中小企業の振興と安定を図るため、（財）大阪産業振興機構が実施する下請企業に対
する仕事の斡旋並びに親企業との間における取引相談事業等への補助を行う。

２（２） 0
151,329 124,328 10,500 161,829 125,868 103,410 8,495 134,364 277,197 227,738 18,995 296,193

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 72,390 59,474 5,023 77,413 132,601 108,942 9,087 141,688

2914
個人事業者創業促進支援事業

創業促進と個人事業者の振興発展を図るため、府及び地域の中小企業支援センターに創業支
援ｻｰﾋﾞｽｽﾃｰｼｮﾝ及びﾌﾞﾗﾝﾁ（支所）を設置し、個人事業者等に対するﾜﾝスﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽを実施する
事業等への補助を行う。

２（２） 0
71,520 42,960 2,100 73,620 59,487 35,732 3,865 63,352 131,007 78,692 5,965 136,972

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 34,213 20,550 1,005 35,217 62,669 37,643 2,853 65,522

2922
国際デザイン交流協会支援事業

デザイン産業の振興を図るため、(財）国際デザイン交流協会が実施する国際デザイン･ビジネス
交流及びアジア太平洋交流センターの運営事業に対して補助する。

２（２） 0
37,385 37,385 2,100 39,485 31,095 31,095 2,073 33,168 68,480 68,480 4,173 72,653

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 17,884 17,884 1,005 18,888 32,758 32,758 1,996 34,754

2924
地域産業振興方策調査・研究事業

地域産業の振興、創業の促進を図るため、産業実態の把握、地域特性や業種特性に則した振
興方策についての調査・研究及び具体的提言を取りまとめるため、商工会連合会が実施する調
査・研究事業に対して助成する。

２（２） 0
4,822 4,822 1,050 5,872 4,011 4,011 308 4,319 8,833 8,833 1,358 10,191

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,307 2,307 502 2,809 4,225 4,225 650 4,875

2925
大阪地域職業訓練センター中小企
業振興事業費

人材育成による小規模企業の経営の安定・向上を図るため、（財）大阪生涯職業教育振興協会
の実施する商工サロンの運営に対して補助する。

２（２） 0
2,965 2,965 1,050 4,015 2,466 2,466 211 2,677 5,431 5,431 1,261 6,692

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,418 1,418 502 1,921 2,598 2,598 603 3,201

2927
（株）大阪繊維リソースセンター支援
事業

府内繊維産業の振興を図るため、（株）大阪繊維リソースセンターの実施する新商品開発・新技
術開発事業、研修・人材育成事業、情報提供事業、調査研究事業等への支援を行う。

２（２） 0
12,900 12,900 1,050 13,950 10,730 10,730 732 11,462 23,630 23,630 1,782 25,412

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 6,171 6,171 502 6,673 11,304 11,304 853 12,156

2930
中小企業組織化対策費

組織化を通じた中小企業の経営安定と健全な成長発展を図るため、大阪府中小企業団体中央
会の実施する組織化指導事業に対して補助する。

２（２） 0
265,877 256,706 6,300 272,177 221,144 213,516 14,288 235,432 487,021 470,222 20,588 507,609

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 127,186 122,799 3,014 130,199 232,973 224,937 9,849 242,822

2931 東大阪ものづくり支援拠点施設整
備推進事業費

地域振興整備公団により整備されるものづくり支援拠点（クリエイション・コア東大阪）施設を活用
し、府内ものづくり企業者のイノベーションを促進し新事業の創出を促進するため、大阪独自のも
のづくり支援モデルを構築する。

２（２） 0
211,211 119,211 31,500 242,711 175,675 99,154 12,741 188,417 386,886 218,365 44,241 431,128 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2933
皮革産業振興イベント開催分担金

皮革製品の販路拡大を通じて皮革産業の振興を図るため、百貨店等において展示会等を開催
する「大阪の皮革産業展」実行委員会に対して分担金を支出する。

２（２） 0
7,713 3,857 5,250 12,963 6,415 3,208 681 7,096 14,128 7,065 5,931 20,059

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 3,690 1,845 2,511 6,201 6,758 3,380 2,837 9,595

2936 工業技術向上対策費（(社）大阪府
工業協会補助金、工業技術大学講
座補助金）

中小企業の経営合理化・技術力強化を図るため、（社）大阪府工業協会が実施する経営・技術に
関する研修等に対して補助する。

２（２） 0
1,701 1,701 1,050 2,751 1,415 1,415 144 1,559 3,116 3,116 1,194 4,310

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 814 814 502 1,316 1,490 1,490 571 2,062

2941
商店街組織化推進事業

組織化を通じて中小小売商業の高度化・活性化を図るため、大阪府商店街振興組合連合会の
実施する、商店街振興組合の設立・運営指導、研修・調査等の組織化推進事業に対して補助す
る。

２（２） 0
4,474 2,237 1,050 5,524 3,721 1,861 290 4,011 8,195 4,098 1,340 9,535

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 2,288 1,144 537 2,824 4,190 2,095 685 4,876

2943
商店街等競争力強化推進事業資金
貸付金

中小小売商業の活性化を図るため、（財）大阪商業振興センターに基金を設置し、商店街等が競
争力を強化するために実施するソフト事業への支援を行う。

２（２） 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 0 0 2,684 2,684 0 0 2,825 2,825

2945
小売市場等活性化促進事業

小売市場等中小小売商業の高度化・活性化を図るため、大阪府小売市場食料品小売業共同事
業推進協議会が実施する人材育成事業・共同販売事業等に対して補助する。

２（２） 0
3,381 331 1,050 4,431 2,812 275 233 3,045 6,193 606 1,283 7,476

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 1,729 169 537 2,266 3,167 310 656 3,822

2947
中小小売商業支援事業費（小売商
業支援センター事業費）

中小小売商業の活性化を支援するために中小企業支援センターが実施する相談事業、情報事
業に対して補助する。

２（２） 0
33,375 17,855 1,050 34,425 27,760 14,851 1,807 29,567 61,135 32,706 2,857 63,992

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 17,065 9,130 537 17,602 31,259 16,723 1,461 32,720

2948 中心市街地商業活性化事業資金貸
付金

中心市街地の商業の活性化を図るためタウンマネージメント機関等が実施するソフト事業支援
に必要な基金原資を（財）大阪商業振興センターに貸し付ける。

２（２） 0
513,500 13,500 1,050 514,550 427,105 11,229 27,012 454,117 940,605 24,729 28,062 968,667

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 114,415 3,008 234 114,649 209,579 5,510 6,253 215,832

2951
卸商業振興費（(社)大阪府卸団体
連合会）

中小卸売業の活性化を図るため、経営者研修事業等を実施する（社）大阪府卸団体連合会に対
し補助を行う。

２（２） 0
4,445 4,445 10,500 14,945 3,697 3,697 785 4,482 8,142 8,142 11,285 19,427

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 2,273 2,273 5,369 7,642 4,163 4,163 5,770 9,933

2952
卸商業振興費（卸総合フェスティバ
ル事業分担金）

中小卸売業の新規事業展開と経営革新の促進に資する販路開拓を支援するため、卸総合フェ
スティバル開催委員会へ分担金を支出する。

２（２） 0
2,313 2,313 2,313 1,924 1,924 121 2,045 4,237 4,237 121 4,358

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 1,183 1,183 0 1,183 2,166 2,166 62 2,228

2959

農林・生物系技術試験研究の推進

「新農林水産業振興ビジョン」（平成14年3月策定）をもとに、効率的・安定的な農業経営体育成
のための技術開発や循環型社会形成のための技術開発、都市環境や自然環境の保全・回復に
向けた技術開発など、中長期的な観点から試験研究を推進する。 また、国や府立試験研究機
関、食品関連企業等との連携により、産官学の共同研究を推進する。

２（２） 0

209,923 209,923 174,604 0 11,020 185,624 384,527 0 11,020 395,547 農家数 592 29,801 2.0% 4,170 0 0 4,170 7,639 0 219 7,858
2980

環境創造型生産調整特別推進事業
米の生産調整（転作）について、景観形成や環境教育田など環境との調和に配慮した手法及び
エコ農産物生産の取組を行う市町村やＪＡ大阪中央会に対して補助する。

２（２） 0
10,480 10,480 6,300 16,780 8,717 8,717 881 9,598 19,197 19,197 7,181 26,378

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 513 513 309 822 940 940 352 1,292

2981
主要食糧対策事業

優良な水稲種子の確保を図るため、採種農家の指導や大阪府種子協会に対する補助等を行
う。

２（２） 0
906 668 1,050 1,956 754 556 103 856 1,660 1,224 1,153 2,812

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 44 33 51 96 81 60 56 138

2987
大家畜生産振興促進事業

肉用牛の合理的な生産と価格の安定により肉用牛生産者の振興を図るため、独立行政法人農
畜産業振興機構が行う価格安定事業等について、事務及び指導、啓発を受託する。

２（２） 0
484 -52 2,100 2,584 403 0 136 538 887 -52 2,236 3,122

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 212 -23 921 1,133 389 -23 980 1,369

2989
畜産振興助成事業

畜産物の安定供給を図るため、（社）大阪府畜産会や大阪府総合畜産農業協同組合連合会等
が行う各種の畜産振興事業に対して助成する。

２（２） 0
23,007 23,007 6,300 29,307 19,136 19,136 1,539 20,675 42,143 42,143 7,839 49,982

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 10,085 10,085 2,762 12,847 18,474 18,474 3,436 21,910

2993
肉用子牛価格安定対策事業

肉用子牛価格の安定を図るため、(社)大阪府畜産会が運営する基金に対する生産者積立金の
１／４に相当する金額を助成する。

２（２） 0
755 15 2,100 2,855 628 12 150 778 1,383 27 2,250 3,633

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 331 7 921 1,252 606 12 986 1,592

2994
乳用牛経営合理化推進事業

乳用牛の改良を推進し乳用牛の生産効率を高めるため、生乳成分等分析・指導を行う大阪府総
合畜産農業協同組合連合会の事業に対して補助する。

２（２） 0
776 378 5,250 6,026 645 314 316 962 1,421 692 5,566 6,988

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 340 166 2,301 2,642 623 304 2,440 3,063

3000
家畜保健衛生所運営事業 家畜保健衛生所の維持管理・業務活動に必要な器具等の整備を行う。 ２（２） 0

13,536 12,918 18,900 32,436 11,259 10,745 1,703 12,961 24,795 23,663 20,603 45,397
従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 5,934 5,663 8,285 14,219 10,869 10,373 9,031 19,900

3013
農業協同組合強化助成事業

府内農協の健全な育成を図るため、府農協中央会が実施する指導・研修等の事業に対して補
助する。

２（２） 0
5,909 5,909 1,050 6,959 4,915 4,915 365 5,280 10,824 10,824 1,415 12,239 農家数 592 29,801 2.0% 117 117 21 138 215 215 28 243

3017
流域林業活性化推進事業

大阪林業の活性化を図るため、全国の流域毎に設置されている流域林業活性化センターの活
動に対して補助する。

２（２） 0
480 80 1,050 1,530 399 67 80 480 879 147 1,130 2,010

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 160 27 350 510 293 49 377 670

3020 林業労働安全衛生管理改善対策事
業

森林労働災害防止の徹底を図り、林業者等の就労環境の向上に資するため、林業労働安全衛
生会議を開催するとともに、事業体の安全巡回指導を行う林業･木材製造業労働災害防止協会
大阪府支部に対して助成する。

２（２） 0
574 203 1,050 1,624 477 169 85 563 1,051 372 1,135 2,187

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 191 68 350 541 350 124 378 729

3021 林業労働力確保支援センター等事
業

事業主の雇用管理の改善及び事業の合理化並びに林業への就業を総合的に支援することによ
り、林業労働力の確保を図る大阪府林業労働力確保支援センターに対して助成する。

２（２） 0
550 50 0 550 457 42 29 486 1,007 92 29 1,036

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 183 17 0 183 336 31 10 345
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3023 地域林業振興対策事業（森林組合
経営基盤強化対策事業補助金）

平成１３年に広域合併した大阪府森林組合の森林管理体制の整備や役職員の事務能力向上の
ための研修等への補助を行う。

２（２） 0
500 0 6,300 6,800 416 0 357 773 916 0 6,657 7,573

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 167 0 2,100 2,267 305 0 2,219 2,524

3024 地域林業振興対策事業(森林組合
指導事業)

平成１３年に広域合併した大阪府森林組合の経営安定化及び事業遂行能力の強化を図るた
め、同組合への指導、市町村との連絡会議を開催する。

２（２） 0
700 350 6,300 7,000 582 291 367 950 1,282 641 6,667 7,950

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 233 117 2,100 2,333 427 214 2,222 2,650

3068
大阪府海域美化安全協会負担金

大阪府海域の環境美化、安全・適正な海域利用を推進・支援するため、大阪府海域美化安全協
会が実施する海域ゴミ対策事業に対して補助する。

２（２） 0
2,000 2,000 1,050 3,050 1,664 1,664 160 1,824 3,664 3,664 1,210 4,874 漁獲量 262 17,388 1.5% 30 30 16 46 55 55 18 73

3076

卸売市場活性化事業
府内卸売市場の活性化、機能強化の方策の方向性、卸売市場のあり方等を検討するための懇
談会を運営する。

２（２） 0

898 898 8,400 9,298 747 747 488 1,235 1,645 1,645 8,888 10,533

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 460 460 4,299 4,758 842 842 4,549 5,390

3077

卸売市場近代化資金融通促進事業
大阪府卸売市場整備計画に基づく市場整備を円滑に推進するため、民設の地方卸売市場の開
設者が農林漁業金融公庫から卸売市場近代化資金を借り入れた場合、その借入金に係る利子
の一部を補助する。

２（２） 0

2,609 2,609 1,050 3,659 2,170 2,170 192 2,362 4,779 4,779 1,242 6,021

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 1,335 1,335 537 1,873 2,446 2,446 636 3,081

3078

卸売市場整備推進事業
卸売市場を取り巻く環境の変化に応じた中央卸売市場の活性化方策及び加工食品団地のあり
方について検討を行う。また、地方卸売市場の再編整備・統合の促進及び卸売市場の取引の適
正化、経営の健全化を図るため、引き続き実施する。

２（２） 0

2,061 1,823 22,050 24,111 1,714 1,516 1,266 2,980 3,775 3,339 23,316 27,091

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 1,055 933 11,285 12,339 1,932 1,709 11,932 13,864

3080

中央卸売市場管理運営事業
生鮮食料品等の安定的な供給を確保するとともに、流通の合理化を図り、府民の消費生活の安
定向上に資する卸売市場の管理、運営を行う。

２（２） 0

272 272 226 0 14 241 498 0 14 513

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 139 0 0 139 255 0 7 262

3083
府内食肉地方卸売市場再編整備事
業

府民への食肉の安定供給を図るため、食肉地方卸売市場への支援を行う。 ２（２） 0

575,418 575,418 21,000 596,418 478,605 478,605 31,310 509,915 1,054,023 1,054,023 52,310 1,106,333

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 294,482 294,482 10,747 305,230 539,419 539,419 26,771 566,189

3095
食品産業育成事業

府内の食品産業の育成・発展を図るため、経営指導、技術指導、府内特産品の販売促進等を行
う（社）大阪府食品産業協会に対して補助する。

２（２） 0
4,416 66 12,600 17,016 3,673 55 893 4,566 8,089 121 13,493 21,582

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 1,228 18 3,503 4,731 2,249 34 3,752 6,001

3136 【新】大阪府ITステーション（仮称）障
害者雇用支援プラザ（仮称）IT雇用
イメージビデオ作成事業

大阪府ITステーション（仮称）の訓練修了生のITを活用した、雇用・就労イメージビデオを作成し、
障害者雇用の促進を図る。

２（２） 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 640 640 0 0 673 673

3146
港湾労務推進事業 港湾労働者の福祉の増進を図るため、（財）大阪港湾福利厚生協会の運営に対して補助する。 ２（２） 0

900 900 0 900 749 749 47 796 1,649 1,649 47 1,696 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 274 274 0 274 502 502 14 516
3182

労働福祉団体等助成事業
未組織労働者も含めた全勤労者の労働福祉の向上を図るため、（社）大阪労働者福祉協議会に
対して助成する。

２（２） 0
4,820 4,820 7,350 12,170 4,009 4,009 639 4,648 8,829 8,829 7,989 16,818 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,468 1,468 2,238 3,706 2,689 2,689 2,433 5,122

3474 地域づくりネットワーク事業（大阪府
地域づくり団体協議会補助金）

民間による自主的・主体的な地域づくりの取組の促進を図るため、大阪府地域づくり団体協議会
が行う事業に対して補助する。

２（２） 0
500 500 1,050 1,550 416 416 81 497 916 916 1,131 2,047 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 310 457 270 270 334 604

3840 稲スポーツセンター使用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3841 と畜検査手数料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3843 産業技術総合研究所施設・機器使

用料、依頼試験手数料
ー ２（２） 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3845 府民牧場入場料及び使用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3846 花の文化園入園料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3852 漕艇センター利用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3854 臨海スポーツセンター利用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3857 中央図書館駐車場使用料 ー ２（２） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
327

内閣府海外派遣事業への協力事業 内閣府が実施している海外派遣事業に対し、団員候補者を選考し推薦する｡ ３ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

413 敬老の日記念百歳の高齢者に対す
る祝状及び記念品贈呈

今年度中に百歳を迎える高齢者に対し、内閣総理大臣から祝状及び記念品を贈呈するための
基礎資料の取りまとめ等を行う。

３ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 710 710 0 0 747 747

2026 消防施設の整備事業（国庫補助事
業）

市町村の消防施設の整備充実を図るため、消防施設を整備する市町村に対する国庫補助の進
達事務等を行う。

３ 0
13,650 13,650 0 0 717 717 0 0 14,367 14,367 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,029 4,029 0 0 4,240 4,240

2028
消防統計事務

消防組織法に定められた都道府県の事務として、火災・消防防災・救急・救助・防火対象物等の
各種業務に関する統計業務を実施する。

３ 0
4,104 4,104 9,450 13,554 3,414 3,414 712 4,125 7,518 7,518 10,162 17,679 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,211 1,211 2,789 4,000 2,219 2,219 2,999 5,218

3863
市町村税運用の助言等

税務統計調査のヒアリングや各種説明会･研修会などを通じて、市町村が税務事務を適正かつ
効率的に執行することができるよう助言･支援を行う。

３ 0
12,600 12,600 0 0 661 661 0 0 13,261 13,261 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,719 3,719 0 0 3,914 3,914

3867 市町村職員に対する研修等 国政等各種選挙に携わる市町村職員の資質向上を図るため、研修並びに助言等を行う。 ３ 0 5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631
3869

各種選挙の管理執行
各種選挙の管理執行のため、立候補の受付･投票用紙の作成等の事務及び国･市町村との連
絡調整事務を行うとともに、投票参加を呼びかける啓発事業を行う。

３、５ 0
3,459,375 17,467 68,250 3,527,625 2,877,342 14,528 185,188 3,062,530 6,336,717 31,995 253,438 6,590,155 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,021,017 5,155 20,144 1,041,160 1,870,249 9,443 74,801 1,945,050

212 障害者スポーツ促進事業 障害者のスポーツ活動を促進するため、障害者スポーツ大会の開催等を行う。 ４（１）ア 0 34,835 31,273 36,750 71,585 28,974 26,011 3,758 32,732 63,809 57,284 40,508 104,317 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,281 9,230 10,847 21,128 18,833 16,907 11,956 30,789
489

全国健康福祉祭派遣事業
高齢者の健康･生きがいづくりを促進するため、全国健康福祉祭に府選手団を派遣する財団法
人大阪府地域福祉推進財団に対して補助する。

４（１）ア 0
5,795 2,898 2,100 7,895 4,820 2,410 414 5,234 10,615 5,308 2,514 13,129

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,960 980 710 2,670 3,589 1,795 850 4,440

676
府大学改革推進費

21世紀にふさわしい魅力ある大学づくりを進めるため、平成17年4月を目途に現行の府立3大学
を再編･統合し、新しい「大阪府立大学」の開学に取り組んでいく。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

677 府立大学工学部老朽学舎建替事業
費

府立大学において、教育・研究環境の充実を図り、有為な研究と人材養成を推進するため、老
朽・狭隘化の著しい学舎を建替える。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

678
府立大学サテライト大学院の運営

府立大学において、社会人の再教育ニーズへの対応や起業家育成を目的に、難波にサテライト
教室を設け、戦略的経営学に重点をおいた夜間大学院を開講する。

４（１）ア 0
37,156 37,156 30,905 0 1,951 32,855 68,061 0 1,951 70,011 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,966 0 0 10,966 20,088 0 576 20,663

679 府立大学総合情報センターの図書
館の開放

地域の文化ストックである府立大学総合情報センターの図書館において、生涯学習や学術情報
の拠点として、休日も含めて府民に開放する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

680 社会人特別選抜事業 府立の大学において、社会人の再教育ニーズに応えるため、特別選抜入試を実施する。 ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
681

公開講座開催事業
府立の大学において、研究成果を地域に還元するとともに、府民の生涯学習ニーズに応えるた
め、大学の特色を生かした公開講座等を開催する。

４（１）ア 0
9,821 9,821 8,169 0 516 8,684 17,990 0 516 18,505 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,899 0 0 2,899 5,310 0 152 5,462

681
公開講座開催事業

府立の大学において、研究成果を地域に還元するとともに、府民の生涯学習ニーズに応えるた
め、大学の特色を生かした公開講座等を開催する。

４（１）ア 0
9,821 9,821 8,169 0 516 8,684 17,990 0 516 18,505 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,899 0 0 2,899 5,310 0 152 5,462

682
産学連携推進事業

府立の大学において、研究成果の創出や社会還元を目的に、技術相談や共同研究の推進、人
材育成など、地域社会や企業との連携を推進する。

４（１）ア 0
843,741 843,741 701,783 0 44,293 746,077 1,545,524 0 44,293 1,589,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 249,026 0 0 249,026 456,153 0 13,073 469,226

683
府立大学産業創造研究推進費

府立大学における優位性、独創性の高い共同研究に対し、早期の研究成果の創出や実用化に
結びつけるため、重点的な研究支援を行う。

４（１）ア 0
143,173 143,173 119,084 0 7,516 126,600 262,257 0 7,516 269,773 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 42,257 0 0 42,257 77,404 0 2,218 79,622

684
関西文化学術研究都市整備費

関西文化学術研究都市は、我が国における文化・学術・研究の重要な拠点であり、都市建設を
一層推進することによって、大阪・関西はもとより国内外の文化・学術・研究ならびに我が国経済
の発展に資する。

４（１）ア 0
18,745 18,745 12,600 31,345 15,591 15,591 1,645 17,237 34,336 34,336 14,245 48,582 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,532 5,532 3,719 9,251 10,134 10,134 4,204 14,339

686
府立研究機関ネットワーク事業

府立バイオ関連研究機関（食とみどりの総合技術Ｃ、公衆衛生研究所、母子保健総合医療Ｃ、成
人病Ｃ、環境情報Ｃ）における情報ネットワークを整備し、他大学や研究機関との共同研究を促
進する。

４（１）ア 0
16,627 16,627 2,100 18,727 13,830 13,830 983 14,813 30,457 30,457 3,083 33,540 事業所数 232,804 483,964 48.1% 7,998 7,998 1,010 9,008 14,651 14,651 1,483 16,134

687 彩都におけるライフサイエンス分野
の研究開発拠点の形成等

国際的な文化学術研究やライフサイエンス分野の研究開発拠点の形成を円滑に推進するため、
彩都（国際文化公園都市）建設推進協議会の場等を通じて協議調整を図る。

４（１）ア 0
6,401 6,401 0 6,401 5,324 5,324 336 5,660 11,725 11,725 336 12,061 事業所数 232,804 483,964 48.1% 3,079 3,079 0 3,079 5,640 5,640 162 5,802

704 府立大学における起業家育成講座
の開講

府立大学において、ベンチャービジネスの振興・育成のため、専門的・実践的な「ベンチャービジ
ネス論」を開講する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

711
文化・生涯学習推進本部の運営

文化・生涯学習に取り組む戦略及び施策方向を探るため、知事を本部長とし、各部局長で構成
する推進本部を運営する。

４（１）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

713
府立文化情報センターの運営

府民の文化活動及び生涯学習を推進するため、文化・生涯学習に関する情報提供や学習相談
を行うとともに、講座、セミナー等の学習機会の提供や活動の場の提供を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

719 府立国際児童文学館の運営 府立国際児童文学館の運営 ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 0 0 0 0 0 0
721 府立図書館（中央・中之島）の運営 府立図書館（中央・中之島）の運営 ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
965

文化振興基金の管理
府民に対し、基金の一層の周知を図り、協力を呼びかけることにより、「大阪府文化振興基金｣の
造成に努める。

４（１）ア 0
1,018 1,018 2,120 3,138 847 847 165 1,011 1,865 1,865 2,285 4,149 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 300 300 626 926 550 550 674 1,225

966
文化振興アクションプランの推進

「人が集い、文化が花開く大阪｣を目指すための具体的な行動計画である「大阪府文化振興アク
ションプラン｣の進行管理を行う。

４（１）ア 0
1,767 1,767 9,450 11,217 1,470 1,470 589 2,059 3,237 3,237 10,039 13,276 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 522 522 2,789 3,311 955 955 2,963 3,918

967
おおさか・元気・シリーズ事業

府民が質の高い芸術に触れる機会を低料金で提供することで、青少年をはじめとする鑑賞者の
裾野拡大を図る。

４（１）ア 0
42,507 0 9,765 52,272 35,355 0 2,744 38,099 77,862 0 12,509 90,371 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,546 0 2,882 15,428 22,981 0 3,692 26,673

968
音楽文化振興事業

府民の音楽活動の促進を図り、多彩な音楽鑑賞機会を提供するため、音楽情報サロンにおい
て、音楽情報の提供・相談を行うとともに、多彩なコンサート等を実施する。

４（１）ア 0
10,588 0 44,310 54,898 8,807 0 2,882 11,689 19,395 0 47,192 66,587 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,125 0 13,078 16,203 5,724 0 13,928 19,653

969 大阪センチュリー交響楽団の運営
補助

クラシック音楽に対する府民の興味関心を高めるため、大阪センチュリー交響楽団の運営を行っ
ている（財）大阪府文化振興財団に対して補助する。

４（１）ア 0
463,684 31,405 7,455 471,139 385,670 26,121 24,733 410,403 849,354 57,526 32,188 881,542 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 136,854 9,269 2,200 139,054 250,682 16,979 9,500 260,183

970
府立現代美術センターの管理運営

府民の現代美術の鑑賞活動、創作活動を促進するため、展示室の貸館事業をはじめ、主催展
や講演会等を行う。

４（１）ア 0
28,065 28,065 28,065 23,343 23,343 1,473 24,816 51,408 51,408 1,473 52,881 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,283 8,283 0 8,283 15,173 15,173 435 15,608

971 府立上方演芸資料館（ワッハ上方）
の運営

上方演芸の保存及び振興を図るため、全国から集めた資料などを展示するとともに、ホール等
を活用して府民に上方演芸に親しむ機会を提供する。

４（１）ア 0
471,957 410,652 471,957 392,551 341,561 24,776 417,327 864,508 752,213 24,776 889,284 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 139,296 121,202 0 139,296 255,155 222,012 7,313 262,468

975
インターネット美術館推進事業

府民がいつでも大阪府所蔵美術作品の画像を鑑賞できる、また、作品・作家情報等を検索でき
るようインターネットでの情報提供を行うことによって、より一層、府民が現代美術と親しむことが
できるようにする。

４（１）ア 0
1,810 1,810 2,100 3,910 1,505 1,505 205 1,711 3,315 3,315 2,305 5,621 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 534 534 620 1,154 979 979 680 1,659

976
大阪府所蔵作品展開催

大阪府が所蔵する美術作品を有効活用することにより、府民に現代美術と親しむ機会を提供し、
現代美術に対する理解と関心を深めるため、所蔵作品展を開催する。

４（１）ア 0
2,992 0 5,250 8,242 2,489 0 433 2,921 5,481 0 5,683 11,163 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 883 0 1,550 2,433 1,618 0 1,677 3,295

977
美術作品の展示、収蔵庫の管理

府が所蔵する美術作品を有効活用し、より多くの府民に現代美術の鑑賞機会を提供するため、
大阪府りんくう現代美術空間（ＲＣＡＳ）、海岸通ギャラリー（ＣＡＳＯ）、大阪モノレール美術館、商
店街の空き店舗での常設展示や美術作品貸出事業を行う。

４（１）ア 0
47,109 43,878 2,100 49,209 39,183 36,496 2,583 41,766 86,292 80,374 4,683 90,975 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 13,904 12,950 620 14,524 25,469 23,722 1,382 26,851

992
文化奨励事業

文化事業団体の活動に対して知事表彰や後援名義を提供するとともに、民間の自主的な文化
振興事業に対して補助を行う。

４（１）ア 0
7,660 7,660 10,500 18,160 6,371 6,371 953 7,325 14,031 14,031 11,453 25,485 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,261 2,261 3,099 5,360 4,141 4,141 3,380 7,522

993
大阪舞台芸術賞顕彰事業

大阪府内で1年間に公演されたすべての舞台芸術の中から優れたものを顕彰することにより、舞
台芸術関係者の奨励と育成をはじめ、舞台芸術活動の促進を図る。

４（１）ア 0
4,781 2,894 4,200 8,981 3,977 2,407 471 4,448 8,758 5,301 4,671 13,429 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,411 854 1,240 2,651 2,585 1,565 1,379 3,964

994 大阪文化賞・大阪芸術賞及び大阪
文化祭開催費分担金

大阪における芸術文化活動の促進のため、大阪文化賞・大阪芸術賞の贈呈や大阪文化祭の開
催（大阪文化祭賞の贈呈など）を実施する。

４（１）ア 0
5,167 5,167 7,350 12,517 4,298 4,298 657 4,955 9,465 9,465 8,007 17,472 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,525 1,525 2,169 3,694 2,793 2,793 2,363 5,157

995
芸術家交流事業（ＡＲＴ－ＥＸ）

大阪を中心に活躍する日本人若手芸術家と海外の芸術家との相互派遣を行うことで、,将来活躍
する可能性を秘めた日本人若手芸術家の育成を図るとともに、海外からの招聘作家の制作活動
を支援する。

４（１）ア 0
3,053 0 3,150 6,203 2,539 0 326 2,865 5,592 0 3,476 9,068 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 901 0 930 1,831 1,651 0 1,026 2,676

997
【新】大阪アートフェスティバル（仮
称）開催事業

若手アーティスト・プロデューサーの発表機会の確保、人材育成、文化発信拠点の整備を通じ、
大阪の文化発信力を高めるため、大阪城周辺において一定期間に様々な文化イベントが集う大
阪アートフェスティバル（仮称）を開催する。16～17年度においては、その枠組み・ネットワークづ
くりやモデル事業を実施し、18年度に本格的な開催をめざす。

４（１）ア 0

16,736 16,736 7,455 24,191 13,920 13,920 1,270 15,190 30,656 30,656 8,725 39,381 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,940 4,940 2,200 7,140 9,048 9,048 2,575 11,623
998

芸術文化振興補助金
府民に優れた芸術鑑賞等の機会を提供するため、府の文化振興に寄与していると認められる実
績を有する芸術文化団体を対象とし、有意義な舞台芸術公演や出版等の事業に対して補助す
る。

４（１）ア 0
22,185 0 3,150 25,335 18,452 0 1,330 19,782 40,637 0 4,480 45,117 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,548 0 930 7,477 11,994 0 1,322 13,316

999 芸術文化団体等への助成金確保の
支援

芸術文化振興基金等の各種助成金について、芸術文化団体等への照会及び申請の受付けを
行い、助成金の確保に努める。

４（１）ア 0
6,300 6,300 0 0 331 331 0 0 6,631 6,631 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,859 1,859 0 0 1,957 1,957

1000
国民文化祭への参加激励金

国民の文化活動の水準を高めるために、各県持ち回りで開催される国民文化祭に参加する府
内芸術団体に対し、激励金を交付する。

４（１）ア 0
270 270 1,050 1,320 225 225 69 294 495 495 1,119 1,614 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 80 80 310 390 146 146 330 476

1001 独立行政法人日本万国博覧会記念
機構への支援

日本万国博覧会の成功を記念するために設立された日本万国博覧会記念協会を引き継ぎ、同
博覧会の跡地を文化公園として整備、運営するとともに、記念基金を設置、管理する独立行政法
人日本万国博覧会記念機構への支援を行う。

４（１）ア 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

1002
(株)大阪シティドームへの協力

スポーツ、文化・芸術イベント、その他各種イベントが開催できる全天候型の多目的ドームを管
理運営する（株）大阪シティドームの運営に協力する。

４（１）ア 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

1003 (社)大阪フィルハーモニー協会貸付
事業

（社）大阪フィルハーモニー協会に対し、協会の経営改善計画に合わせた短期の運転資金貸付
けを行い、一時的に収支が悪化している協会の正常化を支援する。

４（１）ア 0
100,000 -1,168 945 100,945 83,175 0 5,299 88,474 183,175 -1,168 6,244 189,419 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,514 -345 279 29,793 54,063 -345 1,843 55,906

1004 (社)大阪フィルハーモニー協会補助
金

大阪の音楽文化の振興を目指し、大阪フィルハーモニー交響楽団を運営する（社）大阪フィル
ハーモニー協会の活性化を図るため、同協会の運営について補助する。

４（１）ア 0
69,300 69,300 945 70,245 57,640 57,640 3,688 61,328 126,940 126,940 4,633 131,573 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,454 20,454 279 20,732 37,466 37,466 1,367 38,833

1006 国立産業技術史博物館（仮称）の誘
致促進

国立の産業技術史博物館を万国博記念公園内に誘致する。 ４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1007 大阪楽座事業 大阪府内にある近代建築物を活用したNPO、ボランティアなどが実施する文化事業を支援する。 ４（１）ア 0 5,540 540 4,200 9,740 4,608 449 511 5,119 10,148 989 4,711 14,859 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,635 159 1,240 2,875 2,995 292 1,391 4,386
1011

近つ飛鳥風土記の丘の運営
「風土記の丘」として整備されている国指定史跡－須賀古墳群の管理運営を(財)大阪府文化財
センターに委託する。

４（１）ア 0
9,564 9,440 9,564 7,955 7,852 502 8,457 17,519 17,292 502 18,021 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,823 2,786 0 2,823 5,171 5,104 148 5,319

1012
府立近つ飛鳥博物館の運営

平成６年３月に開館した古墳・飛鳥時代の専門博物館である本館の管理運営を(財)大阪府文化
財センターに委託する。

４（１）ア 0
202,120 194,426 202,120 168,114 161,714 10,611 178,724 370,234 356,140 10,611 380,844 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 59,655 57,384 0 59,655 109,273 105,113 3,132 112,404

1013
府立泉北考古資料館の運営

泉北ニュータウン建設に伴う発掘調査で出土した膨大な量の須恵器等を保存・管理するととも
に、わが国で唯一の須恵器に関する専門博物館として、府民の利用に供する博物館の運営を行
う。

４（１）ア 0
4,261 4,261 4,261 3,544 3,544 224 3,768 7,805 7,805 224 8,029 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,258 1,258 0 1,258 2,304 2,304 66 2,370

1014
府立弥生文化博物館の運営

平成３年２月に開館した弥生時代の専門博物館である本館の管理運営を(財)大阪府文化財セン
ターに委託する。

４（１）ア 0
184,193 178,089 184,193 153,203 148,126 9,669 162,872 337,396 326,215 9,669 347,065 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 54,364 52,562 0 54,364 99,581 96,281 2,854 102,435

1015 日本民家集落博物館運営費補助事
業

(財)大阪府文化財センターが運営する府営服部緑地公園内の｢日本民家集落博物館」に対し
て、管理運営費の支援を行う。

４（１）ア 0
16,200 16,200 2,100 18,300 13,474 13,474 961 14,435 29,674 29,674 3,061 32,735 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,781 4,781 620 5,401 8,758 8,758 903 9,662

1016 指定有形文化財等保存事業（府指
定民俗文化財等保存伝承）

府指定無形民俗文化財等のうち、保存会及び日本伝統工芸近畿展実行委員会を対象として、
府指定等の無形民俗文化財の伝承公開事業や伝統芸能の展覧会事業を共催するため、補助
金の交付又は負担金を分担する。

４（１）ア 0
978 978 0 978 813 813 51 865 1,791 1,791 51 1,843 総面積 222 1,894 11.7% 115 115 0 115 210 210 6 216

1017 府指定文化財等保存事業
(府指定保存修理等事業）

府が指定した有形文化財の保存修理や防災施設設置、無形文化財等伝承事業、史跡整備事業
等に府が補助金支援を行う。

４（１）ア 0
28,311 28,311 0 28,311 23,548 23,548 1,486 25,034 51,859 51,859 1,486 53,345 総面積 222 1,894 11.7% 3,318 3,318 0 3,318 6,078 6,078 174 6,252

1018 指定文化財等管理事業（重文所有
者等への防災設備点検・小規模修

重要文化財等の所有者が行う年2回の防災設備の点検並びに小規模な保存修理等に対して補
助する。

４（１）ア 0
4,090 2,045 0 4,090 3,402 1,701 215 3,617 7,492 3,746 215 7,707 総面積 222 1,894 11.7% 479 240 0 479 878 439 25 903

1019 指定文化財等管理事業（文化財愛
護推進委員）

大阪府文化財愛護推進委員及び市町村文化財関係事務職員の啓発・研修事業、文化財保護啓
発を図るための文化財愛護ポスターの作成を行う。

４（１）ア 0
517 517 0 517 430 430 27 457 947 947 27 974 総面積 222 1,894 11.7% 61 61 0 61 111 111 3 114

1020 重要無形文化財「人形浄瑠璃文楽」
伝承事業運営費補助事業

ユネスコの無形世界遺産・国指定重要無形文化財「人形浄瑠璃文楽」の保存・伝承のため、財
団法人文楽協会に対して助成する。

４（１）ア 0
37,440 37,440 0 37,440 31,141 31,141 1,965 33,106 68,581 68,581 1,965 70,546 総面積 222 1,894 11.7% 4,388 4,388 0 4,388 8,038 8,038 230 8,269

1022 文化財資料等整備事業(文化財台
帳整備事業)

文化財台帳を整備することにより、文化財の周知を正確迅速に行い、開発事業との調整を円滑
にする｡

４（１）ア 0
117 117 0 117 97 97 6 103 214 214 6 220 総面積 222 1,894 11.7% 14 14 0 14 25 25 1 26

1023 文化財資料等整備事業(文化財調
査事務所年報刊行事業)

調査事務所で実施している事業を広く公開することにより、文化財の周知を図るとともに、府内
の文化財を保存・活用する一助とする。

４（１）ア 0
478 478 0 478 398 398 25 423 876 876 25 901 総面積 222 1,894 11.7% 56 56 0 56 103 103 3 106

1024 文化財資料等整備事業(文化財分
布図作成事業)

文化財分布図を刊行することにより、広く文化財の周知を図り、開発事業と文化財保護との調整
を円滑にする。遺跡範囲情報等の速やかな更改のため、GIS化を進める。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

1025 埋蔵文化財緊急調査事業(国庫) 主に府環境農林水産部が行う農地基盤整備事業に伴い必要となる発掘調査事業を実施する。 ４（１）ア 0 13,129 6,564 0 13,129 10,920 5,460 689 11,609 24,049 12,024 689 24,738 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 228 114 0 228 418 209 12 430
1027

埋蔵文化財緊急調査事業(府単)
文化財保護法に基づき、埋蔵文化財包蔵地内での開発行為については届出が義務付けられて
おり、しかるべき措置を都道府県が判断し、回答することとなっている。本事業は届出を迅速に
処理し事務の停滞が起こらないよう実施している入力委託事務である。

４（１）ア 0
5,056 5,056 0 5,056 4,205 4,205 265 4,471 9,261 9,261 265 9,527 総面積 222 1,894 11.7% 593 593 0 593 1,086 1,086 31 1,117

1028 芸術文化振興事業（近畿東海北陸
ブロック民俗芸能大会派遣事業等）

近畿（大阪・京都・滋賀・奈良・和歌山）、東海（愛知・岐阜・三重）、北陸（富山・石川・福井）12府
県に伝承されている民俗芸能を一般に公開し、伝統文化に対する理解を含め、無形民俗文化財
の保存・伝承を図り、地域文化の振興に寄与する。

４（１）ア 0
380 380 0 380 316 316 20 336 696 696 20 716 総面積 222 1,894 11.7% 45 45 0 45 82 82 2 84

1029 指定有形文化財等保存事業（法人
所有）

国指定文化財所有者のうち法人を対象として保存修理等に府が補助金支援を行う。 ４（１）ア 0
1,500 1,500 0 1,500 1,248 1,248 79 1,326 2,748 2,748 79 2,826 総面積 222 1,894 11.7% 176 176 0 176 322 322 9 331

1031
【新】近代建築等資料収集発信事業

近代産業遺産の悉皆調査を実施して所在や文化財的価値等を明確にし、保存活用のための基
礎資料を作成するとともに、府民や所有者の保存活用意識の向上を目指す。

４（１）ア 0
5,000 0 5,000 4,159 0 262 4,421 9,159 0 262 9,421 総面積 222 1,894 11.7% 586 0 0 586 1,073 0 31 1,104

1086 「なにわ伝統芸能等功労知事表彰」
事業

地域伝統芸能等の保存・伝承に関する活動を通じて、地域文化の振興とコミュニティの活性化に
功績のあった個人若しくは団体を表彰する。

４（１）ア 0
1,101 1,101 4,200 5,301 916 916 278 1,194 2,017 2,017 4,478 6,495 総面積 222 1,894 11.7% 129 129 492 621 236 236 525 761

1093
なみはやスポーツ振興基金の運営

なみはやｽﾎﾟｰﾂ振興基金の運用益を活用し、地域生涯スポーツ推進協議会事業補助等生涯ス
ポーツ社会づくりの諸施策を展開するとともに、同基金の造成に努める。

４（１）ア 0
2,082 582 1,050 3,132 1,732 484 164 1,896 3,814 1,066 1,214 5,028 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 614 172 310 924 1,126 315 358 1,484
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

1094
生涯スポーツ推進協議会の運営

生涯ｽﾎﾟｰﾂ社会づくりを社会全体で取り組むため関係団体の代表者で協議、調整を行うため同
協議会を運営する｡

４（１）ア 0
1,363 0 4,200 5,563 1,134 0 292 1,426 2,497 0 4,492 6,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 402 0 1,240 1,642 737 0 1,326 2,063

1095
人材養成派遣事業

生涯スポーツ社会づくりを目指し、ボランティアや指導者の資質向上を図るため、府に登録して
いるボランティアを対象に研修会の開催やイベントへの派遣などを実施するとともに、指導者養
成のための研修会を実施する。

４（１）ア 0
8,744 0 19,950 28,694 7,273 0 1,506 8,779 16,017 0 21,456 37,473 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,581 0 5,888 8,469 4,727 0 6,333 11,060

1096 社会体育関係団体助成事業（（財）
大阪府レクリエーション協会運営事
業補助金）

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ活動の普及振興を目指して、生涯ｽﾎﾟｰﾂ社会の実現を目指すため、府内のｽ
ﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ団体の統括団体である（財）大阪府ﾚｸﾘｪｰｼｮﾝ協会に対して補助し、同団体の活
動の活性化を図る。

４（１）ア 0
567 567 1,050 1,617 472 472 85 556 1,039 1,039 1,135 2,173 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 167 167 310 477 307 307 335 641

1100 【新】広域スポーツセンター整備事
業

府内市町村の総合型地域スポーツクラブ育成を促進するため、門真スポーツセンターに広域ス
ポーツセンターを設置し、クラブの創設や運営段階における支援を行う。

４（１）ア 0
18,000 10,500 28,500 14,972 0 1,496 16,468 32,972 0 11,996 44,968 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,313 0 3,099 8,412 9,731 0 3,541 13,272

1101 スポーツ情報ネットワークシステム
運営事業

生涯スポーツ社会づくりを進める上で、システム調査で得た情報を電子化し、ホームページによ
るネットワークシステムの運営を行う。

４（１）ア 0
2,100 0 3,150 5,250 1,747 0 276 2,022 3,847 0 3,426 7,272 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 620 0 930 1,550 1,135 0 1,011 2,146

1102 スポーツ情報ネットワークシステム
プログラム作成事業

府民のスポーツに対するニーズや関心が高まる中、インターネットを活用して多様なスポーツ情
報を提供するシステムの充実を図る。

４（１）ア 0
6,011 0 7,350 13,361 5,000 0 701 5,701 11,011 0 8,051 19,062 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,774 0 2,169 3,943 3,250 0 2,376 5,626

1104 競技力向上対策事業 府内の競技団体が行う競技力向上対策事業に対し、大阪体育協会を通じて補助する。 ４（１）ア 0 31,821 31,821 4,200 36,021 26,467 26,467 1,891 28,358 58,288 58,288 6,091 64,379 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,392 9,392 1,240 10,631 17,203 17,203 1,798 19,001
1105

国民体育大会派遣事業
国民体育大会及び同近畿ブロック大会へ派遣する選手役員の旅費の一部を大阪体育協会を通
じて補助する。

４（１）ア 0
62,408 62,408 2,100 64,508 51,908 51,908 3,386 55,294 114,316 114,316 5,486 119,802 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18,419 18,419 620 19,039 33,740 33,740 1,619 35,359

1106
社会体育関係団体助成事業

大阪府民体育大会、大阪府総合体育大会、体育指導委員の資質向上を図るための各種研修会
を行う団体等に補助金又は負担金を交付する。

４（１）ア 0
4,854 4,854 8,400 13,254 4,037 4,037 696 4,733 8,891 8,891 9,096 17,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,433 1,433 2,479 3,912 2,624 2,624 2,685 5,309

1107
青少年体育関係団体助成事業

スポーツ指導者の養成並びにスポーツ少年団の育成を担当する大阪体育協会への運営補助及
び派遣職員の人件費･事務費の補助を行う。

４（１）ア 0
25,009 25,009 3,150 28,159 20,801 20,801 1,478 22,280 45,810 45,810 4,628 50,439

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 7,049 7,049 888 7,936 12,911 12,911 1,304 14,216

1108
大阪スポーツ賞事業

大阪府のスポーツ振興に顕著な功績のあった者(団体）及び競技成績優秀者(団体）を表彰す
る。

４（１）ア 0
3,128 3,128 4,200 7,328 2,602 2,602 385 2,986 5,730 5,730 4,585 10,314 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 923 923 1,240 2,163 1,691 1,691 1,353 3,044

1121
府立体育会館の運営

国際的・全国的規模のスポーツ大会の開催とともに、府民のスポーツ振興を担う中核的施設とし
て府立体育会館の管理運営を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1122
府立門真スポーツセンターの運営

国際的・全国的規模のスポーツ大会の開催とともに、府民のスポーツ振興を担う中核的施設とし
て府立門真スポーツセンターの管理運営を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1126
健康・体力つくり推進事業

府民の体力水準を引き上げ、健康な体力と健全な生活を確保するため、健康・体力つくり運動大
阪推進会議を設置し、関係団体と協力して府民の健康増進と体力増強を図るための実践活動を
実施する｡

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1128 全国スポーツレクリエーション祭派
遣事業

全国ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ祭に選手を派遣することを通して、ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動に対する府民
の参加意欲を喚起し、生涯を通じたｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ活動の振興を図る。

４（１）ア 0
3,260 3,260 0 3,260 2,712 2,712 171 2,883 5,972 5,972 171 6,143 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 962 962 0 962 1,762 1,762 51 1,813

1129
大阪府青年団協議会助成事業

勤労青年のスポーツ活動を推進するため、大阪府青年団協議会へ補助金を交付し、全国青年
大会（スポーツの部）への派遣を実施する。

４（１）ア 0
1,054 1,054 0 1,054 877 877 55 932 1,931 1,931 55 1,986 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 311 311 0 311 569 569 16 585

1130 府民スポーツ・レクリエーションフェ
スティバル開催事業

府民にスポーツ・レクリエーション活動実践の場を提供するため、府民スポーツ・レクリエーション
フェスティバル組織委員会に負担金を交付し、各種スポーツ大会などを実施する。

４（１）ア 0
11,907 0 0 11,907 9,904 0 625 10,529 21,811 0 625 22,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,514 0 0 3,514 6,437 0 184 6,622

1131
文化事業費

民間団体等が実施する各種のスポーツイベントに対し、本府の後援名義の使用承認や知事賞
等の奨励・啓発事業を実施することによって、生涯スポーツ社会づくりを社会全体で推進していく
ための気運の醸成を図る。

４（１）ア 0
4,025 4,025 4,025 3,348 3,348 211 3,559 7,373 7,373 211 7,584 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,188 1,188 0 1,188 2,176 2,176 62 2,238

1133 大阪マリンフェスティバルの開催支
援

淡輪･箱作海岸一帯を舞台に多彩なイベントを展開し、マリンスポーツを中心としたレクリエーショ
ン活動への府民の参加を促すこと等を目的に、主催団体の一員として、広報活動への協力や人
的支援を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1134
女子ビーチバレー世界大会事業費

国際大会の開催による府民のスポーツへの参加機会の提供を目的として、女子ビーチバレー世
界大会実行委員会に対する負担金の支出及び大会運営への人的支援を行う。

４（１）ア 0
18,000 18,000 0 18,000 14,972 14,972 945 15,916 32,972 32,972 945 33,916

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 8,377 8,377 0 8,377 15,345 15,345 440 15,785

1135 (財)大阪府マリーナ協会の運営支
援

青少年をはじめ、府民のマリンスポーツ･レクリエーション活動等の振興を図ることを目的に、府
が出資の上、設立された（財）大阪府マリーナ協会の運営に対し、適正な指導、助言、監理を行
う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1146
大阪現代美術フェスティバルの開催

世界に向けて大阪の魅力をアピールするとともに、現代美術の鑑賞者の裾野拡大を図るため、
大阪の地域性を踏まえた上で、現代社会における普遍的・今日的なテーマを設定した展覧会を
継続的に開催する。

４（１）ア 0
35,382 0 5,250 40,632 29,429 0 2,133 31,562 64,811 0 7,383 72,194 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,443 0 1,550 11,992 19,129 0 2,179 21,308

1147
四天王寺ワッソの開催支援

大阪らしい歴史文化として、古代の優雅で豊かな国際交流の様子を現代に再現し、大阪の活性
化を図ろうとするオール大阪の取り組みに対して、側面的に支援する。

４（１）ア 0
10,000 10,000 1,050 11,050 8,318 8,318 580 8,898 18,318 18,318 1,630 19,948 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,951 2,951 310 3,261 5,406 5,406 481 5,887

1153
歴史街道推進協議会分担金

歴史街道計画のあり方や各種の共同事業実現について協議し、合意形成を図るとともに、諸事
業を円滑に推進することを目的とする「歴史街道推進協議会」に参加する。

４（１）ア 0
500 500 1,050 1,550 416 416 81 497 916 916 1,131 2,047 事業所数 232,804 483,964 48.1% 241 241 505 746 441 441 544 985

1154
近畿文化体系策定協議会分担金

近畿２府６県の文化担当課長で組織し、共同して文化事業を行う同協議会に負担金を拠出す
る。

４（１）ア 0
400 400 333 0 21 354 733 0 21 754 事業所数 232,804 483,964 48.1% 192 0 0 192 352 0 10 363

1156
山片蟠桃賞顕彰事業

国外において刊行された、日本文化の国際通用性を高めるにふさわしい著作とその著者を対象
に、３年毎に顕彰事業を実施する。

４（１）ア 0
6,462 0 4,200 10,662 5,375 0 560 5,934 11,837 0 4,760 16,596 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,907 0 1,240 3,147 3,494 0 1,405 4,898

1157 大阪国際室内楽コンクール事業補
助金

国の内外に大阪における音楽文化を発信するため、大阪国際室内楽コンクール&フェスタ事業を
実施する（財）日本室内楽振興財団に対して補助する。（3年に1回開催）

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1160
海外大学との国際交流事業

府立の大学において、海外の大学との学術交流に関する協定の締結などを通じ、研究者の交流
や留学生の受入れなどの連携を推進する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（大
学・大学
院） 7 47 14.9% 0 0 0 0 0 0 0 0

1244
府立看護大学の運営

高齢化や医療の高度・専門化に対応した資質の高い看護職等医療技術者を育成することを目
的として、府立看護大学を運営する。

４（１）ア 0
614,216 0 614,216 510,875 0 32,244 543,119 1,125,091 0 32,244 1,157,335

学校数（大
学・大学
院） 7 47 14.9% 91,479 0 0 91,479 167,567 0 4,802 172,369

1503
先端技術開発事業

バイオテクノロジーを応用して、薬剤耐性結核菌の迅速鑑別法、細菌性下痢症・ウイルス性下痢
症の遺伝子診断法、魚介類天然毒素の測定法、即時型アレルギー反応を抑制する食品の探索
法等を開発し、衛生行政に必要な科学的技術的能力の向上を図る。

４（１）ア 0
10,300 0 10,300 8,567 0 541 9,108 18,867 0 541 19,408 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,955 0 0 4,955 9,076 0 260 9,336

1504 先導的研究事業「組み換えｺﾗｰｹﾞﾝ
生産系の構築」

大阪府産業再生プログラム(案)の一環として、当研究所が所有する遺伝子組換え技術を活用
し、再生医療等に用いられる安全なヒト型コラーゲンの組換え大量生産系を府内の製薬会社と
の共同で開発する。

４（１）ア 0
10,734 10,734 8,928 0 563 9,492 19,662 0 563 20,226 事業所数 232,804 483,964 48.1% 5,163 0 0 5,163 9,458 0 271 9,729

1536 民間団体による児童・青少年への
助成事業の実施支援

（財）日本生命財団、（財）是川奨学財団が実施する児童・青少年への奨学金給付、地域活動費
用助成等の事業に対し、知事の推薦等の意見を付し、各事業の支援・振興を図る。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

1635
施設児童指導費

児童福祉施設入所児童の健康増進を図るため、近畿児童福祉施設スポーツ大会を開催する実
行委員会に対し、負担金を支出する。

４（１）ア 0
100 100 0 100 83 83 5 88 183 183 5 188 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 26 26 0 26 48 48 1 49

2276 【新】新エネルギー開発支援型研究
事業

府立試験研究機関が国等の研究機関や企業等と共同で、新エネルギー分野（特に燃料電池及
びその関連技術）の技術開発研究を行い、実用化を目指す。

４（１）ア 0
20,000 20,000 1,050 21,050 16,635 16,635 1,105 17,740 36,635 36,635 2,155 38,790 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 5,903 310 6,213 10,813 10,813 636 11,449

2278 【新】地中熱ヒートポンプシステム導
入事業

環境負荷の少ないエネルギーシステムである「地中熱ヒートポンプシステム」を府有施設に試験
導入し、有効性の検証及び普及方策の検討を行う。

４（１）ア 0
18,387 18,387 10,500 28,887 15,293 15,293 1,516 16,810 33,680 33,680 12,016 45,697 事業所数 232,804 483,964 48.1% 8,845 8,845 5,051 13,896 16,201 16,201 5,780 21,982

2279
【新】バイオマス利活用推進事業

地域における再生利用率の低い食品系廃棄物や家畜排泄物、林地残材などの生物由来の有機
性資源であるバイオマスの利活用を推進し、循環型社会の形成を図る。

４（１）ア 0
3,000 1,500 3,150 6,150 2,495 1,248 323 2,818 5,495 2,748 3,473 8,968

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 147 73 154 301 269 135 170 439

2280 【新】燃料電池自動車プロジェクト推
進事業

「おおさかＦＣＶ推進会議」に参画し、燃料電池自動車の普及促進を図るとともに、国等に対し、
各種提案等を行う。また、大阪府に燃料電池自動車を公用車として率先導入し、府民に対し燃料
電池自動車の普及啓発を図る。

４（１）ア 0
4,891 4,891 5,250 10,141 4,068 4,068 532 4,600 8,959 8,959 5,782 14,741 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,444 1,444 1,550 2,993 2,644 2,644 1,707 4,351

2281 【新】地球温暖化対策技術開発促進
事業

地球温暖化対策に有効な技術として、屋内・屋外ＬＥＤ照明技術・デシカント空調システム技術及
びバイオエタノール利用技術について企業と共同で技術開発を行う。

４（１）ア 0
181,550 -3,450 21,000 202,550 151,005 0 10,633 161,638 332,555 -3,450 31,633 364,188 事業所数 232,804 483,964 48.1% 87,332 -1,660 10,102 97,434 159,971 -1,660 15,217 175,187

2455 狭山池・水の文化園構想の推進 水の文化園構想に係る大阪狭山市及び庁内関係課との連絡調整を行う。 ４（１）ア 0 1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 123 123 0 0 130 130
2719

バイオ知的クラスター創成推進事業
大阪大学などが有する研究成果を活用した彩都地域での知的クラスター形成を目指し、産学官
連携体制の整備や共同研究の実施など国の事業による取組みと連携し、バイオ関連の大学や
企業等の交流を促進するためのシンポジウム等を開催することにより産学官連携を促進する。

４（１）ア 0
10,000 10,000 10,500 20,500 8,318 8,318 1,076 9,394 18,318 18,318 11,576 29,894 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 4,810 5,051 9,861 8,811 8,811 5,569 14,380

2727 バイオ関連産業振興のための研究
開発の推進

府内の研究機関のもつバイオ関連技術シーズを発掘し、研究開発意欲の高い中小中堅企業と
共同研究を実施し、国プロに応募するなど、共同研究を推進する。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2787 光・マイクロデバイス（微小電子部
品・微小機械部品）開発支援事業

大型研究プロジェクトにより産業技術総合研究所に蓄積された知見・ノウハウ等を活用して、産
技研内に設置した「マイクロデバイス開発支援センター」及び「フォトニクス研究開発支援セン
ター」において研究開発型企業のマイクロデバイス、光デバイス製品の開発を支援する。

４（１）ア 0
37,000 37,000 30,775 0 1,942 32,717 67,775 0 1,942 69,717 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 18,791 0 0 18,791 34,421 0 986 35,408

2789 技術シーズの実用化指導制度の実
施

新商品開発や新規市場開拓を目指す中小企業等に対して、研究所のもつノウハウや研究成果
を積極的に技術移転するため、開発から製造工程の立ち上げまで重点的な技術指導を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2799
津田サイエンスヒルズ事業

関西文化学術研究都市の一翼を担う枚方市津田地区において､研究開発等の拠点を形成し､大
阪の産業構造の高度化等に資する文化学術研究地区として整備する。

４（１）ア 0
108,163 108,163 108,163 89,965 89,965 5,678 95,643 198,128 198,128 5,678 203,806 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 54,933 54,933 0 54,933 100,624 100,624 2,884 103,508

3174
(財)大阪社会運動協会事業補助

戦前戦後を通じた大阪の社会・労働運動に関する文献・資料等の収集整理及び資料の公開事
業を行う（財）大阪社会運動協会に対し補助する。

４（１）ア 0
3,777 3,777 1,050 4,827 3,142 3,142 253 3,395 6,919 6,919 1,303 8,222 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,150 1,150 320 1,470 2,107 2,107 397 2,504

3185
全国勤労者ふるさと交流会事業

全国の勤労者がスポーツを通じて心身のリフレッシュを図るとともに、勤労者相互の交流を促進
して、活力に満ちた勤労者生活の実現に寄与することを目的としている同交流会の関係団体へ
の周知及び出場者の推薦を行う。

４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3837 大学授業料 ー ４（１）ア 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3851

体育会館利用料 ー ４（１）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3855
博物館使用料 ー ４（１）ア 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
302

外国人医療費未収金助成事業
救急救命センターにおいて、公的保険の適用をうけない重篤な外国人の診療に伴い発生した未
収医療費の一部を助成する。

４（１）イ 0
842 421 525 1,367 700 350 72 772 1,542 771 597 2,139

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 483 241 301 783 884 442 342 1,226

1284 先天性代謝異常・神経芽細胞腫検
査事業

フェニ―ルケトン尿症等の先天性代謝異常、先天性甲状腺機能低下症、先天性副腎過形成症
及び小児がんの一種である神経芽細胞腫の早期発見、早期治療が図られるよう乳児を対象に
血液、尿によるマス・スクリーニング検査を母子保健総合医療センターに委託して実施する。

４（１）イ 0
136,876 136,776 2,100 138,976 113,847 113,764 7,296 121,143 250,723 250,540 9,396 260,119 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 35,901 35,875 551 36,452 65,762 65,714 2,464 68,227

1302
悪性新生物患者登録事業

悪性新生物（がん）医療水準を向上させるため、府内医療機関におけるがん患者の登録業務を
（社）大阪府医師会に委託するとともに、府立成人病センターにおいて登録されたデータの解析
を行う。

４（１）イ 0
27,799 27,799 4,200 31,999 23,122 23,122 1,680 24,802 50,921 50,921 5,880 56,801 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,205 8,205 1,240 9,444 15,029 15,029 1,735 16,764

1311
健康科学センターの管理運営

がん、循環器疾患の予防、治療、さらに積極的な健康づくり施策を進めるため、生活習慣病に関
する専門施設が集中する「森ノ宮健康ゾーン」の中核施設である健康科学センターを運営する。

４（１）イ 0
747,406 419,915 747,406 621,656 349,265 39,236 660,893 1,369,062 769,180 39,236 1,408,299 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 220,593 123,936 0 220,593 404,072 227,020 11,580 415,652

1395
救命救急センター事業

救命救急体制を確保するため、２４時間体制で救命処置を必要とする重篤救急患者の診療にあ
たる救命救急センターを運営する医科大学等に対し補助する。

４（１）イ 0
534,628 318,058 3,150 537,778 444,678 264,545 28,231 472,909 979,306 582,603 31,381 1,010,687 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 157,793 93,873 930 158,722 289,037 171,952 9,262 298,299

1411 府立急性期・総合医療センター事業 府立急性期・総合医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 17,589,800 0 17,589,800 14,630,351 0 923,401 15,553,752 32,220,151 0 923,401 33,143,552 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,191,538 0 0 5,191,538 9,509,610 0 272,537 9,782,147
1412 府立呼吸器・アレルギー医療セン

ター事業
府立呼吸器・アレルギー医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0

11,979,400 0 11,979,400 9,963,890 0 628,875 10,592,765 21,943,290 0 628,875 22,572,165 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,535,658 0 0 3,535,658 6,476,448 0 185,609 6,662,057
1413 府立精神医療センター事業 府立精神医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 5,785,000 0 5,785,000 4,811,685 0 303,692 5,115,377 10,596,685 0 303,692 10,900,377 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,707,413 0 0 1,707,413 3,127,557 0 89,633 3,217,190
1414 府立成人病センター事業 府立成人病センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 16,419,300 0 16,419,300 13,656,785 0 861,954 14,518,739 30,076,085 0 861,954 30,938,039 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,846,071 0 0 4,846,071 8,876,801 0 254,401 9,131,202
1415 府立母子保健総合医療センター事

業
府立母子保健総合医療センターの運営を行う。 ４（１）イ 0 10,605,200 0 10,605,200 8,820,896 0 556,735 9,377,631 19,426,096 0 556,735 19,982,831 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 2,781,640 0 0 2,781,640 5,095,275 0 146,026 5,241,301

1417 府立精神医療センター事業／精神
医療センター再編整備推進事業

重症患者の受入機能の拡充や、療養環境の改善等の観点から、建替えによる再編整備を着実
に推進するため、平成15年度の「再編整備実現化方策」の検討結果をもとに、必要となる病院施
設の内容や整備手法等について、より具体的な検討を行う。

４（１）イ 0
32,030 0 32,030 26,641 0 1,681 28,322 58,671 0 1,681 60,352 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,453 0 0 9,453 17,316 0 496 17,813

1418 【新】府立成人病センター事業／成
人病センター外来化学療法室の拡
充

増加傾向にある外来化学療法適用患者に対応するため、治療用専用ベッドを20床に増床する
等、外来化学療法室を拡充・整備することにより、がん治療におけるＱＯＬ（生活の質）向上と快
適な医療環境の提供を図る。

４（１）イ 0
84,823 84,823 70,552 0 4,453 75,005 155,375 0 4,453 159,828 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 25,035 0 0 25,035 45,858 0 1,314 47,172

1438
千里救命救急センター運営費

救命救急体制を確保するため、社会福祉法人に対し、主として豊能地域の救急医療体制の中核
的機能を果たす千里救命救急センターの管理運営を委託する。

４（１）イ 0
2,091,947 776,146 6,300 2,098,247 1,739,981 645,561 110,150 1,850,131 3,831,928 1,421,707 116,450 3,948,378 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 617,427 229,075 1,859 619,287 1,130,974 419,609 34,370 1,165,343

1439
泉州救命救急センター運営費

救命救急体制を確保するため、泉佐野市（市立泉佐野病院）に対し、主として泉州地域の救急医
療体制の中核的機能を果たす泉州救命救急センターの管理運営を委託する。

４（１）イ 0
2,081,033 800,738 6,300 2,087,333 1,730,903 666,015 109,577 1,840,481 3,811,936 1,466,753 115,877 3,927,814 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 614,206 236,334 1,859 616,066 1,125,073 432,905 34,201 1,159,274

1440
中河内救命救急センター運営費

救命救急体制を確保するため、（財）大阪府保健医療財団に対し、主として中河内地域の救急医
療体制の中核的機能を果たす中河内救命救急センターの管理運営を委託する。

４（１）イ 0
1,885,028 555,125 6,300 1,891,328 1,567,876 461,726 99,288 1,667,164 3,452,904 1,016,851 105,588 3,558,492 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 556,356 163,842 1,859 558,216 1,019,107 300,118 31,164 1,050,270

2725

創薬シンポジウム開催事業

「医薬基盤技術研究所」での研究テーマや研究体制に企業ニーズが反映されるよう国に働きか
けるとともに、北大阪におけるバイオ構想の産業界への浸透を図ることにより、医薬品産業をは
じめとするバイオ産業の振興につなげるため、創薬シンポジウムを大阪医薬品協会との共催、
厚生労働省の後援により開催する。

４（１）イ 0

1,000 1,000 1,575 2,575 832 832 135 967 1,832 1,832 1,710 3,542 事業所数 232,804 483,964 48.1% 481 481 758 1,239 881 881 823 1,704
1119 港湾整備事業 府営港湾の物流機能の強化を図るため、ふ頭用地や分譲用地の整備を行う。 ４（１）ウ 0 1,652,588 0 194,250 1,846,838 1,374,543 0 96,952 1,471,496 3,027,131 0 291,202 3,318,334 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2069 港湾建設事業 府営港湾の物流機能の強化を図るため、港湾施設の新設、改良、大規模な補修等を行う。 ４（１）ウ 0 1,602,730 117,530 215,250 1,817,980 1,333,074 97,756 95,437 1,428,511 2,935,804 215,286 310,687 3,246,491 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2348

港湾振興事業（ポートセールス）
府営港湾への貨物誘致のため、国内の港湾を利用する事業者、アジア地域における港湾関係
事業者などに対し、個別訪問やセミナーの開催を行う。

４（１）ウ 0
3,901 0 57,750 61,651 3,245 0 3,236 6,481 7,146 0 60,986 68,132 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2713 港湾施設維持管理事業 府営港湾の適切な運営を図るため、港湾施設等の維持管理を行う。 ４（１）ウ 0 1,400,221 -608,343 727,650 2,127,871 1,164,637 0 111,706 1,276,342 2,564,858 -608,343 839,356 3,404,213 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2802

港湾整備調査事業（企業誘致）
港湾機能を活用する企業を誘致するため、倉庫業・港湾運送業・製造業・卸売業・小売業等物流
関連事業者に対し、企業訪問、企業誘致説明会、営業用資料の作成・配付を行う。

４（１）ウ 0
1,385 0 47,250 48,635 1,152 0 2,553 3,705 2,537 0 49,803 52,340 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2849 港湾調査事業 府営港湾を計画的に整備し、利用を促進するため、港湾計画等港湾事業にかかる調査を行う。 ４（１）ウ 0 107,286 83,168 52,500 159,786 89,235 69,175 8,388 97,624 196,521 152,343 60,888 257,410 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
3055 漁港管理業務 漁港の維持管理、岸壁使用許可、占用許可、普通財産の分譲、貸付、使用承認などを行う。 ４（１）ウ 0 47,449 -22,033 47,250 94,699 39,466 0 4,971 44,437 86,915 -22,033 52,221 139,136 漁獲量 262 17,388 1.5% 715 -332 712 1,427 1,310 -332 787 2,096
3056 漁港整備事業（ふれあい漁港漁村

整備事業を除く漁港・海岸建設事
府内１２漁港について、漁業生産構造の変化に対応した生産・流通の基地としての整備を行う。 ４（１）ウ 0

84,733 84,733 4,200 88,933 70,477 70,477 4,669 75,146 155,210 155,210 8,869 164,079 漁獲量 262 17,388 1.5% 1,277 1,277 63 1,340 2,339 2,339 134 2,472
3064

佐野漁港施設整備事業
佐野漁港内(食品コンビナート地区）の分譲用地の分譲促進及び老朽化した諸施設の補修を行
う。

４（１）ウ 0
67,183 57,380 2,100 69,283 55,880 47,726 3,637 59,517 123,063 105,106 5,737 128,800 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3065
佐野漁港特別修築事業

阪神高速道路湾岸線及び府道大阪臨海線の建設に伴い、佐野漁港の埋め立て及び沖への移
転整備を行う。

４（１）ウ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3070
漁港移管整備事業

府管理第1種漁港について、円滑な市町への移管が進められるよう、緊急性、必要性の高いもの
について整備を行う。

４（１）ウ 0
5,467 5,467 5,250 10,717 4,547 4,547 563 5,110 10,014 10,014 5,813 15,827 漁獲量 262 17,388 1.5% 82 82 79 161 151 151 88 238

1085
【新】水の都大阪・舟運まつり事業

水都大阪を大阪文化の顔として内外に発信し大阪のブランドイメージの向上を図るとともに、ま
ちの賑わいづくりを進めるため、住民・ＮＰＯ・ボランティアや大阪市とともに「水の都」をテーマと
した各種水上イベント（水上コンサート、リバーパレード、水辺オーク等）を実施する。

４（１）エ 0
10,000 10,000 2,100 12,100 8,318 8,318 635 8,953 18,318 18,318 2,735 21,053

大阪市
100% 100 100 100.0% 10,000 10,000 2,100 12,100 18,318 18,318 2,735 21,053

2810 大阪誘致推進協議会の運営機能拡
充

府を挙げたプロモーションの展開と情報収集・調査の強化とそのための推進体制を整備する。 ４（１）エ 0 21,556 21,556 10,500 32,056 17,929 17,929 1,683 19,612 39,485 39,485 12,183 51,668 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 10,948 10,948 5,333 16,280 20,054 20,054 6,187 26,241
2814 工業再配置促進法の見直しに関す

る国への要望

工場の地方への移転促進を図る工業再配置促進法の廃止若しくは都市部に新たな産業の集積
を促すという観点から、同法を抜本的に見直し、移転促進地域の指定解除や都市部工場適地の
誘導地域指定を行うことを国に要望する。

４（１）エ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2819 大阪外国企業誘致センター整備事
業費

大阪市、大阪商工会議所と共同で、大阪における情報・支援サービスの一元的提供機関として
「大阪外国企業誘致センター」を大阪商工会議所内に設置し、外国企業誘致活動を推進する。

４（１）エ 0
8,000 8,000 4,200 12,200 6,654 6,654 640 7,294 14,654 14,654 4,840 19,494 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 4,063 4,063 2,133 6,196 7,442 7,442 2,458 9,901

2820
外国企業誘致推進業務

事業所に対して投資動向等の訪問調査を実施するとともに、府内産業拠点に関する情報提供を
行い企業立地を促進する。

４（１）エ 0
39,900 39,900 0 0 2,095 2,095 0 0 41,995 41,995 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 20,264 20,264 0 0 21,328 21,328

2821 【新】先進的投資モデル企画コンペ
事業

外国企業誘致を推進するために、対象地域や対象分野を限定した誘致モデルを構築する。 ４（１）エ 0
2,713 2,713 4,200 6,913 2,257 2,257 363 2,619 4,970 4,970 4,563 9,532 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,378 1,378 2,133 3,511 2,524 2,524 2,317 4,841

2875
ファッション振興事業負担金

世界に活躍できるデザイナーの発掘･育成を通じてファッション関連産業の振興を図るため、大
阪コレクション等の開催に対し、分担金を支出する。

４（１）エ 0
10,000 10,000 6,300 16,300 8,318 8,318 856 9,173 18,318 18,318 7,156 25,473 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 5,079 5,079 3,200 8,278 9,303 9,303 3,634 12,937

2876 大阪ロケーション・サービス協議会
分担金

大阪ロケーション・サービス協議会と連携して国内外の映画等のロケーションの大阪への誘致を
推進する。

４（１）エ 0
5,000 5,000 3,150 8,150 4,159 4,159 428 4,587 9,159 9,159 3,578 12,737 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,476 1,476 930 2,405 2,703 2,703 1,056 3,759

3270

「水の都大阪再生協議会」の運営

都市再生プロジェクトに決定された「水の都大阪の再生」について、平成14年度に公民協働して
取り組む指針として策定した「水の都大阪再生構想」の具体化を図るため、行政、経済界、企
業、市民、ＮＰＯ等水都再生に関わる様々な主体間の事業調整や個別課題に関わる専門的検
討を行う。

４（１）エ 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051
大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 10,500 10,500 0 0 11,051 11,051

3830
企業等の誘致

首都圏における企業等の誘致のため、関係方面とのネットワークを構築し、誘致情報の提供及
び企業情報の収集を行う。また、個別企業訪問による意向調査及びアプローチを実施するととも
に、誘致プロモーション、誘致業務に関連するトップセールス等の企画・実施業務を行う。

４（１）エ 0
42,000 42,000 0 0 2,205 2,205 0 0 44,205 44,205 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 12,396 12,396 0 0 13,047 13,047

281 府立国際会議場（グランキューブ大
阪）の運営

大阪の経済及び文化の発展に寄与するため、国際交流、情報発信の拠点となり、府民にも開か
れた施設として国際会議を運営する。

４（２）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

299
大阪府留学生会館運営費補助事業 大阪府留学生会館の運営支援を行うため、（財）大阪府国際交流財団に対して補助等を行う。 ４（２）ア 0

99,791 -24 4,200 103,991 83,001 0 5,459 88,461 182,792 -24 9,659 192,452
外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 57,193 -14 2,407 59,600 104,763 -14 5,536 110,299

300 【新】災害時外国人サポーター認証
事業

地震等大規模災害発生時において、在日外国人への円滑な情報提供・支援を行うための体制
づくりとして、災害時外国人サポーターを認証する。

４（２）ア 0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 0 0 1,805 1,805 0 0 1,900 1,900
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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事務事業名 事務事業の概要

道府県の
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ルクマー
ルによる
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特例
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等

（該当
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合は
「1」）

事業費(当
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a

うち一般財
源
b

人件費
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総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
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合はゼロ
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(当初予
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a''

うち一般
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b''
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c''
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a''+c''

事業費
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算)

うち一般
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

813 大阪府・上海市高等学校スポーツ
友好交流事業

スポーツを通じた国際交流・友好を行うことによって日中相互の国際親善と青少年の国際意識
の高揚を図る。

４（２）ア 0
1,321 1,321 1,050 2,371 1,099 1,099 124 1,223 2,420 2,420 1,174 3,594

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 295 295 235 530 541 541 263 804

819
日中友好交流事業

友好交流先である中国・上海市及び実質的な友好交流を行っている江蘇省との相互理解を深め
るため、友好交流代表団の受入れ・派遣を行う。

４（２）ア 0
2,725 2,725 8,400 11,125 2,267 2,267 584 2,851 4,992 4,992 8,984 13,976 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 804 804 2,479 3,283 1,473 1,473 2,652 4,125

820 ドバイ（アラブ首長国連邦）友好交
流事業

友好交流先であるアラブ首長国連邦・ドバイとの相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
1,395 1,395 4,200 5,595 1,160 1,160 294 1,454 2,555 2,555 4,494 7,049 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 412 412 1,240 1,651 754 754 1,326 2,080

821 ロンバルディア州（イタリア）友好交
流事業

友好交流先であるイタリア・ロンバルディア州との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
1,395 1,395 3,150 4,545 1,160 1,160 239 1,399 2,555 2,555 3,389 5,944 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 412 412 930 1,341 754 754 1,000 1,754

822 東ジャワ州（インドネシア）友好交流
事業

友好交流先であるインドネシア・東ジャワ州との相互理解を深めるため、友好交流団の受入れ等
を行う。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

823 外事事業 各国との円滑な関係を築くため、外国使節や外国公館を国際儀礼に則って接遇する。 ４（２）ア 0 4,738 4,738 33,600 38,338 3,941 3,941 2,013 5,953 8,679 8,679 35,613 44,291 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,398 1,398 9,917 11,315 2,562 2,562 10,511 13,072
824 ヴァルドワーズ県（フランス）友好交

流事業
友好交流先であるフランス・ヴァルﾄﾞワーズ県との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
1,283 1,283 4,200 5,483 1,067 1,067 288 1,355 2,350 2,350 4,488 6,838 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 379 379 1,240 1,618 694 694 1,325 2,018

825 カリフォルニア州（アメリカ）友好交
流事業

友好交流先であるアメリカ・カリフォルニア州との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受
入れ等を行う。

４（２）ア 0
346 346 4,200 4,546 288 288 239 526 634 634 4,439 5,072 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 102 102 1,240 1,342 187 187 1,310 1,497

826 クイーンズランド州（オーストラリア）
友好交流事業

友好交流先であるオーストラリア・クィーンズランド州との相互理解を深めるため、友好交流代表
団と教員の受入れ等を行う。

４（２）ア 0
472 472 3,150 3,622 393 393 190 583 865 865 3,340 4,205 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 139 139 930 1,069 255 255 986 1,241

827
ロシア・沿海地方友好交流事業

友好交流先であるロシア・沿海地方との相互理解を深めるため、友好交流代表団の受入れ等を
行う。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

828 大阪府、東ジャワ州保健衛生交流
事業

友好交流都市の医療技術の向上を図るため、東ジャワ州の医師を受け入れ、研修を行う。 ４（２）ア 0
641 641 1,050 1,691 533 533 89 622 1,174 1,174 1,139 2,313 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 189 189 310 499 347 347 336 683

829
日中医学交流事業

友好交流都市の医療技術の向上を図るため、上海市及び江蘇省の医師を受け入れ、研修を行
う。

４（２）ア 0
2,153 2,153 1,050 3,203 1,791 1,791 168 1,959 3,944 3,944 1,218 5,162 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 635 635 310 945 1,164 1,164 360 1,524

830 日中友好技術交流事業（上海市都
市開発）

大阪府・上海市都市開発技術交流実行委員会を通じて、大阪府と上海市との間で、都市開発専
門家の相互派遣を行う。

４（２）ア 0
911 911 3,150 4,061 758 758 213 971 1,669 1,669 3,363 5,032 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 269 269 930 1,199 493 493 993 1,485

2309
国際機関への支援

地球環境問題の解決を図るため、開発途上国に対する技術移転や環境に関する革新的技術開
発等を行う（財）地球環境センター（GEC)、（財）地球環境産業技術研究機構（RITE）に対し、補助
を行う。

４（２）ア 0
36,201 36,201 4,200 40,401 30,110 30,110 2,121 32,231 66,311 66,311 6,321 72,632 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,685 10,685 1,240 11,924 19,571 19,571 1,866 21,437

2310
ＡＰＥＣ環境技術交流促進事業

環境保全技術の先進地大阪から海外に環境情報を発信し、アジア・太平洋地域の環境問題解
決に貢献するため、関西の自治体、経済界と協力して、「APEC環境技術交流促進事業」を推進
する。

４（２）ア 0
2,000 2,000 3,150 5,150 1,664 1,664 270 1,934 3,664 3,664 3,420 7,084 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 590 930 1,520 1,081 1,081 1,010 2,091

2311
ＪＩＣＡとの連携

国際協力事業団（ＪＩＣＡ）の専門家として職員を途上国に派遣するとともに、途上国からの研修
生を受け入れる。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2853 グローバル・ダイレクト・プロモーショ
ン事業

大阪にゆかりがあり海外での活躍が期待できる外国人のデータベースを作成し、ｅ－ｍａｉｌにより
大阪のグローバル・プロモーションを推進する。

４（２）ア 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2888 経済交流協定、友好交流協定に基
づく交流促進

大阪府と海外の交流協定先の双方の経済活性化を図るため､民間レベルでのビジネス交流の
促進に努める。

４（２）ア 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

3634
大阪府国際アドバイザー制度

大阪の国際化や国際交流施策の推進にあたり、国際的な視野から的確な助言を得るため、実務
家、有識者を招聘し、意見交換を行う。

４（２）ア 0
150 150 1,050 1,200 125 125 63 188 275 275 1,113 1,388 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 44 44 310 354 81 81 328 410

3635
外国青年招致・活用事業

本府に国際交流員として外国青年を招致し、国際化関連施策への参画を図るとともに、ＪＥＴ事
業により招致される外国青年に係る事業の取りまとめを行う。

４（２）ア 0
9,322 7,844 8,400 17,722 7,754 6,524 930 8,684 17,076 14,368 9,330 26,406 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,751 2,315 2,479 5,231 5,040 4,241 2,754 7,794

3658 (財）大阪府国際交流財団奨学金事
業

優秀な外国人青年に、府内の大学院で勉学・研究の機会を提供し、大阪の発展や母国と大阪の
交流に資する人材を育成する。

４（２）ア 0
5,025 5,025 0 0 264 264 0 0 5,289 5,289 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,483 1,483 0 0 1,561 1,561

3659 外国人被災災害援助事業 外国の大規模災害に対する積極的な援助を行うため、見舞金支給等を行う。 ４（２）ア 0 500 500 0 500 416 416 26 442 916 916 26 942 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 0 148 270 270 8 278
3660 海外移住対策事業 本府出身の海外移住者と府民との交流を行うため、その橋渡し役を行う団体に対し補助する。 ４（２）ア 0 500 500 2,100 2,600 416 416 136 552 916 916 2,236 3,152 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 620 767 270 270 660 930
3662 国際交流推進事業 本府の国際交流の裾野を広げるため、民間非営利団体の活動等に対する補助等を行う。 ４（２）ア 0 112,438 112,438 10,500 122,938 93,521 93,521 6,454 99,974 205,959 205,959 16,954 222,912 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 33,185 33,185 3,099 36,285 60,788 60,788 5,004 65,791
3663

ＮＰＯ協働海外研修員受入事業
国際協力分野でのＮＰＯとの協働を図り、海外ＮＰＯ等の人材の受入れ研修を行うことにより、ア
ジア地域の開発課題の解決に資するとともに、大阪プロモーションを実施する。

４（２）ア 0
7,800 7,800 5,025 12,825 6,488 6,488 673 7,161 14,288 14,288 5,698 19,986 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,302 2,302 1,483 3,785 4,217 4,217 1,682 5,899

503
高年齢職業情報総合ｼｽﾃﾑ

求職活動中にある高年齢者の再就職を支援するため、ハローワークで受理した５５歳以上の求
人情報を庁内に設置した情報センターで収集・整理し、府内の高齢者職業相談室等に提供す
る。

４（２）イ 0
4,143 4,143 1,050 5,193 3,446 3,446 273 3,719 7,589 7,589 1,323 8,912

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,401 1,401 355 1,756 2,566 2,566 447 3,013

706
中小企業事業資金融資促進費

府内中小企業者に対する事業資金の円滑な供給を図ることを目的に、大阪府中小企業信用保
証協会を通じて金融機関に融資原資の一部を貸し付け、金融機関の実質利回りを確保すること
により、低利の融資制度を実施する。

４（２）イ 0
47,079,000 0 38,850 47,117,850 39,158,051 0 2,473,516 41,631,568 86,237,051 0 2,512,366 88,749,418

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 22,520,868 0 18,584 22,539,452 41,252,644 0 1,201,824 42,454,468

1043 (財)大阪観光コンベンション協会コ
ンベンション事業等負担金

大阪国際会議場をはじめ大阪府域における国際会議等コンベンションの誘致を行う(財)大阪観
光コンベンション協会にコンベンション誘致に係る分担金を支出する。

４（２）イ 0
86,694 68,987 4,200 90,894 72,108 57,380 4,772 76,880 158,802 126,367 8,972 167,774 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 25,587 20,361 1,240 26,827 46,870 37,297 2,648 49,517

1058
ふれあい漁港漁村整備事業

府民が気軽に海と接することのできるふれあいとゆとりの場や漁業者と府民の交流の場を備え
た多目的な機能を有する漁港を整備する。

４（２）イ 0
505,000 21,000 6,300 511,300 420,035 17,467 26,841 446,876 925,035 38,467 33,141 958,176 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1151
【新】大阪ブランド戦略の推進

大阪が様々な分野で築いてきた魅力を資産として再認識しつつ、大阪の新たなブランドイメージ
を確立するため、経済界等と共同で、大阪ブランド戦略の推進母体となる「大阪ブランドコミッ
ティ」（仮称）を設置して、大阪の都市イメージの向上を目指す。

４（２）イ 0
10,000 10,500 20,500 8,318 0 1,076 9,394 18,318 0 11,576 29,894 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 0 5,051 9,861 8,811 0 5,569 14,380

1537 財団法人中央競馬馬主福祉財団助
成事業

財団が実施する助成事業（施設の新築・増改築、修繕・各種工事、車両及び備品の購入等を対
象）についての申請事務等の取りまとめを行うとともに、知事の推薦を付し、本事業の支援・振興
を図る。

４（２）イ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1538
財団法人日本船舶振興会助成事業

財団が実施する助成事業（施設の新築・増改築、修繕・各種工事、車両及び備品の購入等を対
象）についての申請事務等の取りまとめを行うとともに、知事の推薦を付し、本事業の支援・振興
を図る。

４（２）イ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2354
物流検討会の開催

効率的で環境にやさしい都市物流システムの構築を実現するため、ＩＴＳ（高度道路情報システ
ム）の活用等、新たな対策などを検討する。

４（２）イ 0
0 11,550 11,550 0 0 606 606 0 0 12,156 12,156 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,409 3,409 0 0 3,588 3,588

2543
「なにわの食品」普及展開支援事業

府内食品産業の健全な発展を図るため、（社）大阪府食品産業協会その他業界団体が実施する
「なにわの食品」の販売促進活動等に対して補助する。

４（２）イ 0
663 0 1,050 1,713 551 0 90 641 1,214 0 1,140 2,354

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 184 0 292 476 338 0 317 655

2663
中小企業構造改善促進融資資金貸
付金

府内中小企業者が経営革新等に必要とする資金の円滑な供給を図ることを目的に、大阪府中
小企業信用保証協会を通じて金融機関に融資原資の一部を貸し付け、金融機関の実質利回り
を確保することにより、低利の融資制度を実施する。

４（２）イ 0
8,816,000 8,816,000 28,350 8,844,350 7,332,725 7,332,725 464,296 7,797,022 16,148,725 16,148,725 492,646 16,641,372

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,217,251 4,217,251 13,562 4,230,813 7,724,958 7,724,958 235,664 7,960,622

2696
アイパークITビジネス交流促進事業

「大阪―韓国ＩＴビジネス交流ネットワーク」を運営し、韓国ＩＴ企業の海外進出拠点である「ｉＰａｒｋ
Ｏｓａｋａ」との協力関係のもと、大阪・関西のＩＴ企業と韓国ＩＴ企業のビジネス連携･交流を促進す
る。

４（２）イ 0
4,700 4,700 8,400 13,100 3,909 3,909 688 4,597 8,609 8,609 9,088 17,697 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,261 2,261 4,041 6,302 4,141 4,141 4,372 8,513

2717 （財）千里ライフサイエンス振興財団
によるライフサイエンスの振興

産学官の連携によるライフサイエンスの振興、(財）千里ライフサイエンス振興財団の指導・監督
を行う。

４（２）イ 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 2,525 2,525 0 0 2,658 2,658

2720 【新】彩都バイオベンチャー設備費
補助金

彩都バイオインキュベータに入居するバイオベンチャー企業等に対して、バイオに関する研究を
行う際に必要となる設備導入に要する経費の助成を行う。

４（２）イ 0
32,000 32,000 10,500 42,500 26,616 26,616 2,231 28,847 58,616 58,616 12,731 71,347 事業所数 232,804 483,964 48.1% 15,393 15,393 5,051 20,444 28,196 28,196 6,124 34,321

2721 （財）大阪産業振興機構によるバイ
オベンチャー企業向け支援の強化

「バイオビジネスコンペ」で応募のあったビジネスプランの事業化促進のため、（財）大阪産業振
興機構にバイオ分野の専門家を確保し、特許戦略や事業計画策定などの相談・指導のために、
アドバイザーとして関係先に派遣する。

４（２）イ 0
4,734 4,734 5,250 9,984 3,938 3,938 524 4,462 8,672 8,672 5,774 14,446 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,277 2,277 2,525 4,803 4,171 4,171 2,778 6,949

2722
バイオビジネスコンペ事業の実施

経済団体等と連携して、大学や研究機関が有する研究成果を活用したバイオビジネスプランの
コンテストである「バイオビジネスコンペ事業」を実施する。

４（２）イ 0
500 500 10,500 11,000 416 416 577 993 916 916 11,077 11,993 事業所数 232,804 483,964 48.1% 241 241 5,051 5,291 441 441 5,329 5,769

2752 【新】生活創造ビジネスマーケティン
グ調査事業費

今後成長が期待される生活関連産業に関するマーケティング調査を、生活者の立場に立つNPO
との協働により実施するとともに、調査結果を広くPRすることにより、新しい「生活創造ビジネス」
の創出につなげる。

４（２）イ 0
16,000 0 0 16,000 13,308 0 840 14,148 29,308 0 840 30,148 事業所数 232,804 483,964 48.1% 7,697 0 0 7,697 14,098 0 404 14,502

2779 大阪/和泉エリア 都市エリア産学官
連携促進事業

国の公募型事業（都市エリア産学官連携促進事業）を活用し、南大阪（和泉）地域でナノテクノロ
ジーに関する産学官連携促進事業を行う。南大阪地域にナノテクノロジーを核としたクラスターを
形成する。

４（２）イ 0
4,600 4,600 5,250 9,850 3,826 3,826 517 4,343 8,426 8,426 5,767 14,193 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2782 【新】大阪府地域結集型共同研究事
業

ナノテクノロジーの研究ポテンシャルを有する府内の大学・研究機関・研究開発型企業が結集し
て共同研究を行うことにより、新技術・新産業の創出を図る。

４（２）イ 0
7,797 7,797 10,500 18,297 6,485 6,485 961 7,446 14,282 14,282 11,461 25,743 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 3,960 3,960 5,333 9,293 7,254 7,254 5,821 13,074

2800
和泉コスモポリス事業

関西国際空港の立地インパクトを活用して、大阪産業の活性化と高度化を目指し、多様な分野
における企業が集積する産業団地の形成を図る。

４（２）イ 0
13,163,333 -19,574 13,163,333 10,948,628 0 691,027 11,639,656 24,111,961 -19,574 691,027 24,802,989 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 6,685,349 -9,941 0 6,685,349 12,245,902 -9,941 350,957 12,596,859
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2811

産業拠点立地企業事業展開補助金

新商品の生産、開発や新生産方式の導入などの新規事業展開等を行うため、府内産業拠点（テ
クノステージ和泉、津田サイエンスヒルズ、りんくうタウン、二色南町地区、阪南スカイタウン、彩
都ライフサイエンスパーク）へ立地する企業等が必要とする投下固定資本額(土地取得費を除く)
又は研究開発事業費の一部を補助する。

４（２）イ 0

2,483,392 2,483,392 17,850 2,501,242 2,065,566 2,065,566 131,306 2,196,872 4,548,958 4,548,958 149,156 4,698,114 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,261,257 1,261,257 9,066 1,270,322 2,310,310 2,310,310 75,753 2,386,063
2812

産業立地促進融資
産業拠点（テクノステージ和泉、津田サイエンスヒルズ、りんくうタウン、二色南町地区、阪南スカ
イタウン、彩都ライフサイエンスパーク）への企業誘致を促進するため、金融機関に融資原資の
一部を預託することにより、立地企業に対し金融機関からの低利の融資を実施する。

４（２）イ 0
981,466 0 6,300 987,766 816,336 0 51,854 868,190 1,797,802 0 58,154 1,855,956 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 498,464 0 3,200 501,663 913,062 0 29,535 942,597

2813
産業集積促進税制の実施

府内における産業集積を税制面から促進するため、産業集積促進地域における土地や家屋の
取得に係る不動産取得税を軽減する。

４（２）イ 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2818 外国系企業インキュベートオフィス
運営費

関西国際空港の立地インパクトを活用し、外国系企業を誘致するため、りんくうゲートタワービル
内に設置しているインキュベートオフィスを整備、拡充する。

４（２）イ 0
28,011 7,997 3,150 31,161 23,298 6,652 1,636 24,934 51,309 14,649 4,786 56,095 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 14,226 4,061 1,600 15,826 26,059 7,440 2,431 28,489

2879
水上交通の振興

魅力ある観光資源、道路交通渋滞の緩和、災害時の緊急輸送などの様々な要請が高まる中
で、河川空間をより有効に活用するため、水上交通の振興を図る。

４（２）イ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2883
海外施設運営費

府内企業の海外展開、貿易振興等を図るため、海外事務所において、国際ビジネス支援や国際
経済情報の収集・提供を行う。

４（２）イ 0
183,278 183,278 85,050 268,328 152,442 152,442 14,086 166,528 335,720 335,720 99,136 434,856 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 93,083 93,083 43,195 136,278 170,504 170,504 50,349 220,853

2899
中小企業経営安定資金融資資金貸
付金

府内中小企業者が経営の安定に必要とする資金の円滑な供給を図ることを目的に、大阪府中
小企業信用保証協会を通じて金融機関に融資原資の一部を貸し付け、金融機関の実質利回り
を確保することにより、低利の融資制度を実施する。

４（２）イ 0
267,204,000 0 28,350 267,232,350 222,247,456 0 14,028,730 236,276,185 489,451,456 0 14,057,080 503,508,535

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 127,820,597 0 13,562 127,834,159 234,135,632 0 6,724,392 240,860,024

2900
各種融資制度損失補償金

府内中小企業への資金供給を図ることを目的とする大阪府制度融資の円滑な実施のため、代
位弁済を行った大阪府中小企業信用保証協会に対して、損失補償金を交付する。

４（２）イ 0
3,353,000 2,130,000 15,750 3,368,750 2,788,864 1,771,632 176,847 2,965,712 6,141,864 3,901,632 192,597 6,334,462

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,603,952 1,018,914 7,534 1,611,486 2,938,043 1,866,398 92,131 3,030,174

2903
信用組合経営安定化資金貸付金 信用組合再編にあたり、運用資金を預託して、受け皿信用組合に対して支援を実施する。 ４（２）イ 0

30,000,000 -29,917 1,050 30,001,050 24,952,559 0 1,574,946 26,527,506 54,952,559 -29,917 1,575,996 56,528,556

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 14,350,900 -14,311 502 14,351,402 26,287,290 -14,311 753,899 27,041,189

2904
信用組合整備強化資金貸付金

地方の信用秩序維持を図るため、全国信用協同組合連合会・大阪府信用組合協会に対し、信
用の維持が困難となった組合の不良債権を償却するための資金を得るための運用資金を低利
融資する。

４（２）イ 0
10,000,000 -100,000 1,050 10,001,050 8,317,520 0 525,019 8,842,539 18,317,520 -100,000 526,069 18,843,589

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,783,633 -47,836 502 4,784,136 8,762,430 -47,836 251,652 9,014,082

2912
創業促進税制に係る確認事務 創業促進税制に基づく特定業種中小創業法人であることについての確認を行う。 ４（２）イ 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 5,023 5,023 0 0 5,286 5,286

2915
皮革製品デザインコンテスト開催事
業

革製履物製造業界のデザイン企画力・技術力の向上を図るため、靴デザインコンテストを実施す
る。

４（２）イ 0
2,638 1,436 4,200 6,838 2,194 1,194 359 2,553 4,832 2,630 4,559 9,391

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,262 687 2,009 3,271 2,312 1,258 2,181 4,492

2954
経済経営に関する調査研究事業

大阪の産業・経済の構造を中長期的な観点から調査研究するとともに、景気動向や中小企業の
経営実態について調査研究する。また、本府が新たな事業や施策を展開する際に､産業・経済
面からの基礎データの提供や緊急課題等についての調査研究を併せて行う。

４（２）イ 0
12,251 12,251 10,190 0 643 10,833 22,441 0 643 23,084

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 5,860 0 0 5,860 10,735 0 308 11,043

3102
大阪府産業労働政策推進会議

総合的な産業労働政策を推進するため、労働者団体、使用者団体、学識経験者、関係行政機関
で構成する産業労働政策推進会議を運営する。

４（２）イ 0
3,815 3,515 3,150 6,965 3,173 2,924 366 3,539 6,988 6,439 3,516 10,504 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,162 1,070 959 2,121 2,128 1,961 1,071 3,199

3109

大阪府庁ワークシェアリング事業

若年者雇用問題への対応とワークシェアリングの推奨事例とするため、大阪府庁において職員
の時間外勤務を削減し、若年者を短期雇用する大阪府庁ワークシェアリング事業を、雇用人数
及び対象年齢を拡大して実施する。また、短期雇用と職業訓練を組み合わせたデュアルシステ
ムを実施することにより、就業経験や訓練で習得したビジネススキルを活かして民間企業での常
用雇用につなげる。（再生予算枠活用事業）

４（２）イ 0

225,619 10,500 236,119 187,659 0 12,395 200,054 413,278 0 22,895 436,173 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 68,709 0 3,198 71,907 125,858 0 6,972 132,830
3110

【新】ＪＯＢカフェOSAKA事業

若年者が抱える職業に関する課題・ニーズに対応するため、産業･教育･地域社会・行政の連携
のもと、情報提供、カウンセリング、人材育成、職業紹介等の幅広い就職支援を行うワンストップ
サービスセンターとして、JOBカフェＯＳＡＫＡをエル・おおさかに設置する。（再生予算枠活用事
業）

４（２）イ 0

35,666 35,666 10,500 46,166 29,665 29,665 2,424 32,089 65,331 65,331 12,924 78,255 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 10,509 10,509 3,094 13,602 19,249 19,249 3,808 23,057
3134

人材雇用開発支援事業
就職に際して困難な課題を抱える人々の安定的雇用を促進するため、企業に対する求人開発
や求職者に対する教育・訓練等を計画的に推進する(社)おおさか人材雇用開発人権センターの
事業に対して助成する。

４（２）イ 0
36,000 36,000 5,250 41,250 29,943 29,943 2,165 32,109 65,943 65,943 7,415 73,359 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,963 10,963 1,599 12,562 20,082 20,082 2,258 22,340

3147 【新】公正採用選考人権啓発推進員
制度推進事業（基金事業）

公正採用選考人権啓発推進員制度の活性化を図るため、平成15年度から新たな研修制度を実
施しており、この研修制度の実行性を高めるために、事業所を訪問し、推進員の役割・研修への
参加等について啓発を行う。（16年度限り）

４（２）イ 0
10,380 0 2,100 12,480 8,634 0 655 9,289 19,014 0 2,755 21,769 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,993 0 1,010 6,003 9,146 0 1,325 10,472

3158
技能検定推進費

労働者の技能習得意欲を増進させ技能の向上を図るため、技能検定を実施する大阪府職業能
力開発協会に対して補助する。

４（２）イ 0
101,115 50,256 13,650 114,765 84,103 41,801 6,025 90,127 185,218 92,057 19,675 204,892 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 30,793 15,305 4,157 34,950 56,405 28,034 5,992 62,397

3475 地域活性化事業債事業に対する助
言

地域の活性化につながる基盤整備を進めるため、国の地域活性化事業債の活用について助言
等を行う。

４（２）イ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262

3108
雇用促進アドバイザー派遣事業

経営相談等の支援強化を図ることにより、新たな雇用就業機会を創出するため、社会保険労務
士の資格を持つ雇用促進アドバイザーが自ら中小企業に赴き、雇用助成金活用等についてのア
ドバイスや求人開拓を行う。

４（２）イ 0
16,434 0 1,050 17,484 13,669 0 918 14,587 30,103 0 1,968 32,071 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 5,005 0 320 5,324 9,167 0 599 9,767

3145 中小企業人材確保対策（改善計画
認定事務）

中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出を図るため、「中小企業労働力
確保法」に基づく改善計画の認定事務を行う。

４（２）イ 0
5,447 4,019 15,750 21,197 4,531 3,343 1,113 5,643 9,978 7,362 16,863 26,840 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,659 1,224 4,796 6,455 3,039 2,242 5,135 8,174

1 （財）アジア・太平洋人権情報セン
ター（ヒューライツ大阪）の運営

国際化時代に対応した府民の人権意識の高揚と、アジア･太平洋地域への多面的な交流の一
環として、国際人権情報交流拠点となる同センターの運営等に対して補助等を行う。

４（２）ウ 0
63,346 63,346 12,600 75,946 52,688 52,688 3,987 56,675 116,034 116,034 16,587 132,621 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18,696 18,696 3,719 22,415 34,247 34,247 4,896 39,142

2 (財)大阪国際平和センター（ピース
おおさか）の運営

府民の平和意識の醸成を図るとともに、平和首都大阪としての都市イメージの向上を図るため、
戦争や平和に関する資料の収集・保存・展示、講演会の開催、調査研究等を行う標記財団に対
して補助する｡

４（２）ウ 0
99,464 99,464 10,500 109,964 82,729 82,729 5,773 88,502 182,193 182,193 16,273 198,466 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,356 29,356 3,099 32,455 53,773 53,773 4,803 58,576

3
（財）大阪府人権協会補助事業

府と市町村が同和問題解決のための施策をはじめ、人権施策を推進していくための協力機関で
ある当法人の活動を支援するため補助する。

４（２）ウ 0
158,312 158,312 15,750 174,062 131,676 131,676 9,138 140,814 289,988 289,988 24,888 314,876 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 46,725 46,725 4,649 51,373 85,589 85,589 7,345 92,934

4 「国際人権大学院大学（夜間）の実
現をめざす大阪府民会議」への参

　「国際人権大学院大学（夜間）の実現をめざす大阪府民会議」に対し負担金を拠出する。 ４（２）ウ 0
500 500 4,200 4,700 416 416 247 663 916 916 4,447 5,363 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 148 1,240 1,387 270 270 1,312 1,583

5 人権教育のための国連１０年大阪
府後期行動計画に基づく施策の推

人権教育のための国連１０年(1995年から2004年まで）の趣旨を踏まえ、平成13年３月に策定し
た「人権教育のための国連１０年大阪府後期行動計画」の具体化を図る。

４（２）ウ 0
10,455 3,855 31,500 41,955 8,696 3,206 2,202 10,898 19,151 7,061 33,702 52,853 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,086 1,138 9,297 12,383 5,652 2,084 9,947 15,599

6
人権啓発事業

平成１２年度末に策定した「大阪府人権施策推進基本方針」の具体化を図るため、各種啓発事
業を継続的かつ効果的に実施するなど、人権意識の高揚を図る。

４（２）ウ 0
96,576 33,702 31,500 128,076 80,327 28,032 6,724 87,051 176,903 61,734 38,224 215,127 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 28,504 9,947 9,297 37,801 52,212 18,220 11,281 63,494

7
人権相談推進事業

府内における人権相談体制の整備を図るため、相談員の専門性を醸成しつつ、身近な相談窓口
体制を整備するとともに、人権にかかわる相談機関のネットワーク化を図る。

４（２）ウ 0
72,480 72,480 21,000 93,480 60,285 60,285 4,907 65,193 132,765 132,765 25,907 158,673 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 21,392 21,392 6,198 27,590 39,185 39,185 7,646 46,831

8 大阪府人権尊重の社会づくり条例
等推進事業

総合的な人権施策を構築するため、条例の趣旨の周知を進めるほか、「大阪府人権施策推進審
議会」を運営する。

４（２）ウ 0
4,665 966 10,500 15,165 3,880 803 796 4,676 8,545 1,769 11,296 19,841 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,377 285 3,099 4,476 2,522 522 3,334 5,856

9
人権問題学習支援事業

（社）部落解放・人権研究所がこれまでに蓄積されてきた実績とノウハウを活かし、より専門的な
人権教育・啓発や人権に関する情報収集・提供、人材養成に取り組みを通じ、人権情報収集・提
供事業、人権教育・啓発相談事業、人材養成事業を行う。

４（２）ウ 0
44,476 44,476 2,100 46,576 36,993 36,993 2,445 39,438 81,469 81,469 4,545 86,014 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 13,127 13,127 620 13,747 24,045 24,045 1,341 25,387

10 （財）大阪人権博物館（リバティおお
さか）事業助成事業

同和問題､女性､民族､障害者､環境問題など人権に関する歴史資料を収集保存､公開し、人権思
想の普及と人間性豊かな文化の発展に貢献する同博物館の運営費等に対して助成する。

４（２）ウ 0
336,196 336,196 15,750 351,946 279,632 279,632 18,476 298,108 615,828 615,828 34,226 650,054 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 99,227 99,227 4,649 103,875 181,758 181,758 10,102 191,860

17
地域青年人材育成事業

府内青年の人権意識の高揚を図るため、財団法人大阪府人権協会が実施する府内青年を対象
とした研修事業や交流事業に対して補助する。

４（２）ウ 0
1,000 1,000 1,050 2,050 832 832 108 939 1,832 1,832 1,158 2,989 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 295 295 309 604 540 540 341 881

18 子どもの権利条約リーフレットの作
成・配布

｢児童の権利に関する条約連絡会議」において作成した同条約リーフレットを、市町村、学校、関
係機関等に配布し、広く啓発を行う。

４（２）ウ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 296 296 0 0 311 311

21 「人権教育基本方針」「人権教育推
進プラン」に基づく人権教育の推進

児童・生徒及び府民の豊かな人権感覚を育むため、人権教育を推進する。 ４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

26 人権教育推進事業(人権教育副読
本の購入・配付）

人権教育の体系的な推進を図るために、副読本を人権教育教材として内容を抜本的に改訂し、
府内市町村教育委員会からの要望数に従い、小・中学生に無償配布する。

４（２）ウ 0
107,034 107,034 1,050 108,084 89,026 89,026 5,674 94,700 196,060 196,060 6,724 202,784

児童数
（小） 126,583 489,032 25.9% 27,705 27,705 272 27,977 50,749 50,749 1,740 52,489

29
企画調整事業（人権室）

同和問題をはじめあらゆる人権問題の解決を目指し、必要な施策を促進するための事業を行う
各種協議会に参画する。

４（２）ウ 0
5,943 5,943 5,250 11,193 4,943 4,943 588 5,531 10,886 10,886 5,838 16,724 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,754 1,754 1,550 3,304 3,213 3,213 1,723 4,936

30 大阪府同和問題解決推進審議会及
び大阪府同和問題解決推進本部の

同和問題解決のための施策をより効果的、効率的に推進するために、同審議会の審議状況を
踏まえつつ同推進本部を中心に庁内の調整を行う。

４（２）ウ 0
822 822 5,250 6,072 684 684 319 1,002 1,506 1,506 5,569 7,074 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 243 243 1,550 1,792 444 444 1,644 2,088

31 大阪府部落差別事象に係る調査等
の規制等に関する条例の啓発

部落差別事象を引き起こすおそれのある調査、報告等の行為をなくしていくために府民に条例
の周知、徹底を図っていく。

４（２）ウ 0
20,115 13,730 10,500 30,615 16,731 11,420 1,607 18,338 36,846 25,150 12,107 48,953 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,937 4,052 3,099 9,036 10,875 7,423 3,573 14,448

32 同和地区青少年施設設置用地費貸
付金償還助成

同和地区青少年健全育成施設における青少年活動の促進を図るため、市町村に対して、同施
設の建設や用地費貸付金の償還について補助する。

４（２）ウ 0
212,783 -114,576 0 212,783 176,983 0 11,170 188,153 389,766 -114,576 11,170 400,936 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 62,802 -33,817 0 62,802 115,037 -33,817 3,297 118,334
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

34 同和地区施設建設用地費貸付金償
還補助金（隣保館等）

府が貸し付けた隣保館等の施設の用地費貸付金を償還する市町に対して償還補助金を交付す
る。

４（２）ウ 0
116,702 -54,962 2,100 118,802 97,067 0 6,237 103,304 213,769 -54,962 8,337 222,106 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 34,444 -16,222 620 35,064 63,093 -16,222 2,461 65,553

35 同和地区医療施設建設用地費貸付
金償還補助金

同和地区住民の保健増進を図るため、府内同和地区医療施設を有する市町村に対し、府が貸し
付けた府内同和地区医療施設建設用地費の償還金の一部を補助する。

４（２）ウ 0
33,946 -13,049 1,050 34,996 28,235 0 1,837 30,072 62,181 -13,049 2,887 65,068 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,019 -3,851 310 10,329 18,352 -3,851 852 19,204

36 同和地区身体障害者施設整備事業
助成費（償還補助金）

同和地区の在宅身体障害者の生活を支援するため、身体障害者施設を整備する市町に対して
補助する。

４（２）ウ 0
545 -294 1,050 1,595 453 0 84 537 998 -294 1,134 2,132 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 161 -87 310 471 295 -87 335 629

37 同和地区老人福祉施設整備費補助
金（償還補助金）

同和地区高齢者に対する施設サービスを充実するため、老人福祉センター等を整備する市町に
対して補助する。

４（２）ウ 0
9,666 -5,146 1,050 10,716 8,040 0 563 8,602 17,706 -5,146 1,613 19,318 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,853 -1,519 310 3,163 5,226 -1,519 476 5,702

42
男女共同参画の推進

男女共同参画の推進のため、法定計画である「おおさか男女共同参画プラン」及び「大阪府男女
共同参画推進条例」に基づき、総合的かつ計画的に男女共同参画施策を推進する。

４（２）ウ 0
15,151 15,151 39,900 55,051 12,602 12,602 2,890 15,492 27,753 27,753 42,790 70,543 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,472 4,472 11,776 16,248 8,191 8,191 12,629 20,820

43 大阪府女性基金設置運営費 男女
共同参画活動助成事業

男女共同参画社会の実現をめざす女性団体・グループを支援し、NGO・NPOとの連携を図るとと
もに、民間活力を利用して男女共同参画社会の実現への啓発を図る。

４（２）ウ 0
8,495 0 6,300 14,795 7,066 0 777 7,842 15,561 0 7,077 22,637 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,507 0 1,859 4,367 4,593 0 2,089 6,681

44 大阪府女性基金設置運営費 女性
基金プリムラ賞顕彰事業

男女の自立と対等な参加・参画に基づく、男女共同参画による新しい社会づくりへの気運を高
め、府民の意識啓発を図る。

４（２）ウ 0
1,527 0 3,150 4,677 1,270 0 246 1,516 2,797 0 3,396 6,193 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 451 0 930 1,380 826 0 1,002 1,828

45
男女共同参画推進条例の普及促進

平成１４年４月１日に施行された「大阪府男女共同参画推進条例」に基づき、事業者の男女共同
参画への取組を促進するための顕彰制度や府民の声を施策に生かすための施策苦情処理制
度を適切に運用するなど、より積極的に男女共同参画施策を推進する。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

46 男女共同参画地域社会づくり支援
事業

男女共同参画社会の実現に向け、府内各地で講座等事業を行う財団法人大阪府人権協会に対
して補助金を交付する。

４（２）ウ 0
3,826 3,826 1,050 4,876 3,182 3,182 256 3,438 7,008 7,008 1,306 8,314 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,129 1,129 310 1,439 2,068 2,068 385 2,454

47
ＮＰＯ協働フロア整備事業

「ＮＰＯとの協働モデル施設」として位置づけている大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）
において、男女共同参画をＮＰＯとの協働により推進するため、ＮＰＯの活動を支援するためのス
ペースのあり方について検討を行う。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

48
ドーンセンター運営費

大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）の管理運営を行う(財）大阪府男女共同参画推進財
団の運営費を補助する。

４（２）ウ 0
162,281 162,281 1,050 163,331 134,978 134,978 8,574 143,552 297,259 297,259 9,624 306,883 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47,896 47,896 310 48,206 87,734 87,734 2,841 90,575

48
ドーンセンター運営費

大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）の管理運営を行う(財）大阪府男女共同参画推進財
団の運営費を補助する。

４（２）ウ 0
162,281 162,281 1,050 163,331 134,978 134,978 8,574 143,552 297,259 297,259 9,624 306,883 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47,896 47,896 310 48,206 87,734 87,734 2,841 90,575

49
ドーンセンター事業

大阪府立女性総合センター（ドーンセンター）において実施される各種の啓発学習等の事業につ
いて、（財）大阪府男女共同参画推進財団へ委託金及び補助金を交付する。

４（２）ウ 0
78,103 0 1,050 79,153 64,962 0 4,155 69,118 143,065 0 5,205 148,271 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 23,052 0 310 23,362 42,225 0 1,536 43,761

50
ドーンセンターの管理・運営

ドーンセンターの維持管理を大阪府立女性総合センター条例に基づき、財団法人大阪府男女共
同参画推進財団に委託する。

４（２）ウ 0
61,250 55,642 61,250 50,945 46,280 3,215 54,160 112,195 101,922 3,215 115,410 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 18,078 16,422 0 18,078 33,114 30,082 949 34,063

52
情報誌の発行

ドーンセンター主催講座・イベントの案内、グループの活動紹介、センター施設紹介等を内容とす
る情報誌を作成し、配布する。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

54 男女共同参画社会づくり重点啓発
事業

男女共同参画社会の形成を促進するために、府民への重点的な啓発事業を実施する。 ４（２）ウ 0
875 875 2,100 2,975 728 728 156 884 1,603 1,603 2,256 3,859 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 258 258 620 878 473 473 666 1,139

55 ドーンセンター情報ステーション事
業

女性問題関連の図書・資料・ビデオ等を収集し、閲覧・視聴・貸出サービスを行うほか、利用者か
らの情報相談に応じる。また、情報システム「情報ＣＡＮ・ドーンネット」を運営し、インターネットで
情報提供を行う。

４（２）ウ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

56
ドーンセンター啓発学習事業 男女共同参画社会の実現のための啓発活動を行うとともに、自主的な学習活動を支援する。 ４（２）ウ 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
66

男女雇用機会均等推進事業
雇用における男女の均等な機会等の確保などを図るため、事業主や労働者などに対し、セミ
ナーの開催や啓発冊子の作成・配付を行う。

４（２）ウ 0
35,939 3,481 17,850 53,789 29,892 2,895 2,824 32,716 65,831 6,376 20,674 86,505 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,945 1,060 5,436 16,381 20,048 1,942 6,296 26,344

74
外国人行政サービス体制推進事業

本府に在住する外国人の生活利便性を高めるため、七カ国語により各種の情報提供や生活相
談を行う。

４（２）ウ 0
7,660 7,660 5,250 12,910 6,371 6,371 678 7,049 14,031 14,031 5,928 19,959

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 4,390 4,390 3,009 7,399 8,042 8,042 3,397 11,439

75
女性に対する暴力対策事業

女性に対する暴力対策として、関係機関の連携を強化するとともに、『女性に対する暴力をなく
す』キャンペーンの実施、ドーンセンターにおける相談体制の強化等を図る。

４（２）ウ 0
20,121 20,121 26,250 46,371 16,736 16,736 2,434 19,170 36,857 36,857 28,684 65,541 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 5,926 5,926 7,731 13,657 10,855 10,855 8,448 19,303

76 ドーンセンター相談カウンセリング
事業

女性の直面している様々な問題について、女性の視点から自立と主体的な生き方をめざし、相
談カウンセリングによる必要な援助と解決のサポートを行う。

４（２）ウ 0
16,764 0 16,764 13,943 0 880 14,824 30,707 0 880 31,588 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 4,937 0 0 4,937 9,044 0 259 9,303

240 障害者雇用促進事業（企業研修会
開催事業）

企業の障害者雇用に対する取組みとして研修会を開催する。 ４（２）ウ 0
415 415 2,100 2,515 345 345 132 477 760 760 2,232 2,992 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122 122 620 742 224 224 659 883

241 障害者雇用促進事業（重度障害者
職域、訓練科目開発研究事業）

視覚障害者の新しい職業分野、訓練科目の開発を行うため、視覚障害者の職域並びに訓練科
目開発研究会を開催する。

４（２）ウ 0
2,086 2,086 3,150 5,236 1,735 1,735 275 2,010 3,821 3,821 3,425 7,246 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 616 616 930 1,545 1,128 1,128 1,011 2,139

242 障害者雇用促進事業（障害者雇用
企業体験事業）

障害者雇用経験のない事業主等が、障害者雇用企業で障害者とともに働く機会を提供する｢体
験セミナー」を開催する。

４（２）ウ 0
1,349 1,349 4,200 5,549 1,122 1,122 291 1,413 2,471 2,471 4,491 6,962 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 398 398 1,240 1,638 729 729 1,326 2,055

244 障害者雇用促進事業（地域障害者
雇用啓発事業）

地域における障害者雇用に対する理解の促進を図るため、啓発イベントを開催する。 ４（２）ウ 0
600 600 499 0 31 531 1,099 0 31 1,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 177 0 0 177 324 0 9 334

294 「大阪府在日外国人施策に関する
指針」に基づく施策の推進

平成14年12月に策定した「大阪府在日外国人施策に関する指針」に基づき、国籍や民族の違い
を認めあい、ともに暮らすことのできる共生社会の実現に向け、在日外国人施策を総合的に推
進する。

４（２）ウ 0
13,650 13,650 0 0 717 717 0 0 14,367 14,367 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,029 4,029 0 0 4,240 4,240

295
在日外国人問題等啓発推進事業

在日外国人に関わる諸問題及び本府が取り組むべき方策について幅広く意見を求めるため、大
阪府在日外国人問題有識者会議の設置・運営や啓発等を行う。

４（２）ウ 0
1,701 1,001 12,600 14,301 1,415 833 751 2,166 3,116 1,834 13,351 16,467 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 502 295 3,719 4,221 920 541 3,940 4,860

296 「在日韓国・朝鮮人問題に関する指
導の指針」に基づく指導と助言

各学校において、教職員が在日韓国・朝鮮人問題に関する指導内容、方法について共通理解を
深め、全ての児童・生徒に対し、適切な教育を推進するため、「指針」の趣旨に則った指導助言を
行う。

４（２）ウ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

298
大阪府多言語情報提供事業 多言語による各種行政情報を府内自治体と共同で提供し、充実を図る。 ４（２）ウ 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105
外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 0 0 602 602 0 0 633 633

306 教育研究団体助成事業（大阪府在
日外国人教育研究協議会補助）

在日外国人児童生徒に対する適応指導と、違いを認め合い共に生きる社会の実現を目指す教
育の推進を図るため、研究集会や各種研修会等を実施する大阪府在日外国人教育研究協議会
（府外教）に対して補助する。

４（２）ウ 0
567 567 0 567 472 472 30 501 1,039 1,039 30 1,068 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 167 167 0 167 307 307 9 315

707
女性の起業支援

女性の新しい働き方の創造を目的として、自己実現につながり、社会的に意義のある仕事を起
業しようとする女性に対し支援する。

４（２）ウ 0
1,012 1,012 842 0 53 895 1,854 0 53 1,907 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 298 0 0 298 546 0 16 562

724
社会教育普及啓発事業

社会の急激な変化に対応した諸課題の啓発と課題に取り組む府民の活動の振興を図るため、
地域社会における先導的事業を実施し、その成果を広めるため映像教材を制作・配布する「まな
びふれあいまちづくりプロジェクト」に取り組むとともに、人権教育啓発映画を製作・放送する。

４（２）ウ 0
30,400 30,400 10,500 40,900 25,285 25,285 2,147 27,432 55,685 55,685 12,647 68,332 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,972 8,972 3,099 12,071 16,435 16,435 3,733 20,168

782 ローカルアジェンダ２１推進事業（行
動計画等の普及、グリーンコン
シューマー運動推進事業、おおさか
環境賞、環境活動リーダー研修、環
境配慮型活動啓発事業）

環境に配慮した消費行動を通じて、府民の環境に与える負荷の少ない行動を推進するため、
「環境に配慮した買い物キャンペーン」、企業向けセミナーや府民向けシンポジウムを開催する。
また、府民、事業者に対して環境問題に関する意識の向上を図るため「おおさか環境賞表彰式」
を開催する。

４（２）ウ 0

1,906 0 17,850 19,756 1,585 0 1,037 2,622 3,491 0 18,887 22,378 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 563 0 5,268 5,831 1,030 0 5,574 6,605
784

【新】環境保全活動啓発事業
｢環境教育推進方針」の策定及び環境問題に対する理解と認識を深め、自主的な取組の促進、
府民・事業者・ＮＰＯ・行政とのパートナーシップの構築を図るための啓発イベントを開催する。

４（２）ウ 0
2,000 15,750 17,750 1,664 0 932 2,595 3,664 0 16,682 20,345 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 0 4,649 5,239 1,081 0 4,924 6,005

785
みどりのボランティア養成事業

緑化の推進や府域に残された貴重な自然環境を保全するトラスト運動に取り組むボランティア
（みどりすと）を育成するため、ボランティア登録や研修等を実施し、緑の少年団等、子どもたちを
対象に次代のボランティアを養成する。

４（２）ウ 0
1,547 0 0 1,547 1,287 0 81 1,368 2,834 0 81 2,915 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 457 0 0 457 836 0 24 860

834 省資源運動推進事業 大阪府省資源運動推進会議との連携により、省資源・省エネルギー府民運動を推進する。 ４（２）ウ 0 868 0 3,150 4,018 722 0 211 933 1,590 0 3,361 4,951 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 256 0 930 1,186 469 0 992 1,461
928 大阪府ボランティア・ＮＰＯ施策推進

会議の運営
全庁的な総合企画・調整を行うため、ボランティア・NPO施策推進会議の運営等を行う。 ４（２）ウ 0

386 386 2,100 2,486 321 321 131 452 707 707 2,231 2,938 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114 114 620 734 209 209 658 867
929 大阪府ボランティア・市民活動セン

ター事業補助金
府ボランティア・市民活動センターが行うボランティア研修事業などに対して補助する。 ４（２）ウ 0

16,030 8,015 0 16,030 13,333 6,666 842 14,175 29,363 14,681 842 30,205 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,731 2,366 0 4,731 8,666 4,333 248 8,915
930 ボランティア・NPOホームページの

運営
ボランティア・NPOに関する大阪府の取り組みを紹介するとともに、こうした活動を行っている府
民に役立つ情報を提供する。

４（２）ウ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

932 ボランティア活動推進補助金 大阪ボランティア協会が実施する情報誌の発行等に対して補助する。 ４（２）ウ 0 851 851 0 851 708 708 45 752 1,559 1,559 45 1,603 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 251 251 0 251 460 460 13 473
933

ボランティア活動振興事業費
ボランティア意識を高めるため、情報誌の発行等を行う市町村社会福祉協議会及び指導援助す
る府社協に対して補助する。

４（２）ウ 0
15,100 7,550 2,100 17,200 12,559 6,280 903 13,462 27,659 13,830 3,003 30,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,457 2,228 620 5,076 8,164 4,082 886 9,050

934
ＮＰＯとの協働相談事業

協働を希望するＮＰＯの情報をデータベース化するとともに、協働に関して各部局が相談できる
窓口をＮＰＯサイドに設置するなど、協働事業の推進に集中的に取り組んでいく。

４（２）ウ 0
1,227 1,227 1,021 0 64 1,085 2,248 0 64 2,312 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 362 0 0 362 663 0 19 682

940 ＮＰＯ運営マネジメント支援プログラ
ム事業

経理・情報等の実務経験者を雇用し、ＮＰＯの抱える課題を解決し、マネジメント能力を向上させ
る。

４（２）ウ 0
29,738 0 2,100 31,838 24,735 0 1,671 26,406 54,473 0 3,771 58,244 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,777 0 620 9,397 16,077 0 1,113 17,190

941 大阪ＮＰＯプラザ管理・運営支援事
業

大阪ＮＰＯプラザの管理運営を支援するため、管理団体である社会福祉法人大阪ボランティア協
会に対して助成する。

４（２）ウ 0
53,615 8,198 3,150 56,765 44,594 6,819 2,980 47,574 98,209 15,017 6,130 104,339 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,824 2,420 930 16,754 28,986 4,432 1,809 30,795
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

943
提案公募型委託事業推進費

計画段階からＮＰＯとの協働を進めるため、各部局における提案公募型委託事業の推進に集中
的に取り組んでいく。

４（２）ウ 0
12,600 12,600 6,300 18,900 10,480 10,480 992 11,472 23,080 23,080 7,292 30,372 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,719 3,719 1,859 5,578 6,812 6,812 2,152 8,964

949 花いっぱいの街づくりボランティア養
成支援事業

花いっぱいの街づくりをすすめるボランティアを養成するため、その核となるコーディネーターを
雇用し、効果的な事業展開を図る。

４（２）ウ 0
5,809 0 1,575 7,384 4,832 0 388 5,219 10,641 0 1,963 12,603 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,714 0 465 2,179 3,141 0 579 3,720

2270 【新】エコスタイル・キャンペーン普
及促進事業

夏季における適正冷蔵の徹底と軽装勤務の奨励を内容とする「関西夏のエコスタイル・キャン
ペーン」について、ファッションショー等を開催するとともに、キャンペーンバッチを作成・配布し、
一層の定着を図る。

４（２）ウ 0
1,968 0 3,150 5,118 1,637 0 269 1,906 3,605 0 3,419 7,024 事業所数 232,804 483,964 48.1% 947 0 1,515 2,462 1,734 0 1,645 3,379

2291
リサイクル製品認定制度の創設

リサイクル製品に対する需要の拡大を通じて循環型社会の形成に寄与する事業者を育成し、府
内における廃棄物リサイクルをより一層促進するため、リサイクル製品認定制度の創設について
検討する。

４（２）ウ 0
5,434 5,434 21,000 26,434 4,520 4,520 1,388 5,907 9,954 9,954 22,388 32,341 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,614 2,614 10,102 12,716 4,788 4,788 10,769 15,557

2588
大阪府植樹祭開催事業

みどりに対する府民の関心を高め、府民参加による緑化推進の輪を広げるため、大阪府植樹祭
を開催し、記念植樹や功労者の表彰、記念式典等を行う。

４（２）ウ 0
2,000 1,000 4,200 6,200 1,664 832 325 1,989 3,664 1,832 4,525 8,189 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 295 1,240 1,830 1,081 541 1,336 2,417

3088
食育実践地域活動支援事業

食育推進ボランティアを育成し、地域における「食育」啓発活動を推進し、健康で豊かな食生活
の実現を図る。

４（２）ウ 0
5,892 324 15,750 21,642 4,901 269 1,136 6,037 10,793 593 16,886 27,679 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,739 96 4,649 6,388 3,185 175 4,984 8,169

3175 財団法人労働安全衛生研修所運営
補助

勤労者福祉の向上を図るため、労働安全衛生大学講座等を行う財団法人労働安全衛生研修所
に対し補助する。

４（２）ウ 0
567 567 0 567 472 472 30 501 1,039 1,039 30 1,068 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 173 173 0 173 316 316 9 325

3667
平和施策推進事業

世界平和の達成や平和への意識啓発など、府の平和施策の理念と合致した活動を積極的に
行っている団体に対して補助する。

４（２）ウ 0
897 897 1,050 1,947 746 746 102 848 1,643 1,643 1,152 2,795 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 265 265 310 575 485 485 340 825

3106
労働行政総合広報事業

労働に関する具体的知識や施策･制度、講座・講習会や統計情報等をホームページ「大阪労働」
等を通じて提供する。

４（２）ウ 0
762 762 5,250 6,012 634 634 316 949 1,396 1,396 5,566 6,961 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 232 232 1,599 1,831 425 425 1,695 2,120

3107
労働情報総合プラザ事業

労働問題に対する理解・認識の向上を図るため、労働者や事業主等に対し、府立労働センター
南館において図書等の閲覧・貸出などを実施する。

４（２）ウ 0
13,123 12,899 7,350 20,473 10,915 10,729 1,075 11,990 24,038 23,628 8,425 32,463 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,996 3,928 2,238 6,235 7,320 7,195 2,566 9,886

3176
大阪労働大学講座

専門的､体系的な労働問題に関する知識の習得により労使関係の合理的安定を図るため、労働
組合員や企業の人事労務担当者などに対し、大阪府、大阪市、日本労働研究機構の３者共催に
より講座を開催する。

４（２）ウ 0
8,328 8,328 9,450 17,778 6,927 6,927 933 7,860 15,255 15,255 10,383 25,638 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,536 2,536 2,878 5,414 4,646 4,646 3,162 7,808

3181
労働教育普及啓発事業

労働法制や労働関係情報についての労使双方の知識不足、理解不足から起こる労使間の紛
争・トラブルを未然に防止し、雇用管理の改善を図るため、労働者のライフステージも踏まえ、労
働法制等の普及啓発を推進していく。

４（２）ウ 0
5,085 4,640 52,500 57,585 4,229 3,859 3,023 7,252 9,314 8,499 55,523 64,837 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 1,549 1,413 15,988 17,537 2,837 2,588 16,909 19,745

1148

(財)大阪２１世紀協会運営費分担金

住民、行政、産業界、各種団体などが一体となって、そのエネルギーと英知を結集し、計画的に
行事や事業を展開することにより、２１世紀にふさわしい国際的で文化的な「世界都市・大阪」の
創生を目指す「大阪２１世紀計画」を推進している財団法人大阪２１世紀協会に対して負担金を
交付する。

４（２）エ 0

250,000 250,000 5,250 255,250 207,938 207,938 13,400 221,338 457,938 457,938 18,650 476,588 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 73,786 73,786 1,550 75,336 135,158 135,158 5,504 140,662
1152

関西広域連携協議会負担金
広域化･多様化した地域課題に対応するとともに、関西の総合力と効率性を高め、他府県や経
済界等と様々な分野で連携を図り、関西の発展に寄与するため、「関西広域連携協議会」に参画
する。

４（２）エ 0
5,344 5,344 12,600 17,944 4,445 4,445 942 5,387 9,789 9,789 13,542 23,331 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,571 2,571 6,061 8,632 4,709 4,709 6,514 11,223

1161 関西国際広報センター分担金 関西の文化、歴史、観光、経済、ビジネスなど関西からの総合的な情報発信の強化を図る。 ４（２）エ 0 22,680 22,680 21,000 43,680 18,864 18,864 2,293 21,157 41,544 41,544 23,293 64,837 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,694 6,694 6,198 12,892 12,262 12,262 6,875 19,136
2306

地球環境関西フォーラムへの参加
地球環境問題の克服に寄与することを目的として、関西の企業、自治体、消費者団体、学識経
験者等で組織する地球環境関西フォーラムに参画し、より実践的な取り組みや調査・研究を行
う。

４（２）エ 0
300 300 1,050 1,350 250 250 71 320 550 550 1,121 1,670 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 89 89 310 398 162 162 331 493

2330
自動車公害対策事業

官民が協力し、自動車公害（自動車排出ガス、自動車騒音）の改善を図るため、関係３１機関で
構成する「大阪自動車公害対策推進会議」や「京阪神六府県市自動車排出ガス対策協議会」の
活動等を行う。

４（２）エ 0
3,905 3,905 7,455 11,360 3,248 3,248 596 3,844 7,153 7,153 8,051 15,204 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,153 1,153 2,200 3,353 2,111 2,111 2,376 4,487

2863 観光促進費（関西広域連携協議会
負担金）

関西府県の集客力の向上・外国人観光客の誘致を図るため、国際旅行見本市への出展やイン
ターネットによる情報提供事業を行う関西広域連携協議会へ参画するとともに、負担金を拠出す
る。

４（２）エ 0
3,380 3,380 4,200 7,580 2,811 2,811 398 3,209 6,191 6,191 4,598 10,789 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 998 998 1,240 2,237 1,827 1,827 1,357 3,184

3682
京阪神都市圏整備促進協議会の運
営

本協議会は、京阪神大都市圏の都市再生を促進するために、６府県・政令市及び地元経済界、
国土交通省により平成１０年に結成。各団体の意見を反映させた整備戦略を構築し、提言とする
ため、協議・調整を行うなど、京阪神の各団体と連携を図る。提言については、各方面に広くア
ピールし、国等の関係機関に対して要望活動を実施する。

４（２）エ 0

4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,240 1,240 0 0 1,305 1,305
282

環境美化等障害者雇用促進事業
清掃・除草作業など大阪府の業務を外部発注するとともに新たな職域を開拓することで、障害者
の雇用を促進する。

５ 0
59,338 0 4,200 63,538 49,354 0 3,336 52,690 108,692 0 7,536 116,228 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 17,513 0 1,240 18,753 32,080 0 2,224 34,304

307
「大阪府青少年白書」等の発行 青少年の健全育成に関する情報を充実するため、「大阪府青少年白書」等を発行する。 ５ 0

1,187 1,187 3,150 4,337 987 987 228 1,215 2,174 2,174 3,378 5,552
青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 335 335 888 1,222 613 613 952 1,565

712
大阪府公文書館の運営

大阪の歴史を後世に残すため、府に関する歴史的文書資料類等を収集・保存するとともに、府
民や行政機関等の閲覧や調査研究に供する。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

931 ボランティア協働推進ワークショップ
研修

ボランティアやNPOと連携して事業を円滑に進めるため、職員を対象としたワークショップ形式の
研修を実施する。

５ 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

936
ＮＰＯ法人白書等の作成

NPO法人白書の作成及びNPO法のあらまし、法人設立の手引き、法人運営の手引き等の作成
を行う。

５ 0
413 413 413 344 344 22 365 757 757 22 778 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122 122 0 122 223 223 6 230

939
ＮＰＯとの協働推進研修事業

府職員向けのＮＰＯ協働推進研修テキスト等を活用した研修を実施していくなど、協働に対する
職員の意識改革に集中的に取り組んでいく。

５ 0
829 829 2,100 2,929 690 690 154 843 1,519 1,519 2,254 3,772 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 245 245 620 864 448 448 665 1,113

963 府政の文化化推進事業 府の施策に文化的視点を取り入れていくため、研修などを通じて職員の意識改革を図る。 ５ 0 2,120 2,120 0 0 111 111 0 0 2,231 2,231 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 626 626 0 0 659 659
1242

自治医科大学経常運営費負担金 行政分野における医師の確保を図るため、自治医科大学の運営に要する負担金を支払う。 ５ 0
127,477 127,477 3,150 130,627 106,029 106,029 6,857 112,887 233,506 233,506 10,007 243,514

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 14,623 14,623 361 14,984 26,785 26,785 1,148 27,933

1410
旧泉南病院及び旧泉南特養管理費

平成１３年度末に、移転を終えた旧済生会泉南病院跡地と、平成１４年４月１日をもって府立施
設としては廃止した府立泉南特別養護老人ホーム跡地の府有施設を適正に管理する。

５ 0
4,987 4,987 1,050 6,037 4,148 4,148 317 4,465 9,135 9,135 1,367 10,502 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1416 【新】府立呼吸器・アレルギー医療
センター事業／呼吸器・アレルギー
医療センターＥＳＣＯ事業の導入

光熱水費の削減を図るため、呼吸器・アレルギー医療センターにおいてＥＳＣＯ事業を導入する。 ５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1553 【新】生活保護施設整備事業 府立砂川厚生福祉センター内の救護施設を移転整備し、民営化を図る。 ５ 0 785,273 542,796 5,250 790,523 653,152 451,472 41,500 694,652 1,438,425 994,268 46,750 1,485,175 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 231,769 160,203 1,550 233,319 424,544 293,453 13,798 438,342
2109

府有建築物再編整備の推進
府有建築物の整備にあたり、府民サービスの向上と有効かつ効率的な財源・資産の活用のため
策定した「複合化による効率的な公共建築整備基本方針」に基づき、公共建築物の効率的な整
備を推進する。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2256
【新】災害時支援協力員制度の創設

水道部において、大震災などの災害時にボランティアの活用を図るため、「災害時支援協力員」
の登録制度を創設する。

５ 0
1,194 1,194 993 0 63 1,056 2,187 0 63 2,250 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 352 0 0 352 646 0 18 664

2260 【新】水質検査に係る信頼性保証体
制の導入

水道水質検査の精度と信頼性を保証するため、分析技術と検査結果の品質保証に関する国際
規格であるＩＳＯ１７０２５を取得する。

５ 0
7,149 7,149 5,946 0 375 6,321 13,095 0 375 13,470 総面積 222 1,894 11.7% 838 0 0 838 1,535 0 44 1,579

2265
ＩＳＯ14001（環境ＩＳＯ）の推進

平成１１年２月に本庁舎において認証取得した環境管理の国際規格であるＩＳＯ１４００１（環境ＩＳ
Ｏ）の取り組みを推進するとともに、府民、事業者、市町村に対し、自主的な環境管理活動の普
及を図る。

５ 0
1,709 1,709 21,000 22,709 1,421 1,421 1,192 2,614 3,130 3,130 22,192 25,323 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 504 504 6,198 6,702 924 924 6,550 7,474

2267 環境配慮の大阪府庁率先行動計画
の推進

あらゆる事務事業に環境への配慮を徹底することをめざして、平成１４年度に策定した府庁率先
行動計画に基づき、これまでの取組みの更なる拡大を図る。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2305
地球温暖化防止対策の推進

平成１２年３月に改定した「大阪府地球温暖化対策地域推進計画」に基づき普及・啓発などの対
策を実施するとともに、府自らの率先行動計画である「大阪府温室効果ガス排出抑制等実行計
画」に基づき取り組みを進める。

５ 0
20,000 0 21,200 41,200 16,635 0 2,163 18,798 36,635 0 23,363 59,998 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 0 6,257 12,160 10,813 0 6,895 17,708

2320
【新】府立労働センターESCO事業

ESCO事業者から施設改修提案を公募し、採用された提案内容に基づいてESCO事業者からの
資金で施設改修を行う。ESCO事業者は省エネルギー改修により削減された光熱水費の一部を
ESCOサービス料として徴収することにより工事費用を償還し、利益を得る。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2321
ＥＳＣＯ事業による本府施設の省エ
ネ改修

民間資金により既存庁舎等の省エネルギー化改修を行い、省エネにより削減された光熱水費の
一部で工事費用を償還し、残余を府とＥＳＣＯ 事業者の利益とする事業（ＥＳＣＯ ：Energy
Service Company 事業)を実施する。また、平成15年度は、事業のさらなる展開に資するため「Ｅ
ＳＣＯアクションプラン」の策定を行う。

５ 0

140,911 73,071 10,500 151,411 117,203 60,777 7,949 125,152 258,114 133,848 18,449 276,563 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2322

【新】ＥＳＣＯ普及促進事業

地球温暖化防止等に寄与するＥＳＣＯ事業を府内市町村・民間ﾋﾞﾙへ普及させるために、ＥＳＣＯ
可能性簡易診断ｼｽﾃﾑの構築支援、ＥＳＣＯ事業者登録評価制度の創設及び市町村ＥＳＣＯ事
業実施導入ﾏﾆｭｱﾙ等の策定を行う。あわせて、府域における環境対策を図るともに、ＥＳＣＯﾋﾞｼﾞ
ﾈｽを育成する。

５ 0

12,313 12,313 10,500 22,813 10,241 10,241 1,198 11,439 22,554 22,554 11,698 34,252 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,634 3,634 3,099 6,733 6,657 6,657 3,452 10,109
2323

グリーン配送運動の展開
環境負荷の少ない車両の使用による配送業務の普及促進を図るため、府の率先的な取り組み
を行うための準備と事業者、市町村、他府県等への取り組みの要請を行う。

５ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262

2325 府公用車の計画的な低公害化の推
進

府自らが自動車の使用を抑制するとともに、「公用車の低公害車への代替方針」に基づき、公用
車の低公害化を図る。

５ 0
109,531 62,082 21,000 130,531 91,103 51,637 6,852 97,955 200,634 113,719 27,852 228,486 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 32,328 18,323 6,198 38,526 59,216 33,564 8,220 67,436
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
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a

うち一般財
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b
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a+c

事業費等
うち一般財
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大阪市
データ

d

大阪府
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d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ
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a''
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b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予
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うち一般
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人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2360
ＰＣＢ廃棄物適正処理推進事業

ＰＣＢ廃棄物の適正処理促進のため、国が創設する中小事業者支援のための基金に拠出すると
ともに、府保有のＰＣＢ廃棄物の集中管理を進める。

５ 0
139,000 139,000 21,000 160,000 115,614 115,614 8,399 124,013 254,614 254,614 29,399 284,013 事業所数 232,804 483,964 48.1% 66,864 66,864 10,102 76,966 122,478 122,478 14,142 136,620

2530 土地改良財産の管理 府営土地改良事業により取得した府有財産の適正管理を行う。 ５ 0 3,917 3,917 1,050 4,967 3,258 3,258 261 3,519 7,175 7,175 1,311 8,486 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 68 68 18 86 125 125 23 148
2581 環境緑化推進事業（公共緑化促進

事業）
緑豊かな潤いのあるまちづくりを図るため、府が管理する公共施設に対して緑化苗木の配付等
を行う。

５ 0
5,498 5,498 1,050 6,548 4,573 4,573 344 4,917 10,071 10,071 1,394 11,465

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 1,225 1,225 234 1,459 2,244 2,244 311 2,554

2595
環境影響評価制度運営事業

平成１０年３月に制定された「大阪府環境影響評価条例」に基づき環境アセスメント事務を実施
する。

５ 0
1,755 1,755 56,700 58,455 1,460 1,460 3,069 4,528 3,215 3,215 59,769 62,983 事業所数 232,804 483,964 48.1% 844 844 27,275 28,119 1,546 1,546 28,751 30,297

2596
戦略的環境アセスメント検討事業

事業に先立つ計画や施策策定段階における環境配慮を行う手法である戦略的環境アセスメント
の制度化にむけて、庁内関係課で構成する検討会において、調査及び検討を行う。

５ 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 2,525 2,525 0 0 2,658 2,658

2642
環境白書等の作成

環境基本条例に基づき議会に対して報告した府域の環境の状況及び府の環境施策を取りまと
め、「大阪府環境白書」、「おおさかの環境」を作成し、広く府民等へ周知する。

５ 0
1,814 1,814 2,100 3,914 1,509 1,509 205 1,714 3,323 3,323 2,305 5,628 事業所数 232,804 483,964 48.1% 873 873 1,010 1,883 1,598 1,598 1,109 2,707

2668
大阪版ＳＢＩＲ事業

本府の抱える技術的課題の解決に中小・ベンチャー企業の技術を共同研究等により活用し、こ
れら企業の新製品、技術の開発とその事業化の促進を図るとともに、本府事業課題の早期かつ
低コストでの解決を目指す。

５ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 5,023 5,023 0 0 5,286 5,286

2705

電子申請システム整備事業

各種申請・届出等手続きをインターネットで可能とする汎用電子申請システムの整備運用を行
う。
１６年度は、既に電子化を行っているメニューの継続と、認証機能を使用した手続等の電子化に
取り組む。

５ 0

68,564 52,500 121,064 57,028 0 6,355 63,384 125,592 0 58,855 184,448

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 32,799 0 25,114 57,913 60,079 0 28,154 88,233

2706
総合行政ネットワーク整備事業

全地方公共団体を網羅し、国の霞ヶ関ＷＡＮとも接続された総合行政ネットワークへ参加。１５年
度中に全国の自治体や国との広域ネットワークが完成。平成16年度は、行政手続のオンライン
化への活用など利用拡大に取組む。

５ 0
87,870 87,870 10,500 98,370 73,086 73,086 5,164 78,250 160,956 160,956 15,664 176,620 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2707 情報基盤整備事業 情報セキュリティ対策を充実させるなど、庁内ネットワークの円滑な運用を図る。 ５ 0 512,017 512,017 425,871 0 26,879 452,750 937,888 0 26,879 964,767 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2709 基幹系業務システム総合整備事業

（総務サービスセンターの整備）
人事・給与・福利厚生、財務会計、物品調達等の基幹システムを再構築し、総務サービスを庁内
イントラネットで提供する総務サービスセンター（平成１６年度から運用）の整備を行う。

５ 0
473,488 473,488 393,825 0 24,856 418,681 867,313 0 24,856 892,169 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2710 行政文書管理システムの運用・改
造

行政文書管理システムの運用及び出先機関への展開に伴うシステムの増強と総務サービスセ
ンターとの連携に伴うシステム改造等を行う。

５ 0
223,760 223,760 186,113 0 11,747 197,859 409,873 0 11,747 421,619 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2711 建設ＣＡＬＳ／ＥＣ（Continuous
Acquisition and Life-cycle Support
／Electronic Commerce）（公共事業
支援統合情報システム）の推進

工事計画から設計・積算、工事施工、維持管理にいたるまでの情報を電子化し、相互連携体制
を構築することにより業務の効率化を図る。

５ 0

257,857 257,857 214,473 0 13,537 228,010 472,330 0 13,537 485,867
事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 102,500 0 0 102,500 187,755 0 5,381 193,136

2714
電子調達システムの導入

建設工事等の調達に係る電子化について、入札の透明性･客観性の確保、コスト縮減、事務の
効率化を図るため電子調達システムを開発･導入する。

５ 0
656,652 656,652 546,172 0 34,472 580,643 1,202,824 0 34,472 1,237,295

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 261,025 0 0 261,025 478,133 0 13,703 491,836

2795
府庁内知的財産管理事業

本府職員の知的財産の創造・保護を進めるとともに、産業界における活用を促進し、知的創造サ
イクルの構築を図る。

５ 0
3,594 3,594 8,400 11,994 2,989 2,989 630 3,619 6,583 6,583 9,030 15,613 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,825 1,825 4,266 6,091 3,344 3,344 4,586 7,929

2958
新農林水産業振興ビジョン推進事
業

新農林水産業振興ビジョンの具体化に向け、進行管理および点検評価を行うとともに、毎年度の
ビジョンの推進状況および府内農林水産業の動向等を取りまとめた年次動向報告書を作成す
る。

５ 0
351 351 5,275 5,626 292 292 295 587 643 643 5,570 6,213

従業者数
（農林水産
業） 210 1,324 15.9% 56 56 837 892 102 102 884 985

3032 木材需要拡大対策事業（大阪府木
材利用促進庁内連絡会及び間伐材
利用促進庁内連絡会の運営）

庁内の関係部局による情報交換等を行い、公共事業への木材利用を促進するため、大阪府木
材利用促進庁内連絡会を運営する。

５ 0
69 69 1,050 1,119 57 57 59 116 126 126 1,109 1,235

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 23 23 350 373 42 42 370 412

3101
大阪経済・労働白書の編集・発行

広く府民に対し大阪の経済・労働情勢等について情報提供するため、大阪経済・労働白書を発
行する。

５ 0
1,709 4,200 5,909 1,421 0 310 1,732 3,130 0 4,510 7,641 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 504 0 1,240 1,744 924 0 1,331 2,255

3103
刊行物等点字化事業

視覚障害者への情報提供を充実するため、商工労働部において発行する各種刊行物を点字化
し供給する。

５ 0
365 365 1,050 1,415 304 304 74 378 669 669 1,124 1,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 108 108 310 418 197 197 332 529

3234 庁舎・周辺整備事業 行政棟・議会棟の規模、機能、整備手法などについて検討する ５ 0 1,703 1,703 1,416 0 89 1,506 3,119 0 89 3,209 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 503 0 0 503 921 0 26 947
3251

ＰＦＩ検討委員会の運営
ＰＦＩ検討委員会において庁内横断的な検討を行い、府における公共施設等の整備に対するＰＦＩ
の導入を推進する。

５ 0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631

3252 土木部ＰＦＩ研究会の運営 土木部所管事業において、ＰＦＩの導入可能性を検討・調査する。 ５ 0 10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262
3259 大阪府公有財産活用検討委員会の

運営
低・未利用財産及び用途廃止予定財産の効率的な運営を図り、各部局間の財産の流動化を促
進し、財産の滞留と遊休化を防止する。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3260
未利用地処理促進事業

土木部が所管する土地について、その必要性を厳しく精査し、現在利用されていない土地で将
来も利用計画のないものの処分を積極的に行う。

５ 0
114,750 114,750 95,444 0 6,024 101,467 210,194 0 6,024 216,217 総面積 222 1,894 11.7% 13,450 0 0 13,450 24,636 0 706 25,342

3263
公共工事コスト縮減の推進

厳しい財政事情の下、財源を有効に活用し、効率的な事業の執行を通じて、社会資本整備を着
実に進め、本格的な高齢化社会到来に備えるため、平成１３年５月に改定した「公共工事コスト
縮減対策に関する新行動計画」に基づき、引き続きコスト縮減に取り組んでいく。

５ 0
630 630 0 0 33 33 0 0 663 663 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 186 186 0 0 196 196

3266
府有建築物計画保全整備事業

老朽化が進む既存府有建築物の安全性・利便性の確保、長寿命化を図るため、屋上防水や外
壁改修などの計画的・予防的な保全を実施する。

５ 0
72,900 72,900 1,680 74,580 60,635 60,635 3,915 64,550 133,535 133,535 5,595 139,130 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 21,516 21,516 496 22,012 39,412 39,412 1,651 41,063

3267
財産管理費庁･公舎維持修繕事業

既存府有建築物を適切な状態で維持管理するため、建築後の経過年数による損耗、破損、故障
等について、部分的な改修・補修を行う。

５ 0
415,781 415,781 10,500 426,281 345,827 345,827 22,378 368,205 761,608 761,608 32,878 794,486 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122,716 122,716 3,099 125,815 224,785 224,785 9,704 234,488

3614 【新】大阪のデジタルアーカイブ推進
事業

大阪に集積するデジタルコンテンツ・ビジネスを強化して大阪産業の再生を図るため、コンテンツ
供給策の一環であるデジタルアーカイブ事業について、１５年度の成果を活かし、今後関係部
局・課とともに一層の取組みを進めていく。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3615 高度情報化推進事業（地域映像情
報発信事業）

（財）自治体衛星通信機構が有する「地域衛星通信ネットワーク」を利用し、全国に向けて大阪府
の映像情報を提供する。

５ 0
868 868 262 1,130 722 722 59 781 1,590 1,590 321 1,911 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 256 256 77 334 469 469 95 564

3821
報道連絡調整事業

府政に関する情報の的確かつ円滑な情報提供を図るため、報道機関との連絡を密にし、パブリ
シティ活動の推進を行うとともに、選挙報道等の連絡調整を行う。

５ 0
13,571 13,571 64,360 77,931 11,288 11,288 4,091 15,379 24,859 24,859 68,451 93,310 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,005 4,005 18,996 23,001 7,337 7,337 20,203 27,540

3822
印刷媒体事業

府の施策や事業に対する理解と協力を求めるため、「府政だより」や「週刊ふちょう」などにより、
府政の多様な情報を広く府民に提供する。

５ 0
257,295 221,385 31,500 288,795 214,006 184,137 15,161 229,166 471,301 405,522 46,661 517,961 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 75,939 65,341 9,297 85,236 139,102 119,688 13,772 152,874

3824
情報連絡強化事業

府や府内市町村等の広報担当職員の資質向上に努めるため、日本広報協会の活動に参画す
る。

５ 0
765 765 10,500 11,265 636 636 591 1,228 1,401 1,401 11,091 12,493 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 226 226 3,099 3,325 414 414 3,274 3,687

3825
電波・映像媒体事業

府の施策や事業に対する理解と協力を求めるため、テレビやラジオ等により、府政の多様な情
報を広く府民に提供する。

５ 0
83,628 76,357 31,500 115,128 69,558 63,510 6,044 75,602 153,186 139,867 37,544 190,730 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24,682 22,536 9,297 33,979 45,212 41,281 11,081 56,293

3826
広聴活動推進事業

府政に対する府民ニーズを的確に把握し、府政に反映させるため、「府民との対話事業」や「世
論調査」、「府政モニター制度」などを実施する。

５ 0
17,073 17,073 75,810 92,883 14,201 14,201 4,876 19,077 31,274 31,274 80,686 111,960 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,039 5,039 22,375 27,414 9,230 9,230 23,814 33,044

3827 情報公開制度推進事業 開かれた府政の推進を図るため、情報公開条例等の運用を図る。 ５ 0 26,978 18,978 81,690 108,668 22,439 15,785 5,705 28,144 49,417 34,763 87,395 136,812 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,962 5,601 24,110 32,073 14,585 10,260 25,794 40,379
3828 府民相談事業 府政相談及び交通事故相談を希望する府民に対する相談事業を行う。 ５ 0 53,829 46,642 42,000 95,829 44,772 38,795 5,031 49,803 98,601 85,437 47,031 145,632 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,887 13,766 12,396 28,283 29,102 25,216 13,881 42,983
3831

国の施策等要望活動の支援
6月と11月の本府国家要望活動をはじめ、部局単位の個別要望や他団体と連携しての要望活動
が効果的・円滑に実施されるよう情報収集や連絡調整を行う。

５ 0
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,649 4,649 0 0 4,893 4,893

3832
栄典等その他の事務

栄典事務の円滑な推進を図るほか、府幹部職員や国会議員への対応、国の文書の収受、各種
会議出席、他府県担当者との情報交換など東京における唯一の府の機関としての事務を行う。

５ 0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 3,099 3,099 0 0 3,262 3,262

3833
情報収集・連絡調整

国会の審議状況や各省庁の予算要求、府県の行政に関する制度・指導方針等の動向につい
て、提案・要望項目を中心に情報収集するとともに本庁各部局との連絡調整を行う。

５ 0
130,601 130,601 47,250 177,851 108,628 108,628 9,337 117,964 239,229 239,229 56,587 295,815 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 38,546 38,546 13,946 52,492 70,607 70,607 16,701 87,308

3858
新しい大都市自治システム研究会

大阪都市圏の抱える諸課題を解決するため、新しいタイプの地方自治システムのあり方につい
て、府と大阪市で設置した研究会において研究する。

５ 0
732 732 10,600 11,332 609 609 595 1,204 1,341 1,341 11,195 12,536 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 216 216 3,129 3,345 396 396 3,304 3,700

3859
分権推進協議会の運営

市町村の自主的な判断と選択に基づく権限移譲を進めるため、地方分権に関する検討や啓発
の活動を行う。

５ 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3860 市町村行政への助言等 市町村の行政運営能力向上のため各種の情報提供や助言等の運営支援を行う。 ５ 0 52,500 52,500 0 0 2,756 2,756 0 0 55,256 55,256 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 15,495 15,495 0 0 16,309 16,309
3868

明るい選挙推進事業
府民の政治意識の高揚と選挙制度の周知を図るため、大阪府明るい選挙推進協議会と協調し、
啓発資料の作成・研修会の開催・市に対する補助金の交付等を行う。

５ 0
14,813 14,813 21,000 35,813 12,321 12,321 1,880 14,201 27,134 27,134 22,880 50,014 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,372 4,372 6,198 10,570 8,008 8,008 6,753 14,761

3872
選挙管理委員会の運営

定例委員会及び臨時委員会を開催し、選挙の執行に関する案件等を処理するとともに、選挙の
優良団体(市町村選管）に対する表彰等を行う。

５ 0
19,651 19,651 15,750 35,401 16,345 16,345 1,858 18,203 35,996 35,996 17,608 53,604 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,800 5,800 4,649 10,448 10,624 10,624 5,197 15,821

3873
総合計画推進事業

総合計画の推進のため、大阪府総合計画審議会の運営などを通じて進行管理を行うとともに、
広く府民への周知を図る。

５ 0
6,234 6,234 21,000 27,234 5,185 5,185 1,430 6,615 11,419 11,419 22,430 33,849 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,840 1,840 6,198 8,038 3,370 3,370 6,620 9,990

3874 総合調査事業 中長期的な社会経済動向を踏まえ、計画的な府政の推進を図るために必要な調査を行う。 ５ 0 23,497 23,497 8,400 31,897 19,544 19,544 1,674 21,218 43,041 43,041 10,074 53,115 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,935 6,935 2,479 9,414 12,703 12,703 2,973 15,677
3875

統計情報提供システム整備事業
集計処理や統計表作成作業の効率化を図るため、統計データ処理に必要なハードウエア･ソフト
ウエアについての整備を推進する。

５ 0
3,178 3,178 52,500 55,678 2,643 2,643 2,923 5,566 5,821 5,821 55,423 61,244 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 938 938 15,495 16,433 1,718 1,718 16,358 18,076

3876
統計調査員対策事業

各種統計調査の円滑な推進を図るため、統計調査員（知事任命の特別職非常勤地方公務員）
の確保と、その資質の向上を目指した研修事業を実施する。

５ 0
7,874 3,362 2,100 9,974 6,549 2,796 524 7,073 14,423 6,158 2,624 17,047 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,324 992 620 2,944 4,257 1,818 774 5,031
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3877
統計普及事業

統計の普及と統計調査への協力を推進するため、統計刊行物の発行やインターネットによる「大
阪の統計情報」の提供等を行う。

５ 0
16,330 15,385 73,500 89,830 13,583 12,797 4,716 18,298 29,913 28,182 78,216 108,128 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,820 4,541 21,693 26,513 8,829 8,318 23,085 31,913

3878
加工統計整備事業

一次統計等を活用し、府独自の加工統計（大阪府民経済計算、大阪府産業連関表、地域メッ
シュ統計、人口動向分析）を作成することで、府民に対し広く府の状況を明らかにするとともに、
施策立案に活用する。

５ 0
636 636 73,500 74,136 529 529 3,892 4,421 1,165 1,165 77,392 78,557 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 188 188 21,693 21,881 344 344 22,842 23,186

19 市町村青少年施設連絡協議会助成
費

青少年会館事業の活性化を図るため、青少年交流事業や職場研究会などを実施する大阪府青
少年会館等教育施設運営協議会に対して補助する。

0
7,886 7,886 1,050 8,936 6,559 6,559 469 7,028 14,445 14,445 1,519 15,964

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 2,223 2,223 296 2,519 4,071 4,071 428 4,499

22
「人権教育のための資料」の作成

「人権教育基本方針」「人権教育推進プラン」の具体化を図るため、最新の理念や方法、取組の
事例を「資料」として作成。府内の公立小中学校に配布して人権教育実践の推進を図る。

0
592 592 1,050 1,642 492 492 86 579 1,084 1,084 1,136 2,221

学校数（公
立小・中
学） 424 1,501 28.2% 167 167 297 464 306 306 321 627

23
人権教育推進事業
(人権教育推進の課題調査研究）

学校における人権教育・研究等を一層充実させるため、人権教育課題について調査研究を行
う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

学校数（公
立小・中
学） 424 1,501 28.2% 0 0 890 890 0 0 937 937

24
人権教育推進事業(人権教育団体
への助成）（大人教）

児童生徒の長欠・不就学の問題、高校進学率の格差の問題、等の教育課題の克服のため、教
員の資質の向上や学校における人権教育推進に資する活動を行っている大人教に対して助成
を行う。

0
5,747 5,747 1,050 6,797 4,780 4,780 357 5,137 10,527 10,527 1,407 11,934

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 1,735 1,735 317 2,052 3,179 3,179 425 3,604

25 人権教育推進事業(人権教育団体
への助成）（府立人研）

府立学校教員による人権教育に関する自主的な研究・研修を行う研究団体に対し助成し、府立
学校における人権教育の推進を図っている。

0
1,636 1,636 1,050 2,686 1,361 1,361 141 1,502 2,997 2,997 1,191 4,188

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 366 366 235 601 670 670 266 936

27 人権教育総合推進事業（人権教育
研究センター校及び人権教育課題
研究校の設置）

府立学校における人権教育の一層の推進を図るため、人権教育研究センター校及び人権教育
課題研究校を指定し、「人権教育基本方針・プラン」に基づいた実践的研究を進め、その成果を
すべての府立高校に普及させる。

0
3,572 3,572 3,150 6,722 2,971 2,971 353 3,324 6,543 6,543 3,503 10,046

生徒数（高
校） 84,297 271,152 31.1% 1,110 1,110 979 2,090 2,034 2,034 1,089 3,123

28 【新】人権教育推進事業（学校にお
ける子どもの人権侵害防止推進事
業）

学校における子どもの人権の尊重と侵害を防止し、安心して学べる環境を提供するため、教育
指導事例集の開発と被害者救済システムを構築するとともに教員の出前研修を行い、子どもの
人権を擁護する。

0
3,123 3,123 5,250 8,373 2,598 2,598 440 3,037 5,721 5,721 5,690 11,410

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 943 943 1,585 2,528 1,727 1,727 1,718 3,445

38 と畜場施設整備助成事業
(と畜場整備事業起債償還補助、府
貸付金償還補助金）

羽曳野市立南食ミートセンターの整備に要した起債償還金に対する償還補助及び施設整備に
要した府貸付金に対する償還補助

0
134,602 124,029 0 134,602 111,955 103,161 7,066 119,022 246,557 227,190 7,066 253,624 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

39 不良住宅地区改善事業（同和分）
（住宅地区改良事業（小集落地区改
良事業含む）（償還補助）、住宅新
築資金等貸付助成事業）

同和地区にある不良住宅が密集する地区等の居住環境の改善を図るため、不良住宅の除却、
土地の取得・整備等を実施する市町村に対する補助を行う。

0

379,292 -134,716 1,050 380,342 315,477 0 19,967 335,443 694,769 -134,716 21,017 715,785 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 111,946 -39,761 310 112,256 205,057 -39,761 6,203 211,260
40

高等学校等修学奨励事業
教育の機会均等の精神に基づき、経済的理由により進学後の修学が困難な者に対し、修学奨
励金を支給する。

0
102,589 100,590 7,350 109,939 85,329 83,666 5,771 91,100 187,918 184,256 13,121 201,039 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 30,279 29,689 2,169 32,448 55,463 54,382 3,873 59,336

41 大阪府同和地区小中学校施設整備
事業資金貸付金償還補助事業

同和地区小中学校における学級編成基準の引き下げ（４０人学級→３５人学級）を円滑に実施す
るため、市町に対して教育施設整備資金貸付金の償還金を補助する。

0
54,569 -23,494 1,050 55,619 45,388 0 2,920 48,308 99,957 -23,494 3,970 103,927 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 16,106 -6,934 310 16,416 29,502 -6,934 1,172 30,673

57
施設職員現任訓練費 児童福祉施設職員の資質向上を図るため、研修事業を行う。 1

500 0 3,150 3,650 416 0 192 607 916 0 3,342 4,257
児童福祉
施設数 412 1,372 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

58
普及活動特別事業

生産情報の開示や、女性の農業への進出等、農政の緊急かつ重要な課題の解決を促進するた
め、普及センターが農業者に対して研修会の開催等を行う。

0
6,584 3,042 147,000 153,584 5,476 2,530 8,063 13,539 12,060 5,572 155,063 167,123

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 323 149 7,202 7,524 591 273 7,597 8,187

59
「小中学校における男女平等教育
指導事例集」の活用

男女平等教育を推進するうえで、適切な学校指導と相談体制の整備を行う。 1
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

60 「教職員による児童生徒に対するセ
クシュアル・ハラスメント防止のため
に」の活用

作成したリーフレットを活用して学校指導を行うとともに、相談体制の整備を図る。 0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 0 0 317 317 0 0 334 334

61
幼稚園新規採用教員に対する研修 幼稚園新規採用教員に対する研修 1

0 0 0 0 0 0 0 0 0
学校数（幼
稚園） 203 831 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

62
職場におけるセクシュアル・ハラスメ
ントの防止及び対応

府立学校長等に対する研修会の実施や相談体制の整備などセクシュアル・ハラスメントについて
の総合的な対策を講じる。また、市町村教育委員会に対しても会議・研修会等を通じて啓発活動
を行うとともに、適切な対応が図られるよう取り組む。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

63
教職員の研修（総合研修、分掌別・
課題別研修、教科別研修）

教職員の資質向上を図るため、教育センター等において研修を実施する。 0
28,146 28,146 340,200 368,346 23,410 23,410 19,337 42,747 51,556 51,556 359,537 411,093

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 8,499 8,499 102,729 111,228 15,568 15,568 108,568 124,137

67
中高年・在職者等能力開発推進費

在職者に対する職業能力開発の機会の提供を行うため、技術専門校において短期間の講座を
実施し、職業に必要な技能や知識を付与する。

0
49,701 1,075 66,150 115,851 41,339 894 6,082 47,421 91,040 1,969 72,232 163,272 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 15,136 327 20,145 35,281 27,725 600 21,997 49,722

68
認定訓練推進費

民間における認定職業訓練の普及を図るため、雇用保険事業主に対し、職業訓練の認定及び
認定職業訓練の運営費、施設設備費補助を行う。

0
88,210 44,177 11,550 99,760 73,369 36,744 5,237 78,606 161,579 80,921 16,787 178,366 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 26,863 13,453 3,517 30,380 49,206 24,643 5,112 54,319

69
緊急離職者支援能力開発事業費

厳しい雇用情勢に対応し、国からの委託に基づく緊急雇用対策として求職者に対する職業訓練
を実施する。

0
364,135 0 42,000 406,135 302,870 0 21,321 324,191 667,005 0 63,321 730,326 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 110,892 0 12,790 123,682 203,126 0 19,283 222,410

70 高等職業技術専門校運営費、施設
整備費

求職者の就職促進を図るため、職業に必要な技能及び知識を付与する。 0
329,515 166,422 1,506,750 1,836,265 274,075 138,422 96,397 370,472 603,590 304,844 1,603,147 2,206,737 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 100,349 50,681 458,858 559,207 183,814 92,836 488,215 672,029

71 就職支援ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業費、求人開
拓促進事業費

委託訓練受講生及び技術専門校の生徒の就職活動に関する助言等の就職支援を実施する。 0
22,613 0 1,050 23,663 18,808 0 1,242 20,051 41,421 0 2,292 43,714 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 6,886 0 320 7,206 12,614 0 698 13,312

72
技能尊重対策費 技能を尊重する社会づくりを進めるため、技能者表彰や技能フェアの開催等を行う。 0

54,236 54,236 10,500 64,736 45,111 45,111 3,398 48,509 99,347 99,347 13,898 113,245 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 16,517 16,517 3,198 19,714 30,255 30,255 4,233 34,487
77

介護保険制度の円滑な運営 － 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

80
保育所運営費補助金(国制度）

保育サービスの充実を図るため、保育所において長時間保育等を行う保育所を運営する市町村
に対して補助する。

0
3,296,079 1,232,587 5,250 3,301,329 2,741,520 1,025,207 173,308 2,914,828 6,037,599 2,257,794 178,558 6,216,157 保育所数 337 1,110 30.4% 1,000,701 374,218 1,594 1,002,295 1,833,037 685,474 54,211 1,887,248

81
保育所運営費補助金(府単独分）

保育サービスの充実を図るため、保育所において長時間保育等を行う保育所を運営する市町村
に対して補助する。

0
3,300 3,300 2,100 5,400 2,745 2,745 283 3,028 6,045 6,045 2,383 8,428 保育所数 337 1,110 30.4% 1,002 1,002 638 1,639 1,835 1,835 724 2,559

82
保育所整備費補助金（負担金） 保育サービスの充実を図るため、保育所の増築等を行う市町村等に対して補助する。 0

3,662,985 1,239,311 36,750 3,699,735 3,046,695 1,030,799 194,223 3,240,918 6,709,680 2,270,110 230,973 6,940,653 保育所数 337 1,110 30.4% 1,112,095 376,259 11,157 1,123,253 2,037,083 689,214 70,124 2,107,207
83 府営住宅の「福祉世帯向け募集」事

務（DV被害等により母子世帯に準じ
る状況にある世帯を募集対象に追

子ども家庭センター等と連携し、法的に婚姻関係が継続しているため府営住宅の入居申込みが
できないDV被害等の母子世帯を、福祉世帯向け募集の母子世帯として募集する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

母子世帯
数 19,671 56,138 35.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

84
障害保健福祉圏域調整会議の運営

市町村の区域を超える一定の人口規模を単位とした基本圏域の下、広域的かつ重層的な視点
からの施策の計画的推進を図る。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

85 大阪府障害者施策推進協議会の運
営

大阪府障害者施策推進協議会の開催等障害者施策の企画調整を行う。 0
2,157 2,157 10,500 12,657 1,794 1,794 664 2,459 3,951 3,951 11,164 15,116 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 637 637 3,099 3,736 1,166 1,166 3,295 4,461

86
支援費制度総合推進事業

平成１５年度から導入された支援費制度のもと、援護の実施者である市町村に対して、適正な支
給決定、支援費の支払い等の制度関連業務の推進を支援するとともに、制度の運用向上を図る
ための委員会を運営する。

1
6,616 1,282 31,500 38,116 5,503 1,066 2,001 7,504 12,119 2,348 33,501 45,620 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

87 指定事業者指定・指導監査・参入促
進事業

支援費制度の施行を踏まえ、福祉サービスの安定供給と質の向上を図るため、サービスの供給
主体である事業者・施設を国が定める指定基準に基づき指定するとともに、指定事業者等を指
導・育成する。

1
5,522 5,522 84,000 89,522 4,593 4,593 4,700 9,293 10,115 10,115 88,700 98,815 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

88
市町村障害者計画の策定促進

大阪府市町村障害者計画策定マニュアルの活用等により、ニーズ調査をはじめとする市町村障
害者計画策定への技術的支援を行う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

89 支援費指定事業者・施設管理シス
テム支援事業

事業者･施設の指定事務について、迅速かつ適切な処理を行うため、データベースシステムを整
備する。

0
1,060 1,060 10,500 11,560 882 882 607 1,489 1,942 1,942 11,107 13,049 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 313 313 3,099 3,412 573 573 3,278 3,851

91
障害者週間事業 障害及び障害者に対する府民の正しい理解と認識を深めるため、啓発イベントの開催等を行う。 1

1,418 1,418 6,300 7,718 1,179 1,179 405 1,585 2,597 2,597 6,705 9,303 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
93

精神障害者理解促進事業
大阪教育大学附属池田小学校児童等殺傷事件に関する報道等を契機に、助長傾向にある精神
障害者への差別・偏見に歯止めをかけ、精神障害者への理解を促進する。

1
3,907 0 1,050 4,957 3,250 0 260 3,510 7,157 0 1,310 8,467 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

94
精神障害者家族啓発普及事業委託 精神障害者の家族を対象とした研修等を実施する。 1

2,060 1,030 1,050 3,110 1,713 857 163 1,877 3,773 1,887 1,213 4,987 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

95
地域交流事業

精神障害者に対する地域住民の理解と協力を拡大していくため、（財）精神障害者社会復帰促
進協会及び（社福）大阪府総合福祉協会に対し、ハイキング等の精神障害者と地域住民が交流
できるような事業を委託する。

0
6,000 3,000 1,050 7,050 4,991 2,495 370 5,361 10,991 5,495 1,420 12,411 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,771 885 310 2,081 3,244 1,622 419 3,663

96
地域精神保健福祉情報提供事業

精神障害福祉関係の社会復帰施設や市町村などの職員の資質を向上するため、精神保健福祉
施策等の冊子を作成し情報提供などを行う。

1
349 175 4,200 4,549 290 146 239 529 639 321 4,439 5,078 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

97 身体障害者福祉法運営費（身体障
害者相談員）

身体障害者等の悩みや不安を解消するため、身体障害者相談員を設置し、各種相談に応ずる。 1
7,761 7,761 1,050 8,811 6,455 6,455 463 6,918 14,216 14,216 1,513 15,729 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

98
身体障害者更生相談所の運営

身体障害者の更生を援助するとともに、市町村の援護の適切な実施を支援し、もって身体障害
者の福祉の向上を図る。

1
8,923 4,344 115,500 124,423 7,422 3,613 6,532 13,953 16,345 7,957 122,032 138,376 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

99
知的障害者更生相談所の運営

知的障害者の更生を援助するとともに、必要な保護を行い、もって知的障害者の福祉の向上を
図る。

1
31,666 31,441 210,000 241,666 26,338 26,151 12,687 39,025 58,004 57,592 222,687 280,691 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

100
知的障害者生活支援事業 在宅単身知的障害者の生活を支援するため、生活上の相談等を行う。 1

5,246 2,624 1,050 6,296 4,363 2,183 331 4,694 9,609 4,807 1,381 10,990 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
101 知的障害者福祉法運営費（知的障

害者相談員他）
知的障害者等の悩みや不安を解消するため、保護者の中から相談員を選び、各種相談に応ず
る。

1
17,905 17,035 1,050 18,955 14,893 14,169 995 15,888 32,798 31,204 2,045 34,843 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

102
市町村障害者生活支援事業

在宅障害者の自立生活を支援するため、日常生活上の不安に関する相談や在宅福祉サービス
の利用の援助等総合的な支援体制を整備する市町村を支援する。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

103
障害児（者）地域療育等支援事業 在宅重症心身障害児等の生活を支援するため、療育指導、相談等を行う。 1

321,323 321,323 5,250 326,573 267,261 267,261 17,144 284,405 588,584 588,584 22,394 610,978 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
106

精神障害者相談事業 精神障害者の相談に応じ、必要な助言を行う相談員を委託する。 1
2,448 2,448 1,050 3,498 2,036 2,036 184 2,220 4,484 4,484 1,234 5,718 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

107
視覚障害幼児療育指導事業費 視覚障害幼児の進路を確保するため、個別療育指導や保護者に対する研修等を行う。 1

2,639 2,639 1,050 3,689 2,195 2,195 194 2,389 4,834 4,834 1,244 6,078 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
108 障害・難病児等の療育システム推

進事業
保健所において、身体障害児・慢性疾患児とその家族に対して、専門相談や集団での療育指導
を実施するとともに、地域での総合的な支援体制づくりを推進する。

1
27,802 26,025 115,500 143,302 23,124 21,646 7,523 30,647 50,926 47,671 123,023 173,949 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

109 肢体不自由児歯科診療センター運
営委託

障害者歯科診療を確保するため、（社）大阪府歯科医師会に対し、肢体不自由児歯科診療セン
ターにおける障害者歯科診療業務を委託する。

0
17,000 16,057 0 17,000 14,140 13,355 892 15,032 31,140 29,412 892 32,032 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,017 4,739 0 5,017 9,191 8,681 263 9,454

110
障害者歯科診療施設運営補助

障害者歯科診療を確保するため、障害者歯科診療を実施する公的医療機関等の人件費及び施
設整備費に対し補助する。

0
21,457 21,457 0 21,457 17,847 17,847 1,126 18,973 39,304 39,304 1,126 40,430 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,333 6,333 0 6,333 11,600 11,600 332 11,933

111
【新】障害者地域医療ネットワーク推
進事業

障害者が安心して医療を受けられるよう、地域のかかりつけ医から病状に応じて、二次医療圏
の公的医療機関や民間医療機関などの拠点病院へつなぐ、連携ネットワークを構築する。また、
二次医療圏の医療機関で対応が困難な障害者の診療については、障害者医療リハビリテーショ
ンセンター（仮称）がバックアップするための体制を整備する。

0

3,802 3,802 25,200 29,002 3,162 3,162 1,522 4,685 6,964 6,964 26,722 33,687 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,122 1,122 7,438 8,560 2,055 2,055 7,887 9,942
112

地域在宅難病療養システム化事業
在宅難病患者の療養生活の質の向上と自立を支援するため、在宅難病患者の支援に携わる地
域医療機関等のシステム化を図る。

0
12,833 6,418 90,300 103,133 10,674 5,338 5,414 16,088 23,507 11,756 95,714 119,221 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,788 1,894 26,652 30,439 6,938 3,470 28,250 35,187

113
在宅難病患者ケア推進事業

在宅難病患者の療養生活の安定を図るため、保健所において理学療法士等の専門家による訪
問指導を実施する。

1
20,854 10,428 69,300 90,154 17,345 8,674 4,733 22,078 38,199 19,102 74,033 112,232 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

114
在宅難病患者訪問指導事業 在宅難病患者の療養生活の安定を図るため、保健所保健師が訪問指導等を実施する。 1

15,148 7,574 315,000 330,148 12,599 6,300 17,332 29,931 27,747 13,874 332,332 360,079 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
115 在宅障害者健康管理システム整備

事業
在宅障害者の健康増進を図るため、訪問健康診査等を行う市町村に対して補助する。 0

5,722 5,722 1,050 6,772 4,759 4,759 356 5,115 10,481 10,481 1,406 11,887 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,689 1,689 310 1,999 3,093 3,093 415 3,508
116 重度障害者訪問看護利用料助成事

業
重度障害者の在宅療養を促進するため、訪問看護利用料を助成する市町村に対して補助する。 0

42,339 42,339 2,100 44,439 35,216 35,216 2,333 37,548 77,555 77,555 4,433 81,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,496 12,496 620 13,116 22,890 22,890 1,308 24,198
117 【新】身体障害者手帳指定医師情報

データベース化事業（緊急地域雇用
創出特別基金事業）

身体障害者福祉法第15条に規定する指定医師の名簿を管理し、ホームページ上で情報を公開
することによって、府民への情報提供の迅速化と業務の効率化を図る。

0
2,512 0 1,050 3,562 2,089 0 187 2,276 4,601 0 1,237 5,838 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 741 0 310 1,051 1,358 0 365 1,723

119
精神衛生鑑定費

一般府民からの申請あるいは警察官等からの通報等により、精神保健指定医による診断を実施
する。

0
11,584 11,470 5,250 16,834 9,635 9,540 884 10,519 21,219 21,010 6,134 27,353 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,419 3,385 1,550 4,968 6,263 6,201 1,810 8,073

120 措置入院及び通院医療費公費負担
事業

精神保健福祉法に基づく措置入院者の医療・保護を行うとともに、在宅精神障害者の医療を促
進するため通院医療費の公費負担を実施する。

1
9,699,664 4,877,439 10,500 9,710,164 8,067,715 4,056,820 509,748 8,577,463 17,767,379 8,934,259 520,248 18,287,627 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

121
自閉症児療育・訓練強化事業 松心園での待機児童の緩和を図るため、自閉症児に有効な療育事業を行う。 1

9,559 9,559 2,100 11,659 7,951 7,951 612 8,563 17,510 17,510 2,712 20,222 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
122 【新】自閉症児支援のための拠点・

ネットワークづくり事業

自閉症・発達障害児を抱える家庭を支援するため、自閉症児の診断を行う医療機関等の現状調
査、「相談、診断、療育」のためのシステム構築に向けた検討委員会の開催、精神科医・指導員
等に対する研修を行う。

1
3,288 3,288 5,250 8,538 2,735 2,735 448 3,183 6,023 6,023 5,698 11,721 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

123 【新】高次脳機能障害支援モデル事
業

高次脳機能障害者に対する支援体制を確立するため、平成１３年度から１５年度までのモデル
事業の成果を踏まえ、既存施策等を活用したサービス提供を試行的に実施する。

0
20,000 10,000 43,050 63,050 16,635 8,318 3,310 19,945 36,635 18,318 46,360 82,995 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 2,951 12,706 18,609 10,813 5,406 13,683 24,496

124 重度障害者（児）医療費公費負担事
業

障害者の健康保持、生活の安定を図るため、医療費の一部を助成する市町村に対して補助す
る。

0
7,019,641 7,019,641 10,500 7,030,141 5,838,600 5,838,600 369,057 6,207,657 12,858,241 12,858,241 379,557 13,237,798 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,071,811 2,071,811 3,099 2,074,910 3,795,043 3,795,043 112,024 3,907,067

125 重度障害者（児）医療費公費負担事
業（国民健康保険事業費補助金・医
療費波及分補助金）

単独医療費助成事業実施に伴い減額される国庫負担金相当額及び国民健康保険事業におい
て増加する医療費の負担軽減を図るため、各保険者（市町村等）に対して補助する。

0
1,298,104 1,298,104 1,050 1,299,154 1,079,701 1,079,701 68,201 1,147,901 2,377,805 2,377,805 69,251 2,447,055 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 383,129 383,129 310 383,439 701,797 701,797 20,439 722,236

126
更生医療給付費 身体障害者福祉法に基づく更生医療給付費に係る府の負担金及び事務費を支弁する。 0

4,555 4,555 1,050 5,605 3,789 3,789 294 4,083 8,344 8,344 1,344 9,688 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,344 1,344 310 1,654 2,463 2,463 397 2,859
127

在宅重度障害児（者）介護手当 在宅重度障害者の介護者の経済的負担を軽減するため、介護手当を支給する。 1
274,814 274,814 5,250 280,064 228,577 228,577 14,702 243,279 503,391 503,391 19,952 523,343 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

128
重度障害者特例支援事業

制度上の理由により障害基礎年金等を受給できない重度の障害がある在日外国人等に対し経
済的支援を行うため、給付金を支給する。

1
55,955 0 3,150 59,105 46,541 0 3,103 49,643 102,496 0 6,253 108,748 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

129
重度身体障害者日常生活設備費

在宅重度障害者の日常生活の利便性を向上させるため、日常生活用具を給付又は貸与する市
町村に対して補助する。

0
214,382 7,162 3,150 217,532 178,313 5,957 11,420 189,732 392,695 13,119 14,570 407,264 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 63,274 2,114 930 64,203 115,902 3,872 4,300 120,202

130
障害児（者）施設地域療育事業

在宅重症心身障害児等の生活を支援するため、短期入所事業等を行う市町村に対して補助す
る。

0
100,763 100,763 5,250 106,013 83,810 83,810 5,565 89,375 184,573 184,573 10,815 195,388 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,740 29,740 1,550 31,289 54,476 54,476 3,192 57,668

131 障害者ケアマネジメント体制支援事
業

地域における複合的なニーズを有する障害者の生活を支援するため、在宅保健福祉サービス等
を活用してケアマネジメントを行うための体制整備を図る。特に、その中心的な役割を担う人材
の養成を重点的に行う。

1
6,391 3,196 5,250 11,641 5,316 2,658 611 5,927 11,707 5,854 5,861 17,568 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

132
盲ろう者向け通訳・介助者派遣事業 盲ろう者の自立と社会参加を促進するため、通訳･介助者を派遣する。 1

16,491 8,246 3,150 19,641 13,716 6,859 1,031 14,748 30,207 15,105 4,181 34,389 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
133 障害児（者）短期入所事業送迎事業

助成費
支援費制度の施行を踏まえ、障害児（者）短期入所事業において、宿泊を伴わない利用時の移
送について、市町村に対し必要な補助を行う。

0
2,380 2,380 2,100 4,480 1,980 1,980 235 2,215 4,360 4,360 2,335 6,695 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 702 702 620 1,322 1,287 1,287 689 1,976

134 施設入所者ガイドヘルパー派遣事
業

支援費制度の施行を踏まえ、施設入所者にガイドヘルパーを派遣する市町村に対し補助を行
う。

0
3,928 3,928 2,100 6,028 3,267 3,267 316 3,584 7,195 7,195 2,416 9,612 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,159 1,159 620 1,779 2,124 2,124 713 2,837

135
特別障害者手当等支給費

日常生活において、常時介護を必要とする在宅の障害者に、手当を支給することにより、生活の
向上を図る。

1
66,568 16,691 1,050 67,618 55,368 13,883 3,550 58,918 121,936 30,574 4,600 126,536 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

135
特別障害者手当等支給費

日常生活において、常時介護を必要とする在宅の障害者に、手当を支給することにより、生活の
向上を図る。

1
66,568 16,691 1,050 67,618 55,368 13,883 3,550 58,918 121,936 30,574 4,600 126,536 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

136 難病患者等ホームヘルプサービス
事業助成費

在宅難病患者に対する介護サービスを充実するため、ホームヘルパー派遣を行う市町村に対し
て補助する。

0
3,085 3,085 2,100 5,185 2,566 2,566 272 2,838 5,651 5,651 2,372 8,023 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 911 911 620 1,530 1,668 1,668 700 2,368

137
難病患者等日常生活用具給付事業 難病患者等の在宅生活を支援するため、日常生活用具を給付する市町村に対して補助する。 0

3,954 60 2,100 6,054 3,289 50 318 3,607 7,243 110 2,418 9,661 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,167 18 620 1,787 2,138 32 714 2,851
138

身体障害者自立支援事業
身体障害者向け公営住宅等に居住する重度身体障害者の自立を支援するため、介助サービス
等を行う市町村に対して補助する。

0
16,316 5,440 1,050 17,366 13,571 4,525 912 14,483 29,887 9,965 1,962 31,849 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,816 1,606 310 5,125 8,821 2,941 579 9,400

139
身体障害者手帳診断助成費

低所得者の身体障害者手帳受領に係る経済的負担を軽減するため、診断料を助成する市町村
に対して補助する。

0
36,000 36,000 2,100 38,100 29,943 29,943 2,000 31,943 65,943 65,943 4,100 70,043 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,625 10,625 620 11,245 19,463 19,463 1,210 20,673

140
身体障害者短期入所事業

身体障害者の家族の介護負担を軽減するため、短期入所事業等を行う市町村に対して補助す
る。

0
28,912 28,912 4,200 33,112 24,048 24,048 1,738 25,786 52,960 52,960 5,938 58,898 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,533 8,533 1,240 9,773 15,631 15,631 1,753 17,383

141
心身障害児（者）日常生活設備費

在宅心身障害児（者）等の日常生活の利便性を向上させるため、日常生活用具を給付する市町
村に対して補助する。

0
27,707 606 3,150 30,857 23,045 504 1,620 24,665 50,752 1,110 4,770 55,522 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,178 179 930 9,107 14,979 328 1,408 16,387
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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142
身体障害児援護費 身体障害児の身体機能を補うため、補装具の交付等を行う市町村に対して補助する。 0

3,515 3,515 3,150 6,665 2,924 2,924 350 3,273 6,439 6,439 3,500 9,938 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 922 922 826 1,748 1,689 1,689 918 2,607
143 身体障害者・心身障害児（者）ホー

ムヘルプサービス事業助成費
在宅障害者等に対する福祉サービスを充実するため、ホームヘルパー派遣を行う市町村に対
し、補助金を交付する。

0
1,435,722 1,435,722 2,100 1,437,822 1,194,165 1,194,165 75,480 1,269,645 2,629,887 2,629,887 77,580 2,707,467 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 423,746 423,746 620 424,366 776,197 776,197 22,897 799,095

144 障害者ピアカウンセラー派遣事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

障害者生活支援センター未整備圏域など、地域で自立生活を目指す障害者が、ピアカウンセリ
ングを受けることができない地域の相談機関等に対して、ピアカウンセラーを派遣し、心理サ
ポートを含めた自立生活支援を行うことで、当該障害者の福祉の向上を図る。

1
10,041 0 1,050 11,091 8,352 0 582 8,934 18,393 0 1,632 20,025 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

145 【新】障害者サービス利用サポート
（障害者生活支援センターパワー

障害者生活支援センターの機能の強化を図るため、コーディネーターに加え、新たにケアマネジ
メント従事者を配置し、より専門的な相談体制を構築する市町村に対し補助する。

0
96,000 96,000 5,250 101,250 79,848 79,848 5,315 85,163 175,848 175,848 10,565 186,413 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 28,334 28,334 1,550 29,883 51,901 51,901 3,118 55,019

146 【新】障害者地域生活推進特別モデ
ル事業

施設に入所している障害者の地域移行及び在宅障害者の地域生活支援ステップアップに取り組
む市町村に対し必要な補助を行う。

0
11,250 3,750 1,050 12,300 9,357 3,119 646 10,003 20,607 6,869 1,696 22,303 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,320 1,107 310 3,630 6,082 2,027 500 6,583

147
身体障害者地域生活援助事業

身体障害者の地域における自立生活の一層の促進を図るため、グループホームの運営費を補
助する。

0
7,953 7,953 3,150 11,103 6,615 6,615 583 7,198 14,568 14,568 3,733 18,301 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,347 2,347 930 3,277 4,300 4,300 1,102 5,401

148 障害者グループホーム設置促進事
業

グループホームの設置促進を図るため、グループホーム利用に向けた訓練を実施する授産施設
等に対して、市町村を通じて補助するとともに、世話人を確保するため、養成研修を実施する。

0
38,550 38,550 3,150 41,700 32,064 32,064 2,189 34,253 70,614 70,614 5,339 75,953 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,378 11,378 930 12,308 20,841 20,841 1,576 22,417

149
知的障害者地域生活援助事業

知的障害者の地域における自立生活の一層の促進を図るため、グループホームの利用に対し
て補助する。

1
623,961 623,961 7,350 631,311 518,981 518,981 33,142 552,122 1,142,942 1,142,942 40,492 1,183,433 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

150 【新】身体障害者グループホーム事
業

身体障害者グループホームの運営補助水準を改善し、グループホームの介護機能・自立支援に
向けた訓練機能の拡充を図る。

1
5,758 5,758 1,050 6,808 4,789 4,789 357 5,147 10,547 10,547 1,407 11,955 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

151
地域移行促進事業

入所型施設利用者の地域生活への移行の促進や、施設における自活訓練事業への取り組みを
促進させるため、必要となる設備等への助成や、各種事業を実施する。

1
18,232 18,232 4,200 22,432 15,165 15,165 1,178 16,342 33,397 33,397 5,378 38,774 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

152
障害児デイサービス推進事業

国の障害者デイサービス事業の利用対象外となる養護学校中等部以上を中心とする在宅障害
児（18歳未満）に対し、既存デイサービス事業と同様のサービスを提供し、日中活動の場の提
供、家族等の介護者の負担軽減を図る。

1
33,136 33,136 2,100 35,236 27,561 27,561 1,850 29,411 60,697 60,697 3,950 64,647 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

153 身体障害者デイサービス支援費補
助金

在宅身体障害者に対する介護サービスを充実するため、デイサービス事業支援費を支出する市
町村に対して補助する。

0
221,443 221,443 3,150 224,593 184,186 184,186 11,790 195,976 405,629 405,629 14,940 420,569 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 65,358 65,358 930 66,287 119,719 119,719 4,410 124,129

154
児童デイサービス支援費補助金

在宅心身障害児の生活能力を高めるため、療育指導や日常訓練等を行う児童デイサービス事
業支援費を支出する市町村に対して補助する。

0
95,446 95,446 3,150 98,596 79,387 79,387 5,176 84,563 174,833 174,833 8,326 183,159 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 25,035 25,035 826 25,861 45,857 45,857 2,184 48,041

155 知的障害者デイサービス支援費補
助金

在宅知的障害者の自立を促進するため、機能訓練等を行うデイサービス事業支援費を支出する
市町村に対して補助する。

0
72,039 72,039 1,050 73,089 59,919 59,919 3,837 63,755 131,958 131,958 4,887 136,844 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 21,262 21,262 310 21,572 38,947 38,947 1,442 40,389

156
重症心身障害児通園事業運営費 在宅重症心身障害児等の運動能力等の向上を図るため、機能回復訓練等を行う。 1

95,963 44,986 4,200 100,163 79,817 37,417 5,258 85,076 175,780 82,403 9,458 185,239 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
157

社会生活適応訓練事業費
精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、精神障害者に理解のある事業所に
対して精神障害者の生活訓練を委託する。

1
11,719 11,719 1,050 12,769 9,747 9,747 670 10,418 21,466 21,466 1,720 23,187 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

158 精神障害者居宅介護等（ﾎｰﾑﾍﾙﾌﾟ
ｻｰﾋﾞｽ）事業

平成１４年度から市町村において開始された居宅介護等事業に対し、国とともに、市町村に補助
する。

0
340,511 113,504 2,100 342,611 283,221 94,407 17,986 301,207 623,732 207,911 20,086 643,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 100,500 33,500 620 101,120 184,091 61,364 5,928 190,019

160 精神障害者社会復帰施設運営等助
成事業

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、社会復帰施設（援護寮）、福祉ホー
ム及び通所授産施設等）の運営に助成する。

0
1,448,396 724,214 2,100 1,450,496 1,204,706 602,366 76,146 1,280,852 2,653,102 1,326,580 78,246 2,731,348 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 427,487 213,748 620 428,106 783,049 391,533 23,094 806,143

161 精神障害者地域生活援助事業（グ
ループホーム）

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、グループホームを運営している非営
利法人に対し補助する。

0
261,792 87,309 1,050 262,842 217,746 72,619 13,798 231,544 479,538 159,928 14,848 494,386 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 77,267 25,769 310 77,576 141,533 47,202 4,382 145,916

162
精神障害者保健福祉手帳交付事業

精神障害者について、一定の精神障害の状態にあることを証する手段となり、手帳交付により各
種の支援策を講じやすくし、精神障害者の自立と社会参加の促進を図る。

1
6,258 3,677 9,450 15,708 5,205 3,058 825 6,030 11,463 6,735 10,275 21,738 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

163 精神障害者地域生活援助事業にお
ける加算事業

社会的入院者等を受け入れるグループホームに対し、補助を行う。 0
67,577 67,577 2,100 69,677 56,207 56,207 3,658 59,865 123,784 123,784 5,758 129,542 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,945 19,945 620 20,565 36,534 36,534 1,699 38,234

164 精神障害者短期入所(ショートステ
イ)事業補助金

介護等を行う者が、疾病等の理由により介護等を行うことが困難となった場合に、一時的にサー
ビスを提供する。

1
11,052 3,684 1,050 12,102 9,193 3,064 635 9,828 20,245 6,748 1,685 21,930 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

165 精神障害者社会復帰施設整備助成
事業

精神障害者社会復帰施設を整備する非営利法人等に対して助成を行う。 0
121,243 40,415 2,100 123,343 100,844 33,615 6,475 107,319 222,087 74,030 8,575 230,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 35,784 11,928 620 36,404 65,548 21,850 2,531 68,079

166 【新】精神障害者地域生活移行・自
立生活サポート事業

ケアマネジメント従事者や自立支援員による病院から地域への移行支援を行うとともに、生活上
のフォローアップを行い、地域における自立生活を支援する。

1
38,930 35,836 2,100 41,030 32,380 29,807 2,154 34,534 71,310 65,643 4,254 75,564 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

167 地域における障害児の受入れのた
めの支援事業

地域における障害児の受入を促進するため、保育所及び学童保育において障害児を受入れる
事業等を実施する市町村を支援する。

0
238,100 238,100 1,050 239,150 198,040 198,040 12,555 210,595 436,140 436,140 13,605 449,745 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 62,451 62,451 275 62,727 114,395 114,395 3,568 117,964

168
重度障害者等住宅改造助成事業 障害者の生活利便性を高めるため、住宅の改造に対する補助を行う市町村に対して補助する。 0

130,000 130,000 3,150 133,150 108,128 108,128 6,990 115,118 238,128 238,128 10,140 248,268 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 38,369 38,369 930 39,299 70,282 70,282 2,993 73,275
169 【新】住宅改造相談員有効活用促進

事業
高齢者・障害者向けの住宅改造相談員の実践的な相談能力のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟを図るとともに、効果的
な相談業務の実施に向けた制度の検討、創設及び運営等を行う。

1
2,473 0 5,250 7,723 2,057 0 405 2,462 4,530 0 5,655 10,185 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

170
府営住宅の建設

狭小で老朽化が著しく最低居住水準未満世帯の多い住宅の建て替えを中心に、良質・多様な耐
火住宅の建設を進める。これにより、居住水準の向上と住宅のバリアフリー化を進めるとともに、
防災性の高い良好な住環境を整備する。

0
24,702,408 3,524,996 1,058,400 25,760,808 20,546,277 2,931,922 1,352,349 21,898,626 45,248,685 6,456,918 2,410,749 47,659,434

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 2,626,167 374,750 112,521 2,738,688 4,810,487 686,449 256,292 5,066,779

171
府営住宅改善事業（車いす改善） 既存府営住宅の住戸を車いす常用者世帯向けに改善する。 0

37,524 3,355 5,250 42,774 31,211 2,791 2,245 33,456 68,735 6,146 7,495 76,230
府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 3,989 357 558 4,547 7,307 653 797 8,104

172 既存府営中層住宅エレベーター設
置事業

入居者の高齢化対策の一環として既存の府営中層住宅にエレベーターを設置する。 0
633,481 22,316 85,050 718,531 526,899 18,561 37,720 564,619 1,160,380 40,877 122,770 1,283,150

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 67,347 2,372 9,042 76,389 123,363 4,346 13,052 136,415

175
障害児施設整備事業助成費

障害児に対する施設サービスを充実するため、障害児施設を整備する社会福祉法人等に対して
補助する。

0
122,329 55,409 1,050 123,379 101,747 46,087 6,477 108,224 224,076 101,496 7,527 231,603 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 32,086 14,533 275 32,361 58,773 26,621 1,974 60,747

179
児童福祉施設扶助事業 児童福祉施設（障害児施設）への措置に要する経費を支弁する。 1

6,534,660 3,069,591 3,150 6,537,810 5,435,216 2,553,138 343,211 5,778,428 11,969,876 5,622,729 346,361 12,316,238 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
180 身体障害者更生援護施設事務事業

等
居所不明者及び福祉事務所未設置町村の身体障害者援護（施設措置等）に要する費用を負担
する。

0
82,892 82,892 1,050 83,942 68,946 68,946 4,407 73,352 151,838 151,838 5,457 157,294 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24,465 24,465 310 24,775 44,814 44,814 1,611 46,425

181
知的障害者福祉施設扶助事業 知的障害者の施設入所援護に要する経費（措置費、医療審査手数料）を支弁する。 1

174,782 174,782 1,050 175,832 145,375 145,375 9,231 154,606 320,157 320,157 10,281 330,438 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
182

知的障害者通勤寮運営事業 居所不明者及び福祉事務所未設置町村にかかる利用者の通勤寮等利用料を支弁する。 0
526 526 0 526 438 438 28 465 964 964 28 991 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 155 155 0 155 284 284 8 293

184
補装具製作施設費 無料または低額な料金で、補装具の製作または修理を行う。 1

5,396 -2,312 28,350 33,746 4,488 0 1,772 6,260 9,884 -2,312 30,122 40,006 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
188

身体障害者施設整備事業助成費
身体障害者に対する施設サービスを充実するため、身体障害者施設を整備する社会福祉法人
等に対して補助する。

0
550,032 183,346 2,100 552,132 457,490 152,498 28,985 486,475 1,007,522 335,844 31,085 1,038,607 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 162,339 54,114 620 162,959 297,365 99,123 9,175 306,540

189
知的障害者施設整備事業助成費

知的障害者に対する施設サービスを充実するため、施設整備等を行う社会福祉法人等に対して
補助する。

0
833,075 277,695 10,500 843,575 692,912 230,973 44,285 737,196 1,525,987 508,668 54,785 1,580,771 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 245,878 81,960 3,099 248,977 450,387 150,131 16,169 466,556

190 心身障害児施設運営助成費（肢体
不自由児、知的障害児通園施設）

肢体不自由児等の生活能力を高めるため、日常生活指導等を行う通園施設を運営する社会福
祉法人等に対して補助する。

0
17,184 17,184 1,050 18,234 14,293 14,293 957 15,250 31,477 31,477 2,007 33,484 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 4,507 4,507 275 4,783 8,256 8,256 526 8,783

191 障害者福祉施設機能強化推進事業
費（障害児施設）加算事業

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 0
233,121 233,121 2,100 235,221 193,899 193,899 12,348 206,247 427,020 427,020 14,448 441,468 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 68,804 68,804 620 69,424 126,033 126,033 4,264 130,297

197
大阪府障害者扶養共済制度 保護者死亡後の障害者の生活を安定させるため、扶養共済制度を運用し、年金を給付する。 1

830,294 208,502 26,250 856,544 690,599 173,422 44,965 735,564 1,520,893 381,924 71,215 1,592,108 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
201

障害者社会参加促進事業
障害者の自立を促進するため、奉仕員等の養成、派遣、訓練、指導等の事業を社会福祉法人等
に委託する。

0
77,070 38,535 26,250 103,320 64,103 32,052 5,424 69,527 141,173 70,587 31,674 172,847 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22,747 11,373 7,748 30,494 41,667 20,833 9,348 51,015

203
身体障害者補助犬育成事業

身体障害者補助犬法の施行に伴い、身体障害者補助犬の育成を図り、障害者の自立と社会参
加の促進を図る。

0
5,670 2,835 1,050 6,720 4,716 2,358 353 5,069 10,386 5,193 1,403 11,789 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,673 837 310 1,983 3,065 1,533 414 3,479

209 市町村障害者社会参加等総合補助
金

障害者の社会参加を促進するため、奉仕員の養成、派遣事業等を行う市町村に対して補助す
る。

0
431,566 215,783 5,250 436,816 358,956 179,478 22,931 381,887 790,522 395,261 28,181 818,703 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 127,374 63,687 1,550 128,924 233,318 116,659 8,318 241,636

211
自主活動育成事業

高齢者、障害者、母子父子世帯を対象とする文化･スポーツなどの地域の自主的な活動を支援
する。

0
3,200 3,200 1,050 4,250 2,662 2,662 223 2,885 5,862 5,862 1,273 7,135 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 944 944 310 1,254 1,730 1,730 376 2,106

213
障害者芸術・文化促進事業

本事業は、芸術・文化活動を行っている障害者を対象に専門知識（技能）の習得をしていただく
オープンカレッジの開催や国際障害者交流センターにおける府主催事業時などにおいて活動す
る文化ボランティアの養成を行う。

0
28,377 -111,211 5,250 33,627 23,603 0 1,765 25,368 51,980 -111,211 7,015 58,995 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,375 -32,823 1,550 9,925 15,342 -32,823 2,071 17,412
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

216 【新】地域の魅力・顔づくりプロジェク
ト

日常生活の中で誰もが利用する「駅」周辺を、行政・地域住民を含めた多くの関係者（鉄道・バ
ス・タクシー事業者、商店等）が協働して、美しく個性がきらめき魅力ある空間に再生し、まちの
活性化を図ることで、駅周辺から大阪の活性化を目指す。

0
10,000 73,500 83,500 8,318 0 4,383 12,701 18,318 0 77,883 96,201 鉄道駅数 203 296 68.6% 6,858 0 50,407 57,265 12,562 0 53,413 65,976

218
交通安全施設等の整備

道路交通の安全・円滑を確保するため、交通安全施設の整備・充実や事故危険箇所等における
交差点改良を推進する。

1
6,331,435 1,941,435 357,000 6,688,435 5,266,184 1,614,792 351,119 5,617,302 11,597,619 3,556,227 708,119 12,305,737 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

220
大阪地下鉄建設費補助金

府民の交通利便性向上のため、大阪市交通局に対し、市域外延伸等に要する建設費の一部を
補助する。

0
193,050 193,050 10,500 203,550 160,570 160,570 10,686 171,255 353,620 353,620 21,186 374,805 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

221
西大阪延伸線整備促進事業

西大阪延伸線は、阪神地域と阪奈地域を結ぶ広域的な鉄道ネットワークへの寄与とともに、阪
神電鉄と近畿日本鉄道との相互直通運転により、府民の利便性の向上を図る。

0
1,233,011 0 1,233,011 1,025,559 0 64,729 1,090,288 2,258,570 0 64,729 2,323,299 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

222
中之島新線整備促進事業

中之島新線は、中之島西部地区の再開発に伴い発生する輸送需要への対応とともに、広域交
通ネットワークを充実することにより、府民の利便性の向上を図る。

0
2,579,162 0 2,579,162 2,145,223 0 135,397 2,280,620 4,724,385 0 135,397 4,859,782 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

223
電線共同溝整備事業

現在、道路上にある電柱や電線類を、道路の歩行空間を利用して地中化することにより、通行空
間の確保、都市景観の向上、都市防災の強化を図る。

1
1,167,000 140,500 63,000 1,230,000 970,655 116,861 64,571 1,035,225 2,137,655 257,361 127,571 2,265,225

市街地面
積 21,145 94,900 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

224
府道緑化事業

都市の景観形成や環境改善に重要な役割を果たす街路樹を、良好な状態に維持管理すると共
に、防災や福祉の視点に立った街路樹の再整備を行い、良好な道路環境の推進に努める。

1
1,145,654 1,145,633 102,900 1,248,554 952,900 952,883 65,545 1,018,445 2,098,554 2,098,516 168,445 2,266,999

府道総延
長 260 1,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

225
公園維持管理事業

府民が府営公園を常に安心･安全で快適に利用できるよう、公園施設の補修及び清掃・除草な
ど適切な維持管理を実施する

0
4,459,330 3,704,811 375,900 4,835,230 3,709,057 3,081,484 253,832 3,962,889 8,168,387 6,786,295 629,732 8,798,119 公園面積 851 4,248 20.0% 892,914 741,833 75,268 968,182 1,635,596 1,358,853 126,094 1,761,691

226
公園緑地整備事業

快適な環境の創造や都市景観の向上、災害時における広域避難地の機能確保のため、府営公
園の整備を進める。

0
5,483,386 1,015,855 706,650 6,190,036 4,560,817 844,939 324,954 4,885,772 10,044,203 1,860,794 1,031,604 11,075,808 公園面積 851 4,248 20.0% 1,097,965 203,410 141,496 1,239,461 2,011,200 372,596 206,563 2,217,764

227 歩いてくらせるまちづくりの普及・啓
発

国の構想も踏まえつつ、「歩いてくらせるまちづくり」の理念を、府内市町村や府民の様々な取り
組みに対して普及・啓発に努める。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

228 福祉のまちづくり推進事業（既存民
間施設の改善の促進）

既存民間施設のバリアフリー化を促進するため、事業者による改善計画の届出を踏まえ、定期
報告の要請を行う。また、既存民間施設のバリアフリー化工事に必要な借入資金に対して利子
補給を実施する。

0
8,131 8,131 13,650 21,781 6,763 6,763 1,143 7,906 14,894 14,894 14,793 29,687 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,400 2,400 4,029 6,429 4,396 4,396 4,366 8,762

229 福祉のまちづくり推進事業（事前協
議に係る市町村への事務処理交付

市町村が実施する特定施設の事前協議等に係る財源を措置するため、市町村へ事務処理交付
金を交付する.

0
8,634 8,634 6,300 14,934 7,181 7,181 784 7,965 15,815 15,815 7,084 22,899 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,548 2,548 1,859 4,408 4,668 4,668 2,091 6,759

230 福祉のまちづくり推進事業（整備基
準適合証交付事務補助業務）

福祉のまちづくり条例の整備基準の普及と同基準適合施設に関する情報提供を行なうため、適
合施設に適合証を交付する。

0
1,041 1,041 3,150 4,191 866 866 220 1,086 1,907 1,907 3,370 5,277 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 307 307 930 1,237 563 563 995 1,557

231 福祉のまちづくり推進事業（鉄道駅
バリアフリー化設備整備費補助）

鉄道駅舎及び周辺地区のバリアフリー化を促進するため既存駅舎のエレベーター整備を行なう
事業者に対し補助する。

0
136,230 41,230 10,500 146,730 113,310 34,293 7,703 121,012 249,540 75,523 18,203 267,742 鉄道駅数 203 296 68.6% 93,428 28,276 7,201 100,629 171,137 51,795 12,484 183,621

232 福祉のまちづくり推進事業（福祉の
まちづくり推進委員会の運営）

福祉のまちづくりの進行管理や推進方策について検討するため、「福祉のまちづくり推進委員
会」を運営する。

0
523 523 0 523 435 435 27 462 958 958 27 985 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 154 154 0 154 283 283 8 291

233
内職あっせん事業

勤労意欲を持ちながら家庭外就労の困難な障害者等の労働条件の向上と就業機会の確保を図
るため、一定の基準を満たす認定内職あっせん所を認定し、助成を行う。

0
33,606 33,606 4,200 37,806 27,952 27,952 1,985 29,937 61,558 61,558 6,185 67,743 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 10,234 10,234 1,279 11,513 18,747 18,747 1,883 20,630

234

地域就労支援事業

就労支援センター、就労支援コーディネーターを設置し、就職困難者等の雇用・就労支援を実施
する府内市町村に対し助成する。　また、地域就労支援コーディネーター養成のため研修を実施
し、　さらに、スーパーバイザーの配置などコーディネーターを日常的にフォローする体制の整
備、企業のアウトソーシングの促進を通じたＮＰＯや授産施設等の受注業務の拡大等により事業
を拡充し、就職困難者の雇用促進を図る。また、新たな課題等の検討のため調査を行う。(一部
再生予算枠活用事業)

0

220,896 201,696 37,800 258,696 183,731 167,761 13,581 197,311 404,627 369,457 51,381 456,007 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 67,271 61,424 11,511 78,782 123,223 112,513 15,647 138,870
236 おおさか障害者の雇用を支える企

業ネット事業
障害者雇用を促進するとともに、企業が障害者雇用を継続することを容易にするため、情報提供
やコンサルティング体制を充実させ、企業相互援助ネットワーク体制を構築する。

0
3,480 3,480 4,200 7,680 2,894 2,894 403 3,298 6,374 6,374 4,603 10,978 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,027 1,027 1,240 2,267 1,881 1,881 1,359 3,240

237 障害者雇用促進事業（障害者就職
ガイダンス事業）

就職への準備性の向上を図るため、就職への心構えや面接の受け方のセミナー及び模擬面接
等の「就職ガイダンス」を実施する。

0
900 900 4,200 5,100 749 749 268 1,016 1,649 1,649 4,468 6,116 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 266 266 1,240 1,505 487 487 1,319 1,805

238
障害者就職準備訓練事業 作業環境に適応することを容易にするため、事業所に委託して短期職場適応訓練を実施する。 0

13,565 7,031 4,200 17,765 11,283 5,848 933 12,215 24,848 12,879 5,133 29,980 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,004 2,075 1,240 5,243 7,334 3,801 1,515 8,849
239

障害者雇用貢献企業顕彰事業 障害者雇用への企業の貢献活動の自己申告システムを構築するとともに、企業の顕彰を行う。 0
7,168 7,168 4,200 11,368 5,962 5,962 597 6,559 13,130 13,130 4,797 17,927 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,116 2,116 1,240 3,355 3,875 3,875 1,416 5,291

243 障害者雇用促進事業（障害者雇用
情報誌発行事業）

障害者が就職するため、あるいは職業生活を充実するために必要な情報を提供する情報誌を発
行する。

0
1,664 1,664 4,200 5,864 1,384 1,384 308 1,692 3,048 3,048 4,508 7,556 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 491 491 1,240 1,731 900 900 1,330 2,230

245
障害者地域雇用支援事業

障害者就業・生活支援センターの設置促進を図るため、指定のために必要な事業に対し助成す
る。

0
38,435 38,435 4,200 42,635 31,968 31,968 2,238 34,207 70,403 70,403 6,438 76,842 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,344 11,344 1,240 12,583 20,779 20,779 1,900 22,679

246 重度聴覚障害者等ワークライフ支
援事業

重度聴覚障害者等支援ワーカー(２名)を配置し、職業上の悩みやトラブルの解決を支援する。 0
8,825 8,825 4,200 13,025 7,340 7,340 684 8,024 16,165 16,165 4,884 21,049 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,605 2,605 1,240 3,844 4,771 4,771 1,441 6,212

252
視覚障害者施術所指導推進事業

施療技術の資格を持つ視覚障害者の施術技術の向上を図るため、（財）大阪府視覚障害者福祉
協会に講習会の開催を委託する。

0
10,722 4,811 2,100 12,822 8,918 4,002 673 9,591 19,640 8,813 2,773 22,413 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,165 1,420 620 3,784 5,797 2,601 818 6,615

253 大阪府社会福祉事業振興対策資金
貸付金

ミニ授産施設の法認可施設への移行を促進するため、土地を取得して施設を整備する法人に対
し、必要な資金を貸し付ける。

0
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,240 1,240 0 0 1,305 1,305

254 聴覚障害者ホームヘルパー養成研
修特別事業

未就労の聴覚障害者を対象にホームヘルパー養成研修（２級）を実施し、聴覚障害者に対する
居宅介護サービスに係るマンパワーの確保と、聴覚障害者の就労の促進を図る。

0
8,190 0 1,050 9,240 6,812 0 485 7,297 15,002 0 1,535 16,537 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,417 0 310 2,727 4,428 0 453 4,881

255 施設外授産の活用による就職促進
事業

授産施設の入・通所者を対象に、企業等の事業所において授産活動を行うことにより、当該事業
所等との連携を深め、施設外授産終了後、企業等への就職促進を図る。

0
3,474 1,737 1,050 4,524 2,890 1,445 237 3,127 6,364 3,182 1,287 7,651 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,025 513 310 1,335 1,878 939 380 2,258

256 知的障害者ホームヘルパー養成委
託事業

知的障害者にとって有望な職域である介護補助業務を担える人材を養成するため、社会福祉法
人に知的障害者を対象としたホームヘルパー（３級）の養成を委託し、就労機会の拡大を図る。

0
1,000 500 1,050 2,050 832 416 108 939 1,832 916 1,158 2,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 148 310 605 541 270 342 882

258 知的障害者施設整備事業助成費
（授産施設分）

知的障害者に対する施設サービスを充実するため、施設整備等を行う社会福祉法人等に対して
補助する。

0
1,144,233 399,516 10,500 1,154,733 951,718 332,298 60,619 1,012,337 2,095,951 731,814 71,119 2,167,070 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 337,714 117,915 3,099 340,813 618,609 215,991 20,990 639,600

259 身体障害者施設整備事業助成費
（授産施設分）

身体障害者に対する施設サービスを充実するため、身体障害者施設を整備する社会福祉法人
等に対して補助する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

260 精神障害者グループ就労支援事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

精神障害者の就労を進めるため、地域の精神障害者に対し清掃やクリーニング、ビル管理業
務、買い物代行サービスなどの実習訓練や職場実習を実施する。

0
42,121 0 1,050 43,171 35,034 0 2,266 37,301 77,155 0 3,316 80,472 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,432 0 310 12,742 22,772 0 979 23,751

261 障害者福祉作業所（ミニ）認可移行
促進事業

ミニ授産施設の法認可施設への移行を促進するため、設備整備を行う社会福祉法人等に対して
補助する。

0
38,403 0 1,050 39,453 31,942 0 2,071 34,013 70,345 0 3,121 73,466 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,334 0 310 11,644 20,762 0 921 21,683

262
障害者福祉作業所運営助成費

在宅障害者の日中活動の場を充実するため、障害者福祉作業所に助成を行う市町村に対して
補助する。

0
700,175 700,175 10,500 710,675 582,372 582,372 37,308 619,680 1,282,547 1,282,547 47,808 1,330,355 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 206,653 206,653 3,099 209,752 378,537 378,537 14,110 392,647

263 身体障害者更生援護施設運営助成
費（身体障害者福祉工場分、身体
障害者福祉ホーム分）

在宅身体障害者に対する介護サービスを充実するため、デイサービス事業等を行う市町村等に
対して補助する。

0
49,866 24,933 3,150 53,016 41,476 20,738 2,783 44,259 91,342 45,671 5,933 97,275 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 14,718 7,359 930 15,647 26,959 13,480 1,751 28,710

264 障害者就労・生活支援の拠点づくり
事業

障害者就労・生活支援の拠点作り推進事業の発展を図るため、知的障害者生活支援事業を社
会福祉法人に委託する。

0
70,247 35,303 1,050 71,297 58,428 29,363 3,743 62,171 128,675 64,666 4,793 133,468 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,733 10,419 310 21,043 37,978 19,086 1,415 39,392

265 障害者在宅就労支援事業所開拓事
業（緊急地域雇用創出特別基金事

開拓員が府内の事業所３，０００社を目標に訪問し、障害者在宅就労者に対しホームページ作成
やシステム構築・管理等の発注してもらえる支援事業者を開拓する。

0
1,982 0 1,050 3,032 1,649 0 159 1,808 3,631 0 1,209 4,840 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 585 0 310 895 1,072 0 357 1,428

266 ジョブ･サポーター養成派遣モデル
事業（緊急地域雇用創出特別基金

ＮＰＯ法人へジョブ・サポーターの養成研修の実施、及び修了者を登録し、授産施設等の要請に
基づき派遣する事業を委託する。

0
24,092 0 1,050 25,142 20,039 0 1,320 21,358 44,131 0 2,370 46,500 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,111 0 310 7,421 13,025 0 699 13,724

268 障害者小規模通所授産施設運営費
等助成費

従来の授産施設に比べ、緩やかな施設基準等で設置可能な「小規模通所授産施設」に運営助
成を行う市町村に対し運営費を助成する。また、小規模通所授産施設を設置するために必要な
増改築や備品の購入などに要する費用を、当該施設を設置する社会福祉法人等に助成する。

0
1,542,706 742,211 2,100 1,544,806 1,283,149 617,335 81,097 1,364,245 2,825,855 1,359,546 83,197 2,909,051 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 455,322 219,060 620 455,941 834,036 401,263 24,555 858,591

269 社会福祉法人化支援事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

福祉作業所の法人化に伴う事務手続き等の支援をするため、全作業所に対する研修や個別相
談を行い、円滑な認可移行の促進を図る。

0
17,464 0 1,050 18,514 14,526 0 972 15,498 31,990 0 2,022 34,012 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,154 0 310 5,464 9,442 0 597 10,038

270 授産活動活性化総合事業
(緊急地域雇用創出特別基金事業）

授産施設及び福祉作業所の経営近代化を図るため一定の要件を満たす施設等に専門技術者
等の派遣を行うとともに授産製品の販路を拡大するため企業等に対する働きかけや共同生産及
び共同仕入れなどのシステムづくりを行う。

0
66,871 0 5,250 72,121 55,620 0 3,786 59,406 122,491 0 9,036 131,527 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,737 0 1,550 21,286 36,153 0 2,667 38,820

271 【新】ＩＴを活用した授産製品販売促
進事業

授産製品データベースを更新し、府民に最新情報を提供するとともに、授産製品の通信販売サ
イト構築の検討を行う。

0
7,667 7,667 3,150 10,817 6,377 6,377 568 6,945 14,044 14,044 3,718 17,762 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,263 2,263 930 3,193 4,145 4,145 1,097 5,242

272
【新】障害者テレワーク推進事業

テレワーク作業等の環境整備や就労支援コーディネーター等の配置により、実地のテレワーク
作業による就労訓練を行い、障害者テレワーク就労の推進を図り、もって障害者の就労・自立に
資する。

0
22,365 22,365 8,400 30,765 18,602 18,602 1,615 20,217 40,967 40,967 10,015 50,982 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,601 6,601 2,479 9,080 12,091 12,091 2,956 15,047

273 【新】ＮＰＯとの連携による授産活動
活性化事業

授産事業に理解のある企業ＯＢやＮＰＯ法人を通じ、授産製品が市場に参入する機会を提供し、
販売促進を図る。

0
2,809 2,809 3,150 5,959 2,336 2,336 313 2,649 5,145 5,145 3,463 8,608 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 829 829 930 1,759 1,519 1,519 1,022 2,541
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

274
【新】就労支援研究事業

障害者の就職に向けた事例の発表や、参加者と双方向で議論を深めるワークショップを実施し、
障害者の就労の可能性の向上を図る。

0
1,178 1,178 3,150 4,328 980 980 227 1,207 2,158 2,158 3,377 5,535 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 348 348 930 1,277 637 637 997 1,634

278
精神障害者福祉作業所運営助成

精神障害者の社会復帰、自立と社会参加を促進するため、市町村を通じて福祉作業所の運営
費に対し補助する。

0
144,821 144,821 1,050 145,871 120,455 120,455 7,658 128,113 265,276 265,276 8,708 273,984 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 42,743 42,743 310 43,053 78,295 78,295 2,570 80,865

279 【新】精神障害者ピア・ヘルパー養
成事業

精神障害者の就労機会の拡大を図るため、精神障害者が精神障害者を支援するピア・ヘル
パーを養成する。

0
1,105 553 1,050 2,155 919 460 113 1,032 2,024 1,013 1,163 3,187 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 326 163 310 636 597 299 343 941

287 障害者職業能力開発校運営費・障
害者委託訓練実施費・障害者雇用
対策短期訓練事業

障害者の就職促進を図るため、職業に必要な技能及び知識を付与する。また、社会福祉法人や
企業などを活用し、障害者が就職に必要な知識・技能を習得できるよう、能力、適性及び地域の
障害者雇用ニーズに対応した短期の職業訓練を機能的に実施する。

0
258,325 19,917 258,325 214,862 16,566 13,561 228,423 473,187 36,483 13,561 486,748 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 76,243 5,878 0 76,243 139,659 10,768 4,002 143,661

291
【新】障害者雇用対策短期訓練事業

社会福祉法人や企業などを活用し、障害者が就職に必要な知識･技能を修得できるよう、能力･
適性及び地域の障害者雇用のニーズに対応した短期の職業訓練を機能的に実施する。

0
111,291 0 10,500 121,791 92,567 0 6,394 98,960 203,858 0 16,894 220,751 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 32,847 0 3,099 35,946 60,167 0 4,986 65,154

292
福祉のまちづくり啓発事業 福祉のまちづくりに関する啓発、情報提供・情報交換等に努める。 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326
293 福祉のまちづくり推進事業（大阪・心

ふれあうまちづくり賞）

障害者や高齢者等にやさしいまちづくりに対する意識の高揚を図ることにより、福祉のまちづくり
を推進するため、福祉的整備に優れた施設を、やさしいまちづくりの模範となる都市施設等とし
て表彰する。

0
1,000 1,000 5,250 6,250 832 832 328 1,160 1,832 1,832 5,578 7,410 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 1,550 1,845 541 541 1,646 2,187

301
外国人医療相談助成事業

外国人への医療相談や情報提供を行っている団体に対し、助成及びホームページを開設し、充
実を図る。

0
850 850 525 1,375 707 707 72 779 1,557 1,557 597 2,154

外国人登
録者数 122,063 212,978 57.3% 487 487 301 788 892 892 342 1,235

305

帰国・渡日児童生徒学校生活サ
ポート事業（ＮＰＯとの協働）

帰国・渡日児童生徒及び保護者を支援するために、NPOとの協働で、平成１３年度に作成した多
言語（中国語、韓国・朝鮮語、ベトナム語、ポルトガル語及び日本語）による進路情報、就学ガイ
ド、学校連絡文書等をデータベース化したホームページを更新・充実して提供する。また、４地域
から府内全７地域に協働者間ネットワークを広め、学校生活ガイダンス、進路相談会など学校・
地域で、きめ細かな相談体制がとれるよう、効果的・効率的な施策の実施に努めていく。

0

5,402 5,402 2,100 7,502 4,493 4,493 394 4,887 9,895 9,895 2,494 12,389 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,594 1,594 620 2,214 2,920 2,920 736 3,657
308

大阪府青少年問題協議会の運営
大阪府青少年問題協議会を設置し、青少年問題の施策の企画推進についての調査・審議や関
係行政機関及び青少年団体との連絡調整を行う｡

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 592 592 0 0 623 623

309 第３次大阪府青少年育成計画の推
進

成果指標について報告書を作成し、これを基に、計画の進行を管理する特別委員会や庁内関係
課長会議で、評価検討と必要な進行管理を行い、効果的な計画の推進を図る。

0
920 920 3,150 4,070 765 765 214 979 1,685 1,685 3,364 5,049

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 259 259 888 1,147 475 475 948 1,423

319 ティーンズライン（青少年相談員電
話）事業

不安定な心の状態の中で過ごしている多感な中高生の心と行動を、問題行動が顕在化する前
に、年齢が近く気持ちが通いやすい大学生との電話による気軽な会話などによってサポートす
る。

0
10,152 10,152 3,150 13,302 8,444 8,444 698 9,142 18,596 18,596 3,848 22,444

生徒数
（中・高） 151,027 513,824 29.4% 2,984 2,984 926 3,910 5,466 5,466 1,131 6,597

322
大阪府公共建築設計コンクール

親しまれる公共建築づくりの推進と将来の建築技術者の育成を図るため、建築学科の学生等を
対象に公共建築物の基本アイデアのコンクールを実施する。

0
296 296 2,100 2,396 246 246 126 372 542 542 2,226 2,768

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 34 34 241 275 62 62 255 318

323
地域青少年社会教育総合事業

青少年の学習活動と保護者の子育て等を支援し、地域における青少年の健全育成と人権教育
の推進を図るため、市町村等に対する補助等を行う｡

0
255,985 255,985 2,100 258,085 212,916 212,916 13,549 226,465 468,901 468,901 15,649 484,550

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 72,147 72,147 592 72,739 132,155 132,155 4,410 136,565

325
青年政策会議

青少年施策を効果的に推進するため、常に若者の声を聞きながら施策の進行管理、点検を図っ
ていく。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 888 888 0 0 934 934

326
【新】不登校・ひきこもり青少年自立
支援事業

フリースクール等民間施設に通っている青少年を対象に、自立に必要な積極性や社会性を養う
ため、グループ活動や様々な体験活動を青少年の状況に応じて企画・実施し､学校や社会復帰
の支援を行う。また、フリースクール等民間施設と関係機関との接点づくりやネットワークづくりを
推進する。

0

4,649 4,649 0 4,649 3,867 3,867 244 4,111 8,516 8,516 244 8,760
不登校児
童数 2,930 10,705 27.4% 1,272 1,272 0 1,272 2,331 2,331 67 2,398

328
訪日青年交流事業

府内の青少年が、訪日外国青少年との共同作業や意見交換会などの体験型交流プログラムを
通じて、国際理解と社会参加活動の意識高揚を図る｡

0
783 783 0 783 651 651 41 692 1,434 1,434 41 1,475

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 221 221 0 221 404 404 12 416

329 青少年国際交流ボランティアバンク
の運営

来阪する外国青年にホームステイのためのホストファミリーや見学案内のための通訳、交流会に
おける技術提供者（茶道、華道他）等のボランティアを斡旋する「青少年国際交流ボランティアバ
ンク」を大阪府青少年育成センターに設置している。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

330
【新】青少年育成地域国際交流リー
ダー養成事業

青少年が国際的視野を持ち、他者との共存・平和を思いやり、異なる文化や価値観を理解・尊重
し、自分の意志を表現できる能力を育むため、青少年が国際交流事業に参加する機会を提供す
るとともに、地域で積極的に活動する青少年育成の新しい担い手として国際交流事業を実践で
きる地域リーダーを養成する。

0

1,676 1,676 3,150 4,826 1,394 1,394 253 1,647 3,070 3,070 3,403 6,473
青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 472 472 888 1,360 865 865 959 1,824

331
総合学科教育指導事業 総合学科について、生徒の出欠管理をコンピュータで行う。 0

8,539 8,539 0 8,539 7,102 7,102 448 7,551 15,641 15,641 448 16,090
学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 1,909 1,909 0 1,909 3,497 3,497 100 3,598

332
府立高校特色づくり・再編整備事業

府立高校の特色づくりと併せて、再編整備の推進を図る。〔全日制、多部制単位制高校（クリエイ
ティブスクール）、夜間定時制等〕

0
1,743,420 1,404,141 199,500 1,942,920 1,450,093 1,167,897 101,996 1,552,089 3,193,513 2,572,038 301,496 3,495,009

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 389,833 313,969 44,609 434,442 714,077 575,114 67,415 781,493

333
全日制府立高等学校の特色づくり

生徒一人ひとりが興味・関心、能力・適性、進路希望等に対応し、多様な学習と幅広い進路選択
ができるよう、校長のリーダーシップの下、計画的に高等学校の特色づくりを推進する学校全体
の取組に対し、予算面で支援する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

334
中高一貫教育推進事業

能勢地域において平成16年度から連携型中高一貫教育の実施及び府立能勢高校の総合学科
への改編を行う。

0
26,445 26,445 1,050 27,495 21,996 21,996 1,443 23,439 48,441 48,441 2,493 50,934 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

335 スーパー･サイエンス･ハイスクール
事業

科学技術、理科、数学教育に関する教育課程等の改善に資する実証的資料を得るため、府立
高校において研究開発校を指定し、事業を実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

336 大阪府産業教育フェア開催助成事
業

大阪府内の専門高校等（工業・農業・総合学科等）の学習成果を発表する場としてのフェアの開
催事業費を補助する。

0
1,000 1,000 0 1,000 832 832 52 884 1,832 1,832 52 1,884

学校数（専
修学校） 151 239 63.2% 632 632 0 632 1,157 1,157 33 1,190

337 次代をリードする人材育成推進事
業

２１世紀をリードする創造力溢れた人材や先端的な科学技術を支える人材などを育成し、その実
践成果を他の高等学校の教育活動に提供する。

0
4,006 4,006 0 4,006 3,332 3,332 210 3,542 7,338 7,338 210 7,548

学校数（高
校） 100 294 34.0% 1,363 1,363 0 1,363 2,496 2,496 72 2,567

338
外国人英語講師（T-NET)派遣事業

英語によるコミュニケーション能力の育成と国際理解教育を推進するため、語学学校等に勤務す
る外国人を英語講師として府立高校に派遣する。

0
73,244 73,244 5,250 78,494 60,921 60,921 4,121 65,041 134,165 134,165 9,371 143,535

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 16,378 16,378 1,174 17,551 30,000 30,000 2,095 32,095

339 大阪府外国人英語指導員（NET）配
置事業

外国語によるコミュニケーション能力の育成と異文化理解を目的とし、JETプログラムを補完する
事業として大阪府内及び近隣府県に在住する英語を母国語とする外国人を英語指導員（NET)と
して府立学校に配置する。

0
145,035 145,035 5,250 150,285 120,633 120,633 7,889 128,523 265,668 265,668 13,139 278,808

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 32,430 32,430 1,174 33,604 59,404 59,404 2,938 62,342

340 外国青年「外国語指導助手（ALT)」
等招致事業

外国語によるコミュニケーション能力の育成と異文化理解を目的とし、国のJETプログラムを活用
し、語学指導を行う外国青年（ALT）を招致し、府立学校に配置する。

0
476,906 475,516 5,250 482,156 396,668 395,511 25,311 421,979 873,574 871,027 30,561 904,135

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 106,637 106,327 1,174 107,811 195,333 194,764 6,834 202,167

341
学校支援人材バンク活用事業

教育活動の多様化・活性化を図るため､優れた知識や技能を有する社会人を学校教育に活用す
る。

0
116,355 116,355 4,200 120,555 96,779 96,779 6,329 103,107 213,134 213,134 10,529 223,662

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 35,135 35,135 1,268 36,404 64,359 64,359 3,179 67,539

342
大阪府高等学校芸術文化振興事業

府内の高校（養護教育諸学校の高等部を含む）の生徒の芸術文化活動の健全な発展と本府に
おける芸術文化の振興に寄与することを目的として、大阪府高等学校芸術文化連盟の活動を支
援する。

0
2,380 2,380 1,050 3,430 1,980 1,980 180 2,160 4,360 4,360 1,230 5,590

学校数（高
校） 100 294 34.0% 810 810 357 1,167 1,483 1,483 418 1,901

343 府立高等学校合同学校説明会開催
事業

小・中学校の生徒・保護者等に対し、市町村や学区等の地域単位で、府立高等学校が合同で学
校説明会を開催することで、複数校の情報を同時に提供し、効率的に高等学校の情報提供を行
う。

0
3,555 3,555 1,050 4,605 2,957 2,957 242 3,199 6,512 6,512 1,292 7,804

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 795 795 235 1,030 1,456 1,456 289 1,745

344
体験入学推進事業

中学校の生徒、教員、保護者に対し、各高等学校における特色ある取り組みについて周知し、中
学生の進路選択に資するとともに、学校生活に対する不適応に起因する中退等の防止を図る。

0
7,951 7,951 1,050 9,001 6,613 6,613 473 7,086 14,564 14,564 1,523 16,087

学校数（中
学校） 150 527 28.5% 2,263 2,263 299 2,562 4,145 4,145 433 4,579

345
学校支援人材バンク活用事業( 部
活動）

教育活動の多様化・活性化を図るため､優れた知識や技能を有する社会人を学校教育に活用す
る。

0
82,382 29,160 4,200 86,582 68,521 24,254 4,545 73,067 150,903 53,414 8,745 159,649

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 24,877 8,805 1,268 26,145 45,568 16,129 2,641 48,209

346
府立高校大規模改造事業

建築後、概ね20～30年以上経過した建物で、著しい損耗又は機能低下している建物を対象と
し、屋上防水　サッシ取り替え、外壁補修等により施設本来の耐久性確保及び教育環境の改善
を図る。

0
506,599 255,444 42,000 548,599 421,365 212,466 28,799 450,164 927,964 467,910 70,799 998,763

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 113,277 57,118 9,391 122,668 207,495 104,626 15,831 223,326

371
定時制・通信制高校生徒に対する
就学奨励事業

定時制及び通信制高校に在学する勤労青少年の就学を奨励し、生徒の経済的負担を軽減する
ことにより学業の継続を図り､中途退学の防止に資するため､就学奨励費の貸与、教科書の無償
給与及び給食費の補助を行う。

0
103,671 53,897 5,775 109,446 86,229 44,829 5,746 91,974 189,900 98,726 11,521 201,420

生徒数（定
時制・通信
制高校） 10,874 40,941 26.6% 27,535 14,315 1,534 29,069 50,438 26,222 3,060 53,498

372

進路選択支援事業

全ての子ども達が家庭事情や経済的理由により進学をあきらめることなく、また、進学後におい
ても中退することなく、卒業から就職へ子ども達それぞれの夢や希望を実現することを支援する
ため、相談活動等を通じ奨学金活用や進学後の継続相談、さらには自主活動や学習機会等の
情報提供などを行い、自立心や自己責任の意識を育て、主体的な進路選択の実現を図る。

0

43,999 43,999 5,250 49,249 36,596 36,596 2,585 39,182 80,595 80,595 7,835 88,431
学校数（高
校） 100 294 34.0% 14,966 14,966 1,786 16,751 27,413 27,413 2,665 30,078

374 義務就学指導事業（中学校夜間学
級就学援助費補助）
【夜間中学生に対する就学援助補
助事業】

中学校夜間学級を設置し、経済的に就学が困難な生徒の就学援助を実施する市に対して就学
援助費補助金を交付する。

0

2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210
学校数（中
学校） 150 527 28.5% 0 0 598 598 0 0 629 629
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

375 学校給食指導充実事業(市立高校
定時制課程生徒への援助費補助
金)

定時制課程の学校給食援助を実施する高校がある市に対して国の補助金を交付する。 0
4,424 0 0 4,424 3,680 0 232 3,912 8,104 0 232 8,336

生徒数（定
時制市立
高校） 1,738 2,669 65.1% 2,881 0 0 2,881 5,277 0 151 5,428

376
学校給食実施事業(府立高校定時
制課程生徒の給食実施事業)

府立高校定時制課程においてデリバリー給食を実施する。 0
101,746 96,644 13,125 114,871 84,627 80,384 6,030 90,658 186,373 177,028 19,155 205,529

生徒数（定
時制府立
高校） 1,738 6,851 25.4% 25,811 24,517 3,330 29,141 47,280 44,909 4,859 52,140

377
府立高等学校授業料の減免 授業料の納入が困難な者に対し、減額・免除を行う 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0
生徒数（府
立高校） 28,853 134,452 21.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

378
【新】乳幼児虐待予防対策事業

保健医療従事者に対し、保健医療分野での乳幼児虐待、とりわけネグレクト（養育放棄、怠慢）
の発見や予防のための支援体制を整備する。

0
2,527 2,527 3,150 5,677 2,102 2,102 298 2,400 4,629 4,629 3,448 8,077 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 663 663 826 1,489 1,214 1,214 904 2,118

379
家庭訪問等支援事業

地域で家庭訪問による育児支援や相談等を行う「家庭支援員」を配置し、必要な相談援助を行
う。

1
1,362 454 1,362 1,133 378 72 1,204 2,495 832 72 2,566 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

380
地域虐待防止ネットワーク推進事業

地域における虐待の未然防止を一層推進するため、全市町村でのネットワークの設置・運営を
促進する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 551 551 0 0 580 580

381
里親支援事業（専門里親養成事業）

被虐待児に対し、家庭できめ細やかなサービスを提供し、自立を促進するため、専門的技術を
持った専門里親を養成する。

1
734 493 1,050 1,784 611 410 94 704 1,345 903 1,144 2,488 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

382
緊急対応等基盤整備事業

虐待の通報を確実に受信するとともに、迅速に安全確認や児童の緊急保護を行えるよう、子ども
家庭センターに虐待専用電話、緊急出動用車両の整備を図る。

1
3,282 3,282 2,100 5,382 2,730 2,730 283 3,012 6,012 6,012 2,383 8,394 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

383
関係機関連携強化事業

児童福祉に携わる医師や保健師、福祉関係者等を対象に研修事業を実施することにより、関係
機関の連携の強化を図る。

1
1,652 1,102 2,100 3,752 1,374 917 197 1,571 3,026 2,019 2,297 5,323 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

384
子どもの育成支援事業

被虐待児の早期発見・治療を行うため、学校派遣相談事業等を行うとともに、子どもの悩み相談
フリーダイヤルを運営する児童環境づくり推進機構に対して補助する。

0
2,143 1,072 1,050 3,193 1,782 892 168 1,950 3,925 1,964 1,218 5,143 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 562 281 275 837 1,030 515 319 1,349

385
子ども家庭センター運営費 援護が必要な児童を保護するため、助言、指導、児童福祉施設への入所措置等を行う。 1

122,339 84,561 2,121,000 2,243,339 101,756 70,334 117,767 219,523 224,095 154,895 2,238,767 2,462,862 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
386 子ども虐待防止アドバイザー推進

事業

児童虐待の発生防止、早期発見等を図るとともに、地域において子育てに関する問題を解決す
る能力を高めるため、親と子、それぞれの年齢層に合わせて気軽に相談できるボランティアを養
成するとともに、活動支援を行う。

1
3,190 2,571 2,100 5,290 2,653 2,138 278 2,931 5,843 4,709 2,378 8,221 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

387 児童虐待危機介入援助チーム設置
費

増大、深刻化する児童虐待に的確に対応するため、弁護士、医師からなる危機介入援助チーム
を設置し、子ども家庭センターと連携して、虐待を受ける子どもの救済、援助を行う。

0
5,352 4,067 2,100 7,452 4,452 3,383 391 4,843 9,804 7,450 2,491 12,295 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,404 1,067 551 1,955 2,571 1,954 653 3,225

388
早期家庭復帰対策事業

虐待する保護者を対象にカウンセリング等を実施することにより、親子関係の改善等を行うこと
により、被虐待児の早期家庭復帰を図る。

1
4,768 2,343 2,100 6,868 3,966 1,949 361 4,326 8,734 4,292 2,461 11,194 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

389
【新】子ども家庭センター機能強化
事業

各子ども家庭センターの組織体制を強化（「非行防止子ども家庭支援チーム（仮称）」を設置）し、
非行問題への相談、心理治療等を要する子どもへの対応、非行の背景となる虐待や経済的困
難等複雑な問題を抱える家庭の調整など、個々の子どもと家庭の事情に即したきめ細かな援助
に力点をおいた支援を行う。

1

2,642 2,642 147,000 149,642 2,197 2,197 7,856 10,053 4,839 4,839 154,856 159,695 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
390 児童養護施設心理療法機能強化事

業
児童虐待により心的外傷を受けた児童に対し、より継続的かつきめ細やかな治療等を実施する
ため、心的療法担当職員の常勤化を推進する。

1
3,520 1,174 2,100 5,620 2,928 976 295 3,223 6,448 2,150 2,395 8,843 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

398
老人保健サービス推進事業

市町村が行う健康診査の受診を促進するための啓発事業及び老人保健事業における先駆的事
例の検討を行う。

0
5,979 0 4,200 10,179 4,973 0 534 5,507 10,952 0 4,734 15,686

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,022 0 1,420 3,442 3,703 0 1,601 5,304

399

老人保健市町村総合支援事業

府民の健康の維持と生活習慣病の予防や早期発見のため、地域住民が市町村保健センターや
身近な医療機関で基本健康診査、がん検診と同時に歯周疾患検診、骨粗鬆症検診を受けること
ができる「健やかドック事業」や検診後指導として医師から生活習慣病改善の指導箋を交付する
「強化型生活習慣改善指導事業」を行う市町村に対し補助を行う。

0

100,000 100,000 1,050 101,050 83,175 83,175 5,305 88,480 183,175 183,175 6,355 189,530
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 33,815 33,815 355 34,170 61,941 61,941 2,149 64,090

400
老人保健事業

壮年期からの健康づくりと生活習慣病の予防、早期発見、早期治療を図るため、市町村が実施
する医療等以外の老人保健事業に要する経費について補助する。

0
1,574,954 1,574,954 10,500 1,585,454 1,309,971 1,309,971 83,231 1,393,202 2,884,925 2,884,925 93,731 2,978,656

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 532,572 532,572 3,551 536,122 975,539 975,539 31,695 1,007,234

401
【新】がん検診強化促進事業

大阪府においては、がんの早期発見につながる「検診受診率」が全国平均を下回っていることか
ら、がん検診受診率の向上を図り、効果的効率的ながん検診手法の導入や室の高い検診の導
入を市町村に促進する。

0
136,214 36,464 10,500 146,714 113,296 30,329 7,702 120,998 249,510 66,793 18,202 267,712 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 40,203 10,762 3,099 43,302 73,642 19,714 5,372 79,014

402 老人医療費公費負担事業（医療費
本体助成、一部負担金相当額等助
成）

65歳以上の市町村民税非課税世帯の高齢者等の医療費の一部を助成することにより、健康保
持と経済的負担を軽減する老人医療費助成事業を市町村が実施できるよう、補助金を交付す
る。

0
13,062,632 13,062,632 10,500 13,073,132 10,864,870 10,864,870 686,292 11,551,162 23,927,502 23,927,502 696,792 24,624,294

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 4,417,136 4,417,136 3,551 4,420,687 8,091,098 8,091,098 235,621 8,326,719

403 老人医療費公費負担事業（国民健
康保険事業費補助金・医療費波及
分補助金）

単独医療費助成事業の実施により、国から減額された国庫負担金及び国民健康保険事業にお
いて増加する市町村等保険者の医療費負担の軽減を行う。

0
1,147,784 1,147,784 1,050 1,148,834 954,672 954,672 60,310 1,014,981 2,102,456 2,102,456 61,360 2,163,815

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 388,124 388,124 355 388,479 710,947 710,947 20,749 731,695

404 老人医療費公費負担事業（老人保
健法に基づく府費負担金）

老人保健法の規定に基づき、７５歳以上の高齢者及び６５歳～７４歳の一定の障害を有する者
等の健康保持と適切な医療の確保を図るため、対象者に係る医療費の一定割合を実施主体で
ある市町村に負担金として交付する。

0
40,096,282 40,096,282 10,500 40,106,782 33,350,162 33,350,162 2,105,461 35,455,623 73,446,444 73,446,444 2,115,961 75,562,405

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 13,558,580 13,558,580 3,551 13,562,130 24,835,955 24,835,955 715,513 25,551,469

405
【新】福祉医療制度再構築関連費

福祉医療制度再構築の円滑実施のために必要な事業の実施、関係機関への費用負担等を行
う。

0
160,000 160,000 1,050 161,050 133,080 133,080 8,455 141,535 293,080 293,080 9,505 302,585 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47,223 47,223 310 47,533 86,501 86,501 2,805 89,306

406
【新】福祉医療制度推進事業

市町村が実施する各医療費助成事業の円滑な運営を支援するため、各医療関係団体が医療費
助成事業の推進に取り組む啓発普及等事業を補助する。

0
48,095 48,095 1,050 49,145 40,003 40,003 2,580 42,583 88,098 88,098 3,630 91,728 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 14,195 14,195 310 14,505 26,002 26,002 1,071 27,073

407

人材ニーズ発掘事業

中高年齢者等の就職を促進するため、中高年の失業者を求人開拓員として期間雇用し、中高年
齢者等の求職の受け皿となる府内企業を訪問することにより、求人情報の開拓等を行う。また障
害者雇用促進事業への参加勧奨及び情報提供を行う。さらに、再就職支援会社も活用し、求職
者に応じたきめ細かな求人開拓を行う。

0

82,062 0 1,050 83,112 68,255 0 4,363 72,618 150,317 0 5,413 155,730
中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 23,833 0 305 24,138 43,656 0 1,572 45,228

410
ジョブカウンセリング事業

中高年齢者等の雇用の安定を図るため、府内事業主及び労働者等に対し、職業相談室を設置
し、カウンセラーによる職業相談等を実施する。

0
2,656 2,656 2,100 4,756 2,209 2,209 250 2,459 4,865 4,865 2,350 7,215

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 771 771 610 1,381 1,413 1,413 682 2,095

411 中高年齢者等就職促進費(求人啓
発事業)

就職困難者の円滑な就職促進と公正な採用選考が行われるよう、企業等に対し、啓発講演会や
講習会などを実施する。

0
16,288 16,288 49,350 65,638 13,548 13,548 3,446 16,993 29,836 29,836 52,796 82,631

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 4,730 4,730 14,332 19,063 8,665 8,665 15,333 23,998

412
長寿社会対策推進本部の運営

誰もが健康でよろこびあえる長寿社会づくりを推進するため、長寿社会対策に関する施策を総合
的かつ効果的に実施する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

414
高齢者保健福祉計画等推進事業

「ふれあいおおさか高齢者計画2003」の進行管理及び見直しに向けた検討を行うとともに、大阪
府高齢者保健福祉計画推進委員会を運営する。

0
7,140 0 3,150 10,290 5,939 0 540 6,479 13,079 0 3,690 16,769

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,414 0 1,065 3,480 4,423 0 1,248 5,670

415
高齢者保健福祉月間行事推進費

多年にわたって社会に貢献してきた高齢者の長寿を祝うとともに、広く敬愛の思想を普及し、高
齢者の積極的な社会参加を促進する。

1
1,029 0 2,100 3,129 856 0 164 1,020 1,885 0 2,264 4,149

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

416
【新】高齢者虐待防止推進事業

高齢者虐待の未然防止、早期発見と適切な対応を図るため、保健・医療・福祉をはじめとする関
係者、関係機関の連携による推進体制を構築するとともに、人材養成等の市町村に対する支援
やシンポジウムの開催を通じた虐待防止の機運醸成に取り組む。

0
10,077 0 10,500 20,577 8,382 0 1,080 9,462 18,459 0 11,580 30,039

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,408 0 3,551 6,958 6,242 0 3,916 10,158

417 【新】ユニバーサルデザイン社会実
現に向けた高齢者の生活調査事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

「ユニバーサルデザイン社会」実現に向け、行政サービスや民間サービスの改善、開発に資する
ため、一人暮らし高齢者等の生活実態や生活ニーズを把握するための調査研究事業を実施す
る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 710 710 0 0 747 747

418
老人日常生活用具給付事業

ひとり暮らしの高齢者等に対し、介護保険制度において、福祉用具貸与･購入の対象とならない
電磁調理器等の日常生活用具を給付･貸与する市町村に助成する。

0
14,009 7,005 2,100 16,109 11,652 5,826 846 12,498 25,661 12,831 2,946 28,607

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 4,737 2,369 710 5,447 8,677 4,339 996 9,673

419
高齢者在宅生活総合支援事業

配食サービスなどの介護保険外サービスや保険給付対象外の高齢者に対する各種在宅保健福
祉サービスなどを市町村が地域の実情に応じて実施できるよう、メニュー方式による総合的な補
助制度で支援する。

0
2,604,198 1,279,954 31,500 2,635,698 2,166,047 1,064,604 138,365 2,304,411 4,770,245 2,344,558 169,865 4,940,109

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 880,611 432,817 10,652 891,263 1,613,061 792,814 57,440 1,670,501

420
街かどデイハウス支援事業

高齢者に対する在宅福祉を充実するため、日帰りサービスを提供する民間非営利団体に助成す
る市町村に対して補助する。

0
588,841 588,841 15,750 604,591 489,770 489,770 31,739 521,509 1,078,611 1,078,611 47,489 1,126,100

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 199,117 199,117 5,326 204,443 364,733 364,733 16,058 380,791

421
在宅介護支援センター運営事業

高齢者に対する在宅福祉を充実するため、在宅介護支援センターを運営する市町村に対して補
助する。

0
754,713 251,571 10,500 765,213 627,734 209,245 40,171 667,905 1,382,447 460,816 50,671 1,433,118

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 255,207 85,069 3,551 258,757 467,475 155,825 17,134 484,610

422
高齢者引きこもり対策事業

高齢者の孤独死等の事故防止や介護予防等を図るため、老人福祉センター等を拠点として活動
し、自宅に引きこもりがちな高齢者を地域の様々な高齢者保健福祉事業に誘導するサポーター
を養成する。

0
3,000 3,000 1,050 4,050 2,495 2,495 213 2,708 5,495 5,495 1,263 6,758

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,014 1,014 355 1,370 1,858 1,858 427 2,285

423
高齢者住宅対策費 高齢者住宅整備資金貸付金の債権管理を行う。 0

557 557 3,150 3,707 463 463 195 658 1,020 1,020 3,345 4,365
高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 188 188 1,065 1,254 345 345 1,131 1,476

424 高齢者円滑入居登録住宅バリアフ
リーリフォーム補助事業

高齢者円滑入居登録住宅の共用部分のバリアフリーリフォームに補助を行うことにより、高齢者
に適した良質な居住環境を確保する。

0
30,000 0 6,300 36,300 24,953 0 1,906 26,858 54,953 0 8,206 63,158

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,145 0 2,130 12,275 18,582 0 2,775 21,357

425
高齢者居住法関連事務事業

高齢者に対する賃貸住宅情報を提供するため、高齢者の入居を拒まない賃貸住宅の登録・閲覧
事務を行う。

0
180 0 13,650 13,830 150 0 726 876 330 0 14,376 14,706

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 61 0 4,616 4,677 111 0 4,861 4,973
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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道府県の
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ルクマー
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初予算)
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うち一般財
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人件費
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a+c
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うち一般財

源
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うち一般財
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大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
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合はゼロ

事業費
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算)
a''

うち一般
財源
b''
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c''
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a''+c''
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(当初予

算)
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人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

426 高齢者向け優良賃貸住宅供給促進
事業

高齢者向けの良質な賃貸住宅の供給促進を図るため、住宅を建設する土地所有者等に対し、
供給計画を認定し、建設費及び家賃減額補助に対する助成を行う。

0
870,829 435,420 20,790 891,619 724,314 362,161 46,807 771,121 1,595,143 797,581 67,597 1,662,740

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 294,471 147,238 7,030 301,501 539,398 269,703 22,858 562,256

429
府営住宅高齢化等対策事業

既設府営住宅において、高齢者等の生活に配慮し、住戸内部において床段差の解消、手すり設
置等を行う。また、団地内の住棟アプローチ及び住宅敷地内主要通路部分の段差整備等を行
う。

0
778,050 61,500 15,750 793,800 647,145 51,153 41,672 688,816 1,425,195 112,653 57,422 1,482,616

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 82,716 6,538 1,674 84,391 151,516 11,976 6,105 157,620

439
地域リハビリテーション推進事業

障害者（児）や高齢者の自立と社会参加を支援するため、身近な地域におけるリハビリテーショ
ンを充実するとともに、保健・医療・福祉のサービスを切れ目なく効果的に提供する地域リハビリ
テーションシステムの構築を図る。

1
25,763 13,760 114,450 140,213 21,428 11,445 7,361 28,789 47,191 25,205 121,811 169,002 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

440
かかりつけ歯科医機能支援事業

「かかりつけ歯科医」機能の普及定着を図るため、かかりつけ歯科医機能推進委員会の設置、
運営や研修、広報活動等を実施する市町村に対し補助する。

0
8,000 8,000 3,150 11,150 6,654 6,654 585 7,239 14,654 14,654 3,735 18,389 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,361 2,361 930 3,291 4,325 4,325 1,102 5,428

441
在宅寝たきり老人等訪問歯科事業

在宅寝たきり老人等要介護者の口腔衛生の向上を図るため、歯科医師、歯科衛生士による訪
問歯科事業等を実施する市町村に対し補助する。

0
17,612 17,612 3,150 20,762 14,649 14,649 1,090 15,739 32,261 32,261 4,240 36,501

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 5,956 5,956 1,065 7,021 10,909 10,909 1,434 12,343

442
【新】脳卒中等地域リハビリテーショ
ン支援実践モデル事業

脳卒中患者等の自立と社会参加を支援するため、保健所と医療機関等との連携を強化し、発症
早期に患者・家族に対して急性期・回復期・維持期の地域リハビリテーション情報を提供するとと
もに、地域支援センター等と連携して、介護予防対策の充実及び保健、医療、福祉のサービスを
切れ目なく効果的に提供する地域ケア支援体制を整備する。

0

7,073 7,073 18,900 25,973 5,883 5,883 1,363 7,246 12,956 12,956 20,263 33,219 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,088 2,088 5,578 7,666 3,824 3,824 5,981 9,805
443

在宅医療推進事業
在宅寝たきり高齢者等の在宅医療を推進するため、郡市区医師会が実施する紹介窓口の設置
や在宅医療協力医の登録事業等に対し補助する。

0
172,000 172,000 10,500 182,500 143,061 143,061 9,581 152,642 315,061 315,061 20,081 335,142

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 58,162 58,162 3,551 61,712 106,538 106,538 6,790 113,328

444 かかりつけ医推進事業（地域医療
連携推進事業）

かかりつけ医制度の定着を図るため、郡市区医師会に対し、かかりつけ医や府民を対象とする
研修や講演会の開催等を委託する。

0
8,000 8,000 4,200 12,200 6,654 6,654 640 7,294 14,654 14,654 4,840 19,494 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,361 2,361 1,240 3,601 4,325 4,325 1,429 5,754

447
老人性痴呆疾患センター事業

市町村が行う、高齢者やその家族に対する痴呆に関する正しい知識の付与、相談対応等につい
て、技術援助を行う業務を、老人性痴呆疾患センターに委託し、地域の痴呆性高齢者等の保健
医療・福祉サービスの向上を図る。

0
32,271 16,158 2,100 34,371 26,841 13,439 1,804 28,646 59,112 29,597 3,904 63,017

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,912 5,464 710 11,623 19,989 10,008 1,320 21,309

448 【新】痴呆性高齢者グループホーム
外部評価調査員養成事業

グループホームの外部評価に必要な評価調査員の養成研修を実施し、外部評価システムの基
盤整備を図る。

0
1,798 1,759 10,500 12,298 1,495 1,463 646 2,141 3,293 3,222 11,146 14,439

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 608 595 3,551 4,159 1,114 1,090 3,769 4,883

449 痴呆性高齢者向けグループホーム
（改修型）整備事業

高齢者が要介護状態になっても地域住民に支えられながら、住み慣れた地域で暮らし続けるこ
とができるよう、NPO法人が民家を改修して痴呆性高齢者向けグループホームを整備する場合
に府単独の助成を行う。

0
90,000 90,000 5,350 95,350 74,858 74,858 5,006 79,863 164,858 164,858 10,356 175,213

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 30,434 30,434 1,809 32,243 55,747 55,747 3,502 59,248

450 痴呆性高齢者向けグループホーム
整備促進事業

痴呆の進行を遅らせ症状を安定させるため、社会福祉法人等が設置する痴呆性高齢者グルー
プホームに対して整備助成を行う。

0
463,452 33,485 463,452 385,477 27,851 24,330 409,807 848,929 61,336 24,330 873,259

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 156,717 11,323 0 156,717 287,066 20,741 8,227 295,293

452 社会福祉施設機能強化事業（痴呆
性老人加算）

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 0
11,040 11,040 1,050 12,090 9,183 9,183 635 9,817 20,223 20,223 1,685 21,907

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,733 3,733 355 4,088 6,838 6,838 570 7,408

454
老人保護措置費

老人福祉法に基づき、市町村が措置した高齢者のうち、居住地が明らかでない高齢者及び福祉
事務所を設置していない町村に対し、措置に要する経費を交付する.

0
113,989 113,989 1,050 115,039 94,811 94,811 6,039 100,850 208,800 208,800 7,089 215,889

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 38,545 38,545 355 38,901 70,606 70,606 2,397 73,003

455 老人保健施設整備資金借入金利子
補助事業費

高齢者に対する施設サービスを充実するため、老人保健施設を建設する医療法人等に対して補
助する。

0
147,477 147,477 1,050 148,527 122,664 122,664 7,797 130,461 270,141 270,141 8,847 278,988

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 49,869 49,869 355 50,224 91,348 91,348 2,992 94,340

456
介護老人保健施設等補助金

高齢者に対する施設福祉を充実するため、介護老人保健施設を建設する社会福祉法人等に対
して補助する。

0
252,018 53 21,000 273,018 209,616 44 14,332 223,949 461,634 97 35,332 496,967

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 85,220 18 7,101 92,321 156,102 33 11,948 168,050

457 老人福祉施設運営助成費（軽費老
人ホーム事務費補助金）

軽費老人ホーム入所者の経済的負担を軽減するため、施設を運営する社会福祉法人等に対し
て補助する。

0
3,004,783 3,004,783 2,100 3,006,883 2,499,234 2,499,234 157,850 2,657,085 5,504,017 5,504,017 159,950 5,663,968

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,016,069 1,016,069 710 1,016,779 1,861,186 1,861,186 54,087 1,915,274

458 老人福祉施設整備助成事業（ケア
ハウス）

高齢者に対する施設福祉を充実するため、ケアハウスを建設する社会福祉法人に対して補助す
る。

0
1,473,003 144,003 18,900 1,491,903 1,225,173 119,775 78,319 1,303,493 2,698,176 263,778 97,219 2,795,396

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 498,097 48,695 6,391 504,488 912,390 89,197 32,875 945,265

459 老人福祉施設整備助成事業（デイ
サービスセンター）

高齢者に対する在宅福祉を充実するため、デイサービスセンターを建設する社会福祉法人等に
対して補助する。

0
1,099,283 92,446 6,300 1,105,583 914,331 76,892 58,039 972,370 2,013,614 169,338 64,339 2,077,953

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 371,723 31,261 2,130 373,854 680,905 57,262 21,756 702,661

460 老人福祉施設整備助成事業（大規
模改修）

高齢者に対する施設福祉を充実するため、特別養護老人ホーム等の大規模改修を行う社会福
祉法人等に補助する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

461 老人福祉施設整備助成事業（特別
養護老人ホーム）

高齢者に対する施設福祉を充実するため、特別養護老人ホームを建設する社会福祉法人等に
対して補助する。

0
8,222,737 698,222 14,700 8,237,437 6,839,278 580,748 432,436 7,271,713 15,062,015 1,278,970 447,136 15,509,150

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,780,523 236,104 4,971 2,785,494 5,093,229 432,484 151,199 5,244,428

462 老人福祉施設等の開設･指導等業
務

介護保険施設以外の老人福祉施設を開設する社会福祉法人等に対して、開設及び運営の適正
化のために指導を行う。

1
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

463 生活支援ハウス（高齢者生活福祉
センター）整備促進及び同運営費補

高齢者に対する施設福祉を充実するため、生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）を整備し
運営する社会福祉法人に対して補助する。

0
62,777 20,929 10,500 73,277 52,215 17,408 3,847 56,062 114,992 38,337 14,347 129,339

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 21,228 7,077 3,551 24,779 38,885 12,964 4,851 43,736

464
圏域調整会議施設部会の運営

介護保険施設等の整備計画を達成させるため各圏域ごとに、圏域内の施設の整備に関する広
域調整、意見交換等を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 710 710 0 0 747 747

465
【新】ユニットケア施設研修等事業

ユニットケアの特徴を活かしたサービス提供を確保するため、ユニットケアを導入する特別養護
老人ホームの管理者等に対して研修を実施する。

0
11,340 5,670 5,250 16,590 9,432 4,716 871 10,303 20,772 10,386 6,121 26,893

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,835 1,917 1,775 5,610 7,024 3,512 2,070 9,094

466
介護支援専門員研修・支援事業

介護支援専門員の資質向上を図るため、研修等の養成を行うとともに、介護支援専門員の活動
に対する支援を行う。

0
28,142 0 28,142 23,407 0 1,477 24,885 51,549 0 1,477 53,027

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 9,516 0 0 9,516 17,431 0 500 17,931

467
認定調査員等研修事業

要介護認定等の事務が公平・公正かつ適正に行われるよう、認定審査会委員、認定調査員、主
治医に対する研修を実施する。

0
5,007 0 5,007 4,165 0 263 4,427 9,172 0 263 9,434

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,693 0 0 1,693 3,101 0 89 3,190

468
低所得者利用者負担対策事業

国の特別対策に基づき、低所得者がサービスを利用できるよう、低所得者の利用料負担につい
て軽減措置を行う市町村に対し助成する。

0
401,466 133,823 1,050 402,516 333,920 111,308 21,131 355,051 735,386 245,131 22,181 757,567 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 118,491 39,497 310 118,801 217,045 72,349 6,546 223,592

469 居宅介護支援事業者、居宅サービ
ス事業者指定・指導監査事業

介護保険法に基づく指定居宅介護支援事業者及び居宅サービス事業者の指定を行うとともに、
介護給付費等対象サービスの質の確保及び給付の適正化を図るため、指定居宅介護支援事業
者及び指定居宅サービス事業者の指導監査を行う。

0
10,760 10,760 213,150 223,910 8,950 8,950 11,754 20,704 19,710 19,710 224,904 244,614

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,638 3,638 72,077 75,715 6,665 6,665 76,052 82,716

470
介護保険審査会運営業務

介護保険法において、保険者の行った要介護認定等の行政処分に対する審査請求の審理・裁
決を行う第三者的機関である介護保険審査会を適切に運営するとともに審査会委員、専門調査
員等の資質の向上を図る。

0
15,982 15,982 63,000 78,982 13,293 13,293 4,146 17,439 29,275 29,275 67,146 96,421

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 5,404 5,404 21,303 26,708 9,899 9,899 22,706 32,605

471
介護給付費負担金事業

介護保険法の規定により、保険者である市町村の給付に要する費用の12．5％を府が負担す
る。

0
45,489,115 45,489,115 12,600 45,501,715 37,835,661 37,835,661 2,388,675 40,224,336 83,324,776 83,324,776 2,401,275 85,726,051

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 15,382,169 15,382,169 4,261 15,386,430 28,176,319 28,176,319 811,992 28,988,312

472
介護支援専門員名簿作成事業

介護支援専門員名簿の作成及び管理並びに登録証明書の交付等により介護支援専門員の機
能的な管理を行う。

0
329 -111 1,050 1,379 274 0 72 346 603 -111 1,122 1,725

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 111 -38 355 466 204 -38 380 583

473 介護保険関連情報ネットワーク整備
事業

ワムネットによる介護保険事業者等の情報入力、更新を行う。 0
487 487 0 487 405 405 26 431 892 892 26 918

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 165 165 0 165 302 302 9 310

475 介護保険財政安定化基金設置運営
費

介護保険法の規定により、一定の事由により市町村の介護保険財政に不足が生じた場合に資
金の交付又は貸付を行うための基金を設置･運営する。

0
1,053,438 336,004 2,100 1,055,538 876,199 279,472 55,412 931,611 1,929,637 615,476 57,512 1,987,149

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 356,221 113,620 710 356,931 652,508 208,124 19,448 671,956

476
介護保険指導事業

介護保険の保険者である市町村及びくすのき広域連合について、保険事業運営の適正化を図
るため保険者に対する実地指導・監査等を行い、介護保険事業の適正な執行を期する。

0
1,509 1,509 63,000 64,509 1,255 1,255 3,386 4,642 2,764 2,764 66,386 69,151

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 510 510 21,303 21,814 935 935 22,449 23,383

477
市町村等支援事業

介護保険関連事務については全市町村共通であり、制度の円滑な運営を図るため、市町村の
事務が効率的かつ効果的に進むよう、府が支援を行う。

0
4,398 3,313 14,700 19,098 3,658 2,756 1,003 4,661 8,056 6,069 15,703 23,759

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,487 1,120 4,971 6,458 2,724 2,052 5,310 8,034

478
市町村要介護認定事務支援事業

市町村において公平･公正な要介護認定が実施されるよう、要介護認定にかかる指針を示すと
ともに、国の対応方針をふまえた技術的な助言を行う。

0
13,650 13,650 0 0 717 717 0 0 14,367 14,367

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 4,616 4,616 0 0 4,858 4,858

479 【新】介護保険事業者管理システム
構築事業

事業所数の増大に伴う業務処理の効率化及び事業者の申請・届出の負担軽減を図るため、電
子申請に対応したシステムを開発する。

0
40,741 40,741 21,000 61,741 33,886 33,886 3,241 37,128 74,627 74,627 24,241 98,869

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 13,777 13,777 7,101 20,878 25,235 25,235 8,197 33,432

480 【新】介護サービスの第三者評価モ
デル事業

利用者に対して介護サービス事業者の適切な選択に資する情報提供を行うとともに、事業者が
提供する介護サービスの質の向上を図るため、第三者による介護サービスの質の評価、利用者
への評価結果の開示等をモデル的に実施し、必要な検証を行う。

0
11,623 5,812 3,150 14,773 9,667 4,834 776 10,443 21,290 10,646 3,926 25,216

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,930 1,965 1,065 4,995 7,199 3,600 1,327 8,527

481
市町村苦情解決支援事業

市町村、国保連合会、府に寄せられた苦情を分析し、対応の検証及び市町村等への苦情対応
への助言･指導を行う。

0
9,450 9,450 0 0 496 496 0 0 9,946 9,946 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 2,789 2,789 0 0 2,936 2,936

482 市町村苦情相談ネットワーク構築事
業(介護相談員派遣事業を含む）

苦情の初期対応や早期発見及びサービスの利用促進を行うための市町村における身近な相談
窓口の設置及びネットワーク体制の構築を図る。

0
8,400 8,400 0 0 441 441 0 0 8,841 8,841

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 2,840 2,840 0 0 2,990 2,990

484
介護保険施設指定・指導監査事業

介護保険施設の指定を行うとともに介護サービスにかかる運営基準の遵守、適正な保険給付の
確保並びに介護サービス利用者の利益保護を図るため、実地指導をはじめとする介護保険施
設の運営指導を行い、介護保険制度運営の健全化に資する。

0
5,612 4,412 94,500 100,112 4,668 3,670 5,256 9,923 10,280 8,082 99,756 110,035

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,898 1,492 31,955 33,853 3,476 2,733 33,732 37,209

485 身体拘束ゼロ作戦大阪府推進会議
運営事業

介護保険法の施行にともない、介護保険施設等において身体拘束が原則として禁止されたこと
から、身体拘束の廃止に向けて幅広い取組みを行う「身体拘束ゼロ作戦」を展開する。

0
2,182 1,093 3,150 5,332 1,815 909 280 2,095 3,997 2,002 3,430 7,427

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 738 370 1,065 1,803 1,352 677 1,160 2,511

488 高齢者の就労的生きがいづくり活動
支援事業

高齢者の生きがいづくりを促進するため、生きがいづくりと就労を併せた活動等を行うグループ
に対し、助言、指導を行い、補助する。

0
20,000 15,050 12,600 32,600 16,635 12,518 1,711 18,346 36,635 27,568 14,311 50,946

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 6,763 5,089 4,261 11,024 12,388 9,322 4,839 17,228
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

491
老人大学講座運営事業

高齢者の生きがいづくりを促進し、地域福祉活動のリーダー的役割を担う人材を育成するため、
老人大学講座を行う。

0
30,037 15,019 8,400 38,437 24,983 12,492 2,018 27,001 55,020 27,511 10,418 65,438

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 10,157 5,079 2,840 12,997 18,605 9,303 3,523 22,128

493 老人地域活動促進事業（老人クラブ
活動助成）

高齢者の健康･生きがいづくりを促進するため、老人クラブ等に対して補助する。 0
138,600 69,300 4,200 142,800 115,281 57,640 7,496 122,777 253,881 126,940 11,696 265,577

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 46,868 23,434 1,420 48,288 85,850 42,925 3,955 89,805

494 シルバーアドバイザー養成講座運
営事業

高齢者の地域福祉活動のリーダーを育成するため、シルバーアドバイザー養成講座を行う。 0
18,764 14,881 6,300 25,064 15,607 12,377 1,316 16,923 34,371 27,258 7,616 41,987

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 6,345 5,032 2,130 8,475 11,623 9,217 2,575 14,198

497
ミニパートバンクの運営

パートタイム労働者の再就職の促進を図るため、ミニパートバンクを設置するとともに、相談員を
設置して職業紹介を行う。

0
7,184 7,184 1,050 8,234 5,975 5,975 432 6,408 13,159 13,159 1,482 14,642 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,188 2,188 320 2,508 4,007 4,007 451 4,459

498 シルバー人材センター自立化促進
事業

シルバー人材センターの自立化を促進するため、コンペ方式（会員等からの提案募集）により採
択した独自事業を推進し、自主的･自立的な就業機会創出活動の促進と普及啓発を図る。

0
4,825 4,825 5,250 10,075 4,013 4,013 529 4,542 8,838 8,838 5,779 14,617

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,632 1,632 1,775 3,407 2,989 2,989 1,954 4,943

499 中高年齢者再就職サポート事業（中
高年齢者再就職アプローチ事業費）

厳しい雇用環境にある中高年齢者の再就職を支援するため、「中高年就職支援センター」におけ
る再就職支援に加え、①求職者情報の登録・提供､②講習・職場実習の推進を通じ､府内業界団
体及び企業等へのアプローチを図る｡（再生予算枠活用事業）

0
14,501 14,501 10,500 25,001 12,061 12,061 1,312 13,374 26,562 26,562 11,812 38,375

中高年就
業人口 488,137 1,680,771 29.0% 4,211 4,211 3,049 7,261 7,714 7,714 3,431 11,145

502
高年齢者雇用対策

継続雇用の推進に係る普及啓発を図るため、高年齢者雇用促進月間（１０月）における普及啓
発事業や高年齢者雇用促進啓発事業に対する助成を行う。

0
4,607 4,097 2,100 6,707 3,832 3,408 352 4,184 8,439 7,505 2,452 10,891

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,558 1,385 710 2,268 2,854 2,538 829 3,683

505
【新】シニア･ワークサポート事業

地域における高年齢者の活用と多様な就業ニーズに対応した雇用･就業を促進するため、求職
者と求人者の相互理解を促進するための啓発･誘導活動や､多様な就業形態の職業情報の提
供による支援を、高年齢者雇用促進月間を中心に府内３ヶ所で実施する。

0
4,000 0 4,200 8,200 3,327 0 430 3,757 7,327 0 4,630 11,957

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,353 0 1,420 2,773 2,478 0 1,566 4,043

513 道路施設維持管理事業（道路維持
管理・舗装道補修・道路防災・橋梁
補修）

路面や道路構造物の補修及び路面清掃、路肩の除草などの維持・管理を行い、道路の構造・機
能を保全し、安全で円滑な交通を確保するとともに、低騒音舗装等による沿道環境の改善を図
る。

1
9,833,902 4,801,255 9,833,902 8,179,367 3,993,453 516,244 8,695,612 18,013,269 8,794,708 516,244 18,529,514 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

514 河川管理施設維持事業（河川調
査、河川維持、水防管理団体補助

水門・排水機場等の防災施設の機能を正常に保つため､修理・改善などの維持管理を行う。 0
3,600,563 1,346,409 208,110 3,808,673 2,994,775 1,119,878 199,942 3,194,717 6,595,338 2,466,287 408,052 7,003,390 河川延長 148,054 670,032 22.1% 795,600 297,510 45,985 841,586 1,457,343 544,965 90,165 1,547,508

535
スクラム相談員配置事業

再生枠を活用し、問題行動等の小学校段階での兆候の把握及び早期対応するため、身近な相
談相手として教育相談員を配置する。

1
14,310 14,310 1,050 15,360 11,902 11,902 806 12,709 26,212 26,212 1,856 28,069

学校数（小
学校） 313 1,057 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

536
いじめ・不登校対策事業（スクーリン
グサポートネットワーク整備事業）

不登校児童生徒の早期発見・早期対応、より一層のきめ細かな支援等を行うため、国事業を活
用して、学校・家庭・関係諸機関が連携した地域のネットワーク整備に係る実践的な調査研究を
行う。

1
38,471 0 1,050 39,521 31,998 0 2,075 34,073 70,469 0 3,125 73,594

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

537
いじめ・不登校対策事業（対策会議
等）

府内小・中学校のいじめ・不登校問題の解消を図るため､引き続き市町村教委と対策会議等を行
う。

0
1,821 1,821 2,100 3,921 1,515 1,515 206 1,720 3,336 3,336 2,306 5,641

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 537 537 619 1,156 984 984 680 1,664

538
ハートケア・サポーター派遣事業

府立高等学校の生徒の問題行動の未然防止等を図るため、臨床心理士をめざす大学院生等を
ハートケア・サポーターとして派遣することにより、生徒の悩みやストレス等を早期に発見し、心
のケアを行う。

0
13,382 13,382 3,150 16,532 11,131 11,131 868 11,998 24,513 24,513 4,018 28,530

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 2,992 2,992 704 3,697 5,481 5,481 898 6,379

539
教育相談体制整備事業

府立高校の教育相談機能の充実を図るため、臨床心理士をスクールカウンセリング・スーパー
バイザーとして各学区に１～３名配置し、教員が行うカウンセリング等に関する指導・助言を行
う。

0
29,701 29,701 1,050 30,751 24,704 24,704 1,614 26,318 54,405 54,405 2,664 57,069

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 6,641 6,641 235 6,876 12,165 12,165 596 12,761

542
スクールカウンセラー配置事業

府内小・中学校のいじめ・不登校問題の解消を図るため、スクールカウンセラーの配置を進め
る。

1
400,478 201,436 10,500 410,978 333,098 167,545 21,575 354,673 733,576 368,981 32,075 765,651

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

547
子どもサポート推進事業

再生予算枠の活用により、関係機関との連携のもと、「サポートチーム」を中心に地区対応チー
ムを編成し、少年非行やいじめ・不登校などの問題行動等の早期解決を図る。（｢学校応援かけ
つけ隊」）

0
45,089 45,089 3,150 48,239 37,503 37,503 2,532 40,035 82,592 82,592 5,682 88,274

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 13,615 13,615 951 14,567 24,940 24,940 1,716 26,656

548
生徒指導サポート推進事業

青少年指導の経験者等をスクールサポーターとして中学校に配置することにより、少年非行等
の問題行動を未然に防止し、学校の生徒指導体制の充実を図る市町村を支援する。

0
113,015 0 1,050 114,065 94,000 0 5,988 99,988 207,015 0 7,038 214,053

学校数（中
学校） 150 527 28.5% 32,167 0 299 32,466 58,923 0 2,003 60,926

549
【新】ハートフレンド派遣事業

様々な形態の不登校児童・生徒に対して、個々の実態に応じたサポートをするため、心理系学
部及び教育学部の大学生を府に登録し、府内小中学校に派遣する。

0
31,755 31,755 5,250 37,005 26,412 26,412 1,943 28,355 58,167 58,167 7,193 65,360

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 9,364 9,364 1,548 10,913 17,153 17,153 2,121 19,274

550
【新】ＩＴを活用した学校復帰支援事
業

不登校児童・生徒や保護者・学校などを支援するためホームページを開設し、人と直接的な関わ
りが苦手な児童生徒に対して情報機器を有効に活用して、コミュニケーション力を身につけて学
校復帰のきっかけとする。また引きこもり傾向のある児童生徒に対して学力低下を防止するため
学習支援を行う。

0

5,000 5,000 3,150 8,150 4,159 4,159 428 4,587 9,159 9,159 3,578 12,737

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 1,510 1,510 951 2,461 2,766 2,766 1,080 3,846

551
教育総合相談事業

教育をめぐる諸問題に対応するため、すこやか教育相談、ふれ愛ホットラインなどの相談事業を
改編・再構築し、総合的な教育相談事業を実施する.

0
19,651 19,651 72,450 92,101 16,345 16,345 4,835 21,180 35,996 35,996 77,285 113,281

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 5,934 5,934 21,878 27,811 10,870 10,870 23,338 34,207

552
フレンドシップキャンプ事業

相互理解を促進するため、視覚障害のある青少年や視覚障害のある青少年との交流を希望す
る青少年を対象に、野外活動（キャンプ）を実施する。

0
712 586 1,050 1,762 592 487 92 685 1,304 1,073 1,142 2,447 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 210 173 310 520 385 317 337 722

558
少年非行防止特別対策事業

増加する少年非行問題に適切に対処するため、少年非行防止のための府民啓発や「生きる力」
を身につけた青少年の育成に有効な具体的なプログラムを実施する。

0
1,674 1,674 7,350 9,024 1,392 1,392 474 1,866 3,066 3,066 7,824 10,890

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 472 472 2,072 2,543 864 864 2,205 3,069

559 【新】青少年健全育成ハンドブック開
発事業

少年非行や問題行動、不登校・ひきこもり、犯罪からの被害等地域が抱える諸問題について
テーマ設定し、テーマ毎の未然防止策として、具体的な想定ケース等を例示しながら対処法等を
とりまとめたハンドブックを作成し、地域への普及を図る。

0
3,366 3,366 3,150 6,516 2,800 2,800 342 3,142 6,166 6,166 3,492 9,658

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 949 949 888 1,836 1,738 1,738 984 2,722

563
少年非行集団等補導費

中学生を中心とする非行少年・グループを補導・解体するため、少年補導協助員を委嘱し、対象
の少年・グループに対する個別・集団指導を実施する。

0
4,620 4,620 3,150 7,770 3,843 3,843 408 4,251 8,463 8,463 3,558 12,021

学校数（中
学校） 150 527 28.5% 1,315 1,315 897 2,212 2,409 2,409 1,013 3,421

564
防災訓練等の実施

災害時に迅速かつ適切な応急救急活動を実施することができるよう、防災関係機関・地域住民
等の参加を得て実践的な防災訓練を実施する。

0
11,802 11,802 20,141 31,943 9,816 9,816 1,677 11,493 21,618 21,618 21,818 43,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,483 3,483 5,945 9,428 6,381 6,381 6,439 12,820

567
「こども１１０番の家」運動推進事業

安全な地域コミュニティづくりをより一層推進するため、「こども１１０番月間」を設けるなど事業の
拡大を図るとともに、「こども１１０番の家」運動の周知を図る。

0
12,543 0 12,543 10,433 0 658 11,091 22,976 0 658 23,634

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 3,472 0 0 3,472 6,360 0 182 6,542

568
青少年育成国民運動推進事業

青少年育成について府民啓発を図るため、青少年育成大阪府民会議が実施する研修会や啓発
物品の配付などの事業に対して補助する。

0
5,577 5,577 0 5,577 4,639 4,639 293 4,931 10,216 10,216 293 10,508

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 1,572 1,572 0 1,572 2,879 2,879 83 2,962

570 【新】メディアリテラシー教育プログラ
ム開発･普及啓発事業

青少年を取り巻く情報環境が大きく変化する中で、青少年がより健全に成長できるメディア環境
を整備するため、フィルタリングの導入やメディアリテラシー教育に手軽に取り組めるプログラム
を開発し､普及､啓発を図る。

0
7,242 7,242 3,150 10,392 6,024 6,024 546 6,569 13,266 13,266 3,696 16,961

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 2,041 2,041 888 2,929 3,739 3,739 1,042 4,780

571
【新】「大人が変われば、子どもも変
わる」府民運動の推進

子どもの規範意識に低下の傾向が見られるなか、「子どもは、社会を映す鏡」と言われるよう大
人自身のあり方を見直す必要がある。このようなことから、今一度、大人たちが自分の姿を省み
るきっかけとなるメッセージを発信することにより、府民の宝である子ども達が健やかに育つ環境
作りを推進する。

0

29,907 29,907 3,150 33,057 24,875 24,875 1,735 26,611 54,782 54,782 4,885 59,668
青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 8,429 8,429 888 9,317 15,440 15,440 1,377 16,817

572
児童厚生施設整備費補助金 児童の健康増進等を図るため、児童館を整備する市町村等に対して補助する。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 0 0 0 0 0 0 0 0
574 民間児童厚生施設等活動推進事業

費等補助金
児童の健康増進等を図るため、児童館を運営する社会福祉法人等に対して補助する。 0

14,933 7,467 1,050 15,983 12,421 6,211 839 13,260 27,354 13,678 1,889 29,243 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 3,917 1,959 275 4,192 7,175 3,588 495 7,670
576

市町村教員研修事業等助成事業
義務教育諸学校の教職員を対象とする研修を実施する市町村に対して、事業費の一部を助成
する。

0
24,650 24,650 2,100 26,750 20,503 20,503 1,404 21,907 45,153 45,153 3,504 48,657

教員数
（小・中） 11,369 43,302 26.3% 6,472 6,472 551 7,023 11,855 11,855 920 12,775

577
教科等研究団体助成事業

教職員が自主的な研究等を行う教科等研究団体の活動を支援することにより、職員の資質向上
を図る。

0
6,221 6,221 1,050 7,271 5,174 5,174 382 5,556 11,395 11,395 1,432 12,827

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 1,161 1,161 196 1,357 2,126 2,126 267 2,393

578
新教育大学派遣研修

専門の分野における理論と応用の研究能力及び教育実践の場における教育研究の推進者とし
ての能力を養い､中等教育としての資質や指導力の向上を図る。

1
6,006 6,006 1,050 7,056 4,996 4,996 370 5,366 11,002 11,002 1,420 12,422

教員数（中
学） 4,645 17,185 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

579
民間企業派遣研修

民間企業等に派遣し、組織や経営理念、人材育成等、幅広く研修させることにより、社会の構成
員としての視野を広げるとともに資質の向上と指導力の充実を図り、学校教育を活性化する。

0
375 375 1,050 1,425 312 312 75 387 687 687 1,125 1,812

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 70 70 196 266 128 128 210 338

582
地域教育体験講座事業

「地域教育協議会」の活動の推進を図るため、小中学校教員を対象にして、地域における様々な
子どもにかかる教育活動の体験などの講座を行う。

1
2,481 2,481 3,150 5,631 2,064 2,064 296 2,359 4,545 4,545 3,446 7,990

教員数
（小・中） 11,369 43,302 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

584
教職員の評価・育成システムの導
入

教職員の意欲、資質能力の向上や学校の活性化を目的に試行実施の検証を踏まえ、制度・運
用の改善を図った上で本格実施に移行する。

0
4,000 0 12,810 16,810 3,327 0 882 4,209 7,327 0 13,692 21,019

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 746 0 2,390 3,136 1,367 0 2,555 3,922
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.
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ルクマー
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うち一般財
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a+c
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うち一般財
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大阪市
データ

d

大阪府
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大阪市の
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d/e
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a''
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a''+c''

事業費
(当初予
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

585
指導力不足等教員の資質向上推進
事業

指導力不足等教員の資質向上のための具体的な方策を講じ、府民に信頼される学校教育や学
校運営に資する。

0
6,697 6,697 10,500 17,197 5,570 5,570 903 6,473 12,267 12,267 11,403 23,670

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 1,249 1,249 1,959 3,209 2,289 2,289 2,127 4,416

586
熱中先生獲得戦略推進事業

１５年度の実態調査及び分析評価を踏まえ、今後の大量採用時代に対応したより良い人材確保
に向けて、教員採用のあり方を抜本的に改革する。

0
21,949 21,949 73,500 95,449 18,256 18,256 5,011 23,267 40,205 40,205 78,511 118,716

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 4,095 4,095 13,713 17,808 7,501 7,501 14,648 22,149

587
教育センターの運営 教育センターの施設・設備の維持管理を行う。 0

119,124 119,124 99,082 0 6,254 105,335 218,206 0 6,254 224,459

教員数
（小・中・府
立高校） 18,901 101,305 18.7% 22,226 0 0 22,226 40,712 0 1,167 41,879

589
青少年団体指導育成事業

地域社会の教育力の向上に寄与するよう､青少年教育指導者の資質向上を図るため､青少年団
体が行う事業に対して補助する。

0
1,500 1,500 3,150 4,650 1,248 1,248 244 1,492 2,748 2,748 3,394 6,142

青少年人
口 890,213 3,158,579 28.2% 423 423 888 1,311 774 774 957 1,731

590
成人教育振興事業

地域社会の教育力の向上に寄与するよう、ＰＴＡ指導者の資質向上を図るため､研修や啓発事
業を実施するとともに、ＰＴＡ等社会教育関係団体が行う事業に対して補助する。

0
8,417 8,417 15,750 24,167 7,001 7,001 1,269 8,270 15,418 15,418 17,019 32,437 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,484 2,484 4,649 7,133 4,551 4,551 5,023 9,573

591
社会教育指導普及事業

府及び市町村の社会教育関係職員の資質向上を図るため、現代的課題（人権尊重・国際理解・
家庭教育等）の取組に向けた研修等を実施する。

0
6,581 6,581 21,000 27,581 5,474 5,474 1,448 6,922 12,055 12,055 22,448 34,503 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,942 1,942 6,198 8,140 3,558 3,558 6,625 10,183

592
婦人教育振興事業

地域社会の教育力の向上に寄与するよう、婦人教育指導者の資質向上を図るため､研究集会を
開催するとともに、婦人教育団体の行う事業に対して補助する。

0
762 762 0 762 634 634 40 674 1,396 1,396 40 1,436 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 225 225 0 225 412 412 12 424

593
府立学校給食食中毒防止対策事
業、給食等食中毒対策事業

安全な学校給食を実施するため､老朽化している給食用備品の更新や食材検査等を行う。 0
7,975 7,975 6,300 14,275 6,633 6,633 749 7,383 14,608 14,608 7,049 21,658

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 2,408 2,408 1,902 4,311 4,411 4,411 2,129 6,540

594
教職員・児童生徒健康管理事業

府立高等学校及び盲・聾・養護学校の児童生徒・教職員に対する健康増進を図るため、健康診
断や診断結果に基づく健康相談等を実施する。

0
304,808 304,808 15,750 320,558 253,525 253,525 16,828 270,353 558,333 558,333 32,578 590,911

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 92,042 92,042 4,756 96,798 168,598 168,598 9,838 178,436

595
学校給食指導充実事業（研修会、
講習会等の開催事業）

学校給食を実施するうえで重要な衛生・安全管理や栄養管理などを確保しながら学校給食の円
滑な運営を図るため､学校給食を実施する市町村に対して各種研修会や講習会等を開催する。

0
349 349 8,400 8,749 290 290 459 750 639 639 8,859 9,499

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 105 105 2,537 2,642 193 193 2,675 2,868

596
学校給食実施事業（府立高校の給
食実施に係る食器の購入等事業）

学校給食の円滑な実施を図るため、学校給食を実施する府立盲・聾・養護学校、夜間定時制課
程の学校に対し、食器の購入や調理従事関係者の検便等を行う。

0
17,265 17,265 4,200 21,465 14,360 14,360 1,127 15,487 31,625 31,625 5,327 36,952

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 5,213 5,213 1,268 6,482 9,550 9,550 1,609 11,158

597
学校体育関係助成事業

中・高等学校のスポーツ活動の振興を図るため、各種学校体育大会等を実施する中学校体育
連盟及び高等学校体育連盟に補助する。

0
13,165 10,615 8,400 21,565 10,950 8,829 1,132 12,082 24,115 19,444 9,532 33,647

学校数
（中・高校） 255 824 30.9% 4,074 3,285 2,600 6,674 7,463 6,017 2,950 10,413

598
生活習慣改善事業

子どもの生活習慣の改善と健康的な生活習慣の定着を図るため、「げんきアップノート」を作成
し、配布するとともに、遊び・スポーツ・体験学習の実践機会を促進するため、「おおさかキッズパ
スポート」を作成し配布する。（再生予算枠活用事業）

0
11,152 11,152 2,100 13,252 9,276 9,276 696 9,971 20,428 20,428 2,796 23,223 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 2,925 2,925 551 3,476 5,358 5,358 733 6,091

599
教職員・児童生徒健康管理事業（腎
検診・結核対策）

腎臓疾患管理を必要とする生徒の適切な保健管理を行うことを目的に専門医からなる判定委員
会を設置。２次検査後の有所見生徒の健康管理・指導を充実させる。また、結核の専門家等を
含む対策委員会において児童生徒の精密検査対象者を抽出し、府立学校の結核管理方針等を
検討する。

0

648 648 2,100 2,748 539 539 144 683 1,187 1,187 2,244 3,431

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 196 196 634 830 358 358 678 1,036

600
府立学校環境衛生検査事業

平成１４年２月に改定された国の「学校環境衛生の基準」に基づき、定期環境衛生検査（教室等
の空気）において新たに「ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物」についての検査を実施す
る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

601
【新】こころの健康相談サポート事業

生徒の心の健康問題に対処するため、学区単位で精神科医を配置し、希望する学校に派遣す
る。

0
5,450 5,450 4,200 9,650 4,533 4,533 507 5,040 9,983 9,983 4,707 14,690

生徒数
（中・高） 151,027 513,824 29.4% 1,602 1,602 1,234 2,836 2,934 2,934 1,383 4,318

602 私立幼稚園と家庭・地域との連携事
業補助金

私立幼稚園における子育て支援機能の充実を図るため、府内の私立幼稚園設置者が地域や家
庭と連携して実施する子育て支援事業に対して補助する。

0
34,000 18,000 5,250 39,250 28,280 14,972 2,060 30,340 62,280 32,972 7,310 69,590

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 10,874 5,757 1,679 12,553 19,918 10,545 2,338 22,256

603
私立幼稚園教員研修費

私立幼稚園の新規採用教員に教育者としての使命を自覚させ、併せて、その資質の向上を図る
ため教育指導についての研修を実施する。

0
1,570 1,570 2,100 3,670 1,306 1,306 193 1,499 2,876 2,876 2,293 5,169

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 502 502 672 1,174 920 920 733 1,653

604
私立幼稚園教材費補助金

私立幼稚園の教育条件の維持向上・保護者の経済的負担の軽減を図るため、府内に幼稚園を
設置する宗教法人等に対し、教育研究経費を対象として補助する。

0
152,389 152,389 5,250 157,639 126,750 126,750 8,275 135,025 279,139 279,139 13,525 292,664

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 48,737 48,737 1,679 50,416 89,274 89,274 4,326 93,600

605
私立幼稚園経常費補助金

私立幼稚園の教育条件の維持向上・保護者の経済的負担の軽減・幼稚園経営の健全化を図る
ため、府内に幼稚園を設置する学校法人等に対し、人件費、教育研究経費・管理経費等を対象
として補助する。

0
15,905,790 13,716,533 23,100 15,928,890 13,229,672 11,408,753 836,209 14,065,881 29,135,462 25,125,286 859,309 29,994,771

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 5,086,987 4,386,819 7,388 5,094,375 9,318,098 8,035,565 274,824 9,592,922

606
私立幼稚園保育料軽減補助金

私立幼稚園に係る府民の学資負担の軽減と就園促進を図るため、府内の私立幼稚園の設置者
に対し、府が定めた基準により園児の保育料軽減を行った金額を対象として補助する。

0
630,384 630,384 8,400 638,784 524,323 524,323 33,534 557,857 1,154,707 1,154,707 41,934 1,196,641

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 201,609 201,609 2,686 204,296 369,298 369,298 13,411 382,710

607 私立幼稚園養護教育助成費・私立
幼稚園振興助成費（養護教育分）

私立幼稚園における心身障害児の受入れを促進するため、心身障害児の就園する幼稚園の設
置者に対して、心身障害児の保育に直接必要な人件費、教育研究経費を対象として補助する。

0
319,917 166,645 8,400 328,317 266,092 138,607 17,235 283,327 586,009 305,252 25,635 611,644

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 102,316 53,296 2,686 105,002 187,417 97,626 8,199 195,616

608
預かり保育推進事業補助金

私立幼稚園の預かり保育の実施促進を図るため、府内の私立幼稚園の設置者に対し、府が定
めた基準により預かり保育の実施状況に応じて補助する。

0
300,400 0 2,100 302,500 249,858 0 15,880 265,738 550,258 0 17,980 568,238

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 96,074 0 672 96,745 175,984 0 5,750 181,734

609 私立幼稚園の認可、届出の受理及
び指導

学校法人の設立の認可、私立幼稚園の設置、廃止、解散の認可申請及び各種届出事項を受理
するとともに、各園における管理運営、健全な育成に向けた指導助言を行う。

0
10,363 10,163 10,363 8,619 8,453 544 9,163 18,982 18,616 544 19,526

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 3,314 3,250 0 3,314 6,071 5,954 174 6,245

610
私学団体補助金

私学における教育内容の充実を目指し、（社）大阪府私立幼稚園連盟を対象とし、教職員の研
究・研修事業等の実施に対して補助する。

0
12,588 12,588 0 12,588 10,470 10,470 661 11,131 23,058 23,058 661 23,719

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 4,026 4,026 0 4,026 7,374 7,374 211 7,586

612 【新】預かり保育延長推進事業補助
金

私立幼稚園の預かり保育の実施時間の延長促進を図るため、府内の私立幼稚園の設置者に対
し、府が定めた基準により預かり保育の実施状況に応じて補助する。

0
59,800 2,100 61,900 49,739 0 3,250 52,988 109,539 0 5,350 114,888

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 19,125 0 672 19,797 35,033 0 1,711 36,744

613 【新】私立幼稚園「親と子の育ちの
場」モデル推進事業補助金

私立幼稚園が地域の子育て家庭を対象に行う土・日曜日や長期休業中の親と子の体験活動
（父親の保育参加、中高生や高齢者との交流等）を支援する。

0
12,000 12,000 5,250 17,250 9,981 9,981 906 10,887 21,981 21,981 6,156 28,137

学校数（私
立幼稚園） 142 444 32.0% 3,838 3,838 1,679 5,517 7,030 7,030 1,969 8,999

615
学校支援社会人等指導者活用事業
【学校支援人材バンク活用事業】

教育内容の多様化の一環として、地域や社会の各界で活躍する優れた技能や専門的な知識を
有する社会人等を学校教育の指導者として広く活用する。

1
16,350 16,350 1,050 17,400 13,599 13,599 913 14,513 29,949 29,949 1,963 31,913

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

616
学力向上プロジェクト事業

新学習指導要領のねらいとする基礎・基本の確実な定着と学力の向上を図るため、児童生徒の
個に応じた教育を促進する各種事業を実施する。

1
193,693 177,814 5,250 198,943 161,105 147,897 10,444 171,548 354,798 325,711 15,694 370,491

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

619
子ども体力アップサポート事業

子どもの体力向上の強化重点課題や推奨種目を定めるとともに、イベント等の開催により、小学
校の体力づくりへの取組を推進する。（再生予算枠活用事業）

0
711 711 2,100 2,811 591 591 148 739 1,302 1,302 2,248 3,550

児童数
（小） 126,583 489,032 25.9% 184 184 544 728 337 337 582 919

630
創造的人材育成推進事業費

将来の大阪の産業界を担うチャレンジ精神あふれる人材の育成をすすめるため、教育関係団体
と経済団体,労働団体等の連携により、チャレンジ精神の涵養、起業家育成の取組の推進と普及
啓発を図る。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

631
コンピュータ活用教育推進事業

府立高等学校におけるコンピュータ活用教育の推進を図るため、ＬＡＮ教室のコンピュータの整
備及び更新を行う。

0
461,335 461,335 2,100 463,435 383,716 383,716 24,329 408,045 845,051 845,051 26,429 871,480

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 103,156 103,156 470 103,625 188,956 188,956 5,910 194,865

634 府立高等学校におけるチャレンジ精
神の育成

チャレンジ精神や創造性豊かな人材を育成するため、産・学・官の協働関係を構築することによ
り、職業・就業体験等、児童・生徒の直接体験や自発的な活動を充実させる。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

635 府立高等学校における科学技術・
理科教育の推進

より確かな科学的素養と創造性豊かな力を育むため、自然に対する興味・関心や科学技術の楽
しさ・すばらしさに触れる直接体験の機会を拡充するなど、科学技術・理科教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

636
豊かな職業観の育成

生徒一人ひとりの興味・関心、能力・適性、進路希望等に対応した職業観の育成、進路指導を行
う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（高
校） 100 294 34.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

637
産業教育設備整備事業

産業教育振興国庫補助事業（産振）の対象として、本府専門高校等（工業・農業・総合学科等）の
産業教育に関する施設設備の整備を行う。

0
329,724 257,369 0 329,724 274,249 214,067 17,309 291,558 603,973 471,436 17,309 621,282

学校数（専
修学校） 151 239 63.2% 208,319 162,606 0 208,319 381,589 297,853 10,936 392,525

638 大阪府キャリア体験学習等推進事
業（インターンシップ推進事業）

高等学校の生徒に豊かな勤労観・職業観を育み、実際の職場について理解を深め、主体的に進
路選択する能力・態度を育成するため、インターンシップの実施を推進する。

0
12,238 12,238 2,100 14,338 10,179 10,179 753 10,932 22,417 22,417 2,853 25,270

学校数（高
校） 100 294 34.0% 4,163 4,163 714 4,877 7,625 7,625 970 8,595

639
インターンシップ推進センター事業

府立高等学校におけるインターンシップを推進するために、実施に関するノウハウの提供と事業
所と学校間の調整などの支援を行う。

0
18,093 0 2,100 20,193 15,049 0 1,060 16,109 33,142 0 3,160 36,302

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 4,046 0 470 4,515 7,411 0 707 8,117

640 大阪府キャリア体験学習等推進事
業（キャリア体験学習等推進連絡協
議会）

府内公立中学校、府立高等学校等のキャリア体験学習を産学協同でトータルに支援・活性化す
る組織として「大阪府キャリア体験学習等推進連絡協議会」の設置・運営を行う。

0
792 792 1,050 1,842 659 659 97 755 1,451 1,451 1,147 2,597

学校数
（中・府立
高校） 191 691 27.6% 219 219 290 509 401 401 317 718

641
教育総合情報ネットワーク基盤整備
事業

盲・聾・養護学校において、教科「情報」に対応するため、インターネットを活用した教育を実施す
るために教育センターとの専用回線を整備充実する。

0
198,482 1,050 199,532 165,088 0 10,475 175,563 363,570 0 11,525 375,095

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 78,348 0 414 78,763 143,514 0 4,549 148,064

 

 

―1
3
 
(2

9
/5

2)
 

2
3
5



「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

654
新規高卒求人拡大支援事業

求人拡大支援員を雇用し、府内の事業所を訪問し、高卒求人拡大を依頼するとともに、求人及
びインターンシップの協力事業所等の情報を学校へ提供する。

0
56,743 0 1,050 57,793 47,196 0 3,034 50,230 103,939 0 4,084 108,023

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 12,688 0 235 12,923 23,241 0 913 24,154

660
学校環境改善事業

快適な学習環境づくりを図るため、光熱水費などの維持管理や教材費の充実等を行うとともに、
机･椅子のセパレート化の推進を図る。また、施設面に対し、必要な学習環境の整備を図る。

0
365,000 365,000 5,250 370,250 303,589 303,589 19,437 323,026 668,589 668,589 24,687 693,276

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 110,218 110,218 1,585 111,803 201,892 201,892 7,455 209,347

688
大阪科学賞顕彰事業

学術上の顕著な業績または画期的な新技術の開発を行った者に対する顕彰を行うことにより、
大阪における創造的科学技術の振興を図る。

0
2,169 2,169 1,050 3,219 1,804 1,804 169 1,973 3,973 3,973 1,219 5,192 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 640 640 310 950 1,173 1,173 360 1,532

701
進路指導・アフターケア体制整備事
業

養護教育諸学校高等部生徒の進路指導の充実、卒業後の社会自立・職場定着を促すため、福
祉・労働の分野と連携し、手引書の作成や企業向け学校見学会の開催を行う。

0
350 350 1,060 1,410 291 291 74 365 641 641 1,134 1,775

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 138 138 418 557 253 253 448 701

702
養護教育諸学校職業教育事業 盲・聾・養護学校の生徒が職業自立を果たすため、職業教育を円滑に実施し、就労促進を図る。 0

7,681 7,681 1,050 8,731 6,389 6,389 458 6,847 14,070 14,070 1,508 15,578

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 3,032 3,032 414 3,446 5,554 5,554 595 6,149

705
府内大学インターンシップの促進

学生の企業家精神を涵養し、起業やベンチャー企業への就職を志す動機付けを行うため、学生
のベンチャー企業等におけるインターンシップの実施を振興する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

709
中小企業顕彰事業

経営革新や創業への機運の醸成と府内優良企業の成功事例等をＰＲするため、経営革新等で
成功している中小企業を民間と共同で表彰する。

0
1,400 1,400 3,150 4,550 1,164 1,164 239 1,403 2,564 2,564 3,389 5,953

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 670 670 1,507 2,177 1,227 1,227 1,621 2,848

710
新生涯学習プランの推進

府民による生涯学習の積極的な促進を図るため、「新大阪府生涯学習推進プラン」に基づいた
施策の総合的・体系的な展開を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

716 大阪府生涯学習情報提供システム
の運営

文化・生涯学習情報提供の充実を図るため、インターネット等を活用し、府内市町村など生涯学
習実施機関の講座・イベント情報を24時間提供する。

0
7,871 7,871 2,100 9,971 6,547 6,547 523 7,070 14,418 14,418 2,623 17,041 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,323 2,323 620 2,943 4,255 4,255 774 5,030

717 府立定時制高等学校聴講制度の実
施

生涯学習の観点から、学校の教育課程に位置づけられている教科・科目について、聴講生を受
け入れ、再学習を希望する府民に開かれた学校とする。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

718 府立高等学校余裕教室等活用推進
事業

府民の多様化・高度化する学習のニーズに応えるため、府民の主体的な学習活動等の場やＮＰ
Ｏとの連携構築等を視野に入れて、「場の提供」を中心に余裕教室等の開放を実施する。

0
5,181 5,060 10,500 15,681 4,309 4,209 823 5,133 9,490 9,269 11,323 20,814 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,529 1,493 3,099 4,628 2,801 2,736 3,342 6,143

727 おはなしボランティア指導者養成事
業

地域において、子どもの読書活動の推進に取組む指導的な人材を養成するとともに、すでに活
動しているボランティア等のスキルアップを行う。

0
3,385 3,385 1,050 4,435 2,815 2,815 233 3,048 6,200 6,200 1,283 7,483 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 999 999 310 1,309 1,830 1,830 379 2,209

732 障害児理解推進事業（交流・啓発・
支援事業）

盲・聾・養護学校と小中学校等との交流を深め、障害児理解の促進を図る。 0
700 0 1,050 1,750 582 0 92 674 1,282 0 1,142 2,424 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 207 0 310 517 378 0 337 715

733
学校支援人材バンク活用事業（盲・
聾・養護学校）

学校支援人材バンクを活用し、児童・生徒の障害に応じた様々なニーズに対応するため、福祉
や医療等の関係機関と連携し、専門知識を持つ人材による盲・聾・養護学校の支援を行う。

0
2,235 2,235 1,050 3,285 1,859 1,859 172 2,031 4,094 4,094 1,222 5,316

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 882 882 414 1,297 1,616 1,616 483 2,099

734
養護教育諸学校健康安全対策事業

養護教育諸学校の児童・生徒が宿泊行事や修学旅行に安全に参加できるようにするため、看護
師を配置する。

0
3,001 3,001 1,050 4,051 2,496 2,496 213 2,709 5,497 5,497 1,263 6,760

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 1,185 1,185 414 1,599 2,170 2,170 498 2,668

736
府立高等聾学校（仮称）再編整備費

高等部教育の分離独立のため、生野高等聾学校と堺聾学校高等部を再編統合し、白菊高校の
跡地・校舎を活用して府立高等聾学校（仮称）を整備する。

0
70,886 37,886 10,500 81,386 58,960 31,512 4,272 63,232 129,846 69,398 14,772 144,618 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 20,922 11,182 3,099 24,021 38,323 20,482 4,360 42,683

737
知的障害養護学校増築費 在籍児童生徒数の増加に伴い、佐野養護学校の教室棟（９教室）を増築する。 0

328,524 86,010 5,250 333,774 273,250 71,539 17,522 290,772 601,774 157,549 22,772 624,546 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 96,962 25,385 1,550 98,512 177,611 46,500 6,721 184,332
738 障害児理解推進事業（巡回就学相

談）
障害のある就学前の子ども及び保護者を対象に、盲・聾・養護学校の見学会を実施し、学校の
状況を理解してもらうとともに、就学相談等を実施し、個々の児童に応じた就学の実現を図る。

0
1,591 796 1,050 2,641 1,323 662 139 1,462 2,914 1,458 1,189 4,103 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 470 235 310 779 860 430 351 1,211

739 府立学校修学旅行看護師付き添い
措置

重度の障害を有する府立高等学校生徒が安全に修学旅行へ参加できるよう看護師を同行させ、
医療行為や突発的な事故に対応する。

0
549 549 1,050 1,599 457 457 84 541 1,006 1,006 1,134 2,140

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 123 123 235 358 225 225 254 478

740
視覚障害者生徒就学対策事業

全盲生徒の学習指導上の配慮として行う教科書点訳のボランティアを養成し、安定して教科書
の点訳を行う。

0
3,541 3,541 0 3,541 2,945 2,945 186 3,131 6,486 6,486 186 6,672 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,045 1,045 0 1,045 1,914 1,914 55 1,969

741 学校支援人材バンク（介助ボラン
ティア）

府立高校に在籍する障害のある生徒のうち、学校生活に介助を要する生徒に対し、食事介助、
トイレ介助のためのボランティアを配置する。

0
20,208 20,208 0 20,208 16,808 16,808 1,061 17,869 37,016 37,016 1,061 38,077

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 4,519 4,519 0 4,519 8,277 8,277 237 8,514

742
養護教育諸学校就学指導充実事業

障害を持つ児童生徒の適正な就学を図るため､就学措置に関する協議及び市町村教育委員会
の就学措置にかかる指導助言を行うとともに、府立盲・聾・養護学校入学対象者に対し､適正な
就学を図るための指導を行う。

0
6,425 6,425 1,050 7,475 5,344 5,344 392 5,736 11,769 11,769 1,442 13,211

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 2,536 2,536 414 2,951 4,646 4,646 569 5,215

743
養護教育学校通学バス運行事業及
び低公害車の導入促進

自力通学が困難な盲・聾・養護学校の児童・生徒のため、通学バスを運行する。 0
1,498,704 1,498,704 10,500 1,509,204 1,246,550 1,246,550 79,228 1,325,778 2,745,254 2,745,254 89,728 2,834,982

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 591,594 591,594 4,145 595,738 1,083,653 1,083,653 35,419 1,119,072

744
養護教育学習改善指導事業

府立金剛コロニーと一体で給食を実施している富田林養護学校の保護者の給食費負担につい
て、自校で学校給食を実施する他の府立養護学校等との均衡を図る。

0
17,994 17,994 1,050 19,044 14,967 14,967 1,000 15,966 32,961 32,961 2,050 35,010 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,311 5,311 310 5,621 9,728 9,728 605 10,333

747 知的障害のある生徒の高校受入れ
調査研究

知的障害のある生徒の後期中等教育のあり方について、学教審で一定の方向性を見出していく
ため、府立高校において調査研究校を指定し、知的障害のある生徒を受け入れ、具体的・実証
的研究を行う

0
17,187 17,187 10,500 27,687 14,295 14,295 1,453 15,749 31,482 31,482 11,953 43,436

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 3,843 3,843 2,348 6,191 7,040 7,040 2,673 9,712

748
【新】社会的・職業的自立支援事業

昨今、景気が低迷するなかで、高校や養護学校等に在籍する障害のある生徒に対して社会的
自立を支援するとともに、雇用・就労を目指すための教育活動を充実させるため、相談・研修マ
ニュアルを作成する。

0
4,074 4,074 2,100 6,174 3,389 3,389 324 3,713 7,463 7,463 2,424 9,887

学校数（高
校） 100 294 34.0% 1,386 1,386 714 2,100 2,538 2,538 825 3,363

749
【新】特別支援教育推進基盤整備事
業

小中学校に在籍する障害のある児童生徒一人一人の教育ニーズに応じて適切な教育的支援を
行うための基盤整備を行う。

0
4,007 4,007 2,100 6,107 3,333 3,333 321 3,653 7,340 7,340 2,421 9,760

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 1,182 1,182 619 1,801 2,164 2,164 714 2,878

750 【新】府立特別支援学校・体育実技
研修センター（仮称）整備事業

障害のある生徒の就労を通じた社会的自立推進拠点として、新しいコンセプトの養護学校を整
備する。また、体育実技指導の研修の場として体育実技研修センターを整備する。整備にあたっ
ては、旧玉川高校の跡地を活用する。

0
23,673 7,673 5,250 28,923 19,690 6,382 1,518 21,208 43,363 14,055 6,768 50,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,987 2,265 1,550 8,536 12,798 4,148 1,998 14,796

753
学校情報ネットワーク整備事業

高度情報通信社会の進展に対応した学校教育を推進するため、府立高等学校の学校図書館に
インターネットをはじめとする情報通信機能を付加し、専用回線により府教育センターを核とした
学校間ネットワークを運用する。

0
819,171 819,171 2,100 821,271 681,347 681,347 43,114 724,461 1,500,518 1,500,518 45,214 1,545,732

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 183,169 183,169 470 183,638 335,520 335,520 10,110 345,629

755
養護教育諸学校教育用コンピュー
タ整備事業

府立盲・聾・養護学校におけるコンピュータ活用教育の推進を図るため、ＬＡＮ教室のコンピュー
タの整備を行う。

0
23,265 23,265 2,100 25,365 19,351 19,351 1,332 20,682 42,616 42,616 3,432 46,047

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 9,184 9,184 829 10,013 16,822 16,822 1,355 18,177

756
養護教育諸学校教育総合情報ネッ
トワーク整備事業

全府立盲･聾･養護学校に校内ＬＡＮを整備し、インターネット等が活用できる学習環境の整備を
行う。

0
80,962 80,962 1,050 82,012 67,340 67,340 4,305 71,646 148,302 148,302 5,355 153,658

学校数
（盲・聾・養
護学校） 15 38 39.5% 31,959 31,959 414 32,373 58,540 58,540 2,114 60,654

758 府立高等学校における「福祉一般」
「福祉実習」等の科目の設定

社会生活の中で人々が互いに支えあい、一人ひとりが生きる喜びを味わうことができるよう、子
どもたちの成長発達の過程で、人とのふれあい（実体験）を通して、他人を思いやるこころや社会
に貢献する意義を認識、実践する態度を養う教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

759 府立高等学校における福祉に関す
る系列を有する総合学科や福祉に
関するコースの設置・運営

社会生活の中で人々が互いに支えあい、一人ひとりが生きる喜びを味わうことができるよう、子
どもたちの成長発達の過程で、人とのふれあい（実体験）を通して、他人を思いやるこころや社会
に貢献する意義を認識、実践する態度を養う教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

761
府学生科学賞

児童生徒に、より確かな科学的素養と創造性豊かなちからを育むため、府内小・中・高・養諸校
から科学研究作品を募集し、優れた作品の表彰と展示を行うことにより、科学教育の振興を図
る。

0
83 83 1,050 1,133 69 69 59 129 152 152 1,109 1,262

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 25 25 317 342 46 46 335 381

762 府立高等学校における工業・農業
に関する学科や理数科等の設置・
運営

生徒一人ひとりの興味・関心、能力・適性、進路希望等に対応した職業教育を充実する。 また、
科学技術、自然等についての学習機会を充実するため、府立高等学校に工業・農業に関する学
科や理数科等を設置・運営する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

766
府民の森環境改善対策事業

府民の森において、利用者の安全性、快適性を確保するとともに、景観保全を図るため、施設の
周辺を中心に枯損木の処理や散在するゴミの撤去等を行う。

0
25,410 0 1,050 26,460 21,135 0 1,389 22,524 46,545 0 2,439 48,984 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

767
府民の森管理事業 大阪府民の森の維持、管理を行う。 0

313,630 307,530 9,450 323,080 260,862 255,789 16,961 277,823 574,492 563,319 26,411 600,903 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
768

自然公園環境改善対策事業
自然公園の環境や景観保全を図るため、自然歩道や自然公園施設周辺を中心に枯損木の処理
や散在するゴミの撤去等を行う。

0
36,120 0 5,250 41,370 30,043 0 2,172 32,215 66,163 0 7,422 73,585 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

769
自然公園管理事業 長距離自然歩道や自然公園施設の維持・管理等を行う。 0

84,507 59,738 16,800 101,307 70,289 49,687 5,318 75,607 154,796 109,425 22,118 176,914 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

773 河川管理施設改修事業（中小河川
改良、調整池整備、寝屋川水系改
良、都市小河川改良、都市河川地
盤沈下対策）

市街地のネック部、人家連担地域等において時間雨量50ミリ対策を概成させるとともに、過去に
大きな災害が発生した河川等において1/100確率降雨対策を進める。寝屋川総合治水対策に基
づく河道、遊水地、流域調節池、地下河川の整備を行う。

0

28,622,319 3,146,239 1,619,625 30,241,944 23,806,670 2,616,891 1,587,592 25,394,263 52,428,989 5,763,130 3,207,217 55,636,207 河川延長 148,054 670,032 22.1% 6,324,547 695,210 357,881 6,682,428 11,585,001 1,273,453 708,685 12,293,686
774

河川管理事業
河川クリーンキャンペーンや河川見学会を実施し、府民の河川への愛護精神を醸成するととも
に、地域活動の一環として、住民と行政の協働を推進する。また、府管理河川の不法占拠対策
等を行う。

0
134,495 0 270,165 404,660 111,866 0 21,243 133,110 246,361 0 291,408 537,770 河川延長 148,054 670,032 22.1% 29,719 0 59,697 89,416 54,437 0 64,391 118,829

775
流域下水道維持操作事務補助金

流域下水道の維持操作事務処理の適正化を図るため、一部事務組合等に対して補助金を交付
する。

0
2,868,805 2,868,805 10,500 2,879,305 2,386,134 2,386,134 151,153 2,537,287 5,254,939 5,254,939 161,653 5,416,592 総面積 222 1,894 11.7% 336,246 336,246 1,231 337,477 615,920 615,920 18,947 634,867

776
流域下水道事業

生活環境の改善、浸水の防除、公共用水域の水質保全を効率的に行うため、市町村で管理する
公共下水道により排除された下水を幹線に集め、処理場において処理を行う。

0
53,388,495 236,702 2,331,000 55,719,495 44,405,986 196,877 2,925,072 47,331,058 97,794,481 433,579 5,256,072 103,050,553 総面積 222 1,894 11.7% 6,257,550 27,743 273,211 6,530,762 11,462,280 50,819 616,053 12,078,333

777
都市緑化振興事業

府民に対して都市緑化への啓発活動を行うことや、ボランティアの養成、条例による風致地区に
おける建築物などへの規制による良好な住環境の創出によって,都市における良好な環境の創
出を図る。

0
22,138 22,138 26,250 48,388 18,413 18,413 2,540 20,954 40,551 40,551 28,790 69,342

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 4,933 4,933 5,849 10,781 9,035 9,035 6,415 15,450

780 海岸維持管理事業（海岸施設改
修、海岸維持管理）

津波や高潮等の海岸災害から堤防背後地の府民の生命・財産を防護するため、老朽化等により
著しく機能が低下した海岸保全施設の補修及び維持管理を行い、施設を適切かつ安全に機能さ
せる。

0
359,030 214,190 232,680 591,710 298,624 178,153 31,063 329,687 657,654 392,343 263,743 921,397

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 167,096 99,686 108,291 275,387 306,078 182,600 122,748 428,826

781 府立高等学校における環境に関す
る系列を有する総合学科や環境に
関するコースの設置・運営

様々な体験活動を通じて自然に対する豊かな感性や環境に対する関心等を養い、自然や環境
の人間との関わり、とりわけ日常生活との関わり等について理解を深めるとともに、環境の保全
やよりよい環境の創造のため主体的に実践する態度を育成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

783
環境学習人材支援事業

環境分野の専門家が学校に出向き、子どもたちへの体験的な環境学習の展開を通して、教員に
環境教育のノウハウを習得してもらうよう講座を実施する。

0
5,340 0 6,300 11,640 4,442 0 611 5,053 9,782 0 6,911 16,693 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,576 0 1,859 3,435 2,887 0 2,040 4,927

786 【新】「校庭にみどりのじゅうたん
を！」モデル事業

学校・ＮＰＯ・地域住民等が協働して整備・管理を行う校庭等の芝生化・草地化のモデルを示すこ
とにより、緑豊かなまちづくりの府民運動を展開する。併せて、学校の校庭を芝生化し、子どもた
ちが裸足で駆け回り、寝転ぶ緑のじゅうたんをつくり、健全な心と体を育てる。

0
10,000 10,000 5,250 15,250 8,318 8,318 801 9,118 18,318 18,318 6,051 24,368 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,951 2,951 1,550 4,501 5,406 5,406 1,786 7,192

787
【新】共生の森づくり活動支援事業

堺７－３区産業廃棄物最終処分場跡地において自然再生のシンボルとなる共生の森を整備し、
府民・ＮＰＯ・企業等多様な主体との協働による森づくり活動を支援する。

0
5,000 0 7,350 12,350 4,159 0 648 4,807 9,159 0 7,998 17,157 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

788 環境教育事業（こどもエコクラブ交
流会）

府内の「こどもエコクラブ」を対象に、他のクラブとの交流や活動についての情報提供など、子ど
もたちの自主的な活動とサポーターの指導に対する支援を行う。

0
500 0 6,300 6,800 416 0 357 773 916 0 6,657 7,573 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 148 0 1,859 2,007 270 0 1,965 2,235

790
府民環境大学講座事業

地域において環境保全活動を積極的に推進するリーダーを育成するため、環境保全活動経験
のある府民を対象に専門的かつ実践的な講座を行う。

0
1,180 0 1,180 981 0 62 1,043 2,161 0 62 2,223 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 348 0 0 348 638 0 18 656

795
木になる夢銀行活動推進事業

子どもたちが集めたドングリから苗を育て植樹等を行う仕組みづくりにより、自然とのふれあいを
大切にしながら、自然環境学習やまちのみどりづくりなどの取組を進める。
（再生予算枠活用事業）

0
4,574 4,574 15,750 20,324 3,804 3,804 1,067 4,871 8,378 8,378 16,817 25,195 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,350 1,350 4,649 5,999 2,473 2,473 4,963 7,436

800 府民協働推進啓発事業（子どもすく
すく学習プラン）

主に小学生を対象とした出前講座・体験学習・見学会・発表会を通じ、子どものまちに対する愛
着・愛情の醸成や生きる力の育成を目指す。

0
6,000 6,000 4,991 0 315 5,305 10,991 0 315 11,305

学校数（小
学校） 313 1,057 29.6% 1,777 0 0 1,777 3,255 0 93 3,348

812 府立高等学校における国際教養科
の設置・運営

国際社会、情報社会において活躍・貢献することができる人材を育成することを目的とし、コミュ
ニケーション能力、情報活用能力及び幅広い国際理解に関する教養を育成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

831 大阪府ゆとり創造推進本部自由時
間活用対策に関する分科会

労働時間の短縮に伴い増大する自由時間を背景に、府民の自由時間活用に資する諸施策を総
合的かつ効果的に推進するため、分科会に置く｢自由時間活用対策部会｣において施策の検討
を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

832
金融広報活動

金融分野における規制緩和の進展や高齢社会の到来など、社会経済環境が変化する中で、府
民の暮らし、貯蓄、生活設計の立て方に役立つ、金融経済に関する情報提供を行う。

0
1,248 0 1,050 2,298 1,038 0 121 1,159 2,286 0 1,171 3,457 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 368 0 310 678 675 0 346 1,020

833 消費者啓発事業（大阪府消費者フェ
ア、くらしの府民講座、消費者研究
発表大会の開催等）

複雑多様化する消費者問題に対応し、消費者の自立支援に資するため、小中高生を含めた府
民に対し、講座やｲﾍﾞﾝﾄ等を開催する。

0
35,510 0 5,250 40,760 29,536 0 2,140 31,675 65,046 0 7,390 72,435 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,481 0 1,550 12,030 19,198 0 2,181 21,379

835
【新】ＩＴを活用した中学生向け消費
者教育支援モデル事業

小・中学生を対象に、効果的効率的に消費者教育を実施できるよう、専門家団体等と連携してビ
ジュアルな学習教材を開発し、インターネットを活用して府内の小中学校等に提供する。

0
10,922 0 3,150 14,072 9,084 0 739 9,823 20,006 0 3,889 23,895

学校数
（小・中学
校） 468 1,587 29.5% 3,221 0 929 4,150 5,900 0 1,147 7,047

836 【新】中核センターとしての相談・情
報提供機能の充実強化事業

府及び各市町村の消費生活相談窓口が受けた、被害が予見される相談及びその対処策等につ
いて、即時に府及び各市町村の職員間で共有できる「職員専用ＨＰ」を開設するとともに、府ＨＰ
を通じて府民への迅速、的確な情報提供を行う。

0
4,233 4,233 3,150 7,383 3,521 3,521 388 3,908 7,754 7,754 3,538 11,291 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,249 1,249 930 2,179 2,288 2,288 1,044 3,333

837
住宅相談事業

府民を対象に、公共賃貸住宅の入居案内や、住宅の新築・増改築、建設業者及び土地建物取
引業者との紛争の相談等、住宅・宅地問題に関する各種相談に応じるため、住宅相談室の総合
的・機能的な運営を図る。

0
17,578 8,789 17,578 14,621 7,310 923 15,543 32,199 16,099 923 33,121 宅地面積 103,096,688 494,248,430 20.9% 3,667 1,833 0 3,667 6,716 3,358 192 6,909

840
消費者団体育成指導事業 消費者団体の事業活動の活性化を図るため、消費者団体を対象として研究発表大会等を行う。 0

5,033 5,033 3,150 8,183 4,186 4,186 430 4,616 9,219 9,219 3,580 12,799 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,485 1,485 930 2,415 2,721 2,721 1,056 3,777
841

学校の評価システムの確立に関す
る調査研究事業

学校運営や教育活動について、学校・地域の実情に応じた学校評価を行うための具体的方策に
ついて調査・研究を実施する。

0
1,320 0 1,050 2,370 1,098 0 124 1,222 2,418 0 1,174 3,592

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 399 0 317 716 730 0 355 1,085

842
学校協議会の設置・運営

学校運営の透明性の確保と保護者や地域住民の意向を把握する体制を整備するため、府立学
校に学校協議会を設置する。

0
13,854 13,854 1,050 14,904 11,523 11,523 782 12,305 25,377 25,377 1,832 27,209

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 3,098 3,098 235 3,333 5,674 5,674 410 6,084

843
学校教育自己診断 学校運営の透明性を確保し、開かれた学校づくりの一環として学校教育自己診断を実施する。 0

3,290 3,290 1,050 4,340 2,736 2,736 228 2,964 6,026 6,026 1,278 7,304

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 993 993 317 1,311 1,820 1,820 386 2,206

847
地域総合オアシス整備事業

ため池が広範囲に点在している地域において、ため池を群としてとらえ老朽ため池の改修、関連
水路の整備のほか、オアシス整備等の多面的機能を活かした総合整備を行う。

0
283,500 27,875 45,098 328,598 235,802 23,185 17,250 253,052 519,302 51,060 62,348 581,650 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

848
いきいき水路モデル事業

農業用用排水路の改修による農業用水の確保のほか、安全なまちづくりの活用、水と緑豊かな
水辺づくりを目指して、多面的な整備を行う。

0
233,600 19,600 44,148 277,748 194,297 16,302 14,581 208,878 427,897 35,902 58,729 486,626 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

849
オアシス構想推進事業

ため池の持つ多面的機能の保全・活用を図り、地域の貴重な自然資源として総合的に整備を行
う。

0
244,936 44,698 48,701 293,637 203,726 37,178 15,415 219,141 448,662 81,876 64,116 512,778 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

850
まちづくり水路整備事業

網の目状に展開する農業用水が持つ多面的な機能を有効に活用し、地域の快適な水辺環境づ
くりと、安全で快適なまちづくりを進めるため、親水施設や防災施設の整備を行う。

0
413,755 88,439 28,029 441,784 344,142 73,559 23,192 367,334 757,897 161,998 51,221 809,118 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

896
家庭教育総合支援事業

家庭教育の支援を図るため、異年齢交流事業等を実施するとともに、モデル事業を通じて、家庭
教育支援方策の調査研究を行う。

0
96,820 96,820 2,100 98,920 80,530 80,530 5,193 85,723 177,350 177,350 7,293 184,643

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 26,802 26,802 581 27,383 49,094 49,094 2,019 51,113

897
【新】「親をまなぶ・親をつたえる」学
習推進事業

「親学習プログラム」の普及を図るため、学習を進める中核となる人材の養成を中心に、実践事
例をふまえた調査・研究、指導用教材の作成など総合的に実施する。

0
8,701 8,701 6,300 15,001 7,237 7,237 787 8,025 15,938 15,938 7,087 23,026

学校数
（小・中・高
校） 568 1,881 30.2% 2,627 2,627 1,902 4,530 4,813 4,813 2,140 6,953

902 ひきこもり等要支援児童バックアッ
プ強化事業

ひきこもり等、支援を必要としている児童等に対し、子ども家庭センター職員の家庭訪問による
支援やチームによる支援を強化するとともに相談業務のＩＴ化を図る。

1
7,150 0 25,200 32,350 5,947 0 1,698 7,645 13,097 0 26,898 39,995 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

903
児童家庭支援センター事業費 子育てに関する課題を解決するため、相談事業、在宅援助等を行う。 0

9,751 0 1,050 10,801 8,110 0 567 8,677 17,861 0 1,617 19,478 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 2,558 0 275 2,833 4,685 0 424 5,109
905

地域コーディネーター養成事業
地域の教育力の向上を図るため、学校や青少年育成団体等の連携による地域の教育環境づく
りや「地域教育協議会」の推進役となる「地域コーディネーター」を養成する。

0
1,989 1,989 6,300 8,289 1,654 1,654 435 2,089 3,643 3,643 6,735 10,378 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 587 587 1,859 2,446 1,075 1,075 1,988 3,063

913
総合的教育力活性化事業

中学校区を単位として、学校・ＰＴＡ・自治会、青少年育成団体等による｢地域教育協議会｣を設置
し、学校・家庭・地域の総合的な教育力の向上を図り、子どものすこやかな成長を促進する。

0
136,730 0 4,200 140,930 113,725 0 7,398 121,124 250,455 0 11,598 262,054

児童・生徒
数（幼・小・
中） 225,563 873,892 25.8% 35,292 0 1,084 36,376 64,646 0 2,994 67,640

917
電話相談事業 青少年の悩みを解消するため、電話や面接による相談事業を実施する。 0

1,830 1,830 6,300 8,130 1,522 1,522 427 1,949 3,352 3,352 6,727 10,079

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 507 507 1,744 2,251 928 928 1,862 2,790

947
大阪府福祉基金による助成事業

大阪府からの拠出金により積み立てられた運用益等を財源として、民間社会福祉事業者や市町
村が行う先駆的・先進的な福祉活動や在宅サービスの推進のための事業に補助する。

0
94,358 0 94,358 78,482 0 4,953 83,436 172,840 0 4,953 177,794 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 27,849 0 0 27,849 51,013 0 1,462 52,475
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

950
棚田・ふるさと保全事業

府民が棚田のもつ多面的機能に対する理解を深め、失われつつある棚田地域を保全するため
に、棚田基金を設置し、基金を用いて棚田・ふるさとファンクラブの運営や府民による保全活動を
支援する。

0
1,600 1,600 5,250 6,850 1,331 1,331 360 1,690 2,931 2,931 5,610 8,540 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

951
里山トラスト事業

大阪府、市町村、府民、企業等が一体となって、森林の保全活動に取り組むため、財団法人大
阪みどりのトラスト協会等が実施する森林保全活動（里山トラスト）を支援する。

0
250 0 7,350 7,600 208 0 399 607 458 0 7,749 8,207 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

953
みどり世紀の森づくり事業

国民参加による森林づくりの拠点となる「みどり世紀の森」の整備とともにボランティア団体、市
町村、地域住民が連携して森林整備活動事業を行う市町村に対し補助する。

0
200 0 0 200 166 0 10 177 366 0 10 377 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 59 0 0 59 108 0 3 111

972
アーティストと子どもの文化体験交
流事業

すこやかネットや地域の子ども会などの地域レベルの子育て支援として、芸術家との交流体験
活動に助成する。（再生予算枠活用事業）

0
9,100 9,100 4,935 14,035 7,569 7,569 737 8,306 16,669 16,669 5,672 22,341

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 2,519 2,519 1,366 3,885 4,614 4,614 1,570 6,184

984 府立高等学校における音楽科、美
術科、モダンクラフト科の設置・運営

音楽や美術、造形を通して、人間形成をはかり、専門家として活躍する人や生涯にわたって芸術
等に親しみ愛好する人材、広く芸術文化の発展に寄与する態度を育成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

996 新進芸術家育成・市町村文化施設
活性化支援事業

才能ある新進舞台芸術家を育成するとともに、市町村公立文化施設の企画・制作力の向上及び
活性化を図るため、公立文化施設が企画する事業に対して補助金を交付する。

0
35,525 0 5,300 40,825 29,548 0 2,143 31,691 65,073 0 7,443 72,516 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,485 0 1,564 12,049 19,206 0 2,197 21,403

1010 海岸高潮対策事業（港湾防災、海
岸高潮対策、海岸調査）

津波や高潮等の海岸災害から堤防背後地の府民の生命・財産を防護するため、海岸保全施設
の新設もしくは改良を行う。

0
501,000 38,000 47,250 548,250 416,708 31,607 28,781 445,489 917,708 69,607 76,031 993,739

海岸線の
長さ 74 159 46.5% 233,170 17,686 21,991 255,160 427,109 32,396 35,386 462,495

1021
銃砲刀剣類登録事業 銃砲刀剣類の登録審査及び製作承認を行い､登録された銃砲刀剣類の所有者の変更等を行う｡ 0

798 -4,132 0 798 664 0 42 706 1,462 -4,132 42 1,504 事業所数 232,804 483,964 48.1% 384 -1,988 0 384 703 -1,988 20 723
1026

埋蔵文化財緊急調査事業(受託) 公団等から発掘調査を受託し、実施する。 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

1030 指定有形文化財等保存事業（市町
村所有）

国指定文化財のうち市町村が事業主体となるものを対象として、史跡整備事業に府が補助金支
援を行う。

0
95,830 95,380 0 95,830 79,707 79,333 5,031 84,738 175,537 174,713 5,031 180,568 総面積 222 1,894 11.7% 11,232 11,179 0 11,232 20,574 20,478 590 21,164

1033
民間施設緑化推進事業 市街地の緑被率向上を図るため、モデルとなる民間施設の緑化に対する補助を行う。 0

19,000 0 12,600 31,600 15,803 0 1,659 17,462 34,803 0 14,259 49,062
市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 4,233 0 2,807 7,041 7,755 0 3,177 10,932

1036
道路施設整備事業 府下の道路網の骨格を形成する、幹線道路を整備し、渋滞の解消・緩和を推進する。 1

40,472,541 5,067,991 2,226,000 42,698,541 33,663,116 4,215,312 2,241,519 35,904,635 74,135,657 9,283,303 4,467,519 78,603,176 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1037 美しい景観づくり推進事業（景観条

例の施行）
府内の景観の向上を図るため、景観形成地域の指定や誘導等を行う。 1

1,535 1,535 29,400 30,935 1,277 1,277 1,624 2,901 2,812 2,812 31,024 33,836 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1038 美しい景観づくり推進事業（大阪府

景観形成誘導推進協議会の運営）
市町村による景観づくりを促進するため、市町村とともに大阪府景観形成誘導推進協議会を運
営し、研修会や情報交換等を行う。

0
90 90 1,050 1,140 75 75 60 135 165 165 1,110 1,275 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 27 27 310 336 49 49 328 376

1039
建築協定制度推進事業

良好な居住環境の形成を図るため、協定制度の普及・啓発活動等を実施する大阪府建築協定
地区連絡協議会に対して、市町村とともに助成を行う。

0
420 420 3,150 3,570 349 349 187 537 769 769 3,337 4,107 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 124 124 930 1,054 227 227 985 1,212

1040
広告物指導調査 良好な景観の形成を図るため、屋外広告物の掲出の許可、違法屋外広告物の撤去等を行う。 1

11,834 -27,106 36,750 48,584 9,843 0 2,550 12,393 21,677 -27,106 39,300 60,977 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1041

都市における美観創出事業
美しい景観づくりに対する府民意識の向上を図るため、景観上優れた建物やまちなみについて、
府民から推薦を公募し、優秀な建物等を顕彰する。

0
945 945 2,100 3,045 786 786 160 946 1,731 1,731 2,260 3,991 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 279 279 620 899 511 511 667 1,178

1048
農空間整備事業

農空間の持つ多面的機能の持続的保全活用と地域整備としての農空間整備を目的として、農
業生産・交流・生活環境基盤等の総合的な整備を行うことにより、都市と共生した地域づくりを図
る。

0
3,052,358 492,980 395,010 3,447,368 2,538,805 410,037 180,974 2,719,779 5,591,163 903,017 575,984 6,167,147 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 53,067 8,571 6,868 59,935 97,206 15,700 10,014 107,220

1057
自然海浜保全地区管理事業

府域に残された貴重な自然海浜（岬町）を保全するため、岬町に助成を行い、自然海浜保全地
区内のトイレの維持管理やごみの回収を行う。

0
2,077 2,077 1,050 3,127 1,728 1,728 164 1,892 3,805 3,805 1,214 5,019 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1060
港湾建設事業（環境）

海浜や緑地など港湾の環境に資する施設整備を実施するとともに、「野鳥や海生生物の生息環
境の形成場」及び「生物による水質浄化を行う場」としての積極的活用を目的として、人工干潟を
整備する。

0
22,580 21,860 42,000 64,580 18,781 18,182 3,390 22,171 41,361 40,042 45,390 86,751 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1062
内水面振興対策推進事業

内水面漁業の振興を図るため、漁業権河川のクリーンアップ、河川利用者に対するマナー等の
巡回指導を実施する。

1
600 300 2,100 2,700 499 250 142 641 1,099 550 2,242 3,341 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1067
河川環境整備事業

人々が自然にふれあえる場を提供するため、それぞれの川の特色や地域のニーズに応じた河
川環境の整備を進める。

1
1,206,140 233,140 84,000 1,290,140 1,003,209 193,915 67,728 1,070,937 2,209,349 427,055 151,728 2,361,077 河川延長 148,054 670,032 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1071
外来魚緊急総合対策事業

ブラックバス、ブルーギル等の外来魚の生息域拡大により、漁業や生態系への影響が生じてい
ることから、生息・影響状況等調査及び密放流防止のため啓発活動を行う。

0
2,900 1,450 2,100 5,000 2,412 1,206 262 2,675 5,312 2,656 2,362 7,675 総面積 222 1,894 11.7% 340 170 246 586 623 311 277 900

1088 府立高等学校芸能文化科の設置・
運営

府立高等学校の芸能文化科（府立東住吉高等学校）を運営し、能、狂言、歌舞伎、文楽、落語、
漫才など大阪の誇りとする伝統芸能を保存・継承するとともに、新しい時代の芸能文化の発展・
創造に貢献できる人材の育成を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

生徒数（高
校） 84,297 271,152 31.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

1097 地域生涯スポーツ推進協議会運営
補助

府民にスポーツへの参加機会を拡大するため、府内７地域に組織された地域生涯スポーツ推進
協議会の運営経費、総合調整事業、調査研究事業などに対して補助する。

0
4,200 0 3,150 7,350 3,493 0 386 3,879 7,693 0 3,536 11,229 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,240 0 930 2,169 2,271 0 1,044 3,314

1098 地域生涯スポーツ推進協議会事業
補助

府民にスポーツへの参加機会を拡大するため、府内７地域に組織された地域生涯スポーツ推進
協議会が実施するスポーツ大会や関連事業などに対して補助する。

0
25,200 0 13,650 38,850 20,960 0 2,039 23,000 46,160 0 15,689 61,850 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,438 0 4,029 11,466 13,624 0 4,631 18,255

1099
【新】地域スポーツ拠点整備事業

府内市町村の総合型地域スポーツクラブ育成を促進するため、既存の大規模施設を活用して有
名選手による多種目のスポーツ教室など、地域の拠点施設における総合型地域スポーツクラブ
づくりモデル事業を実施する。

0
3,722 0 0 3,722 3,096 0 195 3,291 6,818 0 195 7,013 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,099 0 0 1,099 2,012 0 58 2,070

1109
生涯スポーツ振興事業

府立高等学校等の学校体育施設を府民が広く、かつ効率的に利用できるよう活用するため管理
指導員を配置するとともに、消耗品等を配備する。

0
14,040 8,215 10,500 24,540 11,678 6,833 1,288 12,966 25,718 15,048 11,788 37,506 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,144 2,425 3,099 7,243 7,590 4,441 3,479 11,070

1111
【新】運動部活動サポート事業

専門的知識や技能をもつドクターやスポーツトレーナーを府立学校に派遣して講習会を開催す
ることにより、部活動における安全・技術面での意識高揚と競技力向上及び安全対策の強化等
を支援し、活性化を図る。

0
5,058 5,058 1,050 6,108 4,207 4,207 321 4,528 9,265 9,265 1,371 10,636

学校数（公
立中学） 127 464 27.4% 1,384 1,384 287 1,672 2,536 2,536 375 2,911

1124
府立高等学校体育科の設置・運営

府立高等学校の体育科（府立大塚高等学校）を運営し、スポーツ指導者となる資質を養うととも
に、専門的に体育・スポーツについて学び、生涯スポーツに貢献できる人材の育成を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（府
立高校） 36 161 22.4% 0 0 0 0 0 0 0 0

1127
泉州国際市民マラソン

泉州地域のさらなる活性化と国際化を目指すとともに、関西国際空港の全体構想の早期実現へ
の啓発と地域住民の健康並びにスポーツの振興に寄与することを目的に開催される泉州国際
市民マラソンを支援する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1150
【新】大阪・まちの賑わいづくり事業

府民の自由な発想でまち・コミュニティに働きかけ、文化の力でまちの活性化を図ろうとする様々
な取り組みに対して、個別事業に対するサポートを行うほか、まちづくりの仲間同士の情報・人材
などを結びつけ、大阪の活性化をめざすムーブメントの府域全体への拡大を図る。

0
1,860 0 3,150 5,010 1,547 0 263 1,810 3,407 0 3,413 6,820 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 549 0 930 1,479 1,006 0 1,007 2,013

1193
ふれあいハウジング整備事業

府営住宅において、良好な団地コミュニティの形成によって自治会活動の活性化を図るため、団
地内維持管理活動、サークル活動等を実施する既存集会所の改修等を行う。

0
16,691 0 10,500 27,191 13,883 0 1,427 15,310 30,574 0 11,927 42,501

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 1,774 0 1,116 2,891 3,250 0 1,268 4,518

1195 訪問介護員養成研修事業手話通訳
派遣事業（緊急地域雇用創出特別
基金事業）

訪問介護員養成研修２級課程を修了した聴覚障害者が、府の実施する１級課程研修を受講する
際に必要な手話通訳を派遣することで、聴覚障害者が主任級ヘルパーとして就労する先行事例
を創出する。

0
2,352 0 1,050 3,402 1,956 0 179 2,135 4,308 0 1,229 5,537 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 694 0 310 1,004 1,272 0 363 1,634

1196
介護福祉士等修学資金貸付事業費

介護福祉士等の府内社会福祉施設等での確保を図るため、養成施設等に在学する者に対し、
修学資金を貸し付ける。

1
43,280 21,739 4,200 47,480 35,998 18,081 2,493 38,491 79,278 39,820 6,693 85,971

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1198
福祉人材センター事業

資質の高い福祉人材を確保するため、社会福祉事業に従事しようとする者に対し、研修、相談
等の就業援助を行う。

1
40,932 26,918 2,100 43,032 34,045 22,389 2,259 36,304 74,977 49,307 4,359 79,336 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1199 訪問介護員（ホームヘルパー）養成
研修事業

高齢者や障害者の介護ニーズに応じた適切なホームヘルプサービスを提供するため、必要な知
識、技術を有するホームヘルパーを養成する。

1
4,847 2,713 10,500 15,347 4,032 2,257 806 4,837 8,879 4,970 11,306 20,184

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1200 訪問介護員養成研修事業管理支援
システム構築事業（緊急地域雇用
創出特別基金事業）

訪問介護員養成研修事業の管理システムを構築し、府民への研修情報の迅速な提供を図り修
了者名簿の適正な管理を行うとともに、障害者等の新たな雇用を創出する。

0
3,061 0 0 3,061 2,546 0 161 2,707 5,607 0 161 5,768

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,035 0 0 1,035 1,896 0 54 1,950

1201 【新】「コミュニティソーシャルワーク
機能」配置促進事業費

概ね中学校区を単位に要援護者の「見守り・発見・相談・サービスへのつなぎ」機能を強化する
ため、「コミュニティソーシャルワーカー」の配置促進を図る。　　　また、コミュニティソーシャル
ワーカーの養成を行うとともに福祉課題が重複・複合化している要援護者の支援を検証する。

0
180,673 180,673 12,600 193,273 150,275 150,275 10,146 160,421 330,948 330,948 22,746 353,694

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 61,095 61,095 4,261 65,355 111,910 111,910 7,692 119,602

1202 民間社会福祉施設従事職員給与改
善費補助金

民間社会福祉施設における優れた人材の確保・育成を図るため、民間社会福祉施設に対して補
助する。

1
2,280,679 2,280,679 31,500 2,312,179 1,896,959 1,896,959 121,381 2,018,340 4,177,638 4,177,638 152,881 4,330,519

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1203
社会福祉施設従事者福利厚生費

社会福祉施設に勤務する者の福利厚生の増進に要する経費に、基金の運用から生ずる収益を
充てることにより、社会福祉施設における人材の確保と職員の定着を図ることを目的とする。

1
695 0 0 695 578 0 36 615 1,273 0 36 1,310

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1204
障害者ヘルパー養成研修事業

障害者へのホームヘルパー派遣を充実するための、障害者向けヘルパーの確保と資質の向上
を図るため、養成研修を実施する。

1
3,376 1,688 2,100 5,476 2,808 1,404 287 3,095 6,184 3,092 2,387 8,571 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

1205
盲ろう者通訳・介助者養成研修事業

視覚と聴覚に障害のある盲ろう者のコミュニケーションの確保と移動を支援するための通訳･介
助者を養成する。

1
1,185 593 2,100 3,285 986 493 172 1,158 2,171 1,086 2,272 4,443 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1206
ガイドヘルパー養成研修事業

視覚障害者等の外出を支援するため、ガイドヘルパーの養成研修を行い、ガイドヘルパーの数
を確保する。

1
3,952 1,976 2,100 6,052 3,287 1,644 318 3,605 7,239 3,620 2,418 9,657 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1207 精神障害者ホームヘルパー指導者
養成研修事業

精神障害者が住み慣れた家庭や地域社会で日常生活の維持・向上ができるよう支援する精神
障害者ホームヘルパーを養成する。

1
128 64 1,050 1,178 106 53 62 168 234 117 1,112 1,346 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1211
保育士養成所運営費補助金

児童福祉施設に就職する人材を確保するため、保育士養成所を運営する社会福祉法人に対し
て補助する。

1
27,018 9,006 1,050 28,068 22,472 7,491 1,473 23,946 49,490 16,497 2,523 52,014

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1212 福祉サービス事業従事者現任職員
研修

介護サービス事業現任職員への研修の場を提供することで、現任職員の資質向上を図り、サー
ビス供給基盤の整備を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

1213
痴呆介護指導者養成事業

介護老人福祉施設や痴呆性高齢者グループホーム等の高齢者介護実務者に対し、痴呆介護に
関する研修を実施し、痴呆性高齢者に対する介護サービスの充実を図る。

0
8,482 4,550 2,100 10,582 7,055 3,784 556 7,610 15,537 8,334 2,656 18,192

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 2,868 1,539 710 3,578 5,254 2,818 898 6,152

1214
大阪府社会福祉大会 福祉に対する意識啓発を図るため、社会福祉施設職員等に対し、表彰を行う。 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326
1215 【新】障害者ピアカウンセラー現任

研修事業
これまでに養成された障害者ピアカウンセラーの資質向上と専門性の強化を図るため現任研修
を行う。

0
5,039 5,039 2,100 7,139 4,191 4,191 375 4,566 9,230 9,230 2,475 11,705 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,487 1,487 620 2,107 2,724 2,724 730 3,455

1216
介護支援専門員現任研修事業

介護支援専門員が、利用者本位・公正中立な立場で業務に従事し、ケアプラン作成等における
課題に的確に対応できるよう、実務に携わっている介護支援専門員を対象とした研修を行う。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 0 0 1,775 1,775 0 0 1,868 1,868

1217
ケアマネリーダー養成･研修事業

介護支援専門員に対する指導・支援を行うケアマネジメントリーダー養成するための研修を実施
するとともに、ケアマネジメントリーダーを活用した事業を行う市町村に対して補助する。

0
22,716 8,730 6,300 29,016 18,894 7,261 1,523 20,417 41,610 15,991 7,823 49,433

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 7,681 2,952 2,130 9,812 14,070 5,407 2,645 16,716

1220
保育士登録制度推進事業

児童福祉法の改正（保育士資格の国家資格化）に伴い、保育士となる資格を有する者が保育士
となるために、登録を行い、保育士登録証を交付する。

0
214,185 -27,292 15,750 229,935 178,149 0 12,071 190,220 392,334 -27,292 27,821 420,155

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 169,449 -21,592 12,460 181,910 310,389 -21,592 22,010 332,399

1222
地域保健関係職員研修事業

地域保健関係職員の資質を向上するため、府及び市町村の地域保健関係職員に対し、地域保
健対策に関する研修を行う。

0
3,842 937 14,700 18,542 3,196 779 973 4,169 7,038 1,716 15,673 22,711 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,134 277 4,339 5,473 2,077 507 4,626 6,703

1226
歯科技工士免許申請の進達 歯科技工士免許申請等を国へ進達する。 0

1,033 1,033 0 0 54 54 0 0 1,087 1,087
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 817 817 0 0 860 860

1227 【新】障害者歯科保健医療従事歯科
医師、歯科衛生士確保事業

地域の歯科診療所の歯科医師、歯科衛生士に対し、軽度の障害者の歯科診療が行えるよう研
修を実施し、地域に密着した障害者歯科診療体制を整備する。

0
4,230 4,230 3,150 7,380 3,518 3,518 387 3,906 7,748 7,748 3,537 11,286

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 3,347 3,347 2,492 5,839 6,130 6,130 2,799 8,929

1228 【新】歯科衛生士養成所施設・設備
整備事業

歯科保健医療の向上を図るため、歯科衛生士学校養成所の修業年限が２年以上から３年以上
に規則改正され、それにともない整備を行う養成所に補助を行う。

0
62,900 0 1,050 63,950 52,317 0 3,357 55,674 115,217 0 4,407 119,624

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 49,762 0 831 50,593 91,152 0 3,487 94,639

1229 【新】健康食品アドバイザーリーダー
養成事業

健康食品の過剰摂取等による健康障害を防止するため、健康食品アドバイザーリーダー（仮称）
を養成し、身近で気軽に相談できる基盤を整備する。

0
1,976 0 2,100 4,076 1,644 0 214 1,858 3,620 0 2,314 5,934 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 583 0 620 1,203 1,068 0 683 1,751

1230
准看護師免許試験関係費 准看護師試験及び免許交付等に関する事務を行う。 0

5,755 -11,875 3,150 8,905 4,787 0 467 5,254 10,542 -11,875 3,617 14,159
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 4,553 -9,395 2,492 7,045 8,340 -9,395 2,862 11,202

1231
ＯＴ・ＰＴ養成校指定事業 ＯＴ、ＰＴ養成校の指定に関し、厚生労働省への設置計画書の副申、設置申請書の進達を行う。 0

2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 1,661 1,661 0 0 1,749 1,749

1233
視能訓練士養成校指定事業 視能訓練士養成校の指定に関し、厚生労働省への設置申請書の進達を行う。 0

525 525 0 0 28 28 0 0 553 553
学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 415 415 0 0 437 437

1234
病院内保育所運営助成事業

看護職員をはじめとする医療従事者の定着を図るため、院内に保育施設を有する病院等の設置
主体に対し、保育士等の人件費を補助する。

0
389,186 194,549 10,500 399,686 323,706 161,817 20,982 344,688 712,892 356,366 31,482 744,374 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114,866 57,420 3,099 117,965 210,406 105,179 9,292 219,698

1235 施術（柔道整復・あん摩マッサージ
指圧・はり・きゅう）養成校指定事業

施術養成校の指定に関し、厚生労働省への設置計画書の副申、設置申請書の進達を行う。 0
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 3,323 3,323 0 0 3,497 3,497

1236 看護師等確保対策（修学資金貸与）
事業

看護職員の確保（府内定着）と質の向上を図るため、府内看護職員養成所に在学中で、資格取
得後、府内の対象医療機関等に従事する意思を持つ者に対し、修学資金の貸与を行う。

0
365,071 120,007 17,430 382,501 303,649 99,816 20,080 323,728 668,720 219,823 37,510 706,229

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 288,820 94,942 13,789 302,610 529,047 173,910 29,675 558,723

1238
看護師等養成所運営助成事業

看護職員の新規養成の円滑化を図るため、養成所を計画する学校法人等に対し、運営費の一
部を補助する。

0
1,157,966 598,074 10,500 1,168,466 963,141 497,449 61,340 1,024,481 2,121,107 1,095,523 71,840 2,192,947

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 916,107 473,157 8,307 924,414 1,678,082 866,707 56,835 1,734,917

1239 看護師等養成所大規模修繕費補助
事業

施設の老朽化に伴う改修（屋上防水、外壁改修、内装改修、空調設備改修等）に対して工事費
の一部を補助する。

0
96,000 96,000 3,150 99,150 79,848 79,848 5,205 85,053 175,848 175,848 8,355 184,203

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 75,949 75,949 2,492 78,441 139,120 139,120 6,610 145,730

1240
看護師養成所施設設備整備事業

看護師等の養成の強化及び充実を行い、もって養成力の増強、資質の向上を図るため、養成所
の新増改築にともなう建築工事費、初年度設備整備費等に対し、補助を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

1241
医師免許等申請経由

医師法等に基づく医師免許等について、申請書の厚生労働省への進達、免許の申請書に対す
る交付を行う。

0
2,516 2,516 10,500 13,016 2,093 2,093 683 2,776 4,609 4,609 11,183 15,792

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 289 289 1,204 1,493 529 529 1,283 1,811

1243
診療放射線技師養成校指定事業

診療放射線技師養成校の指定に関し、厚生労働省への設置計画書の副申、設置申請書の進達
を行う。

0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553

学生数（専
修学校） 71,483 90,355 79.1% 0 0 415 415 0 0 437 437

1246
地域医療研修施設設備整備補助事
業

地域医療の中核的役割を担う大学付属病院及び臨床研修指定病院の施設整備に対し助成す
る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

学校数（大
学・大学
院） 7 47 14.9% 0 0 0 0 0 0 0 0

1247
保健師等の教育及び定着対策事業

看護師養成所の教員の確保と実習施設における指導者の確保のため、各種講習会を開催す
る。また、医療の高度化・専門化への対応や在宅看護における自律的な判断など、看護職員の
資質の向上が必要とされているため、資質向上推進計画を策定し、各種研修を実施する。

0
26,439 1,679 10,500 36,939 21,991 1,397 1,939 23,930 48,430 3,076 12,439 60,869 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,803 496 3,099 10,902 14,294 908 3,671 17,965

1248 【新】医療安全対策指導者育成・研
修事業

近年医療事故が多発していることを踏まえ、医療機関における安全対策推進の中心となる指導
者を養成することにより、府内医療機関における安全体制の向上に資する。（大阪府医師会に委
託）

0
7,382 7,382 1,050 8,432 6,140 6,140 443 6,583 13,522 13,522 1,493 15,015 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,179 2,179 310 2,489 3,991 3,991 441 4,431

1249
公衆衛生技術者確保対策事業

医師、保健師等の専門職及び医学生等に対し、地域保健法及び府民健康プラザ構想に基づき
高度な専門性を有する人材の確保・養成とその定着のための調査・研究及び実習生指導を実施
する。

0
5,411 2,162 30,450 35,861 4,501 1,798 1,883 6,383 9,912 3,960 32,333 42,244

学生数（大
学） 23,835 207,787 11.5% 621 248 3,493 4,114 1,137 454 3,709 4,846

1251 保健所の感染症に関する専門性の
向上

感染症対策における保健所及び市町村職員等の専門性を向上させるため研修を実施する。 1
710 141 10,500 11,210 591 117 588 1,179 1,301 258 11,088 12,389 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1252
エイズ対策研修

エイズ対策に従事する職員の専門性を向上させるため、保健所の医師や保健師等を対象に国
が実施するエイズ対策研修へ派遣するとともに、府独自でエイズカウンセリング研修等を実施す
る。

1
806 403 2,100 2,906 670 335 153 823 1,476 738 2,253 3,729 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1253
看護師勤務環境改善事業

看護職員の離職防止を図るため、ナースステーション、処置室及びカンファレンスルームの整備
に対し、補助を行う。

0
11,806 5,903 3,150 14,956 9,820 4,910 785 10,605 21,626 10,813 3,935 25,561 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,484 1,742 930 4,414 6,383 3,191 1,161 7,544

1254
看護師宿舎施設整備事業

看護師の住環境改善を促進することにより、定着促進を図るため、看護師宿舎の建設等に補助
する。

0
65,241 0 3,150 68,391 54,264 0 3,590 57,855 119,505 0 6,740 126,246 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 19,256 0 930 20,185 35,271 0 1,989 37,261

1255
救急医療研修等推進事業

救急医療に従事する医師等の救急医療知識の向上を図るため、（社）大阪府医師会に救急医療
に関する知識・技術の取得のための研修会の開催の委託等を行う。

0
4,942 4,692 9,450 14,392 4,111 3,903 756 4,866 9,053 8,595 10,206 19,258 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,459 1,385 2,789 4,248 2,672 2,537 3,012 5,684

1261
保健衛生許認可システム

保健所における食品衛生・環境衛生の許認可業務にかかる台帳処理を電算化することにより本
庁と保健所等でのデータの共有を図り、保健所衛生課並びに食品衛生課、環境衛生課業務の
効率化、高度化を図る。

1
36,245 36,245 232,461 268,706 30,147 30,147 14,106 44,253 66,392 66,392 246,567 312,959 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1262
保健福祉情報システム推進事業

健康福祉部の情報ネットワークを推進し、府民や関係機関の情報ニーズに対応するため、情報
機器を活用した保健福祉情報システムの運用を行い、府民や関係機関に利用しやすい効果的
な情報システムを構築する。

0
25,582 25,582 82,653 108,235 21,278 21,278 5,682 26,960 46,860 46,860 88,335 135,195 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,550 7,550 24,395 31,945 13,830 13,830 26,072 39,902

1263
第三者評価システム推進支援事業

府内における福祉サービスの第三者評価システムが円滑に機能するよう、第三者評価事業を推
進・支援する機関に対する補助を行う。

0
1,000 1,000 7,350 8,350 832 832 438 1,270 1,832 1,832 7,788 9,620 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 295 295 2,169 2,464 541 541 2,299 2,839

1264 【新】介護・福祉サービス総合情報
提供システム管理運営費

利用者自らによる介護・福祉サービスの選択に不可欠な情報の提供及びサービス提供主体の
情報の透明性の確保を図ることによるサービスの質の向上を図るため、介護・福祉サービス総
合情報提供システムの管理運営を行う。

0
5,216 5,216 0 5,216 4,338 4,338 274 4,612 9,554 9,554 274 9,828

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 1,764 1,764 0 1,764 3,231 3,231 93 3,323

1267 【新】福祉サービス総合情報システ
ムデータベース化推進事業
（緊急地域雇用創出特別基金事業）

利用者自らが適切な福祉サービスの選択を行うにあたり、社会福祉法人等の情報を一元的に容
易に入手できる環境を整備するため、社会福祉法人に関する基本情報をデータベース化する。

1
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1270 福祉サービスに関する苦情解決制
度の運用

福祉サービスの利用に関する当事者での解決が困難な苦情について、相談やあっせんを行う大
阪府社会福祉協議会「運営適正化委員会」に対して補助する。

1
14,318 7,159 7,350 21,668 11,909 5,955 1,137 13,047 26,227 13,114 8,487 34,715 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1280
精神障害者権利擁護システム事業 精神医療オンブズマンの活動の保障及び権利擁護連絡協議会を運営する。 0

2,281 2,281 3,150 5,431 1,897 1,897 285 2,182 4,178 4,178 3,435 7,613 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 673 673 930 1,603 1,233 1,233 1,014 2,247
1281

アトピー性皮膚炎対策事業
アトピー性皮膚炎に対する正しい知識の伝達や保護者の不安感を除去するため、保健所におい
て専門医による専門相談、栄養指導やアレルギー検査等を実施する。

0
5,518 5,518 21,000 26,518 4,590 4,590 1,392 5,982 10,108 10,108 22,392 32,500 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,629 1,629 6,198 7,827 2,983 2,983 6,609 9,592
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

1285
保健所運営事業 保健所の管理･運営を行う。 1

373,728 369,790 472,500 846,228 310,849 307,574 44,424 355,273 684,577 677,364 516,924 1,201,501 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1286

保健所試験・検査事業
尿糞便検査、微生物検査、水質検査及び健康診査等により、府民ニーズの多様化や大規模か
つ広域的な食中毒、感染症発生等の緊急時に的確に対応できるよう試験・検査体制を充実す
る。

1
130,918 -121,238 325,500 456,418 108,891 0 23,960 132,852 239,809 -121,238 349,460 589,270 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1287
保健所整備事業

保健所施設の老朽狭隘化の解消及び保健所事業の推進に必要なスペースの確保を図るため、
保健所の建替整備を進めていく。平成16年度は、支所統合に伴う撤去・移設を行う。

1
298,697 298,697 4,200 302,897 248,442 248,442 15,901 264,343 547,139 547,139 20,101 567,240 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1288
母乳栄養推進事業

母乳の安全性を確認し母乳による育児の推進を図るため、母乳中の有機塩素系化合物の濃度
測定調査及び母子健康調査を行い、専門家で構成する委員会で結果を検討する。

0
1,733 0 1,050 2,783 1,441 0 146 1,588 3,174 0 1,196 4,371 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 510 0 309 820 935 0 352 1,287

1289 不妊専門相談センター事業（不妊対
策事業）

不妊等に関する専門的な相談窓口の開設及び情報提供体制の整備を行い、不妊に悩む人々の
身体的、精神的負担の軽減と出産を望む人の支援を図る。

0
4,436 2,218 5,250 9,686 3,690 1,845 508 4,198 8,126 4,063 5,758 13,884 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 1,307 653 1,546 2,853 2,393 1,197 1,696 4,089

1290
未熟児保健推進事業

保健所において、未熟児及び保護者に対し、適切な育児支援を行うため、訪問指導や未熟児教
室を開催する。

1
5,173 5,173 110,250 115,423 4,303 4,303 6,059 10,362 9,476 9,476 116,309 125,785 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1294 老人保健事業健康診査管理指導事
業

健康診断の精度を向上させるため、府内市町村が実施する健康診査について、精密検査受診
率や要精密検査率等の指標の調査を（財）大阪がん予防検診センターに委託する。

0
9,502 9,502 5,250 14,752 7,903 7,903 774 8,678 17,405 17,405 6,024 23,430

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 3,213 3,213 1,775 4,988 5,886 5,886 2,037 7,923

1295
乳幼児の不慮の事故防止対策事業

乳幼児の死亡原因の上位を占める不慮の事故（窒息、転落、溺水、交通事故など）の防止を図
るため、乳幼児の保護者などへの啓発･教育を行う。

0
5,275 0 5,250 10,525 4,387 0 553 4,940 9,662 0 5,803 15,465 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,384 0 1,377 2,761 2,534 0 1,522 4,056

1297
市町村母子保健事業

地域母子保健の向上を図るため、住民に密着した市町村において実施される各種母子保健事
業に対し補助する。

1
70,041 57,871 10,500 80,541 58,257 48,134 4,228 62,485 128,298 106,005 14,728 143,026 女性人口 1,325,653 4,501,022 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1298
【新】不妊治療費助成事業

次世代育成支援の一環として、不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用さ
れず高額の医療費がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する。

0
201,393 100,699 5,250 206,643 167,509 83,757 10,848 178,357 368,902 184,456 16,098 385,000 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 59,315 29,658 1,546 60,861 108,650 54,326 4,741 113,391

1299

たばこ対策推進事業

子どもをたばこの煙による健康被害から守るために、未成年者の喫煙開始を防止するための防
煙教育、喫煙者の受動喫煙を防止するための学校・公共の施設等における分煙・禁煙対策、禁
煙を希望する者への禁煙支援対策を学校、家庭、地域、保健所等が連携して総合的に展開し、
たばこ対策を推進する。

1

5,834 5,834 2,100 7,934 4,852 4,852 417 5,269 10,686 10,686 2,517 13,203

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1300
食育推進プロジェクト

子どもの頃から規則正しく朝食をとり、野菜や果物を多く摂取する等の健康的な生活習慣を身に
つけるために、学校と家庭、地域、外食や流通産業、産地とが連携した総合的な食育を推進す
る。（再生予算枠活用事業）

1
13,860 13,860 35,700 49,560 11,528 11,528 2,602 14,130 25,388 25,388 38,302 63,690 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1301
８０２０運動推進支援事業

８０２０を早期に達成するため、８０２０達成支援会議において、府民の口腔内の現状を把握する
とともに地域独自の８０２０歯科保健推進支援策を策定する。

0
11,000 0 0 11,000 9,149 0 577 9,727 20,149 0 577 20,727 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,247 0 0 3,247 5,947 0 170 6,117

1304
肝炎肝がん緊急総合対策事業

保健所で感染予防に関する普及啓発を行うとともに、肝炎ウィルス検査を実施し、企業に勤める
府民等の肝炎ウィルス検査の受診機会を確保する。併せて、肝炎ウィルスキャリアに対する継続
的な保健指導システムの整備と後方専門医療体制の確保を図る。

0
10,272 4,289 8,400 18,672 8,544 3,567 980 9,524 18,816 7,856 9,380 28,196 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,032 1,266 2,479 5,511 5,553 2,319 2,769 8,322

1305
食生活改善地域推進事業

府内全体で健康づくり活動並びに地域の特性に応じた健康づくり活動を推進するため、府域の
食生活改善推進員で構成される大阪府食生活改善連絡協議会に対し支援する。

0
2,540 0 2,100 4,640 2,113 0 244 2,356 4,653 0 2,344 6,996 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 750 0 620 1,369 1,373 0 692 2,065

1307 「健康おおさか２１食環境づくり」推
進事業

生活習慣病の一次予防に重点を置いた健康づくり運動として、個人の行動変容とともに、それを
支援する環境づくりを含めた総合的な取組みを進めるため、外食産業や職域に介入し、多様な
健康づくりの推進を図る。

0
6,063 630 30,450 36,513 5,043 524 1,917 6,960 11,106 1,154 32,367 43,473 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,789 186 8,987 10,777 3,278 341 9,553 12,831

1308
生涯歯科保健推進事業

生涯を通じた歯科保健の向上を図るため、（社）大阪府歯科医師会に対し、大阪府生涯歯科保
健推進協議会等の運営及び市町村ごとの生涯歯科保健推進員の確保による指導、助言等の業
務を委託する。

0
4,000 4,000 2,100 6,100 3,327 3,327 320 3,647 7,327 7,327 2,420 9,747 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,181 1,181 620 1,800 2,163 2,163 714 2,877

1309
生活習慣病克服モデル事業

NPO等と協働して健康づくり事業に取り組む地域に対して支援する市町村に対して補助金を交
付する。また、NPO等が行う府域の地域医療の推進・発展のための研究事業・普及啓発に係る
経費の一部を補助する。

0
2,730 2,730 2,100 4,830 2,271 2,271 254 2,524 5,001 5,001 2,354 7,354 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 806 806 620 1,426 1,476 1,476 695 2,171

1310
在宅障害者口腔保健活動推進事業

障害者施設に通所・入所していない障害者に対する口腔保健活動のあり方を確立し、障害児の
生活の質を高め、健康的な生活の実現を図るためのモデル的な事業を実施する。

0
3,800 2,920 4,200 8,000 3,161 2,429 420 3,581 6,961 5,349 4,620 11,581 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,122 862 1,240 2,361 2,054 1,579 1,364 3,418

1312 大阪南部地域健康指標改善検討事
業

泉州地域におけるがん対策の推進に向けた調査検討を行う。 0
1,000 1,000 2,100 3,100 832 832 163 994 1,832 1,832 2,263 4,094 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1313
栄養士法等関係事業

栄養士法に基づき、栄養士免許書交付事務並びに栄養士養成施設の指導事務を行う。また、健
康増進法に基づき、特定給食施設指導、食品栄養表示基準制度などを行う。

1
1,229 -7,547 5,250 6,479 1,022 0 340 1,362 2,251 -7,547 5,590 7,841 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1314
循環器検診事業

小規模企業従業員等の健康状況の改善を図るため、保健所において循環器科集団検診事業等
を実施することにより、受診啓発を行う。

1
83,698 -33,007 210,000 293,698 69,616 0 15,418 85,034 153,314 -33,007 225,418 378,732 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1315
国民健康・栄養調査

健康増進法第１０条の規定に基づき、府民の身体状況、栄養摂取量及び生活習慣の状況を調
査する。

1
5,361 0 18,900 24,261 4,459 0 1,274 5,733 9,820 0 20,174 29,994 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1317
健康おおさか２１推進事業

２１世紀における府民の健康づくり運動「健康おおさか２１」を府民に普及啓発していくとともに、
保健所圏域においても健康づくりを行う組織・団体等と協力し、健康づくり計画を策定するなど、
総合的な運動の推進を図る。

1
13,582 13,582 26,250 39,832 11,297 11,297 2,091 13,388 24,879 24,879 28,341 53,220 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1319
健康増進事業

府民の健康づくりと生活習慣改善を支援するため、保健所において生活習慣病にかかる恐れの
高い府民に対して、運動や栄養、ストレスなどの生活改善プログラムの提供等を行う。

1
8,381 0 40,950 49,331 6,971 0 2,590 9,561 15,352 0 43,540 58,892 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1322 地域薬局を活用した「健康づくり情
報｣提供事業

地域住民の健康づくり活動を支援するため、薬局薬剤師の職能を活用し、住民個々の体質等を
考慮した情報提供を行う。

0
4,200 4,200 7,350 11,550 3,493 3,493 606 4,100 7,693 7,693 7,956 15,650 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,240 1,240 2,169 3,409 2,271 2,271 2,348 4,619

1323
こころの健康総合センター事業

精神障害者の自立と社会復帰を目指した医療と福祉を提供し、府民の精神的健康の保持増進、
精神障害の予防を行う。

1
118,724 -77,862 378,000 496,724 98,749 0 26,076 124,825 217,473 -77,862 404,076 621,549 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1324
こころの健康づくり推進事業

痴呆性疾患などを有する高齢者やその家族に対するこころの健康づくりを推進するため、保健
所において精神保健福祉相談員等による専門相談、訪問指導等を実施する。

1
68,405 68,405 331,800 400,205 56,896 56,896 21,009 77,905 125,301 125,301 352,809 478,110

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1325
自殺防止対策事業

自殺防止に向けて、医療従事者等への研修を実施するとともに、精神科医療と地域医療との連
携を図る。

0
3,269 0 1,050 4,319 2,719 0 227 2,946 5,988 0 1,277 7,265 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 965 0 310 1,275 1,767 0 377 2,144

1327
予防接種事故救済等対策

予防接種事故の未然防止を図るため、予防接種医に対する最新情報の提供等の研修を行うと
ともに、「予防接種法」に基づき市町村の実施する予防接種健康被害者救済について補助を行
う。

0
138,328 46,125 37,800 176,128 115,055 38,365 9,246 124,301 253,383 84,490 47,046 300,429 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 40,827 13,614 11,156 51,983 74,785 24,937 13,885 88,670

1328 ハンセン病に関する正しい知識の
普及啓発

ハンセン病に関する正しい知識を普及するため、国が実施する「ハンセン病を正しく理解する週
間」等に啓発冊子等を作成配付する。

1
175 175 1,050 1,225 146 146 64 210 321 321 1,114 1,435 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1329 ハンセン病療養所入所者家族生活
援護

療養所に入所している入所者の家族のうち生活困窮者に対して生活保護法に準じて生活援護
扶助を行う。

0
5,411 83 1,050 6,461 4,501 69 339 4,840 9,912 152 1,389 11,301 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,597 24 310 1,907 2,925 45 410 3,335

1330 ハンセン病療養所入所者及び家族
支援

ハンセン病療養所入所者及び家族の福祉の向上を図るため、療養所を訪問し面談等を行う。 0
1,803 1,803 3,150 4,953 1,500 1,500 260 1,760 3,303 3,303 3,410 6,713 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 532 532 930 1,462 975 975 1,006 1,981

1331
ハンセン病療養所入所者社会復帰
等支援事業

ハンセン病療養所に入所している本府出身者を対象として相談窓口の設置や里帰り事業の充
実及び体験交流事業等の普及啓発事業を実施することにより、社会復帰の総合的な支援を行
う。また、平成16年度から社会復帰について、ニーズの把握と各種の支援を行うコーディネー
ターを設置する。

0

10,851 10,851 5,250 16,101 9,025 9,025 845 9,871 19,876 19,876 6,095 25,972 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,203 3,203 1,550 4,752 5,866 5,866 1,799 7,665
1332

医療費公費負担
感染症患者に良質かつ適切な医療を提供することで早期に社会復帰させ、もって感染症のまん
延を防止するため、入院患者の医療費を負担する。

1
1,109 280 0 1,109 922 233 58 981 2,031 513 58 2,090 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1333
感染拡大防止対策

一類から三類感染症のまん延を防止するため、感染した恐れのある者に対し、健康診断の勧告
等を行うとともに、感染症の発生の状況及び原因を明らかにするために必要な調査を行う。

1
20,317 10,890 91,350 111,667 16,899 9,058 5,862 22,761 37,216 19,948 97,212 134,428 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1334
検査能力の向上（研修）

民間検査機関等の資質向上を図るため技術研修を行うとともに、疫学調査に必要な行政検査の
能力を獲得するため、国等が行う技術研修への職員派遣や専門知識を有する各種機関との情
報交換等を行う。

1
1,200 600 24,150 25,350 998 499 1,331 2,329 2,198 1,099 25,481 27,679 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1335
感染症に関する普及啓発

感染症に関する正しい知識の普及啓発を図るため、啓発用リーフレットを作成し配付するととも
に、保健所、市町村、医師会等関係機関との間で連携した取り組みを進める。

1
3,229 1,090 12,600 15,829 2,686 907 831 3,517 5,915 1,997 13,431 19,346 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1336
感染症患者移送

感染症のまん延を防止するとともに感染症の患者に良質かつ適切な医療を提供するため、入院
勧告等を行った患者を感染症指定医療機関等の医療機関まで移送する。

1
1,234 617 0 1,234 1,026 513 65 1,091 2,260 1,130 65 2,325 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1337
感染症指定医療機関運営費補助金

感染症患者に良質かつ適切な医療を提供することで早期に社会復帰させ、もって感染症のまん
延を防止するため、知事が指定した感染症指定医療機関の運営費の一部を補助する。

0
84,000 39,000 0 84,000 69,867 32,438 4,410 74,277 153,867 71,438 4,410 158,277 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24,792 11,511 0 24,792 45,413 21,085 1,301 46,715

1338
感染症診査協議会経費

感染症患者の人権への配慮から、入院の必要性及びその期間の判断について、行政の独断を
排除し、その妥当性を担保するために設置される第三者機関である感染症診査協議会の運営を
行う。

1
294 294 1,050 1,344 245 245 71 315 539 539 1,121 1,659 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1339
結核感染症発生動向調査

感染症の発生の予防及び二次感染の防止を図るため、府内全医療機関及び指定届出機関から
感染症の発生情報を収集し、国に報告するとともに解析委員会で分析した上で府内市町村、医
師会等に情報提供を行う。

1
35,244 17,967 99,750 134,994 29,314 14,944 7,087 36,401 64,558 32,911 106,837 171,395 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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1340
感染症予防事業費負担金

感染症のまん延を防止するため、市町村が行う消毒等に要した経費について負担金を交付す
る。

1
114 57 2,100 2,214 95 47 116 211 209 104 2,216 2,425 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1341
【新】動物由来感染症対策

動物由来感染症に関する正しい知識の普及、人または動物における動物由来感染症の保有状
況に関する情報の収集、分析、提供体制の整備を行う。

1
4,879 2,440 0 4,879 4,058 2,029 256 4,314 8,937 4,469 256 9,193 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1342 ハンセン病療養所入所者等への府
営住宅の優先的な入居制度の実施

ハンセン病療養所入所者等の社会復帰を支援するため、感染症・難病対策課による希望状況調
査の結果を踏まえ､住宅の斡旋を行っている。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1343
啓発普及活動事業

結核予防意識の向上と結核検診の促進を図るため、保健所において街頭キャンペーンや胸部レ
ントゲン無料検診等を実施する。

1
4,911 2,456 30,450 35,361 4,085 2,043 1,856 5,941 8,996 4,499 32,306 41,302 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1344
結核レントゲン関係施設整備事業

結核予防法に定める健康診断を実施するため、府内の保健所のＸ線撮影関係機器（自動現像
機）を計画的に更新する。

1
3,308 2,206 2,100 5,408 2,751 1,835 284 3,035 6,059 4,041 2,384 8,443 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1345
結核医療療養関係事業

結核予防法に基づき、結核患者に対する医療費の公費負担の実施及び保健所結核審査協議
会の適正な運営を図る。

1
523,936 145,535 2,100 526,036 435,785 121,049 27,615 463,400 959,721 266,584 29,715 989,436 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1346
結核患者治療成績評価推進事業

保健所と結核専門病院とが連携し、結核患者の治療成績評価を積極的に推進することにより、
治療成功率の向上を図る。

1
3,838 0 36,750 40,588 3,192 0 2,131 5,323 7,030 0 38,881 45,911 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1347 結核菌検査及び医療中断防止強化
事業

在宅結核患者等の結核菌検査の実施及び医療中断を防止するため、保健所において菌検査や
訪問指導を実施する。

1
6,672 6,672 84,000 90,672 5,549 5,549 4,760 10,309 12,221 12,221 88,760 100,981 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1348
結核検診関係事業（受託検診）

学校長、施設長及び市町村長に義務づけている結核の定期健康診断及び予防接種について、
保健所が受託して検診を行う。

1
2,030 -3,004 16,800 18,830 1,688 0 989 2,677 3,718 -3,004 17,789 21,507 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1349
結核検診関係事業（補助金）

私立の学校や施設設置者の実施する定期健康診断・予防接種に要する経費に対して補助す
る。

1
55,939 55,939 1,050 56,989 46,527 46,527 2,992 49,519 102,466 102,466 4,042 106,508 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1350
結核検診精度管理事業

結核患者発見対策の柱となる検診精度の向上及び結核医療従事者の育成を図るため、（財）結
核予防会大阪府支部に対し、府内の臨床医への研修事業等を委託する。

1
4,565 2,283 2,100 6,665 3,797 1,899 350 4,147 8,362 4,182 2,450 10,812 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1351
結核再発予防・呼吸機能回復事業

結核等を起因とする低肺機能者の結核再発を防止するため、個別援助活動や検診医療相談会
等を実施する。

1
1,158 579 8,400 9,558 963 482 502 1,465 2,121 1,061 8,902 11,023 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1352
結核定期病状調査事業

結核登録者の病状把握を行うため、公費負担制度、管理検診制度等により病状把握困難な者
について書面により医療機関に照会を行い、保健所による訪問指導などにより二次感染防止を
図る。

1
7,426 3,901 50,400 57,826 6,177 3,245 3,036 9,212 13,603 7,146 53,436 67,038 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1353
野宿生活者結核検診推進事業

健診機会に恵まれない野宿生活者を対象とした結核検診を行い、患者の早期発見・治療を通じ
て感染の拡大防止を図る。

1
1,234 0 21,000 22,234 1,026 0 1,167 2,194 2,260 0 22,167 24,428 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1354
小規模事業所検診事業

小規模事業所における定期健康診断の実施率の向上を図るため、Ｘ線装置搭載検診車（はと
号）を利用して検診未実施事業所に対し受診勧奨のための訪問指導など啓発活動を実施する。

1
7,829 7,138 136,500 144,329 6,512 5,937 7,577 14,089 14,341 13,075 144,077 158,418 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1355
調査活動事業

大阪の結核を疫学的に分析し、固有の対策を講じるため、専門家による研究会を設置して検討
を行う。

0
394 197 1,050 1,444 328 164 76 404 722 361 1,126 1,848 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 116 58 310 426 213 107 332 545

1356 定期外健康診断・予防接種及び患
者管理事業

結核感染者の発見や感染源の追求のため、保健所において定期外健康診断等を実施する。 1
56,470 44,576 163,800 220,270 46,969 37,076 11,563 58,532 103,439 81,652 175,363 278,802 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1357
高齢者に対する結核予防総合事業

高齢者の結核発病を防止するため、保健所が老人福祉施設や老人クラブにおいて結核検診や
相談事業等を実施する。

1
15,636 0 15,750 31,386 13,005 0 1,648 14,653 28,641 0 17,398 46,039

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1358
集団感染防止対策強化事業

結核集団感染の発生に迅速かつ的確に対応するため、専門家チームによる大規模感染発生時
における保健所への相談・指導や結核院内感染を防止するための医療機関に対する指導等の
強化を図る。

1
2,724 1,362 21,000 23,724 2,266 1,133 1,245 3,511 4,990 2,495 22,245 27,235 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1359 木曜夜間・土曜昼間ＨＩＶ抗体検査
事業

ＨＩＶ感染者の早期発見と二次感染を予防するため、（財）大阪予防医学協会に対し木曜夜間に、
ＮＰO法人チャームへ土曜昼間にＨＩＶ抗体検査事業を委託する。

1
9,188 4,594 1,050 10,238 7,642 3,821 537 8,180 16,830 8,415 1,587 18,418 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1360 保健所におけるＨＩＶ抗体検査、クラ
ミジア抗体検査及び梅毒血清反応

早期発見、早期治療の推進と二次感染の予防を図るため、保健所においてＨＩＶ抗体検査（無
料・匿名）、クラミジア抗体検査及び梅毒血清反応検査（一部無料）を実施する。

1
9,993 3,147 21,100 31,093 8,312 2,618 1,632 9,944 18,305 5,765 22,732 41,037 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1361 エイズに関する正しい知識の普及
啓発事業

エイズのまん延防止及び患者・感染者に対する偏見・差別の解消を図るため、啓発用リーフレッ
トの作成・配布、個別施策層を対象とした講習会等の各種啓発事業及びエイズ予防週間事業を
実施する。

1
7,645 3,823 16,800 24,445 6,359 3,180 1,283 7,642 14,004 7,003 18,083 32,087 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1362
エイズ医療体制推進協議会の運営

患者、感染者に対するエイズ医療提供体制の充実を図るため、エイズ治療拠点（協力）病院、医
療関係団体、行政からなる協議会を開催する。

1
176 88 2,110 2,286 146 73 120 266 322 161 2,230 2,552 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1363
エイズ専門相談員派遣事業

府内のエイズ治療拠点病院等に受診する患者・感染者等の心理的サポートを行い、円滑なＨＩＶ
診療を推進するため、主治医の要請に基づきエイズ専門相談員（カウンセラー）を派遣し、カウン
セリングを実施する。

1
440 220 3,150 3,590 366 183 188 554 806 403 3,338 4,144 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1364
エイズ相談事業

感染不安の解消を図るため、保健所においてエイズ相談を実施するとともに、外国人相談窓口と
して、外国語によるエイズ電話相談事業をＮＰＯへの委託により実施する。

1
582 291 2,110 2,692 484 242 141 625 1,066 533 2,251 3,317 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1365
エイズ予防対策医師会補助事業

エイズ医療に関する医療従事者の資質向上及び正しい知識の普及啓発を図ることを目的とし
て、（社）大阪府医師会が実施する医療従事者を対象とした講習会・研修の開催及び府民を対象
とした普及啓発事業に対して補助する。

1
8,316 8,316 2,110 10,426 6,917 6,917 547 7,464 15,233 15,233 2,657 17,890 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1366 エイズ予防対策歯科医師会補助事
業

歯科医療機関におけるＨＩＶ感染の防止を目的として、（社）大阪府歯科医師会が実施するＨＩＶ等
感染症予防講習会事業に対し補助する。

1
154 154 1,050 1,204 128 128 63 191 282 282 1,113 1,395 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1367 大阪神経難病医療推進協議会運営
事業

専門病院、行政等で組織する神経難病医療ネットワーク「大阪神経難病医療推進協議会」の円
滑な運営と患者・家族の支援体制を確保し事業の効果的な実施を図る。

0
4,870 4,496 2,100 6,970 4,051 3,740 366 4,417 8,921 8,236 2,466 11,387 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,437 1,327 620 2,057 2,633 2,431 728 3,361

1368
特定疾患研究会事業

難病対策事業の適正かつ円滑な実施を図る特定疾患研究会（国の要綱に基づき設置）の運営
と、特定疾患研究セミナーの開催、ホームページの運営等調査研究成果の普及を図る。

0
1,341 454 5,250 6,591 1,115 378 346 1,461 2,456 832 5,596 8,052 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 396 134 1,550 1,945 725 245 1,652 2,377

1369
難病患者等短期入所事業

難病患者等及び介護者の負担軽減を図るため、難病患者等短期入所事業を実施する市町村に
対し補助する。

0
824 824 2,100 2,924 685 685 153 839 1,509 1,509 2,253 3,763 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 243 243 620 863 445 445 665 1,111

1371
大阪府指定疾患医療援助事業

府が指定する疾患（蛋白喪失性腸症、肺線維症、悪性腎硬化症）の患者に対して医療援助金を
支給する。

0
780 780 1,050 1,830 649 649 96 745 1,429 1,429 1,146 2,575 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 230 230 310 540 422 422 338 760

1372
大阪府特定疾患医療費援助事業

難病患者への適正医療の普及を図るため、厚生労働省が定める特定疾患の患者に対して医療
費援助を実施するとともに、難病患者認定審査の適正化を図る。

0
4,885,432 3,097,430 23,100 4,908,532 4,063,468 2,576,294 257,680 4,321,148 8,948,900 5,673,724 280,780 9,229,680 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,441,910 914,190 6,818 1,448,728 2,641,221 1,674,570 82,871 2,724,092

1377
覚せい剤中毒者特別対策事業費

覚せい剤中毒者の再使用（再発）を防止するため、（社）大阪精神病院協会に対し、再発防止教
室や家族教室等の事業を委託する。

0
1,169 1,169 1,050 2,219 972 972 116 1,089 2,141 2,141 1,166 3,308 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 345 345 310 655 632 632 344 976

1378 覚せい剤等薬物乱用防止対策事業
費

覚せい剤等による薬物乱用の終息を目指すため、警察、市町村等と構成する「大阪府麻薬覚せ
い剤等対策本部」において、講習会や研修、啓発イベント等を実施する。

0
4,903 3,039 38,640 43,543 4,078 2,528 2,286 6,364 8,981 5,567 40,926 49,907 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,447 897 11,404 12,851 2,651 1,643 12,079 14,730

1379
麻薬等取締指導事業

麻薬覚せい剤等取扱者の指定免許事務を行うとともに、これらの施設に対し立入指導を行うこと
により、麻薬等の乱用による保健衛生上の危害発生の防止につとめる。

0
5,482 -3,224 72,765 78,247 4,560 0 4,108 8,667 10,042 -3,224 76,873 86,914 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,618 -952 21,476 23,094 2,964 -952 22,689 25,652

1387 【新】子どもの「かかりつけ医」普及
事業

子どもの体や病気に関し、気軽に相談できる子どもをよく知る「かかりつけ医」を持つことや、急
病の応急処置・事故予防策などの知識を普及することで、保護者の医療機関への適切な受診行
動につなげる。

0
4,000 4,000 2,100 6,100 3,327 3,327 320 3,647 7,327 7,327 2,420 9,747 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,049 1,049 551 1,600 1,922 1,922 635 2,557

1390
母子医療施設整備事業

新生児集中治療管理室（ＮＩＣＵ）、母体・胎児集中治療管理室（ＭＦＩＣＵ）を整備する医療機関に
対し、補助金を交付する。

0
234,593 117,297 3,150 237,743 195,123 97,562 12,481 207,604 429,716 214,859 15,631 445,347 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 61,531 30,766 826 62,358 112,710 56,355 4,100 116,810

1391 臨床・衛生検査技師及び検査所等
関係事業費

医療及び公衆衛生の向上に寄与するため、臨床検査技師、衛生検査技師の免許に関する事
務、臨床検査技師養成所に関する届け出等の経由事務、衛生検査所指導事業等を行う。

1
819 670 10,500 11,319 681 557 594 1,275 1,500 1,227 11,094 12,594 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1392 病院診療所開設許可、医療監視、
医療機関経営指導

医療法に基づき、府内の病院・診療所について、開設や設備等の変更の際に審査・許可し、医
療機関を科学的でかつ適正な医療を行うにふさわしい場としていくため、法令に沿った適正な管
理を行うよう指導していく。

1
2,818 -9,069 109,200 112,018 2,344 0 5,881 8,224 5,162 -9,069 115,081 120,242 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1393
近代化施設整備費補助事業 病院の患者療養環境、医療従事者の職場環境の改善のための施設整備に対して助成する。 0

1,467,475 0 2,100 1,469,575 1,220,575 0 77,147 1,297,723 2,688,050 0 79,247 2,767,298 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 433,118 0 620 433,737 793,364 0 23,389 816,754
1396

診療用放射線装置等届出 診療用の放射線装置を医療機関が設置する際に届け出を受理する。 1
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1397
医療相談 特定の医療に関する相談に応じるため、医療相談コーナーを設置している。 0

6,474 6,474 2,100 8,574 5,385 5,385 450 5,835 11,859 11,859 2,550 14,409 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,911 1,911 620 2,531 3,500 3,500 753 4,253
1399

遠隔医療設備整備事業 通信技術を応用した遠隔医療設備を整備する医療機関に対し助成する。 0
7,090 0 525 7,615 5,897 0 400 6,297 12,987 0 925 13,912 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,093 0 155 2,248 3,833 0 273 4,106

1400 休日夜間急患診療確保対策事業
（二次）

二次救急診療体制を確保するため、二次救急診療体制を整備運営する市町村（ブロックの幹事
市)に対し、運営費補助を行う。

0
340,137 183,079 10,500 350,637 282,910 152,276 18,407 301,317 623,047 335,355 28,907 651,954 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 100,390 54,035 3,099 103,489 183,889 98,978 8,532 192,421

1402 公的医療機関がん・リハ施設設備
整備補助事業

がん診療施設設備、リハ診療施設設備を整備する公的病院に対して助成する。 0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 155 155 0 0 163 163
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1404
【新】医療相談窓口整備事業

府民に身近な保健所に医療相談窓口を設置し、府民からの相談や苦情に迅速に対応するととも
に、必要に応じて医療機関に対し問合せや指導等を行うことにより、患者サービスの向上と医療
の安全を高める。

1
2,550 2,550 4,200 6,750 2,121 2,121 354 2,475 4,671 4,671 4,554 9,225 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1407
精神医療適正化対策事業

精神保健福祉法に基づき、府内の精神病院に入院する患者の人権に配慮した適正な医療の提
供及び保護の確保を図る。

1
29,646 29,646 10,500 40,146 24,658 24,658 2,108 26,766 54,304 54,304 12,608 66,912 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1408
措置入院患者医療対策事業費

知事が指定した民間病院での措置入院患者（自傷、他害の恐れのある精神疾患患者）の受入れ
を円滑に行うため、患者の受入れ日数に応じ協力謝金を支払う。

1
7,212 7,212 1,050 8,262 5,999 5,999 434 6,432 13,211 13,211 1,484 14,694 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1409
公的病院運営資金貸付金 公的医療機関の経営安定を図るため、公的医療機関に対し、運営資金を貸し付ける。 0

998,000 0 105 998,105 830,088 0 52,397 882,485 1,828,088 0 52,502 1,880,590 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 294,555 0 31 294,586 539,551 0 15,496 555,046
1421 医療用後発医薬品再評価品質規格

策定事業
安価な医療用後発医薬品の普及を促進し、その品質を確保するため、国からの委託事業として
溶出試験規格の策定等を行う。

0
5,643 -626 5,775 11,418 4,694 0 599 5,293 10,337 -626 6,374 16,711 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,714 -301 2,778 5,492 4,972 -301 3,066 8,039

1423
医薬品情報（副作用等）収集提供事
業

医薬品による副作用被害の拡大を防止するため、医療機関で発生している医薬品による副作用
が疑われる症例をデータベース化し、複数の医療機関の医療従事者が共有することができるシ
ステムの充実を図るとともに、このシステムから得られる情報を、薬剤師会を活用し、府民に提供
する。

0

40,946 40,946 8,715 49,661 34,057 34,057 2,607 36,664 75,003 75,003 11,322 86,325 事業所数 232,804 483,964 48.1% 19,696 19,696 4,192 23,889 36,079 36,079 5,446 41,525
1424

地域における調剤事故防止対策
（薬薬連携モデル）検討事業

医薬品による健康被害を未然に防止するため、病院薬剤師と薬局薬剤師のよる「薬薬連携」を
推進することにより、病院の医師・薬剤師と薬局薬剤師が患者情報 の共有化できるシステムを
構築する。併せて、上記システムを活用した、調剤事故の未然防止及び調剤事故発生時の対応
（ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの確立）方策も検討する。

0

2,069 0 10,500 12,569 1,721 0 660 2,381 3,790 0 11,160 14,950 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 611 0 3,099 3,710 1,119 0 3,294 4,412
1425

毒物劇物取締事業
毒物劇物製造、輸入、販売業者並びに届け出を要する毒物劇物業務上取扱者に対し、立入検
査を実施するなど、毒物劇物による危害発生の防止に努める。

1
2,358 -10,965 44,174 46,532 1,961 0 2,443 4,404 4,319 -10,965 46,617 50,936 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1426
薬価等調査事業

府内の事業所における医薬品等の生産金額の調査、保健医療で使用される医薬品の価格調
査、医薬品等の製造業等の経営分析を行うための調査他5種類の調査を実施する。

0
5,009 0 4,200 9,209 4,166 0 483 4,650 9,175 0 4,683 13,859 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,410 0 2,020 4,430 4,414 0 2,253 6,667

1427

薬事監視指導

医薬品等の製造・輸入・販売業等の申請や医薬品等の表示・広告に関し審査・相談等及び承
認・許可を行うとともに、GPMSPの定着促進を含め、これらの許可施設への立入調査等の指導
を行う。さらに、健康食品と称する無承認医薬品の検査と取扱業者への指導等を行う。また、こ
れらの許可業者の台帳管理を電算化により行う。

1

30,512 -88,505 375,952 406,464 25,378 0 21,338 46,716 55,890 -88,505 397,290 453,180 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1429 【新】小児等への医薬品の適正使用

普及啓発事業
小児を持つ母親や妊婦または授乳婦のいる家庭向けに、医薬品の使用方法等を解説した小冊
子を作成し、医師会、薬剤師会や保健所等と連携して適正使用のための普及啓発を行う。

0
6,063 6,063 2,520 8,583 5,043 5,043 451 5,493 11,106 11,106 2,971 14,076 女性人口 1,325,653 4,501,022 29.5% 1,786 1,786 742 2,528 3,271 3,271 875 4,146

1437
休日夜間急病診療所施設整備事業

市町村が行う休日夜間の初期救急医療体制の整備事業に対し計画的に助成を行い、救急患者
の受入体制の強化を図る。

0
2,800 1,400 6,300 9,100 2,329 1,164 478 2,807 5,129 2,564 6,778 11,907 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 826 413 1,859 2,686 1,514 757 2,000 3,514

1442
【新】小児救急電話相談事業

夜間の子どもの急病等に関する保護者の不安を解消するため､小児科医又は看護師による夜
間電話相談体制を構築する。

0
20,664 20,664 2,625 23,289 17,187 17,187 1,223 18,410 37,851 37,851 3,848 41,699 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 5,420 5,420 689 6,108 9,928 9,928 1,009 10,937

1443
【新】小児救急広域連携促進事業

夜間小児初期救急医療体制を共同して整備する市町村に､施設･設備整備費の一部を助成する
とともに､夜間の診療体制の充実にかかる運営費に助成する。

0
138,500 138,500 2,625 141,125 115,198 115,198 7,409 122,606 253,698 253,698 10,034 263,731 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 36,327 36,327 689 37,016 66,542 66,542 2,632 69,174

1445
精神科救急医療体制整備事業

休日・夜間等における精神科救急医療体制の確保を図るため、救急入院を受け入れた病院に対
して協力謝金等を支払う。

0
25,219 14,189 10,500 35,719 20,976 11,802 1,875 22,851 46,195 25,991 12,375 58,570 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,443 4,188 3,099 10,542 13,634 7,671 3,652 17,287

1446
精神障害者24時間医療相談事業

夜間・休日の急な精神症状の発症により、受診や入院の必要性を相談する場として、医療相談
窓口を設置し、そこで受診等必要な助言、救急当番病院の紹介を行い、府民の夜間・休日の医
療相談体制の充実を図る。

0
47,672 13,398 10,500 58,172 39,651 11,144 3,054 42,705 87,323 24,542 13,554 100,877 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 14,070 3,954 3,099 17,169 25,773 7,243 4,000 29,773

1447
災害医療体制推進事業

災害医療体制の整備・充実を図るため、府立急性期・総合医療センターの患者受入れ体制を整
備するとともに、トリアージタッグを作成する。

0
628 492 1,050 1,678 522 409 88 610 1,150 901 1,138 2,288 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 185 145 310 495 340 266 336 675

1452
骨髄移植対策推進事業

骨髄移植についての正しい知識の普及啓発と、保健所等においてドナー登録の受付を推進す
る。

0
1,799 1,799 4,200 5,999 1,496 1,496 315 1,811 3,295 3,295 4,515 7,810 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 531 531 1,240 1,771 973 973 1,333 2,305

1453
国民健康保険安定化推進事業費

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、安定化計画の策定指導、国民健康保険制度の
周知徹底等を行う。

0
2,705 0 1,050 3,755 2,250 0 197 2,447 4,955 0 1,247 6,202 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 798 0 310 1,108 1,462 0 368 1,830

1454
国民健康保険基準超過費用負担金

高医療費指定市町村が安定化計画を実施した状況を踏まえ、指定市町村の実績給付費が基準
給付費の1.17倍を超える額について、その1/2を指定年度の翌々年度に国・大阪府・市町村が
各々1/3ずつ負担する。※実績に応じて２月補正対応

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

1455
国民健康保険基盤安定事業負担金

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、市町村が行う低所得者の保険料軽減及び保険
者支援分に対し、公費（国1/2・府1/4・市町村1/4）による補助を行う。

0
12,050,088 12,050,088 1,050 12,051,138 10,022,685 10,022,685 632,641 10,655,326 22,072,773 22,072,773 633,691 22,706,464 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,556,521 3,556,521 310 3,556,831 6,514,664 6,514,664 187,031 6,701,695

1456 国民健康保険高額医療費共同事業
負担金

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、市町村が国民健康保険団体連合会に納付する
高額療養費共同事業拠出金に対し、相当額を負担する。（国１／４・府１／４・市町村１／２）

0
3,966,416 3,966,416 1,050 3,967,466 3,299,074 3,299,074 208,278 3,507,352 7,265,490 7,265,490 209,328 7,474,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,170,667 1,170,667 310 1,170,977 2,144,372 2,144,372 61,782 2,206,154

1457
国民健康保険事業費補助金

国民健康保険事業の安定的な運営を図るため、保健事業、収納率向上対策事業等を行う国民
健康保険事業保険者（市町村等）に対して補助する。

0
388,033 388,033 2,100 390,133 322,747 322,747 20,481 343,228 710,780 710,780 22,581 733,361 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114,526 114,526 620 115,146 209,783 209,783 6,665 216,448

1458 国民健康保険診療報酬審査支払事
務費補助金

不正請求の摘発及び保険医療機関の指導を推進するため、診療報酬審査支払事務等を行う国
民健康保険団体連合会に対して補助する。

0
22,625 22,625 1,050 23,675 18,818 18,818 1,243 20,061 41,443 41,443 2,293 43,736 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,678 6,678 310 6,988 12,232 12,232 677 12,909

1459
国民健康保険団体連合会補助金 国民健康保険制度の円滑な運営を図るため、国民健康保険団体連合会に対して補助する。 0

2,268 2,268 1,050 3,318 1,886 1,886 174 2,061 4,154 4,154 1,224 5,379 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 669 669 310 979 1,226 1,226 361 1,587
1460

国民健康保険特別対策支援事業
国民健康保険事業に対する府民の理解を深めるため、新聞広告やポスター掲示等による広報
を行う。

0
20,584 0 1,050 21,634 17,121 0 1,136 18,256 37,705 0 2,186 39,890 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,075 0 310 6,385 11,128 0 645 11,773

1461 国民健康保険広域化等支援基金事
業

市町村国保の運営の広域化及び国保財政の安定化に資するため、府に国保広域化等支援基
金を設置し、市町村保険者に対し無利子貸付を行う。

0
461,077 230,493 1,050 462,127 383,502 191,713 24,260 407,762 844,579 422,206 25,310 869,889 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 136,084 68,029 310 136,394 249,273 124,612 7,470 256,743

1462
保険医等講習事務委託

保険診療報酬請求の適正化を進めるため、保険医師等に対し、指導者講習会及び地区講習会
を行う。

0
21,322 21,322 105 21,427 17,735 17,735 1,125 18,859 39,057 39,057 1,230 40,286 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,293 6,293 31 6,324 11,527 11,527 363 11,890

1463 保険医療機関等及び保険医等の監
査

保険医療機関等及び保険医等の監査を行い、国民健康保険事業の健全な運営を図る。 0
5,066 5,066 0 0 266 266 0 0 5,332 5,332 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,495 1,495 0 0 1,574 1,574

1464 保険医療機関等及び保険医等の指
導

保険医療機関等及び保険医等の指導を行い、国民健康保険事業の健全な運営を図る。 0
45,596 45,596 0 0 2,394 2,394 0 0 47,990 47,990 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 13,457 13,457 0 0 14,164 14,164

1467
食中毒予防啓発事業

食中毒予防の注意喚起を促し、食中毒の発生防止の徹底を図るため、あらゆる機会を利用し、
各種啓発媒体を用いた啓発を行う。また、効率的・効果的な啓発としてビジュアルな方法も取り
入れて実施していく。

1
1,000 0 18,042 19,042 832 0 1,000 1,831 1,832 0 19,042 20,873

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1468
食肉衛生検査所運営事業 食肉の安全性を確保するため、と畜検査等を行う食肉衛生検査所を運営する。 1

29,923 22,523 180,600 210,523 24,889 18,734 11,052 35,940 54,812 41,257 191,652 246,463

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1469
食品の安全確保対策事業

輸入食品の著しい増加､食品製造技術の高度化､流通の広域化等に伴い起こりうる新たな危害
を未然に防止するための対応､流通の拠点である中央卸売市場における迅速的､効率的な検査
体制を整備する。

1
14,214 13,087 7,968 22,182 11,823 10,885 1,164 12,987 26,037 23,972 9,132 35,169

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1470
食品安全対策事業

府内で流通している食品の安全確保を図るため、国内外で生産、製造された食品を収去、ある
いは買い上げ、付着又は残留する農薬、抗生物質、ＰＣＢ等を検査する。

1
13,881 13,881 129,515 143,396 11,546 11,546 7,528 19,073 25,427 25,427 137,043 162,469

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1471

食品営業指導事業

食品関係営業施設の許可及び処分、並びに広域製造施設監視や大量調理施設等に対する衛
生指導のための監視及び検査を実施する。さらに、特定の食品に苦情が多発した場合、「食品
事故対策特別チーム」による事故発生要因の分析・究明を行い関係機関への指導・啓発を実施
する。

1

9,813 -173,551 458,456 468,269 8,162 0 24,582 32,744 17,975 -173,551 483,038 501,013

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1472
食品衛生監視事業

食の安全性を確保するため、流通食品等の収去検査､添加物の製品検査、営業施設の監視、食
中毒事件調査並びに食品衛生監視員研修会を実施する。

1
43,090 39,039 364,276 407,366 35,840 32,471 21,385 57,225 78,930 71,510 385,661 464,591

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1473
食品衛生関係優良施設の表彰に関
する業務

食品衛生関係の施設･設備の維持管理等の衛生面において他の模範となる施設を表彰し、関係
者の保健衛生意識の高揚を図る。

0
1,081 1,081 2,086 3,167 899 899 166 1,065 1,980 1,980 2,252 4,232

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 301 301 580 881 551 551 626 1,177

1474
食品衛生検査所運営費

大阪府中央卸売市場及び同付設関連卸売団地内の食品取扱施設の監視指導と、大量に入荷
する食品の検査を集中的に実施し、府民に対し安全な食品の供給を図る。

1
21,881 21,881 62,650 84,531 18,200 18,200 4,438 22,637 40,081 40,081 67,088 107,168

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1475
食品衛生消費者対策事業

食品衛生に関する正しい知識の普及啓発を図るため、消費者及び食品関係営業者・従事者に
対し食品衛生講習会等を実施する。　また、ポスター、広報誌による啓発をはじめ、インターネッ
トを利用したホームページによる各種情報の提供を行う。

1
4,232 4,071 56,661 60,893 3,520 3,386 3,197 6,717 7,752 7,457 59,858 67,610

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

1476
食品衛生専門監視事業

乳製品、食肉製品並びに集団給食等大量調理食品による事故防止と安全対策の一環として、
食品衛生上の問題点を探り、HACCP手法を用いたモデルシステムの作成及び普及を推進する
とともに､食品衛生監視員のために最新の監視方法と技術を開発する。

1
3,362 3,362 56,173 59,535 2,796 2,796 3,125 5,922 6,158 6,158 59,298 65,457

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1477
食品検査施設の業務管理

府立公衆衛生研究所をはじめ府内８ヶ所の食品衛生検査施設での検査業務を管理するため、
内部、外部精度管理及び検査機器の保守点検を行う。

1
27,587 27,587 141,057 168,644 22,946 22,946 8,853 31,799 50,533 50,533 149,910 200,443

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1479
熱媒体の人体影響とその治療等に
関する研究

PCB中毒症（油症）患者の有効的な治療法等の解明を図るため、全国油症治療研究班長から委
託を受けて、油症患者の検診並びに追跡調査を実施する。

0
700 -300 2,506 3,206 582 0 168 751 1,282 -300 2,674 3,957

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 195 -83 697 891 357 -83 744 1,100

1481
食鳥検査事業費

食鳥肉の安全性を確保するため、食鳥検査を指定検査機関に委任して実施するとともに、監視・
検査により安全な食鳥肉の供給を図る。

1
84,382 84,382 1,050 85,432 70,185 70,185 4,485 74,670 154,567 154,567 5,535 160,102 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1482
ふぐ処理講習会開催経費

ふぐによる食中毒を防止するため、ふぐ販売営業の許可や立入調査及びふぐ処理講習会を実
施する。

0
3,110 -15,459 10,500 13,610 2,587 0 714 3,301 5,697 -15,459 11,214 16,911 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 918 -4,563 3,099 4,017 1,681 -4,563 3,310 4,991

1483
食の安全・安心推進事業費

行政をはじめ食の生産から流通、販売に携わる事業者や消費者の団体等が参画する府民会議
を設置し、啓発活動等に取り組む。(再生予算枠活用事業）

0
13,797 13,797 31,500 45,297 11,476 11,476 2,378 13,854 25,273 25,273 33,878 59,151 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,072 4,072 9,297 13,369 7,459 7,459 9,999 17,458

1484
水道水の安全性確保事業

飲料水の安全で安定した供給を確保するため、上水道、簡易水道、専用水道等の水道事業者
等をはじめ、簡易専用水道等貯水槽水道、飲用井戸設置者等に対し、適切な維持管理について
指導・監督を行うとともに、水道水源等の水質監視を行う。

0
7,855 6,655 294,138 301,993 6,533 5,535 15,854 22,387 14,388 12,190 309,992 324,380 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,318 1,964 86,813 89,132 4,247 3,598 91,492 95,739

1485
住居衛生対策事業

快適で健康的な住居衛生環境の確保を図るため、保健所において住まいの衛生に関する相談
を行うとともに、住まい方に関する講習会や展示会等を開催する。

1
2,354 2,354 45,150 47,504 1,958 1,958 2,494 4,452 4,312 4,312 47,644 51,956

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1486
建築物衛生関係事業

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づき、特定建築物の届出、維持管理指
導及び建築物衛生管理業者の登録を行う。

1
9,234 -3,611 78,750 87,984 7,680 0 4,619 12,299 16,914 -3,611 83,369 100,283

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1487
家庭用品安全対策事業

有害物質を含有する家庭用品による府民の健康被害を防止するため、家庭用品を製造・輸入・
販売する者に対して基準適合検査等を実施する。

1
1,864 1,864 45,150 47,014 1,550 1,550 2,468 4,018 3,414 3,414 47,618 51,032 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1489
公衆浴場対策事業

府民の公衆浴場の利用の機会の確保を図るため、経営改善を含む事業を実施し、公衆衛生の
向上を図る。

1
44,792 1,839 13,650 58,442 37,256 1,530 3,068 40,324 82,048 3,369 16,718 98,766 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1492

環境衛生関係営業施設の開設許可
等・監視指導、遊泳場の検査実施
等、温泉に関する許可・指導等

《環境衛生関係営業施設の開設許可等》
生活衛生関係営業六法及び関係条例の運用・指導を行う。
《環境衛生関係営業施設の監視指導》
保健所の環境衛生監視員が生活衛生関係営業施設の立入検査を実施するほか、これに関係す
る各種相談、連絡調整を行う。
《遊泳場の検査実施等》
大阪府遊泳場条例に基づく遊泳場の許可等を行う。
《温泉に関する許可・指導等》
温泉法に基づく温泉掘削、動力装置、利用の許可等と大阪府自然環境保全審議会温泉部会の
運営などを行う。

1

9,793 -3,814 27,300 37,093 8,145 0 1,947 10,093 17,938 -3,814 29,247 47,186 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1494 環境衛生関係優良施設の表彰に関

する業務
環境衛生関係の施設・整備の維持管理等の衛生面において他の模範となる施設を表彰し、関係
者の保健衛生意識の高揚を図る。

0
514 514 1,050 1,564 428 428 82 510 942 942 1,132 2,074 事業所数 232,804 483,964 48.1% 247 247 505 752 453 453 545 997

1495 環境功労者等の表彰等に関する業
務

保健衛生の向上に尽力し、その功績が顕著な者及び団体を表彰し、関係者の功労に報いるとと
もに保健衛生意識の高揚を図る。

0
323 323 1,050 1,373 269 269 72 341 592 592 1,122 1,714 事業所数 232,804 483,964 48.1% 155 155 505 660 285 285 540 824

1496
墓地等指導監督事業

墓地、納骨堂、火葬場施設、化製場、死亡獣畜取扱場及び動物飼養場、産汚物取扱者及び処
理施設の許可等及び指導監督を行う。

1
546 546 43,050 43,596 454 454 2,289 2,743 1,000 1,000 45,339 46,339 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1498
監察医事業

異状死体またはその疑いのある死体(犯罪性のあるものを除く）の死因を明らかにするために監
察医をおいて解剖等を行う。

0
90,251 74,799 105,000 195,251 75,066 62,214 10,250 85,316 165,317 137,013 115,250 280,567 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 26,637 22,077 30,990 57,627 48,793 40,439 34,015 82,808

1500
輸入食品の安全性評価事業

食品衛生法により、食品に残留する農薬の許容限度が定められており、国内産のみならず輸入
農産物にも適用されることから、輸入農作物の残留農薬検査の迅速化、省力化を検討し、食品
の安全性の向上に寄与する。

1
12,336 0 12,336 10,260 0 648 10,908 22,596 0 648 23,244

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1501
検査研究用備品整備費

近年頻発する健康危機被害等に対応するため、検査研究用機器を計画的に更新・整備し、府民
の健康を守るための科学的・技術的中核機関の役割を果たす。

0
41,511 0 41,511 34,527 0 2,179 36,706 76,038 0 2,179 78,217 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,252 0 0 12,252 22,442 0 643 23,085

1502
赤潮・貝毒被害防止対策受託事業

水産庁の委託を受け、毒化した二枚貝の摂取による下痢、嘔吐等の食中毒対策として、大阪府
が開発した下痢性貝毒簡易測定キットのモニタリング検査への有効性を実証するとともに、関連
する基礎的研究を実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1505
地域における健康危機管理のため
の迅速検査体制の整備事業

大阪府が整備する5種類の健康危機対策のための要綱等とそれを受けて策定した公衆衛生研
究所の「健康危機管理要領」が、危機発生時に機能し、役割を十分果たせるよう、府内保健所等
を中心に平常時の連携を強化するための情報連携基盤の整備、危機対応シミュレーションの実
施等を行う。

0

5,400 5,400 4,491 0 283 4,775 9,891 0 283 10,175 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,594 0 0 1,594 2,919 0 84 3,003
1506

猫の引取り事業
府民センタービルで猫の引き取りを行うとともに、所有者不明の犬猫等の死体収容業務を行う市
町村に対し交付金を交付する。

1
22,146 22,146 19,110 41,256 18,420 18,420 2,166 20,586 40,566 40,566 21,276 61,842 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1507
飼い犬の管理強化推進事業

飼い主のモラル向上及び飼い犬による危害の防止を図るため、苦情相談に対する助言や指導
等を行う。

1
1,586 1,578 11,550 13,136 1,319 1,313 690 2,009 2,905 2,891 12,240 15,145 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1508
狂犬病予防事業 狂犬病の発生を防止するため、浮浪犬を捕獲・抑留するとともに、啓発・指導等を行う。 0

37,256 9,299 473,340 510,596 30,988 7,734 26,804 57,792 68,244 17,033 500,144 568,388 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,996 2,745 139,704 150,700 20,142 5,027 147,615 167,757
1510 大阪府地域福祉推進支援モデル事

業

地域・市町村がその創意と工夫による主体的取組みとして、地域福祉の諸活動を進めていくこと
により、府域の福祉水準の向上を図っていけるよう、地域福祉の推進に資するモデル事業等を
実施する市町村を支援する。

0
43,228 43,228 7,350 50,578 35,955 35,955 2,655 38,610 79,183 79,183 10,005 89,188 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12,759 12,759 2,169 14,928 23,370 23,370 2,953 26,323

1511 地域福祉課題解決型コミュニティ・
ビジネス育成支援事業

商工労働部の「コミュニティ・ビジネス起業家応援事業」と連携しながら、「社会起業家育成支援
モデル事業」と「社会起業家ナレッジバンク事業」を２年間モデル実施することにより、民・民の
パートナーシップによる地域福祉推進体制の構築を図る。

0
10,000 10,000 9,450 19,450 8,318 8,318 1,021 9,339 18,318 18,318 10,471 28,789 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 4,810 4,546 9,356 8,811 8,811 5,037 13,848

1512 大阪府社会福祉協議会プラットホー
ム化支援事業

社会福祉法に「地域福祉を推進する団体」として位置付けられた社会福祉協議会が、その位置
付けに即した役割を担うことができるよう、新たな福祉課題の調査・研究等を実施し、計画的な
課題解決の推進・組織強化を図る大阪府社会福祉協議会に対して補助を行う。

1
8,500 8,500 2,100 10,600 7,070 7,070 556 7,626 15,570 15,570 2,656 18,226 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1513 「大阪府地域福祉サポーターズ倶
楽部」運営事業

学識経験者等で構成する第三者機関を中心とした産・学のネットワークを構築することにより、
市町村に対する助言等の支援と地域福祉のシンクタンク的機能を強化する。

0
2,500 2,500 7,350 9,850 2,079 2,079 517 2,596 4,579 4,579 7,867 12,446 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 738 738 2,169 2,907 1,352 1,352 2,322 3,674

1514
社会福祉協議会活動促進費

社会福祉施設の適正かつ安定的な経営とサービス向上を図るため、経営相談等を行う大阪府
社会福祉協議会に対して補助する。

1
19,636 19,636 2,100 21,736 16,332 16,332 1,141 17,473 35,968 35,968 3,241 39,209 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1515 社会福祉協議会活動促進費（大阪
府社会福祉協議会運営費補助金）

地域福祉活動を充実させるため、大阪府社会福祉協議会に対し、運営費を補助する。 1
9,413 9,413 1,050 10,463 7,829 7,829 549 8,379 17,242 17,242 1,599 18,842 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1516
小地域ネットワーク活動推進事業

地域の寝たきり高齢者等援護を要する人に対する支援を充実するため、地区福祉委員会が小
地域で行う住民の参加と協力による援助活動を支援する市町村社会福祉協議会に対して、大阪
府社会福祉協議会等を通じて補助する。

0
468,771 468,771 5,250 474,021 389,901 389,901 24,884 414,786 858,672 858,672 30,134 888,807 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 138,355 138,355 1,550 139,905 253,433 253,433 8,894 262,327

1517 大阪社会福祉指導センター運営助
成費

社会福祉施設職員等の資質向上を図るため、研修等を行う大阪府社会福祉協議会（大阪府社
会福祉指導センター）に対して補助する。

1
64,119 57,568 2,100 66,219 53,331 47,882 3,476 56,807 117,450 105,450 5,576 123,026 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1519 地域福祉活動育成事業補助金（国
庫）

地域福祉の向上を図るため、ふれあいのまちづくり事業を行う市町村社会福祉協議会に対して、
府社協を通じて補助する。

0
4,000 2,000 1,050 5,050 3,327 1,664 265 3,592 7,327 3,664 1,315 8,642 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,181 590 310 1,490 2,163 1,081 388 2,551

1520
民生委員活動費（活動費等負担金） 民生委員の活動を促進するため、民生委員に対し、活動費の実費弁償等を行う。 1

445,236 445,236 2,100 447,336 370,326 370,326 23,484 393,809 815,562 815,562 25,584 841,145 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1521

民生委員活動費（民生委員指導費）
民生委員としての意識を高め、活動の強化を図るため、民生委員に対し、永年勤続の表彰等を
行う。また、任期満了に伴なう一斉改選を行う。

1
11,437 11,437 10,500 21,937 9,513 9,513 1,152 10,664 20,950 20,950 11,652 32,601 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1522
隣保館運営事業費

人権問題に対する府民の理解を深めるため、相談事業等を行う隣保館を設置している市町に対
して補助する。

1
524,985 308,096 10,500 535,485 436,657 256,259 28,111 464,768 961,642 564,355 38,611 1,000,253 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1524 【新】地域活動活性化等促進支援事
業

子どもの健全育成や高齢者の生きがいづくりなど多様化する福祉課題に地域で的確に対応する
ため、ニーズの発見・把握、人材の紹介等までの一連のサイクルを構築する。

0
4,155 4,155 1,050 5,205 3,456 3,456 273 3,729 7,611 7,611 1,323 8,934 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,226 1,226 310 1,536 2,246 2,246 391 2,637

1535 日本自転車振興会、日本小型自動
車振興会助成事業

財団が実施する助成事業（施設の新築・増改築、修繕・各種工事、車両及び備品の購入等を対
象）についての申請事務等の取りまとめを行うとともに、知事の推薦を付し、本事業の支援・振興
を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

1539
社会福祉法運営費

社会福祉法に基づいて設立、運営される社会福祉法人の認可監査及び適正な運営のための指
導監督事務を行う。また、大阪府社会福祉協議会の活動を促進することにより、府民福祉の向
上を図る。

1
19,898 11,440 220,500 240,398 16,550 9,515 12,620 29,170 36,448 20,955 233,120 269,568 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

1540

社会福祉施設管理費（運営補助金
及び管理委託費）

《養護老人ホーム》
養護が必要な高齢者に対してサービスを提供するため、府立養護老人ホームを管理運営する。
《軽費老人ホーム》
居宅において生活することが困難な高齢者に必要なサービスを提供するため、府立軽費老人
ホームを管理運営する。
《女性自立支援センター》
女性の自立支援を図るため、府立女性自立支援センターを管理運営する。

1

1,025,836 502,218 10,500 1,036,336 853,241 417,721 54,404 907,645 1,879,077 919,939 64,904 1,943,981
高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1541 民間社会福祉施設整備資金借入金
利子補助金

民間社会福祉施設の整備を促進するため、社会福祉法人等に対し、施設整備資金（平成15年4
月以降の新規契約分を除く）の償還に係る利子の一部を補助する。

1
365,326 365,326 10,500 375,826 303,861 303,861 19,730 323,590 669,187 669,187 30,230 699,416 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1548 救護施設機能強化推進費（高齢障
害者加算事業）

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 1
4,416 4,416 1,050 5,466 3,673 3,673 287 3,960 8,089 8,089 1,337 9,426

高齢者人
口 444,740 1,315,213 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1549
生活困窮者援護費

生活保護受給者を支援するため、生活保護受給者に対し、夏期及び歳末に一時金等を支給す
る。

1
382,110 382,110 10,500 392,610 317,821 317,821 20,611 338,431 699,931 699,931 31,111 731,041 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1550
生活保護受給者自立促進支援事業

生活保護受給者の自立を促進するため、相談・援助に携わる人材の育成や地域の関係機関に
対する技術的指導、情報提供等の事業を(社福)大阪府総合福祉協会に委託し実施する。

1
720 720 1,050 1,770 599 599 93 692 1,319 1,319 1,143 2,462 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1551
長期療養者更生援護費

結核、難病等により長期入院中の患者の更生等を支援するため、生活等の相談に応ずる第２種
社会福祉事業団体大阪府患者同盟に対して補助する。

1
9,500 9,500 1,050 10,550 7,902 7,902 554 8,455 17,402 17,402 1,604 19,005 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1552
行旅病人及び行旅死亡人取扱費

行旅病人及び行旅死亡人が発生したとき、その所在地の市町村が病人を救護し、又は、死体の
埋葬等に要した経費について弁償する。

1
9,696 9,696 1,050 10,746 8,065 8,065 564 8,629 17,761 17,761 1,614 19,375 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1554
生活福祉資金貸付事業費 低所得世帯等の自立を図るため、必要な資金を貸し付ける。 0

189,740 133,838 10,500 200,240 157,817 111,320 10,512 168,328 347,557 245,158 21,012 368,568 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 56,001 39,502 3,099 59,100 102,580 72,357 6,202 108,781
1570

ホームレス自立支援等事業 大阪市を除く府内市町村との共同で、ホームレスの自立の支援等に関する事業を推進する。 0
150,000 64,000 150,000 124,763 53,232 7,874 132,637 274,763 117,232 7,874 282,637 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1571 ホームレスに対する実践的・援助手
法に関する調査・研究事業

自立に阻害要因をかかえるホームレスに対して、生活相談、保健、福祉等に関する専門的知
識、技術を有する社会福祉士によるソーシャルワークを中心とした支援（指導・援助等）を実践的
に行い、自立阻害要因に応じた指導・援助手法の開発等を行う。

0
6,000 0 2,100 8,100 4,991 0 425 5,416 10,991 0 2,525 13,516 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,771 0 620 2,391 3,244 0 745 3,989

1572 ホームレス対策推進事業会議運営
等事務費

府内市町村及び関係機関との連携・協力のもと、ホームレスに対する自立支援施策を推進する
ための会議を運営する。

0
1,500 1,500 1,050 2,550 1,248 1,248 134 1,381 2,748 2,748 1,184 3,931 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 443 443 310 753 811 811 349 1,160

1573 ホームレス動向把握調査事業（緊
急地域雇用創出特別基金事業）

大阪府内（大阪市を除く）全域を定期的に巡回し、ホームレスの動向を把握する。 0
17,850 0 1,050 18,900 14,847 0 992 15,839 32,697 0 2,042 34,739 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1574 【新】ホームレス自立支援協力事業
所開拓事業（緊急地域雇用創出特
別基金事業）

ホームレスの自立を支援するため、生活保護法による勤労意欲助長事業の協力事業所開拓を
行う。

0
10,500 0 1,050 11,550 8,733 0 606 9,340 19,233 0 1,656 20,890 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,099 0 310 3,409 5,677 0 489 6,165

1575
【新】次世代育成支援対策推進事業

次世代育成支援対策推進法に基づき平成16年度中に策定が義務付けられている行動計画の
策定について、学識経験者等で構成する検討会議において検討を行うとともに、市町村や関係
団体などと連携しながら、幅広い府民の意見の反映を図る。

0
6,862 6,862 5,707 0 360 6,068 12,569 0 360 12,930 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,025 0 0 2,025 3,710 0 106 3,816

1576
子ども夢づくり月間行事の実施

国の児童福祉週間等の行事が実施される５月を「子ども夢づくり月間」と定め、府民への啓発を
実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

1578
【新】全国家庭児童調査委託事業

全国の家庭にいる児童及びその世帯の状況を把握し、児童福祉行政推進のための基礎資料を
得る。
（５年に一度の全国調査）

0
350 0 1,050 1,400 291 0 73 365 641 0 1,123 1,765 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 92 0 275 367 168 0 295 463

1584 駅前保育サービス提供施設等設置
促進事業

駅前等の利便性の高い場所に保育サービス提供施設等を整備する市町村に対して補助する。 1
4,000 2,000 1,050 5,050 3,327 1,664 265 3,592 7,327 3,664 1,315 8,642 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1585
子育て短期支援事業

家庭の児童養育機能を補完するため、家庭での養育が一時的に困難になった児童を児童福祉
施設に受け入れる事業を行う市町村に対して補助する。

1
7,405 2,469 1,050 8,455 6,159 2,054 444 6,603 13,564 4,523 1,494 15,058 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1586
放課後児童健全育成事業費補助金 育児と就労の両立を図るため、放課後児童クラブを運営する市町村に対して補助する。 1

852,487 426,380 2,100 854,587 709,058 354,642 44,863 753,920 1,561,545 781,022 46,963 1,608,507 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1589

特定保育事業
パート就労の増大等に伴う多様な保育需要に対応するため、週2～3日程度、または午前か午後
のみの柔軟かつ安定的な保育サービスの提供に必要な経費を補助する。（再生予算枠活用事
業）

1
40,220 13,408 1,050 41,270 33,453 11,152 2,167 35,620 73,673 24,560 3,217 76,890 労働人口 1,353,792 4,445,438 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1590
送迎保育ステーション試行事業

駅前等に送迎拠点を設置し、郊外の受入余裕のある保育所への送迎サービスを行う市町村に
対して補助する。

1
20,698 10,349 1,050 21,748 17,216 8,608 1,142 18,357 37,914 18,957 2,192 40,105 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1591 乳幼児健康支援一時預かり事業補
助金

子育てと就労の両立を支援するため、病気回復期にある児童の一時預かり事業を行う市町村に
対して補助する。

1
101,510 50,755 2,100 103,610 84,431 42,216 5,439 89,870 185,941 92,971 7,539 193,480 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1592 【新】乳幼児健康支援一時預かり事
業実施施設整備費補助金

集団保育の困難な児童を保育所や病院、診療所に付設された専用スペース等で一時的に預か
る施設を整備する市町村に対して補助する。

1
3,400 1,700 0 3,400 2,828 1,414 178 3,006 6,228 3,114 178 6,406 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1593
市町村児童保護費負担金

市町村が、保育所等に入所契約した者の処遇及び最低基準の維持に要する経費の一部を負担
することにより、入所者の処遇の向上を図る。

1
5,046,094 5,046,094 6,300 5,052,394 4,197,099 4,197,099 265,232 4,462,331 9,243,193 9,243,193 271,532 9,514,725 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1595 認可外保育施設の指導監督強化事
業

認可外保育施設の適切な運営を確保するため、立入調査、施設設置者等に対する研修を実施
するとともに、認可外保育施設職員の健康診断を実施する市町村に対して補助する。

1
2,848 2,113 31,500 34,348 2,369 1,757 1,803 4,172 5,217 3,870 33,303 38,520 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1596
認可外保育施設の認可化促進事業

良質な認可外保育施設の認可化を支援し、保育サービスの供給増を図るため、認可施設に移
行するのに必要な経費を市町村に対して補助する。

1
2,666 1,333 1,050 3,716 2,217 1,109 195 2,413 4,883 2,442 1,245 6,129 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1597
児童手当の支給

六歳就学前の児童を養育している者に対し、児童手当を支給することにより、家庭における生活
の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資する。

0
5,793,425 5,793,425 10,500 5,803,925 4,818,693 4,818,693 304,685 5,123,378 10,612,118 10,612,118 315,185 10,927,303 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 1,519,559 1,519,559 2,754 1,522,313 2,783,455 2,783,455 82,670 2,866,125

1598
児童扶養手当の支給

父と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立の促進に寄与するた
め、児童扶養手当を支給し、もって児童の福祉の増進を図る。

1
444,850 115,379 10,500 455,350 370,005 95,967 23,904 393,909 814,855 211,346 34,404 849,259 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1599
交通遺児授業料軽減助成費 交通遺児の就学を支援するため、高校授業料を助成する市に対して補助する。 0

1,107 -3,766 1,050 2,157 921 0 113 1,034 2,028 -3,766 1,163 3,191
生徒数（高
校） 84,297 271,152 31.1% 344 -1,171 326 671 630 -1,171 362 992

1600
特別児童扶養手当の支給

精神又は身体に障害を有する児童を監護する父母等に対して特別児童扶養手当を支給し、これ
らの者の福祉の増進を図る。

0
20,877 0 31,500 52,377 17,364 0 2,750 20,114 38,241 0 34,250 72,491 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 5,476 0 8,262 13,738 10,030 0 8,983 19,014

1605
未熟児養育医療給付事業 入院養育を必要とする未熟児に対し。その養育に必要な医療の給付を行う。 1

197,580 84,048 3,150 200,730 164,338 69,907 10,538 174,875 361,918 153,955 13,688 375,605 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1606

結核児童療育給付事業
結核にり患し、長期の入院治療を必要とする児童に対し、その療育に必要な医療の給付を行う。
また、日常学習用品等を支給する。

1
667 311 0 667 555 259 35 590 1,222 570 35 1,257 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1607
小児慢性特定疾患治療研究事業

悪性新生物、慢性腎疾患等の小児慢性特定疾患にり患している患者の医療の確立･普及及び
患者福祉の向上を図るため、医療費の援助を行う。また症状の急変に速やかに対応できるよう
手帳を交付する。

1
1,253,732 717,293 27,300 1,281,032 1,042,794 596,610 67,250 1,110,044 2,296,526 1,313,903 94,550 2,391,076 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1608
身体障害児育成医療給付事業

身体に障害のある児童に対し、その障害を解消し、日常生活能力を回復するために必要な医療
の給付を行う。

1
171,944 86,362 8,400 180,344 143,015 71,832 9,467 152,482 314,959 158,194 17,867 332,826 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1610 【新】慢性疾患児家族等宿泊施設設
置支援事業

慢性疾患児及びその家族の支援のために設置されるサポートハウスに対し、土地を貸し付ける
ことにより安心して治療が受けられる体制を支援する。

0
402,500 402,500 2,100 404,600 334,780 334,780 21,240 356,020 737,280 737,280 23,340 760,620 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 105,572 105,572 551 106,123 193,381 193,381 6,122 199,503

1613
乳幼児入院時食事療養費助成事業

乳幼児の健康保持と家庭の経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助成する市町村に
対して補助する。

0
162,161 162,161 5,250 167,411 134,878 134,878 8,788 143,666 297,039 297,039 14,038 311,077 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 42,533 42,533 1,377 43,910 77,910 77,910 3,682 81,593

1614
乳幼児医療費助成事業

乳幼児の健康保持と家庭の経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助成する市町村に
対して補助する。

0
3,666,976 3,666,976 5,250 3,672,226 3,050,015 3,050,015 192,779 3,242,793 6,716,991 6,716,991 198,029 6,915,019 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 961,812 961,812 1,377 963,189 1,761,801 1,761,801 51,941 1,813,742

1621
子育て支援のための拠点施設整備

地域における子育てしやすい環境の整備の促進を図ることを目的として、市町村が保育所、学
校等に付設して子育て支援のための拠点整備を行う事業に対し補助する。

0
324,807 28,847 3,150 327,957 270,159 23,994 17,217 287,375 594,966 52,841 20,367 615,332 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 85,194 7,566 826 86,020 156,054 13,860 5,342 161,396

1623 市町村少子化対策推進強化特別事
業

市町村において、実効性のある少子化対策の推進が図られるよう、子育てバリアフリー化の推
進等の市町村の取組を支援する。

0
16,250 0 15,752 32,002 13,516 0 1,680 15,196 29,766 0 17,432 47,198 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 4,796 0 4,649 9,445 8,785 0 5,145 13,930

1624 地域子育て支援センター事業補助
金

地域での子育てを支援するため、保育所を活用して子育て相談、親子教室、子育てサークルの
育成などの支援を行う地域子育て支援センター事業を実施する市町村に対して補助する。

0
362,093 182,369 5,250 367,343 301,172 151,686 19,284 320,456 663,265 334,055 24,534 687,799 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 94,973 47,834 1,377 96,350 173,968 87,619 6,435 180,403

1625
地域組織活動育成費補助金

児童館等との公共施設と連携しながら活動する一定規模を有する母親クラブ、子育てサークル、
ＮＰＯ等に対して補助する。

0
378 189 0 378 314 157 20 334 692 346 20 712 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 99 50 0 99 182 91 5 187

1626
【新】親子交流の場設置運営事業

在宅の子育て家庭の親子が、身近な場所で、気軽に集い、多様な子育て支援を受けることがで
きる居場所（交流の場）の設置運営を行う市町村に対して補助する。

0
45,417 15,139 2,100 47,517 37,776 12,592 2,494 40,270 83,193 27,731 4,594 87,787 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 11,912 3,971 551 12,463 21,821 7,274 1,205 23,026

1627 【新】子育て支援総合コーディネート
事業

子育て支援総合コーディネーターを配置するなど、地域に応じたきめ細かな子育て支援サービス
を実施する市町村に対して補助する。

0
18,417 6,140 1,050 19,467 15,318 5,107 1,022 16,340 33,735 11,247 2,072 35,807 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 4,831 1,610 275 5,106 8,848 2,950 543 9,392
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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1628 【新】子育て支援総合推進モデル市
町村事業

総合的な子育て支援事業推進を目指し、地域ぐるみで子育て支援について、意識啓発、機運の
醸成等に取り組むモデル市町村に対して補助する。、

0
20,213 0 1,050 21,263 16,812 0 1,116 17,928 37,025 0 2,166 39,191 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 5,302 0 275 5,577 9,711 0 568 10,280

1629 【新】在宅子育て家庭サポート事業
（家庭支援推進保育所事業）

家庭環境に配慮を要する「入所児童及びその家庭」並びに「在宅の家庭」（特に引きこもりがちな
家庭）を対象に保育士の家庭訪問や出前の育児相談・親子教室など保育所機能を持った家庭
支援推進保育所（仮称）を地域に展開する。

0
160,307 103,361 5,250 165,557 133,336 85,971 8,691 142,027 293,643 189,332 13,941 307,584 少年人口 327,851 1,249,955 26.2% 42,047 27,111 1,377 43,424 77,020 49,660 3,657 80,676

1633
里親開拓費 里親に託されている児童の処遇向上を図るため、支度品の支給や里親の研修等を行う。 1

1,081 1,012 0 1,081 899 842 57 956 1,980 1,854 57 2,037 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1636

施設児童等援護費
施設入所児童、里親委託児童の医療費の支払に係る審査手数料等を大阪府社会保険診療報
酬支払基金等に支出することにより、適正な医療費の執行を図る。

1
3,004 3,004 0 3,004 2,499 2,499 158 2,656 5,503 5,503 158 5,660 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1637
社会福祉施設整備費補助金

入所児童の処遇向上を図るため、児童福祉施設の改築等を行う社会福祉法人に対して補助す
る。

1
415,421 135,765 9,450 424,871 345,527 112,923 22,304 367,831 760,948 248,688 31,754 792,702 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1639 児童福祉施設等機能強化推進費
（処遇向上分）

施設入所者の処遇向上を図るため、非常勤職員を雇用する社会福祉法人等に対して補助する。 1
117,734 117,734 1,050 118,784 97,925 97,925 6,236 104,161 215,659 215,659 7,286 222,945 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1640
児童福祉施設扶助費

児童福祉法の規定により、児童養護施設等へ要保護児童を入所させた者の処遇及び最低基準
の維持に要する経費の一部を負担することにより入所者の処遇の向上を図るとともに処遇職員
の人件費等を支給する。

1
6,333,869 3,138,249 5,250 6,339,119 5,268,208 2,610,245 332,781 5,600,989 11,602,077 5,748,494 338,031 11,940,108 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1641
児童福祉団体育成事業費 児童福祉施設退所児童の自立を促進するため、余暇利用指導会や家庭環境指導事業を行う。 1

1,208 1,208 1,050 2,258 1,005 1,005 119 1,123 2,213 2,213 1,169 3,381 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
1642

児童養護施設家族療法室整備事業
施設に入所する被虐待児の早期家庭復帰を図るため、施設内に親子関係の改善のための訓練
の場（親子生活訓練室）を整備する社会福祉法人に対して整備費を助成する。

1
3,520 1,174 1,050 4,570 2,928 976 240 3,168 6,448 2,150 1,290 7,738 少年人口 327,851 1,249,955 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1659 母子家庭等就業・自立支援センター
事業

母子家庭の母等に対して、就業相談から就業支援講習会の実施、就職情報の提供など一貫し
た就業支援サービスや養育費の相談など生活支援サービスを提供する。

1
22,835 11,418 4,200 27,035 18,993 9,497 1,419 20,412 41,828 20,915 5,619 47,447 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1660
ひとり親家庭生活支援事業

ひとり親家庭の生活基盤の安定を図るため、生活支援講習、健康支援、土日・夜間電話相談、
児童訪問援助（ホームフレンド）、情報交換の場の提供など各種事業を地域の実情に応じて選択
実施する。

1
11,801 4,375 1,050 12,851 9,816 3,639 675 10,490 21,617 8,014 1,725 23,341 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1661
母子家庭自立支援給付金事業

母子家庭の母の就業を促進するため、府が指定する職業能力開発のための講座を受講する場
合に受講料を補助するとともに、就職に有利な資格取得を行うため介護福祉士等の養成機関で
2年以上受講する場合に、生活費の負担軽減のための給付等を行う。

1
6,096 1,524 1,050 7,146 5,070 1,268 375 5,445 11,166 2,792 1,425 12,591 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1662
母子家庭等日常生活支援事業

母子家庭の母等が、自立するための就学や疾病などにより一時的に介護、保育のサービスが必
要となった場合に、家庭生活支援員を派遣する。

1
15,225 6,668 2,100 17,325 12,663 5,546 909 13,573 27,888 12,214 3,009 30,898 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1663 母子家庭等ＩＴ技術サポート事業（緊
急地域雇用創出特別基金事業）

母子家庭の母等の求職に活かせるようパソコン講座を開催するとともに、既に技能習得した者
には指導者として従事することにより、ステップアップを図る。

1
11,897 0 1,050 12,947 9,895 0 680 10,575 21,792 0 1,730 23,522 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1664
母子福祉推進事業費

母子家庭の母等の自立を促進するため、母子相談員による相談や母子福祉センターにおける
相談等を行う。

1
11,745 11,745 45,150 56,895 9,769 9,769 2,987 12,756 21,514 21,514 48,137 69,651 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1665
大阪府母子寡婦福祉資金貸付金

母子家庭の生活の安定向上及びその自立支援を図るため、母子家庭の母等に対し、資金の貸
付を行う。

1
914,300 0 120,540 1,034,840 760,471 0 54,325 814,796 1,674,771 0 174,865 1,849,636 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1666
母子家庭医療費公費負担事業

母子家庭の母子の健康保持と経済的負担の軽減を図るため、医療費の一部を助成する市町村
に対して補助する。

1
3,041,627 3,041,627 5,250 3,046,877 2,529,879 2,529,879 159,950 2,689,829 5,571,506 5,571,506 165,200 5,736,706 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

1667 母子家庭医療費公費負担事業（国
民健康保険事業費補助金）

単独医療費助成事業実施に伴い減額される国庫負担金を補填するため、各保険者（市町村）に
対して補助する。

1
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2002 幼年・少年消防クラブ、婦人防火ク
ラブの指導

火災予防思想の高揚と安全な地域社会づくりのため、民間防火組織の育成指導を行う。 0
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,240 1,240 0 0 1,305 1,305

2003
火災予防運動 防火思想の普及啓発を図るため、防火図画の募集等を行う。 0

3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979
2004 災害時におけるボランティア活動支

援事業
災害時におけるボランティア活動を支援するため、ボランティアリーダーやコーディネーター育成
講習会等を行う。

0
383 191 2,100 2,483 319 159 130 449 702 350 2,230 2,932 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 113 56 620 733 207 103 658 865

2005
防災意識啓発事業 日頃から災害に対する備えを心がけてもらうため、啓発イベント等を行う。 0

844 301 3,150 3,994 702 250 210 912 1,546 551 3,360 4,906 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 249 89 930 1,179 456 163 992 1,448
2007

自主防災組織育成事業 地域住民による自主的な防災活動を促進するため、リーダー養成研修会等を行う。 0
1,130 565 4,200 5,330 940 470 280 1,220 2,070 1,035 4,480 6,550 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 334 167 1,240 1,573 611 305 1,322 1,933

2017
市町村に対する備蓄の指導 市町村に対する指導を通じて、災害時用物資の市町村備蓄を促進する。 0

143 143 0 0 8 8 0 0 151 151 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 42 42 0 0 44 44
2020

原子力防災対策事業
原子力災害発生時に防災機能が発揮できるよう、原子力防災資機材の整備を行うとともに、緊
急時応急対策拠点施設（オフサイトセンター）や環境放射線監視システムなどの施設機能の維
持管理に努める。

0
250,899 0 21,000 271,899 208,686 0 14,274 222,959 459,585 0 35,274 494,858 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2021
危険物取扱者等免状交付等事業

消防法に定められた都道府県知事の業務である危険物取扱者・消防設備士免状の交付等の事
務を実施する。

0
36,658 -16,750 840 37,498 30,490 0 1,969 32,459 67,148 -16,750 2,809 69,957 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,819 -4,944 248 11,067 19,818 -4,944 829 20,647

2022
危険物取扱者保安講習の実施事業

消防法に定められた都道府県知事の業務である危険物の取り扱いの保安に関する講習事務を
行う。

0
38,296 -7,294 840 39,136 31,853 0 2,054 33,907 70,149 -7,294 2,894 73,043 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 11,303 -2,153 248 11,551 20,704 -2,153 854 21,558

2023
救急業務高度化推進事業

消防機関の救急業務において、救急救命士に対する指示体制等(メディカルコントロール)の充実
を図るため、都道府県単位及び各医療地域単位の協議会を運営する。

0
2,076 2,076 6,825 8,901 1,727 1,727 467 2,194 3,803 3,803 7,292 11,095 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 613 613 2,014 2,627 1,122 1,122 2,152 3,275

2025 消防行事の実施事業（消防・操法大
会、大阪府消防表彰式）

市町村消防団員の規律及び士気の高揚と、ポンプ操法技術の向上を図るとともに、消防の振興
と防火思想の普及向上を図るべく、各種消防行事を実施する。

0
1,893 1,893 4,200 6,093 1,575 1,575 320 1,894 3,468 3,468 4,520 7,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 559 559 1,240 1,798 1,023 1,023 1,334 2,357

2027
消防設備士講習会の実施事業

消防法に定められた都道府県知事の業務である消防設備士に対する消防用設備等の工事・整
備に関する講習事務を行う。

0
33,516 -6,384 840 34,356 27,877 0 1,804 29,681 61,393 -6,384 2,644 64,037 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,892 -1,884 248 10,140 18,120 -1,884 780 18,900

2029
消防用ヘリコプター運営費補助金

大阪市が保有する消防ヘリコプターを府内の衛星都市と共同で運行し、迅速かつ効率的に消防
活動や広域災害に備えるため、大阪市を除く府内衛星都市・消防組合に対して、運営費の一部
を補助する。

0
55,328 55,328 1,575 56,903 46,019 46,019 2,987 49,006 101,347 101,347 4,562 105,909 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 16,330 16,330 465 16,795 29,912 29,912 1,347 31,259

2030 市町村に対する指導、連絡調整事
務

市町村消防体制の充実を図るため、消防組織・体制に関する指導助言を行う。 0
23,625 23,625 0 0 1,240 1,240 0 0 24,865 24,865 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 6,973 6,973 0 0 7,339 7,339

2033
大阪府危険物安全大会の実施事業

危険物の保安に対する意識の高揚及び啓発を推進し、各事業所における自主保安体制の確立
を図るため、国が主唱した危険物安全週間に呼応し、毎年６月を「大阪府危険物安全月間」と定
め、各種普及啓発事業を府内で積極的に推進する。

0
453 453 1,575 2,028 377 377 106 483 830 830 1,681 2,511 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 134 134 465 599 245 245 496 741

2034 【新】消防用ヘリコプター更新補助
金

大阪府区域内においては、大阪市消防局が所有する２機のヘリコプターを衛星都市と共同で運
航し、迅速かつ効果的な消防防災活動を確保している。
今回、うち１機が経年劣化、老朽化したため、大阪市消防局と共同で整備を図る。

0
389,000 389,000 323,552 0 20,421 343,973 712,552 0 20,421 732,973 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 114,811 0 0 114,811 210,306 0 6,027 216,333

2035
救急救命士養成教育実施事業

救急救命士を養成するため、府立消防学校において、府内市町村の消防本部から実費を徴収
し、救急隊員の教育を行う。

0
27,000 0 1,575 28,575 22,457 0 1,500 23,957 49,457 0 3,075 52,532 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 7,969 0 465 8,434 14,597 0 908 15,505

2036
消防教育訓練事業

地震時の火災や高層建築物の火災など、複雑・多様化した災害に対応するため、市町村消防職
員及び消防団員の教育訓練を消防学校において効果的かつ効率的に実施する。

0
124,345 121,629 52,500 176,845 103,424 101,165 9,284 112,708 227,769 222,794 61,784 289,553 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 36,700 35,898 15,495 52,195 67,225 65,757 18,235 85,460

2037
被災者生活再建支援事業 自然災害により生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対し、支援金を支給する。 0

1,905,326 326 1,050 1,906,376 1,584,759 271 100,078 1,684,836 3,490,085 597 101,128 3,591,212 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 562,347 96 310 562,657 1,030,080 176 29,847 1,059,928
2040

石油コンビナート等防災対策事業
石油コンビナート等災害防止法に基づき設置された防災本部を運営し,防災関係機関との連絡
調整,防災訓練の実施,化学消火薬剤の備蓄等,災害の発生及び拡大の防止のための総合的な
施策の推進を図る。

0
1,894 1,894 13,650 15,544 1,575 1,575 816 2,391 3,469 3,469 14,466 17,935 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 559 559 4,029 4,588 1,024 1,024 4,270 5,294

2041
銃砲・火薬類の規制指導事業

武器等製造法及び火薬類取締法に基づく申請・届出が、法の基準に適合しており、安全性が確
保されているかを審査・検査する。また、立入検査を行い、事故の未然防止及び保安意識の啓
発に努める。

0
2,388 -2,607 36,750 39,138 1,986 0 2,055 4,041 4,374 -2,607 38,805 43,179 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 705 -769 10,847 11,551 1,291 -769 11,453 12,744

2042
電気工事業者の規制指導事業

電気工事業の業務の適正化に関する法律に基づく申請・届出が法の基準に適合しており、安全
性が確保されているかを審査・検査する。また、関係団体と協力し、保安意識の啓発に努める。

0
1,131 0 17,850 18,981 941 0 996 1,937 2,072 0 18,846 20,918 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 334 0 5,268 5,602 611 0 5,562 6,174

2043
電気工事士の免状交付 電気工事士法に基づき、試験合格者等の申請により免状を交付する。 0

2,260 0 5,250 7,510 1,880 0 394 2,274 4,140 0 5,644 9,784 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 667 0 1,550 2,217 1,222 0 1,666 2,888
2044 産業保安業務情報システム推進事

業
高圧ガス、火薬類、電気等の許認可、届出、登録等の事務について、平成15年度に開発を行っ
たシステムの維持管理を行うとともに、電子申請等にも対応できるよう検討を進める。

0
3,952 3,952 8,400 12,352 3,287 3,287 648 3,936 7,239 7,239 9,048 16,288 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,166 1,166 2,479 3,646 2,137 2,137 2,671 4,807

2045
ガス、電気用品の立入検査 ガス事業法及び電気用品安全法に基づき、立入検査を実施する｡ 0

18 0 1,050 1,068 15 0 56 71 33 0 1,106 1,139 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5 0 310 315 10 0 326 336
2046

火薬類取扱責任者等免状交付 火薬類取締法に基づき、試験合格者の申請により免状を交付する。 0
452 0 0 452 376 0 24 400 828 0 24 852 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 133 0 0 133 244 0 7 251
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2047
危険物の規制指導事業

消防法に基づく申請・届出が、法の基準に適合しており、安全性が確保されているかを審査・検
査する。また、立入検査を行い、事故の未然防止及び保安意識の啓発に努める。

1
455 422 5,250 5,705 378 351 299 678 833 773 5,549 6,383 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2048 高圧ガス・液化石油ガスの規制指
導事業

高圧ガス保安法及びＬＰ法に基づく申請・届出が、法の基準に適合しており、安全性が確保され
ているかを審査・検査する。また、危害予防週間における事業の一環として、高圧ガス大会（知
事表彰）・防災訓練を行い、事業者の保安意識の啓発を図る。

0
18,924 -42,408 188,370 207,294 15,740 0 10,882 26,622 34,664 -42,408 199,252 233,916 事業所数 232,804 483,964 48.1% 9,103 -20,400 90,613 99,716 16,675 -20,400 95,847 112,522

2049 高圧ガス消費事業者等への保安講
習会

高圧ガスの事故原因の多くを占めている消費過程での事故防止に資するため、消費事業者の
保安意識の高揚と保安技術の向上を図るため講習会を行う。

0
202 0 1,050 1,252 168 0 66 234 370 0 1,116 1,486 事業所数 232,804 483,964 48.1% 97 0 505 602 178 0 537 715

2050
高圧ガス販売主任者等の免状交付 高圧ガス保安法・ＬＰ法に基づき、試験合格者の申請により、免状を交付する。 0

3,968 -1,616 0 3,968 3,300 0 208 3,509 7,268 -1,616 208 7,477 事業所数 232,804 483,964 48.1% 1,909 -777 0 1,909 3,496 -777 100 3,597
2059

街路事業
都市交通を円滑にし、府民生活の安全性、快適性の向上を図り，都市活動の活性化に寄与する
ため、都市計画道路の整備を進める。

1
21,262,783 5,260,359 1,207,500 22,470,283 17,685,362 4,375,314 1,179,608 18,864,970 38,948,145 9,635,673 2,387,108 41,335,253 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2072
ため池愛護月間の実施

５月を「ため池愛護月間」と定め、ため池の維持管理の万全を図り、災害の未然防止に努めると
ともに、水辺空間を保全活用する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

2073
ため池防災事業

ため池や水路の老朽化した箇所の改修により、農業用水の確保と豪雨時の洪水災害を未然に
防止する。

0
831,873 88,363 110,117 941,990 691,912 73,496 49,451 741,363 1,523,785 161,859 159,568 1,683,353 総面積 222 1,894 11.7% 97,502 10,357 12,907 110,409 178,600 18,971 18,703 197,302

2076 土地改良事業指導費（維持管理助
成）

農業団体が保有する農業水利施設（ため池、水路等）の維持管理を支援するため、農業団体が
施設の維持補修を行う際に必要な事業費の３割について大阪府土地改良事業団体連合会に補
助する。

0
8,505 8,505 1,050 9,555 7,074 7,074 502 7,576 15,579 15,579 1,552 17,131 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 148 148 18 166 271 271 27 298

2078
湛水防除事業

都市化の進展に伴う水路流域内の開発や住宅化により、豪雨時に水路や農地が湛水し農業生
産の障害となるため、排水機の増設・修繕及び排水路の整備を行う。

0
112,179 4,429 12,619 124,798 93,305 3,684 6,551 99,857 205,484 8,113 19,170 224,655 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2080

水防ため池点検調査

府内にある約11,000ヵ所のため池のうち、水防上重要なものを水防法に基づく大阪府水防計画
に水防ため池として指定を行う。５月の「ため池愛護月間」に、これら指定ため池を、府、市町村
が管理状況を調査し、その結果をため池関係者に通知することにより、ため池水防に万全を期
する。

0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326
2081

【新】土地改良施設耐震対策事業
今世紀前半に発生する可能性が高いと言われている東南海・南海地震について、甚大な２次被
害を引き起こすおそれのある土地改良施設の耐震調査を実施し、耐震性の不足している施設に
対しては、耐震補強工事を実施する。

0
10,500 5,250 1,750 12,250 8,733 4,367 643 9,376 19,233 9,617 2,393 21,626 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,099 1,550 517 3,616 5,677 2,838 706 6,383

2082
【新】地域ぐるみため池防災機能増
進事業

複数のため池の管理者が連携し、農業上、防災上の維持管理を適正に行う体制を構築すること
により、ため池の洪水調節機能の保全及び増進を図り、安全で快適なまちづくりに資する。

0
12,000 0 2,625 14,625 9,981 0 768 10,749 21,981 0 3,393 25,374 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,542 0 775 4,316 6,488 0 1,001 7,489

2091 水防施設機材事業（防災テレメー
タ、情報関連施設、洪水ハザード
マップの整備促進)

水防活動上重要となる水位や雨量データやその他の情報を遠隔で収集・発信できるテレメータ
設備の新設及び更新を行う。津波、高潮対策として水門等、防潮施設の遠隔操作化等を行う。ま
た、市町村における洪水ハザードマップの整備を促進し、洪水が発生した場合に想定される浸水
区域や浸水深、避難経路等の情報を住民に周知していく。

0

90,306 90,306 5,145 95,451 75,112 75,112 5,011 80,123 165,418 165,418 10,156 175,574 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 26,653 26,653 1,519 28,172 48,822 48,822 2,997 51,820
2096

都市計画規制指導
開発行為等について、都市計画法に基づき適正な規制と誘導を行うことによって、都市の健全な
発展と秩序あるまちづくりを推進する。

1
29,278 -34,455 157,500 186,778 24,352 0 9,805 34,157 53,630 -34,455 167,305 220,935

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2103
建築防災事業

がけ地の崩壊による危険から住民の生命の安全を確保するため「災害危険区域」を指定し、住
宅の建築制限を行うとともに危険住宅の移転に際して補助を行う。

0
763 744 1,050 1,813 635 619 95 730 1,398 1,363 1,145 2,543 総面積 222 1,894 11.7% 89 87 123 212 164 160 134 298

2104
震災対策推進事業

民間の既存建築物の耐震性を向上するため、所有者に耐震診断補助を行う市町村に補助する
と共に所有者等に対して普及・啓発等を行う。

0
7,754 7,102 10,500 18,254 6,449 5,907 958 7,408 14,203 13,009 11,458 25,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,289 2,096 3,099 5,388 4,192 3,840 3,382 7,574

2105
宅地造成等規制指導事業

宅地造成工事等について、宅地造成等規制法に基づき必要な規制と指導を行うことにより、が
け崩れ等の災害の防止を図る。

1
3,290 -3,596 26,250 29,540 2,736 0 1,551 4,287 6,026 -3,596 27,801 33,827 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2107
建築基準指導事業

建築物を建築するに際し、建築基準法及び建築基準関係規定に基づく必要な指導を行うことに
より、建築物の安全性の向上を図る。

1
18,345 -23,855 189,000 207,345 15,258 0 10,885 26,143 33,603 -23,855 199,885 233,488

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2108
違反建築等防止対策事業

違反建築等の摘発と是正指導を行うと共に、関係機関・団体と協力して違反建築等防止の各種
施策を推進する。

1
15,083 13,508 94,500 109,583 12,545 11,235 5,753 18,298 27,628 24,743 100,253 127,881

事業所数
（建設業） 11,872 29,866 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2112
防火･準防火地域の指定の促進 都市の不燃化を促進するため,都市計画において定める防火・準防火地域の指定を促進する。 0

2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652
2115

都市防災総合推進事業の促進
市町村などが、市街地の防災性の向上を図ることを目的に、都市の防災構造化や住民の防災に
対する意識向上を推進するための事業。府は、災害危険度判定マニュアルの普及や、技術的支
援や情報提供を行い、市町村の事業を促進する。

0
7,350 7,350 0 0 386 386 0 0 7,736 7,736 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 2,169 2,169 0 0 2,283 2,283

2118 民間賃貸住宅建設資金利子補給制
度

住宅金融公庫、都市基盤整備公団の制度を利用して賃貸住宅を取得する者に利子補給を行う。 0
31,420 31,420 7,350 38,770 26,134 26,134 2,035 28,169 57,554 57,554 9,385 66,939 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,273 9,273 2,169 11,443 16,987 16,987 2,770 19,757

2119
不良住宅地区改善事業（一般分）

不良住宅が密集する地区等の環境改善を目的として建設された公営・改良住宅の更新を図るた
め、住民主体のまちづくり活動を支援する市町村に対し、補助金を交付する。

0
21,482 21,482 2,100 23,582 17,868 17,868 1,238 19,106 39,350 39,350 3,338 42,688 宅地面積 103,096,688 494,248,430 20.9% 4,481 4,481 438 4,919 8,208 8,208 696 8,904

2120
都市再生総合整備事業

大都市圏のリノベーションを実施するため、面的整備事業等を実施する市町村等の関係機関に
対し、指導・調整を行うことにより、大都市圏の再生を図る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 0 0 438 438 0 0 461 461

2121
まちづくり交付金事業

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづくりを実施し、都市の再生
を効率的に推進することにより、地域住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図る。

0
1,987 8,400 10,387 1,653 0 545 2,198 3,640 0 8,945 12,585 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 586 0 2,479 3,066 1,074 0 2,640 3,714

2122
大阪府インナーエリア再生指針に
基づく事業の推進

密集市街地の再生にあたり､「幹線道路と沿道の一体的整備」等の具体化を図るために策定した
｢大阪府インナーエリア再生指針｣に基づき､公民連携のもと、インナーエリアの再生に向け、多
様な事業手法等を総合的に推進するとともに、制度の拡充や特段の財源措置について国に働き
かけていく。

0

21,000 21,000 0 0 1,102 1,102 0 0 22,102 22,102
市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 4,679 4,679 0 0 4,925 4,925

2123
土地区画整理補助

都市計画道路等の整備を行う市町村や土地区画整理組合に対し、補助・指導等を行うことによ
り、健全な市街地の造成を図る。

1
2,558,022 1,076,269 89,250 2,647,272 2,127,640 895,189 138,972 2,266,612 4,685,662 1,971,458 228,222 4,913,884

市街地面
積 21,145 94,900 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2124
密集住宅市街地整備促進事業

木造密集市街地において、老朽住宅の除却・建替え、公共施設の整備等を行うことにより、防災
性を向上させ良好な住環境の形成を図る。

0
372,231 371,474 36,750 408,981 309,604 308,974 21,470 331,074 681,835 680,448 58,220 740,055

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 82,938 82,769 8,188 91,126 151,922 151,613 12,972 164,894

2125
住宅市街地総合整備事業

既成市街地における低未利用地等を活用した拠点開発による良質な住宅供給とあわせて、周辺
の公共施設を一体的に整備する事業に対し、指導・調整等を行うことにより都市の再生を図る。

0
757 21,000 21,757 630 0 1,142 1,772 1,387 0 22,142 23,529

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 158 0 4,380 4,538 289 0 4,619 4,908

2126
市街地再開発補助

公共施設を含めた都市の総合的な整備を行う市街地再開発組合等に対して補助・指導等を行う
ことにより、土地の高度利用と都市機能の更新を図る。

0
3,667,340 1,831,000 31,500 3,698,840 3,050,317 1,522,938 194,176 3,244,493 6,717,657 3,353,938 225,676 6,943,333

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 817,133 407,971 7,019 824,151 1,496,785 747,303 50,284 1,547,068

2127
農地、農業用施設災害復旧事業 府及び市町村が実施する災害復旧事業に対して国庫補助金の補助を行う。 0

66,750 1,745 4,283 71,033 55,519 1,451 3,729 59,248 122,269 3,196 8,012 130,281 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 1,160 30 74 1,235 2,126 56 139 2,265
2128

土木災害復旧事業 異常な天然現象に起因する公共土木施設の災害復旧を行う。 0
480,000 480,000 399,241 0 25,198 424,439 879,241 0 25,198 904,439 総面積 222 1,894 11.7% 56,260 0 0 56,260 103,054 0 2,953 106,007

2129 宅地防災推進事業（被災宅地危険
度判定体制の整備）

大地震等により被災した宅地における二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るため、「被災
宅地危険度判定士」を養成、登録し、迅速かつ的確な実施・相互支援体制を整備する。

0
722 722 6,300 7,022 601 601 369 969 1,323 1,323 6,669 7,991 宅地面積 103,096,688 494,248,430 20.9% 151 151 1,314 1,465 276 276 1,391 1,667

2130 震災対策推進事業（被災建築物応
急危険度判定体制の整備）

大地震により被災した建築物の余震等による二次災害を防止し、住民の安全の確保を図るた
め、「被災建築物応急危険度判定士」を養成、登録し、迅速かつ的確な実施・相互支援体制を整
備する。

0
1,838 1,838 21,000 22,838 1,529 1,529 1,199 2,728 3,367 3,367 22,199 25,566 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 542 542 6,198 6,741 994 994 6,552 7,546

2141
パークアンドライド事業

交通渋滞の緩和、違法路上駐車の削減を図るため、駅近くの大型商業施設の駐車場や公共駐
車場等を有効活用し、パークアンドライドを推進する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2142 めいわく駐車追放のための広報・啓
発

違法駐車の問題を解消するため、すべての府民に「めいわく駐車をしない、させない」意識を強く
浸透させるための広報啓発・府民運動を展開する。

0
114,262 1,549 11,550 125,812 95,038 1,288 6,605 101,642 209,300 2,837 18,155 227,454 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 33,724 457 3,409 37,133 61,774 837 5,358 67,132

2143
路外駐車場の届出事務 駐車場法に基づく路外駐車場の届出業務の処理を行う。 1

12 12 0 12 10 10 1 11 22 22 1 23 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2144

駐車場整備事業 「大阪府駐車場整備マスタープラン」に基づいて府営駐車場等の公共駐車場の整備を進める。 0
990,000 264,275 15,750 1,005,750 823,434 219,811 52,798 876,233 1,813,434 484,086 68,548 1,881,983 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 292,193 77,999 4,649 296,842 535,226 142,876 20,232 555,457

2145
府営駐車場の管理運営

「大阪府駐車場整備マスタープラン」に基づいて整備した府営駐車場の管理運営を委託により行
う。

0
85,730 -48,569 3,150 88,880 71,306 0 4,666 75,972 157,036 -48,569 7,816 164,852

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 9,114 -5,163 335 9,449 16,695 -5,163 831 17,526

2160 地域ぐるみによる交通安全教育普
及事業

交通安全意識の高揚を図るため、「交通マナーを高めよう」府民運動を推進し、地域ぐるみの交
通安全教育・広報啓発を展開する。

0
31,925 0 37,800 69,725 26,554 0 3,660 30,214 58,479 0 41,460 99,939 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,422 0 11,156 20,579 17,260 0 12,237 29,496

2161
交通安全教育指導員派遣事業

高齢者と幼児に交通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣づけるため、地域交通安
全推進団体等が主催する交通安全教育の場に指導員を派遣する。

0
4,865 0 1,050 5,915 4,046 0 311 4,357 8,911 0 1,361 10,272 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,436 0 310 1,746 2,630 0 402 3,032
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2165 自治体・民間団体等と一体となった
交通安全教育の推進

自治体をはじめ、関係機関･団体等と連携し、交通安全教育指導者の育成を図り、年齢層に応じ
た交通安全教育を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

2166
高齢者等交通安全支援事業

高齢者の交通事故が増加の一途をたどっていることから、その抑止対策として主要交差点にお
いて高齢者等の保護誘導活動等を実施する。

0
162,762 0 162,762 135,378 0 8,544 143,922 298,140 0 8,544 306,684

高齢者人
口 444,740 1,315,213 33.8% 55,038 0 0 55,038 100,816 0 2,889 103,705

2167
「リーダー養成講座」の開催 地域における安全なまちづくり活動のリーダーを養成するための講座を開催する。 0

945 945 10,500 11,445 786 786 601 1,387 1,731 1,731 11,101 12,832 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 279 279 3,099 3,378 511 511 3,276 3,787
2168 「安全ガイドブック」などの啓発冊子

の作成
府民一人ひとりの「安全なまちづくり」に対する意識啓発を図るため、安全ガイドブック等を作成
し、配布する。

0
1,270 1,270 5,250 6,520 1,056 1,056 342 1,399 2,326 2,326 5,592 7,919 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 375 375 1,550 1,924 687 687 1,651 2,337

2169 「安全なまちづくり」に関する情報の
提供

安全なまちづくりに関する周知・啓発を図るため、「府政だより」等の広報媒体による情報提供を
行う。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631

2170 「大阪府安全なまちづくり推進会議」
の運営

オール大阪で府民運動に取り組む推進体制として、府、府警本部、市町村、事業者団体等の代
表者で構成する「大阪府安全なまちづくり推進会議」を運営し、安全なまちづくりに関する広報、
啓発活動など府民運動の推進を行う。

0
3,218 3,218 5,250 8,468 2,677 2,677 445 3,121 5,895 5,895 5,695 11,589 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 950 950 1,550 2,499 1,740 1,740 1,681 3,420

2171
安全キャンペーン事業

府民の安全に対する危機意識を高めていただくため、「ひったくり」等に焦点をあて、府域全域に
わたる安全キャンペーン事業を展開する。

0
8,656 8,656 15,750 24,406 7,200 7,200 1,281 8,481 15,856 15,856 17,031 32,887 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,555 2,555 4,649 7,203 4,680 4,680 5,027 9,706

2172
ひったくり防止重点対策事業補助金

市町村が地域の実情を踏まえて実施するひったくり防止対策の重点的な取り組みを支援するこ
とにより、ひったくりの防止を図る。

0
37,000 37,000 10,500 47,500 30,775 30,775 2,494 33,268 67,775 67,775 12,994 80,768 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10,920 10,920 3,099 14,019 20,003 20,003 3,835 23,838

2173
商店街等活力再生推進事業費

商店街等が地域と一体となって取り組む街の安全性、快適性、賑わいづくり等に資する事業に
対して補助金を交付する。

0
75,000 75,000 10,500 85,500 62,381 62,381 4,488 66,870 137,381 137,381 14,988 152,370

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 38,349 38,349 5,369 43,717 70,245 70,245 7,664 77,909

2174
【新】商店街等防犯対応設備設置支
援事業

商業者の視点から安全・安心まちづくりに寄与するため、安全性の向上を図る商店街等に対し、
防犯カメラ等の防犯対応設備を設置する経費について、府内市町村とともに連携して補助する。

0
70,000 70,000 10,500 80,500 58,223 58,223 4,226 62,449 128,223 128,223 14,726 142,949

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 35,792 35,792 5,369 41,161 65,562 65,562 7,530 73,092

2179
学校安全教育推進事業

学校・家庭・地域住民が協働して子どもを守るという機運の醸成を図るとともに、その取組みを推
進するため、啓発ポスターを作成し、府内の全学校園、保育所、市町村、地域関係団体や警察
等関係機関に配付する。

0
1,205 0 1,205 1,002 0 63 1,066 2,207 0 63 2,271

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 334 0 0 334 611 0 18 629

2218
防犯面に配慮した府営住宅の建設 防犯に配慮した共同住宅の設計指針」に基づき、府営住宅を防犯仕様に整備する。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
2227

大阪消費者保護審議会の運営
消費者保護に関する施策の重要事項について、学識経験者、消費者、事業者等の意見を取り入
れ、消費者施策の充実を図る。

0
622 622 622 517 517 33 550 1,139 1,139 33 1,172 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 184 184 0 184 336 336 10 346

2228
府内消費者行政関係機関との連携

消費者行政を効果的に推進するため、市町村消費者行政担当課長会議や、相談員研修会等を
開催するなど、市町村との連携を深めるとともに、庁内関係部局との連携を図るため、消費者行
政推進本部会議を開催する。

0
697 697 6,300 6,997 580 580 367 947 1,277 1,277 6,667 7,944 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 206 206 1,859 2,065 377 377 1,968 2,345

2233
消費者関連情報の提供 暮らしの情報誌「美しい暮し」（月刊）の発行と講演会、講座の開催等を行う。 0

6,870 6,870 1,050 7,920 5,714 5,714 416 6,130 12,584 12,584 1,466 14,050 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,028 2,028 310 2,338 3,714 3,714 433 4,147
2238 市町村相談窓口の整備充実の支援

事業
府内市町村における消費生活相談窓口の設置を支援するため、未設置の市町村へ消費生活相
談員を派遣する。

0
306 306 0 306 255 255 16 271 561 561 16 577 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 90 90 0 90 165 165 5 170

2239 消費生活相談・消費生活情報コン
ピューター処理事業

消費者生活情報の有効な活用を図るため、全国の消費生活情報オンラインネットワークシステ
ム(PIO-NET)の運営を行う。

0
2,773 670 2,100 4,873 2,306 557 256 2,562 5,079 1,227 2,356 7,435 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 818 198 620 1,438 1,499 362 695 2,194

2240
消費生活相談の実施 消費者被害の防止・救済を図るため、消費生活相談を行う。 0

29,049 29,049 4,200 33,249 24,162 24,162 1,745 25,907 53,211 53,211 5,945 59,156 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,574 8,574 1,240 9,813 15,705 15,705 1,755 17,460
2241 消費生活相談処理支援システム事

業
苦情処理機能や消費者被害の未然防止機能の充実を図るため、相談員への即時対応支援や
被害情報の迅速な集約と情報提供が可能となるシステムの運営を行う。

0
10,792 6,000 5,250 16,042 8,976 4,991 842 9,818 19,768 10,991 6,092 25,860 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,185 1,771 1,550 4,735 5,835 3,244 1,798 7,633

2242
訴訟資金貸付制度

審査会によるあっせん・調停によっては解決できない場合等に訴訟に要する資金の貸付その他
の援助を行う。

0
375 375 0 375 312 312 20 332 687 687 20 707 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 111 111 0 111 203 203 6 209

2243
商品テスト事業

消費者被害の防止・救済を図るため、消費者相談・苦情品の原因究明のための商品テストを実
施する。

0
9,023 9,023 1,050 10,073 7,505 7,505 529 8,034 16,528 16,528 1,579 18,107 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,663 2,663 310 2,973 4,878 4,878 466 5,344

2244
大阪府消費生活苦情審査会の運営

消費生活センターでの処理では解決が困難な苦情を解決するために設置している苦情審査会
の機動的かつ積極的な運営を図る。

0
499 499 3,150 3,649 415 415 192 607 914 914 3,342 4,256 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 147 147 930 1,077 270 270 986 1,256

2245 大阪府地域ネットワークシステム整
備事業

市町村における消費者生活相談の迅速かつ的確な処理を図るため、PIO-NETシステムを活用し
たネットワークの運営を行う。

0
32,489 3,692 2,100 34,589 27,023 3,071 1,816 28,839 59,512 6,763 3,916 63,428 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 9,589 1,090 620 10,209 17,565 1,996 1,156 18,720

2248
表示の適正化

｢不当景品類及び不当表示防止法」や｢家庭用品品質表示法｣等に基づく事業者指導や小売店
舗等への立入調査を行う。

0
1,581 1,581 3,150 4,731 1,315 1,315 248 1,563 2,896 2,896 3,398 6,294 事業所数 232,804 483,964 48.1% 761 761 1,515 2,276 1,393 1,393 1,635 3,028

2249
不当な取引行為の防止 ｢大阪府消費者保護条例｣及び「特定商取引に関する法律｣等に基づく事業者指導を行う。 0

3,971 3,971 6,300 10,271 3,303 3,303 539 3,842 7,274 7,274 6,839 14,113 事業所数 232,804 483,964 48.1% 1,910 1,910 3,031 4,941 3,499 3,499 3,290 6,789
2250

「食の安全の取組宣言」事業

府内の食品関係事業者が、食の安全・安心確保のため消費者にとって具体的でわかりやすい取
り組みを自主的に決定し「食の安全・安心大阪府民会議」に宣言するとともに、ホームページ上
に登録する。また、宣言後の取り組み状況についても､ホームページ上で積極的に消費者へ情
報提供していく。

0

2,377 2,377 2,100 4,477 1,977 1,977 235 2,212 4,354 4,354 2,335 6,689 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 702 702 620 1,321 1,285 1,285 689 1,974
2254

拡張事業

計画目標年次を平成22年度とする本事業は、水源を淀川､紀の川及び安威川に求め､府内市町
村の水需要に対処しつつ､安全で良質な水を供給することを目的としている。平成16年度は､引
き続き､府営水道の給水対象として新たに追加した豊能町・能勢町への給水に伴う水道施設の
整備等を行う。

0

6,680,000 0 6,680,000 5,556,103 0 350,676 5,906,779 12,236,103 0 350,676 12,586,779 総面積 222 1,894 11.7% 782,948 0 0 782,948 1,434,167 0 41,102 1,475,269
2255

改良事業
府営水道は通水開始以来50年を経過し、施設の老朽化が進んでおり、浄水及び送水施設等の
更新と安定給水を図るために、改良事業を進めていく。

0
14,664,996 0 14,664,996 12,197,639 0 769,859 12,967,499 26,862,635 0 769,859 27,632,495 総面積 222 1,894 11.7% 1,718,852 0 0 1,718,852 3,148,511 0 90,234 3,238,745

2259
高度浄水施設の整備（拡張事業の
一環）

平成17年度に庭窪浄水場の高度浄水処理の全計画施設を供用開始するため、引き続き高度浄
水処理施設の整備を推進する。

0
3,244,000 0 3,244,000 2,698,203 0 170,298 2,868,502 5,942,203 0 170,298 6,112,502 総面積 222 1,894 11.7% 380,222 0 0 380,222 696,473 0 19,960 716,433

2264 大阪府生活環境の保全等に関する
条例委任事務交付金

大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく公害防止に係る事務の適正な執行を図るた
め、同条例の規定により、事務の処理を行った市町村長に対し、交付金を交付する。

1
82,036 82,036 3,150 85,186 68,234 68,234 4,472 72,706 150,270 150,270 7,622 157,892 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2266
ヒートアイランド対策推進事業

ヒートアイランド対策推進計画を策定するとともに、ヒートアイランド現象の現状について継続的
かつ定量的に把握する仕組みづくりを行う。

0
3,005 3,005 15,750 18,755 2,499 2,499 985 3,484 5,504 5,504 16,735 22,239 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 1,183 1,183 6,200 7,383 2,167 2,167 6,588 8,755

2268 【新】ヒートアイランド対策モデル事
業

ヒートアイランド現象を「点」から「面」に広げ、まちづくりの視点で取り組んでいくため、ヒートアイ
ランド対策を複合的に実施するモデル事業に取り組む。

0
50,000 21,000 71,000 41,588 0 3,727 45,315 91,588 0 24,727 116,315 昼間人口 3,664,414 9,308,237 39.4% 19,684 0 8,267 27,951 36,056 0 9,734 45,790

2273
大阪エコアクション宣言事業

家族などのグループ単位で、生活行動等に応じて、二酸化炭素の削減量など環境保全目標を設
定し、目標達成に向けた環境にやさしい行動「エコアクション」を宣言し、府に登録する。府は、Ｈ
Ｐ等を通じて、目標・取組内容等を情報提供する。

0
200 200 2,100 2,300 166 166 121 287 366 366 2,221 2,587 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 59 59 620 679 108 108 655 764

2274
【新】エコアクション促進事業

エコアクション(省エネなど地球にやさしい行動）に対する府民の理解を深め、その活動の拡大を
図るため、実践型の普及啓発事業を実施する。

0
2,743 0 10,500 13,243 2,281 0 695 2,977 5,024 0 11,195 16,220 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 810 0 3,099 3,909 1,483 0 3,304 4,787

2283
再生資源循環対策促進事業

再生資源の循環対策を推進するため、府・市町村で組織する「大阪府再生資源集団回収推進協
議会」を通じて事業を実施する。

0
6,670 6,670 10,500 17,170 5,548 5,548 901 6,449 12,218 12,218 11,401 23,619 事業所数 232,804 483,964 48.1% 3,209 3,209 5,051 8,259 5,877 5,877 5,484 11,362

2285
大阪エコエリア構想推進業務

廃棄物最終処分場跡地等を活用し、民間事業者を主体としたリサイクル施設の整備や、森林・ビ
オトープ等の自然とふれあう場「共生の森」等の創造などを目的とした「大阪エコエリア構想」を推
進する。

0
622,788 261,438 36,750 659,538 518,005 217,452 34,623 552,629 1,140,793 478,890 71,373 1,212,167 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2286
大阪府分別収集促進計画推進事業

大阪府分別収集促進計画（現在第３期：平成15～19年度）を円滑に推進するため、市町村の分
別収集実施状況や、リサイクル施設の整備状況を把握し、市町村に対する技術支援を行う。

0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316

2287
ごみゼロ型社会推進事業

平成１３年度に策定した大阪府廃棄物処理計画の普及啓発や広域化の推進などの進行管理等
を行う。

0
1,000 1,000 14,700 15,700 832 832 824 1,656 1,832 1,832 15,524 17,356 事業所数 232,804 483,964 48.1% 481 481 7,071 7,552 881 881 7,468 8,349

2288
きれいな環境都市創造推進事業

「大阪府循環型社会形成推進条例」に基づき、廃棄物の減量化、リサイクルを推進するとともに、
不適正処理を撲滅するため、周知を行う。

0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316

2289
廃棄物減量化対策推進事業

ごみの減量化・リサイクルを推進するため、住民団体、事業者団体、市町村等とともに設置した
「大阪府廃棄物減量化・リサイクル推進会議」において、啓発活動、調査・研究を行う。

0
2,530 2,530 31,500 34,030 2,104 2,104 1,786 3,891 4,634 4,634 33,286 37,921 事業所数 232,804 483,964 48.1% 1,217 1,217 15,153 16,370 2,229 2,229 16,012 18,241

2292 【新】家電リサイクル大阪方式推進
事業

「家電リサイクル大阪方式」の定着に向け、消費者や小売店等関係者の理解を得るため、周知・
啓発を行うとともに、消費者団体等を通じて具体の方式についての説明を行い、効果的なＰＲを
進める。

0
8,134 8,134 15,750 23,884 6,765 6,765 1,254 8,019 14,899 14,899 17,004 31,903 事業所数 232,804 483,964 48.1% 3,913 3,913 7,576 11,489 7,167 7,167 8,179 15,347
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
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大阪市
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大阪府
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2293 【新】中古衣料リユース流通情報整
理事業

他の品目に比べて、リサイクル率が低位である故繊維について、今後リユースやリサイクルを促
進するため、府民の故繊維処分の状況や意識調査を行うとともに、中古衣料を中心とした故繊
維事業者やリサイクルショップに関する情報を収集整理する。

0
9,368 0 3,150 12,518 7,792 0 657 8,449 17,160 0 3,807 20,967 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,506 0 1,515 6,022 8,255 0 1,831 10,086

2296
【新】放置自動車対策推進事業

大阪府が管理する道路、施設等において放置される自動車が自動車リサイクル法によるリサイ
クル料金の前払いが完了する19年度末までに増加することが見込まれることから、放置自動車
対策を推進する。

0
1,023 1,023 26,250 27,273 851 851 1,432 2,283 1,874 1,874 27,682 29,556 事業所数 232,804 483,964 48.1% 492 492 12,627 13,119 901 901 13,316 14,217

2297 産業廃棄物減量化・適正処理対策
事業

産業廃棄物の減量化や適正処理の推進を図るため、「多量要綱」の対象事業所に対し処理実績
の報告を求め、必要な指導を行うとともに、関係団体を通じて法律の周知などを行う。

1
1,432 0 42,000 43,432 1,191 0 2,280 3,471 2,623 0 44,280 46,903 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2298

建設リサイクルの推進

大阪府における建設リサイクルの推進に向けた基本的考え方、目標、具体的施策を内容とする
「大阪府建設リサイクル推進計画」(平成１５年３月作成)に基づき、建設副産物の排出抑制、建設
資材の再使用及び建設副産物の再資源化・縮減の促進という観点をもった、環境への負荷の少
ない循環型社会経済システムを構築する。

0

200 7,665 7,865 166 0 413 579 366 0 8,078 8,444
事業所数
（建設業） 11,872 29,866 39.8% 80 0 3,047 3,126 146 0 3,211 3,357

2303
温暖化防止活動推進事業

地球温暖化防止活動推進員を環境カウンセラーや地域で活躍するNPO等の構成員に委嘱し、
地域に根ざした温暖化対策を推進する。

0
75 75 5,250 5,325 62 62 280 342 137 137 5,530 5,667 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 22 22 1,550 1,572 41 41 1,632 1,673

2304 ローカルアジェンダ２１推進事業（豊
かな環境づくり大阪府民会議の運
営・環境保全活動補助事業）

大阪府のローカルアジェンダである「豊かな環境づくり大阪行動計画」を広く普及し、また、民間
団体が自主的に行う先進的で他の模範となる環境保全活動に対して補助金を交付する。

0
2,758 574 6,300 9,058 2,294 477 476 2,769 5,052 1,051 6,776 11,827 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 814 169 1,859 2,673 1,491 310 2,000 3,491

2307
オゾン層保護対策の推進

オゾン層破壊物質であるフロンの回収と適正処理を図るため、市町村、事業者と共同で事業実
施を行う。

0
284 284 10,500 10,784 236 236 566 802 520 520 11,066 11,586 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 84 84 3,099 3,183 154 154 3,266 3,420

2312 水質分析方法検討試験等国庫委託
事業

環境省の委託を受け、水中、大気中、底質及び生物内の微量化学物質の分析法の開発、環境
調査、モニタリング、特に毒性の強いものについての特別調査等を行い、有害化学物質対策の
基礎資料を得る。

0
4,500 -500 21,000 25,500 3,743 0 1,339 5,082 8,243 -500 22,339 30,582 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,328 -148 6,198 7,526 2,433 -148 6,593 9,026

2313
大気水質調査研究事業

酸性雨、酸性沈着物実態調査、温室効果ガス等、地域及び地球レベルで問題となっている物質
に関する調査を行う。

0
6,319 6,319 39,900 46,219 5,256 5,256 2,426 7,682 11,575 11,575 42,326 53,901 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,865 1,865 11,776 13,641 3,416 3,416 12,492 15,909

2324
低公害車普及促進事業

低公害車の普及を促進するため、トラックやバスなど民間事業者の低公害車への代替に向けて
助成や中小企業者を対象に低利融資のあっせんと利子補給を行う。また、府民、事業者を対象
に啓発型イベントを関係機関や民間との連携により実施する。

0
271,047 181,270 37,950 308,997 225,444 150,772 16,221 241,665 496,491 332,042 54,171 550,662 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 79,998 53,501 11,201 91,199 146,537 98,000 15,988 162,525

2326
沿道環境対策の推進

大阪府道路環境対策連絡会議が平成９年３月に策定した「大阪府域の沿道環境対策について」
に基づき、関係諸機関の連携の下、沿道における環境対策の推進を図る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2327
局地汚染対策の推進 大気の直接浄化手法の実用化、普及促進を図るなど、沿道環境の改善方策を検討・推進する。 0

80 0 5,250 5,330 67 0 280 346 147 0 5,530 5,676 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 24 0 1,550 1,573 43 0 1,632 1,675
2328 使用過程ディーゼル自動車対策事

業

自動車から排出される粒子状物質の低減を図るため、大型バス、トラックへのディーゼル排気微
粒子除去装置（ＤＰＦ）の装着に対して補助を行う。また、整備不良ディーゼル車の府民モニター
による通報制度を実施する。

0
7,241 7,241 6,510 13,751 6,023 6,023 722 6,745 13,264 13,264 7,232 20,496 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,137 2,137 1,921 4,059 3,915 3,915 2,134 6,049

2329 自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づく事業者
指導

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法に基づき、府内38市町に使用の本拠を有する自動車（軽自動車、特殊自動
車を除く）を30台以上使用する事業者（道路運送事業者等を除く）に、自動車から排出されるＮＯ
ｘ・ＰＭを抑制するための計画書や実績報告書の提出を求め、指導を行っていく。

0
2,560 2,560 52,500 55,060 2,129 2,129 2,890 5,020 4,689 4,689 55,390 60,080

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 642 642 13,165 13,807 1,176 1,176 13,889 15,065

2331
自動車騒音の環境モニタリング

府内の自動車騒音の状況を把握し、騒音低減対策の基礎資料を得るために、騒音規制法に基
づく自動車騒音の常時監視を実施する。

0
12,188 0 12,188 10,137 0 640 10,777 22,325 0 640 22,965 道路面積 37,425 161,327 23.2% 2,827 0 0 2,827 5,179 0 148 5,328

2332 自動車窒素酸化物排出量実態調査
事業

大阪府自動車ＮＯｘ・ＰＭ総量削減計画の進捗状況の把握を行うため、府域を走行する自動車の
車種や規制年度、排出ガス原単位等を調査し、窒素酸化物排出量の推計を行う。

0
8,010 8,010 3,150 11,160 6,662 6,662 586 7,248 14,672 14,672 3,736 18,408 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,364 2,364 930 3,294 4,330 4,330 1,103 5,433

2334 【新】ディーゼル車買替緊急融資事
業

自動車ＮＯｘ・ＰＭ法の規制によるディーゼル車等の買い替えについて、民間金融機関等と共同
で中小企業向けの新たな融資制度を創設・運営する。

0
412,900 412,900 17,850 430,750 343,430 343,430 22,613 366,043 756,330 756,330 40,463 796,793

自動車登
録台数 947,486 3,778,540 25.1% 103,537 103,537 4,476 108,013 189,653 189,653 10,146 199,800

2338
道路橋りょう等調査

重点的、効率的に道路整備事業を実施するために、調査・計画策定を行ない、道路ネットワーク
の形成により渋滞の解消・緩和を推進する。

1
13,724 10,724 0 13,724 11,415 8,920 720 12,135 25,139 19,644 720 25,859 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2339
阪神高速道路建設協力

大阪都市再生環状道路を構成する阪神高速大和川線、淀川左岸線の建設等を推進し、大阪経
済の再生を図るため、阪神高速道路公団に出資する。

0
3,053,000 306,000 168,000 3,221,000 2,539,339 254,516 169,091 2,708,430 5,592,339 560,516 337,091 5,929,430 道路面積 37,425 161,327 23.2% 708,242 70,987 38,973 747,215 1,297,323 130,030 78,199 1,375,522

2340
連続立体交差事業

都市交通の円滑化、市街地の一体整備を図り、区画整理事業などの面整備を促すため、鉄道を
連続して高架化する。

1
9,131,550 113,962 514,500 9,646,050 7,595,185 94,788 506,383 8,101,567 16,726,735 208,750 1,020,883 17,747,617 道路面積 37,425 161,327 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2342
バス運行対策費補助金

府域における広域的・幹線的なバス路線のうち、地域住民の生活に必要不可欠でありながら、
輸送人員の減少等により、その運行の維持が困難となっているものについて、国と協調補助を
実施し、府民の生活交通を確保する。

0
17,905 8,955 0 17,905 14,893 7,448 940 15,832 32,798 16,403 940 33,737 道路面積 37,425 161,327 23.2% 4,154 2,077 0 4,154 7,608 3,805 218 7,826

2355
ごみ処理広域化計画推進事業 平成１３年度に策定した「ごみ処理広域化計画」の進行管理を行う。 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316
2356

一般廃棄物指導監督費 市町村の一般廃棄物処理施設の整備及び維持管理について、指導監督を行う。 1
5,341 2,756 5,341 4,442 2,292 280 4,723 9,783 5,048 280 10,064 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2357
広域廃棄物処分場整備促進費

「広域臨海環境整備センター法」に基づく大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス計画）を
進めるため、関係地方公共団体と協力し、その促進に努める。

0
397 397 2,100 2,497 330 330 131 461 727 727 2,231 2,958 事業所数 232,804 483,964 48.1% 191 191 1,010 1,201 350 350 1,073 1,423

2359
廃棄物処理対策推進等事業

生活環境影響評価委員会を運営し、意見を聴取することにより、処理施設設置にかかる環境影
響調査を実施する。

0
1,400 1,400 19,950 21,350 1,164 1,164 1,121 2,285 2,564 2,564 21,071 23,635 事業所数 232,804 483,964 48.1% 673 673 9,597 10,270 1,234 1,234 10,136 11,369

2361
広域廃棄物受入監視事業

埋立処分場（泉大津沖・神戸沖）及び周辺の環境保全のため、搬入予定搬出事業所への立入、
検体採取・分析を行い、適正受入協議会において審査する。

0
5,016 5,016 3,150 8,166 4,172 4,172 429 4,601 9,188 9,188 3,579 12,767 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,413 2,413 1,515 3,928 4,420 4,420 1,721 6,141

2364
不法投棄防止事業

産業廃棄物の不適正処理の監視や未然防止、早期是正を図るため、不法投棄防止事業を行
う。

1
6,847 0 5,721 12,568 5,695 0 660 6,355 12,542 0 6,381 18,923 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2365 産業廃棄物不適正処理監視パト
ロール委託事業

産業廃棄物やテレビ等の廃家電などの不法投棄等不適正処理を未然に防止するとともに早期
に発見・是正することを目的に、監視パトロールなどの取り組みを強化する。

1
77,645 0 52,500 130,145 64,581 0 6,832 71,414 142,226 0 59,332 201,559 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2366
産業廃棄物処理指導監督費

産業廃棄物処理業者の許可、同処理施設の許可及び事業所への立入検査を実施し、指導監督
を行う。また、処理の過程を管理する産業廃棄物管理票（マニフェスト）の使用徹底による適正処
理を指導する。

1
34,558 -98,522 168,000 202,558 28,744 0 10,634 39,377 63,302 -98,522 178,634 241,935 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2367
産業廃棄物処理団体育成事業

産業廃棄物の適正処理に関する正しい知識の普及啓発を図るため、大阪市、堺市、東大阪市や
（社）大阪府産業廃棄物協会と協力して、排出事業者や処理業者、府民を対象にした研修・啓発
事業（さんぱいフォーラム）を実施する。

0
346 346 1,144 1,490 288 288 78 366 634 634 1,222 1,856 事業所数 232,804 483,964 48.1% 166 166 550 717 305 305 588 893

2368
ウェイストデータバンク整備事業

廃棄物に関する各種情報を適切に管理し、廃棄物の減量化・適正処理を推進するためウェイス
トデータバンク（産業廃棄物情報管理システム）を運用する。

0
5,609 5,609 11,441 17,050 4,665 4,665 895 5,560 10,274 10,274 12,336 22,610 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,698 2,698 5,504 8,202 4,942 4,942 5,934 10,876

2369 【新】強酸性産業廃棄物処理行政代
執行事業

平成10年度において、行政代執行により移し替えた硫酸ピッチが5年以上にわたり保管され、ド
ラム缶の経年劣化による流出の恐れが生じており、環境保全上の支障発生の恐れがあることか
ら全量を行政代執行により処分する。

0
47,312 24,011 1,050 48,362 39,352 19,971 2,539 41,891 86,664 43,982 3,589 90,253 事業所数 232,804 483,964 48.1% 22,759 11,550 505 23,264 41,688 21,157 1,726 43,415

2370
大気汚染防止計画推進事業

「大阪２１世紀の環境総合計画」に基づき、大気汚染物質に係る環境保全目標を維持・達成する
ため、大気汚染防止に係る各種対策・調査を行う。

1
1,362 1,362 21,000 22,362 1,133 1,133 1,174 2,307 2,495 2,495 22,174 24,669 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2371
光化学スモッグ対策事業

光化学スモッグ発生時における府民への周知、緊急時対象工場へのばい煙量等削減要請や各
種調査を行う。

1
1,340 1,340 15,330 16,670 1,115 1,115 875 1,990 2,455 2,455 16,205 18,660 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2372
悪臭防止規制指導事業

悪臭防止法の円滑な施行を図るため、市町村に対し、悪臭物質の濃度の測定方法、排出防止
技術等の指導、助言を行う。

1
499 499 6,404 6,903 415 415 362 777 914 914 6,766 7,680 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2373
大気汚染防止規制指導事業

大気汚染防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づく規制基準の遵守徹底など
の指導を図るため、対象工場・事業場に対し、立入検査や改善指導等を行う。

1
8,800 8,800 157,500 166,300 7,319 7,319 8,730 16,050 16,119 16,119 166,230 182,350 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2374 大気汚染発生源常時監視システム
整備･運営事業

府内の大規模発生源における窒素酸化物等の排出量の把握及び規制基準等の遵守徹底を図
るため、テレメーターシステムにより常時監視を行う。

1
10,265 10,265 10,265 8,538 8,538 539 9,077 18,803 18,803 539 19,342 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2375 【新】有害大気汚染物質発生源対策
調査事業

有害大気汚染物質の削減を推進するため、工場・事業場における排出実態等調査について、国
の事業を受託して実施する。

1
1,170 -130 1,050 2,220 973 0 117 1,090 2,143 -130 1,167 3,310 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2376 有害大気汚染物質モニタリング事
業

長期曝露により人への健康被害が懸念される有害大気汚染物質のうち、環境基準が設定され
ているベンゼン等環境省が指定する19物質について、府内７地点においてモニタリングを実施す
る。

1
21,878 0 18,900 40,778 18,197 0 2,141 20,338 40,075 0 21,041 61,116 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2377
大気検査業務

法令等に基づく規制指導及び苦情案件に係る検査分析や外部委託に係る精度管理調査並びに
未規制物質等の分析法の開発等を行う。

1
45,940 45,940 47,250 93,190 38,211 38,211 4,892 43,103 84,151 84,151 52,142 136,293 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2378
浮遊粒子状物質環境調査

自動車排ガス中の微小粒子状物質削減対策に資するため、浮遊粒子状物質（SPM）の成分分
析を行い、府内の汚染状況の実態把握、発生源寄与率の解析及び対策の効果確認を行う。

1
5,864 5,864 18,900 24,764 4,877 4,877 1,300 6,177 10,741 10,741 20,200 30,941 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2379 関西国際空港周辺大気汚染状況解
析

（財）関西空港調査会からの受託で、泉州地域の大気汚染測定データを収集、処理し、高濃度時
等の解析を行い、日報、月報、年報という形式で報告する。

0
906 -966 1,050 1,956 754 0 103 856 1,660 -966 1,153 2,812 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
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道府県の
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ルクマー
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の場
合は
「1」）
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a
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b
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うち一般財
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大阪市
データ

d

大阪府
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a''
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a''+c''
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2380 国設四条畷自動車交通環境測定所
（環境省）管理

環境省からの委託を受けて、国設四条畷自動車交通環境測定所の維持管理を実施するととも
に、窒素酸化物、浮遊粒子状物質等の測定を行う。

0
5,500 0 1,050 6,550 4,575 0 344 4,918 10,075 0 1,394 11,468 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2381
国設大気汚染測定網（環境省）管理

環境省からの委託を受けて、全国大気汚染測定網大阪測定所の維持管理を実施するとともに、
窒素酸化物・浮遊粒子状物質等及び発ガン性等が懸念され、大気汚染防止法により規定されて
いる「有害大気汚染物質」の測定を行う。

0
10,700 -800 19,950 30,650 8,900 0 1,609 10,509 19,600 -800 21,559 41,159 事業所数 232,804 483,964 48.1% 5,147 -385 9,597 14,744 9,428 -385 10,371 19,799

2382
大気汚染常時監視

大気汚染防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に基づき、大気汚染の常時監視を
行い、環境基準の達成状況を把握するとともに、光化学スモッグ注意報等の緊急時措置を行う。

1
189,052 189,052 105,000 294,052 157,244 157,244 15,437 172,681 346,296 346,296 120,437 466,733 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2383
大気汚染測定局整備 大気汚染の状況を適正に監視するため、大気汚染測定機器等の設置や更新をして整備する。 1

10,765 6,272 2,100 12,865 8,954 5,217 675 9,629 19,719 11,489 2,775 22,494 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2384

水質保全啓発推進事業
国直轄河川の中で水質がワースト上位になっている大和川の水質改善を図り、府民活動による
快適な水辺環境の保全と創造を実現するため、国・市町村と連携して啓発活動を推進する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2385
生活排水処理実施計画推進事業

平成１４年度に策定した「府生活排水処理実施計画」に基づき、効率的かつ計画的な生活排水
処理施設の整備、普及促進を図るとともに、市町村による生活排水処理計画の策定について、
技術的支援を行う。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 2,525 2,525 0 0 2,658 2,658

2386
生活排水対策推進事業

生活排水対策を重点的に実施する必要がある地域を重点地域に指定し、市町村の推進計画策
定業務の支援等を行う。

1
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2387
総量削減計画の進行管理

閉鎖性水域である大阪湾の水質改善を図るため、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）､窒素、りんを削減
対象とする第5次総量削減計画の進行管理を行う。

1
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2388
発生負荷量管理等調査事業

水質総量削減計画の進捗管理を行うため、対象工場・事業場及びその他の発生源の調査及び
集計等を行う。

1
5,628 3,753 11,550 17,178 4,681 3,122 902 5,583 10,309 6,875 12,452 22,761 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2389
水質保全対策事業

都市化の進展に伴い、家庭雑排水が農業用施設に流入し農業用水が著しく汚濁している区域に
おいて、用排水路の分離又は水源水質の改善を行い、水質汚濁による被害を除去する。

1
74,491 23,491 25,638 100,129 61,958 19,539 5,256 67,214 136,449 43,030 30,894 167,343 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2390 指定地域特定施設水質汚濁防止規
制指導事業

水質汚濁防止法に基づく排水基準等の遵守徹底を図るため、指定地域特定施設（２０１～５００
人槽）に対し立入検査や届出審査及び改善指導等を行う。

1
2,570 2,570 2,100 4,670 2,138 2,138 245 2,383 4,708 4,708 2,345 7,053 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2391
水質汚濁防止規制指導事業

水質汚濁防止法や条例等に基づく排水基準等の遵守徹底を図るため、対象工場や事業場に対
し、立入検査や届出審査及び改善指導等を行う。

1
14,203 0 152,250 166,453 11,813 0 8,738 20,552 26,016 0 160,988 187,005 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2392
水質総量規制推進事業

水質汚濁防止法に基づく総量規制基準の遵守徹底を図るため、対象工場・事業場に対し立入検
査及び改善指導等を行う。

1
2,699 2,699 16,800 19,499 2,245 2,245 1,024 3,269 4,944 4,944 17,824 22,768 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2393
農薬に係る水質監視事業

大阪府ゴルフ場農薬適正使用等指導要綱に基づき、ゴルフ場からの農薬等の流出を監視する
ため水質検査及び立入指導を行う。

1
752 752 6,300 7,052 625 625 370 996 1,377 1,377 6,670 8,048 農地面積 19,513 1,122,357 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2394
水質汚濁常時監視事業

総量規制基準の遵守徹底のため、大規模発生源のＣＯＤ排出量を常時監視し、改善指導等を行
う。

1
300 300 6,300 6,600 250 250 346 596 550 550 6,646 7,196 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2395
水質検査業務

法令等に基づく河川水、海水、地下水等の水質分析、苦情、事故等緊急検体に係る検査分析及
び外部委託に係る精度管理調査並びに未規制物質等の分析法の開発等を行う。

1
26,707 0 47,250 73,957 22,214 0 3,882 26,096 48,921 0 51,132 100,053 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2396
広域総合水質調査国庫委託事業

大阪湾を含む瀬戸内海における水質汚濁、富栄養化の実態を広域的かつ統一的に把握するた
めの調査のうちで、大阪湾の調査を行う。

1
1,261 -140 1,050 2,311 1,049 0 121 1,170 2,310 -140 1,171 3,481 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2397
公共用水域常時監視

法に基づいて、河川及び海域における水質等の常時監視の測定計画の策定及び監視を行い、
環境基準の達成状況を把握する。

1
134,233 118,745 21,000 155,233 111,649 98,766 8,149 119,798 245,882 217,511 29,149 275,031 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2398
農薬に係る水質監視

府内で使用されている農薬による水質汚濁を防止するため、上水道水源のうち代表的な河川の
農薬に係る水質監視を行う。

1
185 185 2,100 2,285 154 154 120 274 339 339 2,220 2,559 農地面積 19,513 1,122,357 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2399
地下水質常時監視事業

地下水質の常時監視を行うため、府域の地下水質の概況調査、汚染井戸周辺地区調査、定期
的モニタリング調査を実施する。

1
9,064 7,364 38,850 47,914 7,539 6,125 2,515 10,054 16,603 13,489 41,365 57,968 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2402
環境整備事業 海域における快適な環境を保全するため、内湾、内海におけるゴミや油の回収を行う。 1

206,979 204,032 21,000 227,979 172,155 169,704 11,968 184,123 379,134 373,736 32,968 412,102 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2411 小型合併処理浄化槽設置整備補助

事業
生活排水対策を推進するため、合併処理浄化槽の設置者にその費用の一部を助成する市町村
に対し補助する。

0
79,833 0 10,500 90,333 66,401 0 4,742 71,143 146,234 0 15,242 161,476 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 23,562 0 3,099 26,661 43,160 0 4,499 47,659

2413
指定地域特定施設の維持管理指導

府域（政令委任市を除く）の指定地域特定施設（201人槽以上500人槽以下の浄化槽）について、
水質汚濁防止法に基づく届出及び審査･指導を行う。

1
2,570 2,570 10,500 13,070 2,138 2,138 686 2,824 4,708 4,708 11,186 15,894 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2414 下水道終末処理施設の維持管理指
導事業

下水道終末処理場の適正な維持管理を確保するため、その維持管理について指導、水質検査
を行う。

1
380 380 10,500 10,880 316 316 571 887 696 696 11,071 11,767 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2415 一般廃棄物処理施設等（し尿処理
施設・浄化槽）の維持管理指導

「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「浄化槽法」に基づき、し尿処理施設及び浄化槽の
維持管理状況について、立入検査、水質検査を実施し、適正な管理を指導する。

1
1,237 1,237 10,500 11,737 1,029 1,029 616 1,645 2,266 2,266 11,116 13,382 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2416
地盤沈下規制指導事業

地盤沈下を未然防止するため、地盤沈下観測所での地下水位及び地盤沈下量の常時監視、地
下水採取量の調査、地下水採取事業場に対する指導等を行う。

1
9,309 8,647 11,550 20,859 7,743 7,192 1,095 8,838 17,052 15,839 12,645 29,697 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2417
土壌・地下水汚染対策推進事業

土壌・地下水汚染による府民の健康影響の防止を図るため、国の土壌汚染対策法・水質汚濁防
止法の施行に加え、平成15年３月に改正した生活環境保全条例の周知を図るとともに、同条例
の施行により、土地所有者が行う汚染調査や除去等の措置に対する指導を行う。

1
3,274 2,537 44,100 47,374 2,723 2,110 2,487 5,210 5,997 4,647 46,587 52,584 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2419
工業用水道の安定供給

工業用水法に基づく地下水汲み上げ規制の代替として､将来にわたり安定した給水をすすめて
いく。

1
6,125,493 0 6,125,493 5,094,891 0 321,566 5,416,457 11,220,384 0 321,566 11,541,950 宅地面積 103,096,688 494,248,430 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2420 市町村環境担当職員騒音振動研修
会の開催

市町村の騒音・振動担当職員の事務・技術能力の向上を図るため、研修会を開催する。 0
40 40 1,050 1,090 33 33 57 90 73 73 1,107 1,180 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 12 12 310 322 22 22 327 348

2421
低周波音実態調査

低周波音対策の基礎資料を得るため、環境庁が策定した「低周波音の測定方法に関するマニュ
アル」に基づいた統一的な測定方法により低周波音の実態把握を行う。

1
4,200 4,200 0 0 220 220 0 0 4,420 4,420 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2422
法・条例に基づく規制指導

工場・事業場や建設作業等の騒音・振動に関する規制・指導権限を有している市町村に対して
指導を行うとともに、航空機による商業宣伝放送の規制等について、事業者の指導を行う。

1
1,131 1,131 6,300 7,431 941 941 390 1,331 2,072 2,072 6,690 8,762 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2423
空港周辺住民助成事業

国が行う移転補償及び緑地整備事業により住宅等を移転する者に対し、移転資金の利子補給
を行う。また、大阪国際空港周辺地域及び緑地地域から移転する営業者に対し、移転資金の
あっせん融資等を行う。

0
11,782 1,131 2,100 13,882 9,800 941 729 10,528 21,582 2,072 2,829 24,410 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 3,477 334 620 4,097 6,370 611 835 7,205

2424 空港周辺整備機構助成事業（民家
防音工事への助成等）

航空機騒音防止法に基づき設立した「空港周辺整備機構」が行う民家防音工事助成事業に対し
補助を行うとともに、固有事業について資金の一部を貸し付ける。

0
330,420 194,420 10,500 340,920 274,827 161,709 17,897 292,725 605,247 356,129 28,397 633,645 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 97,522 57,382 3,099 100,621 178,636 105,110 8,381 187,017

2425
空港周辺整備事業

大阪国際空港周辺地域において、関係市が生活環境の改善を図るため、移転跡地等を利用し
て行う周辺環境基盤施設の整備に対し、国と共同して補助を行うとともに、法定受託事務として
指導・監督を行う。（平成１５年度まで補助対象事業なし）

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

2426
空港周辺緑地整備事業

大阪国際空港周辺の騒音激甚地域における住環境の向上を図るため、国と協力して同地域の
緑地整備を進める。

0
977,252 838,741 21,000 998,252 812,831 697,624 52,405 865,236 1,790,083 1,536,365 73,405 1,863,488 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 288,431 247,550 6,198 294,629 528,334 453,450 21,665 549,999

2428 鉄軌道騒音・振動の実態把握及び
対策の促進

鉄軌道騒音・振動問題への適切な対応を図るため、鉄軌道騒音・振動の実態を把握する。 0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

2429 大阪国際空港周辺における航空機
騒音の常時監視等

大阪空港周辺における航空機騒音の状況を把握し、航空機公害対策の基礎資料を得るため、
常時測定を行うとともに、関係市と連携し航空機騒音の随時測定を行う。

0
7,096 7,096 4,200 11,296 5,902 5,902 593 6,495 12,998 12,998 4,793 17,791 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,094 2,094 1,240 3,334 3,836 3,836 1,415 5,251

2431 関西国際空港周辺における航空機
騒音実態調査事業

関西国際空港周辺において、航空機騒音の実態調査を行い、航空機騒音に係る環境基準の達
成状況を把握する。

0
2,650 2,650 2,100 4,750 2,204 2,204 249 2,454 4,854 4,854 2,349 7,204 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2432 環境保健サーベイランス調査受託
事業

全国的に実施されている大気汚染濃度と呼吸器症状等の関係を示す調査の一環として大阪府
の現状を把握する。

0
3,258 0 8,400 11,658 2,710 0 612 3,322 5,968 0 9,012 14,980 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 962 0 2,479 3,441 1,761 0 2,660 4,421

2434
中小企業公害防止資金特別融資促
進事業

府内中小企業者による公害防止対策を支援するため、融資斡旋及び利子補給を行う。 0
206,932 7,186 11,550 218,482 172,116 5,977 11,470 183,586 379,048 13,163 23,020 402,068

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 98,989 3,438 5,525 104,514 181,323 6,297 11,012 192,334

2436 公害に係る健康被害救済制度等の
円滑な実施

公害健康被害補償予防協会からの助成を受け、大阪府及び旧指定７市が行う健康被害予防事
業が円滑に実施されるよう調整を行う。

0
433 0 3,150 3,583 360 0 188 548 793 0 3,338 4,131 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 128 0 930 1,058 234 0 985 1,219

2439
公害防止組織の整備

特定工場内において、事業者自身が公害防止を目的とする人的組織を設置するなど、公害の発
生を未然に防ぐための自主的な取り組みを要請する。

0
5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631

2441 大気汚染・水質汚濁関係苦情相談
処理事業

大気汚染、悪臭、水質汚濁等の府民からの苦情を適切に処理するため、発生源の工場・事業場
への立入指導等を行うとともに、市町村に対し助言・指導等を行う。

1
757 757 77,596 78,353 630 630 4,113 4,743 1,387 1,387 81,709 83,096 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2442 ダイオキシン類対策事業（発生源対
策）

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく規制基準の遵守指導を図るため、規制対象工場や事
業場に対し、立入検査や改善指導等を行う。

1
2,435 2,435 15,750 18,185 2,025 2,025 955 2,980 4,460 4,460 16,705 21,165 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2443
ダイオキシン類常時監視

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大気、水質（底質を含む）、地下水、土壌のダイオキ
シン類の常時監視を行い、府域の汚染状況を把握するとともに、追跡調査や精度管理、排出規
制に係る測定を行う。

1
125,327 95,325 73,500 198,827 104,241 79,287 10,438 114,679 229,568 174,612 83,938 313,506 事業所数 232,804 483,964 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表
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「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2444
化学物質対策推進事業

化学物質に関する情報提供に努めていくとともに、有害化学物質の管理を促進するための体系
的な施策戦略をとりまとめる。

0
26,250 26,250 0 0 1,378 1,378 0 0 27,628 27,628 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 12,627 12,627 0 0 13,290 13,290

2445 ＰＲＴＲ法（特定化学物質の環境へ
の排出量の把握及び管理の改善の
促進に関する法律）推進事業

法に基づく排出量、移動量の届出を受け付けるとともに、データの集計・公表や事業者に対する
技術的助言等を行う。

0
576 576 21,000 21,576 479 479 1,133 1,612 1,055 1,055 22,133 23,188 事業所数 232,804 483,964 48.1% 277 277 10,102 10,379 508 508 10,647 11,154

2446
【新】ＰＲＴＲフォローアップ事業

環境省のフォローアップ事業を受託し、実施することにより、ＰＲＴＲ対象外の事業者や物質の排
出量、代替物質への移行状況等を把握するとともに、化学物質管理施策の検討等を行い、府域
における化学物質による環境リスクの低減を図る。

0
2,250 -250 5,250 7,500 1,871 0 394 2,265 4,121 -250 5,644 9,765

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,076 -120 2,511 3,588 1,972 -120 2,700 4,671

2447
有害化学物質排出抑制事業

化学物質適正管理指針に基づき、工場等に使用量の報告を求めることで、工場等が自主的に化
学物質の適正管理を行うことを促進させる。

0
10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 5,051 5,051 0 0 5,316 5,316

2454
有害化学物質管理推進事業 環境ホルモンやPRTR法の対象化学物質について、一般環境中の濃度状況などを調査する。 0

1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 505 505 0 0 532 532
2465

三草山緑地環境保全事業
府自然環境保全条例に基づく緑地環境保全地域に指定した三草山の保全管理事業を行う（財）
大阪みどりのトラスト協会に対して助成する。

0
2,686 2,686 0 2,686 2,234 2,234 141 2,375 4,920 4,920 141 5,061 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2497 ビオトープ（野生生物の生息空間）
の普及啓発

野生生物と共生できる環境づくりの推進に資するため、生き物の生息空間を確保するビオトープ
の考え方の普及促進を図る。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2500
鳥獣保護事業（鳥獣保護員）

野生鳥獣の保護を図るため、鳥獣保護員を任命し鳥獣保護区の管理、狩猟の取り締まり等を行
う。

0
4,839 4,839 2,100 6,939 4,025 4,025 364 4,389 8,864 8,864 2,464 11,328 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2501
鳥獣保護事業（野生鹿被害防止事
業）

野生鹿による農林業被害の防止を図るため、防鹿柵の設置や有害鳥獣駆除を実施する市町に
対して補助する。

0
5,772 4,332 6,300 12,072 4,801 3,603 634 5,435 10,573 7,935 6,934 17,507 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2503
希少野生動植物種保護増殖事業

国指定の天然記念物で種の保存法による国内希少野生動植物種に指定されているイタセンパ
ラの保護増殖を図るため、密漁パトロールの実施や研究会の運営等を行う。

0
1,500 1,500 1,050 2,550 1,248 1,248 134 1,381 2,748 2,748 1,184 3,931 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2504
自然環境保全方策検討事業

自然環境保全施策を講ずるために必要な自然環境の現状を把握するため､環境省からの委託
調査の結果を踏まえ、府域における野生動植物の保全方策について検討する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2505
動物愛護推進事業

犬、猫等の動物の愛護と適正な飼養を推進するため、動物取扱業者への指導を徹底し、府民の
動物に対する愛護精神の高揚、府民の安全の確保及び公衆衛生の向上を図る。

1
31,430 28,476 120,750 152,180 26,142 23,685 7,989 34,131 57,572 52,161 128,739 186,311 総人口 2,598,774 8,805,081 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2507
農業振興地域整備促進事業

農地の適正な保全活用を図るため、農業振興地域の指定を受けた市町村に対して、計画の策
定や見直しに係る指導等を行う。

0
259 259 10,500 10,759 215 215 565 780 474 474 11,065 11,539 農家数 592 29,801 2.0% 5 5 209 214 9 9 220 229

2508
野菜産地強化特別対策事業

国際競争力のある野菜産地を形成するため、省力化や農産物の高品質化等を図るハウス等の
導入を図る。

0
26,750 0 3,150 29,900 22,249 0 1,570 23,819 48,999 0 4,720 53,719

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,311 0 154 1,465 2,401 0 231 2,632

2509
府内産農産物安全・安心提供シス
テム推進事業

地域特産野菜の農薬登録拡大や消費者と生産者の顔の見える関係づくり、農薬に関する消費
者の知識向上等のための啓発活動を行うことにより、府民への安全・安心な府内産農産物の提
供を推進する。

0
7,419 7,419 10,500 17,919 6,171 6,171 941 7,111 13,590 13,590 11,441 25,030 農家数 592 29,801 2.0% 147 147 209 356 270 270 227 497

2510
遊休農地解消総合対策事業 遊休農地の解消とその有効利用を図るため、遊休農地活用計画策定市町村に対して補助する。 0

904 152 1,050 1,954 752 126 103 854 1,656 278 1,153 2,808
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 44 7 51 96 81 14 56 138

2512
国有農地等の管理

農地法等関係法令に基づき国有農地の貸付、維持保存、財産台帳の整備等国有農地等の適正
な管理に努める。

0
22,375 0 89,250 111,625 18,610 0 5,860 24,470 40,985 0 95,110 136,095 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 389 0 1,552 1,941 713 0 1,654 2,366

2513
農業委員会等助成事業

農業委員会及び農業会議の組織と業務の執行に要する経費の一部を助成して、法令業務の執
行について円滑な運営を図る。

0
183,060 70,540 2,100 185,160 152,261 58,672 9,720 161,981 335,321 129,212 11,820 347,141 農家数 592 29,801 2.0% 3,637 1,401 42 3,678 6,661 2,567 235 6,896

2514
農空間づくりプラン推進事業

地域住民が主体となって、地域ごとの特色や課題を踏まえた、良好な農空間を中心としたまちづ
くりを保全・創造するためのプラン策定を支援する。

0
6,550 2,050 21,000 27,550 5,448 1,705 1,446 6,894 11,998 3,755 22,446 34,444 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 114 36 365 479 209 65 390 599

2515
大阪府農空間保全・活用指針に基
づく施策の進行管理

大阪の良好な農空間を保全・活用するために策定した「大阪府農空間保全・活用指針」に基づく
施策の進行管理を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

2516
農地に関する法規制の運用

農地法に基づき農地の権利移転及び農地の転用手続きの励行指導を適正に行い、無秩序な農
地の転用を防止するとともに、優良農地の確保、地域農業の振興及び土地の農業上の効率的
な利用調整を図る。

0
2,109 762 55,650 57,759 1,754 634 3,032 4,786 3,863 1,396 58,682 62,545 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 37 13 968 1,004 67 24 1,020 1,087

2517
農業担い手対策総合推進事業

農業の多様な担い手の確保を図るため、就農希望者や高齢者に対する支援体制の整備や新規
就農者の研修資金の貸し出し等を行う。

0
29,901 10,958 135,450 165,351 24,870 9,114 8,680 33,551 54,771 20,072 144,130 198,902 農家数 592 29,801 2.0% 594 218 2,691 3,285 1,088 399 2,863 3,951

2518
経営構造対策事業

農業の持続的な発展と農空間の有する多面的機能の発揮を図るため、地域の認定農業者等担
い手の育成及びこれら担い手に対する農地の利用集積を進めるなど、地域農業の変革に資す
る生産・加工・流通・販売施設等の整備に対して補助する。

0
59,915 5,386 21,000 80,915 49,834 4,480 4,248 54,082 109,749 9,866 25,248 134,997

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 2,935 264 1,029 3,964 5,377 483 1,237 6,614

2520

中山間直接支払事業

耕作放棄等により、国土保全や水源の涵養、景観の保全といった多面的機能の低下が危惧され
ている中山間地域等において、多面的機能の確保を図る観点から、適切な農業生産活動等が
継続的に行われるよう、農業者等に農業生産条件の不利性を補正するための直接支払交付金
を交付する事業を行う市町村に対して補助する。

0

60,818 20,141 8,400 69,218 50,585 16,752 3,634 54,219 111,403 36,893 12,034 123,437 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 1,057 350 146 1,203 1,937 641 209 2,146
2521 【新】育てて食べよう野菜バリバリ推

進事業

子どもの頃から規則正しい食生活と健康な食習慣を身につけるため、学校と家庭、地域や産地
等の連携のもとに、学校における野菜栽培の実践と学校給食への活用等「食」と「農」が有する
教育的機能を活用した総合的な食育を推進する。

0
3,032 3,032 2,100 5,132 2,522 2,522 269 2,791 5,554 5,554 2,369 7,923

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 149 149 103 251 272 272 116 388

2525
防災農地整備事業

周辺の土地利用状況から、避難地等の防災上の役割が期待される地域の農地を「防災農地」と
位置づけ、都市防災機能の強化を図るとともに、農空間の保全及び農地を中心とした地域コミュ
ニティの形成を図る。

0
9,669 2,273 10,500 20,169 8,042 1,891 1,059 9,101 17,711 4,164 11,559 29,270 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 168 40 183 351 308 72 201 509

2529
土地改良区の運営指導 府域の８１の土地改良区の適正運営指導を行う。 0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051 農地面積 19,513 1,122,357 1.7% 0 0 183 183 0 0 192 192
2542

農林水産祭開催事業
農林水産物の消費拡大を図るため、毎年農林水産省等が主催し東京等で開催される農林水産
祭に参加する。

0
1,250 1,250 1,050 2,300 1,040 1,040 121 1,160 2,290 2,290 1,171 3,460

事業所数
（農林漁
業） 35 132 26.5% 331 331 278 610 607 607 310 918

2546
地域環境コミュニティの支援

都市の貴重な環境資源であるため池や農業用水利施設を将来にわたって保全していくために
は、地域住民や農家で組織する「地域環境コミュニティの活動」や住民参加による保全活動の継
続が不可欠である。このため、これらの活動に対する支援を行う。

0
4,600 600 1,932 6,532 3,826 499 343 4,169 8,426 1,099 2,275 10,701 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,358 177 570 1,928 2,487 324 671 3,158

2549
あぜ道とせせらぎづくり推進事業

ため池や農業用水路を子供たちの自然体験や総合学習等の場として提供・活用を図るもので、
文部科学省と農林水産省との連携により、関係機関、団体との総合的な調整を行う。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 310 310 0 0 326 326

2552 自然環境の保全と回復に関する協
定の締結に係る事務

開発と自然環境の調和を図るとともに、積極的な自然回復を行わせるため、開発者と協定を締
結する。

0
26,250 26,250 0 0 1,378 1,378 0 0 27,628 27,628 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2553 自然公園特別地域（特別保護地区）
内許可、同普通地域内届出及び近
郊緑地保全区域内届出に係る事務

自然公園区域内及び近郊緑地保全区域内の各種行為について、適正に審査・指導を行うととも
に、違法行為等の未然防止に努める。

0
44 44 52,520 52,564 37 37 2,759 2,796 81 81 55,279 55,360 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2558
林地開発許可及び保安林（保安施
設地区）内作業許可に係る事務

地域森林計画対象民有林における開発行為及び保安林等における各種行為を適正に審査・指
導するとともに、当該地域における違法行為等の未然防止に努める。

0
529 529 52,520 53,049 440 440 2,785 3,225 969 969 55,305 56,274 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2563 スギ花粉生産森林情報調査整備事
業

花粉生産量の多いスギ人工林を特定して地理情報化するとともに、花粉生産量が多い要因、特
に、立地要件を解明し、花粉生産量を抑制する技術を開発するため、調査を行う。

0
450 -50 2,100 2,550 374 0 134 508 824 -50 2,234 3,058 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2564
種苗養成事業

優良な山林を造成するため、府の気候や土壌等の条件にあった生育の良好な母樹を指定し、優
良種子の採取と苗木の無料配布を行う。

0
858 488 1,050 1,908 714 406 100 814 1,572 894 1,150 2,722 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2565
教育の森整備事業

老朽化した野外活動施設等を自然環境や森林・林業体験学習のフィールドとして再編整備を行
う市町村に対し補助を行う。

0
12,060 0 2,100 14,160 10,031 0 743 10,774 22,091 0 2,843 24,934 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
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事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2566
府営林整備事業 民有地に地上権を設定した「府営林」において、植栽を中心とした森林整備を行う。 0

105,227 39,104 29,400 134,627 87,523 32,525 7,067 94,590 192,750 71,629 36,467 229,217 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2567

緑の元気回復事業
緊急地域雇用創出特別基金を活用して、病害虫被害木の搬出処理、竹林、雑木林などの森林
整備を行う。

0
243,600 0 2,100 245,700 202,615 0 12,898 215,513 446,215 0 14,998 461,213 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2568
森林造成事業

山地災害の防止や水源のかん養を図るため、荒廃森林を整備する森林所有者や森林組合に対
して補助する。

0
139,959 50,075 35,700 175,659 116,411 41,650 9,221 125,633 256,370 91,725 44,921 301,292 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2570
森林整備促進事業

都市周辺の花粉発生量の多い森林において、雄花着花量に着目した抜切りや枝落とし等を行
う。

0
3,500 0 6,300 9,800 2,911 0 514 3,426 6,411 0 6,814 13,226 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2572
自然保護指導事業

良好な自然環境を保全するため、自然環境保全指導員を任命し、国定公園区域や自然環境保
全地域等の巡視を行う。

0
11,373 11,373 2,100 13,473 9,460 9,460 707 10,167 20,833 20,833 2,807 23,640 森林面積 0 58,467 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2579
地域緑化促進事業 市街地の緑被率向上を図るため,大阪府みどりの基金事業として、緑化苗木の配付等を行う。 0

21,550 0 7,350 28,900 17,924 0 1,517 19,441 39,474 0 8,867 48,341
市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 4,802 0 1,638 6,439 8,795 0 1,976 10,771

2582 環境緑化推進事業（緑化樹木需給
安定対策事業）

緑化木の需給安定を図るため、府内の緑化木の生産状況や需要量を調査する。 0
74 37 0 74 62 31 4 65 136 68 4 139

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 16 8 0 16 30 15 1 31

2597
大阪府域環境保全協議会運営事業

地域住民の生活環境の保全を図るため、府、大阪市、堺市、泉大津市で設立した「大阪府域環
境保全協議会」により大阪湾圏域広域処理場整備事業（フェニックス事業）に対する環境監視を
行う。

0
232 232 1,050 1,282 193 193 67 260 425 425 1,117 1,542 事業所数 232,804 483,964 48.1% 112 112 505 617 204 204 537 742

2602
環境保全基金の運営 環境保全活動のより一層の推進を図るため、環境保全基金の積み立て、運営を行う。 0

5,291 291 2,100 7,391 4,401 242 388 4,789 9,692 533 2,488 12,180 事業所数 232,804 483,964 48.1% 2,545 140 1,010 3,555 4,662 256 1,197 5,859
2645

環境情報システムの整備
地球環境に関する諸条件を体系的に蓄積する環境情報データベースや環境の現況解析・将来
予測等を行う解析予測手法の充実に努め、環境情報システムの整備を図る。

0
72,158 72,158 42,000 114,158 60,018 60,018 5,993 66,010 132,176 132,176 47,993 180,168 事業所数 232,804 483,964 48.1% 34,711 34,711 20,204 54,914 63,581 63,581 23,086 86,667

2658 【新】環境指導室業務システム整備
事業

事業所指導に係る業務の効率化を図るため、大気・水質・産業廃棄物の事業所データベースを
再構築し一元化を図る。

0
8,925 8,925 31,500 40,425 7,423 7,423 2,122 9,546 16,348 16,348 33,622 49,971 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,293 4,293 15,153 19,446 7,864 7,864 16,173 24,038

2660
創造的中小企業振興事業

中小企業創造活動促進法に基づき「研究開発等事業計画」についての相談・助言・認定を行うと
ともに、認定企業に対し、新技術の研究開発に伴う費用の一部を補助する。

0
136,595 68,465 26,250 162,845 113,613 56,946 8,549 122,162 250,208 125,411 34,799 285,007 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 69,373 34,772 13,332 82,705 127,075 63,693 17,673 144,748

2661
ベンチャービジネス振興事業

ベンチャー企業の成長を図るため、新しい技術・ビジネスモデルを有するベンチャー企業への投
資・融資（債務保証）による資金支援､相談・助言による技術・経営支援を行う。

0
112,714 112,714 18,900 131,614 93,750 93,750 6,909 100,659 206,464 206,464 25,809 232,273 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 57,245 57,245 9,599 66,844 104,858 104,858 13,108 117,966

2662
大阪府中小企業等債券市場構想 中小企業等向け債券市場の運営を行う。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2665
グローバルベンチャーフォーラムの
開催

大阪において、国内外の優れたベンチャー企業とこれら企業のビジネスに関心を持つ企業との
出会いの場を提供することにより、新規産業・雇用機会の創出に寄与することを目的とし、ビジネ
スプラン発表会、個別相談・情報交換を実施する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 502 502 0 0 529 529

2666
ハンズ・オン・ナビゲーター派遣委
託事業

研究機関や金融機関等を退職し、技術面・経営面の知識を有している専門家を雇用し、府のベ
ンチャービジネス・プラットフォーム関係機関の支援先企業をはじめとした府下のベンチャー企業
に対し、指導・助言等を行う。

0
24,180 0 0 24,180 20,112 0 1,269 21,381 44,292 0 1,269 45,561 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 12,280 0 0 12,280 22,495 0 645 23,139

2667
ベンチャービジネス・プラットフォー
ムによる支援

新事業創出促進法に基づき、財団法人大阪産業振興機構を中核的支援機関とした、ベンチャー
支援機関のネットワーク体制を構築し、各種情報発信事業等を通じ、支援機関とベンチャー企業
とのマッチングやビジネスチャンス拡大のための場等を提供するとともに、ベンチャービジネスに
対する機運の醸成を図る。

0

5,000 4,000 7,350 12,350 4,159 3,327 648 4,807 9,159 7,327 7,998 17,157

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,392 1,913 3,516 5,908 4,381 3,505 3,826 8,207

2669
内外企業創業支援インキュベータ
整備事業

ＩＴ関連の創業を促進するため、資金面等で脆弱な状況にある創業間もない起業家を対象とした
インキュベート施設を運営し、創業のための支援を行なう。また、国外のＩＴベンチャー企業を誘致
し、日本の企業とのコラボレートによりニュービジネスの創出を図る。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2671
企業育成支援事業費（フォレックス
インキュベーターの運営）

府立産業技術総合研究所の開放研究室（14室）を活用して府内中小製造業者のうち新規創業を
目指す個人や研究開発型の中堅・中小企業が行う新技術・新製品開発を(財）大阪産業振興機
構が支援する。

0
11,156 11,156 8,400 19,556 9,279 9,279 1,027 10,306 20,435 20,435 9,427 29,862

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 5,337 5,337 4,018 9,355 9,775 9,775 4,509 14,285

2672
【新】先端技術創出型産学官研究開
発補助金事業

対象インキュベーション施設に入居する府内中小企業が大学等と共同で行う先端技術を用いた
研究開発に資金補助することにより、成長分野における新産業の創出と産業クラスターの形成
を促進する。

0
20,000 20,000 10,500 30,500 16,635 16,635 1,601 18,236 36,635 36,635 12,101 48,736

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 9,567 9,567 5,023 14,590 17,525 17,525 5,789 23,314

2673
特許インキュベート施設｢パテントラ
ボ｣の運営

中小企業の新分野進出あるいはベンチャー起業者の創業に際して、特許等の知的所有権分野
に関しての経営戦略作成支援を短期間集中的に行うことによって新産業の創成を図るとともに、
支援ノウハウの蓄積を図る 。

0
1,081 1,081 8,400 9,481 899 899 498 1,397 1,980 1,980 8,898 10,878

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 517 517 4,018 4,535 947 947 4,256 5,204

2695
インターネット高度利用研究事業

中小企業におけるインターネットのビジネスへの活用を促進するための支援を行う、マイドーム
おおさかインターネット通信センター運営協議会に分担金を拠出する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2697

中小企業ＩＴ化推進事業

大阪の中小企業の活性化を図るため、中小企業におけるＡＳＰサービス活用を促進する相談窓
口の設定やマッチングなどの仕組みづくり、ＩＴ導入事例の紹介、中小企業経営者の交流、情報
交換を図り、先進的な取り組みを行う企業に続いて、できる限り多くの中小企業がＩＴ化を進め経
営の高度化・高付加価値化を実現することを目指す。

0

10,500 10,500 0 0 551 551 0 0 11,051 11,051

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 5,023 5,023 0 0 5,286 5,286

2698
ＩＴ対応の技術支援事業

中小企業のＩＴ支援及び所内OA化を推進するにあたり、整備後5年を経過して老朽化し、外部と
の情報交換に支障をきたしている情報システムを最新の情報利用環境に対応できるシステムに
更新整備を行う。

0
14,250 14,250 11,852 0 748 12,601 26,102 0 748 26,851

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 6,817 0 0 6,817 12,486 0 358 12,844

2708
大阪電子自治体推進協議会事業

府・市町村共通の課題である電子自治体の円滑・効率的な実現のため、共同取組の企画・調整
やシステムの共同開発などを行う。１６年度は、市町村共同利用電子入札システムの運用を開
始するとともに、電子申請システムの共同開発に取り組む。.

0
750 750 52,500 53,250 624 624 2,795 3,419 1,374 1,374 55,295 56,669 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2715 府営住宅の電子申込システムの運
用

府民の利便性の向上に寄与することを目的として、府営住宅の入居申込について、平成１５年度
に創設した電子申請制度の運用を行う。

0
1,904 0 1,904 1,584 0 100 1,684 3,488 0 100 3,588

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 202 0 0 202 371 0 11 381

2716 基幹系業務システム総合整備事業
（総務サービスセンターの整備）【教
育委員会】

総務事務システムの構築により、平成16年度から人事・給与・福利厚生、財務会計、物品調達の
事務をイントラネットで提供する総務サービスセンターの運用を府立学校において開始する。

0
684,563 684,563 569,387 0 35,937 605,324 1,253,950 0 35,937 1,289,887

学校数
（小・中・府
立高校） 504 1,748 28.8% 197,380 0 0 197,380 361,551 0 10,362 371,912

2736
水道事業の環境会計の公表

環境保全のためのコストと､その活動により得られた効果を、貨幣単位や物量単位で定量的に把
握・分析し､パンフレットやインターネットを活用して、広く府民に公表する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 事業所数 232,804 483,964 48.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2737
新エネルギーの導入、省エネル
ギーへの対応

村野浄水場、三島浄水場における太陽光パネルの設置など、引き続き、自然エネルギーの有効
利用を図る。また、平成16年度は、大庭浄水場において、排熱が再利用可能な発電機などのｺｰ
ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ施設を導入し、「水道残渣の減量化・有効利用」の推進を図る。

0
157,500 157,500 131,001 0 8,268 139,269 288,501 0 8,268 296,769 事業所数 232,804 483,964 48.1% 75,763 0 0 75,763 138,779 0 3,977 142,757

2745

資源循環促進事業

資源循環型社会システムの構築と産業育成に関する検討委員会における検討結果を踏まえ、
資源の有効利用等に関し、技術的に先進的な取組みを行っている企業の事例情報、技術情報を
収集・提供するとともに、排出企業、利用企業等に交流の機会を提供することにより、資源、技術
の発掘や製品開発を促進し、企業における環境配慮対応の促進や環境関連産業の育成を図
る。

0

500 500 5,250 5,750 416 416 302 718 916 916 5,552 6,468 事業所数 232,804 483,964 48.1% 241 241 2,525 2,766 441 441 2,671 3,111
2748

環境技術コーディネート事業
大阪産業や自治体の抱える環境課題の克服のため、大阪府の関係機関と連携して環境関連産
業に対する研究開発の奨励、技術評価、情報提供など環境保全のための環境コーディネートを
推進する。

0
10,000 0 31,500 41,500 8,318 0 2,179 10,496 18,318 0 33,679 51,996 事業所数 232,804 483,964 48.1% 4,810 0 15,153 19,963 8,811 0 16,201 25,012

2751

CB起業家応援事業

地域課題解決型の新しいビジネススタイル、高齢者や女性などの新しい起業スタイル、働き方と
して注目されているコミュニティ・ビジネスを創出するため、先導役づくり(先導的CB創出支援事
業、モデル提案型CB創出支援事業)、融資制度(CB創設支援資金貸付事業)、運営サポート(CB
創出環境整備事業)を一体的に実施する。

0

124,452 10,500 134,952 103,513 0 7,084 110,598 227,965 0 17,584 245,550 事業所数 232,804 483,964 48.1% 59,866 0 5,051 64,917 109,659 0 8,459 118,118
2770

【新】科学・情報戦略推進費

ナノバイオやロボット、ＩＴといった科学技術の融合分野など新テーマに戦略的に対応する科学技
術推進方策「科学技術推進戦略（仮称）」の策定、及びこの戦略策定へのアドバイスや国に提案
する研究開発プロジェクト内容を検討する科学技術の専門家組織「科学技術戦略ボード（仮称）」
を設置する。

0

3,000 3,000 3,000 2,495 2,495 157 2,653 5,495 5,495 157 5,653 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,524 1,524 0 1,524 2,791 2,791 80 2,871
2774

研究成果活用プラザの活用
科学技術振興事業団の「研究成果活用プラザ大阪」（平成13年12月オープン）を活用し、産学官
の共同研究を促進するとともに、特許化支援・企業化支援に係る科学技術振興事業団事業等を
活用して新産業の創出を図る。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2775 国等の提案公募型研究開発事業の
制度情報の収集・活用

産学官共同研究事業を促進するため、国等のプロジェクト（提案公募型研究開発事業）の制度情
報を収集し、ホームページにより提供する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 533 533 0 0 561 561
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2777
技術・市場交流移転促進事業

異業種中小企業間での技術移転・技術交流を促進するため、府内の中小企業支援機関が実施
する事業に対して補助を行う。

0
1,558 1,558 1,050 2,608 1,296 1,296 137 1,433 2,854 2,854 1,187 4,041 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 791 791 533 1,325 1,449 1,449 603 2,052

2781 【新】大阪東部エリア都市エリア産学
官連携促進事業

国の公募型事業（都市エリア産学官連携促進事業）を活用し、大阪東部地域で次世代の製造技
術開発に関する産学官連携促進事業を行い、大阪東部地域のものづくりクラスター形成に資す
る。

0
31,361 31,361 5,250 36,611 26,085 26,085 1,922 28,007 57,446 57,446 7,172 64,618 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2790
【新】外国特許出願助成事業

模倣品被害の防止や外国マーケットの確保を促すため、府内中小企業の外国への特許出願を
支援し、知的財産を活用した大阪経済の活性化を図る。

0
38,000 38,000 8,400 46,400 31,607 31,607 2,436 34,042 69,607 69,607 10,836 80,442 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 19,299 19,299 4,266 23,565 35,352 35,352 5,503 40,855

2793
特許活用新産業創出事業

開放特許や大学等の研究成果を活用し、中小企業等へ技術移転することにより、新製品開発や
新分野進出を支援する。

0
4,014 4,014 8,400 12,414 3,339 3,339 652 3,990 7,353 7,353 9,052 16,404 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 2,039 2,039 4,266 6,305 3,734 3,734 4,597 8,331

2794
特許関連イベントセミナー等の開催

関西特許情報センターフェスタの開催や、近畿特許流通フェア等マッチングイベントに出展を行う
とともに、特許相談を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 1,067 1,067 0 0 1,123 1,123

2796
【新】知的財産セミナー開催事業

知的財産の創造・保護・活用を促進するため、府内各地域において中小企業等を対象とした知
的財産セミナーを開催し、知的財産制度の普及啓発等を行う。

0
1,477 1,477 7,350 8,827 1,228 1,228 463 1,692 2,705 2,705 7,813 10,519 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 750 750 3,733 4,483 1,374 1,374 3,968 5,342

2797
【新】特許情報活用支援事業

中小企業等における知的財産の創造・保護・活用を促進するため、特許情報の効果的な活用に
よる管理・検索等についての指導・相談や普及啓発を実施する。

0
3,770 3,770 10,500 14,270 3,136 3,136 749 3,885 6,906 6,906 11,249 18,155 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,915 1,915 5,333 7,247 3,507 3,507 5,713 9,220

2798
【新】知的財産相談事業

中小企業等における知的財産の創造・保護・活用を促進するため、府内各地域において弁理士
による相談事業を展開する。

0
5,184 5,184 7,350 12,534 4,312 4,312 658 4,970 9,496 9,496 8,008 17,504 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 2,633 2,633 3,733 6,366 4,823 4,823 4,067 8,890

2804
堺北エリア開発整備協議会の運営

平成8年12月に大臣承認を受けた「大阪府大阪湾臨海地域整備計画」に位置付けられた「堺北
臨海部地区」の開発整備の具体化を図るため、「堺北エリア開発整備協議会（事務局総合計画
課）」において検討調査、協議調整等を行う。

0
2,300 2,300 18,900 21,200 1,913 1,913 1,113 3,026 4,213 4,213 20,013 24,226 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2805
水と緑の健康都市事業

箕面北部丘陵において､余野川ダムの水際空間や周辺の豊かな自然環境を活かしながら、世代
を超えてだれもが生き生きと暮らせる長寿社会に対応したニュータウンを建設する。

0
1,695,458 1,695,458 1,410,201 0 89,005 1,499,206 3,105,659 0 89,005 3,194,664 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2806
まちづくり促進事業

りんくうタウン整備事業､阪南スカイタウン開発事業等の整備区域内のまちづくりの促進を図るた
め､当該地域内の産業用地の貸付け等を行う。

0
23,882,002 23,882,002 19,863,902 0 1,253,719 21,117,621 43,745,904 0 1,253,719 44,999,623 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2807
阪南スカイタウン開発事業

関西国際空港に関連する地域整備として、関西国際空港及びりんくうタウンの埋立用土砂採取
跡地を有効に利用し､緑豊かなゆとりと潤いある住宅地の形成と産業・文化・レクリエーション施
設の誘致による複合的なまちづくりを進める。

0
1,237,409 1,237,409 1,029,217 0 64,959 1,094,177 2,266,626 0 64,959 2,331,586 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2808
りんくうタウン整備事業

関西国際空港の対岸部において埋立を行い､空港機能の支援・補完と大阪湾及び地域の環境
改善を図り､あわせて地域の振興に資する。

0
4,437,337 4,437,337 3,690,764 0 232,944 3,923,708 8,128,101 0 232,944 8,361,045 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2809
工業用水道の安定供給（改築事業）

府営工業用水道は、供用開始以来約40年を経過し､施設の老朽化が進んでおり､将来にわたる
安定供給を図るため､改築事業を進めていく。

0
3,082,591 3,082,591 2,563,951 0 161,825 2,725,776 5,646,542 0 161,825 5,808,367 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,565,576 0 0 1,565,576 2,867,747 0 82,187 2,949,934

2816
海外アドバイザー設置事業

外国企業等の誘致活動を効果的に進めるため、海外での経済情勢や現地事情に精通し、豊富
なネットワークを持つ専門家に情報提供やアドバイスを受ける。

0
3,000 3,000 6,300 9,300 2,495 2,495 488 2,983 5,495 5,495 6,788 12,283 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,524 1,524 3,200 4,723 2,791 2,791 3,448 6,238

2817
外国企業ナビゲーター設置事業

日本進出を検討している外国企業に対して、専門知識を有する専門家をナビゲーターとして配置
し、法人設立や雇用、税務処理などの支援を行う。

0
6,943 0 2,100 9,043 5,775 0 475 6,250 12,718 0 2,575 15,293 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 3,526 0 1,067 4,593 6,459 0 1,308 7,767

2854
【新】観光コンテンツ制作事業

地域性のあるコンテンツ素材を対象として、動画による映像コンテンツを制作し、インターネット
上において大阪の観光魅力・情報などを内外に発信する。

0
32,806 0 1,050 33,856 27,286 0 1,777 29,064 60,092 0 2,827 62,920 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 16,661 0 533 17,195 30,520 0 1,436 31,955

2858
観光案内板整備事業

観光地における日本語、英語、ハングル、中国語の観光案内板の整備の充実を図り、外国人旅
行者の利便性向上に努める。

0
2,000 2,000 2,100 4,100 1,664 1,664 215 1,879 3,664 3,664 2,315 5,979 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 590 590 620 1,210 1,081 1,081 683 1,765

2859
観光情報発信促進事業 観光情報データベースをインターネットで発信する（外国語を含む）。 0

5,295 5,295 8,400 13,695 4,404 4,404 719 5,123 9,699 9,699 9,119 18,818 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,563 1,563 2,479 4,042 2,863 2,863 2,691 5,554
2884

小規模事業者等啓発事業
海外でのビジネスに関係の深い企業・団体等の人事・研修担当者を対象として、人権意識の啓
発のための研修会を実施する。

0
231 0 2,100 2,331 192 0 122 315 423 0 2,222 2,646 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 117 0 1,067 1,184 215 0 1,129 1,344

2886
貿易促進事業費

貿易振興団体の育成を通じて府内の国際ビジネス関連企業の振興を図るため、貿易振興団体
に対する事業費の補助、貿易関連情報の収集を行う。

0
18,364 18,364 13,650 32,014 15,274 15,274 1,681 16,955 33,638 33,638 15,331 48,969 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 9,327 9,327 6,933 16,259 17,084 17,084 7,786 24,870

2887
輸出手形損失てん補金

輸出手形買取りの円滑化を図るため、輸出手形を買い取った府内の金融機関に対し、回収不能
額の一部を補償する。

0
443 -7,669 2,100 2,543 368 0 133 502 811 -7,669 2,233 3,045 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 225 -3,895 1,067 1,292 412 -3,895 1,134 1,546

2892
【新】中小企業金融新戦略策定費

中小企業の多様化する資金ニーズに的確に対応し、資金供給の一層の円滑化を図るため、学
識経験者等からなる「金融新戦略検討会議」を設置し、大阪独自の中小企業金融新戦略を策定
する。

0
5,000 5,000 36,750 41,750 4,159 4,159 2,192 6,350 9,159 9,159 38,942 48,100

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,392 2,392 17,580 19,972 4,381 4,381 18,628 23,010

2893
元気出せ大阪ファンド事業

金融機関の不良債権処理の加速により、事業の継続・存続可能性を有する中小企業等までもが
破綻を余儀なくされることを回避し、企業に対する早期の再生着手と迅速な再生を図る。

0
35,903 35,903 3,937 39,840 29,862 29,862 2,091 31,954 65,765 65,765 6,028 71,794

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 17,175 17,175 1,883 19,058 31,460 31,460 2,884 34,344

2895 【新】リレーションシップバンキング
促進費(中小企業経営革新等支援
事業）

地域金融機関がリレーションシップバンキングをすすめていることに呼応して、経営革新や技術
開発等を行う中小企業に、自らのリスクにより積極的な融資を行う地域金融機関に対し、府が融
資原資を預託し、長期低利の融資を促進する。

0
1,250,000 0 4,593 1,254,593 1,039,690 0 65,862 1,105,552 2,289,690 0 70,455 2,360,145

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 597,954 0 2,197 600,151 1,095,304 0 33,703 1,129,007

2898
設備導入等促進診断事業費

中小企業高度化資金の貸付けを効果的に行うため、貸付先組合等を対象として事業計画・財務
等の企業診断を実施する。

0
2,417 0 15,750 18,167 2,010 0 954 2,964 4,427 0 16,704 21,131

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,156 0 7,534 8,690 2,118 0 7,990 10,108

2901
中小企業高度化資金貸付金

中小企業の組合等の高度化事業を支援するため、中小企業総合事業団と協力して必要な資金
を長期低利で融資する。

0
526,440 171,093 15,750 542,190 437,868 142,307 28,463 466,331 964,308 313,400 44,213 1,008,521

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 251,830 81,845 7,534 259,364 461,289 149,919 21,150 482,439

2907
中小企業経営推進費

中小企業者を対象として巡回相談や後継者育成研修を実施し、中小企業者の経営の改善を図
る。

0
8,493 0 5,250 13,743 7,064 0 721 7,786 15,557 0 5,971 21,529

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,063 0 2,511 6,574 7,442 0 2,857 10,298

2908
中小企業経営革新支援事業

中小企業経営革新支援法に基づく計画の承認を行うとともに、中小企業者が承認計画に基づき
実施する事業への補助を行い、企業の経営革新を促進する。

0
194,487 97,346 57,750 252,237 161,765 80,968 13,242 175,006 356,252 178,314 70,992 427,243

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 93,035 46,567 27,625 120,661 170,418 85,299 33,960 204,378

2910
小規模事業対策費

小規模企業の振興と経営の安定を図るため、商工会・商工会議所及び商工会連合会が実施す
る事業（経営指導員等を設置して行う経営・技術に関する相談指導や講習会の開催、記帳継続
指導、地域中小企業支援センターにおける創業、経営革新支援事業等）への補助を行う。

0
2,880,686 2,607,900 55,650 2,936,336 2,396,016 2,169,126 154,147 2,550,163 5,276,702 4,777,026 209,797 5,486,499

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,378,015 1,247,524 26,621 1,404,635 2,524,181 2,285,154 100,359 2,624,540

2916
デザイン研究事業

府内産業界のデザイン課題解決に資するため、特定のテーマについて研究を行うとともに、国等
の試験研究機関、大学等との共同研究を行う。また、中小企業が独自に解決することが困難な
デザイン課題について、企業の要請により随時受託による研究を行う。

0
2,618 1,718 22,050 24,668 2,178 1,429 1,295 3,473 4,796 3,147 23,345 28,141

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,252 822 10,548 11,800 2,294 1,505 11,167 13,461

2917
デザイン情報サービス事業

デザインビジネスの拡大・支援を図るため、内外の諸情報を分析・収集し、さまざまなメディアを
通じて発信する。

0
2,942 2,942 31,500 34,442 2,447 2,447 1,808 4,255 5,389 5,389 33,308 38,697

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,407 1,407 15,068 16,476 2,578 2,578 15,933 18,511

2918
デザイン振興費

中小企業のデザイン力・企画開発力の強化を図るため、デザイン開発・高度化を図ろうとする中
小企業に対して補助等の支援を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

2919
デザイン人材育成事業

中小企業、デザイン業を対象に、デザイン分野の先端知識・技術と最新情報の移転、及びデザイ
ンを取り巻く新たな時代・環境に対応できる人材の育成をめざした研修事業を行う。

0
4,896 2,572 31,500 36,396 4,072 2,139 1,911 5,983 8,968 4,711 33,411 42,379

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,342 1,230 15,068 17,411 4,290 2,254 15,982 20,273

2920
デザイン相談・指導事業

デザイン開発、デザイン活用、デザイン管理・高度化等に関する相談・指導を行うとともに、必要
に応じて外部の専門デザイナーの協力を得て、デザイン指導を行う。

0
985 835 31,500 32,485 819 695 1,705 2,525 1,804 1,530 33,205 35,010

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 471 399 15,068 15,540 863 732 15,884 16,747

2923
商品開発事業

地場産業のデザイン開発力・商品開発力の強化を図るため、地場産業に携わる中小企業者を対
象として、新しいデザインの開発、試作品の製作・展示等を行う。

0
6,296 3,148 6,300 12,596 5,237 2,618 661 5,898 11,533 5,766 6,961 18,494

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 3,012 1,506 3,014 6,025 5,517 2,758 3,330 8,847

2926
地域産業集積活性化促進事業

地域産業集積の機能強化と地域内中小企業の活性化を図るため、地域産業集積活性化法に基
づき指定を受けた地域・業種の中小製造業者に対し、計画の承認、補助金の交付を行う。

0
31,134 15,567 13,650 44,784 25,896 12,948 2,351 28,247 57,030 28,515 16,001 73,031

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 14,893 7,447 6,530 21,423 27,281 13,640 7,654 34,935

2928
工芸振興事業

伝統工芸品産業の振興を図るため、伝統工芸品展の開催、需要開拓事業、啓発冊子の作成・配
布、大阪の伝統工芸品の指定、工芸の振興普及事業を行う。

0
10,999 10,999 15,750 26,749 9,148 9,148 1,404 10,553 20,147 20,147 17,154 37,302

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 5,262 5,262 7,534 12,796 9,638 9,638 8,206 17,844
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2929
皮革産業振興対策事業（皮革業界
総合研修）

靴卸売業、皮製履物製造業・なめし革製造業の振興を図るため、府内の革製履物製造業・なめ
し革製造業の経営者・管理者及びその従業員に対し、国の委託により研修を実施する。

0
2,520 0 3,150 5,670 2,096 0 298 2,394 4,616 0 3,448 8,064

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 1,205 0 1,507 2,712 2,208 0 1,649 3,857

2932
皮革産業意匠技術研修生派遣事業

革製履物製造業界の製造技術の向上を図るため、府内の革製履物製造業者及びその従業員
が、技術力の向上を図るため、内外の教育機関へ研修生を派遣する。

0
8,854 4,427 1,050 9,904 7,364 3,682 520 7,884 16,218 8,109 1,570 17,788

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 4,235 2,118 502 4,738 7,758 3,879 751 8,509

2934
皮革産業振興対策事業 皮革産業の振興を図るため、大阪皮革産業会館の管理・運営を行う大阪市に対して補助する。 0

4,620 4,620 1,050 5,670 3,843 3,843 298 4,140 8,463 8,463 1,348 9,810

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 2,210 2,210 502 2,712 4,048 4,048 645 4,693

2935
【新】地場産業等振興対策事業

府内の特色ある地場産業等の活性化を図るため、新たな事業を展開する産地組合や地域グ
ループ等に対して補助する。

0
29,100 28,050 4,200 33,300 24,204 23,331 1,748 25,952 53,304 51,381 5,948 59,252

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 47.8% 13,920 13,418 2,009 15,929 25,499 24,579 2,845 28,344

2937 【新】技能尊重啓発推進費（技能伝
承事業）

高度熟練技能者等の優れた技能・技術を維持・継承するための「高度技能塾」を開設することに
より、ものづくり基盤技術を担う優秀な人材を育成し、ものづくりの振興、さらには大阪産業の再
生を図る。

0
1,500 480 2,100 3,600 1,248 399 189 1,437 2,748 879 2,289 5,037 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 457 146 640 1,096 837 268 697 1,534

2938
建設工事等の分離・分割発注 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小建設
業） 11,818 29,803 39.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

2939
商業活性化総合支援事業

市町村が実施する商店街等の空き店舗対策事業及び、大阪府商店街振興組合連合会等が実
施する中心市街地における街づくりの専門家養成研修事業に対し補助する。

0
21,666 21,666 21,666 18,021 18,021 1,137 19,158 39,687 39,687 1,137 40,824

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 11,078 11,078 0 11,078 20,292 20,292 582 20,874

2940
商業基盤施設整備費補助金

中小小売商業の活性化を図るため、商店街振興組合等が実施するアーケード等の整備事業に
対し補助する。

0
858,454 429,227 21,000 879,454 714,021 357,010 46,168 760,189 1,572,475 786,237 67,168 1,639,643

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 438,939 219,470 10,738 449,677 804,028 402,014 34,344 838,372

2944
大規模小売店舗指導調整費

大規模小売店舗の立地に関し、その周辺地域の生活環境の保持のため、大規模小売店舗を設
置する者により、その施設の配置及び運営方法について適切な配慮がなされることを確保する。

0
4,551 4,551 73,500 78,051 3,785 3,785 4,097 7,883 8,336 8,336 77,597 85,934

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 2,327 2,327 37,582 39,909 4,262 4,262 39,677 43,939

2946
小売商業振興費

研修会等の人材育成事業、共同販売事業、情報提供事業等を行う、府域の商業団体に対する
運営経費を補助する。

0
6,075 6,004 1,050 7,125 5,053 4,994 374 5,427 11,128 10,998 1,424 12,552

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 3,106 3,070 537 3,643 5,690 5,623 728 6,418

2949
【新】商店街活性化サポート体制整
備支援事業

「まちづくりと一体となった商店街活性化」の効果的な推進には、地域の実情に最も詳しい地元
市町村、商工会、商工会議所の積極的なサポートが不可欠であるため、市町村が実施する商店
街活性化に向けた合意形成事業を支援し、市町村や商工会、商工会議所によるサポート体制の
整備を促すことにより、商店街の自律的な活性化を推進する。

0

8,000 8,000 10,500 18,500 6,654 6,654 971 7,625 14,654 14,654 11,471 26,125

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 4,091 4,091 5,369 9,459 7,493 7,493 5,865 13,358

2953
地場産業振興対策事業費（大阪産
品開発促進事業補助金）

卸売業、製造業が一体となった高付加価値な大阪産品の開発、販路開拓を図る新たな取り組み
に対して補助金を交付する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

事業所数
（中小卸・
小売業） 106,525 208,336 51.1% 0 0 0 0 0 0 0 0

2955

計量器検定事業

正確な特定計量器の供給を図るため、特定計量器製造者及び修理事業者において製造・修理
される特定計量器の検定を実施する。
また、取引もしくは証明に使用されている特定計量器の適正な使用を図るため立入検査を実施
し、必要な指導を行う。

1

8,688 -37,324 178,500 187,188 7,226 0 9,827 17,053 15,914 -37,324 188,327 204,241

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2956
計量器定期検査事業

適正計量の確保を図るため、日常商取引や証明に使用している特定計量器について検査を実
施する。また、商品の販売に係る事業者、計量関係事業者及び特定計量器の使用者に対して立
入検査を実施する。

1
47,495 20,950 63,000 110,495 39,504 17,425 5,801 45,305 86,999 38,375 68,801 155,800

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2957
計量指導普及事業

正確な特定計量器の供給と計量の正確性を確保するため、計量器関係事業者の登録、指定、
届出の受理を行うとともに、計量関係団体の事業の支援を行う。
また、府民の計量思想の普及啓発を行う。

1
3,145 1,183 63,000 66,145 2,616 984 3,472 6,088 5,761 2,167 66,472 72,233

事業所数
（中小企
業） 229,767 480,319 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

2961
大阪をたべよう推進事業（ソフト事
業）

新農林水産業ビジョンに掲げる府内産農林水産物地産地消を推進するとともに、「なにわ特産
品」をはじめとする府内産農林水産物のブランド化や新たな消費拡大策を行う．

0
2,000 0 4,200 6,200 1,664 0 325 1,989 3,664 0 4,525 8,189

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 98 0 206 304 179 0 222 401

2963
農政企画諸事業 市街化区域内の農地の動向を把握するため、市街化区域内農地の実態調査等を行う。 1

950 0 1,050 2,000 790 0 105 895 1,740 0 1,155 2,895 農家数 592 29,801 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0
2970

就農支援資金貸付事業
地域農業の担い手育成のため、府青年農業者等育成センター等が新規就農者に対して研修資
金等を無利子で貸付けるために必要な資金原資を造成する。

0
28,400 2,800 10,500 38,900 23,622 2,329 2,042 25,664 52,022 5,129 12,542 64,564

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,391 137 514 1,906 2,549 251 614 3,163

2972
地域ぐるみ耕作推進事業

地域の核となる農業経営体を育成し、地域農業の振興を図るため、認定農業者等に対して研修
会等を実施する。

0
1,432 716 51,450 52,882 1,191 596 2,776 3,967 2,623 1,312 54,226 56,849

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 70 35 2,521 2,591 129 64 2,657 2,785

2973
地域農政推進対策事業

効率的かつ安定的な農業経営体の育成を図るため、経営改善計画を作成した認定農業者を支
援する市町村と農業団体に対して補助する。

0
39,222 1,680 24,150 63,372 32,623 1,397 3,327 35,950 71,845 3,077 27,477 99,322

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,922 82 1,183 3,105 3,520 151 1,346 4,866

2974
大阪を食べよう推進事業(ハード事
業）

生産地と消費地が隣接した本府の立地条件を生かし、府民に安全で新鮮な農作物を提供すると
ともに、持続的な農業経営を通じ農業の多面的な機能の向上を図るため、農業者の組織する団
体等が実施する直売施設、農作業受託や協業化を推進するのに必要な施設等の整備に対して
補助する。

0

2,000 0 10,500 12,500 1,664 0 656 2,320 3,664 0 11,156 14,820
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 98 0 514 612 179 0 547 726

2976
果樹対策事業

バランスのとれた果樹農業の振興を図るため、大阪府果樹振興会の活動を補助するほか、果実
の需給均衡化対策を実施する。

0
3,573 2,844 3,150 6,723 2,972 2,366 353 3,325 6,545 5,210 3,503 10,048

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 175 139 154 329 321 255 172 492

2977
花き・種苗対策事業 優良健全種苗の育成・配布事業及び花き生産者団体の育成を図る。 0

1,651 994 3,150 4,801 1,373 827 252 1,625 3,024 1,821 3,402 6,426
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 81 49 154 235 148 89 167 315

2978
野菜対策事業 野菜指定産地の計画的育成を図るため、産地の実態調査や指導を行う。 0

4,172 2,041 7,350 11,522 3,470 1,698 605 4,075 7,642 3,739 7,955 15,597
従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 204 100 360 564 374 183 390 764

2979
農業生産総合対策事業（生産振興
総合対策事業）

土地利用型作物等の諸課題の解決を図るため、担い手を中心とした産地体制の構築、低コスト・
高品質化をめざす取組に対する補助を行う。

0
300 150 1,050 1,350 250 125 71 320 550 275 1,121 1,670 農家数 592 29,801 2.0% 6 3 21 27 11 5 22 33

2982
水田農業経営確立対策事業

水田農業の確立を図るため、市町村等に対し助成と指導を行い、水田農業経営確立対策の円
滑な推進を図る。

0
29,163 3,946 38,850 68,013 24,256 3,282 3,570 27,827 53,419 7,228 42,420 95,840

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,429 193 1,903 3,332 2,617 354 2,078 4,695

2983
大阪エコ農業総合推進対策事業

環境への負荷軽減に配慮した農法の普及を図り、府民が求める安心な農産物を生産することを
基本に、農業の持つ物質循環機能を活かしながら、地域環境の保全に寄与していく大阪エコ農
業を推進する。

0
25,625 9,848 58,800 84,425 21,314 8,191 4,432 25,746 46,939 18,039 63,232 110,171

従業者数
（農業） 1,017 20,759 4.9% 1,255 482 2,881 4,136 2,300 884 3,098 5,397

2988
畜産技術指導事業

畜産経営体の経営・生産技術の高度化による体質強化を図るため、畜産農家に対して経営診断
や指導等を行う。

0
3,200 1,600 5,250 8,450 2,662 1,331 444 3,105 5,862 2,931 5,694 11,555

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 1,403 701 2,301 3,704 2,569 1,285 2,496 5,065

2990
畜産振興対策事業

畜産物の計画的生産、飼料の安全性の確保等の各畜種別の畜産振興対策を行い、経営安定を
図る。

0
4,995 1,557 19,950 24,945 4,155 1,295 1,310 5,464 9,150 2,852 21,260 30,409

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 2,190 683 8,745 10,935 4,011 1,250 9,319 13,330

2991
畜舎環境整備対策事業

畜舎糞尿処理施設の整備及び家畜排せつ物のリサイクルの推進等を図るため、施設整備を行
う市町に対して助成する。

0
10,494 8,933 19,950 30,444 8,728 7,430 1,598 10,327 19,222 16,363 21,548 40,771

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 4,600 3,916 8,745 13,345 8,426 7,173 9,446 17,872

2997
家畜衛生対策事業

Ｏ１５７やサルモネラ等による家畜感染症の発生を防止するため、家畜飼育場に対して家畜衛生
検査等の実施や感染予防のための巡回指導を実施する。

0
20,650 11,000 33,600 54,250 17,176 9,149 2,848 20,024 37,826 20,149 36,448 74,274

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 9,052 4,822 14,729 23,781 16,581 8,833 15,977 32,558
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

2999
家畜伝染病予防事業

家畜伝染病予防法に基づき、監視伝染病の発生予防及びまん延防止を図るため、検査・注射等
を実施する。

0
13,365 603 214,620 227,985 11,116 502 11,968 23,085 24,481 1,105 226,588 251,070

従業者数
（畜産業） 32 73 43.8% 5,859 264 94,080 99,939 10,732 484 99,326 110,058

3001
飼育動物診療施設関係事業 獣医療法に基づく飼育動物診療施設の開設届等を受理する。 0

5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,550 1,550 0 0 1,631 1,631
3003

農林漁業経営安定資金融通促進事
業

災害等不測の事態で経営が急激に悪化した農林漁業者を緊急に支援するため、資金融資を行
う金融機関に利子補給を行い、借受者の金利負担を軽減する。

0
1,408 1,408 2,100 3,508 1,171 1,171 184 1,355 2,579 2,579 2,284 4,863

事業所数
（農林漁
業） 35 132 26.5% 373 373 557 930 684 684 606 1,290

3004
農業改良資金貸付事業

農業経営の安定と向上を図るため、新たな生産方式の導入等を図る資金を融資する。（無利子・
無担保・有保証人）

0
78,699 0 7,350 86,049 65,458 0 4,517 69,975 144,157 0 11,867 156,024 農家数 592 29,801 2.0% 1,563 0 146 1,709 2,864 0 236 3,099

3005
農業近代化資金融通促進事業

農業経営の向上を図るため、当資金の貸付けを行う金融機関に利子補給を行い、借受者の金
利負担を軽減する。

0
25,554 18,949 10,500 36,054 21,255 15,761 1,893 23,147 46,809 34,710 12,393 59,201 農家数 592 29,801 2.0% 508 376 209 716 930 690 246 1,176

3006
農業経営改善促進資金利子助成事
業

農協等が認定農業者に貸付ける短期運転資金の原資を調達する府農業信用基金協会に対し
て、調達金利の一部を補助し、借受者の金利負担を軽減する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 農家数 592 29,801 2.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3007
農業経営基盤強化資金利子助成事
業

認定農業者が設備導入等のために農林漁業金融公庫から長期借入を行う際の利子に対して助
成する市町村に補助を行い、借受者の金利負担を軽減する。

0
3,142 3,142 5,250 8,392 2,613 2,613 441 3,054 5,755 5,755 5,691 11,446 農家数 592 29,801 2.0% 62 62 104 167 114 114 113 227

3008
農業指導金融等推進事業 各資金制度に係る計画認定、指導、調査等を行う。 0

1,662 -25 13,650 15,312 1,382 0 804 2,186 3,044 -25 14,454 17,498 農家数 592 29,801 2.0% 33 -0 271 304 60 -0 287 348
3009

農業者年金の監査指導
農業者年金基金法の規定により、農業者年金基金の業務を受託した府内の農協及び市町村農
業委員会に対し、受託業務を関係法令等に従って適正に実施しているかどうか監査し、必要な
指導を行う。

0
200 0 10,500 10,700 166 0 562 728 366 0 11,062 11,428 農家数 592 29,801 2.0% 4 0 209 213 7 0 220 227

3012
農業共済団体助成事業

農業共済制度の円滑な運営を図るため、府内農業共済組合等に国の負担金等により援助す
る。

0
312,275 3,406 3,150 315,425 259,735 2,833 16,559 276,294 572,010 6,239 19,709 591,719 農家数 592 29,801 2.0% 6,203 68 63 6,266 11,363 124 392 11,755

3014
農業協同組合合併促進事業

農業協同組合の経営基盤強化を図るため、合併に係る認可事務や、合併農協に対する低利融
資（経営刷新資金制度）等により支援を行う。

0
10,397,200 -10,329 2,100 10,399,300 8,647,892 0 545,926 9,193,817 19,045,092 -10,329 548,026 19,593,117 農家数 592 29,801 2.0% 206,541 -205 42 206,583 378,333 -205 10,887 389,219

3015
農業協同組合等指導監督事業

健全な農協運営等を指導し、農協の育成を図るため、農協法に基づき、検査、指導を行う。ま
た、農協等の財務、組織、事業等の実態を把握するための調査等を行う。

0
10,370 10,370 214,830 225,200 8,625 8,625 11,822 20,447 18,995 18,995 226,652 245,647 農家数 592 29,801 2.0% 206 206 4,268 4,474 377 377 4,502 4,880

3016
地場産業等活性化事業

小規模零細な産業である高槻市富田地域の植木業を広く府民に紹介し、植木の販路開拓と活
発な取引の進展を図り、府内植木業全体の振興につなげるとともに、都市緑化に寄与する。

0
4,851 2,526 1,050 5,901 4,035 2,101 310 4,345 8,886 4,627 1,360 10,246 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3018
林業改良普及指導事業

林業専門技術員及び林業改良指導員を設置し、林業技術及び林業経営の合理化に関する普及
指導を行い、林業活動の活性化を図る。

0
8,407 441 1,050 9,457 6,993 367 496 7,489 15,400 808 1,546 16,946

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 2,802 147 350 3,152 5,133 269 515 5,649

3019
林業・木材産業構造改革事業

林業の振興と活性化を図るため、市町村が策定する林業構造改善計画を認定するとともに、林
業経営に必要な基盤施設を整備する市町村・森林組合等に補助する。

0
32,228 4,388 8,400 40,628 26,806 3,650 2,133 28,939 59,034 8,038 10,533 69,567

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 10,743 1,463 2,800 13,543 19,678 2,679 3,511 23,189

3022
林道開設改良事業 森林管理の効率化を図るため、林道開設や林道改良を実施する市町村に対して補助する。 0

4,130 490 11,550 15,680 3,435 408 823 4,258 7,565 898 12,373 19,938
事業所数
（林業） 3 9 33.3% 1,377 163 3,850 5,227 2,522 299 4,124 6,646

3025
木材産業等高度化推進資金融資促
進事業

林業・木材産業の振興を図るため、林業者等の合理化計画を認定するとともに、府が農林漁業
信用基金から資金借入れして同額を積増した上、融資機関へ資金供給を行い、融資を促進す
る。

0
25,005 -2 2,100 27,105 20,798 0 1,423 22,221 45,803 -2 3,523 49,326

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 8,335 -1 700 9,035 15,268 -1 1,174 16,442

3026
林業改善資金貸付事業

林業経営の改善等を図るため、林業者・森林組合等が必要とする森林の維持管理経費を融資
する。（無利子・無担保・有保証人）

0
20,000 0 3,150 23,150 16,635 0 1,215 17,850 36,635 0 4,365 41,000

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 6,667 0 1,050 7,717 12,212 0 1,455 13,667

3027
木材流通対策事業（木材産業高次
加工化等促進事業）

木材製造・加工業者の設備投資の促進を図るため、木材産業高次加工化等促進事業実施計画
の認定を行うとともに事業者が全国木材協同組合連合会に出捐する経費に対して補助する。

0
2,588 2,483 0 2,588 2,153 2,065 136 2,288 4,741 4,548 136 4,876

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 863 828 0 863 1,580 1,516 45 1,625

3028
林業振興助成事業（出資金）

林業者等の資金調達を支援するため、林業者が経営改善に必要な資金を融資機関から借りる
際に債務保証を行う農林漁業信用基金に対して出資しており、林業者の出資に対する指導、出
資譲渡の斡旋を行う。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 0 0 350 350 0 0 368 368

3029
木材流通対策事業(木材利用推進
地方活動事業)

府内産木材の利用促進を図るため、木材利用に関するセミナーや木材利用普及啓発イベントを
開催する団体に対して補助等を行う。

0
5,581 705 3,150 8,731 4,642 586 458 5,100 10,223 1,291 3,608 13,831

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 1,860 235 1,050 2,910 3,408 430 1,203 4,610

3030
木材流通対策事業(木材流通対策
協議会)

国産材の円滑な流通対策を図るため、木材関連業界、学識経験者、関係行政機関等で構成す
る協議会を運営し、流通に関する基礎調査等を行う。

0
274 138 2,100 2,374 228 115 125 353 502 253 2,225 2,727

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 91 46 700 791 167 84 742 909

3031
木材需要拡大対策事業（「ふるさと
の木で住宅を」普及促進事業）

府内産木材を活用した良質な木造住宅の建設促進に資するため、モデル住宅を常設展示し、
「ふるさとの木」による家づくり運動を展開する森林組合に対して助成する。

0
7,000 0 3,150 10,150 5,822 0 533 6,355 12,822 0 3,683 16,505

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 2,333 0 1,050 3,383 4,274 0 1,228 5,502

3033
木材需要拡大対策事業（地域材利
用実証事業）

新技術で改良した木材を外構部材や内外装材に導入するなど、木材利用用途の拡大や普及啓
発に努める。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（林業） 3 9 33.3% 0 0 350 350 0 0 368 368

3061 泉佐野フィッシャーマンズ・ワールド
推進事業

泉佐野市が計画している泉佐野フィッシャーマンズ・ワールドについて、その具体化を調査検討
する。

0
8,400 8,400 0 0 441 441 0 0 8,841 8,841 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3071
元気な漁村づくり推進事業

魚食普及キャンペーン、全国水産加工たべもの展等により、多様化する府民の食生活に対応し
た魚食普及活動を展開する。

0
1,500 750 5,250 6,750 1,248 624 354 1,602 2,748 1,374 5,604 8,352 漁獲量 262 17,388 1.5% 23 11 79 102 41 21 84 126

3072 【新】関西国際空港周辺海域整備計
画策定調査事業

水産資源の増殖機能の高い関西国際空港周辺海域について、その機能強化の方策を検討する
とともに、必要となる法的整備を進めるための調査・立案、施設整備を行う。

0
2,000 2,000 4,200 6,200 1,664 1,664 325 1,989 3,664 3,664 4,525 8,189 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3074
沿岸漁業改善資金貸付事業

漁業経営の維持向上を図るため、漁業者が経営改善のための設備投資に必要とする資金を融
資する。（無利子・無担保・有保証人）

0
48,600 0 5,250 53,850 40,423 0 2,827 43,250 89,023 0 8,077 97,100 漁獲量 262 17,388 1.5% 732 0 79 811 1,341 0 122 1,463

3075
漁業近代化資金融通促進事業

漁業経営の維持向上を図るため、当資金の貸付けを行う金融機関に利子補給を行い、借受者
の金利負担を軽減する。

0
3,937 2,105 5,250 9,187 3,275 1,751 482 3,757 7,212 3,856 5,732 12,944 漁獲量 262 17,388 1.5% 59 32 79 138 109 58 86 195

3079

地方卸売市場の運営指導
第三セクター方式による地方卸売市場の取引の適正化と流通の円滑化を図るため、経営改善
等の業務指導を行う。

0

5,250 5,250 0 0 276 276 0 0 5,526 5,526

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 0 0 2,687 2,687 0 0 2,828 2,828

3081

青果物価格安定対策事業
青果物（野菜・果樹）生産者の経営安定を図るため、価格が低落した場合に生産者に価格差補
給金を交付する野菜供給安定基金に対する資金造成等を行う。

0

25,619 25,589 6,300 31,919 21,309 21,284 1,676 22,984 46,928 46,873 7,976 54,903

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 13,111 13,096 3,224 16,335 24,016 23,988 4,082 28,098

3082

米穀流通消費改善対策事業 食糧自給率向上のため、米消費拡大を推進する。 0

16,200 0 16,200 13,474 0 850 14,325 29,674 0 850 30,525

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 8,291 0 0 8,291 15,186 0 435 15,622

 

 

 

―1
3
 
(4

8
/5

2)
 

2
5
4



「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3084
加工原料乳生産者補給金交付業務
受託事業

加工原料乳生産者補給金等暫定措置法に基づき、交付業務の円滑な実施、適正な価格形成等
を図るための生乳の用途別取引数量等の確認を行う。

0

662 -230 1,155 1,817 551 0 95 646 1,213 -230 1,250 2,463

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 339 -118 591 930 621 -118 640 1,260

3085
学校給食用牛乳供給事業

牛乳を学校給食用に年間継続して計画的かつ効率的に供給するため、供給事業者の選定及び
供給価格の決定等を行う。

0
102,130 -151 11,550 113,680 84,947 0 5,968 90,915 187,077 -151 17,518 204,595

児童・生徒
数（小・中・ 277,610 1,002,856 27.7% 28,272 -42 3,197 31,469 51,786 -42 4,849 56,636

3086

食肉流通施設整備推進事業
食肉流通施設を整備し、流通の合理化・近代化を図り、食肉産業の振興と府民への食肉の安定
供給を図る。

0

23,508 0 10,500 34,008 19,553 0 1,785 21,338 43,061 0 12,285 55,346

事業所数
（卸売・小
売業・飲食
店） 106,930 208,941 51.2% 12,031 0 5,374 17,404 22,037 0 6,287 28,325

3087
大阪府Ｅマーク食品認証事業

府内の地域特産品生産者の育成により製造加工業の振興を図るため、地域の技術を用いて製
造された地域特産品に対して全国統一のＥマークを付与する。

0
622 622 4,200 4,822 517 517 253 770 1,139 1,139 4,453 5,592

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 173 173 1,168 1,341 317 317 1,238 1,555

3089
食品流通安全安心システム構築事
業

安全で安心できる食の提供体制を確保するため、府が一定の方向性を示し、食品業界の自らが
安全安心の確保に取組むことにより、府民の食の安全・安心に対する信頼を回復をする。

0
2,000 2,000 3,150 5,150 1,664 1,664 270 1,934 3,664 3,664 3,420 7,084

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 556 556 876 1,432 1,019 1,019 951 1,970

3090
食品表示適正化推進事業

ＪＡＳ法に基づく品質表示の適正化を図るため、①食品表示指導員による巡回点検②事業者に
対する立入検査等の実施③食品表示ウオッチャー兼推進員によるモニター活動④事業者等へ
の研修会の開催を実施する。

0
9,992 7,250 68,670 78,662 8,311 6,030 4,129 12,440 18,303 13,280 72,799 91,102

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 2,778 2,016 19,093 21,871 5,089 3,692 20,241 25,329

3091
特定農産加工業経営改善資金融資
事業

特定農産加工業者の経営改善を図るため、事業者の策定する経営改善計画及び事業提携計画
の承認を行うとともに、事業者が系統金融機関等から経営改善に係る資金を借り入れた場合、
その借入金に係る利子の一部を補助する。

0
1,196 648 2,100 3,296 995 539 173 1,168 2,191 1,187 2,273 4,464

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 333 180 584 916 609 330 632 1,241

3093
地域資源活用新製品開発事業

府内食品産業の健全な発展を図るため、大阪府内産の農産物や水産物を使用した新製品のひ
な型の開発を行う事業を支援する。

0
1,050 1,050 0 0 55 55 0 0 1,105 1,105

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 0 0 292 292 0 0 307 307

3096
食品産業環境対策推進指導事業
（食品産業育成事業の一部）

食品関連事業者や市町村を対象に、食品リサイクル法の普及啓発のため、リサイクル等の優良
事例の紹介や、取組みに対する助成を行うことにより、府域における食品循環資源の再生利用
等の円滑な推進を図る。

0
3,484 184 1,050 4,534 2,898 153 238 3,136 6,382 337 1,288 7,670

事業所数
（食料品製
造業） 605 2,176 27.8% 969 51 292 1,261 1,774 94 358 2,132

3100
産業労働行政調査事業

総合的な産業労働政策に関する課題を把握するため、大学教員等に委託して、労働者や事業
主等に対するアンケート調査を実施し調査報告書を作成する。

0
1,649 1,649 10,500 12,149 1,372 1,372 638 2,009 3,021 3,021 11,138 14,158 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 837 837 5,333 6,170 1,534 1,534 5,657 7,191

3142
家内労働援助相談事業

家内労働者の労働条件の確保・向上を図るため、家内労働に関する情報の収集・情報提供及び
相談・指導を実施する。

0
7,832 7,832 2,100 9,932 6,514 6,514 521 7,036 14,346 14,346 2,621 16,968 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,385 2,385 640 3,025 4,369 4,369 798 5,167

3143 中小企業人材確保対策（雇用創出
特別奨励金事業）

国の雇用助成金制度の対象期間を府独自で最大２年間平成16年度まで延長し、中小企業の新
規雇用を支援するための奨励金を支給する。　（再生予算枠活用事業）

0
58,785 58,785 6,300 65,085 48,895 48,895 3,417 52,311 107,680 107,680 9,717 117,396 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 17,902 17,902 1,919 19,821 32,792 32,792 2,959 35,751

3150 【新】大阪府デュアルシステム訓練
事業

卒業後本格的雇用に至らないフリーターや無業者等に対し、一定期間、企業での実習及び教育
訓練を組み合わせて受ける機会を提供し、若年者の未就職を防止しつつ、一人前の職業人を育
成し、内容が高度化している企業の求人ニーズに応える。

0
93,364 13,040 21,000 114,364 77,656 10,846 6,004 83,659 171,020 23,886 27,004 198,023 青年人口 562,362 1,908,624 29.5% 27,509 3,842 6,187 33,697 50,390 7,038 7,956 58,346

3151 ホームレス常用雇用促進事業（基
金事業）

自立支援センターと連携し、ホームレスが府管理施設の環境美化作業に指導員の指示のもと６
か月間継続して従事し、職場経験を積むことにより、常用就職等への円滑な誘導を図る。

0
100,272 0 10,500 110,772 83,401 0 5,815 89,217 183,673 0 16,315 199,989 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 29,595 0 3,099 32,694 54,210 0 4,815 59,026

3152 【新】民間ホームレス就労支援活動
推進事業

都市雑業的な職種に関する仕事の開拓・確保と提供を通じてホームレスの就労を支援しようとす
るＮＰＯなどに対し、当該事業の立ち上げ資金を援助することにより円滑な事業開始を支援し、
もって直ちに常用雇用による自立が困難な者に対する就労機会の確保を図る。

0
3,000 3,000 4,200 7,200 2,495 2,495 378 2,873 5,495 5,495 4,578 10,073 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 885 885 1,240 2,125 1,622 1,622 1,351 2,973

3153
【新】ホームレス・アウトプレースメン
ト事業

自立支援センターの就労支援機能を充実・強化し、常用就職による安定した自立を支援するた
め、民間再就職支援業者のノウハウを活用し、個々の職歴や適性等を把握・分析し、これに応じ
た就職アドバイス等を行うキャリアカウンセリングから求人開拓や就職支援までを一貫して実施
する。

0

23,100 23,100 4,200 27,300 19,213 19,213 1,433 20,647 42,313 42,313 5,633 47,947 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,818 6,818 1,240 8,057 12,489 12,489 1,663 14,151
3154

【新】ホームレス就労支援事業
ホームレスの就労を促進するため、技能労働者として必要な知識や技能を習得し、又は向上さ
せるための職業訓練を行う。

0
6,468 6,468 2,100 8,568 5,380 5,380 450 5,830 11,848 11,848 2,550 14,398 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,909 1,909 620 2,529 3,497 3,497 753 4,249

3173
労働者安心ネットワーク推進事業

労働情報の収集･把握を一層充実するため、労働施策普及調査員を設置して、府内の無所属労
組を対象にヒアリング調査を行い、労働施策への活用を図る。

0
8,855 0 1,050 9,905 7,365 0 520 7,885 16,220 0 1,570 17,790 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 2,697 0 320 3,016 4,940 0 478 5,418

3179
市町村労働相談支援事業

市町村が実施する労働相談事業を支援するため、全市町村の相談窓口への府職員の派遣、労
働相談担当者への研修などを実施する。

0
9,450 9,450 0 0 496 496 0 0 9,946 9,946 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 2,878 2,878 0 0 3,029 3,029

3183
中小企業集団等労働福祉事業

中小企業における人事・労務管理の改善、福利厚生の向上を図るため、大阪府及び府から委託
を受けた大阪府中小企業労務改善集団連合会が人事・労務管理改善、福利厚生事業を実施す
る。

0
10,747 5,502 7,350 18,097 8,939 4,576 950 9,889 19,686 10,078 8,300 27,986 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 3,273 1,676 2,238 5,511 5,995 3,069 2,528 8,523

3184
事業所福祉共済事業費

中小企業勤労者のための共済事業の府内全域への普及・発展を図るため、市町村共済会設置
に対する支援・指導や（財）大阪労働協会の共済事業部の設置及びその運営費補助などを実施
する。

0
3,819 3,710 9,450 13,269 3,176 3,086 697 3,873 6,995 6,796 10,147 17,142 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 1,940 1,884 4,799 6,739 3,553 3,451 5,153 8,706

3186 勤労者財産形成促進制度（財形制
度）の普及啓発事業

中小企業の従業員の福祉の増進と中小企業の振興を図ることを目的とする、勤労者財産形成
促進制度の普及啓発を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 0 0 0 0 0 0

3187 勤労者退職金共済機構が実施する
各種制度の普及啓発事業

中小企業の従業員の福祉の増進と中小企業の振興を図ることを目的とする、中小企業退職金
共済制度、建設業・清酒製造業・林業退職金共済制度の普及啓発を行う。

0
105 105 0 0 6 6 0 0 111 111 従業者数 2,427,045 4,778,808 50.8% 0 0 53 53 0 0 56 56

3188
勤労青少年福祉推進事業

勤労青少年の職場適応を図るため、勤労青少年向けの啓発冊子を作成・配付し、また、講演会
の開催等を行う。

0
2,554 2,554 10,500 13,054 2,124 2,124 685 2,810 4,678 4,678 11,185 15,864 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 778 778 3,198 3,975 1,425 1,425 3,406 4,831

3190 公立労働福祉施設の設置に関する
指導等

市町村等における総合的な労働行政を促進するため、市町村等が設置する労働福祉施設の設
置に関して指導・調整を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3191
職業相談指導費

自己の職業適性の把握とそれに合った就労の支援を図るため、自己の職業適性を知りたい者に
対するカウンセリングなどの相談助言指導や、学校の進路指導担当者等に対する講習会などを
実施する。

0
1,517 1,517 73,500 75,017 1,262 1,262 3,938 5,200 2,779 2,779 77,438 80,217 労働人口 1,353,792 4,445,438 30.5% 462 462 22,383 22,845 846 846 23,583 24,429

3192 大阪社会医療センター運営助成事
業

あいりん地区日雇労働者の保健と福祉の増進を図るため、あいりん地区日雇労働者の医療事
業を実施する（社福）大阪社会医療センターの運営補助を行う大阪市に対して補助する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3193 高齢日雇労働者就労自立促進事業
（基金事業）

就労環境が厳しいあいりん地区高齢日雇労働者の雇用の安定を図るとともに、労働意欲の向上
を図るため、あいりん地区外の府管理の道路・河川の除草・清掃等を行い、もって高齢者の自立
を促進させるため、ＮＰＯに委託する。

0
214,369 0 2,100 216,469 178,302 0 11,364 189,666 392,671 0 13,464 406,135

大阪市
100% 100 100 100.0% 214,369 0 2,100 216,469 392,671 0 13,464 406,135

3194 あいりん労働福祉ｾﾝﾀｰ等施設管理
補助事業

あいりん労働福祉センターの適正な管理を図るため、センターを管理する（財）西成労働福祉セ
ンターに対して補助する。

0
261,361 261,361 9,450 270,811 217,388 217,388 14,217 231,604 478,749 478,749 23,667 502,415

大阪市
100% 100 100 100.0% 261,361 261,361 9,450 270,811 478,749 478,749 23,667 502,415

3195
あいりん地区越年対策補助事業

あいりん地区日雇労働者の年末年始における援護を図るため、大阪市が実施する年末年始の
臨時宿泊所等の設置・運営に対して補助する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

大阪市
100% 100 100 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3196
あいりん地区高齢者特別清掃事業

高年齢日雇労働者の雇用確保及び環境美化を図るため、（財）西成労働福祉センターが実施す
る清掃事業に対して補助する。

0
67,142 67,142 2,100 69,242 55,845 55,845 3,635 59,480 122,987 122,987 5,735 128,722

大阪市
100% 100 100 100.0% 67,142 67,142 2,100 69,242 122,987 122,987 5,735 128,722

3197 あいりん地区日雇労働者福利厚生
措置事業

（財）西成労働福祉センターが実施する雇用保険日雇労働被保険者手帳所持者に対する福利
厚生措置事業に対して補助金を交付する。

0
170,480 170,480 7,350 177,830 141,797 141,797 9,335 151,133 312,277 312,277 16,685 328,963

大阪市
100% 100 100 100.0% 170,480 170,480 7,350 177,830 312,277 312,277 16,685 328,963

3198 あいりん労働福祉センター就労斡
旋機能向上事業（基金事業）

あいりん労働福祉センター１階寄場における求人車両の進入路の確保及び長期放置物に対す
る啓発文の貼付等を行い、利用者に対する意識付けを行うため、ＮＰＯへ委託する。

0
63,445 0 2,100 65,545 52,771 0 3,441 56,211 116,216 0 5,541 121,756

大阪市
100% 100 100 100.0% 63,445 0 2,100 65,545 116,216 0 5,541 121,756

3199 財団法人西成労働福祉センター補
助事業（その１：職業紹介関係）

あいりん地区日雇労働者への職業紹介を充実するため、（財）西成労働福祉センターが行う無料
職業紹介などの事業に対して補助する。

0
229,377 229,377 1,575 230,952 190,785 190,785 12,124 202,909 420,162 420,162 13,699 433,861

大阪市
100% 100 100 100.0% 229,377 229,377 1,575 230,952 420,162 420,162 13,699 433,861

3200 財団法人西成労働福祉センター補
助事業（その２：労働福祉関係）

あいりん地区日雇労働者の労働福祉の向上を図るため、（財）西成労働福祉センターが行う各種
相談や労働者災害補償保険法による休業補償給付金の立替貸付等の事業に対して補助する。

0
174,340 174,340 1,575 175,915 145,008 145,008 9,235 154,243 319,348 319,348 10,810 330,158

大阪市
100% 100 100 100.0% 174,340 174,340 1,575 175,915 319,348 319,348 10,810 330,158

3201
土地利用等調整協議会の運営

市街化調整区域における大規模開発（民間宅地開発、ゴルフ場等）についての立地判断を行う
ため、全庁的に協議・調整を行う。

1
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 総面積 222 1,894 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3202 北生駒地域保全整備検討部会の運
営

北生駒地域の緑地環境の保全を図るため、北生駒地域保全整備検討部会を設置し、適正な土
地利用の誘導・調整に努める。

0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3203

地籍調査事業

地域における土地利用に関する企画立案・事業計画の策定・公共用地買収等の基礎資料として
活用するためや、災害復旧・土地取引の円滑化・土地に係るトラブルの未然防止・課税の適正化
に資するため、一筆毎の土地について所有者・地番及び地目調査、並びに境界及び地積の測量
を行い、その結果を地図及び簿冊にするために行う一連の調査を行う市町村に対して事業費の
１／４を負担する。

0

39,300 12,625 5,250 44,550 32,688 10,501 2,339 35,027 71,988 23,126 7,589 79,577 総面積 222 1,894 11.7% 4,606 1,480 615 5,222 8,438 2,711 889 9,327
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3204
都市計画基礎調査 都市計画法に基づき、都市計画に関する基礎資料の整備、収集を図る。 0

8,858 8,858 2,520 11,378 7,368 7,368 597 7,965 16,226 16,226 3,117 19,343
都市計画
区域面積 22,496 188,674 11.9% 1,056 1,056 300 1,357 1,935 1,935 372 2,306

3206
土地分類細部調査

国土調査法に基づき市町村が実施する調査で、地域における土地利用構想等を検討する基礎
資料として活用するため、地形・地質･災害の履歴などの土地に関する情報を把握し、調査・分
析する。市町村に対して事業費の１／２を国が、１／４を府が補助する。

0
6,400 2,200 1,680 8,080 5,323 1,830 424 5,747 11,723 4,030 2,104 13,827 総面積 222 1,894 11.7% 750 258 197 947 1,374 472 247 1,621

3207
土地利用現況調査 国土利用計画の管理運営に資するため、各地目ごとの現況を把握する。 0

492 492 4,200 4,692 409 409 246 656 901 901 4,446 5,348 総面積 222 1,894 11.7% 58 58 492 550 106 106 521 627
3208

地図デジタル化の推進
都市計画の管理運営等に必要な地形図（1/2,500）のデジタル化を平成１３年度に完了したの
で、引き続き、土地にかかる各種情報をデジタル化するなど、ＩＴ化へ対応しつつ、行政事務の効
率化、府民サービスの向上を図る。

0
25,000 0 8,400 33,400 20,794 0 1,753 22,547 45,794 0 10,153 55,947 総面積 222 1,894 11.7% 2,930 0 985 3,915 5,367 0 1,190 6,557

3209
都市再生支援緊急地籍調査事業

都市再生特別措置法に基づき府内で８地域が指定されている「都市再生緊急整備地域」におい
て、国土調査法に基づく地籍調査を実施し、街区確定を推進することにより、土地の流動化を促
し、プロジェクトの事業化促進を図る。

0
7,690 2,595 2,520 10,210 6,396 2,158 536 6,932 14,086 4,753 3,056 17,142

都市計画
区域面積 22,496 188,674 11.9% 917 309 300 1,217 1,680 567 364 2,044

3210 地区計画を活用した計画的な整備
等の推進

地域特性に応じた良好な市街地の計画的整備と保全を図るため、地区計画の策定を推進する。 1
50 50 3,150 3,200 42 42 168 210 92 92 3,318 3,410

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3211
市街地開発事業の計画決定

公共施設の整備と宅地または建築物の整備を一体的に行い、面的な市街地の整備を推進する
ため、市街地再開発事業や土地区画整理事業などの市街地開発事業の都市計画を定める。

1
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3212
線引き一斉見直し

都市の健全で秩序ある発展を図るため、積極的に市街化を進める市街化区域と市街化を抑制し
て保全を図る市街化調整区域に区分し、計画的な市街化を図る。

1
7,181 7,181 31,500 38,681 5,973 5,973 2,031 8,003 13,154 13,154 33,531 46,684

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3213 地域地区等の都市計画の適正な運
用

用途地域などの地域地区等の都市計画を適切に定め、必要に応じ見直し、秩序ある市街地の
整備と合理的な土地利用を図る。

1
32,550 32,550 0 0 1,709 1,709 0 0 34,259 34,259

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3215
都市計画区域ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝの推進

都市計画区域の将来像及び都市計画の目標、区域区分の方針、土地利用・都市施設の整備・
市街地開発事業に関する主要な都市計画の決定方針を定めた都市計画区域マスタープランに
基づき、適正な都市計画の推進を図る。

1
0 0 0 0 0 0 0 0 0

都市計画
区域面積 22,496 188,674 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3216 都市施設の計画決定及び市町村都
市計画事業の認可

道路、公園、下水道等の位置、区域、構造等を都市計画で定めるとともに、社会情勢等の変化を
踏まえ、既に決定された都市計画道路等について、計画の妥当性・必要性を再検討し、廃止を
含めた見直しを行う。また、市町村の都市計画事業について、必要な認可をする。

0
78,750 78,750 0 0 4,134 4,134 0 0 82,884 82,884

都市計画
区域面積 22,496 188,674 11.9% 0 0 9,390 9,390 0 0 9,882 9,882

3217
土地基本調査

わが国の土地の所有・利用状況等に関する実態を全国・地域別に明らかにすることを目的に、
国及び全都道府県において調査を実施する（指定統計）。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総面積 222 1,894 11.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

3218
土地取引規制基礎調査 注視区域制度等の的確な運用を図るため､土地取引動向､地価動向等の調査を実施する。 0

24,894 24,894 23,100 47,994 20,706 20,706 2,520 23,225 45,600 45,600 25,620 71,219 総面積 222 1,894 11.7% 2,918 2,918 2,708 5,625 5,345 5,345 3,003 8,347
3219

土地対策推進 土地取引の適正化を図るための施策の検討を行うため、地価対策検討委員会を開催する。 0
223 223 2,100 2,323 185 185 122 307 408 408 2,222 2,630 総面積 222 1,894 11.7% 26 26 246 272 48 48 260 308

3220
地価調査

一般の土地取引の指標として適性な価格形成に資するため、毎年１回、基準地の標準価格の調
査を実施する。

0
64,909 64,909 23,100 88,009 53,988 53,988 4,620 58,608 118,897 118,897 27,720 146,617 総面積 222 1,894 11.7% 7,608 7,608 2,708 10,315 13,936 13,936 3,249 17,185

3221
公有地拡大推進

都市の健全な発展と秩序ある整備を促進するため､必要な公有地を計画的に先行取得できるよ
う調整する。

0
90 90 8,400 8,490 75 75 446 521 165 165 8,846 9,011 総面積 222 1,894 11.7% 11 11 985 995 19 19 1,037 1,056

3222
遊休土地実態調査

国土利用計画法に基づく届出がなされた土地の有効利用を図るため、その利用現況等を調査
する。

0
652 652 2,100 2,752 542 542 144 687 1,194 1,194 2,244 3,439 総面積 222 1,894 11.7% 76 76 246 323 140 140 263 403

3223
届出勧告事務

国土利用計画法に基づき、適正かつ合理的な土地利用を確保するため、一定面積以上の土地
取引の届出について利用目的を審査し、必要な場合には是正指導及び利用目的の変更の勧告
を行う。

0
8,206 8,206 21,000 29,206 6,825 6,825 1,533 8,359 15,031 15,031 22,533 37,565 総面積 222 1,894 11.7% 962 962 2,461 3,423 1,762 1,762 2,641 4,403

3229
都市再生促進事業費

都市再生特別措置法に基づく「都市再生緊急整備地域」における民間投資の誘発を図るととも
に、新たな地域指定に向けた調査・検討を行い、民間都市再生事業を促進する。

0
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 3,509 3,509 0 0 3,694 3,694

3243
街路調査事業

府が整備予定の都市計画道路を対象に効率的な整備を行うため、道路計画についての基礎調
査を行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 道路面積 37,425 161,327 23.2% 0 0 0 0 0 0 0 0

3261
土木部維持管理計画（案）の推進

平成１３年３月に策定した｢土木部維持管理計画(案)」に基づき、都市基盤既存ストックの機能維
持を行い、維持管理アクションプログラムを順次策定し、計画的・予防的維持管理を行う。

0
21,000 21,000 0 0 1,102 1,102 0 0 22,102 22,102 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 6,198 6,198 0 0 6,523 6,523

3265 府営住宅維持修繕（駐車場維持管
理費を含む）

府営住宅の良好な環境の維持・保全のために一般修繕及び計画修繕等を実施する。 0
11,936,779 -1,143,291 73,500 12,010,279 9,928,440 0 630,496 10,558,936 21,865,219 -1,143,291 703,996 22,569,215

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 1,269,025 -121,546 7,814 1,276,839 2,324,539 -121,546 74,843 2,399,383

3268
学校管理費 校舎等維持補修事業 学校校舎等の維持補修を行う。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

児童・生徒
数（小・中・
高） 277,610 1,002,856 27.7% 0 0 0 0 0 0 0 0

3285 【新】「ご近所の底力向上」社会実験
の実施

「今後のまちづくりでは”コミュニティーの再生”が重要であること」について、社会実験を実施し、
府民へ成果・実例を広く訴え、大阪のまちづくりの新しい方向性を示唆する。

0
3,600 3,600 10,500 14,100 2,994 2,994 740 3,735 6,594 6,594 11,240 17,835 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,063 1,063 3,099 4,162 1,946 1,946 3,317 5,264

3287
タウンマネージャー養成研修

中心市街地活性化にあたり、指導、助言を行う高度な知識を持った街づくりの専門家の養成を図
るため、中小企業総合事業団が実施する研修に参加する経費を助成する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 0 0 0 0 0 0

3291
特定優良賃貸住宅供給促進事業

中堅所得者世帯へ良質な賃貸住宅の供給を図るため、特定優良賃貸住宅を建設する土地所有
者等に対し、供給計画を認定し、建設費及び家賃減額に対する助成を行う。

0
3,577,717 1,904,502 43,575 3,621,292 2,975,773 1,584,073 190,105 3,165,878 6,553,490 3,488,575 233,680 6,787,170

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 797,164 424,349 9,709 806,873 1,460,206 777,302 52,067 1,512,273

3291
特定優良賃貸住宅供給促進事業

中堅所得者世帯へ良質な賃貸住宅の供給を図るため、特定優良賃貸住宅を建設する土地所有
者等に対し、供給計画を認定し、建設費及び家賃減額に対する助成を行う。

0
3,577,717 1,904,502 43,575 3,621,292 2,975,773 1,584,073 190,105 3,165,878 6,553,490 3,488,575 233,680 6,787,170 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,055,945 562,104 12,861 1,068,806 1,934,229 1,029,635 68,969 2,003,198

3292
中心市街地の活性化に係る調整

｢中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的推進に関する法律」に
基づき、まちづくりと商業振興を両輪として、まちのシンボルである中心市街地の活性化を支援
し、大阪府の魅力と活力の向上を図る。

0
6,300 6,300 0 0 331 331 0 0 6,631 6,631

市街地面
積 21,145 94,900 22.3% 0 0 1,404 1,404 0 0 1,477 1,477

3399 南河内健康ふれあいの郷構想（羽
曳野市）の推進

明るい長寿社会の実現に向け、若者からお年寄りまで誰もが、緑豊かな自然と親しみながら、ス
ポーツ・レクリエーションを楽しみ、また、ゆとりとうるおいのある居住環境をも備えた地域整備を
行う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3400 彩都（国際文化公園都市）（箕面市・
茨木市）の整備推進

茨木市北部から箕面市東部にかけての丘陵部において、国際的な文化学術及びライフサイエン
ス分野の研究開発拠点と､良好な住環境を備えた新しい都市づくりを公共と民間が協力して推進
する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3404 住宅市街地基盤整備事業の指導･
調整

良好な住宅宅地の供給を促進するため、関連する公共施設等の整備を行う市町村等の指導、
調整などを実施する。

0
910 15,750 16,660 757 0 875 1,631 1,667 0 16,625 18,291

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 190 0 3,285 3,475 348 0 3,468 3,815

3409
緑住タウンインフラ整備促進事業 市町村が行う未接道農地の解消や狭小な道路の拡幅工事に補助する。 0

22,775 22,775 2,625 25,400 18,943 18,943 1,333 20,277 41,718 41,718 3,958 45,677
居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 4,751 4,751 548 5,298 8,702 8,702 826 9,528

3410 緑住タウンまちなみデザイン推進事
業

地元まちづくり協議会に対して意向調査、現況調査及び整備手法の検討に補助する。 0
135 135 525 660 112 112 35 147 247 247 560 807

居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 28 28 110 138 52 52 117 168

3411
緑住まちづくり事業化推進調査 市町村が行う住民意向調査、現況調査、整備手法の検討に補助する。 0

1,500 0 1,050 2,550 1,248 0 134 1,381 2,748 0 1,184 3,931
居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 313 0 219 532 573 0 247 820

3412
農住組合推進事業 農住組合が行う基盤整備などの事業計画に対する事業認可を実施する。 0

454 227 1,050 1,504 378 189 79 457 832 416 1,129 1,961
居住地面
積 103,096,668 494,248,430 20.9% 95 47 219 314 173 87 235 409

3473
コミュニティ助成の連絡調整

(財）自治総合センターの宝くじ受託事業収入を財源とし、コミュニティ活動に助成することにより、
コミュニティの健全な発展を図る。

0
298 298 2,100 2,398 248 248 126 374 546 546 2,226 2,772 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 88 88 620 708 161 161 657 818

3476 地域総合整備事業債事業に対する
助言

市町村の自主的・主体的なまちづくりを進めるため、国の地域総合整備事業債の活用について
助言等を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

3477
市町村総合計画の策定助言 市町村が円滑に総合計画を策定できるよう助言等を行う。 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3479

街なみ環境整備事業
ゆとりと潤いのある住宅地区の形成のため、協議会活動助成地区住民が行う修景整備助成や
道路公園等地区施設の整備改善を行う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

3480
まちづくり推進事業

府民の理解と協力を得て、その積極的な参加のもとに創意と工夫を活かした魅力あるまちづくり
を推進するため、「まちづくり功労者知事表彰」等を実施する。

0
234 234 1,050 1,284 195 195 67 262 429 429 1,117 1,546 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 69 69 310 379 127 127 330 456

3484 市町村住宅マスタープランの策定
指導

都市の特性に応じた住宅政策を即地的、計画的、総合的に推進するための基本となる「市町村
住宅ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ」策定に向けた取組みについての市町村指導を行う。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

3485
大阪府住宅まちづくりマスタープラ
ンの推進

住宅まちづくり政策の課題、目標、施策の展開方向を明らかにし、府民、民間事業者、ＮＰＯ、
府、市町村など住宅まちづくりに関わる様々な主体が、住まいとまちづくりに関する施策を一体
的かつ統合的に展開するための指針として策定した本計画に基づき、住宅まちづくりを推進す
る。

0

6,300 6,300 0 0 331 331 0 0 6,631 6,631 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 1,859 1,859 0 0 1,957 1,957
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3486
住宅需要実態調査の実施

住宅まちづくり政策を企画・立案するための基礎資料を得ることを目的に、府内の普通世帯から
抽出された世帯を対象に住宅及び住環境に関する意識調査等を行い、府内における調査結果
の集計分析を行う。

0
3,224 3,224 2,100 5,324 2,682 2,682 279 2,961 5,906 5,906 2,379 8,285 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 952 952 620 1,571 1,743 1,743 702 2,445

3488 住宅地区改良事業等の整備の指導
監督

住宅地区改良事業等を行う市町村の計画策定や国庫補助の導入の際、必要な報告や資料の提
出を求め技術的、専門的な援助を行う。

0
2,112 5 38,850 40,962 1,757 4 2,150 3,907 3,869 9 41,000 44,869 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 623 1 11,466 12,090 1,142 3 12,101 13,243

3489
公営住宅の整備の指導監督 低所得層の住生活を支える市町営公営住宅の供給を図るため、市町村を指導する。 0

8,459 5 43,050 51,509 7,036 4 2,704 9,740 15,495 9 45,754 61,249 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 2,497 1 12,706 15,203 4,573 3 13,504 18,077
3491

民活による府営住宅の建替え
府営住宅の建替え及び建替えによる活用用地の生み出しとその活用に関する計画を民間事業
者が提案・事業化することによって、府営住宅ストックの円滑な更新を図る。

0
111,722 0 63,000 174,722 92,925 0 9,172 102,097 204,647 0 72,172 276,819 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 32,974 0 18,594 51,568 60,400 0 21,301 81,702

3496 大阪府住宅供給公社助成事業（賃
貸住宅改善資金貸付金）

住宅供給公社既存賃貸住宅の居住水準の改善向上のため、建設費に対して貸付等を行う。 0
28,788,000 204,000 10,500 28,798,500 23,944,476 169,677 1,511,817 25,456,293 52,732,476 373,677 1,522,317 54,254,793 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 8,496,629 60,210 3,099 8,499,728 15,563,717 110,289 449,304 16,013,021

3497
特定賃貸住宅建設資金助成制度 賃貸住宅の建設に低利融資を利用できるよう、利子補給等を行う。 0

1,399,341 343,193 4,200 1,403,541 1,163,905 285,451 73,681 1,237,585 2,563,246 628,644 77,881 2,641,126 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 413,008 101,292 1,240 414,248 756,529 185,541 22,986 779,515
3499

農地所有者等賃貸住宅建設融資利
子補給指導監督

国の制度を利用して、農地に建設される賃貸住宅について指導監督を行う。 0
86 0 1,050 1,136 72 0 60 131 158 0 1,110 1,267 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 25 0 310 335 46 0 328 374

3501 優良建築物等整備事業の指導･調
整

土地の合理的利用、市街地環境の向上、市街地での優良な住宅の供給等を総合的に促進する
ため、国の優良建築物等整備事業の活用等について、市町村に必要な指導・助言等を行う。

0
600 0 6,300 6,900 499 0 362 861 1,099 0 6,662 7,761 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 177 0 1,859 2,036 324 0 1,966 2,291

3504 大阪府優良分譲住宅購入資金助成
制度

比較的所得の低い階層の持家化を図るため、住宅金融公庫の割増融資と連携して、大阪府優
良分譲住宅購入者に対し、利子補給を行う。

0
51,276 51,276 5,250 56,526 42,649 42,649 2,967 45,616 93,925 93,925 8,217 102,142 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 15,134 15,134 1,550 16,683 27,721 27,721 2,425 30,147

3505
個人住宅建設促進事業 住宅金融公庫だけでは資金の不足する個人住宅取得者に低利融資をあっせんする。 0

1,505,608 0 1,050 1,506,658 1,252,292 0 79,094 1,331,387 2,757,900 0 80,144 2,838,045 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 444,372 0 310 444,682 813,980 0 23,654 837,634
3510 大阪府営住宅ストック総合活用計画

の推進
府営住宅の実情を踏まえ、需要の把握と地域の実情に応じたストックの活用の理念と目標設定
を行い、適切な事業手法の選択のもとに策定した本計画に基づき、ストック活用を推進する。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

3512
公営改良住宅の管理の指導監督

公営・改良住宅の管理及び関係補助金について事業主体である関係市町が適切な事務事業を
推進できるよう指導を行う。

0
19,072 10 46,200 65,272 15,863 8 3,427 19,290 34,935 18 49,627 84,562 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,629 3 13,636 19,265 10,311 5 14,647 24,958

3513
災害復興住宅補修助成事業

阪神淡路大震災により被災した持家住宅及び民間借家住宅の補修について、住宅金融公庫融
資と連携し、融資額の金利の一部を補給する。

0
35 35 0 35 29 29 2 31 64 64 2 66 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 10 10 0 10 19 19 1 19

3514
住宅改良資金助成制度 民間借家の増改築・修繕に必要な資金を貸主・借主に融資あっせんする。 0

160 0 0 160 133 0 8 141 293 0 8 301 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 47 0 0 47 87 0 2 89
3515 民間分譲ﾏﾝｼｮﾝの適正な管理、建

替えの円滑化等の普及啓発
「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」、「マンション建替えの円滑化に関する法律」
の施行に伴う、新たな制度の普及啓発や、マンション管理にかかる相談対応を実施する。

0
2,100 2,100 0 0 110 110 0 0 2,210 2,210 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 620 620 0 0 652 652

3520
住宅性能表示制度の普及

｢住宅の品質確保の促進等に関する法律｣に基づく住宅性能表示制度の普及や啓発活動を行
う。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3521
住情報の提供

国、庁内、関係機関との連携のもと住宅･まちづくりに関する施設、事業の普及や公的住宅に関
する情報発信等、総合的な広報活動を実施する。

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3572 【新】関西国際空港利用促進・活性
化事業

地元自治体、経済界が一体となった海外プロモーションを展開するとともに、開港10年を契機と
した空港の活性化を図るため、国内航空需要の喚起や賑わいづくりに取り組む。

0
6,000 6,000 2,100 8,100 4,991 4,991 425 5,416 10,991 10,991 2,525 13,516 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,771 1,771 620 2,391 3,244 3,244 745 3,989

3573 【新】関空・泉州地域活性化実態調
査事業

関空を含む泉州地域が賑わい、活性化するための施策の参考となるアンケート調査を実施す
る。

0
3,900 0 2,100 6,000 3,244 0 315 3,559 7,144 0 2,415 9,559 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3574 関西国際空港関連地域整備計画の
推進

関空建設の基本理念である「公害のない、地域と共存共栄する空港」の実現に向け、府が策定
した「関空関連地域整備計画」に基づき、地域整備の推進を図るとともに、「関空を活用した地域
振興ビジョン」に基づく地域振興策の具体化を図る。

0
15,750 15,750 0 0 827 827 0 0 16,577 16,577 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3575 関西国際空港における環境保全対
策の推進

関西国際空港の運用等にかかる航空機騒音等の環境面の諸課題に関して、関係部局等と協議
を進め、総合的な調整を図る。

0
21,000 21,000 0 0 1,102 1,102 0 0 22,102 22,102 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3576 関西国際空港環境監視機構運営事
業

府と泉州９市４町で設立した「関西国際空港環境監視機構」により、関西国際空港の運営と関連
事業の実施による環境等に及ぼす影響について監視する。

0
6,375 6,375 10,500 16,875 5,302 5,302 886 6,188 11,677 11,677 11,386 23,063 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3577
関西国際空港関連事業推進費

岬町と「岬町多奈川地区整備促進協議会」を設立し、関空２期事業の土砂採取地に関して、用地
集約、用地造成、跡地利用までの一貫した事業を円滑に推進するための調査・検討を行う。

0
6,930 6,930 9,450 16,380 5,764 5,764 860 6,624 12,694 12,694 10,310 23,004 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3580 大阪国際空港周辺地域活性化連絡
会への参画

国内線の基幹空港である大阪国際空港が大阪・関西の空の玄関としてその役割を発揮していけ
るよう、環境面はもとより、空港の利便性の向上並びに空港及びその周辺地域の活性化につい
て関係者間で協議を行う。

0
525 525 0 0 28 28 0 0 553 553 大阪市0% 0 100 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0

3616 新世代地域ケーブルテレビ施設整
備事業補助

地域に密着した映像情報を提供するケーブルテレビをエリア拡大、デジタル化やインターネット
事業に向けた施設整備することに補助する市町村へ補助する。

0
21,696 0 1,050 22,746 18,046 0 1,194 19,240 39,742 0 2,244 41,986 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 6,403 0 310 6,713 11,730 0 662 12,392

3661
青年海外協力活動促進事業 青年海外協力隊の隊員募集事務等に対して協力を行う。 0

3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979
3664 住民基本台帳ネットワークシステム

導入事業
住民基本台帳ネットワークシステムの活用により、申請時の住民票の写しの添付が省略できる
こと等から、府民の利便性向上のため、本システムの導入・運用を図るもの。

0
3,092 3,092 10,500 13,592 2,572 2,572 714 3,285 5,664 5,664 11,214 16,877 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 913 913 3,099 4,012 1,672 1,672 3,310 4,981

3665
渡航情報提供事業

旅券申請者に対して海外情報や安全情報等を提供するため、パスポートセンターにおいて啓発
冊子を発行・配布する。

0
3,000 0 10,500 13,500 2,495 0 709 3,204 5,495 0 11,209 16,704 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 885 0 3,099 3,984 1,622 0 3,308 4,930

3666
旅券発給事務

一般旅券の申請の審査・受理・作成・交付・返納等に関する事務、渡航手続き等の指導相談を行
う。

0
228,358 0 406,350 634,708 189,937 0 33,320 223,257 418,295 0 439,670 857,965 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 67,399 0 119,932 187,331 123,458 0 129,766 253,224

3829
憲法記念日知事表彰事業 憲法施行記念式典に際して、善行者、各界功労者に対して知事表彰を行う。 0

6,059 6,059 4,200 10,259 5,040 5,040 539 5,578 11,099 11,099 4,739 15,837 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,788 1,788 1,240 3,028 3,276 3,276 1,399 4,674
3834

府税 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3835
上方演芸資料館展示室入場料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3836

女性総合センター利用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3838
大阪府障害者扶養共済制度掛金 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3839

障害者交流促進センター使用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3842
駐車場使用料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3844

貿易専門学校授業料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3848
公園緑地使用料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3849

府営住宅使用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0

府営住宅
管理戸数 14,604 137,369 10.6% 0 0 0 0 0 0 0 0

3850
大阪府工業用水道給水料金 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3853

門真スポーツセンター利用料 ー 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0

3856
府立高等学校授業料 ー 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 0 0 0 0 0 0
3861 市町村振興補助金（施設整備等補

助・市町村合併補助）

地方分権型社会に対応した市町村の行財政運営の構築を促進するため、市町村が行う地方分
権の推進、行財政改革及び広域行政の取り組みや市町村合併に伴う公共施設有効活用等の事
業に対して補助する。

0
1,650,000 1,650,000 5,250 1,655,250 1,372,391 1,372,391 86,895 1,459,285 3,022,391 3,022,391 92,145 3,114,535 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 486,989 486,989 1,550 488,538 892,043 892,043 27,196 919,239

3862
自主的な市町村合併に対する支援 自主的な市町村合併を推進するため、機運の醸成や地域での取り組みに対する支援を行う。 0

20,000 20,000 52,500 72,500 16,635 16,635 3,806 20,441 36,635 36,635 56,306 92,941 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 5,903 5,903 15,495 21,398 10,813 10,813 16,618 27,431
3864

市町村財政運営への助言等
財政運営計画ヒアリングや行財政調査などを活用して、府内市町村において健全な財政運営が
行えるよう助言する。

0
16,800 16,800 0 0 882 882 0 0 17,682 17,682 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 4,958 4,958 0 0 5,219 5,219
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類整理表

掲載
No.

(初出)
事務事業名 事務事業の概要

道府県の
事務のメ
ルクマー
ルによる

分類

特例
事務
等

（該当
の場
合は
「1」）

事業費(当
初予算)

a

うち一般財
源
b

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
うち一般財

源
人件費 総事業費 事業費等

うち一般財
源

人件費 総事業費 指標名
大阪市
データ

d

大阪府
データ

e

大阪市の
配分割合

d/e
※特例事
務等の場
合はゼロ

事業費
(当初予

算)
a''

うち一般
財源
b''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費
(当初予

算)

うち一般
財源

人件費 総事業費

事業総額の大阪市分

「大阪府施策集」　Ａ 予算総額と「大阪府施策集」の差額　Ｂ 事業費総額　Ａ+Ｂ

「大阪府施策集」の事業費の大阪市分

大阪市分の算出

指標

3865
市町村施設整備資金貸付金の貸付

現行の地方債制度を補完し、市町村の公共施設整備を促進するため、市町村に資金を貸し付け
る。

0
4,100,000 0 3,150 4,103,150 3,410,183 0 215,401 3,625,584 7,510,183 0 218,551 7,728,734 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,210,094 0 930 1,211,023 2,216,592 0 64,504 2,281,096

3866
財政健全化資金貸付金の貸付

市町村の積極的な財政健全化の取組みを支援するため、平成14年度には平成12年度実質収支
赤字団体を対象に財政健全化資金の貸付を行ったところであり、引き続き、財政健全化計画の
達成に向け、積極的に助言等を行う。

0
3,150 3,150 0 0 165 165 0 0 3,315 3,315 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 0 0 930 930 0 0 979 979

3880
教育広報事業 教育広報誌を発行する。 0

4,839 4,839 2,100 6,939 4,025 4,025 364 4,389 8,864 8,864 2,464 11,328 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 1,428 1,428 620 2,048 2,616 2,616 727 3,343
3881

教育委員会点字化事業 府民向け刊行物の点字化・配付 0
412 412 2,100 2,512 343 343 132 475 755 755 2,232 2,987 総人口 2,598,774 8,805,081 29.5% 122 122 620 741 223 223 659 881
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「道府県の事務のメルクマール」による大阪府の事務事業の分類比率の算出方法 

 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱ 

 

資料Ⅳ－１３では、大阪府が「大阪府施策集」（http://www.pref.osaka.jp/kikaku/sisaku/）

で公表している事務事業を、「道府県の事務のメルクマール」に基づき「広域事務」「規模・性質

対応事務」「連絡調整事務」「共通事務」「内部管理事務」の５つの事務に分類し、このうち、「広

域事務」「連絡調整事務」「内部管理事務」は道府県が担い、「規模・性質対応事務」は指定都市が

担うべきであるとされている。 
 

規模・性質対応事務

「大阪府施策集」
2,080事業

道府県の事務
のメルクマー
ルによる分類

道府県が
担うべき事務

指定都市が
担うべき事務

広域事務

連絡調整事務

内部管理事務

共通事務

広域事務

連絡調整事務

内部管理事務

共通事務

 

 
ここでは、現行の大阪府の事務事業のうち道府県・指定都市のそれぞれが担うべき事務のボリ

ューム感を示すため、 
  １ 「大阪府施策集」に掲載されている「総事業費」の総額に対して各事務に係る事務事業

の「総事業費」の合計額が占める比率 
  ２ 前記「総事業費」の総額のうち大阪市域に係る分に対して、各事務に係る事務事業の「総

事業費」のうち大阪市域に係る分が占める比率 

  ３ 「大阪府施策集」に掲載されている事務事業の総数に対して各事務に係る事務事業数の

占める比率 
を試算した。 
 

１ 「総事業費」の総額に対して各事務の「総事業費」の合計額が占める比率 
    まず、大阪府の事務事業のうち道府県が担うべき事務のボリューム感を示すため、全体

の事業費に対して「広域事務」「連絡調整事務」「内部管理事務」の事業費が占める比率を

試算することとした。 

 

 ⑴ 比率の算出方法 

     「大阪府施策集」には、大阪府の事務事業とともに、その「事業費」と一定の基準に

基づいて事業別に算出した「人件費」（いずれも平成 16 年度当初予算額）も公表されて

資料Ⅳ－１４ 
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おり、この「事業費」と「人件費」を合算したものが「総事業費」とされている。 
     そして、「広域事務」「連絡調整事務」「内部管理事務」「規模・性質対応事務」「共通事

務」ごとに、それぞれ分類された各事務事業の「総事業費」の合計額を算出し、大阪府

全体の「総事業費」に対する比率を算定した。（なお、個々の事務事業の｢総事業費｣につ

いては、資料Ⅳ－１３参照） 
     なお、「大阪府施策集」で公表されている「事業費」と「人件費」には、教育・警察関

係の人件費や公債費等が含まれていないと考えられるので、これらの「事業費」と「人

件費」の合計額は大阪府の当初予算額とは一致していない。 

しかし、「大阪府施策集」で「総事業費」としてあげられていない諸経費を、事務事業

別に適正に配賦するのは技術的に困難である。一方、「大阪府施策集」では、大阪府にお

けるすべての施策にかかる事務事業が網羅されているとともに、事業別に「人件費」を

含む事業費の総額である「総事業費」が記載されていることから、大阪府における事業

費ベースの事務事業の全体像が示されているといえる。したがって、事務事業の分類別

の「比率」を算出するにあたっては、事業費ベースで事務事業全体に占める比率を算出

することには妥当性があると考えられることから、ここでは「大阪府施策集」に含まれ

ない人件費や公債費等を考慮しないこととした。 

 
 ⑵ 算出結果 

     算出結果は、次のとおりとなった。 

 

                        「総事業費」の合計額   比率  

  ア 大阪府が担うべき事務      1,807 億円    13.2％ 
    「広域事務」     1,711 億円 12.5％ 

「連絡調整事務」            18 億円  0.1％ 
「内部管理事務」           78 億円  0.6％ 

  イ 市町村が担うべき事務       7,188 億円 52.5％ 
「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」     6,928 億円 50.6％ 

    「規模・性質対応事務（暫定事務）」    261 億円  1.9％ 
  ウ 共通事務        4,694 億円 34.3％ 
           合 計     1 兆 3,690 億円   100.0％ 
 

事業費

人件費

総事業費

規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）

（50.6％）

共通事務

（34.3％）

連絡調整事務（0.1％）

規模・性質対応事務（暫定事務）（1.9％）

広域事務（12.5％）

内部管理事務（0.6％）

大阪府が担うべき事務（大阪府が担うべき事務（13.213.2％）％）

市町村が担うべき事務（市町村が担うべき事務（52.552.5％）％）
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２ 「総事業費」の総額のうち大阪市域に係る分に対して、各事務に係る事務事業の「総事業費」

のうち大阪市域に係る分が占める比率 
   大阪府の事務事業は、当然のことながら大阪府全域を対象としている。そこで、大阪府の

事務事業のうち指定都市が担うべき事務のボリューム感を示すため、大阪府の事務事業のう

ち府下の指定都市である大阪市に係るものについて、全体の事業費に対して各事務の事業費

が占める比率を試算することとした。 

 

⑴ 大阪市域に係る「総事業費」の算出 

各事務事業ごとに、次のとおり、当該事務事業の成果を測るのに適した指標を設定し、

当該指標における「大阪市分のデータ」と「大阪市を除く府下市町村のデータを合計し

たデータ」の比に応じて「総事業費」を按分し、大阪市域に係る「総事業費」を算出し

た。 

そして、「１」と同様に、「規模・性質対応事務」「広域事務」「連絡調整事務」「内部管

理事務」「共通事務」ごとに、それぞれ分類された各事務事業の大阪市域に係る「総事業

費」の合計額を算出し、大阪府全体の「総事業費」のうち大阪市域に係る分に対する比

率を算定した。 
 

    ※ 指標設定の基本的な考え方と設定例 

ア 対人サービス：受益者数を示す指標を設定 

・ 効果が全府民又は不特定多数の府民に及ぶもの：「総人口」 

（例）生涯学習、ボランティア、文化・芸術、保健・医療、防災・防犯等 
・ 受益者が特定できるもの：「高齢者人口」「外国人人口」「従業者数」等 

（例）高齢者福祉、雇用等 
・ 施設単位でサービス提供されるもの：「学校数」「保育所数」「事業所数」等 

（例）教育、子育て・保育、産業等 
・ その他、受益者数の特定が難しく、社会全体で分担すべきもの：「総人口」 

（例）人権、障害者福祉等 
イ 対物サービス：対象物の数量・分布を示す指標を設定 

・ 面的な整備・サービス提供を伴うもの：「総面積」「道路面積」「河川延長」等 

（例）まちづくり、道路、河川管理、自然環境等 
 施設単位で整備・サービス提供されるもの：「公園数」「鉄道駅数」等 

（例）公園整備等 
 その他、効果が広域に及ぶもの：「総人口」 

（例）環境等 
ウ 施設の整備・運営に関する事業：受益が及ぶ範囲に応じて指標（配分）を設定 

 受益者が広域に及ぶもの：「総人口」等 

（例）各種公共施設等 
 受益者が基本的に大阪市を除く地域に限定されるもの：「大阪市０％」 

（例）空港・港湾、モノレール等 
エ その他、事業の対象が地域的に限定される場合：大阪市を対象としているか否か
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によって配分を設定 

 府庁内の取組に関するもの：「大阪市０％」 

 受益者が基本的に大阪市内に限定されるもの：「大阪市 100％」 

大阪市以外の
府下の市町村分

大阪市域分

人口比等に
よる按分

「大阪府施策集」
事業費

人件費

総事業費
総事業費のうち
大阪市域分

 

 
 ⑵ 算出結果 

算出結果は次のとおりとなった。 

 

                        「総事業費」の合計額   比率  

  ア 大阪府が担うべき事務          466 億円 12.1％ 
    「広域事務」            441 億円  11.4％ 

「連絡調整事務」          5 億円  0.1％ 
    「内部管理事務」         20 億円    0.5％ 
  イ 大阪市が担うべき事務         1,319 億円 34.2％ 

「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）  1,229 億円 31.9％ 
    「規模・性質対応事務（暫定事務）」       91 億円    2.4％  
  ウ 共通事務        2,070 億円 53.7％ 
           合 計      3,856 億円   100.0％ 
 

事業費

人件費

大阪市域内の総事業費

規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）

（31.9％）

共通事務
（53.7％）

連絡調整事務（0.1％）

規模・性質対応事務（暫定事務）（2.4％）

広域事務（11.4％）

内部管理事務（0.5％）

大阪府が担うべき事務（大阪府が担うべき事務（12.112.1％）％）

大阪市が担うべき事務（大阪市が担うべき事務（34.234.2％）％）
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３ ｢大阪府施策集｣の事務事業総数のうち、それぞれの事務に係る事務事業総数の占める比率 

    さらに、事業数に着目して、全体の事業総数に対して「広域事務」「連絡調整事務」「内

部管理事務」の事業数が占める比率を試算することとした。 
算出結果は次のとおりとなった。 
 

                        「事業数」の合計      比率  

  ア 大阪府が担うべき事務       342 事業    16.4％ 
    「広域事務」       263 事業  12.6％ 

「連絡調整事務」        7 事業   0.3％ 
「内部管理事務」     73 事業   3.5％ 

  イ 市町村が担うべき事務      1,437 事業     69.1％ 
「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」    1,257 事業  60.4％ 

    「規模・性質対応事務（暫定事務）」      180 事業    8.7％ 
  ウ 共通事務        301 事業  14.5％ 
           合 計      2,080 事業    100.0％ 
 

2,080事業

規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）

（60.4％）

共通事務（14.5％） 連絡調整事務（0.3％）

規模・性質対応事務（暫定事務）（8.7％）

広域事務（12.6％）

内部管理事務（3.5％）

大阪府が担うべき事務（大阪府が担うべき事務（16.416.4％）％）

市町村が担うべき事務（市町村が担うべき事務（69.169.1％）％）
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「道府県の事務のメルクマール」による事務の分類に基づき 

大阪府から大阪市に移譲されるべき事務に要する経費について 

 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング㈱ 

 

「道府県の事務のメルクマール」によれば、現行の道府県の事務のうち「規模・性質対応事務」

に該当する事務は指定都市に移譲されるべき事務となる。当該事務の移譲に伴う税源移譲案を検

討するための参考データとして、次のとおり、大阪府をモデルに当該事務に要する経費を試算す

ることとした。 

すなわち、資料Ⅳ－１３では、大阪府の事務事業に「道府県の事務のメルクマール」をあては

めて「規模・性質対応事務」を分類しており、また、大阪府の事務事業については、資料Ⅳ－１

４に記載のとおり、教育・警察関係の人件費や公債費等が含まれていないと考えられるものの、

各事務事業に係る「事業費」と「人件費」（いずれも平成 16 年度当初予算額）が公表されている。 

そこで、これらのデータを用いて、大阪府の事務事業のうち「規模・性質対応事務（暫定事務

を除く）」に該当するとして大阪市に移譲されるべきものに要する経費を試算することとした。 

 

１ 算出の方法 

 

 ⑴ 大阪府の事務事業の事業費総額の推計 

     「大阪府施策集」で公表されてい

る「事業費」と「人件費」には教育・

警察関係の人件費や公債費等が含ま

れていないと考えられるので、これ

らの「事業費」と「人件費」の合計

額は大阪府の予算総額とは一致して

いない。 

     そこで、まず、大阪府の予算総額

から教育・警察関係の人件費を控除

した額を人件費と人件費以外のもの

に分け、それぞれについて、公表さ

れている「人件費」と「事業費」と

の差額を算定した。そして、それぞ

れの差額を、事務事業ごとに、全体

の「事業費」に対する当該事務事業

の「事業費」の比率により按分し、

公表されている「人件費」と「事業

費」にそれぞれ配賦して、各事務事

業の「事業費総額」（教育・警察関係

の人件費を除く）を推計した。 

事業費等

人件費

事業費等

人件費

（一般行政）

事業費

人件費

「大阪府施策集」
における総事業費

（教育関係）

（警察関係）

事業費総額の推計
（教育・警察関係の

人件費を除く）

（事務事業
ごとに按分）

（事務事業
ごとに按分）

差額

差額

大阪府における
当初予算総額

資料Ⅳ－１５ 
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 ⑵ 「規模・性質対応事務」に該当する教育関係の人件費の推計 

     教育関係の人件費については、以下により推計した。 

      大阪市が府費負担教職員の給与負担の見直しに伴う影響額を試算しているので（一

般財源 934億円、平成 15年度決算ベース。資料Ⅲ－３参照）、その試算額を用いるこ

ととし、ここでは加算せず、⑸で加算することとした。 

また、府立の高等学校及び養護学校の教職員の人件費は、大阪府が公表している「財

政のあらまし」（平成 16年大阪府公報号外第 13 号別冊）における「高等学校教職員費」

及び「養護教育学校教職員費」の金額（計 1,435 億円、平成 16 年度予算）を用いるこ

ととした。 

 

 ⑶ 「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分の算出 

    大阪府の事務事業のうち指定都市に移譲されるべきものに要する経費を試算するために

は、⑴による推計額を「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業に

係るものに絞り込み、これに⑵による推計額を加算した上で、指定都市である大阪市に係

る分を算出する必要がある。 

そこで、まず、⑴で推計した事業費総額について、「規模・性質対応事務（暫定事務を除

く）」に分類される事務事業の事業費総額を算出した。 

なお、算出にあたっては、大都市特例により移譲済みの事務に係る経費については、大

阪市がホームページ上において公表している「大阪市財政の現状」（平成 17 年 4 月発行）

に掲載されている試算額（一般財源 525 億円、平成 16 年度当初予算ベース）を用いること

とし、「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業から当該移譲済み

の事務は除いて算出し、⑸で当該試算額を加算することとした。 

    次に、「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業の事業費総額と、

⑵による推計額との合計額を、資料Ⅳ－１４で用いた指標における「大阪市分のデータ」

と「大阪市を除く府下市町村のデータを合計したデータ」の比に応じて按分し、「規模・性

質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分を算出した。 

 

 ⑷ 特定財源による経費の控除 

    ⑶で算出した「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する事業費等のうち大阪市

に係る分には国庫支出金等の「特定財源」をもって充てられているものも含まれているが、

「特定財源」については事務の移譲に伴い財源も移譲されると考えることから、税源移譲

案の検討のための所要経費の試算においては、「特定財源」による経費は事業費総額から控

除することとした。 

    養護教育学校の教職員給与費については、小中学校部の分に国庫負担が含まれている（平

成 18 年度からは 1/3）が、公表資料ではその額は特定できない。そのため、大阪市立の幼

稚園、小学校、中学校及び高等学校の教育職員数（平成 17 年 5月 1 日現在－平成 17 年度

大阪市教育委員会事務事業概要による）のうち、小学校及び中学校の教育職員数の占める

割合によって按分し、｢特定財源｣による経費分を算出した。 
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事業費等のうち、特定財源分

人件費のうち、一般財源分

大阪市域を対象とする

事務の事業費総額
事業費等のうち、一般財源分

大阪市に税源移譲

されるべき事務の経費

人件費のうち、特定財源分  
 

⑸ 義務教育教職員人件費及び大都市特例事務所要経費の加算 

⑷で算出した「特定財源」を控除した残額には、義務教育に係る教職員の人件費及び大

都市特例により移譲済みの事務に係る経費が含まれていないので、当該残額に、それぞれ

の大阪市の試算額である 934億円と 525 億円を加算した。 
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算出方法のまとめ 

 

①以下の３区分

・広域事務、連絡
調整事務、共通事
務、内部管理事務
のすべてに係る事
業費等

・規模・性質対応事
務のうち大阪市以
外の府下市町村
を対象とした分に
係る事業費等

・大都市特例により
移譲済みの事務
に係る事業費等

上記①に同じ

事業費等

人件費

事業費等

人件費

（一般行政）

事業費

人件費

「大阪府施策集」
における総事業費

※本図は、試算のイメージを模式的に示したものであり、グラフの大きさ・割合等は実際のスケールを表してはいない。

（教育関係）

（警察関係）

大阪府における
当初予算総額

(1)事業費総額
の推計

（事務事業
ごとに按分）

（事務事業
ごとに按分）

事業費等

人件費

（高校・養護学校）

②「規模・性質対
応事務（暫定事務
を除く）」のうち大
阪市を対象とした
分に係る事業費等

上記②に同じ

事業費等
（特定財源分）

事業費等
（一般財源分）

事業費等
（特定財源分）

事業費等
（一般財源分）

人件費

(4)特定財源に
よる経費の控除

大阪市に
税源移譲
されるべき
事務の経費

差額

差額

（義務教育教職員）
大阪市分

事業費等
（一般財源分）

(5) 義務教育教職員人
件費及び大都市特例
事務所要経費の加算

(2)「規模・性質対応事
務」に該当する教育
関係の人件費の推計

(3) 「規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）」に
要する経費のうち

大阪市に係る分の算出

（大都市特例事務
に係る事業費等）

大阪市分

人件費（特定財源分）

人件費（一般財源分） 人件費（一般財源分）
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２ 大阪市に移譲されるべき事務に要する経費の試算 
 ⑴ 大阪府の事務事業の事業費総額の推計 
  ア 事業費等        2 兆 4,119 億円 

    （内訳） 

    「大阪府施策集」における事業費      1 兆 3,167 億円 

上記以外の当初予算総額における事業費等     1 兆  952 億円 

（別途、準義務的経費（税関連の他府県清算金、市町村交付金等）、 

繰上充用金（前年度までの歳入不足を、翌年度の歳入を繰り上げ 

てその年の歳入に充てるもので、赤字決算の翌年度に計上））   （ 5,073 億円） 

  イ 人件費           1,241 億円 

    （内訳） 

 「大阪府施策集」における人件費          523 億円 

  上記以外の当初予算総額における一般行政人件費        719 億円 

 （別途、教育・警察関係）      （ 8,216 億円） 

  ウ 事業費総額（ア＋イ）       2 兆 5,361 億円 

 （別途、準義務的経費、繰上充用金、教育・警察関係人件費） （1兆 3,289 億円） 

 

   【参考】 

     大阪府当初予算総額（純計）         3 兆 8,649 億円 

 

 ⑵ 教育関係の人件費の推計 

   教育関係の人件費          1,435 億円 

    （内訳） 

  高等学校教職員費          1,043 億円 

  養護教育学校教職員費          392 億円 

 

⑶ 「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分の算出 

  3-1)「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費の算出 

⑴により推計した大阪府の事務事業の事業費総額（2兆 5,361 億円）のうち「規模・

性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される事務事業に係る分を算出した結果は、

次のとおりとなった。（なお、各事務事業の経費については資料Ⅳ－１３参照） 

ア 事業費等のうち「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に係る分 

              1 兆 2,374 億円 

イ 人件費のうち「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に係る分  810 億円 

   ウ 事業費総額のうち「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に 

係る分（ア＋イ）       1 兆 3,185 億円 

  3-2)「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に要する経費のうち大阪市に係る分の算出 

3-1)により算出した、「規模・性質対応事務（暫定事務を除く）」に分類される大阪

府の各事務事業に要する経費の総額（1 兆 3,185 億円）に、⑵により推計した教育関

係の人件費（1,435 億円）を加算した額について、前記１－⑶⑷⑸の方法により、大
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阪市に係る分を算出した。 

算出結果は、次のとおりとなった。（なお、各事務事業の⑴による推計額については

資料Ⅳ－１３参照） 

   ア 事業費総額のうち大阪市を対象とする「規模・性質対応事務（暫定事務 

を除く）」に係る経費から、特定財源によるものを差し引いたもの  1,353 億円 

    （内訳） 

事業費                   1,242 億円 

     人件費        111 億円 

  イ 教育関係の人件費のうち大阪市を対象とする分      1,216 億円 

    （内訳） 

     高等学校教職員費       226 億円 

     養護教育学校教職員費        56 億円 

     義務教育関係教職員費（大阪市試算額）      934 億円 

   ウ 大都市特例事務に係る経費（大阪市試算額）            525 億円 

 

   大阪市に移譲されるべき事務に要する経費（ア＋イ＋ウ）     3,095 億円 

 

人件費（111億円）

事業費等のうち、一般財源分（1,242億円）

教職員人件費（高校・養護学校）（282億円）

「規模・性質対応事務
（暫定事務を除く）」に
おける事業費総額

（1,353億円）

大阪市に移譲される
べき事務の経費
（3,095億円）

教職員人件費（義務教育）（934億円）

大都市特例事務に係る経費（525億円）

 

 

 

３ 留意事項 

   以上の試算は事業運営に係る経費のみを前提に算定したものであり、施設の整備等の事務

の移譲に伴うイニシャルコストは考慮していないので、実際には、試算額以上の経費が必要

となると考えられる。 
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（百万円）

事業数
事業費

(当初予算)
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
a'

うち一般財源
b'

一般財源比率
b'/a'

人件費
c'

総事業費
a'+c'

事業費等
a+a'

うち一般財源
b+b'

一般財源比率
(b+b')/(a+a')

人件費
c+c'

総事業費
(a+a')+(c+c')

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

道府県の事務（小計） 823 660,291 68,889 10.4% 15,934 676,226 549,198 59,869 10.9% 35,499 584,698 1,209,490 128,758 10.6% 51,434 1,260,923 258,713 25,641 9.9% 3,992 262,705 473,898 47,705 10.1% 17,783 491,681

１　広域事務 263 166,294 38,200 0.0% 4,843 171,137 138,315 32,789 23.7% 8,984 147,299 304,609 70,989 23.3% 13,827 318,436 43,025 13,403 31.2% 1,042 44,067 78,810 24,960 31.7% 3,356 82,166

（１）単一の自治体で実施すべきもの 214 162,348 38,771 0.0% 3,860 166,208 135,033 32,676 24.2% 8,725 143,758 297,381 71,447 24.0% 12,585 309,966 41,805 13,699 32.8% 656 42,461 76,576 25,219 32.9% 2,885 79,461

ア　防災・国土の保全等 37 39,717 4,358 0.0% 1,875 41,592 33,035 3,625 11.0% 2,183 35,218 72,752 7,983 11.0% 4,058 76,810 9,235 622 6.7% 307 9,542 16,915 1,139 6.7% 808 17,724

イ　安全・安心 3 16 7 0.0% 65 81 13 6 44.7% 4 17 29 13 44.7% 69 98 5 2 44.7% 19 24 8 4 44.7% 20 29

ウ　産業・経済・労働 40 649 204 0.0% 543 1,192 540 172 31.9% 63 602 1,189 376 31.7% 605 1,794 97 32 32.7% 113 210 178 58 32.7% 125 302

エ　社会資本の整備 18 26,189 586 0.0% 948 27,137 21,783 487 2.2% 1,425 23,207 47,972 1,073 2.2% 2,373 50,345 916 30 3.3% 78 995 1,678 55 3.3% 131 1,809

オ　情報通信 3 65 5 0.0% 23 88 54 4 7.7% 5 59 119 9 7.7% 28 147 20 2 12.0% 9 29 37 4 12.0% 10 47

カ　環境 15 363 188 0.1% 167 530 302 156 51.7% 28 330 666 344 51.7% 195 861 63 27 42.8% 41 103 115 49 42.8% 46 161

キ　治安・公安 65 15,344 171 0.0% 1 15,345 12,762 142 1.1% 806 13,568 28,107 312 1.1% 807 28,913 4,384 47 1.1% 0 4,384 8,030 86 1.1% 230 8,261

ク　教育 29 79,932 33,183 0.0% 224 80,156 66,484 28,025 42.2% 4,208 70,691 146,415 61,209 41.8% 4,432 150,847 27,065 12,917 47.7% 83 27,148 49,577 23,787 48.0% 1,508 51,085

ケ　医療・健康 4 72 69 0.1% 14 87 60 58 95.8% 5 65 133 127 95.8% 19 151 21 20 95.6% 4 25 38 36 95.6% 5 43

（２）共同処理等で対応できないもの 33 244 -683 -0.3% 916 1,160 203 20 9.7% 61 264 446 -664 -148.7% 977 1,424 123 -329 -266.9% 366 490 226 -320 -141.6% 392 618

ア　住民等の権利・利害の調整 3 0 0 0.1% 13 13 0 0 － 1 1 1 1 98.0% 13 14 0 0 98.0% 4 4 0 0 98.0% 4 4

イ　資格の付与 6 45 -92 -0.2% 39 84 37 0 0.0% 4 42 82 -92 -112.7% 43 125 33 -72 -216.5% 27 60 61 -72 -118.2% 30 91

ウ　法人の活動の規制 24 199 -592 -0.3% 865 1,063 165 19 11.7% 56 221 364 -572 -157.2% 920 1,284 90 -257 -285.9% 336 426 165 -248 -150.5% 358 523

（３）少数・散在しているもの 16 3,702 112 0.0% 67 3,769 3,079 93 3.0% 198 3,277 6,781 205 3.0% 265 7,047 1,096 33 3.0% 21 1,117 2,008 61 3.0% 79 2,087

２　規模・性質対応事務（補完事務） 180 19,099 8,656 0.0% 6,963 26,062 15,886 7,946 50.0% 1,368 17,254 34,985 16,602 47.5% 8,331 43,315 7,069 3,116 44.1% 2,011 9,080 12,949 5,929 45.8% 2,487 15,436

（１）高度な技術力や専門的能力を要するもの 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0

（２）暫定的に道府県の事務とするもの 180 19,099 8,656 0.0% 6,963 26,062 15,886 7,946 50.0% 1,368 17,254 34,985 16,602 47.5% 8,331 43,315 7,069 3,116 44.1% 2,011 9,080 12,949 5,929 45.8% 2,487 15,436

３　連絡調整事務 7 1,734 13 0.0% 77 1,811 1,442 11 0.7% 95 1,537 3,176 24 0.7% 172 3,348 512 4 0.7% 23 535 937 7 0.7% 51 988

４　共通事務 301 466,442 19,838 0.0% 2,949 469,391 387,964 17,309 4.5% 24,641 412,605 854,406 37,146 4.3% 27,590 881,996 206,462 8,520 4.1% 570 207,032 378,187 15,715 4.2% 11,438 389,625

　 （１）双方が任意に実施するもの 149 79,258 4,323 0.0% 1,841 81,099 65,923 4,123 6.3% 4,257 70,181 145,181 8,446 5.8% 6,099 151,280 21,563 1,391 6.4% 174 21,737 39,497 2,549 6.5% 1,316 40,813

ア　教育・文化・科学技術 112 4,226 1,511 0.0% 330 4,556 3,515 1,261 35.9% 239 3,754 7,741 2,772 35.8% 569 8,310 1,219 465 38.1% 104 1,323 2,233 853 38.2% 174 2,407

イ　医療・健康 16 70,002 3,036 0.0% 30 70,033 58,224 2,525 4.3% 3,676 61,901 128,227 5,561 4.3% 3,707 131,933 20,308 892 4.4% 9 20,318 37,200 1,634 4.4% 1,076 38,276

ウ　社会資本の整備 11 4,973 -282 0.0% 1,356 6,328 4,136 290 7.0% 332 4,468 9,109 8 0.1% 1,688 10,797 2 1 49.5% 1 3 4 2 56.8% 1 5

エ　市町村の事業への支援・協力 10 57 57 0.1% 125 182 48 48 100.0% 10 57 105 105 100.0% 135 239 33 33 100.0% 60 93 60 60 100.0% 65 125

（２）共同で実施するもの 152 387,184 15,515 0.0% 1,108 388,291 322,041 13,185 4.1% 20,384 342,425 709,224 28,700 4.0% 21,492 730,716 184,899 7,129 3.9% 395 185,295 338,690 13,165 3.9% 10,123 348,812

ア　国際協力・国際交流 28 286 185 0.1% 122 408 238 154 64.6% 21 259 524 339 64.6% 144 668 112 54 48.6% 38 150 205 100 48.6% 46 251

イ　産業・経済・雇用 41 384,418 13,751 0.0% 405 384,823 319,740 11,561 3.6% 20,202 339,942 704,158 25,312 3.6% 20,607 724,765 184,054 6,608 3.6% 177 184,231 337,142 12,164 3.6% 9,848 346,990

ウ　啓発・相談・支援等 76 2,194 1,294 0.1% 524 2,719 1,825 1,233 67.5% 143 1,968 4,019 2,527 62.9% 667 4,686 648 381 58.9% 162 810 1,187 745 62.8% 204 1,391

エ　協議会等への参画 7 286 286 0.1% 56 341 238 238 100.0% 18 255 523 523 100.0% 74 597 85 85 100.0% 19 104 156 156 100.0% 24 180

オ　応急災害対策 0 0 0 － 0 0 0 0 #REF! 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0

５　内部管理事務 73 6,723 2,182 0.0% 1,102 7,825 5,592 1,815 32.5% 411 6,003 12,315 3,997 32.5% 1,513 13,828 1,646 598 36.3% 346 1,992 3,014 1,095 36.3% 451 3,465

指定都市が担うべき事務（小計） 1,257 656,444 265,965 40.5% 36,324 692,768 545,999 223,201 40.9% 36,368 582,366 1,202,442 489,167 40.7% 72,692 1,275,135 118,188 67,691 57.3% 4,680 122,868 216,491 124,228 57.4% 11,130 227,621

指定都市が担うべき事務 984 509,099 216,578 42.5% 19,740 528,839 423,444 181,492 42.9% 27,762 451,206 932,543 398,070 42.7% 47,502 980,045 118,188 67,691 57.3% 4,680 122,868 216,491 124,228 57.4% 11,130 227,621

大都市特例により移譲済みの事務 273 147,345 49,387 33.5% 16,584 163,930 122,555 41,710 34.0% 8,606 131,160 269,900 91,097 33.8% 25,190 295,090 0 0 － 0 0 0 0 － 0 0

2,080 1,316,735 334,854 25.4% 52,259 1,368,994 1,095,197 283,071 25.8% 71,867 1,167,064 2,411,932 617,925 25.6% 124,126 2,536,058 376,901 93,332 24.8% 8,672 385,573 690,389 171,933 24.9% 28,913 719,302

342 174,750 40,395 23.1% 6,023 180,773 145,349 34,615 23.8% 9,490 154,839 320,099 75,010 23.4% 15,512 335,612 45,182 14,005 31.0% 1,411 46,593 82,762 26,062 31.5% 3,857 86,619

301 466,442 19,838 4.3% 2,949 469,391 387,964 17,309 4.5% 24,641 412,605 854,406 37,146 4.3% 27,590 881,996 206,462 8,520 4.1% 570 207,032 378,187 15,715 4.2% 11,438 389,625

1,437 675,543 274,621 40.7% 43,287 718,830 561,884 231,147 41.1% 37,736 599,620 1,237,427 505,769 40.9% 81,023 1,318,450 125,257 70,808 56.5% 6,691 131,948 229,440 130,157 56.7% 13,617 243,057

別途、事業費等 507,284 507,284 507,284 507,284
準義務的経費 473,084 473,084 473,084 473,084
繰上充用金 34,200 34,200 34,200 34,200

別途、人件費 821,568 821,568 821,568 821,568 121,625 121,625
教育関係人件費 593,037 593,037 593,037 593,037 121,625 121,625

(うち、高等学校教職員費) (104,300) (104,300) (104,326) (104,326) (22,593) (22,593)
(うち、養護教育学校教職員費） (39,200) (39,200) (39,190) (39,190) (5,632) (5,632)
(うち、義務教育教職員費の大阪市域分） (93,400) (93,400) (93,400) (93,400) (93,400) (93,400)

警察関係人件費 228,531 228,531 228,531 228,531 － －
別途、大都市特例事務に係る経費 52,500 52,500

507,284 821,568 1,328,852 507,284 821,568 1,328,852 174,125 174,125

1,602,481 893,435 2,495,916 2,919,216 945,694 3,864,910 203,038 893,427

124,228 185,255 309,483

：税源移譲の対象となる事務の経費

合　　計
（道府県の事務＋指定都市が担うべき事務）

別計（規模・性質対応事務の小計）

別計（共通事務の小計）

メルクマールの分類

大阪府合計のうち、大阪市を対象とする分大阪府における事業費等（H16）

大阪府の事業費総額　Ａ'+Ｂ'「大阪府施策集」の事業費　Ａ'

「道府県の事務のメルクマール」による事務の分類に基づき大阪府から大阪市に移譲されるべき事務に要する経費の試算について

「大阪府施策集」　Ａ 事業費総額　Ａ+Ｂ予算総額と「大阪府施策集」との差額　Ｂ

合　　計

総　　計

大阪市に税源移譲されるべき事務の経費計

別計（広域、連絡調整、内部管理事務の小計）

資料Ⅳ－15（別表）  
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（各事務の事業費等が大阪府の事業費合計額に占める割合）

事業数
事業費

(当初予算)
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費
a

うち一般財源
b

一般財源比率
b/a

人件費
c

総事業費
a+c

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

事業費等
a''

うち一般財源
b''

一般財源比率
b''/a''

人件費
c''

総事業費
a''+c''

道府県の事務（小計） 39.6% 50.1% 20.6% 41.0% 30.5% 49.4% 50.1% 21.1% 42.2% 49.4% 50.1% 41.4% 20.8% 41.6% 5.4% 32.6% 68.6% 27.5% 40.0% 46.0% 68.1% 68.6% 27.7% 40.4% 8.8% 55.0%

１　広域事務 12.6% 12.6% 11.4% 0.1% 9.3% 12.5% 12.6% 11.6% 91.7% 12.5% 12.6% 10.4% 11.5% 91.0% 1.5% 8.2% 11.4% 14.4% 125.8% 12.0% 11.4% 11.4% 14.5% 127.2% 1.7% 9.2%

（１）単一の自治体で実施すべきもの 10.3% 12.3% 11.6% 0.1% 7.4% 12.1% 12.3% 11.5% 93.6% 12.1% 12.3% 10.2% 11.6% 93.8% 1.3% 8.0% 11.1% 14.7% 132.3% 7.6% 11.0% 11.1% 14.7% 132.2% 1.4% 8.9%

ア　防災・国土の保全等 1.8% 3.0% 1.3% 0.0% 3.6% 3.0% 3.0% 1.3% 42.5% 3.0% 3.0% 2.5% 1.3% 42.8% 0.4% 2.0% 2.5% 0.7% 27.2% 3.5% 2.5% 2.5% 0.7% 27.0% 0.4% 2.0%

イ　安全・安心 0.1% 0.0% 0.0% 0.2% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 172.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 174.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 180.4% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 179.4% 0.0% 0.0%

ウ　産業・経済・労働 1.9% 0.0% 0.1% 0.1% 1.0% 0.1% 0.0% 0.1% 123.5% 0.1% 0.1% 0.0% 0.1% 123.6% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 132.0% 1.3% 0.1% 0.0% 0.0% 131.5% 0.1% 0.0%

エ　社会資本の整備 0.9% 2.0% 0.2% 0.0% 1.8% 2.0% 2.0% 0.2% 8.7% 2.0% 2.0% 1.6% 0.2% 8.7% 0.3% 1.3% 0.2% 0.0% 13.2% 0.9% 0.3% 0.2% 0.0% 13.2% 0.1% 0.2%

オ　情報通信 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 29.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 30.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 48.3% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 48.0% 0.0% 0.0%

カ　環境 0.7% 0.0% 0.1% 0.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.1% 200.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 201.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 172.8% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 171.8% 0.0% 0.0%

キ　治安・公安 3.1% 1.2% 0.1% 0.0% 0.0% 1.1% 1.2% 0.1% 4.3% 1.1% 1.2% 1.0% 0.1% 4.3% 0.1% 0.7% 1.2% 0.1% 4.3% 0.0% 1.1% 1.2% 0.1% 4.3% 0.1% 0.9%

ク　教育 1.4% 6.1% 9.9% 0.2% 0.4% 5.9% 6.1% 9.9% 163.1% 5.9% 6.1% 5.0% 9.9% 163.2% 0.5% 3.9% 7.2% 13.8% 192.7% 1.0% 7.0% 7.2% 13.8% 192.7% 0.7% 5.7%

ケ　医療・健康 0.2% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 370.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 373.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 386.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 384.0% 0.0% 0.0%

（２）共同処理等で対応できないもの 1.6% 0.0% -0.2% -1.1% 1.8% 0.1% 0.0% 0.0% 37.6% 0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -580.4% 0.1% 0.0% 0.0% -0.4% -1077.7% 4.2% 0.1% 0.0% -0.2% -568.6% 0.2% 0.1%

ア　住民等の権利・利害の調整 0.1% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

イ　資格の付与 0.3% 0.0% 0.0% -0.8% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -440.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.1% -874.2% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0% -474.6% 0.0% 0.0%

ウ　法人の活動の規制 1.2% 0.0% -0.2% -1.2% 1.7% 0.1% 0.0% 0.0% 45.4% 0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -613.7% 0.1% 0.0% 0.0% -0.3% -1154.4% 3.9% 0.1% 0.0% -0.1% -604.3% 0.2% 0.1%

（３）少数・散在しているもの 0.8% 0.3% 0.0% 0.0% 0.1% 0.3% 0.3% 0.0% 11.7% 0.3% 0.3% 0.2% 0.0% 11.8% 0.0% 0.2% 0.3% 0.0% 12.2% 0.2% 0.3% 0.3% 0.0% 12.1% 0.0% 0.2%

２　規模・性質対応事務（補完事務） 8.7% 1.5% 2.6% 0.2% 13.3% 1.9% 1.5% 2.8% 193.5% 1.9% 1.5% 1.2% 2.7% 185.2% 0.9% 1.1% 1.9% 3.3% 178.0% 23.2% 2.4% 1.9% 3.4% 183.8% 1.2% 1.7%

（１）高度な技術力や専門的能力を要するもの 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

（２）暫定的に道府県の事務とするもの 8.7% 1.5% 2.6% 0.2% 13.3% 1.9% 1.5% 2.8% 193.5% 1.9% 1.5% 1.2% 2.7% 185.2% 0.9% 1.1% 1.9% 3.3% 178.0% 23.2% 2.4% 1.9% 3.4% 183.8% 1.2% 1.7%

３　連絡調整事務 0.3% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 2.9% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 2.9% 0.0% 0.1% 0.1% 0.0% 3.0% 0.3% 0.1% 0.1% 0.0% 3.0% 0.0% 0.1%

４　共通事務 14.5% 35.4% 5.9% 0.0% 5.6% 34.3% 35.4% 6.1% 17.3% 34.3% 35.4% 29.3% 6.0% 17.0% 2.9% 22.8% 54.8% 9.1% 16.7% 6.6% 53.7% 54.8% 9.1% 16.7% 5.6% 43.6%

　 （１）双方が任意に実施するもの 7.2% 6.0% 1.3% 0.0% 3.5% 5.9% 6.0% 1.5% 24.2% 5.9% 6.0% 5.0% 1.4% 22.7% 0.6% 3.9% 5.7% 1.5% 26.0% 2.0% 5.6% 5.7% 1.5% 25.9% 0.6% 4.6%

ア　教育・文化・科学技術 5.4% 0.3% 0.5% 0.1% 0.6% 0.3% 0.3% 0.4% 138.8% 0.3% 0.3% 0.3% 0.4% 139.8% 0.1% 0.2% 0.3% 0.5% 154.0% 1.2% 0.3% 0.3% 0.5% 153.4% 0.1% 0.3%

イ　医療・健康 0.8% 5.3% 0.9% 0.0% 0.1% 5.1% 5.3% 0.9% 16.8% 5.1% 5.3% 4.4% 0.9% 16.9% 0.4% 3.4% 5.4% 1.0% 17.7% 0.1% 5.3% 5.4% 1.0% 17.6% 0.5% 4.3%

ウ　社会資本の整備 0.5% 0.4% -0.1% 0.0% 2.6% 0.5% 0.4% 0.1% 27.1% 0.5% 0.4% 0.3% 0.0% 0.3% 0.2% 0.3% 0.0% 0.0% 200.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 228.0% 0.0% 0.0%

エ　市町村の事業への支援・協力 0.5% 0.0% 0.0% 0.4% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 386.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 390.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 403.8% 0.7% 0.0% 0.0% 0.0% 401.5% 0.0% 0.0%

（２）共同で実施するもの 7.3% 29.4% 4.6% 0.0% 2.1% 28.4% 29.4% 4.7% 15.8% 28.4% 29.3% 24.3% 4.6% 15.8% 2.3% 18.9% 49.1% 7.6% 15.6% 4.6% 48.1% 49.1% 7.7% 15.6% 5.0% 39.0%

ア　国際協力・国際交流 1.3% 0.0% 0.1% 0.3% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1% 249.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 252.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 196.1% 0.4% 0.0% 0.0% 0.1% 195.1% 0.0% 0.0%

イ　産業・経済・雇用 2.0% 29.2% 4.1% 0.0% 0.8% 28.1% 29.2% 4.1% 14.0% 28.1% 29.1% 24.1% 4.1% 14.0% 2.2% 18.8% 48.8% 7.1% 14.5% 2.0% 47.8% 48.8% 7.1% 14.5% 4.9% 38.8%

ウ　啓発・相談・支援等 3.7% 0.2% 0.4% 0.2% 1.0% 0.2% 0.2% 0.4% 261.3% 0.2% 0.2% 0.1% 0.4% 245.4% 0.1% 0.1% 0.2% 0.4% 237.8% 1.9% 0.2% 0.2% 0.4% 252.1% 0.1% 0.2%

エ　協議会等への参画 0.3% 0.0% 0.1% 0.4% 0.1% 0.0% 0.0% 0.1% 386.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 390.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 403.8% 0.2% 0.0% 0.0% 0.1% 401.5% 0.0% 0.0%

オ　応急災害対策 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

５　内部管理事務 3.5% 0.5% 0.7% 0.1% 2.1% 0.6% 0.5% 0.6% 125.6% 0.6% 0.5% 0.4% 0.6% 126.7% 0.2% 0.4% 0.4% 0.6% 146.7% 4.0% 0.5% 0.4% 0.6% 145.9% 0.2% 0.4%

指定都市が担うべき事務（小計） 60.4% 49.9% 79.4% 159.3% 69.5% 50.6% 49.9% 78.9% 158.2% 50.6% 49.9% 41.2% 79.2% 158.8% 7.7% 33.0% 31.4% 72.5% 231.3% 54.0% 31.9% 31.4% 72.3% 230.4% 5.5% 25.5%

指定都市が担うべき事務 47.3% 38.7% 64.7% 167.3% 37.8% 38.6% 38.7% 64.1% 165.8% 38.6% 38.7% 31.9% 64.4% 166.6% 5.0% 25.4% 31.4% 72.5% 231.3% 54.0% 31.9% 31.4% 72.3% 230.4% 5.5% 25.5%

大都市特例により移譲済みの事務 13.1% 11.2% 14.7% 131.8% 31.7% 12.0% 11.2% 14.7% 131.7% 12.0% 11.2% 9.2% 14.7% 131.7% 2.7% 7.6% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% － 0.0% 0.0%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 82.6% 100.0% 100.0% 13.1% 65.6% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 14.2% 80.5%

16.4% 13.3% 12.1% 90.9% 11.5% 13.2% 13.3% 12.2% 92.1% 13.2% 13.3% 13.3% 12.1% 91.5% 12.5% 13.2% 12.0% 15.0% 125.2% 16.3% 12.1% 12.0% 15.2% 126.4% 13.3% 12.0%

14.5% 35.4% 5.9% 16.7% 5.6% 34.3% 35.4% 6.1% 17.3% 34.3% 35.4% 35.4% 6.0% 17.0% 22.2% 34.8% 54.8% 9.1% 16.7% 6.6% 53.7% 54.8% 9.1% 16.7% 39.6% 54.2%

69.1% 51.3% 82.0% 159.9% 82.8% 52.5% 51.3% 81.7% 159.2% 52.5% 51.4% 51.3% 81.8% 159.5% 65.3% 52.0% 33.2% 75.9% 228.3% 77.2% 34.2% 33.2% 75.7% 227.8% 47.1% 33.8%

別途、事業費等 17.4% 13.1%
準義務的経費 16.2% 12.2%
繰上充用金 1.2% 0.9%

別途、人件費 86.9% 21.3% 59.9% 13.6%
教育関係人件費 62.7% 15.3% 59.9% 13.6%

(うち、高等学校教職員費) (11.0%) (2.7%) (11.1%) (2.5%)
(うち、養護教育学校教職員費） (4.1%) (1.0%) (2.8%) (0.6%)
(うち、義務教育教職員費の大阪市域分） (9.9%) (2.4%) (46.0%) (10.5%)

警察関係人件費 24.2% 5.9% － －
別途、大都市特例事務に係る経費 25.9% 5.9%

17.4% 86.9% 34.4% 85.8% 19.5%

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

72.3% 91.2% 34.6%

：税源移譲の対象となる事務の経費

別計（規模・性質対応事務の小計）

「大阪府施策集」の事業費　Ａ' 大阪府の事業費総額　Ａ'+Ｂ'

大阪市に税源移譲されるべき事務の経費計

「大阪府施策集」　Ａ

別計（広域、連絡調整、内部管理事務の小計）

総　　計

メルクマールの分類

合　　計
（道府県の事務＋指定都市が担うべき事務）

予算総額と「大阪府施策集」との差額　Ｂ

合　　計

大阪府合計のうち、大阪市を対象とする分大阪府における事業費等（H16）

別計（共通事務の小計）

事業費総額　Ａ+Ｂ
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